
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

「革新的新構造材料等研究開発」 

終了時評価報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０２３年８月 
 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 
 
 
 
 
 



 

 
2023 年 8 月 

 
 
国立研究開発法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 
理事長  斎藤 保 殿 

 
 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
研究評価委員会 委員長  木野 邦器 

 
 
 
 

NEDO技術委員・技術委員会等規程第34条の規定に基づき、別添のとおり評価結果につい

て報告します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

「革新的新構造材料等研究開発」 

終了時評価報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０２３年８月 
 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 

目 次 
 

はじめに 1 
審議経過 2 
分科会委員名簿 3 
研究評価委員会委員名簿 4 
 
第１章 評価 

１．  評価コメント 1-1 
１．１ 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋  
１．２ 目標及び達成状況  
１．３ マネジメント                                            
（参考）分科会委員の評価コメント 1-3 
２．評点結果 1-12 

 
第２章 評価対象事業に係る資料 

１．事業原簿 2-1 
２．分科会公開資料 2-2 

 
参考資料１ 分科会議事録及び書面による質疑応答 参考資料 1-1 
参考資料２ 評価の実施方法 参考資料 2-1 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「革新的新構造材料等研究開発」の終了時評価報告書であり、NEDO 技術委員・

技術委員会等規程第 32 条に基づき、研究評価委員会において設置された「革新的新構造材

料等研究開発」 （終了時評価）分科会において評価報告書案を策定し、第 74 回研究評価委員

会（2023 年 8 月 8 日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

2023 年 8 月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1



 

 

 
審議経過 

 
● 分科会（2023 年 4 月 21 日） 

すべて公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 

 
● 第 74 回研究評価委員会（2023 年 8 月 8 日） 
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「革新的新構造材料等研究開発」（終了時評価） 

分科会委員名簿 

 
（2023 年 4 月現在） 

 氏名 所属、役職 

分科会長 松田
ま つ だ

 健二
け ん じ

 富山大学 学術研究部 都市デザイン学系 教授 

分科会長 
代理 奥田

お く だ

 章
あき

順
のぶ

 株式会社航想研 代表取締役社長 

委員 

大窪
おおくぼ

 和也
か ず や

 同志社大学 理工学部 機械理工学科 教授 

小笠原
おがさわら

 俊夫
と し お

 
東京農工大学 工学研究院 先端機械システム部門 

教授 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 　

政策研究事業本部   
持続可能社会部長／上席主任研究員 

清水
し み ず

 孝太郎
こうたろう

 

福岡
ふくおか

 俊
とし

康
やす

 
三菱重工業株式会社 民間機セグメント  
複合材構造開発グループ グループ長 

柳本
やなぎもと

 潤
じゅん

 
東京大学* 大学院工学系研究科 機械工学専攻  
教授 

敬称略、五十音順 
 

注*：実施者の一部と同一大学であるが、所属部署が異なるため（実施者：東京大学 

大学院工学系研究科システム工学専攻など）「NEDO 技術委員・技術委員会等規

程(平成 30 年 11 月 15 日改正）」第 35 条（評価における利害関係者の排除）に

より、利害関係はないとする。 
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研究評価委員会委員名簿 

 
（2023 年 8 月現在） 

 氏 名 所属、役職 

委員長 木野
き の

 邦器
く に き

 早稲田大学 理工学術院 教授 

委員 

浅野
あ さ の

 浩志
ひ ろ し

 
岐阜大学 特任教授 
一般財団法人電力中央研究所 研究アドバイザー 

稲葉
い な ば

 稔
みのる

 同志社大学 理工学部 教授 

五内川
ごないかわ

 拡史
ひ ろ し

 株式会社ユニファイ・リサーチ 代表取締役社長 

鈴木
す ず き

 潤
じゅん

 政策研究大学院大学 政策研究科 教授 

原田
は ら だ

 文代
ふ み よ

 株式会社日本政策投資銀行 常務執行役員 

松井
ま つ い

 俊浩
としひろ

 
東京情報デザイン専門職大学 情報デザイン学部 
学部長・教授 

松本
まつもと

 真由美
ま ゆ み

 
東京大学 教育学部附属教養教育高度化機構 
環境エネルギー科学特別部門 客員准教授 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 
政策研究事業本部  経済政策部  主席研究員 吉本

よしもと

 陽子
よ う こ

 

敬称略、五十音順 
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第１章 評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

１．評価コメント 
１．１ 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

本事業は、輸送機器の抜本的な軽量化という大きな目標に対して、事業当初より社会実

装からバックキャストを図り素材及び接合技術という要素技術毎にそれぞれ具体的な目

標／課題を適切に設定し、10 年間という長い事業期間中に生じた社会情勢・国際情勢の

変化にもフレキシブルに対応を図り、目標の見直しや修正をタイムリーに行ってきたこと

は評価できる。また、社会実装に向けては、車体重量半減を実現すべく、革新材料の開発、

革新材料の適用方法、成果の活用方法の検討等を明確に位置付けて進めてきたこと、さら

には、成果の受け渡し期間を設定し、事業終了後も成果を活用できる場・方法の検討を図

ってきたことは大いに評価できる。 
さらに、知的財産および標準化戦略においても、新構造材料技術研究組合（ISMA）が

主導して、実用化・事業化を見据えた上でクローズ領域とオープン領域を適切に設定し、

知的財産権取扱規程の制定や定期的に権利化に関する審議を行う知財委員会の運用等、積

極的に取り組んできたことは評価できる。 
一方で、社会実装までの道筋においては、今後は優れた接合技術と素材開発の成果を市

場で受け入れてもらう戦略の一環として、我が国が主導して適切な評価基準づくりを図っ

ていくことを期待したい。また、国際標準化に向けては活動が始まったばかりと考えられ

ることから、より具体的な方策の検討を実施するとともに、社会実装フェーズに向けて標

準化戦略策定やそれらの準備を更に推し進めていただくことを望みたい。 
 
１．２ 目標及び達成状況 

アウトカム目標については、実現可能な根拠を示しつつ、費用対効果の経済的な目標値、

CO2削減の社会的な目標値、および強度や変形能（伸びなど）、車体重量半減に必要な技

術的な目標値が、達成状況の計測が可能な数値目標として適切に設定され、達成の見込み

も十分にある。また、アウトプットの達成状況については、国際水準と比較しても優れた

成果が得られており、我が国の産業力向上に大きく寄与するものと評価できる。なかでも、

材料開発において高い物性目標を達成し、接合技術においても将来有望な技術が開発され

たことは、我が国の素材産業・生産技術力の強みを堅持可能な高い成果が得られたと評価

できる。さらに、マルチマテリアル化によるアウトプットの普及を狙いモデル車体を作製

したことは、大変良い成果であった。本事業の全期間を通して、社会的影響等の外部環境

変化や進捗状況を踏まえ、アウトカムおよびアウトプット目標の追加や見直しが適切に行

われてきたものと評価できる。加えて、NEDO 特別講座を通して若い人材の育成を図る

道筋ができたことも、重要な成果と考えられる。 
今後、社会実装に向けては、使用済み輸送機器の解体・破砕時における単体分離を容易

にするような易解体設計への応用可能性も模索する等、ライフサイクルアセスメントの観

点も含めた評価・開発を期待したい。 
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１．３ マネジメント 

事業の遂行において、多くの大学、研究機関、企業が集まる中、ISMA が取りまとめを

行うことで研究開発のハブとして機能させるとともに、PL の指揮のもと、指揮命令系統

及び責任体制は明確であった。この実施体制のもと、実施者の実用化・事業化に向けた技

術力を十分に発揮させ、また、実施者のモティベーションを高める観点をふまえ、各要素

技術間での連携を図り、研究開発の進捗を管理する手法は適切であったと評価できる。さ

らには、8 つのマルチマテリアル研究拠点を構築するとともに、研究ハブを設置し、各事

業と拠点間の連携を図り、異なるフェーズの複数の研究開発を確実に実施・進捗させ、全

体をとりまとめたマネジメントは大いに評価できる。 

事業の後半は、マルチマテリアル技術開発に注力するなか、異種材料の接着接合につい

ては、本事業を進めるにつれ重点化するなど、研究開発計画を外部環境に対応して柔軟に

見直したこと、また、事業の終了後を鑑み、第 4 期から拠点形成についての議論や施策を

進めてきたことは評価できる。 

今後、社会実装実現のためには、これらの拠点を安定的に機能させることが重要である

と考えられるため、各拠点自らが自立に向けたロードマップを構築し、更なる発展を目指

していただくとともに、これまで以上にマルチマテリアル研究拠点等において、ユーザー

とのより密な連携を期待したい。 
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（参考）分科会委員の評価コメント 
１．１  意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

＜肯定的意見＞ 
・  目的達成のために、早期達成テーマと、課題となった新規取組みテーマへの展開の 

早さが際立ち、「アウトカム達成までの道筋」の見直しの工程が明確であった。 
・  官民の役割分担が明確であった。 
・  ISMA を立ち上げて事業終了後の自立運営もすでに実施されていた。 
・  オートモーティブワールド 2023「第  13 回クルマの軽量化技術展」での ISMA ブー 

ス設置など、十分な情報発信がなされていた。 
・  特許出願など、知財戦略は研究開発成果の事業化に十分に資するものであった。 
・  オープン・クローズ戦略は十分になされていた。 
・  技術戦略上の位置付けを明確にして実施されている点は評価される。 
・  アウトカム（社会実装）達成までの道筋が（革新材料の開発、革新材料の適用方法、 

成果の活用方法検討）、明確に位置付けて進められており、かつ成果の受け渡し期間 

を設定していることは評価される。 
・  国内外との比較で日本の位置づけとプロジェクト終了時の位置づけを明示してい 

る点は良い。 
・  知財のオープン・クローズ戦略は、現実的なアプローチと理解でき、知財権取得規 

定制定などは重要と考える。 

 
 

・ プロジェクトの開始当初より将来像が想定されており、時間軸を考慮した役割分担

が計画されていた事が認められる。また事業終了後、すなわち終了年度以降の 8 年

間の 2030 年度までのスケジュールが計画されており、さらには人材育成の手段も

計画されている。また知的財産および標準化戦略の手段を見ても、実用化・事業化

を見据えた上でクローズ領域とオープン領域が適切に設定されている事が認めら

れ、適切なものであったと考えられる。また外部環境の変化に応じて活動を柔軟に

展開し、変更および調整がなされて取り組まれて来た事も認められる。 
・ プロジェクト当初より社会実装からバックキャストして目標/課題を設定するとい

う考え方が浸透しており、10 年間という長いプロジェクト期間の中で生じてきた社

会情勢・国際情勢の変化に対してもフレキシブルに対応し、目標の設定や修正が適

切かつタイムリーになされてきたものと考える。アウトカム・アウトプットの切り

分けについても適切に認識されている。 
・ 結果として、幅広い技術分野において秀逸な研究開発成果が達成されており、アウ

トプットの達成状況については特に高く評価できる。 
・ プロジェクト終了後の社会実装活動をサポートするため、第 4 期から拠点形成につ

いての議論や施策が進められてきた点についても特筆できる。 
・ 輸送機器の抜本的な軽量化という大目標に対して、素材及び接合技術という要素技

術ごとにそれぞれ具体的な小目標を適切に設定している。また、これら要素技術の

研究開発目標は、ほかの要素技術を意識したうえで適切に設定されている。 
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・ 一部で ISO 提案があったほか、特許出願が多数あった。 
・ 分野別技術拠点を構築し、社会実装フェーズでの技術相談窓口を明確化したのは大

きな成果と考える。拠点となった組織は最先端・最高位の技術を維持頂きたい。 
・ 見本市（ナノテク展）で社会実装の具体的荷姿を発信し、将来技術・製品の方向性

を示した点を高く評価する。 
・ 10 年という長期間にわたるプロジェクトであったが、開発内容と開発目標を適宜見

直すことで、自動車など材料の軽量化を目標とする技術開発を推進することができ

た。 
・ 後半はマルチマテリアル技術開発に注力し、意義ある成果を得ることができた。外

部環境の変化に対応した動きとして、「基盤研究」の接着を例として挙げる。最近は

自動車ボディの剛性を上げるために構造用接着剤が多用されるようになった。本プ

ロジェクトでは異材接合技術が重要なコンポーネントであるが、プロジェクト開始

当初は、接着接合については重要性は認識されていつつも、必ずしも重点としては

とらえられてはいなかった様に思う。ISMA プロジェクトを進めるにつれて、接着

接合の重みを増し重点化してきたことは、外部環境に対応したプロジェクトマネジ

メントがうまく機能した一例である。 
・ 知財戦略は妥当である。特に海外特許を中心として出願した方が良いと判断される

成果については積極的に出願している。オープン・クローズ戦略も、企業との対話

を通し、ISMA 内で適切に立案され運用されていた。 
・ 一方で、ノウハウとして膨大な情報が蓄積されていると思う。個社持ち帰りのノウ

ハウはさておき、共通基盤のノウハウを伝承してもらいたいし、そのために、拠点

を整備したことは高く評価できる。 
・ 標準化戦略にも積極的に取り組んでいることは高く評価できる。技術研究組合

（ISMA）が標準化戦略を取り仕切りハンドリングしており、各事業者も積極的に

取り組んでいたことは評価できる。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ 標準化戦略に関しては海外特許の出願など、検討中と判断される。今後の課題であ

る。 
・ 個々の成果をいかに社会実装していくか、また、成果受け渡し期間（社会実装期間）

における技術のさらなる進展をどのように取り込んでいくかについては、しっかり

と対応することが重要。 
・ 成果の社会実装が確実に行われているかのモニタリングと可能な範囲でのサポー

トも必要だが、これらは MM 構造部位拠点の機能として実施されるのが良いと考

える。 
・ 知財のオープン・クローズ戦略を通して、成果をいかに標準化に結びつけるかにつ

いては、より具体的な方策の検討を拠点で実施することが重要。 

1-41-4



 

 
 

・ 問題点・改善点は特に見受けられない。今後への提言としては、プロジェクト終了

後の事も含めて社会への実装のために計画されているスケジュール計画を確実に

達成するように、具体的な活動を遂行されるべきと思われる。 
・ プロジェクト終了後の社会実装活動をサポートするための拠点形成構想は素晴ら

しいが、拠点の維持・運用に関する 2023 年度以降の政策的な財政支援については

若干の弱さを感じる。 

・ 大阪大学のような民間を中心としたコンソーシアムによる拠点構築は理想的であ

るが、諸事情により他の拠点でも同じように拠点化が進められるとは限らない。本

事業終了後の研究拠点維持、ステークホルダーへの情報発信、国際標準化活動、知

財運用の調整、各事業者による社会実装状況のモニタリングなどを担う時限的な事

業をプロジェクト化し、公的資金による切れ目のない継続的な支援体制を構築する

ことが社会実装の早期達成に効果的であるように思われる。 

・ 優れた接合技術、また素材開発の成果があるが、これらの優位性を適切に評価し、

市場で受け入れてもらうための戦略が必ずしも十分ではないように見受けられる。

今後、適切な評価基準づくりを我が国が主導することを期待したい。また、特許出

願についても、競争領域・非競争領域をどのように設定した上での出願なのか、標

準化戦略等ともセットで戦略を練って頂けるとよい。 
・ 開発した技術の社会実装に向けては、低コスト化、生産性向上（高レート化）は不

可欠と考える。社会実装検討フェーズで、具体的な実現手法の検討に取り組んで頂

きたい。 
・ 研究開始時点と比べると、地上モビリティの動力源は化石燃料から電力や水素燃料

等の脱炭素エネルギーに置き換わる傾向が顕著で、車体軽量化による直接的な排出

炭素削減効果は小さくなっていると思われる。しかしながら、電池重量増分の補填

に用いるなど依然車体軽量化のニーズは高いはずで、研究開発目標の価値を社会環

境に合わせて常にアップデートして頂き、またそれをアピール頂くとより良いと考

える。 
・ 国際標準化に向けては、活動が始まったばかりの状態と考える。標準化で先手を打

ち国益につなげるために、社会実装フェーズで戦略策定と準備を進めて頂きたい。 
・ 問題点とまでは言えないかもしれないが、当初の革新的構造材料には競争領域が含

まれており、事業者が詳細なデータの公開には躊躇する場合も多かったとの印象が

ある。 
・ プロジェクトを進める過程で、研究開発課題を非競争領域と共通基盤領域に属する

テーマに徐々に寄せていった。競争領域が減っていったともいえる。 
・ 競争領域にある民間企業の研究開発課題に国費を投入するためには、国益に資する

ことを十分に説明する必要がある。この場合の国益を結果の国民への公開性に求め

ると、おのずと競争領域の課題は減少してくる。以前は「国益＝産業競争力」と考

えて差し支えなかったが、最近は、経済安全保障やサプラインチェーンといった問

題も加わっているといった事情がある。NEDO プロでは企業の参加を必須としてい
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たが、経済安全保障やサプラインチェーンに結びつくプロジェクトには、民間企業

の参加を必須としなくても良いのではないか。NEDO の技術戦略委員会での議論に

期待する。 
 

１．２ 目標及び達成状況 
＜肯定的意見＞ 
・ 社会的影響等を踏まえてアウトカム指標・目標値を適切に見直していた。 
・ 達成状況の計測が可能な指標が示されて、アウトカム目標の達成の見込みが十分に

あった。 
・ 社会的影響等を踏まえてアウトプット指標を適切に設定していた。 
・ 新規の計測法の開発・基礎研究の成果が充実しており、大きな副次的成果や波及効

果が今後期待される。 
・ 個々の研究テーマの成果はいずれも目標を達成しており、さらに適用にあたりマル

チマテリアル技術を開発している点は評価される。 
・ 成果の波及効果も勘案して、MM 構造部位拠点として 8 つの拠点を構築、自動車だ

けでなくインフラや航空機などへの展開を図ることも視野に入れている点は高く

評価される。 
・ さらに特別講座を通して若い人材の育成を図る制度ができたことは、重要な成果と

考える。 
・ 外部環境の変化に応じてアウトカム指標、すなわちプロジェクト内容を適切に追加

し、見直しが行われて来た事が認められる。そのアウトカム目標については、費用

対効果の経済的な目標値、CO2削減の社会的な目標値、および強度や変形能（伸び

など）、重量低減などの技術的な目標値が具体的な数値目標として適切に設定され

て来た事が確認できる。もちろんそれらの目標値は日本経済や国際競争力の向上に

寄与し、技術的に見て実現可能な根拠を持つ適切な目標であった事が確認できる。

またそれらは規格化された標準手法を用いて客観的に計測可能な値であり、それら

の達成度を監視しながらプロジェクトが遂行されて来た事が確認できる。最終目標

については全ての開発目標について達成した事が認められ、2020 年度の中間評価

での指摘事項への対応が適切になされた事も確認できる。 
・ プロジェクト全期間において、外部環境変化やプロジェクトの進捗状況にあわせて

アウトカムおよびアウトプット目標の設定が適切に進められてきたものと判断す

る。これは全体の研究マネジメントを円滑に進められるような実施体制が構築され

ていたことも大きく寄与しているように感じる。 
・ アウトプット目標の達成状況に関して言えば、全事業者について全く申し分のない

もので、国際的な水準でも優れた成果が得られ、産業力の向上に大きく寄与したプ

ロジェクトであったものと思われる。 
・ 事業開始当初に掲げていた研究開発目標、またアウトカム目標は十分に達成できて

いる。特に軽量化を進めることで輸送機械の省エネルギー性能を向上を期待できる
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ほか、そこで新たに直面する必要十分な接合技術の確立という課題を包括的に解決

することができた。 
・ 材料開発において高い物性目標を達成し、また接合技術においても将来有望な技術

が開発されており、我が国の素材産業・生産技術力の強みを堅持できそうな点が心

強い。極めて高い成果が得られたと評価する。 
・ 外部環境である「車体軽量化」は、自動車の電動化の進展に従い、今後も間断なく

求められる。したがってアウトカム目標は代わりようも無く、見直しの必要も無か

った。目標値としての軽量化 50%はややあいまいであるが、数値に意味があるとい

うよりかは、「車体軽量化」をシンボライズするための 50%であったと考える。 
・ 一方で、軽量化のためのアウトプット指標は、部素材ごとに変化してきている。こ

のプロジェクトでは部素材の多様化と組み合わせ技術（設計と接合）で達成しよう

としているので、個々の部材について数値目標値を設定することがプロジェクト推

進のために必須とは思わないが、各研究課題に数値目標を設定し、これを達成すべ

く研究が行われてきた。 
・ マルチマテリアル化によるアウトプットの普及を狙い、モデル車体を作成したのは

大変良い目に見える成果である。モデル車体を作製するために技組（ISMA）内に

専門家を補強し、真摯に検討が行われた。 
・ これ以外にも、モデル構体を製造した例がある（マグネシウム車両構体）。アウトプ

ットを、目で見える、さらに気密疲労試験結果として数値として、発表できたこと

は大変良かった。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ この「ドリームチーム」の成果を、日本の材料科学・材料工学力として大々的に PR

していただきたい。一部はすでに他のプロジェクトへと発展しているようであるが、

この枠組みを継承できるような新規プロジェクトを提言されることを切望する。 
・ MM 構造拠点が、今後の成果の受け渡し期間でしっかりと機能することが最大の課

題。一方で予算をずっと国から確保することは難しく、拠点自らが自立のロードマ

ップ、戦略をしっかりと構築して、実行することが重要。 
・ 海外との連携は今後ますます重要となるため、本成果や MM 構造拠点が提供する

付加価値やそれを活用して実現されることの明確なビジョンなどを示すことなど

で営業活動を含め、拠点の自立、発展を具現化することが必要。 
・ 個々のプロジェクトの成果は優れている一方で、本プロジェクト全体としての戦略

的な方向性を検討することは重要で、今後の拠点活動では、横軸を通した活動の戦

略的意味についても検討することは有意義だと考える。 
・ プロジェクト全体で見て必要で十分な論文発表や特許出願等が行われた事が明確

に確認できるが、研究開発項目やテーマ番号の違いによっては、論文発表と特許出

願数の和が若干数であると言ったテーマもわずかに散見され、全テーマにおいて学

1-71-7



 

 
 

術的な貢献が均等になされれば、社会に対する副次的成果や波及効果のアウトプッ

トが、さらに広くなされたと思われる。 
・ プロジェクトの初期段階では材料・工法による性能に主眼を置いた目標設置がなさ

れていたが、研究の進捗や外部環境変化を反映して社会実装に不可欠な周辺技術

（循環経済、リサイクル、LCA、サプライチェーンなど）に関する目標設定もなさ

れたことは適切である。 
・ 今後、新規に立ち上げるプロジェクトにおいても本プロジェクトを参考にして、社

会実装に必要な周辺技術に対して当初から目配りをして適切な目標設定がなされ

ることが望ましいものと考える。 
・ 本プロジェクトの成果が継続的な我が国の国際競争力強化につながるように、産総

研などの拠点を中心に基盤技術の国際標準化などの活動にも注力してほしい。 
・ エネルギー事情、また経済安全保障等の観点から、社会から求められる輸送機械の

あり方は大きく変わりつつある。特に循環経済といった観点での考慮も求められて

いる。すでにご発表でも触れて頂いているところであるが、今後、使用済み輸送機

械の解体・破砕時における単体分離を容易にするような易解体設計への応用可能性

等も模索できるとよい。 
・ 研究初度からの目標「車体重量半減」は維持されているが、結果として不変でも、

現在でも妥当な目標であることを示して頂く方がより良かったと考える。 
・ 高性能新素材は製造段階で CO2排出が増大するケースもあるので、社会実装に向け

ては LCA の観点も含めた評価・開発を進めて頂きたい。 
・ 個々の部素材レベルのアウトプット目標は、微調整はあったのかもしれないが、必

ずしもより挑戦的な方向への見直しはされていなかった様に感じる。10 年と長期に

わたるプロジェクトであるので、挑戦的なアウトプット目標の見直しがもっと目立

っても良かったと思う。国の資金では「達成」を必然とするため、当たり障りの無

い目標に陥りがちであったことが残念である。 
・ 論文数は必ずしも十分とは言えない。科学技術でわが国が世界に貢献するためには

英文での原著論文の執筆が必須であるので、今後も積極的に取り組んでもらいたい。 
 
１．３ マネジメント 

＜肯定的意見＞ 
・ 全体およびテーマ毎で十分なコミュニケーション、技術に関する検討が実施されて

おり、実施者は技術力及び実用化・事業化能力を発揮したと評価される。 
・ 研究開発データの利活用・提供方針について明確な取り決めがなされており、オー

プン・クローズ戦略等に沿った適切なものであったと評価できる。 
・ 情報開示や各所属機関における管理体制整備は万全であり、研究の健全性・公平性

が確保されていたと評価できる。 
・ アウトプット目標達成へのスケジュール管理は十分であったと評価できる。 
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・ 進捗状況は関係者で共有されており、早期達成や遅延についてはテーマ間の連携を

見直すなど、適切に対応されていたと評価できる。 
・ 各テーマ間の競争を促すような検討会、情報発信がなされており、運用は妥当であ

ったと評価できる。 
・ 上記と重複するが、研究・技術成果の学会発表や論文公表、プレスリリース等を効

果的に活用して本プロジェクト参加者の士気を高めていたと評価できる。 
・ 個々のプロジェクトの実施体制はしっかりしていたと理解しており、評価できる。 
・ 複数のプロジェクトを複数フェーズにわたりしっかりと実施し、全体をとりまとめ

たマネジメントは非常に優れていると考える。 
・ 研究開発体制は基本的に妥当だったと考える。 
・ プロジェクトの遂行において、指揮命令系統及び責任体制は適切であり、技術力及

び実用化・事業化能力が十分に発揮された事が確認される。特に実施体制が適切に

設定され、進捗の程度と社会の動向の変化に応じて、適切な進捗管理が実行された

事が確認される。個別事業の採択プロセスについても平等な公募が行われ、その後

に適切な審査が行われた事が確認できる。研究開発データについても公平に適切な

管理がなされ、現在もなされている事が確認できる。必要な技術要素の網羅につい

てはその広さが確認でき、上記の実施体制により要素技術間での十分な連携が行わ

れた事が確認できる。その結果、総じて参加者のモティベーションは高められ、研

究開発の進捗を管理する手法は適切であったと言える。 
・ 実施者が優れた技術力、実用化・事業化能力を十二分に発揮したことは間違いなく、

その結果として素晴らしい成果の創出につながっている。ISMA/NEDO を中心とし

たプロジェクト運営についてもプロジェクト全期間を通して適切に機能し、統率の

とれたマネジメントが実現したものと考える。 
・ 事業拠点を軸とした各事業間の連携も取れており、スケジュール管理、研究開発進

捗管理ともに適切に対応できていたものと判断される。 
・ 要素技術の研究開発では、必要な目標を具体的に設定し、またその目標を達成する

ために適切な体制を構築し、また計画を立案、実施できている。 
・ 多くの大学、研究機関、企業が集まる中、とりまとめ(ISMA)を定め、研究開発のハ

ブとして機能したのは非常に良かったと考える。 
・ 各実施者は、事業管理機関の管理の下で、大いに力を発揮した。PL の指揮のもと、

ISMA のベテラン研究者が指揮命令系統や責任体制は明確であった。 
・ 総花的に陥る可能性が高い 5 材料（CFRP、鋼板、マグネシウム、チタン、アルミ）

の研究を一つに束ね、異材接合（接合・接着）、計測評価、信頼性設計の基盤研究を

組み合わせた研究全体の構造は適切であった。 
・ 進捗の管理は、種々の委員会にて適切に行われていた。 
・ 2030 年社会実装との見通しがすべてにおいて共有されており大変好ましい。社会

実装の見通しが立っている成果が多く出ており、一部はすでに実装されている。 
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・ ユーザー（車両のオペレータ）が課題を出す形で間接的に関わり、車両メーカーと

材料メーカーが密接かつ積極的に関わった課題もあり、大変結構なことであった

（マグネシウム）。 
・ 研究開発成果の今後の利活用を、産総研を中心とする 5 機関に設けた拠点で行おう

とする考え方はきわめて妥当。せめてこの拠点に、今後 5 年間は運営費相当の資金

を投入すべきではないか。さもないと、拠点を維持するための研究資金の獲得に拠

点が忙殺されてしまう。 
・ 「拠点の維持」による「成果の伝承」と、拠点があることによる今後の研究の展開

「本プロジェクトの成果をもとにした新たな展開」が、明確に分けられる別の経費

にて運用できるように、METI にはぜひ配慮してもらいたい。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ 今後、社会実装を実現化するためには強力なリーダシップが必要となる。このため

リーダシップ構築の具体的な方策を検討して、実行することが必要。 
・ 今後の社会実装にあたっては、ユーザーとの関わりは非常に重要となってくる。そ

の意味で MM 構造部材拠点等においてユーザーと密に連携できる体制構築を図る

ことが重要。 
・ 国際連携を図る場合、今回のオープン・クローズ戦略がそのまま適用できるかは不

透明なところがあり、この種の課題に対応できる体制、リソースが必要になると考

えられる。 
・ 問題点・改善点は特に見受けられない。今後への提言としては、上記のとおりプロ

ジェクト終了後の事も含めて社会への実装のために計画されているスケジュール

計画を確実に達成するようなマネジメントが継続的に行われるべきと、思われる。 
・ プロジェクト推進における PL および PM によるリーダシップと、ISMA/NEDO 事

務局によるサポート体制の重要性をあらためて強く感じた。今後、新規なプロジェ

クトを立ち上げる際にも成功事例のひとつとして参考にされると良いように思わ

れる。 
・ 要素技術の研究開発に焦点がやや当たっており、製品やシステムといった、全体と

しての競争力向上戦略とのつながりが見えにくい。ご説明頂いた知財・標準化の多

くは、個別の要素技術を対象にしたものであるようにも見受けられた。現在はより

大きなシステム単位で市場を形成し、また獲得しようとする動きが強くなっている

（持続可能性といったテーマもそうしたシステムレベルで市場を塗り替えようと

する動きの一つ）。今後の社会実装を進める際には、そうした全体戦略も備えた体制

構築を念頭に置いて頂くのがよいか。 
・ 社会実装に向けて、設立した拠点の維持が課題と考える。拠点を更に発展・維持す

るために関連機関・企業と協力しながら進めて頂きたい。 
・ 公募による個別事業の採択以外の、計画研究に相当する事業の予算措置の上での重

みづけは、プロジェクトと NEDO との協議により行われ、METI の承認を得て進
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められたものと思う（ガバニングボードで決められた）。このことが判りにくかった

のが残念である。 
・ 中間評価でも指摘されていたが、利用者である自動車メーカーの関わりが、M 社の

奮闘が目立つのみであることは残念。自技会での活動として信頼性設計（具体的に

はトポロジー最適化）が位置づけられていたりしてはいるが、車両車体メーカーの

より直接的な関与があると尚よかった。ISMA の様な組織があったからこそ、自動

車メーカーと素材メーカーが協業し、新しい技術やコンセプトを打ち出すことで世

界のデファクトスタンダードを握ることができる、といったことになれば最適では

あったと思う。 
・ 一方で車両車体メーカーと現在の主たる構造材料である鉄鋼材料メーカーとの協

業は、個社レベルですでに相当程度進んでいる。前項の動きは、困難であったこと

はやむを得ない。 
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２．評点結果 
 

評価項目・評価結果 各委員の評価 評点 

1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 (1)アウトカム達成までの道筋 A A A A A A A 3.0 

(2)知的財産・標準化戦略 B B A A B B A 2.4 

2．目標及び達成状況 

 (1)アウトカム目標及び達成見込み A A A A B A A 2.9 

(2)アウトプット目標及び達成状況 A B B A B A A 2.6 

3．マネジメント 

 (1)実施体制 A A A A B A A 2.9 

(2)研究開発計画 A B A A A A A 2.9 

 

≪判定基準≫ 

A：評価基準に適合し、非常に優れている。  

B：評価基準に適合しているが、より望ましくするための改善点もある。 

C：評価基準に一部適合しておらず、改善が必要である。  

D：評価基準に適合しておらず、抜本的な改善が必要である。  

（注）評点は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算・平均して算出。 
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第２章 評価対象事業に係る資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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概 要 

 

プロジェクト名 革新的新構造材料等研究開発 プロジェクト番号 P14014 

担当推進部/ 

ＰＭ、担当者 

 

材料・ナノテクノロジー部 ＰＭ 氏名 小川貴弘（2018 年 6 月～2023 年 3 月現在、2020/4-2023/3 PM） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 佐藤隆行（2014 年 1 月～2014 年 5 月） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 松岡隆一（2014 年 1 月～2014 年 9 月） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 今西大介（2014 年 1 月～2020 年 3 月、2014/1-2017/1 PM） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 寺田幸平（2014 年 6 月～2016 年 5 月） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 廣井政行（2014 年 8 月～2023 年 3 月現在） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 宮本一夫（2016 年 2 月～2018 年 7 月、2017/2-2018/3 PM） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 椎野裕 （2016 年 6 月～2018 年 5 月） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 齋藤英紀（2017 年 4 月～2020 年 3 月、2018/4-2020/3 PM） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 伊東寿 （2020 年 4 月～2023 年 3 月現在） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 笹木隆弘（2021 年 4 月～2023 年 3 月現在） 

０．事業の概要 自動車を中心とした輸送機器の抜本的な軽量化（半減）に向けて、革新的接合技術の開発

や、鋼材、アルミニウム材、チタン材、マグネシウム材、炭素繊維及び炭素繊維強化樹脂（Carbon 

Fiber Reinforced Plastics 、以下「CFRP」という。）等、輸送機器の主要な構造材料の高強度化

等に係る技術開発を一体的に推進する。これにより、輸送機器の燃費向上によるエネルギー

消費量と CO2 排出量の削減、次世代自動車普及の加速、我が国の部素材産業及びユーザー産

業の国際競争力強化を目指す。 

１．事業の位置付 

  け・必要性に 

  ついて 

【事業の必要性】 

エネルギー消費量削減や CO2 排出量削減は、国際的な重要課題である。産業・運輸・民生

の各部門で様々な対応が図られており、例えば運輸部門では、世界的に自動車に対する厳し

い燃費規制が設定されている。我が国においても、CO2 総排出量の 20%近くが自動車からの

排出であり、今後の CO2 排出量削減に向けて、自動車の燃費向上に係る技術開発が重要とな

る。近年の車両軽量化技術開発では、軽量材料を適材適所に使うマルチマテリアル化が進め

られている。その際、異種材料接合が鍵となるが、材質が大きく異なる材料間の接合や、自

動車としての安全性を保証する上で欠かせない接合部の性能評価技術など、今後克服すべき

数多くの技術課題が残されている。また、構造材料そのものの軽量化も極めて重要な課題で

あり、高強度、高延性、不燃性、耐食性、耐衝撃性等の機能が確保された軽量構造材の開発

が必要である。それと同時に、これらの機能を損なうことのない接合技術や成形加工技術等

の開発が求められる。 

【位置付け】 

 本事業は経済産業省が推進する、「未来開拓プロジェクト」の一つであり、本研究開発は既

存技術の延長線上にない、夢のある「未来技術開拓」を実施するものである。内閣府総合科

学技術会議では「2013 年度科学技術重要施策アクションプラン」により、重点的取組として

「技術革新によるエネルギー消費量の飛躍的削減」を実現するものと登録されている。また、

日本再生戦略「グリーン成長戦略」では重点施策の「グリーン部素材が支えるグリーン成長

の実現」に基づきグリーン部素材自体の革新的イノベーションを生み出すための基礎から実

用化まで一気通貫の未来開拓型の研究開発を推進し、「グリーン部素材」をテコにした成長を

実現する。 

マテリアル革新力強化戦略（令和 3 年 4 月 27 日）では、データ駆動型研究開発基盤の整備

が基本方針２として掲げられており、本プロジェクトでもマグネシウム材のマテリアルズ・

インテグレーション（MI）活用技術の開発、データ等活用拠点の形成を行った。 
 

最終更新日 2023 年 3 月 3 日 
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２．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 研究開発項目①「マルチマテリアル技術開発」 

（１）マルチマテリアル設計技術開発 

（ａ）トポロジー最適化システムの構築 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・複数の材料のトポロジー最適設計法を構築する。 

・線形過渡応答問題のトポロジー最適設計法を構築する。 

・複数の材料・線形過渡応答問題のトポロジー最適化結果を評価・検討および他の 

CAE ツールと連携可能なシステムを構築する。 

 

（ｂ）マルチマテリアル界面評価・モデル化 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・マルチマテリアル界面の評価方法の現状、および今後のニーズを調査する。 

・数値解析技術により、マルチマテリアル界面をモデル化する。トポロジー最適化 

システムとの連携可能な適切な方法を検討する。 

・有望と考えられる接合法によって作製された試験片をモデル化し、マルチマテリアル 

界面として評価検討する。 

 

（ｃ）車体構造適用可能性検討 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・複数の材料の利用を想定した対象問題を選定し、そのデータを作成する。 

・車体構造への展開を目的としたソフトウェアの大規模問題への拡張を検討する。 

・最適構造の工学的な妥当性を検証・評価する。 

 

（ｄ）マルチマテリアル実設計への適用 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・開発材料を利用した最適設計法を構築する。 

・マルチマテリアル最適構造の導出と接合方法を含めた評価を実施し、最終的にマルチ 

マテリアル設計車体の提案を行う。 

 

（２）マルチマテリアルボディーの検討・試作 

【第 4 期目標(2022 年度末)】 

 ・トポロジー最適化法により得られた軽量化マルチマテリアル部材につき、粉末積層造形

プロセスによる軽量化の可能性を検討する。 

・開発材料、接合・接着技術を集約して、自動車の部材や車体の部分骨格を試作し軽量化

効果の検証を行う。 

 

 

研究開発項目②「接合技術開発」 

（１）チタン／チタン連続接合技術の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・接合深さ：5mm 以上 

・接合強度：母材強度の 90%以上 

・接合装置：設計技術の確立 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・接合深さ：10mm 以上 

・接合強度：母材強度の 90%以上 

・接合装置：設計技術の確立 

 

（２）中高炭素鋼／中高炭素鋼接合技術の開発 

【第 1 期目標（2015 年度年末）】 

（ａ）スポット接合技術開発 

・接合強度：厚み 1.5mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、JIS-A 級（JIS Z3140:1989）

の引張せん断荷重平均値の 70% 

（ｂ）連続接合技術開発 

・接合強度：厚み 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 70% 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

（ａ）スポット接合技術開発 

・接合強度：厚み 1.5mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、JIS-A 級（JIS Z3140:1989）

の引張せん断荷重平均値の 70%以上 
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（ｂ）連続接合技術開発 

・接合強度：厚み 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 70%以上 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

（ａ）スポット接合技術開発 

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、JIS-A 級（JIS Z3140:2017）

の引張せん断荷重平均値の 70%以上、十字引張荷重平均値の 70%以上 

（ｂ）連続接合技術開発 

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼同士で、母材強度の 70%以上 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

（ａ）スポット接合技術開発 

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、JIS-A 級（JIS Z3140:2017）

の引張せん断荷重平均値以上、十字引張荷重平均値以上 

（ｂ）連続接合技術開発 

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼同士で、母材強度の 90%以上 

 

（３）鋼材／アルミニウムの接合技術の開発（スポット接合技術） 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・接合強度：試験片の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:1989）の引張せん断荷重平均値以上ま

たは母材破断 

・電食による接合部腐食の電気化学的評価手法の確立 

・鋼板／アルミニウム間の熱膨張差による熱歪みの評価解析手法の確立 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・高減衰接着剤の仕様決定 

・電食に対する防錆技術の確立 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・接合強度：抵抗スポット溶接による剥離強度として十字引張荷重平均値が 1.5kN 以上 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・接合強度：各種実用部品の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:2017）の引張せん断荷重最小値

以上または母材破断 

・接合時間：1 点あたり 5 秒以内 

 

（４）アルミニウム／CFRP 接合技術の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・接合強度：試験片の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:1989）の引張せん断荷重平均値以上 

または母材破断 

・電食による接合部腐食の電気化学的評価手法の確立 

・アルミニウム／CFRP 間の熱膨張差による熱歪みの評価解析手法の確立 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・高減衰接着剤の実用組成の決定 

・電食に対する防錆技術の確立 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・ポリアミド樹脂（PA）、ポリフェニレンスルファイド樹脂（PPS）など高融点樹脂をマト

リックスとする CFRP の接合技術の確立 

・電食の評価手法確立と防錆仕様検討への応用 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・接合強度：各種実用部品の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:2017）の引張せん断荷重最小値

以上または母材破断 

・接合時間：1 点あたり 5 秒以内 

・プロセスモニタリング技術の確立 

 

（５）鋼材／CFRP 等樹脂接合技術の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・接合強度：母材破断 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・接合強度：母材破断 

・電食による接合部腐食の評価手法の確立 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・鋼材／CFRP 複合成形パネルの製作に向けた接合材料の仕様確定 

・試験片レベルの接合強度：引張せん断強度 15MPa 以上 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・鋼材／CFRP 複合成形パネルの製作 
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・成形パネルの接合強度：引張せん断強度 20MPa 以上 

 

（６）構造材料用接着技術の開発 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・接合強度：引張せん断強度 10MPa 以上 

・接合部劣化のメカニズム解明及び評価法の確立 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・接合強度：金属用接着剤では引張せん断強度 20MPa 以上、プラスチック用接着剤に 

対しては 7MPa 以上。 

・接着接合部の耐久性向上の検討 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・接合強度：金属用接着剤は引張せん断強度 28MPa 以上、プラスチック用接着剤に 

対しては 10MPa 以上。 

 

研究開発項目③「革新的チタン材の開発」 

（１）製錬・溶解・熱延工程を革新的に短縮した高機能チタン薄板製造技術開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

（ａ）高品質スポンジチタン高効率製造プロセス要素技術の開発 

・鉄含有値：ばらつき範囲 50～500ppm 平均値 200ppm 以下 

・酸素含有値：ばらつき範囲 100～200ppm 平均値 150ppm 以下 

・塩素含有値：300ppm 以下 

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発 

・薄板中の気孔率：1%以下 

・引張強度・延性バランス：現行材より 20%向上 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

（ａ）高品質スポンジチタン高効率製造プロセス要素技術の開発 

・大型工業製品製造に不可欠な工程技術の要素技術を確立し、量産プロセスの見通しを 

得る。 

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発 

・工業的に薄板を製造するプロセスの要素技術を確立し、量産プロセスの見通しを得る。 

【第 3 期目標（2020 年度末））】 

（ａ）高品質スポンジチタン高効率製造プロセス要素技術の開発 

・実機スケールで、Fe≦200ppm、O≦150ppm、Cl≦300ppm のスポンジチタンを製造可能な

技術の確立 

・A 級スポンジチタンの歩留向上（85%を 92%に向上）可能な技術の確立 

・スポンジチタンの製造リードタイムを 30%低減可能な技術の確立 

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発 

・大型試験設備によりチタン薄板コイルを試作 

・上記で試作したチタン薄板の気孔率 0.2%以下 

・チタン薄板の強度･延性バランスを現行材よりも 30%向上 

・現行プロセスに比べて薄板製造のリードタイムを 15%低減 

 

（２）チタン材連続一貫製造プロセス技術開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

（ａ）スクラップチタンやチタン鉱石などのチタン低廉材料の溶解・精錬要素技術の開発 

・精錬後の酸素含有値：300ppm 以下 

（ｂ）上述の溶解・精錬技術と鋳造、圧延を組み合わせたチタン材連続一貫製造プロセス 

要素技術の開発 

・引張強度：現行材より 20%向上 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

（ａ）スクラップチタンやチタン鉱石などのチタン低廉材料の溶解・精錬要素技術の開発 

・実機プロセスにおける精錬後の酸素含有値を 300ppm 以下とする要素技術確立の見通し

を得る。 

（ｂ）上述の溶解・精錬技術と鋳造、圧延を組み合わせたチタン材連続一貫製造プロセス要

素技術の開発 

・高速高圧下箔圧延技術：生産性向上の達成に向けた要素技術を確立し、量産プロセスへ

の見通しを得る。 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・引張強度が現行材より 20%向上した材の量産プロセス検証 

 

 



1-5 
 

（３）チタン新製錬技術開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

工業化への展開が可能な低コストでの新規な製錬技術の開発 

（ラボスケールで検証） 

・鉄含有値：2000ppm 以下 

・酸素含有値：1000ppm 以下 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

工業化への展開が可能な低コストでの新規な製錬技術の開発 

・製錬プロセス設計指針を構築し、量産プロセスへの見通しを得る。 

【第 3 期目標（2020 年度末））】 

・工業化が可能と判断される Fe≦2000ppm、酸素≦1000ppm で、現行クロール法より 

コスト 20%削減に必要な要素技術を提示。 

・大型化試験により、A4 判サイズ、数百 μm厚さで、O≦1000ppm、Fe≦2000ppm を試作。 

 

研究開発項目④「革新的アルミニウム材の開発」 

（１）高強度・高靱性アルミニウム合金の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・引張強度： 660MPa 以上 （現状：600MPa） 

・耐力（降伏強度）：600MPa 以上 （現状：550MPa） 

・伸び：12%以上 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・引張強度： 750MPa 以上 （現状：600MPa） 

・耐力（降伏強度）：700MPa 以上 （現状：550MPa） 

・伸び：12%以上 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・疲労強度を維持しながら高強度化した合金（引張強度：750MPa）の実機レベル（大型ね

じり鍛造装置を用いた）の製造技術開発 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・開発合金の実機化製造条件の技術指針確立 

・Sc 添加アルミニウム合金の自動車用途としての実用性を検証する。 
 

（２）アルミニウム材製造電析プロセス技術開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・電解条件の確立 

・電析メカニズムの解明 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・AlCl3 系イオン液体の新合成法の開発及び量産法の提示 

・パイロットプラントによる実証実験 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・新電析浴において、電析速度 1.0μm/min 以上の達成 

・新電析浴を用いた量産ライン設計指針の確定 

・従来溶製法では製造不可な新電析浴を用いた新 Al 合金および作製法の指針確定 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・鋳物級の低純度から新地金以上の高純度アルミニウムへのハイアップグレード技術の指

針確定 

・ハイアップグレード用電解液を用いた高速電解精錬技術の確立 

・省エネルギーかつ CO2排出量低減が可能なハイアップグレード技術の開発 
 

（３）複層アルミ合金の開発 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・熱処理後の耐力 600MPa 以上 

・成形前の伸び 20%以上 

・製造プロセス設計指針の提示 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・熱処理後の耐力 700MPa 以上 

・成形前の伸び 20%以上 

(部材成形性)平面歪領域の破断限界ひずみ 0.15 以上 
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研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」 

（１）易加工性マグネシウム材の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・レアアース添加無し 

・引張強度：250MPa 以上 

・伸び：15%以上 

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性 

・AZ31（マグネシウム材）と同程度以上の押出速度 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・レアアース添加無し 

・引張強度：270MPa 以上 

・伸び：20%以上 

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性 

・A6N01（アルミニウム材）と同程度以上の押出速度 

 

（２）高強度マグネシウム材の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・レアアース添加無し 

・引張強度：350MPa 以上 

・伸び：13%以上 

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・レアアース添加無し 

・引張強度：360MPa 以上 

・伸び：15%以上 

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性 

 

（３）マグネシウム材の評価手法の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・既存の難燃性マグネシウム合金を対象として、発火メカニズム及び腐食メカニズムの 

解明と評価手法の導出 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・本プロジェクトで開発した難燃性マグネシウム合金を対象として、発火特性、腐食特性

及び疲労特性に関するデータベース構築 

 

（４）マグネシウム材の接合技術の開発 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・本プロジェクトで開発した難燃性マグネシウム材を対象として、MIG、TIG、FSW 等の

接合技術の開発を行う。 

 

（５）革新的マグネシウム材の開発および長期性能評価 

【第 3 期目標（2020 年度末）））】 

(5-1) 前期で開発した合金を用いて高速鉄道車両適用のための大型部材（長さ 5m 以上）

の材料製造技術（押出技術、圧延技術、加工技術）を構築する。 

(5-2) 自動車への適用に必要な機械的特性、成形性を有するマグネシウム材の開発と製造

技術を確立する。 

(5-3) (5-1), (5-2)で開発した合金を対象として実用化に必要となる長期性能（疲労特性等）

データベースを構築する。 

【第 4 期目標（2022 年度末）））】 

(5-2) 自動車への適用に必要な機械的特性、耐食性、成形性を有するマグネシウム材の適

用技術（成形技術、スケールアップ技術）を確立する。 

(5-3) (5-1), (5-2)で開発した合金を対象として、実用化に必要となる長期性能（疲労特性

等）データベースを機械学習等のデータサイエンスを利用して構築する。 

 

（６）マグネシウム製高速車両構体の開発 

【第 3 期目標（2020 年度末）））】 

(6-1) 革新的マグネシウム材を用いて高速車両構体を設計するための技術指針を、一般断

面モックアップ構体の作製・評価を通じて構築する。 

(6-2) 革新的マグネシウム材を用いて一般断面モックアップ構体を作製するための接合

技術および表面処理技術を構築する。 
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【第 4 期目標（2022 年度末）））】 

(6-3) 革新的マグネシウム材の高速車両用構体への適用による試作、検証を行う。 

 

（７）マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ･インテグレーション（MI）活用 

技術開発 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・難燃性マグネシウム合金接合部の疲労性能・寿命を、理論や経験則、数値モデリング、 

データベース、機械学習などにより予測可能とする各モジュールのプロトタイプを完成 

させる。 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・難燃性マグネシウム合金接合部の長期性能（疲労性能・寿命、耐食性等）を、理論や経 

験則、数値モデリング、データベース、機械学習などにより予測可能とする各モジュー 

ルの検証を実施し、統合したワークフローとして完成させる。 

  

研究開発項目⑥「革新鋼板の開発」 

（１）高強度高延性中高炭素鋼の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・レアメタル添加量：10wt%未満 

・引張強度： 1.2GPa 以上 

・伸び：15%以上 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・レアメタル添加量：10wt%未満 

・引張強度： 1.5GPa 以上 

・伸び：20%以上 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・レアメタル添加量：10wt%未満、引張強度：1.5GPa 以上、伸び：20%以上の開発鋼に 

おいて、汎用鋼（590MPa～980MPa 級）と同等の耐食性と水素脆性を目指す 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・鋼材中の軽元素と耐食性の関係の明確化 
 

（２）中高炭素鋼の解析・評価手法の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・低濃度炭素検出技術 

炭素定量下限：30ppm 

・微細粒成長動的観察技術  

像分解能：15nm 

・加熱加工模擬技術の確立 

・鋼の歪み挙動解析技術の確立 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・鋼組織の高速定量解析技術の確立 

・鋼中のヘテロ構造と軽元素の空間相関評価技術の確立 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・鋼中のヘテロ構造と軽元素の空間相関評価技術において、空間分解能：200nm 以下、 

濃度分解能：0.1mass%を目指す 

・微小電気化学計測技術、局所構造解析技術、マクロ腐食挙動との対比などによるマイク

ロおよびナノオーダー（μm以下）の腐食挙動解析技術の確立 

・薄鋼板の水素脆化挙動に影響を及ぼす応力、ひずみ、水素濃度分布、組織損傷を数百 μm

レベルで測定できる技術を確立し、自動車用構造部材としての薄鋼板の水素脆化挙動を

適切に評価できる試験方法の確立 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・薄鋼板の水素脆化挙動に係るき裂伝播挙動解析技術を構築する。また、新規ミクロ組織

観察技術を開発し、き裂伝播挙動との関係を明らかにする。 

 

研究開発項目⑦「熱可塑性 CFRP の開発」 

（１）熱可塑性 CFRP と金属材料との接合技術開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・CFRP と異種材料（鉄鋼、アルミ合金）との接合の要素技術の見極めを行い、上記接合 

方式・接合形状における強度設計に必要なデータベースを構築する。 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・2015 年度までに構築した異材接合データベースを基に、現行量産車において多用され 

一般的に用いられている接合方式（ボルト締結や接着接合）と同等以上の強度を達成す 
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るための要素技術及びその設計手法を確立する。また最適な非破壊評価手法を確立する。 

 

（２）熱可塑性 CFRP の開発及び構造設計・加工技術の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

（ａ）熱可塑性 CFRP の中間基材の開発 

・中間基材のバリエーションを拡大し、車体の 6 割軽量化を実現する中間基材の製造に 

係る要素技術を確立する。 

（ｂ）熱可塑性 CFRP の性能評価技術の開発 

・開発材の静的及び動的力学特性把握のための標準試験法・試験片製作方法を提案する。 

（ｃ）熱可塑性 CFRP を用いた構造設計技術の開発 

・開発材の静的及び動的材料特性を CAE（Computer Aided Engineering）解析に適用した 

予測技術を確立し、予測精度を既存の鋼板製車体と同等以上とする。 

（ｄ）熱可塑性 CFRP の成形加工技術の開発 

・成形シミュレーション技術を構築する。 

（ｅ）LFT-D（Long Fiber Thermoplastics-Direct）成形の基礎技術の開発 

・炭素繊維と熱可塑性樹脂の混練体の流動特性と材料特性の関係を解析し、混練プロセス

の最適条件を解明し、基礎的力学的モデルを提案する。また、初歩的 CAE 解析技術を確

立する。 

（ｆ）大物高速成形技術の開発 

・初歩的なボディ部材を対象に高速プレス成形技術を確立する。また、構造材の剛性確保

のために LFT-D 成形品の部分補強を試行する。ハイブリッド構造を達成するためのマテ

ハン技術の概念を決定する。 

（ｇ）大物高速接合技術の開発 

・熱可塑性 CFRP 使用部材同士の接合方法を見極め、最適手法を選択する。 

（ｈ）高意匠性外板製造技術開発 

・高意匠性を支配する技術要因を分析し、基礎技術を見極める。 

（ｉ）実証評価 

・実証評価の実施方法を策定する。  

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

（ａ）熱可塑性 CFRP の中間基材の開発 

・組立パーツの部品点数の半減を実現する中間基材の製造に係る要素技術を確立する。 

（ｂ）熱可塑性 CFRP の性能評価技術の開発 

・材料特性発現メカニズムを解明することにより、標準試験法による評価値の妥当性を検

証する。 

（ｃ）熱可塑性 CFRP を用いた構造設計技術の開発 

・CAE 解析予測技術を用いた複数部材の一体化設計技術を開発し、組立パーツの部品点数

半減と車体の 6 割軽量化のための要素技術を確立する。 

（ｄ）熱可塑性 CFRP の成形加工技術の開発 

・成形シミュレーション技術を基にして、繊維配向や形状安定性の予測手法を確立する。 

（ｅ）LFT-D（Long Fiber Thermoplastics-Direct）成形の基礎技術の開発 

・量産化につながる混練・押出プロセスの要素技術を確立する。また、LFT-D の材料特性

データベースの一部を構築するとともに、試験法標準化への道付けを実施する。さらに、

力学モデルの高度化を行い、CAE 解析ソフトウェアに組込む。 

（ｆ）大物高速成形技術の開発 

・複雑なボディ部材の成形技術を確立し、量産化に繋がる要素技術を確立する。ハイブリ

ッド成形技術を確立するとともに、高速マテハン技術の要素技術を確立する。 

（ｇ）大物高速接合技術の開発 

・熱可塑性 CFRP 使用部材同士の接合技術を確立する。 

（ｈ）高意匠性外板製造技術開発 

・選定した材料、プロセスを用いて、高意匠性付与技術を確立する。 

（ｉ）実証評価 

・自動車構造体を想定して、自動車ボディの剛性試験などにより軽量化の検証を行うとと

もに、量産化に向けた課題の抽出を行う。 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

（ｊ）LFT-D 高速成形実用化技術の開発 

・革新炭素繊維強化熱可塑 CFRP の LFT-D 成形性および力学特性を評価する。 

・LFT-D 材の混練 CAE シミュレーション技術の研究を行うとともに、成形流動および流動

配向異方性を考慮した最適設計CAE解析技術の研究を行い、剛性最適化技術を開発する。 

（ｋ）熱可塑性 CFRP 高速ハイブリッド成形技術の開発 

・その場重合成形補強材と LFT-D とのハイブリッド成形技術を開発するとともに、新しく

考案したフレーク法によるハイブリッド成形の基礎技術を開発する。 
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（ｌ）熱可塑性 CFRP 評価・解析技術の開発 

・熱可塑性 CFRP の動的・経時特性を評価するとともに、破壊メカニズム解明の研究を行

う。 

・熱可塑性 CFRP の材料特性データベースの一部を構築する。 

（ｍ）自動車向リサイクル CF 適用化技術の開発 

・リサイクル CF 回収技術の研究を行い、LFT-D 要件に適合する基本プロセスを開発する

とともに、設備の改良開発を行う。 

・リサイクル CF を用いた LFT-D 成形プロセスおよび LFT-D 廃材の再利用技術、並びに設

備システムの研究を行う。 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

（ｊ）LFT-D 高速成形最適化技術の開発 

・革新炭素繊維強化熱可塑性 CFRP の LFT-D 成形性および力学特性を評価する。 

（ｋ）熱可塑性 CFRP 高速ハイブリッド成形技術の開発 

・LFT-D 材と異種材料との組合せによる LFT-D マルチマテリアル要素技術の検討を行う。 

（ｌ）熱可塑性 CFRP 評価・解析技術の開発 

・熱可塑性 CFRP の破壊メカニズムを解明し、材料特性予測技術を確立するとともに、実

設計への適用を想定した実用的な材料モデルを開発する。 

・熱可塑性 CFRP の材料特性データベースを構築する。 

（ｍ）自動車向回収 CF 適用化技術の開発 

・リサイクル CF 回収技術を確立する。 

・リサイクル CF の LFT-D 成形技術、および LFT-D 廃材のリサイクル技術を開発する。 

 

（３）超軽量 CFRTP/CFRP ハイブリッド部材の開発 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・CFRTP 材料および成形技術を活用して、CFRTP/CFRP（熱可塑/熱硬化）ハイブリッド部

材を設計し、軽量化効果を実証する。 

 

研究開発項目⑧「革新炭素繊維基盤技術開発」 

（１）新規炭素繊維前駆体化合物の開発 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・下記（２）の成果とあわせて、新たな炭素繊維前駆体の効率的な合成プロセス技術を 

確立し、新たな炭素繊維前駆体を開発する。なお、汎用炭素繊維と同等の特性とは、 

引張弾性率 235GPa、破断伸度 1.5%とする。 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・下記（２）の成果とあわせて、異形状炭素繊維の製造技術を確立する。 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・アクリル繊維ポリマーをベースとする完全耐炎ポリマーを得る反応プロセスを確立する。

これに伴い炭素繊維紡糸工程では、Large Tow（48K）の紡糸技術を確立すると同時に、

炭化プロセスも革新炭素繊維に適合するよう処理条件など検討する。炭素繊維として、

フィラメント径 7μmで、弾性率 240GPa、強度 4GPa を凌ぐ性能を目指す。 

 

（２）炭化構造形成メカニズムの解明 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・（１）の成果とあわせて、新たな炭素繊維の製造技術を開発する。なお、汎用炭素繊維と

同等の特性とは、引張弾性率 235GPa、破断伸度 1.5%とする。 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・（１）の成果とあわせて、異形状炭素繊維の製造技術を確立する。 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・マイクロ波炭化のプロセス多段化など設備を改良するとともに処理条件を最適化し、従

来の炭化炉方式に優る大規模生産のための製造技術を確立する。 

 

（３）炭素繊維の評価手法開発、標準化 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・圧縮試験、曲げ試験、ねじり試験方法の規格原案を作成し、JIS／ISO 化に必要なデータ

を収集する。また、単繊維の熱膨張率計測試験について、試験装置を開発し、評価手法

を確立するとともに、熱可塑性樹脂との界面接着特性試験について、複数の評価手法に

ついて比較検討を行い、その結果をテスト報告（TR）としてとりまとめる。さらに、新

規炭素繊維前駆体から製造される炭素繊維を適用した複合材料の設計やライフサイクル

アセスメント（LCA）に活用するためのデータを収集する。 

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 
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・熱可塑性樹脂と異形状炭素繊維の界面特性を検証し、その特性発現メカニズムを解明 

することにより、標準的な力学的試験法を確立する。 

 

研究開発項目⑨「戦略・基盤研究」 

（１）新構造材料の動向調査・技術・研究戦略 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・研究開発のビジョンの明確化 

・接合技術及び個別材料の技術戦略指針、実用化に向けた課題抽出 

・プロジェクトの技術・研究戦略の策定 

・新規材料の輸送機器への適用可能性の明確化 

・新規材料の研究開発方針の明確化 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・研究開発の実用化・事業化ビジョンの明確化 

・接合技術及び個別材料の技術戦略の策定 

・新規材料の実用化に向けた技術課題（構造体関連）の抽出 

・異種材料接合技術の標準化・規格化の検討体制の構築 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・接合技術及び個別材料の技術戦略の策定 

・新規材料の実用化に向けた技術課題の抽出 

・マルチマテリアル構造体に係わる共通基盤技術課題の抽出 

・異種材料接合技術の標準化・規格化の検討 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・新規材料の実用化に向けた技術課題の明確化 

・マルチマテリアル構造体に係わる共通基盤技術課題の明確化 

・異種材料接合技術の標準化・規格化取りまとめ 

・プロジェクト成果の取りまとめ及び検証 

・プロジェクト成果をプロジェクト終了後も活用してくための方策を具体的に検討し準備

を進める。 
 

（２）共通基盤技術の調査研究 

【第 1 期目標（2015 年度末）】 

・構造材料、接合プロセスに関する新たな研究シーズの顕在化 

・マルチマテリアル設計における、研究方向性の明確化 

・材料と破壊の基礎メカニズム解明 

・接合部の非破壊評価手法の確立 

・プロセスモニタリング／ヘルスモニタリング手法の確立 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・構造材料、接合プロセスに関する新たな研究シーズ(腐食や水素脆化評価など)の顕在化 

・小型中性子線などによる構造材料評価手法の構築 

・軽量金属材料（アルミニウム、マグネシウム）に関する計測・評価手法の確立 

・熱可塑性複合材料の損傷・強度評価手法の確立 

・構造体接合部設計・評価手法の確立 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・構造体接合部設計・評価手法の抽出 

・新材料の材料代替効果定量技術の開発課題の抽出 

・車体軽量化技術の集約化に関する課題の抽出 

・異種材料接合における腐食課題の抽出 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・構造体接合部設計・評価手法の確立 

・新材料の材料代替効果定量技術の確立 

・車体軽量化技術の集約手法・実行体制の確立 

・異種材料接合における腐食解析手法の確立 

 

（３）中性子等量子ビームを用いた構造材料等解析技術の開発 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・新規小型中性子装置を建設し、ブラッグエッジイメージング法による測定の分解能と統

計精度を明らかにする。 

・中性子小角散乱と X 線小角散乱の比較から、ナノ析出物の化学組成、サイズ分布、体積

率、形状因子を同定する技術を開発する。 

・炭素の濃度分布を同定する技術および析出物と水素局所濃縮の関係を検出する技術を開

発する。 
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【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・ブラッグエッジイメージングのデータから、歪や金属組織のイメージング情報に変換す

る手法を確立し、接合部の２次元マッピングを実現する。 

・中性子小角散乱と X 線小角散乱の比較から、ナノ析出物の化学組成、サイズ分布、体積

率、形状因子を同定する技術を確立する。 

・オーステナイト中の炭素濃度分布を検出する技術を開発する。 

・鋼中の水素局所的濃縮を検出する技術を開発する。 

 

（４）低圧･超高速 CFRP 成形技術の開発 

【第 3 期目標（2020 年度末）】 

・樹脂供給体における樹脂･基材の基本設計を完了する。 

・低圧･高速成形の平板形状での成形条件を確立する。 

・平板での樹脂含浸挙動解析シミュレーション技術を構築する。 

 

 

 

事業の計画内容 

主な実施事項 2013fy 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy  

接合技術       

革新的アルミ材料       

革新的マグネ材料       

革新的チタン材料       

革新鋼板       

熱可塑性 CFRP       

革新炭素繊維基盤

技術 
      

戦略・基盤研究       

  

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

（単位：百万

円） 

 
契約種類：委託 

会計・勘定 2013fy 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy  

一般会計       

特別会計（需給） 3,960 4,760 4,300 3,708 3,544  

開発成果促進財源 0 0 1,570 0 185  

総予算額 3,960 4,760 5,870 3,708 3,729  

（委託） 3,960 4,760 5,870 3,708 3,729  

  

事業の計画内容 

主な実施事項 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy  

マルチマテリアル       

接合技術       

革新的アルミ材料       

革新的マグネ材料       

革新的チタン材料       

革新鋼板       

熱可塑性 CFRP       

革新炭素繊維基盤

技術 

 
     

戦略・基盤研究       

   開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

会計・勘定 2018fy 2019fy 2022fy 2021fy 2022fy 総額 

一般会計       

特別会計 3,512 2,827 2,738 2,536 2,400 34,285 
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（単位：百万

円） 

 
契約種類：委託 

（電源・需給の別） 

開発成果促進財源 0 0 882 483 288 3,408 

総予算額 3,512 2,827 3,620 3,019 2,688 37,693 

（委託） 3,512 2,827 3,620 3,019 2,688 37,693 

 開発体制 経産省担当原課 産業技術環境局 研究開発課 

プロジェクト 

リーダー 

【プロジェクトリーダー】国立大学法人東京大学 名誉教授：岸 輝雄 

【サブプロジェクトリーダー】学校法人金沢工業大学 教授：影山裕史 

委託先（＊委託先

が管理法人の場合

は参加企業数及び

参加企業名も記

載） 

委託先：新構造材料技術研究組合（参加 52 社：累計） 

IHI、アイシン、アルモニコス、大阪大学、KADO、川崎重工業、共和工

業、神戸製鋼所、コニカミノルタ、小松製作所、権田金属工業、三協立

山、産業技術総合研究所、JFEスチール、島津製作所、スズキ、SUBARU、

住友重機械工業、住友電気工業、セメダイン、総合車両製作所、大日本

塗料、タカギセイコー、高砂工業、田中貴金属工業、帝人、東邦チタニ

ウム、東洋紡、東レ、トヨタカスタマイジング＆ディベロップメント、

トヨタ自動車、名古屋大学、日産アーク、日産自動車、日本金属、日本

製鉄、日本パーカライジング、日立金属、日立製作所、日立パワーソリ

ューションズ、日立メタルプレシジョン、ファインセラミックスセンタ

ー、福井ファイバーテック、物質・材料研究機構、不二ライトメタル、

本田技研工業、本田技術研究所、マツダ、三菱ケミカル、三菱自動車、

メカニカルデザイン、UACJ 

再委託先：アート１、川崎車両、木ノ本伸線、サンスター技研、シーカ・

ハマタイト、大成プラス、デンカ、東レエンジニアリング D ソリューシ

ョンズ、戸畑製作所、豊田通商、ナガセケムテックス、日立化成、ヒロ

テック、富士電機、ミリオン化学、名機製作所、石川県工業試験場、茨

城県産業技術イノベーションセンター、宇宙航空研究開発機構、海上・

港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所、金属系材料研究開発セン

ター、軽金属溶接協会、高エネルギー加速器研究機構、高分子学会、総

合科学研究機構、長崎県工業技術センター、日本原子力研究開発機構、

日本マグネシウム協会、広島県立総合技術研究所、福井県工業技術セン

ター、理化学研究所、量子科学技術研究開発機構、秋田大学、茨城大学、

岩手大学、大阪工業大学、大阪公立大学、岡山大学、金沢工業大学、関

西大学、岐阜大学、九州工業大学、九州大学、京都工芸繊維大学、京都

大学、近畿大学、群馬大学、神戸大学、佐賀大学、佐世保高専、静岡大

学、芝浦工業大学、島根大学、上智大学、千葉大学、中部大学、帝京大

学、東京工業大学、東京大学、東京農工大学、東北大学、豊橋技術科学

大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、日本大学、兵庫県立大学、

広島大学、北海道大学、室蘭工業大学、山形大学、立命館大学、早稲田

大学 

 

委託先：東京大学 

再委託先：産業技術総合研究所、東レ、帝人、三菱ケミカル、日本プラ

スチック工業連盟、金沢工業大学 

 

情勢変化への対

応 

社会情勢の変化、プロジェクトの進捗状況や技術推進委員会の結果を踏まえ、研究開発テ

ーマの見直し、新規テーマの導入を随時行った。 

2015 年のパリ協定の採択により、更なる CO2 の削減、自動車においては更なる燃費向上に

よる CO2 排出量の削減が求められるようになった。また、これを受けた急速な EV 化により、

自動車車体の軽量化に対する要求はますます強くなった。本プロジェクトにおいては、材料

開発は早期に完成させ、社会実装を加速させるため、実使用時の特性評価技術の開発や部材

での実証へとテーマの再編を行った。また、LCA やリサイクルに関するテーマを新たに実施

した。 

データ駆動型材料開発の推進を受けて、マグネシウム材のマテリアルズ・インテグレーシ

ョン（MI）活用技術の開発や、データ活用拠点の整備を行った。 
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中間評価結果へ

の対応 

第３回中間評価の指摘事項を踏まえ、ISMA 本部に融合推進委員会を設置し、テーマ分野間

の横展開・ユーザーとの縦展開を積極的に推進し、自動車メーカーニーズを取り入れた実車

両を想定したマルチマテリアル部材設計と試作実証を行った。 

また、プロジェクト成果の発信として、自動車メーカー向けの成果発表会、一般向けにオ

ートモーティブショー等の展示会にて試作複合品を紹介した。さらに、プロジェクト終了後

の成果の利活用及び社会実装の促進に向け、各技術分野のデータ等活用拠点の体制準備を推

進した。 

 

評価に関する事

項 

事前評価 2014 年 3 月実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 

第 1 回：2015 年 6 月実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

第２回：2017 年 6 月実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 

第３回：2020 年 8 月実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 

終了時評価 2023 年 4 月実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 
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３．研究開発成果 

  について 

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、×未達 

 

１．研究開発項目①「マルチマテリアル技術開発」 達成度：◎  

【研究開発成果の概要】 

・レベルセット法トポロジー最適化によるマルチマテリアル軽量化設計技術を開発し、プ

ロジェクトの開発材料・接合手法による成果を集約し、最終的にマルチマテリアル設計

車体の提案まで行った。 

・トポロジー最適化手法とダイレクトプロセッシングの金属積層造形により、世界初のマ

ルチマテリアルのサスペンションタワーを試作実証した。 

・開発成果の革新材料と革新接合・接着技術を適用したマルチマテリアルボディーの部材

試作を行い、実車レベルでの各種衝突安全性能を有しながら、ベース車両の従来部材に

比べて軽量化（32%～60%）を達成した。 

 

２．研究開発項目②「接合技術開発」 達成度：◎ 

【研究開発成果の概要】 

・開発鋼を用いて摩擦攪拌点接合（FSSW）や連続接合技術を確立した。また、印加圧力に

より接合温度を制御できる線形摩擦接合(LFW)を開発し、開発鋼の変態温度(A1 点)以下の

低温接合に成功した 

・マルチマテリアル接合における異材接合界面構造の評価解析と強度発現機構を解明し、

車体構造設計や接合プロセス制御に展開できる異材接合継手の評価技術を開発した。 

・異材接合継手性能をデータベース化し、さらに、蓄積データを用いた接合性能評価予測

を行う接合技術インテグレーション・システムのアルゴリズムを構築した。 

・自動車車体の構造材料用の接着技術の実用化を想定して、十分な強度・耐久性と信頼性

が担保された接着剤・接着技術を開発した。 

 

３．研究開発項目③「革新的チタン材の開発」 達成度：◎ 

【研究開発成果の概要】 

・汚染機構の把握と汚染元素低減の要素技術を開発することにより、実機スケールの高品

質スポンジチタン高効率製造技術を確立した。 

・開発スポンジチタンを適用し、現行品よりリードタイム・強度延性バランスに優れた非

溶解型の低コスト薄板製造プロセスを開発した。 

・熱処理条件を最適化することで、現行材と比較して強度 20％向上した高被切削性チタン

合金を開発した。併せて、高被削性チタン合金のスケールアップ検証も完了した。 

 

４．研究開発項目④「革新的アルミニウム材の開発」 達成度：○ 

【研究開発成果の概要】 

・ねじり鍛錬加工による引張強度 750MPa 高強度アルミニウム合金の製造技術を開発し、

最弱方向のき裂進展特性の向上も確認した。 

・Sc 元素を添加した自動車部材用の革新 5000 系合金（引張強さ≧250MPa）、革新 6000 系

合金（引張強さ 360MPa を達成）を開発した。 

・複層アルミ合金の開発において目標強度と延性を達成し、フロントサイドメンバーおよ

び B ピラー等の部材適合性を確認した。 

・イオン液体を用いた高純度アルミニウムへのハイアップグレード技術の開発を進め、電

解液の選定により 99.9％相当の精製 Al が回収可能であることが確認でき、ハイアップグ

レード技術の指針を確定できた。 

 

５．研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」 達成度：○ 

【研究開発成果の概要】 

・鉄道車両等大型部材への適用可能性実証として、新幹線試験車両の床パネルを Mg 開発合

金で置換する試作評価を推進。開発合金の優れた比強度および難燃性を利用して、軽量

化（約 30％減）を実現した。 

・自動車用構造部材への適用技術開発として、易加工性 Mg合金板材を開発し、低温（150℃）

成型技術を確立した。材料温度 150℃でアウター・インナー成形およびヘミング化工に成

功し、フロントフード部材（約 45％減）を試作実証した。 

 

６．研究開発項目⑥「革新鋼板の開発」 達成度：◎ 

【研究開発成果の概要】 

・引張強度 1.5GPa 以上、伸び 20%以上の高強度高延性中高炭素鋼を開発。冷間成型加工に

よる A ピラー部材の試作を実証した。 
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・開発鋼（引張強さ 1500MPa 超級）の実用化を見据え、破壊メカニズム（き裂伝ぱ形態、

ミクロ組織とき裂の相関）に裏付けられた材料信頼性評価（水素助長き裂伝ぱ評価）の

解析技術を開発した。 

 

７．研究開発項目⑦「熱可塑性 CFRP の開発」 達成度：○ 

【研究開発成果の概要】 

・LFT-D（Long Fiber Thermoplastics-Direct）プロセスにより CFRTP 製シャーシー、フロ

アパネルの試作に成功した。 

・過熱水蒸気法による炭素繊維（CF）回収システムを構築し、リサイクル CF の LFT-D 成形

技術、LFT-D 廃材のリサイクル技術を開発した。 

 

８．研究開発項目⑧「革新炭素繊維基盤技術開発」 達成度：○ 

【研究開発成果の概要】 

・前駆体候補物質の絞り込みの結果、引張試験において、引張弾性率が 240GPa、破断伸度

1.5％の炭素繊維が得られるなど、目標値をクリアする結果を得た。 

・PAN 系前駆体を用いた耐炎化糸を使用したマイクロ波炭素化実験において、引張弾性率

247GPa、破断伸度 1.7％を示す炭素繊維の製造に成功した。 

 

９．研究開発項目⑨「戦略・基盤研究」 達成度：◎ 

【研究開発成果の概要】 

・新材料の材料代替効果定量技術の開発として、材料の物質フローやリサイクル性なども

加味し、時間的・空間的に拡張した材料のライフサイクル全体を評価できる LCA 評価手

法を開発した。 

・産総研に新規小型中性子解析装置を立ち上げ、マルチマテリアル部材等の非破壊分析評

価を進めたほか、小型中性子 3 施設（北大・理研・産総研）による中性子構造材料解析

ネットワークの有効利用に向け、標準試料や共通試料測定で得られたデータを整理し、

データ解析事例集を整備した。 

・実車を用いた腐食試験による腐食環境データの総合的な解析により、マルチマテリアル

部材のガルバニック腐食評価技術を開発した。本腐食評価法は自動車産業界利用に向け

標準規格化を計画する。 

・プロジェクト終了後も成果活用できる体制構築を目指して、産総研を連携研究ハブに主

要技術の研究開発拠点が、事業成果である各種データの利活用体制を整備し、社会実装

にむけた拠点運用準備が完了した。 

 

 

投稿論文 「査読付き」274 件、「その他」62 件 

特 許 

「国内出願」281 件、「PCT 出願」73 件、「外国出願（PCT からの国内

移行含む）」232 件 

「国内登録」133 件、「外国登録」108 件 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
2054 件 

４．実用化・事業 

化の見通しに 

ついて 

本プロジェクトで得られた成果は、企業各社が持ち帰って実用化・事業化を図る。10 年間

のプロジェクトを通じて、企業間、企業－国研・大学間の連携が深まっており、多くの成果

が実用化・事業化されることが期待される。 

また、協調テーマで得られた技術・データは、各技術分野のデータ等活用拠点で活用・保

管し広く社会での活用を目指すと共に、産業技術総合研究所に設置されたマルチマテリアル

連携研究ハブが各技術分野間の連携とマルチマテリアル技術に関する窓口として活動する。 

５．基本計画に関 

する事項 

作成時期 2014 年 3 月、制定。 

変更履歴 

2016 年 2 月、中間評価及び技術推進委員会の結果を踏まえ第 2 期目標を改

訂。 

2018 年 2 月、中間評価及び技術推進委員会の結果を踏まえ第 3 期、第 4

期目標を設定。 

2021 年 1 月、中間評価及び技術推進委員会の結果を踏まえて第 4 期目標を

改訂。 
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プロジェクト用語集  

 

研究開発項目① 「マルチマテリアル技術開発」  

［テーマ番号４９］マルチマテリアル設計技術開発（FS 研究）  

［テーマ番号５９］マルチマテリアル車体軽量化に関わる革新的設計技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

BIW Body-In-White 車体から、ドア、シート、ステアリン

グ、内装材、ガラス、ステアリング等の

部品を除いた部分。  

CTS Cross Tension 

Strength 

十字引張り強度  

CZM Cohesive Zone 

Model 

き裂前方に結合力を受ける細長い領域を

仮定し、結合力の連続的な低下によって

き裂の発生および成長を表現する破壊力

学モデル。結合力モデルとも呼ばれる。  

汎用 FEM ソフトウェアにおいては、結合

力を表現するための数値モデルを指すこ

ともある。  

DAT Disc Atomize 溶融金属を回転する円盤（ディスク）に

供給することで、円盤の遠心力で粉末化

する製粉プロセス。遠心力によって粉末

化・微細化することから、形状は球形に

近く、またサテライト粉末の付着もほと

んど見られない。  

EBM Electron Beam 

Melting 

電子ビームを熱源とする積層造形技術

で、電子ビームは電子顕微鏡などと同様

に、陰極の加熱で発生する熱電子が加速

されたもので、磁界コイルにより収束・

偏向され粉末に照射される。  

FSSW Friction Stir Spot 

Welding 

FSW を利用した点接合法。  

FSW Friction Stir 

Welding 

先端に突起のある工具を回転させながら

部材（母材）の接合部に貫入させ、発生

する摩擦熱によって母材を軟化させると

ともに、回転によって接合部周辺を塑性

流動させて撹拌し、部材を一体化させる

接合法。  
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LBM Laser Beam 

Melting 

レーザービームを熱源とする積層造形技

術。金属積層造形で最も多い方法。主に

用いられているレーザーは出力約  400W

～1 kW のファイバーレーザーで、ガル

バノスキャナーによって走査される。  

ODB 衝突  Offset Deformable 

Barrier Impact test 

オフセット前面衝突試験を指す。  

PREP Plasma Rotating 

Electrode Process 

プラズマにより溶融した電極棒先端の金

属液滴が、回転角速度で飛散することに

よって粉末化される金属製粉プロセス。  

SLM Selected Laser 

Melting 

粉末床溶融結合の一方式。ベースプレー

トと呼ばれる平らな金属板の上に原料粉

末が敷き詰められ、その層に対し、レー

ザーを、造形物の断面形状に沿って走査

しながら照射することで粉末粒子が溶融

凝固した材料の層が形成される。  

TSS Tensile Shear 

Strength 

引張りせん断強度  

異材接合  Dissimilar Material 

Joining 

異なる材料同士を接合すること。  

板厚最適化  Thickness 

Optimization 

見た目では厚みを有さないが、計算上は

設定厚分の剛性を持った面タイプの Shell

要素単位もしくは Shell 要素セット単位

で要素厚を変化させる最適化法のこと。  

ウエルドボンド  Weld Bond 溶接と接着の組合せによる接合方法  

界面評価  Surface Evaluation 材料界面に対する評価。主に異材接合を

対象とした力学的な強度に注目してい

る。  

ガルバニック腐食  Galvanic Corrosion 電解液のような腐食環境下で異なる種類

の金属が接触し電子電導した時に、片方

の金属の腐食が促進される現象のこと。

異種金属接触腐食とも呼ぶ。  

キャビン  Cabin 客室。つまり人の乗るスペースのこと。  

剛性  Stiffness 曲げやねじりの力に対する、寸法変化

（変形）のしづらさの度合いのこと。  

構造最適化  Structural 

Optimization 

機械的な構造物の剛性、質量などの特性

を目標とする最適な値に近づけること。  
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固有振動数  Natural Frequency 振動系が自由振動を行う際、その振動系

に働く特有の振動数のこと。  

最適構造  Optimal Structure 数学・物理学に基づく最適設計法より得

られた構造・形状のこと。  

最適設計法  Optimum Design 

Methodology 

力学的境界条件を設定した構造モデルを

用いて、数理的な方法により、あらかじ

め決められた設計・境界条件から所望の

性能を最大限得られる構造・形状を求め

る方法論のこと。  

サテライト  Satellite アトマイズ法で粉末を作る際に母体とな

る粉末に小さな粉末が衛星のようについ

ているもの。欠陥の発生原因の一つにな

りやすい。  

サブストラクチャリ

ング手法  

Sub-structuring 

Method 

部分構造合成法とも呼ばれ、複数の要素

を縮退することで、計算コストを縮小す

る解析手法。  

サブフレーム  

 

Sub-frame フロントサイドメンバー下に配置された

部品。  

車体  Automotive Body 自動車からエンジン、トランスミッショ

ン、サスペンション、排気系を除いた部

分。ただし、「車体の軽量化」という場

合、ほぼ全ての部品を外した BIW の意味

で使われることが多い。  

衝突  Crash 相対的に運動する 2 つの物体が微小時間

の接触によって互いに強い負荷を及ぼ

し、相対速度を変える現象。  

衝突特性  Crash 

Characteristics 

車の衝突時に人員保護の観点から評価さ

れる特性。  

設計ツール  Design Tools 設計のための計算機のソフトウェアなど

のこと。  

接合手法  Joining Method 接合に用いられる方法のこと。  

接着  Adhesion 物体どうしが接合して離れないように作

用する化学的ないし物理的な力。および

その現象。  

前突  Frontal Barrier 

Impact Test 

フルラップ前面衝突試験を指す。  

全米高速道路  

交通安全局  

NHTSA National Highway Traffic Safety 

Administration 
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側突  Side Impact Test 側面衝突試験を指す。  

ソルバー  Solver FEM 解析計算等で入力された条件に基づ

いて、結果を求める演算処理部のこと  

大規模モデル  Large Scale Model 数値計算をする際の自由度の数が大きい

数値計算モデルのこと、通常数十万自由

度以上のモデルのことを指すことが多

い。  

トポロジー最適化  Topology 

Optimization 

形状だけでなく形態の変化も許容する最

も自由度の高い最適設計法のこと。  

パラメータ同定法  Parameter 

Identification 

Method 

例えば材料特性値を同定する際に用いる

手法の総称。  

非設計部品（領域）  Non-Design Space 最適化時に最適化される設計部品（領

域）の計算に影響を及ぼすが、最適化さ

れない部品（領域）のこと。  

非線形有限要素法  Nonlinear Finite 

Element Method 

有限要素法解析において、材料特性や幾

何学形状、境界条件などの特性が非線形

に変化する場合を指す。  

フェーズフィールド

法  

Phase Filed Method メゾスケール（数 nm - 1mm くらい）に

おける材料内部組織形成を直接計算する

手法。材料の分野で広く用いられている

現象論的なシミュレーション法。拡散界

面モデルを用いて、移動する自由界面位

置を簡便に定義できる利点がある。  

プリポスト  Pre-Post プリ：解析計算前の処理（メッシュ分割

など）。  

ポスト：解析計算結果の可視化処理（コ

ンター表示など）。  

フロントサイド  

メンバー  

Front Side Member 特に前面衝突時の衝撃吸収のための主要

部品の一つ。  

米国道路安全  

保険協会  

IIHS Insurance Institute for Highway Safety 

マルチマテリアル  Multi-material 特性が異なる金属や材料などを組み合わ

せて併用すること。  

モデル化技術  

 

Modeling 

Technique 

有限要素法などを用いた解析モデルを構

築する際の技術のこと。  

有限要素法  Finite Element 

Method 

偏微分方程式を解くための、数値計算手

法の一つ。  
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レインフォース  Reinforce レインフォースメント。ボンネットの裏

の骨組みや、衝撃吸収のためバンパーの

裏に備えられた骨格のこと。  

リバースエンジニア

リング  

Reverse 

Engineering 

通常のものづくりとは逆の流れで処理を

行うこと。製品から諸元を求めること

や、メッシュモデルから CAD データを

作成すること。  

レベルセット関数  Level Set Function ここでは、トポロジー最適化を行うため

の設計変数であり、[-1:1]で定義される関

数。  

 

 

［テーマ番号４２－V］マルチマテリアルボディ試作  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CFRP Carbon Fiber 

reinforced plastic 

炭素繊維強化プラスチック  

CFRTP Carbon Fiber 

reinforced 

thermoplastic 

炭素繊維強化熱可塑性樹脂  

Cockcroft＆Lathaman  ダメージ値がクライテリア値を超えると

いう理論  

CTS Cross tensile 

strength 

十字引張強度  

DIC 解析  Digital Image 

Correlation 

試験片表面にスプレーなどで塗布したラ

ンダムパターンと呼ばれる模様の変化を

画像解析することで、表面ひずみ分布の

時間的変化を解析する手法  

FLD Forming limit 

Diagram 

成形限界線図：最小対数歪み(ε2)を横軸、

最大対数歪み(ε1)を縦軸とする座標内にプ

ロットして作成した図  

LFT-D Long Fiber 

thermoplastic 

Direct 

長繊維を直接、熱可塑性樹脂に混錬する

工法  

HAZ 部  Heat Affected Zone 溶接部の熱影響域  

IIHS 側面衝突  IIHS Side Impact 

test 

北米保険会社が提唱している側面衝突試

験  

J-NCAP 側面衝突  J-NCAP Side 

Impact Test 

日本国内の側面衝突試験  
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RSW Resistant Spot Weld 抵抗スポット溶接  

TWB Tailored weld blank 仕様の違う材料を溶接で接合したプレス

部品用材料  

T-RIM Thermoplastics 

Resin Transfer 

molding 

εカプロラクタムの金型内その場重合成

形法。金型内で樹脂が重合して成形する

方法  

TSS Tensile Strength 引張せん断強度  

A ピラー  A-Pillar 車のドライバー前方にある車の柱  

B ピラー  B-Pillar 車のドライバー脇にある車の柱  

圧壊特性  Crushing 

characteristics 

軸荷重を受けて部材が逐次座屈する現象

の特性  

オフセット前面衝突  Offset frontal 

collision  

車両前部の４０％が衝突する試験  

化成処理  Chemical treatment 母材である金属の耐食性や、外観の向

上、塗装下地として密着性向上などを目

的とし、 金属表面を化学的に、非金属物

質である酸化物やリン酸塩、硫化物など

の皮膜を形成させ被覆する表面処理方法 

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion 電解液のような腐食環境下で異なる種類

の金属が接触し電子電導した時に、片方

の金属の腐食が促進される現象  

球頭張り出し性  Spherical stretch 

forming 

板材の成形性の指標の一つで球頭形状の

ポンチで押して割れない限界高さを評価  

クラッシュボックス  Crushing box 車両最前部にあり衝突エネルギーを吸収

する部材  

サイド メンバ  Side Member 車両の前部にある前後方向に走っていて

エンジン、SUSP を支持して衝突エネル

ギーを吸収する部材  

3 点曲げ試験  3point bending test 部材の両端を支持して中央部に荷重を負

荷する試験  

シル  Sill 車両の最側部下部で車の前後に走ってい

るキャビンを構成している部材  

スプリングバック  Spring back プレス加工時に板などの材料を曲げた時

に元に戻ってしまう現象のこと  

水素脆性特性  hydrogen 

embrittlement 

鋼材中に吸収された水素により鋼材の強

度（延性または靭性）が低下する現象の

こと。  
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相当塑性ひずみ  equivalent strain 任意の変形状態に対する歪みの大きさを

定義する量であって、短軸引張りでの軸

歪に対する相当量として用いられる。  

耐デント性  Anti-dent  指で押した時の変形の有無  

電着付き回り性  Electrode position 

coating 

水溶性塗料を入れたタンクの中に被塗物

を浸入、これを陽極、または陰極として

直流電気を流し、塗膜を密着、形成させ

る塗装方法。  

塗装鮮映性  Paint image 

clearness 

標準の図形や数字を、測定用塗膜面に写

し、写像の鮮明度を視覚によって判別す

る方法で、写像が明瞭に見える塗面ほど

鮮映性が高く、塗膜表面の凸凹が少ない  

塗装熱変形  Heat deformation at 

paint process 

塗装焼き付け温度で線膨張係数の差で発

生する変形  

張り剛性  Oil canning 外板に触った時の部べコ付き感  

バウシンガー効果  Bauschinger effect 一度ある方向に塑性変形を与えたのち、

逆方向の荷重を加えると、再び同方向に

荷重を加えた時より塑性変形が低い応力

で起こる効果。  

フルラップ前面衝突  Full lap frontal 

collision 

剛体壁に車両前部が衝突する試験  

歩行者保護性能  Pedestrian 

protection 

performance 

車と歩行者が衝突した時に歩行者の傷害

値（頭部、大腿部、脚部）を評価する性

能  

ポール側面衝突  Pole side collision 車両の側面にポールを衝突させて車体変

形、乗員傷害値を評価する方法  

ナゲット  Nugget 溶接部に生じる最大溶融部分  

熱応力  Thermal stress 熱を受けて材料の線膨張係数差により発

生する応力  

 



  

プロジェクト用語集-8 

 

研究開発項目② 「接合技術開発」  

［テーマ番号０１］アルミニウム／CFRP 接合技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CFRP Carbon fiber 

reinforced plastic 

炭素繊維強化樹脂  

FLJ Friction lap joining 摩擦重ね接合  

PA6 polyamide 6 ポリアミド６樹脂  

PP polypropylene ポリプロピレン樹脂  

PPS polyphenylene 

sulfide 

ポリフェニレンスルフィド樹脂  

PEEK poly ether ether 

ketone 

ポリエーテルエーテルケトン樹脂  

 

［テーマ番号０２］残留γ相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

SPR・セルフピアス

リベット  

Self-Piercing Rivet 異材接合方法の一種。鋼製のビスを鋼

板・アルミに打ち込んで接合する手法  

FDS・フロードリル

スクリュー  

Flow Drill Screw 異材接合方法の一種。鋼製のドリルを打

ち込むことで接合する手法  

EASW・エレメント

アークスポット溶接  

Element Arc Spot 

Weld 

異材接合方法の一種。アルミ側に穴をあ

け、そこに鋼製エレメントを置き、鋼板

と鋼製エレメントのアークスポット溶接

を行う手法  

CTS・十字引張強度  Cross Tensile 

Strength 

スポット溶接継手の評価方法。２枚の板

を十字形状に重ね、中心にスポット溶接

をしたうえで、上下の板を引きはがすよ

うな変形を加えて評価した強度  

A ピ ラ ー ・エ ー ピ

ラー  

A pillar 自動車車体のキャビンの前方に設置され

ている柱部品  

DIB・ドアインパクト

ビーム、ドアインパ

クトバー  

Door Impact Beam, 

or Door Impact Bar 

自動車のドアの中に入っている補強部

品。側突時に車輛侵入を防ぐために設置  

FSW・摩擦撹拌接合  Friction Stir Weld 金属製ツールを回転させながら被接合体

に押し付け、摩擦熱による発熱で被接合

体を塑性流動させることで接合する手法  
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TS・引張強度  Tensile Strength 素材の強度を評価する指標。所定の形状

の試験片に引張変形を加えた際に示す最

大荷重。  

EL・伸び  Elongation 引張試験で得られる変形能を示す指標。

所定の形状の試験片を引張変形して破断

するまでの変形量の指標。  

TSS・引張せん断強度  Tensile Shear 

Strength 

スポット溶接継手の評価方法。２枚の板

を一部重ねながら直線状に配置させ、重

なり部分を接合し、上下の板を引っ張る

ことで接合部にせん断変形を加えること

で評価する強度の指標。  

EBSD・後方散乱回折

図形  

Electron Back 

Scattering 

Diffraction 

走査型電子顕微鏡で、金属に電子線を照

射した際に照射部の結晶構造に応じて発

生する回折図形を基に相や結晶方位を解

析する手法。  

BCC・体心立方晶  Body Centered 

Cubic 

結晶構造の一種。立方体の各角部と全体

の中心に原子が配列される構造。鉄の場

合、室温での安定相が BCC 構造で、フェ

ライトと呼ばれる。  

FCC・面心立方晶  Face Centered 

Cubic 

結晶構造の一種。立方体の各角部と取り

囲む面の中心に原子が配列される構造。

鉄の場合、高温での安定相が FCC 構造

で、オーステナイトと呼ばれる。また、

残留オーステナイトのように室温で順安

定的に残存する場合もある。  

Thermo-Calc・サーモ

カルク（熱力学計算

ソフト）  

Thermo-Calc 組成、温度、圧力によって安定相の種

類、各安定相の組成、分率等の熱力学情

報を計算する市販ソフトの名称。  

SPCC・冷間圧延鋼板  SPCC JIS 規格で規定された鋼材の名称。表面に

メッキなどをつけていない汎用的な薄い

板状の鋼材。  

AS・前進側  Advanced side FSW を実施する際にツールの進行方法と

ツールの回転方向が同じ向きになる側  

RS・後退側  Retreating side FSW を実施する際にツールの進行方向と

ツールの回転方向が逆の方向になる側  

GA・溶融亜鉛めっき  Galvanized 

Annealing 

溶融亜鉛めっきを付与した鋼板  

FLC・成形限界曲線  Forming Limit 

Curve 

鋼板を成形した際に成形限界となるひず

み量を主ひずみ  
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FEM・有限要素法  Finite Element 

Method 

数値解析の手法の一つで空間を微小領域

（要素）に分割し、各要素間における現

象を数式で溶きながら全体での挙動を求

める計算手法。  

 

[テーマ番号０３]「中高炭素鋼の革新的接合技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語。略号の説明  

アークスポット溶接  Arc spot welding 被接合材同士の接合面を加圧し、直線方

向に摺動することにより発生する摩擦熱

を利用した接合方法で、さらに、急冷機

構を付与した接合手法。  

引張せん断強さ  Tensile Shear 

Strength (TSS) 

引張せん断試験時の破断荷重  

十字引張強さ  Cross Tensile 

Strength (CTS) 

十字引張試験（剥離試験）時の破断荷重  

 

［テーマ番号０４］「中高炭素鋼板の PHM による実用 FSW 技術の開発」  

［テーマ番号３３］「革新的 FSW による超ハイテン接合部材の開発」のうち「①超ハ

イテン TWB 部材の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

摩擦攪拌接合・FSW friction stir welding 接合ツールを回転させながら接合材に

押圧し、摩擦熱と塑性流動により接合

する方法。材料を固相で接合できるた

め他の手法には無い利点を有する。  

超ハイテン  advanced high 

strength steel 

従来のハイテンと比較しさらに引張強

度を高めた鋼板。高強度と共に加工性

が要求される。  

テ ー ラ ー ド ブ ラ ン

ク・TWB 

Tailor-welded blank  差厚、差強度の鋼板を溶接したブラン

ク材。  

両面 FSW double-sided friction 

stir welding 

表裏面に回転ツールを配置した FSW

方法。  

ハイブリッド FSW Hybrid FSW FSW とレーザー照射もしくは高周波加

熱による予熱プロセスを組み合わせた

接合方法。FSW は両面 FSW を含む。  

EPMA Electron Probe Micro 

Analyzer 

電子線が照射することで放出される特

性 X 線を検出することで、微小領域に

おける構成元素の同定や各構成元素の

比率を分析するもの。  
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SEM Scanning Electron 

Microscope  

電子顕微鏡の一種であり、電子線を照

射することで放出される二次電子・反

射電子・X 線などを検出することで、

試料の表面を観察するもの。  

 

［テーマ番号０５］「アルミニウム／異種材料の点接合技術」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

点接合  Spot welding 線や面ではなく、点で接合すること。抵

抗スポット溶接はその代表例。  

炭素繊維強化  

プラスチック・CFRP 

Carbon fiber 

reinforced plastics 

炭素繊維を樹脂に複合化し、樹脂の機械

的性質や物性を改良したプラスチック。  

腐食電位  Corrosion potential 腐食電位は、ある金属材料を溶液に浸漬

した際の参照電極との電位差のこと。  

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion 材料間の腐食電位の差によって生じるマ

クロセル腐食、CFRP は腐食電位が高い

ため金属側の腐食を促進する。  

電気化学的評価手法  Electrochemical 

methods 

評価するサンプルに電気的な信号を印加

し、内部で生じる化学的な反応を評価す

る。耐食性などの評価に用いる。  

展伸材  Expanded material 金属を圧延したり鍛造したりして作られ

る材料。アルミ合金の展伸材は、

Wrought aluminum alloy と呼ばれる。  

ドアビーム  Door beam 自動車用ドアの内部に側面からの衝突に

対して乗員を保護する目的で装着される

棒状もしくは板状などの部品。  

振動騒音・NVH Noise, Vibration, 

Harshness 

自動車の快適性を推し量る上での一つの

基準、軽量化により悪化する性能。  

振動減衰  Vibration damping 自動車の操安性を推し量る上での一つの

基準、軽量化により悪化する性能。  

ポリフェニレン  

サルファイド・PPS 

Polyphenylenesulfide ベンゼン環と硫黄原子が交互に結合した

結晶性の熱可塑性樹脂に属する合成樹

脂。  

ポリアミド・PA Polyamide アミド結合によって結合してできたポリ

マーで一般にナイロンと総称される。  

ポリプロピレン・PP Polypropylene プロピレンを重合させた熱可塑性樹脂で

自動車部品として幅広く使用される。  

 

 

 



  

プロジェクト用語集-12 

 

樹脂官能基  Functional 

compound 

有機化合物を特性づける原子団。機能原

子団とも言う。たとえばカルボン酸のカ

ルボキシル基  －COOH ，アルデヒドの

アルデヒド基  －CHO ，アルコールの水

酸基  －OH など。  

クーロン力  Coulomb force 帯電した物体が近づいた時に違う極性を

持つ材料が引き付けあう力。  

カルボキシル基  Carboxyl group カルボニル基 carbonyl group とヒドロキ

シ基 hydroxy group の-OH が結合した構

造を持つ官能基。一価の原子団 COOH

をいう。  

カルボニル基  Carbonyl group 有機化学 における 置換基  の一つで、

−C (=O)− と表される 2 価の官能基。  

ヒドロキシ基  Hydroxy group 有機化学において構造式が  −OH と表さ

れる 1 価の  官能基。  

陽極酸化処理  Anodizing 処理する金属を陽極として強酸中で電解

により表面を酸化させる方法。  

ウエルドボンド・

WB 

Weld bond 溶接と接着を併用する接合法、抵抗ス

ポット溶接と接着の組合せがその代表例  

スプリングバック  Spring back 金属や炭素繊維などが成形加工時に元に

戻ろうとする変形。  

塑性流動  Plastic flow 一定限度を超える応力を受けた物質に生

じる不可逆的変形。  

固相接合  Solid-phase bonding 金属を融点以下の温度で軟化させ、固相

と固相を接合させる接合法。  

合金化溶融亜鉛  

めっき鋼板・GA 

Galvannealed steel 

sheet 

高温で溶かした亜鉛に鋼材を浸し、表面

に亜鉛めっきした後、再加熱してめっき

層を鉄と合金化するもの。  

抵抗スポット溶接  Resistance spot 

welding 

被溶接物に電流を流しジュール熱を発生

させ、その母材を溶融させると同時に加

圧することによって点接合する溶接法。  

金属間化合物・IMC Intermetallic 

compound 

正原子価を持つ金属元素同士が作る化合

物で多くは固体としてのみ安定で脆い。  

熱歪み  Thermal distortion 材料間の熱膨張差によって接合部材に生

じる歪みのことで自動車の塗装乾燥工程

で発生しやすい。  

貯蔵安定性  Stability of storage 熱硬化型接着剤が室温での保管時に粘度

上昇を起こし難い特性。  
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モルフォロジー  Morphology 接着剤などの有機合成物のミクロ組織の

形態。  

耐シャワー性  Resistance against 

shower cleaning 

車体を塗装前にシャワー洗浄する際の接

着剤の飛び散り難さを規定する特性。  

水素脆化  Hydrogen 

Embrittlement 

高強度材などの高応力部へ水素が侵入・

集中し金属の原子間の結合エネルギーが

低下することで脆くなる現象。  

界面剥離  Interfacial peeling 接合体がその界面で破断すること  

凝集破壊  Cohesive failure 接合体の樹脂や接着剤が接合界面ではな

く、その内部で破壊すること  

継手効率  Joint efficiency 母材強度に対する溶接継手の強度のこ

と。  

(溶接強度/母材強度)×100％で表す  

 

［テーマ番号０６］「中高炭素鋼 /中高炭素鋼のフリクションスポット接合技術の開

発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

引張せん断強さ  Tensile Shear 

Strength 

引張せん断試験時の破断荷重  

JIS-A 級強度  Japanese Industrial 

Standards, Class-A 

required strength 

JIS-Z3140 に規定される A 級（特に強さ

を要する溶接部）の引張せん断強さ  

0.45C 0.45mass.% Carbon 鋼の炭素含有量が 0.45mass%であること  

バインダ  Binder 超硬合金に用いられる結合剤  

 

［テーマ番号０７］「鋼材／CFRP 等樹脂材料の接合技術開発」  

［テーマ番号６３］「鋼板と樹脂材料の革新的接合技術及び信頼性評価技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語。略号の説明  

TEU（20 フィートコ

ンテナ換算個数）  

TEU（Twenty-feet 

Equivalent Unit）  

コンテナ船の積載能力を示す単位。

1TEU は 20 フィートコンテナ 1 個分を

示す。  

摩 擦 重 ね 圧 接 法 ・
FLJ 

Friction Lap Joining 2 枚の板を重ね、重ね部に片側より回

転するツールを押し付け移動させるこ

とで、摩擦熱と加圧力を移動線上に与

えながら 2 枚の板を接合する手法。  
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極性官能基  Polar functional 

group 
官能基とは有機化合物の炭化水素の水

素部分に置き換わって結合する原子団

のことで有機化合物の特性を決定す

る。極性官能基はこのうち、電気陰性

度の高い酸素や窒素原子を含む官能基

のこと。水酸基、アミノ基、カルボニ

ル基、カルボキシル基などがそれにあ

たる。  

熱可塑性樹脂  Thermoplastic resin 適当な温度に加熱すると軟化して可塑

性を持ち、冷却すると固化する樹脂の

総称。  

熱硬化性樹脂  Thermosetting resin 初期重合物を加熱すると架橋反応を起

こし硬化する樹脂の総称。いったん架

橋すると再度加熱しても軟化しなくな

る。  

STEM（走査透過型

電子顕微鏡）  

Scanning 

Transmission 

Electron Microscope 

サブナノサイズに集光した電子線を走

査しながら試料に照射し、散乱もしく

は透過した電子から得られる像を観察

す る 装 置 。 高 角 度 環 状 暗 視 野 像

（HAADF 像）を用いることで、原子

レベルの観察が可能となる。  

構造設計技術  Structural integrate 

technology 

接合技術、継手および部材の健全性評

価技術を用い、新たな接合技術もしく

は新たな構造形式を実用化する技術  

継手健全性評価技術  Functional 

assessments 

technology 

接合した継手に求められる静的強度、

疲労強度といった性能要素を確認し、

継手の実用性を確証する技術  

桁  Girder 構造体を構成する構造要素の一つであ

り、主に曲げ荷重に対応して配置され

る部材  

柱  Pillar 構造体を構成する構造要素の一つであ

り、主に圧縮荷重に対応して配置され

る部材  

接着接合  Adhesive joint 接着剤を使って物と物を繋ぎ合わすこ

と  

炭素繊維強化プラス

チック  

Carbon fiber 

reinforced plastic: 

CFRP 

樹脂を炭素繊維で強化することで、樹

脂単体よりも高い強度や剛性を得る材

料  

施工  Construction 計画された工事を実施すること  
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変形・破壊メカニズ

ム  

Deformation/fracture 

mechanism 

どのようなメカニズムで変形・破壊し

ていくのかということ  

実証  Demonstration 確かな証拠をもって証明すること  

事実によって明らかにすること  

耐久性  Durability ある材料が外部からの物理的・化学的

な影響に対して、どれだけ長く抵抗で

きるかを示す性能のこと。  

耐環境性  Environmental 

resistance 

使用時に受ける熱的（温度・熱衝撃）

や力学的（振動・衝撃）を想定した環

境に耐える性能のこと  

破壊形態  Fracture morphology 材料が分離してしまう破壊の形態のこ

と  

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion 異種の金属や材料が電解質溶液を介し

て電気回路ができた時、両者の腐食電

位の違いのため、よりひ（卑）な電位

の金属の腐食が促進される現象  

超 強 度 鋼 （ 高 張 力

鋼）  

High tensile strength 

steel 

一般構造用鋼材よりも強度を向上させ

た鋼材、日本ではハイテン、高抗張力

鋼  

接合  Joining つなぎ合わせること  

レーザー溶着  Laser welding レーザー光を照射し、被着物（樹脂・

プラスチック）の境界面で熱を発生さ

せて溶着・溶接する接合工法  

力学的特性  Mechanical 

properties 

材料力学・材料強度学などにおいて、

材料がその種類の違いにより引張・圧

縮・せん断などの外力に対してどの程

度もつかなどの諸性質  

マルチマテリアル  Multi material 鋼板、アルミニウム、CFRP などがそ

れぞれ持つ優れた特性を活かしつつ、

併用する概念  

品質保証  Quality assurance 製品や部品が「決められた品質」であ

るかどうかを確かめること  

表面処理  Surface treatment 材料表面の美化・硬化また耐食化など

のために行う種々の処理の総称のこと  

熱的特性  Thermal properties 耐熱性、熱吸収性、熱放熱性、熱伝導

性、熱反射性などの性能  
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信頼性評価  Reliability 

assessment 

与えられた条件下で定められた期間

中、要求されている機能を問題なく行

うことができるかどうかを判定するこ

と  

 

［テーマ番号０８］難接合性材料の線接合技術の開発  

［テーマ番号３３］革新的FSWによる超ハイテン接合部材の開発のうち「②ロボット

適応制御FSWによる超ハイテン部材アセンブリ技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

摩擦攪拌接合・FSW Friction Stir 

Welding 

接合ツールを回転させながら接合材に押

圧し、摩擦熱と塑性流動により接合する

方法。材料を固相で接合できるため他の

手法には無い利点を有する  

超ハイテン  Advanced high 

strength steel 

従来のハイテンと比較しさらに引張強度

を高めた鋼板。高強度と共に加工性が要

求される  

テ ー ラ ー ド ブ ラ ン

ク・TWB 

Tailor-welded blank  差厚、差強度の鋼板を溶接したブランク

材  

両面 FSW Double-sided 

friction stir welding 

表裏面に回転ツールを配置した FSW 方法  

適 応 制 御 ロ ボ ッ ト

FSW 

Adaptively-

controlled robotic 

FSW 

接合中に良好な接合状態へ適応するた

め、ツール挿入時から接合終了まで適正

なツール挿入深さにフィードバック制御

するシステムを備えた多関節ロボットを

使用した FSW 方法  

EPMA Electron Probe 

Micro Analyzer 

電子線が照射することで放出される特性

X 線を検出することで、微小領域におけ

る構成元素の同定や各構成元素の比率を

分析するもの  

SEM Scanning Electron 

Microscope  

電子顕微鏡の一種であり、電子線を照射

することで放出される二次電子・反射電

子・X 線などを検出することで、試料の

表面を観察するもの  

異種金属 FSW 接合  Dissimilar metal 

FSWs 

2 つ以上の異なった種類の金属を FSW で

接合する技術、あるいはそれによって製

作した接合体。適材適所あるいは機能分

離とも呼べる接合体になる  
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重ね合わせ接合  Lapped joint 実構造強度部材を製作する際の接合形状

を表すものである。突合せ接合体よりも

頻繁に用いられるが、その強度には寸法

依存があるため、評価方法は途上にある  

AS（前進側）  Advancing Side FSW において、ツールの回転方向と接合

方向の幾何学的関係でツールと材料の相

対速度が大きい側  

RS（後退側）  Retreating Side AS の反対側  

EBSD（電子線後方散

乱回折）  

Electron 

backscatter 

diffraction 

電子線をバルク試料表面に照射すること

で発生する非弾性散乱波がバルク試料の

結晶構造に応じて回折する現象  

TRIP （ 変 態 誘 起 塑

性）  

Transformation 

induced plasticity 

変形によって相変態が誘発され、その結

果として大きな塑性変形が発言する現象  

金属間化合物  Intermetallic 

compound 

金属元素により構成されるが、構成する

金属とは全く異なる特性を示す化合物  

超ハイテン  Ultrahigh strength 

steel 

1GPa を超える強度を有する高張力鋼  

フェライト  Ferrite 鋼において、低温で安定な体心立方構造

を有する金属相  

オーステナイト  Austenite 鋼において、高温で安定な面心立方構造

を有する金属相  

マルテンサイト  Martensite 高温で安定なオーステナイトを急冷する

ことで得られる準安定な金属相  

A1 点  A1 point 鋼において、オーステナイト＝フェライ

ト＋炭化物の反応が生じる温度  

A3 点  A3 point 鋼において、オーステナイト単相が得ら

れる温度  

焼きならし  Normalizing 加工による材質のむらや残留応力を除去

し、粗大化した組織の微細化、均質化を

行う熱処理  

焼入れ  Quenching 鋼を高温状態から急冷することにより、

硬化させることを目的とした熱処理  

焼戻し  Tempering 焼入れすることで硬化した鋼を軟化させ

る熱処理  

HAZ（熱影響部）  Heat affected zone 溶接・接合時に熱の影響を受けて、材料

組織や特性が変化した領域  
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ビッカース硬さ  Vickers hardness 正四角錐のダイヤモンド圧子をサンプル

表面に押込み、表面に残ったくぼみの対

角線長さから算出される硬さを表す尺度

の一つ  

応力集中  Stress 

concentration 

穴や切欠き等がある部材に応力を付与し

た時、これらの近傍の応力が局部的に極

めて高くなる現象  

ネッキング  Necking 引張荷重を受ける試験片の断面積の局部

的な減少のこと  

ルートフロー  Root flaw 突合せ FSW 後、攪拌部下部に見られる初

期突合せの残存欠陥  

集合組織  Texture 結晶粒の方位が揃った材料組織  

ThermoCalc ThermoCalc 計算状態図に基づく熱力学計算ソフト

ウェアの名称  

S-N 曲線  S-N Curve 疲労強度を表す曲線で、通常は加わる応

力振幅と疲労破損に至る繰返し数の関係

で表す  

応力振幅  Stress amplitude 繰返し負荷の大きさを表す尺度で、最大

応力と最小応力の振幅で表す  

応力比  Stress ratio 繰返し負荷における最大応力と最小応力

の比  

き裂発生起点  Crack nucleation 

site 

疲労き裂が発生する場所。き裂発生寿命

はこの部位に依存して変わる  

疲労破損  Fatigue failure 繰返し負荷が加わった時、静的負荷に比

べて低い負荷で破損する現象。構造体の

破損はこの要因によることが多い  

負荷様式  Loading mode 疲労強度は加わる負荷様式によって異な

る。高強度の材料の疲労破損では、軸負

荷下の方が曲げ負荷下のそれより低くな

ることが多い  

残留応力  Residual stress 接合した後に部材内部に残る応力  

き裂伝ぱ抵抗  Fatigue crack 

propagation 

resistance 

疲労破壊が進む際の抵抗を表すもので、

破壊力学的な量である応力拡大係数を介

して表現されることが多い  

不均質変態域  Inhomogeneously 

transformed area 

(band)  

材料が不均一な構造変態や組織変化を受

ける際に形成される領域で、FSW 構造体

で課題となることがあるが、その影響度

は明確でない  
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TIG (ティグ) GTAW 

(Gas Tungsten Arc 

Welding) 

タングステン電極からアークを発生させ

る溶接法  

 

［テーマ番号０９］水和物架橋低温接合技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語。略号の説明  

水和物架橋接合  Hydrate Bridge 

Joining 

水和物架橋を用いた接合  

異種材接合  Mixed material 

joining 

異なった材料の接合  

表面調整  Surface control 表層の改質などを含む表面の調整  

低温接合  Low temperature 

joining 

低温での接合  

ボイド  Void 空孔  

SPR Self Piercing 

Riveting System 

母材にした穴を開けずにリベットを打ち

込み、リベットと母材の塑性変形により

接合強度を得る機械的接合法  

Tox Tox リベットを使わずに、母材を塑性変形さ

せるカシメ接合方法の一つ  

真空紫外線光・VUV 

 

Vacuum Ultra 

Violet 

電磁波の一種で、紫外線の中でもっとも

波長の短い 10–200 nm 付近の領域  

X 線光電子光 XPS X-ray 

Photoelectron 

Spectroscopy 

サンプル表面に X 線を照射し、生じる光

電子のエネルギーを測定すること。サン

プルの構成元素とその電子状態を分析す

ることができる  

FAB Fast atom beam 高速電子線  

 

［テーマ番号４５］「構造用接着技術に関する Feasibility Study」  

［テーマ番号５３］「構造材料用接着技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ナノ有限要素法  NanoFEM ナノスケールにおける有限要素法  (FEM)

解析。FEM は構造物を複数の有限個の要

素に分割して行う数値解析のこと  

応力発光  Mechano 

luminescence 

外部からの機械刺激による発光。機械刺

激の種類としては摩擦、衝撃、圧縮、引

張、ねじりなど  
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DCB 試験  Double Cantilever 

Beam Test 

接着の評価等に用いられる双片持ちはり

試験のこと  

STEM Scanning 

Transmission 

Electron 

Microscope 

走査透過電子顕微鏡のこと、薄膜試料を

透過した電子を検出して、走査像を得る

装置  

トモグラフィー  Tomography 試料を連続的に傾斜させて撮影した多数

の投影像をコンピュータで画像処理し、3

次元的内部構造を再構成する手法  

EELS Electron Energy-

Loss Spectroscopy 

電子が薄片試料を透過する際に原子との

相互作用により失うエネルギーを測定す

ることによって、物質の構成元素や電子

構造を分析する手法  

EDX Energy Dispersive 

X-ray spectrometry 

電子線照射により発生する特性 X 線を検

出し、元素分析や元素マッピングを行う

手法  

プラズマ処理  Plasma treatment イオン化したガス（プラズマガス）を吹

き付けて、接着性を改善する処理  

火炎処理  Flame treatment 火炎を当てて、接着性を改善する処理  

６－ナイロン  6-Nylon ポリアミド 6（PA6）のこと。汎用で高強

度な熱可塑樹脂。  

PEO Polyethylene oxide 高分子化合物（ポリエーテル）の一種、

直鎖状の構造をもつ  

ポリロタキサン  Polyrotaxane 環状分子を棒状分子が貫通した構造に

よってつくられる高分子  

コアシェルゴム粒子  Core-shell rubber  多層構造をもつ粒子で、中心がゴムのも

の  

凝集破壊  Cohesive failure 凝集破壊 . 接着したものが破壊した時、

接着剤層内部で破壊が生じている状態  

Fick の拡散則  Fick's laws of 

diffusion 

物質の拡散に関する基本法則  

SAICAS Surface and 

interfacial cutting 

analysis system 

斜め切削加工により、接着性層（剥離強

度）、膜強度（せん断強度）等の材料の機

械的性質の評価するシステム  

原子間力顕微鏡  Atomic Force 

Microscope 

探針と試料に作用する原子間力を検出す

ることによって表面形状や特性を測定す

る装置  

破壊じん性  Fracture toughness ぜい性的な破壊に対する材料の抵抗力  
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ENF 試験  End notched flexure 

test 

端面切欠き曲げ試験。純粋なモードⅡ負

荷におけるエネルギー解放率の限界値を

求める方法  

LIBS Laser Induced 

Breakdown 

Spectroscopy  

サンプル表面に短パルスでレーザーを当

てることで発生する  

マイクロプラズマを用いた高速な化学分

析手法  

SFG Sum-Frequency 

Generation 

Spectroscopy 

２次の 非線形光学効果を利用した振動分

光法で、表面・界面選択的な分光法  

畳み込みニューラル

ネットワーク  

Convolutional 

neural network 

画像認識を行うための機械学習のモデル  

 

［テーマ番号４６］摩擦接合共通基盤研究  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CTS 

（十字引張強さ）  

Cross Tension 

Strength 

抵抗スポット溶接継手が、剥離方向の負

荷に対して有する強度  

DIC（デジタル画像相  

関法）  

Digital Image 

Correlation 

引張試験などにおいて、試験片に塗布し

た斑点状のパターンの位置情報を変形の

前後で追跡することで、非接触で 3 次元

的にサンプルの変形やひずみを解析する

方法  

EBSD Electron Back 

Scatter Diffraction 

Patterns 

電子線を分析対象とする結晶粒に照射

し、反射電子として放出された際の回折

パターンを検出器面上に投影し、そのパ

ターンから結晶方位を解析する方法  

EPMA（電子線マイク  

ロアナライザー）  

Electron Probe 

Micro Analyzer 

電子線を試料に照射し、発生する特性 X

線を計測することにより元素分析を行

う、分析装置  

FEM Finite Element 

Method 

有限要素法。数値解析手法の一つ。空間

を格子によって分割し、その格子に物理

量を変数として割り当て計算する  

KAM Kernel Average 

Misorientation 

注目するピクセルと隣接ピクセルとの方

位差の平均値であり、微小領域の塑性ひ

ずみ勾配を表す指標として用いる  

MPS 法  Moving Particle 

Semi-implicit 

Method 

粒子法。数値解析手法の一つ。計算点を

物理量と共に移動する粒子として連続体

を扱う  
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QT(焼入れ・焼き戻

し)鋼  

Quenched and 

Tempered Steel 

焼入れ（鋼をオーステナイト組織の状態

に加熱した後、水中または油中で急冷す

ることによって、マルテンサイト組織の

状態に変化させる熱処理）後に、焼き戻

し（マルテンサイト組織の状態から鋼を

再加熱し、一定時間保持した後に徐冷す

ることで、焼入れによって硬化した鋼に

靭性を与える目的で行われる熱処理）を

行なった鋼  

S35C 鋼  S35C Steel 炭素含有量が 0.35mass%である炭素鋼  

S45C 鋼  S45C Steel 炭素含有量が 0.45mass%である炭素鋼  

S55C 鋼  S55C Steel 炭素含有量が 0.55mass%である炭素鋼  

SZ Stir Zone 攪拌部。FSW において大きな塑性変形に

より形成された再結晶組織からなる領域  

TMAZ Thermo-

Mechanically 

Affected Zone 

攪拌部（SZ）の外側で加熱と塑性加工を

受けた領域  

TRIP(変態誘起塑性 )

鋼  

Transformation 

Induced Plasticity 

Steel 

加工によってマルテンサイト変態を誘発

させ、それによって発現する大きな塑性

を利用して強度－延性バランスを意図的

に向上させた鋼  

TSS 

（引張せん断強さ）  

Tensile Shear 

Strength 

抵抗スポット溶接継手が、せん断方向の

負荷に対して有する強度  

WC Tungsten Carbide 炭化タングステン  

W-Mo-Re 合金  W-Mo-Re alloy 高強度、耐熱性および耐磨耗性を有する

タングステンの一部を、加工性の良いモ

リブデンにおきかえ、レニウムを添加

し、延性を改善した合金  

重み付最小二乗法  Weighted Least 

Square Method 

粒子法シミュレーションにおける離散化

手法の一種  

後通電  Post heat ナゲットを形成するための本通電後に行

う、通電のこと  

線形摩擦接合・LFW Linear Friction 

Welding 

材料同士を押し付け、線形運動で擦りあ

わせた際に生じる摩擦を熱源として材料

の軟化・バリの排出により新生面の形成

に伴う接合法  
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線形摩擦攪拌接合・

LFSW 

Linear Friction Stir 

Welding 

材料同士を押し付け、線形運動で擦りあ

わせ、界面にまで十分線形運動エネル

ギーを伝達することで強ひずみ加工を付

与し、再結晶により接合する接合法  

超硬合金  Cemented carbide 高融点金属の炭化物を主成分とする耐摩

耗性の優れた高い硬さの粉末冶金材料。

最も代表的な超硬合金は、炭化タングス

テン（WC）と結合剤（バインダ）のコ

バルト（Co）を混合して焼結したもので

ある  

窒化ケイ素  Silicon nitride 化学式 Si3N4 の非酸化物セラミックス。

高温耐熱性に優れ、高温強度が高く、耐

摩耗性も優れる  

抵抗スポット溶接  Resistance Spot 

welding 

2 枚以上の母材（被溶接材料）を圧着し

つつ電流を流し、その抵抗熱で金属を溶

かして接合する接合法  

ナゲット  Nugget 抵抗スポット溶接における溶融金属部  

偏析  Segregation 合金元素や不純物が金属内部に偏って分

布している状態。溶融金属が凝固する際

に生じる  

摩擦攪拌接合・FSW Friction Stir 

Welding 

ツールを回転させながら、金属板に押し

付け、その摩擦熱、加工発熱、材料流動

により接合する接合法  

摩擦重ねスポット溶

接・FLSW 

Friction Lap Spot 

Welding 

ツールを２枚重ね材料の片側に押し込ん

だ状態で回転による摩擦熱を利用して接

合する重ね点接合法  

摩擦重ね溶接  Friction Lap 

Welding 

２枚重ね材料の片側にツールを強く接触

した状態で回転と平行移動をさせ、発生

した摩擦熱を利用して接合する重ね線接

合法  

焼き戻し  Tempering マルテンサイト組織から炭化物を析出さ

せ、靭性を回復させる熱処理  

両面複動式(フラット)

摩擦攪拌接合法  

Flat Friction Stir 

welding 

FSW ツールのプローブ部にネジを付与し

なくても、重ね接合において上下の流れ

を発生させることのできる FSW 接合法  
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［テーマ番号５５］「マルチマテリアル接合技術の基盤研究（FS 研究）」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

異材接合  Dissimilar joining 2 種類以上の異なる材料を接合すること  

マルチマテリアル  Multi material 異なる金属や材料を接合し、併用するこ

とで材料特性を改善、高強度化や軽量化

を実現する可能性を持つ素材のこと  

摩擦撹拌点接合

（FSSW) 

Friction stir 

spot welding 

先端に突起のある円筒状の工具を回転さ

せながら強い力で押し付けることで突起

部を接合させる部材（母材）の接合部に

貫入させ、これによって摩擦熱を発生さ

せて母材を軟化させるとともに、工具の

回転力によって接合部周辺を塑性流動さ

せて練り混ぜることで複数の部材を一体

化させる接合法  

アーク溶接  Arc welding 気体中の放電現象（アーク放電）を利用

して、金属同士をつなぎ合わせる溶接法  

抵抗スポット溶接  Resistance 

spot welding 

2 枚以上の母材（被溶接材料）を圧着し

つつ電流を流し、その抵抗熱で金属を溶

かして溶接する接合法  

レーザー溶接  Laser welding レーザー光を熱源として主として金属に

集光した状態で照射し、金属を局部的に

溶融・凝固させることによって溶接する

方法  

レーザブレイジング  Laser brazing 熱源にレーザーを用いるろう付方法であ

り、従来のろう付方法と同様に、ろう材

をあら かじめろう付部に設置してレー

ザーを照射する置きろう方式と、ろう材

を連続的に供給しながらレーザーを照射

する差しろう方式がある  

シミュレーション  Simulation 想定する場面を再現したモデルを用いて

分析すること  

その場（In-Situ）観

察  

In situ observation ある状態のまま組織等の観察を行うこ

と。例えば引張試験中の応力負荷状態で

組織観察などを行うこと  

シャルピー衝撃試験  Charpy impact test 切り欠きの入った角柱状の試験片に対し

て高速で衝撃を与えることで試験片を破

壊し、破壊するのに要したエネルギーと

試験片の靭性を評価するための衝撃試験  
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FEM Finite Element 

Method 

有限要素法。数値解析手法の一つ。空間

を格子によって分割し、その格子に物理

量を変数として割り当て計算をする  

6000 系アルミニウム

合金  

6000 series 

aluminum alloy 

主に Mg と Si を添加し、純アルミニウム

の強度を増加させたアルミニウム合金。  

この合金系は強度、耐食性に優れてお

り、微量な Cu(銅）を添加することによ

り強度を上げた 6061 材等がある  

ハイテン（高張力

鋼）  

High Tensile 

Strength Steel 

合金成分の添加、組織の制御などを行っ

て、一般構造用鋼材よりも強度を向上さ

せた鋼板  

GA 鋼板（合金化亜鉛

めっき鋼板）  

Galvannealed steel 溶融亜鉛めっき鋼板に熱処理を施し、鉄-

亜鉛合金を生成させた鋼板  

CFRP Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 

炭素繊維強化プラスチック。炭素繊維で

強化したプラスチック成形品（樹脂成形

品）の総称  

TSS Tensile Shear 

Strength 

引張せん断強さ。引張でせん断負荷をか

けた時の強さ  

CTS Cross Tension 

Strength 

十字引張強さ。引張で剥離負荷をかけた

時の強さ  

疲労強度  Fatigue strength 材料の疲労において、物体が振幅一定の

繰返し応力を受けるとき、何回負荷を繰

り返しても疲労破壊に至らない、または

そのように見なされる応力値のこと  

界面反応  Interface reaction 二つの相の界面で起こる反応。主に異な

る材料の接合界面で起こる  

金属間化合物  Intermetallic 

compound  

2 種類以上の金属からなる化合物。異材

接合では原子拡散により接合界面部に形

成しやすい  

めっき  Plating 所望の物質表面に金属の膜を形成させる

手法。防食性、装飾性、機能性等を付与

することが可能になる  

 

[テーマ番号６４] マルチマテリアル接合技術の基盤研究  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

異材接合  Dissimilar joining 2 種類以上の異なる材料を接合すること  
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マルチマテリアル  Multi material 異なる金属や材料を接合し、併用するこ

とで材料特性を改善、高強度化や軽量化

を実現する可能性を持つ素材のこと  

メゾスケール  Meso-scale サブ mm オーダーのスケール  

マイクロスケール  Micro-scale μm オーダーのスケール  

ナノスケール  Nano-scale nm オーダーのスケール  

トランススケール  Trance-scale マクロからメゾ、マイクロ、ナノレベル

へと一貫したスケール  

摩擦撹拌点接合

（FSSW) 

Friction stir 

spot welding 

先端に突起のある円筒状の工具を回転さ

せながら強い力で押し付けることで突起

部を接合させる部材（母材）の接合部に

貫入させ、これによって摩擦熱を発生さ

せて母材を軟化させるとともに、工具の

回転力によって接合部周辺を塑性流動さ

せて練り混ぜることで複数の部材を一体

化させる接合法  

アーク溶接  Arc welding 空気（気体）中の放電現象（アーク放

電）を利用して、同じ金属同士をつなぎ

合わせる溶接法  

抵抗スポット溶接  Resistance 

spot welding 

2 枚以上の母材（被溶接材料）を圧着し

つつ電流を流し、その抵抗熱で金属を溶

かして溶接する接合法  

レーザー溶接  Laser welding レーザー光を熱源として主として金属に

集光した状態で照射し、金属を局部的に

溶融・凝固させることによって溶接する

方法  

レーザブレイジング  Laser brazing 熱源にレーザーを用いるろう付方法であ

り、従来のろう付方法と同様に、ろう材

をあらかじめろう付部に設置してレー

ザーを照射する置きろう方式と、ろう材

を連続的に供給しながらレーザーを照射

する差しろう方式がある  

シミュレーション  Simulation 想定する場面を再現したモデルを用いて

分析すること  

集束イオンビーム装

置  

Focused ion beam 集束したイオンビームを試料に照射し、

加工や観察を行う装置  
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その場（ In-Situ）観

察  

In situ observation ある状態のまま組織等の観察を行うこ

と。例えば引張試験中の応力負荷状態で

組織観察などを行うこと  

透 過 型 電 子 顕 微 鏡

(TEM) 

Transmission 

Electron 

Microscope 

観察対象に電子線を当て、透過してきた

電子線の強弱から観察対象内の電子透過

率の空間分布を観察するタイプの電子顕

微鏡のこと  

シャルピー衝撃試験  Charpy impact test 切り欠きの入った角柱状の試験片に対し

て高速で衝撃を与えることで試験片を破

壊し、破壊するのに要したエネルギーと

試験片の靭性を評価するための衝撃試験  

FEM Finite Element 

Method 

有限要素法。数値解析手法の一つ。空間

を格子によって分割し、その格子に物理

量を変数として割り当て計算をする  

6000 系アルミニウム

合金  

6000 series 

aluminum alloy 

主に Mg と Si を添加し、純アルミニウム

の強度を増加させたアルミニウム合金。  

この合金系は強度、耐食性に優れてお

り、微量な Cu(銅）を添加することによ

り強度を上げた 6061 材等がある  

ハ イ テ ン （ 高 張 力

鋼）  

High Tensile 

Strength Steel 

合金成分の添加、組織の制御などを行っ

て、一般構造用鋼材よりも強度を向上さ

せた鋼板  

GA 鋼板（合金化亜鉛

めっき鋼板）  

Galvannealed steel 溶融亜鉛めっき鋼板に熱処理を施し、鉄-

亜鉛合金を生成させた鋼板  

CFRP Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 

炭素繊維強化プラスチック。炭素繊維で

強化したプラスチック成形品（樹脂成形

品）の総称  

TSS Tensile Shear 

Strength 

引張せん断強さ。引張でせん断負荷をか

けた時の強さ  

CTS Cross Tension 

Strength 

十字引張強さ。引張で剥離負荷をかけた

時の強さ  

延性破壊  Ductile fracture 塑性変形によってディンプルを伴って生

じるひずみ支配型の破壊  

脆性破壊  Brittle fracture 大きな塑性変形を伴わずに不安定に生じ

る応力支配型の破壊  

界面破壊  Interfacial fracture 接合部の界面（あるいは界面近傍）での

分離破壊  

プラグ破断  Plug failure ナゲット内、熱影響部または母材部でボ

タン状に破断する形態  
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疲労強度  Fatigue strength 材料の疲労において、物体が振幅一定の

繰返し応力を受けるとき、何回負荷を繰

り返しても疲労破壊に至らない、または

そのように見なされる応力値のこと  

界面反応  Interface reaction 二つの相の界面で起こる反応。主に異な

る材料の接合界面で起こる  

金属間化合物  Intermetallic 

compound  

2 種類以上の金属からなる化合物。異材

接合では原子拡散により接合界面部に形

成しやすい  

めっき  Plating 所望の物質表面に金属の膜を形成させる

手法。防食性、装飾性、機能性等を付与

することが可能になる  

 

[テーマ番号６４Ｂ]  マルチマテリアル接合技術における継手性能データベースの構

築  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

抵抗スポット溶接・

RSW 

Resistance Spot 

Welding 

溶接する金属母材の上下から電極をあて

大電流を流し加熱し、冷却、母材を再凝

固して２つの母材を溶接する圧接法  

摩擦攪拌接合・FSW Friction Stir 

Welding 

先端に突起のある円筒状の工具を回転さ

せながら強い力で押し付けることで突起

部を接合させる部材（母材）の接合部に

貫入させ、これによって摩擦熱を発生さ

せて母材を軟化させるとともに、工具の

回転力によって接合部周辺を塑性流動さ

せて練り混ぜることで複数の部材を一体

化させる接合法  

摩 擦 攪 拌 点 接 合 ・

FSSW 

Friction Stir Spot 

Welding 

摩擦攪拌接合と同様、摩擦攪拌現象を利

用した点接合法  

複動式摩擦攪拌点接

合法・RFSSW 

Refill Friction Stir 

Spot Welding 

摩擦攪拌点接合を応用した技術で、先端

に突起のある円筒状工具の、突起を含ん

だ部分（プローブ）とそれ以外の部分

（ショルダー）とが別駆動する工具を用

いることで、穴およびバリのない点接合

を行う接合法  

レーザー樹脂溶着  Laser Plastic 

Welding 

レーザー光により溶着界面で熱エネル

ギーを発生させ、非接触で溶融させる加

工方法  
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レーザー溶着接合・

LIAPW 

 

Laser Irradiation 

Assistant Plastic 

Welding 

レーザー樹脂溶着に類似した接合法で、

金属を樹脂との重ね部の、金属部にレー

ザー光を照射し、熱伝導により、樹脂と

金属との溶着界面に熱エネルギーを発生

させて、金属と樹脂とを接合させる加工

方法  

S-N 線図  S-N Diagram（S-N 

Curve）  

材料の疲労破壊において、一定の振幅で

繰り返し負荷される応力と破断までの負

荷の繰り返し数の関係を示した曲線  

JASO M609 法  JASO M609 公益社団法人 自動車技術会が定めた試験

方法であり、自動車用材料腐食試験方法

を示す  

重ね継手  Lap Joint 締結されるものの端が互いに重なりあっ

た状態で接合された継手  

引張せん断試験  Tensile Shear Test 重ね継手の両端部を引張り、重ね部をせ

ん断破壊させる試験法  

せん断疲労試験  Shear Fatigue Test 重ね継手の両端部に、引張あるいは圧縮

荷重を繰り返し付与することで、重ね部

にせん断応力を繰り返し与えて、重ね継

手が破壊に至るまでの負荷の繰返し数を

計測する試験法  

腐食疲労試験  Corrosion Fatigue 

Test 

材料の腐食促進環境下で疲労試験を行

い、破断されるまでの負荷の繰返し数を

計測する試験法  

マルチマテリアル車

体  

Multi Material Car 

Body 

鋼材、アルミニウムをはじめとする金

属・非鉄金属や炭素繊維強化複合素材

（CFRP）などの樹脂材料を組み合わせて

作製される自動車  

炭素繊維強化複合材

料  

Carbon Fiber 

Reinforced 

Composite 

繊維強化複合材料の一種で、強化繊維に

炭素繊維を用いた複合材料  

CFRTP Carbon Fiber 

Reinforced 

Thermoplastic 

Composite 

熱可塑性樹脂を用いて、炭素繊維で強化

された複合材料  

シランカップリング

処理・シラン処理  

Silane Coupling 

Treatment 

シランカップリング剤を用いたガラスや

アルミニウム合金等の表面改質の処理方

法  
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ベーマイト処理  Boehmite 

Treatment 

高温の純水中でアルミニウム表面にベー

マイト層を形成する表面改質の処理方法  

機械学習  Machine Learning 明示的な指示を用いることなく、その代

わりにパターンと推論に依存して、特定

の課題を効率的に実行するためにコン

ピュータシステムが使用するアルゴリズ

ムおよび統計モデルの科学研究  
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研究開発項目③「革新的チタン材の開発」  

［テーマ番号１０］「チタン材一貫製造プロセス技術開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

スクラップ  Scrap 金属材料の切り屑や、金属製品の廃棄物  

チタン鉱石  Titanium ore 鉱石中に含まれる酸素や鉄とチタンの化

合物でチタンの原料となる  

 

[テーマ番号１１] チタン薄板の革新的低コスト化技術開発  

[テーマ番号１２] 高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

スポンジチタン  Ti Sponge チタン展伸材の原料となるスポンジ状の

金属チタン。チタン鉱石を製錬して得ら

れる  

チタン梱包体  Titanium package 熱間圧延用の素材（スラブ）。スポンジチ

タンを圧縮成形したブリケットをチタン

厚板で覆った箱  

A 級スポンジチタン  A grade sponge 

titanium 

比較的品位が高いスポンジチタンで、主

にチタンインゴットの溶解原料として使

用されるスポンジチタン  

A 級歩留まり  Yield of A grade 

sponge 

スポンジチタン塊全体に対し、A 級スポ

ンジチタンを採取できた割合  
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研究開発項目④ 「革新的アルミニウム材の開発」  

［テーマ番号１３］高強度アルミニウム合金を用いた自動車部品の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

7150 合金  7150 alloy Al-(5.9-6.9)%Zn-(2.0-2.7)%Mg-(1.9-

2.5)%Cu-(0.08-0.15)%Zr 合金  

Al-Sc 合金  Al-Sc alloy Sc を添加したアルミニウム合金。熱処理

により Al3Sc 相を析出することで、再結

晶抑制効果と分散強化を発現する  

RRA 処理  Retrogression and 

Re-aging 

“Retrogression and Re-aging”処理。三段時

効処理により、耐応力腐食割れ性を向上

する  

T5 調質  T5 temper 高温加工から冷却後人工時効硬化処理し

たもの  

T6 調質  T6 temper 溶体化処理後人工時効硬化処理したもの  

T7 調質  T7 temper 溶体化処理後安定化処理（過時効処理）

したもの  

圧縮ねじり加工  Compressive 

torsion process 

円盤状の材料に対し、圧縮応力を負荷し

ながらねじり変形を加える加工  

延性  ductility 材料が弾性限界を超えた張力を受けても

破壊されずに引き延ばされる性質  

応力腐食割れ  stress corrosion 

cracking 

腐食環境下で応力が負荷されるとき裂の

進展が促進される現象  

高強度  high strength 引張強さが大きいこと  

後方散乱電子回折  EBSD: 

Electron 

BackScatter 

Diffraction 

SEM に組み合わせ、電子線を操作しなが

ら、ミクロな結晶方位や結晶系を測定す

る。平均的な情報が得られる X 線回折と

異なり、結晶粒毎の情報が得られ、ま

た、結晶方位データから、結晶粒の方位

分布を解析できる  

均質化処理  Homogenizing 

treatment 

鋳造後に行う熱処理のことで、偏析の解

消や第二相粒子の析出を目的に行う  

金属間化合物  intermetallic 

compound 

2 種類以上の金属からなる化合物。凝固

の際に結晶粒界に生成する比較的粗大な

ものを指すことが多い  

サイドシルインナー  Side sill inner 

reinforcement 

ドアの下に位置する敷居部分で、その内

部に配置される構造部材  
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サブグレイン組織  Subgrain structure 亜結晶粒組織。加工組織（転位組織）か

ら回復過程において形成された安定な転

位網（亜粒界）によって囲まれた領域  

晶出物  constituents 鋳造時に、主要元素ならびに不純物は最

終凝固部において高濃度となり、第 2 相

を形成する。これらは、その後の工程で

消滅することなく、1μm 以上の寸法で残

留する。破壊の起点となりやすい  

人工時効処理  Artificial aging 焼入れ後の時効硬化を人工的に行う熱処

理  

靭性  toughness 材料の粘り強さを表す特性  

水素ポア  Hydrogen pore 水素が材料内部でガスとして集まってで

きた隙間  

穿孔法  Center-hole 

Drilling method 

残留応力測定方法の一種で、測定対象の

表面にひずみゲージを貼り、穿孔による

ひずみの変化から残留応力を測定する  

耐力  yield strength 塑性変形が開始する応力。明瞭な降伏点

を示さないアルミニウム合金などでは、

引張試験において 0.2%の永久歪みを生じ

る時の応力で 0.2% offset proof stress とも

言う  

中性子回折法  Neutron diffraction 

method 

残留応力測定方法の一種で、中性子によ

る回折のピークシフトから非破壊で残留

応力を測定する。材料内部の三軸応力測

定が可能  

電磁撹拌鋳造  Electro-magnetic 

stirring casting 

電磁場によるローレンツ力により、溶湯

を撹拌させながら凝固させる鋳造法  

ねじり鍛錬加工  Torsion Straining 

process 

棒材の一部を誘導加熱で局部的に加熱

し、片端部を回転させることで部分的に

ねじり変形を加える。加熱部を棒材長手

方向に連続的に移動させることで長手全

体にねじり変形を加える  

伸び  elongation 引張試験において、引張試験後の破断し

た試験片の永久伸びを元の長さで除した

値を百分率で示す  

破壊靭性  fracture toughness 破壊に対する抵抗を表す特性  
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バブリング法（脱ガ

ス）  

Bubbling 

(Degassing ) 

アルゴンガスや窒素ガスなどの不活性ガ

スを溶湯内に流して行う脱ガス法。これ

らの泡の水素分圧が低いため、溶湯中の

水素が気泡内に移動し、気泡と一緒に浮

上することで水素ガスが除去される  

引張強さ  tensile strength 引張試験での最大荷重応力  

疲労き裂進展特性  fatigue crack 

propagation 

property 

き裂が繰返し応力によって進展（伝播）

する特性。き裂の進展が小さいほど好ま

しい  

疲労特性  fatigue property 繰返し応力によって内部損傷が発生し、

破断に至る特性。10^7 回のサイクルに耐

える応力を疲労限と呼び、高い値を持つ

ことが好ましい  

フィラードレーザ溶

接  

Wire-Filling Laser 

Welding 

溶加材を供給しながら行うレーザー溶接  

深孔穿孔法  Deep Hole Drilling 

method 

被測定材にあらかじめ基準孔を明け、そ

の周囲のトレパニング加工（円状の溝加

工）の前後での穴径の変位から残留応力

を測定する方法  

フロントサイドメン

バー  

Front side member 自動車のフロントボディの骨格の役割を

有している部材。ボディシェルの強度・

剛性・耐久性を確保するほか、衝突が起

きた時、その衝撃を吸収し乗員の影響を

極力抑えるなどの働きをする  

マルチマテリアルボ

ディ  

Multi material 

automotive body 

異種材料を組み合わせた車体  

溶体化処理  Solution heat 

treatment 

過飽和固溶させるための熱処理。一般に

は融点直下の温度で行うことが多い  

リバースエンジニア

リング  

Reverse 

engineering 

機械を分解したり、製品の動作を観察し

たり、ソフトウェアの動作を解析するな

どして、製品の構造を分析し、そこから

製造方法や動作原理、設計図などの仕様

やソースコードなどを調査すること  

   

［テーマ番号１４］アルミニウム材新製造プロセス技術開発）  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

アノード  anode 電極をつないで電気回路形成した際に、

電子を放出する側の電極のこと  
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アルミナ  alumina 酸化アルミニウム（Al2O3）の通称  

イオン液体  Ionic liquid イオンのみで構成される液体。高導電

性、難燃性、低常気圧といった特徴を持

ち。親水性のもの、疎水性のものなど多

くの種類がある。室温（常温）溶融塩と

呼ばれることもある  

塩化アルミニウム  Aluminum chloride AlCl3 で表されるアルミニウムの金属塩。

イオン液体の原料の一つ  

カスケードリサイク

ル  

Cascade recycling リサイクルをすることによって、元の製

品の品質（純度）に戻らず、品質（純

度）の低下を伴うリサイクル  

カソード  Cathode drum 電極をつないで電気回路形成した際に、

電子を受け取る側の電極のこと  

グローブボックス  Glove box 内部に手を入れられるゴム手袋（グロー

ブ）がついている密閉容器のことで、不

活性ガス雰囲気に置換して作業ができる

ようになっている  

サイクリックボルタ

ンメトリー（CV）  

Cyclic voltammetry 電気化学測定法の一つ。電極で荷を直線

的に掃引し、応答電流を測定する手法  

三層電解法  Trinal electrolytic 

process 

ホール・エルー法で製造されたアルミニ

ウムを溶融塩中で電解し、高純度のアル

ミニウム地金を製造する方法  

水酸化アルミニウム  Aluminum 

hydroxide 

Al(OH)3 で表されるアルミニウムの水酸

化物。バイヤー法で製造される  

電解アルミニウム箔  Electrolytic 

aluminum foil 

電解銅箔の手法でアルミ箔を製造する方

法。ただし、アルミニウムを析出させる

には水溶液を使用できないため、非水溶

液および非水溶液を使用できる環境の整

備が必要となる。実用化されていない  

電解精製  electrorefining 純度の低い金属をアノードにして電気分

解することでカソードに純度の高い金属

を析出させる手法のこと。高純度の銅や

ニッケルなどを得る方法として使用され

ている  

電解製錬  Electrolytic 

smelting 

電気分解を利用し、鉱石から所望の金属

を製造する方法  
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電解銅箔  Electrolytic copper 

foil 

カソードドラムに析出させた銅を剥が

し、連続的に巻き取ることで薄箔を製造

する方法。リチウムイオン二次電池負極

集電体に使われている  

電析  Electrodeposition 電気分解により、カソードに還元生成物

を析出させること  

バイヤー法  Bayer process ボーキサイト中のアルミナを抽出する方

法。水酸化ナトリウムに溶かし、水酸化

アルミニウムを製造し、それを脱水する

ことでアルミナを抽出する。ホール・エ

ルー法と併せて使用される  

ボーキサイト  bauxite アルミニウムの原料となる鉱石。アルミ

ナを含む  

ホール・エルー法  Hall-Heroult 

process 

現在実用化されている唯一のアルミニウ

ム製錬方法。氷晶石とフッ化ナトリウム

からなる高温溶融塩中にアルミナを溶解

させ、電気分解によりカソードにアルミ

ニウムを析出させる  

ボルタモグラム  Voltammogram サイクリックボルタンメトリーで得られ

た曲線  

 

［テーマ番号２１］複層アルミ合金の開発  

［テーマ番号０２］残留 γ 相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開発のう

ち「⑫複層アルミの合金設計、組織解析・制御技術の開発」および「⑬ヘテロ界面微

細組織解析技術の構築」  

 

なし  
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研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」  

［テーマ番号１５］マグネシウム合金設計と難燃性評価  

［テーマ番号１５］難燃性マグネシウム合金の信頼性（疲労・破壊・難燃性）評価  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

A6N01 合金  

 

A6N01 alloy 

 

Al-Si-Mg 系アルミニウム合金。構造材

として中強度の押出用合金。溶接性に

優れる  

A7N01 合金  A7N01 alloy Al-Zn-Mg 系アルミニウム合金。 6N01

合金と比較すると押出特性は劣るが、

強度特性に優れた合金  

AZX311 合金  AZX311 alloy AZ31 合金に約 1mass%のCaを添加した

合金  

難燃性  Flame-retardant 

 

材料が熱や炎に直接さらされた際に、

発火に対して抵抗する性質  

時効処理  Aging treatment 金属材料を高温から室温などへ急冷し

た後に、ある温度に材料を保持するこ

とで材料の硬さを増加させる処理。最

も硬くなる条件をピーク時効という  

応力腐食  Stress corrosion 引張応力や曲げモーメントなどの応力

を受けた金属材料が、著しく腐食しや

すくなる現象  

T6 処理  T6 treatment 溶体化処理を施した後に、人工時効硬

化処理を行う処理  

溶体化（均質化）  

処理  

Solution treatment 

(Homogenization 

treatment)  

材料を充分に加熱して合金成分を固体

に溶け込ませ（固溶）、その後冷却する

処理  

底面集合組織  Basal texture 六方晶の上面と下面を底面と呼び、底

面が特定の方位に揃った組織  

AZ31 合金  

AZ91 合金  

 

AZ31 alloy 

AZ91 alloy 

 

AZ31 合金：展伸用として一般的なマグ

ネシウム合金。(Mg-3%Al-1%Zn 合金, 

質量%) 

AZ91 合金：鋳造用として一般的な合

金。(AZ91: Mg-9mass%Al-1mass%Zn), 

AZX611 合金  

AZX612 合金  

AZX811 合金  

AZX912 合金  

AZX611 alloy 

AZX612 alloy 

AZX811 alloy 

AZX912 alloy 

AZX611, AZX612 合金は AZ61 合金にそ

れぞれ 1, 2mass%の Ca を添加した合

金。AZX912 合金は AZ91 合金に

2mass%の Ca を添加した合金  

AX41 合金  

AX92 合金  

AX41 alloy  

AX92 alloy 

プロジェクトで 2015 年度までに開発し

た合金。AX41 は高速押出し合金 AX92
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AX81G 合金  

AX81S 合金  

AX81G alloy 

AX81S alloy 

は高強度押出し用合金。AX81G は高強

度厚板・中板用合金。AX81S は高強度

薄板用合金  

DTA Differential thermal 

analysis 

試料と基準物質の温度を一定のプログ

ラムに従って変化させながら、その試

料と基準物質との温度差を温度の関数

として測定する方法  

孔食  Pitting 特定の小部分で腐食が発生する腐食形

態の一つ  

TIG 溶接  TIG welding Tungsten Inert Gas の略で、タングステ

ン－不活性ガス溶接の意  

MIG 溶接  MIG welding Metal Inert Gas の略で、金属電極棒が溶

加材として送給される溶接法の一種  

FSW Friction Stir 

Welding 

先端に突起のある工具を回転させて母

材の接合部に貫入させることで、摩擦

熱を発生させて母材を軟化させ、工具

の回転力によって塑性流動させて練り

混ぜることで部材を一体化する接合法  

下限界応力拡大係数

範囲  

Threshold stress 

intensity factor 

range 

応力拡大係数範囲を漸減していった際

に、き裂が伝播しなくなった際の値  

有効応力拡大係数範

囲  

Effective stress 

intensity factor 

range 

き裂開閉口挙動を考慮した応力拡大係

数範囲。一般的な応力拡大係数範囲

は、応力拡大係数の最大値と最小値の

差。有効抗力拡大係数範囲は、応力拡

大係数の最大値とき裂開口時もしくは

閉口時の応力拡大係数の差  

シャルピー衝撃試験  Charpy impact test 切り欠きの入った角柱状の試験片に対

して高速で衝撃を与えることで試験片

を破壊し、破壊するのに要したエネル

ギーと試験片の靭性を評価するための

衝撃試験  

延性・脆性遷移温度  Ductile-(to)-brittle 

transition 

temperature 

延性脆性遷移が起きる温度  
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［テーマ番号１６］易加工性マグネシウム材（押出材）の開発及び高強度マグネシウ

ム材（厚板）作製の基礎的検討  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

A6N01 合金  A6N01 alloy Al-Si-Mg 系アルミニウム合金。構造材と

して中強度の押出用合金。溶接性に優れ

る  

A7N01 合金  A7N01 alloy Al-Zn-Mg 系アルミニウム合金。6N01 合

金と比較すると押出特性は劣るが、強度

特性に優れた合金  

AX41 合金  AX41 alloy 射水分室（三協立山㈱）における開発合

金  

AZ31 合金  AZ31 alloy 展伸用として一般的な  Mg-Al-Zn 系マグ

ネシウム合金。 (Mg-3mass%Al-1mass%Zn

合金) 

AZX311 合金  

 

     

AZX311 alloy Mg-3mass%Al-1mass%Zn-1mass%Ca合金。

比較的高い延性を有する AZ31合金に

1mass%Caを添加した合金  

AZX611 合金  

 

AZX611 alloy Mg-6mass%Al-1mass%Zn-1mass%Ca合金  

AZX811 合金  AZX811 alloy Mg-8mass%Al-1mass%Zn-1mass%Ca合金。  

相模原分室における開発合金  

DTA Differential thermal 

analysis 

試料と基準物質の温度を一定のプログラ

ムに従って変化させながら、その試料と

基準物質との温度差を温度の関数として

測定する方法  

EBSD Electron 

backScatter 

diffraction 

電子顕微鏡に組み合わせ、電子線を操作

しながら、擬菊池パターン（試料に電子

を照射した際に反射電子が試料中の原子

面によって回折されることによるバンド

状のパターン）を解析することで、ミク

ロな結晶方位や結晶系を測定する解析  

MIG 接合  MIG welding 半自動溶融接合の一種でシールドガスに

不活性ガスを用いて、電極棒が溶加材と

して溶融する  

片振り  Pulsating stress 疲労試験において応力比=0 での試験  

側構体  Side body structure  構体の進行方向左右にある部分  
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均質化処理  Homogenization 溶解・鋳造後の鋳塊に生成した不均一な

晶出物・析出物を固溶させたり、その大

きさや密度をコントロールし、均一にし

たりするために行う熱処理  

剛性率  Rigidity 弾性率の一つ。物体のねじれに対する抵

抗の大きさを表す定数  

構体  Railway car body 鉄道車両の車体において、台枠・骨組・

外板などで構成され車体の強度を担う部

分である  

時効処理  Aging treatment 金属材料を高温から室温などへ急冷した

後に、ある温度に材料を保持することで

材料の硬さを増加させる処理。最も硬く

なる条件をピーク時効という  

晶出  Crystallization 液相から固相が分かれて生成すること  

成形性  Formability 割れを生じずに所要の形状への付与のし

やすさ。深絞り成形性、張出し成形性、

曲げ成形性等がある  

析出  Precipitation 温度による溶解度の変化で材料中に溶け

込んでいた原子が元の材料からはみだ

し、元の材料とは異なる結晶を作る現

象。この時に作られた結晶を析出物とい

う  

双晶変形  Twin deformation 金属結晶において、ある剪断応力を受け

た時，すべり（結晶塑性）によらず双晶

（2 個以上の結晶が一定の幾何学的規則

性を持って一体に結合しているもの）の

形成によって変形すること  

台枠  Under flame 上部構造の重量を支え、形を安定させる

ための構造  

妻構体  Gable end body 

structure 

鉄道車両の連結面側の壁部分  

底面集合組織  Basal texture 六方晶の上面と下面を底面と呼び、底面

が特定の方位に揃った組織  

電気抵抗率  Electrical 

Resistivity 

電気の通しにくさを表す、寸法によらな

い物性値  

難燃性  Flame resistance 材料が熱や炎に直接さらされた際に、発

火に対して抵抗する性質  
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熱伝導率  Thermal 

Conductivity 

物質の熱伝導のしやすさを示す値。温度

差のある物体において熱移動の起こりや

すさで表される  

伸び・延性  Elongation 材料が破断する直前における最大の変形

量（ひずみ）を伸びと呼び、元の長さに

対する比率として表す  

引張強さ  Tensile strength 材料に引張り変形を加えた際に、破断す

る前に材料に表れる最大の引張応力  

表面処理  Surface treatment 金属材料が腐食するのを防護するために

めっき、塗装などをすること  

疲労  Fatigue 静的破壊力より低い繰り返し応力によっ

て材料が破壊に至る現象  

平面曲げ疲労試験  Plane Bending 

Fatigue 

平板状試験片に曲げモーメントを繰り返

し与えることによって材料の疲労寿命を

測定する試験  

ポアソン比  Poisson’s ratio 物体に弾性限界内で応力を加えた時、応

力に直角方向に発生するひずみと応力方

向に沿って発生するひずみの比  

ヤング率  Young’s modulus 固体を単純に引っ張ったり圧縮したりし

た場合、長さの弾性変形と外力を結び合

わせる比例定数  

 

両振り  Alternating stress 疲労試験において応力比=-1 での試験  

 

[テーマ番号 17] 高強度マグネシウム材（薄板）の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

6061 合金  

 

AA6061 alloy 

 

6000 番台のアルミニウム合金。Al-Si-

Mg 系合金。構造材として中強度の押出

用合金  

5052 合金  AA5052 alloy 5000 番台のアルミニウム合金。Al-Mg

系合金。耐食性、成形性のほか、溶接

性も良い合金  

ダブルスキン構造  Double skin profile ダンボールと同じように、2 枚の板の

間にトラス状の補強部材が入っている

構造。骨組み無しでも強度・剛性を確

保できる  
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［テーマ番号１８］高強度マグネシウム材（押出材）の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

AX92 合金  AX92 alloy プロジェクトで 2015 年度までに開発した

高強度押出用合金  

AZX311 合金  AZX311 alloy 展伸材として一般的な汎用合金 AZ31

（Mg-3wt%Al-1wt%Zn）に 1wt%の Ca を

添加した合金  

 

［テーマ番号１９］「難燃性マグネシウム合金の耐食技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ＬＤＨ  Layered Double 

Hydroxide 

層状複水酸化物。原子配列 が二次元的な

層状構造を持ち ,層と層が比較的弱い力で

結合している水酸化化合物  

ＸＲＤ  X-ray Diffraction 一定波長の X 線を分析試料に照射する

と、散乱された X 線は物質の原子・分子

の配列状態により物質特有の回折パター

ンを示す。この特性（回折パターン）か

ら物質を構成している成分を特定するも

の  

アニオン・カチオン  Anion・Cation カチオンおよびアニオンはともにイオン

を指す。 カチオンは正電荷（＋）を有す

るイオン。アニオンは負電荷（－）を有

するイオン   

アモルファス  amorphous 固体を構成する原子または分子・イオン

が，結晶のような規則正しい配列をせず

に集合している状態。また，そのような

物質を指す。非晶質物質  

アノード・カソード  Anode・Cathode 電流が流れ込む反応（電子を放出する）

をアノード、電流を放出する反応（電子

を受け取る）をカソードと呼ぶ。 アノー

ドは酸化反応、カソードは還元反応  

局部電池が構成される中で、こうした反

応は腐食の要因となる  

イオン化傾向  Ionization tendency 金属が溶液中で陽イオンになろうとする

性質の順位。金属毎にイオン化しやすさ

の特性があり、その傾向を並べたものを

イオン化列という  
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塩水噴霧試験（SST）  Salt spray test 一定の温度に保たれた塩水噴霧試験装置

内に試料を設置し、その上から霧状にし

た中性の塩化ナトリウム溶液を噴霧して

表面に錆びを生じさせる試験  

JIS Z 2371 に準拠する  

塩水浸漬試験（DIP）  Salt dipping test 塩水噴霧試験に用いる塩水を用い、浸漬

で腐食をさらに促進させる方法（一般的

には塩水噴霧試験の方が主体）  

化成処理  chemical treatment 表面処理の一つで、素材に化学反応で皮

膜を作り、素材表面に素材とは違った性

質を与える処理。金属表面に酸化膜や無

機塩の薄い皮膜を作り、金属に対し防錆

効果を付与する  

犠牲防食機構  Sacrificial 

corrosion 

protection 

塗料防食用語：塗料中に配合する金属顔

料が酸化し溶け出すことにより、素材を

腐食から守る機構。  素材の代わりに金属

顔料が犠牲となって錆の進行を阻止する

もの。配合する金属顔料は、素材より酸

化されやすいものを使用する  

CASS 試験  copper-accelerated 

acetic acid salt 

spray test 

試験機自体は塩水噴霧試験と同じである

が、試験液として酢酸で酸性化した塩水

噴霧試験液を用い、さらに銅イオンを加

えて酸化力を高めたもの。腐食をさらに

促進させた方法。 JIS H 8502 

構体  structure 鉄道車両の車体において、台枠・骨組・

外板などで構成され車体の強度を担う部

分 (本報;腐食では主に外板部を指す) 

遮へい暴露  Shielding exposure 

test 

遮へい物の下に試料を設置して，日照，

雨，雪，風などの直接の影響を避けた状

態で暴露する試験  

酸化反応  Oxidation 対象とする物質が電子を失う化学反応を

指す、物質に酸素が化合する反応、ある

いは、物質が水素を奪われる反応。(本報

では主に、酸化は金属の錆びの原因とな

る反応である) 

局部電池  local cell 金属側または環境側の電子の不均一性が

原因となって，金属表面に局部的に形成

された腐食電池構造。腐食の電気的要因

となるものである  
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直接暴露  Direct exposure test 一般的な、屋外暴露試験であり太陽光､ま

たは他の天候構成要素に直接暴露するこ

と  

暴露試験  Exposure Tests 屋外で工業材料及び工業製品を使用した

場合に生じる化学的性質、物理的性質の

経時変化を調査する試験。ＪＩＳ  Z 2381 

「大気暴露試験方法通則」基づき実施さ

れる耐候性試験  

表面処理  surface finishing 素材表面に素材の持つ特性とは別の特性

を与えること。(本報では耐食性・意匠性

を付与することで金属表面とは異なった

特性を与えることを指す :：化成処理+塗

装）  

複 合 サ イ ク ル 試 験

(CCT) 

Cyclic Corrosion 

Test) 

試験槽内で塩水噴霧、乾燥、湿潤などの

腐食サイクルを組み合わせることで、耐

食性を評価するもの。腐食サイクルの組

み合わせで、時間はかかるが使用環境と

の相関には優れる  

プライマー  PRIMER 下塗塗料。被塗物（素材）との密着性を

高める塗料であり、金属素地の防錆性も

付与するもの  

防錆剤  Anti-rust agents 金属製品の錆を防ぐ薬剤。本報では防錆

剤とは、塗料中に配合する防錆顔料を指

す  

陽極酸化  Anodization 表面処理手法の一種。通常アルマイトと

呼ばれるアルミの陽極酸化処理が一般的

であるが、本報では、「マグネシウムの陽

極酸化処理」を指す。アルミニウムとマ

グネシウムのように特性が大きく異なる

素材には使用する薬液などを変える必要

があり、処理条件も異なる  
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[テーマ番号２０] 難燃性マグネシウム合金の接合技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

A6N01 合金  A6N01 alloy Al-Si-Mg 系アルミニウム合金。構造材と

して中強度の押出用合金。溶接性に優れ

る  

A7N01 合金  A7N01 alloy Al-Zn-Mg 系アルミニウム合金。6N01 合

金と比較すると押出特性は劣るが、強度

特性に優れた合金  

AS，RS Advancing side, 

Retreating side 

摩擦攪拌接合において，接合ツールの回

転方向と接合方向が一致する側を前進側

（AS），一致しない側を後退側（RS）と

呼ぶ  

AZ91 合金  

AM60 合金  

AZ91 alloy 

AM60 alloy 

鋳造用として一般的な合金。(AZ91: Mg-

9mass%Al-1mass%Zn), (AM60: Mg-

6mass%Al-0.2mass%Mn) 

AMX601 合金  

AMX602 合金  

AZX912 合金  

AMX601 alloy, 

AMX602 alloy, 

AZX912 alloy 

AMX601, AMX602 合金は AM60 合金にそ

れぞれ 1, 2mass%の Ca を添加した合金。

AZX912 合金は AZ91 合金に 2mass%の Ca

を添加した合金  

AX41 合金  

AX92 合金  

AX81G 合金  

AX81S 合金  

AX41 alloy 

AX92 alloy 

AX81G alloy 

AX81S alloy 

プロジェクトで 2015 年度までに開発した

合金。AX41 は高速押出し合金。AX92 は

高強度押出し用合金。AX81G は高強度厚

板・中板用合金。AX81S は高強度薄板用

合金  

BTR Brittle temperature 

range 

凝固脆性温度領域  

CMT Cold metal transfer フローニアス社が開発した低入熱の MIG

溶接法  

FSW Friction stir 

welding 

摩擦攪拌接合  

IMC Intermetallic 

compound 

金属間化合物  

MIG 溶接  MIG welding Metal Inert Gas の略で、金属電極棒が溶

加材として送給される溶接法の一種  

TIG 溶接  TIG welding Tungsten Inert Gas の略で、タングステン

－不活性ガス溶接の意  

側構体  Side body structure  構体の進行方向左右にある部分  
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構体  Car body structure 鉄道車両の車体において、台枠・骨組・

外板などで構成され車体の強度を担う部

分  

台枠  Underflame 上部構造の重量を支え、形を安定させる

ための構造。車体の土台となる骨組  

妻構体  end body structure 鉄道車両の連結面側の壁部分  

難燃性  Non combustible 

 

材料が熱や炎に直接さらされた際に、発

火に対して抵抗する性質  

伸び・延性  Elongation 材料が破断する直前における最大の変形

量（ひずみ）を伸びと呼び、元の長さに

対する比率として表す  

引張強度  Tensile strength 材料に引張り変形を加えた際に、破断す

る前に材料に表れる最大の引張応力  

 

［テーマ番号３４］革新的マグネシウム材の開発および信頼性評価  

［テーマ番号３５］革新的マグネシウム材の鉄道車両および自動車構造部材への適用

技術開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

AE 計測  Acoustic Emission 

(AE) measurement 

材料が変形・破壊する際に内部に蓄え

ていた弾性エネルギーを音波（AE 波）

を計測する手法  

AX41(AXM4102)合金 , 

AX92 合金,  

AX81G 合金,  

AX81S 合金  

AX41 (AXM4102) 

alloy,  

AX92 alloy, 

AX81G alloy, 

AX81S alloy 

プロジェクトで 2015 年度までに開発し

た合金。AX41(AXM4102)は高速押出し

合金。AX92 は高強度押出し用合金。

AX81G は高強度厚板・中板用合金。

AX81S は高強度薄板用合金  

AZ31 合金,  

AZ91 合金  

 

AZ91 alloy,  

AZ31 alloy 

AZ31 合金：展伸用として一般的な合

金。(AZ31: Mg-3wt%Al-1wt%Zn) 

AZ91 合金：鋳造用として一般的な合

金。(AZ91: Mg-9wt%Al-1wt%Zn)  

AZX611 合金 ,  

AZX612 合金  

 

AZX611 alloy, 

AZX612 alloy 

AZX611, AZX612 ： AZ61(Mg-6wt%Al-

1wt%Zn)合金にそれぞれ 1wt%, 2wt%の

Ca を添加した合金  

AZX911：AZ91 合金に 1wt%の Ca を添

加した合金  

A6N01 合金 , 6061 合

金  

 

A6N01 alloy, 

AA6061 alloy 

 

6000 番台のアルミニウム合金。Al-Si-

Mg 系合金。構造材として中強度の押出

用合金。6N01 合金は溶接性に優れる  
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BH(ベークハード )性  Bake hardening  金属が塗装の焼き付け工程で加熱され

た時に、降伏点が高くなり硬くなる性

質  

LDR（限界絞り比）  Limiting Drawing 

Ratio 

1 回の絞りで破断を起こさないで円筒

を絞ることのできる最大のブランク直

径とパンチ直径の比。プレス成形性

（特に深絞り成形性）の指標  

MI(マテリアルズ・

イ ン テ グ レ ー シ ョ

ン )  

Materials 

integration 

材料科学の成果を活用するとともに、

理論、実験、解析、シミュレーショ

ン、データベースなどの全ての科学技

術を融合して材料の研究開発を工学的

な視点に立ち支援することを目指す総

合的な材料技術ツールのこと  

MIG 溶接  MIG welding Metal Inert Gas の略で、金属電極棒が溶

加材として送給される溶接法の一種  

SPR Self-Pierce 

Riveting 

機械締結法の一つ。母材下穴を事前に

開ける必要が無く、上側母材を貫通し

下側母材を貫通させずに、複数母材の

締結を可能にする  

TIG 溶接  TIG welding Tungsten Inert Gas の略で、タングステ

ン－不活性ガス溶接の意  

エリクセン値  Erichsen value カップ状に膨らんでいく板の下面頂部

にき裂が生ずるまでポンチを押し込

み，その時の深さを mm 単位で測定し

た数値。プレス成形性（特に張出し成

形性）の指標  

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion 異種金属同士を接触させた際に生じる

腐食現象の総称  

気密疲労試験  Airtight fatigue test 積載荷重の変動やトンネルの出入りに

伴う気圧の変動によって構体に加わる

疲労荷重を模した試験  

孔食  Pitting 特定の小部分で腐食が発生する腐食形

態の一つ  

相当曲げ剛性  Equivalent bending 

stiffness 

はり部材の曲げ変形のしにくさを示す

指標  

ダブルスキン形材  Double skin profile ダンボールと同じように、2 枚の板の

間にトラス状の補強部材が入っている

構造を有する押出形材。骨組み無しで

も強度・剛性を確保できる  
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継手効率  Joint efficiency 溶接継手の強度と母材の強度の割合。

溶接部分と母材の強度が同じになると

値は 100 (%)となる  

底面(0001)集合組織  

底面 (0001)集合組織

強度  

 

Basal texture, 

Basal texture 

intensity 

六方晶の上面と下面を底面（(0001)面）

と呼び、底面が特定の方位に揃った組

織。底面集合組織強度は、ランダム配

向と比較しての底面の配向の度合いを

示したもの  

難燃性  Flame-retardant 

 

材料が熱や炎に直接さらされた際に、

発火に対して抵抗する性質  

ヘム加工（ヘミング

加工）  

Hemming 板材の折り返し曲げ加工。板材端部の

強化や手等が触れた時になめらかな

タッチとなるようにするために実施す

る  

摩擦攪拌接合  Friction stir 

welding 

先端に突起のある工具を回転させて母

材の接合部に貫入させることで、摩擦

熱を発生させて母材を軟化させ、工具

の回転力によって塑性流動させて練り

混ぜることで部材を一体化する接合法  

溶加材  Filler material 溶接の際に加える添加材料  

 

［テーマ番号５０］「Mg 材の性能・寿命に関する MI（マテリアルズインテグレー

ション）活用技術開発（FS 研究）」  

［テーマ番号６０］「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテグ

レーション（MI）活用技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

AX41(AXM4102)合金, 

AX92 合金,  

AX81G 合金,  

AX81S 合金  

AX41 (AXM4102) 

alloy,  

AX92 alloy, 

AX81G alloy, 

AX81S alloy 

プロジェクトで 2017 年度までに開発した

合金。AX41(AXM4102)は高速押出し合

金。AX92 は高強度押出し用合金。

AX81G は高強度厚板・中板用合金。

AX81S は高強度薄板用合金  

AZX611 合金 ,  

AZX912 合金  

 

AZX611 alloy, 

AZX912 alloy 

AZX611：AZ61(Mg-6wt%Al-1wt%Zn)合金

にそれぞれ 1wt%の Ca を添加した合金。  

AZX912：AZ91(Mg-9wt%Al-1wt%Zn)合金

に 2wt%の Ca を添加した合金  

MIG 溶接  MIG welding Metal Inert Gas の略で、金属電極棒が溶

加材として送給される溶接法の一種  
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Tanaka-Mura モデル  Tanaka-Mura model すべり帯に沿う疲労き裂の発生寿命を予

測するモデル。転位の不可逆運動により

すべり帯に蓄積されるひずみエネルギー

が、単位破面の破壊エネルギーを超えた

時に結晶粒寸法のき裂が発生すると考え

る  

TIG 溶接  TIG welding Tungsten Inert Gas の略で、タングステン

－不活性ガス溶接の意  

極値解析  Extreme value 

analysis 

連続確率分布を用いた解析の１つであ

り、最大値または最小値を予測する手法  

結晶塑性有限要素解

析（CPFEM）  

Crystal plasticity 

finite element 

analysis 

個々の結晶粒におけるすべり変形や双晶

変形を考慮した構成方程式を用いること

で、多結晶の変形挙動を予測する数値解

析手法。金属材料における複雑な塑性変

形挙動を予測するために有効である  

重回帰分析  Multi-regression 

analysis 

1 つの目的変数を複数の説明変数で予測

しようとする統計的手法  

疲労き裂発生寿命  Fatigue crack 

initiation life 

 

 

繰返し荷重を受ける材料において、疲労

き裂が発生するために要する繰返し数の

こと。工学的には非破壊検査により検出

可能な長さ（1 mm～数 mm）のき裂が現

れるまでの寿命を意味することがある

が、ここではより厳密に、結晶粒寸法の

き裂が生成されるまでの寿命と定義する  

ニューラルネット

ワーク（ANN）  

Artificial neural 

network 

機械学習手法の一種であり、一般に、入

力層、隠れ層、出力層、そしてそれぞれ

の活性化関数により定義される。あらゆ

る非線形関数を近似できる特徴がある  

マテリアルズ・イン

テグレーション

（MI）  

Materials 

integration 

材料科学の成果を活用するとともに、理

論、実験、解析、シミュレーション、

データベースなどの全ての科学技術を融

合して材料の研究開発を工学的な視点に

立ち支援することを目指す総合的な材料

技術ツールのこと  

モジュール  Module 物理現象を数学の式で記述した数値解析

モデルのこと。予測や解析に必要な理

論・経験則、数値モデリング、データ

ベースのサブモジュール群ならびに援用

するソフトウェアを包含する  
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ワークフロー  Workflow 複数のモジュールの入力と出力をつなぎ

合わせることで、必要な出力を得るため

の一連の計算プロセスを定義し、その計

算の流れを可視化したもの  
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研究開発項目⑥ 「革新鋼板の開発」  

［テーマ番号２２］「残留 γ 高度制御革新鋼板の開発」  

［テーマ番号０２］「残留 γ 相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開発」

のうち「⑨接合性に優れる残留 γ 高度制御革新鋼板の開発」および「⑩残留 γ 高度制

御のための指導原理の導出」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

TRIP（変態誘起塑

性）  

Transformation 

Induced Plasticity 

鉄鋼材料で室温において準安定なオース

テナイトを含有する鋼を変形させた際に

起こる延性向上に寄与することができる

現象のことで、加工中にオーステナイト

からマルテンサイトへの変態が誘発され

ることで加工硬化率が増大し、伸びが上

昇する  

TWIP（双晶誘起）  Twining Induce 

Plasticity 

鉄鋼材料で室温において安定なオーステ

ナイトを含有する鋼を変形させた際に起

こる延性向上に寄与することができる現

象のことで、加工中にオーステナイト中

に双晶変形が誘発されることで加工硬化

率が増大し、伸びが上昇する  

残留 γ Retained Austenite 一般に Fe において高温域で安定で、室温

では不安定なオーステナイトが室温に準

安定状態で残存した組織  

Q&P Quench &  

Partitioning 

高強度・高延性組織の製造プロセスの名

称、または、鋼を後につけてそのプロセ

スで製造した鋼のことを示す。  

焼鈍時に高温域から 100～300℃程度の温

度域に焼入れ (quench)したのち、炭素の

分配(partitioning)を行うための再加熱を行

うプロセス  

 

[テーマ番号２３]  軽元素を有効に用いた革新鋼材の耐食性および成形性向上技術の

開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

軽元素  light element 軽元素は原子量の小さい元素。軽元素は

微量添加でも鉄鋼材料の著しい機能向上

をもたらす場合がある  

粒界偏析  grain boundary 

segregation 

不純物または合金元素が多結晶材料の結

晶粒界に偏析すると、しばしば材料の性

質が大きく変化する  
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表面偏析  surface segregation 金属表面には金属中に含まれている微量

の元素が表面に単層の吸着層を作って偏

析する場合と 3 次元的な厚みを持った析

出物として析出する場合がある。そして

このような組成の異なった表面層の存在

は表面が関与する材料の性質に大きな影

響を与える  

マルチスケール  multi scale スケールの異なる構造体双方の物性、も

しくは挙動を連成させる解析  

熱力学データベース  Thermodynamic 

Database 

熱力学平衡計算に必要なデータベース。

エンタルピー変化、  生成ギブズエネル

ギー変化、エントロピー、比熱、  相転移

におけるエンタルピー変化、など  

オキシアニオン  oxyanion 化学式 AₓOyᶻ⁻で表される化合物  

 

［テーマ番号２４］炭素活用による革新的加工性を有する超高強度鋼板の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

TRIP TRIP Transformation Induced Plasticity(変態誘起

塑性)の略  

ハイテン  High Tensile  

Strength Steel 

高強度鋼板   

 

[テーマ番号２５]  中高炭素鋼ベース高強度高延性複層鋼板の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

FRP Fiber-Reinforced 

Plastics 

ガラス繊維などの繊維をプラスチックの

中に入れて強度を向上させた複合材料  

FRM Fiber-Reinforced 

Metal 

金属を基材に繊維で強化した複合材料  

TWIP 鋼  TWinning-Induced. 

Plasticity Steel 

加工誘起双晶変形を起こすことで、優れ

た強度－延性バランスを実現する鋼  

 

［テーマ番号２６］「複層鋼板の界面構造解析と特性調査」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

複層鋼板  Multi-layer steel 

plate 

異なる組成や組織を持つ鋼と鋼を積層し

て製造した鋼板  

水素脆化  hydrogen 

embrittlement 

鋼中に含まれる水素により鋼材の強度や

延靱性が低下する現象  
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有限要素法  

(FEM) 

Finite Element 

Method 

数値解析の方法の一種で、複雑な形状・

性質を単純な小部分に分割することで近

似し、全体の挙動を予測する手法  

第一原理計算  first-principles 

calculation、Ab 

initio calculation 

量子力学のシュレディンガー方程式に

則って、物質中の電子運動を計算する方

法  

分子動力学法  

(MD) 

molecular dynamics 

method 

古典力学におけるニュートン方程式に

よって原子・分子の運動を計算すること

で、系の静的、動的安定構造や、動的過

程を解析する手法。  

走査型電子顕微鏡  

(SEM) 

Scanning Electron 

Microscope 

対象物に電子線を照射し放出される電子

を解析することで、高倍率で対象物の観

察を行うことが可能な電子顕微鏡  

透過型電子顕微鏡  

(TEM) 

Transmission 

Electron 

Microscope 

対象物に電子線を照射し透過した電子を

解析することで、SEM よりも高倍率で対

象物の観察を行うことが可能な電子顕微

鏡  

電子後方散乱回折法  

(EBSD) 

Electron 

BackScatter 

Diffraction patterns 

電子線回析により結晶粒の大きさや方位

を解析する手法  

In-Situ 観察  In situ observation ある状態のまま組織等の観察を行うこ

と、例えば引張試験中の応力負荷状態で

組織観察などを行うこと  

 

［テーマ番号４７］異相界面腐食解析の基盤技術開発（FS 研究）  

［テーマ番号６１］超高強度鋼板の腐食挙動解析技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ケーエフエム・KFM Kelvin force 

Microscopy 

原子間力顕微鏡と同等の空間分解能で

表面電位を計測する手法  

ケルビン電位・KE Kelvin potential ケルビン法（試料―電極間に流れる電

流が 0 になるように電極電位を制御す

ることで試料電位を計測する方法）で

得られる試料電位。慣用的に用いられ

る  

サイクル腐食試験・

CCT 

Cyclic corrosion 

test 

ラボで、各種腐食環境を再現、促進す

る腐食試験  
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電荷移動・CT Charge transfer 原子、分子がイオンと衝突、もしくは

イオン同士が衝突した時に、電子が一

方から他方に移動現象。腐食の律速す

る現象の一つ  

物質移動・MT Mass transfer 物質の移動である。腐食系の場合、腐

食関与物質（酸素などガス、イオン、

腐食生成物など化学種）の拡散を含

み、腐食を律速する現象の一つ  

ポ テ ン シ ョ ス タ ッ

ト・PS 

Potentiostast ポテンシオスタットとも書く。試料を

定電位電解するための電源  

ラマン散乱分光・RS Raman scattering 

spectroscopy 

光を照射すると、入射光と異なる波長

の散乱光、ラマン散乱光、が得られ

る。ラマン散乱光は物質固有のスペク

トルパターンを持ち、物質同定に活用

される  

 

［テーマ番号４８］「超高強度薄鋼板の水素脆化に関する研究基盤技術開発（FS 研

究）」  

［テーマ番号６２］「超高強度薄鋼板の水素脆化挙動評価技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

U 曲げ試験  U-bend test 薄鋼板を U 形状に曲げ、両端をボルト等

で固定し、応力を付与した状態で酸浸漬

などにより水素を導入し、遅れ破壊特性

を評価する方法  

遅れ破壊  Delayed fracture 材料が静的な負荷応力を受けた状態で、

ある時間を経過した時、外見上はほとん

ど塑性変形を伴うこと無く、突然脆性的

に破壊する現象  

水素脆化  Hydrogen 

embrittlement 

材料中に吸収された水素により材料の強

度や延性または靱性が低下する現象  

水素割れ感受性  Susceptibility to 

hydrogen cracking 

水素に起因した割れの起こしやすさ。一

般に高強度ほど水素割れを起こしやすい  

 

［テーマ番号６６］鉄鋼信頼性評価技術開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ASTM American Society 

for Testing and 

Materials 

国際標準・規格設定機関  
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CMOD Crack mouth 

opening 

displacement 

き裂開口変位  

CT 試験片  Compact tension 

specimen 

コンパクトテンション試験片  

EBSD Electron 

backscattering 

diffraction 

電子線後方散乱回折  

IQ Image quality EBSD 測定における菊池回折パターンの

質を表すパラメータ  

ISO International 

Organization for 

Standardization 

国際標準化機構  

IF 鋼  Interstitial free 

steel 

固溶元素を含まない鉄  

KAM Kernel average 

misorientation 

隣接する測定点間の結晶方位差  

K-S 関係  Kurdjumov-Sachs 

orientation 

relationship 

マルテンサイトとオーステナイトとの間

の結晶方位関係の一つ  

MT 試験片  Middle-tension 

specimen 

中央切欠き付き試験片  

SEB 試験片  Single-edged beam 

specimen 

片側切欠き付き曲げ試験片  

X 線 CT X-ray computed 

tomography 

X 線コンピュータ断層撮影  
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研究開発項目⑦「熱可塑性 CFRP の開発」  

［テーマ番号２７］「熱可塑性 CFRP の開発及び構造設計・応用加工技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

RTM（樹脂注入成

形）  

Resin Transfer 

Molding 

金型に強化繊維織物をセットし、それに

樹脂を高圧で注入することにより得られ

る複合材  

EV（電気自動車）  Electric Vehicle 電池と電動モーターで駆動させる自動車  

NDI（非破壊検査）  Non Destructive 

Inspection 

超音波探傷、X 線等により部品内部の欠

陥状態を検査する方法  

LFT-D Long Fiber 

Thermoplastics-

Direct 

比較的繊維長の長い不連続繊維と熱可塑

性樹脂を直接コンパウンドして得られる

低コストな複合材成形法のこと  

TG-DTA/MS Thermogravimetry 

(TG) - Differential 

Thermal Analysis 

(DTA) / Mass 

Spectrometry (MS) 

繊維強化複合材料を所定の雰囲気中で加

熱し、含まれる樹脂の分解挙動を評価す

るために用いる。 TG で質量変化を、

DTA で反応等によって生じる温度差を、

MS で発生するガスを評価する  

T-RTM Thermoplastic 

Resin Transfer 

Molding 

熱可塑性樹脂注入成形を指す。ここでは

その場重合成形と同義  

一次構造部材  Primary Structure 

Member 

自動車の車両構造に関して、地面や衝突

物から受ける荷重を直接受けて構造体を

維持するための高強度・高剛性・高耐久

性部材  

一方向性  Unidirectional 層内において強化繊維がすべて互いに平

行に並んでいる状態。一方向強化層はプ

ライ（Ply）と呼ばれ、この層の積み重ね

は積層板と言われる  

異方性  Anisotropy 物質の物理的性質、例えば弾性率や屈折

率などが方向によって異なること。結

晶、圧延した金属、プラスチックなどに

現れる⇔ 等方性  
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エポキシ（樹脂）  Epoxy (Resin) 高分子内に残存させたエポキシ基で架橋

ネットワーク化させることで硬化させる

ことが可能な熱硬化性樹脂の総称。架橋

ネットワーク化前のプレポリマーと硬化

剤を混合して熱硬化処理を行うと製品と

して完成するが、プレポリマーも製品化

した樹脂も両者ともエポキシ樹脂と呼ば

れる。  

押出素材  Extruded material 混練により生成される中間素材  

開繊性  Fiber Spreading 炭素繊維束やガラス繊維束などの強化繊

維束を連続して幅広く、薄く拡げた状態

にすること。繊維束の厚み方向の繊維本

数を少なくすれば（開繊性を高めれ

ば）、繊維束中へのマトリクスの含浸が

短時間で均一にできるので、成形工程に

おいて生産性の向上や品質の向上に有利

に働く  

強化材  Reinforcement プラスチックなど、軽量であるが弾性率

や強度の低い母材（マトリクス材）に対

して、強度を向上させることを目的とし

て混入させる材料。強化材とマトリクス

を組み合わせたものを複合材料と呼ぶ。

強化材にはガラス繊維、炭素繊維、ケブ

ラーなどが用いられる  

コンポジット  Composites 2 つ以上の異なる素材を一体的に組み合

わせた材料のこと  

混練  Mixing 強化繊維ロービングと樹脂ペレットをス

クリュー押出機に投入し、混ぜ合わせる

こと。それによって、不連続繊維強化複

合材が得られる  

サイクルタイム  Cycle Time 製品を作る場合のかかった時間。最初の

工程をスタートし最後の工程までかかっ

た時間のこと。稼働時間のみならず、待

ち時間も含まれる。サイクルタイムの短

縮によって、品質やコストだけではな

く、時間の面で競合との差別化、競争力

の強化、及びコスト削減、顧客満足の増

大までを図ることができる  
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サーモグラフ  Thermograph サーモグラフィ装置。物質から発せられ

る赤外線を検出して、ものの温度を調べ

る装置。コンピュータ画面上で温度を色

分けして表示することができる  

射出成形  Injection Molding 加熱溶融させた材料を金型内に射出注入

し、冷却・固化させることによって、成

形品を得る方法。複雑な形状の製品を大

量に生産するのに適している。工程は大

きく分けて、型締め、射出、保圧、冷

却、型開き、取り出し、と進み、このサ

イクルの繰り返しによって、製品を連続

的に生産できる  

チョップドテープ  Chopped Tape 一定の長さに切りそろえたプリプレグ

テープ。短繊維でマット、スプレイアッ

プ法、コンパウンドに使用される。一方

向不連続繊維基材  

等方性  Isotropy 物体の物理的性質が方向によって異なら

ないこと。気体、ふつうの液体、非晶質

（アモルファス）の固体（ガラスなど）

は等方性を示す⇔  異方性  

熱可塑性樹脂  Thermoplastic 

Resin 

ガラス転移温度または融点まで加熱する

ことによって軟らかくなり、目的の形に

成形できる樹脂。一般的に、熱可塑性樹

脂は切削・研削等の機械加工がしにくい

ことが多く、加温し軟化したところで金

型に押し込み、冷し固化させて最終製品

とする射出成形加工等が広く用いられて

いる。ポリエチレン、ポリプロピレン、

ポリスチレン、ABS 樹脂、塩化ビニル樹

脂、メタクリル酸メチル樹脂、ナイロ

ン、フッ素樹脂、ポリカーボネート、ポ

リエステル樹脂など  
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熱硬化性樹脂  Thermosetting 

Resin 

加熱すると重合を起こして高分子の網目

構造を形成し、硬化して元に戻らなくな

る樹脂のこと。使用に際しては、流動性

を有するレベルの比較的低分子の樹脂を

所定の形状に整形し、その後加熱等によ

り反応させて硬化させる。接着剤やパテ

で A 液（基剤）と B 液（硬化剤）を混ぜ

て使うタイプがあるが、これは熱硬化性

樹脂のエポキシ樹脂で、混合により重合

反応が起こっている。熱硬化性樹脂は硬

くて熱や溶剤に強い。フェノール樹脂、

エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹

脂、ポリウレタンなどがある  

熱伝導性  Thermal 

Conductivity 

熱伝導において、熱流束密度（単位時間

に単位面積を通過する熱エネルギー）を

温度勾配で割った物理量  

破断ひずみ  Breaking Strain 外力の作用により、材料が破壊（破断）

する時のひずみ。破断する時の応力を破

断強度または破断応力とも言う  

パルスサーモグラ

フィ  

Pulse 

Thermography 

NDI の手法の一つで、ハロゲンランプ等

の光源から検査対象物の内部に動的な温

度差を発生させ、その結果の表面に生じ

る温度変化を、画像として取得し得られ

た複数の温度画像から、内部の構造や欠

陥を画像化する NDI 法  

比強度  Specific Strength 比重に対する材料の強度。このパラメー

タが大きいほど、同じ強度の時により軽

い部品が作れる  

比剛性  Specific Stiffness 比重に対する材料の剛性。このパラメー

タが大きいほど、同じ剛性の時により軽

い部品が作れる  

賦形性  Formability プリフォーム配置工程において、成形に

用いる型形状に対して、プリフォームを

形作ること。熱成形直後における、得ら

れた予備成形体の形状と熱成形に用いた

型の形状との一致性の程度を表す  

フラグメンテーショ

ン（フラグメント）

試験  

Fragmentation Test マトリックスに単繊維を埋め込み、繊維

方向に平行にマトリックスに引張ひずみ

を加えることによりせん断強度を推定す

るテスト方法。繊維は破断し、多数の小

片に分断される  
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プリフォーム  Preform RTM や C/C コンポジット等の成形用基材

で、強化繊維を立体的な形状にしたもの  

プリプレグ  Prepreg 連続した強化繊維にマトリックス樹脂を

含浸させた半硬化状態の単層材  

プレヒート  Pre-Heat 成形型に基材を設置する前にあらかじめ

プリフォームに余熱を与えておくこと  

不連続繊維  Discontinuous Fiber 繊維が短く切断されたもの（短繊維）

で、マトリクス樹脂内でランダムに配向

される。射出成形用繊維強化樹脂でよく

用いられる  

ボイド（空隙）  Void 樹脂の繊維束への含浸が不十分であった

場合に、樹脂内や樹脂-繊維間に空気が入

り込んだまま成形されてしまい生じる空

間  

ポリアミド  

（PA）  

Polyamide 主鎖にアミド結合（ -NH-CO-）を持つも

のをポリアミドと呼ぶが、主鎖が脂肪族

であるものは、ナイロンとも呼ばれる。

耐摩耗性、自己潤滑性に優れ耐衝撃性も

大きいという長所があるが、アミド結合

のために吸湿性も強いので寸法安定性が

悪く、機械的、電気的な物性が変化す

る。結晶化度による影響も大きいので成

形時には注意が必要である  

ポリプロピレン  

（PP）  

Polypropylene エチレンの水素ひとつがメチル基に変

わった構造のプロピレンの重合体。メチ

ル基の立体的な位置の違いによって特性

が大きく異なるが、その中でも結晶化度

が高く剛性の優れたアイソタクチック PP

が一般的に用いられている  

マイクロドロップ

レット試験  

Microdroplet Test 繊維強化複合材料において、強化繊維と

各種樹脂の界面接着性を評価する試験方

法。単繊維に樹脂粒（ドロップレット）

を付着させ、ドロップレットを固定させ

て後に繊維の引き抜きを行い、引き抜か

れる際の荷重と、繊維の樹脂粒への埋め

込み長さの関係から、界面せん断応力を

求めることができる  
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マテリアルハンドリ

ング（マテハン）  

Material Handling 工場内において材料や部品の移動に関る

取扱い。移動方法としては、台車、

フォークリフト、コンベヤ、ロボット等

がある  

マトリクス材  Matrix 複合材料において、強化される側の部材

を母材（マトリックス）と呼ぶ。繊維強

化プラスチックの場合はプラスチック、

繊維強化金属の場合は金属、鉄筋コンク

リートの場合はコンクリートがそれぞれ

マトリックスとなる  

モジュール構造  

部材  

Module Structure 

Member 

部材をインテグレーションした複合化部

材。一体成形できるので、製造コストを

安くできる。自動車部品では、従来より

インスツルメントパネルモジュールなど

があり、短繊維のガラス繊維強化プラス

チックの成形部材として適用されている  

溶着接合  Welding 溶接あるいは高温で加熱して接着させる

こと。二次加工技術（成形が一次加工）

の一つ。熱可塑性の樹脂部材を、融点を

超えるまで加熱し、圧力を加えると分子

レベルで結合することを利用した接合方

法。樹脂部材を加熱する方法として、超

音波溶着、振動溶着、誘導溶着、高周波

溶着、熱溶着など、様々な方法がある  

その場重合成形  n-situ 

polymerization 

molding 

低粘度の ε カプロラクタムを金型内のド

ライプリフォームに注入し、金型内で固

化させる高速成形法  

ワイブル分布  Weibull 

Distribution 

炭素繊維は脆性材料であり、その破壊挙

動はワイブル分布と呼ばれる確率分布に

従うことが知られている  

過熱水蒸気（SHS）  Superheated Steam 

(SHS) 

常圧で 100℃点以上に加熱された水蒸気

を指し、高速かつ均一な加熱が可能であ

る。処理によって炭素繊維を表面改質

し、エポキシ樹脂等に対する密着性（界

面せん断強度）の改善が可能である  
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［テーマ番号２７Ｂ］リサイクル炭素繊維の評価技術開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CFRP Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 

炭素繊維強化プラスチックの略。炭素繊

維によりプラスチックを強化した軽量複

合材料  

GC Gas 

Chromatography 

気体の混合物を、カラムを通して分離

し、各成分を同定・定量する分析手法  

アラインメント  Alignment ここでは、引張試験において、試験機、

治具、試験片の軸を合わせること  

アレニウスプロット  Arrhenius Plot 反応の速度定数の対数を絶対温度の逆数

に対してプロットした図。傾きから反応

の活性化エネルギーが決定できる  

剛性  Stiffness 変形のしにくさ  

コンプライアンス補

正  

Compliance 

Correction 

力学試験において、試験装置や把持部な

ど、本来測定したい試験片以外の部分の

変形量を補正することで、試験精度を向

上すること  

サイジング剤  Sizing Agent 収束剤。市販の炭素繊維は数千～数万本

の繊維の束として取り扱われているが、

束としてまとまった状態を保持するため

に塗布されている薬剤を言う  

炭素残渣  Carbonaceous 

Residue 

CFRP のリサイクル過程では、熱処理等

によりマトリックスであるプラスチック

を分解除去し、より耐熱性に優れる炭素

繊維のみを取り出している。炭素残渣と

は、分解されきらずに残留したプラス

チック由来の炭化物を表す  

マイクロ波分解  Microwave 

Digestion 

リサイクル炭素繊維中の不揮発性不純物

元素分析の前処理法の一つ。リサイクル

炭素繊維に分解試薬を添加してマイクロ

波を照射し、リサイクル炭素繊維を分解

する  

誘導結合プラズマ質

量分析法（ICP-MS）  

Inductively 

Coupled Plasma – 

Mass Spectroscopy 

高温のプラズマを利用して液中または気

中の元素をイオン化し、質量分析を行う

手法。多種類の元素を一度に幅広い濃度

範囲で測定することができる  
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ワイブル分布  Weibull 

Distribution 

炭素繊維は脆性材料であり、その破壊挙

動はワイブル分布と呼ばれる確率分布に

従うことが知られている。分布形態は

シェイプパラメータとスケールパラメー

タと呼ばれる２つのパラメータで表現さ

れる  

RoHS 規制  Restriction of 

Hazardous 

Substances 

Directive 

電気・電子機器における特定有害物質の

使用制限に関する欧州議会・理事会指

令。10 物質が規制対象物質となってい

る。本研究開発の不純物元素分析法はこ

の中で水銀や鉛など重金属や臭素系難燃

剤由来の臭素を対象としている  

揮発性元素、不揮発

性元素  

Volatile Element, 

Non-Volatile 

Element 

揮発性元素は蒸気圧が高い元素で、不揮

発性元素は低い元素である。揮発性の基

準は研究分野や対象範囲によって異な

る。本研究開発の分析法では、分析前処

理法の熱分解法で気化が容易な水銀や臭

素などを揮発性元素とし、それ以外の元

素を不揮発性元素としている  

タブ  Tab 試験機のつかみ部で試験片が破壊するの

を防ぐための保護部材。一般に紙や金属

など試験片に応じて様々なものが使用さ

れる  

ゲージ長  Gauge Length 力学試験における試験片伸び評価部の長

さ。ここではグリップ間やタブ間の距離

をゲージ長として採用している  

応力集中係数  Stress 

Concentration 

Factor 

形状や構造が不均一である材料を変形さ

せた場合に、局所的に応力が増大する応

力集中という現象が起きる。  

この応力集中の程度を表現する係数が応

力集中係数であり、最大応力を基準応力

(平均応力や公称応力など )で除すことで

求められる  

 

［テーマ番号５４］低圧・超高速 CFRP 成形技術の開発（FS 研究）  

［テーマ番号２７Ｃ］超軽量 CFRTP／CFRP ハイブリッド部材の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CAE Computer Aided 

Engineering 

製品設計の支援をするツール  
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CAD Computer-aided 

design 

コンピュータ支援設計  

CFRP Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 

炭素繊維強化プラスチック  

CFRTP Carbon Fiber 

Reinforced 

Thermoplastics 

炭素繊維強化熱可塑性プラスチック  

HP-RTM High Pressure 

Resin Transfer 

Moldings 

型内で基材に樹脂を高圧含浸・硬化させ

る自動車向け CFRP で汎用される高速成

形法  

ILSS Interlaminar Shear 

Strength 

層間せん断強度  

RFI Resin Film Infusion 基材と樹脂フィルムを交互積層し、含

浸・硬化させる成形法  

RTM Resin Transfer 

Moldings 

型内で基材に樹脂を含浸・硬化させる自

動車向け CFRP で汎用される成形法  

Vf Fiber volume 

fraction 

繊維体積含有率  

Wf Fiber weight 

fraction 

繊維重量含有率  

樹脂供給体  Resin-supply body 本テーマで開発した、大量の樹脂を担持

した可搬の基材  

 

［テーマ番号２８］熱可塑性 CFRP の開発及び構造設計・加工基盤技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CFRP Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 

炭素繊維強化プラスチックス。炭素繊維

で補強したプラスチックス成形品（樹脂

成形品）の総称  

CFRTP Carbon Fiber 

Reinforced 

Thermoplastics 

炭素繊維強化熱可塑性プラスチックス。

ポリアミドやポリプロピレンといった熱

可塑性樹脂を母材とする炭素繊維強化複

合材料  

CFRTS Carbon Fiber 

Reinforced 

Thermosetting 

Plastics 

炭素繊維強化熱硬化性プラスチックス。

エポキシや不飽和ポリエステルといった

熱硬化性樹脂を母材とする炭素繊維強化

複合材料  
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CMT Carbon Fiber Mat 

Reinforced 

Thermoplastics 

炭素繊維マット強化熱可塑性樹脂。GMT

と対比させる形で前プロジェクトで命名

したもので、炭素繊維の単糸を面内等方

に分散させた CFRTP 

CTT Chopped Carbon 

Fiber Tape 

Reinforced 

Thermoplastics 

炭素繊維テープ強化熱可塑性樹脂。CMT

と対比させる形で前プロジェクトで命名

したもので、炭素繊維強化熱可塑性樹脂

テープを面内等方に分散させた CFRTP 

GFRP Glass Fiber 

Reinforced Plastics 

ガラス繊維強化プラスチックス。ガラス

繊維で補強したプラスチックス成形品

（樹脂成形品）の総称  

GMT Glass-Mat 

Reinforced 

Thermoplastics 

熱可塑性樹脂（主に PP）をガラス長繊維

マットで強化したプラスチックス材料で

あり、スタンパブルシートとも呼ばれ

る。通常のガラス短繊維入り熱可塑性樹

脂と比べて、長繊維が 50％程度も占めて

いるので強度的に優れ、自動車部品など

に使われている  

LCA Life Cycle 

Assessment 

 

 

 

製品やサービスに対する環境影響評価の

手法。主に個別の商品の製造、輸送、販

売、使用、廃棄、再利用までの各段階に

おける環境負荷を明らかにすることを目

的としている  

RTM Resin Transfer 

Molding 

金型に封入されたドライプリフォームに

樹脂（熱硬化性または熱可塑性）を注入

する成形法  

SMC Sheet Molding 

Compound 

強化繊維と樹脂（熱硬化性または熱可塑

性）からなるシート状材料を金型の中で

積層し圧縮成形する手法  

Vf Fiber Volume 

Fraction 

繊維体積含有率。単位は%  

アイゾッド衝撃強さ  Izod Impact 

Strength 

衝撃に対する強さを表す指標。単位は

J/m 。ノッチと呼ばれる切り込みをつけ

た試験片を、片持ちはりで支持し、振子

型のハンマーで衝撃曲げ打撃を加えて計

測する。1 回の打撃によって破壊するの

に要したエネルギーを、ノッチに沿って

計測した試験片の幅で割って求められる  
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一次構造部材  Primary Structural 

Member 

自動車の車両構造に関して、地面や衝突

物から受ける荷重を直接受けて構造体を

維持するための高強度・高剛性・高耐久

性部材  

一方向性  Unidirectional 層内において強化繊維がすべて互いに平

行に並んでいる状態。一方向強化層はプ

ライ（Ply）と呼ばれ、この層の積み重ね

は積層板と言われる  

異方性  Anisotropy 物質の物理的性質、例えば弾性率や屈折

率などが方向によって異なること。結

晶、圧延した金属、プラスチックスなど

に現れる（対義語は等方性）  

エッチング  Etching 化学薬品などの腐食作用を応用した塑形

ないし表面加工の技法。使用する素材の

必要部分にのみ防食処理を施し、腐食剤

によって不要部分を除去することで目的

形状のものを得る  

エポキシ（樹脂）  Epoxy (Resin) 高分子内に残存させたエポキシ基で架橋

ネットワーク化させることで硬化させる

ことが可能な熱硬化性樹脂の総称。架橋

ネットワーク化前のプレポリマーと硬化

剤を混合して熱硬化処理を行うと製品と

して完成するが、プレポリマーも製品化

した樹脂も両者ともエポキシ樹脂と呼ば

れる  

遠赤外線ヒーター  Far-Infrared 

Radiation Heater 

セラミックス、石英、金属酸化面などの

比較的低温（500℃～1000℃）の発熱体か

ら放射される光を利用する加熱装置。光

のピーク波長は 3 ～5 μm であり、1 ～

15 μm 程度の範囲に分布する  

応力集中  Stress 

Concentration 

材料に切欠きや溝がある場合に、外力を

与えた時に他の部分よりも応力が大きく

なる現象。部材の断面が大きく変形して

いる部分や、部材の断面に孔（あな）、

亀裂、切欠きなどが起こり不連続部分が

発生している時、その近くに著しく応力

（抵抗力）が集中している  
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開繊  Fiber Spreading 炭素繊維束やガラス繊維束などの強化繊

維束を連続して幅広く、薄く拡げた状態

にすること。繊維束の厚み方向の繊維本

数を少なくすれば（開繊性を高めれ

ば）、繊維束中へのマトリックスの含浸

が短時間で均一にできるので、成形工程

において生産性の向上や品質の向上に有

利に働く  

界面層  Interfacial Layer ある均一な液体や固体の相が他の均一な

相と接している境界のことを界面と呼

ぶ。炭素繊維のような強化繊維の場合、

樹脂と接している境界の表面層を界面層

という  

カップリング剤  Coupling Agent 分子内に水になじみやすい部分（親水

基）と油になじみやすい部分（親油基・

疎水基）を持つ物質。有機材料と無機材

料を結合させる機能を有し、複合材料の

力学特性や耐水性、接着性の向上に使わ

れる  

含浸度  Impregnation Rate ゴム、合成樹脂を織物、紙などの組織や

構造のすき間にしみ込ませた状態の程度

を表す指標  

官能基  Functional Group 有機化合物に特別の化学性質を与える原

子・原子団。例えばアルコールの  -OH

（ヒドロキシル基）、アルデビドの  -

CHO、カルボン酸の -COOH、などがあ

る  

強化材  Reinforcement プラスチックスなど、軽量であるが弾性

率や強度の低い母材（マトリックス材）

に対して、強度を向上させることを目的

として混入させる材料。強化材とマト

リックスを組み合わせたものを複合材料

と呼ぶ。強化材にはガラス繊維、炭素繊

維、ケブラーなどが用いられる  

コミングルヤーン  Commingled Yarn 強化繊維と樹脂系マトリックス繊維を組

み合わせた混繊糸  

コンソリデーション  Consolidation プリプレグやセミプレグを裁断後、積層

あるいはプリフォームして、複数の部材

を合同体として同時に成形すること。後

工程での接合の必要が無いのでコスト削

減が可能となる  
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コンポジット  Composites 2 つ以上の異なる素材を一体的に組み合

わせた材料のこと  

サイクルタイム  Cycle Time 製品を作る場合のかかった時間。最初の

工程をスタートし最後の工程までかかっ

た時間のこと。稼働時間のみならず、待

ち時間も含まれる。サイクルタイムの短

縮によって、品質やコストだけではな

く、時間の面で競合との差別化、競争力

の強化、及びコスト削減、顧客満足の増

大までを図ることができる  

サイズ剤  Sizing Agent ある組織や構造に対してインクなど液体

の浸透性を抑え、滲みを防ぐ目的で加え

られる化学物質。疎水性基と親水性基を

持ち、疎水性基を外側に向けて組織に疎

水性を持たせる。内添方式と表面方式と

があり、いずれにも天然物と合成物とが

ある  

酸化処理  Oxidative 

Treatment 

炭素繊維などの表面層を改質する処理手

法の一つ。エッチング処理。含酸素基を

繊維表面に導入することにより樹脂との

水素結合を促進し、接着性を高めること

ができる  

サーモグラフ  Thermograph サーモグラフィ装置。物質から発せられ

る赤外線を検出して、ものの温度を調べ

る装置。コンピュータ画面上で温度を色

分けして表示することができる  

射出成形  Injection Molding 加熱溶融させた材料を金型内に射出注入

し、冷却・固化させることによって、成

形品を得る方法。複雑な形状の製品を大

量に生産するのに適している。工程は大

きく分けて、型締め、射出、保圧、冷

却、型開き、取り出し、と進み、このサ

イクルの繰り返しによって、製品を連続

的に生産できる  

収束剤  Convergence Agent サイズ剤。炭素繊維の製造工程や、高次

加工工程（織物工程、プリプレグ工程、

その他の成形工程）での取扱い性を向上

させる  
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親和性  Affinity 繊維強化プラスチックスにおいては、分

子同士の結合しやすさを言う。例えば、

分子構造中に水となじみやすい（親和性

の高い）水酸基（OH）を持っていれば、

吸湿・吸水に優れる物質となる  

スタンピング成形  Stamping Molding 圧縮成形（Compression Molding）の一種

で、FRTP（繊維強化熱可塑性プラスチッ

クス）のシート状中間基材を金型外で加

熱し、連続的に型の間に投入してプレス

する成形方法。金型内で中間基材を加熱

冷却するヒートアンドクール成形に比べ

てサイクルタイムを大幅に短縮できる

が、品質保証のための高度なマテハン

（材料搬送）技術が必要となる  

脱型  De-molding 型から製品を取りだす作業  

ダブルベルトプレス  Double Belt Press 押出機等による連続供給と、ベルトプレ

スによる連続した加熱・冷却によって、

樹脂シート等の加工を行う装置。各ゾー

ンにおけるプレスロールの高さ調節や温

度、圧力設定を行うことにより、製品の

厚み制御を行うことができる  

中間基材  Intermediate 

Material 

一方向材、織物、テープ分散シート、

マット等、目的に応じた繊維形態と樹脂

による、成形直前の材料形態  

チョップドテープ  Chopped Tape 一定の長さに切りそろえたプリプレグ

テープ。短繊維でマット、スプレイアッ

プ法、コンパウンドに使用される。一方

向不連続繊維基材  

テキスタイル  Textile 織物や布地を意味し、繊維製品全般のこ

と  

テーププレースメン

ト  

Tape Placement 樹脂を含浸させたトウプリプレグやプリ

プレグテープを、型に配向させて積層す

る技術  

等方性  Isotropy 物体の物理的性質が方向によって異なら

ないこと。気体、ふつうの液体、非晶質

（アモルファス）の固体（ガラスなど）

は等方性を示す（対義語は異方性）  
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内圧成形  Inner Pressure 

Molding 

成形型のキャビティ内に中空状の成形素

材を配置し、中空素材の内側から圧力を

加えて中空素材を成形型に密着させた状

態とし、その状態で加熱成形する方法。

繊維強化樹脂を用いた中空（閉断面）の

部品を製作することができる  

ナノアロイ  Nano-Alloy ポリマーＡのマトリックス中にポリマー

Ｂをナノオーダーで分散させた分散構造

を作る良流動化技術。ポリマー微粒子を

独自に開発してマトリックスポリマー中

に均一に分散させることにより、加熱化

の溶融状態（流動状態）でのマトリック

スポリマー分子間の相互作用の低下が起

こり、ポリマー分子の運動性向上による

流動性の大幅な向上が実現できる  

熱可塑性樹脂  Thermoplastic 

Resin 

ガラス転移温度または融点まで加熱する

ことによって軟らかくなり、目的の形に

成形できる樹脂。一般的に、熱可塑性樹

脂は切削・研削等の機械加工がしにくい

ことが多く、加温し軟化したところで金

型に押し込み、冷し固化させて最終製品

とする射出成形加工等が広く用いられて

いる。ポリエチレン、ポリプロピレン、

ポリスチレン、ABS 樹脂、塩化ビニル樹

脂、メタクリル酸メチル樹脂、ナイロ

ン、フッ素樹脂、ポリカーボネート、ポ

リエステル樹脂など  

熱硬化性樹脂  Thermosetting 

Resin 

加熱すると重合を起こして高分子の網目

構造を形成し、硬化して元に戻らなくな

る樹脂のこと。使用に際しては、流動性

を有するレベルの比較的低分子の樹脂を

所定の形状に整形し、その後加熱等によ

り反応させて硬化させる。接着剤やパテ

で A 液（基剤）と B 液（硬化剤）を混ぜ

て使うタイプがあるが、これは熱硬化性

樹脂のエポキシ樹脂で、混合により重合

反応が起こっている。熱硬化性樹脂は硬

くて熱や溶剤に強い。フェノール樹脂、

エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹

脂、ポリウレタンなどがある  
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熱伝導性  Thermal 

Conductivity 

熱伝導において、熱流束密度（単位時間

に単位面積を通過する熱エネルギー）を

温度勾配で割った物理量  

破断ひずみ  Failure Strain 外力の作用により、材料が破壊（破断）

する時のひずみ。破断する時の応力を破

断強度または破断応力とも言う  

パッチ  Patch つぎあて。リペア技術において損傷部に

追加して貼り合わせる薄板状の CFRTP 

比強度  Specific Strength 比重に対する材料の強度。このパラメー

タが大きいほど、同じ強度の時により軽

い部品が作れる  

比剛性  Specific Stiffness 比重に対する材料の剛性。このパラメー

タが大きいほど、同じ剛性の時により軽

い部品が作れる  

表面改質  Surface Treatment 表面層の特性を変化させること。炭素繊

維は、マトリックス樹脂との接着性を改

善するため、その表面を酸化処理する  

ファイバーブリッジ

ング  

Fiber Bridging 繊維強化プラスチックスにおいて、亀裂

進展時に未破断繊維が亀裂を橋渡しする

ことにより、亀裂進展抵抗が増加する現

象  

ファウンテンフロー  Fountain Flow 樹脂を型内に流し込む時に、金型面との

滑りによって流れるのではなく、流れの

中心から金型内壁面へ噴出するように流

れていくこと。射出成形の流動末端で生

じる  

賦形性  Formability プリフォーム配置工程において、成形に

用いる型形状に対して、プリフォームを

形作ること。熱成形直後における、得ら

れた予備成形体の形状と熱成形に用いた

型の形状との一致性の程度を表す  

フラグメンメーショ

ン（フラグメント）

試験  

Fragmentation Test 樹脂に単繊維を埋め込み、繊維方向に平

行に樹脂に引張ひずみを加えることによ

りせん断強度を推定するテスト方法。繊

維は破断し、多数の小片に分断される  

プリフォーム  Preform 中間基材とほぼ同義  

プリプレグ  Prepreg 連続した強化繊維にマトリックス樹脂を

含浸させた半硬化状態の単層材  
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プレヒート  Pre-Heat 成形型に基材を設置する前にあらかじめ

中間基材に余熱を与えておくこと  

ブレード  Blade 一方向材を基本として、立体的にファイ

バーを織り込んだもの。三次元強化基材

の一つ  

不連続繊維  Discontinuous 

Fiber 

繊維が短く切断されたもの（短繊維）

で、マトリックス樹脂内でランダムに配

向される。射出成形用繊維強化樹脂でよ

く用いられる  

ボイド（空隙）  Void 樹脂の繊維束への含浸が不十分であった

場合に、樹脂内や樹脂-繊維間に空気が入

り込んだまま成形されてしまい生じる空

間  

ホモポリプロピレン  Homo-

polypropylene 

ポリプロピレン単体のみからなる重合体

であり、結晶性は高い。ホモ PP でも触

媒の選択・プロセスの相違・さらには各

メーカーの市場性格の差異によりその物

性は微妙に異なる  

ポリアミド（PA）  Polyamide 主鎖にアミド結合（-NH-CO-）をもつも

のをポリアミドと呼ぶが、主鎖が脂肪族

であるものは、ナイロンとも呼ばれる。

耐摩耗性、自己潤滑性に優れ耐衝撃性も

大きいという長所があるが、アミド結合

のために吸湿性も強いので寸法安定性が

悪く、機械的、電気的な物性が変化す

る。結晶化度による影響も大きいので成

形時には注意が必要である  

ポリプロピレン

（PP）  

Polypropylene エチレンの水素ひとつがメチル基に変

わった構造のプロピレンの重合体。メチ

ル基の立体的な位置の違いによって特性

が大きく異なるが、その中でも結晶化度

が高く剛性の優れたアイソタクチック PP

が一般的に用いられている  

マイクロドロップ

レット試験  

Microdroplet Test 繊維強化複合材料において、強化繊維と

各種樹脂の界面接着性を評価する試験方

法。単繊維に樹脂粒（ドロップレット）

を付着させ、樹脂粒を固定させて後に繊

維の引き抜きを行い、引き抜かれる際の

荷重と、繊維の樹脂粒への埋め込み長さ

の関係から、界面せん断応力を求めるこ

とができる  
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マトリックス材  Matrix 複合材料において、強化される側の部材

を母材（マトリックス）と呼ぶ。繊維強

化プラスチックスの場合はプラスチック

ス、繊維強化金属の場合は金属、鉄筋コ

ンクリートの場合はコンクリートがそれ

ぞれマトリックスとなる  

モジュール構造部材  Module Structure 

Member 

部材をインテグレーションした複合化部

材。一体成形できるので製造コストを安

くできる。自動車部品では従来よりイン

スツルメントパネルモジュールなどがあ

り、短繊維のガラス繊維強化プラスチッ

クスの成形部材として適用されている  

溶着接合  Welding 

 

 

 

 

 

 

 

溶接あるいは高温で加熱して接着させる

こと。二次加工技術（成形が一次加工）

の一つ。熱可塑性の樹脂部材を融点を  

超えるまで加熱し、圧力を加えると分子

レベルで結合することを利用した接合方

法。樹脂部材を加熱する方法として、超

音波溶着、振動溶着、誘導溶着、高周波

溶着、熱溶着など、様々な方法がある  

溶融粘度  Melt Viscosity 樹脂などが溶けた時に、流動する物体の

内部に生じる抵抗。粘度＝粘性とも言

う。溶融粘度が低いということは流動性

が良いことを意味する  

ラマン顕微鏡  Raman Microscope 可視光が分子に当たって散乱する光散乱

（＝ラマン散乱）を利用した物質の分析

装置。この散乱した光の波長変調を分光

器によって調べることによりその組成分

析や結晶構造情報を得、顕微鏡と融合さ

せることで局所的な成分や結晶状態を知

ることができる  

ラマンスペクトル  Raman Spectrum ラマン散乱光の波長（色の違い）に対す

る光強度をグラフ化したもの。スペクト

ルは複数のピークを持ち、分子に固有の

形状を示す。物質の質の評価や不純物の

同定を行うことができる  

ランダムチョップ基

材  

Random Chopped 

Material 

チョップドテープ（一定の長さに切りそ

ろえたプリプレグテープ）をランダムに

配向した基材  
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臨界繊維長  Critical Fiber 

Length 

繊維を埋め込んだ樹脂材料において、引

張応力を適用した時に繊維が切断され、

それ以上切断が起こらない時の繊維の長

さ。ある繊維長以下になると界面でのせ

ん断を支えることができなくなるため、

繊維破断よりも繊維の樹脂内での滑りが

先に起きてしまう  

連続繊維  Continuous Fiber すべての繊維が互いに平行に並んでいる

一方向層の形態で用いられる長繊維。編

んだり、織ったりして用いることができ

る。また一方向層を様々な方向に積層す

ることで擬似等方性や直交性、異方性の

ある板を作ることができる  

ワイブル分布  Weibull 

Distribution 

物体の破壊強度を統計的に記述するため

の確率分布。時間に対する劣化現象や寿

命を統計的に記述するためにも利用され

る。ワイブル係数を導入した式で表わさ

れる  
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研究開発項目⑧ 「革新炭素繊維基盤技術開発」  

［テーマ番号５１］革新炭素繊維基盤技術開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

CFRP Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 

炭素繊維強化プラスチック。炭素繊維

で強化したプラスチック成形品（樹脂

成形品）の総称  

CFRTP Carbon Fiber 

Reinforced 

Thermoplastics 

炭素繊維強化熱可塑性プラスチック。

ポリアミドやポリプロピレンといった

熱可塑性樹脂を母材とする炭素繊維強

化複合材料  

PAN Polyacrylonitrile 有機高分子の一種で、アクリロニトリ

ルを重合させて得られる。PAN と略称

される。 PAN（ポリアクリロニトリ

ル）は、アクリル、モダクリル繊維、

衣類および家の調度品のウールの一般

的な材料として生産されている  

Vf Fiber volume 

fraction 

繊維体積含有率  

異形状炭素繊維  Modified cross-

section carbon 

fiber 

中空など、通常の炭素繊維とは異なる

断面形状を有する炭素繊維  

異方性  Anisotropy 物質の物理的性質、例えば弾性率や屈

折率などが方向によって異なること。

結晶、圧延した金属、プラスチックな

どに現れる⇔ 等方性  

エッチング  Etching 繊維表面などを酸化処理などによっ

て、削ること。一般に軽微なエッチン

グは繊維表面の欠陥を除去する効果が

あり、繊維強度を増加させるが、過度

のエッチングは繊維強度を減少させる  

エポキシ（樹脂）  Epoxy (Resin) 高分子内に残存させたエポキシ基で架

橋ネットワーク化させることで硬化さ

せることが可能な熱硬化性樹脂の一

種。硬くて熱や溶剤に強い  

界面せん断強度  Interfacial shear 

strength 

樹脂と繊維界面の接着が剥がれる際の

繊維方向のせん断強度  
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界面層  Interfacial layer ある均一な液体や固体の相が他の均一

な相と接している境界のことを界面と

呼ぶ。炭素繊維のような強化繊維の場

合、樹脂と接している境界の表面層を

界面層という  

官能基  Functional group 有機化合物に特別の化学性質を与える

原子・原子団。例えばアルコールの  -

OH、アルデビドの -CHO、カルボン酸

の -COOH、などがある  

サイズ剤  Sizing agent 炭素繊維束を収束させて、複合材料に

する際に樹脂との濡れ性をよくするた

めに、炭素繊維表面に塗布されるも

の。使用する樹脂に応じて最適なサイ

ズ剤がある  

酸化処理  Oxidative 

treatment 

炭素繊維などの表面層を改質する処理

手法の一つ。エッチング処理。含酸素

基を繊維表面に導入することにより樹

脂との水素結合を促進し、接着性を高

めることができる  

射出成形  Injection molding 加熱溶融させた材料を金型内に射出注

入し、冷却・固化させることによっ

て、成形品を得る方法。複雑な形状の

製品を大量に生産するのに適してい

る。工程は大きく分けて、型締め、射

出、保圧、冷却、型開き、取り出し、

と進み、このサイクルの繰り返しに

よって、製品を連続的に生産できる  

樹脂界面接着性  Interfacial 

adhesion 

樹脂と繊維表面の接着性  

親和性  Affinity 繊維強化プラスチックにおいては、繊

維と樹脂とのなじみやすさを言う。例

えば、繊維表面にカルボキシル基（ -

COOH）を持っていれば、エポキシ樹

脂と親和性（濡れ性）に優れる繊維と

なる  

樹脂含浸ストランド

物性  

Resin-impregnated 

strand mechanical 

property 

樹脂含浸繊維束の引張弾性率や引張強

度などの特性  
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前駆体化合物  Precursor 

compound 

炭素材料になる前の高分子物質。温度

を上げても溶融しない特徴を持つ  

耐炎化  Thermal 

stabilization 

PAN 繊維が炭素化時に溶融しないよう

に 200-350℃の空気中で数時間加熱する

処理のこと  

耐炎繊維  Flame resistant 

fiber (Oxidized 

PAN fiber) 

PAN 繊維を耐炎化処理して得られる耐

炎性を有した有機繊維  

大繊度  Large linear 

density 

繊維または繊維束において単位長さあ

たりの質量が大きいこと。繊度の単位

は長さ 1000m あたりの質量 g で表す

TEX が用いられることが多く、繊維束

に用いる場合、現行の炭素繊維束が

1600TEX までのものが多いため、それ

以上のものを大繊度として扱う  

炭素繊維（CF）  Carbon Fiber 有機繊維の前駆体を加熱炭素化処理し

て得られる、質量比で 90%以上が炭素

で構成される繊維  

ねじり弾性率  Torsional modulus 材料をねじる時のねじりにくさを表す

物性値  

熱可塑性樹脂  Thermoplastic 

resin 

ガラス転移温度または融点まで加熱す

ることによって軟らかくなり、目的の

形に成形できる樹脂。一般的に、熱可

塑性樹脂は切削・研削等の機械加工が

しにくいことが多く、加温し軟化した

ところで金型に押し込み、冷し固化さ

せて最終製品とする射出成形加工等が

広く用いられている。ポリエチレン、

ポリプロピレン、ポリスチレン、ABS 

樹脂、塩化ビニル樹脂、メタクリル酸

メチル樹脂、ナイロン、フッ素樹脂、

ポリカーボネート、ポリエステル樹脂

など  

熱硬化性樹脂  Thermosetting 

resin 

加熱すると重合を起こして高分子の網

目構造を形成し、硬化して元に戻らな

くなる樹脂のこと。熱硬化性樹脂は硬

くて熱や溶剤に強い。フェノール樹

脂、エポキシ樹脂、不飽和ポリエステ

ル樹脂、ポリウレタンなどがある  
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破断強度  Breaking strength 外力の作用により、材料が破壊（破

断）する時の応力  

破断伸度  Fracture elongation 材料が破断した時のひずみ（変形量／

試験片長）  

表面改質  Surface treatment 表面層の特性を変化させること。例え

ば、炭素繊維は、マトリックス樹脂と

の接着性を改善するため、その表面を

酸化処理する  

表面官能基  Surface functional 

group 

材料の表面についている官能基。接着

特性などに大きく影響する  

引張弾性率  Tensile modulus 材料を引張った時の伸びにくさを表す

物性値  

ピンホール引抜き法  Pin-hole pull-out 

method 

界面せん断強度を評価する手法の一

つ。金属板に微小な穴を空けて、樹脂

を埋め込み、繊維をそこに差し込ん

で、試験片を製作。繊維を引き抜く際

の荷重と埋め込み長さからせん断強度

を求める手法  

フラグメンテーショ

ン法  

Fragmentation 

method 

界面せん断強度を評価する手法の一

つ。樹脂に繊維を一本埋め込んで引っ

張った際の繊維の平均破断長さからせ

ん断強度を求める手法  

プラズマ表面処理  Plasma surface 

treatment 

プラズマを利用して、繊維表面に官能

基を導入する表面処理方法  

不連続繊維強化複合

材料  

Discontinues fiber 

reinforced 

composite 

カットされた短い繊維を強化繊維に用

いた複合材料。短繊維強化複合材料。

⇔連続繊維強化複合材料  

ベンチプラント  Bench plant  少量のサンプルを試験的に作成し、工

業化に向けての運転データを取得する

ためのプラント（工業設備）  

ポ リ プ ロ ピ レ ン

（PP）  

Polypropylene エチレンの水素原子一つがメチル基に

変わった構造のプロピレンの重合体。

メチル基の立体的な位置の違いによっ

て特性が大きく異なるが、その中でも

結晶化度が高く剛性の優れたアイソタ

クチック PP が一般的に用いられてい

る  
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マイクロコンポジッ

ト法  

Micro composite 

method 

界面せん断強度を評価する手法の一

つ。複数繊維束に樹脂玉を付けて、樹

脂玉から繊維を一本引き抜いて、荷重

と繊維の埋め込み長さからせん断強度

を求める手法  

マ イ ク ロ ド ロ ッ プ

レット法  

Micro drop-let 

method 

界面せん断強度を評価する手法の一

つ。繊維一本に樹脂玉を付けて、繊維

の埋め込み長さと繊維を引き抜く時の

荷重から界面せん断強度を求める手法  

マイクロ波炭素化  Microwave 

carbonization 

ヒーターなどによる放射や伝導による

加熱ではなく、繊維をマイクロ波に

よって直接加熱して炭素化する方法  

横方向圧壊試験  Compressive crush 

test 

繊維試料に横方向から圧縮荷重を負荷

した時誘起され半径方向引張応力に

よって、試料が脆性的に破壊させる試

験。試験の最大荷重を試料のサイズで

規格化した値を圧壊強さという  

ラージトウ  Large tow 大繊度の繊維束。フィラメント数が、

一般に 40,000 本程度以上のもの  

ライフサイクルアセ

スメント（LCA）  

Life Cycle 

Assessment 

製品やサービスに対する、環境影響評

価の手法。主に個別の商品の製造、輸

送、販売、使用、廃棄、再利用までの

各段階における環境負荷を明らかにす

ることを目的としている     

レギュラートウ  Regular tow 標準的な繊度の繊維束。フィラメント

数では、24,000 本以下のもの。ラージ

トウに対しスモールトウと呼ぶことも

ある  

ワイブル分布  Weibull 

distribution 

脆性材料の強度を統計的に記述するた

めの確率分布。時間に対する劣化現象

や寿命を統計的に記述するためにも利

用される。ワイブル係数を導入した式

で表わされる  
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研究開発項目⑨「戦略・基盤研究」  

［テーマ番号５６］新材料の材料代替効果定量技術の開発（FS 研究）  

［テーマ番号４２－II］材料・接合等技術動向調査研究（新材料の材料代替効果定量

技術の開発）  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

インパクト  Impact アウトカムから「分析対象の活動が無く

ても生じた活動の効果」や「別の人物や

組織による活動の効果」などを指し引い

た実質的な成果  

インパクト・マップ  Impact Map ステークホルダーが活動にどのようなイ

ンプットを行い、アウトプットやアウト

カムが生じたのかなどを一覧表で表した

もの  

インプット  Input 活動のためにステークホルダーが行った

貢献（投入）。具体的には、時間やお金な

ど  

温室効果ガス・GHG Greenhouse Gas 地球温暖化の主な原因とされる温室効果

を有する気体である二酸化炭素、メタ

ン、亜酸化窒素などの物質の総称  

開ループリサイクル  Open-loop 

recycling 

リサイクルの前後で素材の固有の特性が

変化するリサイクルのこと  

環境影響評価  Environmental 

impact assessment 

製品の生産や事業の実施にあたって環境

にどのような影響を及ぼすのかについて

調査、予測、評価を行うこと  

クローズド（閉）リ

サイクル  

Closed-loop 

Recycling 

元の製品と同じ製品にリサイクルするこ

と。（例：使用済みアルミ缶を回収して再

度アルミ缶を製造する、など）水平リサ

イクルとも言う  

公表済みの政策によ

るシナリオ・STEPS 

Stated 

Policies Scenario 

パリ協定に基づく 66%の確率で平均気温

上昇を 1.8℃に抑える基準を採用したと想

定したシナリオ  

コホート  Cohort 共通した因子を持ち、観察対象となる集

団のこと。コホート研究において用いら

れる母集団のことを指す  

コンセクエンシャル

LCA 

Consequential LCA 現行の LCA を空間的・時間的に拡張した

新たな手法のこと。需要の変化に対応し

て変化する生産量及びその生産方法の

マージナルな部分をとらえることが可能  
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財務プロキシ  Financial Proxy 貨幣換算するにあたり、厳格な指標が無

い場合の近似値。ファイナンシャル・プ

ロキシー、財務変数、財務指標、財務係

数などと表現されることも多い  

従来材料  Conventional 

material 

現在の自動車に対して投入されている材

料。本プロジェクトにおいては鉄鋼材を

想定している  

新材料  New material 将来的に自動車に対して投入される、従

来材料に変わる材料。本プロジェクトに

おいてはハイテン（800Mpa、1.5Gpa）、

アルミニウム、マグネシウム、CFRP を

想定している  

材料代替率  Material 

substitution ratio 

革新的構造材料によって従来材料を代替

する際の重量比  

材料ライフサイクル  Material Life Cycle ある材料の天然資源からの生産、製品の

製造使用、リサイクルそして複数回のリ

サイクルと再生品化の繰り返しと最終的

な廃棄までのプロセスのこと  

持続可能な開発シナ

リオ・SDS 

Sustainable 

Development 

Scenario 

すでに実施中の政策に加えて、現時点で

の各国政府が公表している温暖化対策が

行われたと想定したシナリオ  

持続可能な発展・SD Sustainable 

Development 

複数の定義が存在。例えば「将来の世代

のニーズを満たす能力を損なうことな

く、今日の世代のニーズを満たすような

開発」（国際連合（1987）「環境と開発に

関する世界委員会報告書」より）など  

社会（的）インパク

ト  

Societal Impact 活動の結果、受益者を含むステークホル

ダーに生じた社会的（貧困、教育など）、

環境的なアウトカムのこと  

社会（的）インパク

ト評価  

Social Impact 

assessment 

社会的インパクトを、定量的・定性的に

把握し、価値判断を加えること  

ステークホルダー  Stakeholder 活動によって、プラスあるいはマイナス

の影響を受ける人物、組織、機関  

成り行きシナリオ・

BAU 

Business as Usual 現状年度の政策のままで 2050 年まで推移

することを想定したシナリオ  

バ ッ ク グ ラ ウ ン ド

データ  

Background data LCA 実施者が自ら収集することが困難な

系統電力や汎用素材の製造時のインベン

トリデータのこと  
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フ ォ ア グ ラ ウ ン ド

データ  

Foreground data LCA 実施者が自社製品の LCA を実施す

る場合、当該製品製造時のエネルギー消

費量や素材使用量のこと  

ホワイトボディ  White body 自動車の製造工程において、車体を構成

する部品が全て溶接済みで組み建てられ

たもの。未塗装状態であり、エンジンや

座席などの架装はされていない。BIW ボ

ディインホワイトとも表現される  

ライフサイクルアセ

スメント・LCA 

Life Cycle 

Assessment 

ある製品・サービスの原料調達から廃

棄・リサイクルまでのライフサイクル全

体の環境負荷を定量化する環境影響評価

手法のこと  

CFRP Carbon fiber 

reinforced plastics 

炭素繊維と樹脂との複合材料であり、金

属に比べ軽く、高強度、高弾性率など力

学的物性にも優れている  

CL-RR Closed-loop 

recycling rate 

元の製品と同じ製品にリサイクルする率

のこと。閉ループリサイクル率  

EoL-RR End-of-life 

recycling rate 

リサイクルシステムの効率性を評価する

ための評価指標。排出された使用済み製

品に含まれる素材の量に対する、実際に

リサイクルされた素材の量の比として定

義される。素材が対象システムから散逸

する量を減少させることを目標とする指

標  

IDEA Inventory Database 

for Environmental 

Analysis 

産業技術総合研究所が開発したライフサ

イクルインベントリ（ある活動に必要な

製品・サービス・排出する環境負荷等の

リスト）データベースのこと  

MFA Material Flow 

Analysis 

あるまとまりのあるシステム（国や地域

など）における一定期間内（例えば 1 年

間）のモノの流れ（投入・排出・蓄積）

を、系統的にかつ定量的に分析する手法

のこと  

p-CL-RR Product closed-loop 

recycling rate 

使用済み製品に含まれる対象素材の量と

同一用途に投入されたリサイクル素材の

量の比を製品の視点から見た時の閉ルー

プリサイクル率のこと  
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SimaPro SimaPro オランダの PRe Sustainability が開発した

LCA ソフトウェア。標準搭載で ecoinvent

データベース等を搭載しており、 IDEA

データベース等オプションデータベース

の利用も可能  

 

［テーマ番号５８］マルチマテリアル信頼性設計技術に関する調査研究（FS 研究）  

［テーマ番号４２－IV］異種軽量金属接合部材信頼性評価の基盤技術研究  

［テーマ番号３５－④］異種軽金属接合部材信頼性評価の基盤技術研究  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

PMS 処理  PMS（Prominent 

Micro Structure）

treatment 

金属基材表面にマイクロスケールの隆起

した微細構造を形成させる処理。アン

カー効果により強固な接合が可能となる  

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion  異種の金属が電解質溶液を介して電気回

路ができた時、両者の腐食電位の違いの

ため、よりひ（卑）な電位の金属が腐食

する現象  

スマートマテリアル  

 

Smart material 外的変化を感知すると、その変化に対し

て応答の動作を行う機能を持った材料  

走査型振動電極

（SVET）  

SVET、Scanning 

Vibrating Electrode 

Technique

（SVET）  

微小電極を振動させながら電解液中に置

かれた金属試料の表面近傍を走査するこ

とにより、表面に発生している電位勾配

を測定する装置  

走査型電気化学顕微

鏡（SECM）  

Scanning Electro-

Chemical 

Microscopy

（SECM）  

走査型プローブ顕微鏡の一種で、材料表

面の電気化学反応に伴う析出や溶解、界

面でのイオンや電子移動反応等の挙動を

観察する装置  

デジタル画像相関法

（DIC）  

Digital Image 

Correlation

（DIC）  

試料表面にランダムな模様を与え、変形

前後の画像を解析演算することで歪み・

変位を可視化する方法  

データプラット

フォーム  

Data platform データの収集・集積・解析・統合・可視

化を行い、様々なデータを広く活用をす

るための基盤  

マテリアルズ・イン

フォマティクス  

Materials 

informatics 

機械学習などの情報処理技術や材料デー

タベース等を駆使して材料の挙動を高精

度に予測し、材料開発、構造・特性評価

等に活用する材料研究  
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中性子ビーム法  Neutron beam 

method 

電気的に中性で電荷を持たない中性子の

性質を利用して、X 線や電子線では困難

であった材料の構造評価・解析を行う方

法  

爆着接合  Explosive welding 二種類の金属を爆発力によって高速で衝

突させ極めて高い圧力で両者を接合させ

る方法  

不活性ガス溶融-熱伝

導度法  

Inert gas fusion 

thermal 

conductivity 

detection method 

 

不活性ガス中において金属を溶融して対

象気体（水素等）を抽出し、熱伝導度の

変化から抽出気体の量を算出する方法  

 

［テーマ番号４２－Ⅲ］「材料・接合等技術動向調査研究  Ⅲ．データ等活用拠点

（仮名称）計画」  

［テーマ番号４２－Ⅲ①］「材料・接合等技術動向調査研究 Ⅲ．データ等活用拠点

計画 ①AIST マルチマテリアル信頼性拠点」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion 異種の金属が電解質溶液を介して電気回

路ができた時、両者の腐食電位の違いの

ため、よりひ（卑）な電位の金属が腐食

する現象  

難燃性マグネシウム

合金  

Flame-retardant 

magnesium alloy 

Mg-Al 合金に 1～2 質量%のカルシウムを

添加し、発火温度を相対的に高めた合

金。プロジェクトで開発した合金の 1 つ

として AX41 (Mg-4%Al-1%Ca-0.2%Mn：

質量%)がある  

走査型振動電極  

 

SVET、Scanning 

vibrating electrode 

technique 

微小電極を振動させながら電解液中に置

かれた金属試料の表面近傍を走査するこ

とにより、表面に発生している電位勾配

を測定する装置  

グロー放電発光分析

法  

GD-OES、Glow 

discharge optical 

emission 

spectrometry 

スパッタリングにより試料表面から原子

を弾き出し，原子をプラズマ状態に励起

し、生じた発光を測定することによって

試料の組成を分析する方法  

不活性ガス溶融 -熱伝

導度法  

Inert gas fusion 

thermal 

conductivity 

detection method 

不活性ガス中において金属を溶融して対

象気体（水素等）を抽出し、熱伝導度の

変化から抽出気体の量を算出する方法  
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化成処理  Chemical 

conversion 

金属の耐食性や、塗装下地との密着性向

上を目的として、  金属表面を化学的に、

非金属物質である酸化物やリン酸塩等の

皮膜を形成させ被覆する表面処理方法  

エックス線 CT X-ray computed 

tomography 

試料にエックス線を照射し、透過した

エックス線を検出することで、試料の内

部構造などを観察する方法。物質毎の

エックス線吸収能の差を利用し像のコン

トラストを得る  

STEM Scanning 

transmission 

electron microscope 

走査透過電子顕微鏡のこと、薄膜試料を

透過した電子を検出して、走査像を得る

装置  

サイカス（SAICAS）  Surface and 

interfacial cutting 

analysis system 

斜め切削加工により、接着性層（剥離強

度）、膜強度（せん断強度）等の材料の機

械的性質の評価するシステム  

原子間力顕微鏡  Atomic force 

microscope 

探針と試料に作用する原子間力を検出す

ることによって表面形状や特性を測定す

る装置  

SFG Sum-frequency 

generation 

spectroscopy 

２次の 非線形光学効果を利用した振動分

光法で、表面・界面選択的な分光法  

nanoIR Nanoscale infrared 

spectrometers 

原子間力顕微鏡のプローブとレーザー加

熱を利用して、ナノレベルの空間分解能

で IR スペクトルを測定する装置  

nanoTA Nanoscale thermal 

analysis 

原子間力顕微鏡のプローブとレーザー加

熱を利用して、ナノレベルの空間分解能

で軟化点を測定する装置  

インベントリデータ  Inventory data ある活動に必要な製品・サービス・排出

する環境負荷等のリスト  

IDEA Inventory database 

for environmental 

analysis 

産業技術総合研究所が開発したライフサ

イクルインベントリデータベースのこと  

ライフサイクルアセ

スメント・LCA 

Life cycle 

assessment 

ある製品・サービスの原料調達から廃

棄・リサイクルまでのライフサイクル全

体の環境負荷を定量化する環境影響評価

手法のこと  

物 質 フ ロ ー 分 析 ・

MFA 

Material flow 

analysis 

(accounting) 

あるシステムにおける物質の投入・排

出・蓄積について定量化する分析手法の

こと  
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材料ライフサイクル  Material life cycle ある材料の天然資源からの生産、製品の

製造使用、リサイクルそして複数回のリ

サイクルと再生品化の繰り返しと最終的

な廃棄までのプロセスのこと  

温室効果ガス・GHG Greenhouse gas 地球温暖化の主な原因とされる温室効果

を有する気体である二酸化炭素、メタ

ン、亜酸化窒素などの物質の総称  

 

［テーマ番号 42-Ⅲ②］材料・接合等技術動向調査研究 Ⅲ．データ等活用拠点計画 

②大阪大学接合技術拠点  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

マルチマテリアル  Multi material 異なる金属や材料を接合し、併用するこ

とで材料特性を改善、高強度化や軽量化

を実現する可能性を持つ素材のこと  

摩擦接合  Friction Welding 金属材料を接触加圧しながら相対運動を

起こさせ、発生する摩擦熱を熱源とする

溶接法  

継手特性評価  Evaluation of  

Joint Property 

接合に使用する継手の性能評価  

その場(In-Situ)観察  In situ observation ある状態のまま組織等の観察を行うこ

と。例えば引張試験中の応力負荷状態で

組織観察などを行うこと  

 

［テーマ番号４２－Ⅲ③］「材料・接合等技術動向調査研究 Ⅲ．データ等活用拠点

計画 ③NIMS 鉄鋼信頼性拠点」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

LCA 技術  Life Cycle Asses-

ment Technology 

製品・サービスのライフサイクル全体に

おける環境負荷を定量的に評価する技術  

水素脆化  Hydrogen 

Embrittlement 

水素の侵入によって材料の強度と延性が

低下する現象  

ハイテン  High Tensile 

Strength Steel 

軟鋼よりも引張強度が高い鉄鋼。自動車

骨格用として現在 1GPa 以上のハイテン

が使われている  

 

［テーマ番号４２－Ⅲ④］「材料・接合等技術動向調査研究 Ⅲ．データ等活用拠点

計画 ④名古屋大学（NCC）拠点」  

 

なし  
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［テーマ番号４２－Ⅲ⑤］「材料・接合等技術動向調査研究 Ⅲ．データ等活用拠点

計画 ⑤京都大学 CAE 拠点」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ガルバニック腐食  Galvanic corrosion 腐食環境下で異なる種類の金属が接触し

電子電導した時、片方の金属の腐食が促

進される現象  

形状最適化  Shape optimization 構造物の外形形状を対象としたノンパラ

メトリックな構造最適化手法  

構造最適化  structural 

optimization 

機械的な構造物の剛性、質量などの特性

を目標とする最適な値に近づけること  

最適設計  Design 

optimization 

力学的境界条件を設定した構造モデルを

用いて、数理的な方法により、あらかじ

め決められた設計・境界条件から所望の

性能を最大限得られる構造・形状を求め

る方法論のこと  

衝突  Crash 相対的に運動する 2 つの物体が微小時間

の接触によって互いに強い負荷を及ぼ

し、相対速度を変える現象  

衝突安全性解析  Crashworthiness 

Analysis 

自動車の衝突性能の数値解析  

設計ツール  design tools 設計のための計算機のソフトウェアなど

のこと  

ソルバー  solver FEM 解析計算等で入力された条件に基づ

いて、結果を求める演算処理部のこと  

 

［テーマ番号４４］中性子線による構造材料解析技術の Feasibility Study 

［テーマ番号５２］中性子等量子ビームを用いた構造材料等解析技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

電子加速器  Electron accelerator 電子銃から出た電子ビームを光速に近い

速度にまで加速する装置。加速器は、高

エネルギー物理学実験、放射線治療、材

料開発、医療機器などの滅菌をはじめと

する学術や産業の様々な分野で使われて

いる  
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ブラッグエッジスペ

クトル  

Bragg edge 

spectrum 

結晶性の試料を透過した中性子強度の波

長分布（スペクトル）を測定すると、試

料中の物質の結晶の格子面間隔と同等の

波長の中性子が回折によって失われるた

め、スペクトル中でその波長の強度が弱

くなる。このようなスペクトルをブラッ

グエッジスペクトルと呼び、これを利用

して、試料の結晶構造情報を得ることが

できる  

中性子線  Neutron beam 中性子は、陽子と共に原子核を構成する

粒子の一つで、原子炉や加速器などを用

いて人工的に発生させることができる。

中性子線は、多くの元素に対して X 線よ

りも透過力が高いほか、水素に対する感

度の高さから水分分析にも利用されてい

る。また、低エネルギーの中性子線は、

鉄やアルミニウムなどの構造材料に多く

含まれる物質の結晶格子と同程度の波長

のため、中性子回折やブラッグエッジイ

メージング法による材料の結晶構造分析

などに利用されている  

中性子回折法  Neutron diffraction 

(ND) 

X 線や中性子線を結晶に入射すると、波

長と結晶格子面間隔と散乱ベクトル（入

射方向と中性子検出方向）の間でブラッ

グ条件と呼ばれる関係が成立する時に散

乱ビーム強度が強くなる。散乱強度と散

乱ベクトルの大きさ（あるいは結晶面間

隔）の関係は回折プロファイルとして求

まり、中性子線の波長を一定にして検出

器を移動させることで散乱ベクトルを変

化させて測定する角度分散法と検出器の

位置は固定して飛行時間（すなわち波

長）による散乱強度変化を測定する飛行

時間法がある。いずれも回折強度ピーク

から結晶格子面間隔が、プロファイル形

状から転位密度や結晶子サイズのミクロ

組織情報を求めることができる。弾性ひ

ずみは格子面間隔の差と対応するため、

応力測定等にも利用されている  
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中性子減速材  Neutron moderator 重金属ターゲットから発生する中性子

は、非常に高いエネルギーを持つため、

低エネルギーでの分析法であるブラッグ

エッジイメージング法には適さない。そ

こで減速材と呼ばれるものを用いて、中

性子のエネルギーを構造材料などの分析

に適した低エネルギー（波長）にまで下

げる必要がある。減速材には、エネル

ギー（波長）制御の精度を重視した非結

合型と、中性子量を重視した結合型とが

あり、本装置ではブラッグエッジイメー

ジング法に適した非結合型減速材を採用

している  

中性子透過ブラッグ

エッジイメージング

法  

Neutron 

transmission Bragg 

edge imaging 

測定対象試料に X 線や中性子線を透過さ

せて二次元強度分布を測定する方法をイ

メージングと呼ぶ。パルス中性子を用い

て二次元検出器の画素毎に試料を透過し

た中性子強度の波長分布（ブラッグエッ

ジスペクトル）を測定し、結晶情報の抽

出と画像化を行う測定法をブラッグエッ

ジイメージング法と呼び、回折で得られ

る組織情報のビーム透過経路における平

均値に対応する情報の二次元マップを得

ることができる  

中性子小角散乱法   Small angle neutron 

scattering (SANS) 

小角散乱は材料中のナノ・ミクロ不均質

体による透過ビームの幅広がりであり、

その散乱ベクトルに対する変化（プロ

ファイル）から析出物等の形状、サイズ

分布、存在割合等が測定される。回折

ピークの広がりよりもサイズの大きい不

均質体の同定に適している  

 

［テーマ番号５７］超高強度化材料の潤滑加工性向上と異種材料接合部の塗装後耐食

性向上技術の開発（FS 研究）  

［テーマ番号６５］マルチマテリアル車体における防食表面処理評価技術の開発  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

ガルバニック腐食  Galvanic 

Corrosion 

異種金属接触腐食。異種金属が電気的に

接続されて、両者間に電位差ができるこ

とで生じる腐食  
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大気腐食  Atmospheric 

Corrosion 

大気腐食は通常，屋外において雨，日

光，風などの影響のもとに進行する腐食  

腐食促進試験  Accelerated 

Corrosion Test 

製品・材料の寿命を調べるために、様々

な腐食因子を用いて、実際の腐食状態を

再現・促進するもの  

融雪塩  Deicing Salt 液体が氷になることを防止するために氷

を融かして水にするための化学材料  

電気化学  Electrochemistry 物質間の電子の授受と、それに付随する

諸現象を扱う化学  

電気化学  

インピーダンス  

Electrochemical 

Impedance 

金属 /水溶液界面で起こる現象をすべて電

気的回路に置き換えて解析を行う手法  

分極曲線  Polarization 

Curve 

電気化学測定において電流応答を印加電

位の関数としてプロットし、電位と電流

の関係を示す  

ACM センサ  Atmospheric 

Corrosion Monitor 

環境因子により電気化学的に発生する金

属の腐食電流を直接計測できるセンサ  

電気抵抗センサ  Electrical 

Resistance Sensor 

金属の電気抵抗を利用した腐食モニタリ

ング法であり、電気抵抗値を計測すすこ

とで腐食による減肉量を調査する  

化成処理  Conversion 

Coating 

金属の表面に処理剤を作用させて化学反

応を起こすことで金属表面に皮膜を形成

する表面処理法  

りん酸亜鉛化成処理  Zinc Phosphate 

Conversion 

金属材料表面にりん酸亜鉛皮膜を形成す

ることで塗装性能を向上させる表面処理  

ジルコニウム化成処理  Zirconium 

Conversion 

金属材料表面にジルコニウム水酸化物の

皮膜を形成することで塗装性能を向上さ

せる表面処理  

熱力学平衡計算  Thermodynamic 

equilibrium 

calculation 

熱力学的系が熱的、力学的、化学的な平

衡状態から、ある組成が液体・固体・気

体の何れかになり得るものを示す方法  

表面電位測定  Surface potential 

measurement 

帯電物体の帯電量に比例した強さの電界

の強さを検出し、電位として換算する測

定法  

線膨張係数  Coefficient of 

Thermal 

Expansion 

単位温度の上昇による物体の長さや体積

が膨張する割合  

引張せん断試験  Tensile Shear Test 接着面に平行に作用し、被着体同士を反

対方向の荷重であるせん断応力によっ

て、接着接合部が破断する強さを計測す

る評価法  
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［テーマ番号６５Ｂ］「マルチマテリアル車体におけるガルバニック腐食のシミュ

レーション技術の開発」  

用語（日本語）・略号  English 用語・略号の説明  

iR-ドロップ  iR-drop 固体や液体に電圧を印加して電流を流し

た際に、電気抵抗により生じる電位の低

下のこと  

塩化物イオンセン

サー  

Chloride ion sensor 溶液中の塩化物イオン濃度を測定するセ

ンサ  

ガルバニック腐食  Galvanic Corrosion 異なる金属が接触することで，金属が単

体で腐食するよりも腐食が加速されるこ

と  

乾湿繰り返し腐食試

験  

Wet-dry cyclic 

corrosion test 

温度や湿度を変化させることで，金属表

面のぬれ状態を変化させ，大気腐食状況

を模擬する試験法  

金属間化合物  Intermetallic 

particle 

2 種類以上の金属から構成される化合

物。6000 系 Al 合金には Mg-Si 系や Al-

Fe-Si 系などの金属間化合物が含有される  

空気中生成皮膜  Air-formed film 金属などを研磨した後に、空気中で生成

する表面皮膜のこと  

孔食  Pitting corrosion  孔（穴）状に局部的に腐食が進行する現

象  

固定電荷・X fixed charge 固定されて隔膜を通過できない荷電粒子

の持つ電荷  

自己腐食  Self-corrosion Al 合金-鋼間のガルバニック腐食反応で

は無く、Al 合金や鋼個々の金属で腐食が

進行する現象  

すき間腐食  Crevice corrosion 金属材料あるいは金属材料と非金属材料

とが接している構造体で、閉塞された接

触部分に水溶液が侵入できる場合には、

その閉塞空間のことをすき間と呼び、す

き間内にて特異的に腐食が進行する現象

をすき間腐食と言う。多くの場合、すき

間内で金属の溶解反応のみが生じ、すき

間外で水中に溶解している酸素等の酸化

剤が還元される反応が生じ、特にすき間

外の酸化剤還元速度が大きい場合には、

すき間内の腐食が加速される  
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3D 電気化学インピー

ダンス分光法  

Three-dimensional 

electrochemical 

impedance 

spectroscopy 

時間情報を保持した電気化学インピーダ

ンス法  

センターピラー  Center pillar 前部座席と後部座席の間にある柱状の車

体部材  

大気腐食  Atmospheric 

corrosion 

薄い液薄膜下で生じる金属の腐食現象  

ターフェルの式  Tafel equation 電極反応の速度を表現する式で、反応速

度の対数と電圧との直線関係を示す。

従って、原点となる電位とその電位での

反応速度(交換電流密度)、ならびに電圧

の変化に対して電流の対数の変化の傾き

(ターフェル勾配)によって表現できる。A

と B を定数とすると、η=A+B log i で表さ

れる  

電気化学インピーダ

ンス分光法  

Electrochemical 

impedance 

spectroscopy 

電気化学反応系への交流摂動によって生

じる電気化学応答を解析することで，反

応速度，反応機構を解析する方法  

電気抵抗型腐食セン

サ  

Electric resistance 

type corrosion 

sensor 

腐食による金属薄膜の電気抵抗から腐食

速度を求めるセンサ  

電着  e-coat 車両防錆用の下塗り塗料  

ドーソナイト  Dawsonite Al の腐食生成物_NaAl(OH)2CO3 

曝露試験  Exposure test 実環境に材料を曝すことで実施する試験  

バンパービーム  Bumper beam 主に自動車の衝突時の衝撃吸収に用いら

れる車両の前後に設けられる棒状の部材  

pH センサ  pH sensor 溶液中の pH を測定するセンサ  

フェンダー  Fender エンジンルームの側面に位置する車体の

外板部材  

腐食速度  Corrosion rate 金属の（平均）腐食速度  

フレーム  Frame 主にトラックの荷台下部に装備された支

持パーツのこと。  一般的にはクルマの骨

格を構成する機構で、シャシーまたはフ

レームと呼称される場合が多い。  シャ

シーフレームは、荷台の全ての重量を支

えるという重要な部位となっている  
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フロアパン  Floor pan 車のフロア（床面）部分のパネルのこと

で、アンダーボディを組み立てる上で必

要な部材の内の一つ  

膜電位・Em membrane potential 電気化学ポテンシャルの異なる２つの電

解質水溶液を隔てる薄膜の両端に生じる

電位差  

マルチマテリアル車

体  

Multi-material 

automotive body 

従来鉄を主体に構成されている車体の一

部をアルミや CFRP 等の異種材料に置換

する技術動向または、その技術を用いた

車体  

有限要素解析

（FEM）  

Finite element 

method 

微分法的式の近似解を得るための数値解

析法。流体、物質移動、材料変形などの

数値計算シミュレーションを実施する際

に広く用いられている  

溶存酸素  Dissolved oxygen 水溶液が大気に接すると酸素は水溶液中

に溶解し、溶存酸素と呼ばれる。水溶液

中の金属の腐食では溶存酸素が酸化剤と

なって作用することが多い  
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1.事業の位置付け・必要性について  

1.事業の背景・目的・位置付け   

1.1 事業の背景  

 我が国の CO2 排出総量（2018 年度）は約 11 億 38 百万 t であり、このうち運輸部門

の排出量はこの 18.5%を占め 2 億 1 千万 t となっている。自動車はこの運輸部門のう

ち 86%の排出量を占め、日本全体の CO2 排出量の 16%を占めていることになる。  

また国内のエネルギー使用量(2018 年度)は 1.4 万 PJ であり、この中の約 23%を運輸

部門が占めており、そのうちガソリン、軽油、LP ガス等の石油由来エネルギーは 98%

を占めている。  

 

 

 

 

 

 

 

 この中で特に自動車は 83%を占め、自動車の燃費改善は社会的に非常に大きな影響

がある。自動車の燃費改善に関しては各国での取り組みが行われている中、特に欧米

諸国での CO2 排出量規制の強化が進められており、自動車の CO2 排出量削減、燃費の

向上が強く求められている。今後の CO2 排出量削減に向けて、自動車の燃費向上に係

る技術開発が重要となる。このような中、自動車用内燃機関の効率向上やハイブリッ

ド自動車の開発、電気自動車の開発により燃費改善が進められているが、これと共に

自動車車体の軽量化が燃費の改善に非常に重要になる。  

近年の車両軽量化技術開発では、軽量材料を適材適所に使うマルチマテリアル化が

進められている。その際、異種材料接合が鍵となるが、材質が大きく異なる材料間の

接合や、自動車としての安全性を保証する上で欠かせない接合部の性能評価技術など、

今後克服すべき数多くの技術課題が残されている。また、構造材料そのものの軽量化

も極めて重要な課題であり、高強度、高延性、不燃性、耐食性、耐衝撃性等の機能が

確保された軽量構造材の開発が必要である。それと同時に、これらの機能を損なうこ

とのない接合技術や成形加工技術等の開発が求められる。  

図 1-1 運輸部門における CO2 排出量  

 
図 1-2 最終エネルギー  

消費の構成比の内訳  
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図 1-3 世界の燃費規制動向（CO2 排出量 g/km） 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」という。）

では、「革新的新構造材料等研究開発」において 2014 年から 2022 年まで、輸送器機の

構造材料の軽量化を目指すこととした。このプロジェクトにおいては、自動車を中心

とした輸送機器の抜本的な軽量化に向けて、革新的接合技術の開発や、鋼材、アルミ

ニウム材、チタン材、マグネシウム材、炭素繊維及び炭素繊維強化樹脂（Carbon Fiber 

Reinforced Plastics 、以下「CFRP」という。）等、輸送機器の主要な構造材料の高強度

化等に係る技術開発を一体的に推進する。これにより、輸送機器の燃費向上によるエ

ネルギー消費量と CO2 排出量の削減、我が国の部素材産業及びユーザー産業の国際競

争力強化を目指す。  

 

 

 

 

出展：三井物産戦略研究所戦略研レポート「世界の燃費規制の進展と自動車産業の対応」

（https://www.mitsui.com/mgssi/ja/report/detail/__icsFiles/afieldfile/2017/03/15/170315i_nishino.pdf）  
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図 1-4 自動車の燃費向上に係る部位  

 

1.2 事業の目的及び意義  

 我が国は高張力鋼では他国を圧倒する技術を有し、また炭素繊維においてもその市

場シェアの 70～90%以上を占める等、輸送機器の軽量化に関わる素材の研究開発、事

業化において強みを持っている。このような状況下で輸送機器、特に自動車の軽量化

に関しては強みとしている素材を応用することで、CO2 排出量の削減に繋がる。  

 そこで、本プロジェクトでは車体等の構造材を形成する素材である、鋼材（鋼板）、

アルミニウム材、マグネシウム材、チタン材、炭素繊維、炭素繊維強化樹脂とこれら

構造材を接合する接合技術の研究開発を委託事業により輸送機器の CO2 排出量の削減

を進める。  

 

図 1-5 輸送器機軽量化とマルチマテリアル素材の活用  

 

次世代自動車における各部素材の使用比率

出典：Vihecle Technologies Program: Goals, Strategies, and Top 
Accomplishments (米国エネルギー省）

次世代航空機における各部素材の使用比率

Ti

Mg

Al

Fe

CFRP

マルチマテリアル化を推進

輸送機器（次世代自動車・航空機・高速鉄道）
の燃費向上に向けた部素材開発

１．各部素材を適材適所に使うマルチマテリアル化に
よる最適設計・軽量化推進が国際的なトレンド。

２．マルチマテリアル化に伴う異種部素材の接合技
術が重要に。

出典：国土交通省
車両重量と燃費の関係

燃費向上には車両軽量化が有効

車両重量

燃費

一般社団法人日本自動車工業会資料より 

車両の軽量化 
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 軽量化を実現するためのマルチマテリアル化を進める上で、我が国の素材産業を本

プロジェクトで束ね、オールジャパン体制で研究支援をすることにより、軽量化とマ

ルチマテリアルを実現する接合技術開発をシームレスに進めることが出来る。  

 また本事業は 2013 年度より経済産業省の直執行事業としてスタートした 10 年に渡

る長期プロジェクトである。2014 年度にプロジェクトの円滑な推進のために NEDO に

プロジェクト移管され、その際に軽量構造材料の素材としての炭素繊維の研究開発も

本事業の委託の一部として加わり、プロジェクトを構成した。図 1-6 に本プロジェク

トのスケジュール概要を示す。  

 

 

図 1-6 プロジェクトスケジュールの概要  

 

本プロジェクトで開発した技術は各社持ち帰って事業化・社会実装を目指すことに

加えて、協調テーマで開発した技術、取得したデータ等は、分野別拠点を構築し活

用・保管すると共に、連携研究ハブを設けて分野間の連携を図る予定である（図 1-

7）。  

 

図 1-7 プロジェクト終了後のデータ等活用を図る分野別拠点と連携研究ハブ 
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1.3 事業の位置付け  

1.3.1 政策的位置付け  

 本事業は経済産業省が推進する、「未来開拓プロジェクト」の一つであり、本研究

開発は既存技術の延長線上にない、夢のある「未来技術開拓」を実施するものである。 

内閣府総合科学技術会議では「平成 25年度科学技術重要施策アクションプラン」によ

り、重点的取り組みとして「技術革新によるエネルギー消費量の飛躍的削減」を実現

するものと登録されている。  

マテリアル革新力強化戦略（令和 3 年 4 月 27 日）では、データ駆動型研究会基盤

の整備が基本方針２として掲げられており、本プロジェクトでもマグネシウム材のマ

テリアルズ・インフォマティクス（MI）活用技術の開発、データ等活用拠点の形成を

行った。  

 

 

 

図 1-7 本プロジェクトの政策的位置付け  

 

 

1.3.2 国内外の研究開発の動向と比較  

 本事業に関わる研究開発を取り巻く状況と、国内外の主要なプレーヤーを表 1-1 に

示す。この表からもわかるように、炭素繊維や鋼材に関しては技術的、生産的優位に

立っていることがわかる。しかし、製錬に大きなエネルギーを必要とする非鉄金属は

エネルギーコストの安価な北米や中国に対して競争力が弱く、構造材のマルチマテリ

アル化を進める上で競争力を増す必要がある。  
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表 1-1 研究開発を取り巻く状況とプレーヤー  

 

 

 

 

 

図 1-8 欧州委員会傘下 “ALIVE” プロジェクト  電気自動車の軽量化  

 

 欧州では輸送機器軽量化の研究開発が盛んである。図 1-8 に ALIVE” プロジェクト

の電気自動車の軽量化部材構成図を示す。  

 

2.NEDO の関与の必要性・制度への適合性  

2.1 NEDO が関与することの意義  

車両軽量化のための革新的新構造材料の開発は、先に述べたように未来開拓プロ

ジェクトの一つであり、そのプロジェクトの特徴は、  

ALIVE Multi-Material Concept, Autotech Review WEB より 
(https://autotechreview.com/technology/multi -material-concept-for-a-battery-electric-vehicle) 
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1．リスクの高い中長期的テーマ  

・短期の対策に加え、事業化まで 10 年を超えるような、リスクが高い研究開発を     

国が主導  

・エネルギー・環境制約など、抜本的な対策が必要な分野に集中投資  

2．省庁の枠を超えた連携  

・経産省、文科省の局長級をヘッドとする合同検討会で連携テーマを設定  

・両省のプロジェクトを一体的に運営するガバニング・ボードを設置、基礎から事

業化まで一気通貫  

3．ドリームチーム  

・技術と事業の両面で世界に勝てる産学官ドリームチーム  

・事業化促進のための適切な知財管理  

であり、これを進めるためにはプロジェクトマネジメントを的確に実施し、定期的な

テーマ成果の確認、新規課題の取り込み、事業化の促進をする必要があり、NEDO が

これまでに得た知識と実績を生かして推進すべきプロジェクトである。  

 

2.2 実施の効果（費用対効果）  

実施の効果は以下の通りである。なお、売上、効果は全て 2030 年度の推定値であ

る。 

(1)プロジェクト費用の総額 376 億円（10 年間） 

(2)売上予測   719 億円／年（原油使用量削減による費用削減効果） 

              1.2 兆円／年（革新材料を用いた自動車の売上げ） 

(3)CO2 削減効果  373.8 万 t CO2／年（車両軽量化の効果として） 
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２．研究開発マネジメントについて  

1.事業の目標  

【アウトプット目標】  

輸送機器の抜本的な軽量化（自動車の場合は半減）のために、必要な革新的構造

材料技術や革新的接合技術及びマルチマテリアル技術を開発する。  

研究開発項目は多岐にわたるため、具体的な開発目標は、各テーマ開発目標に記

載する。  

【アウトカム目標】  

現在使用されている輸送機器の原材料を革新的新構造材料に置き換えることで軽

量化を図り、2030 年において、373.8 万 t の CO2 削減及び 1.2 兆円規模の売り上げ

が期待される。  

 

【各テーマ開発目標】  

経済産業省での公募（2013 年度）では、第 1 期目標、第 2 期目標だけでなく、第 3

期目標、第 4 期目標も設定されていたが、プロジェクト期間が 10 年と長く、途中で

情勢変化の可能性があるため、NEDO 移管時（2014 年度）には前半 4 年間分の、第 1

期目標（2015 年度末）、第 2 期目標（2017 年度末）のみを定めた。後半 5 年間分の第

3 期目標（2020 年度末）、第 4 期目標（2022 年度末）については、当時の社会情勢、

プロジェクトの進捗状況等を踏まえて 2017 年度末に設定した。  

大きな変更点としては、2017 年度末に研究開発項目①「マルチマテリアル技術開

発」を新たに追加した。  

 

研究開発項目①「マルチマテリアル技術開発」（2017 年度末設定の研究開発項目）  

（１）マルチマテリアル設計技術開発  

（ａ）トポロジー最適化システムの構築  

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・複数の材料のトポロジー最適設計法を構築する。  

・線形過渡応答問題のトポロジー最適設計法を構築する。  

・複数の材料・線形過渡応答問題のトポロジー最適化結果を評価・検討および他の

CAE ツールと連携可能なシステムを構築する。  

 

（ｂ）マルチマテリアル界面評価・モデル化  

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・マルチマテリアル界面の評価方法の現状、および今後のニーズを調査する。  

・数値解析技術により、マルチマテリアル界面をモデル化する。トポロジー最適化

システムとの連携可能な適切な方法を検討する。  

・有望と考えられる接合法によって作製された試験片をモデル化し、マルチマテリ

アル界面として評価検討する。  
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（ｃ）車体構造適用可能性検討  

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・複数の材料の利用を想定した対象問題を選定し、そのデータを作成する。  

・車体構造への展開を目的としたソフトウェアの大規模問題への拡張を検討する。  

・最適構造の工学的な妥当性を検証・評価する。  

 

（ｄ）マルチマテリアル実設計への適用 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・開発材料を利用した最適設計法を構築する。 

・マルチマテリアル最適構造の導出と接合方法を含めた評価を実施し、最終的にマ

ルチマテリアル設計車体の提案を行う。 

 

（２）マルチマテリアルボディーの検討・試作（2020 年度末設定） 

【第 4 期目標(2022 年度末)】 

・トポロジー最適化法により得られた軽量化マルチマテリアル部材につき、粉末積

層造形プロセスによる軽量化の可能性を検討する。 

・開発材料、接合・接着技術を集約して、自動車の部材や車体の部分骨格を試作し

軽量化効果の検証を行う。 

 

研究開発項目②「接合技術開発」  

（１）チタン／チタン連続接合技術の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・接合深さ：5mm 以上  

・接合強度：母材強度の 90%以上  

・接合装置：設計技術の確立  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・接合深さ：10mm 以上  

・接合強度：母材強度の 90%以上  

・接合装置：設計技術の確立  

 

（２）中高炭素鋼／中高炭素鋼接合技術の開発  

【第 1 期目標（2015 年度年末）】  

（ａ）スポット接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.5mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、JIS-A 級（JIS 

Z3140:1989）の引張せん断荷重平均値の 70% 

（ｂ）連続接合技術開発  

・接合強度：厚み 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 70% 

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  
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（ａ）スポット接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.5mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、JIS-A 級（JIS 

Z3140:1989）の引張せん断荷重平均値の 70%以上  

（ｂ）連続接合技術開発  

・接合強度：厚み 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 70%以上  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

（ａ）スポット接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、 JIS-A 級（ JIS 

Z3140:2017）の引張せん断荷重平均値の 70%以上、十字引張荷重平均値の 70%以

上  

（ｂ）連続接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼同士で、母材強度の 70%

以上  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

（ａ）スポット接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、 JIS-A 級（ JIS 

Z3140:2017）の引張せん断荷重平均値以上、十字引張荷重平均値以上  

（ｂ）連続接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼同士で、母材強度の 90%

以上  

 

（３）鋼材／アルミニウムの接合技術の開発（スポット接合技術）  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・接合強度：試験片の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:1989）の引張せん断荷重平均

値以上または母材破断  

・電食による接合部腐食の電気化学的評価手法の確立  

・鋼板／アルミニウム間の熱膨張差による熱歪みの評価解析手法の確立  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・高減衰接着剤の仕様決定  

・電食に対する防錆技術の確立  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・接合強度：抵抗スポット溶接による剥離強度として十字引張荷重平均値が 1.5kN

以上  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・接合強度：各種実用部品の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:2017）の引張せん断荷
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重最小値以上または母材破断  

・接合時間：1 点あたり 5 秒以内  

 

（４）アルミニウム／CFRP 接合技術の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・接合強度：試験片の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:1989）の引張せん断荷重平均

値以上または母材破断  

・電食による接合部腐食の電気化学的評価手法の確立  

・アルミニウム／CFRP 間の熱膨張差による熱歪みの評価解析手法の確立  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

〈当初の目標〉  

・高減衰接着剤の仕様決定  

・電食に対する防錆技術の確立  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・高減衰接着剤の実用組成の決定  

・電食に対する防錆技術の確立  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・ポリアミド樹脂（PA）、ポリフェニレンスルファイド樹脂（PPS）など高融点樹脂

をマトリックスとする CFRP の接合技術の確立  

・電食の評価手法確立と防錆仕様検討への応用  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・接合強度：各種実用部品の接合で、JIS-A 級（JIS Z3140:2017）の引張せん断

荷重最小値以上または母材破断  

・接合時間：1 点あたり 5 秒以内  

・プロセスモニタリング技術の確立  

 

（５）鋼材／CFRP 等樹脂接合技術の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・接合強度：母材破断  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・接合強度：母材破断  

・電食による接合部腐食の評価手法の確立  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・鋼材／CFRP 複合成形パネルの製作に向けた接合材料の仕様確定  

・試験片レベルの接合強度：引張せん断強度 15MPa 以上  
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【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・鋼材／CFRP 複合成形パネルの製作  

・成形パネルの接合強度：引張せん断強度 20MPa 以上  

 

（６）構造材料用接着技術の開発  

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・接合強度：引張せん断強度 10MPa 以上  

・接合部劣化のメカニズム解明及び評価法の確立  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・接合強度：金属用接着剤では引張せん断強度 20MPa 以上、プラスチック用接着

剤に対しては 7MPa 以上。  

・接着接合部の耐久性向上の検討  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・接合強度：金属用接着剤は引張せん断強度 28MPa 以上、プラスチック用接着剤

に対しては 10MPa 以上。 

 

研究開発項目③「革新的チタン材の開発」  

（１）製錬・溶解・熱延工程を革新的に短縮した高機能チタン薄板製造技術開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

（ａ）高品質スポンジチタン高効率製造プロセス要素技術の開発  

・鉄含有値：ばらつき範囲  50～500ppm 平均値 200ppm 以下  

・酸素含有値：ばらつき範囲 100～200ppm 平均値 150ppm 以下  

・塩素含有値：300ppm 以下  

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発  

・薄板中の気孔率：1%以下  

・引張強度・延性バランス：現行材より 20%向上  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

（ａ）高品質スポンジチタン高効率製造プロセス要素技術の開発  

・大型工業製品製造に不可欠な工程技術の要素技術を確立し、量産プロセスの見通

しを得る。 

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発  

・工業的に薄板を製造するプロセスの要素技術を確立し、量産プロセスの見通しを

得る。 

 

【第 3 期目標（2020 年度末））】  

（ａ）高品質スポンジチタン高効率製造プロセス要素技術の開発  



2-6 

 

・実機スケールで、Fe≦200ppm、O≦150ppm、Cl≦300ppm のスポンジチタンを製

造可能な技術の確立  

・A 級スポンジチタンの歩留向上（85%を 92%に向上）可能な技術の確立  

・スポンジチタンの製造リードタイムを 30%低減可能な技術の確立  

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発  

・大型試験設備によりチタン薄板コイルを試作  

・上記で試作したチタン薄板の気孔率 0.2%以下  

・チタン薄板の強度･延性バランスを現行材よりも 30%向上  

・現行プロセスに比べて薄板製造のリードタイムを 15%低減  

 

（革新的チタン材の開発は 2020 年度で終了することとなったため、2020 年度末に第

4 期目標は削除した）  

【第 4 期目標（2022 年度末））】  

（ｂ）上記スポンジチタンを活用した高効率チタン薄板製造プロセス要素技術の開発  

・第 3 期で作製した薄板を用いた自動車部品サンプルの試作  

 

（２）チタン材連続一貫製造プロセス技術開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

（ａ）スクラップチタンやチタン鉱石などのチタン低廉材料の溶解・精錬要素技術の

開発 

・精錬後の酸素含有値：300ppm 以下  

（ｂ）上述の溶解・精錬技術と鋳造、圧延を組み合わせたチタン材連続一貫製造プロ

セス要素技術の開発  

・引張強度：現行材より 20%向上  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

（ａ）スクラップチタンやチタン鉱石などのチタン低廉材料の溶解・精錬要素技術の

開発 

・実機プロセスにおける精錬後の酸素含有値を 300ppm 以下とする要素技術確立の

見通しを得る。  

（ｂ）上述の溶解・精錬技術と鋳造、圧延を組み合わせたチタン材連続一貫製造プロ

セス要素技術の開発  

・高速高圧下箔圧延技術：生産性向上の達成に向けた要素技術を確立し、量産プロ

セスへの見通しを得る。  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・引張強度が現行材より 20%向上した材の量産プロセス検証  

 

（革新的チタン材の開発は 2020 年度で終了することとなったため、2020 年度末に第

4 期目標は削除した） 
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【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・引張強度が現行材より 20%向上した材を用いて実機相当部材を試作  

 

（３）チタン新製錬技術開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

工業化への展開が可能な低コストでの新規な製錬技術の開発  

（ラボスケールで検証）  

・鉄含有値：2000ppm 以下  

・酸素含有値：1000ppm 以下  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

工業化への展開が可能な低コストでの新規な製錬技術の開発  

・製錬プロセス設計指針を構築し、量産プロセスへの見通しを得る。  

 

【第 3 期目標（2020 年度末））】  

・工業化が可能と判断される Fe≦2000ppm、酸素≦1000ppm で、現行クロール法よ

りコスト 20%削減に必要な要素技術を提示。  

・大型化試験により、A4 判サイズ、数百 μm 厚さで、O≦1000ppm、Fe≦2000ppm

を試作。  

 

（革新的チタン材の開発は 2020 年度で終了することとなったため、2020 年度末に第

4 期目標は削除した） 

【第 4 期目標（2022 年度末））】  

・第 3 期の成果をベースとした自動車部品サンプルの試作  

 

研究開発項目④「革新的アルミニウム材の開発」  

（１）高強度・高靱性アルミニウム合金の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・引張強度： 660MPa 以上  （現状：600MPa）  

・耐力（降伏強度）：600MPa 以上 （現状：550MPa）  

・伸び：12%以上  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・引張強度： 750MPa 以上  （現状：600MPa）  

・耐力（降伏強度）：700MPa 以上 （現状：550MPa）  

・伸び：12%以上  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・疲労強度を維持しながら高強度化した合金（引張強度：750MPa）の実機レベル

（大型ねじり鍛造装置を用いた）の製造技術開発  
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【第 4 期目標（2022 年度末）】  

 〈2017 年度末設定目標〉  

・開発合金の実機化製造条件の技術指針確立 

・航空機の実機カットモデルの作製・評価と量産・事業化に向けた課題解決  

〈2020 年度末修正後の目標〉 

・開発合金の実機化製造条件の技術指針確立 

・Sc 添加アルミニウム合金の自動車用途としての実用性を検証する。 

 

（２）アルミニウム材製造電析プロセス技術開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・電解条件の確立  

・電析メカニズムの解明  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

〈当初の目標〉  

・AlCl3 系イオン液体の大量合成手法の確立  

・パイロットプラントによる実証実験  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・AlCl3 系イオン液体の新合成法の開発及び量産法の提示  

・パイロットプラントによる実証実験  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・新電析浴において、電析速度 1.0μm/min 以上の達成  

・新電析浴を用いた量産ライン設計指針の確定  

・従来溶製法では製造不可な新電析浴を用いた新 Al 合金および作製法の指針確定  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

 〈2017 年度末設定目標〉  

・不純物濃度 10ppm 以下、電解コスト 10kWh/kg 以下（国内で 150 円/kg 以下）  

・大型試験装置による実機化技術の検証  

〈2020 年度末修正後の目標〉 

・鋳物級の低純度から新地金以上の高純度アルミニウムへのハイアップグレード技

術の指針確定 

・ハイアップグレード用電解液を用いた高速電解精錬技術の確立  

・省エネルギーかつ CO2 排出量低減が可能なハイアップグレード技術の開発  

 

（３）複層アルミ合金の開発  

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・熱処理後の耐力 600MPa 以上  
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・成形前の伸び 20%以上  

・製造プロセス設計指針の提示  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・熱処理後の耐力 700MPa 以上  

・成形前の伸び 20%以上  

(部材成形性)平面歪領域の破断限界ひずみ 0.15 以上  

 

（複層アルミ合金の開発は、第 4 期より、接合技術及び革新鋼板のテーマと統合して

部材開発を行うこととしたため、2020 年度末に第 4 期目標は削除した） 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・成形前：(部材成形性)平面歪領域の破断限界ひずみ 0.2 以上  

・熱処理後：(部材圧壊性)VDA 曲げ角度 40°以上  

 

研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」  

（１）易加工性マグネシウム材の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・レアアース添加無し  

・引張強度：250MPa 以上  

・伸び：15%以上  

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性  

・AZ31（マグネシウム材）と同程度以上の押出速度  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・レアアース添加無し  

・引張強度：270MPa 以上  

・伸び：20%以上  

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性  

・A6N01（アルミニウム材）と同程度以上の押出速度  

 

（２）高強度マグネシウム材の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・レアアース添加無し  

・引張強度：350MPa 以上  

・伸び：13%以上  

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・レアアース添加無し  

・引張強度：360MPa 以上  
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・伸び：15%以上  

・AZX311 マグネシウム合金と同程度以上の難燃性  

 

（３）マグネシウム材の評価手法の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・既存の難燃性マグネシウム合金を対象として、発火メカニズム及び腐食メカニズ

ムの解明と評価手法の導出  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

〈当初の目標〉  

 ・既存の難燃性マグネシウム合金を対象として、発火特性、腐食特性に関するデー

タベース構築  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・本プロジェクトで開発した難燃性マグネシウム合金を対象として、発火特性、腐

食特性及び疲労特性に関するデータベース構築  

 

（４）マグネシウム材の接合技術の開発  

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・本プロジェクトで開発した難燃性マグネシウム材を対象として、MIG、TIG、

FSW 等の接合技術の開発を行う。  

 

（５）革新的マグネシウム材の開発および長期性能評価 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

(5-1) 前期で開発した合金を用いて高速鉄道車両適用のための大型部材（長さ 5m

以上）の材料製造技術（押出技術、圧延技術、加工技術）を構築する。  

(5-2) 自動車への適用に必要な機械的特性、成形性を有するマグネシウム材の開発

と製造技術を確立する。  

(5-3) (5-1), (5-2)で開発した合金を対象として実用化に必要となる長期性能（疲労

特性等）データベースを構築する。  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

〈2017 年度末設定目標〉  

(5-1) 前期で開発した合金(6N01 もしくは 7N01 合金並みの機械的特性を有する合

金)を用いて鉄道車両のための大型部材（長さ 25m 以上）の量産技術の技術指

針を構築する。  

(5-2) 自動車への適用に必要な機械的特性、耐食性、成形性を有するマグネシウム

材の適用技術（成形技術、スケールアップ技術）を確立する。  

(5-3) (5-1), (5-2)で開発した合金を対象として、実用化に必要となる長期性能（疲

労特性等）データベースを機械学習等のデータサイエンスを利用して構築する。  

〈2020 年度末修正後の目標〉  



2-11 

 

(5-2) 自動車への適用に必要な機械的特性、耐食性、成形性を有するマグネシウム

材の適用技術（成形技術、スケールアップ技術）を確立する。  

(5-3) (5-1), (5-2)で開発した合金を対象として、実用化に必要となる長期性能（疲

労特性等）データベースを機械学習等のデータサイエンスを利用して構築する。  

 

（６）マグネシウム製高速車両構体の開発  

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

(6-1) 革新的マグネシウム材を用いて高速車両構体を設計するための技術指針を、

一般断面モックアップ構体の作製・評価を通じて構築する。  

(6-2) 革新的マグネシウム材を用いて一般断面モックアップ構体を作製するための

接合技術および表面処理技術を構築する。  

 

【第 4 期目標（2022 年度末））】  

〈2017 年度末設定目標〉  

(6-1) 革新的マグネシウム材製の実物長高速車両構体を設計するための技術指針を

構築する。   

(6-2) 革新的マグネシウム材製の実物長高速車両構体を作製するための接合・組立

技術および表面処理技術・施工技術を構築する。  

〈2020 年度末修正後の目標〉  

(6-3) 革新的マグネシウム材の高速車両用構体への適用による試作、検証を行う。  

 

（７）マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ･インテグレーション

（MI）活用技術開発  

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・難燃性マグネシウム合金接合部の疲労性能・寿命を、理論や経験則、数値モデリ

ング、データベース、機械学習などにより予測可能とする各モジュールのプロト

タイプを完成させる。  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・難燃性マグネシウム合金接合部の長期性能（疲労性能・寿命、耐食性等）を、理

論や経験則、数値モデリング、データベース、機械学習などにより予測可能とす

る各モジュールの検証を実施し、統合したワークフローとして完成させる。  

 

研究開発項目⑥「革新鋼板の開発」  

（１）高強度高延性中高炭素鋼の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・レアメタル添加量：10wt%未満  

・引張強度： 1.2GPa 以上  

・伸び：15%以上  
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【第 2 期目標（2017 年度末）】  

〈当初の目標〉  

・レアメタル添加量：10wt%未満  

・引張強度： 1.2GPa 以上  

・伸び：20%以上  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・レアメタル添加量：10wt%未満  

・引張強度： 1.5GPa 以上を目指す  

・伸び：20%以上  

〈2017 年度末修正後の目標〉  

・レアメタル添加量：10wt%未満  

・引張強度： 1.5GPa 以上  

・伸び：20%以上  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・レアメタル添加量：10wt%未満、引張強度：1.5GPa 以上、伸び：20%以上の開発

鋼において、汎用鋼（590MPa～980MPa 級）と同等の耐食性と水素脆性を目指す  

 

〈2020 年度末修正後の目標〉  

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・鋼材中の軽元素と耐食性の関係の明確化  

 

（２）中高炭素鋼の解析・評価手法の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・低濃度炭素検出技術  

炭素定量下限：30ppm 

・微細粒成長動的観察技術   

像分解能：15nm 

・加熱加工模擬技術の確立  

・鋼の歪み挙動解析技術の確立  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・鋼組織の高速定量解析技術の確立  

・鋼中のヘテロ構造と軽元素の空間相関評価技術の確立  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・鋼中のヘテロ構造と軽元素の空間相関評価技術において、空間分解能：200nm 以

下、濃度分解能：0.1mass%を目指す  

・微小電気化学計測技術、局所構造解析技術、マクロ腐食挙動との対比などによる

マイクロおよびナノオーダー（μm 以下）の腐食挙動解析技術の確立  
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・薄鋼板の水素脆化挙動に影響を及ぼす応力、ひずみ、水素濃度分布、組織損傷を

数百 μm レベルで測定できる技術を確立し、自動車用構造部材としての薄鋼板の

水素脆化挙動を適切に評価できる試験方法の確立  

 

〈2020 年度末修正後の目標〉  

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・薄鋼板の水素脆化挙動に係るき裂伝播挙動解析技術を構築する。また、新規ミクロ

組織観察技術を開発し、き裂伝播挙動との関係を明らかにする。  

 

研究開発項目⑦「熱可塑性 CFRP の開発」  

（１）熱可塑性 CFRP と金属材料との接合技術開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・CFRP と異種材料（鉄鋼、アルミ合金）との接合の要素技術の見極めを行い、上

記接合方式・接合形状における強度設計に必要なデータベースを構築する。  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・2015 年度までに構築した異材接合データベースを基に、現行量産車において多用

され一般的に用いられている接合方式（ボルト締結や接着接合）と同等以上の強

度を達成するための要素技術及びその設計手法を確立する。また、最適な非破壊

評価手法を確立する。  

 

（２）熱可塑性 CFRP の開発及び構造設計・加工技術の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】   

（ａ）熱可塑性 CFRP の中間基材の開発  

・中間基材のバリエーションを拡大し、車体の 6 割軽量化を実現する中間基材の製

造に係る要素技術を確立する。  

（ｂ）熱可塑性 CFRP の性能評価技術の開発  

・開発材の静的及び動的力学特性把握のための標準試験法・試験片製作方法を提案

する。  

（ｃ）熱可塑性 CFRP を用いた構造設計技術の開発  

・開発材の静的及び動的材料特性を CAE（Computer Aided Engineering）解析に適用

した予測技術を確立し、予測精度を既存の鋼板製車体と同等以上とする。  

（ｄ）熱可塑性 CFRP の成形加工技術の開発  

・成形シミュレーション技術を構築する。  

（ｅ）LFT-D（Long Fiber Thermoplastics-Direct）成形の基礎技術の開発  

・炭素繊維と熱可塑性樹脂の混練体の流動特性と材料特性の関係を解析し、混練プ

ロセスの最適条件を解明し、基礎的力学的モデルを提案する。また、初歩的 CAE

解析技術を確立する。  

（ｆ）大物高速成形技術の開発  

・初歩的なボディ部材を対象に高速プレス成形技術を確立する。また、構造材の剛
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性確保のために LFT-D 成形品の部分補強を試行する。ハイブリッド構造を達成す

るためのマテハン技術の概念を決定する。  

（ｇ）大物高速接合技術の開発  

・熱可塑性 CFRP 使用部材同士の接合方法を見極め、最適手法を選択する。  

（ｈ）高意匠性外板製造技術開発  

・高意匠性を支配する技術要因を分析し、基礎技術を見極める。  

（ｉ）実証評価  

・実証評価の実施方法を策定する。   

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

（ａ）熱可塑性 CFRP の中間基材の開発  

・組立パーツの部品点数の半減を実現する中間基材の製造に係る要素技術を確立す

る。  

（ｂ）熱可塑性 CFRP の性能評価技術の開発  

・材料特性発現メカニズムを解明することにより、標準試験法による評価値の妥当

性を検証する。  

（ｃ）熱可塑性 CFRP を用いた構造設計技術の開発  

・CAE 解析予測技術を用いた複数部材の一体化設計技術を開発し、組立パーツの部

品点数半減と車体の 6 割軽量化のための要素技術を確立する。  

（ｄ）熱可塑性 CFRP の成形加工技術の開発  

・成形シミュレーション技術を基にして、繊維配向や形状安定性の予測手法を確立

する。  

（ｅ）LFT-D（Long Fiber Thermoplastics-Direct）成形の基礎技術の開発  

・量産化につながる混練・押出プロセスの要素技術を確立する。また、LFT-D の材

料特性データベースの一部を構築するとともに、試験法標準化への道付けを実施

する。さらに、力学モデルの高度化を行い、CAE 解析ソフトウェアに組込む。  

（ｆ）大物高速成形技術の開発  

・複雑なボディ部材の成形技術を確立し、量産化に繋がる要素技術を確立する。ハ

イブリッド成形技術を確立するとともに、高速マテハン技術の要素技術を確立す

る。  

（ｇ）大物高速接合技術の開発  

・熱可塑性 CFRP 使用部材同士の接合技術を確立する。  

（ｈ）高意匠性外板製造技術開発  

・選定した材料、プロセスを用いて、高意匠性付与技術を確立する。  

（ｉ）実証評価  

〈当初の目標〉  

・自動車構造体を想定して、軽量化及び量産性の検証を行う。  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・自動車構造体を想定して、自動車ボディの剛性試験などにより軽量化の検証を行

うと共に、量産化に向けた課題の抽出を行う。  
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【第 3 期目標（2020 年度末）】  

（ｊ）LFT-D 高速成形実用化技術の開発  

・革新炭素繊維強化熱可塑 CFRP の LFT-D 成形性および力学特性を評価する。  

・LFT-D 材の混練 CAE シミュレーション技術の研究を行うと共に、成形流動およ

び流動配向異方性を考慮した最適設計 CAE 解析技術の研究を行い、剛性最適化

技術を開発する。  

（ｋ）熱可塑性 CFRP 高速ハイブリッド成形技術の開発  

・その場重合成形補強材と LFT-D とのハイブリッド成形技術を開発するとともに、

新しく考案したフレーク法によるハイブリッド成形の基礎技術を開発する。  

（ｌ）熱可塑性 CFRP 評価・解析技術の開発  

・熱可塑性 CFRP の動的・経時特性を評価するとともに、破壊メカニズム解明の研

究を行う。  

・熱可塑性 CFRP の材料特性データベースの一部を構築する。  

（ｍ）自動車向リサイクル CF 適用化技術の開発  

・リサイクル CF 回収技術の研究を行い、LFT-D 要件に適合する基本プロセスを開

発するとともに、設備の改良開発を行う。  

・リサイクル CF を用いた LFT-D 成形プロセスおよび LFT-D 廃材の再利用技術、並

びに設備システムの研究を行う。  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

〈2017 年度末の目標設定〉  

（ｊ）LFT-D 高速成形最適化技術の開発  

・革新炭素繊維強化熱可塑性 CFRP の LFT-D 成形性および力学特性を評価する。  

（ｋ）熱可塑性 CFRP 高速ハイブリッド成形技術の開発  

・多様な補強材と LFT-D とのハイブリッド成形技術について構造部材による技術検

証を行い、技術を確立する。  

（ｌ）熱可塑性 CFRP 評価・解析技術の開発  

・熱可塑性 CFRP の破壊メカニズムを解明し、材料特性予測技術を確立するととも

に、実設計への適用を想定した実用的な材料モデルを開発する。  

・熱可塑性 CFRP の材料特性データベースを構築する。  

（ｍ）自動車向回収 CF 適用化技術の開発  

・リサイクル CF 回収技術を確立する。  

・リサイクル CF の LFT-D 成形技術、および LFT-D 廃材のリサイクル技術を開発す

る。  

〈2020 年度末修正後の目標〉  

（ｊ）LFT-D 高速成形最適化技術の開発  

・革新炭素繊維強化熱可塑性 CFRP の LFT-D 成形性および力学特性を評価する。  

（ｋ）熱可塑性 CFRP 高速ハイブリッド成形技術の開発  

・LFT-D 材との異種材料との組合せによる LFT-D マルチマテリアル要素技術の検
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討を行う。  

（ｌ）熱可塑性 CFRP 評価・解析技術の開発  

・熱可塑性 CFRP の破壊メカニズムを解明し、材料特性予測技術を確立するととも

に、実設計への適用を想定した実用的な材料モデルを開発する。  

・熱可塑性 CFRP の材料特性データベースを構築する。  

（ｍ）自動車向回収 CF 適用化技術の開発  

・リサイクル CF 回収技術を確立する。  

・リサイクル CF の LFT-D 成形技術、および LFT-D 廃材のリサイクル技術を開発す

る。  

 

〈2020 年度末に目標設定〉  

（３）超軽量 CFRTP/CFRP ハイブリッド部材の開発 

【第 4 期目標（2022 年度末）】 

・CFRTP 材料および成形技術を活用して、CFRTP/CFRP（熱可塑/熱硬化）ハイブ

リッド部材を設計し、軽量化効果を実証する。  

 

研究開発項目⑧「革新炭素繊維基盤技術開発」  

（１）新規炭素繊維前駆体化合物の開発  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・下記（２）の成果とあわせて、新たな炭素繊維前駆体の効率的な合成プロセス技

術を確立し、新たな炭素繊維前駆体を開発する。なお、汎用炭素繊維と同等の特

性とは、引張弾性率 235GPa、破断伸度 1.5%とする。  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・下記（２）の成果とあわせて、異形状炭素繊維の製造技術を確立する。  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・アクリル繊維ポリマーをベースとする完全耐炎ポリマーを得る反応プロセスを確

立する。これに伴い炭素繊維紡糸工程では、Large Tow（48K）の紡糸技術を確立

すると同時に、炭化プロセスも革新炭素繊維に適合するよう処理条件など検討す

る。炭素繊維として、フィラメント径 7μm で、弾性率 240GPa、強度 4GPa を凌

ぐ性能を目指す。  

 

（２）炭化構造形成メカニズムの解明  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・（１）の成果とあわせて、新たな炭素繊維の製造技術を開発する。なお、汎用炭

素繊維 と同等の特性とは、引張弾性率 235GPa、破断伸度 1.5%とする。  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】 

・（１）の成果とあわせて、異形状炭素繊維の製造技術を確立する。  
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【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・マイクロ波炭化のプロセス多段化など設備を改良すると共に処理条件を最適化し、

従来の炭化炉方式に優る大規模生産のための製造技術を確立する。  

 

（３）炭素繊維の評価手法開発、標準化  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・圧縮試験、曲げ試験、ねじり試験方法の規格原案を作成し、JIS／ISO 化に必要な

データを収集する。また、単繊維の熱膨張率計測試験について、試験装置を開発

し、評価手法を確立するとともに、熱可塑性樹脂との界面接着特性試験について、

複数の評価手法について比較検討を行い、その結果をテスト報告（TR）としてと

りまとめる。さらに、新規炭素繊維前駆体から製造される炭素繊維を適用した複

合材料の設計やライフサイクルアセスメント（LCA）に活用するためのデータを

収集する。  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・熱可塑性樹脂と異形状炭素繊維の界面特性を検証し、その特性発現メカニズムを

解明することにより、標準的な力学的試験法を確立する。  

 

研究開発項目⑨「戦略・基盤研究」  

（１） 新構造材料の動向調査・技術・研究戦略  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・研究開発のビジョンの明確化  

・接合技術及び個別材料の技術戦略指針、実用化に向けた課題抽出  

・プロジェクトの技術・研究戦略の策定  

・新規材料の輸送機器への適用可能性の明確化  

・新規材料の研究開発方針の明確化  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

〈当初の目標〉  

・必要に応じて、平成 27 年度末に設定する。  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・研究開発の実用化・事業化ビジョンの明確化  

・接合技術及び個別材料の技術戦略の策定  

・新規材料の実用化に向けた技術課題（構造体関連）の抽出  

・異種材料接合技術の標準化・規格化の検討体制の構築  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・接合技術及び個別材料の技術戦略の策定  

・新規材料の実用化に向けた技術課題の抽出  
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・マルチマテリアル構造体に係わる共通基盤技術課題の抽出  

・異種材料接合技術の標準化・規格化の検討  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

〈2017 年度末目標設定後〉  

・新規材料の実用化に向けた技術課題の明確化  

・マルチマテリアル構造体に係わる共通基盤技術課題の明確化  

・異種材料接合技術の標準化・規格化取りまとめ  

・プロジェクト成果の取りまとめ及び検証  

〈2020 年末修正後の目標〉 

・新規材料、接合・接着技術の実用化に向けた技術・コスト課題の明確化  

・マルチマテリアル構造体に係わる共通基盤技術課題の明確化  

・異種材料接合技術の標準化・規格化取りまとめ  

・プロジェクト成果の取りまとめ及び検証  

・プロジェクト成果をプロジェクト終了後も活用してくための方策を具体的に検討し

準備を進める。 

 

（２） 共通基盤技術の調査研究  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・構造材料、接合プロセスに関する新たな研究シーズの顕在化  

・マルチマテリアル設計における、研究方向性の明確化  

・材料と破壊の基礎メカニズム解明  

・接合部の非破壊評価手法の確立  

・プロセスモニタリング／ヘルスモニタリング手法の確立  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

〈当初の目標〉  

・必要に応じて、平成 27 年度末に設定する。  

〈2015 年度末修正後の目標〉  

・構造材料、接合プロセスに関する新たな研究シーズ (腐食や水素脆化評価など)の

顕在化 

・小型中性子線などによる構造材料評価手法の構築  

・軽量金属材料（アルミニウム、マグネシウム）に関する計測・評価手法の確立  

・熱可塑性複合材料の損傷・強度評価手法の確立  

・構造体接合部設計・評価手法の確立  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・構造体接合部設計・評価手法の抽出  

・新材料の材料代替効果定量技術の開発課題の抽出  

・車体軽量化技術の集約化に関する課題の抽出  
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・異種材料接合における腐食課題の抽出  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・構造体接合部設計・評価手法の確立  

・新材料の材料代替効果定量技術の確立  

・車体軽量化技術の集約手法・実行体制の確立  

・異種材料接合における腐食解析手法の確立  

 

（３）中性子等量子ビームを用いた構造材料等解析技術の開発（2017 年度末設定） 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・新規小型中性子装置を建設し、ブラッグエッジイメージング法による測定の分解

能と統計精度を明らかにする。  

・中性子小角散乱と X 線小角散乱の比較から、ナノ析出物の化学組成、サイズ分布、

体積率、形状因子を同定する技術を開発する。  

・炭素の濃度分布を同定する技術および析出物と水素局所濃縮の関係を検出する技

術を開発する。  

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

・ブラッグエッジイメージングのデータから、歪や金属組織のイメージング情報に

変換する手法を確立し、接合部の２次元マッピングを実現する。  

・中性子小角散乱と X 線小角散乱の比較から、ナノ析出物の化学組成、サイズ分布、

体積率、形状因子を同定する技術を確立する。  

・オーステナイト中の炭素濃度分布を検出する技術を開発する。  

・鋼中の水素局所的濃縮を検出する技術を開発する。  

 

（４）低圧･超高速 CFRP 成形技術の開発（2017 年度末設定）  

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・樹脂供給体における樹脂･基材の基本設計を完了する。  

・低圧･高速成形の平板形状での成形条件を確立する。  

・平板での樹脂含浸挙動解析シミュレーション技術を構築する。 

 

【第 4 期目標（2022 年度末）】  

〈2017 年度末設定後の目標〉  

・樹脂供給体設計技術の確立  

・低圧･高速成形の部材形状での成形条件を確立する。  

・部材での樹脂含浸挙動シミュレーション技術を構築する。  

〈2020 年度末修正後の目標〉  

 研究開発項目⑦「熱可塑性 CFRP の開発」で実施することとしたため、第 4 期目標

は削除。  
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2.事業の計画内容  

2.1 研究開発の内容及びスケジュールと予算  

2.1.1 研究開発の内容及びスケジュール  

本プロジェクトの目的は、輸送機器の抜本的な軽量化による、エネルギー使用量の

削減とそれによる CO2 排出量の削減である。  

そのため、高強度な革新的構造材料及び接合技術を開発し、それらを適材適所（マ

ルチマテリアル）に組み合わせることで輸送機器の抜本的軽量化を図ることを目指し

た。研究開発項目は以下の９項目、①マルチマテリアル技術開発（2018 年度から実

施）、②接合技術開発、③革新的チタン材の開発、④革新的アルミニウム材の開発、

⑤革新的マグネシウム材の開発、⑥革新鋼板の開発、⑦熱可塑性 CFRP の開発、⑧革

新炭素繊維基盤技術開発、⑨戦略・基盤研究、である。  

本事業の研究開発内容と社会実装先を図 2-1 に示す。  

 

      

 

 

 革新的構造材料開発（革新鋼板、革新的アルミニウム材、革新的マグネシウム材、

革新的チタン材、革新炭素繊維（CF）、熱可塑性 CFRP）および革新的接合技術（同

種・異種）の開発を、まずはプロジェクト前半 2013～2017 年度の 5 年間で実施した。 

それらの成果、社会情勢の変化を基に 2017 年度末に後半 5 年間の目標の見直しを

実施し、後半 5 年間ではマルチマテリアルで軽量化を実現するためのマルチマテリア

ル設計技術の開発、革新材料をマルチマテリアルで使いこなすための評価技術の開発

を行う事とした。  

第 3 期末（2020 年度末）には更に見直しを行い、第 4 期（2021 年度、2022 年度）

に、開発した革新材料及び革新的接合技術を用いて、自動車用部材、鉄道車両用部材

の試作による技術の実証、協調的テーマで開発した技術をプロジェクト終了後も発展

させると共に、広く一般にも活用してもらうためのデータ等活用拠点の形成を進めた。  

図 2-1 本事業の研究開発内容と社会実装先 
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(1)研究開発項目①「マルチマテリアル設計技術開発」  

本研究開発項目は前半終了時点（2017 年度末）で、2018 年度から開始する新たな

研究開発項目として設定した。高強度な革新材料への置き換えだけでは、輸送機器の

抜本的な軽量化は難しいと考え、革新材料を適材適所に採用（マルチマテリアル化）

することで抜本的な軽量化を図ることを狙いとした。  

本研究開発では、マルチマテリアル構造設計に適した解析手法であるトポロジー最

適化法の適用により  、  設計ツールを開発した。具体的には、解析対象のモデル化、

解析結果の可視化とトポロジー最適化法を連携した解析システムの構築、異材接合を

対象としたマルチマテリアル界面評価・モデル化の検討、車体構造適用可能性検討を

行い、設計ツールとして完成させ、本プロジェクトの開発材料･接合手法によりマル

チマテリアル設計車体の提案を行った。  

2021 年度からは、プロジェクトで開発した革新材料、革新的接合技術により、自動

車部材の軽量化を実証するテーマ（テーマ 42-Ⅴ）を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 本事業の全体スケジュール  

図 2-3a 「マルチマテリアル設計技術開発」のスケジュール 

図 2-3b 「マルチマテリアル設計技術開発」のテーマ推移  
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(2)研究開発項目②「接合技術開発」  

本研究開発項目では、中高炭素鋼を含む超ハイテン鋼やチタン材といった難接合材

の同種接合、鋼板／アルミニウム、金属／CFRP 間等の異種接合、に適用できる革新

的な固相摩擦撹拌接合技術の開発、超ハイテン鋼の溶融接合技術、鋼板/アルミニウム

のスポット溶接技術等を開発した。また、異種接合固有の電食や熱歪みに関する評価

技術の開発を行った。  

第 1 期末（2015 年度）より異材接合に対応するための構造材料用接着技術の開発

を開始した（テーマ 53）。  

第 2 期より、摩擦撹拌接合を中高炭素鋼／中高炭素鋼接合技術の共通基盤技術とし

て開発した（テーマ 46）。  

さらに、第 3 期・第 4 期においては、マルチマテリアルで軽量化を図ることを想定

し、マルチマテリアル接合技術の基盤研究を実施し（テーマ 64、64B）、またマルチ

マテリアル設計技術との連携も図った。また、幾つかのテーマについては、テーマを

統合し、技術の融合を図った（テーマ 02+21+22→02、テーマ 04＋08→33）。  

 

 

 

 

 

図 2-4a 「接合技術開発」のスケジュール  

図 2-4b 「接合技術開発」のテーマ推移 
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(3)研究開発項目③「革新的チタン材の開発」 

本研究開発項目では、生産性を向上した新規のチタン製錬技術やチタン材加工技術

開発（製錬・溶解・熱延工程を革新的に短縮した高機能チタン薄板製造技術開発、連

続一貫製造プロセス技術など）を行うとともに、チタン材の構造制御や不純物濃度低

減技術等による高機能チタン材の開発を行った。高品質なスポンジチタンの製造技術

を開発し、それを用いて圧延工程を短縮、チタン薄板の製造リードタイム短縮を可能

とした。また、高被削性チタン合金、高成形性純チタン板を開発した。  

チタン新製錬技術開発では、電析により高品質なチタン箔をＡ４サイズで取得する

ことに成功した。  

いずれも第 3 期で技術的な目処が付き、各社技術を持ち帰って実用化を目指すこと

となり、本研究開発項目は第 3 期で終了した。  

 

 

 

 

 

 

図 2-5a 「革新的チタン材の開発」のスケジュール  

図 2-5b 「革新的チタン材の開発」のテーマ推移  
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(4)研究開発項目④「革新的アルミニウム材の開発」  

本研究開発項目では次世代航空機や自動車等の輸送機器への適用を目指した革新的

アルミニウム材の開発を行った。具体的には、アルミニウム材の構造制御技術等を確

立することで、強度や延性を向上させた革新的なアルミニウム材を実現することを目

指した。主として次世代航空機への適用を目指した、ねじり鍛錬加工による高強度・

高靱性アルミニウム材の開発では、小スケールでは目標を達成したものの、スケール

アップに苦戦した。自動車用途としては、Sc 添加のアルミニウム材を開発し、フロン

トサイトメンバー、サイドシルを試作した（テーマ 13）。  

また、海外メジャ－企業並みの低価格を実現できる新規アルミニウム材製造プロセ

スとして、イオン液体を用いた電析による新規製錬技術の開発を目指し研究開発を開

始したが、EV 化の急速な進展により、アルミスクラップの出口としてのエンジン用

途の数量減が懸念されるようになり、用途をアップグレードリサイクルに変更してイ

オン液体を用いた電析技術の開発を行った（テーマ 14）。  

複層アルミ合金の開発では、組成の異なるアルミ合金を積層することにより、成形

前は高延性で成形後は高強度となる革新的アルミニウム材の開発を行った（テーマ

21）。2019 年度より接合テーマへ移行し、鋼板／アルミニウムの組合せによる接合性

の確認を行った。  

 

 

 

 

 

 

図 2-6a 「革新的アルミニウム材の開発」のスケジュール  

図 2-6b 「革新的アルミニウム材の開発」のテーマ推移 
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(5)研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」  

本研究開発項目では、革新的マグネシウム材による高速鉄道車両の実現を目指して、

可燃性や難加工性といった欠点を克服するため、マグネシウム材の組織制御により強

度や延性、難燃性などの材料特性を向上させたレアアースフリーマグネシウム材の開

発を行い、また、大型展伸材を製造するための革新的製造プロセス技術等の開発、マ

グネシウム材の特性評価技術開発及び及び利用のための接合技術開発を併せて行った。 

プロジェクト前半は主にこれら要素技術の開発を行いながら、少しずつ大型の構造

体の試作を行った。2015 年度、2016 年度には鉄道車両の側パネル（窓部を含む車両

の側面）、2017 年度には新幹線同一断面積で幅 1m のモックアップ構体を試作した。

後半の 2018 年度～2020 年度には長さ 5m のモデル構体を試作して気密疲労試験を行

い、2021 年には車両の床材を試作し新幹線試験車両に搭載した（テーマ 15～20、34、

35）。  

また、第 3 期の 2018 年度より自動車用途に向けた材料開発、技術開発を開始し、

2022 年度にはマグネシウム製ボンネットフードを試作した（テーマ 35）。  

さらに、第 3 期より疲労特性を始めとする長期性能を予測するため MI（マテリア

ルズ･インテグレーション）システムを適用し、上記性能を予測するためのモジュー

ル及び統合されたワークフローの構築を行った。（テーマ 60）  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7a 「革新的マグネシウム材の開発」のスケジュール  

図 2-7b 「革新的マグネシウム材の開発」のテーマ推移 
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(6)研究開発項目⑥「革新鋼板の開発」  

本研究開発項目では、プロジェクト開始当時主流であった引張強度 590MPa、延び

20%の鋼板に対し、引張強度 2.5 倍の 1470MPa（1.5GPa）以上で延びは同等の 20%以

上の革新鋼板を開発することを目標とした。その際、レアメタル添加量は極力低く抑

え、炭素を有効利用する次世代中高炭素鋼板の開発を目標とした。鋼板製造工程を精

密制御し、レアメタルに代えて鋼材中の既存軽元素が強度や延性などの特性に及ぼす

機能を最大限に発現させる技術や、鋼材中の結晶粒微細化・組織制御技術などの各種

アプローチの高度化を図った。当初計画では 10 年間で上記目標を達成する予定で

あったが、鋼材開発は 5 年前倒しで 2017 年度には基本的な技術が完成した（テーマ

22～24）。  

また同時に、中高炭素鋼開発に貢献する革新的な解析・評価技術の開発を並行して

行った。具体的には、中性子や放射光、電子線等を用いて、中高炭素鋼中の固溶炭素

分布状態や、熱処理や加工プロセスにおける鋼微細組織変態挙動の動的解析技術等の

開発を行った（テーマ 22～24）。  

複層鋼板による高強度化、高延性化の検討も行ったが、上記鋼材開発が順調に進み、

そちらに注力するため、第 1 期（2013 年度～2015 年度）で検討を終了した。層間の

元素移動等に関する情報を取得した（テーマ 25、26）。  

鋼材開発では鉄鋼 3 社がそれぞれ独自の技術で目標を達成したが、評価・解析技術

は協調テーマとして個社のテーマから切り出し、検討を行った。具体的には、中性子

による構造材料解析技術、腐食解析技術、遅れ破壊（水素脆化）評価技術である。中

性子による構造材料解析技術では、2014 年度末に調査委員会を設置し、2 年間 FS 研

究を実施した後、2017 年度から鉄鋼以外の材料や接合・接着も対象とし、小型中性子

装置の建設も含めたテーマとして実施した（テーマ 52：戦略・基盤研究テーマ）。  

2018 年度からは（FS 研究を前年の 2017 年度より）、高強度鋼板の実使用で心配と

なる腐食と遅れ破壊（水素脆化）に関する研究開発を協調テーマとして開始した。腐

食については、腐食の起点に関する情報を極微小領域で計測する技術や、腐食生成物

を計測する技術の開発を行った（テーマ 61）。遅れ破壊（水素脆化）については、超

高強度薄鋼板の遅れ破壊（水素脆化）特性を適切に評価するための技術開発を行った

（テーマ 62）。水素脆化については、非破壊で鋼材内部のき裂進展を計測できる装置

を導入し、水素脆化現象の解明に資する体制を整えた（テーマ 66）。  

 

 

 

 

図 2-8a 「革新鋼板の開発」のスケジュール  



2-27 

 

 

 

 

(7)研究開発項目⑦「熱可塑性 CFRP の開発」  

本研究開発項目では、炭素繊維と熱可塑性樹脂を直接混練してプレスし熱可塑性

CFRP 成形品を作製する LFT-D と称する技術開発（テーマ 27）と、炭素繊維と熱可塑

性樹脂からなる中間基材（シートやテープ）を用いてプレス成形品を作製する技術開

発（テーマ 28）を行った。なお、テーマ 28 は 2008 年度～2012 年度に実施したサス

テナブルハイパーコンポジット技術の開発の成果をベースとしてしている。  

また、それぞれのテーマの中で、CFRTP から炭素繊維を取り出すリサイクル技術、

取り出したリサイクル炭素繊維を利用する技術の開発も行った。リサイクル炭素繊維

の利用拡大には、標準的な評価技術が必要であり、2019 年度よりリサイクル炭素繊維

評価技術の開発（テーマ 27B）を実施し、標準化にも取り組んだ。  

プロジェクト後半では、テーマ 28 で開発した技術をテーマ 27 に取り入れたり、熱

可塑性 CFRP と熱硬化性 CFRP のハイブリッド技術の検討（テーマ 27C）を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9a 「熱可塑性 CFRP の開発」のスケジュール 

図 2-8b 「革新鋼板の開発」のテーマ推移  

図 2-9b 「熱可塑性 CFRP の開発」のテーマ推移 
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(8)研究開発項目⑧「革新炭素繊維基盤技術開発」  

本研究開発項目は、2011 年度に経済産業省から東京大学への委託で研究開発が開始

された。2014 年度に NEDO に移管され、NEDO から東京大学へ委託して研究開発を

実施した。2016 年度には、新構造材料技術研究組合（ ISMA）への委託となり、2020

年度まで実施した。  

本研究開発項目では、我が国の炭素繊維の国際優位性を維持し、かつ、国内におけ

る炭素繊維の利用産業の競争力強化を図っていくため、環境負荷が少なく、かつ、生

産性が大きく向上する新たな炭素繊維製造プロセスの開発を目指した。  

具体的には、耐炎化工程を省略できる新規前駆体開発、炭化工程をマイクロ波に代

替することなどにより、消費電力及び  CO2 排出量を半減するとともに、製造速度を

向上し生産効率を引き上げる炭素繊維製造プロセスの開発を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

(9) 研究開発項目⑨  「戦略・基盤研究」  

本研究開発項目では、革新的新構造材料等研究開発の効果的な推進に繋げることを

目的に、当初テーマ 29～32 の 4 テーマを設定し、材料、部品、自動車や航空機など

のメーカーや、全材料を横断的に見渡せる有識者へのヒアリング、内外の技術動向や

政策支援の調査、新しい技術の可能性調査（  FS ）、基盤研究など、本研究開発の方

向性検討に必要な調査を全般的に行った。2015 年度にはテーマ 41～43 の 3 テーマに

再編した。テーマ 42「材料・接合等技術動向調査研究」では、各種調査及び調査委員

会を開催し、革新的な材料開発に必要となる新規テーマを立ち上げた。それらテーマ

のうち、研究開発項目①～⑧に属さない共通的なテーマは本研究開発項目として実施

した。中性子による構造材料解析技術（テーマ 52）、マルチマテリアル腐食・防食評

価技術（テーマ 65、65B）、LCA 評価技術（テーマ 42-Ⅱ）、拠点形成（テーマ 42-Ⅲ）

である。  

通常、研究開発プロジェクトが終了すると、その成果はプロジェクト参加各社が持

ち帰ってそれぞれ事業化を目指すことになるが、本プロジェクトでは協調テーマも多

く、それらの成果をプロジェクト終了後も維持・発展させ広く活用することを目指し

て、2021 年度、2022 年度の 2 年間を使ってデータ等活用拠点の形成を進めた（テー

図 2-10a 「革新炭素繊維基盤技術開発」のスケジュール  

図 2-10b 「革新炭素繊維基盤技術開発」のテーマ推移  
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マ 42-Ⅲ）。  

また、テーマ 42 では、毎年度成果報告会を開催し、本プロジェクトの活動及び成

果を広く一般社会に広報した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11a 「戦略・基盤研究」のスケジュール 

図 2-11b 「戦略・基盤研究」のテーマ推移  
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2.1.2 研究開発予算  

  表 2-1 に本事業の予算を示す。2013 年度から本事業はスタートしているが、2013

年度のみ経済産業省の直執行事業として活動し、2014 年度から NEDO にて管理する

事業となっている。適宜、開発促進財源投入（加速）を行い、研究事業の加速を実施

した。当初予算 343 億円（経産省直執行含む）、加速 34 億円、10 年間で計 377 億円で

あった。  

 

 

 

 

 2013 年度に経済産業省で事業がスタートしたときには、金属材料・接合技術、熱可

塑性 CFRP、革新炭素繊維の３つの分野別々であったが、2014 年度に NEDO に移管さ

れるときに金属材料・接合技術と熱可塑性 CFRP が 1 つとなり、2016 年度からは革新

炭素繊維も加わり１つのプロジェクトとなった。  

表 2-1 本事業の予算（単位：百万円）  
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2.2 研究開発の実施体制  

本事業は、2013 年度に経済産業省の直執行事業としてスタートした。その後、

2014 年度からプロジェクトの円滑なマネジメントを行うために NEDO へ移管され、

その際に軽量構造材料の素材となる炭素繊維の研究開発も委託事業の一部として加

わり研究開発を推進している。  

図 2-12 に事業全体の実施体制を示す。本プロジェクトに参加した全実施者を記載

している。テーマ毎の実施体制は 3.研究開発成果についてに記す。なお、革新炭素

繊維基盤技術研究については、2014 年度、2015 年度は東京大学に委託して実施した。  

 

 

 

 

PL ：新構造材料技術研究組合  理事長 岸 輝雄（2014/10～2023/現在）  

SPL：学校法人金沢工業大学 教授 影山 裕史（2019/7～2023/現在）  

国立大学法人東京大学 教授 影山 和郎（2014/10～2018/3）  

国立大学法人東京大学 教授 武田 展雄（2018/6～2019/3）  

PM：NEDO 材料・ナノテクノロジー部  主査 小川 貴弘（2020/4～2023/現在）  

材料・ナノテクノロジー部  主査 今西 大介（2014/4～2017/1）  

材料・ナノテクノロジー部  主査 宮本 一夫（2017/2～2018/3）  

材料・ナノテクノロジー部  主査 斉藤 英紀（2018/4～2020/3）  

図 2-12 革新的新構造材料等研究開発プロジェクト実施体制  
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2.3 研究開発の運営管理  

①研究開発の進捗把握・管理  

研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省及び研究開発実施

者と密接な関係を維持しつつ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実

施した。具体的には、必要に応じて、技術推進委員会等における外部有識者の意見を

運営管理に反映させる他、随時、プロジェクトの進捗について報告を受けること等に

より進捗の確認及び管理を行った。また、全体の最終目標の効率的かつ効果的な研究

開発の早期達成のため、（新たな課題の対応も含む）関連技術や市場の動向を随時把

握し、最新の技術や知見を取り込むこととし、毎年度、実施方針に掲げられた研究開

発プロジェクトの目標や研究開発の内容を評価し、必要に応じて変更した。早期実用

化が可能と認められた研究開発については、期間内であっても研究を完了させ、実用

化へ向けた実質的な研究成果の確保と普及に努めた。  

 

②技術分野における動向の把握・分析  

NEDO は、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策

動向、市場動向等について調査し、プロジェクト運営に生かすと共に、報告会を開催

し広く一般に情報提供を行った（2014 年度、2017 年度、2021 年度に調査を実施し、

次年度に報告会を行った）。  

 

③ステージゲート方式の実施  

研究開発を効率的に推進するため、ステージゲート方式を適用した。NEDO は、経

済産業省と密接に連携し、外部有識者による審査を活用し、次年度以降の研究開発

テーマの継続是非、新規テーマの妥当性等を検討しプロジェクト運営に生かした。  

 

 

年度  開催日  審議テーマ数  備考  

2014 12 月 10、11、12 日  34  

2015 12 月 9、10、11 日  33 第 1 期中間評価  

2016 11 月 30 日、12 月 1、2 日  32  

2017 10 月 3、4、5 日  35 第 2 期中間評価  

2018 12 月 3、4、5 日  28  

2019 12 月 2、3、4 日  28  

2020 11 月 9、10、11 日  29 第 3 期中間評価  

2021 12 月 8、9、10 日  27  

 

新規テーマ（テーマ統合等改変テーマは除く）の実施に当たっては、公募を実施し

た（テーマ 52、53、59、60、61、62、63、65）。  

表 2-2 外部有識者による審査（技術推進委員会）の実績  
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2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性  

2013 年度に経済産業省において本プロジェクトが開始された時には、10 年かけて

高強度・軽量材料の開発、接合技術の開発を行うという個別材料、技術の開発の側面

の多いプロジェクトであった。しかしながら、地球温暖化を防止するための CO2 削減

の必要性はますます強まり、本プロジェクトにおいても、高強度・軽量材料の開発は

プロジェクト前半で極力完了または目途をつけ、後半はこれら高強度・軽量材料をマ

ルチマテリアルで使いこなすための、接合技術、部材の設計技術、評価技術の開発、

部材での実証へと移行するべく、テーマの終了、統合、新規テーマの立ち上げを行っ

た。  

特に、2017 年度末には新たな研究開発項目として「マルチマテリアル設計技術開

発」を設定し、2018 年度より「マルチマテリアル車体軽量化に関わる革新的設計技術

の開発」（テーマ 59）というテーマを開始した。自動車関連団体の技術者を推進委員

会の委員とするなど、出口ユーザーの声を聞きながら実施した。  

2021 年度からは「マルチマテリアルボディーの検討・試作」（テーマ 42-Ⅴ）を実

施し、開発材料、接合・接着技術を用いて自動車部材を試作した。これらは、2022 年

度の展示会（オートモーティブワールド 2023「第 13 回クルマの軽量化技術展」、

nano tech 2023「第 22 回国際ナノテクノロジー総合展・技術会議」）にて展示し、成

果のアピールとユーザーの獲得に努めた。  

また、高速鉄道を出口とする革新的マグネシウム材の開発においては、当初より鉄

道会社をアドバイザーとし、意見交換をしながら研究開発を実施した。そして、2021

年度には、難燃性マグネシウム製床材を新幹線試験車両へ登載し、走行試験に供した

（NEDO ニュースリリース 2022 年 4 月 4 日、難燃性マグネシウム合金製の床板を新

幹線試験車両に適用し、性能試験を実施、https://www.nedo.go.jp/news/press/ 

AA5_101528.html）。  

知的財産権については、「未来開拓研究プロジェクト（革新的新構造材料等技術開発）

成果管理方針」に基づき、「革新的新構造材料等研究開発プロジェクトにおける知財マネ

ジメント基本方針」を制定し、知的財産権については原則技術研究組合の組合員に帰属さ

せることとし、成果の実用化を促した。技術研究組合においては知的財産権取扱規定、知

財委員会を整備し、成果の実用化に支障が生じないようにしている。原則として、出願を

奨励し、外国出願（PCT 出願）も積極的に出願する方針で運営したが、分野によっては

出願による情報の公知化が競合（特に国外）を利することもあるため、慎重に行った。  

標準化については、本プロジェクトで直接標準化活動を行う事はないが、本プロ

ジェクトで得られた成果が標準化を担う団体に提供され活用されることを前提にプロ

ジェクト運営を行った。リサイクル炭素繊維の評価技術、新規マグネシウム合金、腐

食評価技術等で標準化提案を行っている。  

 

3.情勢変化への対応  

事業の運営管理として、研究開発の進捗状況や技術推進委員会の結果を踏まえ、研

究開発事業の見直し、新規テーマの導入を随時行った。2017 年度については、「中性

子等量子ビームを用いた構造材料等解析技術の開発」及び「構造材料用接着技術の開



2-34 

 

発」の 2 テーマを、2018 年度には「マルチマテリアル車体軽量化に関わる革新的設計

技術の開発」、「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテグレーション（MI）

活用技術の開発」、「超高強度鋼板の腐食挙動解析技術の開発」、「超高強度薄鋼板の水

素脆化挙動評価技術の開発」、「鋼板と樹脂材料の革新的接合技術及び信頼性評価技術

の開発」の 5 テーマを、2019 年度には「マルチマテリアル車体における防食表面処理

評価技術の開発」の 1 テーマを新規に採択した。 

また、2015 年のパリ協定の採択により、更なる CO2 の削減、自動車においては更

なる燃費向上による CO2 排出量の削減が求められるようになった。これを受けて、自

動車車体の軽量化に対する要求はますます強くなり、本プロジェクトにおいては材料

開発は早期に完成させ、社会実装を加速させるため、実使用時の特性評価技術の開発

や部材での実証へとテーマの再編を行った。  

 

4.中間評価結果への対応  

 

表 2-3 2015 年度中間評価での指摘事項と対応状況  

カテゴリー  指摘事項  対応状況  

事業の位置付け・必要性  
なし。  －  

研究開発マネジメント  ①世界的な開発動向を調査

し、目標値を見直すこと。  

 

②企業間でシナジー効果が生

まれるよう、連携強化するこ

と。  

①毎年各研究分野の世界技術レベ

ルの定点調査を実施している。  

②革新チタン材料で、スポンジチ

タン開発と薄板プロセス開発を統

合し、垂直連携テーマとした。  

革新鋼板分野で、素材の腐食、水

素脆性等の協調テーマを開始し

た。  

中高炭素鋼の接合技術分野は、大

阪大学接合研を中心とした体制に

統合した。  

研究開発成果  ③目標の早期達成が見込める

テーマは、計画変更を考慮す

ること。  

 

④今後、国際標準化・規格化

等の検討が望まれる。  

③革新鋼板分野は成果が顕著であ

り、最終目標 を 5 年前 倒しの

2017 年度末に再設定した。  

④素材研究開発分野毎、推進して

いる。  

成果の実用化・事業化  ⑤早期にユーザー側企業と連

携し、開発対象の目標レベル

や必要時期、コストなどを具

体化すること。  

⑤革新鋼板分野は実用化を早々に

進めるためプロジェクトからの卒

業を促す。  

プロジェクト内にユーザー企業を

取り込むとともに、外部専門家を

招へいし目標レベルを見直してい

る。  
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カテゴリー  指摘事項  対応状況  

事業の位置付け・必要性  
指摘事項なし  －  

研究開発マネジメント  各素材のテーマ設定は良好であ

るが、各素材間の連携について

不明な部分があるため、リアル

タイムで情報共有をしながら、

方針決定と実行、そして評価に

基 づ いて 軌 道 修 正 でき る よ う

に、全体を俯瞰しつつ、かつ小

回りのきくマネジメントが望ま

れる。  

「戦略基盤」研究の中で素材を超

えた連携を推進してきた。「マル

チマテリアル技術開発」を「戦略

基盤」から特出しし、推進する過

程で、異種材料のデータを集約す

るとともに連携を強化する取り組

みを行っている。また、素材ごと

に別々だった開発テーマを 1 つの

部材開発テーマに集約するなど連

携を図った。  

研究開発成果  ・最終的に材料を利用するユー

ザーがメンバーとして積極的に

係わっている分野とそれほど明

確でない分野があるため、横串

を通す役割を担っていると考え

ら れ る「 戦 略 基 盤 」と 協 力 し

て、最終材料使用ユーザーとの

連携についても更なる推進をは

かってほしい。  

・各テーマの目標設定について

は、トップクラスの材料の創製

を目指しているが、プロジェク

トの後半では、最終的な目標で

ある軽量化とコスト低減に向け

て、ユーザーニーズをよく勘案

し、材料特性バランスや開発コ

ストの面から見直したほうが良

い。  

・従前からユーザーとの連携を進

めてきた所であるが、「構造体接

合部の設計・評価」テーマを新規

に立ち上げ、自動車メーカーと材

料メーカーが協調する仕組みを強

化するという方針の下、自動車

メーカーの技術者を委員とする委

員会を設置し連携を図っている。  

・プロジェクト後半では、実用化

により力点を置き、ユーザーニー

ズを勘案した開発内容・目標値に

修正した。具体的には研究開発項

目として「マルチマテリアル技術

開発」を追加し、マルチマテリア

ルでの軽量化手法の検討を行って

いる。  

成果の実用化・事業化  ・最終製品ユーザーとの関わり

が薄いと感じるテーマもみられ

るため、「戦略基盤」などとも連

携して、実用化・事業化に向け

た 検 討を 推 し 進 め るべ き で あ

る。  

・ 材 料開 発 が 進 展 して き た た

め、ユーザー企業に対して、よ

り具体的に形状や設計に必要な

物性値、材料の必要時期等を確

認すべきである。  

・従前からユーザーとの連携を進

めてきた所であるが、「構造体接

合部の設計・評価」テーマを新規

に立ち上げ、自動車メーカーと材

料メーカーが協調する仕組みを強

化するという方針の下、自動車

メーカーの技術者を委員とする委

員会を設置し連携を図っている。  

・マルチマテリアル設計を推進す

る中で、自動車メーカーからの必

要情報取得を推進するため、自動

車メーカーの技術者を委員とする

委員会を設置した。  

表 2-4 2017 年度中間評価での指摘事項と対応状況  
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カテゴリー  指摘事項  対応状況  

事業の位置付け・必要性  
指摘事項なし  －  

研究開発マネジメント  【１】ユーザーが関与する体制

を構築しているとまでは言い切

れず、差別化が有望視できる検

査技術の開発や残留応力の評価

手法などが、他のテーマに十分

に展開（応用）されていないな

ど、実施者間の連携関係が十分

に明確だったとは言い難い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２】「材料」「接合」「トポロ

ジー最適化」「実装」での各要素

および横串での「コスト設計」

が明確でなく、推定できる範囲

ででも、今後は明示することが

望まれる。  

【１】これまでもマグネシウム製

車両構体の開発では材料メーカー

に加え、車両を製造している川崎

重工業、総合車両製作所も加わり

体制を構築している。また、マル

チマテリアル設計技術開発とマル

チマテリアル防食評価技術の開発

では自動車技術会の委員を有識者

として、ユーザー視点を取り入れ

マネジメントを行ってきている。

第４期からは自動車の部材や部分

骨格において軽量化の検証を行う

予定であり、ユーザー企業出身者

が主体的に関与し、またテーマ間

の成果を連携できる体制を構築す

る予定である。  

検査技術、評価手法等について

は、これまで各テーマを軸に検討

を行っていたが、第４期は他の

テーマに横展開するべくマネジメ

ントを行っていく。  

 

【２】第４期から行う自動車の部

分試作や部分骨格の試作を通し

て、可能な範囲でコスト設計を明

確化していく。  

 

研究開発成果  【３】成果は、事例実行の域に

とどまり、定量的な評価が行わ

れていない事業も見られた。こ

れらの状況に対して、解決の方

針は示されていたが、達成でき

なかった原因の分析は不十分で

あるように思われる。 

 

【４】報告書上では最も主幹と

なる、車体軽量化の 50%の目標

値の定義が明確でなく、今後、

輸送機器の使用条件をどのよう

に変更した上で、どの部分の質

量を 50%軽量化するのかの定義

が必要と思われる。  

 

 

【３】１年ごとに行われる技術推

進委員会にて達成できなかった要

因についても説明し外部委員から

コメントをいただき次年度の目標

設定に反映している。  

 

 

 

【４】2015 年、2017 年と 2 回に

わたり自動車の車体軽量化シナリ

オについて調査事業を行なってい

る。軽量化の定義については、調

査事業の結果等をもとに NEDO 技

術戦略研究センター作成の高機能

材料（構造材料）分野の技術戦略

（非公開）において考察がなさ

れ、個別材料の目標に落とし込ま

れている。その目標をもとにプロ

ジェクトの最終成果として各部品

の試作評価、シミュレーションを

行い、来年度行う調査事業にて今

後の自動車車体軽量化の動向を参

考に、軽量化における最適化案を

最終の成果報告書に明示する。 

表 2-5 2020 年度中間評価での指摘事項と対応状況  
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成果の実用化・事業化  【５】技術の実用化に向けた戦

略 や 具体 的 取 組 は 確認 で き る

が、それらを市場に提供するた

めの事業化の計画及びマイルス

トーンの検討は見え難かった。

これに伴い、市場への製品提供

のための市場の要求分析、解決

方針や経済的・社会的効果の分

析 及 び予 測 に つ い て、 十 分 で

あったとは言い難い。今後は、

新 構 造 材 料 技 術 研 究 組 合

（ ISMA） を 中 心 と し た 本 プ ロ

ジェクトで得られた成果を、我

が国の産業に対して普及する体

制づくりを立案していただきた

い。 

 

【５】事業化計画は各企業の戦略

に基づくため公開しづらい。一

方、市場要求や経済的・社会的効

果の分析及び予測については、

2017 年度調査以降の社会情勢の変

化を踏まえた調査を実施し、出口

戦略に反映していく。産業界への

普及については、すでに PJ 内に

鉄鋼メーカーや自動車メーカが参

画しており、実用化を見据えた研

究開発を行っているところである

が、今後２年間では産業界への還

元について、分野ごとに拠点化を

進めデータの蓄積をはかるととも

に、PJ 終了後を見据えた具体的な

検討を経産省と開始しているとこ

ろである。 

 

 

5.評価に関する事項  

NEDO は、（1）事業の位置付け・必要性、（2）研究開発マネジメント、（3）研究開

発成果、（4）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みの 4 つの評価項目につい

て、外部有識者による中間評価及び事後評価を実施する。  

中間評価は、プロジェクト期間の前半 5 年の中で 3 年目の 2015 年度及び 5 年目の

2017 年度に実施した。また後半 5 年も同様に 3 年目の 2020 年度に中間評価を行い、

最終年度終了後に事後評価を実施する。なお、中間評価等の結果を踏まえ必要に応じ

プロジェクトの加速・縮小・中止、及び助成事業への移行等の見直しを迅速に行う。

評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進

捗状況に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。  

2015 年度、2017 年度、2020 年度の中間評価については以下の通り。
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2015 年度中間評価分科会  
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2015 年度中間評価結果  
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2017 年度中間評価分科会  
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2017 年度中間評価結果  
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2020 年度中間評価分科会  
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2020 年度中間評価結果  

 

 



 

3-1.1-1 

 

3.研究開発成果について 

1.事業全体の成果 

1.1 成果の概要 

(1)背景と目的 

 エネルギー消費量削減やCO2排出量削減は、国際的な重要課題である。産業・運

輸・民生の各部門で様々な対応が図られており、例えば運輸部門では、世界的に自動

車に対する厳しい燃費規制が設定されている。我が国においても、CO2総排出量の

20%近くが自動車からの排出であり、今後のCO2排出量削減に向けて、自動車の燃費

向上に係る技術開発が重要となる。 

自動車の燃費改善に係る課題には、エンジンを始めとした動力機関の効率向上、車

両の軽量化、空気抵抗軽減などがある。中でも動力機関の効率向上に向けた研究開発

は精力的に取り組まれ、例えばハイブリッド車の普及に至っているが、エンジンシス

テムの開発も必要だが、これに加えて車両の軽量化もまた、燃費改善効果が高いとさ

れ、重要な取り組み課題の一つになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の車両軽量化技術開発では、軽量材料を適材適所に使うマルチマテリアル化が

進められている。その際、異種材料接合が鍵となるが、材質が大きく異なる材料間の

接合や、自動車としての安全性を保証する上で欠かせない接合部の性能評価技術など、

今後克服すべき数多くの技術課題が残されている。図 3-1.1-2 に鉄鋼材の軽量材を活

用した例を挙げる。  

また、構造材料そのものの軽量化も極めて重要な課題であり、高強度、高延性、不

燃性、耐食性、耐衝撃性等の機能が確保された軽量構造材の開発が必要である。それ

と同時に、これらの機能を損なうことのない接合技術や成形加工技術等の開発が求め

られる。 

図 3-1.1-1 自動車の重量と CO2 排出量の関係  

 

車体や材料の研究 
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（骨格:青、緑、茶;鉄鋼、鉄鋼材料  ｸﾛｰｼﾞｬｰ:灰、緑;樹脂、黄;ｱﾙﾐﾆｳﾑ等） 

 

 

(2)全体計画 

本事業では自動車を中心とした輸送機器の抜本的な軽量化（半減）に向けて、革新

的接合技術の開発や、鋼材、アルミニウム材、チタン材、マグネシウム材、炭素繊維

及び CFRP 等、輸送機器の主要な構造材料の高強度化等に係る技術開発を一体的に推

進する。これにより、輸送機器の燃費向上によるエネルギー消費量と CO2 排出量の削

減、我が国の部素材産業及びユーザー産業の国際競争力強化を目指す。 

 

①アウトプット目標  

輸送機器の抜本的な軽量化（自動車の場合は半減）のために、必要な革新的構造材

料技術や革新的接合技術及びマルチマテリアル技術を開発する。目標を達成するため

に以下の研究開発項目について、開発を行う。  

 

研究開発項目①「マルチマテリアル技術開発」  

解析対象のモデル化、解析結果の可視化とトポロジー最適化法を連携した解析シス

テムの構築、異材接合を対象としたマルチマテリアル界面評価・モデル化の検討、車

体構造適用可能性検討を行い、設計ツールとして完成させ、本プロジェクトの開発材

料･接合手法による詳細設計に進展し、最終的にマルチマテリアル設計車体の提案を

行う。本研究開発では異種材料の開発成果の集約・連携が重要であるため、連携を促

す体制・仕組みを構築し、活動を推進する。 

 

研究開発項目②「接合技術開発」  

中高炭素鋼を含む超ハイテン鋼やチタン材といった難接合材の接合、金属／CFRP 

間等の異種接合に適用できる革新的な固相摩擦撹拌接合技術や溶融接合技術等を開発

する。また、異種接合固有の電食や熱歪みに関する評価技術の開発を行う。さらに異

材接合に対応するための構造材料用接着技術の開発を進め、中高炭素鋼／中高炭素鋼

接合技術の開発については、共通基盤技術である摩擦撹拌接合について、実用化に向

けた研究を加速し、コスト競争力に優れ、用途が想定された革新的接合技術を開発す

アルミ

高強度ハイテン鋼

アルミ
アルミ

高強度ハイテン鋼

アルミ/樹脂

樹脂/アルミ

アルミ

樹脂

アルミ/樹脂

アルミ/樹脂
 

図 3-1.1-2 本プロジェクトで扱うモノコック車体の材料構成  
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る。最終的に、マルチマテリアル設計技術と連携しながら、材料選択に応じた適切な

継手性能を発揮する接合プロセスの技術開発とその基盤研究を実施する。 

 

研究開発項目③「革新的チタン材の開発」  

 生産性を向上した新規のチタン製錬技術やチタン材加工技術開発（製錬・溶解・熱

延工程を革新的に短縮した高機能チタン薄板製造技術開発、連続一貫製造プロセス技

術など）を行うとともに、チタン材の構造制御や不純物濃度低減技術等による高機能

チタン材の開発を行う。 

 

研究開発項目④「革新的アルミニウム材の開発」  

アルミニウム材の構造制御技術等を確立することで、強度や延性を向上させた革新

的なアルミニウム材を実現する。また、海外メジャー企業並みの低価格を実現できる

新規アルミニウム材製造プロセス等の開発を進める。また、複層アルミ合金における

設計、組織解析・制御技術の開発ではさらなる強度・伸びバランス向上のための合金

組成の組み合わせ、クラッド構成の最適化を行なう。さらに、部材特性の向上策とし

て、成形性向上のための材料設計指針を提示する。また、ハイアップグレード技術と

して、アルミニウム材新製造プロセス技術開発を行う。 

 

研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」  

可燃性や難加工性といった欠点を克服するため、マグネシウム材の組織制御により

強度や延性、耐熱性などの材料特性を向上させたレアアースフリーマグネシウム材の

開発を行う。また、大型展伸材を製造するための革新的製造プロセス技術等の開発に

加え、マグネシウム材の特性評価技術開発を併せて行う。さらに疲労特性を始めとす

る長期性能を予測するためMI（マテリアルズ･インテグレーション）システムを適用

し、上記性能を予測するためのモジュール及び統合されたワークフローを構築する。

最終的に、自動車用部材および高速車両用構体への適用による試作、検証を行う。 

 

研究開発項目⑥「革新鋼板の開発」  

レアメタル添加量が極限まで抑えられた次世代中高炭素鋼板の開発を目標とし、鋼

板製造工程を精密制御し、レアメタルに代えて鋼材中の既存軽元素が強度や延性など

の特性に及ぼす機能を最大限に発現させる技術や、鋼材中の結晶粒微細化・組織制御

技術などの各種アプローチの高度化を図る。また同時に、中高炭素鋼開発の加速化に

貢献する革新的な解析・評価技術を開発する。さらに、高強度鋼板の異相界面腐食解

析及び水素脆化に関する研究開発を開始し、構造用材料としての信頼性の向上を図る。 

 

研究開発項目⑦「熱可塑性CFRPの開発」  

 量産プロセスに適用できるレベルの熱可塑性CFRPと金属材料との接合技術を開発

し、接合部の耐久性等の評価解析技術を確立する。また、熱可塑性CFRPの中間基材

の開発と、その特性に基づいた構造設計、成形加工、性能評価等に係わる技術開発を

包括的に実施する。さらに、リサイクル炭素繊維及び革新炭素繊維の適用評価を行い、
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LCA上優位な省エネルギー技術を開発する。 

 

研究開発項目⑧「革新炭素繊維基盤技術開発」 

アクリル繊維ポリマーをベースとする溶剤可溶性かつ完全耐炎化ポリマーにおいて、

目標性能（フィラメント径 7μｍ、弾性率 240GPa、強度 4GPa）を満たす耐炎ポリ

マーの反応プロセスならびに湿式紡糸技術（3K または 6K）を確立する。また、マイ

クロ波による炭素化プロセス技術においては、マイクロ波による太繊度前駆体の安定

的な炭素化を実現するため、炭素化過程における化学構造変化や電磁気学的な性質変

化と機械特性との相関関係を明らかにする。  

 

研究開発項目⑨「戦略・基盤研究」 

構造材料技術についてテーマ化のための重点調査を行うとともに、接合技術と個別

課題（材料）に関する研究開発と、自動車等の輸送機器への適用との関係を踏まえた

定点観測的な調査を実施する。また、低圧･超高速 CFRP 成形技術と戦略基盤の中で

実施するライフサイクルアセスメント（LCA）とマルチマテリアル信頼性設計技術に

関する調査研究(拠点化)に関わる研究の取り組みを行い、課題を明確化する。マルチ

マテリアル化に伴う腐食に関しては、評価技術及び表面処理技術の開発を行う。  

中性子等量子ビームを用いた構造材料等解析技術の開発は、小型中性子装置を完成

させ観測を開始するとともに中性子分析法のさらなる高度化を図る。  

 

②アウトカム目標  

現在使用されている輸送機器の原材料を革新的新構造材料に置き換えることで軽量

化を図り、2030 年において、373.8 万 t の CO2 削減及び 1.2 兆円規模の売り上げが期

待される。 

 

(3)実施体制  

NEDO から新構造材料技術研究組合（以下、ISMA という）に委託し、本プロジェ

クトを推進した。東京大学 岸輝雄名誉教授をプロジェクトリーダー、金沢工業大学 

影山裕史教授をサブプロジェクトリーダーとし、NEDO との指示・協議の下で本プロ

ジェクトを推進した。 

ISMA は、事業概要に規定した研究開発項目を、テーマ毎に再委託・共同実施先と

ともに遂行した。 

 

(4)運営管理 

本事業においては、事業の立ち上げ段階から事業終了に至るまで適宜適切な運営管

理に努めた。また、本事業の進捗状況や成果、将来像について情報共有することを目

的とした成果報告会などを実施した。 
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(5)研究開発成果  

 

表 3-1.1-1 研究開発項目と主な成果 

研究開発項目 主な研究開発成果 

①マルチマテリアル

技術開発 

・レベルセット法トポロジー最適化によるマルチマテリアル軽量化設計技術

を開発し、プロジェクトの開発材料・接合手法による成果を集約し、最終

的にマルチマテリアル設計車体の提案まで行った。  

・トポロジー最適化手法とダイレクトプロセッシングの金属積層造形によ

り、世界初のマルチマテリアルのサスペンションタワーを試作実証した。  

・開発成果の革新材料と革新接合・接着技術を適用したマルチマテリアルボ

ディーの部材試作を行い、実車レベルでの各種衝突安全性能を有しなが

ら、ベース車両の従来部材に比べて軽量化（32%～60%）を達成した。  

 

②接合技術開発 ・開発鋼を用いて摩擦攪拌点接合（FSSW）や連続接合技術を確立した。ま

た、印加圧力により接合温度を制御できる線形摩擦接合(LFW)を開発し、

開発鋼の変態温度(A1 点)以下の低温接合に成功した  

・マルチマテリアル接合における異材接合界面構造の評価解析と強度発現機

構を解明し、車体構造設計や接合プロセス制御に展開できる異材接合継手

の評価技術を開発した。  

・異材接合継手性能をデータベース化し、さらに、蓄積データを用いた接合

性能評価予測を行う接合技術インテグレーション・システムのアルゴリズ

ムを構築した。  

・自動車車体の構造材料用の接着技術の実用化を想定して、十分な強度・耐

久性と信頼性が担保された接着剤・接着技術を開発した。  

 

③革新的チタン材の

開発 

・汚染機構の把握と汚染元素低減の要素技術を開発することにより、実機ス

ケールの高品質スポンジチタン高効率製造技術を確立した。  

・開発スポンジチタンを適用し、現行品よりリードタイム・強度延性バラン

スに優れた非溶解型の低コスト薄板製造プロセスを開発した。  

・熱処理条件を最適化することで、現行材と比較して強度 20％向上した高

被切削性チタン合金を開発した。併せて、高被削性チタン合金のスケール

アップ検証も完了した。  

 

④革新的アルミニウ

ム材の開発 

・ねじり鍛錬加工による引張強度 750MPa 高強度アルミニウム合金の製造技

術を開発し、最弱方向のき裂進展特性の向上も確認した。  

・ Sc 元素を添加した自動車部材用の革新 5000 系合金（引張強さ≧

250MPa）、革新 6000 系合金（引張強さ 360MPa を達成）を開発した。  

・複層アルミ合金の開発において目標強度と延性を達成し、フロントサイド

メンバーおよび B ピラー等の部材適合性を確認した。  
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・イオン液体を用いた高純度アルミニウムへのハイアップグレード技術の開

発を進め、電解液の選定により 99.9％相当の精製 Al が回収可能であるこ

とが確認でき、ハイアップグレード技術の指針を確定できた。  

 

⑤革新的マグネシウ

ム材の開発 

・鉄道車両等大型部材への適用可能性実証として、新幹線試験車両の床パネ

ルを Mg 開発合金で置換する試作評価を推進。開発合金の優れた比強度お

よび難燃性を利用して、軽量化を（約 30％減）を実現した。  

・自動車用構造部材への適用技術開発として、易加工性 Mg 合金板材を開発

し、低温（150℃）成型技術を確立した。材料温度 150℃でアウター・イ

ンナー成形およびヘミング化工に成功し、フロントフード部材（約 45％

減）を試作実証した。  

 

⑥革新鋼板の開発 ・引張強度 1.5GPa 以上、伸び 20%以上の高強度高延性中高炭素鋼を開発。

冷間成型加工による A ピラー部材の試作を実証した。  

・開発鋼（引張強さ 1500MPa 超級）の実用化を見据え、破壊メカニズム

（き裂伝ぱ形態、ミクロ組織とき裂の相関）に裏付けられた材料信頼性評

価（水素助長き裂伝ぱ評価）の解析技術を開発した。  

 

⑦熱可塑性 CFRP の

開発 

・LFT-D（Long Fiber Thermoplastics-Direct）プロセスにより CFRTP 製シャー

シー、フロアパネルの試作に成功した。  

・過熱水蒸気法による炭素繊維（CF）回収システムを構築し、リサイクル

CF の LFT-D 成形技術、LFT-D 廃材のリサイクル技術を開発した。  

⑧革新炭素繊維基盤

技術開発 

・前駆体候補物質の絞り込みの結果、引張試験において、引張弾性率が

240GPa、破断伸度 1.5％の炭素繊維が得られるなど、目標値をクリアする

結果を得た。  

・PAN 系前駆体を用いた耐炎化糸を使用したマイクロ波炭素化実験におい

て、引張弾性率 247GPa、破断伸度 1.7％を示す炭素繊維の製造に成功し

た。  

 

⑨戦略・基盤研究 ・新材料の材料代替効果定量技術の開発として、材料の物質フローやリサイ

クル性なども加味し、時間的・空間的に拡張した材料のライフサイクル全

体を評価できる LCA 評価手法を開発した。  

・産総研に新規小型中性子解析装置を立ち上げ、マルチマテリアル部材等の

非破壊分析評価を進めたほか、小型中性子 3 施設（北大・理研・産総研）

による中性子構造材料解析ネットワークの有効利用に向け、標準試料や共

通試料測定で得られたデータを整理し、データ解析事例集を整備した。  

・実車を用いた腐食試験による腐食環境データの総合的な解析により、マル

チマテリアル部材のガルバニック腐食評価技術を開発した。本腐食評価法

は自動車産業界利用に向け標準規格化を計画する。  
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・プロジェクト終了後も成果活用できる体制構築を目指して、産総研を連携

研究ハブに主要技術の研究開発拠点が、事業成果である各種データの利活

用体制を整備し、社会実装に向けた拠点運用準備が完了した。  
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2.研究開発項目毎の成果  

2.1 研究開発項目①「マルチマテリアル技術開発」  

2.1.1［テーマ番号４９］マルチマテリアル設計技術開発（FS 研究）（2017 年度）  

  ［テーマ番号５９］マルチマテリアル車体軽量化に関わる革新的設計技術の開発

（2018 年度～2022 年度）  

2.1.1.1 テーマの概要  

(1)背景と目的 

 自動車や航空機等輸送機の軽量化には、異種材料を適材適所に配置したマルチマテ

リアル構造の導入が必要不可欠である。しかし、その設計手法は確立されておらず、

現状では単なる材料置換にとどまっている。異種材料接合のモデル化も含め、マルチ

マテリアル構造最適化の設計手法等の確立をはじめとした総合的な技術開発が急務と

なっている。 

 本研究開発では、これらの課題を解決するために、マルチマテリアル構造設計に適

した解析手法であるトポロジー最適化法の適用により、設計ツールを開発する。 

(2)目標値 

 本研究開発では、解析対象のモデル化、解析結果の可視化とトポロジー最適化法を

連携した解析システムの構築、異材接合を対象としたマルチマテリアル界面評価・モ

デル化の検討、車体構造適用可能性検討を行い、設計ツールとして完成させ、「革新

的新構造材料等開発」プロジェクトの開発材料・接合手法による成果を集約し連携を

図りつつ詳細設計を行い、最終的にマルチマテリアル設計車体の提案を行う。 

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

トポロジー最適化解

析システムの整備  

(2017 年度、FS) 

 ・解析システムプ

ラットフォームの

整備  

・ソルバーとの連

携検証  

  

評価解析モデルによ

る実装評価  

(2017 年度、FS) 

 ・3D シェルモデ

ル実装基礎検討  

・3D 簡易部分モ

デルの作成・評価  

  

解析対象車体の構想

設計  

(2017 年度、FS) 

 ・対象車体の仕様

策定  

・評価項目の選定  

  

トポロジー最適化シ

ステムの構築  

（2018～2022 年

度）  

  ・複数の材料（マ

ルチマテリアル）

のトポロジー最適

設計法を構築する

。  

・動的現象を対象

としたトポロジー

・マルチマテリア

ルトポロジー最適

設計法の構築・実

装を行う。  

・マルチマテリア

ル対応システム化

を行う。  

表 3-2.1.1-1 研究開発目標  
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最適設計法を構築

する。  

・複数の材料・線

形過渡応答問題の

トポロジー最適化

結果を評価・検討

及び他の CAE ツ

ールと連携可能な

システムを構築す

る。  

・CAD・CAE モ

デル作成システム

の開発を行う。  

・解析・最適化高

速化の検討を行

う。  

マルチマテリアル界

面評価・モデル化  

（2018～2022 年

度）  

  ・数値解析技術に

よるマルチマテリ

アル界面のモデル

化を達成する。ト

ポロジー最適化シ

ステムとの連携可

能な適切な方法を

検討する。  

・有望と考えられ

る接合法によって

作製された試験片

をモデル化し、マ

ルチマテリアル界

面として評価検討

する。  

・マルチマテリア

ルトポロジー最適

化における界面評

価モデルの開発を

行う。  

・非線形構造解析

による厳密な界面

評価を行うための

界面評価技術・モ

デルの開発を行

う。  

車体構造適用可能性

検討  

（2018～2021 年

度）  

  ・複数の材料の利

用を想定した対象

問題を選定し、そ

のデータを作成す

る。  

・車体構造への展

開を目的としたソ

フトウェアの大規

模問題への拡張を

検討する。  

・最適構造の工学

的な妥当性を検証

・評価する。  

・一材料最適車体

部分構造の実験検

証を行う。  

・大規模車体モデ

ルへの対応を行

う。  

・マルチマテリア

ル最適化の車体部

分構造への適用を

行う。  

・車体モデルへの

組込と効果検証を

行う。  

マルチマテリアル実

設計への適用  

（2020～2022 年

度）  

  2021 年度より実

施予定のトポロ

ジー最適化による

詳細設計の事前準

備として 2019 年

・車全体のマルチ

マテリアルトポロ

ジー最適化を図る

。薄板構造で構成

される板組構造創
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度に入手したリ

バースデータをも

とにリバースエン

ジニアリングモデ

ルによる剛性・衝

突特性評価とトポ

ロジー最適化のた

めのデータ抽出を

実施する。  

成法の有効性を検

討する。  

・非線形構造解析

により、マルチマ

テリアルボディ構

造の衝突安全性の

評価し、必要であ

れば、構造案の改

良を行うとともに

、最終構造案を整

理しまとめる。  

・さらなる車体軽

量化の可能性検討

のため、典型的な

部材を対象とした

トポロジー最適化

を適用した三次元

積層造形法による

部材試作・評価の

ためのマルチマテ

リアル設計案を提

案する。  

 

(3)全体計画 

本研究開発では、解析対象のモデル化、解析結果の可視化とトポロジー最適化法を連

携した解析システムの構築、異材接合を対象としたマルチマテリアル界面評価・モデル化

の検討、車体構造適用可能性検討を行い、設計ツールとして完成させ、「革新的新構造材

料等研究開発」プロジェクトの開発材料･接合手法による成果を集約し連携を図りつつ詳

細設計を行い、最終的にマルチマテリアル設計車体の提案を行う。  

 

(4)実施体制 

 新構造材料技術研究組合、株式会社アルモニコス、株式会社メカニカルデザイン、

株式会社トヨタカスタマイジング&ディベロップメント(2021 年度〜2022 年度)およ

び、再委託先である京都大学、東北大学(2021 年度〜2022 年度)が連携し、実施した。
また、車体軽量化に対する各自動車会社のニーズ、実際の車体設計を行なう上での必要条

件等を的確に把握するため、自動車技術会構造形成技術部門委員会と連携し、適切な助

言や設計指針の教示等を得られる体制のもとに実施した。 
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(5)運営管理 

各分担研、再委託先である京都大学、  ISMA で毎月、月例会議を開催し進捗・技術

の共有を行った。また、これらのメンバーと、産業界からは自動車技術会の会員、学

術会からは本分野の専門家らを推進委員とし、推進委員会を毎月開催した。本推進委

員会では、各分担研、再委託先からの進捗報告をもとに、推進委員から毎回助言をも

らうとともに、適宜別の機会を設け、詳細な議論を行なった。 

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度） 

開発する設計ツールを自動車関連企業に展開することにより、マルチマテリアルを基

にしたボディ構造およびボディ部分構造等の高機能化設計の支援を行うことができる

。また、高機能で軽量なボディ構造案を提案し、その構造案を自動車関連企業に展開

することにより、大幅な軽量化を図ることができ、CO2 削減・省エネルギーが可能と

なる。 

 

2.1.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

トポロジー最適化

システムの構築  

・マルチマテリアル

トポロジー最適設計

法の構築・実装を行

う。  

・マルチマテリアル

対応システム化を行

う。  

・CAD・CAE モデル

作成システムの開発

を行う。  

・解析・最適化高速

化の検討を行う。

(2022 年度) 

・プリポストシステムを含め

たマルチマテリアルトポロジ

ー最適化システムの構築を行

い、トポロジー最適化計算の

為のパラメータ設定、トポロ

ジー最適化計算の実行とトポ

ロジー最適化計算結果による

材料毎の表示・ステップ毎の

表示切替、断面表示等により

、材料形状の詳細をインタラ

クティブに確認することがで

きるようになった。  

◎ 

 

表 3-2.1.1-2 最終目標と達成度  

 

【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】 【再委託先】

（調布分室） 東北大学

株式会社トヨタカスタマイジング
＆ディベロップメント

（国立大学法人）

「マルチマテリアル部材の実設計への適用、三

次元積層造形基礎製造技術の開発」を再委託
（湘南分室）

新構造材料技術研究組合 京都大学

（本部） （国立大学法人）

株式会社アルモニコス 「トポロジー最適化システムの構築、マルチマテ

リアル界面評価･モデル化、車体構造適用可能
性検討」を再委託（浜松アクト分室）

株式会社メカニカルデザイン
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マルチマテリアル

界面評価･モデル

化  

・マルチマテリアル

トポロジー最適化に

おける界面評価モデ

ルの開発を行う。  

・非線形構造解析に

よる厳密な界面評価

を行うための界面評

価技術・モデルの開

発を行う。  

(2022 年度) 

・マルチマテリアルトポロ

ジー最適化における接着・接

合の影響に関し、テーマ 64

と連携し、評価を行なった。  

・非線形構造解析によるマル

チマテリアル界面評価を行な

い、テーマ 64 で実施された

クーポン試験に対応した解析

モデルを構築した。  

◎ 

 

車体構造適用可能

性検討  

・一材料最適車体部

分構造の実験検証を

行う。  

・大規模車体モデル

への対応を行う。  

・マルチマテリアル

最適化の車体部分構

造への適用を行う。  

・車体モデルへの組

込と効果検証を行

う。  

（2021 年度）  

・リバースエンジニアリング

により作成した BIW モデル

の計算を実施し、元になった

車体構造よりも軽量な最適解

を得た。  

・サブストラクチャリング法

の導入と、ソフトウエアの並

列化により実車の大規模モデ

ルの計算を可能にした。  

・得られた最適解について、

詳細な有限要素モデルにより

剛性等価で軽量であることを

確認した。  

◎ 

 

マルチマテリアル

実設計への適用  

・車全体のマルチマ

テリアルトポロジー

最適化を図る。薄板

構造で構成される板

組構造創成法の有効

性を検討する。  

・非線形構造解析に

より、マルチマテリ

アルボディ構造の衝

突安全性の評価し、

必要であれば、構造

案の改良を行うとと

もに、最終構造案を

整理しまとめる。  

・さらなる車体軽量

化の可能性検討のた

め、典型的な部材を

対象としたトポロ

ジー最適化を適用し

た三次元積層造形法

による部材試作・評

価のためのマルチマ

テリアル設計案を提

案する。  

(2022 年度) 

・車全体を対象とした 5 材

料マルチマテリアルトポロ

ジー最適化を行なった。  

・薄板構造で構成される板組

構造創生法の有効性を検討し

た。  

・マルチマテリアルボディ構

造の衝突安全性の評価を行な

い、最終構造案を整理しまと

めた。  

 

・マルチマテリアル 3D 積層

造形法によるサスペンション

タワーの試作・評価を行い、

異材接合部における脆化層の

抑制効果等従来にない貴重な

知見を得ることができ、構造

材料への適用可能性を実証す

ることができた。  

 

◎ 

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達 
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(2)研究開発の成果と意義 

研究開発項目 I(2017 年度、FS) トポロジー最適化解析システムの整備 

2017 年度 FS にて、解析システムプラットフォームとして、Hyperworks と spFrame

を選定した。spFrame では、Hyperworks により作成された有限要素モデルのデータ

に、レベルセットトポロジー最適化固有のデータを追加して入力データを作成する

機能、レベルセットトポロジー最適化計算の実行を管理する機能を開発した。また、

等値面表示機能など、通常の有限要素解析とは異なるレベルセットトポロジー最適

化固有の機能を実装した。以上の開発により、 spFrame による面データ作成→ 

Hyperworks による有限要素モデル作成→ spFrame による入力データ作成→spFrame

からのレベルセットトポロジー最適化計算実行→ spFrame による計算結果の表示に

至る一連の検討が、ストレスなく実行可能になった。最適化計算を実行するソル

バーについては、単一材料のみ利用による部品レベルの静的剛性最大化が実用的に

実行できる Fortran コードを開発した。  

また、本研究をふまえて、マルチマテリアル車体設計への適用を前提に、レベル

セットトポロジー最適化を解析システムプラットフォーム上に実装する際の課題を

抽出した。それらの課題のうち、FS 研究の段階で実用性判断に不可欠と判断した機

能は、選定した解析システムプラットフォームに実装を行った。今回実装を行った

主な機能は、spFrame については等値面表示機能、入力データ作成機能である。最

適化計算実行ソルバーについては、4 面体要素の導入、収束性の改善、計算の高速

化などである。特に、計算時間は構造部品の解析においても削減の必要があり、疎

行列の効率的なソルバーである PARDISO の実装、および OpenMP による並列化を

行い、現実的な計算時間に収まることを確認した。なお、FS 研究では単一素材のみ

を対象としているが、マルチマテリアル化の実装の適用可能性を確認する必要があ

ると判断したため、マルチマテリアルトポロジー最適化のアルゴリズムの基礎部分

を実装した。車両の構造部品の剛性最大化問題に適用し、その有効性も確認した。  

 

研究開発項目 II(2017 年度 FS)評価解析モデルによる実装評価 

今回整備したトポロジー最適化解析システムの妥当性を検証するため、過去の研

究において解かれたことのある簡易モデルの剛性最大化解析、および車両の構造部

品を想定しモデルの剛性最大化解析を行った。  

先行研究との比較では、論文に載っている形状と似た最適形状が得られ、トポロ

ジー最適化解析システムの基本的な部分が正しく機能していることを確認した。  

車両の構造部品を想定した部品は、自動車技術会より提供を受けた、サスペンショ

ンタワー、フロントバンパーメンバおよび B ピラーの三部品のモデルについて剛性

最大化解析を行った。  

 

研究開発項目 III(2017 年度 FS)解析対象車体の構想設計  

設計解析モデルによる実装評価の結果より、レベルセットトポロジー最適化から

最適構造は、与えた計算条件の範囲では物理的に妥当ではあるが、これらの結果を

実際の車体構造へすぐに適用できるという結論にはならない。例えば、B ピラーの

最適化結果図 3-2.1.1-4 を見ると、周辺部品との接合部の欠落、補器類の取り付け部

の欠落、荷重条件、境界条件が現実と整合しているかなど、いくつかの課題がある。  

これらの課題は、複数の制約条件を考慮することなど解析システムの機能追加に

よる解決が見込まれるものもあるが、適切な非設計領域の設定や、適切な計算条件

の導入など、利用者による適切な問題設定により解決が必要な場合があることが分

かった。  

また、車体構造には多くの要求性能があり、静剛性の最適化だけでは対応できな

い。レベルセットトポロジー最適化システムのユーザである自動車技術関係者との
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情報共有により、静的剛性のほかに固有振動数が必要と結論付け設定した。  

今回の FS 研究により、車両の構造部品の設計には適用できる可能性が高いことが

確認できたが、最終的には車体構造全体への適用が目標である。最初の段階では、

設計変数を除く部分に現行の車体モデルから求めた特性を境界条件のように使い、

車体構造全体としての特性を最適化する方法を採用する。車体構造全体を設計変数

とし、全体を同時に最適化するシステムへの発展は、次の段階とする。全体を同時

に最適化するシステムに必要な要件は、現時点で十分明らかになっているわけでは

ない。本研究のなかで検討を続ける必要があるとの結論とした。  

 

研究開発項目①トポロジー最適化システムの構築(2018-2022 年度) 

 2018 度は、3 次元静弾性問題を対象として、2017 年度 FS 研究で検証したレベル

セット法による形状表現と反応拡散方程式に基づくトポロジー最適化の方法を、複数

の材料を取り扱えるように拡張を行い実装した。同時に、開発したシステムを、自動

車技術会より提供された車体部品の簡易構造モデルに適用し、車体構造への適用が可

能であるか、マルチマテリアル化による軽量化が可能であるかを検討した。  

図 3-2.1.1-1 に検討に用いた、(a)サスペンションタワー、(b)B ピラーおよび(c)フロ

ントバンパーメンバの簡易構造モデル、表１に最適化の目的関数と制約条件を示す。

材料は鋼、アルミニウム、マグネシウムを想定しており、制約条件は設計領域を全て

鋼とした場合の平均コンプライアンスを基準としている。計算に用いた材料の Young

率、密度、Poisson 比はそれぞれ、鋼が 205GPa、7.9E-6 kg/mm3、0.3、アルミニウムが

69GPa、2.7E-6 kg/mm3、0.35、マグネシウムが 45GPa、1.8E-6 kg/mm3、0.29 である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-1 車体部品の簡易構造モデル  

 

 

 

簡易構造モデル 目的関数 制約条件（平均コンプラアインス比）  

(a)サスペンションタワー  質量 1.1 以下 

(b)B ピラー 質量 1.5 以下 

(c)フロントバンパーメンバ  質量 10.0 以下 

 

 

 

表 3-2.1.1-3 各モデルの目的関数と制約条件  
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図 3-2.1.1-2 サスペンションタワーの最適化結果(青：鋼、緑：アルミニウム、黄：マ

グネシウム) 

 

各モデルのマルチマテリアルトポロジー最適化の結果を表２に示す。いずれも 3 材

料の最適構造が、鋼のみよりも 10～20％程度軽量な結果となっている。また、鋼以外

の一材料との比較においても、3 材料の結果が最も軽量である。表の中で「解なし」

としているのは、設計領域を全て材料で埋めても、制約条件として指定した平均コン

プライアンスの値を満たせないことを示している。  

図 3-2.1.1-2 にサスペンションタワーの最適結果の材料分布を示す。図 3-2.1.1-2 に

示した 3 材料の材料分布から、荷重点まわりの設計領域には主に剛性の高い鋼が配置

され、その他の大部分は軽量なアルミニウムに置き換わっており、合理的な結果であ

ると判断した。  

以上の結果より、複数材料のトポロジー最適化手法が軽量化検討の有効な手段とな

り得る事、また、複数材料の組み合わせにより軽量な構造を設計できる可能性がある

ことが確認できた。  

2019 年度は、2018 年度に構築した、総質量、材料ごとの体積に関する制約のもと、

平均コンプライアンスを目的関数とする最適化問題のみを扱っていたが、総質量を制

約とする平均コンプライアンス最小化問題、平均コンプライアンスを制約とする総質

量最小化問題を扱えるように、本最適化システムの拡張を行なった（図 3-2.1.1-3、 

3-2.1.1-4）。さらに、2020 年度以降の車体構造への本最適化システムの適用をする際

に課題となるコストについてモデル化を行い、最適化問題への適用を行なった(図 3-

2.1.1-5)。  

 

 

 

 

 

 

 

 ３材料 鋼 アルミニウム  マグネシウム 

(a)サスペンションタワー  4.5 5.6 6.6 解なし 

(b)Ｂピラー 54.3 60.0 解なし 解なし 

(c)フロントバンパーメン

バ 
10.5 13.5 12.1 11.4 

表 3-2.1.1-4 最適解の質量（単位は kg）  



  

 

3-2.1.1-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-3 サスペンションタワーを対象とした総質量制約下での平均コンプライアン

ス最小化問題（青：鋼、緑：アルミニウム、黄：マグネシウム）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-4 B ピラー構造を対象とした質量最小化問題（青：鋼、緑：アルミニウム、

黄：マグネシウム）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-5 サスペンションタワーを対象としたコスト制約下での平均コンプライアン

ス最小化問題 

 

2019 年度までは、剛性の最適化問題を中心に扱ってきた。そして、2020 年度、

2021 年度に動的問題への拡張として、固有振動数の最大化問題を対象としたマルチマ

テリアルトポロジー最適設計法の構築をおこなった。2020 年度には、総質量、材料ご

との体積に関する制約のもと、平均コンプライアンスを目的関数とする３次元問題の

静剛性最適化システムの開発、および、固有振動数を目的関数とする動剛性最適化に

関する手法調査、２次元問題を対象とした最適化システムの開発を実施した (図 3-

2.1.1-6)。2021 年度は、動剛性最適化システムの３次元問題への拡張、計算の高速化

を行い、車体部分構造への適用を可能にした。(図 3-2.1.1-7)。並行して、平均コンプ



  

 

3-2.1.1-10 

 

 

ライアンスを制約として固有振動数を最大化する最適化システムについても開発を行

なった(図 3-2.1.1-8)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         (a)                               (b) 

図 3-2.1.1-6 片持ち梁を対象とした固有振動数最大化問題の最適化結果： (a)単材

料（赤色：スチール、青色：空洞）、 (b)複数材料（赤色：スチール、緑色：アル

ミ、青色：空洞）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-7 ３次元固有振動数最大化問題を対象としたマルチマテリアルトポロ

ジー最適設計法の数値計算例 : (左 )最適構造（青色：スチール、黄色：アルミニウ

ム、赤色：マグネシウム）、 (右 )最適構造の各固有振動モード  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-8 平均コンプライアンスを考慮したマルチマテリアル 3 次元固有振動

数最大化問題の数値計算例： (左 )最適構造 (青色：スチール、黄色：アルミニウ

ム )、 (右 )最適構造の各固有振動モード  

 

最終年度である 2022 年度は、これまでに開発したトポロジー最適化アルゴリズム

およびプログラムの安定性を狙った改良を進めた。そして、ベンチマークテストを実

施しシステムの有効性能検証を行なった(図 3-2.1.1-9)。そして、  BIW を対象とした 5



  

 

3-2.1.1-11 

 

 

材料トポロジー最適化計算を行い、後述する車体設計案のための構想設計を行った。

さらに、最適構造の製造コストを評価できる方法を開発し、その方法によりマルチマ

テリアル最適構造のコストを評価・検討を行なった（図 3-2.1.1-10）。  

 

 
図 3-2.1.1-9 マルチマテリアル３次元固有振動数最大化問題の数値計算例(左：一材料、

一次固有振動モード、中：一材料、一～三次固有振動モード、右：三材料、一～三次

固有振動モード) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-10 サスペンションタワーを対象としたコスト最小化問題の数値計算例

(左：コスト考慮、右：質量最小化) 

 

プリポストシステムの開発について、2018 年度、トポロジー最適化のソルバーに

マルチマテリアル対応の条件を渡せるように、FS 研究で開発したインターフェー

スを修正した（図 3-2.1.1-11）。また、ポスト処理機能として、ソルバーから出力

された複数のレベルセット関数値の等値面を計算して表示する機能を開発した。

材料分布の断面形状を表示する機能等も、マルチマテリアルの計算結果に対応さ

せた。  

高速化関連では、トポロジー最適化において最も計算時間を要する感度解析お

よびレベルセット関数更新のための有限要素法の計算部分について、GPU による

高速化が可能かを調査した。その結果、従来使用していた、 Intel 社 MKL の

PARDISO と同程度の計算時間で求まる場合があることを確認した。  
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図 3-2.1.1-11 最適化条件設定入力画面  

 

2019 年度には、マルチマテリアルトポロジー最適化計算結果における、各材料の領

域を得るためのレベルセット関数ごとの等値面ポリゴンのブーリアン演算システムの

開発を行なった。その結果、材料ごとのデータ（図 3-2.1.1-12）と材料間の界面デー

タ（図 3-2.1.1-13）の出力が可能となった。そして、トポロジー最適化計算に利用す

る行列計算に関して、新規に NVIDIA の CUDA-ver10.2 を導入することにより、

従来使用していた Intel 社の MKL Paradiso よりも計算を高速化できることを確認

した。また、アルモニコス社製の spScan を利用し、材料ごとの STL データより、リ

バース CAD データを作成するシステムの開発を行なった。得られたリバース CAD

データを Hyperworks に読み込み、解析用データが作成可能であることを確認した

（図 3-2.1.1-14）。  

 

 

図 3-2.1.1-12 レベルセット関数値の等値面表示  



  

 

3-2.1.1-13 

 

 

 

図 3-2.1.1-13 材料界面表示  

 

図 3-2.1.1-14 HyperWorks へのリバース CAD データの出力  

 

 2020 年度には、  NASTRAN の bdf 形式ファイルを読み込み、トポロジー最適化

計算のパラメータを指定し、トポロジー最適化計算の実行を行うシステムを構築

した（図 3-2.1.1-15）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-15 トポロジー最適化計算プリポストシステム例示  

 

 ポストシステムでは、計算用パラメータ設定後にトポロジー最適化計算を実行

し、最適化計算結果のレベルセット関数値を読み込み、各種表示の切り替えを行

うことができるようにした（図 3.2.1.1-16）。そして、トポロジー最適化の実行結

果として得られたポリゴンメッシュ（小さな三角形の集まり）から、CAD データ

を作成するシステムの開発を進めた（図 3-2.1.1-17）。さらに、自動化率の向上、

面品質の向上、高速化等を行ない CAD データを作成することができるように

なった（図 3-2.1.1-18）。  

 



  

 

3-2.1.1-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)                                   (b) 

図 3-2.1.1-16 レベルセット関数表示： (a)関数値による色表示、 (b)等値面表示  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)                          (b) 

図 3-2.1.1-17 材料ごとの表示： (a)材料１、 (b)材料 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-18 B ピラーCAD データ作成結果（3 材料のうち 1 材料分）  

 

2021 年度、プリ・ポスト処理を含むプラットフォーム開発については、 2020

年度までに構築したシステムに対して、ユーザーインターフェースの拡充を行

なった。具体的には、ユーザーインターフェースの利便性向上のための、材料表

示の改善、最適化計算中にも構造を随時更新し表示するシステムの構築、目的関

数や制約条件の収束状況の表示システムの構築を行なった (図 3-2.1.1-19、  3-

2.1.1-20)。さらに、本最適化手法で用いるパラメータに関する整備を行い、ユー

ザが容易にパラメータを変更し設計案を創出可能なパラメータの範囲設定や整理、

そのシステムの構築を行なった (図 3-2.1.1-21)。  



  

 

3-2.1.1-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-19 プラットフォームの表示例（UI の利便性向上）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-20 プラットフォームの表示例（最適構造および収束状況の逐次表示）  

 

 

図 3-2.1.1-21 ユーザビリティ向上を目的としたパラメータの整理およびその計算

例  

 

さらに、ポスト処理としてリバース機能の向上を行なった。具体的には、トポ

ロジー最適化計算の STL データを入力として、リバースソフト spScan を利用し

て B ピラーの CAD データ化を 1 時間程度で行えるよう高速化を行なった (図 3-

2.1.1-22)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-22 最適構造の STL データから CAD データへの変換例 (B ピラー ) 

 

 

Tau:0.0001 

prm_c=1.0 

prm_d=0.1, delta_1=0.1, delta_2=0.1 



  

 

3-2.1.1-16 

 

 

2022 年度には、マルチマテリアル対応のトポロジー最適化システムの構築を行

なった。プリシステムとして最適化を行なう領域の取り込み、必要なパラメータの設

定を行ない、3D の形状の表示を可能とした。ポストシステムとして、ソルバーから

の結果を受け取り、5 材料までの最適化形状を確認でき、結果をポリゴンメッシュと

して出力可能にした。  

最適化を行なった結果としてのポリゴンメッシュから CAD データを作成するリバー

スエンジニアリングを行なうシステムを開発した。自動で処理を行なうパッチ面と、

手動で面作成を行なうことで、より品質の良い面を作成できるようにした。改良をす

ることで、自動化率の向上と面質の向上を行なった。5 材料でトポロジー最適化を行

なった結果の BIW データから実際にリバースエンジアリングを行なうことで、衝突

シミュレーションを行なうための CAD データの作成を行なった(図 3-2.1.1-23)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-23 5 材料でトポロジー最適化を行なった BIW からリバースをした CAD

データ  

 

研究開発項目②  マルチマテリアル界面評価･モデル化  

2018 年度、トポロジー最適化システムとの連携可能な適切な方法を検討するために

「革新的新構造材料等研究開発」プロジェクト接合分野研究テーマにおける剛性計測

方法および剛性値の適用方法を調査した。また非線形構造解析による厳密な界面評価

を行うために、接着接合への適用を踏まえて汎用 FEM における CZM モデル、機械接

合モデル、疲労破壊モデルについて調査した。さらに FSW について、塑性流動解析

手法および熱応力評価の従来知見を調査した。以上の検討のうち、まず接着接合への

シミュレーションの適用性を考えると、図 3-2.1.1-24 に示す CZM モデルの相性が良

いことを、国内で使用されている汎用 FEM の実績を踏まえて評価した。  
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(a)破壊による開口の発生    (b) 汎用 FEM における CZM モデルの例 

 

図 3-2.1.1-24 接着接合の破壊による開口と CZM モデル  

 

2019 年度、マルチマテリアルトポロジー最適化において、異種材料の物体領域

同士の界面の接合方法の状態をモデル化するための方法とモデルに必要な実験的

測定からのパラメータ値の同定技術を開発した。CZM モデル、機械接合モデル、

疲労破壊モデルについて、接着接合を対象として簡易モデルから開発の検討を進

めた。実機シミュレーションへの適用性の面からは、  CZM モデルの特性が良い

ことを明らかにした（図 3-2.1.1-25）。また疲労破壊モデルについても、Paris 則に

よって整理された鋼板の疲労試験の先行実測例を、汎用 FEM を用いて解析でき

ることを明らかにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)先行実測例                         (b)シミュレーション結果  

 

図 3-2.1.1-25 CZM モデルを用いた高張力鋼板の破壊シミュレーション  

  

FSSW に関しては、テーマ 64 において実施された粒子法解析の結果を構造系

汎用 FEM に引き渡し、熱応力解析を実施するシステムを開発した。図 3-2.1.1-

26 に示すように、粒子法で得られた異種材料の撹拌結果と温度データから、熱応

力解析を行うことが可能になった。  

 

 

 

 

 

 



  

 

3-2.1.1-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) テーマ 64 における FSSW の粒子法解析結果 (b) 粒子法結果に基づく FEM 熱応

力解析 

図 3-2.1.1-26 テーマ 64 との  粒子法/FEM コラボレーションによる  FSSW 熱応力シ

ミュレーション  

 

 異材界面の電食に関しては従来知見の調査のため、汎用コード COMSOL による電

食現象の基礎シミュレーションを行い、その解析可能性を確認できた。 

実車の衝突安全シミュレーションの準備として、自動車業界で実績のあるソフト

ウェア LS-DYNA を用いて、図 3-2.1.1-27 に示すように一般車モデルの  衝突シミュ

レーション （ベースモデルの検証）を行い、その解析可能性を確認できた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-27 一般車モデルの衝突シミュレーション（ベースモデルの検証）  

 

また、異材接合界面を考慮可能なモデルの導入可能性についても検討を行なっ

た。状態場に関する有限要素法解析を通し、現行法では接合部の剛性、特に、せ

ん断方向の剛性を高く評価してしまうことが判明した。以上の事前検討より、界

面近傍に関し応力の制約を加えることで、異材接合の剛性を考慮する方法を構築

（図 3-2.1.1-28）するととともに、メッシュ１要素分よりも十分に小さい接着層

に関する材料特性を現行法で使用している要素サイズで緩和する方法の検討を行

なった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-28 界面近傍における応力制約を加えた平均コンプライアンス最小化問題  



  

 

3-2.1.1-19 

 

 

2020 年度、マルチマテリアルトポロジー最適化計算において、線形範囲内で異

種材料界面の影響を考慮可能な手法の構築に取り組んだ。具体的には、異種材料

界面近傍にのみ応力に関する制約を付与することで、異材接合の影響を考慮した

マルチマテリアルトポロジー最適設計法の構築を行った（図 3-2.1.1-29）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.129 異材接合の影響を考慮したマルチマテリアルトポロジー最適化計算

例（3 次元問題）： (左 )従来法、 (右 )提案手法（青色：スチール、緑色：アルミ）  

 

また、テーマ 64 が実施した FSSW 粒子法解析の結果を、構造系汎用 FEM に引

き渡し、熱応力解析を実施するシステムの開発を行った。引張せん断試験と、十

字引張試験を模して、残留熱応力を考慮した強度評価を可能とした (図 3-2.1.1-30)。

そして、実験的測定からのパラメータ同定を踏まえて、非線形特性を厳密に評価

可能な界面評価・モデル化技術として、ハット部材接合部を対象に行われた国内

鉄鋼メーカ先行例のトレース解析の結果を以下に示す (図 3-2.1.1-31)。一方、電食

については、アルミニウムと CFRP の組合せによるガルバニック試験解析モデル

を検討し、電極の腐食量と、反応によって生じる腐食生成物の拡散と沈殿につい

て実験結果に近い解析結果を得ることができた (図 3-2.1.1-32)。  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-30 FSSW 粒子法解析と構造系 FEM の連成、引張せん断試験と十字引張

試験の解析  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

3-2.1.1-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-31 ハット部材接合部に関する国内鉄鋼メーカ先行例のトレース解析  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-32 アルミニウムと CFRP の組合せによるガルバニック試験解析  

 

2021、2022 年度には、メカニカルデザインにて、本プロジェクトで実際に使用

する接着剤に関する情報をもとに、FEM 解析を行い、そのばね定数を求め参照解

との比較を行なった (図 3-2.1.1-33)。  

 

 

図 3-2.1.1-33 引張り、せん断荷重を受けたときの接合面における接着剤のばね定

数  

 

テーマ 64 より提供された材料定数、接着条件、メカニカルデザインより提供

された有限要素法の結果をもとに、京都大学においても接着層を考慮した有限要

素法に基づく数値計算、最適化計算に利用する近似モデルに関する妥当性の検証

を行った (図 3-2.1.1-34)。そして、テーマ 64 との打ち合わせより決定された接着

層厚さに基づき、接着層による材料定数の変化を開発中のプログラムへ適用した

(図 3-2.1.1-35)。  

 



  

 

3-2.1.1-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

(a) 詳細メッシュ          (b) 近似モデル  

図 3-2.1.1-34 (a)詳細メッシュによる接着層を伴う引っ張り解析と (b)近似モデルに

よる引っ張り解析  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 従来法（接着考慮なし） (b) 近似モデル (Case1)  (c) 近似モデル (Case2) 

図 3-2.1.1-35 サスペンションタワーを対象とした、接着層を近似モデルにより考

慮した最適構造と従来法による最適構造の比較 (青色：スチール、緑色：アルミ

ニウム、黄色：マグネシウム ) 

 

電気腐食については、アルミニウムと CFRP の組合せによるガルバニック試験

解析における孔食発生条件を検討し、第 68 回材料と環境討論会において口頭発

表を行なった (図 3-2.1.1-36)。  

 

図 3-2.1.1-36 アルミニウムと CFRP の組合せによるガルバニック試験解析  

 

 2022 年度は、テーマ 64 が実施した A6000 系 ISMA 開発材（ t=1.6）と  980MPa ハ

イテン材（ t=1.4）の組合せによる FSSW（摩擦攪拌点接合）の引張せん断試験

（TSS）および十字引張試験（CTS）について、衝突解析に適用可能な動的接合

FEM モデルを作成し、引張試験解析を実施した。図 3-2.1.1-37 に示すように実験
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結果を良好に再現することができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-37 FSSW の引張せん断と十字引張試験の解析結果  

 

次に、同じくテーマ 64 が実施したウェルドボンド（FSSW と接着剤の組合せ）の

TSS 試験、CTS 試験について、衝突解析に適用可能な動的接合 FEM モデルを作

成し、引張試験解析を実施した。接着剤の材料特性は、テーマ 53 から提供の実

験結果を基に同定した。図 3-2.1.1-38 に示すように、TSS において実験結果を良

好に再現することができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-38 ウェルボンドの引張せん断と十字引張試験の解析結果  
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研究開発項目③車体構造適用可能性検討(2018-2021 年度) 

2018 年度は事前検討として、サブストラクチャリング手法の定式化と実装方法に

ついて調査し、開発中のシステムに組み込むことができると判断した。  

2019 年度には、大規模車体モデルに対応するためのサブストラクチャリング機

能の実装を行なった。本手法を用いることで、現行法からの計算時間の大幅な短

縮が可能となった (図 3-2.1.1-39)。また、自動車部分構造の最適化を今後行う際

に、多用な目的関数を扱えるように、コストのモデル化を行なった。そして、本

モデル化に基づきコストを制約として考慮した最適化問題の定式化、実装を行

なった（図 3-2.1.1-40）。本手法を適用することで単純な質量だけでなく、自動車

技術会からの助言等にもあった材料費といった製造コストを考慮した最適化計算

を行うことが可能となった。  

 

 

図 3-2.1.1-39 サブストラクチャリングの実装  

 

 

 

 

図 3-2.1.1-40 コスト制約を考慮した最適化  

 

2020 年度には、実際の車体の大規模モデルに対応するため、パラレル化と制約

条件の改善による計算の高速化を行った。従来、本最適化ソフトウェアは、

コスト制約なし  コスト制約あり  
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OpenMP によるパラレル化のみに対応していたが、今回、MPI を導入し、拘束条

件毎に別のプロセスとすることで計算の高速化を図った。さらに、制約条件を車

体全体の剛性と、その他、シートなど部品を取り付ける点の剛性に分けることで、

境界条件を削減する方法を考案した。こうしたソフトウェア、および、適用技術

の開発で、計算時間が 1/20 から 1/50 程度に短縮され、実際の車体に近い規模の

モデルへの適用が可能になった（図 3-2.1.1-41）。また、計算結果より、マルチマ

テリアル構造において、剛性の高い部材を配置すべき位置が明確になることを確

認した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-41 簡易的な車体モデルのマルチマテリアルトポロジー最適化  

 

2021 年度には、最適化システムのソルバー部分のファイルアクセスを改善し、こ

れまで２～３日かかっていた実車 BIW（body-in-white）モデルの計算時間を１日

に短縮した。  

 

 

研究開発項目④(2020-2022 年度)マルチマテリアル実設計への適用  

2020 年度車体部品への適用として、積層造形により製造できること、形状的、剛

性的には現行部品と差し替え可能であることを前提としたマルチマテリアルのサスペ

ンションタワーの最適化を行った（図 3-2.1.1-42）。得られた結果より、アルミニウム

とのスチール組み合わせにより、スチールの板構造に対して、２０％程度の軽量化が

見込めることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-42 サスペンションタワーのマルチマテリアルトポロジー最適化  

 

また、ベンチマークとなり得る既存車（ベースモデル）に対し、全米高速道路

交通安全局（National Highway Traffic Safety Administration: NHTSA）で公開され
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ている前突、側突の衝突安全試験結果と FEM による衝突安全試験解析結果の比

較を行った。そして、米国道路安全保険協会 (Insurance Institute for Highway 

Safety: IIHS)が公開している ODB（オフセットデフォーマブルバリア）衝突安全

試験結果と FEM による衝突安全試験解析結果の比較を行い、衝突特性をまとめ

た（図 3-2.1.1-43）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-43 衝突安全試験結果と衝突安全試験 FEM 解析結果の比較  

 

特に前突においては、NHTSA で公開されている衝突試験データから衝突の各時刻

における壁反力の分布を可視化する（図 3-2.1.1-44 左）とともに、試験結果と解

析結果において、フロントサイドメンバーとサブフレームにおける断面力履歴を

比較した（図 3-2.1.1-44 右）。解析結果は試験結果を良好に再現した。  

以上により、エネルギー吸収主要部（前突時）の衝突特性を明らかにすることが

できた。  

 

図 3-2.1.1-44 前突における壁反力と主要断面力の履歴  

 

 

2021 年度はメカニカルデザインにて、マルチマテリアル設計は BIW（Body In 

White）を設計領域としているため、衝突安全解析モデルも、BIW モデルとしてリダ
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クションさせるにあたり、重心と重量の他に、慣性テンソルについてもフルカーの実

車解析モデルを正として整合させることで、フルカーと同等の変形および荷重履歴を

得ることができた（図 3-2.1.1-45）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-45 BIW 衝突安全解析モデルの変形の様子と主要断面力  

 

続いてベンチマークとなり得る既存車（ベースモデル）に対し、研究開発項目①

で得られた材料配置を参考とし、A6000 系アルミニウム合金（ ISMA 開発材）を主

体とする材料構造に置換し、衝突安全解析を実施した。レインフォース部材の板

厚を調整することにより、重量を 8.2％低減しつつ、ベースモデルと同等の衝突

安全特性を得ることができた（図 3-2.1.1-46）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-46 材料置換・板厚調整モデルによる衝突安全解析  

 

2021 年度には、ISMA で開発した新しい材料も取り入れた、実車 BIW 全体のマル

チマテリアルトポロジー最適化計算を実行し、最適な材料配置と最適な構造を求めた。
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具体的には、軽量化車体構造の提案を目指し、マルチマテリアルのトポロジー最適化

による設計技術の開発において、最適化条件およびコスト（生産効率）を考慮した板

組変換に関する調査および検討をトヨタカスタマイジング＆ディベロップメント

（TCD）にて主に推進した。  

 まず、最適化条件ならびに最適化による構造と質量の関係性に関する検討を行

なった。具体的には、京都大学より展開されたトポロジー最適化車体の最適化条

件による線形静解析および参照車体の衝突解析（前突、側突）それぞれから得ら

れた応力分布について確認し、実施されたトポロジー最適化条件では、衝突解析

の様な広域的な応力分布となっていなかったことから局所的に最適化されている

ことが確認された。  

そこで、前突および側突の解析結果より車体の変形（ひずみ）を分析すること

で、車体内部の荷重伝達について考察し、動的な現象（条件）である前突および

側突について最適化で設定可能な静的な条件を検討した。また、検討した最適化

用の衝突（前突、側突）条件による確認線形静解析および参照車体の衝突解析そ

れぞれから得られた応力分布について再確認し、同様の応力分布を得られること

が確認できた。以上の成果をもととした構造最適化より材質、板厚、隔壁の有無

などの構造が質量に及ぼす効果を確認した (図 3-2.1.1-47)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-47 最適化条件ならびに最適化による構造と質量の関係性に関する検討  

 

さらに、コスト (生産効率 )を考慮した板組変換に関する検討を行なった。トポ

ロジー最適化より得られる結果は、三次元バルク（塊）で構成されているため、

自動車の車体設計に適応する場合は、成形や接合などが可能な生産性を加味した

パネルで構成された板組構造への変換が必要となる。そこで、参照車体を参考に、

京都大学より展開されたトポロジー最適化車体を暫定的に板組変換し、プレス成

形やスポット溶接などシミュレーションすることで、トポロジー最適化車体を生

産可能な板組構造に変換できることを確認した。また、シミュレーションを用い

ることで車体の質量、生産性、材料使用量やロスなどについて評価できることも

確認できた (図 3-2.1.1-48)。  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-48 コストを考慮した板組変換に関する検討  

 

2021-2022 年度にかけて、  マルチマテリアルトポロジー最適化を用いて、ベン

チマークとなり得る既存車の BIW の衝突特性、静･動的剛性と同等の性能を有す

る、図 3-2.1.1-49 に示す様なマルチマテリアル構造の軽量な BIW の提案を行なっ

た。図 3-2.1.1-50 は、本研究で選択されたベンチマーク BIW を示し、この BIW の静

的剛性を目標に、3 材料（鉄、アルミ、マグネシウム）のマルチマテリアルトポロ
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ジー最適化によって得られた中実構造のソリッド最適化 BIW に対して、京都大学が

表面抽出を行った中空構造のシェル最適化 BIW を図 3-2.1.1-51 に示す。この最適化

BIW の断面は、図 3-2.1.1-52 に示す通り、ベンチマーク BIW の様な断面内部を補強す

る構造を有さない空洞状となっており、板厚も設定されていない。  

そこで、TCD では、ⅰ：3 材料最適化 BIW に対して、中空断面の補強構造および最

適化における非設計部品の検討や、京都大学のマルチマテリアルトポロジー最適化と

同様にベンチマーク BIW の剛性を目標とした板厚最適化することで、ベンチマーク

BIW の衝突特性、静･動的剛性と同等の性能を有するとともに、軽量な BIW について

検討した。  

また、ⅱ：図 3-2.1.1-53 に示す、京都大学における 2021 年度 4 材料 (スチール、ア

ルミ、マグネシウム、CFRTP) のマルチマテリアルトポロジー最適化によって得られ

た中空構造のシェル最適化 BIW に対して、ⅰの検討成果を基に板厚最適化することで

ベンチマーク BIW の衝突特性、静･動的剛性と同等の性能を有する軽量な板厚を設定

した。  

更に、ⅲ：生産性の観点からパネルを分割成形および接合した板組構造となってい

るベンチマーク BIW を参考に、2021 年度 4 材料最適化 BIW を板組化し、ⅱと同様に

板厚最適化することで、生産性を加味した場合の軽量化効果についても確認した  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

図 3-2.1.1-49 マルチマテリアル BIW イメージ    図 3-2.1.1-50 ベンチマーク BIW 
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図 3-2.1.1-51 2021 年度 3 材料マルチマテリアルトポロジー最適化によって  

得られた中空構造のシェル最適化 BIW 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-52 図 3-2.1.1-46 の A 位置での断面比較  (左：3 材料最適化 BIW、右：ベ

ンチマーク BIW) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-53 2021 年度 4 材料マルチマテリアルトポロジー最適化によって得られた

中空構造のシェル最適化 BIW 
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検討 i: 2021 年度 3 材料マルチマテリアルトポロジー最適化 BIW におけるベンチマー

ク BIW の衝突特性、静・動的剛性の達成および軽量化  

図 3-2.1.1-54 は、TCD における検討 BIW を示し、図 3-2.1.1-51 の 2021 年度 3

材料最適化 BIW 前部に対し、メカニカルデザインが衝突特性に合わせて材質や板

厚を変更し、軽量化した図 3-2.1.1-45 のベンチマーク BIW 前部と切り換えを行っ

ており、BIW 前部より後方を検討対象とした。  

これは、メカニカルデザインにおけるベンチマーク BIW の衝突特性の検討にお

いて、BIW 前部には前突時の発生荷重をコントロールする目的で、座屈等を意図

的に誘発させるための構造が設けられていると分析されており、BIW 前部につい

ては衝突特性を解析する上で重要な非線形計算に対応していない最適化では、衝

突特性を満足する構造を得ることは困難との報告があったからである。  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-54 2021 年度 3 材料検討 BIW および検討対象  

 

 

TCD の検討 BIW は 2021 年度 3 材料最適化 BIW 前部に対し、衝突特性に合わ

せて軽量化されたベンチマーク BIW 前部と切り換えを行った。  

しかしながら、京都大学におけるマルチマテリアルトポロジー最適化は、図 3-

2.1.1-50 に示す通り BIW 全体を対象とした条件で行っていたため、この条件を用

いて検討 BIW に板厚最適化した場合、検討対象の前部  (検討 BIW における切り

換え部 ) の最適化が不十分となることで、衝突等によってベンチマーク BIW から

作用する荷重に対し、性能を満足できなくなり、衝突特性を左右するベンチマー

ク BIW 前部自体が機能しなくなる懸念があった。  

そこで、マルチマテリアルトポロジー最適化条件に対し、ベンチマーク BIW の

前突解析において、検討 BIW における切り換え部に相当する位置で発生する荷重

と変位の関係（剛性）を条件に加えるか否かで、板厚最適化の結果に変化が生じ

るか確認した（検討ⅰ -①）。  

図 3-2.1.1-55 は、メカニカルデザインでのベンチマーク BIW の前突解析におい

て、検討 BIW における切り換え部に相当する位置で発生する荷重と変位の結果の

一部を示す。  
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図 3-2.1.1-55 ベンチマーク BIW の前突解析結果（左上：Roof・Floor・Rocker 発

生荷重、右上：Roof 変位、左下：Floor 変位、右下：Rocker 変位）  

 

本研究開発は、BIW の軽量化に向けた提案という背景および目的より、板厚最

適化は最適化自由度が高く、優れた軽量化コンセプトを得やすい FEM モデルの

要素単位  (京都大学の MM トポロジー最適化時の要素サイズ： 15mm と同じ ) で

行った。また、板厚最適化時の下限値は、ベンチマーク BIW で設定されていた最

小板厚：0.5mm を設定し、上限値はベンチマーク BIW において、図 3-2.1.1-51 に

示す補強用に設定されていると予想されるビードの高さを基に 15mm を暫定的に

設定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-56 ベンチマーク BIW における補強用と予想されるビード  
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【結果①】  

 図 3-2.1.1-57 は、a：検討 BIW をマルチマテリアルトポロジー最適化と同様の

条件、b：a に図 3-2.1.1-55 をはじめとする前突解析で得られた検討 BIW 切り換え

部の剛性を加えた条件、それぞれの板厚最適化によって得られた板厚分布と質量

を示し、質量の右隣にある  ( ) 内は、本検討対象に相当するベンチマーク BIW の

質量：238kg を基とした増減割合を示す。図 3-2.1.1-57a に比べ、図 3-2.1.1-57b で

は質量が 144kg 増加し、約 2.3 倍となった。  

以上のことから、本検討における板厚最適化において、a：マルチマテリアルト

ポロジー最適化と同様の条件では不足と判断し、b：a に前突解析で得られた検討

BIW 切り換え部の剛性を加えた条件を暫定的に採用することとした。採用の判断

については、メカニカルデザインでの衝突解析による評価から、ベンチマーク

BIW の衝突特性を満足したため妥当と考えた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-52 で示した通り、2021 年度 3 材料最適化 BIW ならびにベンチマーク

BIW ともに中空構造であるが、2021 年度 3 材料最適化 BIW はベンチマーク BIW

に見られる断面内部を補強する構造を有さないことが、検討ⅰ -①の結果  (図 3-

2.1.1-57-b) の通り、ベンチマーク BIW に対して、6%の質量増となったものと予

想した。  

108kg (-55%) 252kg (+6%) 

図 3-2.1.1-57-a  マルチマテリアルト

ポロジー最適化と同様の最適化条件 a に

おける板厚分布と質量  

図 3-2.1.1-57-b 最適化条件 a に前突

解析で得たを加えた最適化条件 b に

おける板厚分布と質量  
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そこで、最適化条件 b にベンチマーク BIW を模した断面内部を補強する構造を

暫定的に追加した最適化条件 c にて板厚最適化し、最適化条件 b の結果と比較す

ることで、断面内部の補強構造の軽量化効果について確認した（検討ⅰ -②）。  

 

【検討ⅰ -②の結果】  

 図 3-2.1.1-53 は、最適化条件 c における断面内部の補強構造を示し、図 3-2.1.1-

54 は板厚最適化における板厚分布と質量を示す。図 3-2.1.1-54 より、最適化条件

c では、ベンチマーク BIW に対して 37%の質量減となっており、最適化条件 b の

結果  (+6%) と比較すると 43%の質量減となっていた。このことから、断面内部

の補強構造に大きな軽量化効果があることが確認された。  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-58 図 3-2.1.1-56 の B 位置断面（左：最適化条件 c、右：ベンチマーク

BIW）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-59 最適化条件 c における板厚分布と質量  

 

図 3-2.1.1-60 は、メカニカルデザインが、前突解析の発生荷重を部品単位で分

析した結果の一例である。この図からわかる通り、BIW 以外にも BIW と同レベ

ルの荷重を発生させている部品が存在しており、BIW を除く衝突特性に影響を及

ぼす部品（衝突機能部品）を加味せずに板厚最適化していたことから板厚や質量

が過多となっていた可能性が考えられた。  

そこで、検討ⅰ -②における最適化条件 c に、衝突機能部品を非設計部品として

151kg (-37%) 
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追加した最適化条件 d にて板厚最適化し、最適化条件 c の結果  (図 3-2.1.1-59) と

比較することで、非設計部品追加の必要性を確認した（検討ⅰ -③）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-60 前突解析における発生荷重の部品単位分析の結果  

 

【結果③】  

 図 3-2.1.1-61 は、最適化条件 d の非設計部品を示し、図 3-2.1.1-62 は板厚最適

化における板厚分布と質量を示す。図 3-2.1.1-62 より、最適化条件 d では、ベン

チマーク BIW に対して 41%の質量減となっており、最適化条件 c の結果  (-37%) 

と比較すると 4%の質量減となっていた。このことから、衝突機能部品を板厚最

適化時に非設計部品として追加する必要があることが確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-61 最適化条件 d における非設計部品（衝突機能部品）  
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図 3-2.1.1-62 最適化条件 d における板厚分布と質量  

 

 

以上の検討より、ベンチマーク BIW の静･動的剛性を目標に検討した ⅰ-①：最

適化条件、 ⅰ-②：中空断面の補強構造、 ⅰ-③：最適化における非設計部品の結果を

基に板厚最適化することで、3 材料最適化 BIW の検討対象部の質量をベンチマー

ク BIW に対して、41%軽量化できた  (図 3-2.1.1-62) 。また、この軽量化された 3

材料最適化 BIW の衝突特性は、図 3-2.1.1-63 に示すメカニカルデザインが行った

衝突解析の結果より、ベンチマーク BIW の衝突特性を満足することが確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-63 最適化条件 d で得た BIW の衝突解析の結果  

 

141kg (-41%) 
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検討 ii: 検討 i の成果を基とした板厚最適化による 5 材料最適化 BIW の軽量化  

図 3-2.1.1-64 は、TCD における検討 BIW を示し、検討ⅰと同様に図 3-2.1.1-53 の

2021 年度 4 材料最適化 BIW 前部に対し、メカニカルデザインが衝突特性に合わせて

材質や板厚を変更し、軽量化した図 3-2.1.1-50 のベンチマーク BIW 前部と切り換えを

行っており、BIW 前部より後方を検討対象とした。  

ベンチマーク BIW と同等の衝突特性、静･動的剛性を有することが確認された検討ⅰ

の成果である①：最適化条件、 -②：中空断面の補強構造、③最適化における非設計

部品の検討結果を基に、2021 年度 4 材料最適化 BIW を板厚最適化した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-64 2021 年度 4 材料検討 BIW および検討対象  

 

【検討ⅱの結果】  

図 3-2.1.1-65 は、板厚最適化された 2021 年度 4 材料最適化 BIW の板厚分布と質量

を示し、質量の右隣にある  ( ) 内は、本検討対象に相当するベンチマーク BIW の質

量：238kg を基とした増減割合を示す。図 3-2.1.1-65 に示す通り、検討ⅰの成果を基に

板厚最適化することで、2021 年度 4 材料最適化 BIW の検討対象部の質量をベンチ

マーク BIW に対して、43%軽量化することができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-65 検討 i 成果を基とした 2021 年度 4 材料最適化 BIW 板厚分布と質量 

135kg (-43%) 
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検討 iii: 検討 ii の 2021 年度 4 材料最適化 BIW に対して、板組による生産性を

加味した場合の軽量化効果の確認  

図 3-2.1.1-66 に示す様にベンチマーク BIW は、生産性の観点からパネルを分割成

形および接合した板組構造となっていることから、各パネル単位で板厚最適化されて

いると予想されるが、検討ⅰならびにⅱともに BIW の軽量化に向けた提案という背景お

よび目的より、最適化自由度が高く優れた軽量化コンセプトを得やすい FEM モデル

の要素単位  (サイズ：15mm) にて板厚最適化を行ってきた。  

 そこで、検討ⅱの 2021 年度 4 材料最適化 BIW を板組化し、パネル単位で板厚最適

化することで、生産性を加味した場合の軽量化効果を確認することとした。  

先ず、2021 年度 4 材料最適化 BIW を板組化するにあたり、マルチマテリアルトポ

ロジー最適化の FEM データから CAD サーフェスデータ作成を行った。CAD サー

フェスデータ作成の短時間化として、図 3-2.1.1-67 に示す様にアルモニコスでリバー

スエンジニアリングツール  (spScan) を用いた自動サーフェス生成を行い、生成され

たサーフェスを採用もしくは、それを基にサーフェスを作成した。  

図 3-2.1.1-68 は、暫定的に FEM データから偏差±3mm 以内を目標に、CAD サー

フェスデータ化した 2021 年度 4 材料最適化 BIW における FEM データに対する面差

の分布を示す。FEM データの局所的な凹凸により、目標以上の面差が生じている部

分が見受けられるが、基本的に目標内で CAD サーフェスデータを作成することがで

きた。  

また、アルモニコスが spScan によって自動生成したサーフェスを基に、CAD デー

タを作成したことで、概ね 20%の作業期間の短縮  (5 週間の作業期間予想に対して、4

週間で作業完了) を達成した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-66 ベンチマーク BIW の板組構成 図 3-2.1.1-67 自動サーフェス生成例
(spScan) 
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図 3-2.1.1-63 CAD サーフェス化した 2021 年度 4 材料最適化 BIW の FEM データに対

する面差分布  

 

次に、作成した CAD サーフェスデータに対して、図 3-2.1.1-66 に示すベンチマーク

BIW を参考に板組化を実施した（図 3-2.1.1-69）。但し、検討ⅱと比較する点より、検

討ⅱの検討対象部についてのみ板組化した。  

この板組化された 2021 年度 4 材料最適化 BIW に対して、検討ⅱと同様にベンチ

マーク BIW と同等の衝突特性、静･動的剛性を有することが確認された検討ⅰの成果を

基に、板組化によって分割されたパネル単位で板厚最適化した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-69 2021 年度 4 材料最適化 BIW の板組構成  
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図 3-2.1.1-70 は、パネル単位で板厚最適化された板組 2021 年度 4 材料最適化 BIW

の板厚分布と質量を示し、質量の右隣にある  ( ) 内は、本検討対象に相当するベンチ

マーク BIW の質量：238kg を基とした増減割合を示す。生産性を加味したパネル単位

による板厚最適化した場合でも、検討 ⅰの成果を基に板厚最適化することで、2021 年

度 4 材料最適化 BIW の検討対象部の質量をベンチマーク BIW に対して、13%軽量化

することができた。  

しかしながら、検討ⅱの要素単位での 2021 年度 4 材料最適化 BIW の板厚最適化に

おける軽量化効果  (図 3-2.1.1-53) は、ベンチマーク BIW に対して 43%であり、パネ

ル単位で板厚最適化したことで、軽量化効果を 30%損なっていた。これは、最適化す

る単位が、要素から要素集合のパネルに変化することで、最適化自由度である要素数

の減少によるものであり、どの様な単位で最適化するか、生産技術面を含め今後の課

題である。  

 

 

図 3-2.1.1-70 板組化 5 材料最適化 BIW における検討ⅰの成果を基とした板厚分布と

質量  

 

2022 年度の成果として、図 3-2.1.1-71 に示す NCC で検討されている CFRTP フ

ロアを加えた 2022 年度 4 材料最適化 BIW に対して、検討ⅰ～ⅲの成果を基に、板厚最

適化ならびに板組化を実施した。  

図 3-2.1.1-72 は、2022 年度 4 材料検討 BIW および検討対象を示し、この BIW に

対して板厚最適化することで得られた板厚分布と質量を図 73 に示す。質量の右隣に

ある  ( ) 内は、本検討対象に相当するベンチマーク BIW の質量：238kg を基とした増

減割合を示し、2021 年度 4 材料最適化 BIW（図 3-2.1.1-65）に比べ更に 4%軽量化す

ることができたことから NCC の CFRTP フロアを加えたことで更なる軽量化につな

がった  

 

 

 

 

 

 

 

208kg (-13%) 
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図 3-2.1.1-71 2022 年度 4 材料のマルチマテリアルトポロジー最適化によって  

得られた中空構造のシェル最適化 BIW 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-72 2022 年度 4 材料検討 BIW および検討対象  

 

 

図 3-2.1.1-73 2022 年度 4 材料最適化 BIW 板厚分布と質量（一部検討対象外含む）  

126kg (-47%) 
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更に、一般的なボディを生産する上で、プレス成形や接合が可能な構造となってい

る必要があることから、材料分布（図 3-2.1.1-71）、板厚分布（図 3-2.1.1-73）をもと

に、プレスや接合をシミュレーションにて検討することで、より現実的な板組構図へ

の変換を実現した（図 3-2.1.1-74）。  

 

 

図 3-2.1.1-74 2022 年度 4 材料最適化 BIW の板組構成  

 

 

 さらに 2022 年度メカニカルデザインでは、研究開発項目①で得られた 2021 年度 3

材料マルチマテリアル設計車体構造を基に、TCD にてキャビン部の板厚最適化および

断面補強された実車体構造から、衝突安全解析を実施した。レインフォース部は

ベースモデルからの材料置換、板厚調整による形状を用いた。なお、A6000 系の

ISMA 開発材を主体に材料置換を行った。図 3-2.1.1-75 に衝突解析モデルを示す。  

ベースモデルと同等の衝突安全特性を得ることができた（図 3-2.1.1-76）。さらに

BIW 全体では、32％の重量低減を達成することができた。  

 

図 3-2.1.1-75 2021 年度 3 材料マルチマテリアル設計車体による衝突安全解析モデ

ル  
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図 3-2.1.1-76 2021 年度 3 材料マルチマテリアル設計車体による衝突安全解析評価

結果  

 

また、研究開発項目①で得られた 2021 年度 4 材料マルチマテリアル設計車体構造を

基に、TCD にてキャビン部の板厚最適化および断面補強された実車体構造から、衝

突安全解析を実施した。レインフォース部はベースモデルからの材料置換、板厚

調整による形状を用いた。なお、A7000 系の ISMA 開発材を主体に材料置換を

行った。図 77 に衝突解析モデルを示す。  

ベースモデルと同等の衝突安全特性を得ることができた（図 78）。さらに BIW 全

体では、38％の重量低減を達成することができた。  

 

 

図 3-2.1.1-77 2021 年度 4 材料マルチマテリアル設計車体による衝突安全解析モデ

ル  

 



  

 

3-2.1.1-43 

 

 

 

図 3-2.1.1-78 2021 年度 4 材料マルチマテリアル設計車体による衝突安全解析評価

結果  

 

さらに、研究開発項目①で得られた 2022 年度 4 材料マルチマテリアル設計車体構造

を基に、TCD にてキャビン部の板厚最適化および断面補強された実車体構造から、衝

突安全解析を実施した。レインフォース部はベースモデルからの材料置換、板厚

調整による形状を用いた。なお、新たな ISMA 開発材である A7000'(対 SCC 改善

版）を主体に材料置換を行った。図 3-2.1.1-79 に衝突解析モデルを示す。  

ベースモデルと同等の衝突安全特性を得ることができた（図 3-2.1.1-80）。最終的

な成果として BIW 全体では、41.4％の重量低減を達成することができた。  

 

図 3-2.1.1-79 2022 年度 4 材料マルチマテリアル設計車体による衝突安全解析モデ

ル  
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図 3-2.1.1-80 2022 年度 4 材料マルチマテリアル設計車体による衝突安全解析評価

結果  

 

 

また研究開発項目②で得られた FSSW およびウェルドボンドの動的接合モデル

（図 3-2.1.1-37, 38）を、フロントサイドメンバー部を模した部分衝突安全解析モデル

に適用した。フロントサイドメンバーの材質と板厚については、テーマ 64 が実施し

た引張試験での組合せ【A6000 系 ISMA 開発材（ t=1.6）と  980MPa ハイテン材

（ t=1.4）】に合わせた。異材接合部については、 FSSW の他、ウェルドボンド

（WB）、ウェルドボンド＋溶接（WB+溶接）、SPOT（衝突モデルで採用している

弾性モデル、破断なし）の 4 種類で検討した。  

図 3-2.1.1-81 に解析モデルと解析結果および断面力の時刻歴を示す。部分的に

FSSW およびウェルドボンドが破壊していることが確認できた。しかし、断面力

の履歴には大差がないことから、座屈後の S 字型形状への導入があれば、FSSW

やウェルドボンドの破壊強度に期待しなくても、必要な反力を得ることができる

ことが分かった。  
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図 3-2.1.1-81 解析モデルと解析結果および断面力の時刻歴 

 

 

マルチマテリアル積層造形法によるサスペンションタワーの試作  

 

  以下に 2021 年～2022 年に東北大学が実施した、典型的な部材を対象としたトポロ

ジー最適化を適用した三次元積層造形法による部材試作・評価のためのマルチマテリ

アル設計法の開発成果について、説明する。  

１．研究開発の成果と意義  

 鉄鋼材料とアルミニウム合金から構成される自動車用マルチマテリアル構造部材を

金属積層造形を用いて製造した。初年度（2021 年度）は、積層造形に使用する

PREP・DAT 粉末の作製および鉄・アルミ単独および接合体の積層造形を行い、それ

ぞれの積層条件の最適化、課題の明確化を行った。最終年度(2022 年度)は、積層体の

スケールアップ技術開発確立とマルチマテリアル自動車部品の実試作を実施し、トポ

ロジー最適化法からのダイレクトプロセッシングの技術的可能性の確認を行った。  

1.1 実験方法  

鉄鋼材料とアルミニウム合金から構成される自動車用マルチマテリアル構造部材を

金属積層造形を用いて製造する場合、熱源のパワー（P）と走査速度（v）、操作パ

ターン（SP）などのプロセスパラメータを最適化することで、鉄鋼材料とアルミニウ

ム合金双方で欠陥無で、相対密度 100％の高密度造形が可能であることが分かった。  

以下に、金属積層造形（粉末床溶融結合方式のレーザー積層造形：SLM）に使用す

る粉末作製、造形パラメータ設定、造形体評価の詳細を記述する。  
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1.1.1 粉末作製  

Fe 系 3 種（SUS304、S25C、BMR-2）に、プラズマ回転電極プロセス（plasma 

rotating electrode process、 PREP）粉末を、Al 系 2 種（Al-3Si-1Mn､Al-10Si-0.3Mg）に、

DAT 粉末を用いた。図 3-2.1.1-82 に SUS304-PREP 粉末の SEM 写真を示すが、いずれ

の粉末も球形度が高く、微細なサテライト粉末が存在しなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-82 SUS304-PREP 粉末  

 

1.1.2 造形パラメータの設定                  

積層造形装置及び設定パラメータは、以下のとおりである。     

・積層造形装置 :LBM レーザー方式積層造形装置 Concept Laser M2（Dual Laser）  

機械学習(support vector machine (SVM)法)により、以下パラメータの最適化を

行った。  

・LBM (設定範囲)：Power（10－370W）、Scan speed（40－4500 ㎜ /s）、Trace 

spacing (0-1 mm)、Spot size (50-500 µm) 

 

1.1.3 造形体の評価  

各金属単体及びマルチマテリアル接合体の最適条件抽出のための試験片形状および

評価内容は、以下の通りである。  

・試験片形状：10mm□×20（40）mm  ＊（）内数値は、接合体のもの  

・単独体の造形体の評価:密度（アルキメデス法）、表面の粗さ（レーザー共焦点顕

微鏡）、断面組織（光学顕微鏡）、引張試験  

・接合体の評価:引張試験  

・界面組織の観察 :EBSD、SEM、EPMA、TEM 

 

1.2  実験結果  

1.2.1 LBM 単独体の造形体の評価  

組織観察と表面粗さの結果に基づいて、SVM 法によって最適な造形パラメータ

を取得した。  

以下に各材料単独体の最適積層条件を示す。これらの条件により積層されたいずれ

の造形体においても欠陥が非常に少ない、真密度に近い造形体が得られた。  
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(a)SUS304 機械学習最適条件  

Power Scan speed Spot size Trace spacing Maximum Decision Function 

value 

370 600 100 0.23 2.213 

(b)S25C 機械学習最適条件  

Power Scan speed Spot size Trace spacing Maximum Decision Function 

value 

310 350 290 0.13 2.51 

(c)BMR-2 機械学習最適条件  

Power Scan speed Spot size Trace spacing Maximum Decision Function 

value 

340 700 130 0.10 2.71 

(d)Al10SiMg 機械学習最適条件  

Power Scan speed Spot size Trace spacing Maximum Decision Function 

value 

280 450 240 0.22 4.25 

(e)Al3SiMn 機械学習最適条件  

Power Scan speed Spot size Trace spacing Maximum Decision Function 

value 

250 550 190 0.29 4.99 

 

1.2.2 LBM 接合体の評価  

部品下部を鉄鋼材料の金属粉末で造形し、引き続いて重ねて上部をアルミニウム合

金粉末により積層造形を行う。この場合、接合部に粗大金属間化合物相（Fe-Al 合金

層（η-Fe2Al5 相、θ-FeAl3 相））形成の無いマルチマテリアル（この場合は、鉄鋼材料

/アルミ合金）からなる構造部材の一体成型を行うことが求められる。  

異種金属の積層造形においては、界面に生成する脆化層（金属間化合物）（η-

Fe2Al5 相、θ-FeAl3 相））を抑制し、且つ線膨張係数の相違からくる残留熱応力の発

生を如何に抑えるかがポイントとなる。今回接合体の造形では、界面５層の積層

条件の最適化により欠陥の少ない健全な積層造形体を得るべく検討を行った。  

図 3-2.1.1-67 に S25C/Al3SiMn 接合体試料の引張試験の応力ひずみ曲線を示す。

P2 と P3 の造形物の引張強さは、それぞれ 60MPa および 45MPa である。この結

果より、スキャンスピード 550m/s の下で、パワーを 280W から 310W へと増加させ

ることは界面強度を低下させることを示唆する。一方、S1、S2、および S3 の造形物

の引張強さは、それぞれ 25MPa、45MPa、および 105MPa である。この結果より、

パワー一定（250W）の条件では、スキャンスピードを上昇させるほど高い引張強

さが得られることが分かった。これは、スキャンスピードが上昇するほど界面強度

が上昇することを示唆する。このことは、スキャンスピードを上昇させることは、

界面強度を増加させる効果を有することを示唆する。  
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図 3-2.1.1-83 S25C–Al3SiMn の試料の引張試験の応力ひずみ曲線  

  

図 3-2.1.1-84 に、図 3-2.1.1-83 中の S1（強度最小）、S3（強度最大）の EBSD 結

晶方位マップを例示する。界面近傍層の組織の不均一性と引張強度に顕著な相関

が見られた。  

S25C/Al3Si1Mn の S3 試料接合部には、溶接などの既存の接合法で観察される粗

大な η-Fe2Al5 相や θ-FeAl3 相等の金属間化合物相（界面反応相）の形成が抑制さ

れていることがわかった。また、異種金属接合体では、線膨張係数の相違に起因

する残留熱応力が発生することから、積層時の power とスキャンスピードの最適化

が正常な界面を形成する上で非常に重要であること等知見が得られた。  

 

 (a)S1                       (b)S3 

図 3-2.1.1-84 (a)S25C―Al3Si1Mn の S1 試料接合部および (b)S25C―Al3Si1Mn の S3

試料接合部の EBSD 結晶方位マップ  
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1.3 実寸サスペンションタワーの作製  

1.3.1 小型要素モデル試作・評価  

 2022 年度は、まず初めに実寸サスペンションタワー（以降サスタワーと略記）試作

のための小型要素モデルの試作・評価を行った。  

小型要素モデルの内容及び目的を表 3-2.1.1-5 に示す。2021 年度得られた知見より

異材接合界面での残留熱応力を低減する目的で、積層パターンとしてチェスパターン

を採用し、且つ異材界面での金属間化合物の発生を抑制するために、スキャンスピー

ドを上げた条件で積層条件の最適化を行った。  

表 3-2.1.1-5 小型要素モデル 

 要素モデル供試体  目的 

１ 角柱 □10mmx20mm チェスパターンでの最適積層条件取得  

Spotsize の影響確認 

２ 角柱 □10mmx40mm S25C/Al3Si1Mn 最適積層条件取得  

３ 円筒状 φ100mmxφ90mmx40mmH 実寸サスタワーを模擬した形状での積層試

行と課題抽出  

 

 これまでの研究により、レーザーパワーP とスキャンスピード v の比（Eline=P/v）、

即ちラインエネルギー密度一定の条件において、v を大きくして、溶融池（メルト

プール）に生じる固相 /液相界面の移動速度、即ち凝固速度（V）をある程度高速とな

るように v を制御することで、金属間化合物相の形成が抑制されることを見出してい

る。この様な高速の凝固速度は、通常の溶接などの溶融凝固プロセス（凝固速度、数

cm/s）では発現させられない超高速凝固である。  

溶接凝固などの通常の溶融凝固プロセスでは、局所平衡が成立する非平衡溶融凝固

プロセスであり、固相/液相界面においては溶質元素の再分配が生じるため、固相と液

相での溶質元素濃度に違いが生じる。通常、溶質元素の分配係数が 1 以下の合金の場

合は、固相の溶質元素が液相側に多く分配されるため、液相側界面の溶質元素濃度が

高濃度となり、粗大な金属間化合物の形成に至る。  

本研究においては、鉄鋼材料とアルミ合金の接合部には、通常粗大な金属間化合物

（η-Fe2Al5 相、および θ-FeAl3 相）相が形成されると考えられ、マルチマテリアル部

材製造の場合は、異種金属界面が脆化の原因となるため、既存の接合プロセスなどを

用いたマルチマテリアル構造部材製造ができないという懸念があった。  

しかしながら、本研究の研究グループにおいては、EBM や SLM などの金属積層造

形では、熱源の特性を制御することで、メルトプールの形状を制御するとともに、メ

ルトプールの固相/液相の最大凝固速度 Vmax を造形プロセスにおいて常にある値以上

になるように、走査速度 v を制御することが可能であることを見出した。この熱源特

性制御と v の制御によって、メルトプール形状を安定制御可能な熱伝導型に維持し、

メルトプール深さと幅の比（深さ /幅）を指定範囲となるように維持する造形を行う。

このことで、固相/液相界面において局所平衡が成立しないまま、即ち溶質元素の再分

配が抑制されたまま（これを“溶質トラッピング”と言う）固相/液相界面の移動、即ち

凝固を進行させる。このことで、溶質元素の局所的な高濃度領域の形成を回避でき、



  

 

3-2.1.1-50 

 

 

即ち金属間化合物の形成を抑制することができる。  

上記した、研究結果では、S25C/Al3Si1Mn の S3 試料接合部には、溶接などの既

存の接合法で観察される粗大な η-Fe2Al5 相、および θ-FeAl3 相の金属間化合物相

（界面反応相）の形成が、スキャンスピードを上昇させた条件において接合界面強

度が増加しており、Al3Si1Mn 母材の降伏応力の値まで強化されることが示された。

スキャンスピードの上昇は、凝固速度を上昇させるため、本研究結果において見出さ

れた、S25C/Al3Si1Mn の接合界面強度の増加は凝固速度が溶質トラッピング効果

が発現する凝固速度に達していたためと考えられる。  

 

1.3.2 実寸サスタワーモデル試作・評価  

 前記小型要素モデル試作・評価において得られた知見をもとに、実寸サスタワーの

試作・評価を行った。  

実寸サスタワーの積層造形時には、大型で且つ複雑形状であることから、造形時に

いくつかのサポート治具を用い、成形ひずみの少ない成形品を得ることができた。  

また、異材接合界面に発生する残留熱応力を可能な限り低減し、最適な積層条件のも

と、実寸形状の試作を行った。  

 

1.3.3 サスタワートポロジー最適化モデル  

実寸サスタワー試作時に用いるトポロジー最適化モデル作成のため、実部品のリ

バースエンジニアリングを実施した。対象としたのは、市販車両のサスタワーで、実

部品の CAD データより FEM モデルを作成し、トポロジー最適化モデルを作成した。

最適化においては、実部品モデルと剛性等価とし、２材料（スチール、アルミ）での

最少重量設計を行った。また、併せて実部品モデル、最適化モデルそれぞれの固有値

解析を行い、固有振動数と固有モードを求め、3D 積層造形試作品を用いたハンマリ

ング試験結果との比較評価を行った。図 3-2.1.1-85(a)にサスタワー実部品の CAD

データを、同図(b)にトポロジー最適化結果を示す。今回 SLM での積層造形であるこ

とから同一平面は、同一材料とし、且つ異材界面と開口部は一定の距離を保持するこ

と、開口部のコーナーには R をつける等配慮してモデルを作成した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)サスタワー実部品 CAD データ     (b)トポロジー最適化モデル  

図 3-2.1.1-85 サスタワートポロジー最適化結果  
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図 3-2.1.1-86 に試作品外観を示す。昨年度来検討を行ってきた各種モデル成形で得ら

れた知見を集積し、異材界面での残留熱応力を抑制しつつ、最適積層条件での造形により

世界で初めて、マルチマテリアル 3D 積層造形による実寸サスタワー（ベンチマーク車体

サスタワー比 22%軽量化）の成形に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.1.1-86 実寸サスタワー試作品外観（外挿空間 400x400x400mm）  

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等） 

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2018FY 0 0 4 1 0 0 0 0 0 

2019FY 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

2020FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 0 4 0 0 0 0 0 1 

2022FY 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

合計  1 0 11 1 0 0 0 0 3 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況） 

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2020FY 1 0 0 

合計  1 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

表 3-2.1.1-7 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.1.1-6 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.1.1.3 参考文献 

 

1) 川畑友弥、稲見彰則、粟飯原周二、破面生成エネルギーを考慮した高張力鋼の脆

性き裂伝ぱ数値モデル-脆性き裂伝ぱ数値モデルの構築  第 1 報、日本船舶海洋工

学会論文集、16, 77-87、 (2012).（図 25-(a)にて引用） 
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2.1.2［テーマ番号４２－Ⅴ］「マルチマテリアルボディーの試作」  

（2021 年度～2022 年度）  

 

2.1.2.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

新構造材料研究開発における開発材料（革新鋼板、革新アルミ二ウム、革新マグネ

シウム、革新炭素繊維複合材）、開発接合技術及び開発防錆技術を織り込んだマルチ

マテリアル車体部品を試作し、評価する。  

 

(2)目標値  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2021 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

A/B ピラー試作技術

開発  

A/B ピラーの素材準備と試作型ができ

ていること  

A/B ピラー試作部品の取得（精度±３

ｍｍ）  

成形解析技術開発  

 

成形解析用モデルができていること。

解析用素材データ取得できていること  

成形解析結果と実体と差異±３ｍｍ  

接合技術開発  

 

RSW 法による接合条件が明確になっ

ていること  

ＲＳＷの最適な条件の明確化と破断

予測法の確立  

性能予測技術開発  部品性能予測ができていること  性能解析結果と実体の誤差 10 % 

 

革新材料・技術を適

用した部品試作  

革新 Mg フード、マルチマテリアルド

ア、CFRP 製ルーフ、LFT-D 製フロア

試作完了。A/B ピラー、サイドメンバ

試作検討、準備完了  

展示試作部品がすべて完成  

試作部品の実用化必

要要件の評価  

A/B ピラー、サイドメンバは評価実

施。それ以外の部品は完了  

対象部品の実用化要件評価完了  

試作部品と実用化評

価結果の展示  

展示コンセプト立案と展示構想を立案

する。  

試作部品と実用化要件評価の展示  

 

(3)全体計画  

計画は 2020 年に立案し、2021 年度から具体的に開発を実施した。2021 年度は設計

と試作を開始した。具体的には、設計は A/B ピラー、サイドメンバ、シルの仕様決定、

詳細構造検討、性能予測解析を、試作は、A/B ピラーの成形解析、接合手法の決定、

接合条件出しを実施した。2022 年度は試作部品の評価を実施した。具体的には、静

的・動的 3 点曲げ試験、解析との比較、実車での衝突解析を実施してベース車との比

較検討を実施した。  

表 3-2.1.2-1 研究開発目標  
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図 3-2.1.2-1 全体計画  

(4)実施体制  

体制は下図に示すように、A ピラーへの革新鋼板の適用は神戸製鋼所が、FSW によ

る TWB 材の B ピラーへの適用は、材料は JFE スチールが、部品化検討を新構造材料

技術研究組合（ISMA）本部が、鋼板と CFRTP とで構成され接着接合した模擬 B ピ

ラーは IHI と物質・材料研究機構（NIMS）が、サイドメンバとシルへの革新アルミ

二ウムの適用検討は UACJ が、革新マグネシウムのフードへの適用は産業技術総合研

究所（AIST）と日本金属が、CFRP と CFRTP とのサンドイッチパネルのルーフへの

適用検討は東レが、LFT-D のフロアへの適用検討は名古屋大学ナショナルコンポジッ

トセンター（NCC）が実施した。全体の取りまとめと展示については ISMA 本部が実

施した。  

 

図 3-2.1.2-2 実施体制  
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(5)運営管理  

個別課題に関する打ち合わせは随時必要に応じて実施。  

さらに、3 か月毎に個別に進捗報告、技術論議を行い、進捗管理を実施。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

革新鋼板を適用した場合、19 部品をホットスタンプ材から変更した場合、約 96 ㎏-

CO2/台の CO2 削減が可能である。自動車製造排出 CO2 量の 2%相当を削減。  

車両として軽量化は、ISMA 開発技術で、①コスト考慮、OEM 採用可能性大のアイ

テムで、2013 年比約 28％の軽量化、②CFRP、Mg を一部採用した場合、2013 年比約

36％軽量化。LCA は、①コスト考慮、OEM 採用可能性大のアイテムで、2013 年比 14

～17％CO2 削減、②CFRP、Mg を一部採用した場合、2013 年比 15～18％CO2 削減とな

る試算が出ている。  

 

2.1.2.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

A/B ピラー試作技

術開発  

A/B ピラー試作部

品の取得（精度±

３ｍｍ）  

A/B ピラー試作部品の取

得ができた。（精度±3 ㎜

以内）  

○  

 

成形解析技術開発  成形解析結果と実

体と差異±３ｍｍ  

成形解析結果と実体との

差異が±３ｍｍ以内に。  
〇  

 

接合技術開発  ＲＳＷの最適な条

件の明確化と破断

予測法の確立  

ＲＳＷの最適条件が明確

になり、破断予測法が確

立した。  

○  

 

性能予測技術開発  性能解析結果と実

体の誤差 10 % 

性能解析結果と実験結果

の差異±10％以内達成。  
〇  

 

革新材料・技術を

適用した部品試作  

展示試作部品がす

べて完成  

展示部品すべて完成  
〇  

 

試作部品の実用化

必要要件の評価  

対象部品の実用化

要件評価完了  

実用化要件評価完了  

 
〇  

 

試作部品と実用化

評価結果の展示  

試作部品と実用化

要件評価の展示  

試作部品と実用化要件評

価の展示実施  
〇  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

表 3-2.1.2-2 最終目標と達成度  
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(2)研究開発の成果と意義  

①A/B ピラー試作技術開発  

図 3-2.1.2-3/4 に示すように革新鋼板を用いて、割れ・しわの無い A/B ピラー試作部

品の取得ができた。取得するに当たっては、ブランク形状の工夫、工程の見直し、形

状の変更（角 R の緩和）、型への見込みを実施した。(図 3-2.1.2-5/6) 

図 3-2.1.2-3 A ピラー         図 3-2.1.2-4 B ピラー部品  

 

図 3-2.1.2-5 B ピラーアウタの形状変更   図 3-2.1.2-6 B ピラーインナ形状変更  

 

②成形解析技術開発 

A ピラーに関しては下部については±3mm 以内になっている。また上部は、±5～

7mm となったが、3 工程の見込み量を修正して±3mm になった。(図 3-2.1.1-7/8) 

 

図 3-2.1.2-7 Ａピラー 下部（アウタ・インナ）解析結果精度  
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図 3-2.1.2-8 Ａピラー上部（アウタ・インナ）解析結果  

 

図 3-2.1.2-9 に示すように、B ピラーに関して,成形解析結果と設計形状との差異は

±3mm 以内で上下で捩じり変形が僅かに発生している。ポイントは、材料の特性のバ

ウシンガー効果を考慮した材料モデルを使用して解析を実施した。図 3-2.1.2-11 に革

新鋼板のバウシンガー効果の特性を示す。また図 3-2.1.2-10 に示すように、実体と設

計形状との差異も±3mm 以内で、CAE と同様に捩じりが発生し、大きく変形してい

る。その原因は、成形型の変形を考慮した成形解析を実施していなかったでその影響

がこのような違いになったと思われる。 

 

図 3-2.1.2-9 各パネルの成形解析結果の精度  
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図 3-2.1.2-10 各部品の部品精度  

 

 

 

 

 

③接合技術開発  

（１）スポット溶接の最適条件検討  

（A）革新鋼板の A ピラーへの適用検討 

図 3-2.1.2-11 サイクリック試験  

（吉田―上森モデル）  

図 3-2.1.2-12 2 軸引張試験結果と  

降伏関数計算値  
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・革新鋼板同士のスポット溶接は多段通電することにより、ナゲット及び HAZ 部の

焼きなましを実施することで引張せん断強度、剥離強度とも向上を図った。（図 2-

2.1.2-13 参照） 

 

 

 

（B）FSW で製造した TWB 材の B ピラーへの適用検討  

B ピラーの接合で同種材のスポット溶接は最適条件が±3%変動しても十分なナゲッ

ト径を確保している。（図 3-2.1.2-14/15 参照） 

 

図 3-2.1.2-14 溶接条件のロバスト性結果 図 3-2.1.2-15 各条件でのナゲット断面写真  

 

（２）スポット溶接破断予測法  

・スポット溶接の破断クライテリアを検討するために、引張せん断強度（TSS）にお

ける破断状況を調査した。具体的には 1470MPa 同士で DIC 解析を実施した。その結

果を図 3-2.1.2-16 に示すように、最大ひずみ部位で破断せず、HAZ 部で判断すること

が分かった。従って Cockcroft ＆ Latham の破断クライテリア（ダメージ値＞クラ

イテリア）を適用して判定することにした。図 3-2.1.2-17 に TSS 試験結果と CAE 結

果の比較を示す。この結果、実験と解析結果が良く合ってることが分かる。十字剥離

強度（CTS）試験結果、CAE 解析結果と TSS の解析結果からの破断クライテリアを示

す。CTS の破断クライテリアは TSS のそれの約 70～80％であり、TSS より安全側を

考慮して、これを破壊現象のクライテリアとした。  

図 3-2.1.2-13 革新鋼板同士のスポット溶接（条件と強度の関係）  
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④性能予測技術開発  

ここでは性能予測精度向上を図るために、解析モデルのメッシュサイズの適正化と

プレスでの加工硬化による材料特性の変化を解析モデルに織り込んで実施した。  

(A)革新鋼板の A ピラーへの適用検討⑤性能としては、A ピラーで要求される前面

衝突を模擬して、部品性能は曲げ強度を解析と実験で、さらに実車レベルでの検討で

は、フルラップ前面衝突解析とオフセット衝突解析を実施した。結果、部品性能の曲

げ強度は、解析と実験とはほぼ同じ反力で目標値を達成した。（図 3-2.1.2-18/19）さら

に実車レベル評価はフルラップ前面衝突解析、オフセット衝突解析結果でベース車両

と同等の性能を達成した。（図 3-2.1.2-20） 

 

図 3-2.1.2-18 A ピラー上部曲げ強度解析  図 3-2.1.2-19  A ピラー下部曲げ強度解析 

 図 3-2.1.2-17 TSS＆CTS 試験結果と  

CAE 結果比較  

図 3-2.1.2-16 TSS における破断状況調査  
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図 3-2.1.2-20 フルラップ前面衝突解析、オフセット衝突解析結果 

 

（B）FSW で製造した TWB 材の B ピラーへの適用検討⑤性能は B ピラーで要求さ

れる側面衝突を模擬して、部品単体の曲げ強度の解析・実験、実車レベルでは JNCAP

側突と IIHS 側突解析を実施した。結果、単品部品の曲げ強度は解析と実験がほぼ一

致し目標反力を達成。さらに接合点入力も解析では強度以下で実験でも剥がれはな

かった。（図 3-2.1.2-21/22、23/24 参照）実車の JNCAP 側面衝突解析では、衝突荷重

線図はベース車と同じであった。また B ピラーの侵入量もほぼ同じだった。さらに相

当塑性ひずみはアウタが若干大きく、インナは小さかった。（図 3-2.1.2-25/26/27）

IIHS 側面衝突解析結果は最大荷重がベース車より僅かに 10kN 低くなっているがその

他は同等性能で適用に関して問題はないことが分かった。（図 3-2.1.2-28） 

 

図 3-2.1.2-21 B ピラー曲げ強度解析  図 3-2.1.2-22 B ピラー曲げ強度時の接合強度  
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図 3-2.1.2-23 曲げ強度解析と実験結果比較  図 3-2.1.2-24 解析と実験のひずみ比較  

 

 

図 3-2.1.2-25 JNCAP 側面衝突解析結果  

 

 
図 3-2.1.2-26 JNCAP 側面衝突時の侵入量 図 3-2.1.2-27 JNCAP 側面衝突時の相当塑

性歪  
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図 3-2.1.2-28 IIHS 側面衝突解析結果  

 

⑤ 革新材料・技術を適用した部品試作 

以下に試作部品の写真を掲載する。（A）革新鋼板製 A ピラー（図 3-2.1.2-29）（B）

FSW による TWB 製 B ピラー（図 3-2.1.2.-30）（C）鋼板＋CFRTP の模擬ピラー(図 3-

2.1.2-31)（D）革新アルミ二ウム製フロンドサイドメンバ＆シル補強部材（図 3-2.1.2-

32）（E）革新マグネシウム製フード（図 3-2.1.2-33）（F）異材接合マルチマテリアル

ドア（図 3-2.1.2-34）（G）CFRP と CFRTP 複合パネル製ルーフ（図 3-2.1.2-35）（H）

LFT-D 製フロア（図 3-2.1.2-36） 

 

図 3-2.1.2-29 革新鋼板製 A ピラー  
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図 3-2.1.2-32 革新アルミ二ウム製フロント サイドメンバ ＆ シル 補強部材  

 

 

図 3-2.1.2-33 革新マグネシウム製フード  

図 3-2.1.2-31 鋼板＋CFRTP 模擬  

B ピラー  

図 3-2.1.2-30 FSW で製造した TWB 製  

B ピラー 
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図 3-2.1.2-34 異種材料接合マルチマテリアルドア  

 

  

図 3-2.1.2-35 CFRP＋CFRTP 複合パネル製ルーフ  

 

  

表面             裏面  

図 3-2.1.2-36 LFT-D 製フロア  
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⑥ 試作部品の実用化必要要件の評価  

実用化に向けて要求される特性としては表 3-2.1.2-3 に示しているように、各アイテム

とも①材料特性、②成形性、③接合、④塗装・防錆、⑤性能（軽量化）であり、これ

らを評価した。 

 

表 3-2.1.2-3 

 

具体的には、 

（A）革新鋼板の A ピラーへの適用検討では、②成形性で FLD、球頭張出性、③接

合はスポット溶接性、FSW、レーザ溶接、④塗装・防錆では水素脆性特性、⑤性能と

しては、部品性能は曲げ強度を解析と実験で、さらに実車レベルでの検討では、フル

ラップ前面衝突解析とオフセット衝突解析を実施した。 

（B）FSW による TWB 材の B ピラーへの適用検討は、②成形性で曲げ性、球頭張

出性、③接合では、溶接速度、強度、④防錆では、溶接部の水素拡散量、FSW 部位の

電着付き回り性、⑤性能は部品単体の曲げ強度の解析・実験、実車レベルでは JNCAP

側突と IIHS 側突解析を実施した。 

（C）鋼板と CFRP の模擬ピラーは、③接合でレーザ、接着、④塗装・防錆では

GC（ガルバニック腐食）対応、熱応力対応、⑤性能は曲げ強度である。 

（D）革新アルミ二ウムのサイドメンバやシルへの適用検討は、②成形性では押し

出し性、③接合は RSW、FSW、⑤性能としては、圧壊特性特に飛散しないこと、圧

壊反力を達成していること確認した。 

（E）革新マグネシウムのフードへの適用検討では、①材料の異方性がないこと、

②成形性では常温成形性、FLD でのアルミとの比較、球頭張出性、③接合では異材接

合特に GC 対応、④塗装・防錆では鉄・アルミ・マグネの同時化成処理性、⑤性能で

は歩行者保護性能の評価である。 

（F）マルチマテリアルドアでの CFRTP とアルミとの異材接合では、②CFRTP の

成形性、③接合は CFRTP とアルミとの FSSW 接合、④塗装・防錆では GC 対応、熱
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変形、⑤性能は側面衝突である。 

（G）CFRP/CFRTP のサンドイッチパネルのルーフへの適用は、②成形性は表層の

CFRP とコア材の CFRTP が一体成形、③接合は接着剤による異材接合、④塗装・防錆

は GC 対応、⑤性能として車体剛性に影響のある面内剛性、面外剛性、透過音、衝撃

を評価した。 

（H）LFT-D 製フロアは、①材料特性：引張弾性率・強度、曲げ剛性・強度、②成

形性、最低板厚、③接合：熱融着、④塗装・防錆は GC 対応と熱変形対応、⑤性能は

面内剛性とポール側突性能である。 

 

⑦ 革新材料および革新技術評価結果の概要 

（A）革新鋼板の A ピラーへの適用検討（テーマ 02 参照） 

②成形性③接合④塗装・防錆、各項目とも問題となる課題はない。特に水素脆性特

性はホットスタンプ材と同等以上の性能を発現した。⑤性能では部品性能の曲げ強度

は、解析と実験とはほぼ同じ反力で目標値を達成している。さらに実車レベル評価で

はフルラップ前面衝突解析、オフセット衝突解析結果はベース車両と同等の性能を達

成した。 

（B）FSW で製造した TWB 材の B ピラーへの適用検討（テーマ 33 参照） 

②成形性③接合ともレーザ溶接と同等、③接合で同種材のスポット溶接は条件が±

10％変動しても十分なナゲット径を確保、④防錆では、電着付き回り性は FSW 端部

のバリを除くことで達成、⑤性能では単品部品の曲げ強度は解析と実験がほぼ一致し

目標反力を達成。さらに接合点入力も解析では強度以下で実験でも剥がれはなかった。

実車の JNCAP 側面衝突解析と IIHS 側面衝突解析結果はベース車と同等性能で適用に

関して問題はないことが分かった。 

（C）鋼板と CFRP の異材接合適用の模擬ピラー（テーマ 63 参照） 

③接合でレーザは適正な条件（入熱量、加圧力）で、接着でも十分な強度を発現、

④塗装・防錆では表面に GF（ガラスファイバー）設置で GC 対応、⑤性能では 3 点

曲げ強度は、レーザ適用で 108.8％、接着適用で約 140％まで向上した。 

（D）革新アルミ二ウムのサイドメンバやシルへの適用検討（テーマ 13 参照） 

⑤性能では、単品圧壊特性は蛇腹変形モードになった。またサイドメンバの単品特

性解析結果では反力と変形モードともベースと同等、シルの単品特性解析結果も反力

が同等であった。軽量化はサイドメンバで 45％、シルで 11％を達成。 

（E）革新マグネシウムのフードへの適用検討（テーマ 35 参照） 

評価結果は、①材料特性は異方性がある。②成形性は 150℃の温間成形必要で熱変

形により部品精度確保が困難であった。またヘム加工でも加熱が必要でこれによる変

形も課題である。③接合で GC 対策として接着剤挿入と端部シール実施、さらに各部

品の表面処理が必要である。④鉄、アルミ、マグネの同時化成処理は Zr 処理で pH は

ある値以上のコントロールで達成可能、⑤性能は張り剛性は Al より低下、歩行者保

護性能は変形量が大きくエンジンルーム部品との干渉大で NG であった。 

（F）マルチマテリアルドアでの CFRTP とアルミとの異材接合適用（テーマ 05 参

照） 
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評価結果は、③接合は、アルミ前処理、ウエルドボンドにより強度向上する。④塗

装・防錆では、GC 対応として接着剤挿入と端部シール実施。シールの耐久信頼性は

可塑剤量を指標として評価。⑤性能では、側面衝突対応として、ドアインナの構造を

CFRTP 一体構造から周囲をアルミ製、中央部を CFRTP 製にして FSW と接着剤で接合

する構造に変更して割れない構造に変更した。ドアビームへの革新鋼板適用は目標以

上達成、革新マグネは断面拡大（レイアウト課題有）と時効処理による析出物制御と

結晶微細化制御の適正化により圧縮側で発生するき裂を防止した。熱変形は CAE と

T/P 部材の結果がほぼ一致しているので CAE を活用してドアを評価実施した。 

（G）CFRP/CFRTP のサンドイッチパネルのルーフへの適用（テーマ 27C 参照） 

③接合は接着剤による異材接合、④塗装・防錆は接着剤挿入で GC 対応、⑤性能と

して車体剛性に影響のある面内剛性は現行の半分。面外剛性は従来の約 2 倍達成、透

過音は雨音、風音の車外騒音域で効果大である。衝撃性能は延性破壊になっている。

高低温度の面外剛性への影響は、高温（80℃）で若干の低下（6％）が見られたが、

問題ないレベルである。低温（－40℃）はほとんど変化がないことが分かった。 

（H）LFT-D 製フロア（テーマ 27 参照） 

①材料特性：引張弾性率・強度は目標値を達成、②成形性は製品表面積と板厚の関

係が比例関係であり、製品表面積 1ｍ２で板厚 2.1t、表面積 1.5ｍ２で板厚 2.6t である

ことが分かった。③接合は熱融着で強度はマトリックス母材（PA6）強度並み、④塗

装・防錆は GC 対応として表面に GFRP を配置して対応。⑤性能でベース車両と車体

捩じり剛性等価でベース車両に対して約 36％軽量化を達成した。またポール側突性能

は目標値として 600kN の圧壊強度狙い仕様（クロス メンバの板厚 10t）で目標値を

達成した。 

 

⑧ 試作部品展示 

本テーマの目的を実現するために試作部品を車体に模擬した集合体（図 3-2.1.2-

37）で展示することで、上記で説明した実用化ポテンシャルの高さを示した。その結

果、展示を見た見学者に実用化のレベルを理解して頂いた。  
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図 3-2.1.2-37 部品展示（部品集合体） 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等
※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2021FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2022FY 0 0 1 1 0 0 2 0 2 

合計  0 0 2 1 0 0 2 0 3 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況） 

 なし  

 

2.1.2.3 参考文献  

1) 千葉、「マルチマテリアルの実用化と LCA 対応」、溶接技術、5 月号、P42～47

（2022 年）  

表 3-2.1.2-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2 研究開発項目②「接合技術開発」  

2.2.1［テーマ番号０１］アルミニウム／CFRP 接合技術の開発  

          （2013 年度～2017 年度）  

2.2.1.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

軽量構造材料のアルミニウム（Al）と、軽量・強度・剛性に優れる CFRP との組み

合わせは、今後の輸送機器用途では非常に重要な設計技術となるが、従来接合方法で

は接合サイクル、コスト面、設備大型化・精密化が必要となる場合や、熱源や高価な

設備が必要なものもあり、更なる改善が期待されている。本事業では、より簡便に実

施でき、接合特性に優れ、大型部材にも適用可能な革新的接合技術、具体的には、新

規接合技術として、摩擦エネルギーを利用した簡便な摩擦（撹拌）重ね接合（Friction 

lap joining、以下 FLJ）技術の研究開発を進める。2017 年度までで、FLJ の要素技術

検証が完了しており、当初予定としていた 2018 年度以降の実用化技術推進は、FLJ

プロセスの設備化と並行して装置メーカーと連動した検討を進めることから、愛知

県の戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業 2017 年 8 月から 2020 年 3 月ま

で）にて実施しており、伊予分室での本テーマ検討は 2017 年度で終了とした。 

なお、サポイン事業では、回転ツールの加圧力制御機能を開発することで接合部

の金属側のバリの発生を抑制し、母材強度以上の接合強度を確保すること、ならび

に回転ツール軌跡制御の開発により、回転ツール先端位置をフィードバックしたロ

ボット動作制御により緻密な加工動作を実現し、川下企業からの要求値である

R50mm、R100mm での凸 R、凹 R の直線接合時において、バリ発生を抑制することを目

標に実施した。 

 

(2)目標値  

【第一中間目標（2015 年度末）】  

接合強度：アルミニウム／CFRP（熱可塑性樹脂ベース）の試験片の接合で、JIS-A 級

（JIS Z3140）の引張せん断荷重平均値以上、またはそれに準ずる接合試験片（例えば

シングルラップ接合試験（ISO4587））の引張せん断試験で母材破断となるレベルを達

成する。ここで母材破壊とは、CFRP 破壊の場合は①CFRP 全体が接合部周辺で破断

した場合、②接合部においてアルミニウム側に CFRP 材料表面がとられて破断した場

合であり、アルミニウム／CFRP の界面剥離となっていない状態のことを示す。また、

実用化に向けては、接合部外観などの接合強度以外にも着目し、具体的な対象アイテ

ム絞り込みに関する FLJ のポテンシャル見極めを最優先とする。  

【第二中間目標（2017 年度末）】  

接合強度：アルミニウム／CFRP（熱硬化性樹脂ベース）の試験片の接合で、JIS-A 級

（JIS Z3140）の引張せん断荷重平均値以上、またはそれに準ずる接合試験片（例えば

シングルラップ接合試験（ISO4587））の引張せん断試験で母材破断となるレベルを達

成する。ここで母材破壊とは、CFRP 破壊の場合は①CFRP 全体が接合部周辺で破断

した場合、②接合部においてアルミニウム側に CFRP 材料表面がとられて破断した場

合であり、アルミニウム／CFRP の界面剥離となっていない状態のことを示す。  
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研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

プロセス開発  

（2013～2017 年度）  

 

Al／熱可塑 CFRP

の FLJ で CFRP 母

材破壊レベル（樹

脂は PP、PA、

PPS）  

Al／熱硬化 CFRP

の FLJ で CFRP 母

材破壊レベル  

 愛知県サポイン  

事業で実施  

CFRP 設計  

（2013～2017 年度）  

Al／熱可塑 CFRP

の FLJ で CFRP 母

材破壊レベルとな

る CFRP 設計（樹

脂は PP、PA、

PPS）  

Al／熱硬化 CFRP

の FLJ で CFRP 母

材破壊レベルとな

る CFRP 設計  

  

接合データベース構

築  

（2013～2017 年度）  

Al／熱可塑 CFRP

（樹脂は PP、

PA、PPS）の DB

構築  

Al／熱硬化 CFRP

の DB 構築  

  

 

 

(3)全体計画  

表 3-2.2.1-2 に全体計画を示す。第一に FLJ のポテンシャル見極めを優先し、まずは

Al／熱可塑性 CFRP での検証を 2015 年度末までに実施した（第一中間目標）。この時

点で FLJ が接合技術として適用可能であると判断し、2017 年度に Al／熱硬化 CFRP

での検証を実施し（第二中間目標）、2017 年度末までに FLJ の要素技術検証を完了さ

せた。  

実用化に向けては、ロボット設備化が必須と考えており、接合プロセス検証と並行

して設備実用化に向けた初期課題抽出を進めた。  

接合データベースは、2017 年度末までにモデル試験片での構築を進めた。  

また、以降の実用化検討はテーマ推進の協力先であるロボット制御システムメーカー

（トライエンジニアリング株式会社）が愛知県の戦略的基盤技術高度化支援事業

（サポイン事業 2017 年 8 月から 2020 年 3 月まで）にて実施した。  

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.1-1 研究開発目標  
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023～

全体

プロセス開発
(FLJ)

CFRP設計
指針策定

接合DB構築
接合部解析

実用部品検証

★

要素技術検証

第一中間目標達成
熱可塑性CFRP

★
第二中間目標達成
熱硬化性CFRP

★
最終目標達成

ＦＬＪ技術開発
・メカニズム解析

接合装置改良(簡素化・自動化)

CFRP材料設計
・熱可塑系
・熱硬化系
・接合基材

基礎データベース構築(試験片) 基礎データベース構築(実成形品)

実用アイテム探索・展開
・部品成形、接合特性把握

実用化技術推進

ロボット設備化（プロセス）

適用部材ヒアリング

電食・熱歪み解析、金属種展開

Ｆ
Ｌ
Ｊ
適
用
可
否
判
断

実用化
検討

実用化
検討

実用化
検討

愛知県サポイン活用
ロボットFLJ製品化に向けた最適制御システム開発

サポイン事業へシフト

 

 

 

 

(4)実施体制  

 プロセス開発は基礎検討設備を保有する再委託先主体で要素技術開発と接合データ

ベース構築の基礎部分を実施し、実用化の際には外部の設備メーカーとの協力が必要

となる。CFRP 設計は東レが実施した。表 3-2.2.1-3 に実施体制のまとめを示す。実施

割合が大きい担当を◎印としている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.1-2 全体計画  
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東レ（株） 再委託先 外部
①FLJポテンシャル把握 ○ ◎

②接合メカニズム解析 ○ ◎

③設備実用化 ○ ○ ◎

④指針確立（熱可塑） ◎

⑤指針確立（熱硬化） ◎

⑥接合基材設計 ◎

⑦適正接合条件設定 ○ ◎

⑧接合法ベンチマーク ○ ◎

⑨電食評価法確立 ○ ○

⑩熱歪み評価法確立 ○ ○

実用部品検証 ⑪モデル成形・試作 ◎ ○

接合部解析

担当
研究開発項目 研究内容

プロセス開発

CFRP設計

接合DB構築

 

 

(5)運営管理  

東レ（株）と再委託先の間で定期ミーティング（電話会議なども含めて少なくとも

2 ヶ月に 1 度）を開催し、進捗確認および今後の検討方針や開発軌道修正について協

議し、スケジュールに沿った研究開発運営を実施した。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

軽量構造材料のアルミニウム（比重 2.7）と、強度・剛性に優れてさらに比重が小

さい CFRP（比重 1.0～1.6）との組み合わせは、輸送機器用途では効果的な軽量設計

技術となる。FLJ の適用で接合サイクル、接合ポテンシャル、コストや設備面でのメ

リットが見出せれば Al／CFRP を接合した部材の輸送機器への適用拡大に繋がると期

待できる。  

本テーマではポテンシャル把握に注力したため、具体的用途については未定である

が、Al／CFRP の複合化により、エネルギー吸収がそれぞれ単体よりも 2 倍以上に大

きくなる結果もあり、例えば自動車のバンパー部材などへの適用も期待できる。輸送

機器用途への適用以外でも、開発期間の比較的短い家電製品などの産業用途アイテム

では特性がマッチすれば早期事業化の可能性もあると考える。  

 

2.2.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

表 3-2.2.1-4 に目標の達成度を示す。2017 年度末での実績について一覧にまとめ

た。2017 年度末までで FLJ のプロセス開発、CFRP 設計については要素技術検証が

完了した。一方で実用化に向けた設備検討はテーマ推進の協力先であるロボット制

御システムメーカー（トライエンジニアリング株式会社）が愛知県サポイン事業にて

検討を実施した。接合 DB 構築に対しても、試験片レベルでの評価を完了している。  

表 3-2.2.1-3 実施体制  
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研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

プロセス開発  

 

Al／熱硬化 CFRP

の FLJ で CFRP 母

材破壊レベル  

（2017 年度）  

※熱可塑 CFRP は

達成済  

（2015 年度）  

CFRP 母材破壊レベル  

達成  

○  

 

CFRP 設計  Al／熱硬化 CFRP

の FLJ で CFRP 母

材破壊レベルとな

る CFRP 設計  

（2017 年度）  

※熱可塑 CFRP は

達成済  

（2015 年度）  

CFRP 母材破壊レベル  

達成  

〇  

 

接合データベース

構築  

Al／熱硬化 CFRP

の DB 構築  

（2017 年度）  

※熱可塑 CFRP は

達成済  

（2015 年度）  

母材破壊レベルの接合達

成  

試験片レベルでは耐久性

含めて評価完了  
○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

 

 

(2)研究開発の成果と意義  

プロセス開発では、FLJ プロセスにおける接合部の温度プロファイルを評価し、数

秒程度の短時間で 400°C を超える温度まで接合部の温度が上昇可能であり、熱融着

に適するポテンシャルを有することが確認できた（図 3-2.2.1-1）。  

表 3-2.2.1-4 最終目標と達成度  
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数秒で高温到達
（熱融着に適する）

100

200

300

400

500

0

600

50 1000

回転ツール

アルミ
CFRP

2mmt

測定部位

時間（ 秒）

温
度
（
℃
）

1600mm/min

100mm/min

 

 

 

また、Al／CFRP（CF／PA6 射出成形品）の FLJ 条件検討において、図 3-2.2.1-2 に

示すように適切な接合条件範囲が存在することが確認できた。回転ツールの回転数が

2000rpm 付近で、接合速度が 1600mm/min 付近のときに CFRP 母材破壊レベルとなる

良好な接合が可能である。  

 

3000

1000

0 500 1000

接合速度（mm/min）

0

回
転
数

（rpm）

2000

適正な
接合条件

20001500

×

× 接合強度 ＜5MPa （界面剥離）

接合強度 5～7MPa （一部母材破壊）

接合強度 ＞7MPa （母材破壊）

×

Al／CFRP（CF/PA6射出成形品）

回転ツール

アルミ

CFRP（射出成形品）
2mmt

×

アルミ板（A5052）処理 ： #800 エメリー紙による湿式研磨

 

 

 

接合強度評価後の接合部 Al 側表面の観察写真を図 3-2.2.1-3 に示す。適切な条件と

することで、左側写真のように Al 表面に CFRP 母材破壊による母材付着が確認され

るが、接合条件が適切でなければ右側写真のように母材付着は確認できず、界面で薄

図 3-2.2.1-1 FLJ プロセス接合部の温度履歴  

 

図 3-2.2.1-2 FLJ 条件と接合強度  
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剥離している。  

接合条件

接合速度 ： 1600mm/min
ツール回転数 ： 2000rpm
ツール押込深さ ： 0.9mm

接合界面破断CFRTP母材内破断

接合速度 ： 2000mm/min
ツール回転数 ： 2000rpm
ツール押込深さ ： 0.9mm

50μm 50μm

 

 

 

PA6 の他の熱可塑性樹脂として、ポリプロピレン（PP）およびポリフェニレンス

ルフィド（PPS）を用いた CF 強化射出成形品を検討した。PP は安価で軽量であり、

PPS は高い耐熱性を有するため、輸送機器向けにはいずれも重要な樹脂となる。  

 PA6 で良好な接合が得られた接合速度 1600mm/min、回転数 2000rpm の接合条件で

FLJ を実施したところ、PP、PPS ともに一部母材破壊となる良好な接合が得られた。  

 さらに高耐熱性を有する PEEK 樹脂の射出成形品を用いて FLJ を実施したところ、

PEEK 樹脂がネッキング破壊する強固な接合が可能であり、FLJ プロセスは加工温度

が 400℃近辺になる PEEK 樹脂にも適用可能であることがわかった。（図 3-2.2.1-4）。  

図 3-2.2.1-3 接合部 Al 側表面の観察写真 
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10

2

CF/
polyamide 6

CF/
polypropylene

0

8

6

CF/
polyphenylene sulfide
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接合メカニズム解析について、Al／CFRP（CF／PA6 射出成形品）接合部の元素

マッピングを実施した結果、Al／CFRP 界面に酸素、Mg が局在化していることが判明

した。また、Al のみを FLJ プロセスに通し、Al 接合側（回転ツールを当てた反対

面）の表面分析を実施した結果、プロセス前後で酸素、Mg の局在が示唆されたこと

から、FLJ により Al 側の表面極性が変化し、CFRP との熱融着時に相互作用が有利に

働いているものと推定する（図 3-2.2.1-5）。  

図 3-2.2.1-4 各種樹脂系での接合強度  
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FLJ プロセスがアルミニウムと接合する CFRP 外観に与える影響について確認を

実施した。CFRP には表面クリア塗装を施したものを用い、FLJ プロセス実施後の外

観変化を目視および表面粗さ評価で検証した。FLJ プロセスは数秒で 400℃近い温度

まで加熱可能であるため、CFRP への熱履歴の影響は大きい。実際に回転ツールが通

過した部位は、他の部位と比較して塗装表面に反射する蛍光灯が歪む結果となった

（図 3-2.2.1-6）。表面粗さ評価では、塗装ベース部分は高低差 10μm 程度であるのに

対して、回転ツールが通過した部位は高低差 100μm 程度と大きくなっていることが

わかった。FLJ プロセスは適用部位の見極めや塗装前の適用など用途・部位に応じ

た配慮が必要である。  

図 3-2.2.1-5 接合部元素分析  
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アルミニウムと熱硬化 CFRP との接合についても検証を進めた。熱硬化 CFRP は

熱可塑 CFRP には無い特性を有しており、熱硬化 CFRP と熱可塑 CFRP とを使い分

けて接合が可能になれば、アルミニウムとの一体化成形品の使用に対しても幅広い

特性を付与することができるため、輸送機器への実用化に有効となり得ると考える。  

一般的に熱硬化 CFRP は樹脂が架橋構造となるため、弾性率や熱安定性が高く、熱

可塑 CFRP よりも力学特性の信頼性が高くなる場合がある。一方で架橋構造である

ため、熱溶着性が無く、通常は熱溶着プロセスでは接合が不可能である。（表 3-

2.2.1-5）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.1-6  FLJ の外観への影響（モデル評価）  
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熱硬化ＣＦＲＰ 熱可塑ＣＦＲＰ

特

性

樹脂構造 ◎
架橋構造

(高い信頼性)
△

非架橋構造

(疲労、クリープ：劣)

弾性率 ○ 高弾性率に利点 △ 一般的に低弾性率

靱性 △ 一般的に低伸度 ◎ 衝撃(変形)に利点

熱安定性 ○ 熱変形は少ない △ 溶融や熱変形

成

型

加

工

含浸性 ◎
モノマー使用

(連続繊維向き)
×

ポリマー使用

(連続繊維に不向き)

成形時間 △
硬化時間(５分以上)

※1分速硬化も可能
◎

溶融・固化時間

(射出成形は１分)

成形温度

成形圧力
○

低温・低圧

(大型成形向き)
△

高温・高圧

(大型成形に不向き)

後加工性 × 接着剤、機械接合(一般的) ◎ 熱溶着可能

 

 

我々は熱硬化 CFRP 表面に熱可塑樹脂を配置した熱溶着が可能な熱硬化 CFRP を

用いて FLJ プロセスによる接合評価を実施した。  

 まずは比較として、熱可塑性樹脂の接着層無しの CFRP を用いて FLJ プロセスを

実施したところ、予想通り溶着はしなかった。熱硬化 CFRP の表面に熱可塑性樹脂

の接着層（50μm 厚み）を有する場合には、FLJ プロセスにより溶着可能であったが、

容易に手で剥がせるレベルの接合であった。これは熱可塑性樹脂の接着層（50μm 厚

み）が十分な量ではなかったために、溶着強度が低下したものと推定し、接合部に

接合基材を追加で挿入して FLJ プロセスを実施したところ、CFRP の一部がアルミ

表面にとられるほどの強固な接合強度（30MPa）を発現可能であった。また、熱可

塑性樹脂の接着層が無い場合には、接合基材を追加で挿入しても容易に剥離するこ

ともわかった。熱硬化 CFRP を接合対象とする場合、表面への熱可塑性樹脂の接着

層形成とともに、十分な量の熱可塑性樹脂を介在させて接合する必要がある。（表 3-

2.2.1-6）  

 

 

 

 

 

表 3-2.2.1-5 熱硬化 CFRP と熱可塑 CFRP 



  

3-2.2.1-12 

 

 

構成・接合条件 接合状況回転数：2000rpm速度：1600mm/min

回転ツール

アルミ

熱硬化CFRP
（積層成形板）

溶着せず

熱可塑接着層(PA系)
50μm

熱可塑接着層(PA系)
50μm

接合基材(CF/PA系)
200μm

溶着するが手で剥がせる

接合強度
30MPa

※熱可塑接着層無しの場合、接合基材があっても溶着せず(容易に剥離)
 

また、アルミニウムと CFRP との間に介在させる接合基材は、それ自身を炭素繊

維（CF）で補強することで、より強固な接合強度を発現可能となる。具体的には CF

を 20%混合したポリアミド樹脂を用いることで、CF を混合しないポリアミド６樹脂

を用いた場合よりも 1.5 倍程度接合強度が向上する。これは接着層自身の強度を強

化することで、接合強度が向上したものと推定する。（図 3-2.2.1-7）  

 

 

表 3-2.2.1-6 アルミニウム／熱硬化 CFRP の FLJ 接合  

図 3-2.2.1-7  FLJ の外観への影響（モデル評価）  
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用いる接合基材の厚みも適切な範囲があり、本検討では 0.3～0.5mm 程度が良好な

厚み範囲であることがわかった。  

 

FLJ 接合試験片のデータベース構築の一環として、Al/CFRP(CF30wt%/PA6)の FLJ

接合試験片を用いた各種耐久性評価を実施した。  

 ・85℃恒温試験（図 3-2.2.1-8）  

  アルミニウムの表面処理として湿式研磨してシランカップリング処理を施した

試験片と、表面処理を施さなかった試験片とを比較すると、接合強度の絶対値

は表面処理有りの方が高いものの、表面処理有無にかかわらず、85℃環境下で

は接合強度は初期強度から 28 日間ほぼ変化しないことがわかった。  

 ・85℃×85%RH 試験（図 3-2.2.1-8）  

  アルミニウムの表面処置として湿式研磨してシランカップリング処理を施した

試験片と、表面処理を施さなかった試験片とを比較すると、表面処理無しでは

初期の接合強度が低くなり、かつ 5 日間でほぼ接合強度が無くなるが、表面処

理有りの場合では 85℃環境下では接合強度は初期強度からほぼ変化しないこと

がわかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サーマルショック試験（-40℃×30 分⇔100℃×30 分）（図 3-2.2.1-9）  

  アルミニウムの表面処理として湿式研磨してシランカップリング処理を施した

試験片と、表面処理を施さなかった試験片とを比較すると、接合強度の絶対値

は表面処理有りの方が高くなり、かつ表面処理無しでは接合強度が徐々に低下

していくことがわかった。  

 ・塩水噴霧試験（35℃×2h→）（図 3-2.2.1-9）  

  接合部をラバーでシールを施した試験片と、シールを施さなかった試験片とを

比較すると、シール無しでは接合強度が 60 日間でほぼゼロとなるが、シール有

りでは初期強度を維持可能であることがわかった。  

 

 

 

図 3-2.2.1-8  FLJ の耐久性評価(85℃、85℃×85%RH) 
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FLJ の自動化について、ロボット設備を用いた検証を実施した。まずはアルミニ

ウムと熱可塑 CFRP の平板を用いたモデル検討を進め、基礎検討時の知見同様に接

合強度はプロセス条件に依存する傾向が確認でき、ロボット設備を用いた FLJ によ

る接合はポテンシャル的に十分可能であることを確認した。（図 3-2.2.1-10）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、FLJ 接合の適用形状に関しては、平板形状だけでなく、R100mm 程度の

曲面形状でも接合が可能であることを確認した。（図 3-2.2.1-11）  

加えて、実用化に向けては①回転ツール加圧の均一維持、②接合後の冷却固化ま

での接合部位固定がプロセス上重要であることもわかった。特にロボット設備化を

想定する場合、回転ツールを当てる角度が異なると、設備自体（回転ツールヘッ

ド）の自重が大きいため接合部位の加圧力に影響して、加圧力の均一維持が非常に

困難となる。具体的な加圧力制御と接合条件と接合強度との関係や、接合部の状態

確認などの検証は愛知県の戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）にて検

討を実施しており、結果を簡単に紹介する。  

図 3-2.2.1-9  FLJ の耐久性評価(Thermal shock、Salt spray) 

 

図 3-2.2.1-10  ロボット設備を用いた FLJ モデル検討  
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実用化に向けた課題抽出

(1)ツール加圧の均一維持

(2)アルミ／CFRP固定

接合後に冷却固化するまで

加圧制御技術の開発

(サポイン事業活用)モデル的に三次元形状の接合を確認
 

 

 

 

主要な課題として、ロボット設備で実施する３次元形状への FLJ 適用には、接合部

の正確な加圧制御が重要となるが、高速回転ツールを備えたアーム部はたわみの影響

などで加圧の制御が非常に困難であり、接合部品位（アルミ側外観や接合強度）に大

きく影響することが挙げられていた。この課題解決のため、テーマ検討の開発協力先

であるロボット制御システムメーカー（トライエンジニアリング株式会社）が愛知県

サポイン事業（2017 年 8 月～2020 年 3 月）で開発を進め、図 3-2.2.1-12 に示すように、

加圧力の精密なフィードバック制御を実現し、接合部の外観や強度を３次元形状にも

適用可能なレベルに到達した。自動車メーカーや Tier1 の関心は高いと想定しており、

ロボットシステムメーカーでの設備販売も含めて実用化に向けた働きかけを継続する。

結果詳細はサポイン技術紹介サイト  

（https://www.chusho.meti.go.jp/sapoin/index.php/cooperation/project/detail/4390）に掲載

されている。  

 

  

 

 

 

 

軽量構造材料のアルミニウムと、軽量・強度・剛性に優れる CFRP との組み合わせ

は、今後の輸送機器用途では非常に重要な設計技術となる。金属は力学特性以外にも

高い電導性や熱伝導性などの優れた性能を有し、CFRP は軽量性に優れた素材であり、

その複合体は輸送機器以外にも様々な用途に展開可能と考える。  

本研究開発において、より簡便に実施でき、接合特性に優れ、大型部材にも適用可

図 3-2.2.1-11  ロボット設備を用いた FLJ モデル検討  

 

図 3-2.2.1-12 アルミニウム／CFRP の FLJ サポイン事業成果例 

（左：FLJ ロボット設備 右：開発成果の接合部品位向上結果  

 ） 
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能な革新的接合技術として FLJ の可能性を見極めることで、Al に限らず金属／CFRP

複合体の適用部材が大きく拡大する可能性を有する。現時点では熱可塑性 CFRP（射

出成形品）および熱硬化 CFRP に対して母材破壊レベルの接合強度を有することが確

認できており、接合ポテンシャルは高いものと期待する。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 1 0 2 0 0 0 0 1 1 

2015FY 1 1 5 0 0 1 0 1 0 

2016FY 0 0 11 1 0 2 0 1 1 

2017FY 0 0 5 0 0 3 0 0 0 

2018FY 0 0 8 0 0 3 0 0 0 

2019FY 0 0 7 0 0 3 0 0 0 

2020FY 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

2021FY 0 0 2 0 0 2 0 0 0 

2022FY 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

合計  2 1 42 1 0 14 0 3 2 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 0 0 0 

2017FY 0 0 0 

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.2.1.3 参考文献  

特記無し  

表 3-2.2.1-8 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.1-7 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.2［テーマ番号０２］残留γ相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開発

（2014～2022 年度）  

 

2.2.2.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

 自動車の軽量化ニーズに対応するため、自動車用鋼板およびアルミニウム板の画

期的な高強度化・高延性化を狙い、自動車用鋼板では残留 γ 相状態を高度に制御し

た中高炭素鋼を活用した革新鋼板の開発、自動車用アルミニウム板では複層アルミ

板の開発を進めている。一方、マルチマテリアル化を狙った際には、これらの鋼

板・アルミ板の接合に難しさがあるとともに、革新鋼板－革新鋼板の接合について

も課題が存在する。現状、鋼板－アルミ板の異材接合については量産されている技

術は、Self-Piercing Rivet（SPR）や Flow Drill Screw（FDS）といった機械締結を活

用した技術が中心となっている。しかし、これらの技術は副資材が必要でコストが

高かいために少量生産の高級車に適用することはできるが大量生産には適さなかっ

たり、超高強度鋼板を対象とすると機械締結のために鋼板に穴をあける必要がある

が、その穴あけが難しかったりすることで、超高強度鋼に展開するには課題がある。  

 上記のような状況に対して、鋼板－アルミ異材接合については、コスト、量産性

という観点では、現在最も一般的に活用されている抵抗スポット溶接を活用するこ

とが最も有効と考えられている。一方で、抵抗スポット溶接による鋼板－アルミ異

材接合については、様々な研究が進められているが、金属間化合物の制御に難しさ

があることから、実用化に至っていない。しかし、金属間化合物を作り込みながら、

種々の制御を実現するための方策として、これまで鉄－鉄接合において開発してき

た加圧制御技術が有効と想定される。  

 また、超高強度鋼での異材接合という観点では、高強度鋼板側に機械的な穴あけ

をすることが難しさの元となるために、鋼板側には穴をあけずに溶接で接合しつつ、

アルミ側については機械締結を行う Element Arc Spot Weld（EASW）という手法が有

効で、安定して高い継手品質を確保できる可能性があると考えられる。  

そこで本テーマでは、革新鋼板－複層アルミもしくはその同等材を対象にして、

量産性を考慮した抵抗スポット溶接および継手品質を想定した EASW を活用して、

継手強度を確保するための技術開発に取り組んだ。  

 また、革新鋼鈑－革新鋼板の同材接合については、抵抗スポット溶接では十字引

張強度（CTS）が大幅に劣化することがわかっている。この改善のために、これま

で電極外周部を加圧しながら通電する外加圧スポットという技術を用いることで、

チリ発生を抑制しながらナゲットを大きくすることで継手強度確保を図ってきたが、

2018 年度までの結果では継手特性確保に外加圧スポットだけでは不十分であり、抵

抗スポット溶接で制御可能な加圧、電流、電圧、その付与のパターン等様々な項目

を制御して、理想的な接合部の組織・特性分布を実現する必要があることがわかっ

てきた。また、抵抗スポット溶接だけでは継手強度を確保することが難しい可能性

もあり、継手強度を確保するためにスポット溶接と併用できるような技術の活用も

視野に入れる必要があると考えられる。  
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 そこで、2019 年度は、これまで検討してきた外加圧スポットだけでなく、構造用

接着剤を活用したウェルドボンド、ナゲット部および熱影響部の強度を制御するた

めのテンパー通電を用いることで、継手特性改善の可能性について検討した。  

また、2020 年度は 2019 年度までに検討した知見を元に、各種異材接合技術を活

用した異材継手にて、十字引張強度の最終目標達成に取り組んだ。  

 一方、第 3 期までに開発した革新鋼板、複層アルミ合金ならびに同材／異材接

合技術について、社会実装を加速するためには、試験片での引張特性の評価だけ

でなく、自動車の車体骨格部品もしくはそのモデル部品を実現する製造性の検証

や、衝突性能に代表される車体骨格部品の機能に対する材料・接合技術の効果を

明らかにすることが有効と考えられる。  

 そこで、2021 年度から始まった第 4 期においては、これまでに開発した革新材

料、接合技術を活用し、自動車用模擬部品の実現とその性能評価について検討し、

2022 年度は革新材料、革新アルミを活用した自動車模擬部品の試作に取り組んだ。  

 

 

(2)目標値  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第 3 中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

①残留γ相制御中高

炭素鋼板／革新アル

ミ異材抵抗スポット

溶接技術の開発  

（2018～2022 年度）  

  革新アルミ・革新

鋼板において抵抗

スポット溶接およ

び新接合技術活用

による十字引張強

度 1.5kN 以上  

各種実用部品の接

合で JIS-A 級の引

張せん断荷重最小

値以上又は母材破

断。  

②残留γ相制御中高

炭素鋼のスポット溶

接  

（2014～2019 年度）  

1.2GPa 以上の中

高炭素鋼で、JIS-

A 級の引張せん断

荷重平均の 70%以

上の接合強度  

スポット溶接の電

流通電時間、加圧

力以外の制御因子

の明確化と継手特

性向上のための溶

接方法提案と有効

性検証  

中高炭素革新鋼板

同士の継手におい

て JIS-A 級の引張

せん断継手平均値

の 70%以上、十字

引張荷重平均値の

70 以上  

 

③残留γ相制御中高

炭素鋼板／革新アル

ミ異材継手のための

新接合技術  

（2018～2022 年度）  

  革新アルミ・革新

鋼板において抵抗

スポット溶接およ

び新接合技術活用

による十字引張強

度 1.5kN 以上  

各種実用部品の接

合で JIS-A 級の引

張せん断荷重最小

値以上又は母材破

断。  

表 3-2.2.2-1 研究開発目標  

 



  

3-2.2.2-3 

 

④超高強度鋼板の接

合強度発現メカニズ

ムの解明【大阪工業

大学】  

（2018～2020 年度）  

  革新鋼板の接合継

手の特性支配因子

とその景況を数値

シミュレーション

により算出し、継

手特性向上が達成

可能な方策を提示

する。  

 

⑤多重レーザ溶接に

よる中高炭素鋼板の

連続接合  

（2014～2017 年度）  

1.2GPa 以上の中

高炭素鋼で、母材

強度の 70%以上の

引張特性  

継手特性向上可能

な接合技術探索と

中高炭素鋼板での

効果検証  

 

  

⑥残留γ相制御革新

鋼板の重ね FSW 溶接

技術の開発  

（2014～2017 年度）  

1.2GPa 以上の中

高炭素鋼で、母材

強度の 70%以上の

引張特性  

継手特性向上可能

な接合技術探索と

中高炭素鋼板での

効果検証  

 

  

⑦革新的 FSW 技術の

探索【大阪大学】  

（2014～2016 年度）  

各種炭素量の鋼板

に FSW を施し、

中間目標を満たす

継手強度を実現で

きる接合条件を提

示する。  

 

開発鋼において適

切な継手特性を得

るためのプロセス

設計指針を提案す

る。  

  

⑧ツール設計による

FSW 特性向上技術

【近畿大学】  

（2014～2015 年度）  

モデル合金で接合

部の組成流動を最

大化できる接合方

法を提示する。  

   

⑭革新材料の実用部

品適用を想定した成

形技術、接合技術の

開発  

（2020～2022 年度）  

  成形限界線図に代

表される各種材料

特性のデータベー

ス構築。革新材料

適用の候補部品の

成形、接合継手の

作製評価と課題抽

出。  

自動車部品に適用

可能な接合技術開

発。革新鋼板を適

用した模擬部品の

実現。  

⑮革新鋼板製実車体

模擬部品の実現  

   モデル車両の A

ピラーを元にした
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（2021～2022 年度）  革新鋼板適用の可

能性検討。材料、

接合、成形技術の

データベース構築  

 

なお、実施計画書に記載の実施項目のうち革新鋼板の開発に関わる⑨、⑩、⑪につい

てはテーマ 22（3-2.6.1 章）、複層アルミの開発に関わる⑫、⑬についてはテーマ 21

（3-2.4.2 章）に記載する。  

 

(3)全体計画  

 本テーマについては、テーマ 22 の残留γ高度制御革新鋼板のテーマと連動して検

討を進め、革新鋼板の開発の中で鋼板開発が進んだら、その開発鋼を用いて各接合技

術による継手特性向上に取り組んだ。  

 具体的には、2015 年度までは、強度  1.2GPa 伸び 15%以上の鋼材を対象に抵抗ス

ポット溶接、多重レーザ、FSW と言った技術の開発に取り組んだ。  

 また、2017 年度までは強度 1.5GPa 伸び 20%の革新鋼板を用いて 1.5GPa 化した時

の課題を抽出するとともに、その対策技術開発を進め、本プロジェクトの最終目標を

実現できる接合技術の探索を進めた。  

2018 年度以降は 2017 年度までの知見を活用しながら革新鋼板と革新アルミもしく

はその相当材の異材接合技術の抵抗スポット溶接および新接合技術に関する開発を進

め、2020 年度末までに十字引張強度 1.5kN 以上の特性確保、2022 年度までに接合時

間 5 秒/1 点以下で JIS 相当以上の継手強度確保を目標に接合技術開発に取り組んだ。  

また、鉄 -鉄接合については、2019 年度までに 1.5GPa 級革新鋼板を対象に JIS 

Z3140 相当の引張せん断強度、十字引張強度を確保するための技術開発に取り組んだ。  

 また、2020 年度以降は、開発した革新鋼板を用いて 2022 年度末までに実部品相当

の模擬部品を作製することを狙い、その実現のために必要な要素技術開発と部品試作

を進めた。  

 

(4)実施体制  

 図 3-2.2.2-1 に開発体制図を示す。革新鋼板に関する接合技術の要素技術的な支援を

受けるために大阪工業大学への再委託を実施した。また、革新鋼板の組織制御の指導

原理の導出を東北大学に、複層アルミでの界面状態の解析技術を京都大学にともに

2019 年度まで再委託を実施した。  
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【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】 【再委託先】

⑦革新的FSW技術の探索（2014～2016年度）

⑧ツール設計によるFSW特性向上技術（2014～2015年度）

④超高強度鋼板の接合強度発現メカニズムの解明（2018-2020年度）

⑩残留γ高度制御のための指導原理の導出を再委託（2019年度注1）

京都大学
（国立大学法人）
⑬ヘテロ界面微細組織解析技術の構築を再委託 （2019年度注2）

近畿大学

大阪工業大学

（大学法人）

東北大学

（国立大学法人）

株式会社神戸製鋼所 大阪大学

（西神分室） （国立大学法人）

（学校法人）

 

 注 1）2018 年度まではテーマ 22 にて再委託のため、成果は 3-2.6.1 章に記載  

 注 2）2018 年度まではテーマ 21 にて再委託のため、成果は 3-2.4.2 章に記載  

 

 

(5)運営管理  

再委託先との進捗会議を年 2 回程度実施し、再委託先での研究進捗の確認とそこで

得られた知見を分担研の研究内容にフィードバックさせる方法をとることで、研究開

発が促進できるような運営を行った。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

革新鋼板開発の実用化を進められるように接合技術として支援することで、各種効

果を実現する。本接合技術を構築することで初めて革新鋼板の実用化が可能となり、

最終目標である強度  1.5GPa、伸び  20%の革新鋼板も実現できれば、約 20%の軽量化

（約 40kg）が期待される。  

 売上については、革新鋼板については、国内の全汎用車を対象とすると約 1000 億

円/年のマーケット創出が期待できる。神戸製鋼所では約 30%の約 30 万トン/年、約

30 億円/年の売上が期待される。CO2 削減という観点では、車体重量約 40 キロの削減

で約 0.2kg/L の燃費改善が期待される。その CO2 削減効果は約 2g/km となるため、鋼

板開発全体で約 14 万トン/年、神戸製鋼として約 4 万トン/年の CO2 削減効果が期待さ

れる。この時のコストとしては、鋼板の原料コストはほぼ変わらないため、製造時の

図 3-2.2.2-1 研究開発体制図  
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コスト増加が若干起こるものの影響は小さい。接合技術のうち、外加圧スポット溶接、

多重レーザ溶接については、設備投資の初期費用がかかるものの従来技術の延長であ

るため、初期コスト、ランニングコストとも増加量を最小化しながら、CO2 削減効果

が得られることが期待できる。FSW についてはツールのコストが存在するため、低コ

ストツールを同時に行っていく必要がある。  

 

2.2.2.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

①残留γ相制御中

高炭素鋼板／革新

アルミ異材抵抗ス

ポット溶接技術の

開発  

各種実用部品の接合

で JIS-A 級の引張せ

ん断荷重最小値以上

又は母材破断。  

（2022 年度）  

1.5GPa 級革新鋼板と複

層アルミを対象に接着剤

を併用したウェルドボン

ドを実施することで、引

張せん断強度 14.0kN と

目標を達成。さらに十字

引張強度  も 3.9kN と

JIS-A 級の最小値以上を

達成。  

○  

 

②残留γ相制御中

高炭素鋼のスポッ

ト溶接  

中高炭素革新鋼板同

士の継手において

JIS-A 級の引張せん断

継手平均値の 70%以

上、十字引張荷重平

均値の 70%以上  

（2019 年度）  

1.5GPa 級革新鋼板で接

着剤併用で十字引張強度  

6.2kN（対 JIS 規格

140%）、副資材でコスト

のかかるボンドを使用し

ない場合は、テンパー通

電の適正化により十字引

張強度  4.7kN（対 JIS-A

級  106%）まで改善でき

ることを示した。  

〇  

 

③残留γ相制御中

高炭素鋼板／革新

アルミ異材継手の

ための新接合技術  

各種実用部品の接合

で JIS-A 級の引張せ

ん断荷重最小値以上

又は母材破断。  

（2022 年度）  

1.5GPa 級革新鋼板と複

層アルミを対象に高 Ni

当量ワイヤを用いたエレ

メントアークスポット溶

接を実施することで、引

張せん断強度 9.3kN と目

標を達成。さらに十字引

張強度は 2.4kN を確保。  

○  

 

表 3-2.2.2-2 最終目標と達成度  
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④超高強度鋼板の

接合強度発現メカ

ニズムの解明【大

阪工業大学】  

革新鋼板の接合継手

の特性支配因子とそ

の景況を数値シミュ

レーションにより算

出し、継手特性向上

が達成可能な方策を

提示する。  

（2020 年度）  

FEM 解析による十字引

張強度の向上策を検討。

Ni インサートを用いた

鋼板のナゲット部の軟化

による CTS 向上、応力

集中抑制のためにナゲッ

ト近傍の形状加工による

CTS 向上の可能性を示し

た。  

〇  

 

⑤多重レーザ溶接

による中高炭素鋼

板の連続接合  

継手特性向上可能な

接合技術探索と中高

炭素鋼板での効果検

証  

（2017 年度）  

強度 1.5GPa 伸び 15%の

革新鋼板を対象に、3 本

のレーザ溶接を行うこと

で外端の拡大ならびに外

端硬さの低減を実現する

ことで、継手効率 93%を

達成した。  

〇  

 

⑥残留γ相制御革

新鋼板の重ね FSW

溶接技術の開発  

継手特性向上可能な

接合技術探索と中高

炭素鋼板での効果検

証  

（2017 年度）  

FSW とレーザ照射によ

る後熱を組み合わせるこ

とにより、強度 1.5GPa 

伸び 15%の革新鋼板で継

手効率 75.2%を達成し

た。  

〇  

 

⑦革新的 FSW 技

術の探索【大阪大

学】  

開発鋼において適切

な継手特性を得るた

めのプロセス設計指

針を提案する。  

（2017 年度）  

0.4C 革新鋼板の FSW を

行い、組織の変化挙動を

調査。Si 量の有無による

残留γの状態を比較し、

継手特性を向上させるた

めに有効な接合条件の指

針を明示した。  

 

〇  

 

⑧ツール設計によ

る FSW 特性向上

技術【近畿大学】  

モデル合金で接合部

の組成流動を最大化

できる接合方法を提

示する。  

（2015 年度）  

各種形状のツールを作製

し FSW に及ぼす影響を

検討した。円柱形状以外

は FSW 時に折損し接合

できないことが判明。円

柱形状での FSW 接合性

を調査し、適切な接合条

件を明示した。  

 

〇  

 



  

3-2.2.2-8 

 

⑭革新材料の実用

部品適用を想定し

た成形技術、接合

技術の開発  

革新鋼板製ドアイン

パクトビームに適用

可能な接合技術開

発。シャシー向け

アーク溶接継手の疲

労特性向上溶接技術

の提示。革新鋼板製

深絞り形状 A ピラー

模擬部品の実現。  

（2022 年度）  

・実部品を想定した革新

鋼板を用いた板組におい

て幅広い電流範囲で継手

強度を確保可能な技術を

構築した。  

・革新鋼板の降伏関数や

バウシンガー効果のデー

タを用いて金型設計を行

い、模擬部品を試作し

た。  

〇  

 

⑮革新鋼板製実車

体模擬部品の実現  

モデル車両の A ピ

ラーを元にした革新

鋼板製 A ピラー模擬

部品の作製と関連す

る材料、接合、成形

技術のデータベース

構築  

（2022 年度）  

成形性データとして、

FLC、降伏関数、Y-U モ

デルをデータベース化し

て金型・工程設計に供し

た。この知見を元に、A

ピラー模擬部品を試作し

た。接合技術については

多段テンパー通電で JIS-

A 級継手平均値以上の十

字引張強度を確保できる

ことを示し、試作に供し

た。材料データベースと

して遅れ破壊特性の評価

を実施した。  

〇  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

①残留 γ 相制御中高炭素鋼板／革新アルミ異材抵抗スポット溶接技術の開発  

 テーマ 22 で開発してきた革新鋼板（炭素量 0.4％以上、TS 1.5GPa-EL 20%）と

テーマ 21 で開発中の複層アルミを対象として、引張せん断強度（TSS）、十字引張

強度（CTS）1.5kN 以上を目標として、スポット溶接工法の検討を行った。なお、革

新鋼板ならびに複層アルミについては開発材であり数量が限られるため、基本技術

を構築するために 1.5GPa 級高強度鋼板（炭素量 0.2%）および高強度アルミを用い

て検討を行った。一方、鉄－アルミ異材接合に関しては様々な取り組みが進められ

ているが、ここでは革新鋼板の接合のために検討を進めてきた外加圧スポットの適

用を試みた。  

高強度鋼とアルミの継手強度を高めるためには、従来から報告されているのと同

様に金属間化合物を薄く、広く形成させればよいことを確認できたが、その実現方

法については、スポット溶接技術だけでは難しいことも示唆された。そこで、継手
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特性改善のために抵抗スポット溶接に加えて、構造接着剤の塗布を併用するウェル

ドボンドによる継手特性の改善について検討した。  

ここでは、テーマ 22 で開発した革新鋼板ならびにテーマ 21 で開発した複層アル

ミを用いた。また、構造接着剤を持いて、接合面のうちスポット溶接する部分を避

けて接着剤を塗布し、その後、抵抗スポット溶接を実施してウェルドボンド継手を

作製した。革新鋼板－複層アルミで構造用接着剤を活用したウェルドボンドで継手

特性を確保することが可能であり、 ISMA プロジェクトで目標としていた 1.5kN を

上回る継手特性が得られることを示した。  

 

②残留 γ 相制御中高炭素鋼のスポット溶接  

 抵抗スポット溶接は自動車の組み立て工程において鋼板接合に使用される最も一

般的な溶接工法である。その適用については過去からの知見で鋼板中の炭素量が増

加すると継手強度が劣化することは知られている。実際に鋼板中の炭素量を 0.2%か

ら 0.6%まで変化させた時の TSS、CTS の評価結果を図 3-2.2.2-2 に示す。炭素濃度の

向上に従い TSS、CTS ともに劣化したが、特に CTS の劣化が顕著だった。中高炭素

鋼板の継手強度、特に CTS が特に劣化するナゲット部が硬くて脆く、かつ、母材の

強度が高いために拘束が厳しくコロナボンド近辺に大きな応力集中が起こりやすく

なっているためと考えられる。  

Weld current : 8kA
(Nugget size : about 4√t) 

鋼板中のC量（wt%）

荷
重

（
k
N

）

 

 

 

 応力集中が起こった際に、破壊がナゲット内を進展すると界面剥離になり、ス

ポット溶接強度が低位となると考えられるため、ナゲット部の靭性をいかに改善す

るかが、CTS 向上のために重要な制御因子と考えられる。ナゲット部の靭性につい

ては、テンパー通電により焼戻すことで改善できることが知られている。0.4%C 鋼

は通常のスポット溶接だけでは 2kN 程度の低位の値を示すが、テンパー通電を最適

化することで、継手強度を改善させられ、0.4%C 鋼 TS1.5GPa で 15%程度の高位の伸

びを発現するが、テンパー通電の最適条件においては CTS が JIS Z3140 A 級継手  平

均値を上回る良好な値が得られることがわかった。このような良好な継手特性が得

図 3-2.2.2-2 抵抗スポット溶接継手強度に及ぼす炭素量の影響  
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られる原因は基本的にテンパー通電によりナゲットの中でもナゲット端部－コロナ

ボンド－その外周部付近において焼き戻しによる強度低下が起こっており、それが

継手強度向上に寄与していると考えられる。  

一方、TS1.5GPa、EL20%の革新鋼板の最終目標を達成するには単純なテンパー通

電では継手強度を確保することは難しかった。そこで母材成分によらず、安定して

強度を発現できると考えられる接着剤とスポット溶接を併用したウェルドボンドで

の継手強度向上の可能性について検討した。接着剤については、様々な特性の接着

剤があると言われているがここではとある接着剤を引張試験時の試料間に塗布して、

継手強度の変化を確認した。その結果、ウェルドボンドについては、溶接電流にほ

ぼ安定であり、5～6kN と最終目標である JIS 規格で規定された CTS 値を上回る結果

となっており、本接合技術の有効性を確認することができたと考えられる。  

 

③残留γ相制御中高炭素鋼板／革新アルミ異材継手のための新接合技術  

 革新鋼板－アルミ異材接合の継手強度確保に対して、スポット溶接以外の新工法

の適用を検討した。新接合技術としては、スポット溶接機で通電による発熱・軟化

を活用して鉄アルミを機械的に変形させてかしめるスポットカシメ、および、鋼板

―アルミ板の板組にアルミ側から鋼製エレメントを打ち込み、鋼板と鋼製エレメン

トを溶接で接合するエレメントスポットアーク溶接（EASW）の技術的可能性につ

いて検討した。  

 スポットカシメは、通常のスポット溶接機の電極を、片方は凸型、もう片方は凹

型とし、鋼板－アルミを挟み込んで通電、抵抗発熱で軟化させた際に押し込むこと

でカシメを行うという思想である。実際に鋼板としては 1.5GPa 級鋼、7000 系アル

ミを用いてスポットカシメを行った。その結果、通電条件を各種変化させたが適切

な継手を実現できる接合条件が存在しないことがわかった。以上の結果から、カシ

メ接合については革新鋼板と複層アルミの接合技術としては活用できないと想定さ

れる。  

 次に、革新鋼板－複層アルミの ESAW について検討した。EASW は、鋼板－アル

ミ板の重ね継手に対して、アルミ側から鉄製のエレメントを打ち込み、そのエレメ

ントと鋼板をアークスポット溶接で接合することで、エレメントと鋼板でアルミを

挟み込む形で接合する手法となる。そのため、継手強度はエレメント―鋼板間の接

合強度で決まるため、エレメントと中高炭素の革新鋼板の溶接部の継手強度向上の

ための方策を検討した。ここでは、溶接部の材質劣化を避けるために適切な組成の

ワイヤを選定し、溶接部でのマルテンサイト変態抑制による継手特性向上の可能性

を検討した。その結果、図 3-2.2.2-3 に示すように、CTS は第 3 期目標を達成するこ

とができた。  
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④超高強度鋼板の接合強度発現メカニズムの解明【大阪工業大学】  

 中高炭素鋼の革新鋼板に関しては、ナゲット部や HAZ 部の破壊靭性が低くなる

ことで、継手強度、特に十字引張強度が極めて低位な値を示す。また、母材強度が

1.5GPa と高いために、変形した際にナゲットにかかる応力が高くなるため、ナゲッ

トに求められる破壊靭性はかなり高い値となってくることが想定される。このよう

な状況に対して、十字引張継手を引張試験した際に、ナゲット部、HAZ 部にかかっ

てくる応力を正確に把握し、適切な継手強度を得るために必要となるナゲット部・

HAZ 部の破壊靭性のレベル感を明確化することが有効であると考えられる。  

 そこで、本取り組みでは、十字引張継手の母材、ナゲット部をモデル化し、中高

炭素鋼に相当する物性値を与えることで、十字引張試験中の溶接継手内に発生する

破壊力学的なパラメータを計算可能な技術の構築に取り組んだ。  

 1.2GPa 級および 1.5GPa 級中高炭素鋼板の継手特性の支配因子を明確化するため、

継手形状を模擬した数値解析モデルによる、強度評価試験時における継手内部の応

力・ひずみ場を再現可能な抵抗スポット溶接継手の構造解析手法の構築に取組み、

十字引張試験を模擬して応力解析可能なモデルを構築した。  

 上記のモデルを用いて継手特性の向上策について検討した。Ni インサートを用い

た鋼板のナゲット部の軟化による CTS 向上策としては、Ni インサートによりナ

ゲット部が軟化できれば、溶接継手の引張試験中の応力集中が緩和されることによ

り十字引張強度が向上できる可能性があることを FEM 解析で示した。また、応力

集中を抑制するためにナゲット近傍での形状を加工することで、変形を容易にしつ

つ、破断強度向上を実現できる可能性があることも、FEM 解析により明示した。  

 

 

 

図 3-2.2.2-3 革新鋼板-7000 系アルミの EASW 継手強度評価結果  
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⑤多重レーザ溶接による中高炭素鋼板の連続接合  

 レーザ溶接の課題としては、レーザ溶接線は一般に幅が狭いため、継手強度を確保

するには接合面積が不十分であることがあげられる。溶接線を広くするためにウィー

ビングのような手段もあるが、中高炭素鋼を対象とした場合、溶接部が脆性的になる

ために強度が確保できないと考えられる。  

 このような状況のもと、レーザ溶接での継手強度確保方法を検討した結果、図 3-

2.2.2-4 に示すように、レーザ溶接線を 2 本、平行に離して引くことで、そこに挟まれ

た領域は実質的に溶接部として機能することと、さらにその 2 本の溶接線の溶接金属

の組織を改善するためにさらにもう 1 本の溶接線で熱履歴を制御することで、外側の

2 本の溶接部の靭性を改善する方法を着案し、検討を行った。  

 

★多重レーザ化 ⇒ 接合領域拡大

★時間差溶接
⇒ 冷却制御
⇒ 高靱性化

溶接
方向

 

 

 

 

 

多重レーザ溶接を実施した際の断面マクロの例を図 3-2.2.2-5 に示す。溶接線の間隔、

各レーザ溶接の入熱量により硬さ分布は変化する。適切な溶接条件を設定し、図中の

応力集中部の硬さを十分に低下させつつ、靭性を改善できれば、継手強度を改善でき

ることがわかった。なお、レーザ溶接間隔が広すぎたり、3 本目（真ん中）のレーザ

溶接の入熱量が低すぎると応力集中部の軟質化、靭性改善が不十分となり継手特性が

確保できなかった。また、逆にレーザ溶接間隔が狭すぎたり、3 本目のレーザ溶接の

入熱量が高すぎた場合は、応力集中部が再焼入れされ、硬化および脆化し、継手特性

を確保できなかった。  

 

図 3-2.2.2-4 多重レーザ溶接のイメージ  
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 このように適切な溶接条件の設定の指針ができたため、まず、1.2GPa 級革新鋼板に

多重レーザ溶接を付与して、継手特性の評価を行った。その結果を図 3-2.2.2-6 に示す。

レーザ溶接の本数が、1 本、2 本、3 本、また、3 本でも 3 本目の入熱量が過多の場合

の継手特性を評価したところ、1 本では中間目標（1.2GPa 級革新鋼板で継手効率

90%）を大幅に下回り、2 本でもやや目標未達となったが、3 本溶接とすることで目

標を上回る継手効率を実現できた。また、3 本目の溶接の入熱量が過多な場合は、継

手強度が劣化しており、入熱量の適性化が重要であることが確認できた。 
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 また、1.5GPa 級鋼板を対象に多重レーザ溶接を付与した時の継手特性の評価結果を

図 3-2.2.2-5 1.5GPa 級革新鋼板の多重レーザ溶接部の断面マクロと硬さ分布 

図 3-2.2.2-6 多重レーザ化による中高炭素革新鋼板の継手特性変化  
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図 3-2.2.2-7 に示す。ここでは、多重レーザ溶接の出力、溶接速度、スポット径を変化

および 1 パス目-2 パス目の溶接幅（図 3-2.2.2.-5 の図中に記載されている有効接合

幅）の影響を評価した。  
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レーザ溶接の入熱量の違い、スポット径の違いにより傾向は異なるが、基本的に 1

パス目と 2 パス目の溶接幅（有効溶接幅）を広げていくことで継手特性が向上し、出

力 4kW、溶接速度 2m/min、スポット径 0.4mm、有効溶接幅 7mm で 1.5GPa 級革新鋼

板にて継手効率が 90%を超え、最終目標を達成できた。  

 一方、スポット径がφ2.0mm とした場合、接合幅の拡大が継手強度がほとんど変化

しなかった。このような溶接条件の違いが、継手強度の変化挙動のメカニズムを検討

した結果、有効接合幅と溶接部端部の硬さが影響することがわかった。図 3-2.2.2-8 に

その整理結果を示す。応力集中部硬さと有効接合幅がそれぞれ継手強度に影響し、有

効接合幅 7mm 以上、応力集中部硬さ 500Hv 以下を実現することで目標特性を達成可

能であることを示した。  

図 3-2.2.2-7 1.5GPa 級革新鋼板の連続接合（レーザ溶接）、多重レーザ化による

中高炭素革新鋼板の継手特性の変化挙動  
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 以上のように継手特性 1.5GPa 級での継手特性多重レーザ溶接により継手特性の大

幅な向上による中間目標達成が実現できた。また、継手の製造指針を明確化できた。  

 ここで構築した多重レーザ溶接技術を革新鋼板に適用した時の効果を検証するた

めに、1.5GPa 級革新鋼板（EL20%材）に 3 重のレーザ溶接を施した際の継手特性

を評価した。その時の継手強度は 109.5kN、継手効率で 89.2%と最終目標をほぼ達

成できた。  

 

⑥残留γ相制御革新鋼板の重ね FSW 溶接技術の開発  

 FSW については、ツールの回転速度や送り速度を低速化した低入熱条件で接合する

ことで、接合部組織が微細化、強化すること知られている。図 3-2.2.2-9 には 1.2GPa

級革新鋼板で FSW をした際の外観、断面ならびに継手強度を示す。継手強度につい

ては、FSW ままの強度ならびに FSW ののち、ハイブリッド FSW の模擬として熱処理

を施した継手の強度を合わせて示す。FSW については外観、断面内での欠陥の無い接

合が可能な条件を見出した。これに後熱処理を施すことで、継手効率が最大 72%まで

改善できた。  
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 図 3-2.2.2-9 1.2GPa 革新鋼板の FSW 継手とその強度  

 

図 3-2.2.2-8 1.5GPa 革新鋼板の継手効率に及ぼす  

応力集中部硬さと有効接合幅の関係 
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 以上の結果を元に、1.5GPa 級革新鋼板の継手特性の確保を狙い、ハイブリッド

FSW の接合条件および FSW ツール形状の影響について検討した。FSW では接合幅

に対応する拡販領域の幅が継手特性に影響すると考えられる。そこで、拡販領域に

対応する FSW ツールのプローブ径に着目し、プローブ径を 3 水準変更した FSW

ツールを作製して FSW を実施して、継手を作製した。なお、ツール形状について

は、通常、プローブ幅は 3.7mm だが、φ4.8mm、もしくは、φ5.9mm とした。

ツール形状を図 3-2.2.2-10 に示す。また、FSW ツールの素材には、窒化ケイ素を用

いた。  

 

(a) P1  プローブ径φ4.8mm (c) 通常 プローブ径φ3.7mm

図７ ＦＳＷに用いたツール形状

(a) P2  プローブ径φ5.9mm

 

 

 

 FSW の接合条件としては、回転速度 700rpm、接合速度 40m/min、Ｚポジション 

2.6mm とした。継手特性を評価したところ、φ4.8mm のツールでは継手強度は低位

だったが、φ5.7mm のツールでは大幅に継手強度が向上した。材料強度を 1.5GPa と

すると、継手効率は、φ4.8mm で 18.8%、φ5.9mm で 71.9%と良好な値を示した。以

上の結果から、プローブ径の拡大は特性向上に有効であり、1.5GPa 級革新鋼板で継

手効率 70%を達成可能なことを示した。  

 また、継手特性をさらに高めるための方策として、FSW－レーザを併用したハイ

ブリッド FSW の可能性を検討した。上記の FSW の条件をトレースし、レーザの照

射条件を φ10mm の円を連続的に描く方法をとった。なお、円を描く間に溶接速度が

40m/min となっているので、図 3-2.2.2-11 に示すような外観となった。また、この継

手特性を評価した結果を図 3-2.2.2-12 に示す。ツールの先端系が φ4.8mm の場合は

60.8kN（継手効率 50.6%）、φ5.9mm の場合は 90.0kN（継手効率は 75.2%）だった。

以上のように FSW ツールのプローブ径拡大とハイブリッドレーザ化による組織改質

を併用することで目標とする継手特性確保可能なことを示した。  

 

図 3-2.2.2-10 FSW ツール形状 
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図７ ＦＳＷに用いたツール形状

図８ ＦＳＷ－多重レーザ溶接継手の外観写真

 

 

 

図９ ＦＳＷ－レーザ溶接継手特性
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⑦革新的 FSW 技術の探索【大阪大学】  

  各種炭素量の鋼板を対象に FSW (Friction Stir Welding)の最適条件を探索し、中間

目標を満たす継手強度を実現できる接合条件を提示するため、中炭素鋼板に対して、

回転数の異なる条件において FSW により継手を作製し、その金属組織と室温引張特

性を評価した。  

 図 3-2.2.2-13 は、比較的小さいツール回転数にて得られた継手の横断面の各種位置

における EBSD(Electron Back Scattering Diffraction)測定により得られた相分布マップ

と結晶方位カラーマップである。図中の下段に示した結晶方位カラーマップでは、

BCC と同定された箇所における観察面法線方向の方位を色で示しており、隣接測定点

間の結晶方位差が 15°以上の大角粒界を黒線で描いている。測定場所により組織を構

成する相や形態が異なる。接合中心部では、いずれも等軸形状を有するフェライト粒

とオーステナイト(FCC)粒が混在していた。等軸フェライト粒は接合中心部から離れ

た攪拌部の際の部分でも部分的に観察されたのに対して、オーステナイト粒が占める

面積率は接合中心から離れるにつれ少なくなる。炭素鋼の FSW 継手において、接合

図 3-2.2.2-11 ハイブリッド FSW（FSW-レーザ併用）継手の外観 

 

図 3-2.2.2-12 ハイブリッド FSW（FSW-レーザ併用）の継手強度評価結果 
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中心部近傍で等軸形状組織が観察されるのは、接合中の最高到達温度が A1 点を超え

ず、FSW による塑性変形が組織形成に主要な役割を果たす場合であることがこれまで

の研究で明らかとなっている。図 3-2.2.2-13 に示した攪拌部近傍の組織も主として

フェライトが塑性変形を受け再結晶により形成されたものと考えられる。EBSD 測定

位置が接合中心部から十分離れた部分では母材とほぼ同様の組織が認められた。  

 

 

 

 

 

 

 比較的速いツール回転数にて得られた継手に対して、EBSD 測定を行った結果、図

3-2.2.2-13 に示したものとは大きく異なる組織構成が明らかとなった。図 3-2.2.2-14 は

速いツール回転数にて得られた炭素鋼継手の測定結果である。接合中心部では、矩形

形状を示すブロックから構成されるマルテンサイト組織が測定領域全域で観察される。

これは、接合中心部において、FSW 中の最高到達温度が A3 点を超え、攪拌後の冷却

時にマルテンサイト変態が生じたことを示唆している。全面マルテンサイト組織中に

含有されるオーステナイト量は比較的少ない。接合中心部から離れるにつれ、等軸形

状のフェライトが観察されるようになり、オーステナイト相の占める体積率が増大し

てゆく。さらに中心部から離れると、再びオーステナイト相がほとんど認められなく

なる。その際の BCC の示す組織は、大部分の領域で凹凸の多い粒界により区切られ

た焼き戻しマルテンサイトあるいは焼き戻しベイナイトの形態を有していた。オース

テナイト相がほとんど認められなくなった位置から、さらに母材側に測定位置が移動

すると、オーステナイト相の面積率は再び上昇した。  

図 3-2.2.2-13 低ツール回転数にて得られた継手の横断面の各種位置における

EBSD 測定により得られた相分布マップ（上段）と結晶方位カラーマップ（下段）  
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 図 3-2.2.2-15 は、EBSD 測定により得た、オーステナイト面積率の板幅方向の

分布を示している。各測定点は 25μm 四方の EBSD 測定により得た結果である。

FSW 中の最高到達温度が A1 点を大きく超えない、低いツール回転速度により得

た継手では、攪拌部中央の方がその周囲よりも多くのオーステナイトを示すのに

対して、最高到達温度が A3 点を超える高速回転数条件の場合は、逆の傾向を示し

た。この違いは、攪拌部近傍におけるオーステナイトの安定化には種々の方法が

あることを示唆している。母材組織としてオーステナイトを残存する場合には、

最高到達温度を低温にすることにより、オーステナイト自体に塑性変形を与える

ことで、その安定度を変えることができる。一方で、高温条件の場合は、接合中

心部の周囲に形成される最高到達温度が二相域温度となる領域において、炭素等

の再分配によりオーステナイトが安定化される。上記で示した継手を含む種々の

接合条件で得られた FSW 継手の引張特性を調査した結果、特に高温条件におい

て良好な機械的性質が得られることが明らかとなった。  

 

 

図 3-2.2.2-14 高回転数にて得られた継手の横断面の各種位置における EBSD 測定

により得られた相分布マップ（上段）と結晶方位カラーマップ（下段）  

図 3-2.2.2-15 オーステナイト面積率の板幅方向の分布  
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また、炭素量（0.4％）は一定で、Si 量を 0.2％と 2％の二種類の鋼板を対象として、

FSW の最適当な条件を調べた。異なる接合条件で得られた継手の微細組織を解析し、

室温引張特性向上に関するメカニズムを検討した。  

図 3-2.2.2-16 に低回転数 100rpm と高回転数 300rpm で得られた継手の横断面におけ

る OM 写真を示す。試料 1 と試料 2 いずれの試料でも、比較的明るいコントラストを

有する攪拌部が見られた。100rpm の条件より、300rpm の場合が、攪拌部の領域は非

常に大きかった。  

 

 

 

 

試料 1 では、母材はべーナイトと残留オーステナイトを含有している。残留オース

テナイト量は約 25％であった。図 3-2.2.2-17 は得られた継手の攪拌部の中央部の

EBSD 結果である。100rpm での攪拌部では等軸結晶粒が生じることがわかった。残留

オーステナイト量は約 7.7%であった。300rpm の場合、攪拌部においてラス状焼き戻

しマルテンサイト組織が見られた。残留オーステナイト量は約 6.0%であった。試料 2

の母材はほぼべーナイトであることがわかった。100rpm の攪拌部では等軸結晶粒が

生じることがわかった。残留オーステナイト量は約 14.5%であった。300rpm の場合、

攪拌部においてラス状焼き戻しマルテンサイト組織が見られた。残留オーステナイト

量は約 4.0%であった。  

 試料 1 攪拌部中心 100rpm 

試料 1 攪拌部中心 100rpm 

試料 1 攪拌部中心 300rpm 

試料 2 攪拌部中心 100rpm 

試料 2 攪拌部中心 300rpm 

 

 

 

 

 

(b) (a) 

図 3-2.2.2-16 低回転数 100rpm と高回転数 300rpm で得られた継手の  

横断面における OM 写真  (a)試料 1＃0.4C2Si2Mn; (b)試料 2＃0.4C0.2Si2Mn 

図 3-2.2.2-17 低回転数 100rpm と高回転数 300rpm で得られた継手の横断面の中

央部における EBSD 測定により得られた相分布マップと結晶方位カラーマップ  
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接合部から母材までの残留オーステナイト量を測定した結果を図 3-2.2.2-18 に示す。

試料 1 の場合、Thermal-Cal で相変態温度を計算した結果、A1 は 695 度、A3 は 795 度

であることがわかった。100rpm では、中心部半径 3.5mm の範囲内の残留オーステナ

イト量は均一で、平均体積率は約 9％であった。接合温度は A1 点以上と推定される。

中心部からの距離の増加とともに、残留オーステナイト量は徐々に減少し、熱加工影

響部における量は約 4%であった。この領域の最高温度は A1 点以下であると考えられ

る。熱の影響で、母材に存在する残留オーステナイトは相変態によってフェライトに

変化する。熱影響部における残留オーステナイトは攪拌部からの距離の増加に伴って、

徐々に増加した。300rpm の場合、中心部半径 4mm の範囲内の残留オーステナイト量

は約 5％であった。A1 点より非常に高いため、残留オーステナイト量は少なかった。

熱加工影響部における残留オーステナイト量は少し増え、8%に達していた。この領域

における接合温度は A1 点より少し高いことがわかった。熱影響部での変化は 100rpm

の場合と同じで、攪拌部からの距離の増加に伴って、母材の含有量まで、徐々に増加

していた。  

試料 2 の場合、Thermal-Cal で計算された相変態温度は、A1 は 685 度、A3 は 752 度

であった。100rpm では、中心部半径 4mm の範囲内の残留オーステナイト量は均一で、

平均体積率は約 10％であった。接合温度は A1 点以上と推定される。中心部からの距

離が増加するとともに、残量オーステナイト量は徐々に減少し、熱加工影響部におけ

る量は僅かに 1%になっていた。この領域の最高温度は徐々に低下し、A1 点以下に

なっていると考えられる。熱影響部における残留オーステナイトは母材と同様に、殆

どなかった。300rpm の場合、中心部半径 5mm の範囲内の残留オーステナイト量は約

2.5％となっていた。A1 点より非常に高いため、残留オーステナイト量は少なくなっ

ていた。熱加工影響部における残留オーステナイト量は徐々に減少し、1%に達した。

熱影響部での変化は 100rpm の場合と同じで、攪拌部からの距離の増加に伴って、母

材の含有量と同じく、ほぼゼロになることがわかった。  

上記で示した継手を含む種々の接合条件で得られた FSW 継手の引張特性を調査した

結果、良好な機械的性質が得られたことが明らかとなった。  

 

 

 

(a) (b) 

図 3-2.2.2-18 残留オーステナイト面積率の板幅方向の分布 (a)試料 1；(b)試料 2 
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⑧ツール設計による FSW 特性向上技術【近畿大学】  

高強度・高延性中高炭素鋼板の継手強度を向上させる革新的な FSW 接合技術探索

の一環として、FSW ツール設計による継手品質改善技術の開発に取り組んだ。アルミ

ニウム合金において塑性流動域に関して継手性能に寄与すると考えられたツール形状

に対して、鉄鋼材料における適用性を FSW 接合部の塑性流動状態および接合部組織

の観点から検討を行った。  

実験材料は，板厚 2mm の冷間圧延鋼板(SPCC)を使用した。ツールには図 3-2.2.2-19

に示す円柱型、三角柱型および月型プローブツール（以下、それぞれ円柱型、3F およ

び DM ツール）を用いてステアインプレートの摩擦攪拌接合を行った。なお、プロー

ブ直径は 4mm を基本とし、3F ツールにおいてはプローブ直径 6mm のものも用いた。

なお，ツールの材質は超硬合金製で、ショルダ部の直径はいずれも 12mm である。接

合条件はいずれのツールも前進角 3°および接合距離 100mm、ツール回転数 600rpm で、

接合速度を 100、200、300 および 400mm/min と変化させた。また、いずれのツール

も圧入深さを 1.9mm とした．継手の評価は，継手断面の組織観察を行うとともに，結

晶粒径およびビッカース硬さ分布を測定した。  

   

(a) 円柱型プローブツール      (b) 三角柱型プローブツール  

   

(c)月型プローブツール        (d) 6mm 三角柱型プローブツール   

 

 

プローブ径 4mm のツールを用いて FSW を実施した。しかしながら、円柱型ツール

以外は、圧入時にプローブ部が折損し、FSW を実施することが不可能であった。なお、

これは後述するようにツールの折損状況から、FSW 時の回転トルクに対してプローブ

強度が不足していたためと考えられる。そのため、まず、円柱型ツールのみを用いて

各種の調査を行った。図 3-2.2.2-20(a)は円柱型ツールを用いて FSW を行った場合にお

ける外観を示したものである。いずれの接合速度においてもバリの生成はほとんど無

く、ビードの表面性状も良好な結果が得られた。しかしながら、ビード幅に関しては

接合初期では接合速度が上昇するにつれて減少し、終端部の形状からもショルダ部全

図 3-2.2.2-19 使用した接合ツール  
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面が接合材料に接しておらず、必ずしも良好とは言えない状態となっていた。  

図 3-2.2.2-20(b)は円柱型ツールを用いて FSW を行った場合における継手断面の観察

結果を示したものである。接合速度 100mm/min では欠陥の無い、良好な結果が得ら

れているが、その他の接合速度においてはワームホール状の欠陥が観察された。これ

らワームホール状の欠陥が前進側(AS)に大きく発生し、接合速度が大きくなるとワー

ムホール状の欠陥も大きくなっている。このことから、接合温度が比較的低温であっ

たために塑性流動性が低いまま FSW が行われたものと考えられる。 

 

  

 

 

図 3-2.2.2-21 は、円柱型ツールを用いて FSW を行った場合における継手断面のビッ

カース方分布測定結果を示したものである。その結果、接合速度が大きくなると攪拌

領域における硬さが上昇したことがわかる。これは、図 3-2.2.2-22 に示す攪拌領域の

高倍率組織観察結果例からもわかるように結晶粒径の微細化によるものと考えられ、

従来から報告されている鉄鋼材料における FSW の硬さ分布と一致する。 
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図 3-2.2.2-20 円柱型ツールを用いた摩擦攪拌部の(a)外観、(b)断面観察結果  

 

図 3-2.2.2-21 円柱型ツール使用時におけるビッカース硬さと接合速度との関係  
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次に、プローブ径 6mm のツールを用いて FSW を行った。図 3-2.2.2-23 に示すよう

に良好な外観を示したものの、接合部には大きな欠陥が存在し、良好な接合状態は得

られなかった。なお、このツールを使用した場合、いずれの接合速度でも同様に大き

な欠陥が発生した。これらの結果から、本研究で検討した、プローブの断面形状を変

化させることにより、接合部を大きく変形させながら攪拌部を形成させることは、総

合的な観点から鉄鋼材料については良好な結果を示さないと考えられる。これは第一

に、通常のツール寸法では、大きな変形を与えるための反力を受け持つツールの強度

不足が考えられる。円柱型ツール以外のプローブ径 4mm の場合、プローブ部は粉砕

されるか、ねじりによって折損していたことから、このことは明らかである。第二に、

プローブ径とショルダ径との比率を考慮した上でツール寸法を検討する必要があると

考えられる。プローブ径 6mm の場合、接合自体は可能であったが、単純にプローブ

径を大きくしただけでは良好な接合結果は得られなかった。攪拌トルクに耐えうるプ

ローブ径を有し、必要な熱量を生成するショルダ径とするにはツール寸法が大きくな

りすぎるものと考えられる。  

 

 

  

 

図 3-2.2.2-22 摩擦攪拌接合部の組織観察結果の一例（高倍率）  

図 3-2.2.2-23 6mm プローブツール使用時における摩擦攪拌接合の外観  
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以上より、鉄鋼材料に適するツール形状について検討を行ったが、ツールに働く力

学的問題および合理的なツール寸法の問題から、攪拌能力に注力した設計指針より単

純形状の各部機能における設計指針を明らかにすべきであることが示された。 

 

⑭革新材料の実用部品適用を想定した成形技術、接合技術の開発  

 革新材料（革新鋼板、複層アルミ合金）を実部品に適用するために必要となる各種

特性をデータベース化するとともに、実部品化する際に重要となる代表的な板組での

接合技術について検討を行った。材料特性のデータベースについては、革新鋼板の成

形限界線図、降伏関数、バウシンガー効果を計算するためのサイクリック試験となる。

図 3-2.2.2-24 に革新鋼板の成形限界線図ならびにサイクリック試験の測定結果を示す。

980MPa 級の汎用鋼の場合、平面ひずみの成形限界ひずみ（最小主ひずみ  0 における

最大主ひずみの値）は 0.1 程度であるが、革新鋼板では 0.1 を超える値となっており、

同等以上の成形性を有していることが確認できた。一方、サイクリック試験では、初

期の降伏強度は高いが、反転させた圧縮時や、さらに引張に転じた際の降伏応力の低

下がみられた。このデータを用いて、Yoshida - Uemori モデルのパラメータフィッ

ティングを行うことで、成形解析時のスプリングバック状態を計算できるようになっ

た。  
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 これらの結果を元に、A ピラー模擬部品の成形解析を実施した。  

革新鋼板と複層アルミを活用してマルチマテリアル部品とした時の衝突性能を明確

化するために小型ハット形状部品を作製した。これは、A ピラー、B ピラー等の側突

部品を想定し、衝突時の変形が大きくなるアウタ側に革新鋼板を配置しつつ、比較的

変形量が小さなインナ側に複層アルミを配置するような設計思想で作製したものであ

る。また、革新鋼板と複層アルミの接合はエレメントアークスポット溶接で実施した。

図 3-2.2.2-25 に革新鋼板－複層アルミのマルチマテリアル小型部品のイメージ図と外

観写真を示す。このようなハット形状の部品を用いて、3 点曲げを行い、変形時の最

大荷重に対して、従来材料から革新材料に置き換えた際の効果の検証を行った。  

図 3-2.2.2-24 革新鋼板の成形関連データベース  

(a)成形限界線図（FLC）、(b) サイクリック試験  



3-2.2.2-26

(a) (b)

ハッチ部品（1.5GPa革新鋼板、比較鋼 1.5GPa鋼板）

複層アルミ、⾼強度アルミEASW, WB

図 3-2.2.2-26 には革新鋼板－複層アルミを想定したハット部品を 3 点曲げした時の

変形挙動とその際の荷重－変位線図について FEM 解析により計算した結果を示す。3

点曲げを実施するとハット部品の曲げ稜線にひずみが集中し、その部分が塑性変形し

ながら全体が曲がっていくような変形となる。その時、荷重－変位線図としては

12mm 程度まで徐々に荷重が増加して最大荷重を示した後、変位が増加するにした

がって荷重が低下していくような挙動をとることが FEM 解析の計算結果で示された。

このような計算結果を元に実験条件を設定して、圧壊性能に対する革新材料の効果の

明確化に取り組んだ。
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図 3-2.2.2-27 に作製したハット形状部品を準静的な 3 点曲げ試験で評価した結

果を示す。比較鋼として用いた 980MPa 級既存鋼、 1.5GPa 級既存鋼ならびに

1.5GPa 級革新鋼板を用いた際のデータを比較したところ、980MPa 級既存鋼に対

して、1.5GPa 級の材料を用いることで約 1.5 倍の圧潰性能を示すことが確認でき

た。また、1.5GPa 級の材料でも、既存鋼板と革新鋼板の比較を行ったところ、革

新鋼板の方が良好な特性を示すことが確認された。

図 3-2.2.2-25 革新鋼板－複層アルミ マルチマテリアル部品の

(a)イメージ図、(b) 外観

図 3-2.2.2-26 革新鋼板－複層アルミ マルチマテリアル小型部品の

3 点曲げ試験 FEM 計算結果 (a) 最大荷重時の部品内ひずみ分布、

(b) 3 点曲げ時の荷重－変位線図
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 同一強度にありながら特性が異なる原因を明らかにするため、 1.5GPa 級既存鋼

板と 1.5GPa 級革新鋼板の S-S 曲線を用いて FEM 解析を行った。図 3-2.2.2-28 に

(a)FEM 解析の概略イメージ、 (b)FEM 解析に用いた S-S 曲線を示す。S-S 曲線に

ついては材料そのもののデータを用いず、引張強度が 1.5GPa になるように規格

化し、伸びの影響を比較できるように加工したものを用いた。  

 FEM 解析については、当初シェル要素で実施したところ、伸びの差により最大

荷重が変化する傾向がみられたが、その差は僅少であり、伸び以外の影響因子も

考慮する必要があると考えられた。その影響因子として、想定される因子として、

ハット曲げ加工部の加工硬化や曲げ加工部の局所的な板厚減少が想定されたため、

板厚方向での材質変動や形状変化を考慮するためにソリッド要素を用いて計算を

行った。その結果、図 3-2.2.2-29 に示すようにシェル要素からソリッド要素に変

更するだけで、材料の違いによる最大荷重の変化を説明できることに加えて、ス

トローク・荷重の変化挙動をほぼ再現できることがわかった。  
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図 3-2.2.2-27 新鋼板－複層アルミ－EASW 活用小型ハット部品の圧壊性能評価結果  

図 3-2.2.2-28 革新鋼板-複層アルミハット部品 3 点曲げの  

(a)FEM 計算概要、(b)FEM 計算に用いた応力-ひずみ線図  
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 また、この際の歪分布状態を確認することで、伸びの向上、つまり、加工硬化

率の向上がひずみの広がりを促進させ、その結果、最大荷重が向上したものと考

えられる。この結果は、革新鋼板のように伸びが良好な材料は、成形性だけでな

く、衝突性能も向上できることがわかった。  

 

⑮革新鋼板製実車体模擬部品の実現  

・A ピラー（モデル車両）への革新鋼板の適用検討  

 ISMA 本部で検討しているモデル車両のリバースエンジニアリングで得られた

A ピラーを構成する 4 部品と、それらのアッシー部品の作製を目指している。こ

れらの実現に向け、2020 年度には、革新鋼板に関する成形に必要な基本特性であ

る 1 軸引張試験、引張圧縮サイクリック試験（スプリングバック計算のために吉

田 -上森モデルに適用）、2 軸引張試験（異方性考慮のために降伏関数に適用）、成

形限界線図、 r 値などをデータベース化していた。これらのデータ群を用いなが

ら、図 3-2.2.2-30 に示す A ピラーを構成する 4 部（A ピラーロアインナ (t1.2mm)、

A ピラーロアアウタ (t1.4mm)、A ピラーアッパーインナ (t1.4mm)、A ピラーアッ

パーアウタ (t1.4mm)）について図 3-2.2.2-31～図 3-2.2.2-33 に示すようにプレス工

程設計を行った。  

図 3-2.2.2-29 鋼板-アルミハット部品 3 点曲げの荷重変位曲線に及ぼす  

鋼板特性の影響  
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図 3-2.2.2-30  A ピラー構成部品  

(a)ロアインナ、(b)ロアアウタ、(c)アッパーインナ、(d) アッパーアウタ  

図 3-2.2.2-31  A ピラーロアインナの工程設計 FEM 計算結果  

図 3-2.2.2-32  A ピラーロアアウタの工程設計 FEM 計算結果  

図 3-2.2.2-33  A ピラーアッパーアウタの工程設計 FEM 計算結果  
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・革新鋼板の同材接合技術の再検討  

 前節で試作を検討した A ピラーを構成する 4 部品については、最終的に組み立

てて A ピラーアッシー部品とする計画としている。A ピラー構成部品を組み立て

るために各部品を繋ぐ接合技術が必要となる。これまでに西神分室では革新鋼板

の同材接合技術として、実施項目②で示したようにエポキシ系接着剤と抵抗ス

ポット溶接を併用したウェルドボンドにより、 JIS Z3140 で規定される A 級継手

のせん断引張荷重、十字引張荷重を上回る特性を実現できていた。しかし、ウェ

ルドボンドを実施するためには接着剤を適切に塗布する必要があるが、実部品を

対象にその条件を設定することは限られた時間の中で実現するのが困難であるた

め、抵抗スポット溶接のみで継手特性を確保する方法について再検討した。  

 テンパー通電の条件を検討した結果、適切な条件を設定することで溶接部全体

を軟質化させることで、十字引張強度を向上させられ、 JIS 規格相当の CTS を確

保できることを見出した。  

 

・革新鋼板の遅れ破壊特性評価  

 革新鋼板のような超高強度鋼板の実用化に向けた課題として、遅れ破壊（水素

脆化）が挙げられる。1.0GPa 級を超える鋼材においては、腐食に伴い鋼中に水素

と、成形や組立、車両走行時に発生する応力で、長期保持後に割れる現象である。

そのため、自動車用鋼板における耐水素脆化特性については、成形時のひずみ、

負荷応力、侵入する水素量の 3 つの因子を変化させた時に割れの発生有無で評価

する。  

 一方、革新鋼板を実用化するために必要となる耐水素脆化特性については、共

通の基準は存在しない。そのため、既に実用化されている 1.5GPa 級鋼板である

ホットスタンプ材料と比較することで、耐水素脆化特性のフィジビリティを評価

すればよいと考えられる。  

 自動車用鋼板の遅れ破壊特性の評価方法としては、成形によるひずみ導入を模

擬するために U 字形状に曲げ加工を行った後、U 字サンプルを頂点部の応力を測

定しながらサンプルをボルトで締め付けて応力付与し、その後、水素を導入する

ために腐食環境に保持もしくは陰極チャージを施して割れ発生を評価する方法が

活用されることが多い。本取り組みでも、その方法を踏襲して、革新鋼板とホッ

トスタンプ材の遅れ破壊特性を評価した。なお、ホットスタンプの場合、成形を

熱間で実施するため、そのプロセスを模擬するために曲げ形状のサンプルを作製

し、水素チャージ、応力付与をするようにした。図 3-2.2.2-34 に U 曲げ後の革新

鋼板ならびにホットスタンプ材での U 曲げ－応力付与後の写真を示す。  
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(a)革新鋼板 (b)ホットスタンプ

 

 

 

 革新鋼板については、U 曲げを曲げ半径 5mm、10mm、18mm を中心に変化、負

荷応力を引張強度同等の 1.5GPa、水素付与については pH1 もしくは pH3 の塩酸

で 24hr 保持し、割れ発生の有無を確認した。ホットスタンプでは、熱間プレスに

より作製した曲げ半径 10mm のサンプルに 1.5GPa までの応力を付与し、革新鋼

板と同等に pH1 もしくは pH3 の塩酸で 24hr 保持し、割れ発生の有無を確認した。  

 水素浸漬後の割れの存在有無を評価した結果を表 3-2.2.2-3 に示す。革新鋼板、

ホットスタンプ共に、割れは発生しなかった。一般に、構造体の設計の際に、構

造材料の引張強度同等の 1.5GPa の応力が付与されることは無いと考えられるた

め、利用に際して大きな問題はない耐遅れ破壊特性を有すると考えられる。  
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図 3-2.2.2-34 U 曲げ試験片 -応力付与の外観（a)革新鋼板、 (b)ホットスタンプ  

表 3-2.2.2-3 革新鋼板とホットスタンプの遅れ破壊特性評価結果  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2016FY 1 0 1 0 0 0 0 0 1 

2017FY 0 1 2 0 0 0 0 0 2 

2018FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2019FY 0 0 5 0 0 0 0 0 1 

2020FY 1 0 3 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 2 4 2 0 0 0 0 1 

2022FY 0 0 1 1 0 0 0 0 1 

合計  2 3 17 3 0 0 0 0 10 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 1 0 0 

2014FY 1 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 0 0 0 

2017FY 0 0 0 

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 1 0 0 

2021FY 3 0 0 

2022FY 1 0 0 

合計  7 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

表 3-2.2.2-5 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.2-4 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.2.3 参考文献  

 

特に無し  
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2.2.3［テーマ番号０３］「中高炭素鋼の革新的接合技術の開発」  

（2014 年度～2017 年度）  

 

2.2.3.1 テーマの概要  

1）背景と目的  

自動車分野では、CO2排出量規制を背景とした軽量化による燃費改善と衝突安全

性確保を目的としたボディの高剛性化の両面が求められ、自動車ボディに用いられ

る高強度鋼板の強度レベルやその使用割合は、ますます増加する傾向がある。  

これらの要求に答えるため、近年、高強度鋼板の開発動向では、多量のレアメタ

ル添加による高合金化が図られているが、資源の高騰等の課題が指摘され、安価な

高強度化元素として炭素（C）の活用が期待されている。例えば、C系低合金鋼（C

＞0.5％）では、ベイナイト、マルテンサイト、残留オーステナイトなどの組織制御

により、引張強さ≧1500MPa、伸び≧20%以上の優れた特性を得ることが可能である

が、薄鋼板として製造することが難しいことや溶接性に課題があり、自動車用鋼

板・鋼材として用いられていない。特に、0.5%以上の炭素鋼の溶接継手では、溶接

金属部や溶接熱影響部の局所的な軟化、靭性低下、水素脆化、疲労特性低下などに

より、本来、鋼が持つ特性を溶接構造部材として十分に発現することができなかっ

た。そこで、本テーマでは、自動車等の移動体の生産に用いることを前提に、高性

能な中高炭素鋼の性能を損なわない革新的な接合技術の開発を目指す。非溶融接合

法である摩擦接合については2016年度以降、連携領域として、別テーマ(No.46)で開

発を目指す。  

 

2）目標値  

本テーマでは、中高炭素鋼と中高炭素鋼の革新的接合技術の確立を目的に、具

体的な開発計画を提案する。  

研究開発の内容  

中高炭素鋼の革新的接合技術を確立するため、以下の点をブレークスルーポイ  

ントとして掲げ、重点的な研究開発を行う。  

 

①  中高炭素鋼の溶接性明確化  

②  継手特性の改善  

③  小型部材モデルによる継手・部材性能検討  

④  開発高炭素鋼の接合技術  

⑤  小型部材モデルでの検証  

以下に、本開発の具体的な実施内容を示す。  

 

①中高炭素鋼の溶接性明確化  

試供材を選定、作製し、溶融接合法、非溶融接合法の接合性検討を行う。  
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●溶融接合法（アークスポット）  

溶融接合法では、アークスポットに注力。  

最適溶材混合による溶接金属の靭性改善 ＋ 余盛による負荷応力の最適化  

 による継手強度確保を図る。  

 

 

 

 

 

 

図3-2.2.3-1 アークスポットによる貫通継手の例  

 

●非溶融接合法（摩擦撹拌リニア接合、複動式フラットFSW）  

→2016年度から、No.46へ移行  

・摩擦撹拌リニア接合（FSLW) 

 高効率冷却技術と摩擦撹拌技術を組み合わせることにより、微細な接合界面組織  

を実現し、継手強度の向上を狙う。  

 

図3-2.2.3-2 摩擦撹拌リニア接合（FSLW：大阪大学 藤井教授）  

 

・複動式フラットFSW   →2016年度から、No.46へ移行  

 低温接合（Ac1以下）と上下ツールによる大きな塑性流動を用いて、継手強度の  

向上を狙う。  

 

図3-2.2.3-3 複動式フラットＦＳＷ（大阪大学 藤井教授）  

 

被接合材料

複動式ツール

複動式ツール

ショルダ部
プローブ部

LFW 

Liquid CO
2
 

Liquid CO
2
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②継手特性の改善  

・予熱後熱処理 /溶接条件パラメータ等の最適化  

・継手特性（強度、疲労、遅れ破壊）の向上及びそのメカニズム検討  

 

③小型部材モデルによる継手・部材性能検討  

   ・小型モデル部品の作製  

   ・部材特性（圧潰、曲げ）評価  

   ・形状 /継手構造の最適化による部材特性向上検討  

      

      

            図3-2.2.3-4 小型部材モデルの例  

 

④開発高炭素鋼の接合技術  

・開発材の溶接部組織と継ぎ手特性との関連性調査  

・溶接性観点からの素材開発へのフィードバック  

 

⑤小型部材モデルでの検証  

・試作小型モデル部材の特性評価検証  

 

以下に、本開発の研究開発目標を示す。  

 

 

研究開発項目  
第一中間目標  

（2015 年度末）  

第二中間目標  

（2017 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

研究テーマ目標  

 

中高炭素鋼の継手特

性の明確化とその改

善プロセスの方向性

提示。1.2GPa の中高

炭素鋼（板厚

1.4mm）で、引張せ

ん断試験における破

中高炭素鋼板の性能を

活かし得る溶接プロセ

ス指針明確化。  

1.5GPa級中高炭素鋼の

性能を活かし得る溶接

プロセス指針の確立と

小型部材モデルでの性

能検証。  

強度 1.5GPa 以上の中

高炭素鋼（板厚

60

40

20

R8 R5

60

40

20

R8 R5

C>0.5％高炭素ハイテン

鋼 

(接合性と接合後の強度･疲

労･遅れ破壊特性の両立を目

指す) 

溶融溶接法  

（ｽﾎﾟｯﾄ,ｱｰｸ,ﾚｰｻﾞ）  

非溶融接合法  

（ 複動式ﾌﾗｯﾄ FSW 、接着） 

表 3-2.2.3-1 研究開発目標  
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断荷重の平均値が、

JIS-Z3140-A 級（約

14.4kN）の 70％以上  

1.4mm）で、引張せん

断試験における破断荷

重の平均値が、JIS-

Z3140-A 級（約

14.4kN）以上  

1-1)アークスポット溶

接部の静的継ぎ手特

性改善   

（新日鐵住金）  

（2014～2017 年度）  

 

中高炭素鋼溶接部の

評価、小型部材モデ

ルの評価   

 

成分・強度の異なる鋼

での継手特性の評価・

改善および、部材モデ

ルでの性能確認   

1.5GPa 発中高炭素鋼の

継手、部材特性明確化  

1-2)継手疲労特性の解

明（2014Fy まで再委

託先）   

（2014～2017 年度）  

 

中高炭素鋼のアーク

スポット溶接部の疲

労強度特性評価   

― 1.5GPa 級中高炭素鋼の

疲労特性明確化  

1-3)溶接残留応力の影

響明解明（再委託

先）   

（2014～2017 年度）  

 

残留応力解析技術の

構築   

 

溶接部の残留応力によ

る継手、部材特性のへ

影響明確化  

1.5GPa 級中高炭素鋼の

継手特性に及ぼす残留

応力の影響把握  

1-4)アークスポットプ

ロセスの解析（新日

鐵住金）  

（2014～2017 年度）  

 

アーク挙動とワイヤ

成分、溶接姿勢の影

響調査  

アークスポット安定溶

接技術の開発  

1.5GPa 級中高炭素鋼の

実施工性確保  

1-5)溶接部形状の数値

解析技術（再委託

先）   

（2014～2017 年度）  

シミュレーション手

法の構築  

溶接ビード形成メカニ

ズムの明確化  

1.5GPa 級中高炭鋼での

検証  

2-1)摩擦接合による継

手性能評価（新日鉄

住金）  

（2014～2017 年度）  

 

C 量、強度レベルの

異なる中高炭素鋼の

適正接合条件の明確

化   

摩擦接合の継手特性、

性能の明確化  

― 

2-2)摩擦接合プロセス

の開発（再委託先）  

（2014～2017 年度）  

  

FSLW 接合プロセス

の開発とその継手特

性評価   

FSLW 接合プロセスの

開発とその継手特性評

価  

新接合プロセスの開発

とその継手特性評価  
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2-3)溶接部特性への金

属組織の影響解明

（再委託先）  

（2014～2017 年度）  

中高炭素鋼の摩擦接

合界面組織の解析と

継手特性への影響把

握   

接合条件による継手特

性、接合部組織への影

響明確化  

新接合プロセスによる

接合部組織の特性明確

化  

2-4)摩擦撹拌接合の数

値解析技術の開発

（再委託先）  

（2014～2017 年度）   

シミュレーション手

法の構築  

摩擦接合プロセスのメ

カニズム推定  

新接合プロセスのシ

ミュレーション手法構

築  

 

(3)全体計画  

 上記のように、溶融溶接としてアークスポット溶接を取り上げ、中高炭素鋼の継ぎ

手諸特性のデータ蓄積や継ぎ手強度支配因子の解明を図るとともに、実施工を踏まえ

たプロセス最適化や溶接組み立て部材性能の検証を行う。なお、摩擦接合については

2016 年度以降、連携領域として、別テーマ(No.46)にて検討する。  

 

(4)実施体制  

1）溶融溶接技術の開発（担当機関：新日鐵住金㈱）  

中炭素鋼を用いて、溶融（アークスポット等）、非溶融（FSW）等による各種

溶接継手を作製し、継手特性を把握する。   

各種溶接による継手を作製し、各種継手強度試験（せん断、十字）を実施して

継手強度レベルを把握するとともに、断面マクロ試験片を作製し、溶接ビード形

状、溶接部組織・硬度などを把握する。また、ハット型断面の小型モデル部材を

作製し、落錐試験を用いて、部材の動的破壊特性を調査する。   

2）継手疲労特性の解明（担当機関：新日鐵住金(株)、再委託先）  

中高炭素鋼の各種溶接法による溶接継手の疲労強度特性評価とその強度特性発

現機構の解明に取り組む。なお本再委託は、2014年度の成果を以って中止とし、

2015年度は富津分担研にて実施し、完了を目指す。  

3）溶接残留応力による継手強度特性への影響解明（担当機関：新日鐵住金㈱、  

再委託先）   

中高炭素鋼の各種溶接法による継手の溶接部の残留応力に着目し、継手強度特

性への影響を解明する。   

4）溶接部靭性への金属組織の影響解明（担当機関：新日鐵住金㈱、再委託先）  

中高炭素鋼の溶接継手の溶接部金属組織に着目し、継手強度特性への影響を解

明する。なお本再委託は2016年度以降、連携テーマとしてNo.46にて実施する。  

5）アーク溶接、摩擦撹拌接合の数値解析技術開発（担当機関：新日鐵住金㈱、  

再委託先）   

アーク溶接、摩擦撹拌接合における接合現象の解明のため、数値解析によるモ

デリング技術を開発する。なお本再委託は、2016年度以降、連携テーマとして

No.46にて実施する。  
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6）摩擦接合プロセスの開発（担当機関：新日鐵住金㈱、再委託先）  

摩擦撹拌リニア接合プロセスの開発及び開発接合方法による継手特性の評価と

接合メカニズム検討を行う。なお本再委託は、2016 年度以降、連携テーマとして

No46 にて実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)運営管理  

 本テーマは、中高炭素鋼の溶融、非溶融の革新的接合技術開発に向けて、継手特性

に及ぼす組織、疲労、残留応力、接合メカニズム解析のためのシミュレーション技術

構築、革新的な摩擦接合プロセスの開発などを大学に再委託し、個別に、定期的な進

捗確認、試験結果報告、情報共有等を行うとともに、年 2 回程度、全体会議を催し、

本研究を推進する。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 CO2 排出量の削減と衝突安全性能向上の観点から、自動車車体の軽量化が求めら

れ、高張力鋼の車体骨格部品への適用は増加傾向にある。特に、980MPa を超える超

ハイテンは、車体骨格部品への適用が期待され、2020 年頃には、ホワイトボディに使

用される鋼板の 20%以上となる予想もみられる。本プロジェクトで開発を目指す革新

的な接合技術は、自動車ユーザが、1.5GPa 以上の中高炭素鋼を信頼、安心して使うこ

とのできる革新的な接合技術であり、国内外での中高炭素鋼の拡販やその実用化に大

いに貢献するものである。  

新構造材料技術研究組合

【委託先】

【分担研】

新日鐵住金株式会社
(富津分室・尼崎分室)

再委託先

摩擦攪拌接合プロセスの開発を再委託

再委託先

アーク、摩擦攪拌接合の数値解析技術を再委託

再委託先

残留応力の影響解明を再委託

再委託先

継手疲労特性の解明を再委託

再委託先

溶接部強度特性に及ぼす金属組織の影響解明を再委託

中止→富津

分室で実施  

No46 で実施 

No46 で実施 

No46 で実施 
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2.2.3.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

原因・課題と解決方

針  

※未達の場合のみ  

1-1)アークスポッ

ト溶接部の静的継

ぎ手特性改善   

（新日鐵住金）  

成分・強度の異な

る鋼での継手特性

の評価・改善およ

び、部材モデルで

の性能確認   

（2017 年度）  

モデル部材を作製し、

スポット溶接に比べて

部材特性が改善するこ

とを確認  

No3 としてはテーマ終

了し、実用化フェーズ

に移行する  

○   

1-2)継手疲労特性

の解明（再委託

先）   

1.5GPa 級中高炭素

鋼の疲労特性明確

化  

（2017 年度）  

せん断、剥離モードで

の疲労特性を把握。  

No3 としてはテーマ終

了し、実用化フェーズ

に移行する  

○   

1-3)溶接残留応力

の影響明解明（再

委託先）   

溶接部の残留応力

による継手、部材

特性への影響明確

化  

（2017 年度）  

溶接部残留応力の数値

解析技術の構築   

No3 としてはテーマ終

了し、実用化フェーズ

に移行する  

○   

1-4)アークスポッ

トプロセスの解析

（新日鐵住金）  

 

アークスポット安

定溶接技術の開発  

（2017 年度）  

中高炭素鋼の中でも炭

素量の高い鋼種でも、

良好な溶接部が形成で

きる条件を提示した。

No3 としてはテーマ終

了し、実用化フェーズ

に移行する  

○   

1-5)溶接部形状の

数値解析技術（再

委託先）   

溶接ビード形成メ

カニズムの明確化  

 

数値解析を活用しビー

ド形状を予測  

2016 年度以降、No.46

へ移行  

〇   

2-1)摩擦接合によ

る継手性能評価

（新日鉄住金）  

摩擦接合の継手特

性、性能の明確化  

 

摩擦接合の継手強度を

評価  

2016 年度以降、No.46

へ移行  

〇   

表 3-2.2.3-2 最終目標と達成度  
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2-2)摩擦接合プロ

セスの開発（再委

託先）   

FSLW 接合プロセ

スの開発とその継

手特性評価  

FSLW 接合プロセスを

開発し継手強度を評価  

2016 年度以降、No.46

へ移行  

〇   

2-3)溶接部特性へ

の金属組織の影響

解明（再委託先）  

接合条件による継

手特性、接合部組

織への影響明確化  

接合条件が継手強度お

よび接合部組織に及ぼ

す影響を明確化  

2016 年度以降、No.46

へ移行  

〇   

2-4)摩擦撹拌接合

の数値解析技術の

開発（再委託先）  

摩擦接合プロセス

のメカニズム推定  

 

摩擦拡販接合の数値解

析技術を活用し接合プ

ロセスのメカニズムを

推定した  

2016 年度以降、No.46

へ移行  

〇   

 ※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、×未達  
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(2)研究開発の成果と意義  

(2).1. 研究開発の内容及び成果等  

 自動車等の輸送機器の軽量化推進するには部材の薄肉化が必要であり、その材料と

して強度・延性に優れる中高炭素鋼の開発・実用化が期待されている。しかし、鋼板

強度が増加すると、自動車等の製造で多用される抵抗スポット溶接では継手強度が低

下することが知られており、中高炭素鋼の接合技術として新たな接合法の開発が求め

られている。  

本研究では革新的接合技術として、アークスポット溶接（溶融接合）の開発を行っ

ている。これまで中高炭素鋼の継手強度の明確化に取り組み、スポット溶接に比べて

特に CTS で顕著に向上することを確認した。またモデル部材を作製し、アークスポッ

ト溶接ではスポット溶接に比べて、部材の衝撃吸収特性が向上することを確認した。

以下に開発成果を述べる。  

 

(2).2. ISMA 支給材の継手強度調査  

①供試鋼板  

 支給された共通鋼板 1.2GPa 級 TRIP 鋼板の化学成分を表 3-2.2.3-3 に示す。板厚

1.4mm の材料を用いた。  

 

 

②溶接条件  

・アークスポット溶接  

 ワイヤには YM-28/1.2mmΦを使用した。シールドガスには Ar+20%CO2を使用した。

アークタイムは 2.5s とした。溶接金属の硬さは、溶接ワイヤによる希釈によりスポッ

ト溶接の溶接金属よりも低い約 330Hv となった。またキーエンス製形状測定機  VJ-

7020 により測定した表裏面のふくらみは表約 0.74mm、裏約 3.3mm で安定していた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

・スポット溶接  

 スポット溶接電極には DR 型 Φ6R40 を使用した。加圧力 350kgf、通電時間 20cyc＠

60Hz（以降、すべて 60Hz での記載とする）、溶接電流 7.0kA でナゲット径 5√t となる

ことを確認した。溶接金属部の硬さは約 720Hv となっていた。  

 

図 3-2.2.3-5 アークスポット溶接部の断面観察結果  

表 3-2.2.3-3 1.2GPa 級 TRIP 鋼の化学成分（mass%）  
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③継手強度  

 図 3-2.2.3-7 にスポット溶接継手、およびアークスポット溶接継手の TSS、CTS

を示す。TSS は溶接金属の硬さ低下に伴い若干低下した。一方、アークスポット

溶接の CTS はスポット溶接に比べて向上した。溶接金属の硬さが低く、靭性が回

復したためと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2).3.継手強度に及ぼす炭素量の影響  

①供試材料  

 市販の S35C、S45C、S55C 鋼板  板厚 1.6mm を焼入れ、焼き戻し処理により母

材硬さを約 400Hv に調整した材料を用いた。  

 

②溶接条件  

 アークスポット溶接は、溶接ワイヤ YM-24T/1.2mmΦ を使用した。シールドガ

スには Ar+20%CO2 を使用した。アークタイムは 2.5s とした。スポット溶接はナ

ゲット径が 4√t となる条件を採用した。  

 

③CTS に及ぼす炭素量の影響  

 図 3-2.2.3-8 アークスポット溶接継手とナゲット径 4√t としたスポット溶接継手

の CTS に及ぼす炭素量の影響を示す。向上程度に差は見られるものの、すべての
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図 3-2.2.3-6 スポット溶接部の断面観察結果  

図 3-2.2.3-7 1.2GPa 鋼の継手強度 

(a) TSS (b) CTS 
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炭素量で CTS が高い値を示すことを確認した。図 3-2.2.3-9 に最も炭素量の高い

S55C 鋼板溶接部の破断位置の観察結果を示す。スポット溶接継手では、溶接部の

界面で破断しており、主に粒界破面が観察された。一方、アークスポット溶接で

は、界面ではなく亀裂が板厚方向に進展したプラグ破断となった。この破断形態

の改善により継手強度が向上したと考えられた。  
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図 3-2.2.3-8 溶接継手強度に及ぼす炭素量の影響 

図 3-2.2.3-9 溶接継手の破面観察結果  

(a) アークスポット溶接継手（S55C） 

(b) スポット溶接継手（S55C） 
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(2).4.ハット部材衝撃吸収特性評価  

①はじめに  

 本評価検討において 0.45mass%C 鋼（S45C）の薄鋼板を供試鋼とした。短冊状の供

試鋼をオーステナイト単相の温度に加熱したのち、金型で急速冷却して焼入れた。焼

入れ時の部材形状は短冊状ままとするか、あるいは同時に成形してハット型とした。

その後、引張強さが 1200MPa 級(Hv400 程度)となるように熱処理を施した。これらの

部材を組合せてアーク溶接により接合し、自動車部品を模擬したモデル部材に仕上げ

た。部材に対し、溶接部基礎評価（溶接部断面観察）を行った。また衝撃三点曲げ試

験も実施し、部材の圧潰特性を評価した。部材評価に先立ち、継手の引張試験も実施

した。比較のため、スポット溶接部材や継手も作製し、同様な評価を実施した。  

②継手引張試験  

部材の衝撃三点曲げ試験に先立ち、溶接

部の基礎評価として、引張せん断強さ(TSS)

と十字引張強さ(CTS)を評価した。なお鋼板

の熱処理条件は後述する部材作製時の条件

と同様とした。アークスポット溶接継手の

TSS はスポット溶接のそれの 3 倍程度とな

り、今季の目標値（JIS A 級の 70%）を達成

した。TSS も同様にアークスポットがス

ポットよりも 3 倍程度高くなった。  

 

③モデル部材の特性評価試験  

③-1 モデル部材の作製  

供試鋼は板厚が 1.4mm の S45C 材である。その化学成分を表 3-2.2.3-4 に示すように、

C 量は 0.44％であった。供試鋼を 920°C で 5 分間加熱し、金型で挟み込んで急冷・焼

入れすると同時に、図 3-2.2.3-12 の部材概略図に示す長さ 800mm のハット型部材に成

形した。その後、鋼板の引張強さが約 1200MPa(ビッカース硬さ Hv400 程度)となるよ

う、部材に対し 360°C×3.5 時間の焼戻し熱処理を施した。このハット型部材と向かい

合わせ溶接する短冊形の鋼板に対しても同条件の加熱焼入れと焼戻し熱処理を行った。

焼戻し熱処理後の組織を図 3-2.2.3-11 に示す。こうして準備したハット型部材と短冊

型鋼板を重ね合わせ、そのフランジ部をスポット溶接あるいはアークスポット溶接し

た。図 3-2.2.3-12に示すように、フランジにおける基準の溶接点間隔は 40mmとした。

スポット溶接の場合、鋼板重ね面における溶接金属(ナゲット)の直径は 5√t(t＝鋼板板

厚 1.4mm)とした。溶接点間隔は 40mm を基準とした。アークスポット溶接の場合、溶

接材料として φ1.2mm のソリッドワイヤ(JIS 規格 YGW16)を用いた。鋼板重ね面にお

ける溶接金属直径は 5.8√t であった。アークスポット溶接の溶接点間隔は 40mm と

20mm の 2 水準とし、溶接点間隔の影響も評価した。アークスポット溶接では、溶接

に先立ち φ4mm の穴あけ加工を施した。ワイヤの狙い位置は穴の中心とした。  

 

 

図 3-2.2.3-10 継手の引張強度比

較 

JIS(Ave)×0.7 抵抗スポット
アークスポット

せん断引張強さ（TSS） 十字引張強さ（CTS）

継
手
破
断
荷
重
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③-2 溶接部断面形状  

スポット溶接部断面およびアークスポット溶接部断面を図 3-2.2.3-13 に比較する。

スポット溶接部では、電極の圧下を受けて表裏面が凹んだ形状となった。一方、アー

クスポット溶接部は表裏面ともに凸形状の溶接金属が形成された (鋼板表面よりも外

側に出た部分が余盛 )。また上板では右側の溶接金属量が左側よりも増加したことが

判る。これは、写真右側が部材のフランジ端部であって溶接中の熱伝導が進まなかっ

たためと考えられる。つまり、右側の溶接中の温度レベルと溶鋼の流動性が左側のそ

れらより高いため、溶鋼の多くが右側に流れたものと推測される。両溶接部のビッ

カース硬さも測定したが、溶接金属硬さはアーク溶接部がスポット溶接部を下回った。

これは、スポット溶接の溶接金属にはマルテンサイトが生成したのに対し、アーク溶

接の溶接金属ではより軟質なベイナイトが生成したことが理由である。この組織の相

違は、アーク溶接部の溶接金属では溶接ワイヤと母材が混合し、その成分が母材成分

から変化するために生じる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40mmピッチ

：接合位置

C Si Mn P S

0.44 0.21 0.78 0.01 0.005

表 3-2.2.3-4 モデル部材に用いた供試材料の成分(mass) 

図 3-2.2.3-12 モデル部材形状の模式図 

10mm

Fig.1 接合素材のミクロ組織
図 3-2.2.3-11 供試鋼の母材組織 

図 3-2.2.3-13 溶接部断面 

(a) スポット溶接部  (b) アークスポット溶接部  

1mm
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③-3 衝撃三点曲げ試験条件  

衝撃三点曲げ試験の模式図を図 3-2.2.3-14 に示す。インパクターを部材の平板側か

ら衝突させ、試験中の荷重と錘の変位を計測した。一定変位までの荷重の積分値を吸

収エネルギーとし、それを部材特性の評価指標とした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-4 部材特性の評価  

各接合法で作製したモデル部材の吸

収エネルギーを図 3-2.2.3-15 に示す。

スポット溶接部材の吸収エネルギーに

対して、アーク 5.8√t 条件の部材で 34%

向上し、さらに溶接点間隔を 20mm に

すると 67%向上した。  

アーク溶接部材では、スポット溶接

部材と同等以上の吸収エネルギー性能

が得られており、さらに改善条件部材

では、スポット溶接部材に対して吸収

エネルギーが 30 %以上向上した。  

 

③-5 試験後部材の外観  

図 3-2.2.3-16 に衝撃三点曲げ試験後のモデル部材外観を比較する。スポット溶接部

材では溶接部の破断が発生したが、アークスポット溶接部材の溶接部破断が抑制され

た。アーク溶接部の方が強度・じん性に優れること、また余盛により溶接部の応力が

緩和されることが破断抑制の理由と推定される。この破断防止を通じ、アークスポッ

ト溶接部材の吸収エネルギー向上が達成されたと考えられる。  

  

図 3-2.2.3-15 

吸収エネルギーに及ぼす接合法の影響 

インパクター

図 3-2.2.3-14 衝撃三点曲げ試験の模式図 
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③-6 まとめ  

引張強さが 1200MPa となるように熱処理を施した 0.45mass%C 鋼のアークスポット

溶接継手の特性、および自動車部品を模擬したモデル部材の特性を評価した結果、以

下の知見が得られた。  

・ 0.45mass%C 鋼のアークスポット溶接継手の引張せん断試験において、開発目標で

ある JIS-A 級平均値の 70%を超えることを確認した。  

・アークスポットにより部材の衝撃特性がスポット溶接に比較し向上することを確認

した。  

図 3-2.2.3-16 衝撃三点曲げ試験後のモデル部材

外観 

(a) スポット溶接  

(b) アークスポット 5.8√t 

(c) アークスポット 5.8√t+20mm ピッチ 

FSJ 改善条件 
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発

表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  

その

他  

2013FY 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 6 0 0 0 0 0 1 

2015FY 1 0 2 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 1 1 0 0 0 0 1 

2017FY 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

合計  2 0 11 1 0 0 0 0 3 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 1 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 0 0 0 

2017FY 0 0 0 

合計  1 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.2.3.3 参考文献  

特記無し。  

表 3-2.2.3-6 特許の件数（内訳）  【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.3-5 論文、外部発表等の件数（内訳）  【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.4［テーマ番号０４］「中高炭素鋼板の PHM による実用 FSW 技術の開発」  

（2014 年度～2017 年度）  

［テーマ番号３３］「革新的 FSW による超ハイテン接合部材の開発」のうち「①

超ハイテン TWB 部材の開発」（2018 年度～2021 年度）  

 

2.2.4.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車車体のマルチマテリアル化により適材適所に材料選択が施行される中、側突

部位などには超ハイテンによる接合部材の適用が期待されており、自動車の次世代構

造用鋼として従来のハイテンの強度と伸びをさらに上回る超ハイテンの開発が進んで

いる。しかし、自動車生産に使用される既存の溶接技術により溶接を行うと、溶融・

凝固に起因する割れや脆化といった問題が溶接部に生じることがあり、対策には生産

性やコストを阻害する工程を付加する必要がある。摩擦攪拌接合（ Friction Stir 

Welding: FSW）は非溶融の接合方法であるため、これらの課題の解決に有望であると

考えられているが、鉄鋼への適用においては現行の溶接方法と同等の施工能率の確保

が課題となる。  

そこで、本テーマでは、自動車生産において超ハイテンの接合に適用可能な連続摩

擦攪拌接合（FSW）技術の開発を目的に、予熱プロセスおよび両面 FSW を複合化し

たハイブリッド FSW による高速接合を検討した。さらに、開発 FSW プロセスを用い

て作製した超ハイテンによるテーラード・ブランク（Tailor-Welded Blank:TWB）をプ

レス成形し、フルスケールの自動車部品の試作することで自動車の接合技術としての

適用性を検討した。  

 

(2)目標値  

【第１中間目標】（2015 年度末）  

導入する鉄鋼用 FSW 装置、および既存接合ツールを用いた検討により、鉄鋼の

FSW 基礎プロセスを確立する。さらに、導入する予熱・後熱プロセスを有する FSW

装置を用いて接合性の検証を行う。  

既存 FSW プロセスにおいて厚さ 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼板に対して接

合継手の引張せん断強さが母材強度の 70%以上を実現する。  

 

【第２中間目標】（2017 年度末）  

予熱プロセスおよび両面 FSW を複合化したハイブリッド FSW プロセスを確立する。  

ハイブリッド FSW プロセスにおいて厚さ 1.4~2mm、強度 1.2GPa 以上の中炭素鋼板

への適用性を実験室レベルで確認する。接合強度は強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼に

対して接合継手の引張せん断強さが母材強度の 70%以上を実現する。  

 

【第３中間目標】（2020 年度末）  

開発 FSW プロセスにより引張強さ 1.5GPa 級超ハイテンを用いた TWB 部材を作製

し、プレス成形試験において接合部の健全性確立の指針を明確にする。  
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【最終目標】（2021 年度末）  

開発 FSW プロセスにより引張強さ 1.5GPa 級超ハイテンを用いた TWB 部材を作製

し、プレス成形によりフルスケールの自動車部品を試作することで自動車の接合技

術としての適用性を検証する。  

 

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度

末）  

第２中間目標  

（2017 年度

末）  

第３中間目標  

（2020 年度

末）  

最終目標  

（2022 年度

末）  

FSW 法の開発  

（2014～2017 年度）  

予熱プロセスを有

する FSW 法の接

合性を検証  

 

予熱プロセスおよ

び両面 FSW を複

合化した ハイブ

リッド FSW プロ

セスを確立  

  

継手性能の確立  

（2014～2017 年度）  

既存 FSW におい

て、厚さ 2mm、

強度 1.2GPa 以上

の中高炭素鋼に対

して接合継手の引

張せん断強さ≧母

材強度の 70%を実

現  

ハイブリッド

FSW において、

厚さ 1.4~2mm、強

度 1.2GPa 以上の

中高炭素鋼に対し

て接合継手の引張

せん断強さ≧母材

強度の 70%を実現  

  

超ハイテン TWB

部材の開発  

（2018～2021 年度）  

  開発 FSW プロセ

スにより引張強さ

1.5GPa 級超ハイ

テンを用いた

TWB 部材を作製

し、プレス成形試

験において接合部

の健全性確立の指

針を明確化  

開発 FSW により

1.5GPa 級超ハイ

テンを用いた

TWB 部材を作製

し、自動車部品を

試作することで自

動車の接合技術と

しての適用性を検

証。  

（2021 年度末) 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.4-1 研究開発目標  
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(3)全体計画  

2013～2015 年度の計画を下記に示す。  

・FSW 装置本体、予熱プロセスから構成されるハイブリッド FSW 装置を構築  

・導入装置が設計・仕様に従った性能を有することを確認。  

・既存 FSW において、厚さ 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼に対して接合継手

の引張せん断強さ≧母材強度の 70%を実現。  

・研究再委託の大阪大学にて中炭素鋼板の FSW における塑性流動基礎現象を検討。  

 

 2016～2017 年度の計画を下記に示す。  

・ハイブリッド FSW 法の予熱条件の最適化により FSW 施工性の向上と接合部熱履

歴制御による継手特性を向上。  

・両面摩擦攪拌が可能な機構の追加によりハイブリッド FSW 装置を改良。  

・ハイブリッド FSW において、厚さ 1.4~2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼に対

して接合継手の引張せん断強さ≧母材強度の 70%を実現。  

 

 2018～2020 年度の計画を下記に示す。  

 ・テーラード・ブランク（TWB）接合に対応した開発 FSW プロセスの適用技術を

確立。  

 ・開発 FSW プロセスによる差厚材、差強度材に対応した TWB 接合技術の確立と従

来の TWB 接合技術をベンチマークとした継手特性を評価。  

・開発 FSW プロセスによる引張強さ 1.5GPa 級超ハイテンを用いた自動車部材の開

発として、TWB の作製、作製した TWB を用いたプレス成形試験による接合部の

健全性確立の指針を明確化。  

 

2021 年度の計画を下記に示す。  

・開発 FSW プロセスによる引張強さ 1.5GPa 級超ハイテンを用いた自動車部材の開

発として、プレス成形後の TWB 接合部の割れの有無、局部変形による厚さの減

少を評価。  

・プレス後の接合部の健全性を検証し、自動車部品に要求される品質、特性を実証。  
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(4)実施体制  

（2014～2017 年度）  

テーマ 04 中高炭素鋼板の PHM による実用 FSW 技術の開発は、千葉分室（JFE ス

チール（株））を委託先として実施。研究再委託の大阪大学にて中炭素鋼板の FSW に

おける塑性流動基礎現象を検討。  

（2018～2021 年度）  

テーマ 33 革新的 FSW による超ハイテン接合部材の開発のうち、①超ハイテン TWB

部材の開発は、千葉分室（JFE スチール（株））、②ロボット適応制御 FSW による超

ハイテン部材アセンブリ技術の開発は、日立分室会瀬（（株）日立パワーソリュー

ションズ）、日立分室大みか（（株）日立製作所）、日立分室安来第 1（日立金属（株））、

日立分室安来第２（（株）日立メタルプレシジョン）を委託先として実施。さらに、

日立分室会瀬から再委託として、再委託先①にてツール合金開発、接合部解析、再委

託先②にて接合材の疲労破壊解析を実施。  

 

表 3-2.2.4-2 全体計画  
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【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】

【再委託先】

（日立分室大みか）

（日立分室安来第1）

（日立分室安来第2）

ツール合金開発，接合部解析　を再委託

長岡技術科学大学

（国立大学法人）
接合材の疲労破壊評価と解析　を再委託

株式会社日立製作所

超ハイテン部材アセンブリ技術の開発：
FSW接合プロセス技術開発

日立金属株式会社

超ハイテン部材アセンブリ技術の開発：
ツール素材量産技術開発

株式会社日立メタルプレシジョン

超ハイテン部材アセンブリ技術の開発：
FSWツール量産技術開発

東北大学

（国立大学法人）

（日立分室会瀬）

ＪＦＥスチール株式会社

超ハイテンTWB部材の開発

株式会社日立パワーソリューションズ

超ハイテン部材アセンブリ技術の開発：
FSW装置開発

（千葉分室）

 

 

(5)運営管理  

（2014 年度～2017 年度）  

テーマ 04 登録研究員による実務者進捗会議を 1 ヶ月に 1 回開催。加えて、スチール

研究副所長出席による運営会議を 3 ヶ月毎に開催。  

（2018 年度～2021 年度）  

テーマリーダー（分室代表者を兼任）、分室代表者、再委託先代表者の出席による全

体会議を 3 ヶ月に 1 回(年４回)開催し、実施計画に対する各分室、再委託先の進捗を

共有すると共に、分室間の連携により実施する研究項目に関して協議・調整。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

自動車車体のマルチマテリアル化により適材適所に材料選択が施行される中、側突

部位などには超ハイテンによる接合部材の適用が期待されており、自動車の次世代構

造用鋼として従来のハイテンの強度と伸びをさらに上回る超ハイテンの開発が進んで

いる。本テーマで開発する新接合技術により、上記開発の進む超ハイテンが自動車製

造に適用されることで、自動車の燃費向上によるエネルギー消費量と CO2 排出量が

大幅に削減され、燃費改善目標（国立環境研究所 AIM PJ ﾁｰﾑ試算）の 10～20％相当

の CO2 削減で地球温暖化ガスの低減に寄与する。加えて、自動車の安全性 (耐衝突

性)・走行性能の向上により、社会の安心・安全向上にも寄与すると考えられる。  

また、開発する新接合技術は中高炭素鋼のみならず、異材接合技術としても非常に

有用であるものと想定している。  
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2.1.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

1) FSW 法の開発  

1.2GPa 級超ハイテンを用いた検討において、予熱プロセスなしの両面 FSW により、

従来 FSW プロセスと比較し 5 倍の接合速度を達成。更に高周波予熱を使用した両面

FSW により従来 FSW と比較し、10 倍の接合速度を達成。  

 

 2) 継手性能  

予熱プロセスなしの両面 FSW により、厚さ 1.5mm、強度 1.2GPa の 1.2GPa 中炭素系

開発鋼を用いて継手を作製し、接合継手の引張強さ母材強度の 70%以上を達成。  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※ 

未達の場合  

原因と解決方針  

FSW 法の開発  予熱プロセスおよ

び両面 FSW を複合

化したハイブリッ

ド FSW プロセスを

確立  

（2017 年度）  

1.2GPa 級超ハイテンを用

いた検討において、予熱

プ ロ セ ス な し の 両 面

FSW により、従来 FSW

プロセスと比較し 5 倍の

接合速度を達成。高周波

予 熱 を 使 用 し た 両 面

FSW により更なる高速

化の可能性を確認した。  

 

◎ 

 

継手性能の確

立  

ハイブリッド FSW

において、厚さ

1.4~2mm、強度

1.2GPa 以上の中高

炭素鋼に対して接

合継手の引張せん

断強さ≧母材強度

の 70%を実現  

（2017 年度）  

予熱プロセスなしの両面

FSW により、厚さ

1.5mm、強度 1.2GPa の

1.2GPa 中炭素鋼開発材を

用いて継手を作製し、接

合継手の引張強さ母材強

度の 70%以上が得られ、

第二中間目標を達成し

た。  

 

〇  

 

超ハイテン

TWB 部材の開

発  

開発 FSW により

1.5GPa 級超ハイテ

ンを用いた TWB 部

材を作製し、自動

車部品を試作する

1.5GPa 級超ハイテンを用

いた TWB より B ピラー

アウターを試作し、プレ

ス成形性を実証した。  

◎ 

 

表 3-2.2.4-3 最終目標と達成度  
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ことで自動車の接

合技術としての適

用性を検証  

（2021 年度）  

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

① ハイブリッドFSW法における施工性検討  

①－１ 高周波予熱を用いた片面FSW  

 高周波加熱を用いた FSW 法の検討を行った。FSW 時に高周波加熱を用いて予熱す

ることで接合部の塑性流動を促進し、接合速度を増大させた場合においても健全な継

手を達成する検討を行った。結果として、従来の FSW と比較し接合速度を 3 倍とす

ることに目途を得た。  

a. 実験条件  

 C: 0.57%、板厚 2.3mm の鋼板サンプルを架台にクランプし、全体をステージ上で長

手方向に移動させた。接合ツールは WC 製で、ショルダー径 12mmφ、プローブ径

4mmφ、プローブ長 1.8mm のものを用いた。周波数 80kHz の高周波加熱装置を用いて、

サンプル上方に固定した加熱コイルを通じて加熱を行うとともに、コイル後方に配置

した接合ツールにて FSW を行った。高周波加熱条件として、出力を 100kW、コイル

鋼板間距離を 10mm とした。FSW 条件として、ツール角度を 3°、ツール回転数は 400、

600rpm、接合速度は 0.4~2.2m/min の範囲とした。  

 

b. 実験結果  

 高周波予熱 FSW 試験時の加熱状態に関して、赤熱の様子からツール前方および後

方では 600°C 程度になっていたと考えられる。接合継手表面の外観に関して、表面欠

陥が生じる際にはプローブ径の前進側の端部の位置に沿って線状の欠陥が認められた。

接合条件による表面欠陥の発生状況に関しては、高周波による予熱なしの場合は、接

合速度 0.6m/min までは表面欠陥の無い継手が得られたのに対し、接合速度 0.8m/min

以上では表面欠陥が発生した。一方、高周波による予熱を付与した場合は、接合速度

2.0m/min までは表面欠陥の無い継手が得られたのに対し、接合速度 2.2m/min 以上で

は表面欠陥が発生した。予熱 FSW 接合部の断面マクロ組織に関して、高周波による

予熱なしで回転数 400rpm、接合速度 0.6m/min で接合した場合では、表面欠陥は認め

られなかったもののプローブ径の前進側の端部の位置に内部欠陥が認められた。一方、

高周波による予熱を付与し、回転数 400rpm、接合速度 2.0m/min で接合した場合にお

いても、表面欠陥は認められなかったもののプローブ径の前進側の端部の位置に内部

欠陥が認められた。予熱付与した FSW においては、回転数を 600rpm に増加すること

で、接合速度 2.0m/min で内部欠陥が顕著に縮小することが確認できた。  
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①－２ 両面 FSW の施工性検討  

両面 FSW 法の施工性を検討した。回転速度 1500 rpm で作製した継手において接合

速度 3m/min までにおいて母材と同等の引張強さが得られ、従来 FSW プロセスと比較

し 5 倍の接合速度を達成した。  

a. 実験条件  

 供試材として板厚 1.6mm の 1180 MPa 級冷延鋼板を使用した。2 枚の鋼板の突合せ

部に両側から回転ツールを押し当てて接合した。本文中ではツールの回転方向と進行

方向が等しい側を前進側(AS)、反対側を後進側(RS)と表記する。  

両面 FSW の適切な接合条件と継手特性を明らかにするために、1180 MPa 級鋼板 2

枚を突き合わせ、接合速度 3~6 m/min、上側、下側ツール回転速度 1500~3000 rpm、

上側、下側ツール傾斜角 1.5°で接合を行い、各接合パラメータが両面 FSW の継手特

性に与える影響を調べた。得られた継手に対して断面マクロ観察と引張試験を行った。

断面マクロ組織観察はナイタールとピクリン酸飽和水溶液でそれぞれエッチングし光

学顕微鏡を用いて組織観察を行った。引張試験片の寸法は JIS Z 2241-5 号試験片とし

た。  

b. 実験結果  

作製した継手は接合速度 5~6 m/min かつ回転速度 1500~2000 rpm 以外の接合条件で

表面欠陥無い健全な状態が確認された。ピクリン酸飽和水溶液を用いてエッチングを

行った試料断面を図 3-2.2.4-1 に示す。試料の右上、左上が上面ツールの RS、AS、左

下、右下が下面ツールの RS、AS となるよう断面観察を行った。両面 FSW の接合部

は従来の片面 FSW とは異なり、180°回転対称な攪拌部（SZ）が形成する。接合速度

の上昇による入熱低下に伴い材料の塑性流動が見られた領域が減少し、SZ の面積が

縮小した。回転速度 1500 rpm 一定とした場合、接合速度 3、4 m/min の条件では表面

欠陥および内部欠陥は発生しなかったが、5、6 m/min の条件では表面欠陥が生じた。  

一方、接合速度 5 もしくは 6 m/min 一定とした場合、回転速度を 1500 rpm から

3000rpm へ増加するに従い表面欠陥は解消された。しかしながら、1500 rpm、3 m/min

と 3000 rpm、5 および 6m/min の断面マクロ組織を比較すると、1500 rpm、3 および

4m/min では接合部で十分撹拌されている様子が示されているが、3000 rpm、5 および

6 m/min では接合前の鋼板の突合せ形状が残り、十分な撹拌が得られなかったと考え

られる。引張試験結果においては、1500 rpm、3 m/min の試料は引張強さ母材と同等、

伸びは 9％以上となり健全な継手となったが 3000 rpm、6 m/min の試料は引張強度、

伸び共に著しく低下した。以上より、接合速度 3m/min までの範囲では接合部が十分

撹拌され母材と同等の引張強さが得られた。  
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①－３ 高周波予熱を用いた両面 FSW の施工性検討  

 高周波予熱を用いた両面 FSW において適切な熱量を両面 FSW のツール前方に与え

ることで表面欠陥の抑制と材料の攪拌が促進された。接合速度 6 m/min において予熱

なし両面 FSW の接合速度 3 m/min の際に見られた接合部の攪拌状態と同様な傾向が

得られ、母材と同等の引張強さが得られると考えられる。  

a. 実験条件  

予熱の熱源として最大出力100 kW、周波数80 kHzの高周波加熱装置を使用し、高周

波加熱コイルをツール前方に配置し、上側、下側ツールの回転速度1500、3000rpm、

傾斜角1.5°、接合速度3~6 m/min、高周波加熱出力12~97 kWとして実験を行った。得ら

れた継手に対し断面マクロ観察を行った。  

b. 実験結果  

上記の方法で高周波予熱両面 FSW 実験を行った。回転速度 1500 rpm とし 12 kW、22 

kW、46 kW、97kW の出力で高周波誘導加熱装置を使用して予熱を加えると、出力 22 

kW および 46 kW では接合速度 6 m/min においても表面欠陥が発生せず良好な表面状

態が得られた。適切な熱量をツール前方に与えることで表面欠陥を抑制できることが

わかった。断面マクロ観察結果を図 3-2.2.4-2 に示す。出力 12 kW の予熱では接合速

度 6 m/min で表面欠陥が認められ、予熱の効果はほとんどみられないが、出力 22 kW

以上の予熱を加えると接合速度 6 m/min まで表面欠陥、内部欠陥の無い接合部が得ら

れた。さらに、接合速度 6 m/min までにおいて、予熱なし両面 FSW の 1500 rpm、3 

m/min の条件と同様に接合部で材料が十分に攪拌された状態が得られ、これは良好な

接合状態を示唆する結果と考えられる。以上の結果により、接合速度 6 m/min まで母

材と同等の引張強さが得られると考えられる。  

 

図 3-2.2.4-1 両面 FSW 継手の断面マクロ組織  
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② 開発 FSW プロセスによる継手性能の確立  

予熱プロセスなしの両面FSWにより、厚さ1.5mm、強度1.2GPaの1.2GPa中炭素鋼開

発材を用いて継手を作製し、接合継手の引張強さ母材強度の70%以上が得られ、第二

中間目標を達成した。  

a. 実験条件  

 供試材として板さ 1.5mm、強度 1.2GPa の 1.2GPa 中炭素系開発鋼を使用した。予熱

プロセスなしの両面 FSW により継手を作製した。接合速度 2m/min、上側、下側ツー

ル回転速度 1500 rpm、上側、下側ツール傾斜角 1.5°で接合を行った。得られた継手に

対して断面硬さ分布、継手引張特性を調査した。  

b. 実験結果  

作製した継手の硬さ分布を図 3-2.2.4-3 に示す。欠陥の無い健全な継手が得られたこ

とが確認でき、接合部ではカーボン量が高くなるため顕著な硬化が見られた。継手の

引張特性を図 3-2.2.4-4 に示す。継手強度は母材強度の 85%となり、第二中間目標を達

成した。  

図 3-2.2.4-2 高周波予熱両面 FSW 継手の断面マクロ組織  

 

 



  

3-2.2.4-11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 超ハイテン TWB 部材の開発  

③－１ 両面 FSW の施工性を向上するツール形状の検討  

両面 FSW において、ツール形状を改善することで攪拌部の塑性流動を促進し、健

全な接合部を形成可能な接合速度の向上を検討した。従来ツールでは接合速度の上限

が 3m/min であったのに対し、ツールのショルダー部にツールの回転方向とは反対方

向に渦状溝（スクロール）を設けることで 5m/min に向上することを確認した。  

a. 実験条件  

図3-2.2.4-5に示すようなツール、材料配置とし、表3-2.2.4-4に示す接合条件により

接合を行った。ツールの回転方向は上側に対し下側は反対となる。従来の両面FSW

ツールとの相違点は、プローブは省略され、ツール先端には時計回りに渦状溝(スク

ロール)が施されている点で、ツールの回転方向は反時計回りとなる。供試鋼板には

板厚1.6mmの引張強さ1180MPa級の自動車用冷延鋼板を用いた。得られた継手から、

断面マクロ観察用試験片と引張試験片を採取した。引張試験片の寸法はJIS Z 2241に

記載の5号試験片とした。継手の機械的特性は、引張試験により評価した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 実験結果  

接合速度を 5m/min としたときのスクロールツールを用いた両面 FSW 継手の断面マ

クロ組織、継手特性を図 3-2.2.4-6 に示す。ツール回転数 1500 rpm の場合は、良好な

塑性流動状態が得られず、継手引張強さは母材以下、破断位置は攪拌部内部となった。

一方、ツール回転数を 2500 rpm に増大した場合は、断面マクロ組織は促進された塑

性流動状態を示し、継手引張強さは母材と同等、破断位置は HAZ となり健全な接合

状態が得られた。スクロールツールを用いた両面 FSW の健全な接合状態が得られる

図 3-2.2.4-3 1.2GPa 中炭素鋼開発材両
面 FSW 継手の硬さ分布  

 

図 3-2.2.4-4 1.2GPa 中炭素鋼開発材両
面 FSW 継手の引張特性  

 

図 3-2.2.4-5 両面 FSW の概略図  

 

表 3-2.2.4-4 両面 FSW の接合条件  
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接合速度の上限は 5m/min となり、従来のスクロールなしツールでの接合速度の上限

の 3m/min と比較し、顕著な向上が見られた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③－２ 1.2GPa 材による TWB 部材を想定した差厚接合の検討  

TWB 部材を想定した差厚接合の検討として、板厚 1.2mm の引張強さ 1180MPa 級の

自動車用冷延鋼板、板厚 1.6mm の引張強さ 980MPa 級の自動車用冷延鋼板を用いて両

面 FSW による接合実験を行った。ショルダーの外周部にテーパー部を設け、テー

パー部にツールの回転方向と同じ方向に渦状溝（スクロール）を設けることで、差厚

接合における厚板側の段差分の材料をテーパー部により排除し、接合部において薄板

側と厚板側の材料をショルダーにより十分に攪拌することを狙ったツール形状を検討

した。上記のツールを用いることで両面 FSW により、板厚 1.2mm 1180MPa 級鋼板－

板厚 1.6mm 980MPa 級鋼板の板組合せにおいて、接合速度 2m/min で健全な接合継手

が得られることを確認した。  

a. 実験条件  

図3-2.2.4-7に示すようなツール、材料配置とし、表3-2.2.4-5に示す接合条件により

接合を行った。供試鋼板は板厚1.2mmの引張強さ1180MPa級の自動車用冷延鋼板、板

厚1.6mmの引張強さ980MPa級の自動車用冷延鋼板を用いた。用いたツールの回転方向

は上側に対し下側は反対となり、材料の段差のある上側においては、板厚 1.2mm 

1180MPa級鋼板をアドバンシング・サイド、板厚1.6mm 980MPa級鋼板をリトリーティ

ング・サイドに配した。接合に用いたツールは、ショルダーの外周部にテーパー部を

設け、テーパー部には反時計回りに渦状溝 (スクロール)が施され、ツールの回転方向

も同様に反時計回りとなる。  

得られた継手からサンプルを採取し、断面マクロ観察、引張試験、曲げ試験を実施

した。断面マクロ組織観察はピクリン酸飽和水溶液でエッチングし光学顕微鏡を用い

て組織観察を行った。引張試験はJIS Z 2241に準拠して行った。曲げ試験は、接合部

の長さ方向に100mm、接合部を中央に幅方向30mmとして採取したサンプルを用い、

JIS Z 2248に準拠し行った。  

 

 

 

図 3-2.2.4-6 スクロールツールを用いた両面 FSW 継手の断

面マクロ、継手特性（接合速度：5m/min）  
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b. 実験結果  

ツール回転数 1500 rpm、接合速度 2m/min のときの両面 FSW により得られた差厚接

合継手の断面マクロ組織、継手特性を図 3-2.2.4-8 に示す。表面欠陥、内部欠陥の無い

健全な接合部が得られた。板厚の異なる母材に対し、厚さが連続的に変化し平滑な止

端部を有する接合部が得られた。断面マクロ組織は促進された塑性流動状態を示し、

継手引張強さにおいては 1.2mm 厚 1180MPa 鋼板破断の HAZ で破断を呈し、母材と同

等の引張強さが得られた。両面 FSW による差厚 FSW 継手の曲げ試験結果を図 3-

2.2.4-9 に示す。曲げ半径 3、5、7mm に対していずれも割れは見られず、レーザ溶接

並みと考えられる結果となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③－３ 超ハイテン継手の拡散性水素量の調査による水素割れ・脆化の評価  

従来のTWB接合技術であるレーザ溶接をベンチマークとして超ハイテンにおいて懸

念される水素割れ・脆化の評価のため、各接合方法にて作製した継手の拡散性水素量

を調査した結果、両面FSW、ハイブリッドFSWにより水素脆化抑止に有利な接合が可

能であることを確認した。  

a. 実験条件  

表3-2.2.4-6に示すように従来のTWB接合技術であるレーザ溶接、両面FSW、そして

高周波加熱を予熱の熱源としたハイブリッドFSWにより、板厚1.6mm 980MPa冷延鋼

板を用いて接合を実施した。ハイブリッドFSWに関しては、高周波誘導加熱コイルを

図 3-2.2.4-7 両面 FSW による差厚

接合の概略図  

表 3-2.2.4-5 両面 FSW による  

差厚接合の接合条件  

図 3-2.2.4-8 両面 FSW による差厚

FSW 継手の断面マクロ、引張特性  

○：割れ無  ×：割れ 

図 3-2.2.4-9 両面 FSW による差厚

FSW 継手の曲げ試験結果  
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ツール前方に配置し、表3-2.2.4-7に示す接合条件により接合を行った。得られた継手

から、接合部の長さ方向に40mm、接合部を中央に幅方向140mmとして採取したサン

プルを用い、表3-2.2.4-8に示すガスクロを用いた昇温脱離分析法により拡散性水素量

を測定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 実験結果  

図 3-2.2.4-10 に板厚 1.6mm 980MPa 冷延鋼板を用いてレーザ溶接、両面 FSW、ハイ

ブリッド FSW により作製した継手の拡散性水素量を示す。レーザ溶接と比較し、両

面 FSW（予熱なし）、ハイブリッド FSW では拡散性水素量は 12～21％となり顕著な

低減が可能であることが示された。レーザ溶接は溶融溶接であるため、大気中の水蒸

気もしくは鋼板表面の防錆油などの水素源から溶融状態の溶接部へ水素が浸入するが、

固相接合である FSW では接合中に溶融状態を経ることが無く、水素が浸入しにくい

と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.4-6 拡散性水素量の調査で用いた接合方法  

表 3-2.2.4-8 ガスクロを用いた

昇温脱離分析法により拡散性水

素量の測定方法  

図 3-2.2.4-10 板厚 1.6mm 980MPa 冷延鋼板を用いて各

溶接方法により作製した継手の拡散性水素量  

 

 

表 3-2.2.4-7 高周波加熱による予熱両面

FSW の接合条件  
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③－４ 1.5GPa 級超ハイテンを適用したテーラード・ブランク(TWB)の対象材料で作

製した継手の特性評価  

両面 FSW の 1.5GPa 級超ハイテンを含む TWB 部材への適用を想定し、引張強さ

1.5GPa 級の自動車用冷延鋼板と引張強さ 590MPa 級の自動車用冷延鋼板を用いて両面

FSW により接合し、外観および断面マクロ組織から両面 FSW 継手の健全性を評価し

た。また、両面 FSW 継手の継手特性を従来の TWB 部材の溶接法であるレーザ溶接法

の継手特性と比較することで、両面 FSW の TWB 部材接合への適用可能性を評価した。 

a. 実験条件  

供試材には板厚 1.6mm で引張強さ 1.5GPa 級の自動車用冷延鋼板(以降、1.5GPa-CR

と表記する)、板厚 1.6mm で引張強さ 590MPa 級の自動車用冷延鋼板(以降、590MPa-

CR と表記する)を用いた。  

図 3-2.2.4-11 に示すように、上側から見てアドバンシング・サイドに 1.5GPa-CR を、

リトリーティング・サイドに 590MPa-CR となる配置で、表 3-2.2.4-9 に示す接合条件

で両面 FSW を実施した。  

1.5GPa-CR と 590MPa-CR を接合した両面 FSW 継手および 1.5GPa-CR と 590MPa-CR

を接合した両面 FSW 継手に対して、外観観察、断面マクロ観察を行った。断面マク

ロ組織観察はピクリン酸飽和水溶液でエッチングし光学顕微鏡を用いて組織観察を

行った。  

両面 FSW の継手特性を従来の TWB 溶接技術であるレーザ溶接の継手特性と比較す

るために、1.5GPa-CR および 590MPa-CR に対して図 3-2.2.4-12 に示す配置で表 3-

2.2.4-10 に示す溶接条件でレーザ溶接を行い、継手を作製した。  

1.5GPa-CR と 590MPa-CR を接合した両面 FSW 継手およびレーザ溶接継手からサン

プルを採取し、ビッカース硬さ試験、引張試験、曲げ試験、エリクセン試験を実施し

た。断面マクロ組織観察はピクリン酸飽和水溶液でエッチングし光学顕微鏡を用いて

組織観察を行った。ビッカース硬さ試験は荷重 1.96N として継手断面の板厚中央を

200μm 間隔で試験を実施した。引張試験は JIS Z2241 に準拠して実施した。曲げ試験

は接合部の長さ方向に 100mm、接合部を中央に幅方向 30mm として採取したサンプル

を用いて、図 3-2.2.4-13 に示すように JIS Z2248 に準拠し実施した。エリクセン試験

は接合部の長さ方向に 90mm、接合部を中央に幅方向 90mm として採取したサンプル

を用い、図 3-2.2.4-14 に示すように JIS Z2247 に準拠し実施した。  
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図 3-2.2.4-11 両面 FSW の概略図  

表 3-2.2.4-9 両面 FSW 接合条件  

  

  

 

図 3-2.2.4-12 レーザ溶接の概略図  

表 3-2.2.4-10 レーザ溶接条件  

 

 

 

 

 

図 3-2.2.4-13 曲げ試験の概略図  図 3-2.2.4-14 エリクセン試験の概略図  

  

 

b. 実験結果  

両面 FSW 継手およびレーザ溶接継手の接合外観および断面マクロ組織を図 3-2.2.4-

15 に示す。両面 FSW 継手およびレーザ溶接継手ともに表面欠陥および接合欠陥の無

い健全な接合部が得られた。  

ビッカース硬さ試験結果を図 3-2.2.4-16 に示す。なお、図中に示す断面写真の点線

上の位置は横軸の位置と対応する。レーザ溶接継手の硬さは 590MPa-CR 側の母材と
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比較して熱影響部(HAZ)、溶接金属(WM)では顕著に上昇した。また、590MPa-CR 側 

の HAZ、溶接金属(WM)、1.5GPa-CR 側の HAZ の順に硬さが増加した。レーザ溶接部

は急冷によりマルテンサイト組織となり、炭素量の低い 590MPa-CR 側の HAZ では低

硬度、炭素量高い 1.5GPa-CR 側の HAZ では高硬度のマルテンサイト組織となり、両

者が融合して形成された WM では中間的な硬さのマルテンサイト組織となったと考え

られる。また、1.5GPa-CR 側の HAZ の外側では硬さの低下が見られたが、これは

1.5GPa-CR 側の母材のマルテンサイト組織が焼き戻されたためと考えられる。一方、

両面 FSW の撹拌部は 590MPa-CR 側の母材と比較して顕著に上昇したことから接合時

の冷却において低温側で変態したフェライト組織を多く含む組織が形成されたと考え

られる。また、内部では部位により明瞭な硬度の差異が見られた。撹拌部は非溶融の

まま 590MPa-CR、1.5GPa-CR の材料が塑性流動したのちに形成された組織であり、硬

さの高い部位は 1.5GPa-CR に由来する材料、硬さの低い部位は 590MPa-CR に由来す

る材料により形成されていた。また、1.5GPa-CR 側の HAZ の外側ではレーザ溶接継

手と同様に焼戻しに起因すると考えられる硬さの低下が見られ、硬さが低下した領域

の幅はレーザと比較して広くなった。  

引張試験結果を図 3-2.2.4-17 に示す。両面 FSW 継手およびレーザ溶接継手で共に

590MPa-CR の母材で破断することが確認された。図 3-2.2.4-16 の硬さ試験結果から、

どちらの継手においても 590MPa-CR の母材を下回る硬さとなる部分は存在しないた

め、590MPa-CR の母材で破断したもの考えられる。  

曲げ試験結果を図 3-2.2.4-18 に示す。曲げ半径 3、5、7mm で試験し、両面 FSW 継

手およびレーザ溶接継手で共に亀裂は見られず、両面 FSW 継手はレーザ溶接継手並

みの曲げ特性を有することが考えられる。  

エリクセン試験結果を図 3-2.2.4-19 に示す。両面 FSW 継手は平均張出高さが 5.9mm

であるのに対し、レーザ溶接での平均張出高さは 7.3mm となり、両面 FSW 継手は

レーザ溶接継手の 8 割程度の張出高さであった。両面 FSW 継手では 1.5GPa-CR の接

合部端部で亀裂が発生しているのに対し、レーザ溶接継手では 590MPa-CR の母材で

亀裂が発生した。   

以上から、両面 FSW 継手は、硬さ試験、引張試験、曲げ試験の結果においてレー

ザ溶接継手と同程度の継手特性を有していることが確認された。また、エリクセン試

験の結果ではレーザ溶接継手と比較してやや継手特性が劣るものの、今回実施の B ピ

ラー試作における部材成形には問題ないレベルと考えられる。  
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図 3-2.2.4-15 両面 FSW およびレーザ溶接の継手外観、断面マクロ組織  

 

 

図 3-2.2.4-16 両面 FSW およびレーザ溶接の継手硬さ分布  

 

  

図 3-2.2.4-17 両面 FSW およびレーザ溶接の継手引張強度  
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図 3-2.2.4-18 両面 FSW およびレーザ溶接の継手曲げ試験結果  

 

  

図 3-2.2.4-19 両面 FSW およびレーザ溶接の継手エリクセン試験結果  

 

③－５ FSW を適用した 1.5GPa 級超ハイテンテーラード・ブランク(TWB)による B

ピラー部品モデルの作製  

両面 FSW 技術の TWB 接合への適用を目的として、両面 FSW を用いて 1.5GPa 級超

ハイテンによる TWB を作製し、フルスケール B ピラー部材モデルを試作した。プレ

ス加工された接合部の健全性を確認し、プレス成形性を検証した。  

a. 実験条件  

供試材には板厚 1.6mm で引張強さ 1.5GPa 級の自動車用冷延鋼板(以降、1.5GPa-CR

と表記する)、板厚 1.6mm で引張強さ 590MPa 級の自動車用溶融亜鉛めっき鋼板(以降、

590MPa-GA と表記する)を用いた。供試鋼板を用い図 3-2.2.4-20(a)に示す両面 FSW に

より TWB を作製し、トリミングとプレス成形を繰り返し図 3-2.2.4-20(b)に示す B ピ

ラー部材を作製する。接合条件は③－４と同様に、図 3-2.2.4-11 に示すように、上側

から見てアドバンシング・サイドに 1.5GPa-CR を、リトリーティング・サイドに

590MPa-GA となる配置で、表 3-2.2.4-9 に示す接合条件で両面 FSW 接合を実施した。  

 



  

3-2.2.4-20 

 

 

(a)プレス前  (b)プレス後  

図3-2.2.4-20 Bピラーモデルの形状  

 

 

図3-2.2.4-21 Bピラーモデル作製用のプレス金型例  

 

b. 実験結果  

1.5GPa-CRと590MPa-GAを接合したTWBの外観を図3-2.2.4-22に示す。外観観察にお

いては接合長全長で接合欠陥は確認されず、フルスケールBピラーを想定した接合長

においても適正に接合できることが確認された。   

TWB(1.5GPa-CRと590MPa-GA)の各プレス工程のサンプル外観を図3-2.2.4-23に、最

終プレス後のサンプルの接合部外観を図3-2.2.4-24に示す。各工程で問題なくプレス成

形できることが確認され、特に最終プレス成形後の接合部外観から亀裂発生の懸念が

ある接合部においても亀裂は確認されなかった。   

以上の結果から、両面 FSW を用いて作製した 1.5GPa 級超ハイテンによる TWB は、

フルスケール B ピラー部材モデルの試作において満足なプレス成形性を示し、部品試

作に成功した。  
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図3-2.2.4-22 TWBの外観  

 

   

(a)プレス前  (b)第1ブレス後  (c)第2プレス後  

   

(d)第3プレス後  (e)第4プレス後  (f)最終プレス後  

図3-2.2.4-23 両面FSW継手(1.5GPa-CR・590MPa-GA)の各プレス工程のサンプル外観  

 

 

図3-2.2.4-24 最終プレス後サンプルの接合部外観  
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【研究開発の意義】  

自動車用超ハイテンの溶接への FSW の適用において課題となる施工能率の向上に

対して、予熱プロセスおよび両面 FSW を複合化したハイブリッド FSW を開発し、従

来の FSW と比較し飛躍的な接合速度を達成し、自動車生産に使用される既存溶接技

術であるレーザ溶接と同等とすることができた。  

既存技術での超ハイテン溶接は，溶接部の水素割れなど溶融・凝固に起因する割

れ・脆化が予見されるが、開発 FSW では接合中に侵入する水素量を大幅に低減可能

であり、耐水素割れ性において既存溶接法に対する優位性が確認され、次世代超ハイ

テンの接合において開発 FSW を適用するメリットが示された。  

開発 FSW の超ハイテンによるテーラード・ブランク（TWB）への適用を想定し、

差厚、差強度材における接合性、継手性能を確認し、TWB 接合への適用の技術要件

を検証した。開発 FSW により 1.5GPa 級超ハイテンを用いた TWB を作製し、プレス

成形性によりフルスケール B ピラーアウターを試作することで、自動車用超ハイテン

の溶接への適用性を実証した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示

会へ

の出

展  

受賞  

フォ

ーラ

ム等※ 

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新

聞・  

雑誌

等  

への  

掲載  

プレス

発表  

その

他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 1 0 2 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

2017FY 1 0 1 0 0 0 0 0 2 

2018FY 0 0 3 0 0 0 0 0 1 

2019FY 0 0 1 1 0 0 0 0 1 

2020FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 0 1 0 0 0 1 0 1 

合計  2 0 11 1 0 0 1 0 9 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※ 

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 2 0 0 

2016FY 2 0 2 

2017FY 3 0 2 

2018FY 3 16 2 

2019FY 2 10 1 

2020FY 0 24 0 

2021FY 0 0 0 

合計  12 50 7 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

表 3-2.2.4-12 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.4-11 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.4.3 参考文献  

特記無し。  
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2.2.5［テーマ番号０５］アルミニウム／異種材料の点接合技術  

（2014 年度～2022 年度）  

 

2.2.5.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

航空機や自動車等の輸送機器には地球温暖化対策としての CO2 削減と省エネルギー

化が求められており、軽量化はその有効な手段である。自動車においてはとくに車両

重量の 40％を占める車体の抜本的な軽量化が必要であり、従来の鋼板製車体のような

単一材料ではなく、各種構造材料の特長を生かした適材適所の材料適用（マルチマテ

リアル車体）の研究が主流となっている。  

そのマルチマテリアル車体の実現には、部素材の高性能/低コスト化のための研究開

発とともに、異種材料からなる複数の部素材を組み付けるための接合技術が不可欠で

あるが、現状ではリベットなどの機械的接合や接着に限られ、多関節ロボットによる

抵抗スポット溶接を前提とした車体組立ラインには容易に展開できない。  

そこで本研究開発では、マルチマテリアル車体を既存の車体組立ラインで製造する

ため、その主要構成材料であるアルミニウムや鋼板、CFRP などの異種材料の直接接

合が可能で、且つ、組立ラインへの適合性の高い異材点接合技術を開発する。併せて

それら異材接合部の信頼性を確保するため、素材間の熱膨張差による熱歪みの解析技

術や腐食電位差によるガルバニック腐食の電気化学的評価手法を確立する。  

  

(2)目標値  

車体組立ラインで多用されている抵抗スポット溶接に置き換え可能な点接合技術を

開発対象としており、一部に使用されているリベット接合よりも低コストで多様な板

組（材質、総板厚）に対応できる利点もあり、マルチマテリアル車体の接合技術とし

て他の接合手法に比べ優位にある（図 3-2.2.5-1～3-2.2.5-4 参照）。  

板組としては、マルチマテリアル車体で性能、コスト面で適用が進むと思われるア

ルミダイカスト材料とアルミニウム展伸材の接合に対しても十分に展開が可能である

と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.5-1 アルミニウム/CFRP の点接合 図 3-2.2.5-2 アルミニウム/鋼板の点接合 
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本研究開発の目標値を表 3-2.2.5-1 に示す。アルミニウム/CFRP とアルミニウム /鋼板

の点接合技術を車体の強度部材に適用するため、接合強度の目標値を JIS Z3140（ス

ポット溶接部の検査方法）に記載の A 級（特に強さを要する溶接部）以上と設定した。

また、アルミニウム/CFRP の点接合については、生産性の観点から 1 点あたりの接合

時間を抵抗スポット溶接に近い 5 秒以内を最終目標としている。  

 

 

 

図 3-2.2.5-3 異材点接合の要件 

図 3-2.2.5-4 競合技術との対比  
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研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

①-1 アルミニウム／

CFRP の点接合技術  

（2014～2022 年度）  

 

 

①-2 アルミ厚板の点

接合  

(2021～2022 年度) 

・試験片の接合強

度で JIS Z3140-A

級の引張せん断荷

重平均値以上また

は母材破断を実現  

・車体部材適用時

の部材性能／品質

／コスト／主要量

産課題の明確化  

・アルミニウム／

CFRP 点接合に特

化した摩擦撹拌点

接合ロボットの仕

様決定  

・車体部材適用時

の部材性能/品質 /

コスト/生産性を

考慮した接合プロ

セス要件の明確化  

・車体部材の接合

強度で JIS -A 級の

引張せん断荷重最

小値以上または母

材破断を実現  

・1 点あたりの接

合時間は 5 秒以内  

・多関節ロボット

による施工技術と

品質保証手法の確

立  

（①-1、①-2）  

②アルミニウム／鋼

板の点接合技術  

（2014～2022 年度）  

・試験片の接合強

度で JIS Z3140-A

級の引張せん断荷

重平均値以上また

は母材破断を実現  

・車体部材適用時

の部材性能／品質

／コスト／主要量

産課題の明確化  

・車体部材適用時

の部材性能/品質 /

コスト/生産性を

考慮した接合プロ

セス要件の明確化  

・車体部材の接合

強度で JIS -A 級の

引張せん断荷重最

小値以上または母

材破断を実現  

③異材接合部の評価

解析  

（2014～2022 年度）  

・ガルバニック腐

食による接合部腐

食の電気化学的評

価手法の確立  

・アルミニウム／

鋼板、アルミニウ

ム／CFRP の熱膨

張差による熱歪み

の評価解析手法の

確立  

・ガルバニック腐

食に対する防錆技

術の確立  

・熱歪み解析手法

の運用  

・ガルバニック腐

食に対する防錆仕

様や品質保証ロ

ジックを部品構造

で検討  

・熱歪み解析手法

を部品構造で検討  

・車体の設計開発

での実運用  

④-1 高遮音アルミパ

ネルの仕様検討  

④-2 高減衰接着剤の

仕様検討  

（2014～2017 年度）  

・高遮音アルミパ

ネルと高減衰接着

剤の基本仕様決定  

・車体部材適用時

の部材性能／品質

／コストの明確化  

・量産仕様の決定  

 ・車体部材適用時

の部材性能／品質

／コストの明確化  

・量産仕様の決定  

（2017 年度）  

⑤異材点接合の適用

研究  

（2016～2022 年度）  

 ・自動車用ドアを

想定した CFRP 複

合成形の技術課題

抽出  

・衝突性能を考慮

したマルチマテリ

アルドアの構想設

計（構造検討/材

・マルチマテリア

ルドアの材料/工

法の決定  

表 3-2.2.5-1 研究開発目標  
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・マルチマテリア

ルドアの構想設計

（重量とコストの

概算）  

料/工法及び重量

とコストの概算）  

・革新材料のドア

ビームとしてのポ

テンシャルの明確

化  

 

(3)全体計画  

研究開発が 10 年間の長期に及ぶことから、研究テーマの運営にステージ管理を導

入して進めてきた。具体的には研究期間を第一期：術構想の実証（2013 年～2015 年）、

第二期：実部品での性能/効果の検証（2016 年～2017 年）、第三期：実用化の主要課題

解決（2018 年～2020 年）、第四期：技術展開(2021 年から 2022 年)の四つのステージ

に分け、各ステージでの研究内容やゴールを明確に設定した。  

第一期、第二期では異材点接合技術と評価解析技術に加え軽量化に伴い課題となる

NVH 性能改善のための材料開発（2014～2017 年度）を織込み取り組んだ。  

 また、第二期では新たに自動車用ドアを想定した異材点接合の適用研究に着手し、

第三期では自動車用ドアを想定した異材点接合の実用化開発へ移行している。  

 

(4)実施体制  

 本研究テーマは、異材点接合技術と接合部の評価解析技術及び NVH 性能（振動騒

音）を改善するための材料開発で構成される。アルミニウム/CFRP の点接合技術と高

遮音アルミニウムパネルは、アルミニウム素材メーカである㈱UACJ との共同開発と

し、大学や公的研究機関に接合部の基礎評価や接合時間短縮を再委託している。ウエ

ルドボンド用高減衰接着剤については接着剤メーカ（2014～2017 年度）や大学等に再

委託し、接着剤の基本組成の検討や減衰メカニズムの解明を進めた。また、自動車用

ドアを想定した適用研究を進めるため、自動車部品メーカを再委託先としている。さ

らに、ISMA との連携体制として、接合技術分科会活動、革新接合技術の応用検討、

革新材料の適用検討を進めるため新たに体制を構築した。  

 

(5)運営管理  

業務管理責任者のもと部門横断の実施体制とし、サブテーマ毎にテーマリーダーを

設定した。また、研究活動の PDCA サイクルを徹底するため、業務管理責任者をレ

ビューボードとしたマンスリー（毎月）の進捗会議を開催している。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

技術開発のトレンドによると車体のマルチマテリアル化は 2020 年代頃から車の全

面改良に合わせて随時拡大するものと予想され、最小（1 モデル）でも年間数万台レ

ベル、主要車種に適用されれば年間数十万台レベル、同業他社が採用した場合にはさ

らに大きな事業規模に達する。開発技術を着実に社会へと還元するため、マツダの占
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有ではなく、海外メーカを除く国内同業他社への技術ライセンスを検討する。  

 

2.2.5.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

表 3-2.2.5-2 に最終目標と達成度を示す。各サブテーマとも最終目標を達成できてい

る。第三期及び第四期（2018～2022 年度）ではアルミニウム/CFRP 点接合技術の確立

（接合装置開発含む）と生産ラインでの同時塗装を狙いとした高融点熱可塑性樹脂へ

の応用展開、構造開発のための接合強度の静的 /動的評価やデータベース化及び材料モ

デル構築、自動車部材への適用開発に重点的に取り組んでいる。高融点樹脂であるポ

リフェニレンサルファイド（PPS）などの耐熱性樹脂をマトリックスとした CFRP に

ついても目標を超える接合強度が得られる接合条件の検討を終え、知財権利化を完了

した。また、ロバスト性確保のための技術開発を進め、車体実部材を想定した試作検

証、構造化、本工法の板組や材質の適用拡大の検討を進めた。  

アルミニウムダイカスト材を含むアルミニウム厚板の摩擦撹拌点接合に関しては、

主要な板組での接合性評価を完了し、アルミニウムの JIS A 級スポット溶接強度を超

える接合強度が確保可能なことを確認し、強度を必要とする用途へ本技術が適用可能

なことを明らかにした。また、アルミニウム/鋼板の点接合についても第二期中に基本

技術を確立し、第三期及び第四期（2018～2022 年度）では接合強度のロバスト性を確

保可能な接合要件の定量化、品質保証方法及び生産性の検討を進め最終目標を達成し

た。  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

①-1 アルミニウム

／CFRP の点接合

技術  

 

 

 

 

①-2 アルミ厚板

の点接合技術  

・車体部材の接合

強度で JIS -A 級の

引張せん断荷重最

小値以上または母

材破断を実現  

・1 点あたりの接合

時間は 5 秒以内  

・多関節ロボット

による施工技術と

品質保証手法の確

立  

（2022 年度）  

・JIS -A 級の引張せん断

荷重と接合時間 5 秒以内

/点を実現したアルミニ

ウム/CFRP 点接合技術。  

・アルミニウム厚板点接

合への同様な目標の達成

による本技術のマルチマ

テリアル適用性の実証。  

・多関節ロボットを使っ

た実部材の接合実証と工

程での品質管理を実現す

る強度保証ロジック。  

◎  

 

②アルミニウム／

鋼板の点接合技術  

・車体部材の接合

強度で JIS -A 級の

引張せん断荷重最

小値以上または母

・JIS -A 級の引張せん断

荷重と接合時間 5 秒以内

/点を実現したアルミニ

ウム/鋼板点接合技術。  

○  

 

表 3-2.2.5-2 最終目標と達成度  
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材破断を実現

（2022 年度）  

・工程での品質管理を実

現する強度保証ロジッ

ク。  

③異材接合部の評

価解析  

・車体の設計開発

での実運用  

（2022 年度）  

(ガルバニック腐食) 

市場と相関のある劣化

モードの構築及び CAE

による机上予測技術を構

築し実運用済み。  

(熱歪み予測) 

接着剤の硬化を考慮した

工程での熱歪みと市場を

想定した熱歪み予測技術

を構築し実運用済み。  

○  

 

④-1 高遮音アルミ

パネルの仕様検討  

 

④-2 高減衰接着剤

の仕様検討  

・車体部材適用時

の部材性能／品質

／コストの明確化  

（2017 年度）  

・遮音効果最大化のため

の音響 CAE を完了。  

 
○  

 

・量産仕様の決定

（2017 年度）  

・熱可塑性樹脂の添加に  

よる温度範囲拡大の可  

能性を見出した。  

◎  

 

⑤異材点接合の適

用研究  

・マルチマテリア

ルドアの材料/工法

の決定  

・革新材料の評価  

（2022 年度）  

・マルチマテリアルドア

の接合工法の検証を完了

し、多関節ロボットを

使った接合性を実証。  

・アルミニウムと CFRP

を複層化することで衝突

性を確保。  

・革新鋼板、マグネ、ア

ルミ材の評価を行い、現

時点の材料としての評価

を完了し、性能、実用上

の課題を明らかにした。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

①-1 アルミニウム /CFRP 点接合技術 

これまでにマトリックス樹脂の官能基とアルミニウム表面の酸化膜分子との物

理的相互作用（クーロン力）による結合であることを明らかにした。その接合メ

カニズムに基づき、本来は官能基を含まず接合性に劣るポリプロピレン樹脂につ
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いても、カルボキシル基の添加やアルミニウム側への表面処理により接合強度が

大幅に向上することを見出し、第一期目標（ JIS Z3140-A 級の引張せん断荷重平

均値以上または母材破断）を前倒しで達成した（㈱UACJ と共同）。また、本技

術の接合品質と生産性（接合時間目標 5 秒以内 /点）を両立するため、品質工学の

直交表を用いた実験を行い、ポリプロピレン樹脂マトリックスの CFRP では接合

時間を 2 秒程度まで短縮できることも分かった。  

第二期では主にアルミニウム /CFRP の点接合に特化した実用接合装置の構想設

計と、実部品による技術検証を実施した。このうち接合装置の構想設計において

は、その基本仕様を決定するため、予備実験として接合強度に及ぼすプロセスパ

ラメータの影響を体系的に調査した。具体的にはツール径や回転数、挿入速度、

保持時間と接合強度の関係を実験的に求め、接合部に投入される摩擦熱を指標と

して整理した（図 3-2.2.5-5） 1)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、引張せん断荷重は接合面積にほぼ比例し、その接合面積は接合時に

投入される総摩擦熱量と相関があることが分かった（図 3-2.2.5-6、図 3-2.2.5-7）
2)。パラメータの中でも挿入速度と保持時間の総摩擦熱量に及ぼす影響が大きく、

挿入速度が速い（接合時間が短い）ほど、引張せん断荷重が低下する（図 3-

2.2.5-8）。これに対し、所定の挿入深さに到達後もツール回転を一定時間保持す

ることで高速挿入域の引張せん断荷重が大幅に改善されることも分かった（図 3-

2.2.5-9）。要求強度レベルやマトリックス樹脂の熱的性質に応じて、これらのパ

ラメータを適切に設定することが重要である。  

予備実験の知見をもとに、ポリフェニレンサルファイドや芳香族ポリアミドな

ど、ポリプロピレンに比べて融点の高い耐熱性樹脂への展開性も考慮したうえ

で、必要な摩擦熱量を得るための装置能力やパラメータの設定範囲を決定し、接

合装置の構想設計に織り込んだ。  

 

 

 

 

 

図 3-2.2.5-5 摩擦熱の指標 
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ポニフェニレンサルファイドや芳香族ポリアミドなどの高融点樹脂を接合するため、

第三期では、摩擦熱量のアップに加え、アルミニウムの表面処理などの手段で接合強

度確保を検討した。この内、アルミニウムの表面処理に関しては、実用化を踏まえ

た部材性能と品質の向上を目的に表面処理の効果についてメカニズムを踏まえ、

㈱UACJ 及び大学と共同で検証を行った。結果として、アルミニウム母材から破

断する仕様も見られ、疲労強度向上だけでなく強度ばらつきの抑制にも効果がある

ことを見出した（図 3-2.2.5-10）3)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.5-6 引張せん断荷重と接合面積  図 3-2.2.5-7 総摩擦熱量と接合面積  

図 3-2.2.5-8 挿入速度の影響 図 3-2.2.5-9 保持時間の影響 

図 3-2.2.5-10 表面処理による接合部の疲労特性向上 
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また、恒温恒湿試験や冷熱衝撃試験を実施した後の引張せん断強度についても調査

を行った 3)。試験結果を図 3-2.2.5-11 に示す。グラフの上矢印は、母材破断したこと

を示す。二つの耐久信頼性試験の結果、接合界面の極端な強度低下は生じなかった。

多くが樹脂の母材破断となっており、アルミニウム表面処理剤を使用することでさら

に界面破断する継手は減少する傾向にある。樹脂種と表面処理の適切な選択により、

より高い耐久性能を得られると考える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-2 アルミニウム厚板点接合技術  

摩擦撹拌点接合は、様々な材料への適用性の高い接合技術であり、一つの工程の中

で同じ設備を使って様々な材料を接合できることは投資の面でも有利である。  

そこで、本技術を使った板厚の厚いアルミニウムダイカスト材とアルミニウム圧延

材を対象とした接合技術研究を 2021 年度から開始した。  

アルミニウムダイカスト材とアルミニウム圧延材の接合においては、アルミニウム

/CFRP の接合とツールが異なるのみで同一の設備で接合が可能である。  

図 3-2.2.5-12 にツールの模式図と各パラメータを示す。ツールは、下板までプロー

ブが浸入しているのが特徴であり、下板の材料を撹拌して塑性流動させ上板と接合さ

せるものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.5-12 アルミニウム厚板の摩擦撹拌点接合のツール及びパラメータ 

図 3-2.2.5-11 恒温恒湿及び熱サイクル試験結果 
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図 3-2.2.5-13 にツールのプローブ径を変えた時の上板残厚と引張せん断荷重の関係

を示す 4)。これを以下ウエルドローブと呼ぶ。上板残厚はツールの侵入量で変化させ

ており、あるところに強度のピークが存在している。適切に条件を設定することによ

り、アルミニウムの抵抗スポット溶接 JIS Z3140-A 級の引張せん断値の平均荷重を超

える接合強度が得られている。今回のように被接合材の総厚さが 4～4.5mm 程度の板

組では、プローブ径は 5mm 程度、プローブ長さは下板を貫通しない範囲で設定する

のが適当と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.5-14 にアルミニウムダイカスト材とアルミニウム圧延材を接合した試験片

の断面マクロ写真を示す。いずれもその接合条件で得られる引張せん断荷重の極大

値に対応したツール挿入量の断面である。各写真の下欄にプローブ形状と回転数

を示す。かっこ内の値はその接合条件で得られる引張せん断荷重である。写真中

央の金属光沢部分はツールの挿入痕，その周囲に黒く見える部分が断面である。

なお，写真に追記した白破線は上板と下板の接合界面を表している。  

ツールの挿入に伴って下板が巻き上げられ，くさび状に上板へ流入しているこ

とが分かる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.5-13 アルミニウムダイカスト材とアルミニウム圧延材のウエルドローブ 
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②アルミニウム/鋼板点接合技術  

これまでに鋼板側に薄目付けの亜鉛メッキを施すことで接合強度を大幅に改善

し、第一期目標（ JIS Z3140-A 級の引張せん断荷重平均値以上または母材破断）

を達成した。また、防錆鋼板として国内では主流の厚目付 GA 鋼板（合金化溶融

亜鉛メッキ）についても、通電を複数回に分けてステップ状に電流値を増加させ

る「多段通電プロセス」を用いることで、チリの抑制と接合ナゲット径の拡大が

両立でき、実用レベルのはく離強度（アルミニウム同士の抵抗スポット溶接以

上）が得られた。  

第二期では、本技術の適用範囲を明らかにするため、超ハイテンを含む板組み

での接合性を評価した。軟鋼板の場合と同様、亜鉛メッキと多段通電の組合せに

より、目標を超える引張せん断荷重が得られ、破断形態もアルミニウムの母材破

断を示すことを確認した（図 3-2.2.5-15）。材料の塑性変形を前提とするセルフ

ピアッシングリベットは硬質材料への適用が難しいことを考慮すると、超ハイテ

ンを含む異材が接合できることは本技術の大きな利点と言える。  

また、種々の板組に対する通電条件や電極仕様などの最適化ツールとして、市

販の溶接シミュレーションの活用を検討した。アルミニウムと鋼板の異材組合せ

においても、断面観察により確認できるナゲット形成状態をほぼ再現できること

が分かった（図 3-2.2.5-16）。  

 

 

図 3-2.2.5-14 アルミニウムダイカスト材とアルミニウム圧延材接合部の  

断面マクロ写真 
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第二期までの検討において、アルミニウムと鋼板のスポット溶接において、ナ

ゲット部を形成するアルミニウムの残厚（アルミ残厚）の確保が重要なことを見

出した。第三期では、これを実現する手段として、装置及び電極先端形状の適正

化の二つの方法の検討に着手した。この内、電極先端形状の適正化に関しては、

市販の溶接シミュレーションで上下の電極先端形状によるアルミニウム材の溶融

面積の変化が再現できることを確認し、CAE 解析による溶接部のせん断強度の予

測の可能性を見出した（図 3-2.2.5-17）。  

図 3-2.2.5-18 は、アルミ側、鋼板側の電極先端 R とアルミ材の溶融幅の関係を

見たもので、接合強度に関係するアルミ材側の溶融幅は、鋼板側の電極先端 R に

依存し、アルミ側の先端 R の影響は小さいことが分かった。電極形状は、アルミ

側と鋼板側で、解析の結果を見てもアルミ側の溶融幅が鋼板の加熱幅に依存して

いることが確認できる。これは、鋼板側の加熱を促進することが本工法では必要

で、通常鋼板の溶接に使われる先端がフラットの電極が使えることはコスト的に

も LCA 的にも有効と考えられる。一方、アルミ側に関しては、電極先端 R の影

響を受けないことからアルミ残厚を確保することを考慮して選択することが重要

と思われる。  

図 3-2.2.5-19 に電極先端 R の組合せと最大電流値、引張せん断強度の関係を示す。  

 

図 3-2.2.5-15 超ハイテンの接合強度  

図 3-2.2.5-16 シミュレーション結果  
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図 3-2.2.5-17 電極組み合わせによるアルミ残厚の安定化 

図 3-2.2.5-18 電極先端 R とアルミ材溶融幅の関係及び通電中の材料の温度変化 

図 3-2.2.5-19 電極組合せと最大電流値及び引張せん断荷重の関係 



  

3-2.2.5-14 

 

③異材接合部の評価解析  

異種材料（アルミニウム / CFRP/鋼板など）の電気化学特性や熱的特性の違いに

起因したガルバニック腐食や熱歪みへの対応は、マルチマテリアル車体を実現す

るうえでの大きな課題である。これまでに電気化学的評価手法を用いてガルバ

ニック腐食を評価し、腐食速度に及ぼす炭素繊維量や電極面積比の影響を明らか

にした。  

ガルバニック腐食は、図 3-2.2.5-20 に示すように電位差のある異種材料を塩水

膜などの電解質中に浸漬した場合、電子のやり取りによって電気回路が形成さ

れ、電位の低い方（卑な金属）が腐食していく現象である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルミニウムと CFRP の接合部が被水環境に曝される場合には、防水もしくは

絶縁等の防錆対策が不可欠であり、実際に CFRP を採用している欧州車ではシー

ラーや接着剤などの防錆副資材が用いられている。図 3-2.2.5-21 は腐食試験日数と

継手強度保持率の関係を見たもので、シーラーの有無によって大きく強度低下が起き

ることが予測された。  

そこで第二期では実際の締結構造をモデルに、電気化学的評価手法による腐食

の定量化と防錆仕様の検討に取組んだ。シーラーや接着剤を用いる場合には、防

水性や絶縁性の長期品質保証が不可欠であるが、これまでは、異材接合の場合の

耐食性のばらつきや市場での経年劣化を想定した品質保証のための評価方法が無

かった。そこで、これら防錆副資材の施工不良や経年劣化を模擬した試験片と電

気化学的手法を組み合わせた新たな評価方法を考案した。  

第三期では、市場と相関のある締結構造モデル（図 3-2.2.5-22）の促進劣化手法

及びその品質保証要件の明確化を行った。また、市場劣化因子の寄与度の定量化

を行い、各種促進劣化モードとの相関取りを進めた。さらに、第三期からガルバ

ニック腐食のシミュレーションについて検討を行ってきた（図 3-2.2.5-23）。CAE

解析では、ガルバニック腐食電流密度（腐食速度）に及ぼす水膜厚、シーラー膜

抵抗の影響などについて、第二期で構築した促進劣化モードでの試験結果とのコ

リレーションも得られてきており、実運用についても使用できるレベルにあるこ

とを確認できた。   

 

 

図 3-2.2.5-20 ガルバニック腐食のメカニズム 
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一方、熱歪みについては、第二期では CFRP とアルミニウムを接着剤で接合し

たフレームを想定した試験片を用い、熱歪み現象を定性的に評価できることを確

認した。第三期では、同様な組み合わせで各部材の剛性比を変えた場合の熱変形

量の実測値と CAE 解析値を比較した（図 3-2.2.5-24）。なお、温度範囲は自動車

の使用環境温度（ -40℃から+80℃）とした。今回の予測結果については、実体と

CAE 解析の変形量及び内部に生じる歪み(応力)の差はさほど大きくなく、CAE に

図 3-2.2.5-22 締結構造モデル  

 

図 3-2.2.5-21 腐食試験日数と継手強度保持率の関係 

図 3-2.2.5-23 ガルバニック腐食解析結果の一例  
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て実験の傾向を再現できており、定性的に活用可能なことが確認できた。  

また第三期では。熱硬化型エポキシ系接着剤を対象として、接着剤の硬化過程を模

擬したモデル構築にも取り組んだ。図 3-2.2.5-25 にモデルの確からしさを検証するた

め用いたアルミニウム/鋼板接着接合テストピースの概要を示す。図 3-2.2.5-26 に接着

剤硬化後のテストピース中央部の残留変形量の比較を示す。硬化過程を考慮していな

いモデルは、予実差+35％であったのに対し、硬化過程を考慮することで目標とする

予実差+13％まで改善できることを確認した。現在は、接着剤を常温硬化接着剤にま

で拡大し解析の検討を行っている。今後、後述するドア部品を対象に、本モデルの精

度検証を行っていく。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 高温時  

 

実測値 CAE 解析値  

―アルミ:□40×40 

―アルミ:□20×40 

―アルミ:U20×40 

実測値 CAE 解析値  

図 3-2.2.5-24 熱変形量の実測値と CAE 解析値の比較  

(b) 低温時 

図 3-2.2.5-25 アルミニウム/鋼板接合試験片 
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④-1 高遮音アルミニウムパネルの仕様検討  

自動車の鋼板パネル部材をアルミニウムや樹脂などの低密度材に置換した場合

の問題点のひとつに遮音性能の悪化がある。本プロジェクトではこれを解決する

ため、接合技術開発に加え、高遮音アルミニウムパネル材の仕様を検討した。  

具体的には、パネル部材に部分的にエンボスを付与し、板振動を制御すること

で板厚 (＝重量）を増加させることなく遮音性能の改善を図るという、新規なコン

セプトに基づくものである。音響特性評価手法や数値シミュレーションを用い、

各周波数の音響性能を目的関数としたエンボス形状の最適化を行い、ユニットレ

ベルで遮音性能が最大 2.0dB 改善できる仕様を導き出し、コンセプトの妥当性を

実証した（㈱UACJ と共同）。  

2016 年度は、その遮音効果を最大化するため、 (ⅰ)リアパッケージトレイを題材に

必要な遮音周波数域の特定、 (ⅱ)遮音周波数に応じたエンボス配置の最適化の検討

を実施した。 (ⅰ)については実走行中のタイヤ音を模擬できる 4 輪音響加振システ

ムを導入し、台上での評価を可能とした。本システムにより、リアパッケージト

レイから透過してくる音のエネルギーを測定することで、弱点周波数が 1kHz と

4kHz であることを明らかにした。また (ⅱ)については、エンボス配置を設計因子

とした 43 仕様の音響解析を実施した。さらに、上記の弱点周波数に適した剛性

配置を音響解析により導出し、アルミニウム合金製リアパッケージトレイを試作

した。試作品の遮音性能を確認した結果、狙いの周波数では材料置換に伴う性能

悪化分の 80～90％を改善でき、開発目標（材料置換による遮音性能の悪化を重量

増無しでキャンセル）を達成した。  

 

④ -2 ウエルドボンド用高減衰接着剤の仕様検討  

アルミニウム等の低密度材をフレームやパネルに適用すると、遮音性能と同様

に車体の振動特性が悪化する。本研究の目的は、そのリカバリー策のひとつとし

て、点接合と接着の併用（ウエルドボンド）を想定し、振動減衰特性の高い接着

剤を開発することである。  

2016 年度は、高減衰接着剤の構造用としての実用性を考慮し、基本性能である

ヤング率や接着強度に加え、生産要件である貯蔵安定性等も考慮して基本組成を

図 3-2.2.5-26 アルミニウム/鋼板接合試験片の熱変形計測結果 
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検討した（サンスター技研、東京工業大学、大阪工業大学に再委託）。この中で

は、減衰特性の発現メカニズムについても、接着剤の組成配合比や撹拌条件、硬

化条件とモルフォロジーとの関係を紐解くため、透過型電子顕微鏡による微細構

造解析や、原子間力顕微鏡法（AFM）等の材料分析技術を活用・構築することで、

性質の異なる熱可塑性樹脂を複合添加すると高減衰特性が得られる温度範囲をコ

ントロールできることを見出すことができた。  

2017 年度は、熱可塑性粒子の種類や組合せ、添加量等を調整し、目標の減衰特

性（0～60℃の範囲で tanδ0.4 以上）を有する接着剤を試作した。その試作接着剤

のパネル振動減衰効果を確認するため、2 枚の SPC 鋼板を接着接合した試験片を

作製し、導入した非接触振動計測装置で振動減衰効果を比較した。その結果、試

作接着剤は汎用構造用接着剤よりも振動減衰効果が大きいことを検証することが

できた。  

また、試作接着剤の基本性能（ヤング率、接着強度）と生産要件（塗布性、耐

シャワー性、貯蔵安定性等）を評価した結果、基本性能は確保できており、残課

題として貯蔵安定性等があることを把握した。以上の取り組みにより、本技術開

発の開発目標を過達し、材料分析・計測解析技術を含めてウエルドボンド用高減

衰接着剤に必要な要素技術を構築することができたと判断し、本研究開発を完了

した。その後、個社での量産性を含めた技術開発ステージに移行した。  

 

⑤異材点接合の適用研究  

第二期から研究成果の自動車部品への適用を目指したマルチマテリアルドアの

検討を開始した。これまでにドア重量半減を目標に候補材料 /工法を絞り込んだ。

具体的にはドアインナーを射出成形による非連続繊維 CFRP とし、アウタパネル

にアルミニウム、ドアビームとして革新鋼板や革新アルミを想定したものである

（図 3-2.2.5-27）。ドアインナーに形状自由度に優れた射出成形を用いることで、

部品統合によるコスト削減と性能向上の両立を図ることを考えている。  

第三期において、実際にドアを試作し、実体での強度試験と解析を行ったとこ

ろ、CFRP の割れにより、強度確保が難しいことが判明したことから構造検討を

進めた。また、アウターをアルミとした時のガルバニック腐食を抑制する必要が

あることも考慮し、インナーを CFRP とアルミを複層化し、間に常温硬化型接着

剤を配した構造とした。これにより鋼板製ドア比約 40％軽量な構造となってい

る。本構造において、解析にて衝突性能を満足することを確認した（図 3-2.2.5-

28）。また、実体での静的テストにおいて、本構造が目標強度を満足することも

確認済みである。  

本構造の試作研究において、アルミニウムと CFRP 及び中間材に常温硬化型接着剤

を配した接合部及びアルミニウム厚板の接合部を多軸ボットによる摩擦撹拌点接合の

接合試験を実施した。図 3-2.2.5-29 に摩擦撹拌点接合の多軸ロボットと、ドアにおけ

る接合点へのアクセス性の検討を実施した結果を示す。接合試験において、接着剤を

介した実体での接合においても十分に接合が可能なことを確認した。図 3-2.2.5-30 に

試作したドアインナーアッシーを示す。  
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図 3-2.2.5-29 ドアインナーへの FSSW 接合ロボットのアクセス性検討  

 

図 3-2.2.5-27  マルチマテリアルドアの検討 

図 3-2.2.5-28  インナー構造の違いによる衝突解析結果(歪み分布) 
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

2015FY 1 1 4 2 0 0 0 0 1 

2016FY 0 1 9 0 0 0 0 0 1 

2017FY 3 4 10 5 0 2 0 0 2 

2018FY 3 1 12 0 0 0 0 1 1 

2019FY 0 0 5 1 1 0 0 0 1 

2020FY 2 0 2 0 0 0 0 0 1 

2021FY 3 1 5 2 0 0 0 0 1 

2022FY 3 0 6 2 0 0 0 0 2 

合計  15 8 53 13 1 2 0 1 11 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

表 3-2.2.5-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 

図 3-2.2.5-30 試作したドアインナーアッセンブリーの外観  
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2014FY 7 0 0 

2015FY 5 0 0 

2016FY 5 0 0 

2017FY 2 0 0 

2018FY 1 0 0 

2019FY 1 0 0 

2020FY 1 0 0 

2021FY 1 0 0 

2022FY 2 0 0 

合計  25 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.2.5.3 参考文献  

 

1) 杉本、自動車のマルチマテリアル化と異材接合技術、溶接学会誌、第 87 巻、第 1

号、P66-P70、2018 

2) 杉本ら、自動車のマルチマテリアル化と異材接合技術、溶接学会、平成 29 年度春

季全国大会フォーラム予稿集、2017 

3) 田中ら、アルミニウム／樹脂異種材料点接合の強度特性に及ぼす表面処理の影響、

マツダ技報、No.37、P81-P85、2020 

4) 杉本ら、アルミニウム合金ダイカストと圧延材の摩擦撹拌点接合、軽金属、第 70

巻、P8-P13、2020  

 

 

 

 

表 3-2.2.5-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.2.6［テーマ番号０６］「中高炭素鋼/中高炭素鋼のフリクションスポット接合技術の

開発」（2014 年度～2017 年度）  

 

2.2.6.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

近年、地球温暖化や安全意識の高まりから、自動車には優れた燃費性能と高い安

全性能の両立が強く求められており、自動車ボディの骨格部には高強度鋼板が多用

されている。高強度鋼板は一般的にレアメタルの添加によって強度向上が図られて

いるが、経済性や供給性という観点から、それらを含まない中高炭素鋼が次世代鋼

として開発されている。しかしながら、鉄鋼材料は炭素量が多くなるほど急冷時に

硬化組織が出現し、溶接継手の剥離強度が確保できないということが課題となって

いる。また、溶接部における割れなどの欠陥が生じやすくなる。  

フリクションスポット接合法（Friction Spot Joining：以下、FSJと略す）は摩擦

発熱を用いた固相接合法であり、回転工具の摩擦発熱で生じた材料軟化とその流動

を利用したスポット接合方法である。FSJは固相接合であるため抵抗スポット溶接よ

りも投入熱量が小さく接合部の硬化を抑制できる可能性がある。そのため、炭素量

の高い中高炭鋼においても従来の抵抗スポット溶接よりも優れた継手性能が得られ

ると期待できる。  

本テーマはFSJの中高炭素鋼への適用技術の確立とその実用化を目的に、その要素

技術（接合ツール（以下単にツールという）、接合プロセス、鋼板）について、重

点的な研究開発を行う。  

 

(2)目標値  

本テーマは、中高炭素鋼板の実用化およびその接合機器市場（溶接ロボット、

ツール）で確固たるシェアを獲得することを目標に、FSJを次世代の中高炭素鋼板の

接合におけるキー技術として世界に先駆けて実用化することを目指している。その

ため中高炭素鋼の適用ターゲットである自動車分野において、生産性や品質要求の

厳しい自動車の生産ラインでも適用できる実用ロボットシステムや、引張強度が1.2 

GPaを超える高強度な中高炭素鋼板の接合に耐えうるツール素材やコーティング膜

の開発、品質保証に必要な接合メカニズムの解明、自動車部材への適用を意識した

継手性能の評価など実用化を見据えた研究開発を実施する。  
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研究開発項目  

（実施年度）  

第 1 中間目標  

（2015 年度末）  

第 2 中間目標  

（2017 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

（1-1）ツール素材の開

発  

（2014～2022 年度）  

1.2 GPa 級中高炭素鋼

の接合に対して、破損

せずに確実に接合でき

るツール素材を開発す

る。  

耐熱衝撃性などを考慮

したツール素材の最適

化を図る。  

1.5 GPa 級鋼板に適し

たツール素材の改良を

実施する。  

（1-2）コーティングの

開発  

（2014～2022 年度）  

種々のコーティング物

質や層構造について検

討し、摩擦係数などの

基礎データを蓄積す

る。  

耐酸化性や摩擦係数、

膜厚の最適化を図る。  

1.5 GPa 級鋼板に適し

たコーティングの改良

を実施する。  

（1-3）ツール形状の開

発  

（2014～2022 年度）  

1.2 GPa 級中高炭素鋼

（1.5 mmt）において

JIS-A 級強度（14.4 

kN）の 70 %を越える

継手強度を達成する。  

1.2 GPa 級鋼板（1.4 

mmt）の接合継手の引

張せん断試験で JIS-A

級強度（13.02kN）の

100%以上。  

1.5 GPa 級鋼板（1.4 

mmt）の接合継手の

JIS-A 級強度（13.02 

kN）の 100 %以上。  

（2-1）ツール性能の評

価  

（2014～2022 年度）  

ツールの自動評価シス

テムを構築する。  

― ― 

（2-2）接合装置開発  

（2014～2022 年度）  

接合条件開発用の接合

ガンおよび高ツール加

圧力に対応した小型軽

量ガンを試作する。  

1.2 GPa 級鋼板用に最

適化された接合プロセ

スに適するようガンを

改良する。  

1.5 GPa 級鋼板用に最

適化された接合プロセ

スに適した小型軽量ガ

ンの試作および設計方

針を決定する。また、

プロセスモニタリング

機能を開発する。  

（2-3）接合プロセス開

発  

（2014～2022 年度）  

接合条件と形成組織の

関係や、ツール形状と

継手強度の関係などの

基礎的知見を得るとと

もに、高炭素鋼に適し

た基本プロセスを開発

する。  

1.2 GPa 級鋼板に最適

な接合プロセスおよび

制御プログラムを開発

し、継手の特性を向上

させる。  

1.5 GPa 級鋼板の接合

プロセスの最適化を図

り、目標強度を達成す

る。  

（3-1）接合部の評価  

（2014～2022 年度）  

1.2 GPa 級鋼の継手特

性把握、部材の動的・

静的特性調査の実施。  

共通鋼材の継手基礎

データの蓄積。実部材

特性を模擬した部材の

試作評価、特性把握。  

1.5 GPa 級のテーマ共

通鋼板継手の試作と特

性評価。  

表 3-2.2.6-1 研究開発目標 
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（3-2）材料特性の影響

解明  

（2014～2022 年度）  

1.2 GPa 級鋼の継手強

度発現メカニズムの解

明。接合性向上指針の

導出。  

中高炭素鋼の継手強度

発現メカニズム解明の

推進。特性改善指針の

明確化。  

1.5 GPa 級までの中高

炭素鋼における継手特

性性改善指針の導出。  

（4-1）組織観察  

（2014～2022 年度）  

1.2 GPa 級鋼板の接合

部（FSJ、抵抗スポッ

ト）について金属組織

の詳細観察や硬さ分布

から熱履歴と組織形成

の関係を調査する。  

1.2 GPa 級鋼板の接合

部の金属組織の詳細観

察。  

1.5 GPa 級鋼板の接合

部の金属組織の詳細観

察。  

（4-2）接合メカニズム

の解明  

（2014～2022 年度）  

接合界面トレース方法

の検証と接合界面近傍

の組織について詳細に

観察する。  

接合界面トレース法に

よる 1.2 GPa 級鋼板の

接合挙動の把握。  

接合界面トレース法に

よる 1.5 GPa 級鋼板の

接合挙動の把握。  
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(3)全体計画  

表 3-2.2.6-2 に、本テーマの開発全体スケジュールを示す。なお、状況に応じて

2017 年度末を目安に 1.2 GPa および 1.5 GPa 級中高炭素鋼の基本技術を前倒しで確立

し、早期に実用化ステージへ移行する考えである。  

 

表 3-2.2.6-2 スケジュール  

研究開発項目 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022

マイルストーン
1.長寿命ツールの開発
（住友電気工業）

 1.1 ツール素材の開発

 1.2 コーティングの開発

 1.3 ツール形状の開発

2.施工技術開発
（川崎重工業）

 2.1ツール性能の評価

 2.2接合装置の開発

 2.3 接合プロセスの開発

3.材料評価・開発
（新日鐵住金）

 3.1 接合部の評価

 3.2 材料成分開発

4.接合メカニズム解明
（東北大学）

 4.1 組織解析

 4.2 接合メカニズム解明

自動評価装置試作

改良

継手試作（1.2G級）

プロセス改良
プロセス最適化

ガン小型・軽量化（実部材品への展

接合ガン試作（#1）

ツール性能評価

試作(1.2G級）

試作（1.2G級）

組成改良
組成最適化

膜質改良
膜質最適化

評価(1.2G級）
評価（2.3の試作継手）

改良
最適化

試作（1.2G級）

解析（1.2G級）

解析（1.2G級）

解析（1.5G級）

解析（1.5G級）

形状改良
形状最適化

▽JIS-Aの70%達成

（1.2G級）
▽JIS-A達成

（1.2G級）
▽JIS-A達成

（1.5G以上）

継手試作（1.5G級）
プロセス改良

プロセス最適化

1次評価(1.5G級）

1次試作（1.5G級）
改良

試作（1.2G級）

試作(1.5G級）
組成改良

組成最適化

試作(1.5G級）膜質改良
膜質最適化

試作(1.5G級）
形状改良

形状最適化

接合ガン

試作（#2）

（1.1～1.3項のツール）

評価（2.3の試作継手）

 

 

(4)実施体制  

 表 3-2.2.6-3 に本テーマの実施体制を示す。伊丹分室（住友電気工業株式会社）が
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長寿命接合ツールの開発を、神戸東川崎分室（川崎重工業株式会社）が施工技術の開

発を、富津分室・尼崎分室（新日鐵住金株式会社）で材料評価・開発を実施する。  

 

表 3-2.2.6-3 実施体制図  

新構造材料技術研究組合  

分担研  

伊丹分室  

（住友電気工業株式会社）  

神戸東川崎分室  

（川崎重工業株式会社）  

富津分室・尼崎分室  

（新日鐵住金株式会社）  

再委託  東北大学  

 

 

(5)運営管理  

当テーマは各社が分室を設け、選任された業務管理者が研究開発の進捗を管理・遂

行している。三分室で定期的な連絡会議を開き、進捗確認、試験結果報告、情報共有

等を行って連携を深めている。さらに、必要に応じて各分室の担当者が試験立会を行

うなど、協調した研究開発が進められるよう留意している。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

今後の世界の自動車生産台数は新興国での需要も加わり大きく増加すると予測さ

れ、それに伴って抵抗スポット溶接ロボットも増加する。また、引張強さが1.0 GPa

を超える超高張力鋼板の自動車ボディへの適用量が増加しており、将来的なFSJの適

用数の増加が見込まれる。  

 

 

 

2.2.6.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

（1-1）ツール素

材の開発  

1.5 GPa 級鋼板に適

したツール素材の

改良を実施する。  

（2017 年度）  

Co 微粒化により抗折力

を改善。炭窒化物添加量

の最適化により、耐摩耗

性と耐欠損性を両立。高

温特性の更なる向上のた

め、耐熱合金をバイン

◎  

 

表 3-2.2.6-4 最終目標と達成度  
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ダーに用いた超硬合金の

合成に成功。5 年前倒し

で最終目標を達成、2017

年度末にテーマ終了。  

（1-2）コーティ

ングの開発  

1.5 GPa 級鋼板に適

したコーティング

の 改 良 を 実 施 す

る。  

（2017 年度）  

窒化物膜の組成改良によ

り、耐摩耗性、耐酸化

性、耐凝着性を改善。残

留応力低減により、厚膜

化を実現。  

酸化物膜の面粗さ、酸化

バリア性、高温アニール

後硬度を改善。5 年前倒

しで最終目標を達成、

2017 年度末にテーマ終

了。  

◎  

 

（1-3）ツール形

状の開発  

1.5 GPa 級鋼板（1.4 

mmt）の接合継手の

JIS-A 級 強 度

（ 13.02 kN ） の

100 %以上。  

（2017 年度）  

ツール形状の改良によ

り、1.5 GPa 級鋼板にお

い て JIS-A 級 強 度 の

121% の 継 手 強 度 を 達

成。5 年前倒しで最終目

標を達成、2017 年度末

にテーマ終了。  

◎  

 

（2-1）ツール性

能の評価  

ツールの自動評価

システムを構築す

る。  

自動評価装置を構築し、

試作ツールの評価を実

施。5 年前倒しで最終目

標を達成、2017 年度末

にテーマ終了。  

◎  

 

（2-2）接合装置

開発  

1.5 GPa 級鋼板用に

最適化された接合

プロセスに適した

小型軽量ガンの試

作および設計方針

を 決 定 す る 。 ま

た、プロセスモニ

タリング機能を開

発する。  

（2017 年度）  

1.5 GPa 級鋼板を接合可

能な小型軽量ガンを試作

し、現在、評価・改良

中。また、接合温度管理

によるプロセスモニタリ

ング機能は完成。5 年前

倒しで最終目標を達成、

2017 年度末にテーマ終

了。  

◎  

 

（2-3）接合プロ

セス開発  

1.5 GPa 級鋼板の接

合プロセスの最適

化を図り、目標強

自動的に設定した接合温

度に制御するプログラム

を開発し、最適化を達

◎  
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度を達成する。  

（2017 年度）  

成。5 年前倒しで最終目

標を達成、2017 年度末

にテーマ終了。  

（3-1）接合部の

評価  

1.5 GPa 級のテーマ

共通鋼板継手の試

作と特性評価。  

（2017 年度）  

各種共通鋼継手の静的引

張特性について把握。競

合接合法による継手とも

比較し、優位性や課題の

明確化した。5 年前倒し

で最終目標を達成、2017

年度末にテーマ終了。  

◎  

 

（3-2）材料特性

の影響解明  

中高炭素鋼におけ

る継手特性性改善

指針の導出。  

（2017 年度）  

強度向上のための継手内

硬さ分布・組織制御指針

を導出。接合部組織形成

機構の解明を進め、素材

ごとの接合設計指針導出

に取組中。5 年前倒しで

最終目標を達成、 2017

年度末にテーマ終了。  

◎  

 

（4-1）組織観察  1.5 GPa 級鋼板の接

合部の金属組織の

詳細観察。  

（2017 年度）  

1.5 GPa 級共通鋼板の接

合継手の組織解析を完

了。5 年前倒しで最終目

標を達成、2017 年度末

にテーマ終了。  

◎  

 

（4-2）接合メカ

ニズムの解明  

接合界面トレース

法による 1.5 GPa 級

鋼板の接合挙動の

把握。  

（2017 年度）  

1.2 GPa 鋼板、1.5 GPa 級

鋼板ともに接合界面挙動

は解明済み。5 年前倒し

で最終目標を達成、2017

年度末にテーマ終了。  

◎  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  
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(2)研究開発の成果と意義  

(2)-1 長寿命ツールの開発（担当：伊丹分室（住友電気工業（株）））  

(2)-1.1 ツール素材の開発  

高温での耐塑性変形性に優れる合金を開発すべく、超硬合金の金属バインダーに改

良を加えた。改良バインダー合金は、同バインダー量の超硬合金に比べて高硬度とな

り、高温においても超硬合金より高硬度となった。また、1000 °C で 15 kN の荷重を 5

時間保持させたときの圧縮歪量は、同バインダー量の超硬合金に比べ、約 4 分の 1 倍

歪みにくい結果となった。しかし、靱性と抗折力は同バインダー量の超硬合金に比べ

低い結果であった。そこで、同じ圧縮歪量で靱性と抗折力を比較するため、バイン

ダー量を調整し、圧縮歪量が同等の耐熱合金バインダー超硬と超硬合金を試作し、

物性の比較を行った。それぞれの硬度、靱性、抗折力の比較を行った結果を表 3-

2.2.6-5 に示す。耐熱合金バインダー超硬の室温硬度は超硬合金よりも 0.2 GPa 高い

が、靱性が 1.0 MPa･m1/2 低い結果となり、靱性の改善が課題であることが明確に

なった。抗折力については同等であるが、耐熱合金バインダー超硬の破断起点は全

て耐熱合金バインダーの凝集であり（図 3-2.2.6-1）、プロセスの改善により抗折力を

向上できる余地があることが判明した。  

 

表 3-2.2.6-5 圧縮歪量同等の耐熱合金バインダー超硬と超硬合金の物性比較  

  

バインダー

量 

(wt%) 

圧縮歪 

(%) 

硬度 

(GPa) 

靱性 

(MPa・m1/2) 

抗折力 

(GPa) 

耐熱合金バインダー超

硬 
8 7.8 17.5 5.7 2.4 

超硬合金 5 7.6 17.3 6.7 2.5 

 

図 3-2.2.6-1 耐熱合金バインダー超硬の抗折力測定後の破断起点 

 

(2)-1.2 コーティングの開発  

(2)-1.2.1 酸化物被膜の開発  

 昨年度作製した酸化物被膜は、窒化物被膜と比較して酸化バリア性は高いが、

異常成長粒が多く面粗度が大きいことが課題であった。そこで面粗度の改善に取

り組んだ結果、表 3-2.2.6-6 に示すとおり異常成長粒を低減し、面粗度を大幅に改
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善することができた。また被膜の緻密度も合せて改善できたため、昨年度作製し

た酸化物被膜に対して酸化バリア性をより向上することができた。  

 

表 3-2.2.6-6 酸化物被膜の特性  

 

(2)-1.2.2 窒化物被膜の開発  

昨年度に選定した新組成の窒化物膜を被覆したツールを用いて摩擦撹拌ツールの

接合試験を行った。980 MPa ハイテン鋼（板厚 1.2 mm）におけるツールの耐久性

を評価した結果を図 3-2.2.6-2 に示す。従来被膜（MA 添加）は 120 打点の接合を

行ってもピンが欠損しなかったが、新組成被膜（MB 添加、MC 添加、MD 添加）

は 26~85 打点でピン欠損した。欠損の原因を調査した結果、被膜の弾性回復率 η

と欠損までの接合打点には相関があることが判明した。  

 

0

20

40

60

80

100

120

140

50 52 54 56 58 60 62

ツ
ー

ル
欠

損
打

点
数

弾性回復率 η (%)

従来被膜MA添加

MB添加

MD添加

MC添加

26打点欠損

120打点
欠損なし

 

図 3-2.2.6-2 ツール耐久性評価結果  

 

そこで弾性回復率の高い従来被膜との複合化による欠損抑制を図った。 2 層積

層構造、および積層周期約 20 nm の超多層構造の被膜を施したツールの耐久性評

価結果を表 3-2.2.6-7 に示す。2 層積層構造、超多層構造ともに 120 打点接合後も
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欠損が生じず、複合化により欠損が抑制されることを確認できた。  

 

表 3-2.2.6-7 複合膜のツール耐久性評価結果  

 

(2)-1.2.3 残留圧縮応力低減による窒化物膜の厚膜化  

 窒化物膜の耐摩耗性改善には厚膜化が有効であるが、圧縮残留応力を有する

PVD 膜は膜厚を厚くすると剥離しやすくなる課題がある。そこで、圧縮残留応力

低減による厚膜化を試みた。  

 従来の固定磁場蒸発源を持つ PVD 装置は、基材に印加するバイアス電圧を変化

させることにより、圧縮残留応力の値を変化させることが可能であるが、圧縮残

留応力を低減させると膜硬度が低下する課題があった。本事業で導入した PVD 装

置は、可変磁場蒸発源を有し、磁場を変化することによっても、硬度、残留応力

を変化させることが可能であるため、高硬度かつ低残留応力の膜が得られるコイ

ル電流の最適値を調査した。結果を図 3-2.2.6-3 に示す。コイル電流の最適化によ

り、高硬度かつ低残留応力の膜の成膜が得られ、膜厚 8μm の厚膜化が可能となっ

た。  
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図 3-2.2.6-3 高硬度、低残留応力膜の得られる成膜条件調査結果  

 

(2)-1.2.4 PVD コーティング装置の酸化物成膜仕様への改造  

 フリクションスポット接合ツールの表面に施すコーティングには、耐酸化性と

耐摩耗性が要求される。そこで、酸化物膜と窒化物膜の２層膜（図 3-2.2.6-4）を

成膜できるように、窒化物膜成膜仕様で導入した PVD コーティング装置を、酸化

物膜も成膜可能な仕様に改造を行った。  

窒化物膜（AlTiMAN）と、改造後の装置で成膜した酸化物膜（ α-AlCrO）の膜

特性の比較結果を図 3-2.2.6-5 に示す。酸化物膜は、窒化物膜と比較して耐酸化バ

リア性が高く、また高温摺動試験（ピンオンディスク試験において、600 ℃での

SUJ2 ボールの凝着量を評価）において耐凝着性が優れることが判明した。ただし、

酸化物膜は窒化物膜よりもドロップレットが多く面粗さが悪いため、面粗さ改善

が必要であることが明確になった。 

 

 

 

図 3-2.2.6-4 膜構造と必要特性 

 

 

 

図 3-2.2.6-5 窒化物膜と酸化物膜の特性評価結果  



  

3-2.2.6-12 

 

(2)-1.2.5 ツール寿命評価  

S45C を調質した 1.5 GPa、C=0.45wt%、板厚 1.4mm 鋼板（ISMA 共通鋼板と同ス

ペック）を用いてツール寿命評価を行った。  

ツール形状は AH ツールを用いた。接合プロセスには新たに開発した温度制御接合

を用いた。継手の引張せん断強度が JIS A 級最小値を下回った打点数をツール寿命と

判断した。評価結果を図 3-2.2.6-6 に、試験前後の外観を図 3-2.2.6-7 に示す。10,000

打点接合後も JIS A 級最小値以上を維持しており、10,000 打点を超える長寿命を有す

ることが確認できた。  

 

図 3-2.2.6-6 1.5 GPa-0.45 C（板厚 1.4mm）鋼板でのツール寿命評価結果  

 

 

図 3-2.2.6-7 ツール写真（左： 1 万打点後、右：新品）  

 

(2)-1.3 ツール形状の開発  

 寸法の異なる３種類ツールを試作し、本プロジェクトの共通鋼板（1.2 GPa 級高伸

び：TRIP 鋼、1.5 GPa 級：0.45C、いずれも板厚 1.4 mm）を用いて継手強度を評価し

た。その結果を表 3-2.2.6-8 に示す。2022 年度末目標であった抵抗スポット溶接の JIS
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要求強度の 100 %値を上回る強度を達成した。  

 

表 3-2.2.6-8 接合継手の最大強度  

鋼種  引張せん断強度  備考  

1.2TRIP 鋼  18.7 kN JIS 要求値*13.0 kN 

1.5QT 鋼  14.2 kN JIS 要求値*13.0 kN 

* 抵抗スポット溶接における JIS（Z3140）A 級要求強度（平均値）  

 

(2)-2 施工技術の開発（担当：明石分室（川崎重工業（株）））  

本研究開発では、各テーマ共通の試験鋼板として ISMA 共通鋼板を用いた。表

3-2.2.6-9 に ISMA 共通鋼板の仕様を示す。試験片の板厚は 1.4 mm とし、評価試験

片の寸法は抵抗スポット溶接の JIS 規格 Z3140 に準じて、せん断試験片は幅 40 

mm×長さ 125 mm、十字引張試験片は幅 50 mm×長さ 150 mm とした。  

 

表 3-2.2.6-9  ISMA 共通鋼板の化学成分  

鋼種  炭素量  強度  伸び  

0.35C 0.35wt.% 1.2~1.3GPa ― 

0.45C 0.45wt.% 1.2~1.3GPa ― 

0.55C 0.55wt.% 1.2~1.3GPa ― 

1.5QT 0.45wt.% 1.5GPa 以上  5%以上  

1.2TRIP 0.40wt.% 1.2GPa 以上  20%以上  

 

(2)-2.1 ツール性能の評価  

中高炭素鋼のフリクションスポット接合継手の試作や接合ツールの評価を効率的か

つ客観的に行うため、ロボットを用いた自動評価システムを構築した（図 3-2.2.6-8）。

本システムにより、接合中におけるツール温度など接合中の諸データや、接合後の

ツール寸法や外観の変化を定量的および画像的に記録することが可能となった。本シ

ステムは、接合ゾーンとワークハンドリングゾーンから成り、接合ゾーンは接合ロ

ボットの他、引張せん断試験片および十字引張試験片接合用のジグや計測機器類、ハ

ンドリングゾーンにはハンドリングロボットの他、供給試験片や接合後の試験片入れ

が配置され、全て自動化されている。 
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図 3-2.2.6-8 フリクションスポット接合の自動評価システム 

 

(2)-2.2 接合プロセスの開発  

中高炭素鋼のフリクションスポット接合継手における剥離強度を改善するため、

接合温度を制御することで接合部の硬化を防止する温度制御接合プロセスを開発

し、 ISMA 共通鋼板を用いたフリクションスポット継手の強度評価を実施した。

まず、炭素量 0.35 C、0.45 C、0.55 C の 1.2 GPa 級鋼板を用いて温度制御なしの場

合（接合温度約 1000 °C）と温度制御ありの場合（接合温度約 780 °C）で FSJ を

行った。図 3-2.2.6-9 に得られた継手の引張せん断破断強度（TSS）および十字引

張破断強度（CTS）を示す。温度制御ありの場合、温度制御なしの場合に比べて

TSS は減少したが、CTS は最大で 69%改善された。また、1.5 GPa 級鋼板では、

温度制御ありの場合でも抵抗スポット溶接の JIS（Z3140）における A 級平均強度

の 100 %以上が得られており、本テーマの最終目標を達成できた。  

 

温度制御なし 温度制御あり 

  

図 3-2.2.6-9 各炭素鋼の引張せん断破断強度（TSS）と十字引張破断強度（CTS）  

 

JIS-A 強度  JIS-A 強度  
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次に、強度と伸びを両立した 1.2 GPa 級 TRIP 鋼を用いて温度制御あり、なしで

接合試験を行った。図 3-2.2.6-10 に試作した継手の引張試験結果を示す。温度制御

により低い温度で接合した結果、十字引張強度を 94 %向上させることができた。  

 

 

図 3-2.2.6-10 1.2TRIP 鋼継手の引張試験の結果（温度制御なし、あり）  

 

母材と攪拌部（温度制御なし、あり）について SEM 観察および EBSD 分析を実施

した。図 3-2.2.6-11 に SEM 写真ならびに EBSD 相マップを示す。母材ではフェライト、

マルテンサイト、残留オーステナイトの 3 相が共存し、それぞれの相分率はフェライ

ト：マルテンサイト：残留オーステナイト＝62：14：24 と見積もられた。一方、攪拌

部においては、残留オーステナイトが著しく減少しており、温度制御なしでは粗大な

マルテンサイト組織が観察されたが、温度制御ありでは微細かつ等軸的なフェライト

＋マルテンサイト組織が観察された。攪拌部における硬さの違いはマルテンサイト量

によって説明できることが示唆された。  

94%向上  
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図 3-2.2.6-11 TRIP 鋼母材と FSJ 攪拌部の SEM 写真と EBSD 相マップ  

 

(2)-2.3 接合装置の開発  

1.5 GPa 級鋼板を接合可能な小型軽量接合ガンの開発を行った。設計では FEM によ

る構造解析により、応答性の悪化原因となる可動軸支持部で局所歪が発生しない

ことを確認した。試作した 1.5 GPa 用小型接合ガンは、中高炭素鋼の接合が可能

な性能を保持したまま、初期の接合条件開発用ガンに比べ体積比で約 30%の小型

化を達成しており、実際に自動車の生産ラインに適用されているアルミニウム用

接合ガンとほぼ同じ大きさへの小型化を達成した。  

 

 

 

(2)-3 鋼板・継手性能の評価（担当：富津・尼崎分室（新日鐵住金（株）））  

摩擦攪拌点接合部のミクロ組織形成機構を調査するため、熱サイクル試験および加

工熱サイクル試験を実施し、本接合法の特徴である接合中の加工歪み導入が冷却後の

ミクロ組織に及ぼす影響について調査した。  

 

(2)-3.1 供試鋼の無加工  / 加工熱サイクル試験  

供試材には、焼入焼戻しによりビッカース硬さを約 400 に調整した S45C 鋼

（0.43 %C）を用いた。50 °C/s で 940 °C まで加熱後、940 °C での保持中に 50 %の圧

縮加工を行い、種々の冷却速度で室温に冷却した。また、同一熱サイクルで加工を行

わないサンプルも作製し、加工有り /加工無しそれぞれのサンプルの冷却後のミクロ組

織と硬さを比較調査した。  
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無加工熱サイクル試験および加工熱サイクル試験後のミクロ組織とビッカース硬さ

測定結果の一例を図 3-2.2.6-12 に示す。冷却速度 0.5 °C/s においては、いずれも冷却

後にフェライト-パーライト組織が得られ、ビッカース硬さは共に 200 Hv 程度となっ

た。但し、50 ％の圧縮加工を加えたサンプルに置いて、より微細な組織が観察され

た。冷却速度 15 °C/s では、いずれもフェライト、パーライト、ベイナイトの混合組

織が観察されたが、加工材の方がベイナイトの分率が低く、軟質であった。80°C/s 冷

却材では、無加工材ではほぼ全面にマルテンサイトまたはベイナイトと考えられる低

温変態組織が観察されたのに対し、50 %加工材ではフェライトとパーライト、ベイナ

イトまたはマルテンサイトの混合組織が観察された。  

以上のように、本検討の加工条件・冷却条件の範囲においては、到達温度で加工歪

みを導入した場合の方が、冷却後組織におけるフェライト、パーライトの分率が高く、

冷却後の平均硬さがやや低くなる傾向が認められた。摩擦攪拌点接合部のミクロ組

織・硬さを制御するに当たっては、材料の組成、熱サイクルの他に加工歪みの導入状

況も考慮して接合設計を行う必要があることが示唆された。  

図 1 無加工（上段） / 加工（下段） 熱サイクル試験後のミクロ組織と硬さ

冷却速度 0.5℃/s 15℃/s 80℃/s

加工無し

S1 S8 S10

50％圧縮
@940℃

20mm

Hv 211 324 684

Hv 192 249 350 

20mm

20mm20mm20mm

20mm

 

図 3-2.2.6-12 無加工（上段） /加工（下段）熱サイクル試験後のミクロ組織硬さ  

 

(2)-3.2 FSJ 継手の高速引張試験  

供試材料には、市販の S45C 鋼板 板厚 1.6 mm の表裏面を研削し板厚 1.4 mm にし

た後、焼入れ・焼き戻しにより母材強度 1.2 GPa 相当に調整した。熱処理時に付着し

た酸化スケールは酸洗処理により除去した。スポット溶接電極には DR 型 Φ6R40 を使

用した。加圧力 350 kgf、通電時間 20 cyc＠60 Hz（以降、すべて 60 Hz での記載とす

る）、溶接電流 7.0 kA でナゲット径 5√t となることを確認した条件で継手を作製した。

フリクションスポット接合（FSJ）では温度制御なし（通常条件と表記）と温度制御

あり（改善条件と表記）で継手を作製した。引張試験は TSS 継手、および CTS 継手

で実施した。引張速度は、静的で 0.166 mm/s、動的で 2000 mm/s とした。  

図 3-2.2.6-13 に TSS の静的・高速引張試験を、図 3-2.2.6-14 に CTS の静的・高速引
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張試験結果を示す。静的な TSS を比較すると、スポット溶接に比べて FSJ 改善条件は

僅かに低位であった。高速の TSS でもその傾向に変化は無かったが、静的よりも TSS

が向上していることを確認した。静的の CTS を比較すると、FSJ 改善条件はスポット

溶接や FSJ 通常条件に比べて向上した。また高速においても FSJ 改善条件の CTS は

最も高い結果となった。図 3-2.2.6-15 に高速での CTS におけるスポット溶接および

FSJ 改善条件の破面観察結果を示す。スポット溶接では粒界破面が主体となっている

が、FSJ 改善条件ではディンプル破面が主体であり、接合部の靭性が改善されたこと

で CTS が向上したと考えられた。  
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(a) 静的引張せん断試験         (b) 高速引張せん断試験  

図 3-2.2.6-13 静的および高速引張試験における TSS 
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(a) 静的十字引張試験        (b) 高速十字引張試験  

図 3-2.2.6-14 静的および高速引張試験における CTS 
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(a) スポット溶接            (b) FSJ 改善条件  

図 3-2.2.6-15 高速 CTS の破面観察結果  

 

 

 

 

 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 4 1 0 0 1 0 1 

2017FY 0 0 5 2 0 0 0 0 2 

合計  0 0 10 3 0 0 1 0 5 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.6-10 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 2 0 0 

2016FY 6 0 2 

2017FY 3 0 3 

合計  11 0 5 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.2.6.3 参考文献  

なし  

 

 

 

表 3-2.2.6-11 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.2.7［テーマ番号０７］「鋼材／CFRP 等樹脂材料の接合技術開発」  

（2014 年度～2017 年度）  

  ［テーマ番号６３］「鋼板と樹脂材料の革新的接合技術及び信頼性評価技術の  

開発」（2018 年度～2021 年度）  

 

2.2.7.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

［テーマ番号０７］  

商船上部構造の構成材料として、炭素繊維強化樹脂材料（CFRP）に代表される繊

維強化樹脂材料をマルチマテリアル化して利用することで構造体が軽量化でき、燃費

向上、環境負荷低減が実現できる。そのために必要な CFRP 等樹脂材料と各種鋼材と

の異種材料接合技術、およびこれらを用いるための構造設計技術、継手健全性評価技

術等を開発する。2017 年度までで、大型模擬構造体を試作し製造プロセスの成立性

を検証するとともに、すべての目標値（部材の終局限界耐力＞応力換算 500MPa 強

度相当、設計強度≧現行の鋼構造パネル強度、疲労強度：200 万回疲労強度 20%向

上、部材重量 20%低減）を前倒しで達成できたことから、2017 年度末にテーマを終

了し、早期に実用化ステージへ移行した（2014 年度～2017 年度）。  

 

［テーマ番号６３］  

自動車等の輸送機器の軽量化に資する技術として、マルチマテリアル化技術開発

（接合に関する技術開発）は重要なキーテクノロジーである。また、組織・体制的に

はテスラ等の非自動車企業および中国企業（非自動車企業）の研究が加速していく中、

国内でも非自動車企業が自動車企業と連携し、研究を加速すべきである。  

 

 

 

図 3-2.2.7-1 自動車等の輸送機器の軽量化に資する技術動向  

 

 

超強度鋼（ハイテン）／CFRP の素材技術では、まだ日本は世界をリードしている。

一方、マルチマテリアル化技術開発（接合に関する技術開発）やその実証技術は、国

内での実施例が少なく、世界をリードしているとは言い難い。本研究開発テーマでは、
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「革新的新構造材料等研究開発」で開発された素材・材料（被着体・接着剤）を主に

用い、「マルチマテリアル化技術の集大成」に資する実機に適用可能な信頼性を備え

た鋼板と CFRP 等樹脂材料の接合技術の確立を目的とする（2018 年度～2021 年度）。  

 

(2)目標値  

 

表 3-2.2.7-1 研究開発目標  

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

鋼材／CFRP 等樹脂

材料の接合技術開発

（2014～2022 年度）  

設計に必要な材料

データベースの構

築  

重ね継手せん断引

張：母材破断  

継手要素の接合に

おいて、界面剥離

強度≧母材層間剥

離強度  

電食による接合部

腐食の評価手法の

確立  

構造要素の接合に

おいて、所要性能

を発現し得る最適

部材配置設計手法

の確立  

 大型模擬構造体を

試作し製造プロセ

スの成立性を検証

するとともに、以

下の目標値を達成

する。  

・部材の終局限界  

耐力＞応力換算  

500MPa強度相当  

・設計強度≧現行  

 の鋼構造パネル  

強度  

・疲労強度：200万  

 回疲労強度20% 

 向上  

・部材重量20%低  

 減（従来の鋼構  

造標準設計に対  

して）  

異種材料接合部信頼

性評価技術の開発

（2018～2021 年度）  

  各素材の熱・力学

的特性、接合にお

ける破壊形態を含

めた接合信頼性評

価マップの作成  

接合部耐久性評

価、試験片レベル

での疲労予測

（2021 年度末）  

異種材料接合性能向

上と実証技術の開発

（2018～2021 年度）  

  自動車部品を想定

した鋼板と CFRP

の部材接合実証と

鋼板と CFRP の

レーザ溶着技術の

確立  

プロセス管理によ

り品質保証ができ

ることを確認

（2021 年度末）  

ガルバニック腐食評

価技術の開発（2018

～2020 年度）  

  鋼板と CFRP のガ

ルバニック腐食挙

動の把握  

 

 

(3)全体計画  

［テーマ番号０７］  

異種材料継手の接合技術と特性評価技術の開発として、所要性能発現のための材料
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検討、接合手法および施工技術の開発、接合部の強度・加工特性・耐久性・耐候性把

握、接合部検査手法の開発を実施する。また、異種材料継手における耐食性把握と最

適配置を検討した上で、複合構造部材の設計と評価技術の確立を目指す（2014 年度～

2017 年度）。  

［テーマ番号６３］  

本事業期間では、自動車等の輸送機器の軽量化に資する、鋼板と樹脂材料の革新的

接合技術とその信頼性評価技術を開発する。鋼板と CFRP 等樹脂材料の組合せが想定

される部材の負荷に応じ、異種材料接合部の強度を確保し、界面破壊を抑止する等の

「異種材料接合部の性能向上」を目指し、接合プロセスの最適化手法の研究開発を行

う。一方、異種材料接合部では、両材料の線膨張率や弾性率の差異による熱応力やガ

ルバニック腐食などが発生するため、接合部の長期耐久性や耐環境性を明らかにする

必要がある。このため、「異種材料接合部耐久性評価」「ガルバニック腐食評価技術の

開発」の研究開発を行う（2018 年度～2021 年度）。  

 

(4)実施体制  

［テーマ番号０７］  

 

［テーマ番号６３］  

 

(5)運営管理  

［テーマ番号０７］  

横浜磯子分室としては研究の初期段階においては研究開発項目 07 に関わる分室およ

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】 （2014-2016年度）

【再委託先】 （2015-2016年度）

【再委託先】

物質・材料研究機構

材料選定、継手評価、接着技術研究を再委託

（国立大学法人）
構造解析を再委託

（国立研究開発法人）

株式会社IHI 大阪大学
（横浜磯子分室） （国立大学法人）

接合プロセス、構造解析、評価研究を再委託

広島大学

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】 （2018-2020年度）
物質・材料研究機構 室蘭工業大学
（つくば千現分室） （国立大学法人）
株式会社IHI ガルバニック腐食評価技術の開発を再委託

（横浜磯子分室）
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び再委託先との間で定期的に会合を開き、進捗管理を行った。基本的には再委託先と

の個別打ち合わせが中心である。研究の進捗に伴いメールベースによる進捗管理を行

うとともに再委託先毎に研究進捗会議を開催した。  

［テーマ番号６３］  

つくば千現分室として、研究開発項目 63に関わる分室および再委託先との間で定期

的に会合を開き、進捗管理を行った。基本的には横浜磯子分室および再委託先との個

別打ち合わせが中心である。また、研究の進捗に伴いメールベースによる進捗管理も

行っている。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

［テーマ番号０７］  

コンテナ船の上部構造重量は現状、約 1,000t。複合構造化により、20%程度の重量

低減を見込むと、低重心化や振動の低減が可能となり、走行性能が向上する。合わせ

て燃費も 10%程度の低減が見込まれる。  

 例えば、8,000TEU コンテナ船の場合、25 ノット走行で燃料消費量が 57,000t/年、

10%の低減により、CO2 排出量の削減は  

“5,700t×41.9GJ/kL×0.0195tC/GJ×44/12=17,076t の削減”  

燃料費は 500 ドル/t として  

“500 ドル/t×5,700ton=3.53 億円/年の節約”  

となる。20 年使用すれば、約 70 億円の節約となり、CFRP 利用による製造コストアッ

プはある程度回収可能と考えられる。  

［テーマ番号６３］  

鋼板と CFRP のマルチマテリアル部品／製造装置の販売とシェアの拡大を目指して

いる。また、マルチマテリアル化により自動車部品の 10～30%の軽量化を想定してい

る。  

 

2.2.7.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

表 3-2.2.7-2 最終目標と達成度  

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

鋼材／CFRP 等樹

脂材料の接合技術

開発  

継手要素の接合に

おいて、界面剥離

強度≧母材層間剥

離強度  

（2017 年度）  

継手要素試験、桁構造

体、それぞれにおいて

終局時の破壊形態は補

材層間剥離であり、界

面剥離強度の方が優れ

ることを示した。ま

た、部材の終局限界耐

○  
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力＞応力換算 500MPa 強

度相当、設計強度≧現

行の鋼構造パネル強

度、疲労強度：200 万回

疲労強度 20%向上を達

成した。目標を前倒し

で達成し、実用化ス

テージへ移行した。  

電食による接合部

腐食の評価手法の

確立  

（2017 年度）  

電解質を介し単極自然

電位測定して腐食の可

能性を評価する手法を

確立した。目標を前倒

しで達成し、実用化ス

テージへ移行した。  

○  

 

構造要素の接合に

おいて、所要性能

を発現し得る最適

部材配置設計手法

の確立  

（2017 年度）  

鋼と CFRP を最適に部材

配置した複合 I 桁構造と

複合柱構造を開発し

た。複合柱構造の中間

部の単位長重量は同じ

耐荷力の鋼柱構造の 3/4

であり，部材重量を

25％低減した。目標を

前倒しで達成し、実用

化ステージへ移行し

た。  

○  

 

異種材料接合部信

頼性評価技術の開

発  

接合部耐久性評

価、試験片レベル

での疲労予測  

（2021 年度）  

接着接合における疲労

を含めた接合信頼性評

価試験結果を示し、試

験片レベルでの疲労予

測を実現した。  

○  

 

異種材料接合性能

向上と実証技術の

開発  

プロセス管理によ

り品質保証ができ

ることを確認  

（2021 年度）  

自動車部品を想定した

鋼板と CFRP の部材接合

装置の導入、レーザ溶

着技術の実施、プロセ

ス管理機能を搭載によ

る品質保証評価を実現

した。  

○  

 

ガルバニック腐食

評価技術の開発  

鋼板と CFRP のガ

ルバニック腐食挙

ガルバニック腐食挙動

の詳細な検討結果を示
○  

 



  

3-2.2.7-6 

 

動の把握  

（2020 年度）  

し、耐ガルバニック腐

食接着接合方法を提案

した。  

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

［テーマ番号０７］  

鋼材／CFRP 等樹脂材料の接合技術開発においては、構造体を構築する最も基本的

な要素技術である重ね継手接合技術、電食による接合部腐食の評価技術の開発、構造

要素の接合において、所要性能を発現し得る最適部材配置設計技術の開発に特に注力

した。  

 重ね継手接合技術開発では、 船舶上部構造に適切な CFRP プレートを製作するた

め、最適な樹脂と繊維の組合せを検討した。またこの CFRP と鋼材を接合するための、

接着、摩擦ラップ接合（FLJ）、レーザ溶着を開発し、それぞれにおいて施工条件の接

合強度への影響などの知見を蓄積した。図 3-2.2.7-2 に試作した継手を例示する。本研

究では接着そのものの性状を解明するため、鋼材どうしの接着も実施した。図 3-2.2.7-3

に FLJ の施工概念図を、図 3-2.2.7-4 にレーザ溶着の施工状況を示す。  

 

 

 

 

 

 

 

(a) 鋼材どうしの接着継手     （b）鋼材と/熱可塑性樹脂 CFRP の異材継手  

図 3-2.2.7-2 試作した継手例  

 

 

 図 3-2.2.7-3 摩擦重ね接合法施工概念  
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図 3-2.2.7-4 レーザ溶着の施工状況  

 

重ね継手の引張試験状況を図 3-2.2.7-5 に例示する。また試験結果の一例を図 3-

2.2.7-6 に示す。これは熱硬化 CFRP（VE）と SUS304 の接着継手であり、接着面は予

めアセトン洗浄とサンドブラスト処理を行い、かつ電食防止のためのガラスクロスを

付与している。引張試験における破断形態は CFRP の層間破壊である。すなわち、界

面剥離強度≧母材層間剥離強度であることは明らかである。こうした知見をもとに鋼

FRP で構成する複合 I 桁構造体を試作した。外観を図 3-2.2.7-7 に示す。複合 I 桁構造

体は圧縮応力が生じる部分を鋼材、引張応力が生じる部分を FRP で構成し、重ね継手

によって接合している。曲げ荷重による載荷試験状況を図 3-2.2.7-8 に示す。この試験

では構造体が破壊するまで荷重を増加している。破壊した構造体を図 3-2.2.7-9 に示す。

重ね継手の添接板は脱落し、接合部の母材部分はプリプレグの層間剥離を確認した。

さらに撮影した動画を踏まえると、添接板の脱落と同時にフリーエッジとなった FRP

のウェブが座屈したことが推察できた。このように部材レベルにおいても終局時の継

手特性は界面剥離強度≧母材層間剥離強度であることが明らかとなった。  

 

 

図 3-2.2.7-5 重ね継手引張試験状況  
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図 3-2.2.7-6 接着継手引張試験後外観  

 

 

図 3-2.2.7-7 複合 I 桁構造  

 

 

図 3-2.2.7-8 構造載荷試験状況  

 

 

図 3-2.2.7-9 試験後の構造破壊状況  

 

また、船舶上部構造を想定して製作した継手の疲労強度は溶接鋼構造継手の同じ

継手形式の 200 万回強度と比較すると 20%優れていることも確認した。図 3-2.2.7-10

に疲労試験状況を図 3-2.2.7-11 に疲労試験片を示す。  

鋼部材 

CFRP 部材 
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図 3-2.2.7-10 疲労試験状況  

       

 (a)シングルラップ         (b)ダブルラップ 

図 3-2.2.7-11 接着継手疲労試験片  

 

 電食による接合部腐食の評価技術の開発では、金属と CFRP の重ね継手の耐食性の

評価手法を検討した。電解質を介して接合もしくは接触した場合、金属側に異常腐食

の可能性を単極自然電位を測定することで評価する。  

各種単極自然電位に有意差が認められ、高電位側より CFRP＞SUS304＞SS400 であ

ることを確認した。従って SS400 または SUS304 と CFRP が接触した場合、両系とも

ガルバニック腐食（異種金属接触腐食）を起こすと判定した。このとき CFRP より低

電位側になる SUS304 もしくは SS400 がアノード（陽極）になるため腐食される。特

に CFRP との電位差が大きかった SS400 は、影響が大きい。そこで前述のように重ね

継手にガラスクロスを付与して腐食を防止する。これによって強度低下が生じないこ

とは引張試験によって確認している。  

 

構造要素の接合において、所要性能を発現し得る最適部材配置設計技術の開発では

前述した複合 I 桁構造の開発と複合柱構造の開発を行った。CFRP は鋼材と比較すると

軽量である反面、縦弾性係数が低いため局部座屈強度は低くなる。これを活かした複合

I 桁構造体（図 3-2.2.7-12）と複合柱構造体（図 3-2.2.7-13）を設計試作した。  
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図 3-2.2.7-12 複合 I 桁構造体  

 

 

図 3-2.2.7-13 複合柱構造体  

 

桁構造とは曲げ荷重に対応するための構造である。荷重によって圧縮応力が生じる

部分に縦弾性係数が高い鋼材を、引張応力が生じる部分に引張強度に優れる FRP を配

置している。複合 I 桁構造の解析例を図 3-2.2.7-14 に、曲げ載荷試験より得た応力分

布と解析値との比較を図 3-2.2.7-15 に示す。中央断面における応力分布が示すように

供試体の終局限界は極めて高く垂直応力度の最大値は 500MPa を超えている。また、

平面保持も確保されており、鋼と CFRP が一体となって機能していることも見て取

れる。また、試験値と解析値は概ね一致し、解析手法や解析に用いた物性値が妥当で

あることがわかる。部材断面の上側に配置した鋼材では圧縮の応力（-σ）が、下側に

配置した FRP では引張の応力（+σ）が分布していることも見て取れる。これは前述の

設計思想が具現化されていることを示している。CFRP の縦弾性係数は鋼材と比較す

ると低いため、外力によるひずみが同じであるときは発生する応力は小さくなる。本

部材のように鋼材と CFRP をひずみ分布に対応して断面中立軸の両側に分けて配置す

ることは CFRP 強度の効率的な利用という点で有効である。  
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図 3-2.2.7-14 複合 I 桁構造解析例  

 

図 3-2.2.7-15 複合 I 桁構造中央断面応力分布  

 

 柱構造とは圧縮荷重を受ける構造部材であり、その断面においては圧縮応力が卓越

する。FRP は鋼材と比較すると軽量である反面、縦弾性係数が低いため局部座屈強度

は低くなる。そこで、矩形断面の角部に鋼材を配置し、スキンプレートは鋼 CFRP 複

層と CFRP 単層となる構造を検討した。  

 試作した柱構造体の載荷試験状況を図 3-2.2.7-16 に、解析で得た荷重変位と試験で

得たそれを図 3-2.2.7-17 に示す。両者はよく一致した。また，試験結果と設計計算値

および FEM 解析値との比較を図 3-2.2.7-18 に示す。破壊挙動および強度が想定の通

りであったため、試作部材の設計要領と製作方法は妥当であると判断した。  

 

図 3-2.2.7-16 複合柱構造体載荷試験  
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図 3-2.2.7-17 実験値解析値比較（荷重変位） 

 

 

図 3-2.2.7-18 複合柱構造体載荷試験結果と設計計算値・FEM 解析値の比較 

 

また本研究において、試作を繰り返した結果、強度は同じ外形寸法の従来タイプ

の鋼構造部材と同等以上でありながら単位重量は 3/4まで低減した鋼 CFRP 複合構造

体も製作することができた。 

 

まとめ 

本研究の目的は船舶を軽量化して省エネ航行や環境負荷の低減を実現して、造船

事業の国際競争力の向上に資することを目的とする。具体的にはブリッジや居住区

などに鋼材と炭素繊維強化樹脂材料（CFRP）で構成する複合構造部材を適用し軽量

化を実現する。そのため本研究では大型模擬構造体（I桁構造体、柱構造体、パネル

構造体など）を試作して製造プロセスの成立性を検証している。そのための目標値

を以下のように定めた。 

 

① 部材の終局限界耐力＞応力換算 500MPa 強度相当 

② 設計強度≧現行の鋼構造パネル強度 

③ 疲労強度：200 万回疲労強度 20%向上 
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④ 部材重量 20%低減（従来の鋼構造標準設計に対して） 

 

まずは鋼 CFRP 接合技術を用いた複合構造部材の設計と試作を行い、その製造技

術を実証した。そうした供試体を用いた試験では前述したように、応力度が 500MPa

に達する載荷状態であっても鋼と CFRP 部材の接合は保持され、両者は一体として

挙動した。またその応力分布は部材断面における平面保持が確保されていることも

示していた（目標①の達成）。鋼 CFRP 複合構造体と、従来構造である鋼構造体とを

比較すると前者の最高耐荷力は後者のそれよりも高いことが確認された。最高耐荷

力においても鋼と CFRP の接合は保持された（目標②の達成）。船舶上部工への適用

を想定した鋼 CFRP の疲労強度試験では、従来の鋼構造継手と比較すると 200 万回疲

労強度が 20％向上していることも確認した（目標③の達成）。さらに本研究において、

設計と試作を繰り返した結果、同じ外形寸法の従来の鋼構造部材とは同等以上の強

度でありながら一般部の単位重量は 3/4 である鋼 CFRP 複合構造体も製した（目標④

の達成）。以上のように本研究の検討項目においては、定めた目標値にすべて到達し

た。実用化への技術的な準備は相当整えられたと言える。 

 

 

 

［テーマ番号６３］  

本研究開発では、２つの主要な開発テーマ（部材レベルの接合構造の作製・評

価と試験片レベルの接合部の信頼性評価）がある。  

 

⚫ 部材レベルの接合構造の作製・評価  

自動車部品の軽量化に資する，鋼板と CFRP のレーザ溶着および接着接合の最適プ

ロセスを確立し，再現施工できる異種材料接合実証機を開発することを目的とした。

また，自動車部品を模擬した複合材パネル部品を試作し，性能評価を行った。  

 

(1) 異種材料接合部材製造ラインの製作  

量産を想定した複数回数の接着を規定サイクルタイムで実現可能な素材・部材搬送

及び接着剤塗布から硬化までを含めた自動化ラインを試作した。図 3-2.2.7-19 に導入

した異種材料接合試作機を示す。接着剤を定量吐出するための接着剤塗布ロボット

と素材・部材をハンドリングするロボットおよび接着部材を養生する装置をメインと

して構成される。本装置を連動させることで、素材供給から部材接着までの一連の工

程を自動化した。本試作機で製作した部材は、後述する性能評価試験を実施した。  
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（a）接着剤塗布ロボット  

 

（b）ハンドリングロボット  

 

（c）養生装置  

図 3-2.2.7-19 異種材料接合試作機  

 

また，製作した異種材料接合装置にプロセス管理に供するモニタリング機能を搭載

し、自動車部品製造を想定した部材製造ラインを試作するために以下検討をした。  

 

要素継手での継手強度に及ぼすプロセスパラメータの評価  

 異材接着装置のプロセス管理パラメータを抽出することを目的に、各プロセスパラ

メータが単純引張せん断継手の強度に及ぼす影響を評価した。ここでのプロセスパラ

メータとは、静的強度に影響を及ぼす支配因子のことを言い、プロセス管理パラメー

タとは生産設備における接着の品質を安定化させるために管理すべきパラメータを言

う。被着材には、鋼板と熱可塑性 CFRP を用いた。なお、接着前に、鋼板・CFRP そ

れぞれに表面処理を実施した。接着工程におけるプロセスパラメータを変化させ、接

着継手を製作した。製作した継手は、引張せん断試験を実施し、各プロセスパラメー

タが静的強度に及ぼす影響を調査した。  

 図 3-2.2.7-20 に各プロセスパラメータが引張せん断強度に及ぼす影響評価の一例を

示す。  
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図 3-2.2.7-20 各プロセスパラメータが引張せん断強さに及ぼす影響の一例  

 

各プロセスパラメータが静的強度に及ぼす影響度を評価し、プロセス管理パラメー

タの抽出と管理値を取得した。なお、最適なプロセスパラメータで製作した継手では、

高強度でバラツキの少ない接着継手が得られた。  

 

プロセス管理パラメータの設定とモニタリング機能の搭載  

 異種材料接合装置で製作する部材の接着品質を安定化させるため、プロセス管理パ

ラメータの設定とそれをモニタリングする機能について検討した。前述の試験結果お

よび部材レベル（大面積）での品質安定化を考慮し、プロセス管理パラメータを設定

した。以下にモニタリング機能の対応状況を、図 3-2.2.7-21 にモニタリング機能の搭

載例を示す。  

 

プロセス管理パラメータ①：  制御ソフトからプロセス管理パラメータ①をモニタリ

ングできるように対応した。また、予備試験により、

プロセス管理パラメータ①を管理値内に制御できるよ

うに、ロボット等の制御を調整した。  

プロセス管理パラメータ②： センサを設置し、プロセス管理パラメータ②をモニタ

リングできるように対応した。なお、予備試験により

プロセス管理パラメータ②を管理値内に制御できるよ

うに各種機構を調整した。  

プロセス管理パラメータ③： プロセス管理パラメータ③は、制御盤から設定できる

ように対応した。また、制御盤のパネル上から、プロ

セス管理パラメータ③の状態を確認できるように対応

した。  

プロセス管理パラメータ④： プロセス管理パラメータ④は、制御盤から設定できる

ように対応した。また、追加でセンサを設置し、プロ

セス管理パラメータ④の状態を出力できるように対応

した。  
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プロセス管理パラメータ⑤： プロセス管理パラメータ⑤は、制御盤から設定できる

ように対応した。また、制御盤のパネル上から、プロ

セス管理パラメータ⑤の状態を確認できるように対応

した。  

. 

(a)モニタリング状況①  

 

(b)モニタリング状況②  

図 3-2.2.7-21 モニタリング機能の搭載例  

 

部材製造ラインによる鋼 CFRP 複合部材連続製造  

 製作した部材製造ラインを使用して、自動車部材を対象とした鋼 CFRP 複合部材を

連続製造し、サイクルタイムの取得とプロセス管理パラメータの評価を行う。製作し

た部材製造ラインを使用して、素材供給から部材接着完了までの一連の工程を自動で、

鋼 CFRP 複合部材を連続製造した。連続製造中は、装置の稼働状況およびプロセス管

理パラメータのモニタリング状況を取得した。鋼 CFRP 複合部材の素材には、ハット

型の鋼板と、熱可塑性 CFRP の成形板を用いた。  

 図 3-2.2.7-22 に鋼 CFRP 複合部材の連続製造時の動画の一例を示す。前述したモニ

タリング機能が動作することを確認した。また、自動車部材を対象とした鋼 CFRP 複

合部材を、本装置により連続製造できることを確認した。部材製造ラインにより連続

製造した部材の一例を図 3-2.2.7-23 に示す。本部材は、後述する曲げ試験により、部

材製造ラインで得られる部材品質について評価した。  
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図 3-2.2.7-22 鋼 CFRP 複合部材の連続製造図の一例  

 

 

図 3-2.2.7-23 部材製造実証ラインにより連続製造した部材の一例  

 

図 3-2.2.7-24 にプロセス管理パラメータのモニタリングの一例を示す。まず、プロ

セス管理パラメータ A、B いずれにおいても、部材によらず同等程度の値が得られ管

理値内にあることを確認した。また、連続製造の自動運転でかかった総時間から、1

部材当たりのサイクルタイムを計算し、目標のタクトタイムを達成することを確認し

た。  

 

 

図 3-2.2.7-24 プロセス管理パラメータのモニタリングの一例  

 

曲げ試験による性能評価  

 連続製造した鋼 CFRP 複合部材に対し曲げ試験を実施し、部材の吸収エネルギー性

能を評価する。また、手塗りで接着した部材と比較することで、プロセス管理により
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品質が安定していることを確認する。  

本検討で用いた試験体はハット型部材とフランジを接合した長さ 800mm の接着継

手である。ハット型部材（図 3-2.2.7-25）の供試材料は、ハット型部材には高張力鋼

板を、フランジには熱可塑性樹脂をマトリクスに用いた疑似等方の CFRP 成形板を用

いた。手塗で接着した部材と、連続製造した部材を評価した。試験機は電気油圧サー

ボ式疲労試験機を使用して動的 3 点曲げ試験を行った。試験方法を図 3-2.2.7-26 に示

す。試験中の部材の荷重 -変位関係を測定し、吸収エネルギーにより部材の性能を評

価した。  

 

 

図 3-2.2.7-25 断面形状  

 

 

図 3-2.2.7-26 試験方法  

 

 図 3-2.2.7-27 に連続製造した鋼 CFRP 複合部材の吸収エネルギーを示す。なお、青

点線は手塗で作製した部材の平均吸収エネルギーである。連続製造した部材が手塗部

材より高い吸収エネルギーを示した。  

 

 

図 3-2.2.7-27 連続製造した鋼 CFRP 複合部材の吸収エネルギー評価例  

 

(2) レーザ溶着による異種材料接合技術開発  

鋼材と CFRP の異種材料接合プロセスとしてレーザ溶着を用い、施工条件の最適化

を実施した。供試材料には L100×W25×t1.2mm の鋼板および L100×W25×t3.6mm の熱可
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塑性樹脂 CFRP を用いた。図 3-2.2.7-28 に施工方法を示す。所定のラップ長で試験体

をセットした後に、鋼板側からレーザを照射し、レーザ溶着を実施した。作製した重

ね継手に、ISO19095-3 に準拠したせん断試験を実施した。  

 

 

図 3-2.2.7-28 施工方法  

 

入熱量とせん断強度の関係を図 3-2.2.7-29 に示す。入熱量によってせん断強度

はピークを示していることがわかる。入熱量が低い場合および高い場合では強度

が低下した。以上の結果より、最適施工条件を選定した。  

 

 

図 3-2.2.7-29 入熱量とせん断強度の関係  

 

CFRP と鋼板の接触によって発生するガルバニック腐食には、ガラスクロスの絶縁

層の付与することが効果的である。ガラスクロス有無でのレーザ溶着試験体を製作し

た。図 3-2.2.7-30 にガラスクロス有無でのせん断引張試験結果を示す。ガラスクロス

が静的強度に及ぼす影響はほとんどないことを確認した。  

 



  

3-2.2.7-20 

 

 

図 3-2.2.7-30 ガラスクロス有無でのせん断引張試験結果  

 

レーザ溶着継手の耐食性を評価するために JASO 試験を実施した。塩水噴霧

（35℃±1 5% NaCl）2 時間、乾燥（60℃±1 30%RH）4 時間、湿潤（50℃±1 95%）2

時間を 1 サイクルとした複合サイクル試験（ JASO M610-92 準拠）を実施した。所

定の複合サイクルを完了した継手は、引張せん断試験を実施し評価した。レーザ

溶着継手の JASO サイクル試験結果を図 3-2.2.7-31 に示す。製作した継手によって

は、 JASO サイクルによる強度低下はほとんどないことを確認した。耐ガルバ

ニック腐食接着接合方法を提案した。  

 

 

図 3-2.2.7-31 ガラスクロス有無でのせん断引張試験結果  

 

(3) 模擬部材レベル性能評価による異種材料接合評価  

自動車部品を想定し、軽量化に資する鋼 CFRP の複合材パネル部品を設計・試

作し、性能評価を行った。ターゲットの部材を決定し、複合材パネル部品の設計

を実施した。対象部材を選定し、それを模擬したターゲット部材形状を図 3-2.2.7-

32 に示す。実車から外形寸法を採寸し、形状を決定した。接合試験および性能評
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価試験では、構造を単純化したモデルを使用した。  

検討を行う複合パネル部品の断面形状の一例を図 3-2.2.7-33 に示す。引張の荷重を

受ける側に CFRP を採用する構造とした。製作したパネルについては、曲げ試験を行

い、部材の吸収エネルギー性能を評価した。解析と性能試験を繰り返し実施すること

で、軽量かつ高性能な部材を検討した。解析による評価の一例を図 3-2.2.7-34 に示す。  

 

 

図 3-2.2.7-32 ターゲット部材形状  

 

 

(a) i-SS（IHI-Steel Section) 

 

(b) i-SFCB（IHI-Steel FRP Composite Basic type) 

図 3-2.2.7-33 複合パネル部品の断面形状一例  
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図 3-2.2.7-34 複合パネル解析の一例  

 

製作した部材のエネルギー吸収性能評価を目的として、3 点曲げ試験を実施した。

図 3-2.2.7-35 に本検討で用いた試験体形状を示す。試験材料には鋼板と CFRP を用い

た。試験中の部材の荷重 -変位関係から吸収エネルギーを算出し部材の性能を評価し

た。  

 

 

図 3-2.2.7-35 試験体形状  

 

表 3-2.2.7-3 に曲げ試験により得られた各部材における単位重量当たりのエネルギー

吸収性能を示す。鋼部材より吸収エネルギー性能を 40％以上改善した。  

 

表 3-2.2.7-3 単位重量当たりの吸収エネルギー評価結果  
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(4) 接着・レーザ溶着の異種材料接合性能向上  

接着継手における表面処理がせん断強度に及ぼす影響を調査した。鋼板および

CFRP に各種表面処理を施し、接着継手を製作した。製作した継手は、引張せん断試

験により評価した。図 3-2.2.7-36 に表面処理とせん断強度の関係を示す。接着継手に

おける表面処理のせん断強度に及ぼす影響度を取得した。実際には，表面処理の費用

対する効果から部材接合要領に反映しく。  

次にレーザ溶着に継手における材料の表面性状がせん断強度に及ぼす影響を調査し

た。材料に対し、各種表面処理を施し、(2)で選定した施工条件にてレーザ溶着を実施

し、せん断継手を製作した。鋼材側には 7 通りの表面処理を、CFRP 側には 3 通りの

表面処理を検討した。図 3-2.2.7-37 に表面処理とせん断強度の関係を示す。本試験結

果よりレーザ溶着に最適な表面処理方法を選定した。  

 

図 3-2.2.7-36 表面処理とせん断強度の関係  

 

 

(a) 鋼板表面処理 (CFRP は未処理) 
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(b) CFRP 表面処理 (鋼板は未処理) 

図 3-2.2.7-37 表面処理とせん断強度の関係  

 

自動車部品を想定した鋼板と CFRP の部材接合装置の導入、レーザ溶着技術の実施、

プロセス管理機能を搭載による品質保証評価を実現した。  

 

⚫ 試験片レベルの接合部の信頼性評価 (1-62) 

多種の被着体や接着剤について、材料の熱的・力学的特性から継手の破壊形態

までを統一的に評価する接着接合継手の接合信頼性評価マップの作製を行い、実

機の強度予測や耐久性評価を行うことを目指している。継手強度に影響を及ぼす

多数の評価因子について多角的な実験的知見が必要となり、それらを総合的に評

価する指標の確立が求められる。  

基礎的な知見拡充と種々の影響因子に対する考察を行うため、アクリル接着剤

を使用した接着接合継手を対象とし、継手強度を支配する一因子である接着層厚

さを変化させ、その影響について実験的な検討を行った。また、使用したアクリ

ル接着剤についてはその材料特性を変化させ、それが継手強度に与える影響につ

いて併せて検討を行った。  

被着体に板厚 3 mm の一般構造用炭素鋼 SS400 を使用した。被着体の表面状態を統

一することを目的に、接着接合を行う領域にサンドブラスト処理を施し、その後アセ

トン脱脂を行った。接着剤はセメダイン株式会社製メタルロックを使用した。接着剤

の材料特性について検討を行うため、高強度な接着剤である Y611 黒 S と、可撓性の

特長を持つ Y618H の２種類のアクリル接着剤を使用した。作製した継手形状を図 3-

2.2.7-38 に示す。  
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図 3-2.2.7-38 継手形状（単純重ね合わせ継手（SLJ: single lap joint））  

 

２枚の被着体を 12.5 mm で重ね合わせ、その間を接着した単純重ね合わせ継手（SLJ: 

single lap joint）を使用した。接着剤の硬化条件は、硬化状態の安定化を図るため室温

で 24 時間硬化させた。接着剤層厚さによる影響を検討するため、3.0、1.0、0.3 mm の

３種類の接着剤層厚さを有する継手を作製した。接着端部についてはフィレット加工

を施した。  

静的試験は島津製作所製オートグラフ  AG-X/R を用い、変位制御で負荷速度 1 

mm/min にて実施した。試験時の伸び測定は島津製作所製ビデオ変位計 DVE-201 を使

用し、標点間距離は 100 mm とした。疲労試験は MTS 製 858 Mini Bionix II を使用し、

正弦波荷重にて周波数 f = 10 Hz、荷重比 RP (= Pmin/Pmax) = 0.1 で実施した。未破断時の

打切繰り返し数を N = 1.0×107 cycle とした。静的および疲労試験後の破面観察には、

キーエンス製デジタルマイクロスコープ VHX-6000 を使用した。  

静的試験結果を図 3-2.2.7-39 に示す。  

 

 

図 3-2.2.7-39 静的試験結果（荷重―変位の関係）  

 

接着剤の違いに着目すると、継手の静的強度は Y611 黒 S の継手の方が Y618H より高

く、弾性率や接着剤強度が高い接着剤を使用した継手の方がその強度は高くなること

が確認された。接着剤層厚さに着目すると、接着剤層厚さが薄いほど、継手の静的強
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度は高くなる傾向を示した。  

信頼性評価として静的試験での強度バラツキを評価する。図 3-2.2.7-40 に各接着剤

のそれぞれの接着剤層厚さに対する継手の静的強度のワイブルプロットを示す。  

 

 

図 3-2.2.7-40 各接着剤の接着剤層厚さに対する継手の静的強度のワイブルプロット  

 

Y611 黒 S を使用した継手のワイブル係数は Y618H と比べ総じて高くなった。高弾

性率・高強度の接着剤を使用するほど継手の静的強度は高く、バラツキを抑制できる

ことが明らかになった。しかし接着剤層厚さの違いについて相関は見られなかった。  

図 3-2.2.7-41 に静的破面の観察結果に示す。  
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図 3-2.2.7-41 静的破面観察結果  

 

(a)は破面の観察方向を示す模式図である。(b)および(c)に示す Y611 黒 S の破面は、接

着剤層厚さによらず、上板あるいは下板の一方で被着体と接着剤との界面近傍を破壊

した様相となっていた。接着界面近傍の剥離応力が継手の破壊に大きく寄与すること

から、接着剤層厚さの変化による継手の曲げ剛性や剥離応力の影響が顕著に表れ、継

手の静的強度が変化したことが考えられる、また、接着界面近傍を進展することから

、接着剤の伸び量については大きく変化しなかったことが推察される。一方、Y618H

の破面は、凝集破壊となった。接着剤の白化が Y611 黒 S に比べると顕著に発現して

いる。この破壊様相は、接着剤層厚さの違いに対して差異はなかった。しかし、接着

剤自体の伸びや変形は接着剤層厚さが厚いほど大きいため、上述した静的試験の結果

で見られた伸び違いが現れたと考えられる。接着剤層厚さの違いによって接着剤内部

の応力状態が変化したことで継手強度が変化したと考えられる。接着剤内部への破壊

に伴い伸びも変化したことが Y611 黒 S と Y618H との静的試験結果における傾向の違

いと対応していると考えられる。  

図 3-2.2.7-42 に各種接着剤に対し３種類の接着剤層厚さで作製した継手の疲労試験

結果を示す。  
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図 3-2.2.7-42 疲労試験結果（負荷試験力振幅―破断繰り返し数の関係）  

 

縦軸は継手に作用した負荷試験力振幅 Pa、横軸は破断までの繰り返し数 Nf である。

Y611 黒 S を使用した継手の疲労強度は Y618H に比べ高く、静的強度と同様に高強度

な接着剤ほど継手の疲労強度も高くなる傾向が見られた。接着剤層厚さの影響は、接

着剤層厚さが薄いほど疲労強度が高くなり、その影響は Y611 黒 S が顕著であった。  

図 3-2.2.7-43 に疲労破面の観察結果を示す。図 3-2.2.7-44 に特徴的な破面様相を示す

箇所の拡大図を示す。  

 

 

図 3-2.2.7-43 疲労破面観察結果  
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図 3-2.2.7-44 特徴的な破面様相を示す箇所の拡大図  

 

Y611 黒 S の継手については、接着端に作製したフィレット部から疲労き裂が発生して

いることが確認された。また、疲労破面中の接着剤にて白色で示す疲労き裂前縁が認

められ、疲労き裂進展様相については接着層厚さ依存性が認められた。接着剤層厚さ

3.0、1.0 mm の継手については、上板あるいは下板の一方に被着体表面が現れ、もう

一方には接着剤が残存し、破面上に凹凸がみられた。接着剤層厚さ 3.0、1.0 mm の継

手の場合の疲労き裂進展過程は、一方の接着端部から発生した疲労き裂による界面破

壊となった。一方、接着剤層厚さ 0.3 mm の継手では、両接着端部から疲労き裂が発

生した後、接着界面をき裂が進展しており、複数の疲労き裂が合体した破面様相が確

認された。Y618H の継手については、疲労き裂は接着剤内部を進展していた。本疲労

破壊は接着剤層厚さによらないことが明らかになった。  

図 3-2.2.7-45 に接着剤および接着剤層厚さの違いに対する継手の疲労破壊の模式図

を示す。  

 

 

図 3-2.2.7-45 接着剤および接着剤層厚さの違いに対する継手の疲労破壊の模式図  

 

接着剤の種類に着目すると、接着剤が異なる材料を使用する場合は界面の状態が変化

する。接着剤自体の強度や弾性率の高い接着剤を使用することで、継手に作用する応

力の抑制が疲労寿命を延伸することが示唆される。接着剤層厚さに着目すると、接着

剤層厚さを薄くするほど継手に発生する応力は小さくなる。接着剤の破壊じん性が同

一と仮定した場合、継手の破断荷重は接着剤層厚さが薄いほど高くなることが推察さ
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れる。破壊様相の差異については、接着剤の濡れ性の違いや伸び変化による接着剤自

体の特性の違いが一因とされる。接着剤自体の特性および接着剤層厚さの違いに対す

る継手の強度特性や破壊様相の差異は、混合モードである単純重ね合わせ継手特有の

応力状態によるものと考えられる。  

多種の被着体や接着剤について、材料の熱的・力学的特性から継手の破壊形態

までを統一的に評価する接着接合継手の接合信頼性評価マップの作製を行い、実

機の強度予測や耐久性評価を行うことを目指している。継手強度に影響を及ぼす

多数の評価因子について多角的な実験的知見が必要となり、それらを総合的に評

価する指標の確立が求められる。  

そこで、接着剤単体（アクリル、ウレタン、シリコン接着剤）での力学特性評

価（引張特性および動的粘弾性特性試験）、接着接合試験片の静的荷重下での単

純重ね合わせ継ぎ手（SLJ: single lap joint）強度試験、二重片持ち梁（DCB: double 

cantilever beam）試験片、端面切り欠き曲げ（ENF: end notched flexure）試験片を

用いたモード I およびモード II 破壊じん性試験を実施した。接着接合試験片を対

象とし、継手強度を支配する一因子である接着層厚さを変化させ、その影響につ

いて実験的な検討を行った。  

静的引張試験には島津製作所製小型卓上試験機 EZ-S を用い、変位制御で変位速度 1 

mm/min にて実施した。試験時の伸び測定は島津製作所製ビデオ変位計 DVE-201 を使

用した。動的粘弾性挙動測定には日立ハイテクサイエンス製粘弾性測定装置

DMA7100 を用いた。0.1～100 Hz の周波数にて計測を行ったが、ここでは、周波数 1 

Hz での結果を示す。図 3-2.2.7-46 に接着剤単体での力学特性評価試験結果を示す。

引張特性から各接着剤の弾性率、強度（降伏応力）および破断ひずみの適用範囲がわ

かる。動的粘弾性挙動から各接着剤の弾性率の温度依存性やガラス転移温度（Tg: 

glass transition temperature）がわかる。また、周波数を変化させた弾性率の温度依存性

データから時間―温度換算則を導き出し、高温環境下での加速試験から、室温環境下

での長期のクリープ特性や疲労特性を予測すること、あるいは室温環境下での試験か

ら、高温環境下でのクリープ特性や疲労特性を予測することに用いることができる。  

 

 

(a) 引張特性  
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(b) 動的粘弾性特性  

図 3-2.2.7-46 アクリル、ウレタン、シリコン接着剤の  

接着剤単体での力学特性評価試験結果  

 

接着接合試験片では、被着体に鋼材と CFRP（熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂）

を用いた試験も実施しているが、ここでは、被着体に板厚 3 mm の一般構造用炭

素鋼 SS400 を用いた試験結果を示す。静的荷重下での SLJ 強度試験には島津製作

所製オートグラフ AG-X/R（50 kN）を用い、変位制御で変位速度 1 mm/min にて

実施した。DCB 試験は規格に準拠し、島津製作所製小型卓上試験機 EZ-LX を用い

た。き裂長さの測定にはキーエンス製デジタルマイクロスコープ VHX-6000（レ

ンズ : VH-ZST）を用いた。試験は変位制御で行い、変位速度 1 mm/min での負荷、

き裂が 10 mm 程度進展後 30 min の停止、変位速度 1 mm/min での除荷を繰り返す

負荷－除荷試験で実施した。ENF 試験も規格に準拠し、島津製作所製オートグラ

フ AG-X/R（5 kN）を用いた。試験は変位制御で行い、変位速度 0.5 mm/min で実

施した。図 3-2.2.7-47 に接着接合試験片の試験結果を示す。  

 

 

(a) SLJ 試験  

S
to

ra
g

e 
m

o
d

u
lu

s,
E
’
(G

P
a)

L
o

ss
 m

o
d

u
lu

s,
 E

’’
(G

P
a)

Temperature, T (˚C)

10-4

10-2

10-1

100

101

102

10-3

E’

E’’

tan(δ)

-150 50 100 150-50 0-100
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

L
o

ss
 t

an
g

en
t,

 t
an

(δ
)

Acrylic

S
to

ra
g

e 
m

o
d

u
lu

s,
E
’
(G

P
a)

L
o

ss
 m

o
d

u
lu

s,
 E

’’
(G

P
a)

Temperature, T (˚C)

10-4

10-2

10-1

100

101

102

10-3

E’

E’’

tan(δ)

-150 50 100 150-50 0-100
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

L
o

ss
 t

an
g

en
t,

 t
an

(δ
)

Urethane

S
to

ra
g

e 
m

o
d

u
lu

s,
E
’
(G

P
a)

L
o

ss
 m

o
d

u
lu

s,
 E

’’
(G

P
a)

Temperature, T (˚C)

10-4

10-2

10-1

100

101

102

10-3

E’

E’’
tan(δ)

-150 50 100 150-50 0-100
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

L
o

ss
 t

an
g

en
t,

 t
an

(δ
)

Silicone

N
o

m
in

al
sh

ea
r 

st
re

n
g

th
,
τ

(M
P

a)

Adhesive thickness, h (mm)

0

20

30

40

50

10

0 3 41 2

Acrylic

Urethane

Silicone

100

12.5

25

112.5

Adhesive

Adherend

Tab

Loading direction 

3

Unit [mm]

Adhesive thickness: 
0.3, 1.0, 3.0



  

3-2.2.7-32 

 

 

(b) DCB 試験  

 

(c) ENF 試験  

図 3-2.2.7-47 アクリル、ウレタン、シリコン接着剤の  

接着接合試験片での試験結果  

 

ここで示した接着剤では、接着剤の種類によらず、接着剤層厚さが薄いほど、SLJ

での静的せん断強度は高くなる傾向を示した。接着剤の種類に見れば、SLJ での静的

せん断強度はアクリル＞ウレタン＞シリコンの順になっていた。接着剤単体の引張強

度と関連性があり、弾性率や強度が高い接着剤を方が、SLJ での静的せん断強度が高

くなることが確認された。接着剤層厚さが薄い場合、アクリルおよびシリコン接着剤

では 1 kJ/m2 以下の低いモード I 破壊じん性値を示した。一方、ウレタン接着剤では接

着剤層厚さが薄い場合でも 1 kJ/m2 以上の高いモード I 破壊じん性値を示した。接着剤

層厚さが厚い場合、ウレタンおよびシリコン接着剤では 1 kJ/m2 以上の高いモード I 破

壊じん性値を示した。一方、アクリル接着剤では、1 kJ/m2 以下の低いモード I 破壊じ

ん性値を示した。モード I 破壊じん性値に及ぼす接着剤層厚さの影響は、ウレタンお

よびシリコン接着剤では大きく、アクリル接着剤は小さかった。モード II 破壊じん性

値はウレタン＞アクリル＞シリコンの順になっていた。接着剤せん断弾性率、強度お

よびせん断伸びが、モード II 破壊じん性値と関連していると思われる。  

上記の試験結果から接合信頼性評価マップを検討した。図 3-2.2.7-48 に接合信頼性

評価マップを示す。  
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(a) DCB 試験結果  

 

(b) ENF 試験結果  

図 3-2.2.7-48 接合信頼性評価マップ  

 

アクリル、ウレタンおよびシリコン接着剤においてモード I 破壊じん性値よりもモ

ード II 破壊じん性値が高くなった。各接着剤でモード I 破壊じん性値に対するモード

II 破壊じん性値の比率が異なり、両破壊じん性値の関係から接着剤の選定が可能にな

ると考えられる。  

以上、アクリル、ウレタンおよびシリコン接着剤について、接着剤の静的力学的特

性から接着継ぎ手の静的力学的特性まで、接着剤の選定に有効な接着接合部の信頼性

評価マップとなると考えている。  

図 3-2.2.7-49 に熱拡散率の測定結果を示す。熱特性等についても接着接合部の信頼

性評価マップに適用することを考えている。  
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図 3-2.2.7-49 熱拡散率の測定結果  

 

接着剤単体（アクリル、ウレタン、シリコン接着剤）での引張疲労試験、接着

接合試験片（アクリル、ウレタン、シリコン接着剤）の疲労荷重下での二重片持

ち梁（DCB: double cantilever beam）試験片を用いたモード I 疲労き裂進展試験を

実施した。接着接合試験片を対象とし、継手強度を支配する一因子である接着層

厚さを変化させ、その影響について実験的な検討を行った。  

接着剤単体の疲労試験には島津製作所製電磁力式微小試験機 MMT-250NV-10 を用

い、荷重制御で周波数 5 Hz、荷重比（＝最小荷重／最大荷重）0.1 および打ち切り繰

り返し数 107 回にて実施した。図 3-2.2.7-50 に接着剤単体での引張疲労特性評価試験

結果を示す。両対数軸で示された負荷応力－破断繰り返し数の関係は直線関係を示す

。また、負荷応力を順次下げることにそれ以下の負荷では 107 回で試験片が破断しな

い下限界の応力（時間強度）が得られた。両対数軸での傾きは疲労負荷での材料の損

傷／破壊のしやすさを、時間強度は疲労負荷での材料の強さを示している。疲労特性

を予測するのに重要なパラメータである。  

 

 

(a) アクリル接着剤  

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E-02 1.E-01 1.E+00 1.E+01 1.E+02

Te
n

si
le

 m
o

d
u

lu
s 

/M
Pa

Failure strain

Thermal diffusivity (mm2/s)

1

10

1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06 1.E+07 1.E+08

St
re

ss
, σ

(M
Pa

)

Number of cycles to failure, Nf (cycles)

50

20

5

2



  

3-2.2.7-35 

 

 

(b) ウレタン接着剤  

 

(c) シリコン接着剤  

図 3-2.2.7-50 アクリル、ウレタン、シリコン接着剤の  

接着剤単体での引張疲労特性評価試験結果  

 

接着接合試験片では、被着体に板厚 3 mm の一般構造用炭素鋼 SS400 を用いた。

疲労荷重下での DCB 試験には、島津製作所製油圧サーボ式強度試験機 EHF-U シ

リーズを用いた。き裂長さの算出には、静的破壊じん性試験でのコンプライアン

ス－き裂長さの関係（修正コンプライアンス法）を用いた。試験は変位制御で行

い、周波数 1 Hz で実施した。図 3-2.2.7-51 に接着接合試験片の試験結果を示す。  
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(b) ウレタン接着剤  

 

(c) シリコン接着剤  

図 3-2.2.7-51 アクリル、ウレタン、シリコン接着剤の  

接着接合試験片での試験結果  

 

両対数軸上で疲労き裂進展速度とエネルギー解放率範囲の関係が直線で表される中

き裂進展速度域から下限界エネルギー解放率範囲である低き裂進展速度域までを示す

ことができた。また、ここで示した接着剤では、接着剤の種類によらず、接着剤層厚

さが薄いほど、下限界エネルギー解放率範囲は低くなる傾向を示した。さらに、下限

界エネルギー解放率範囲はシリコン＜アクリル＜ウレタンの順となった。  

両対数軸上で疲労き裂進展速度とエネルギー解放率範囲の関係が直線で表されるパ

リス則は次式で表される。  

𝑑𝑎

𝑑𝑁
= 𝐷(∆𝐺𝐼)

𝑛        (3-2.2.7-1) 

ここで、D と n は実験により得られる定数である。  

式(3.2.2.7-1)を拡張し、静的破壊じん性値 GICおよび下限界エネルギー解放率範囲 ΔGIth

を適用することにより、  

𝑑𝑎

𝑑𝑁
= 𝐷(∆𝐺𝐼)

𝑛 {
1−(

∆𝐺𝐼𝑡ℎ
∆𝐺𝐼

)

1−(
∆𝐺𝐼
𝐺𝐼𝐶

)
}       (3-2.2.7-2) 

と表すことができる。図 3-2.2.7-51 の実線および破線が得られた曲線である。実験結

果を基にした全領域での疲労き裂進展挙動を見積もることができる。工学的価値のあ
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る実験結果であると考えられる。  

上記の試験結果から疲労荷重下での接合信頼性評価マップを検討した。図 3-2.2.7-

52 に接合信頼性評価マップを示す。パリス則の傾きでは、アクリルとシリコン接着剤

で大きな差異は示さないが、ウレタン接着剤でパリス則の傾きが大きな接着剤があっ

た。パリス則の傾きが大きいことは負荷応力と破断繰り返し数の関係（S-N 曲線）で

の傾きが緩やかであることを示し、高い疲労特性を示す。ウレタン接着剤では高い疲

労特性を示す接着継ぎ手となるものがあると考えられる、また、下限界エネルギー解

放率範囲でも、ウレタン接着剤において高い下限界エネルギー解放率範囲を示してい

る。各接着剤での疲労荷重下での接合信頼性評価マップは接着剤選定の一助となると

考えられる。接着接合における疲労を含めた接合信頼性評価試験結果を示し、試験片

レベルでの疲労予測を実現した。  

 

 

(a) パリス則での傾き  

 

(b) 下限界エネルギー解放率範囲  

図 3-2.2.7-52 接合信頼性評価マップ（疲労）  

 

鋼材と炭素繊維強化プラスチック（CFRP）とが接して用いられると、鋼材側の

腐食が加速するガルバニック腐食が生じる。このガルバニック腐食を定量的に評

価するために、３種類の鋼材と CFRP とを 0.001～0.1 mol/L 食塩水中に浸漬し、両

者を無抵抗電流計を介して短絡するガルバニック試験を実施した。３種類の鋼材

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E-02 1.E-01 1.E+00 1.E+01 1.E+02

Te
n

si
le

 m
o

d
u

lu
s 

(M
Pa

)

Failure strain

Threshold (mode I) (J/m2)



  

3-2.2.7-38 

 

には、冷間圧延鋼板（SPCC-SD 材）、高張力鋼板（HTSS 材、 JSC980）、合金化溶

融亜鉛めっき鋼板（ GA 材、 JAC980）を用いた。 CFRP には熱硬化性樹脂（

CF/Epoxy）に加え、熱可塑性樹脂（CF/PA）も用いた。ガルバニック電流につい

ては、SPCC、HTSS 材で約 1200µA/cm2 が流れ、GA 材は約 800µA/cm2 と他の二者

に比べて少なかった。CF/Epoxy 材を CF/PA 材に変更しても流れるガルバニック電

流は変わらなかった。溶液濃度の影響は、食塩水濃度が 0.001、0.01、0.1 mol/L と

高くなるにつれて、ガルバニック電流は大きくなった。また、溶液を撹拌するこ

とで大幅にガルバニック電流は上昇した。ガルバニック試験終了後、 SPCC 材に

生成した腐食生成物を XRD により分析したところ、最表面の剥がれやすい黄土色

の錆層はオキシ水酸化鉄である α-FeO(OH)、γ-FeO(OH)、下地の黒色の錆層はマグ

ネタイト (Fe3O4)であることが判明した。また、マイクロ波プラズマ原子発光分光

分析装置（MP-AES）を用いて溶液中に溶出する鉄イオン濃度が測定できること

を確認した。  

金属同士のガルバニック腐食に関する研究は多数報告されているが、CFRP と従来

金属とのガルバニック腐食に関する研究報告はほとんどない。  

そこで、CFRP と接することにより生じる鋼板のガルバニック腐食について、主に

電気化学測定を用いて調べた。鋼板は冷間圧延鋼板（SPCC）、冷間圧延高張力鋼板（

HTSS）、合金化溶融亜鉛めっき鋼板（GA）の 3 種類を用いた。CFRP は熱硬化性であ

る CF/Epoxy と熱可塑性である CF/PA の 2 種類を用いた。分極曲線の自然電位は鋼板

の方は約-500～-1000mV を示し、CFRP の方は約+200mV を示した。CFRP の自然電位

が鋼板のそれよりも約 700mV 以上高いことから、鋼板がアノード、CFRP がカソード

となりガルバニック腐食が進行する可能性が示唆された。鋼板と CFRP とを無抵抗電

流計を介して短絡し、10、  100mM NaCl 溶液中に浸漬した。鋼板と CFRP 間を流れる

ガルバニック電流を測定することでガルバニック腐食を評価した。溶液濃度が高いほ

どガルバニック電流は大きくなった。ガルバニック試験後の重量減は、単独浸漬時に

比べて CFRP と短絡したときの方が大きくなった。100mM NaCl 中の HTSS-CFRP 対の

HTSS の腐食量は単独浸漬の HTSS に比べて約 11 倍となった。鋼板と CFRP 間を流れ

るガルバニック電流を測定することでガルバニック腐食を評価する方法を確立した。

鋼板と CFRP とをプラスチック製ボルト・ナットを用いて締結して作製した試料を乾

湿繰り返しおよび食塩水中への浸漬試験に供した。乾湿繰り返しでは鋼板と CFRP と

のガルバニック対と鋼板どうしのガルバニック対とで腐食量に差はあまりみられなか

った。浸漬試験では HTSS と CFRP とのガルバニック対の腐食量が HTSS 同士の腐食

量の約 2 倍となった。ガルバニック腐食挙動の詳細な検討結果を示した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

表 3-2.2.7-4 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2014FY 1 0 6 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 6 2 0 0 0 1 1 

2016FY 4 0 8 2 0 0 1 0 1 

2017FY 2 0 4 0 0 0 0 0 0 

2018FY 2 0 3 0 0 0 0 0 1 

2019FY 1 0 8 0 0 0 0 1 1 

2020FY 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

2021FY 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

合計  10 0 37 5 0 0 1 2 7 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

表 3-2.2.7-5 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2014FY 1 0 0 

2015FY 2 0 0 

2016FY 2 0 0 

2017FY 1 0 0 

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 1 0 0 

合計  7 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  
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2.2.8 [テーマ番号 08] 難接合性材料の線接合技術の開発  

         （2013 年度～2017 年度）  

[テーマ番号 33]「革新的 FSW による超ハイテン接合部材の開発」のうち  

「②ロボット適応制御 FSW による超ハイテン部材アセンブリ  

技術の開発」（2018 年度～2021 年度）  

 

2.2.8.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

 自動車、鉄道車両、航空機などの輸送機器は CO2 削減、省エネルギーの観点から、

軽量化への努力が継続的に行われている。軽量化の一手段として、比強度の高い材料

の使用が挙げられる。比強度の高い材料として、高強度鋼（ハイテン鋼）、高強度チ

タン合金、高強度アルニウム合金などの金属材料に加え、近年、精力的に開発されて

いる炭素繊維強化プラスチック（CFRP）などがある。これら、高機能性材料の共通

点として、接合が難しい点が挙げられる。  

接合技術の一種に摩擦攪拌接合（Friction Stir Welding、以下、FSW）と呼ばれてい

る技術がある（図 3-2.2.8-1）。FSW は材料を溶かさずに線接合できる特異な技術であ

る。表 3-2.2.8-1 にチタン合金に対して試算した、FSW と TIG 溶接（アーク溶接法の

一種）の比較を示す。TIG 溶接は 1 回に溶接できる深さが限られているため、板厚が

大きくなると、複数回溶接する必要がある。これに対し、FSW は板厚に依らず 1 パス

接合となるため、厚板接合で特に有効と考えられる。これ以外に、FSW は最高温度が

低いため、酸化防止対策が容易になるという長所がある。  

FSW は回転するツールと接合材料の摩擦熱で局所的に材料を軟化させ、軟化した材

料がツールの回転で攪拌されることで接合されるが、材料が軟化する温度は概ね材料

の融点に比例して高くなる。チタン合金や鉄鋼材料は融点が 1500°C 以上であり、材

料が軟化する温度は赤熱状態である。また、ツールを接合材料に押し付ける力も高融

点の材料になる程、大きくなる。このため、FSW の技術的観点において、ツールの高

温耐久性と FSW 装置（耐荷重、剛性）が課題となる。更に、自動車等への適用では

形状多様性、生産性（大量生産）が要求されることになる。  

このような背景の中、本研究開発ではハイテン鋼やチタン合金等の溶融溶接が難し

い材料に対して、FSW 技術を実用化水準に引き上げることを目的とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FSWツール

図 3-2.2.8-1 FSW 概念図  
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 FSW TIG 

接合部温度  約 900°C 融点（1668°C）以上  

       ~5mm 

接合パス数 5~10mm 

      10~13mm 

1 

1 

1 

1 

2 

3 

 

(2)目標値  

 

 

研究開発項目  
第一中間目標  

(2015 年度末) 

第二中間目標  

（2017 年度末）  

第三中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2021 年度末）  

FSW 装置開発  

（2013～2017 年

度）  

①設計技術の確立 ①Ti 材接合装置：

接合深さ 10mm 以

上可能な実証機製

作。  

②厚み 2mm、強度

1.2GPa 以上の炭

素鋼を線接合可能

なロボット FSW

装置の開発。  

  

接合技術開発  

（2013～2017 年

度）  

①接合強度：母材

強度の 90％以上  

（チタン合金接合

深さ 5mm 以上） 

①Ti 材接合強度：

母材強度の 90％以

上。（チタン合金

接合深さ 10mm 以

上）  

②厚み 2mm、強度

1.2GPa 以上の炭

素鋼の線接合材の

引張強度が母材強

度の 70％以上。  

  

FSW ツール開発  

（2013～2017 年

度）  

①チタン合金接合

深さ：5mm 以上の

実証 

①Ti 材接合深さ：

10mm 以上の実証  

 

ロボット適応制御

FSW による超ハイ

テン部材アセンブ

リ技術の開発  

(2018～2021 年度) 

  -接合部強度：厚

み 2mm 以下の強

度 1.5GPa 級超ハ

イテン同士で、母

材強度の 70%以上

を達成する。  

-接合部強度：厚

み 2mm 以下の強

度 1.5GPa 級超ハ

イテン同士で、母

材強度以上を達成

する。  

表 3-2.2.8-2 研究開発目標と根拠  

 

表 3-2.2.8-1 FSW と TIG 溶接の比較 
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-厚み 2mm 以下の

超ハイテン接合に

おいて、25m 以上

接合可能なツール

耐久性の見通しを

得る。  

-厚み 2mm 以下の

超ハイテン接合に

お い て 、 接 合 長

25m 後の定常接合

部の強度低下 10%

以下を達成する。  

-適応制御組込み

ロボット FSW 装

置による線接合を

検証する。  

-ロボット FSW 装

置による曲面部材

の線接合を実証す

る。  

 

(3)全体計画  

 図 3-2.2.8-2(a)にテーマ（8）の、図 3-2.2.8-2 (b)にテーマ（33）の全体計画を示す。

2013 年度から 2015 年度にかけて、チタン合金の FSW 技術を主体に開発してきた。こ

の間に厚み 10mm（接合深さ 10mm）を超えるチタン合金の接合技術を前倒し達成し

た。2016 年度からは、超ハイテン鋼を接合対象に加え、難接合性材料の線接合技術と

して開発を進めて来た。このテーマは 2017 年度に、第二中間目標を達成したため、

終了した。2018 年度から 2021 年度まで、テーマ（4）とテーマ（8）を再編したテー

マ（33）において、 )自動車車体への適用を想定した接合部材の試作等に関する研究

を推進した。以下に 2013～2021 年度の実施内容を示す。  

 

① FSW 装置開発【日立パワーソリューションズ】  

（テーマ８）  

【2013 年度】  

小型、高出力、高剛性ＦＳＷヘッドの設計を行う。  

【2014 年度】  

小型で高出力、高剛性の FSW 装置用ヘッドの設計および試作をし、既存の FSW 装

置に取り付けて性能を評価する。  

【2015 年度】  

前年度に試作したＦＳＷ装置用ヘッドをベースに FSW 確証実験装置の設計･製作を行

なう。  

【2016 年度】  

平成 27 年度に製作したロボット FSW 装置に対し、ロボット剛性補償システムを開発
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する。また、接合完了部の材料の冷却速度を制御する、接合部冷却制御システムを開

発する。  

【2017 年度】  

実用性を高めるため、ロボットＦＳＷ装置のヘッド体積を現状の 3/4（25％減）に

小型化することを目標に設計、製作する。また、接合条件、接合荷重、ツール温度等

の入出力データを一元管理し、ツール寿命予測等を視野に入れた、データ管理システ

ムの基盤を構築する。  

（テーマ 33）  

【2018 年度】  

超ハイテンを種々の接合条件で接合した際の負荷データ等を用いて、FSW 装置適応制

御システムの基礎を構築する。  

【2019 年度】  

FSW 装置適応制御システムを使用した接合実験を実施し、接合品質との関係を評価

する。  

【2020 年度】  

2019 年度に前倒し開発した適応制御システム組み込みロボット FSW 装置を使用し、

超ハイテンの線接合可能なことを検証する。  

【2021 年度】  

適応制御組み込みロボット FSW 装置による超ハイテン部材アッセンブリ技術の検

証に関して、1.5GPa 級超ハイテンラボ部材による実証実験を実施し、プレス成形部材

アッセンブリ接合試作品を作製する。  

 

② 接合技術開発【日立製作所】  

（テーマ８）  

【2013 年度】  

チタン合金の FSW および接合材料特性評価を実施する。  

【2014 年度】  

開発合金で試作した FSW ツールなどを使用しチタン合金等を接合し、適切な接合

条件の決定および接合部の機械的特性評価などを実施する。  

【2015 年度】  

開発合金で試作した FSW ツールなどを使用しチタン合金等を接合し、適切な接合

条件を検討するとともに接合部の機械的特性評価などを実施する。また、接合材料予

熱、ツール冷却等を併用してツール長寿命化技術を検討する。接合条件検討およびツ

ール長寿命化検討では、チタン合金以外に鉄鋼材料も含めた、接合対象材料を拡大し

て接合する。  

【2016 年度】  

高強度鋼等の難接合性材料に対し、接合中のツール温度、接合部近傍の温度等と材

料強度等の関係を調査し、難接合性材料の適正接合方案の基礎を構築する。  

【2017 年度】  

高強度鋼等の難接合性材料に対し、接合中のツール温度、接合部近傍の温度等を適
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正に制御した接合技術を構築し、高強度鋼に対し、母材強度の 70％以上の引張強度を

有する接合材を得られる技術を構築する。  

（テーマ 33）  

【2018 年度】  

超ハイテンに対し、接合条件と接合部の機械的特性の関係を調査し、適正な接合条

件を検討する。また、25m 以上のツール耐久性を達成するためのツール耐久性評価接

合試験および長距離接合での接合部品質変化を調査する。更に、適応制御システムの

開発に必要な装置負荷データ等を採取する。  

【2019 年度】  

FSW ツールおよび接合条件等を適正化して 25ｍ以上のツール耐久性を達成するた

めのツール耐久性評価接合試験を実施するとともに長距離接合での接合部品質を評価

する。  

【2020 年度】  

強度 1.5GPa 級の超ハイテン同士の接合試験を実施し、接合条件と機械的特性の関

係を調査する。また、25m 以上の長距離接合の実証と接合部品質の安定性を実証する。  

【2021 年度】  

ロボット FSW による超ハイテン部材アセンブリ接合を安定して実現するため、ツ

ール損傷および装置負荷を低減する重ね接合条件を明確にする。  

 

③ FSW ツール用材料量産技術開発【日立金属】  

（テーマ８）  

【2013 年度】  

Co 合金マスターインゴット試作と素材の特性評価を実施する。  

【2014 年度】  

数種の FSW ツール用 Co 合金の精密鋳造用マスターインゴットの製造技術を検討す

るとともに、精密鋳造されたツールの材料特性の確認を行う。  

【2015 年度】  

改良 FSW ツール用 Co 合金数種の精密鋳造用マスターインゴットの製造技術を確立

するとともに、精密鋳造されたツールの材料特性の確認を行う。  

【2016 年度】  

高強度鋼等の難接合性材料の接合に好適な材料の精密鋳造用マスターインゴットの

製造技術を検討するとともに、精密鋳造されたツールの材料特性を評価する。  

【2017 年度】  

平成 28 年度の接合試験結果に対して、改良を加えた FSW ツール材料の精密鋳造用

マスターインゴットの製造技術を検討するとともに、精密鋳造されたツールの材料特

性を評価する。  

（テーマ 33）  

【2018 年度】  

超ハイテン向け FSW ツール材料の精密鋳造用マスターインゴットを試作するとと

もに、25m 以上のツール耐久性を達成するための、ツール耐久性評価接合後のツール
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の損傷状態を分析する。  

【2019 年度】  

超ハイテン向けに改良した FSW ツール材料の精密鋳造用マスターインゴットを試

作するとともに、25m 以上のツール耐久性を達成するための、ツール耐久性評価接合

後のツールの損傷状態を分析する。  

【2020 年度】  

超ハイテン向け FSW ツール材料の精密鋳造用マスターインゴットを試作するとと

もに、強度 1.5GPa 以上の超ハイテン接合後のツールの損傷状態を分析する。  

【2021 年度】  

超ハイテン向け FSW ツール材料の精密鋳造用マスターインゴットを試作するとと

もに、1.5GPa 超ハイテンを長距離接合した後のツールの損傷状態を分析する。  

 

④ FSW ツール量産技術開発【日立メタルプレシジョン】  

（テーマ８）  

【2013 年度】  

精密鋳造による Co 合金製ツールの試作を実施する。  

【2014 年度】  

精密鋳造製ツールの製作・熱処理・加工および品位調査を行う。  

【2015 年度】  

FSW ツールの最適な精密鋳造条件および加工・熱処理条件を確立する。  

【2016 年度】  

高強度鋼等の難接合性材料の接合に好適な FSW ツールの鋳造素材形状および製造条

件（鋳造条件、熱処理条件）の基礎データを採取する。  

【2017 年度】  

高強度鋼等の難接合性材料を接合に最適な FSW ツールの製造条件（素材形状、鋳造

条件、熱処理条件）およびツールの加工条件を確立する。  

（テーマ 33）  

【2018 年度】  

超ハイテン FSW 技術開発に供する FSW ツールを試作するとともに、ツールコスト

低減のため、ツール製造方法およびツール構造変更により Co 合金使用量を低減した

FSW ツールを試作し、ツール性能への影響を評価する。  

【2019 年度】  

超ハイテン FSW 技術開発に供する FSW ツールを試作するとともに、ツールコスト

低減のため、ツール製造方法およびツール構造変更により Co 合金使用量の低減と冷

却方式を変更した FSW ツールを試作し、ツール性能への影響を評価する。  

【2020 年度】  

1.5GPa 超ハイテン FSW 技術開発に供する FSW ツールを試作するとともに、形状を

多様化した FSW ツールを試作し、ツール性能への影響を評価する。  

【2021 年度】  

1.5GPa 超ハイテン FSW 技術開発に供する FSW ツールを試作するとともに、形状を
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多様化した FSW ツールを試作し、ツール性能への影響を評価する。  

 

⑤ 貴金属添加 FSW ツール用材料開発【田中貴金属工業】  

（テーマ８）  

【2013 年度】  

Ir 添加合金インゴットの試作およびツール試作を実施する。  

【2014 年度】  

貴金属添加材料の製造プロセス開発とともに評価用ツールを制作する。本年度は熱

処理炉を導入し、材料組成に応じた製造プロセス条件と材料特性に関する調査を実施

する。  

【2015 年度】  

前年度までに開発を実施し、評価選定した貴金属添加合金の量産化に向け、安定し

た加工工法を見極める。  

【2016 年度】  

高強度鋼等の難接合性材料の接合に好適な FSW ツール材料に対し、前年度まで設

計された水冷ツールを量産可能にする、安定した加工工法の基礎データを採取する。  

【2017 年度】  

 高強度鋼等の難接合性材料の接合に好適な FSW ツールの量産化に向け、ツール加

工コスト低減を視野に入れた溶解鋳造法を構築する。  

 

⑥ FSW ツール用合金開発および材料解析【再委託先（大学）】  

（テーマ８）  

【2013 年度】  

Co 合金および Ir 添加合金の設計指針を策定する。  

【2014 年度】  

Co および Ni 基合金の合金設計と組織・物性調査、開発合金による FSW 性能試験

ならびにチタン等の FSW 接合部の組織・特性解析を行う。  

【2015 年度】  

優れたツール性能を示す Co および Ni 基合金の設計・製造と組織・物性調査、FSW

試験ならびにチタン等の FSW 接合部の組織・特性解析を行う。  

【2016 年度】  

高強度鋼やチタン合金等の難接合性材料に対して優れたツール性能を示す Co およ

び Ni 基合金の設計・試作、FSW 試験ならびに得られた FSW 接合部の組織・特性解析

を行う。  

【2017 年度】  

高強度鋼やチタン合金等の難接合性材料に対して優れたツール性能を示す Co およ

び Ni 基合金のツール材料に関し、ツール材の析出相など金属組織的特徴とツール性

能の関係調査ならびに FSW 接合部の組織・特性解析を行う。  

（テーマ 33）  

【2018 年度】  
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種々の接合条件で接合した超ハイテンの金属組織等を分析し、接合条件と接合部の

機械的特性の関係を調査する。また、ツール耐久性評価試験で得られたツールの分析

とツール損傷低減の方策を検討する。  

【2019 年度】  

FSW ツールおよび接合条件等を適正化した超ハイテンの金属組織等を分析し、接合

部の機械的特性の関係を調査する。  

【2020 年度】  

種々の接合条件で接合した強度 1.5GPa 級超ハイテンの金属組織等を分析し、接合

条件と接合部の機械的特性の関係を調査する。  

【2021 年度】  

 適正化された FSW ツールおよび接合条件で接合した強度 1.5GPa 級超ハイテン重ね

接合部の金属組織等を分析し、接合部の機械的特性の関係を調査する。  

⑦接合材の疲労破壊評価と解析【再委託先（大学）】  

（テーマ８）  

【2016 年度】  

ＦＳＷによる接合材の強度特性、とりわけ、疲労強度特性に関する知見を取得し、

最適接合条件検討にフィードバックする。その際、摩擦攪拌接合体にありがちな局所

組織の不均質・不均一性と局所強度特性への影響に注目し、それを評価するための新

たな評価手法・装置を開発する。  

【2017 年度】  

FSW による接合材の大気環境下での室温及び高温疲労強度特性に関する知見を取得

し、最適接合条件検討にフィードバックする。チタン合金等の難接合性材料接合材の

適用・拡大が期待される輸送機器分野における新規高温構造体応用に向けた高温強度

特性の把握とその特徴的性能を見いだす。  

（テーマ 33）  

【2018 年度】  

接合条件と接合部の機械的特性の関係調査において、機械的特性が優れた超ハイテ

ンの接合材に対し、疲労特性を評価するとともに破壊メカニズムを解析する。  

【2019 年度】  

FSW ツールおよび接合条件等を適正化した超ハイテンの接合材に対し、疲労特性を

評価するとともに破壊メカニズムを解析する。  

【2020 年度】  

強度 1.5GPa 級超ハイテンの接合材に対し、疲労特性を評価するとともに破壊メカ

ニズムを解析する。  

【2021 年度】  

実用化の際に特に重要となる重ね合わせ接合体の疲労強度と破壊メカニズムについて、

強度 1.5GPa 級超ハイテン接合体を対象として明らかにする。あわせて、接合部の繰

返し接触など、重ね合わせ接合体固有の破壊機構を考慮した合理性のある評価方法も

探求する。  
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年度
開発項目

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

FSW装置開発
（日立PS）

接合技術開発
(日立)

FSWツール
開発
(日立金属)

(日立メタル
プレジション)

(田中貴金属工業)

▲：基本原理確認
●：基本技術確立

Ti合金5mm接合

Ti合金10mm接合

1.2GPaハイテン鋼接合

Ｔｉ合金10mm用ツール

ロボットFSW装置

温度制御システム

小型化剛性

FSW用ツール合金開発・評価

ハイテン鋼用ツール

Ti合金向け ハイテン鋼向け

小型・高出力FSW装置

チタン接合
難接合材料(超ハイテン鋼追加)

テーマ33

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8-2(a) 全体計画：テーマ(8) 

 

図 3-2.2.8-2(b)で詳細説明  
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第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

 ロボット適応制御FSWによる
超ハイテン部材アセンブリ技
術の開発

① ＦＳＷ装置開発
【日立パワーソリューションズ】

② ＦＳＷ接合プロセス技術開
発【日立製作所】

③ ツール素材量産技術開発
【日立金属】

④ＦＳＷツール量産技術開発
【日立メタルプレシジョン】

⑤ ツール合金開発，接合部
解析【再委託先①】

⑥ 接合材の疲労破壊評価と
解析【再委託先②】

事業項目
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

FSW装置適応制御システムの基礎構築

超ハイテンの接合条件と機械的特性の関係

ツール耐久性評価接合試験

適応制御用装置負荷データ採取

FSWツール用インゴット試作

ツール耐久性評価後のツール損傷分

長距離接合での接合部品質評価

２５ｍ以上の長距離接合の実証ツール耐久性評価接合試験

1.5GPa級超ハイテンの接合条件と機械的特性

FSWツール用改良合金インゴット試作

ツール耐久性評価後のツール損傷分

2019年度に前倒し開発した適応制御システ

ム組み込みロボットFSW装置を使用し、

適応制御システム組み込みロボットFSWで

超ハイテン鋼の線接合検証

超ハイテン用FSWツール合金インゴット試作

1.5GPa級超ハイテン接合後のツール損傷分

超ハイテン用FSWツール試作

ツールコスト低減のためのツール試作

超ハイテン用FSWツール試作

ツールコスト低減改良製造方案でのツール試

1.5GPa級超ハイテン用FSWツール試作

形状多様化ツール試作

種々の条件での超ハイテンの接合部

金属組織等分析

ツール損傷低減の方策を検討

適正条件での超ハイテンの接合部

金属組織等分析

種々の条件での1.5GPa級超ハイテンの接合

部

機械的特性が優れた超ハイテン接合材の疲

労特性評価

FSWツール・接合条件等を適正化した超ハイ

テン接合材の疲労特性評価 1.5GPa級超ハイテン接合材の疲労特性評価

適応制御システムでの接合実験

超ハイテン用FSWツール合金インゴット試作

1.5GPa級超ハイテン耐久試験後の

ツール損傷分析

1.5GPa級超ハイテン用FSWツール試作

形状多様化ツール試作

超ハイテン部材アセンブリ技術基礎データ

ＦＳＷツール損傷低減プロセス条件の調査

1.5GPaプレス部材アッセンブリ接合試作品

を作製

1.5GPa級超ハイテン重ね合わせ接合材の

疲労特性に及ぼす外負荷様式と形状依存

性の影響評価と破壊メカニズム調査

適正条件での1.5GPa級超ハイテン重ね接

合部

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8-2(b) 全体計画：テーマ(33) 
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(4)実施体制  

図 3-2.2.8-3(a)に示すように、テーマ(8)では 5 つの分担拠点と 2 つの再委託先、計 7

部署で推進している。開発項目は、FSW 装置開発、接合技術開発、FSW ツール開発

の三つに大別される。FSW 装置開発の主担当は（株）日立パワーソリューションズ、

接合技術開発の主担当は（株）日立製作所、FSW ツール開発は日立金属（株）、（株）

日立メタルプレシジョン、田中貴金属工業（株）が担当した。また、再委託先（大

学）で、ツール合金開発、接合部解析、接合材の疲労破壊解析を実施している。本実

施体制により、三つの研究開発項目を推進している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-2.2.8-3(a) 実施体制：テーマ(8) 
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図 3-2.2.8-3(b)に示すように、テーマ(33)は 5 つの分担拠点と 2 つの再委託先、計 7

部署で推進している。また、テーマ（33）の中で、革新的 FSW による超ハイテン接

合部材の開発は、新構造材料技術研究組合 日立分室会瀬（（株）日立パワーソリュ

ーションズ）、日立分室大みか（（株）日立製作所）、日立分室安来第 1（日立金属

（株））、日立分室安来第２（（株）日立メタルプレシジョン）を委託先として実施す

る。さらに、日立分室会瀬から再委託として、再委託先①にてツール合金開発、接合

部解析、再委託先②にて接合材の疲労破壊解析を実施する。  

【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】

【再委託先】

（日立分室大みか） ツール合金開発，接合部解析　を再委託

日立金属株式会社

JFEスチール株式会社

（千葉分室）

株式会社日立パワーソリューションズ

（日立分室会瀬） 再委託先①

株式会社日立製作所

（日立分室安来第1） 再委託先②

株式会社日立メタルプレシジョン

（日立分室安来第2） 接合材の疲労破壊評価と解析　を再委託
 

 

 

 

 

 

 

(5)運営管理  

  

テーマ 33 は、前述したように、本研究開発テーマは 5 つの分担拠点と 2 つの再委

託先、計 7 部署で推進している。（株）日立パワーソリューションズがテーマリーダ

ーとして全体取り纏めを担当している。着実な情報共有を図るため、おおよそ 3 ヶ月

毎に全部署が集まる全体会議と称する会議を開催している。開催場所は各拠点持ち回

り制とし、各拠点の研究設備や実験等を見学することで、他部署の開発内容の理解を

深めている。  

テーマ 08 は、テーマリーダー（分室代表者を兼任）、分室代表者、再委託先代表者

の出席による全体会議を 3 ヶ月に 1 回(年４回)開催し、実施計画に対する各分室、再

委託先の進捗を共有すると共に、分室間の連携により実施する研究項目に関して協

議・調整する。  

 

図 3-2.2.8-3(b) 実施体制：テーマ(33) 
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(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 厚み 6mm 程度の純チタンを接合する場合の消費電力の試算結果を表 3-2.2.8-3 に示

す。現在の FSW の技術レベルでも従来の TIG アーク溶接法と比較して、22%の消費

エネルギー効果がある。今後の開発で、FSW の接合速度を 2~4 倍に上げることで、

61~80%の消費エネルギー効果となる。  

 

 

接合法  
接合長 1m 当たりの消費電力  [kWh/m] 

（ ）内数値は相対比  
備 考  

FSW 0.47（0.78）  速度：30mm/min－1 パス  

TIG 0.60（1.00）  速度：200mm/min－2 パス，12V-300A 

 

自動車車体のマルチマテリアル化により適材適所に材料選択が施行される中、側突

部位などには超ハイテンによる接合部材の適用が期待されており、自動車の次世代構

造用鋼として従来のハイテンの強度と伸びを更に上回る超ハイテンの開発が進んでい

る。本テーマで開発する新接合技術により、上記開発の進む超ハイテンが自動車製造

に適用されることで、自動車の燃費向上によるエネルギー消費量と CO2 排出量が大

幅に削減され、燃費改善目標（国立環境研究所 AIM PJ ﾁｰﾑ試算）の 10～20％相当の

CO2 削減で地球温暖化ガスの低減に寄与する。加えて、自動車の安全性(耐衝突性)・

走行性能の向上により、社会の安心・安全向上にも寄与すると考えられる。 

表 3-2.2.8-3 FSW と TIG の消費電力試算結果  
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2.2.8.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※ 

原因・課題と解決方針  

※未達の場合のみ  

難接合性材料の線接合技術の開発（最終年度：2017 年度）  

FSW 装置開発  ①Ti 材接合装置：

接合深さ 10mm 以

上可能な実証機製

作  

②厚み 2mm、強度

1.2GPa 以上の炭素

鋼を線接合可能な

ロボット FSW 装置

の開発  

①実証機で Ti 材（Ti-

6Al-4V 合金）を接合深

さ 10mm 以上接合可能な

ことを確証。  

②厚み 2mm の炭素鋼に

おいて、ロボット FSW

装置により線接合可能な

ことを確証。  

〇   

接合技術開発  ①Ti 材接合強度：

母材強度の 90％以

上  

②厚み 2mm、強度

1.2GPa 以上の炭素

鋼の線接合材の引

張強度が母材強度

の 70％以上  

①Ti 材（Ti-6Al-4V 合

金）において、母材強度

の 97%の引張強度を有す

る接合材が得られること

を確証。  

②母材強度 1.2GPa の

TRIP 鋼において、母材

強度と同じ（100%）の

引張強度を有する接合材

が得られることを確証。  

但し、素材厚みは ISMA

共 通 鋼 で 統 一 し た

1.4mm。  

〇   

FSW ツール開発  ①Ti 材接合深さ：

10mm 以上の実証  

Ti 材（Ti-6Al-4V 合金）

に お い て 、 接 合 深 さ

10mm を無欠陥接合可能

なことを確証。  

〇   

テーマ(33)：ロボット適応制御 FSW による超ハイテン部材アセンブリ技術の開発（最終年度：2021 年

度）  

①  FSW 装置開発【（株）日立パワーソリューションズ】  

ロボット適応制御

FSW 装置の開発  

超ハイテン鋼を用

いたプレス成形部

材のアッセンブリ

接合の実験を実施

し、部材形状への

1.5GPa 級超ハイテンラ

ボ部材による実証実験を

実施、プレス成形部材ア

ッセンブリ接合試作品を

作製。  

〇   

表 3-2.2.8-4 最終目標と達成度  
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対応を実証する。  

②  FSW 接合プロセス技術開発【（株）日立製作所】  

ツール耐久性  

 

厚み 2mm 以下の超

ハイテン接合にお

いて、25m 以上接

合可能なツール耐

久性の見通しを得

る。  

引張強度 1.5GPa、厚み

1.4mm の超ハイテン鋼を

25m 接合可能なことを実

証。  

〇   

接合品質安定性  厚み 2mm 以下の超

ハイテン接合にお

いて、接合長 25m

後の定常接合部の

強度低下 10%以下

を達成する。  

引張強度 1.5GPa、厚み

1.4mm の超ハイテン鋼を

25m 後の定常接合部の強

度低下は 5％を確認。

25m 以前の接合部で強度

低下 10％以上の部分あ

ったが、ツール摩耗に応

じて接合条件を修正する

ことで改善可能。  

〇   

③  ツール素材量産技術開発【日立金属（株）】  

超ハイテン用 FSW

ツール材料のマス

ターインゴット製

造技術  

ベース合金、改良

合金のマスターイ

ンゴット作製  

Φ80mm インゴットを作

製できることを確認  

○   

超ハイテン接合後

のツール損傷分析  

接合後のツール損

傷部の評価  

1.5GPa 級超ハイテン鋼板

を用いて長距離接合後の

ツールの損傷分析を実施  

○   

④  FSW ツール量産技術開発【（株）日立メタルプレシジョン】  

1.5GPa 級超ハイテ

ン用 FSW ツール

試作  

超ハイテン接合用

FSW ツールを精密

鋳造法で製作  

最適な鋳造条件による品

質の安定化及び製造工程

の確立  

〇   

形状多様化ツール

試作  

 

各接合に合致した

FSW ツールの試作  

ツール形状の金型化によ

るコスト削減及び品質の

作り込み  

〇   

⑤  ツール合金開発，接合部解析【再委託先①】  

ツール損傷低減の

方策検討  

鋼 FSW での Co 合

金ツール損傷を低

減させる方策を提

示。  

鋼の FSW において、ツ

ール摩耗を低減する Co

合金の材料組織学的な特

徴を解明。  

○   

超ハイテン接合部

の金属組織等解析  

種々の接合条件で

得られた強度

超ハイテン接合部の金属

組織と機械的特性に及ぼ

○   
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1.5GPa 級超ハイテ

ン接合部の分析  

す接合条件の影響を調

査・解明。  

⑥  接合材の疲労破壊評価と解析【再委託先②】  

超ハイテン接合体

（同種接合体）の

疲労強度を評価す

ること  

厚み 2mm 以下の接

合体が軸負荷を受

けた際の疲労強度

を評価する  

母材に対し 85％程度の

疲労強度を有することを

示すこと   

 

 

○   

異種金属接合体の

疲労強度を評価す

ること  

超ハイテン鋼と軟

鋼からなる異種金

属接合体が軸負荷

を受けた際の疲労

強度を評価する。  

最適化した条件で製作し

た接合体は接合部では破

損しない事を示した。  

○   

接合部と母材部の

疲労破壊に対する

抵抗を評価する  

接合部と母材部の

疲労き裂伝播に対

する抵抗を世界標

準法に従って破壊

力学的に評価・比

較  

FSW/TRIP 境界部を伝播

する疲労き裂の抵抗は

TRIP 鋼単体中を伝ぱす

る抵抗よりも高いこと、

従って、本研究で採用し

た[TRIP 鋼 /軟鋼]の組合

わせと接合条件は適切で

あったことが示された。  

◎   

  ※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 



  

3-2.2.8-17 

 

(2)研究開発の成果と意義  

A. [テーマ番号 08] 難接合性材料の線接合技術の開発  

①FSW 装置開発【日立パワーソリューションズ】  

図 3-2.2.8.A-1 に 2015 年度予算で開発したロボット FSW 装置の外観写真を示す。本

装置は多関節ロボット（ロボット部）と、ロボット先端に取付けられたヘッド部によ

り構成される。FSW で欠陥の無い接合品質を実現するためには、接合材に対するツー

ルの押込み量を一定に保持する必要があり、FSW 装置には接合中のツール軸方向に作

用する反力（以下、接合反力と称す）に対し、撓みを小さくする装置剛性が必要とな

る。 従来型の FSW 装置は接合反力による装置変形量を極力小さくする思想で設計

されている。一方、ロボット FSW 装置は複雑形状や姿勢変化に対する追従性は向上

するものの、多関節ロボットの構造上、装置剛性が小さいのが実状である。そこで、

本開発品ではヘッド部にツールを回転させる主軸に加えてツール押込み量を変化させ

る Z 軸（追込み軸）を設け、Z 軸に作用する接合反力を任意に制御することでツール

押込み量を一定に保持することを可能にしている。一方、ヘッドサイズが幅 630mm×

奥行 1187mm×高さ 1587mm と大きいため、周辺の部材と干渉するなどの問題があり、

実用性の観点で課題がある。そこで、本開発では自動車部品製造ラインへの適用を想

定し、より小型で実用性の高いヘッド部の検討を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-2 に 2017 年度に開発したヘッド部（以下、小型ヘッドと称す）の外観

を示す。既存ヘッドは開発当初に得られた炭素鋼（SS400）に対する接合深さ 2mm の

接合テスト結果を基に、最大接合反力を 26kN とて設計した。その最大接合反力から

Z 軸モータ及び主軸モータを選定し、また、各構成部品の配置を検討し、主軸先端と

ロボット手首軸をできるだけ近い位置に設定した。さらに、接合反力によるロボット

部の撓みを考慮して Z 軸ストロークを 100mm とした結果、ヘッド全高 1578mm とな

っている。このため主軸をロボット手首軸と同軸上に配置する事が出来ず、ロボット

図 3-2.2.8.A-1 ロボット FSW 装置外観写真  
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部が接合反力によるモーメント荷重の影響を受けやすい構造であった。  

2016 年度開発で、Co 合金ツールを冷却構造にして接合中のツール温度上昇を抑制

させることで、ツール回転数をこれまでの 150rpm 程度から 400rpm 程度まで高速化し

て使用することが出来るようになり、接合反力を大幅に低減させることに成功してい

る。この結果を受け、本開発では最大接合反力を 15kN として設計見直しを実施した。

先ず、Z 軸モータ及び主軸モータの再選定により既存ヘッドよりモータを小型にでき

た。また、Z 軸ストロークを 50mm に短くし、Z 軸モータの減速機を直交軸タイプに

することで Z 軸全体を小さくできた。さらに主軸モータから主軸への動力伝達に使用

していた減速機をなくしてベルト駆動とし主軸モータを主軸と並列に配置することで、

既存ヘッドと比較して全高を 1/2 以下に短縮することができた。これにより主軸をロ

ボット手首軸と同軸上に配置することができ、接合反力によるモーメント荷重の低減

が期待できる。これらの構造変更により、既存ヘッドに対して体積比 25%小型化を達

成した。以下、小型ヘッドを用いて接合テストした結果について述べる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-3 に小型ヘッドを搭載したロボット FSW 装置で接合した材料の外観写

真を既存ヘッドでの接合結果と併せて示す。厚み 9mm の炭素鋼（SS400）を突合せ、

接合深さ約 2mm 仕様の Co 合金（MAST2）製ツールで接合した。いずれの接合もツ

ールの狙い位置は開先中心である。小型ヘッドではツール挿入時に開先中心から RS

側へ位置ズレが生じているが、接合方向へ移動開始してからは一定のズレ量を維持し

て直線的な接合が出来ている。一方、既存ヘッドでは、ツール挿入時の位置ズレに加

えて接合方向移動中にも左右へ蛇行しており、小型ヘッドではツール移動方向への直

進性が大幅に向上していることが確認できる。  

図 3-2.2.8.A-2  2017 年度に開発したヘッド部（小型ヘッド）外観写真 
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図 3-2.2.8.A-4 に板厚 2mm の冷間圧延鋼鈑（SPCC）を接合した結果を示す。図 3-

2.2.8.A-4(a）より、接合方向に一定のビード幅を保って直線的に接合できているが確

認できる。また、図 3-2.2.8.A-4(b）に示すレーザ変位計による接合材表面の形状測定

結果から、ビードの凹み量がほぼ一定であることが分かる。この結果は、ロボット

FSW 装置によりツール挿入深さを一定に維持して接合方向へツール移動できているこ

とを示している。  

本開発により、ロボット FSW 装置ヘッド部の小型化とそれに伴う接合品質の向上

が確認できた。2018 年度以降は適用製品形状を想定した接合性評価と適応制御技術の

開発を行う予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-3  炭素鋼接合部の外観写真 

図 3-2.2.8.A-4 冷間圧延鋼鈑の接合テスト結果 
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FSW の実施にあたっては、まず接合対象となる被接合材（材質、接合深さ等）に適

した接合ツール（材質、形状寸法）を選定する必要がある。次に、ツール回転数、接

合速度、ツール挿入深さといった接合条件の設定が必要になるが、これらの条件は被

接合材の材質によって異なり、同材質であっても板厚や継手形状によっても大きく異

なる。欠陥の無い高品質な接合を実現させるために必要なこれらの情報は、経験に基

づいて選定されているのが現状である。FSW 中に計測して得られる接合荷重やツール

温度等の情報を利用して接合条件を自動制御し高品質な接合を実現していく動きも出

てきているが、特定材質、板厚、形状毎の接合条件設定に留まっており課題も多い。  

本開発では種々の接合材質や継手形状の接合対象に対して、個々の経験に左右され

ることなく容易に FSW プロセスを選定するための支援機能を構築することを目的と

して、FSW 施工時の被接合材、接合ツール、接合条件に関する情報（以下、入力情報

と総称する）と、接合現象を捉えるために有効と思われる主軸トルク、接合荷重やツ

ール温度、また、FSW 装置状況の監視に有効と思われる接合中の主軸ベアリング温度

や振動、各軸モータに生じる負荷、指令値と実効値の差異等の計測データ（以下、出

力情報と総称する）を収集、格納して管理しデータベース化するためのシステム構成

を検討した。本検討では、収集したデータにデータマイニング技術を用いて FSW 装

置の故障やツール寿命、接合欠陥発生等を予兆診断することを想定した構成とした。  

データ管理の最少構成システムは FSW 装置よりデータを収集、管理し故障予兆診

断を行うものである。本構成はクライアントサーバ型のシステムとし、データ収集機

能および予兆診断機能を有し、FSW 装置に設置したデータロガーとデータ格納・診断

PC を LAN で接続して収集と診断を行う。データ収集は、データ収集機能部にて以下

の流れで実施される。なお、予兆診断には（株）日立パワーソリューションズの予兆

診断システム『Hitachi Power Anomaly Measure Pick up System』（以下、HiPAMPS と略

す）を用いる。  

（ⅰ）FSW 装置の各センサからアナログデータを取得する。  

（ⅱ）データロガーから TCP/IP 通信を用いて、データ格納兼データ診断 PC に  

CSV 形式ファイルで出力する。  

（ⅲ）データ格納兼データ診断 PC で CSV ファイルの格納を検出しデータ取り込み  

機能を起動させ、データベースに格納する。  

格納したデータは、診断機能部にて HiPAMPS により学習・診断処理を実施し、学

習結果データと診断結果データをデータベースに出力する。学習結果データおよび診

断結果データは管理用のデータベースに格納する。過去のデータは画面表示機能にて

表示し確認できる。  

本システムで収集、管理する項目を表 3-2.2.8.A-1～表 3-2.2.8.A-3 に示す。表 3-

2.2.8.A-1 は接合対象に関するものり、材質や機械的特性、継手形状に関する情報であ

る。表 3-2.2.8.A-2 は接合に使用するツールに関する情報であり、表 3-2.2.8.A-3 は

FSW 装置を運転する為に必要な接合条件である。これらは FSW 施工にあたり入力情

報として与えられる情報である。表 3-2.2.8.A-4 は FSW 中に測定して得られる出力情

報である。これらの測定には各種センサの使用を想定しているが、計測手法等、詳細

については今後検討する。
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生産ラインでは、接合部位ごとに複数の FSW 装置を運用することが想定される。

そこで複数の FSW 装置からデータを収集し、データ管理拠点にてデータを一元管

理・診断する為のシステム構成について検討した。  

一元管理システムでは複数の FSW 装置のデータをデータ管理サーバにより一元管

理する。FSW 装置側（以下、拠点側と称す）には前項の最小構成システムを配置し、

データの収集・管理・診断を行う。データ管理拠点では、データ一括管理用のホスト

コンピュータを配置して拠点側を管理する。  

拠点側にて収集されたデータは、まず拠点毎に設置された HiPAMPS により個々に

No. 項目名

1 材質

2 物性値・強度

3 板厚（接合深さ、同厚、差厚等）

4 ワーク形状・寸法

5 継手形状（重ね、突合せなど）

6 接合線形状（直線、曲線など）

No. 項目名

1 材質

2 物性値・強度

3 寸法

4 突き出し長

5 ショルダ径

6 プローブ径

7 プローブ長

表 3-2.2.8.A-1 接合材情報 表 3-2.2.8-A2 ツール情報 

表 3-2.2.8.A-3 接合条件 表 3-2.2.8.A-4 測定データ 

No. 項目名

1 ツール回転数（挿入時/接合時）

2 接合速度

3 ツール前進角（挿入時/接合時）

4 ツール傾斜角

5 ツール挿入量

6 ツール挿入速度

7 ツール引抜き速度

8 挿入後保持時間

9 接合終点保持時間

10 接合材加温（予熱、後熱）

11 ツール冷却（エアー,水冷等）

12 アンビル温調（加温，冷却）

13 シールドガス（Ar 等）

No. 項目名

1 実回転数

2 主軸トルク（モータ負荷）

3 実接合速度

4 Fx荷重

5 モータ負荷（X軸）

6 Fy荷重

7 モータ負荷（Y軸）

8 接合線倣い

9 Fz荷重

10 実挿入量

11 モータ負荷（Z軸）

12 実挿入量

13 モータ負荷（A軸）

14 モータ負荷（C軸）

15 角度（3D対応用）

16 ツール温度

17 ツール振動

18 ツール形状（摩耗量）

19 接合材温度（AS側／RS側）

20 ビード表面状態
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診断される。拠点側にて収集・診断されたデータはインターネット回線を用いてデー

タ管理拠点に送られる。データ収集と診断によって故障予兆を検出したデータに対し

てサーバ側で再度診断を実施する。ここでは診断パラメータをより細分化した再評価

や、別拠点の学習データを適用した再評価を実施することで誤診断防止やデータ精度

向上を図る。サーバ側の診断により得られた学習データ・診断結果データは、管理用

のデータベースに格納する。この時、FSW 装置の運転条件も併せて格納する。これら

のデータは各拠点設置のデータ収集通信用 PC にて、Web 画面の操作によるダウンロ

ードを可能とし、拠点側の環境に反映させることが出来る。  

 FSW 装置を操作するユーザに対して最適な接合条件を検索し提供する為の実現する

ための支援機能項目を表 3-2.2.8.A-5 に示す。本機能は、データ管理拠点にて一元管理

された過去の接合条件をユーザの接合部材に合わせて類似性検索し、その時に使用さ

れた接合条件をユーザのデータ収集通信用 PC に送付する。拠点側で実際に使用した

運転条件はサーバ側にアップロードし登録される。サーバ側から拠点側の接合条件を

遠隔で変更する機能を持たせることで、接合品質を一定制御可能なシステム構成とし

ている。  

 この機能を実現するには、迅速に支援情報の提供を可能とするために接合部材の検

索項目に優先度を持たせ、情報を早期に抽出する検索機能の確立と出力情報の中から

接合品質の変化を読み取り予兆検出する技術の確立が必要になる。  

 本設計検討におけるシステムを構築する為、次年度以降は接合パラメータ、接合中

の装置負荷、ツール摩耗量、接合材の温度など種々のデータを採取し、これらのデー

タと接合品質の関係性について解析を行う予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 機能 内容

1 条件検索機能
類似の接合条件を検索し、接合条件設定時の参考とする
ことを目的とした機能

2 条件ダウンロード機能
サーバ内に管理している接合条件をダウンロードし、拠
点端末に設定する機能

3 条件編集機能
拠点端末から、サーバ内に管理している接合条件を編集
する機能

4 条件アップロード機能
拠点端末で使用した運転条件をサーバ側にアップロード
し、登録する機能

5 接合条件変更機能
サーバサイドから、拠点側の接合条件を遠隔で変更する
機能

表 3-2.2.8.A-5 接合条件選定のための支援機能項目  
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② 接合技術開発【日立製作所】  

難接合性材料の一つである、高張力鋼板を摩擦攪拌接合（Friction Stir Welding、以

下 FSW）で接合する開発をした。ツール材質は Co 基合金または Ni-Ir 合金とし、ツ

ール寸法はショルダ径 φ9(mm)とした。接合中はツール内部を水冷した。接合条件は

接合速度（Ｖ）100～250mm/min、ツール回転速度（Ｎ）150～400rpm の範囲で変化さ

せた。接合材料は ISMA 共通試験鋼板の一つである 1.2-TRIP 鋼を使用した。表 3-

2.2.8.A-6 に接合材の化学組成を示す。この材料は熱処理により引張強度を 1.2GPa に

調質したものである。厚み 1.4mm、幅 165mm、長さ 250mm の素材を幅 50mm、長さ

250mm に加工し、2 枚の材料を突合せて接合した。また、接合部の機械的特性の改善

を目的に、接合中に接合完了部を高周波誘導加熱により加熱する試みもした。  

 

 

 

材 質  C Si Mn P S Al N O 

1.2-TRIP 鋼  0.410 1.50 2.02 0.010 0.0025 0.039 0.0039 0.0009 

 

 

 図 3-2.2.8.A-5 に接合速度 100mm/min、ツール回転速度 300rpm の条件で接合した接

合部の外観写真を示す。外観上は加熱の有無による顕著な差は認められない。図 3-

2.2.8.A-6 に接合部の断面写真を示す。マクロ的には金属組織の明確な差は認められな

いが、コントラストの差が認められた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （a）加熱なし             （b）加熱あり  

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.8.A-6 接合材の化学組成                    （mass%）  

図 3-2.2.8.A-5 接合部外観写真 
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（a）加熱なし  

 

 

 

 

 

（b）加熱あり  

 

 

 接合部の硬さを調査した所、接合部の硬さは、加熱なしの場合が 640～700HV であ

るのに対し、加熱ありの場合 480～550HV と硬さの低下が認められた。加熱により、

接合部が焼戻されたためと推測している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）引張試験片採取方向  

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）引張試験片寸法  

 

 

ISM-K140
1mm

(a)

ISM-K139
1mm

RS AS

7

熱電対取付け溝(b)

図 3-2.2.8.A-6 接合部断面写真 

図 3-2.2.8.A-7 引張試験片採取方向および引張試験片寸法 
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 これらの接合材料から、図 3-2.2.8.A-7 に示す方向および寸法の引張試験片を採取し、

引張試験を実施した。結果を表 3-2.2.8.A-7 に示す。引張強度は加熱した場合の方が約

60MPa 大きかったが、有意差であるかは不明である。しかし、伸びは両材料とも 3％

と小さかった。但し、加熱した接合材は温度測定のために設けた熱電対取付け溝での

破断であったため、引張強度、伸びともに、もう少し大きな値になる可能性がある。  

いずれの場合でも、接合材は母材と同等の強度を示し、最終目標である母材強度の

90％以上を達成した。  

 

 

材 質  引張強度  [MPa] 伸び  [%] 備 考  

加熱なし  1243  3  接合部破断  

加熱あり  1311  3  母材破断（熱電対取付け溝）  

 

 前述の伸びが小さい結果に対し、追加検討をした。図 3-2.2.8.A-8 に接合部断面組織

と破断位置の関係を示す。接合部に明白な内部欠陥は認められないが、接合部裏面か

ら板厚方向に線状のコントラストが認められる。破断はこの線状コントラストに近い

位置で生じていたことから、線状コントラストが破断に影響を及ぼした可能性が考え

られる。そこで、図 3-2.2.8.A-9 に示すように、接合材を厚み方向に切削して、線状コ

ントラスト部分を除去した試験片で引張試験を実施した。結果を表 3-2.2.8.A-8 に示す。

表裏を切削除去したした場合としない場合とで、優位差は認められなかった。この結

果より、線状コントラストが破断に与える影響は小さいと判断した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.8.A-7  引張試験結果 

ISM-K056; 1.2 TRIP, V=150, N=300,Zp=1.4,  ISM-T12_W(MAST2), RD 1mm

ASRS

破断位置

線状コントラスト

図 3-2.2.8.A-8 接合部断面組織と破断位置 

図 3-2.2.8.A-9 引張試験片加工概念図 
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材 質   引張強度  [MPa] 伸び  [%] 備 考  

母 材  
（1）  1208 22 平行部破断  

（2）  1189 22 平行部破断  

FSW 材  

表裏切削：なし  

（1）  1154 2 接合部破断  

（2）  1264 8 AS 側の母材破断  

FSW 材  

表裏切削：あり  

（1）  1197  11  AS 側の母材破断  

（2）  1086  4  接合部破断  

 

引張試験後の破面を観察した結果、母材破断した FSW 材の破面にはディンプルが

観察され、延性破壊したものと考えられる。一方、接合部破断した FSW 材の破面に

ディンプルは認められず、脆性的に破壊したものと思われる。この結果より、伸びが

小さい接合部は何らかの理由により、金属結合が弱かったものと推測している。今後、

接合条件等を見直して、伸びの改善を図る予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.8.A-8 引張試験結果  
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③ FSW ツール用材料量産技術開発【日立金属】  

 鋼板の FSW 接合評価に供するツール用 Co 合金として、ベース合金、改良合金 3 の

2 種類の精密鋳造用マスターインゴットを真空誘導溶解によって溶解、鋳造した。作

製した約 11～13kg のマスターインゴットの外観例を図 3-2.2.8.A-10 に示す。外観観察、

重量測定、成分分析等の確認試験を行った結果、良好なマスターインゴットであるこ

とを確認し、精密鋳造用のマスターインゴットに供した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

       (a)ベース合金            (b)改良合金 3 

 

 

 マスターインゴットを原料に精密鋳造により作製した 3 種類の Co 合金製ツールを

用いて、1.2GPa の TRIP 鋼の FSW 接合を行った前後のツールの断面組織等を調査し

た。接合条件は、条件 A(低速走行、低回転速度)、条件 B(中速走行、中回転速度)、条

件 C(高速走行、高回転速度)の 3 条件で接合長は 220mm である。接合試験前後の Co

合金ツールの外観を図 3-2.2.8.A-11 に示す。試験後のツールのプローブおよびショル

ダ部に一部鋼板の付着が見られるものの、3 合金ともツール自体の損傷はほとんど見

られず、ほぼ試験前の形状を保っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-10 マスターインゴットの外観例 

図 3-2.2.8.A-11 1.2GPa の TRIP 鋼の FSW 前後の Co 合金ツールの外観 
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 図 3-2.2.8.A-12 に接合試験前のツール断面 SEM 組織、図 3-2.2.8.A-13 に条件 B で接

合試験した後のツール断面 SEM 組織を示す。試験前の断面組織中に分散する白い粗

大な硬質粒子は、試験後にもほぼそのまま存在しており、損傷度合いは非常に小さか

った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マスターインゴットから採取した試験片を用いて、3 種類の Co 合金の高温引張特

性および高温硬さを評価した。高温硬さは温度の上昇とともに徐々に低下し、室温で

は 500HV 前後の硬さが 800℃では約 400HV まで低下するが、900℃においても 400HV

弱の高い硬さを維持していることを確認した。

図 3-2.2.8.A-12 FSW 前のツール断面 SEM 組織 

図 3-2.2.8.A-13  FSW 後のツール断面 SEM 組織(接合条件 B) 
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④ FSW ツール量産技術開発【日立メタルプレシジョン】  

ツールは日立分室安来第１において製造したマスターインゴットを溶解原料として、

精密鋳造によりニア・ネット・シェイプの鋳造材を製造した後、機械加工で最終形状

に加工する。先ず、精密鋳造後の品質確認のため、蛍光浸透探傷検査を実施した。結

果を図 3-2.2.8.A-14 に示す。写真中に点状に見える淡黄色の部分が欠陥を示す。表面

に関して、ベース合金と改良合金３において欠陥指示が確認された。表面欠陥指示が

確認された物について、内部欠陥の有無を確認するため、断面の蛍光浸透探傷検査を

実施した。断面に欠陥指示が無かった事から、欠陥はごく表層のみに発生していると

考えられる。  

上記の欠陥防止のため、鋳込みに時のフィルター使用や鋳造条件（鋳型温度、鋳造

温度、冷却方法等）を変更して製造した。その結果、図 3-2.2.8.A-15 に示すようにベ

ース合金の表面部の欠陥指示は改善された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-14 精密鋳造材の蛍光浸透探傷検査結果 

MAST2

鋳込温度
1500℃ 指示は表面のみ
鋳型温度
1050℃ 鋳型との

反応と推定

MAST－K9

鋳込温度
1500℃
鋳型温度
1050℃

MAST－K11

鋳込温度
1400℃ 指示は表面のみ
鋳型温度
1050℃ 鋳型との

反応と推定

蛍光浸透探傷確認結果 断面の蛍光浸透探傷確認結果

表面指示あり

指示無し

表面指示あり

ベース

合金

改良

合金２

改良

合金３
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 日立分室安来第１において製造したベース合金、改良合金 2 の 2 種類のマスターイ

ンゴットを用いて FSW ツールを試作した。FSW ツールは使用する FSW 装置によりツ

ール取付構造が異なるため、日立分室大みかおよび再委託先で先端部分以外の形状が

異なっている。各拠点向けに試作したツール形状とツール合金の内訳を図 3-2.2.8.A-

16 と図 3-2.2.8.A-17 に示す。T12 スパイラル形状のツールは攪拌力を高めることを狙

った形状である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蛍光浸透探傷試験結果

外周には
指示無し
湯口面に
多少あり

外周には
指示無し
湯口面に
多少あり

ベース
合金

改良
合金２

図 3-2.2.8.A-15 方案改良後の精密鋳造材の蛍光浸透探傷検査結果 

図 3-2.2.8.A-16 日立分室大みか向けに試作したツール内訳 
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 先端形状のスパイラルの有無による接合部の品質調査を実施した。強度 1.5GPa の

超ハイテン鋼を接合した接合部の外観写真を図 3-2.2.8.A-18 に示す。接合部に青色や

褐色に変色した部分が観察されるが、これは、ツールの冷却水が漏れて接合部に滴下

したことで生じたもので、ツール形状とは無関係である。接合部の外観からは、スパ

イラル有無による顕著な差は認められなかった。接合後のツールを観察した結果、ス

パイラル溝の大部分が接合材で埋められた状態になっていた。接合開始直後からこの

ような状態になっていたものと推察しており、これより、今回試作したスパイラル溝

は材料の流動に与える影響は小さいと考えている。このため、以降はスパイラルのな

いツールを主体に開発を進めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）T12 ツール（スパイラルなし）  

 

 

 

 

 

 

 

（b）T12 ツール（スパイラルあり）  

 

図 3-2.2.8.A-17 再委託先向けに試作したツール内訳 

図 3-2.2.8.A-18 接合部外観写真 
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⑤ 貴金属添加 FSW ツール用材料開発【田中貴金属工業】  

 Ni3Al γ’相を析出させた Ni 基合金は、高い高温強度を有していることは一般に既

知である。本研究では、Ni3Al γ’相の安定性を向上させ、更に優れた高温強度を有す

る Ni 基合金を開発することを目的とし、高融点かつ高硬度である Ir の添加に着目し

た。Ir-Al 二元系合金では Ir3Al γ’相は形成されないが、Ir3(Al,W) γ’相は形成される

ことが発見されており [1]、この金属間化合物は Ni3Al を超える高い相安定性を有する

ことから、Ni-Ir-Al-W 系で高いγ’相安定性を示す可能性があることが示唆された。そ

こで、Ni-Al に対する Ir、W 添加の効果を検証する為、Ni-Ir-Al-W 四元系合金を作製

してγ’相の固溶温度と硬度を測定した。  

 Ni-Ir-Al-W 四元系合金に Ir を 0～20 (at %)添加し、各合金を作製した。所望の組成

となるように純金属を秤量・混合した後、アーク溶解炉または高周波真空溶解炉を用

いてインゴットを作製した。インゴットより小片を切り出し、溶体化熱処理を行った

上で、示差走査熱量測定法  (Differential Scanning Calorimetry: DSC)で各 Ni-Ir 系合金の

相変態温度を測定した。また、溶体化後に時効処理を行い、ビッカース硬度計を用い

て硬度測定を行った。  

 Ni-Ir-Al 三元系合金においては Ir 添加と共にγ’相固溶温度は低下するが、Ni-Ir-Al-

W 四元系合金では Ir 添加によりγ’相固溶温度は上昇した。即ち、Ir と W の複合添加

によってγ’相が安定化されることが明らかとなった。 Ir3(Al,W) γ’相は高い相安定性

を有するため、Ni-Ir-Al-W 系合金ではγ’相は(Ni,Ir)3(Al,W)の形で存在し、10 at % Ir

と W の添加でγ’相固溶温度は約 1300℃まで上昇した。また、Ir は高融点金属であり、

γ固相線温度も Ir 添加で上昇することがわかった。以上より、Ir、W の複合添加は、

融点とγ’相の固溶温度上昇の両者を満たし、高温材料としての応用が示唆される合

金設計指針が得られた。  

図 3-2.2.8.A-19 に Ni-Ir-Al-W 四元系合金の時効処理後のビッカース硬度を示す。Ir

添加により硬度は上昇し、Ir の固溶強化が確認された。また、時効処理によっても硬

度が上昇しており、γ’相の析出強化も確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2.2.8.A-19 Ir 添加量とγ’相固溶温度およびとγ相固相線温度の関係 
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前述の高硬度を発現した Ir 10 at %組成合金に対し、圧縮試験による 0.2%耐力を測

定した。鉄鋼系材料を FSW する際、1000℃に於ける圧縮強度が 400MPa 以上である

ことが報告されている [2]。Ni-Ir 系合金は 1000℃で 700MPa 程度の耐力を示しており、

鉄鋼系材料の FSW ツールとして有望であることが示唆された。  

FSW 中のツールには回転軸方向の荷重と捻り力が作用している。従って、FSW ツ

ールにはある程度の靭性が必要である。靭性を評価する方法として三点曲げ試験を実

施した。厚み 1.0×幅 2.5×長さ 20 mm に加工した試験片を 1000℃の Ar 雰囲気中で支

持間距離 15mm で試験した。荷重－変位曲線を図 3-2.2.8.A-20 に示す。変位量約

0.5mm で折損しており、靭性に乏しい材料であることがわかった。しかし、荷重は約

90N であったことから、強度的には強い材料であると考えている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際に FSW を行う際に重要となるのが、接合中の温度における硬度である。Ti 合

金や超ハイテン鋼などの難接合材の接合中のツール温度は 900℃程度と推定され、こ

の温度に於ける硬度の把握が必要である。図 3-2.2.8.A-21 に高温ビッカース硬度試験

の結果を示す。温度の上昇に伴い硬度は徐々に低下するが、900℃で HV400 程度の硬

度を示しており、高温でも高い硬度であると考えている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-2.2.8.A-21 Ni-Ir 系合金硬度の温度依存性 

図 3-2.2.8.A-20 三点曲げ試験での荷重－変位曲線 
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 Ni-Ir 系合金で試作した FSW ツールの耐久性評価を実施した。接合材料は Ti-6V-4Al

合金を使用し、接合深さは 6mm とした。図 3-2.2.8.A-22 に耐久試験前後のツール外観

写真を示す。接合長の増加に伴い、ツールは径方向に細くなるが、相対的に軸方向の

摩耗は比較的小さかった。接合長 4.7m でツールの胴体部分が折損したため、耐久性

評価を終了したが、ツール先端部分は接合可能な状態であった。ツールの胴体部が折

損したことに関しては、ツール構造を見直し、トルク伝達位置の変更や応力集中の低

減を図った。  

 本研究開発の FSW ツール開発における最終目標は、接合深さ 5mm 以上の接合で接

合長 4m 以上としていたが、本結果より、最終目標を達成できた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （a）使用前       （b）4.7m 接合後  

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-22 耐久試験前後のツール外観写真 
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⑥ FSW ツール用合金開発および材料解析【再委託先（大学）】  

チタンや超ハイテン、中高炭素鋼等の難接合性材料の FSW ではアルミニウム合金

や銅合金よりも接合温度が高く、ツール軸方向荷重も大きくなると予想される。そこ

で、先ずチタン等の FSW において、目標とする接合深さを接合できる高温強度の高

い材料の開発を１つの目的とした。この目的に対し、母材の高温強度向上、析出相の

分解温度の高温化などが期待できる組成を設計して小型のインゴットを試作し、高温

強度等の基礎データを取得するとともに、試作合金を用いた FSW ツールを作製して、

チタン等の FSW 過程におけるツール摩耗挙動の解析、ツール摩耗を支配するツール

材組織・物性の影響を調べた。その後、被接合材の対象を超ハイテンや中高炭素鋼へ

拡大し、これら被接合材を FSW する過程でのツール摩耗挙動、ツール摩耗を支配す

るツール材組織・物性の影響についても調べた。また、FSW は材料を固相状態で塑性

変形させて接合する特殊な原理に基づいているため、接合部の金属組織と機械的特性

などの関係が不明な場合が多い。そこで、チタンや超ハイテン等の接合部における金

属組織と機械的特性の関係、金属組織の形成機構などを調べた。  

 高温強度の高い材料として、Co 基合金と Ni-Ir 合金を試作し、金属組織、析出相

（γ’）の分解温度（固溶温度）、高温強度等に関する基礎知見を得た。  

 いずれの合金もγ／γ’型をベースに種々の化学組成を有するものを試作した。Co

基合金の高温強度に及ぼす合金元素の影響を調査するため、30Ni 合金をベースとして

Ta、Nb、Ti、V を添加した合金を試作し、γ’相固溶温度と硬度を測定した。Ta、Nb、

Ti がγ’相固溶温度の上昇に効果があることが判明し、適切な均質化熱処理と時効熱

処理を行うことで硬さ上昇にも効果があることもわかった。また、FSW においては

γ’の固溶温度とともに硬質析出相もツール性能に影響することが予測されるため、

8 種類の Co 基合金を別途試作して、金属組織とγ’の固溶温度を調べた。いずれも

γ／γ’組織を有しており、合金成分により種々の炭化物や金属間化合物などの硬質

相を含む Co 基合金を得ることが出来た。  

Ni-Ir 合金においては、Ir 添加がγ’相安定化と融点の上昇に効果があるかを検証す

る基礎実験を実施した。Ir、Al、W 量を種々変化させた Ni 合金を試作し、γ’相固

溶温度の測定と硬度測定を行ったところ、適量の Ir 等の合金元素を含む Ni 合金で、

γ’相固溶温度と融点及び硬度上昇が実現できることがわかった。  

 Co 基合金に関して、FSW ツールとしての適用性を高める目的で、添加元素による

高強度化を試みた。示差走査熱量計(DSC)により、添加元素が固相線温度とγ’相固

溶温度に及ぼす影響を決定した。V は固相線温度に大きな影響を及ぼさなかったが、

Nb、Ta は固相線温度を低下させることがわかった。一方、γ’相固溶温度に対し、

Ta 添加はγ’相固溶温度が上昇し、Ta のみが強化相のγ’相の安定性を向上させた

と考えられる。また、SEM による組織観察と EPMA による炭化物 /金属間化合物相

（γ’相以外）の組成分析を行った。V 添加材は M6C 炭化物と Co7W6 タイプのμ相

が存在していた。Nb 添加材は、少なくとも分析した視野内においては炭化物は見ら

れず、μ相のみが観察された。Ta 添加材は M6C 炭化物と MC 炭化物及びμ相が観察

された。また、室温における硬度測定を行ったところ、いずれの試料においても添加

量が多いほど硬度は高かったが、V 添加材はベース材よりも硬度が低く、Nb、Ta 添
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加材においてベース材よりも硬度を上昇させることができた。さらに 0.2%耐力の温

度依存性を測定したところ、いずれの合金元素を添加した試料においても、すべての

試験温度域において耐力が向上していた。耐力の向上は主にγ’相の安定化によるも

のと考えられた。  

 合金設計した Co 基合金の諸特性に基づいて、11 種類の Co 基合金を選定し、所望

の組成となるように純金属を秤量・混合した後、高周波真空溶解炉を用いて、溶解・

鋳造により作製した。図 3-2.2.8.A-23 に溶解・鋳造法により作製した Co 基合金のイ

ンゴットの一例を示す。  

 インゴットを溶体化熱処理した後、γ’相を析出させるための熱処理を行い、その

後、機械加工にてショルダ径 15mm、プローブ長 1.7mm の FSW ツールに仕上げた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 作製した Co 基合金製 FSW ツールを用いて、Ti-6Al-4V 合金の FSW 試験を実施し、

Ti-6Al-4V 合金の FSW におけるツール摩耗挙動とツール摩耗を支配する Co 基合金の

材料因子を調べた。接合長 200mm 毎にツール形状をデジタルマイクロスコープで取

り込み、FSW に伴うツール摩耗体積を定量化した。ツール摩耗度はツール摩耗体積を

接合長で割った値、「ツール摩耗率  (mm3/mm)」を用いて比較した。また、Co 基合金

の材料因子として、1000℃における高温強度、室温硬さ、γ’固溶温度、母相中に分

散する硬質相（炭化物や金属間化合物）のサイズと体積分率を求めた。11 種類の Co

基合金ツールを用いて、Ti-6Al-4V 合金に対して FSW を行った結果、Co 基合金ツー

ルはそれぞれ異なったツール摩耗率を示した。図 3-2.2.8.A-24 (a)に示すように、ツー

ル摩耗はショルダ面の中央において優先的に生じており、FSW に伴ってショルダ面は

すり鉢状を呈した。また、図 3-2.2.8.A-24 (b)に示すように、FSW 後には Co 基合金ツ

ール表面に Ti-6Al-4V 合金が付着していた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

20mm

図 3-2.2.8.A-23 試作した Co 基合金インゴット  

図 3-2.2.8.A-24  Ti-6Al-4V 合金 FSW での形状変化(a)と FSW 後のツール表面(b) 
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Ti-6Al-4V 合金が付着した Co 基合金ツールの断面を走査型電子顕微鏡（SEM）にて

観察した結果、Co 基合金と Ti-6Al-4V 合金の界面に、厚さ 1μm 程度で、複数の相か

ら構成される反応層が観察された。Co と Ti の 2 元系状態図から、Co と Ti から成る

複数の金属間化合物であることが示唆された。いずれの Co 基合金ツールにおいても

同様の反応層が観察され、厚さは Co 基合金の合金成分に依存せず、また後熱処理に

伴う反応層の成長速度にも合金依存性は確認できなかったことから、ツール摩耗率に

及ぼす化学反応の影響は大きくないと推察された。  

 ツール摩耗度に及ぼす Co 合金の材料因子の影響を調べた結果、1000℃における高

温強度とよい相関性が得られ、高温強度が高い Co 基合金ほどツール摩耗度が低くな

ることが示された。以上の結果から、Ti-6Al-4V 合金の FSW 過程における Co 基合金

ツールの摩耗は、FSW に伴う Ti-6Al-4V 合金の付着と剥離に起因しているものと考え

られる。FSW 過程で Co 基合金ツールを Ti-6Al-4V 合金中に挿入すると、Co 基合金ツ

ール表面に Ti-6Al-4V 合金が付着し、両者の間で化学反応が生じる。次のツール挿入

時には、ツール表面に付着した Ti-6Al-4V 合金に対して、大きなせん断力が Ti-6Al-4V

合金全面に作用するため、Ti-6Al-4V 合金はツール表面の Co 基合金とともに剥離する

と考えられる。剥離後、再度 Ti-6Al-4V 合金がツール表面に付着するため、FSW 試験

を繰り返す毎に Ti-6Al-4V 合金の付着と剥離が生じると考えられる。Co 基合金自体の

高温強度が高いほど、剥離に対する抵抗は大きくなると予想されることから、高温強

度がツール摩耗を支配する材料因子となり、高温強度が高い Co 基合金においてツー

ル摩耗が生じにくかったものと推察される。  

 Ti-6Al-4V 合金の FSW において、異なるツール摩耗度を示した Co 基合金を 4 種類

選定し、純チタンに対する FSW 試験を実施した。接合条件は Ti-6Al-4V 合金と同じで

あり、ツール摩耗度はツール摩耗率により定量化した。図 3-2.2.8.A-25 に示すように、

純チタンに対する FSW の結果、いずれの Co 基合金ツール表面にも純チタンが付着す

るものの、ツール摩耗はほとんど生じなかった。ツール表面への純チタンの付着は

Ti-6Al-4V 合金の場合と同様、Co と Ti の化学反応に起因するものと考えられる。ツー

ル摩耗がほとんど生じなかったのは、純チタンは Ti-6Al-4V 合金よりも著しく高温強

度が低いため、Co 基合金ツール表面に対する力学的負荷が少なかったことに起因す

ると考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-25 純チタンの FSW に伴うツール形状変化 
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Co 基合金ツールは純チタンの FSW ではほとんど摩耗しないが、高温強度が高い

Ti-6Al-4V 合金ではショルダ面がすり鉢状に摩耗し、高温強度が高い Co 基合金ほど

FSW に伴う摩耗量が低減することが示された。一方、鋼の FSW 過程における Co 基

合金ツールの損傷挙動についてはほとんど明らかになっていないため、高強度鋼の

FSW 時におけるツール損傷を、室温状態にある被接合材へツールを挿入するときに生

じるツール変形と温度上昇後に生じるツール摩耗に大別して調べた。高強度鋼に対し

て優れた耐久性を示す Co 基合金ツール素材を開発するため、チタンの FSW 時に合金

設計した Co 基合金を参考にして、組成や組織の異なる 10 種類の Co 基合金を設計し

て、FSW ツールを作製した。そして、ISMA 共通の 1.2GPa 級高強度鋼に対する FSW

を実施し、温度上昇後のツール摩耗に優れる Co 基合金の諸特性やミクロ組織の影響

をまず調べた。ツール性能評価に用いた Co 基合金ツールの形状はショルダ径 15mm、

プローブ長 1.3mm である。  

種々の Co 基合金ツールを用いて高強度鋼に対して FSW を行った結果、Ti-6Al-4V

合金で優れた耐久性を示した合金とは異なるものが最良であることが分かった。高強

度炭素鋼におけるツール摩耗はショルダ面端部から生じ、鋼の炭素量による違いはほ

とんど見られなかったが、図 3-2.2.8.A-26 に示すように、TRIP 鋼の FSW 時における

ツール摩耗はほとんど生じないことが示された。高強度炭素鋼におけるツール摩耗度

はツール材の材料組織、特にγ/γ’母材に分散する金属間化合物や炭化物などの硬質

粒子の量やサイズに依存する可能性が示唆されたことから、高強度鋼の FSW に対す

るツール素材の開発に向けた新たな設計指針が得られた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-26 S45C と TRIP 鋼を FSW したときに生じるツール摩耗挙動  

(赤線が初期形状、青線が FSW 後の形状) 
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次に優れたツール摩耗度を示したツール素材を用いて、ツール挿入時の変形に及ぼ

す鋼の硬さの影響を調べた。S45C ならびに S55C を A3 点以上に加熱後急冷した後、

A1 点以下の種々の温度で熱処理することで、硬さの異なる鋼を作製した。これら鋼に

対して Co 基合金ツールを用いて点接合し、ツール挿入で生じるプローブの長さ変化

を定量化した。Co 基合金ツールのプローブ長さ変化に及ぼす鋼の硬さの影響を調べ

た結果、Co 基合金はツール自体よりも硬い鋼に挿入されたとき著しく変形すること

が示された。  

高強度鋼の FSW においては、熱影響に伴う硬化や軟化現象が見られるため、FSW

時の熱影響を減らすため、ショルダ径の小さな Co 基合金ツール（ショルダ径：

9mm）を試作し、中炭素鋼（S45C）に対するツール摩耗挙動を回転速度が 400rpm と

150rpm の条件下で調べた。図 3-2.2.8.A-27 に FSW に伴うツール断面プロファイルの

変化を示す。回転速度が高い場合、Co 基合金ツールは著しく摩耗するが、回転速度

を低く設定することで、ほとんど摩耗しなくなることが示された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 接合部の金属組織と機械的特性の関連性を明らかにするため、Ti-6Al-4V 合金接合

部における解析を実施した。プローブ長 1.7mm の Co 基合金ツールを用いて得られた

Ti-6Al-4V 合金 FSW 部の外観写真と断面マクロを図 3-2.2.8.A-28 に示す。光沢がある

滑らかな表面を有する無欠陥継手を得ることができた。攪拌部にはα相とβ相からな

る等軸的な微細粒組織を得ることができ、EBSD 解析の結果、この組織は不連続再結

晶により得られることが示唆された。  

接合部の硬さ分布および攪拌部の引張特性を調べた結果（表 3-2.2.8.A-9）、微細粒

組織形成に伴い、硬さと引張特性の向上が確認できた。  

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-27 中炭素鋼の FSW に伴うツール断面プロファイルの変化  
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 硬さ（Hv）  引張強度（MPa）  

母材  275～300 820 

攪拌部  320 940 

 

 次に無欠陥で接合深さ 5.7mm の FSW を行った Ti-6Al-4V 合金接合部の断面マクロ

上で、攪拌部のミクロ組織を SEM にて解析した。攪拌部には微細かつ等軸的なα粒

組織とα/βのラス状組織が混在し、α粒の平均結晶粒径は約 2μm であった。接合中

心の攪拌部上部、中央、下部の組織を比較したところ、攪拌部中央での結晶粒径が最

も大きかった。これは Ti 合金の低い熱伝導率に起因して FSW の冷却過程での抜熱が

最も生じにくく、より粒成長が生じたためと考えられる。断面マクロを詳細に観察し

たところ、攪拌部の前進側にエッチングのされ方が異なる領域が見られた。その領域

を詳細に解析した結果、母材よりもβ相が多くなっていることが示された。FSW 部の

硬さ分布を測定した結果、攪拌部の前進側のみ高め（約 400Hv）であったが、母材か

ら攪拌部にかけて約 300～350Hv でほぼ一定であった。攪拌部に微細粒組織が形成さ

れたにも関わらず硬さに違いがなかったのは、母材がミルアニール状態であって若干

加工硬化されていたためと考えられた。  

 Co 基合金ツールを用いて FSW した Ti-6Al-4V 合金接合部のミクロ組織を SEM、

EDS および EBSD 法を用いて詳細に解析するとともに、接合部断面のビッカース硬さ

分布を測定した。接合部の外観写真を図 3-2.2.8.A-29(a)に示す。接合欠陥を含まず良

好な外観を有する接合部が得られた。母材部にはミルアニール状態の結晶粒組織が観

察され、α粒界上にβ相が点在していた。攪拌部には微細かつ等軸的なα粒組織と等

軸的なα／βのラス状組織が混在し、α粒の平均結晶粒径は約 1μm であった（図 3-

2.2.8.A-29(b)）。攪拌部に存在するα粒界の結晶方位差に対して、バーガースの方位関

係に基づいたバリアント解析を実施した結果、β→αの固相変態に起因するα粒界の

図 3-2.2.8.A-28 Ti-6Al-4V 合金 FSW 部の外観写真と断面マクロ  

表 3-2.2.8.A-9 母材と攪拌部の硬さおよび引張強度  
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存在率は極めて低かった。結晶粒組織形態とバリアント解析の結果から、FSW 過程で

の最高到達温度はβ変態点（βトランザス）以下であったことが示唆された。また、

断面マクロを詳細に解析した結果、攪拌部の前進側にエッチングのされ方が異なる領

域が観察された。その領域を詳細に解析した結果、母材や他の攪拌部よりもβ相が多

く存在していることが示された（図 3-2.2.8.A-29 (c)）。これは Co がβ安定化元素であ

るため、ツール摩耗によって攪拌部内に残存した Co 基合金が Ti-6Al-4V 合金と反応

することで形成されたものと推察された。接合部の硬さ分布を測定して結果、攪拌部

は母材部（約 300Hv）よりも若干高い約 330～340Hv を呈した。これは FSW に伴って

攪拌部に微細粒組織が形成されたためと推察される。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Co 基合金ツールを用いて得られた純チタン接合部のミクロ組織を光学顕微鏡、

SEM および EBSD 法を用いて解析し、また接合部断面のビッカース硬さ分布を測定し

た。純チタン接合部は表面が荒れる傾向を示した。母材部には結晶粒径が 47μm の粗

大かつ等軸的なα単相組織が存在しているが、攪拌部には小角度粒界を多く含む粒径

4μm 程度の微細結晶粒組織が形成された。極めて強い単純せん断集合組織を呈して

おり、β→α固相変態で生じるラス状組織が観察されなかったことから、α単相状態、

すなわち最高到達温度は 880℃以下で FSW されたものと推察された。小角度粒界を多

く含む組織となったのは、α相が hcp 構造ですべり系が限定されていることに起因す

るものと考えらえる。断面マクロを詳細に解析したが、Ti-6Al-4V 合金攪拌部に見ら

れたようなツール摩耗に起因する特異な組織は観察されなかった。接合部の硬さ分布

を測定して結果、攪拌部は母材部（約 150～170Hv）よりも若干高い約 180～190Hv を

呈した。純チタンの場合にも、FSW に伴って攪拌部に微細粒組織が形成されたことに

起因すると推察された。  

 Co 基合金ツールを用いて高強度鋼の FSW を実施した結果、欠陥のない接合部が得

られた。その一例として、ツール回転速度 300rpm、接合速度 150mm/min で得られた

図 3-2.2.8.A-29 Co 基合金ツールで得られた Ti-6Al-4V 合金接合部の SEM 写真  
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1.5QT 鋼接合部の断面マクロと硬さ分布を図 3-2.2.8.A-30 に示す。母材硬さは約

180Hv 程度であったが、攪拌部においては 320～400Hv へ低下し、その外側（熱影響

部）では 260Hv 程度まで低下していた。母材には焼戻しマルテンサイト組織が観察さ

れたが、熱影響部では母材組織の更なる焼戻しが見られ、攪拌部ではパーライトとマ

ルテンサイトの混合組織が観察された。形成されたミクロ組織から接合時の最高到達

温度を推定すると、熱影響部では A1 点直下、攪拌部では A1 点～A3 点の間に加熱され

たことが示唆された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回転速度 150rpm、接合速度 60mm/min の条件でビードオンプレート FSW された

TRIP 鋼接合部の硬さ分布を測定し、またミクロ組織を SEM および EBSD で調べた。

図 3-2.2.8.A-31 に本接合部の断面マクロと硬さ分布を示す。攪拌部は、母材部と異な

るコントラストを呈しており、接合欠陥は観察されなかった。硬さは母材部と攪拌部

の間（熱影響部）で低下し、攪拌部内で著しく増加することが示された。攪拌部、熱

影響部、母材部の SEM 写真と EBSD 相マップを図 3-2.2.8.A-32 に示す。母材にはフェ

ライト、硬質相（マルテンサイトもしくはベイナイト）、残留オーステナイトの 3 相

が共存しており、残留オーステナイト量は約 20%であった。熱影響部においては、硬

質相はほとんど見られず、また残留オーステナイトの著しい減少が確認された。TRIP

鋼においては、A1 点以下でフェライトと炭化物が平衡相であり、マルテンサイトやベ

イナイト等の硬質相、オーステナイトは準安定であることから、この領域は FSW 時

に A1 点直下に加熱されたことで、硬質相と残留オーステナイトがフェライトと炭化

物に変態した領域に対応するものと推察された。硬質相と残留オーステナイトの減少

がこの領域の硬さ低下に起因しているものと考えられる。攪拌部には少量のフェライ

図 3-2.2.8.A-30  1.5QT 鋼接合部の断面マクロと硬さ分布  
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トと残留オーステナイトを含む硬質相組織が形成されていることが示された。この組

織は、FSW 時に TRIP 鋼の A3 点以上もしくはその近傍に加熱された後に冷却された

ことで形成されたものと推察された。攪拌部における硬質相の増加が硬さ上昇に起因

していると考えられた。  

 炭素鋼接合部においても、TRIP 鋼と同様、攪拌部における硬さの上昇とその外側

での硬さ低下が見られた。攪拌部における硬さ上昇は、FSW 時の最高到達温度が A3

点以上もしくはそれ付近であったことに起因して、マルテンサイトやベイナイト等の

硬質相の量が増加したことに起因しており、一方攪拌部の外側における硬さ低下は、

A1 点直下に加熱された結果、母材に存在する焼戻しマルテンサイトの更なる焼戻しが

生じたためと推察された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-31  TRIP 鋼接合部の断面マクロと硬さ分布  

図 3-2.2.8.A-32 TRIP 鋼接合部の SEM 写真と EBSD 相マップ  
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 TRIP 鋼接合部の継手引張試験を実施した結果、接合部は熱影響部で破断し、引張

強度は約 1.1GPa、伸びは約 6%であった。継手引張試験過程における局部ひずみ分布

変化を図 3-2.2.8.A-33 に示す。局所ひずみは最初に最軟化部である熱影響部で発生す

るが、その後母材部でもひずみが生じ、引張破断直前には再度熱影響部においてひず

みが集中し、破断に至ることが示された。引張破断した母材部において、残留γ量が

低下していたことから、母材部において TRIP 効果が発現したことが確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 接合後に 400℃で 20～30 分熱処理された TRIP 鋼接合部のミクロ組織と硬さ分布を

調べた。後熱処理することで、攪拌部の硬さは母材並みに低下し、熱影響部における

軟化はより進行することが明らかとなった。後熱処理により、接合部内の全ての領域

において、マルテンサイトやベイナイト等の硬質相はほとんど観察されなくなり、残

留オーステナイト量も減少することが示された。  

 本研究開発では、チタンや超ハイテン、中高炭素鋼等の難接合性材料の FSW によ

る線接合技術を確立することを目的とし、これら難接合性材料の FSW を可能にする

接合ツール材料の開発と得られた接合継手の金属組織と機械的特性との関係調査を実

施した。接合ツール材の開発においては、種々の耐熱合金を設計して接合ツールとし

て供し、チタンや高強度鋼の FSW 過程で生じるツール摩耗挙動と摩耗の支配因子を

解明することで、難接合性材料の FSW を可能にする接合ツール材料を開発すること

ができた。また、チタンや高強度鋼の接合部における金属組織分布、金属組織と機械

的特性の関係、FSW 過程における金属組織の形成機構についても明らかにすることが

できた。以上の成果は、各種難接合材料の FSW による線接合技術開発に貢献すると

ともに、また継手特性の更なる向上に向けた基礎知見を提示しており、当初の目的を

達成できたと考えられる。  

 

図 3-2.2.8.A-33 TRIP 鋼接合部の継手引張試験過程における局部ひずみ分布変化  
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⑦接合材の疲労破壊評価と解析【再委託先（大学）】  

 厚さ 1.4 mm の TRIP 鋼（引張強度 1.2GPa）を FSW で突合せ接合した材料の疲労特

性を評価した。表 3-2.2.8.A-10 に接合条件を示す。接合条件 B では、FSW 直後の連続

工程で 400℃×30 分加熱した後、空冷した。  

図 3-2.2.8.A-34 に試験片の外観写真と試験片寸法を示す。接合体の FSW 施工時の表

面凹凸部を機械加工により取り除き、厚さ 1.1mm, 幅 5mm,長さ 30mm の評点部を持

つダンベル型の疲労試験片を放電加工により切り出した後、評点部表面を機械研磨し

た。  

 

 

接合条件  A B 

ツール回転速度, N (rpm) 300 400 

接合速度, V (mm/min) 150 100 

ツール（図 3-2.7.8-32 参照）  T12 T17 

後熱処理  なし  あり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 試験片外観写真           (b) 試験片寸法  

 

 

 

 一般に、高強度材の疲労強度は軸負荷下と曲げ負荷下では前者の方が低い強度を示

すことから、本研究ではより信頼性の高い知見を得る目的から軸負荷下の疲労強度を

評価した。疲労強度評価に当たっては、試験系のアライメントには特に配慮し、応力

比は 0.4、周波数は 20Hz とし、強度のみならずき裂発生起点についても注目した。  

 接合試験片の疲労寿命曲線を母材単体のそれと比較して図 3-2.2.8.A-35 に示す。条

件 A の接合体の疲労強度は母材に対して約 85%の強度を有しており、実用に耐えるも

のと思われる。図中の各データポイントに付記した記号（AS、RS、SZ）は疲労き裂

の発生起点を示している。殆どの試験片がは RS、AS のいずれかの部位で破断し、こ

表 3-2.2.8.A-10 接合条件  

図 3-2.2.8.A-34 試験片の外観写真と試験片寸法  
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れら破損部位の相違による有意な寿命差は見られなかった。ただし、撹拌部（SZ）で

破断した試験片では、RS あるいは AS で破断した場合に比べて顕著な強度低下が見ら

れる。この特徴は，後熱処理の有無に関わらず共通している。  

 今後は，以上の知見を最適接合条件検討にフィードバックさせ，疲労強度と信頼性

向上に向けた課題に取り組む予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.A-35 TRIP 鋼母材および接合材の疲労特性  
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B. [テーマ番号 33]「革新的 FSW による超ハイテン接合部材の開発」のうち  

「②ロボット適応制御 FSW による超ハイテン部材アセンブリ技術の開発」  

（2018 年度～2021 年度）  

① FSW 装置開発【株式会社日立パワーソリューションズ】  

①-1 適応制御システムの開発  

これまでに実施した接合データの収集、解析及び診断の結果から、材料と接合ツール

の蓄熱状態等による接合負荷の変動で接合ツール先端位置が微少変動していることが

判明した。これまで FSW の品質向上を目的として接合ツール温度を測定し、ツール

温度が均一になるように接合条件（ツール回転数、接合速度等）を制御していたが、

常に安定した制御をするためには高精度な測定が必要であり、ハイテン材の接合にお

いてはツール冷却等の周囲温度の変動が制御精度や応答性に影響を与えていると推測

した。  

そこで、より高品質な FSW を行うことを目的として、ツール挿入深さを適切に自

動制御する適応制御システムの開発を本研究テーマの最終目標であるロボット FSW

装置による曲面部材の線接合の実証を視野に入れ、既設ロボット FSW 装置を改造し

適応制御システムを開発した。  
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１）システム構成  

図 3-2.2.8.B-1 に適応制御システム組み込みロボット FSW 装置のシステム構成を示

す。接合材料表面からツール先端（主軸ヘッド）までの距離を計測する測定部を設け、

ツール挿入時から接合終了まで適正なツール挿入深さにリアルタイムで位置補正する

システムとした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-1 システム構成  

 

 

 

 

 

測 定 部 

（非接触センサ取付） 

ロボットＦＳＷ装置 

ロボット 

制御部 

（改造） 
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２）制御方法  

図 3-2.2.8.B-2 に制御方法の概要を示す。制御無しの場合、接合が進行する過程でツ

ール挿入量が不安定であった。これ対し本適応システムでは、ツール先端（主軸ヘッ

ド）に設けた計測部で接合材料との距離を測定し、以下の制御をする方式とした。  

① ツール挿入時、設定した距離（ツール挿入深さ）に到達した後、次動作（接

合）に移行  

② 接合開始から接合終了まで一定の距離を保つよう、しきい値（上限／下限）を

任意に設定できるようにし、ツール挿入深さを制御  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-2 制御方法概要  

 

３）機能確認  

以下条件で接合テストを実施し、機能の確認を行った。  

 

〇接合テスト条件  

 ・接合材料 ：熱間圧延材（SCM）ｔ1.4mm 

 ・接合ツール：Co 合金ツール（MAST2、水冷式）  

 ・継手形状 ：ビードンプレート  

 

図 3-2.2.8.B-3 にツール挿入時から接合終了まで測定部で測定した距離の測定データ

を示す。本グラフからツール挿入後から接合終了まで、設定したしきい値内で一定の

制御なし 

制御あり 
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距離を保てていることを確認した。  

図 3-2.2.8.B-4 に制御しない場合と制御した場合の接合ビード表面の写真を示す。制

御しない場合は、接合が接合終点に向かうにつれて接合バリが増加していることから、

ツール挿入深さが深くなっていることが分かる。それに対し、制御した場合は、接合

開始から終了まで接合バリの発生量がほぼ均一であることからツール挿入深さが安定

していることを示している。以上によりハイテン材の接合においては本適応制御シス

テムが接合品質の向上に有効であると考える。  

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-3 測定データ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-4 接合ビード表面  

制御なし 

制御あり 
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①-2 線接合の実証実験  

2019 年度に既設ロボット FSW 装置を改造して開発した適応制御システム組み込み

ロボット FSW 装置を使用し、本研究テーマの最終目標であるロボット FSW 装置によ

る曲面部材の線接合の実証を目的に超ハイテン鋼板で線接合の検証実験を実施した。

本実験において、超ハイテン鋼板を 2 枚重ね合わせた状態で線接合が可能であること

を確認した。  

また、2021 年度に実施予定の適応制御組み込みロボット FSW 装置による超ハイテ

ン部材アッセンブリ技術の検証に向け、プレス成形部材(ハット材)用の部材クランプ

治具を試作した。本部材クランプ治具の機能を確認するための実験において、プレス

成形部材のアッセンブリ接合が可能である見通しが得られた。  

今後、上記実験で確認されたプレス成形部材の成形による歪みの個体差（成形精度

のバラツキ）に対応し、より安定した品質で接合可能なクランプ構造を検討の上、改

良版を製作し、引張強度 1.5GPa 級超ハイテン鋼板プレス成形部材のアッセンブリ接

合試作品を作製する。  

１）超ハイテン鋼の線接合実証実験  

図 3-2.2.8.B-5 に本実証実験で使用した適応制御システム組み込みロボット FSW 装

置の写真を示す。本システムは、ツール挿入時から接合終了まで適正なツール挿入深

さを保つようリアルタイムで制御を行うシステムである。  

 

 

図 3-2.2.8.B-5 適応制御システム組み込みロボット FSW 装置  

 

本実験で接合する対象材料は、JFE スチール殿からの支給材で 1.5GPa 級ラボ熱処

理鋼板である。本材料は素材厚み 3.2mm であり、アセンブリ接合で想定している板

厚 1.6mm に合わせて減厚加工し、2 枚を重ね合せて接合を行った。接合条件は、ツ

測 定 部 

（非接触センサ） 

FSW ヘッド 

FSW ツール 
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ール回転速度（N）と接合速度（V）の組合せを変えて実験を実施した。  

 

◯実験条件  

 ・対象材料  ：1.5GPa 級ラボ熱処理鋼板（板厚 1.6mm）  

 ・接手形状  ：2 枚重ね合わせ  

 ・接合条件  ：N＝400min-1，V＝150mm/min 

 ・ツール仕様 ：Co 合金ツール（MAST2，水冷式），IS-T20（板厚 1.6mm 重ね用）  

 

図 3-2.2.8.B-6 に接合ビードの外観写真を示す。図 3-2.2.8.B-7 に FSW ヘッドから

材料表面までの距離を測定したグラフを示す。外観写真からほぼ一定のビード幅で

あることを確認し、またグラフから設定範囲内でほぼ一定した距離に制御できてい

ることを確認した。  

 

 

図 3-2.2.8.B-6 接合ビード外観写真  

 

図 3-2.2.8.B-7 FSW ヘッドから材料表面までの距離 
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２）プレス成形部材 (ハット材 )用クランプ治具の試作  

図 3-2.2.8.B-8 にプレス成形部材 (ハット材 )の断面形状を示す。本部材は JFE ス

チール殿からの支給品で、B ピラーの単純化形状ダウンスケール部品モデルで

ある。  

 
顧客殿供試材：部材②

 

 

図 3-2.2.8.B-8 プレス成形部材(ハット材)の断面形状 

 

図 3-2.2.8.B-9 に部材クランプ治具の概略イメージ図を示す。本治具は、プレス

成形部材の現品寸法を実測し、現品形状に合わせた構造とした。また、図 3-

2.2.8.B-10 に接合箇所のイメージ図を示す。製品適用時の接合強度を考慮し、断

続した線接合を想定しており、部材クランプ治具の詳細検討においては、クラ

ンプ部品と接合ヘッドに取付けた測定部との干渉が無く、測定に影響がない構

造とする必要があった。また本部材クランプ治具の機能を確認するための実験

において、プレス成形部材の成形による歪み量の個体差 (成形精度のバラツキ )

が接合品質に影響することが接合部外観から確認された。この原因としては、

部材①と部材②の重ね合せ面またはクランプ治具が部分的に密着固定されてい

なかったことが原因の一つであると推察している。 

◯実験条件 

 ・対象材料 ：部材① 1.5GPa 級ラボ熱処理鋼板（板厚 1.6mm） 

部材② 1.5GPa 級ラボ熱処理鋼板 プレス成形部材（板厚 1.6mm） 

 ・接手形状 ：重ね合わせ  

 ・接合条件 ：N＝400min-1，V＝150mm/min 

 ・ツール仕様：Co 合金ツール（MAST2，水冷式），IS-T20（板厚 1.6mm 重ね用） 
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図 3-2.2.8.B-9 部材クランプ治具の概略イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-10 接合箇所イメージ図 

 

図 3-2.2.8.B-11 に本実験で接合したプレス成形部材(ハット材)接合サンプルの写真

を示す。より安定した品質で接合する為には、プレス成形による歪みをクランプ力

で矯正し、部材①と部材②、さらにクランプ治具を確実に密着固定させる必要があ

ると考えている。  

 

部材② 受け 
部材① 押さえ 

接合ツール 

接合箇所（断続） 

部材② 

部材① 

330mm 
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図 3-2.2.8.B-11 プレス成形部材(ハット材)接合サンプル写真  

 

①-3 プレス成形部材アッセンブリ接合試作品の作製  

本研究テーマの最終目標であるロボット FSW 装置による曲面部材の線接合の

実証において、適応制御組み込みロボット FSW 装置で 1.5GPa 級超ハイテンラボ

部材によるアッセンブリ接合実証実験を実施した。また 2020 年度試作したプレ

ス成形部材（ハット材）用クランプ治具を改良し、プレス成形部材アッセンブリ

接合試作品を作製した。本成果により超ハイテン鋼板製自動車部品への適用の見

通しを得ることができた。  

１）1.5GPa 級超ハイテンラボ部材によるアッセンブリ接合実証実験  

2020 年度に実施した「超ハイテン鋼の線接合実証実験」の結果を基に接合品質

の安定化を狙い、主に接合ツールの消耗軽減に着目した接合条件を検討した。具

体的には接合ツール挿入時のツール回転数を最適化し、被接合部材への急激な入

熱量上昇を抑えることで接合ツールの消耗軽減を図った。本条件出しにおいては、

日立分室大みか所有の FSW 装置で予備実験を行い、その条件を目安に適応制御

組み込みロボット FSW 装置で接合条件出しを実施した。  

◯被接合部材  

 図 3-2.2.8.B-12 にプレス成形部材（ハット材）の形状を示す。 

・部材① ：1.5 ㎬級ラボ鋼板（厚さ 1.6mm×幅 150mm×長さ 330mm） 

・部材② ：1.5 ㎬級ラボ鋼板（厚さ 1.6mm×幅 150mm×長さ 330mm×高さ 41.6mm） 
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図 3-2.2.8.B-12 プレス成形部材(ハット材)の形状 

 

◯接合ツール仕様  

・Co 合金ツール（MAST2，水冷式），IS-T20（板厚 1.6mm 重ね用） 

 

◯接合条件 

・［改善前］ N＝400min-1，V＝150mm/min 

・【改前後】 N＝750／600／400min-1（多段可変制御），V＝150mm/min 

 

図 3-2.2.8.B-13 に FSW ヘッド先端部から被接合部材表面までの距離を測定したグ

ラフを示す。前年度実験結果との比較で、ツール挿入深さが挿入開始から納入完了

までなだらかに推移していることが確認できた。本状況から被接合部材への入熱も

なだらかに上昇しているものと推測し、接合ツールの消耗軽減に効果があるものと

考える。  

図 3-2.2.8.B-14 に 2020 年度実験で作製したプレス成形部材(ハット材)接合サンプ

ル品、図 3-2.2.8.B-15 に 2021 年度作製したプレス成形部材アッセンブリ接合試作

品の外観写真を示す。2020 年度サンプル品の接合ビード外観は、接合箇所毎に

接合ビード幅が不均一であるのに対し、2021 年度製作した試作品の接合ビード

外観は 1 本目から 8 本目までほぼ均一なビード幅で接合ができている。以上の

結果より、超ハイテンラボ部材によるアッセンブリ接合実証実験において、接

合ツールの消耗を軽減し、安定した接合品質が得られる制御手法及び接合条件

の基礎を確立することができた。  
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図 3-2.2.8.B-13 FSW ヘッドから材料表面までの距離 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-14 2020 年度作製プレス成形部材(ハット材)接合サンプル品 
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図 3-2.2.8.B-15 2021 年度作製プレス成形部材アッセンブリ接合試作品 

 

２）プレス成形部材 (ハット材 )用クランプ治具の改良  

2020 年度に試作したクランプ治具を使用した接合実験において、プレス成形

部材の成形による歪み量の個体差（成形精度のバラツキ）が接合品質に影響す

ることを確認した為、プレス成形部材アッセンブリ接合試作品を製作するにあ

たり、クランプ治具の改良を行った。  

図 3-2.2.8.B-16 に改良したクランプ治具の外観写真を示す。主な改良点は部

材の押さえ板を接合ビード位置に合わせてスリット加工で分割することにより

部材の歪に合わせてクランプ力を調整できる構造とした。  

図 3-2.2.8.B-17 にクランプ治具改良前に作製したプレス成形部材 (ハット材 )接

合サンプル品の断面マクロ写真、図 3-2.2.8.B-18 にクランプ治具改良後に作製し
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たプレス成形部材アッセンブリ接合試作品の断面マクロ写真を示す。本断面マ

クロ観察の結果より接合欠陥がほぼ解消できていることから本クランプ治具改

良によりクランプ治具構造を適正化することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-16 プレス成形部材(ハット材)用クランプ治具改良品 
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図 3-2.2.8.B-17 プレス成形部材(ハット材)接合部断面マクロ写真 

（クランプ治具改良前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-18 プレス成形部材(ハット材)接合部断面マクロ写真 

（クランプ治具改良前） 
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② FSW 接合プロセス技術開発【株式会社日立製作所】  

１）1.2GPa 級 TRIP 鋼の接合性評価  

難接合性材料の一つである、高張力鋼板を摩擦攪拌接合（Friction Stir Welding、

以下 FSW）で接合する技術開発を推進した。接合材料は ISMA 共通試験鋼板の一

つである 1.2-TRIP 鋼を使用した。厚み 1.4mm、幅 165mm、長さ 250mm の素材を

幅 50mm、長さ 250mm に加工し、2 枚の材料を突合せて接合した。接合条件をツ

ール回転速度 300rpm、接合速度 150mm/min として評価した結果、接合表面、内部と

もに欠陥なく接合できることを確認した。接合部の硬さは 640～700HV であった。

接合方向と直角方向に引張試験を実施した結果、引張強度は 1213MPa で母材と同

等、伸びは約 11％であった。  

 

２）1.5GPa 級超ハイテン鋼の接合部強度の調査  

引張強度 1.5GPa 級の超ハイテン鋼の FSW 部の引張強度を調査した。接合素材

の化学組成を、表 3-2.2.8.B-1 に示す。本材料は JFE スチール殿からの支給材である。

熱処理により強度を調整した材料であり、引張強度は 1500MPa、伸びは 7％である。

素材の寸法は厚み 3.2mm、幅 150mm、長さ 220mm で、この素材を厚み 1.4mm、幅

50mm、長さ 220mm に加工し、 2 枚を突合せて接合した。裏当て材は窒化珪素

（Si3N4）セラミックスを使用した。接合速度（V）とツール回転速度（N）を 4 水準

変化させた組合せで接合した。  

 

表 3-2.2.8.B-1 接合素材の化学組成        〔単位 mass％〕  

 

 

 

 接合材から図 3-2.2.8.B-19 に示す位置から試験片を採取し、引張試験および断面観

察を実施した。L 方向試験片は試験片全体を接合部から採取している。これにより、

接合部の純粋な強度を評価できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-19 試験片採取位置  

  

鋼 種 C Si Mn P S Cr Mo

SCM435 0.33-0.38 0.15-0.35 0.60-0.90 ≦0.030 ≦0.0030 0.90-1.20 0.15-0.30
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N=100~300rpm、V=50~150mm/min の範囲で変化させて接合した所、外観に顕著な差

は認められなかった。また、接合部断面観察でも顕著な差は認められなかったが、ツ

ール回転速度が小さくなると、攪拌部の大きさが小さくなる傾向が認められた。  

 引張試験の結果、C 方向引張試験では、全ての接合材が母材強度よりも小さく、母

材強度の 77～85％であった。破断位置は全て RS 側の攪拌部と熱影響部の境界近傍で

あった。C 方向引張試験片は攪拌部、熱影響部、母材部が引張方向に混在しているた

め、場所により硬さや強度が異なると推察されことから、このような結果になったも

のと考えている。  

 L 方向引張試験では、V=150、N=300 の条件で母材と同等、V=100、N=200 の条件

で母材以上の引張強さを示した。この結果より、接合部の純粋な強度は母材を上回る

場合があることが明らかになった。接合条件により引張強さが異なる要因として、接

合中の温度に起因する硬さの変化などが考えられる。  

 

３）接合条件と FSW ツール摩耗量の関係調査  

 図 3-2.2.8.B-20 に FSW の概念図を示す。FSW はツールを挿入する段階（プランジ

ング）とツールを移動して接合する段階（線接合）に大別できる。本研究では、これ

ら二つの段階での、条件とツール摩耗の関係を調査した。摩耗量は、使用前後のツ

ール形状をレーザ変位計（KEYENCE：LJ-V80）で測定して、プローブ及びショ

ルダの形状変化から評価した。ツール材質は組成の異なる 2 種類の Co 基合金とし

た。  

 図 3-2.2.8.B-21 に接合前後のツール形状測定例を示す。図に示すように、接合長 1m

程度の場合、プローブ先端が軸方向に摩耗する程度で、その他の部分は殆ど摩耗しな

い。そこで、本検討ではプローブ先端の軸方向寸法の変化を比較することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-20 FSW 概念図 
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図 3-2.2.8.B-21 接合前後の FSW ツール形状 

 

プランジング条件とツール摩耗の関係調査では、接合材にツールを所定の深さまで

挿入した後、10 秒保持してツールを引き抜いた。調査の結果、ツール回転速度（N）

が大きく、ツール挿入速度（Vp）が小さい条件でツールの摩耗が小さくなることが明

らかになった。また、同一条件でのツール材質の違いを調べた結果、摩耗量に 40％

程度の差が認められた。  

 線接合条件とツール摩耗の関係調査では、プランジング条件は一定とし、接合速度

（V）とツール回転速度（N）を変化させて相対比較した。線接合開始直前にツール

の回転速度を所定の回転速度に変更している。調査の結果、線接合では接合速度

100mm/min、ツール回転速度 200rpm の条件が最もツール摩耗量が小さかった。こ

の条件よりも高入熱条件および低入熱条件ではツール摩耗量が増加する傾向が認めら

れた。 

 

４）ツール耐久性評価  

 前 節ま での 結果を 反 映し 、 線接合時のツール回転速度 200rpm、接合速度

100mm/min の条件でツール耐久性評価を実施した。接合材料は 1.5GPa 級の超ハイ

テン鋼で、表面の酸化スケールを除去した厚み約 3mm の素材にビードオンプレー

トとした。1 回の接合長は 200mm で、特定の接合長において引張試験用に突合せ接

合を実施した。 

ツール摩耗量と接合長の関係を調査した結果、接合長の増加とともにツール摩耗量

が増加し、接合長 25m で約 1.2mm 摩耗した。また、接合長 20m 以降で摩耗の進行

が加速する傾向が認められた。 

 ツール形状の変化を比較した結果、接合長 10m ではショルダ部の摩耗は僅かであ

ったが、接合長 25m 後は顕著な摩耗が認められた。ショルダ形状の変化がツールの

摩耗を加速した要因の一つと推察している。 

 図 3-2.2.8.B-22 に接合材の外観写真を示す。接合長 5m と比較すると、接合長 20m、

25m と接合長の増加に伴い、表面荒れが顕著になっていた。摩耗に伴うツール形状の

変化により、材料流動、接合部の温度分布が要因として考えられる。  
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 接合部の断面観察では、接合長 5m と接合長 20m では顕著な差は認められないが、

接合長 25m では攪拌部が小さくなり、接合深さも小さくなっていた。外観の変化と

同様、ツール形状の変化に伴う、材料流動、接合部の温度分布が要因として考えられ

る。 

 接合長と引張強さの関係を調査した結果、引張強さは接合長 10m までは同等であ

ったが、接合長 20m 以降は減少した。しかし、引張強さの減少量は約 8％であり、最

終目標である強度低下 10%以下を満足する結果であった。  

接合部の硬さ分布を調査した結果、熱影響部の硬さは接合長 5m よりも、接合長

25m の方が小さくなっており、この違いが引張強さの低下に影響したものと考えてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）接合長 5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）接合長 20m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）接合長 25m 

図 3-2.2.8.B-22 接合材の外観写真 
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５）適応制御ロボット FSW 装置向けプランジング条件の適正化  

 超ハイテン材のアセンブリ接合を安定して実現する為、ロボット FSW 装置で

のプランジング条件を検討した。接合材には引張強度 1.5GPa 級の超ハイテン鋼

を用い、厚み 1.6mm、幅 74mm、長さ 220mm として 2 枚を重ね合わせて使用した。

ツール回転数（以下、N と称す）、ツール挿入速度（以下、Vp と称す）をパラメ

ータとした。  

図 3-2.2.8.B-23 に、Vp=2mm/min、N=500rpm 及び 600rpm でツール挿入した場合

のツール形状変化を示す。N=500rpm ではプランジング前後でツール形状に変化

は無く、使用後のツール外観からも損傷は認められなかったが、N=600rpm にな

るとショルダ外周部分に摩耗による形状変化が認められ、特にプローブは先端部

分が大きく摩耗した。  

 

 

 

 

 

 

（１）  N=500rpm の場合  

 

 

 

 

 

 

 

（２）  N=600rpm の場合  

 

図 3-2.2.8.B-23 プランジング前後の FSW ツール形状変化  

 

図 3-2.2.8.B-24 に、Vp=5mm/min、N=750rpm 及び 850rpm でプランジングした場

合のツール形状変化を示す。N=750rpm では挿入前後でプローブ形状に変化は無

かったが、ショルダ外周部分が摩耗していた。N=850rpm になると、ショルダ外

周部分の摩耗に加えてプローブが大きく損傷した。N=600rpm でプランジングし

た時にはプローブが大きく摩耗していたが、Vp を速くすることで N=500rpm 以上

でもプローブの損傷を防止できることが確認できた。一方、ショルダに関しては

Vp=2mm/min、N=500rpm 以外は全ての条件で摩耗したことから、ツールの損傷は

ショルダが接合材に挿入される際の入熱が大きく影響すると考えプランジング条

件をプローブ挿入とショルダ挿入以降の 2 段階して検討した。  

図 3-2.2.8.B-25 に、Vp=5mm/min、N=750rpm（プローブ挿入）、Vp=2mm/min、

N=500rpm（ショルダ挿入以降）の条件でプランジングした場合のツール形状変化

-1.0

0.0

1.0

2.0

-6 -3 0 3 6

z／
m
m

ｒ／mm

3mm

-1.0

0.0

1.0

2.0

-6 -3 0 3 6

z／
m
m

ｒ／mm

3mm

挿入前（破線）

挿入後



  

3-2.2.8-66 

 

を示す。ショルダ、プローブともプランジング前後で形状に変化はなく、ツール

外観からも損傷は認められなかった。本条件を用いることで、Vp=2mm/min でツ

ール挿入した場合に比べてプランジングに要する時間を約 34 秒短縮できること

を確認した。  

 

 

 

 

 

 

 

（１）N=750rpm の場合  

 

 

 

 

 

 

  

（２）N=850rpm の場合  

  

図 3-2.2.8.B-24 プランジング前後の FSW ツール形状変化  

 

  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-25 プランジング条件を変化させた場合のプランジング前後での

FSW ツール形状変化  

 

６）重ね面ギャップ量と接合品質の関係調査  

 超ハイテン部材アセンブリ接合を安定して実現させるため、重ね継手の重ね面ギャ

ップ量と接合品質の関係を調査した。接合試験では、板厚 1.6mm の超ハイテン鋼を重

ね代 22mm で重ね合わせた継手の重ね面にシムを挟み込むことでギャップを設定した。

シムの厚みは 0.05mm、0.1mm、0.15mm を準備し、ギャップ量：0mm、0.05mm、

0.1mm,0.15mm の 4 水準とした。ツールの挿入量は常に上板表面を基準として接合試

験を実施した。  
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 図 3-2.2.8.B-26 に、N=200rpm-V=100mm/min、N=400rpm-V=150mm/min の 2 条件で

重ね接合した場合のビード外観を示す。N=200rpm-V=100mm/min の場合、ギャップ

0mm では表面欠陥なく接合できたがギャップ 0.05mm 以上では表面欠陥が発生するよ

う に な り 、 ギ ャ ッ プ 0.15mm で は 接 合 中 に ツ ー ル が 折 損 し た 。 N=400rpm-

V=150mm/min では、ギャップ 0mm～0.15mm の範囲で表面欠陥なく接合できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-26 接合材の外観写真 

 

次に、ギャップ 0mm、0.05mm、0.15mm について継手の強度評価を行った。試験片

形状は図 3-2.2.8.B-27 に示すとおりである。なお、FSW の撹拌部は左右が非対称とな

り、重ね継手の引張せん断強度に対してツール回転方向が影響するため、上板の RS

側に負荷が加わる場合と、AS 側に負荷が加わる場合で比較した。  

図 3-2.2.8.B-28 に引張せん断試験結果を示す。RS 側に負荷が加わる場合では、ギャ

ップ量に関係なく同等の破断荷重であった。AS 側に負荷が加わる場合には、ばらつ

きが見られるが、RS 側の場合に比べ破断荷重が小さくなる傾向が示された。強度評

価の結果に加え、接合品質（欠陥有無）を考慮した結果、重ね継手のギャップは

N=400rpm-V=150mm/min の条件において 0.1mm まで許容可能と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-27 引張試験片形状 
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図 3-2.2.8.B-28 引張りせん断試験結果 
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③ ツール素材量産技術開発【日立金属株式会社】  

【2018 年度】  

１ )ツール材料特性評価  

 2018 年度に溶製した改良合金 3 のマスターインゴットにて精密鋳造した Co 合

金製ツールを用いて、370MPa 級の SPHC 冷間圧延鋼板同士の FSW 接合を行った。

接合長は 30.14m であり、接合条件は低速走行・中回転速度とした。接合試験後

の Co 合金ツールの外観を図 3-2.2.8.B-29 に、接合試験後のプローブ先端部表面を

SEM にて観察した結果を図 3-2.2.8.B-30 にそれぞれ示す。試験後のツールのプロ

ーブ先端部、ショルダ部の一部にツールの母相とは異なる相の凝着が見られるも

のの、ツール自体の損傷はほとんど見られず、ほぼ試験前の形状を保っている。  

 接合後のツールの断面 SEM 組織を図 3-2.2.8.B-31 に示す。ツールの全ての部位

において、鋼板と接触したツールの表面近傍でも粗大な硬質粒子がそのまま残っ

ており、硬質粒子の破砕やマトリックスの組織的な変化は見られない。次に、接

合後のツール断面の EPMA による元素マッピングを図 3-2.2.8.B-32 に示す。ツー

ル表面には研磨による凝着物の脱落を防ぐために、Ni メッキを施している。ツー

ル表面には SPHC 鋼板そのものが凝着しており、SPHC 鋼板の外表面には酸素が

検出された。しかし、ツールと凝着した SPHC 鋼板の界面においては、鉄、コバ

ルト、酸素が拡散した形跡は見られないため、ツールそのものは接合中に高温ま

で昇温していないと考えられる。  

 

図 3-2.2.8.B-29 370MPa 級 SPHC 鋼板を FSW 接合した後の Co 合金ツールの外観  

 

 

    図 3-2.2-8.30 370MPa 級 SPHC 鋼板接合後の Co 合金ツールのプローブ

先端部表面における SEM 観察結果  

 

10mm 

1mm 
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プローブ先端部     プローブ傾斜部     ショルダ部  

   

図 3-2.2.8.B-31 370MPa 級 SPHC 鋼板接合後のツールの  

断面 SEM 組織  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.8.B-32 370MPa 級 SPHC 鋼板接合後のツール断面の元素マッピング  

 

２ )高温における熱伝導率の測定  

 精密鋳造したベース合金、改良合金 2、改良合金 3 のツール材から試験片を採

取し、 800～ 1200℃の高温における熱伝導率測定を実施した。熱伝導率は、熱拡

散率と比熱と密度の積で算出される。密度は厳密には温度によって変化するが、

室温での測定値を代用し、熱拡散率と比熱を測定した。熱伝導率は、3 合金とも

に温度の上昇とともに増大し、 1100℃で極大となった後に、 1200℃では低下した。

また、各温度における熱伝導率は、改良合金 3 が最も高く、改良合金 2 は最も低

い。熱伝導率が高いほど、ツール表面から内部への伝熱が速く、接合に伴うツー

ル表面の温度上昇を抑制するため、改良合金 3 は良好な耐損傷性を有すると考え

られる。  

 

３ )まとめ  

 精密鋳造した Co 合金製ツールを用いて、370MPa 級の SPHC 冷間圧延鋼板の接

合し、試験後のツールのミクロ組織を観察し、組織変化は部分的に留まることを

確認した。また、高温における熱伝導率を取得し、熱伝導率は温度とともに増大

し、約 1100℃で極大値を取り、改良合金 3 が最も高い熱伝導率を有することを確

認した。以上より、ツール用 Co 合金は、高温において良好な熱伝導率と高い硬

さを維持するため、ツール損傷が比較的小さいものと考えられる。  

 

 

SEM Co Fe O 

50m 

50m 
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【2019 年度】  

１ )ツール材料特性評価  

 1.5GPa 級超ハイテン鋼の模擬材料として、 FSW において難接合性となる

SUS304 鋼板同士の FSW 接合を行い、接合後のツールの損傷評価を行った。Co 合

金製ツールは、2019 年度に溶製したベース合金のマスターインゴットを精密鋳造

したものを用い、接合長は 100mm であり、接合条件は低速走行・中回転速度と

した。接合試験後の Co 合金ツールの外観を図 3-2.2.8.B-33 に、接合試験後のプロ

ーブ部表面を SEM にて観察した結果を図 3-2.2.8.B-34 にそれぞれ示す。試験後の

ツールのプローブ、傾斜部およびショルダ部全体にわたり、鋼板と見られる相が

凝着しており、外観上のツールの損傷は確認できなかった。  

 次に接合後のツールの断面 SEM 組織を図 3-2.2.8.B-35 に示す。ツールの全ての

部位において、鋼板と接触したツールの表面近傍でも粗大な硬質粒子がそのまま

残っており、ほぼ試験前の形状を保っていた。また、硬質粒子の破砕や母相の組

織的な変化は見られず、ツールは損傷していないことが示唆された。続いて、接

合後のツール断面の EPMA による元素マッピングを図 3-2.2.8.B-36 に示す。ツー

ル表面に多く凝着した相は、Fe が多量に検出されたため、SUS304 鋼板である。

また、ツールと SUS304 鋼板の界面には鉄、コバルト、ニッケルを含み、かつ微

量に酸素を含んだ相が確認されたので、これらはツールと鋼板が摩擦されること

によって形成された移着物であると考えられる。一方、鋼板に含まれる鉄がツー

ル内部に拡散した形跡が見られないため、母材に含まれる元素が拡散するほどの

高温までは昇温していないことが示唆される。  

 

図 3-2.2.8.B-33 SUS304 鋼板を FSW 接合した後のツールの外観  

 

図 3-2.2.8.B-34 SUS304 鋼板接合後のツールのプローブ部表面の SEM 観察結果  

1mm 

10mm 
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ツール全体  

 

プローブ先端部    プローブ傾斜部     ショルダ部  

    

      

図 3-2.2.8.B-35 SUS304 鋼板接合後のツールの断面 SEM 組織  

 

 

図 3-2.2.8.B-36 SUS304 鋼板接合後の Co 合金ツール断面の元素マッピング 

 接合試験後のツール断面の室温における各部位の硬さを調査した。接合前のツ

ールの断面硬さは、部位によってやや異なり約 500～530HV である。接合試験後

のツールの硬さは、ほとんどの部位で変わらないが、最も熱負荷の大きい部位で

は、試験前に比べてやや低下したが、接合試験に摩耗を伴うような急激な低下は

ないことを確認した。  

 

２ )まとめ  

 精密鋳造した Co 合金製ツールを用いて、1.5GPa 級超ハイテン鋼の模擬材料で

ある SUS304 鋼板の接合試験後の組織、硬さ等を調査し、組織変化は部分的に留

まり、ツール各部位の急激な摩耗は起こらないことを確認した。  

 

SEM Co Fe O 

20m 

500m 

移着物  

鋼板  

ツール  

凝着相  

Ni 

50m 
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【2020 年度】  

１ )接合条件別 FSW ツールの評価  

 1.5GPa 級超ハイテン鋼同士の長距離接合を実現するために種々の条件で FSW

にて短距離での接合試験を行い、接合後のツールの損傷評価を行った。Co 合金製

ツールは、ベース合金、改良合金 3、改良合金 6 のマスターインゴットを精密鋳

造したものを用いた。接合条件は低速走行・低速回転、中速走行・中速回転、高

速走行・高速回転の条件で行い、接合長は 1.0～1.2m とした。接合後の Co 合金ツ

ールの外観とプローブ部表面の SEM 観察を行ったが、外観上の大きな損傷は見

られなかった。  

 次に接合後のツールの断面 SEM 組織を観察し、ツールのプローブ傾斜部、シ

ョルダ部については、鋼板と接触したツールの表面近傍でも粗大な硬質粒子が残

っており、ほぼ試験前の形状を保っていること、プローブ先端部については、低

速走行・低速回転条件の場合を除き、表面において針状の硬質粒子の破砕が見ら

れるが、いずれの部位についても母相の組織的な変化は見られないことを確認し

た。続いて、接合後のツール断面の EPMA による元素マッピングを行い、ツール

表面に接合材の超ハイテン鋼板が凝着していること、界面に移着物が存在するこ

とを確認した。鋼板に含まれる鉄がツール内部に拡散した形跡が見られないため、

母材に含まれる元素が拡散するほどの高温までは昇温していないことが示唆され

た。  

 最後に、接合後のツールの各部位における断面硬さを調査した。ベース合金に

ついては接合前のツールの断面硬さは、その他部位に比べてプローブ先端部で比

較的高く、接合後の硬さはショルダ部とプローブ中央ではほとんど違いがないが、

プローブ先端部とプローブ傾斜部では高い。改良合金 3 については接合前に比べ、

低速走行・低速回転条件では全部位において硬さが高く、中速走行・中速回転条

件では硬さの顕著な増大は見られなかった。また、改良合金 6 についてはプロー

ブ先端部とプローブ傾斜部の硬さが高く、ショルダ部とプローブ中央部では比較

的ショルダなった。いずれの条件についても摩耗につながるような急激な硬さの

低下はなかった。  

 以上の基礎検討結果から、 1m の短距離接合においてはツール表面に硬質粒子

が残存し、大きな摩耗もないため、1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合時においてもＣ

ｏ合金ツールは損傷していないことを確認した。改良合金 3 を用いた中速・中速

回転条件が検討した中で最も良好であったので、本条件で 25m 長距離接合試験を

実施することとした。  

 

２ ) 25m 長距離接合後の FSW ツールの評価  

25m 長距離接合を実施した後の Co 合金ツールの外観写真とプローブ先端部表

面の SEM 写真を図 3-2.2.8.B-37 に示す。試験後のツールには鋼板の軽微な付着が

見られ、プローブ先端部が摩耗していたが、クラック等の外観上の損傷は見られ

なかった。  

 次に長距離接合後のツールの断面 SEM 組織を図 3-2.2.8.B-38 に示す。ツールの
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全ての部位において針状の硬質粒子は破砕しており、プローブ先端部においては

粒状硬質相の塑性変形が見られ、高温まで昇温していることが示唆された。また、

ツール内部の水冷部に約 1mm の長さのクラックが確認された。このクラックは

エッジ部を起点に発生しているように見えるため、エッジ部の軽微な形状変更が

必要であると考えられる。  

続いて、ツール断面の EPMA による元素マッピングを図 3-2.2.8.B-39 に示す。

接合距離 1m の場合と同様に、ツールと超ハイテン鋼板の界面には鉄、コバルト、

ニッケルを含み、かつ微量に酸素を含んだ移着物が確認され、ツール表面には凝

着した接合材の超ハイテン鋼板が確認された。  

次に、ツール各部位の断面における硬さを調査した。長距離接合後のツールの

硬さは、前述の接合距離 1m の場合と同様にショルダ部ではほとんど違いがない

ものの、プローブ先端部とプローブ傾斜部では接合前に比べて高く、プローブ中

央部については接合距離が長いほど硬さは高いが、全部位において顕著な低下は

なかった。  

以上の結果から、プローブ先端部は摩耗し硬質粒子の破砕は見られるものの、

プローブ形状は維持されており、また顕著な硬さ低下は見られないため、25m の

長距離接合においてもツールは耐久可能であると考えられるが、局部的にクラッ

クが発生するためツール形状の再検討が必要である。  

 

外観写真  SEM 写真  

 

 

 

図 3-2.2.8.B-37 1.5GPa 級超ハイテン鋼板長距離接合後のツールの外観写真およ

び SEM 写真（中速走行・中速回転条件で接合した改良合金 3 ツール）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10mm 1mm 
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全体  プローブ先端部  プローブ傾斜部  ショルダ部  

    

図 3-2.2.8.B-38 1.5GPa 級超ハイテン鋼板長距離接合後のツールの  

断面 SEM 組織（25m 長距離接合後の改良合金 3 ツール）  

 

 

図 3-2.2.8.B-39 1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合後のプローブ先端部断面の  

    元素マッピング（25m 長距離接合後の改良合金 3 ツール）  

 

３ )まとめ  

 精密鋳造した Co 合金製ツールを用いて、種々の材質および接合条件で 1.5GPa

級超ハイテン鋼板を接合試験し、ツールの組織、硬さ等を評価した。この中で最

も摩耗が抑制されるツール材質と接合条件の組み合わせを明確にし、本条件にて

25m の長距離接合を実施した。25m 長距離接合後のツールは、プローブ先端部が

摩耗し、硬質粒子の破砕は見られるものの、プローブ形状は維持されており、顕

著な硬さ低下は見られなかった。しかし、局部的にクラックが発生するためツー

ル形状の再検討が必要であることが明確となった。  

 

【2021 年度】  

１ )接合条件別 FSW ツールの評価  

 1.5GPa 級超ハイテン鋼同士の重ね合わせ接合技術を確立するために、種々の条

件で FSW による重ね合わせ接合試験およびロボット適用制御 FSW によるアッセ

ンブリ接合試験を行い、接合後のツールの損傷評価を行った。Co 合金製ツールは、

全て改良合金 3 のマスターインゴットを用いて精密鋳造したものを用いた。接合

条件は中速走行・中速回転、中速走行・高速回転の条件で行い、接合長はそれぞ

れ 240mm、120mm とした。接合後のＣｏ合金ツールの外観を図 3-2.2.8.B-40 に、

プローブ部表面の外観 SEM 写真を図 3-2.2.8.B-41 に示す。いずれの条件において

も接合後のツールには外観上の大きな損傷は見られなかった。  

SEM Co Fe O 
20m 

鋼板  

ツール  

Ni 

50m 
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 次に接合後のツールの断面 SEM 組織を図 3-2.2.8.B-42～図 3-2.2.8.B-43 に示す。

プローブ傾斜部については鋼板と接触したツールの表面近傍でも粗大な硬質粒子

が残っており、試験前の形状を保っている。一方、プローブ先端部やショルダ部

では、表面の針状の硬質粒子の破砕や塑性流動が見られたが、いずれの部位につ

いても母相の組織的な変化は見られなかった。  

 

 

 

FSW による重ね合わせ接合  ロボット適応制御 FSW による  

アッセンブリ接合  

中速走行・中速回転

(接合長 240ｍｍ) 

中速走行・高速回転

(接合長 240ｍｍ ) 

中速走行・高速回転  

(接合長 120ｍｍ ) 

C1 C2 H5 H6 

    

図 3-2.2.8.B-40 1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合後のツールの  

外観写真  

 

C1 C2 H5 H6 

    

図 3-2.2.8.B-41 1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合後のツールの外観 SEM 写真  

 

 

部位  C1 C2 H5 H6 

ツール  

全体  

    

図 3-2.2.8.B-42 1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合後のツールの断面 SEM 組織  

2mm 

1mm 

 

20mm 
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部位  C1 C2 H5 H6 

プローブ

先端部  

    

プローブ

傾斜部  

    

ショルダ

部  

    

図 3-2.2.8.B-43 1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合後のツールの  

断面 SEM 組織  

 

続いて、接合後のツール断面の EPMA による元素マッピングを図 3-2.2.8.B-44

に示す。ツールと超ハイテン鋼板の界面には鉄、コバルト、ニッケルを含み、微

量に酸素を含んだ移着物が確認された。一方、鋼板に含まれる鉄がツール内部に

拡散した形跡が見られないため、母材に含まれる元素が拡散するほどの高温まで

は昇温していないことが示唆される。  

 

 

図 3-2.2.8.B-44 1.5GPa 級超ハイテン鋼板接合後のプローブ先端部断面

の元素マッピング（ツール No.C2）  

 

 最後に、接合後のツールの各部位における断面硬さを測定した。重ね合わせ接

合後のツール（ C1、 C2）の硬さは接合前に比べて高いが、ロボット適応制御

FSW アッセンブリ接合後のツール（H5、H6）の硬さは接合前とほとんど変わら

ない結果となった。  

以上の結果から、ツール表面に硬質粒子が残存し、大きな摩耗もないため、

1.5GPa 級超ハイテン鋼板の重ね合わせ接合においても Co 合金ツールは損傷して

いないと言える。  

 

SEM Co Fe O 20m 

鋼板  

ツール  

Ni 

50m 

Ni メッキ  

移着物  

破砕  
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２ )まとめ  

 精密鋳造した Co 合金製ツールを用いて、種々の接合条件で 1.5GPa 級超ハイテ

ン鋼板の FSW による重ね合わせ接合試験およびロボット適用制御 FSW によるア

ッセンブリ接合試験を行ったツールの組織、硬さ等を評価した。いずれの接合条

件においても、接合試験後のツールはプローブ先端部とショルダ部が摩耗し、硬

質粒子の破砕は見られるものの、プローブ形状は維持されており、顕著な硬さ低

下は見られなかった。  
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④ FSW ツール量産技術開発【株式会社日立メタルプレシジョン】  

１）精密鋳造法による Co 合金ツールの製作  

先端に突起物のあるツールを回転させながら接合部に押し込み、摩擦熱によって軟

化した材料を攪拌して接合する FSW ツールには、高温域での高強度、高靭性、高剛

性が要求される。これまでツールの高性能化を目的に、合金成分を改良した Co 合金

が研究されてきた。一方コストを抑える製法として用いる精密鋳造法は、溶融金属を

凝固させて形を作る製法であり、合金成分の違いで溶湯の物性値が変わるため，その

凝固プロセスのなかで如何に欠陥の少ない製品を作り込むかが必須である。内部欠陥

は強度低下の要因であり、ツール寿命に大きく影響することから精密鋳造法に於いて

欠陥の有無は重要な課題であった。  

図 3-2.2.8.B-45 に示すよう従来から欠陥は合金成分によって発生形態や発生量が異

なり、断面内部には鋳造品特有のミクロシュリンケージが確認されていた。シュリン

ケージの形態は空洞で形状については球状や樹枝状が観察され、凝固が始まる表層付

近にも分散し、湯口側の中央付近にはより多くの発生傾向が見られた。これは熱ボリ

ュームが大きいことに起因し、湯口から最終凝固部に充分な押湯供給が得られなかっ

たことから発生したと想定された。本研究では Co 合金の使用量を低減させコストダ

ウンを図る目的で、ツール外径の小径化（φ30→φ20）に取組んだ。これは内部欠陥

に対しても優位であり、凝固の基本となる製品部の熱ボリュームを下げることを可能

とした。更に湯口サイズの最適化を行い、凝固パラメータとなる鋳型温度や鋳造温度、

冷却方法を検討し見直した。結果、最終凝固部に適正な押湯効果が得られ、空洞の大

きさは小さくなり発生量も明らかに少ないツールを製造することが可能となった。  

 

図 3-2.2.8.B-45 2017 年度ツールの内部欠陥 
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断面観察に於いて確認された空洞の空隙率を測定することにより、欠陥状態を定量

的に示した。測定箇所はツール全体と先端部のみを観察した場合の平均と最大で評価

した。比較のため従来製造したベース合金及び改良合金 3 の空隙率測定結果を表 3-

2.2.8.B-2 に、観察したツールの空隙状態（2 値化写真）を図 3-2.2.8.B-46 に示す。ツ

ール全体の平均空隙率を 2017_φ30 と 2019_φ20 ツールで比較すると、ベース合

金では 95.4％、改良合金 3 では 92.2％と大幅に減少し、先端についても 89.5％、

86.9％と明らかに減少し内部品位の向上が確認された。本研究で行った熱ボリュー

ムを小さくするための小径化や、適切な押湯効果を得る湯口サイズの検討、鋳造条件

等の最適化は内部欠陥に極めて効果があり、健全な品位が得られていることが示され

た。  

 

表3-2.2.8.B-2 空隙率測定結果  

 

 

図3-2.2.8.B-46-① 2017年度_φ30 空隙状態  
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図3-2.2.8.B-46-② 2018年度_φ20 空隙状態  

 

 

図3-2.2.8.B-46-③ 2019年度_φ20 空隙状態  

 

２）金型による形状多様化ツールの製作  

Co 合金の使用量を減らしてコストダウンをする目的で、ツールサイズの小径化

（φ30→φ20）を行い、従来のミーリングチャックや冷却機構を見直すことで形状を

決定して、精密鋳造に用いられる WAX 模型金型を新規製作した。この金型の特徴は

それぞれの先端形状を掘り込んだパーツを交換することにより、先端部は加工レス

（素材のまま）で使用することが可能である。また図 3-2.2.8.B-47 の模式図で示すよ

うに、金型の一部品を差し替えて射出成形することで多様な先端形状を得ることが可

能であり、スライドコアの製作費用は金型一式の 10％と安価で製作できることから金

型費用を抑える効果は非常に大きい。表 3-2.2.8.B-3 に金型製作費のコストを示す。  
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図 3-2.2.8.B-47 スライドコアの模式図 

 

表 3-2.2.8.B-3 金型製作費のコスト 

 

 

 

 

 

金型で成形された WAX 模型を鋳造した後に、加工完成品まで施して従来品とのコ

ストを比較した。小径にしたことから鋳型への組付数を 1.8 倍に増やして鋳造歩留り

を向上させ、得られた鋳造品の重量は従来品と比較して 58％軽くなり原材料費も抑え

られた結果、素材単価は 40％低減された。加工費に於いても必要部のみを加工するこ

とで Total コストを 28％低減させた。図 3-2.2.8.B-48 に精密鋳造品の製造工程及びツ

ール形状比較、表 3-2.2.8.B-4 に製品コスト効果の内訳を示す。  

 

 

図3-2.2.8.B-48 精密鋳造品の製造工程及びツール形状比較  
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表3-2.2.8.B-4 製品コスト効果の内訳  

 

 

３）ツール加工費のコスト低減  

精密鋳造法で製造したツール素材は、熱処理で機械的特性を改善させた後、最

終形状まで機械加工を施して完成する。現状の加工工程は、 1.端面・外周荒加工

から始まり 3.水孔加工 4.外周仕上げを施し 6.検査で完了する。  

加工費に於ける工程比率を分析すると、消耗品の刃具比率が 50％と加工費の半

分を占めている。これには本ツールの材質が Co 基合金で超耐熱鋼に分類され、

熱伝導率が低く、加工硬化性を有した難削材であり刃具の摩耗が著しく早いことが

挙げられる。一方加工工程では 3.水孔加工が 15％を占め、マシニングセンターに

よる等高線加工に時間を要していた。一般的なドリルの先端角は 120°のため図面

は 30°で規定されているが、耐熱鋼に適合したドリルは 140°であり角度が異なる

ことから、30°を加工するために φ8×R0.2 ラジアスエンドミルで粗加工した後、仕

上げ加工を φ6×R0.5 で行っていた。エンドミルは 2 種類を使用し、寿命が短いた

め刃具費の 98％を水孔加工が占めている実態が把握された。表 3-2.2.8.B-5 に加工

工程及び工程比率を示す。  

 

表 3-2.2.8.B-5 加工工程及び工程比率 
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等高線加工とは図 3-2.2.8.B-49 に示すよう、30°の斜面に沿って R の付いた刃物

で、小さな階段状になるよう何度も周回を重ねる加工で、段差は 0.003mm になる

ようにプログラムを組み加工時間は 190 秒を要していた。そこで加工方法をエン

ドミルからドリルに変更することに着目し、更なる加工費低減に取り組んだ。対

品である水冷パイプとの干渉を確認したところ 30°を 20°に変更することが可能で、

耐熱鋼用先端角 140°のドリルでテスト加工を実施した結果、切りくずの排出性も

良好で表面粗さも満足することが確認された。図 3-2.2.8.B-50 に対品との干渉及

びテスト加工の断面を示す。  

図 3-2.2.8.B-49 加工形状及び等高線加工 図 3-2.2.8.B-50 干渉及びテスト加工 

 

 2 種類のエンドミルをドリル加工に変更した結果、加工時間は 190 秒が 30 秒に

なることで水孔加工工程に於ける効果は△5%、耐熱鋼用ドリルは高額だがエンド

ミルと比較すると寿命が長いため全体的に安くなり、刃具費の効果は△5%となり、

加工費全体で△10%のコスト低減を実現した。表 3-2.2.8.B-6 に加工方法変更によ

るコスト効果を示す。 

 

表 3-2.2.8.B-6 加工方法変更によるコスト効果 

 

 

４）研究成果の意義  

チタン材や超ハイテンを接合するには、高温域での高強度と耐久性を備え持つツー

ルの開発が必須であり、ツールを製造する観点に於いては極めて欠陥の少ないツール

を安定的に安く供給することが実用化に向けた重要な課題と考える。本研究ではツー

ル寿命に影響する内部欠陥の低減、ツールコストの低減に向けて取り組み、方向性を

示す意義ある成果が得られた。 
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⑤ツール合金開発，接合部解析【再委託先①】  

１）鉄鋼の FSW に適した Co 合金 FSW ツールの成分最適化  

 平成 26 年度～平成 29 年度の再委託事業において、合金成分を変化させることで、

金属組織や諸特性を変えた Co 合金を設計し、チタン合金、純チタンおよび鉄鋼に対

する FSW 試験を実施した結果、チタン合金では高温強度が高い Co 合金の FSW ツー

ルが摩耗しづらいが、鉄鋼ではツール材の材料組織がツール摩耗に影響を及ぼすこと

を明らかにした。具体的には、γ/γ’母材に分散する金属間化合物や炭化物などの硬質

粒子の分布状態に依存し、2～5μm の硬質粒子が高密度に分布するほど、耐摩耗性が

向上する可能性が示唆された。そこで更なる高性能化を目指して、合金成分量を微調

整することで硬質粒子の分布状態を変えた Co 合金を追加設計し、S45C（中炭素鋼）

に対する FSW に供して、Co 合金 FSW ツールの成分最適化とツール損傷低減の方策

について検討した。S45C の FSW 条件は、ツール回転速度 150rpm、接合速度 1mm/s

とし、アルゴンガスによるシールドに加えて、進行方向前方からアルゴンガスを Co

合金ツールに吹き付けることで強制的に冷却した。Co 合金 FSW ツール形状は、ショ

ルダ径 15mm、プローブ長 1.7mm とした。  

 追加設計された Co 合金ツールは FSW に伴い、これまでの報告と同様、ショルダ外

縁部から摩耗する傾向を示したが、微細な硬質粒子を高密度に分散した合金において

は、ツール摩耗量の著しい低減が確認された。3 次元的なツール摩耗を定量的に評価

すると、ショルダ外縁部からの摩耗が確認できるが、マクロ的なツール摩耗はほとん

ど生じていないことが分かった。単位摺動距離当たりのショルダ外縁部の摩耗体積

（ショルダ摩耗率）をツール摩耗の指標として用いると、最良の耐摩耗性を示したシ

ョルダ摩耗率は既存の開発ツールに比べて半分以下に低減できた。また、耐摩耗性に

対するツール材の物性・ミクロ組織の関係について詳細に検討した結果、微細な硬質

粒子が高密度に分散した状態を定量的に示す指標として、硬質粒子間の平均距離を用

いることで比較的良好な関係を得ることができた。すなわち、硬質粒子間の平均距離

が小さい Co 合金 FSW ツールほど耐摩耗性に優れることが示唆された。  

 実使用を考慮した場合、一度摩耗した Co 合金 FSW ツールを再加工し、再利用でき

ることが求められることから、摩耗後、再加工した Co 合金 FSW ツールの摩耗性能を

評価した。被接合材は S45C であり、Co 合金 FSW ツール形状はショルダ径 12mm、

プローブ長 1.2mm とし、ツール回転速度 200rpm、接合速度 100mm/min、アルゴンガ

スによるシールドと強制冷却を用いた。FSW によるツール摩耗挙動を調べた結果、再

加工した Co 合金 FSW ツールは新品と同等のツール性能を示すことが示された。これ

は、ツールへ加工するインゴット全てに、同一のミクロ組織を得る製造方法（鋳造お

よび熱処理）が用いられているためと考えられた。以上より、鉄鋼の FSW に適した

Co 合金 FSW ツールの成分を最適化することができた。  

 

２）1.2GPa 級 TRIP 鋼 FSW 継手の引張特性  

 超ハイテンの一種である 1.2GPa 級 TRIP 鋼の FSW 突合せ継手引張特性を調べた。

1.2GPa 級 TRIP 鋼に対してツール回転速度 200rpm と 300rpm を用いた場合、接合欠陥
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のない継手が得られた。その結果、ツール回転速度 300rpm の継手では、引張強さ

1210MPa 程度、伸び 11～ 12%の良好な引張特性が得られたが、ツール回転速度

200rpm では、引張強さが約 1100MPa、伸びが 4～7%となり、特に伸びの低下が著し

かった。このように FSW 継手における引張特性の違いの要因を明らかにするため、

継手のミクロ組織を解析した。  

 いずれの継手においても、攪拌部中にコントラストの異なる領域が左上から攪拌部

を横断するように観察されるが、初期突合せ面の残存、トンネル欠陥や溝状欠陥など

は観察されなかった。これら継手の引張試験を実施した結果、300rpm で得られた継

手は、攪拌部から離れた熱影響部にてネッキングを起こした後、破断した。TRIP 鋼

FSW 継手の硬さ分布は、攪拌部で上昇する一方、熱影響部で母材よりも軟化するため、

最軟化した領域で優先的に降伏し、破断に至ったものと推察される。一方、200rpm

で得られた継手は、攪拌部と熱影響部の境界付近においてネッキングを起こすことな

く破断した。き裂の進展経路におけるミクロ組織を詳細に調べた結果、破断の起点と

なり得る接合欠陥や介在物などは観察されなかったが、攪拌部の前進側表面において、

非常に粗い波目模様が存在し、その波目模様の凹部からき裂が進展しているように見

えることから、ツール回転速度が 200rpm においては、攪拌部表面に形成される波目

模様が粗くなってしまい、引張試験における応力集中点として作用したものと推察さ

れた。以上より、FSW 継手における硬さ分布以外にも、表面模様が引張破断に影響す

る場合があり、ツール回転速度が低い場合、その危険性が増すことが明らかとなった。 

 

３）超ハイテンの突合せ FSW における条件適正化  

 代表的な Cr-Mo 鋼である SCM435 に対して、引張強さ 1.5GPa 以上、伸び 7%以上の

引張特性が得られるように、焼ならし、焼入れおよび焼戻し処理を行ったものを超ハ

イテン供試材として用いて、Co 合金ツールを用いた突合せ FSW を種々の接合条件で

実施し、得られた超ハイテン FSW 突合せ継手の金属組織と機械的特性を調べて、接

合条件の最適化を試みた。  

 供試材の形状は長さ 220×幅 49.5×厚さ 3.2 (mm)であり、突合せ面から 10 mm の領域

を厚さ 1.4 mm に機械加工した。その後、2 枚の供試材を超硬合金板の上に設置して突

合せ FSW した。接合ツールは本研究開発で組成や形状を適正化した Co 合金製のもの

であり、ショルダ径 12 mm、プローブ長 1.2 mm のものを用いた。条件を適正化する

ため、ツール回転速度 200～400 rpm、接合速度 100～400 mm/min の範囲で変化させた。  

 種々の接合条件で FSW した結果、接合速度 100 mm/min では表面外観が荒れた継手

となったが、それ以外の条件では表面が滑らかな継手を得ることができた。滑らかな

表面外観が得られた 5 つの接合条件で作製した継手の断面マクロ写真を図 3-2.2.8.B-

51 に示す。接合中心付近に攪拌部が観察された。全ての攪拌部内にトンネル欠陥な

どの体積欠陥は観察されなかったが、3 つの接合条件 300rpm-200mm/min、300rpm-

300mm/min、400rpm-400mm/min で得られた継手では、攪拌部下部に初期突合せ面の

残存と思われる欠陥、ルートフローが観察された。断面マクロを詳細に観察すると、

300rpm-300mm/min および 400rpm-400mm/min で得られた攪拌部は供試材下部まで達
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していないことが確認できた。本研究の FSW では、装置に一定のツール挿入深さ値

を入力して実施したため、FSW 走行時にはツールに働く反力により、実質的なツール

挿入深さが減少することが想定された。ルートフローが観察された継手は、ツール回

転速度に対して接合速度が速い接合条件で得られたものであったことから、ツールへ

の反力が大きく、実質的なツール挿入深さが減少したため、ルートフローが残された

ものと推察された。ルートフローは裏曲げ試験において開口するとともに、引張試験

や疲労試験においては応力集中源となるため、機械的特性を著しく低下させることが

容易に想像できる。従って、断面マクロ観察の結果から、ルートフローが形成されな

い 300rpm-150mm/min もしくは 400rpm-200mm/min が適正な接合条件の候補として選

定された。  

 

図 3-2.2.8.B-51 種々の接合条件で得られた超ハイテン FSW 部の断面マクロ写真  

 

 攪拌部のミクロ組織を解析した結果、全ての攪拌部において、マルテンサイトが主

体のラス状組織が観察された。マルテンサイトの分率や形状、サイズに及ぼす接合条

件の影響はあまり見られなかった。この組織より、全ての接合条件において攪拌部の

最高到達温度は A3 点を超えているものと考えられた。接合ツールの攪拌により最高

到達温度が A3 点を超えることで完全オーステナイト組織が得られ、ツール通過後の

急冷によりオーステナイトがマルテンサイトへ変態したものと推察された。  

 超ハイテン突合せ継手の硬さ分布を調べた結果、母材の硬さは 450～480 Hv 程度で

あったが、攪拌部の硬さは約 600 Hv であった。攪拌部硬さに及ぼす接合条件の影響

はほとんど見られなかった。これはミクロ組織解析の結果と同様、全ての攪拌部にお

いてマルテンサイト主体のラス状組織が得られており、接合条件の影響は見られなか

ったことと一致していた。母材と攪拌部の間、すなわち熱影響部（HAZ）で、硬さが

300 Hv 程度まで低下しており、いわゆる HAZ 軟化が見られた。軟化部の硬さに及ぼ

す接合条件の影響はあまり見られなかったが、軟化部の位置はツール回転速度が高い

ほど接合中心から遠くへ移動する傾向が見られた。後ほど詳細を示すが、HAZ 軟化は

A1 点直下に加熱されて、母材の焼戻しマルテンサイトが更に焼戻されることで生じ

たものと推察された。ツール回転速度とともに最高到達温度も高くなるため、A1 点

直下に加熱される領域も接合中心から離れるものと考えられた。これらの結果から、
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攪拌部の組織及び継手の硬さ分布に及ぼす接合条件の影響はほとんどないことが示さ

れた。そこで本研究では、300rpm-150mm/min と 400rpm-200mm/min のうち、熱影響

が少ない 300rpm-150mm/min を適正化条件として選定した。  

 適正化条件（300rpm-150mm/min）で得られた超ハイテン接合部におけるミクロ組織

分布について調べた。母材部にはラス状組織の中に微小な炭化物が観察されることか

ら、典型的な焼戻しマルテンサイト組織であることが分かった。HAZ 軟化が生じた

“軟化部”では、ラス状組織が粗大化し、炭化物の量およびサイズが増加していること

から、母材部の焼戻しマルテンサイトが更に焼戻されたものと考えられた。このよう

な組織は A1 点直下へ加熱されることで得られるものと考えられた。“HAZ”には、マ

ルテンサイトとフェライトが共存した組織が観察された。マルテンサイト中に炭化物

は観察されないことから、FSW の冷却過程において新たに形成された焼入れマルテン

サイトと考えられた。“HAZ”において、軟化部から攪拌部に近づくにつれて、焼入れ

マルテンサイト量が増加していたため、“HAZ”は FSW 過程での最高到達温度が A1 点

～A3 点の間に加熱された領域と考えられた。最高到達温度が A1 点～A3 点の間に加

熱された場合、フェライトとオーステナイトの混合組織が得られ、温度が高いほどオ

ーステナイトの量は増加する。オーステナイトは冷却過程で焼入れマルテンサイトへ

変態するため、この領域では、焼入れマルテンサイトとフェライトから成る組織を呈

し、攪拌部に近づくほど焼入れマルテンサイト量が増えるものと考えられる。焼入れ

マルテンサイト量の増加とともに硬化するため、“HAZ”は HAZ 軟化部から攪拌部に

かけて見られる硬さが急上昇した領域に対応していた。母材部、軟化部、攪拌部にお

いて EBSD 解析を実施し、集合組織ならびに平均結晶粒径を調べた結果、これらの領

域はいずれも比較的ランダムな方位分布を有しており、結晶粒径も 2.5～3.0 μm の範

囲にあり、大きな差は見られなかった。  

 この接合部に対して継手引張試験を実施した結果、引張強さは約 1480 MPa、伸

びは約 4%であった。破断は HAZ 軟化部で生じた。母材は、引張強さ 1.5 GPa 以

上、伸び 7%以上を目標に製造されているため、接合部において引張強さ、伸び

ともに低下したと言える。引張強さの低下は、最弱ポイントである HAZ 軟化部

で破断したためである。伸びの低下は、HAZ 軟化部において優先的に塑性変形が

生じる一方、硬化した攪拌部ではほとんど塑性変形が生じないためであり、接合

部内に著しく脆化した領域が形成された結果ではないと考えられた。  

 

４）超ハイテンの重ね FSW における条件適正化  

 超ハイテンの TWB（テイラードブランク）部材の製作においては、重ね FSW が用

いられることから、Co 合金ツールを用いて種々の接合条件で超ハイテンの重ね FSW

を実施し、得られた継手の金属組織と機械的特性を調べて、接合条件の適正化を試み

た。  

 用いた超ハイテン供試材は、代表的な Cr-Mo 鋼である SCM435 に対して、引張強さ

1.5GPa 以上、伸び 7%以上の引張特性が得られるように、焼ならし、焼入れおよび焼

戻し処理を行って作製した。供試材の形状は長さ 220×幅 74×厚さ 1.4 (mm)であり、幅
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方向に 22 mm 重ね合わせて、重ね FSW を行った。FSW ではツール回転方向と接合方

向の関係で左右が非対称な継手となり、重ね継手の引張せん断強度に対してツール回

転方向が影響するため、回転方向を変えて実施した。接合ツールは本研究開発で組成

を適正化した Co 合金製のものであり、ショルダ径 15 mm、プローブ長 1.6 mm のもの

を用いた。接合条件は、接合速度をツール回転速度で除した値、すなわちツール 1 回

転当たりの進行距離（回転ピッチ）が 0.5 mm/rev で一定になるように、ツール回転速

度と接合速度を変化させた。具体的には、100 rpm×50 mm/min、150 rpm×75 mm/min、

200 rpm×100 mm/min、300 rpm×150 mm/min の 4 条件で重ね FSW を行った。  

 

 

図 3-2.2.8.B-52 厚さ 1.4mm 超ハイテンの重ね FSW 継手の断面マクロ写真  

 

 得られた FSW 継手の表面外観は全て滑らかであり、表面荒れなどは確認できなか

った。FSW 継手の断面マクロ写真を図 3-2.2.8.B-52 に示す。接合中心付近に無欠陥の

攪拌部が見られた。攪拌部はツール回転速度が増加するほど深くなっており、回転速

度 100 rpm では上下板厚の半分程度であったが、回転速度 300 rpm では下板下部にま

で達していた。攪拌部内において重ね面は分断されており、どの接合条件でも接合が

達成されていたが、回転方向と接合方向が一致する側（前進側：AS と表記）におい

て、重ね面端部が上板側に浮き上がるフックが確認された。一方、回転方向と接合方

向が逆になる側（後退側：RS と表記）では、重ね面端部のフックは見られなかった。  

 FSW 継手の断面上の上板でビッカース硬さ分布を測定した結果、母材の硬さは約

450 HV であった。攪拌部では、接合条件によって 380～500 HV の硬さとなっており、

回転速度とともに攪拌部硬さは増加した。攪拌部の外側では硬さが急激に低下し、約

300 HV であり、回転速度が高いほど、硬さ低下領域の位置が接合中心から遠い側へ

シフトする傾向を示した。  
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図 3-2.2.8.B-53 厚さ 1.4mm 超ハイテンの母材および攪拌部中央の SEM 写真  

 

 硬さとミクロ組織の関係を調べるため、得られた FSW 継手の各領域のミクロ組織

を SEM により察した。母材および異なる接合条件で得られた攪拌部の SEM 写真を図

3-2.2.8.B-53 に示す。母材は典型的な焼戻しマルテンサイト組織を呈していた。攪拌

部においては、焼入れマルテンサイトとフェライトの混合組織となっており、回転速

度が高いほどマルテンサイト量が増加する傾向が示された。一般的に、焼入れ硬化性

を有する鋼の硬さはマルテンサイト量に依存し、マルテンサイト量が多いほど硬くな

る。すなわち、攪拌部の硬さが回転速度とともに増加したのは、焼入れマルテンサイ

ト量の増加により説明できた。一方、硬さ低下が生じた領域では、母材よりも粗大な

炭化物を有する焼戻しマルテンサイトが観察できた。これは母材組織がさらに焼き戻

されたことを意味しており、この母材の更なる焼戻しにより著しい硬さ低下が生じた

ものと推察された。  

 FSW では摩擦熱と加工熱により材料を加熱しつつ、大きな塑性ひずみを付与するこ

とで攪拌部が形成される。鋼の場合、微細な再結晶粒組織が形成された後、固相変態

を経るため、攪拌部組織は主に最高到達温度に依存する。焼戻しマルテンサイトだっ

た母材組織は、FSW 時の温度上昇に伴って変化し、A1 点を超えるとオーステナイト

相が形成され、温度上昇とともにオーステナイト相の割合が増加し、A3 点以上で完

全オーステナイト組織となる。SCM435 は焼入れ硬化性が高いため、接合時の冷却過

程においてオーステナイトが全て焼入れマルテンサイトへ変態すると仮定すると、

ThermoCalc で求めた計算状態図から、各接合条件で得られた攪拌部の最高到達温度を

予測することができる。本研究で用いた SCM435 の A1 点は約 730℃、A3 点は 788℃

であり、各接合条件で得られた攪拌部の最高到達温度は、100 rpm×50 mm/min で

740℃、150 rpm×75 mm/min で 760℃、200 rpm×100 mm/min で 780℃、300 rpm×150 

mm/min で 788℃以上であることが推察された。  

 本研究で得られた FSW 継手の引張せん断試験を実施した。各接合条件においてツ
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ール回転方向を変えた継手の引張せん断試験を実施したが、これは時計回りでは上板

の RS へ、反時計回りでは上板の AS へ荷重が加わるため、破断位置や破断荷重が変

わるためである。図 3-2.2.8.B-54 に引張せん断試験での破断荷重に及ぼす接合条件と

回転方向の影響を示す。破断荷重は 150 rpm×75 mm/min で最大となり、回転速度の増

加とともに低下した。回転速度が低い場合には、時計回りに比べて反時計回りで得ら

れた継手の破断荷重が高いが、回転速度が高い場合には、時計回りで得られた継手の

ほうが高くなった。破断荷重の違いを検討するため、引張せん断試験時の破断起点と

き裂進展経路を調べたところ、ほとんどの継手は重ね面端部近傍から上板側へき裂が

進展していることが分かった。時計回りでは上板の RS、反時計回りでは上板の AS で

破断していた。回転速度が低い場合、破断起点は重ね面端部ではなく硬さ低下領域で

あり、その後、上板の AS に存在する硬さ低下領域、すなわち熱影響部をき裂が進展

するが、回転速度が高い場合には、重ね面端部で発生したき裂が攪拌部内を引張方向

に垂直に進展していた（図 3-2.2.8.B-55）。 

 

図 3-2.2.8.B-54 厚さ 1.4mm 超ハイテンの重ね FSW 継手の引張せん断荷重に及ぼす

接合条件と回転方向の影響  
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図 3-2.2.8.B-55 破断した厚さ 1.4mm 超ハイテン重ね FSW 継手における破断き裂の

起点近傍の SEM 写真  

 

 重ね継手の場合、重ね面端部は切欠きとして作用するため、大きな応力集中が生じ

る。応力が集中する領域に、低い靱性を有する焼入れマルテンサイトが多く存在する

回転速度が高い継手では、低荷重で破断に至るが、回転速度の低下に伴ってマルテン

サイト量が減少し、靱性が向上するため、重ね面端部からき裂が発生せず、最軟化部

（硬さ低下領域）においてき裂の発生と進展が生じ、破断経路が長くなったため、破

断荷重が上昇したものと推察される。  

 2021 年度は、超ハイテンの TWB（テイラードブランク）部材に使用される板厚

1.6mm の超ハイテンに対する重ね FSW を対象とし、Co 合金ツールを用いて種々の接

合条件で超ハイテンの重ね FSW を実施して、得られた継手の金属組織と機械的特性

を調べ、接合条件の適正化を試みるとともに、適正条件で得られた継手のミクロ組織

の形成機構を調べた。  

 用いた超ハイテン供試材は、SCM435 に対して、引張強さ 1.5GPa 以上、伸び 7%以

上の引張特性が得られるように、焼ならし、焼入れおよび焼戻し処理を行ったものを

用いた。供試材の形状は長さ 220×幅 74×厚さ 1.6 (mm)であり、幅方向に 22 mm 重ね

合わせて、重ね FSW を行った。FSW ではツール回転方向と接合方向の関係で左右が

非対称な継手となり、重ね継手の引張せん断強度に対してツール回転方向が影響する

ため、回転方向を変えて実施した。接合ツールは本研究開発で組成を適正化した Co

合金製のものであり、TWB 部材の接合と板厚を考慮して、ツール形状はショルダ径

12 mm、プローブ長 1.8 mm とした。接合条件は、接合速度をツール回転速度で除し

た値、すなわちツール 1 回転当たりの進行距離（回転ピッチ）が 0.5 mm/rev で一定に

なるように、ツール回転速度と接合速度を変化させた。具体的には、 150 rpm×75 

mm/min、200 rpm×100 mm/min、300 rpm×150 mm/min、400 rpm×200 mm/min の 4 条件

で重ね FSW を行った。更に TWB 部材接合における反力等を考慮して、ロボット

FSW 性に優れた接合条件として選定された 400 rpm×150 mm/min で得られた継手に関

しても、ミクロ組織と機械的特性を調べた。  

 得られた継手の外観は、滑らかで良好であることが示された。得られた継手の断面
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マクロ写真を調べた結果、ツール回転速度の増加とともに、攪拌部の面積が増大し、

深く形成されていることが示された。これは、ツール回転速度が低いほど、接合時の

最高到達温度が低いため、ツール走行に対する被接合材からの反力が大きくなり、実

質的なツール挿入深さが減少したためと考えられた。加えて、いずれの継手の攪拌部

内にも、初期重ね面の残存らしきものが AS、RS ともに観察された。初期重ね面の残

存量に及ぼす接合条件の影響はあまり見られなかった。板厚 1.4 mm 超ハイテン重ね

FSW 継手においても、RS において初期重ね面の残存が観察されたが、板 1.6 mm 重ね

継手のほうが、残存量が多かった。これは、接合ツールのショルダ径の影響と考えら

れた。板厚 1.4 mm の重ね FSW ではショルダ径 15 mm の接合ツールを用いたが、板

厚 1.6 mm では TWB 部材 FSW を考慮して、ショルダ径 12 mm の接合ツールを用いた。

ショルダ径が小さいほど、接合温度が低下して攪拌力が減り、重ね面上の酸化膜の分

断が低減されることから、板 1.6 mm 重ね FSW 継手では、初期重ね面の残存が顕著に

なったものと推察された。  

 継手の硬さ分布を調べた結果、母材では約 475 Hv であったが、攪拌部の外側で軟

化が生じ、攪拌部では母材以上の硬さとなっていた。攪拌部の硬さは接合条件に依存

しており、ツール回転速度が高いほど高くなった。ミクロ組織解析を行った結果、母

材は焼戻しマルテンサイトであったが、攪拌部はマルテンサイトとフェライトの混合

組織となっており、回転速度が高いほど、マルテンサイト量が増加し、粗大化するこ

とが示された。これは回転速度の増加とともに最高到達温度が上昇するため、接合時

にオーステナイトへ変態する焼戻しマルテンサイト量が増加し、オーステナイトは高

温化で粗大化した後、冷却時にマルテンサイトへ変態するためと考えられた。攪拌部

の硬さはマルテンサイト量に依存するため、回転速度の増加とともに攪拌部硬さは上

昇したものと考えられた。  

 図 3-2.2.8.B-56 に板厚 1.6 mm 重ね FSW 継手の引張せん断試験における破断荷重に

及ぼす接合条件および回転方向の影響を示す。破断荷重は 200 rpm×100 mm/min にお

いて最大となり、時計回りよりは反時計回りで若干高くなる傾向が示された。それぞ

れの継手の破断位置を調べた結果、反時計回りにおいて、回転速度が 200 rpm 以下の

場合、破断は攪拌部外側の軟化部から生じるが、300 rpm 以上では、き裂が重ね面端

部から攪拌部上部へ攪拌部内を進展することが分かった。時計回りにおいては、いず

れもき裂が攪拌部内を進展した。破断荷重が高い場合、き裂は攪拌部外の軟化部を進

展する傾向は、板厚 1.4 mm 重ね FSW 継手でも見られた。これは、ツール回転速度が

低い場合、攪拌部のマルテンサイト量が少なく、じん性が高かったため、き裂発生が

攪拌部内から軟化部へ移ったためと考えられた。以上の結果から、優れた引張せん断

荷重を示す超ハイテン重ね継手を得るには、上板の AS へ荷重が加わるような回転方

向とツール回転速度が低い接合条件を利用するのが有効であることが示された。  
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図 3-2.2.8.B-56 厚さ 1.6mm 超ハイテンの重ね FSW 継手の引張せん断荷重に及ぼす

接合条件と回転方向の影響  

 

 板厚 1.6 mm 重ね FSW 継手においては、200 rpm×100 mm/min が適正化条件である

ことが分かった。この継手におけるミクロ組織分布を調べた結果、母材部には焼戻し

マルテンサイトが、攪拌部にはマルテンサイトとフェライトの混合組織が、軟化部で

は母材の焼戻しマルテンサイトがさらに焼戻された組織が観察された。いずれの領域

にも接合欠陥などは検出されず、硬さ分布はマルテンサイト量によって説明できるこ

とが示唆された。以上の結果より、適正化された超ハイテン重ね FSW 継手のミクロ

組織と機械的特性分布を明らかにすることができた。  

 

５）意義 

 本研究では、鉄鋼用の FSW ツールにおいて、耐摩耗性を確保するために必要なツ

ール材の物性・ミクロ組織について明らかにし、そのツール材の物性・ミクロ組織を

制御することで、実使用に耐えうる Co 合金 FSW ツールを開発した。この研究成果は、

鉄鋼用 FSW ツール材料の開発において、基礎的な重要知見と成り得ることから、更

に高性能な FSW ツールの開発において、極めて有益な情報と成り得る。また、本研

究で開発された Co 合金 FSW ツールは、これまで溶接施工が想定されなかった鋼の接

合を可能とするものであり、自動車をはじめとして、鋼を利用する種々の工業製品の

設計自由度を大幅に改善することができる。  

 また、超ハイテンの突合せ FSW および重ね FSW において、継手のミクロ組織と機

械的特性を調べることで接合条件の最適化指針を明らかにした。突合せ FSW におい

ては、ルートフロー等の応力集中を作ることなく、熱影響が最も少ない接合条件を適

正化条件として選定することができた。重ね FSW においては、上板の AS へ荷重が加

わるような回転方向とツール回転速度が低い接合条件が最適化条件であることが示さ

れた。これらのデータは、超ハイテンに限定されるものではなく、種々の鉄鋼の FSW

において、優れた諸特性を得るための材料組織学的な基礎的かつ有用な知見であり、
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鉄鋼の FSW の汎用化促進に貢献することができる。  

 

⑥ 接合材の疲労破壊評価と解析【再委託先②】  

1) 高疲労強度を達成する高強度 TRIP 鋼の FSW プロセス開発  

 低炭素化社会の実現が命題になっている中で、輸送機器の軽量化、製造コストの低

減、製造プロセスの簡略化は極めて大きな貢献を果たす。その中でも、固相状態のま

まで、かつ、連続工程で高強度鋼製の 3 次元複雑構造体の製造を可能とする摩擦撹拌

接合法(FSW)は、特に注目されている技術である。その一方で、これを可能にするに

は、接合の際のツール素材の開発、ツール形状の選択、接合条件の選択と最適化が不

可欠である。そしてまた、高強度材は難接合材であることが多いことから、疲労強度

を始めとする接合体の強度的信頼性を確保した上で工業的な製造技術にまで昇華させ

ることは極めて困難とされてきた。そこで、溶融溶接が難しい材料の代表である高強

度 TRIP 鋼を主対象とし、自主開発した FSW 装置、そのためのツール素材、ツール形

状、接合条件などを変数とした FSW 接合体を製作し、その室温における疲労強度を

調査することにより、最適な FSW 条件へフィードバックする基盤的情報とした。  

 具体的には、難接合性材料の線接合技術を開発するため、代表的な難接合性材料で

ある 1.2GPa 級の強度を有する TRIP 鋼の平板接合体を摩擦撹拌接合法(FSW)により製

作し、硬さ分布等の機械的性質の調査、ならびに冶金学的組織解析を行うとともに、

室温での疲労強度特性、及び、これらに及ぼす接合条件や後熱処理の影響を評価した。  

 本研究の接合体の応用先は、軽量化を強く意識した薄肉構造物とし、この方向性を

強く意識して対象素材は厚さ 1.4 mm の TRIP 鋼（板材）とした。受入れの際の熱処理

は、900℃x180s の焼入れの後、400℃x30 分の焼戻し処理を施した。この受入材に対

し、自主開発装置を用いて FSW により突合わせ接合を施した。この受け入れ素材に

対し、基本的 FSW 接合条件として、ツール回転速度 300 回転/分、接合速度 150mm/

分とする条件(Cond. A)を選定した。これは、引張試験により得られた継手の静的強度

をベースに選択したものである。使用したツールは、独自開発の Co 基合金製水冷方

式のもので、ショルダ径は 12mm である。これら接合体の FSW 施工時の表面凹凸部

を機械加工により取り除いた上で、厚さ 1.1mm、 幅 5mm、長さ 30mm の評点部を持

つダンベル型の疲労試験片を放電加工により切出したのち、評点部表面を機械研磨し

た。なお、比較のため、ツール回転速度 400 回転/分、接合速度 100mm/分、ツールの

ショルダ径 9mm とする接合条件(Cond. B)で後熱処(PWHT)を施した接合体も準備し、

接合プロセスパラメータの影響についても調査した。PWTH 条件は、FSW 直後の連続

工程で 400℃x30 分ののち空冷とする条件を暫定条件とした。さらに、接合の後の被

接合部材の接合部の冷却速度を工業的にコントロールする目的で、接合素材裏板敷金

の剛性と放熱速度を変えた接合体を条件 B の下で製作し、そのときの疲労強度も調査

した。  

 一般に、高強度材の疲労強度は軸負荷下と曲げ負荷下では前者の方が低い強度を示

すことから、本研究ではより信頼性の高い知見を得る目的から軸負荷下の疲労強度を

評価した。疲労強度評価に当たっては、試験系のアライメントには特に配慮し、基本
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応力比は 0.4、周波数は 20Hz とし、強度のみならずき裂発生起点についても注目した。

あわせて、応力比の影響も調査するため、応力比は 0.1 とする条件下の疲労強度も調

査した。  

 接合体の接合方向と垂直な断面における硬さ分布と組織観察を行った。それによれ

ば、FSW の撹拌中心部では硬さが高くなる一方で、Advancing side(AS)と  Retreating 

side(RS)部では、幅約 1-2mm 程度の硬さ低下領域が形成されることが明らかとなった。

接合体の組織は、基本的にはフェライト相、ベーナイト相、残留オーステナイト相か

らなる複合組織で、各層の割合には AS 域と RA 域で有意な差異は見られなかったが、

母材部とは異なっていた。また、撹拌域内部では接合中のメタルフロー状態が反影さ

れたと思われる組織の不均質性も見られた。なお、接合体内部のごく一部には 0.1mm

程度の接合欠陥も見られ、その周囲では酸素濃度が高く、撹拌中に酸素がまきこまれ

たことを示唆する分析結果も得られた。  

 接合試験片の疲労寿命曲線を母材単体のそれと比較した(図 3-2.2.8.B-57)。これよ

り、Cond. A の接合体の疲労強度は母材に対して約 85%の強度を有しており、実用に

耐えるものと思われる。なお、図中の各データポイントに付随させた記号(AS、RS、

SZ)は疲労き裂の発生起点を示しているが、ほとんどのものは RS、AS のいずれかの

部位で破断し、これら破損部位の相違による有意な寿命差は見られない。ただし、撹

拌域内(SZ)で破断した試験片では、RS あるいは AS で破断した場合に比べて顕著な強

度低下が見られる。この特徴は、PWHT の有無に関わらず共通していた。  

 疲労強度向上のために効果的であったのは、さらに、接合の後の被接合部材の接合

部の冷却速度を工業的にコントロールする目的でおこなった接合時裏板敷金の影響で

あった。結果を図 3-2.2.8.B-57 示す。図 3-2.2.8.B-57 で”Improved condition”として記

載するこれに該当する接合体の疲労強度は、母材とほぼ同程度の疲労強度を有するこ

とが示され、且つ、破断位置も接合部から離れた母材部であった。  

 すなわち、「強度 1.2GPa 以上、厚み 2mm 以下の炭素鋼に対して、母材と同等の引

張強度および母材の 85％程度の疲労強度を有する接合体製作条件を見いだす」とする

当初の目的を概ね達成できたと言える。  
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図 3-2.2.8.B-57  最適化した接合体の疲労強度と母材の疲労強度との比較 (全て

Cond.A にて製作 )。”Improved condition”と記載したものが最適化した接合体。各デ

ータポイントに示した記号は破断位置と応力比を表す。  

 

2) 高強度 TRIP 鋼と軟鋼の FSW 異材接合体開発  

 低炭素化社会の実現が命題になっている中で、これを可能にするには、接合の際の

ツール素材の開発、ツール形状の選択、接合条件の選択と最適化が不可欠である。  

そしてまた、高強度材は難接合材であることが多いことから、疲労強度を始めとする

接合体の強度的信頼性を確保した上で工業的な製造技術にまで昇華させることは極め

て困難とされてきた。  そこで、溶融溶接が難しい材料の代表である高強度 TRIP 鋼と、

汎用性と用途が広い軟鋼を組み合わせたいわゆる異材接合体開発を目指し、自主開発

した FSW 装置、そのためのツール素材、ツール形状、接合条件などを変数とした

FSW 接合体を製作し、その疲労強度を調査した。あわせて、接合時に形成された欠陥

を想定し、そこからの疲労き裂伝ぱ抵抗を調査することにより、開発した異材接合体

の信頼姓を保証する基盤的情報とした。   

 溶融溶接が難しい材料の代表である 1.2 GPa 級の強度を有する高強度 TRIP 鋼と、

汎用性と用途が広い軟鋼を組み合わせたいわゆる突き合わせ異材接合体を製作した。 

接合体の応用先を軽量化を強く意識した薄肉構造物とし、自動車への用途開拓を強く

意識して、厚さ 1.4 mm の板材とした。TRIP 鋼の受入れの際の熱処理は、900℃x180s

の焼入れの後、400℃x30 分の焼戻し処理を施した。この受入材に対し、自主開発装置

を用いて FSW により突合わせ接合を施した。接合条件は、ツール回転数 300 rpm 、

接合速度 150 mm/min とした。使用したツールは、独自開発の Co 基合金製水冷方式の

もので、ショルダ径は 12mm である。比較のため、TRIP/TRIP の同種材料 FSW 継手

も準備した。  

接合体の接合方向と垂直な断面における硬さ分布と組織観察を行った。これより、

FSW の撹拌(FSW)中心部では硬さが最も高くなる一方で、軟鋼部(Mild)は最も硬さが

低い。また、FSW/TRIP 境界部、及び、FSW/MILD 境界部には、通常の溶融を伴う溶

接の際に形成され易い低硬度熱影響部などの形成は見られなかった。  
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 つぎに、接合試験片の疲労寿命曲線を母材単体のそれと比較して(図 3-2.2.8.B-58)

に示す。これより、TRIP/TRIP の同種材料 FSW 継手の疲労強度は TRIP 母材のそれに

対して約 80％であり、異種材料 FSW 継手の疲労強度は同種材料 FSW 継手のそれに対  

し、約 3/4 である。最も注目すべきは、異種材料 FSW 継手の疲労破損が接合部よりも

十分離れた軟鋼母材部であったことである。このことは本研究で探索した接合条件は

良好であったこと、異種材料 FSW 継手の疲労強度の絶対値は軟鋼のそれに強く支配

されたものであること示している。すなわち、当初の目的「厚み 2mm 以下の炭素鋼

に対して、母材と同等の引張強度および母材の 85％程度の疲労強度を有する接合体製

作条件を見いだす」は概ね達成できたと言える。   

 難接合材の信頼性評価のためには、接合の際の無欠陥保証が難しいが故に、見落と

される可能性のある欠陥に対する冗長度（尤度）を把握しておくことも必要である。 

この目的のため初期欠陥を模擬した人工切欠を種々の位置に導入し、いわゆる、中央

切欠き試験片を用いて、その際の疲労き裂伝ぱ抵抗を測定した。疲労き裂伝ぱ試験は、

ASTM 標準法 E 647 に準拠して、室温、応力比 0.1 の下で行い、評価は Mode I 型のき

裂進展を対象とした。   

 これにより、疲労き裂の進展に対する抵抗は、き裂がどの部位を伝ぱしてもほとん

ど変わらず、絶対値的にも最終破損が起きる軟鋼部を伝ぱする際の抵抗と同等である

ことも明らかにした（図 3-2.2.8.B-59)。すなわち、き裂伝ぱの観点からも、「厚み

2mm 以下の炭素鋼に対して、母材の 85％程度の疲労強度を有する接合体製作条件を

見いだす」とする当初の目的を概ね達成でき、且つ、本研究で採用した[TRIP/軟鋼]の

組み合わせ選択は適切で、実用化が期待できると言えよう。  

 

図 3-2.2.8.B-58 異材継手の疲労寿命曲線 
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図 3-2.2.8.B-59 TRIP/軟鋼 FSW 異材接合体の疲労き裂伝ぱ抵抗の評価結果  

 

 

3) 1.5G 級高強度鋼の FSW による重ね合わせ継手の疲労強度改善と破壊機構解明  

摩擦撹拌接合(FSW)は非溶融の接合方法であるため、従来の接合方法が抱える多くの

課題の解決に有望であると考えられるが、自動車生産への適用には、接合速度に由来

する施工能率や複雑形状の部材に対するアクセス性の向上が必要である。難接合性材

料の線接合技術を開発するため、代表的な難接合性材料である 1.5GPa 級の強度を有

する超高強度鋼(以下、1.5 G 鋼)の平板接合体を摩擦撹拌接合法(FSW)により試作し、

硬さ分布等の機械的性質の調査、ならびに冶金学的組織解析を行うとともに、室温で

の疲労強度特性を評価し、それらの破損機構について探索することにした。  

最初に、板厚 2.0 mm の 1.5 G 鋼の FSW 重ね合わせ接合体を製作した。接合体試験片

製作の際の変数は、FSW 工具であるピンの回転速度と送り速度（接合速度）、重ね代

長さ（この長さは、接合部長と非接合部長の長さの総和となる）、及び最終的に採取

する疲労試験片の標点部長さとした。製作した接合条件と試験片形状の変数を表 3-

2.2.8.B-7、図 3-2.2.8.B-60 に総括した。  

 製作行程は以下の通りである。まず、2 枚の接合素材を重ね合わせた上で、素材重

ね合わせ部の表面に回転ピン（ツール）を押当て、そのときに発生する摩擦熱を駆動

力として固相接合した(図 3-2.2.8.B-60)。用いたピンのショルダ径は 12mm（一定）で

ある。この長さは接合長にほぼ相当する。また、FSW 中のピンの押込み深さは 2.0mm 

(目安：一定)とした。良好な FSW の接合条件は、製作した継手の引張強度を目安とし

てスクリーニングした。その結果、ピン回転速度 n=200rpm、  接合速度 v=100mm/min

を基本条件とし（Condition 1 と称する）、接合時の入熱の目安となる N/v 値を一定す

る n=300rpm、 接合速度 v=150mm/min（Condition 2）も比較条件として採用すること

とした。  
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 一方、FSW の疲労強度は、接合中の摩擦発熱量、摩擦熱の流れ、それらに依存する

メタルフローに関連して変化することが予想されるため、接合中のピン回転方向と接

合方向の相対関係を変えた接合体を製作した (表 3-2.2.8.B-7、  図 3-2.2.8.B-61 及び -

B62。すなわち、図 3-2.2.8.B-61 で Site A が Advancing site（接合方向とピン回転方向

が同じ）となるピン回転方向と、それが Retreating site（接合方向とピン回転方向が

逆）となるピン回転方向の２種類の試験片である。さらに、重ね合わせ継手において

は、重ね合わせしろの長さと未接合部の長さも疲労強度に影響することも予想される

ため、これらの長さも変数とする試験片も準備した。  

 図 3-2.2.8.B-62 に示す疲労試験片を採取した。すなわち、ツールの回転押し込みに

依って形成されたリボルーションピッチに対応する凹凸を放電加工と研削盤によって

取り除いた後、接合標点部の厚さを 0.90 mm まで（片側で表記すれば 0.45mm）注

意深く減肉し、疲労試験片用の標点部とした。その際、標点間の一部には未接合部を

意識的に残存させることにした（目安として約 4〜5mm）。これは、継手に外負荷が加

えた際の応力緩和を狙ったものである。なお、本研究では、試験片標点部の長さ GL

を 60mm とした試験片と 40mm とした試験片を準備した。前者を long GL 試験片、 

後者を short GL 試験片と称することにする(表 3-2.2.8.B-7)。  

 高強度材の疲労強度は軸負荷下と曲げ負荷下では、前者の方が低い強度を示すこと

が知られていることから、本研究では継手共同のより保守的（安全側）な知見を得る

目的から軸負荷を主体とする疲労負荷下の強度を評価することとした。すなわち、室

温、応力比 R＝0.4 の下で繰返し軸負荷を加え、継手の疲労強度を評価した。図 3-

2.2.8.B-62 の重ね合わせ試験片に軸負荷を加えた際、試験片の左右端にはアライメン

トのミスマッチがあるため、軸負荷に誘起された曲げモーメントが生じることになる。

接合界面において生じるこの効果を巨視的に最小化することを目的とし（疲労強度を

定量的に解析する際にも不可決になる）、試験片のグリップ部にアライメント調整用

のスペーサをはさみ、試験片全体をクランプする形で疲労負荷を加える方式とした

(図 3-2.2.8.B-61)。  
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図 3-2.2.8.B-62 切り出した疲労試験片 

図 3-2.2.8.B-60 FSW による接合体製

作 

 

 

表 3-2.2.8.B-7   FSW 接合条件 

図 3-2.2.8.B-61 重ね合わせ継手試験片と疲労負荷の与え方 
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 製作した継手の組織観察から、ツールショルダ下部に該当する接合目的域には半楕

円状の摩擦撹拌接合域が形成されていることが確認できた(図 3-2.2.8.B-63)。この接合

域にはマクロ的な欠陥は見られなかった。  

  

 

図 3-2.2.8.B-63 巨視的接合部組織 
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半楕円状の摩擦撹拌接合域に形成された組織の一つの特徴は、熱影響域の形状は概ね

対称の半楕円形状であると言える一方で、表 1 に示した Site A のピン回転方向に依存

して旧接合界面と攪拌域（熱影響域）がなす角度θが左右でわずかに異なる傾向が見

られたことである。すなわち、Site A を AS とする接合条件では RS 側のθが(AS 側の

それよりも)相対的に大きく、一方、Site A を RS とする接合条件では AS 側のθが大

きい傾向が見られた。これらで共通して言えることは、相対的にθが大きいのは、接

合方向に向かって左側に位置するサイト側であると言えそうである。その様子を図 3-

2.2.8.B-64 に模擬的に示した。詳細は今後の詳細な調査が必要であるが、この類いの

非対称の攪拌域は接合中の重ね板２枚の変形が関係しているのかもしれない。  

  力学的検討をベースに継手の疲労強度を評価した。得られた結果を 1.5 G 鋼母材の

特性と比較して図 3-2.2.8.B-65 から図 3-2.2.8.B-68 に示す。ここでは、破損した位置

（後述するように、ほとんど全ての場合で、接合/非接合部の境界部）における公称応

力と破断繰り返しの関係で示している。  

最初に、図 3-2.2.8.B-65, -67, -68 において、全般的な継手の疲労強度と母材のそれと

を比較すると、Condition 1 の FSW 条件（200 rpm、 100 mm/min）で製作した重ね合

わせ継手と突き合わせ継手は、 双方ともに母材のそれに対して 70-80％程度の疲労

強度を有していることがわかる。そして、重合わせ継手と突き合わせ継手は概ね同等

と言えそうである。なお、疲労強度にはある程度のばらつきも見られるが、これにつ

いては接合条件と破壊挙動との関係も踏まえて継続的に検討していくことにする。図

3-2.2.8.B-65, -68 でさらに興味深い点は、FSW 接合の入熱の目安パラメータ：N／

v(mm/min) が同じでも、疲労強度は大きく異なっていたことである (Condition 1 と

Condition ２の比較による)。回転速度の高い Condition ２の疲労強度が低かったこと

を鑑みると、発熱量の絶対値の増加に依る母材の局所軟化が寄与しているのかもしれ

ない。  

図 3-2.2.8.B-69 は、それぞれ、本重ね合わせ継手の破面観察結果の代表例と、その

疲労き裂の発生し伝ぱした模擬図を示したものである。破面解析より、ほとんど全て

の重ね合わせ継手は、重ね合わせ接合面の内側から発生し、接合部外表面側に向かっ

てき裂が主に Mode I 形態で進展したことが強く示唆された。この破壊進行形態は、

本試験法において生ずる曲げ応力成分の勾配にも対応している。なお、本研究では接

合界面せん断型で破壊した試験片は皆無であった。換言すれば、本試験法のように応

力勾配がある試験体に対してはき裂の発生した位置の公称応力をベースにして疲労強

度を示すことが合理的取り扱いと思われる図 3-2.2.8.B-64 から図 3-2.2.8.B-67 の S-N

曲線の表示方法はこのような背景によるものである)。  

図 3-2.2.8.B-67 において short GL と long GL の各試験片の疲労強度の比較より、試

験片標点部の長さの影響に注目すると、少なくとも疲労き裂の発生起点（接合/非接合

境界部）の公称応力振幅を媒介とする限り、疲労強度に対する試験片標点長 GL の影

響は有意でない（曲げ成分の大きさは GL に依存するので、軸成分を含めた最大応力

で評価すれば問題ない）ようである。  
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図 3-2.2.8.B-65  FSW 接合体の疲労寿命曲線 

図 3-2.2.8.B-64  FSW 重ね合わせ継手の力学モデル 
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図 3-2.2.8.B-67 重ね合わせ接合体(GL 短）疲労強度における FSW 接合条件依存

性 

図 3-2.2.8.B-66  重ねあわせ接合体と突き合わせ接合体の疲労寿命の比較 

図 3-2.2.8.B-68 重ね合わせ接合体疲労強度における FSW 接合条件と標点間距離の依存性 
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 一方、図 3-2.2.8.B-65 から図 3-2.2.8.B-68 のグラフ中で、スラッシュを施したシンボ

ルは、疲労破断が advanced side で生じた試験片を表し、それが無いものは Retreating 

side で破壊した試験片を表している。これらの図から、Advancing side で破損した試

験片の疲労強度が相対的に低下しているように見える。また、前者の試験片の方が疲

労強度のばらつきが大きいように思われる。このような挙動には、熱影響軟化領域と

旧接合界面とのなす角度が Advancing side と Retreating side で異なること、および、

これらの幾何学的形状が接合条件によっても変わることが関係していると考えられる。

この角度によって界面を起点として発生したき裂先端の応力特異性が変化することが

界面破壊力学の知見により予見されるからである。  

 

 以上の検討より、本研究で最適化した FSW 条件によれば、母材の約 80％程度の疲

労強度を有する重ね合わせ継手が製作可能であったこと、重合わせ継手と突合わせ継

手の疲労強度はほぼ同等であったこと、重合わせ継手における疲労破損モードは、旧

界面内側を起点として発生し、Mode I 型の下でき裂が伝ぱ様式で、せん断型で破壊す

る例はなかったこと、き裂発生部の公称応力を基準とすれば、疲労強度における試験

片形状依存性は有意でなかったこと、 Advancing side で破損した試験片は、Retreating 

side で破損したものと比べ、相対的に疲労寿命のばらつきが大きく、疲労強度も低下

している傾向が見られた。このような挙動には、接合部位中での攪拌域と旧接合界面

とのなす角度が関連している可能性が示唆された。  

 

4) 意義  

 本研究で最適化した FSW 条件によれば、母材の約 80％程度の疲労強度を有する重

ね合わせ継手が製作可能であった。あわせて、その破壊機構と疲労強度向上のための

指針を得た。本研究で最適化した FSW 条件によれば、母材の約 80％程度の疲労強度

を有する重ね合わせ継手が製作可能であった。また、重合わせ継手と突合わせ継手の

疲労強度はほぼ同等であった疲労破損モードは、旧界面内側を起点として発生し、

Mode I 型の下でき裂が伝ぱ様式で、せん断型で破壊する例はなかった。さらに、き裂

発生部の公称応力を基準とすれば、疲労強度における試験片形状依存性は有意でなか

ったなどの成果が得られ、FSW の実用化に際して信頼性工学的に定量的なバックデー

タが提供できた。  

図 3-2.2.8.B-69 疲労破面とき裂の発生部位 
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その

他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 1 0 5 0 0 0 2 0 1 

2015FY 1 0 5 0 0 1 1 0 1 

2016FY 2 0 5 1 0 0 3 0 1 

2017FY 3 0 2 0 0 1 1 0 2 

2018FY 1 0 4 1 0 0 0 0 1 

2019FY 1 0 3 1 0 0 0 0 1 

2020FY 1 0 3 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

合計  10 0 28 3 0 2 7 0 9 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 2 0 0 

2017FY 0 8 0 

2018FY 0 0 1 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 1 0 0 

合計  3 8 1 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

2.2.8.3 参考文献  

特記無し  

表 3-2.2.8-6 特許の件数（内訳）  【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.8-5 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.9［テーマ番号０９］水和物架橋低温接合技術の開発（2014 年度～2015 年度）  

 

2.2.9.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車分野では、軽量化による燃費改善と衝突安全性向上の両面から高強度軽量

素材の適用が多く検討されてきており、「強さと粘さ」のような、相反する物性を

両立したハイブリッド材料を提供することが強く求められている。具体的には、高

強度素材の典型である高強度鋼板と軽量素材である非鉄材料（アルミ、チタン、

CFRP）の組み合わせが不可欠である。しかし、製造方法の全く異なるこれらの材料

を一括形成することは困難なため、ハイブリッド化にはアセンブリ、すなわち異種

材料接合技術が必要である。現行の異材接合技術としては、SPR、TOX、リベット

等の機械接合技術、接着技術、スポット溶接技術、およびそれらを組合せた技術、

そして、ブレージング、摩擦圧接、摩擦攪拌接合、摩擦点接合など多種存在する

が、コスト、信頼性、そして鉄と他素材の熱膨張係数差に起因する熱変形を抑制す

る技術に課題があり、適切な接合方法が見当たらないのが現状である。  

 一方、異種材料を水和物架橋で接合する技術が、（国）物質･材料研究機構ハイブ

リッド材料ユニット（重藤、香川ら）により提案され、半導体積層やセンサー実装

等を念頭にした応用検討が行われている。同技術は、初期表面の汚染物質分子層な

どを除去した後の表面を、水蒸気を有する雰囲気に露出しその結果生成する水和物

皮膜を介して接触させ、低温で加熱し脱水縮合反応を促進することにより安定な結

合を得る技術である。鉄、アルミ、チタンなどの水和物を形成し得る金属材料や、

CFRP などの一部のポリマーにおいても、架橋皮膜形成条件の明確化がなされれば、

異材接合技術を達成可能と考えられる。同技術は高価な接合材料を用いることなく

毒性のない水などの常在物質で架橋でき、150°C 程度の比較的低温で接合できる可

能性があることから、量産時の低コスト化（安価接合材料+低消費電力化）と併せ、

熱膨張係数差起因の熱変形抑制の双方が期待され、日本発の世界初の新接合技術と

して展開する可能性がある。本テーマでは、「水和物架橋接合技術」の実用化目処

を得ることを目的に、2015 年度までのフィジビリティースタディを行う。  

 

(2)目標値  

鉄とアルミ、チタン、CFRP 等の異材接合技術を確立するため、以下の点をブレー

クスルーポイントとして掲げ、重点的な研究開発を短期間で行う。  

①鉄 /非鉄材料(アルミ、チタン、CFRP）異材の水和物架橋低温接合技術開発  

②界面メカニクス理論を活用した水和物架橋低温接合継手特性の評価  

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・鉄とアルミ、鉄とチタン、鉄と CFRP の水和物架橋低温接合による接合界面組織、

継手特性の明確化（FSJ による継手特性との比較）  

・鉄／CFRP 継手特性を改善するための指針明確化  
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【第 2 期目標（2017 年度末）】  

2015 年度までの FS 研究の結果に基づき、目標を設定する。  

【最終目標（2022 年度末）】  

2015 年度までの FS 研究の結果に基づき、目標を設定する。  

 

表 3-2.2.9-1 研究開発目標  

研究開発項目  

(実施年度) 

第 1 中間目標  

(2015 年度末) 

第 2 中間目標  

(2017 年度末) 

第 3 中間目標  

(2020 年度末) 

最終目標  

(2022 年度末) 

1-1)接合用表面素

材の作製  

(2014～2015 年度) 

表面凹凸状態を変

えた水和物架橋接

合用素材の作製

（本接合に適した

表面状態の把握）  

2015 年度までの

FS 研究の結果に

基づき、目標を設

定する。  

 

 

 

1-2)接合前表面処

理技術の検討   

(2014～2015 年度) 

表面汚染物分子層

や酸化物を減少さ

せる表面処理技術

の開発   

2015 年度までの

FS 研究の結果に

基づき、目標を設

定する。  

 

 

1-3)大気圧下での

水和物架橋低温接

合技術の検討   

(2014～2015 年度) 

水蒸気などを含む

大気圧雰囲気にお

いて脱水縮合反応

を可能とする条件

を把握   

2015 年度までの

FS 研究の結果に

基づき、目標を設

定する。  

 

 

 

1-4)水和物架橋低

温接合界面の解析   

(2014～2015 年度) 

得られた接合界面

層の解析及び接合

界面の強度試験に

おける破壊経路の

解析   

2015 年度までの

FS 研究の結果に

基づき、目標を設

定する。  

 

 

 

2-1)静的継手強度

特性の評価   

(2014～2015 年度) 

得られた継手の静

的強度の評価及び

従来技術による継

手との比較   

2015 年度までの

FS 研究の結果に

基づき、目標を設

定する。  

 

 

2-2)継手破壊様式

の界面メカニクス

解析  

(2014～2015 年度)  

接合界面の破壊様

式に配慮した界面

メカニクス解析手

法の提案   

2015 年度までの

FS 研究の結果に

基づき、目標を設

定する。  
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(3)全体計画  

事業項目  2014 年度  2015 年度  

第 1 

四半期  

第 2 

四半期  

第 3 

四半期  

第 4 

四半期  

第 1 

四半期  

第 2 

四半期  

第 3 

四半期  

第 4 

四半期  

①異材の水和物架

橋低温接合技術の

開発  

・水和物架橋低温

接合用素材の作製  

・表面前処理技術

の検討（NIMS 再

委託）  

・大気圧水和物架

橋低温接合技術の

検討（NIMS 再委

託）  

・水和物架橋低温

接合界面の解析  

 

②界面メカニクス

理論を活用した水

和物架橋低温接合

継手特性の評価  

・継手形状の探索  

・静的継手強度特

性評価  

・継手破壊様式の

界面メカニクス解

析 （ 東 京 大 再 委

託）  

 

③鉄 /異材･水和物

架橋低温接合技術

の総括･見極め  

 

        

 

（補足）  

【2014 年度】  

 鋼／アルミの水和物架橋低温接合に取り組み、2014 年度 12 月の技術推進委員会に

て、主として、表面前処理技術（Ar-FAB 法、V-UVU 法）、低温接合技術とその接合界

水和物架橋技術検討  

前処理技術検討  

鉄/アルミ、 

鉄/チタン素材試作 

継手形状探索  

界面解析  

鉄/CFRP 素材試作  

前処理技術検討  

水和物架橋技術検討  

界面解析  

継手形状探索  

継手強度評価  継手強度評価  

界面メカニクス解析 界面メカニクス解析 

FS 総括･見極め  
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面組織・継手強度について報告し、接合強度の向上よりも、接合界面組織に着目し、

メカニズム検討を進めるよう御指導を頂いた。  

本御指導を踏まえ、2015 年度は、鋼/Ti、鋼/CFRP を加えた異種材料接合に取り組

み、実験結果から、『水和物架橋のための M-OOH が形成され、水和物の脱水縮合反

応により、界面には、アモルファス状の酸化物層が形成された』と推定されることを

報告し、得られた知見を御評価を頂いた。  

しかし、FS 継続の指標として設けた継手強度レベルを得られておらず、本テーマ

における新日鐵住金による委託研究開発は 2015 年度を持って中断とする。  

 

(4)実施体制  

共同実施体制スキーム  

 

     【再委託先】  

      国立研究開発法人物質・材料研究機構  

      構造材料研究拠点  

      テーマ名  

      異材の水和物架橋低温接合技術の開発  

 

【再委託先】  

東京大学大学院 工学系研究科  

テーマ名  

界面メカニクス理論を活用した水和物架橋低温接合継手特性の評価  

 

(5)運営管理  

 上記、分担にて各々の検討項目について研究開発を進めるとともに、定期的な連絡

会議を開き、進捗確認、試験結果報告、情報共有等を行う。さらに、必要に応じて各

分室の担当者が試験立会を行うなど、協調した研究開発が進められるように進める。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

高価な接合材料を用いることなく毒性のない水などの常在物質の架橋、脱水縮合

反応を用いた低温(150°C 程度)接合の可能性を検討したが、2016 年度に、FS 継続の

指標として設けた継手強度レベルを得られておらず、本テーマにおける新日鐵住金に

よる委託研究開発は 2015 年度を持って中断とした。ただし、本検討において得られ

た水和物架橋接合の新しい知見は、今後の異種金属接合の研究に役立つものと考えら

れる。  

 【委託先】 

新構造材料技術研究組合 

（新日鐵住金（株）） 

テーマ名 

水和物架橋低温接合技術の開発 

【再委託（共同実施）先】 

(独)物質･材料研究機構 

【再委託（共同実施）先】 

東京大学 
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2.2.9.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

表 3-2.2.9-2 最終目標と達成度  

研究開発項目  
最終目標  

(最終年度) 
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と  

解決方針  

1-1)接合用表面素

材の作製  

表面凹凸状態を変

えた水和物架橋接

合用素材の作製

（2015 年度）  

アルミ試験体（4 種）を作

成し、表面処理技術検討に

提供。接合性に有利な表面

状態を把握   

○   

1-2)接合前表面処

理技術の検討   

表面汚染物分子層

や酸化物を減少さ

せる表面処理技術

の開発   

（2015 年度）  

水蒸気補助窒素雰囲気中紫

外光による表面改質条件を

明確化  

○   

1-3)大気圧下での

水和物架橋低温

接合技術の検討   

水蒸気などを含む

大気圧雰囲気にお

いて脱水縮合反応

を可能とする条件

を把握  

（2015 年度）   

鋼/アルミ接合において水蒸

気を含む N2 雰囲気中で、

水和物架橋接合を確認。本

プロセスの実現能性を示唆   

○   

1-4)水和物架橋低

温接合界面の解

析   

得られた接合界面

層の解析及び接合

界面の強度試験に

おける破壊経路の

解析   

（2015 年度）  

接合界面にはボイドが存在

するが、 Fe、 Al のアモル

ファス状の架橋層（酸化

物）を介した接合がなされ

ていることを確認   

○   

2-1)静的継手強度

特性の評価   

得られた継手の静

的強度の評価及び

従来技術による継

手との比較  

（2015 年度）  

得られた各異種接合継手強

度は、FS 検討の継続判断指

標とした FSJ 継手と同等に

は至らず、2015 年度までの

検討を以って開発中断とし

た。  

× FS 継続なし。  

2015 までの検討を

以って開発中断  

2-2)継手破壊様式

の界面メカニク

ス解析   

接合界面の破壊様

式に配慮した界面

メカニクス解析手

法の提案  

（2015 年度）   

界面接合強度（ひずみ E 開

放率）の測定手法提案、鋼

／Al 接合体での評価   

○   

 ※◎大きく上回って達成、○達成、×未達  
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(2)研究開発の成果と意義  

(2).1 背景・目的  

 自動車等の輸送機器の燃費改善には、エンジンを始めとした動力機関の効率向上と

ともに、車両の軽量化が重要な取組課題の一つである。車両軽量化技術開発では軽量

材料を適材適所に使うマルチマテリアル化と異種材料接合が必須となり、自動車とし

ての安全性を保証する上で欠かせない接合部の性能評価技術などに関する数多くの技

術課題が残されている。また、構造材料そのものの軽量化も極めて重要な課題であり、

高強度、高延性、不燃性等の機能が確保された軽量構造材の開発が必要である。  

 自動車を中心とした輸送機器の抜本的な軽量化に向けて、革新的接合技術の開発や、

鋼材、アルミニウム材、チタン材、マグネシウム材、炭素繊維及び炭素繊維強化樹脂

(CFRP)等、輸送機器の主要な構造材料の高強度化等に係る技術開発を一体的に推進し、

輸送機器の燃費向上によるエネルギー消費量と CO2 排出量の削減及び我が国の産業の

国際競争力強化を目指す。このためには、上述したような材料を接合する技術の創出

が必須である。現行の異種材料接合技術には、a) SPR、TOX、リベット等の機械的接

合技術、b)溶接などの溶融を用いる手法、ならびに c)ブレージング、摩擦圧接、摩擦

攪拌、摩擦点接合などの高温での拡散現象・新生面創製に基づく方法が存在する。し

かしいずれの手法においても鉄との熱膨張係数差に起因する熱変形を抑制する技術に

課題を残しており、接合プロセスの低温化が強く求められていた。そこで、本研究で

は低温での接合技術を探索することとし、水和物（ならびに親水性官能基）架橋形成

による Fe、Al、Ti、CFRP の異種材料低温接合技術の確立を目的とし検討した。  

 

(2).2 接合手法と各実験方法の概要  

本接合実験に用いる装置の概略は以下の通りである（図 3-2.2.9-1）。接合装置は、

試料導入、試料待機、Ar 高速原子ビーム（Ar-FAB）照射、X 線光電子分光計（以下

XPS）、接合・加熱のための各チャンバが連結され、試料が自由に行き来できる構造

をしている。  

試料導入チャンバには、真空紫外光照射ユニット（VUV）と、純水を霧化して体積

湿度を制御しながら窒素ガスキャリアで導入するための霧化ユニットが設置されてい

る。また、XPS チャンバは、Ar イオンビームによる深さ方向分析ならびに非破壊の角

度分解法のための試料ステージを有する。  

接合チャンバの圧接軸は 1000N まで荷重印加可能なほか、ステージ下部に設置した

ヒーターを用いて、接触・加圧中の試料を最大 400°C まで加熱できる。  
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本装置を用いた接合実験のフローは以下の通りである（図 3-2.2.9-2）  

1) Ar-FAB（もしくは VUV）による初期表面上の吸着分子除去、  

2) 霧化純水を含む大気圧窒素雰囲気への露出、  

3) 試料間の接触後、ただちに 150°C での加熱保持。  

 

 

 

(2).3 接合前処理条件の検討  

以下に、接合前処理条件の検討結果を示す。ここでは、事前検討の結果から、Fe、 

Al、Ti の検討試料として、10x10mm2（厚さ 1mm）の板を機械的鏡面研磨したものを

用いた。  

図 3-2.2.9-1 接合に用いる装置の概略図    

図 3-2.2.9-2  接合実験フロー  
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各試料とも 1x1μm2 程度の領域内での平均面粗さ（Ra）は約 8nm で、目視で確認可

能な面内のうねりが存在していた。  

 

(2).3.1 Ar-FAB による接合前処理条件の検討  

 上記接合手法において、まず適切な表面改質条件を最適化する。ステップ 1 では、

Ar-FAB 照射によりエッチングされる深さをパラメータにとり、初期表面上の汚染物

質分子層を除去するのに最低限必要な条件を抽出する。これは、Ar-FAB 照射が表面

洗浄に有効である反面、過剰な照射が表面粗さを増大させることが既に実証されてい

るためである。ステップ 2 では、改質後の表面を一定の体積湿度（g/m3）の大気圧窒

素雰囲気中に露出し、金属水和物層の形成の有無を確認する。  

 

STEP1：Ar-FAB 照射条件の決定  

  Ar-FAB 照射は、Fe、Al 各試料初期表面上の吸着汚染物分子を除去し、表面全体

で均一かつ水分子の吸着に有効な結合状態を確保するために行う。Fe に関しては、有

機汚染物分子層ならびに金属酸化物がほぼ消滅する時点の Ar-FAB 照射エッチング深

さを最適条件とする。Al に関しては、Ar-FAB の照射エネルギーと本装置のバックグ

ラウンド真空圧では完全な酸化物除去が困難であることと、Al 酸化物への水分子吸着

が可能であることが過去に実証されているので、有機汚染物分子層が除去され、均一

な組成の酸化物が表出した時点を最適条件とみなす。Ar-FAB エッチング深さは、各

試料とも照射後に触診式段差計で測定した。Fe 表面を順次 2~20nm まで XPS 測定した

ところ、2nm エッチング時で Fe ピークが顕著に現れ、O ピーク強度が減少したことか

ら、この時点で有機汚染物分子が除去され、Fe 酸化物の層が露出したと判定できる。

深さ 12nm 以上では、2p 1/2 – 3/2 スペクトルのエネルギー差（13.1eV）が Fe の文献値

と一致することが確認された。したがって、Fe 表面に対する Ar-FAB 照射により、Fe

（および少量の黒鉛状 C）が露出して金属水和物（およびカルボニルなどの親水基）

が形成可能な表面が形成され、初期表面の汚染物分子除去を含めた必要エッチング深

さがおよそ 12nm 以上であることがわかった。同様の評価を Al に対しても行ったとこ

ろ、Al 表面に対する Ar-FAB 照射により、Al2O3が露出して金属水和物が形成可能な表

面が形成され、初期表面の汚染物分子除去を含めた必要エッチング深さがおよそ

10nm 以上であることがわかった。  
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STEP2；架橋分子層形成の確認  

 Fe、Al について、3 項の検討に基づき、深さ 20nm まで Ar-FAB 照射を行った直後の

表面を 15.9g/m3 の水蒸気を含む 0.9atm の高純度窒素雰囲気に 300s 露出し、架橋分子

層形成の有無を確認した。先述の通り、本来は体積湿度を変化させて架橋性皮膜形成

速度を算出するべきであるが、装置構成の都合上、本年度は架橋層形成の確認のみ

行った。  

 

 

図 3-2.2.9-3(a～c) は露出に伴う Fe 表面の結合状態変化を示す O1s、価電子帯-O2s、

ならびに Fe2p スペクトルである（スキャンステップ 0.1 eV）。図 3-2.2.9-3(a)の O1s ス

ペクトルは、水蒸気露出後の表面に対して検出角 15°と 45°で角度分解法観察を行い、

金属酸化物由来のピーク強度変化から算出した深さ（膜厚）で示されている。図 3-

2.2.9-3(a～c)のスペクトルは Ar-FAB 照射後と水蒸気露出後のピーク形状を比較したも

ので、結合状態変化を明確に示すため最大強度で平均化されている。まず、  (a)の O 

1s スペクトルでは、明確に分子水に対応するピークが出現している。このピークは計

算値 6.4nm の深さまで存在することから、分子水を有する層は 6nm 程度の厚さを有す

ることが確認された。(b)の価電子帯-O2s のスペクトルでは、水蒸気露出に伴いピーク

が高エネルギー側にシフトし、初期表面上で観察された Fe2O3 より高い値を示した。

形成された皮膜が Fe2O3 より高いバンドギャップを有する構造を有すること、また、 

(c)の Fe2p スペクトルにおいて、アモルファス構造の混在に起因すると考えられる半

値幅の広がりと、Fe3+に対応するサテライトピークの出現が観察されたことを併せる

と、Fe 表面の水蒸気への露出により、当初の想定通り水分子が配位された FeOOH 皮

膜が形成されたと考えられる。同様に、Al（Al2O3）表面においても調査した結果、

水蒸気露出により架橋能を有する AlOOH 皮膜が形成されることが判明した。  

(a)300s 露出後の O1s 角度  (b)価電子帯 O2s スペクトル  (c)Fe2p スペクトル  

図 3-2.2.9-3 加湿窒素雰囲気(15.9g/m3)に露出された Fe 表面の化学結合状態の変化  
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(2).3.2 VUV による接合前処理条件の検討  

UVUによる表面改質手法が各材料の表面化学結合状態に及ぼす影響を、X線光電子

分光計（以下XPS）を用いて評価した。  Al、Fe、Tiについて、VUV照射時間を30min

に固定した場合の体積湿度の影響を示す広帯域スペクトルを図3-2.2.9-4(a)-(c)に示す。

元素ピークの位置と強度を強調する目的で、スペクトルは実測値を微分した状態で示

した。凡例の湿度標記  low、mid、high はそれぞれ、3.7g/m3、9.9g/m3、18.2g/m3に対

応している。また、比較のため、表面改質前ならびにVUV照射のみのスペクトルも併

記した。  

 

図3-2.2.9-4から、各材料で、vapor combined VUV手法で処理された表面では、C1sで

示される有機汚染物質分子層が除去されていることがわかる（Feは炭素含有鋼なので

一定量の強度が残存する）。また、VUV照射のみの試料と比較して金属の組成比が増

加しており、ある程度の表面活性化効果が得られていることが確認された。さらに、

O1sのスペクトルに内包される水和物の存在可能性も増加している様子が見られる。

これらの効果は特にFeとTi表面において顕著であることから、表面改質条件の最適化

はFe、Ti側に依存すると考えられる。この状態を詳細に分析するために、Fe、Tiそれ

ぞれのvalence bandとO1sの狭帯域スペクトルを図3-2.2.9-5(a)-(d) に示す。狭帯域分析

では、体積湿度（g/m3）と照射時間（s）の積を露出量と定義し、これをパラメータに

評価を行った。  

(a)AL 広帯域スペクトル (b)Fe 広帯域スペクトル (c)Ti 広帯域スペクトル

図 3-2.2.9-4 Vapor combined VUV における表面結合状態の変化  

（X 線光電子分光スペクトル）  

（ｘ  
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 図3-2.2.9-5(a)の、vapor combined VUV手法を適用した表面においては、自然酸化物

に被覆されているVUV照射のみの表面と比較してバンドギャップの高い状態へ遷移し

ている様子が観察されおり、FeOOHが生成していると推測される。また、  (b) におい

て、酸化物由来のものより約1.5eV高い位置にピークが出現し、その強度は露出量が

一定に達するまで増加する傾向が観察された。このピークはH2Oに起因することから、

水分子が配位されていることが確認された。露出量の変化に伴うFe表面の組成の変化

を示した図3-2.2.9-6から、Fe最表面の有機汚染物質分子層を除去し、金属組成比を増

加させ、かつ一定量の水和物架橋皮膜を形成するために必要な露出量が、

1.0x104(g/m3)・s 程度であることが判明した。なお、同様の挙動はTi表面でも確認さ

れた。  

 

 

 

図 3-2.2.9-5  Vapor combined VUV 照射量に対応した表面結合状態の変化  

(a) Fe valence band、(b) Fe O1s、(c) Ti valence band、(d) Ti O1s  
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(2).4 接合強度評価、破面観察  

前項までに示した条件を用いて接合実験を行った。Ar-FAB による前処理をしたも

の、そうでないサンプルに対して、強度評価を試みた。強度評価方法は、Al の角棒

(10x10x150mm)に市販の構造用接着材によって、サンプルを固定し、接合界面に鉛直

方向の荷重を負荷し、その破断荷重を測定した。その結果を図 3-2.2.9-7 に示すが、現

状、Al 側の母材で破断するような高い継手強度は得られていない。  

これは、図 3-2.2.9-8 に示しように、表面間の接触面積が小さいことに起因してお

り、接合強度の確保には、プロセス的な条件工夫が必要と考えられる。  

このような接合強度の課題が残存しているが、接合が達成された部位においては良

好な密着が達成されていることが確認されている。  

図 3-2.2.9-9 に照射量 1.3x104 (g/m3)・s で接合した試料界面の透過電子顕微鏡像を

示す。試験片作成を良好に行うことが可能な強度を維持するため、本試料については

200°C で接合実験を行った。(a)から、界面にはボイドが散見されるものの、接合達成

部はアモルファス状の架橋層を介して密着が進行している様子が確認された。また、  

(b)に全体像を示したように、Fe-Ti の組合せについても一定の接合強度が得られてい

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.9-6 露出量と Fe 表面

組成比の関係  

 

  図 3-2.2.9-7 接合強度評価結果  

 

 

図 3-2.2.9-8 破面の一例  
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 図3-2.2.9-10にFe-Al界面でのアモルファス状架橋層中央部における電子エネルギー

損失分光測定（EELS）スペクトルを表す。観察部位は、下図の白丸部であり、架橋

層中心部分（径 0.7nm）とした。架橋層内部からはFe、Alが検出され、その結合状態

は、The EELS Databaseと照合した結果、それぞれの酸化物であることが判明した。こ

れは、当初想定していた通りに、水和物架橋の脱水縮合が進行し、界面の構造が安定

化したことを示唆する。以上のことから、vapor combined VUV手法により異種金属材

料接合が達成可能であることが示された。  

 

図 3-2.2.9-10 接合試料の界面架橋皮膜層の化学的構造を示す  

   電子エネルギー損失分光スペクトル  

図 3-2.2.9-9 各試料の接合事例  

 照射量 1.3x104 (g/m3)・s で接合され

た Fe-Al 試料界面の TEM 像 
 Fe／Ti の接合体 

(a) (b)
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(2).5 接合界面のメカニクス評価  

 実試料の接合界面には表面の凹凸に起因した非接触領域が含まれるため、実際に接

合が達成された部分の強度を評価する方法を考案した。図3-2.2.9-11は、Al-Fe接合界

面上にナノインデンターを1kgfで圧下し、界面の剥離挙動を観察した結果である。イ

ンデンター圧下後は接合界面に沿って、主にAl側で破断が進展した様子が確認され

た。この状態を念頭に置き、接合状態の簡単なモデル構造を図3-2.2.9-12に示す。破断

面の光学顕微鏡写真に画像処理（2値化）を施し、破断痕跡部分を見かけの接合達成

領域として、面積を抽出する。同面積の円状の接合達成領域が試料中央に存在し、未

接合部を既存クラックとした構造を仮定し、引張試験においてその両端から破断が進

展するものとする。クラック先端における塑性変形領域の拡大を無視し、破断に要し

たエネルギーが全て破断面の創製に用いられたとして、この見かけの接合領域の半径

をR、 Fe、 Al試料片厚さをそれぞれLFeとLAl、破断荷重をPとするとき、σは荷重Pを

見かけの接合達成領域面積  S で割った値と定義する . この条件下で、接合部と未接

合部を含む見かけの接合界面のひずみエネルギー開放率Γiを考える。このような仮定

のもとで、接合部と未接合部を含む見かけの接合界面のひずみエネルギー開放率Γiは

以下のように表現できる。  

    

実験結果にこの式を適用して求められるΓiは接合部の値  Γrealと ある定数Ωを用いて  

Γi=Ω・Γrealと表現される。ここで、0 < Ω< 1である。また、EAlとEFeはAlとFeのヤング

率で、それぞれ7x1010N/m2ならびに1.5x1011N/m2である。Vapor combined VUV手法によ

り接合された試料については試料数がまだ少ないため、計算には便宜的に高速原子

ビーム衝撃を利用した試料の引張試験結果(P=60N)を引用した。見かけの接合面積は

材料表面のうねりなどに起因して初期接触状態が異なるため均一ではないが、概ね板

材試料表面の5%程度を占めることがわかっているので、S=5mm2とした。引張試験

は、板状試料をおよそ50mm長のAl角棒に接着して行われているため、LFeとLAlの解釈

についてばらつきが生じるが、試料厚さが変化しても界面の破断エネルギーに顕著な

違いが生じていないことを考慮し、試料と角棒を一体とみなしてL=50mm とすると、

Γi の値は約 40N/mで、実際の破断面の値は0.1程度であることから、Γrealの値はおよ

そ400N/mと見積られる。この値は、親水化アルミ酸化物（酸化水酸化物）もしくはア

ルミの固体表面エネルギーと同じオーダーである。したがって、これらの単一相材料

を剥離し、二つの表面を創製するための凝集仕事と同等と推測できる。なお、実験よ

り求めた不安定剥離挙動が開始したときの荷重を利用しているために、剥離エネル

ギー開放率を過小評価している可能性がある。図3-2.2.9-11に示したように、界面ク

ラックの進展は主にAl側であることから、求められた破壊エネルギーは妥当で、接合

部では十分な強度が得られていると考えられる。この実験以外にも同様の接合手法を

用いてTiとFe系の材料の接合を試みたところAlとFeの場合と同じような良好な接合が
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得られることが確認された。この場合の接合はAlとFe同様に水酸化物が支配している

と考えられる。しかし、この事実を証明するためにはAlとFe系同様に剥離のエネル

ギー開放率を求めて評価することが必要である。  

 

 

 

 

 

  

(2).6 まとめ  

 異種金属接合プロセスの全工程を低温大気圧雰囲気で実行可能にするために、水分

子含有雰囲気での真空紫外光照射を利用する手法を提案し、接合可能性を示した。解

離した水分子の作用により、大気圧雰囲気で一定の表面活性化と水和物架橋形成が可

能であることが明らかになり、材料表面の化学的結合状態の観察結果から、最適プロ

セス条件が照射量およそ1.0x104（g/m3）・sであることが明らかになった。この条件を

用いてAl、Fe、Tiの接合実験を試みたところ、接合ができることは確認され、Al-Fe界

面においては、水和物が脱水縮合して生成したアモルファス状の酸化物中間層を介し

て密着が進行していることが判明した。接合界面全域で接合が達成されておらずマク

ロ的には、十分な強度は得られていないものの、部分的には本接合での接合が達成さ

れている。その部位の接合強度を考察する方法を考案し、Fe-Al試料の実測値に対し

適用したところ、破断エネルギーがAl架橋もしくはAlの離断に要するエネルギーと同

等であり、実際に接合できている部位では十分な強度が達成されていることがわかっ

た。  

 

 

図 3-2.2.9-11 ナノインデンターを圧下し Al-Fe 接合界面近傍の拡大

像  

 

図 3-2.2.9-12 接合達成領域の簡易モデル  
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 (3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

表 3-2.2.9-3 論文、外部発表等の件数（内訳）  【2023 年 2 月末現在】  

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示

会へ

の出

展  

受賞  

フォ

ーラ

ム等※ 

査読

付き  

その

他  

学会

発表

講演  

新

聞・

雑誌

等へ

の掲

載  

プレ

ス発

表  

その

他  

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計  0 0 1 0 0 0 0 0 2 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

表 3-2.2.9-4 特許の件数（内訳）   【2023 年 2 月末現在】  

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※ 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

 

2.2.9.3 参考文献  

 特になし  
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2.2.10［テーマ番号４５］構造用接着技術に関する Feasibility Study（FS 研究）  

（2015、2016 年度）  

  ［テーマ番号５３］構造材料用接着技術の開発（2017 年度～2022 年度）  

 

2.2.10.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車や航空機などの輸送機器の軽量化には、適材適所に異種材料を配置したマル

チマテリアル構造が有望である。これを実現するには、プロセス温度が比較的低温で

、変形が少なく、剛性を確保できる接着接合が適している。しかし、接着接合では接

合強度や耐久性、生産性の観点で解決すべき問題が多い。本事業では、これらの課題

を解決することにより、構造体接合法として実装できる信頼性の高い接着技術を確立

することを目的とする。  

 

(2)目標値  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

接着機構解明に向け

た界面の分析手法・

研究方法論の検討  

（2015～2016 年度）  

 接着接合機構解明

のための手法を検

証する  

（2016 年度）  

  

検査手法の検討

（2015～2016 年度）  

 その適用可能性を

検証  

（2016 年度）  

  

接着性能  

（2017～2022 年度）  

  引張せん断強度  

10MPa 以上  

引張せん断強度：  

15MPa 以上もしく

は母材破壊。  

接合部検査手法  

（2017～2022 年度）  

   高感度化 2 倍以上  

 

 

(3)全体計画  

テーマ 45（２０１５-２０１６年度）  

構造用接着技術に関する研究・開発プロジェクトの実施を踏まえ、重要度が高く、

かつ実現可能性の高いテーマの抽出、並びにその優先順位付けを行う。平成 26 年度

に ISMA で実施した構造用接着技術調査委員会の答申に基づき、5 つの課題、具体的

には「新規接着剤開発のための方法論構築」、「機械的特性評価法・接合部の設計論の

確立」、「表面処理法の確立」、「接合部検査手法の確立」および「接着機構解明に向け

表 3-2.2.10-1 研究開発目標  
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た界面の分析手法・研究方法論の確立」に対して各種の研究を実施するとともに、海

外の研究開発動向調査を実施し、各研究開発項目の予想される成果とその必要性から、

研究項目の優先順位を決定する。  

 

テーマ 53（２０１７-２０２２年度）  

電子顕微鏡を用いて接合特性に関与する界面層を特定し、界面層に含まれる階層構

造を明らかにする。また、表面・界面に敏感な分光法とイメージング技術などの分光

学的手法を組み合わせ、界面の分子結合状態および化学構造変化を同定する手法を開

発するとともに、接着界面に関する分子シミュレーションを実施し、接着メカニズム

の解明を図る。構造体接合に実装できる接着技術を実現するため、各種構造材料の接

合を対象とする接着剤の技術開発と基礎研究を実施する。耐疲労性や、強度、伸びな

ど諸物性を用途ごとに制御した接着剤の開発を行う。接着接合の強度・耐久性の評価

法は十分に確立されていないことから、接着接合部の強度評価法および耐久性予測法

と接合部の設計手法を確立する。これらの結果を総合して、接合部の強度予測法並び

に耐久性予測法を構築する。金属および樹脂材料の表面処理技術に関する基礎的検討

を実施し、有望な系の洗い出しを行なう。接着接合を実装するためには、接合部の性

能を評価できる検査手法の確立が必須である。本研究開発項目では、接着前後での検

査手法を開発する。 

 

(4)実施体制  

テーマ 45（２０１５-２０１６年度）は、つくば中央東分室（産業技術総合研究

所）が中核となり、7 機関に必要な研究開発を再委託して実施する。  

テーマ 53（２０１７-２０２２年度）は国立研究開発法人産業技術総合研究所（委

託先）とセメダイン株式会社（委託先）と物質・材料研究機構（委託先）に 3 大学と

2 企業を再委託先として加え、共同で研究開発を実施する。なおユーザー企業や大学

等の専門家からなる技術委員会（アドバイザリーボード）を開催し、内容や進捗につ

いて議論しながら研究を進める。 

 

(5)運営管理  

実施者と接着技術に精通した外部専門家が集まって、非公開の全体進捗報告会議を

実施した。分室間および再委託先との個別の進捗状況は、サブテーマ毎で随時行った。

さらに、毎年一回、公開のシンポジウムを主催して最新の研究成果発表を行った。こ

れらの活動により研究進捗の適切な管理に努めた。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 本テーマでの CO2 削減、省エネ効果は自動車の軽量化によるもので、プロジェク

ト全体で見込まれる数字と同じである。当該接着技術は、開発新材料に対してだけで

なく、現行材料にも有効である。したがって普及車への適応も早い。国内メーカーの

世界シェア向上 0.1％分に貢献できるとの仮定でも 2000 億円程度に相当する。  
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2.2.10.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

接着機構解明に向

けた界面の分析手

法・研究方法論の

検討  

接着接合機構解明

のための手法を検

証する  

（2016 年度）  

電子顕微鏡観察や、分光

法、計算機化学的な手法

が有効であることが確か

められた。  

○   

検査手法の検討  その適用可能性を

検証  

（2016 年度）  

実プロセスに適応可能な

検査技術の絞り込みを

行った。  

○   

接着性能  引張せん断強度：  

15MPa 以上もしく

は母材破壊。  

（2022 年度）  

母材破壊もしくは、

35MPa を超える強度。  
◎  

 

接合部検査手法  高感度化 2 倍以上  

（2022 年度）  

8 倍以上の高感度化  
◎  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

(2).1 構造用接着技術に関する FS 研究（テーマ 45）  

新規接着剤開発のための方法論の検討では、新規型耐熱性接着剤を評価した。室温

で硬化可能な PP 用の接着では、ボラン系接着剤の代替の可能性を検証したが、代替

可能性は低いと判断した。機械的特性評価法・接合部の設計論の検討では、エポキシ

系の高強度接着剤の設計とバルク状態での疲労き裂伝ぱ抑制に成功した。加熱加圧水

蒸気下での接着強度の超加速劣化試験法を検討した。接着強度の低下はみられたもの

の、低下速度は十分とは言えない。表面処理法の検討では、ポリプロピレンのプラズ

マ処理が有効であることが示された。接合部検査手法の検討、接着前検査では、接着

強度に影響を与える濃度の汚染物質の検出が可能であることを実証した。接着後の検

査では接着接合部の剥離欠陥の検出に成功している。また、接着接合部（内部）の動

的なひずみ分布を検出可能であることが実証された。接着機構解明に向けた界面の分

析手法・研究方法論の検討では、接着界面の観察の結果、ナノレベルのアンカーリン

グ効果が発現している可能が示唆された。またポリプロピレンの表面処理の効果は、

処理法によってその接着メカニズム異なることが示された。分光法からは、極性官能

基に形成はみられなかった）。またナノレベルの孔に埋め込まれた接着剤（樹脂）の

剥離過程における状態を計算化学的にシミュレーションする手法を検討した。  

 

表 3-2.2.10-2 最終目標と達成度  
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(2).2 構造材料用接着技術の開発（テーマ 53）  

①メカニズムの解明（産総研）  

金属とプラスチックなどの異種材料を高い強度、信頼性で接合する技術は、自動車、

航空機等の軽量化にとって重要である。新規接合技術を普及させるためには、接合特

性の評価と接合メカニズムの解明が必要である。  

化学的な表面処理により超微細凹凸が形成された金属部品へのインサート射出成形

により樹脂を金属部品に強固に接合することで実現しているが、本研究では、イン

サート射出接合に有効な金属表面処理技術を CFRP と金属の接合への適用を検討した。

特に、低コストでの製造が期待されている、ポリアミド(PA)等の熱可塑性樹脂をマト

リックスとする熱可塑性複合材料（CFRTP）と金属（アルミ）の接着剤による強い接

合を実現するため、金属表面処理法と破壊靱性による接合特性の評価方法を検討し、

さらに、ナノ有限要素法（ナノ FEM)による接合領域の応力集中解析により接合メカ

ニズムについて考察を行った（図 3-2.2.10-1）。  

図 3-2.2.10-1 金属表面処理法と破壊靱性による接合特性の評価方法  

 

アルミの接着の接着メカニズム  

応力発光体を DCB 試験片に塗布し、き裂進展を精度良く測定し、接合界面の破壊

靱性を評価した。接合界面の構造は、SEM による断面観察で接着層の厚み等均一性を

確認し、STEM トモグラフィーでアルミ界面に予め作った微細凹凸の 3 次元像を構築

し、この構造をシミュレーションに取り込み、界面での応力分布の解析を行った。さ

らに、STEM-EELS によりアルミ表面・界面での酸化膜の化学状態の変化の解析を

行った。mm〜µm〜nm におよぶマルチスケールでの接合界面の解析により、接合メ

カニズムを明らかにした。STEM-EELS により、アルミ表面の Al(OH)3 が Al2O3 へと接

合により化学変化することを見出した。このような化学反応がアルミ表面の微細孔へ

の接着分子の侵入を自発的に起こしていると考えられる。シミュレーションにより明

らかになった応力分布の結果から、Al 表面に接する上部のポリマー層に歪が大きく発

生しているのに対し、微細凹凸に侵入したポリマーで歪が発生する領域はごく一部で

あることがわかった。また、Al 表面の凹凸形状により歪の集中が起こることが示唆さ
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れた。アルミ表面の凹凸サイズ、深さ等の特徴を 3 次元的に解析し、接合に有効な構

造を明らかにした。  

PP の接着の接着メカニズム 

難接着材料として知られるポリプロピレンの表面処理効果に関して、和周波分光

（SFG）、赤外分光、およびラマン散乱などの各種分光法を用いてメカニズム解析を

進めた。いずれの表面処理の場合においても表面処理回数に応じて極性官能基は増加

していくが、赤外光侵入深さの異なる 2 種類の全反射プリズムを用いた赤外測定から、

バルク方向に極性官能基が広がっていることが確認された（図 3-2.2.10-2）。一方、

SFG 分光でプラズマ処理および火炎処理したポリプロピレン表面を分析した結果から

は、接着強度が増加する処理回数領域では赤外で見られたようなカルボニル基や水酸

基は確認されず、表面処理により形成された水酸基などの官能基は速やかにバルク方

向へ移行していくことが示唆された。また火炎処理においては、表面の炭化によると

思われるラマン振動モードと接触角の上昇が見られた。  

 

図 3-2.2.10-2 ポリプロピンの表面処理後の厚さ方向の官能基分布1

   

PA の接着メカニズム  

ポリアミド(PA)等の熱可塑性樹脂をマトリックスとする熱可塑性複合材料

（CFRTP）と金属（アルミ等）の接着剤による強い接合を実現するため、CFRTP のモ

デル表面として、６－ナイロンの表面処理効果に関して各種分光法を用いて、その表

面処理効果のメカニズム解析を進めた。酢酸処理により表面近傍の結晶層がα型へ転

移していることが確認された。６－ナイロンにおける接着強度の改善は酢酸処理に

よって生じた表面近傍での構造変化に起因することが強く示唆された（図 3-2.2.10-3）。 
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図 3-2.2.10-3 PA6 および PA66 の酢酸処理前後の ATR-IR スペクトル 

 

劣化メカニズム 

熱可塑性樹脂（ポリアミド６）をマトリックスとする炭素繊維強化複合材料

（ CFRTP）とアルミニウム合金（ Al5052）との異種材接着接合界面の高温高湿下

での耐久性を評価し、劣化メカニズムの解明を行った。界面のじん性を評価する

ために、予備き裂に対して開口変位を印加しながらき裂の進展を測定する DCB 試

験と予備き裂にくさびを打ち込み、発生したき裂長さを測定するくさび試験を実

施し、DCB 試験により初期の界面じん性を測定し、くさび試験により高温高湿下

（85℃85％）での耐久性の評価を行った（図 3-2.2.10-4）。エポキシ系とウレタン

系の構造接着剤について評価を行い、破壊モードの初期と劣化後での変化が接着

剤の種類や CFRTP の表面処理によって変化することを見出した（表 3-2.2.10-3）。

特に、ウレタン系接着剤では初期はき裂の進展が起こらずに CFRTP が破壊される

が、高温高湿下では Al/接着剤界面の劣化によりじん性の著しい低下が起こるこ

とが明らかになった。接着剤接合の高湿下での耐久性の改善が重要であることが

明らかになった。 

 

 

図 3-2.2.10-4 異種材接着接合界面のじん性評価試験。a: DCB 試験；b: くさ

び試験 Adapted with permission. 2 Copyright 2020 American Chemical Society. 
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表 3-2.2.10-3 接着接合界面の破壊モードのまとめ  

Adapted with permission.2 Copyright 2020 American Chemical Society. 

 

シミュレーション技術 

金属とエポキシ樹脂の接着シミュレーションに関して、主剤として用いた

DGEBA の分子長を変化させた場合の接着挙動について分子動力学計算により解析

を行った。分子長の短い系・長い系ともに、伸長試験においては、架橋度が 60%

以下では凝集破壊が観察されたが、架橋度が 80%以上では界面破壊が観察された

（図 3-2.2.10-5）。これらの樹脂サンプルにおいて、伸長試験におけるナノ細孔構

造による接着力の効果についても比較検討を行った。  

図 3-2.2.10-5 細孔のある金属基板と DGEBA エポキシ樹脂との  

伸長剥離挙動の様子（架橋度 90%）  

汚染の影響 

離型剤であるシリコーンオイルのアルミ／エポキシの組み合わせにおける接着

阻害について検討した。和周波分光によって、アルミナ膜表面と接触しているシ

リコーンオイルが配向を持つことが示唆された。加えて、アルミナ表面に存在す

る水酸基の SFG シグナルがシフトする様子が見られ、シリコーンオイルと、水酸

基の間で相互作用が働いていることが示唆された。 
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②新規接着剤の開発   

②-1 低温速硬化変成シリコーン系（10MPa、伸び 100％以上）塗装後接着（アウト

プロセス塗装）ターゲット（セメダイン）  

CFRP と AL などの異種材料接着では、線膨張係数の違いによる硬化時、使用時の

熱ひずみによる歪みやはがれなどの問題が生じる可能性がある。それら線膨張を緩和

することができ、かつ構造接着となる接着剤の検討を実施した。エポキシ樹脂と変成

シリコーンは非相溶であり、重合する過程で図 3-2.2.10-6 のように相分離が起こる。

この相分離により、海が柔軟性のある変成シリコーン、島が高硬度なエポキシ樹脂の

海島構造を形成することができる。エポキシ樹脂が均一分散された状態になり、物性

の向上ができる。  

主剤   ・・・エポキシ樹脂+変成シリコーン硬化剤  

硬化剤・・・変成シリコーン+エポキシ樹脂硬化剤  

 

図 3-2.2.10-6 変成シリコーンとエポキシ樹脂の相分離構造  

 

エポキシ樹脂（EP）と変成シリコーン樹脂（MS）の比率などによる、相分離構造

制御により目標を達成した。また、自動車構造用途における異種材接着に必要な性能、

a）高ヤング率とひずみ追従性、b)広範囲な接着性、c)温度変化等に追従し振動・衝突

などでは抵抗力が向上する速度依存性の付与、d)高温、高湿度に対する良好な耐久性、

e)油面接着性を付与、及びデータ蓄積を実施した。現在、欧州で使用されている PU

系と比べ優位性があることが確認できている。  

最終目標の 10ＭＰａ、伸び 100％をクリアする性能を得られている。成功の要因は

良好な相分離構造と変成シリコーンとエポキシ樹脂の相溶性を制御することで弾性率

を向上することが可能になった点である。また、油面接着性、速度依存性、ノンプラ

イマーでの幅広い接着性、高耐久性や粘度を含めた作業性など実用上有効な性能が付

与できている。また、実使用油に対する接着性や常温硬化を想定した検討を行い実用

化の目途が付いた。しかし、急速なカーボンニュートラル化により、構造材として

CFRP を使用した実用化の可能性が低くなっている。今後は、本検討技術をカーボン

ニュートラル化（自動車製造工程のエネルギー削減・低温接着）、建築、電気・電子

市場への拡販を実施する。  

 

エポキシ粒子  

 （0.05－0.5μm）  
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②-2 高じん性高耐熱エポキシ接着剤（目標値：28MPa 以上） /接着後塗装（インプ

ロセス塗装）ターゲット（セメダイン）  

低燃費実現のための軽量化として、鋼板の薄肉化および高張力化が進んでいる。軽

量化に伴い騒音、振動などの増加が課題となる。軽量化と快適性の両立が必要であり、

溶接/リベットなどの点接着から接着剤併用による面接合にすることでねじり剛性を向

上させ、両立できることが期待されている（図 3-2.2.10-7）。エラストマー変性のエポ

キシ樹脂はエラストマー添加によりじん性を付与することが可能であるが、エラスト

マー成分が均一に分散されないことや、エポキシ相にエラストマー成分が一部相溶す

ることなどによる、高剛性化への影響や低温時の特性および高温時の耐熱性（熱間）

が低下していた。それらの欠点を解決するために、コアシェル化したゴム成分

（CSR）をエポキシ樹脂に均一分散（一次粒子の状態で分散）を検討した（図 3-

2.2.10-8）。  

 

図 3-2.2.10-7 溶接のみと溶接+接着のねじり剛性イメージ  

   

 

図 3-2.2.10-8 エラストマーと CSR 分散イメージ  

 

この技術により、せん断接着強さ 28Mpa、高温時の強度保持率、耐衝撃性（じん

性）が付与し目標を達成した。また、実用化に向け a)生技性評価、b)アルミ接着性、

c）硬化可能温度の評価、d)硬化温度低温化によるカーボンニュートラルへの対応、e)

熱応力のシミュレーションを実施し、実用化性能能付与・データ蓄積を実施した。  

最終目標の 28ＭＰａをクリアする性能および高耐熱（80℃での弾性率保持率 80％）

および低温衝撃性（高じん性）を得られている。成功の要因はエポキシ樹脂および

CSR の選択によるものである。加えて、実用化のための性能付与：a）溶接性 b) AL

の接着性向上、c)耐衝撃性 /低温下でのじん性付与、d)硬化可能温度の評価、e)カーボ

ンニュートラルへの対応、および異材接合に適した接着剤および部材、耐久性設計の

ための f）熱応力のシミュレーションを実施した。現在達成した成果を基に実用化を

進めている。  
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②-3 応力緩和接着（NIMS＋産総研）  

応力緩和が可能な接着剤として、ビスフェノール A 型エポキシモノマー主剤と芳香

族ジアミンの硬化剤からなるポリロタキサン(PR)を配合したエポキシ系接着剤の接着

性を調整し、その機械的/熱的特性について検討した。また、動的共有結合として、ジ

スルフィド基を有するエポキシ着剤を合成し、動的共有結合が接着性能の温度特性に

及ぼす影響について明らかにした。さらには、動的共有結合を利用することで、エポ

キシ接着剤の解体性およびリワーク性についても検討した（図 3-2.2.10-9 左）。エポキ

シ樹脂のネットワーク構造の中に、ジスルフィド（-S-S-）基を導入し、生体内還元

物質であるグルタチオンを、エポキシ樹脂を分解するための触媒として用いた。グル

タチオンの水溶液にジスルフィド基を導入したエポキシ樹脂を浸すことによって、グ

ルタチオンのチオール基とエポキシ樹脂のジスルフィド基の間で交換反応が起こるこ

とで、ジスルフィド基の部分でエポキシ樹脂のネットワークが切断され、最終的には

固形成分がなくなるまで分解された。また、グルタチオンの酸化―還元機能を利用す

ることで、エポキシ分解物に反応性官能基であるチオール基を残すことができるよう

になった。結果として、回収した分解物を加熱加工すると、チオール間で酸化反応が

起こり、ジスルフィド基を含むエポキシ樹脂のネットワークを再び得ることができる

（図 3-2.2.10-9 右）。この手法で得られた再生エポキシ樹脂は、硬さの指標の一つであ

る貯蔵弾性率が、分解前のエポキシ樹脂とほぼ同等の値を示し、リサイクルの回数を

増やしても、大きな変化は見られなかった。これまでにもジスルフィド基を含むエポ

キシ樹脂を、チオールを含む化合物で化学分解させる試みはなされてきたが、再成形

加工ができず、結果としてリサイクルができないという課題があった。グルタチオン

は大気、土壌、海洋などの自然環境の中に偏在することはないことから、使用環境下

で勝手に分解が進行してしまう心配がなく、リサイクルのタイミングを、使用者が決

められるというメリットがある（NIMS 成果）。 

 

 
図 3-2.2.10-9 エポキシ樹脂のリサイクルシステム（右） ①ジスルフィド基(-S-S-)を

導入したエポキシ樹脂, ②チオール基(SH 基)を有するグルタチオンにより、エポキシ

樹脂のネットワーク構造を分解、③グルタチオンを除去することで、反応性を持った

分解物が生成、再成形加工によって、元々の樹脂と同等の硬さを持った樹脂にリサイ

クル（左）とエポキシ樹脂のリサイクルシステムを利用した炭素繊維強化プラスチッ

ク（C F R P）の再利用（右） 
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これとは別に、ホットメルト接着剤を用い、温度制御することで熱変形を低減

する方法について原理を確認し、その手法を新たに提案した（産総研成果）。 

 

②-4 速硬化接着剤（再委託先）  

CFRTP などの樹脂材の接合（樹脂材同士および樹脂／異種材の接着）を対象とする

速硬化ウレタン接着剤の開発を実施している。2017 年度から 2018 年度にかけては、

プロトタイプのウレタン系接着剤（開発品）を調整し、伸びと強度については目標

（>10MPa or >100％）を大きく超え、これを達成した（表 3-2.2.10-4）。2019 年度

は、接着剤の組成検討をさらに充実させ、よりパフォーマンスの高いものとした。速

硬化性能については 2020 年度に目途付けできた。2021 年度は、開発接着剤のハット

ジョイナーの曲げ性能試験を実施し、その接合性能を検証した。図 3-2.2.10-10 に示

すように、CFRTP/スチール異材接着接合ハットビームの 3 点曲げ試験において、

開発ウレタンフォームが充填された No.3 の試験体は、フォーム充填のない No.2

の試験体に比べて、約 1.8 倍の最大強度を示した。また、写真でも見られる通り

No.1～3 のいずれの破断後試験体も接着接合部（フランジ部）での破断（剥離）

は確認されなかった。また、ウレタン系接着剤の表面処理された PP 系複合基材への

接着（阻害）機構解明を試みた。加えて他テーマへも評価用に試料提供を実施した。

この試験に適合させるために、可使時間を改良したサンプルを新たに調整した。また、

接着接合性能の評価技術の確立に向け、応力発光による接着接合部のせん断変形挙動

モニタリングに対し、それに同期したシミュレーション解析を実施した（図 3-2.2.10-

11）。さらに接着剤のポリプロピレン系複合樹脂への適用を想定し、樹脂に対する表

面処理検討も併せ実施した。  

 

表 3-2.2.10-4 硬化物のバルク引張物性とせん断接着試験  

 

 

図 3-2.2.10-10 ハットビーム 3 点曲げ試験結果（荷重－変位曲線）  
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図 3-2.2.10-11  樹脂 A／接着剤 A／カチオン電着鋼板による試験体のせん断試

験の実測および解析結果  

 

②-5 高延性接着剤（再委託先）  

本テーマの目標であるアルミ /鋼板用の異種材接着剤では基材の熱膨張差によ

る接着剤硬化時の硬化収縮と熱収縮によって界面に発生する応力が非常に大きな

問題となる。そのため、異種材を接着するための接着剤は基材の熱膨張差によっ

て発生する応力を吸収するためにできるだけ伸びを大きくすることを目標として

きた。一方で硬化プロセス側からのアプローチとしては接着剤を硬化する際に発

生する残留応力を小さくする硬化プロセスの適用も基材に掛かる応力を低減させ

ることに非常に効果的である。接着剤を硬化する際には基材も温度変化によって

膨張収縮を起こすが、同時に接着剤も熱膨張、硬化収縮、熱収縮といった体積変

化を硬化過程で起こす。基材に掛かる応力は体積変化に弾性率を乗じたものの積

分値と言えるため、硬化温度を低下させることにより硬化収縮とトータルの体積

変化が小さくなり、基材に掛かる応力が小さくなることが分かる。そのため、促

進剤の最適化を行うことにより 120℃40 分硬化でせん断接着強度 36MPa、引張伸

び 30%以上の系を見出した。また、最終目標としている 120℃/20 分硬化が可能な

系が見出せた。 

・120℃20 分硬化(エポキシ―DICY 系) 

一般的に DICY 系は硬化促進剤を併用する必要があり、硬化温度は促進剤の種類

によって調整することが可能である。硬化促進剤をスクリーニングすることで反

応性/安定性/接着強度の比較検証を行った（表 3-2.2.10-5、図 3-2.2.10-12）。次に伸

び率向上を目的とした応力緩和剤のスクリーニングを行った。その結果、接着強

度 19MPa、引張伸び 10％のものが得られた。促進剤と応力緩和剤の添加量の最適

化を試みたが、伸びと接着強度をどちらも向上させる系を見出すことはできな

かった。 

表 3-2.2.10-5 応力緩和剤のスクリーニング結果

項目 条件 単位
応力緩和剤

なし
検討剤A 検討剤B 検討剤C 検討剤D 検討剤E 検討剤F

Tg DSC ℃ 136 138 135 122 135 120 143

接着強度 Al-Al MPa 15.0 19.0 15.5 7.2 14.3 1.2 3.6

伸び率 引張試験 % 3.7 10.5 5.1 15.7 6.7 11.2 6.0

硬化条件：120℃20分  
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図 3-2.2.10-12 応力緩和剤のスクリーニング結果と応力ひずみ曲線（検討剤 A） 

 

・120℃20 分硬化(XNR6852E-3 系) 

 上記エポキシ― DICY 系の評価を応用する形で、 XNR6852E-3 系の改良を行った。

具体的には上記スクリーニングでバランスの良かった促進剤と応力緩和剤を

XNR6852E-3 系に適用することで低温硬化性向上を検討した。結果として、 120℃

20 分硬化が可能であり、接着強度が 30MPa、引張伸びが 13％の系が得られた（図

3-2.2.10-13）。また、この系では XNR6852E-3 で課題であったせん断接着試験後の

界面剥離が解消され、凝集破壊となった。 

  

図 3-2.2.10-13 応力ひずみ曲線と破断面の写真 

 

②-6 耐疲労接着剤（再委託先）  

長期信頼性・機械設計の観点から構造用接着材は接着剤層内での破壊（凝集破壊）

が必須とされている。本研究では、添加剤として剥離型コアシェルゴム粒子およびグ

ラフェンを候補とし、き裂伝ぱ抵抗を向上させる効果について検討を行った。コア

シェルゴム粒子のシェルの官能基量を 0 にした結果、静的破壊・疲労破壊ともに凝集

破壊率が増加し、粒子添加量 5wt%で 50%、10wt%で 90%とほぼ界面破壊であった未

添加（5%）よりも大きく向上することがわかった。また、疲労寿命は、粒子未添加の

接着剤と比較して約 3 倍高くなり、凝集破壊と高い耐疲労性の両立が可能であること

を見出した。破面観察の結果、コアシェルゴム粒子の界面での剥離が支配的であり、

ゴム粒子の周囲のエポキシ樹脂の塑性変形がみられたことから、剥離型コアシェルゴ

ムが凝集破壊効果と強靭化効果の両方を兼備していることが明らかとなった。粒子サ

イズについても検討した結果、3μm と 500nm では、500nm の方が凝集破壊効果、疲

労寿命ともに高く、粒子間距離が重要な因子であることが示唆された。疲労試験は、



  

3-2.2.10-14 

 

応力比 0.1 の正弦波を用いて行った。粒子未添加、熱可塑微粒子のみ添加した接着剤

では、すべて被着体との界面で破壊したのに対し、剥離型コアシェルゴムを添加した

系ではき裂伝ぱ速度が比較的高い領域で凝集破壊となった。新たな試みとして、ナノ

フィラーの一種であるグラフェンを添加剤として検討した。グラフェンのみを添加し

た場合、グラフェン添加量が 0.1wt%を超えると凝集破壊率が 80%以上と、ごく少量

の添加量で凝集破壊モードとなり、剥離型コアシェルゴム粒子より効果が大きいこと

がわかった。しかしながら、すべてのグラフェン添加系において、未添加の接着剤よ

り疲労寿命は低くなり、またグラフェン添加量が増加するにつれて疲労寿命が低下す

ることがわかった。グラフェン 0.1wt%と強靭化ゴム粒子 5wt%を併用した結果、凝集

破壊率はほとんど低下せず、疲労寿命も未添加接着剤の約 5 倍となった。破面観察の

結果、強靭化ゴム粒子の周囲のエポキシ樹脂が塑性変形を起こしていることがわかり、

疲労寿命向上の要因であることが明らかとなった。  

 

③強度・耐久性評価法の開発   

接着接合の強度・耐久性の評価法は十分に確立されていないことから、構造体接合

への応用が阻害されている。本研究課題では、接着接合部の強度評価法および耐久性

予測法を構築し、併せて接合部の設計手法を確立することを目的とした。接着強度で

は衝撃強度を中心に検討し、耐久性については接着界面に及ぼす水の影響を実験的調

べた。 接着接合部は、外からの水や熱の影響を受けやすく、その結果接着界面が劣

化し、接合強度が大幅に低下することが知られている。そこで、水と熱に着目し接着

界面に及ぼす影響を調べた。初めに、接着剤への水の侵入速度を調べるために、その

拡散係数を実験的に調べた。具体的には、バルク試験片を用い、これを水へ浸漬し、

定期的にその重量を測定した。その結果から Fick の拡散則を用い接着剤内部への水の

拡散係数を求めた。  

オープンフェイス試験（再委託先+産総研）  

従来の吸水劣化試験は、貼り合わせた 2 枚の被着体を水に浸漬し、一定時間後に取

り出し、その強度を測定するものであった。しかしこの手法では、劣化に十分な水を

吸収させるために年単位の時間を必要とすることが問題となっていた。そこで、本研

究では、被着体上に接着剤皮膜を形成したオープンフェイス型の試験片を用い、吸水

時間の短縮を図った（図 3-2.2.10-14）。この方法では、接着剤層の上面全体から水が

侵入するため、従来型の試験片に比べて 1000 倍以上の速さで飽和吸水状態に達する。

また、その強度評価を SAICAS 装置により界面での切削抵抗を測定することにより実

施した（図 3-2.2.10-15）。  

 

図 3-2.2.10-14 オープンフェイス型試験片と従来型試験片の吸水方向  
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図 3-2.2.10-15 87℃59 日間曝露した試験片の切削試験および SAICAS 試験における

水平方向荷重  

速度依存（再委託先+産総研）  

接着硬化物の速度依存性を明らかにするため、高速引張試験を実施した。20m/s の

速度で、バルクの引張速度を行い荷重及び変位の測定を行った。試験片の変位及びひ

ずみは、デジタル画像相関法（DIC）も用いた。ハイスピードカメラを用いて試験片

の変形挙動を撮影しデジタル画像相関法ソフトウエアを用いて解析した。横浜ゴムに

て試作中の高強度ポリウレタン接着剤を評価すると、100%を大きく超えるひずみを示

した。言い換えるなら、これらの接着剤は、車体の衝突事故など高ひずみ速度が予測

される場合でも十分な延性を示すものと考えられる。  

 

海島構造と接着強度（再委託先＋産総研）  

最近の接着剤では、成分が相分離して海島構造を形成し、接合部の強度などに影響

を及ぼす場合が多い。また、この海島構造は、接着剤の硬化中に出現するため、その

形態が硬化時の温度条件に強く依存すると言われている。そこで本研究では、接着条

件および使用環境が接着接合部の特性に及ぼす影響に関して調べた。具体的には、接

着剤硬化物内部および界面に形成される海島構造の観察を、原子間力顕微鏡を用いて

行った。ここではコンタクトモードにより局所的な剛性の比較、並びに局所熱分析に

より海島構造の局所的な熱特性の比較を行い、被着体の種類と島構造との関連につい

て調べた。この観察結果から、界面近傍に生じる海島構造が被着体材料の種類により

変化すること、および低強度の被着体では界面近傍に小さな島が、また良好な接着強

度を示す被着体では界面近傍に大きな島が形成されることがわかった。   

 

圧力容器を用いた加速劣化試験（産総研）  

小型圧力容器を用いて水蒸気下での熱劣化による加速劣化法について検討した。単

純重ね合せ継手試験片をこの劣化法により劣化させ、85℃・85％RH の加速劣化法と

比較した。85℃・85％RH と小型圧力容器の両者の劣化を連続して試験片に加えたと

ころ、劣化の順序により結果に差が出ることがわかった。このため、破断面の水分量

について赤外分光（FTIR）で分析したところ、水分量に違いがあることがわかった。

なお本試験法は ISO19905-6 として発行されている。  
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図 3-2.2.10-16 圧力容器（左）と滅菌器（中央）と試験結果（右）  

 

接着接合試験片の耐水クリープ評価試験（再委託先、産総研） 

２０２１年度までは、接着部の静的強度や衝撃強度を試験片レベルで調べ、接

合部の強度予測法を構築した。一方、耐水性等の耐久劣化試験は産総研が実施し

ていたが、吸水劣化と継続的負荷の複合化した条件での強度試験は実施されてい

なかった。そこで、接着接合部の湿熱クリープ強度を測定した。この実験には、

接着した DCB 試験片を用い、スプリングを介して継続的負荷を加え、その荷重を

測定してモード I 破壊靭性を求める、Spring Loaded DCB 試験を採用した。この

結果、温水クリープにより接合部の破壊靭性は経時的な低下を示した。 

 

接着接合試験片の疲労特性評価試験（再委託先、産総研） 

構造用材料は必ず疲労の影響を受けながら使用されている。それにより接着接合部

および接着剤は使用年数とともに強度劣化が進行する。これを正確に把握して構造設

計に反映しなければならない。しかるに車体に加わる力の形態は極めて多様である。

応力の大きさ、方向、速度および頻度など疲労特性に与える因子は多い。車体接着接

合部の耐久性を検討する場合、部位により入力のパターンが異なるため、応力比が疲

労強度に与える影響は重要である。一方、繰り返し負荷を受けた接合部の残存強度や

疲労強度に及ぼす応力比の影響は、接着接合部に対してはあまり知られていない。  

そこで本研究では応力比を広範囲に試験できるようにダブルラップジョイントを試験

片として選択した。そして応力比が疲労限度に与える影響および、繰り返し応力が接

着継手の強度劣化に与える影響を系統的に調査した。  
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図 3-2.2.10-17 に疲労試験結果を示す。図中の記号赤丸は応力比 R =-1、青丸は R 

=0、黄丸は R =0.5、緑丸は R =0.75 の結果をそれぞれ示す。また記号に付した矢印

は、試験片が破断せずに試験を打ち切ったことを示す。縦軸のせん断応力振幅

（τa）は接着総面積で負荷荷重振幅を割ったものを表している。いずれの疲労線図

も折れ点が現れ 5000k 回の試験打ち切り回数は妥当だといえる。応力比 R が大きく

なるほど疲労限度 τw は低くなる。R =-1 の疲労限度 τw0＝5.6MPa は、引張試験の平

均強度 τB＝19.6MPa に対しておよそ 29%であった。  

図 3-2.2.10-17 各応力比における疲労線図

 

次に耐久限度線図を図 3-2.2.10-18 に示す。横軸は平均せん断応力 τm、縦軸は τa

を示している。図中の記号の〇は疲労試験で破断しなかった試験片を表している。

したがって記号各応力比における疲労限度 τw を表しており、これらを最小二乗法

で結んだ実線がこの試験片の耐久限度曲線として定義される。  

 

図 3-2.2.10-18 接着継手の耐久限度曲線(実線)および修正 Goodman 線図(破線) 

 

実線はよい直線関係を示していてその関係は次の式(3-2.2.10-1)で与えられる。  

        τw＝－0.4τm＋τw0 ・・・式(3-2.2.10-1) 

ここで τw0 は応力比 R =－1 の疲労限度を表している。この線図から本供試接着

剤の場合、疲労限度は、応力振幅と平均応力の両方に影響を受けることがわかった。
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式(3-2.2.10-1)の τm の係数が-0.4 であることから、疲労限度に与える影響は平均応力

よりも応力振幅の方が大きいといえる。一方図中の破線は修正 Goodman 線図を示し

ている。線図は τw0 と破断せん断強度 τB を結んでいる。修正 Goodman 線図と比べる

と本研究で得られた耐久限度曲線は、それよりの負の側に傾きが大きく金属材料に比

べ、応力振幅が疲労破壊に及ぼす影響が大きいことがうかがえる。これは応力比が高

くなるほどクリープ成分が増加するため、金属材料に比べやや低強度を示すためだと

考えられる。  

耐久限度曲線はこの曲線の内側で応力設計しなければならないことを示しており、

構造設計の指針にすることができる。  

 

ハット供試体の３点曲げ衝撃試験（再委託先+産総研） 

２０２２年度は、供試体レベルの衝撃試験を行うべく、その準備を実施した。

具体的には、落錘試験機を 3 点曲げ用に改造した。さらに、スチールの接着ハー

トビーム供試体を作成して、この試験を実施した。残念ながら、ハットビームが

強すぎて、今回用いた試験機では十分には変形しなかった。なお、 CFRP ハット

ビーム供試体についても、シーカハマタイトが作成したのでその衝撃試験を実施

した。しかしこの場合も十分な変形は得られていない。そこで、大型の試験機

（図 3-2.2.10-19 左）を入手し、あらためて供試体の試験を実施したところ（図 3-

2.2.10-19 中央）、用いた接着剤の特性によって破壊形態に明確な差が見られた（図

3-2.2.10-19 右）。 

図 3-2.2.10-19 落錘式衝撃試験システム（左）と試験時の様子（中央）と試験後

のハットビーム供試体写真（右） 

 

水熱環境下における接着接合部の特性評価（産総研・東工大） 

乗用車の軽量化で想定されるアルミニウム板材を重ね合わせて標準一液エポキ

シ接着剤で接着し、力学的評価を実施した。特に熱に着目して引張強度、静的疲

労強度および動的疲労強度を測定し、これらの関連性を系統的に究例した。本研

究では、疲労限度に与える接着継ぎ手に対する静的荷重負荷、動的荷重負荷およ

び温度負荷の影響の大きさを調査し、その関係を明らかにした。さらに温度と繰

り返しひずみが接着剤の化学構造に与える影響を、FTIR を使って分析した。得ら
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れた結果を下記の通りまとめる。 

１．せん断強度は高温になるほど強度が低下したが、Tg 点を超えても急激に低

下することはなかった。 

２．Tg 点を超えてエージングすると接着強度は大きく低下した。 

３．室温での接着強度は一定ひずみに比べて、繰り返しひずみに弱い。また静

的疲労限度は温度に対してたいへん敏感であるといえる。 

４．高温中では C=C および C＝O 結合が分解し、この化学構造変化が強度に大き

な影響を及ぼしている。 

  

接着接合部の機械的挙動の応力発光による可視化（産総研+再委託先）   

接着界面強度に敏感といわれる破壊じん性値（G1c、G2c）の算出に関して、破壊進

展の可視化を利用した接着強度評価を、Double cantilever beam: DCB 試験、TDCB 試

験、end notch flexure: ENF 試験、compact tension: CT 試験において実施した（図 3-

2.2.10-20）。さらに、溶接など他の接合評価にも用いられる引張りせん断強度（TSS

値）、十字引張り強度（CTS 値）を算出する引張りせん断試験、十字引張り試験につ

いても、その機械的挙動を応力発光で可視化することに成功した。試験法、試験片は

国際標準に準じたもので行っている。今後、得られた知識、方法を国際標準に展開し、

ガイドライン等作成に活かしたい。また、応力発光による破壊進展の可視化を利用し

た接着強度評価、接着強度、衝撃伝搬などの可視評価法を、実材料において実証した。

具体的には、車体内装に使用される強化ポリプロピレンに対する接着剤選択（ヤング

率の異なる複数接着剤）に際して、引張りせん断試験を行い、ひずみの均一分散を意

味する「均一な応力発光分布」を選定基準とした接着剤選定法を開発した。本件は、

プロジェクト内企業との連携の成果である。   

 

 

図 3-2.2.10-20 各種試験法における機械的挙動の可視化  
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④表面処理法の開発   

２０２０年度末までの検討の結果、PA および PP マトリックスの CFRTP に対し

て適切の表面処理を施すことによって、強度試験後の破壊モードが母材破壊とな

ることがわかった。本課題は最終目標を達成したため、2020 年度に前倒しで終了

した。  

酢酸処理（産総研）  

開発を進めているポリアミド 6 系マトリックス CFRTP（CFRTP-PA6）を想定して、

これに適した接着前表面処理法を検討した。その結果酢酸塗布という極めて簡便な処

理により、せん断接着強度が 20MPa になる表面処理手法を見いだした。他の処理法

との強度比較（表 3-2.2.10-6）、破壊モードの観察、メカニズムチームと連携した分析

により、接着性改善の機構の解明を進めた。その結果、PA6 の表面に脆弱層があり、

強度低下を招いていることがわかった。酢酸処理によって最表面層だけでなく 20 ミ

クロンの深さまで改質が起きていることが示唆されており、脆弱層の改質が一因に

なっている。  

 

表 3-2.2.10-6  CFRTP-PA6 表面処理の影響  

 

 

汚染の影響（産総研）   

アルミ、SUS、SPCC、CFRP、CFRTP-PP および CFRTP-PA6 の接着性に対する各種

の汚染物質（シリコーンオイル、機械油、界面活性剤）の影響について検討をした。

その結果界面活性剤による汚染は、アルミ、SUS、SPCC、CFRTP-PP 接着強度の低下

を引き起こし、破壊モードは凝集破壊から界面剥離に変わることがわかった。またア

ルミとシリコーンオイルの組合では特異的に大きい接着強度を示した。図 3-2.2.10-21

に示すように、アルミとシリコーンオイルに特異的な吸着がることを見いだした。し

かしながら、CFRP や CFRP-PA6 ではこれらの汚染物質塗布による接着強度の低下は

見られなかった。次に、アルミ基板に立ち戻り、接着剤の組成と油面接着性との

相関について調べた。サンドブラストしたアルミ合金（6061）を用い、汚染物質

として機械油とシコーンオイルを塗布した。油面接着に対して有効な接着剤の組

成を明らかにするために、添加剤として、フィラーとゴム成分、フィラーのみ、

どちらもなしの 3 種類の一液のエポキシ接着剤を用いて接着強度を比較した。シ

リコーンオイルによる汚染は、いずれの場合でも強度低下を引き起こした。予想

に反して、ゴム成分の添加では、油面に対する強度低下が大きいことがわかった。
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フィラーについては、添加した方がわずかに接着性がよい傾向にあった。  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.10-21 シリコンオイルを塗布したのち洗浄したアルミニウムと SUS304 基板

の AFM 像と高感度  FTIR スペクトルの比較

 

電子線処理（再委託先）  

ポリプロピレンおよびポリアミドの一種であるナイロン 6（PA6）に対して、電子

線処理を施した際の接着性への影響を評価した。接着性評価には、PA6 のフィルムを

用い、未処理、電子線処理、大気圧プラズマ処理を施した接着試験片の接着強度を評

価した。電子線処理により、剥離強度が著しく増加しており、大気圧プラズマで処理

した場合とも比較して、接着に対する効果は大きいことを見出した（図 3-2.2.10-22）。  

電子線の PA フィルム表面への処理効果を評価するために動的接触角による各処理

後の表面自由エネルギーを評価した。未処理の PA6 フィルムと比較して、電子線処

理・大気圧プラズマ処理により表面自由エネルギーは上昇した。特に両方の処理で、

極性成分の方が大きく上昇していることから、表面の極性が大きくなったことを示し

ている。その結果から、各処理により PA6 表面に極性基が導入されていることが明ら

かになった。さらに処理による表面自由エネルギーの変化量を確認すると、大気圧プ

ラズマ処理の方が大きく変化していることが確認できた。これは、電子線処理と比較

して、大気圧プラズマ処理の方が、表面により多くの極性基を導入することを意味す

る。従って、極性基の分量のみが接着性を決定する因子であるとした場合、接着試験

の結果と矛盾することとなる。つまり、電子処理を施した PA6 基板では、極性期の導

入の効果による接着強度の上昇に加え、他の因子による接着強度の上昇であることが

示唆された。さらに、電子線照射線量の接着強度への影響を評価した。電子線線量を

0～400kGy まで変化させた際の T 型剥離強度を評価した。結果として照射線量が小さ

いときは、線量に応じて剥離強度が上昇した。しかし、50kGy を超えると剥離強度に

は大きな変化がなく、アイソタクチック PP の際とは異なる挙動を示した。一方で、

表面処理後の基板に対し、電子スピン共鳴測定（ESR）を評価した。未処理やプラズ
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マ処理後の PA6 基板には、シグナルは観測できなかったが、電子線照射後の電子線照

射 PA には、ラジカルに由来するシグナルが確認できた。このラジカル種は、照射線

量に依存して増加することが確認でき、ラジカル種の発生により接着強度が上昇した

と推察できた。またラマン分光により表面を評価したところ、過酸化物の構造に対応

するピークが確認でき、発生したラジカル種と空気中の酸素が反応したことが原因で

ある。未処理のアイソタクチック PP 基板の試料では、このピークは確認できなかっ

た。また、電子線照射後の接着サンプルの耐水性試験を行った。湿潤条件下で保存し

た試料では、接着強度が上昇し、さらに時間が経過してもその接着強度が維持される

結果となった。これらのことより、電子線照射は PA6 基板に対しても有効であること

が確認できた。  

 

 

図 3-2.2.10-22 未処理、電子線処理、及び大気圧プラズマ処理を施したガラス繊維強

化 it.PP のせん断接着強度の比較（左図）  および未処理、電子線処理、及び大気圧プ

ラズマ処理を施した PA6 フィルムの T 型剥離強度の比較（右図）3

 

⑤接着接合部の検査手法の開発   

接着前の表面性状検査法（産総研）  

LIBS 法による表面汚染物質検出の下限値評価を進め、FRTP のマトリックス樹脂で

あるポリプロピレン(PP)上のシリコーンオイルについて 0.05 μg/cm2 の検出下限値を

得た。F 系離型剤の検出について、当初暫定的に評価された 60μg/cm2 の検出下限値

が、測定条件の最適設定により 0.50 μg/cm2 まで改善することを確認した。また、２

０１９年度導入した汎用光検出評価装置を用いた評価では、アルミ合金上のシリコー

ンオイルについて 0.82μg/cm2 の検出下限値が得られ、検出対象によっては高感度分

光検出器に匹敵する検出感度が示されることを実証した。可搬型レーザー装置と汎用

CCD 検出装置による可搬型 LIBS 測定装置を、測定距離に対する許容幅を大きくと

ることができるように構築した（図 3-2.2.10-23）。この装置によりアルミ合金上、

およびＣＦＲＰ上のシリコーンオイル汚染の検出下限値として 0.4μ g/cm2、 1.1

μ g/cm2 が得られた。既設高感度測定装置には劣るが、ベンチマークとしている

アルミ合金の結果は FS 時の 3 倍感度になっており汚染検出に使用可能である。

この感度が±4mm の位置ずれがあった場合にも保持されることを確認した。 2022

年度に、アルミ合金上のシリコーンオイル汚染の検出下限値をさらに精査した。

特に測定ゲート時間の設定について詳細に評価し、最適に設定することで検出下

限値 0.13μg/cm2 が得られ（図 3-2.2.10-24）、最終目標を達成した。  
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図 3-2.2.10-23 可搬型レーザーを使った LIBS 検査装置  

 

 

図 3-2.2.10-24 測定ゲート時間に依存した信号強度変化と最適条件での  

検出下限値評価  

 

接着接合後の欠陥検出法（産総研）  

開発してきた高速パルスレーザーシステムを用いて、各種構造部材および接合部材

の超音波伝搬映像を取得し、機械学習による欠陥自動検出のためのデータベース構築

を進めた。3 次元畳み込みニューラルネットワークによる超音波伝搬動画像解析手法

（図 3-2.2.10-25）を新たに開発し、人工欠陥を導入した金属板サンプルの欠陥自動検

出を試みた。その結果、２０２１年度開発した 2 次元畳み込みニューラルネットワー

クを用いた超音波伝搬静止画像解析による欠陥検出率（ 95.7％）をさらに向上

（97.3％）させることに成功した。CFRP/アルミニウム接着面のφ2mm 以下の欠陥検出
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を超音波伝搬の動画観察によらず、短時間での画像観察によって実現するための画像

処理技術の開発を行った。具体的には時間と空間の両方の輝度情報を活用した時空位

相解析を用いた高精度な位相解析を超音波伝搬映像に適用することで、欠陥によるわ

ずかな超音波の位相変化を画像化する技術を開発した。本技術を CFRP/CFRP 接着面の

ボイド検出に適用した結果、φ1mm 程度の微小なボイドを明確に検出することに成功

し（図 3-2.2.10-26）、欠陥検出能を大きく向上させることができた。以上の一連の研

究開発によって、最終目標を超える高速性と欠陥検出能を兼ね備えた高速レーザー超

音波検査システムを完成させた。 

 

図 3-2.2.10-25 機械学習を用いた欠陥自動検出技術の開発  

 

φ1.5 φ1.2 φ1.0 φ1.0 φ0.8 φ1.0

 

 

図 3-2.2.10-26 CFRP/CFRP 接着接合サンプルの水浸式超音波検査結果（上）と  

超音波伝搬映像に位相解析を行って得られた位相変化画像（下）  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2015FY 0 0 39 2 0 0 0 3 1 

2016FY 4 0 50 5 0 0 0 1 1 

2017FY 3 0 66 3 2 0 1 0 2 

2018FY 8 0 38 3 0 0 2 1 2 

2019FY 4 0 24 9 0 0 3 0 1 

2020FY 10 0 18 2 0 1 2 5 1 

2021FY 5 0 17 0 0 0 0 0 1 

2022FY 0 0 1 0 0 0 0 1 1 

合計  31 0 253 24 2 1 8 11 10 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2015FY 0 0 0 

2016FY 1 0 0 

2017FY 0 0 1 

2018FY 0 0 0 

2019FY 2 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  3 0 1 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

 

 

 

 

表 3-2.2.10-8 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.10-7 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.11［テーマ番号４６］摩擦接合共通基盤研究（2016～2022 年度）  

 

2.2.11.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車の次世代構造材として期待される C＞0.3%以上の中高炭素鋼は、冷却時に変

態を伴って材料の脆化が起こるため、従来型の溶融接合法が適用できないとされる。  

代表的な非溶融接合の一つである摩擦攪拌接合においても、オーステナイト温度域で

接合した際には、同様に変態に伴う材料の脆化が生じる。加えて、鉄鋼材料等の融点

の高い材料に対しては、攪拌ツールの激しい摩耗・損傷等がネックとなり、現状では

適用が困難である。このような難接合材の総合的な摩擦接合技術の確立を各機関一体

となって実施するため、第二期より大阪大学接合科学研究所に新拠点を設けて研究開

発を開始した。これにより、研究開発の充実を図る。  

 

(2)目標値  

本研究開発では、これらの技術課題を解決するため、コスト競争力に優れ、具体的

な用途が想定された革新的接合技術を開発する。具体的には、中高炭素鋼に適用でき

る革新的な固相摩擦接合技術を開発する。第二期より、大阪大学接合科学研究所に新

拠点を設けて研究開発を開始した。  

鉄鋼三社や他の再委託先等との連携を深め、線形摩擦接合、線形摩擦攪拌接合、摩

擦攪拌接合、両面複動式摩擦攪拌接合等の技術を開発、高度化することにより、これ

まで接合が困難であった、C＞0.3%以上の中高炭素鋼・マルチマテリアルの接合を可

能にする技術を確立する。以下に、第２中間目標、第３中間目標、および最終目標を

示す。  

 

【第２中間目標（2017 年度末）】  

（ａ）重ね摩擦接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.5mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、引張せん断試験で  

継手率 70%以上  

（ｂ）突合せ摩擦接合技術開発  

・接合強度：厚み 2mm、強度 1.2GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 70%以上  

 

【第３中間目標（2020 年度末）】  

（ａ）重ね摩擦接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、引張せん断試験で母材

強度の 70%以上、またはスポット接合の JIS-A 級（JIS Z3140:2017）の

引張せん断荷重平均値の 70%以上、十字引張荷重平均値の 70%以上  

（ｂ）突合せ摩擦接合技術開発  

・接合強度：厚み 2 mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 70%以上  
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【最終目標（2022 年度末）】  

（ａ）重ね摩擦接合技術開発  

・接合強度：厚み 1.4mm、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、引張せん断試験で母材

強度の 80%以上、またはスポット接合の JIS-A 級（JIS Z3140:2017）の

引張せん断荷重平均値以上、十字引張荷重平均値以上  

（ｂ）突合せ摩擦接合技術開発  

・接合強度：厚み 2 ㎜、強度 1.5GPa 以上の中高炭素鋼で、母材強度の 80%以上  

 

以下の表 3-2.2.11-1 に、具体的な研究開発項目、研究開発目標を示す。  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

研究テーマ目標  

（2016～2022 年度）  

（ａ）重ね摩擦接合技術

開発  

接合強度：厚み 1.5mm、

強度 1.2GPa 級中高炭素

鋼で、引張せん断試験で

継手効率 70%以上  

 

 

 

 

 

 

（ｂ）突合せ摩擦接合技

術開発  

接合強度：厚み 2mm、

強度 1.2GPa 級中高炭素

鋼で、母材強度の 70%以

上  

（ａ）重ね摩擦接合技術

開発  

接合強度：厚み 1.4mm、

強度 1.5GPa 以上の中高

炭素鋼で、引張せん断試

験で母材強度の 70%以

上、またはスポット接合

の JIS-A 級（JIS 

Z3140:2017）の引張せん

断荷重平均値の  70%以

上、十字引張荷重平均値

の  70%以上  

（ｂ）突合せ摩擦接合技

術開発  

接合強度：厚み 2mm、

強度 1.5GPa 以上の中高

炭素鋼で、母材強度の

70%以上  

（ａ）重ね摩擦接合技術

開発  

接合強度：厚み 1.4mm、

強度 1.5GPa 以上の中高

炭素鋼で、引張せん断試

験で母材強度の 80%以

上、またはスポット接合

の JIS-A 級（JIS 

Z3140:2017）の引張せん

断荷重平均値以上、十字

引張荷重平均値以上  

 

（ｂ）突合せ摩擦接合技

術開発  

接合強度：厚み 2mm、

強度 1.5GPa 以上の中高

炭素鋼で、母材強度の

80%以上  

（2022 年度）  

①  両面複動式（フ

ラット）摩擦攪

拌接合法の開発

（ISMA、日本

製鉄、阪大）  

（2016～2022 年度）  

装置を導入し、強度

1.2GPa 級中高炭素鋼

で、引張せん断継手効率

70%以上の手法確立。  

両面複動式摩擦攪拌接合

装置を用い、中高炭素鋼

の点接合を行い、当該接

合技術の優位性を実証す

る。  

接合部の表面及び裏面が

共に平坦となる点接合方

法に関し、アルミニウム

合金／鋼点接合への適用

を検討する。  

（2022 年度）  

表 3-2.2.11-1 研究開発目標  
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② 線形摩擦攪拌

接合法の開発

（ISMA、日本

製鉄、阪大）  

（2016～2022 年度）  

厚さ 5mm 以下の強度

1.2GPa 級中高炭素鋼

で、母材強度の 70%以上

を得る。  

線形摩擦接合法の装置を

用いて、実用化に資する

複雑な断面形状を有する

部材での接合の実証を行

う。  

厚さ 2mm の強度 1.5GPa

級中高炭素鋼で、母材強

度の 80%以上を得る手法

を確立。  

（2022 年度）  

③ X 線透過装置を

用いた摩擦攪拌

接合の塑性流動

基礎解析（JFE

スチール、阪

大）  

（2016～2022 年度）  

攪拌部の塑性流動に関す

る基礎データを採取する

とともに、ツール形状の

影響を調査する。  

両面複動式摩擦攪拌接合

装置を用いた点接合方法

に関し、塑性流動挙動を

その場観察することで接

合メカニズムを解明し、

中高炭素鋼に対する接合

方法を確立する。  

塑性流動挙動を X 線透

過観察装置により可視化

することで、摩擦接合の

接合メカニズムを解明す

る。  

（2022 年度）  

④  継手特性に及

ぼす金属組織の

影響解明（日本

製 鉄 、 JFE ス

チール、神戸製

鋼所、阪大、再

委託先）  

（2016～2022 年度）  

S35C、S45C、S55C など

の共通中高炭素鋼試料を

用いて摩擦攪拌接合を実

施し、継手特性の評価を

行い、組織等との関連を

調査する。  

強度 1.5GPa 級の中高炭

素鋼を接合する技術を開

発し、母材強度の 70％

以上を得る。  

1.5GPa 級中高炭素鋼の

継手特性に及ぼす金属組

織の影響の把握。  

（2022 年度）  

⑤ ツール設計に

よる FSW 特性

向上技術の基礎

検討（神戸製鋼

所、阪大、再委

託先）  

（2016～2022 年度）  

ツール形状を最適化し、

最適なツール材質を検討

する。  

中・高炭素鋼用に新規提

案した形状のツールにつ

いて、被接合材および

ツールの温度制御等によ

る接合プロセスの観点か

ら、寿命の向上効果を検

証する。  

ツール設計方針の明確

化。  

（2022 年度）  

⑥ 溶接残留応力

の影響解明（日

本製鉄、阪大、

再委託先）  

（2016～2022 年度）  

摩擦攪拌接合の実継手と

の整合性を検証し、CAE

解析精度の向上を図る。  

摩擦攪拌接合解析の大規

模高速解析手法により、

ツールに発生する過渡応

力および母材に発生する

欠陥の発生メカニズムに

ついて検討する。  

ツール破損条件および母

材欠陥条件を考慮するこ

とにより、1.5GPa 級中

高炭素鋼の継手特性およ

びツールに及ぼす諸因子

の影響について評価す

る。  

（2022 年度）  

⑦ 摩擦攪拌接合

の数値解析技術

の開発（日本製

摩擦攪拌接合を実施する

とともに、粒子法を用い

た提案モデルの精度を向

ツール形状や余熱等のプ

ロセスパラメータも含め

たモデル解析を行い、鉄

鋼材料に対する摩擦攪拌

新接合プロセスのシミュ

レーション手法の構築。  

（2022 年度）  
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鉄、阪大、再委

託先）  

（2016～2022 年度）  

上させ、塑性流動を予測

する。  

接合プロセスの予測と最

適化が可能な計算モデル

の構築を目指す。  

⑧ マルチマテリ

アルの摩擦接合

（ISMA、阪

大）  

（2018～2022 年度）  

―  

データを蓄積し、マルチ

マテリアルの継手の強

度、靭性の評価方法の検

討を行う。  

マルチマテリアルの摩擦

接合技術の確立。  

（2022 年度）  

 

(3)全体計画  

2017 年度末までに高次接合法（線形摩擦攪拌接合法、フラット摩擦攪拌接合法）装

置を導入し、日本発の新規接合法を多く開発するとともに、大阪大学接合科学研究所

に新拠点を設けた。2019 年度以降、テーマ名を摩擦接合共通基盤研究とし、新規接合

法の開発を継続しながら、マルチマテリアルの摩擦接合技術の開発を開始した。また、

導入した装置を用いて拠点を活用した共通技術化を行い、2021 年度以降は自動車部品

を想定した部材による技術実証に取り掛かり、最終的に接合拠点構築を図る。  

以下に図 3-2.2.11-1-1 に全体計画を示す。  

 

図 3-2.2.11-1-1 全体計画  
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(4)実施体制  

第二期より大阪大学接合科学研究所に新拠点を設け、鉄鋼三社、 ISMA（本部）及

び他の再委託先の四大学との連携を深め、中高炭素鋼に適用できる革新的な固相摩擦

接合技術の研究開発を開始した。さらに 2019 年度から、大阪大学が分担研となり、よ

り一層研究開発を充実させている。図 3-2.2.11-1-2 に実施体制のまとめを示す。  

 

図 3-2.2.11-1-2 実施体制  

 

 (5)運営管理  

委託先、再委託先が一同に介し、研究推進合同会議を年 4 回開催し、本会議にて、

最新の技術進捗、実験計画の細目確認を連携しながら運営を実施する。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

CO2 排出量の削減と衝突安全性能向上の観点から、自動車部品の軽量化が求められ、

高張力鋼の車体部品への適用は増加傾向にある。特に、980MPa を超える超ハイテン

は、部品への使用が年々増加し、2030 年頃には部品への使用比率について約 20%とな

る予想もみられる。本プロジェクトで開発を目指す革新的な接合技術は、自動車ユー

ザが、1.5GPa 以上の中高炭素鋼を信頼し、安心して使うことのできる革新的な接合技

術であり、国内外での中高炭素鋼の拡販やその実用化に大いに貢献するものである。

また、本技術の中高炭素鋼への適用により、これまでに使用されているハイテン鋼

（低炭素鋼合金ハイテン鋼）を『高炭素低合金ハイテン鋼』に置き換えることが可能

となり、製鉄業における CO2 排出量を大幅に低減させることができる。  

 

 

【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】

再委託先

JFEスチール株式会社

（千葉分室）

株式会社神戸製鋼所

（西神分室）

国立大学法人大阪大学

（阪大工学研究科分室）

日本製鉄株式会社

（富津分室）

新構造材料技術研究組合

（本部）

国立大学法人大阪大学

（阪大接合研分室）
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2.2.11.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成度

※  

未達の場

合  

原因と解

決方針  

研究テーマ目標  （ａ）重ね摩擦接合技術開発  

接合強度：厚み 1.4 mm、強度

1.5 GPa 以上の中高炭素鋼で、

引張せん断試験で母材強度の

80 %以上、またはスポット接合

の JIS-A 級（JIS Z3140:2017）

の引張せん断荷重平均値以上、

十字引張荷重平均値以上  

 

 

 

 

 

（ｂ）突合せ摩擦接合技術開発  

接合強度：厚み 2 mm、強度 1.5 

GPa 以上の中高炭素鋼で、母材

強度の 80 %以上  

（2022 年度）  

（ａ）重ね摩擦接合技術

開発  

中高炭素鋼板の重ね摩擦

接合継手において、 Si、

Mn 添加量が高く焼戻し

軟化抵抗の高い 1.5 GPa

級中高炭素鋼板を母材と

し、適切な条件での重ね

摩擦撹拌接合を施した

後、塗装焼付相当の熱処

理を施すことで、母材強

度の 95 %まで改善できる

ことを実証した。  

（ｂ）突合せ摩擦接合技

術開発  

焼戻し軟化抵抗を示す

Cr-Mo 成分系の 1.5 GPa 材

により、接合速度向上に

より冷却速度を制御する

ことで継手強度を向上

し、継手効率 90 %以上を

達成した。  

◎  

 

① 両面複動式

（フラット）

摩擦攪拌接合

法の開発

（ISMA、日

本製鉄、阪

大）  

接合部の表面及び裏面が共に平

坦となる点接合方法に関し、ア

ルミニウム合金／鋼点接合への

適用を検討する。  

（2022 年度）  

フラット FSSW で母材破

断するアルミニウム合金

／鋼点接合継手を得るこ

とに成功した。また、母

材破断する継手の接合界

面には、約 30 nm の薄く

均一な IMC 層が形成して

いることが明らかとなっ

た。  

◎  

 

表 3-2.2.11-2 最終目標と達成度  
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② 線形摩擦攪拌

接合法の開発

（ISMA、日

本製鉄、阪

大）  

厚さ 2 mm の強度 1.5 GPa 級中

高炭素鋼で、母材強度の 80 %以

上を得る手法を確立。  

（2022 年度）  

中炭素鋼 S45C を強度 1.5 

GPa の鋼板に調質した鋼

板や焼戻し軟化抵抗を示

す Si-Mn 成分系の 1.5 GPa

材を用いて、高印可圧力

にて低温 LFW を実施する

ことで、熱影響部での軟

化を抑制し、最大で約

440 HV  (1320 MPa 相

当：母材強度の 88％相

当)が得られた。   

複雑な断面形状を有す

る部材を用いた接合に成

功するとともに、異強度

鋼材での接合を実施し

た。継手の機械的特性の

特異点がなく、成形性が

良好なため、テーラード

ブランク工法への適用が

可能であることを明かに

した。  

◯  

 

③ X 線透過装置

を用いた摩擦

攪拌接合の塑

性流動基礎解

析（JFE ス

チール、阪

大）  

塑性流動挙動を X 線透過観察装

置により可視化することで、摩

擦接合の接合メカニズムを解明

する。  

（2022 年度）  

高輝度 X 線透過装置を用

いて、摩擦攪拌接合に加

えて、摩擦圧接中の材料

流動挙動を 3 次元可視化

することに成功した。摩

擦圧接時の接合界面には

一定の幅を有する流動層

が存在し、摩擦圧接時の

回転数の増加に伴って材

料流動がより内部で停滞

することを明らかにし

た。  

◎  

 

④ 継手特性に及

ぼす金属組織

の影響解明

（日本製鉄、

JFE スチー

ル、神戸製鋼

1.5GPa 級中高炭素鋼の継手特性

に及ぼす金属組織の影響の把

握。  

（2022 年度）  

中高炭素鋼板の重ね摩擦

接合継手の引張せん断強

度に対して、Si、Mn 添

加量が高い中高炭素鋼板

を用いると共に、その組

織を焼戻しマルテンサイ

○  
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所、阪大、再

委託先）  

トおよび残留γの混合組

織とすることで、通常の

焼入れ・焼戻しマルテン

サイト組織よりも引張せ

ん断強度を向上できるこ

とを示した。  

攪拌部はマルテンサイ

ト組織として母材に対し

オーバーマッチを確保

し、Cr-Mo 添加かつ冷却

速度向上により HAZ 軟化

を抑制することで継手特

性向上が可能であること

を確認した。  

加えて、高強度焼き戻

しマルテンサイト鋼の強

度・延性の両立に寄与す

る継手組織を作製する指

針を確認した。  

⑤ ツール設計に

よる FSW 特

性向上技術の

基礎検討（神

戸製鋼所、阪

大、再委託

先）  

ツール設計方針の明確化。  

（2022 年度）  

ツール形状については、

最適な形状を実験的に得

ており、このツール形状

から、プローブ先端の

エッジ部を排する形状設

計指針を提案した。加え

て、このようなツール形

状が優れた結果を示す原

因が、攪拌領域での温度

分布にあることを明らか

にした。  

◎  

 

⑥ 溶接残留応力

の影響解明

（日本製鉄、

阪大、再委託

先）  

ツール破損条件および母材欠陥

条件を考慮することにより、1.5 

GPa 級中高炭素鋼の継手特性お

よびツールに及ぼす諸因子の影

響について評価する。  

（2022 年度）  

解析手法の大規模・高速

化により、ツール周りの

詳細な流動現象およびそ

れに伴いツールに発生す

る応力の詳細解析を実現

した。さらに、異材接合

時のツールに発生する応

力の詳細な解析を実現す

るとともに、母材に発生

◯  
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する欠陥評価を実施し

た。  

⑦ 摩擦攪拌接合

の数値解析技

術の開発（日

本製鉄、阪

大、再委託

先）  

新接合プロセスのシミュレー

ション手法の構築。  

（2022 年度）  

LFW 現象の基礎的な数値

計算モデルの構築。実験

結果と比較可能なモデル

開発完了。  
◎  

 

⑧ マルチマテリ

アルの摩擦接

合（ISMA、

阪大）  

マルチマテリアルの摩擦接合技

術の確立。  

（2022 年度）  

ア ル ミ ニ ウ ム 合 金 と

CFRP の摩擦攪拌重ね点

継手における接合現象の

数値解析モデルを構築

し、接合ツールの形状を

最適化設計し、アルミニ

ウム合金と高張力鋼板の

摩擦攪拌重ね継手におけ

る材料流動現象と熱発生

メカニズムを数値解析モ

デルで解明し、最適な接

合条件との関連を明示し

た。重ね継手の FEM モデ

ルにおいて、実験結果と

計算結果の傾向が一致す

ることを明らかにした。  

加えて、センタードラ

イブ両面 LFW 法を開発し

た。鋼 /Al 合金の異材に

組合せに対して、本手法

を用いて接合を行った。

インサート材として Ni を

用い、左右から異なる印

加圧力を用いて接合を実

施し、継手作製に成功し

た。  

◎  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  
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(2)研究開発の成果と意義  

① 両面複動式（フラット）摩擦攪拌接合法の開発【阪大接合研藤井】  

AZ31 マグネシウム合金板を供試材とし、フラット摩擦攪拌点接合(FSSW)の有用性

を確認した。フラット FSSW の模式図を図 3-2.2.11-2-1 に示す。被接合領域の上下に

複動式ツールが配置され、接合界面に垂直な塑性流動を発生させると共に、凹みを上

下のツールにより無くし、接合部を最終的にフラットとすることができる。このコン

セプトを元に、これまでに仕様決定・部品設計した装置について製作を開始し、大阪

大学接合研へ導入した。図 3-2.2.11-2-2 に導入したフラット摩擦攪拌接合(FSW)装置の

外観を示す。  

 

図 3-2.2.11-2-2 フラット FSW 装置外観  

図 3-2.2.11-2-1 フラット FSSW の模式図  

被接合材

上側プローブ
上側ショルダ

下側ショルダ

下側プローブ
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本装置を用いて、実際に得られた継手の断面マクロ写真を図 3-2.2.11-2-3 に示すが、

接合部の表面及び裏面はフラットな状態となっており、バリの発生も抑制されている。

また、接合部に欠陥は認められない。攪拌部を点線で示しているが、プローブ挿入量

1.5 mm の場合は攪拌部が上下に分離しており、接合界面に達していない。これに対し、

プローブ挿入量が 2 mm 以上の場合は板厚方向の全域に攪拌部が形成されている。引

張せん断強度はプローブ挿入量の増加に伴い増加し、プローブ挿入量 2.5 mm では 7 

kN に達した。これらの結果より、フラット FSSW によって、表面及び裏面が平滑で高

い継手強度を有するマグネシウム合金点接合部が得られることが明らかとなった。  

 次に、鋼板へのフラット FSSW の適用を試みた。超硬合金製の複動式ツールでは

ツールの破損や変形等により、点接合部を形成することができなかった。これに対し、

ツール材質を種々検討した結果、窒化珪素製のツールを用いて接合条件を最適化する

ことで、図 3-2.2.11-2-4 に示すような無欠陥のフラット FSSW 接合部を得ることに成  

  

 

図 3-2.2.11-2-4 SPCC フラット FSSW 継手の外観写真 

図 3-2.2.11-2-3 AZ31 フラット FSSW 継手の断面マクロ写真  
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功した。また、引張強度が 1591 MPa となる焼き戻し高張力鋼圧延材に対してフラッ

ト FSSW を適用し、継手のせん断引張強度を測定したところ、図 3-2.2.11-2-5 に示す

ようにツールの回転速度を増加させることにより、安定してプラグ破断する良好な接

合部(図 3-2.2.11-2-6 参照)が得られることが明らかとなった。  

 次に、アルミニウム合金／鋼の異材点接合へのフラット FSSW の適用を試みた。

SPCC 低炭素鋼と 6061-T6 アルミニウム合金のフラット FSSW 継手を作製し、継手の

せん断引張強度を測定したところ、アルミニウム合金側で母材破断する継手を得るこ

とに成功した。当該継手の接合界面には、図 3-2.2.11-2-7 に示すように厚さが約 30 nm

の薄く均質な IMC 層が形成されていることが明らかとなった。  

 以上の結果より、フラット FSSW は高張力鋼板を含む種々の金属材の同種接合及び

異種接合に極めて有効な方法であることが示された。  

 

図 3-2.2.11-2-5 高張力鋼フラット

FSSW 継手のせん断引張強度  

Upper plate Lower plate

図 3-2.2.11-2-6 900 rpm 継手の破面 

Al side

Fe side

図 3-2.2.11-2-7 母材破断となった接合界面の TEM 写真 
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② 線形摩擦攪拌接合法の開発【阪大接合研藤井】  

図 3-2.2.11-2-8 に示す、本プロジェクトで導入した線形摩擦接合(LFW)装置を用いて、

中炭素鋼 S45C の突合せ接合を行った。その結果、印加圧力と材料強度の温度依存性

の関係から接合温度を制御できることを明らかにし、高印加圧力により接合温度が A1

点以下になる低温 LFW 法を開発した 2-1, 2)。  

従来の LFW 法では、図 3-2.2.11-2-9 に示すように、接合部が高温となり、脆化の原

因となるマルテンサイト組織が生成していた。しかしながら、250 MPa の高印加圧力

を付与することにより A1 点以下の低温での接合が可能であり、接合部は微細フェラ

イトおよび球状化セメンタイトの組織から成る継手となることを明らかにした。得ら

れた接合部における組織の平均結晶粒径は、約 1 μm であり母材の結晶粒と比べて

非常に微細化されている。図 3-2.2.11-2-10 に示す LFW 継手のビッカース硬さの結果

からも、低温条件では硬化領域が全く形成されず、マルテンサイト変態の抑制によっ

て接合部硬さを均一に母材と同等まで制御可能であることがわかる。  

図 3-2.2.11-2-8 線形摩擦接合(LFW)装置外観  

図 3-2.2.11-2-9 S45C LFW 継手の  

断面マクロ・ミクロ組織  

図 3-2.2.11-2-10  S45C LFW

継手のビッカース硬さ  
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 板厚 2.6 mm、中炭素鋼 S45C を強度 1.5 GPa の鋼板（母材硬さ 500 HV）に調質した

鋼板を供試材として、この低温 LFW 法を用いて突合せ接合を実施した結果を図 3-

2.2.11-2-11 に示す。LFW を用いることで、最軟化部の硬さを 400 HV (1200 MPa 相当) 

とすることができる。同様に、Si や Mn を添加することでマルテンサイトの焼戻し軟

化抵抗を向上させた高張力鋼板(0.2C-2Si-3Mn 鋼：母材硬さ 511 HV)を供試材とした場

合、LFW 継手において軟化領域は 1.5 mm ときわめて狭く、最軟化部の硬さは約 440 

HV (1320 MPa相当)とさらに改善が見られた。加えて、接合界面極近傍でむしろ硬化

するという特異な現象が観察された。  

自動車部品を想定した部材の技術実証をするために、複雑な断面形状(コの字形状)

の板厚 2 mm 中炭素鋼 S45C を供試材として、低温 LFW 法を用いて突合せ接合を実施

した結果、図 3-2.2.11-2-12 に示すように健全な継手を得ることに成功した。また、実

用化に資する異強度鋼材(590 MPa 級、980 MPa 級高強度鋼板)での接合を実施し、機械

的特性や材料組織の健全性を確認した。印加圧力 250 MPa、振幅± 1mm、周波数 30 

Hz の LFW を施工条件で実施した。比較として同材料を用いてレーザー溶接を出力 4 

kW、溶接速度 6 m/s にて実施した。図 3-2.2.11-2-13 は、それぞれの継手の断面マクロ

組織を示す。いずれの場合にも、無欠陥の継手の作製に成功した。図 3-2.2.11-2-14 に

LFW 継手およびレーザー溶接継手におけるエリクセン試験を行った後のドーム高さを

示す。ドーム高さはそれぞれ 8.3 mm、7.6 mm であり、LFW 継手はレーザー溶接継手

よりも高い成形性を有することが明らかとなった。この結果から、LFW はテーラード

ブランク工法への適用に有用な接合法であることが示された。  

図 3-2.2.11-2-11 LFW 継手の 

ビッカース硬さ試験結果 

図 3-2.2.11-2-12 コの字型部材の  

低温 LFW 継手外観  

図 3-2.2.11-2-13 LFW 継手とレーザー  

溶接継手の断面マクロ写真  

図 3-2.2.11-2-14 各継手のエリクセン  

試験後のドーム高さの比較  
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【阪大接合研堤】 

中炭素鋼（JIS-S45C）からなる 2 mm 厚板材に対する LFW 時の接合条件が残留応力

(RS)および半価幅に及ぼす影響を明らかにすることを目的として、XRD およびコン

ター法（CM）による計測を実施した。得られた計測結果の一例を図 3-2.2.11-2-15 に

示す。LFW 継手表面の RS は、XRD および CM の両計測結果が良好に一致すること確

認した。また、印加圧力の増加に伴い、接合線付近の引張 RS の勾配が減少すること、

さらに遠方の圧縮 RS も減少し、その大きさは印加圧力の増加とともに減少すること

を明らかにした。板中央断面の 2 次元 RS 分布は、接合線およびその近傍で急激に変

化することが示された。加えて、LFW 接合線から 3 mm 程度離れた場所において、電

解研磨法と XRD を逐次実施することにより、板厚内部の RS 分布を取得した（図 3-

2.2.11-2-16）。その結果、板表面から板厚内部 1 mm までの RS は、表面の値から大き

な変化を示さないことを明らかにした。  

図 3-2.2.11-2-15 XRD およびコンター法による LFW 板幅中央の  

残留応力分布計測結果  

図 3-2.2.11-2-16  LFW 板幅中央/接合線から 3mm 位置における表面から  

1mm 深さまでの残留応力および半価幅計測結果  
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③ X 線透過装置を用いた摩擦攪拌接合の塑性流動解析【阪大接合研藤井】  

我々が提案したフラット摩擦攪拌点接合(FSSW)では、プローブの引抜に起因する凹

部が形成されず、バリの発生も抑制されるため、接合条件によっては従来の摩擦攪拌

点接合よりも高い引張せん断強さを得ることができるが、その接合機構は明らかに

なっていない。そこで、高輝度Ｘ線透過装置を用いてフラット FSSW プロセスの直接

観察を試みた。図 3-2.2.11-2-17 に示す配置で 2 mm 厚の AZ31 マグネシウム合金板材

のフラット FSSW を観察したところ、被接合界面に 0.1 mm 厚の銅箔を挿入すること

で、接合の進行状況を明瞭に観察することに成功した。図 3-2.2.11-2-18 に示すように、

上側プローブの挿入によって被接合界面は板面に対して垂直に押し下げられた後、下

側プローブの上昇によって板面に対して水平に押し戻されることが明らかとなり、当

該プロセスによって強固な接合界面が形成されるものと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-2.2.11-2-17 高輝度Ｘ線透過装置を用いた直接観察の模式図（フラット FSSW）  

図 3-2.2.11-2-18 フラット FSSW の X 線透過像  
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 また、鋼板のフラット摩擦攪拌点接合を模擬したマグネシウム板のフラット摩擦攪

拌点接合について、高輝度 X 線透過装置を用いて接合部の形成過程をその場観察する

ことで、接合機構を検討した。図 3-2.2.11-2-19 に、実際に得られた各接合段階におけ

る X 線透過画像と接合状況の模式図を示す。フラット摩擦攪拌点接合では、（a）上側

プローブの圧入によって被接合界面が押し下げられる。その後、(b)プローブ側面で被

接合界面が十分に攪拌されて接合界面が形成された後、(c)接合界面が下側プローブに

よって押し戻される。これらの結果から、フラット摩擦攪拌点接合は接合界面強度の

向上に極めて効果的な接合法であることが明らかとなった。  

更に、高輝度 X 線透過装置を用いて摩擦圧接中の材料流動挙動を 3 次元可視化し、

接合界面における材料流動挙動の明確化を試みた。図 3-2.2.11-2-20 に示すように、2

組の透視系を配置し、透視点を接合部中心として観察を行った。中心部に埋め込んだ

トレーサーは、渦状の軌跡を描きながら試料外側へと排出されていく挙動を示した。

加えて、回転数が異なるとトレーサーが最終的に到達する試料中心からの距離が変化

した。回転数の増加により、トレーサーはより試料中心側に留まることが確認された。

図 3-2.2.11-2-21 に、トレーサーの移動速度を、中心からの距離に対してプロットした

結果を示す。トレーサーの移動速度の変化は初期段階、排出段階、停滞段階の 3 段階

の挙動に分類でき、摩擦圧接時の接合界面には一定の幅を有する流動層が存在するこ

とが確認された。また、異なる摩擦圧接条件での挙動を観察した結果、摩擦圧接時の

回転数の増加に伴って材料流動がより内部で停滞することが明らかとなった。これら

の結果は摩擦接合条件最適化の指針を示すものである。  

図 3-2.2.11-2-19 フラット摩擦攪拌点接合の X 線透過像及び接合過程の模式図  

図 3-2.2.11-2-20 高輝度Ｘ線透過装置を用いた

直接観察の模式図（摩擦圧接）  

図 3-2.2.11-2-21 摩擦圧接中の

トレーサー移動速度  
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④ 継手特性に及ぼす金属組織の影響解明  

④-1 重ね摩擦接合継手の特性調査【株式会社神戸製鋼所】  

 最終目標としては、1.5 GPa 級中高炭素鋼板での重ね摩擦接合継手での引張せん断

強度の向上が必要となる。これまで 1.2 GPa 級鋼を対象に焼入れ・焼戻しで特性を調

整した鋼を用いて重ね摩擦接合継手の引張せん断強度の支配因子を検討した結果、

HAZ 部の最小硬さが継手強度を支配しており、鋼板の炭素添加量を高めることで改善

することが示唆された。また、1.2 TRIP 鋼では Si、Mn といった合金添加により HAZ

軟化の抑制、攪拌部の硬化が期待できることが示唆された。  

 そこで、上記の 2 つの観点を取り入れ、本テーマで共通サンプルとして提供された、

S45C を焼入れ焼戻しした 1.5 GPa 級中高炭素鋼板（1.5QT）を基準として、テーマ 22

で 1.5 GPa 級にて伸び 20 %を達成した Si、Mn 添加量の多い革新鋼板そのもの（1.5IS）、

および、その焼入れ焼戻しにより 1.5 GPa 級に調質した鋼板（1.5IS-QT）の 3 種類を用

いて検討を行った。  

1.5QT 材の FSW 継手について引張せん断強度を評価した。引張せん断強度は 59.9 

kN であり、継手効率は 71.3 %と目標の 90 %に大幅に未達だった。IS および IS-QT 材

について引張せん断試験を実施した。合わせて、自動車の製造工程で最終的に行われ

る塗装焼付工程での温度上昇を想定した 170 ℃、20 min の後熱処理を施した継手につ

いても評価を行った。その結果を図 3-2.2.11-2-22 に示す。S45C を調質した 1.5QT では

引張せん断強度が 58.9 kN、継手効率 70.1 %だったものが、革新鋼板の組成を焼入れ

焼戻しした 1.5IS-QT では引張せん断強度 37.2 kN、継手効率 40.8 %、革新鋼板（1.5IS）

で引張せん断強度 62.9 kN、継手効率 68.9 %だった。一方、1.5IS-QT ならびに 1.5IS の

170 ℃  20 min の後熱処理材では、1.5IS-QT で引張せん断強度  76.2 kN、継手効率

89.8 %、1.5IS では引張せん断強度  86.7 kN、継手効率 95.1 %と大幅に改善していた。

特に 1.5IS では重ね摩擦接合継手の最終目標である継手効率 90%を上回る特性が得ら

れた。  

 以上の結果から、重ね摩擦接合継手において、良好な継手強度を確保するためには、

焼戻し軟化抵抗が十分に高くなる組成の鋼板を用いるとともに、その組織を焼戻しマ
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図 3-2.2.11-2-22 重ね摩擦接合継手の(a)引張せん断強度、(b)継手効率に及ぼす素材の

影響：1.5QT(S45C 調質材), 1.5IS-QT(革新鋼板組成-調質材), 1.5IS(革新鋼板) 
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ルテンサイトに残留γを混入させることで、成分・組織の両面から FSW 時の HAZ 部

での軟化を抑制することが有効であり、テーマ 22 で開発した 1.5 GPa 級革新鋼板を用

いれば、テーマ 46 の目標である継手効率 90 %を上回る継手強度を確保することがで

きることを明かにした。 

 

④-2 突合せ摩擦接合継手の特性調査【JFE スチール株式会社】  

a. 中高炭素系高強度鋼を用いた従来 FSW による突合せ継手の特性  

板厚 1.4 mm の中高炭素系高強度鋼試作材 S35C、1.5 QT を用いて作製した突合せ摩

擦攪拌接合継手の断面マクロ組織を観察し鋼板成分・接合条件が接合部の組織形成に

及ぼす影響を調査した。S35C は C を 0.38 mass%含有した引張強度 1.3 GPa の焼入れ・

焼戻し鋼、1.5 QT は C を 0.46 mass%含有した引張強度 1.6 GPa の焼入れ・焼戻し鋼で

あり、どちらも焼戻しマルテンサイトを主体とした組織を示す。接合に用いたツール

は窒化ケイ素製でプローブ長 1.2 mm、ショルダー径 12 mm であった。回転数 400、

800 rpm、接合速度 400 mm/min により突合せ接合を行った。  

回転数 400 rpm においては、攪拌部は硬さが 400～500 HV となり母材の焼戻しマル

テンサイトから更に炭化物析出が進んだマルテンサイト相とフェライト相から成る二

相組織が確認された。接合時に Ac1 点以上、Ac3 点以下の二相域に加熱されることで、

一部逆変態したオーステナイトがマルテンサイトに再び変態することで得られた組織

と考えられる。一方、回転数 800 rpm においては、攪拌部は硬さが 600 HV 程度となり

100 %マルテンサイト組織が確認された。これより、接合時に Ac3 点以上のオーステナ

イト単相域に加熱されることで、完全にオーステナイトへ逆変態した後、マルテンサ

イトへ変態した組織と考えられる。  

S35C、1.5QT を用いて接合速度 400 mm/min、回転数 800 rpm として作製した継手の

引張強度を評価した。引張強度の平均値は、S35C では 1077 MPa、1.5QT では 1105 

MPa となり、いずれの場合も継手の引張強度は母材の引張強度の 70 %以上となり、第

3 期目標である強度 1.5 GPa 以上の中高炭素鋼で母材強度の 70 %以上を達成した。  

 

b. 鋼板成分・接合条件が接合部ミクロ組織形成、継手特性に及ぼす影響の調査  

板厚 1.4 mm の引張強度 1500 MPa を目標に作製した鋼板 2 種を用いて突合せ摩擦攪

拌接合を行い、作製した継手の断面マクロ、ミクロ組織を観察し、接合部の組織形成

に及ぼす影響を調査した。使用した鋼板は、上述の 1.5QT と市販のクロムモリブデン

鋼を熱処理することにより作製した SCM であり、それぞれの化学組成、式(1)で表さ

れる炭素当量 CE、式(2) 4-1) で表される 100 %マルテンサイト変態した場合のビッカー

表 3-2.2.11-2-1 化学組成、炭素当量、   

100％マルテンサイトの硬さ予測値、引張特性  
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ス硬さ予測値 HMと引張特性を表 3-2.2.11-2-1 に示す。式(1)、(2)中の各元素は鋼中の含

有量(mass％)である。  

144540624

VMoCrNiMnSi
CCE ++++++=

   ・・・・・・  (1) 

( ) 2943.01884
2
+−= CCH

M    ・・・・・・  (2) 

表 3-2.2.11-2-1 に示すように炭素量は SCM より 1.5QT のほうが高く、100 ％マルテン

サイトのビッカース硬さ予測値 HM は 1.5QT のほうが高い。一方、炭素当量 CE は

1.5QT より SCM のほうが高く、焼入れ性は SCM のほうが高い。どちらも焼入れ、焼

戻し熱処理により作製した鋼板であり、焼戻しマルテンサイトを主体とした組織を示

した。接合に用いたツールはプローブ長 1.2 mm、ショルダー径 12 mm であった。

1.5QT の接合では窒化ケイ素製を SCM の接合では炭化タングステン製のツールを使用

した。表 3-2.2.11-2-2 に接合条件を示す。  

図 3-2.2.11-2-23 に作製した継手のマクロ組織を示す。いずれの継手においても内部

欠陥の無い健全な接合部が得られた。図 3-2.2.11-2-24 に継手断面の硬さ分布を示す。

硬さ測定はビッカース硬度計を用いて板厚中央位置、0.4 mm ピッチで行った。図 3-

2.2.11-2-24 (a)、(b)に見られるように回転数 600 rpm、接合速度 400 mm/min の条件で

作製した 1.5QT 継手の SZ～TMAZ の硬さは 544～664 HV、SCM 継手では 555～616 HV

であった。より高い炭素量の 1.5QT においては最も高い硬さを示した点では 1.5QT の

HM に近い値を示し 100% マルテンサイトに近い組織となったと考えられるが、最も

低い硬さを示した点では 120 ポイント程度低い値となりマルテンサイトの比率が低下

したと考えられる。一方、より低い炭素量の SCM においては最も高い硬さを示した

点では 1.5QT より低い値となったが、SCM の HM に近い値を示し 100 %マルテンサイ

トに近い組織となったと考えられる。硬さの最高点と最低点の差は 60ポイント程度で

表 3.2.2.11-2-2 接合条件  

図 3-2.2.11-2-23 作製した継手のマクロ組織  

(a) 1.5QT: 600 rpm-400 mm/min (b) SCM: 600 rpm-400 mm/min 

(c) SCM: 800 rpm-400 mm/min 

(d)  

(c) SCM: 800 rpm-600 mm/min 
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あり、ミクロ組織の差異は 1.5QTと比較して小さいことが示唆された。回転数 800 rpm

一定とし接合速度 400、600 mm/min の条件で作製した SCM 継手の SZ～TMAZ の硬さ

においても同様の傾向が見られた（図 3-2.2.11-2-24 (c)、(d)）。SCM は炭素当量がより

高く、SZ～TMAZ 内の部位によって冷却速度に違いがある場合においてもマルテンサ

イト組織が得られやすいと考えられる。  

回転数 600 rpm、接合速度 400 mm/min の条件で作製した継手の HAZ の硬さ（図 3-

2.2.11-2-24 (a)、(b)）において、母材より軟化した領域の幅は 1.5QT では 2.6、2.7 mm、

SCM では 2.2、1.6 mm であり、最も硬さが低下した値は 1.5QT では 305、276 HV、

SCM では 327、320 HV であった。SCM のほうが軟化領域の幅、硬さの低下が小さい

傾向があった。この理由としては、HAZ における軟化は母材の焼戻しマルテンサイト

組織が更に焼戻しされることによって生じたものと考えられるが、Cr、Mo といった

焼戻し軟化抵抗を示す元素を含む SCM では焼戻しが起こりにくいためと考えられる。  

回転数 800 rpm 一定とし接合速度 400、600 mm/min の条件で作製した SCM 継手の

HAZ の硬さ（図 3-2.2.11-2-24(c)、(d)）において、母材より軟化した領域の幅は接合速

度 400 mm/min では 2.4、1.6 mm、600 mm/min では 1.2、1.6 mm であり、最も硬さが低

下した値は接合速度 400 mm/min では 326、302 HV、600 mm/min では 307、328 HV で

あった。硬さの低下は双方で同等であったのに対して、軟化領域の幅は接合速度 600 

mm/min のほうが小さくなる傾向が見られた。この理由としては、接合速度 600 

mm/min のほうが接合時の入熱が低かったためと考えられる。  

図 3-2.2.11-2-25 に継手引張試験結果を示す。継手より JIS Z 2241 5 号に準拠した形

状に採取した試験片により実施した。すべての試験片は HAZ で破断した。また、回

(a) 1.5QT: 600 rpm-400 mm/min (b) SCM: 600 rpm-400 mm/min 

(c) SCM: 800 rpm-400 mm/min 

(e)  

(d) SCM: 800 rpm-600 mm/min 

 
図 3-2.2.11-2-24 継手断面の硬さ分布  



  

3-2.2.11-22 

 

転数 600 rpm、接合速度 400 mm/min の条件で作製した継手の引張強さの平均値は

1.5QT が 1143 MPa、SCM が 1166 MPa となった（図 3-2.2.11-2-25 (a)）。SCM は 1.5QT

と比較して引張強さが高くなった理由としては、硬さ試験結果で示されたように SCM

のほうが HAZ における軟化の影響がより小さいためと考えられる。  

また、回転数 800 rpm 一定とし接合速度 400、600 mm/min の条件で作製した SCM 継

手の引張強さの平均値は接合速度 400 mm/min では 1216 MPa、600 mm/min では 1295 

MPa となった。接合速度 600 mm/min では 400 mm/min と比較して引張強さが高くなっ

た理由としては、硬さ試験結果で示されたように 600 mm/min のほうが HAZ における

軟化幅が小さいためと考えられる。更に、回転数 1000rpm とし接合速度 600mm/min の

条件で作製した SCM 継手の引張強さの平均値は 1349MPa となった（図 3-2.2.11-2-25 

(c)）。  

母材の目標引張強さ 1500 MPa に対する継手効率は、SCM を用いて回転数 800 rpm

一定とし、接合速度 400 mm/min の場合 81 %、600 mm/min の場合 85 %となり、回転

数 1000rpm-接合速度 600mm/min の場合 90%となり、最終年度の目標値である 80 %

以上を達成した。  

 

④-3 炭素量 0.35 %以上の中炭素鋼におけるスポット溶接部の継手強度評価【日本製

鉄株式会社】  

炭素量 0.35%以上の中炭素鋼を対象に、スポット溶接部に後通電を施し、継手強度

への影響を調べた。後通電のパターンとして、偏析緩和後通電と焼き戻し後通電を試

(a) 接合条件 600 rpm-400 mm/min (b) 供試鋼 SCM・回転数 800 rpm 

図 3-2.2.11-2-25 継手引張試験結果  

(c) 供試鋼 SCM・回転数 1000rpm-

接合速度 600mm/min 
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した。偏析緩和後通電は、数サイクル程度の短時間クールを設けた 2 段通電であり、

ナゲット端部の偏析緩和による靭性改善を狙いとした。焼き戻し後通電は、ナゲット

が Mf 点以下にまで冷却される十分に長いクールを設けた 2 段通電であり、焼き戻し

によるナゲットの靭性改善を狙いとした。  

炭素量 0.35 %の市販材を熱処理により 1.2 GPa 級に調整した板厚 1.6 mm の鋼板

（0.35C 材）を対象に、偏析緩和後通電を施したスポット溶接部の十字引張強さ

（CTS）を調べた結果を図 3-2.2.11-2-26 に示す。後通電時間 50 cyc の範囲において、

明確な強度向上は認められず、目標の JIS Z3140 A 級に未達であった。次に、炭素量

0.55 %の市販材を熱処理により 1.5 GPa 級に調整した板厚 1.4 mm の鋼板（0.55 C 材）

を対象に、焼き戻し後通電を施したスポット溶接部の CTS を調べた結果を図 3-2.2.11-

2-27 に示す。CTS は後通電比（後通電電流 I2/本通電電流 I1）0.7 で最大値を示し、単

通電条件に対して約 6.5 倍かつ、目標の JIS Z3140 A 級に到達した。また、同一の材料

を用いて、焼き戻し後通電を施したスポット溶接部の引張せん断強さ（TSS）を調べ

た結果を図 3-2.2.11-2-28 に示す。TSS は後通電比 0.75 で最大値を示し、単通電条件に

対して約 2 倍かつ、目標の JIS Z3140 A 級に到達した。以上より、目標の JIS Z3140 A

級を達成する適正後通電条件範囲は狭いものの、CTS と TSS ともに、焼き戻し後通電

により明確な強度向上が認められた。  

図 3-2.2.11-2-26 0.35C 材の CTS 試験結果（偏析緩和後通電）  

図 3-2.2.11-2-27 0.55C 材の CTS 試験結果  

（焼き戻し後通電）  

図 3-2.2.11-2-28 0.55C 材の TSS 試験結果 

（焼き戻し後通電） 
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④-4 1.4GPa 級鋼板を用いた突合せ摩擦攪拌接合継手に関する検討【再委託先】  

JIS-S55C を調質し引張強度 1.4 GPa 相当とした薄鋼板を対象に突合せ FSW 継手の作

製を実施した。接合条件（回転速度-接合速度）は 100 rpm - 100 mm/min、200 rpm - 100 

mm/min、300 rpm - 100 mm/min、400 rpm - 100 mm/min および 400 rpm - 400 mm/min の

5 条件とした。  

引張試験中のひずみ分布の DIC 解析結果を図 3.2.2.11-2-29 に示す。後退側（R.S.）

を上側に配置し、ひずみの大小を 12 階調の色調で表現している。回転速度が 300 rpm

以下の条件では 8％を超える明確な局所ひずみを示す領域の分布が確認できるが、回

転速度が 400 rpm 以上の条件では局所ひずみを示す領域はほぼ形成されていない。こ

の傾向は延性破壊的な挙動を示した 300 rpm 以下の条件と、脆性破壊的な挙動を示す

400 rpm 以上の条件との違いとしても明確に示された。継手効率が母材引張強度比

70%超となったのは 300 rpm - 100 mm/min と 400 rpm - 100 mm/min であった。DIC 解析

画像中に示した赤  ◁ は、試験片に破断が発生した位置に対応している。試験終了後

に試験片を回収し、接合中心、つかみ部などの基礎情報および高速度カメラ撮影画像

を参考に破断位置を調査した。特定情報を参考に、引張試験片を採取したものと同一

の継手部材から新たに観察用試験片を準備し、破断位置とほぼ同じ座標と推定される

領域を対象に SEM 観察結果を図 3-2.2.11-2-30 に示す。100 rpm -100 mm/min の条件で

は、微細な等軸フェライト組織とセメンタイトから成る組織が全観察視野を支配して

いる。また、球状セメンタイトと推定される微粒子が粒界上に分散している様子が示

されている。この継手は、軟質なフェライト相の生成により母材を上回る延性は確保

できている。しかし、微細化は起きているはいえ、組織そのものの強度は母材性能を

かなり劣化させていた。実施条件の中で回転速度および接合速度が共に最大の 400 

rpm-400 mm/min の条件では、マルテンサイトを主体とする組織が観察視野に広範に形

成されている様子が確認された。この組織は、FSW 中の昇温で形成されたオーステナ

イトが、その後の比較的速い冷却過程で再びマルテンサイトへ変態したものと考察さ

れる。これらに対し、200 rpm-100 mm/min、300 rpm-100 mm/min、および 400 rpm-100 

mm/min の条件では破断位置に対応した組織はパーライトが主体でベイナイトが混合

した複合組織としての特徴が明確に示されていた。  

本検討で調査対象とした 5 つの接合条件において、供試鋼の摩擦攪拌接合継手中の

組織や相比（パーライト、ベイナイト、マルテンサイトの形態や分率）の大まかな傾

向、および継手の機械的特性を把握した。同材の継手の機械的特性の維持・向上とい

う観点において、接合温度を A3 変態点よりもある程度高い領域に設定することで、

攪拌部中に緻密なセメンタイト相 /フェライト相による複合組織  とマルテンサイト組

織を共存させ、継手効率と延性を高いレベルで維持できる傾向が確認できた。  
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図 3-2.2.11-2-29 引張試験中の変形挙動の DIC 解析結果 

図 3-2.2.11-2-30 引張試験破断位置に対応した組織の SEM 観察像  
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④-5 溶接部の摩擦攪拌プロセスで改質した組織解析【阪大接合研伊藤】  

 FSW 装置を用い、鋼溶接継手表層の金属組織を改質する摩擦攪拌プロセス

（Friction Stir Processing: FSP）を行った。FSP 条件による WC（タングステンカーバイ

ド）ツール先端の損耗と施工距離の関係、それが鋼表層へ供給・固溶させるツール構

成元素濃度と硬度の関係を明らかにした。各回転速度におけるツール先端の最大摩耗

深さと施工距離の関係を図 3-2.2.11-2-31 に示す。最大摩耗深さは施工距離の増加に伴

い増加し、ツール回転速度が速いほどその損耗は大きい (短い施工距離で損耗が大き

くなる)。損耗と施工距離の関係はクリープ曲線に類似しており、定常的な領域の施

工距離長さが回転速度に大きく依存していた。図 3-2.2.11-2-31 にプロットした各点に

おいて、鋼表層のツール構成元素である W と C 濃度を EPMA で測定し、機械特性と

して硬度を取得した。W と C 濃度の回転速度と施工距離の関係を図 3-2.2.11-2-32 に示

す。鋼表層中の W と C 濃度はツール先端の損耗と同様に、施工距離と回転速度の増

加により増加していた。ツール先端損耗状態と鋼表層へのツール構成元素の移行 (供

給・固溶)は関係していることが明らかとなった。鋼表層中の W と C の濃度増加は硬

度の増加との相関関係も高く、鋼溶接継手疲労強度の増加にも寄与すると考えられる。  

また、FSW 施工により鋼表層へ圧縮残留応力を付与できる機構を解明した。FSW

施工による圧縮残留応力付与とその機構解明の報告は世界初と思われる。ツール構成

図 3-2.2.11-2-32 W、C 濃度の回転速度・施工距離の関係  

図 3-2.2.11-2-31 ツール先端最大摩耗深さと施工距離の関係  
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元素の供給・固溶により鋼表層の Ms 点を低下させ低温にて変態させることで圧縮残

留応力を付与できていた。圧縮残留応力付与には供給・固溶させる適量があり、それ

を超えると残留オーステナイトが生成する。この残留オーステナイトは引張変形など

で変形誘起マルテンサイト変態を起こし、圧縮残留応力付与と共に疲労強度増加には

プラスの効果であることを明らかにした。  

 

④-6 成分を変化させた中高炭素鋼における摩擦攪拌接合【阪大接合研門井】  

 摩擦攪拌接合（以下 FSW）に適した高強度鉄鋼材料の開発を目的とし、新たに Tiを

合金元素として添加した中炭素鋼 FSW 部の機械的特性や組織形態を調査した。化学

組成は、0.4%C-4 %Cr を基本組成とし、Ti を 0.05〜0.5 %添加した。高周波溶解、熱間

圧延、機械加工により作製した試験片鋼板に対し、スターインプレート FSW（回転数 

400 rpm、接合速度 150 mm/min、荷重 2700 kgf）を実施後、攪拌部の引張試験を実施

した結果、図 3-2.2.11-2-33 に示すようにいずれの試験片においても 2.2 GPa 程度の引

張強度を示した。破断伸びの結果から、適切な量の Ti と C の含有によりオートテン

パーを発現でき、高強度を維持したまま、高い破断伸びが得られることが分かった。  

また、Ti 添加によるオートテンパー効果によって、高強度を維持したまま高延性を

発現可能な要因を検討した。Fe-0.4%C-4%Cr と Fe-0.4%C-4%Cr-0.4%Ti の攪拌部を切り

図 3-2.2.11-2-33 中炭素鋼 FSW 攪拌部の引張試験結果  

図 3-2.2.11-2-35 0.4C-4Cr-0.4Ti の 

シュミット因子分布  

図 3-2.2.11-2-34 FSW 攪拌部の  

引張破断時のひずみ分布  
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出し、SEM/EBSD 内で引張試験を実施した。引張破断時のひずみ分布を図 3-2.2.11-2-34

に示す。Fe-0.4%C-4%Cr では、引張方向に対して垂直関係にある旧オーステナイト粒界

でわずかにひずみが集中する。これに対して、Fe-0.4%C-4%Cr-0.4%Ti では、旧オース

テナイト粒界に加え、ブロック境界や引張方向に 45 度傾いた粒界でもひずみが集中し

ている様子が認められる。Fe-0.4%C-4%Cr-0.4%Ti に公称ひずみを 20 %負荷後のシュ

ミット因子分布を図 3-2.2.11-2-35 に示す。図中の赤矢印で示した箇所で破断亀裂（開

口）の発生が認められる。この箇所では、シュミット因子は小さいことから、わずか

なひずみで開口したと推察される。一方、四角で示した変形が大きい領域では、他の

部分に比して大きなシュミット因子を示している。以上より、Fe-0.4%C-4%Cr では、

低延性な Micro-twin 主体のマルテンサイトが、Fe-0.4%C-4%Cr-0.4%Ti では大きなシュ

ミット因子な領域が、変形の主たる要因となるため、Fe-0.4%C-4%Cr-0.4%Ti では破断

伸びが大きくなったと考えられる。  

 

⑤ツール設計による FSW 特性向上技術の基礎検討【再委託先】  

ツール各部の働きを明らかにするため、アルミニウム合金を用いたモデル実験を行

い、鋼材の摩擦攪拌接合時に想定される過酷な条件にさらされる部位を特定した。そ

の結果、従来から提案されているように、鉄鋼用摩擦攪拌接合ツールは可能な限り単

純形状とすることが望ましい 5-1)との基本的な形状指針を基礎として、最も負荷が大き

いと考えられたプローブ先端のエッジ部を廃し、球面状とした図 3-2.2.11-2-36 のよう

なツール形状の提案を行った。次に、提案形状ツールの寿命に対する有効性を確認す

るため、様々なツール材質を対象に加速耐久試験を従来形状ツールとの比較を行った。

その結果、図 3-2.2.11-2-37 に示すように、超硬合金、窒化ケイ素、W-Mo-Re 合金のい

ずれのツール材料を用いた場合でも、提案形状ツールは従来形状ツールより大幅に長

寿命化した。これらのことから、提案形状がツール材料によらず、いずれにも長寿命

化に有効であることが確認された。よって、その有効性が示された鉄鋼用摩擦攪拌接

合ツールの設計指針として、(1)単純な形状とする、 (2)プローブのエッジ部を極力な

図 3-2.2.11-2-36 提案形状ツールの形状 
図 3-2.2.11-2-37 各ツール材料における

従来形状ツールと提案形状ツールの  

寿命比較  
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くす、(3)ショルダ部は、原則、無加工とする。また、その際の基準として、攪拌能力

はある程度犠牲にしてでも単純化する設計方針が重要となることが明らかとなった。

加えて、提案形状ツールが長寿命化する原因について、非常に厳しい条件下になる

ツールの状況が緩和されていることが考えられたため、プローブが直接影響を受ける

接合材料内部温度に注目し、攪拌領域における温度を調査した。その結果、図 3-

2.2.11-2-38 に示すように、従来形状ツール（P5.4-S10）と提案形状ツール（P2-S0）と

では、攪拌領域の温度分布に明確な違いがあった。特に、提案形状ツールでは、ツー

ルの接合中心から AS 方向にかけて温度が低くなっており、このことが長寿命化のた

めの過酷な状況が緩和された結果であると示された。また、このような結果から、一

般的に高温になるとされる AS 部の攪拌領域温度 5-2)を選択的に低下させることができ

れば、ツール形状によらず寿命を改善できることを示唆していると考えられる。この

ように、本研究の成果として、ツール形状の設計指針だけでなく、鉄鋼の摩擦攪拌接

合時の接合条件に関する指針についても明らかにすることができた。 

 

⑥溶接残留応力の影響解明【再委託先】  

FSW 時の被接合材に生じる欠陥評価が可能な粒子法-FEM 連成解析を開発した。本

手法ではまず、MPS 法の各粒子における応力及び塑性流動の計算を行い、その後、そ

れらの物理量を FEM に導入し、延性き裂進展簡易評価モデルによる損傷評価を行っ

た。延性き裂進展簡易評価モデルでは、塑性変形の発生と共にボイドが十分に成長し

た段階で、ボイド同士が融合することで急速に損傷が進行すると仮定している。入熱

過剰条件における表面近傍から内部にかけて生じる表面空洞欠陥を図 3-2.2.11-2-39 に

示す。提案手法を用いることで、接合開始位置から接合終了位置に至るまで AS 側で

高い損傷評価値を示していることが確認できる。これは、文献にある実験結果と同様

の傾向である。本手法を用いることで、FSW 継手に損傷が発生しない理想的なツール

形状の開発に繋がると考えることができる。  
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  Tool: Cemented carbide
  Welding material: S55C
  Tool rotational speed: 400rpm
  Penetration depth: 1.9mm
  Dwell time: 10s
  Traveling speed: 100mm/min
  Tool angle: 3°

Measuring position
  Depth from surface: 1mm

 P5.4-S10 tool

 P2-S0 tool
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図 3-2.2.11-2-38 各測定位置における攪拌領域の最高到達温度分布  
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次に、MPS 法によって得られた回転数 400 rpm および 600 rpm における母材表面か

ら深さ 1 mm の地点における攪拌の様子を図 3-2.2.11-2-40 に示す。同図は、円柱ツー

ル・球形ツールを用いた際の各版の様子を示している。同図より、両ツールともに、

回転速度が上昇するにつれて母材の攪拌が進んでいることが確認できる。また、円柱

ツール・球形ツールともにその攪拌性に大きな違いがないことがわかる。これはショ

ルダー部分の回転による発熱の影響により、深さ 1 mm 付近において母材の粘性を下

げているためと考えられる。粘性が低下した領域においては円柱ツール・球形ツール

ともに母材を良好に攪拌していることが分かる。また球形ツールは円柱ツールと比較

して、接合中もショルダー部が作る比較的高温かつ低粘性状態にあるため、円柱ツー

ルに比べて長寿命であると考えられる。  

以上のように、粒子法-FEM 連成解析を用いることで、実験を実施せずとも最適な

ツール形状について検討できるようになった。  

 

図 3-2.2.11-2-39 提案手法による欠陥評価結果 
 

AS RS 
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b) In x-z plane 

AS RS 
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a) Surface 

AS RS 

c) In x-y plane 

図 3-2.2.11-2-40 深さ 1mm に付近おける攪拌の様子  
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⑦摩擦攪拌接合の数値解析技術の開発【阪大工学研究科宮坂】  

本課題では、鉄鋼材料とアルミニウム合金の異材摩擦攪拌接合プロセスを目的とし

てきた。図 3-2.2.11-2-41 に示すように、当初は粒子法を用いた FSW プロセスモデル

の開発を行い材料物性による攪拌現象の違いやツールサイズの違いが攪拌領域形成に

与える影響に関して定性的ではあるが予測可能であることが分かった。そこで、構築

したモデルの応用展開として LFW 現象へのモデルの適用を試みた。その結果、従来

の数値計算モデルの構築と比較して短期間に新たなモデル開発が可能であることを確

認した。FSW 現象と違い LFW 現象はツールを用いない接合法なので、計算モデルと

して発熱現象のモデル化が課題であったが、FSW 現象と同様に塑性ひずみによる発熱

モデルを適用することで接合界面での発熱を数値計算からも確認することができた。

また、図 3-2.2.11-2-42 に示す通り、材質の違いによる発熱形態の違いも表現可能であ

り様々な材料への展開も可能であることを確認した。  

図 3-2.2.11-2-41  FSW プロセスモデルによる SUS 材の計算例  

図 3-2.2.11-2-42  LFW 現象の材料物性の違いによる発熱形態の比較  
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⑧ マルチマテリアルの摩擦接合 

⑧-1 マルチマテリアルの重ね摩擦接合における接合温度・機械的特性の予測【阪大

接合研麻】 

自動車の CO2 排出量を減らすための技術の一つは、車体重量の低減である。そのた

め、軽量材料（アルミニウム合金、マグネシウム合金、樹脂複合材 CFRP 等）や高張

力鋼板のマルチマテリアルを積極的に検討されている。併せて、それらのマルチマテ

アリアルを接合する技術の開発も求められている。現在の接合技術は、機械的接合技

術（ボルト、リベット、FSR など、）や接着、溶融溶接と固相溶接に分類される。継

手強度と母材性能への影響という両視点でそれらの接合技術を見ると、摩擦接合技術

は、有利な技術の一つであるため、産業界の期待も大きい。  

マルチマテリアルの摩擦接合メカニズムを解明するため、実験手法だけではなく数

値解析手法の活用も必要で不可欠である。そこで、本研究の目的として、①アルミニ

ウム合金と CFRP の摩擦攪拌重ね点継手における接合現象の数値解析モデルを構築し、

接合ツールの形状を最適化設計すること、②アルミニウム合金と高張力鋼板の摩擦攪

拌重ね継手における材料流動現象と熱発生メカニズムを数値解析モデルで解明し、最

適な接合条件との相関を明示すること、を設定した。  

図 3-2.2.11-2-43 に、上記①の数値解析モデル（熱・構造連成モデル）と接合中央断

面における過渡温度分布の変化を示す。接合界面の温度分布から CFRP 側の溶融幅と

溶融深さが推定でき、接合領域を評価することが可能となった 8-1, 2)。  

図 3-2.2.11-2-44 に、上記②の数値解析モデル（高度な熱・流体・構造の連成モデル）

とアルミ/鋼板の接合界面における塑性流動現象をそれぞれ示す。アルミ材の塑性流動

が鋼板より大きいことが見られる。本研究で開発した高度な数値解析モデルを用いて、

アルミ/鋼板の摩擦攪拌混合体積率や摩擦攪拌によるアルミ表面のバリも可視化できる

ようになった 8-3, 4)。  

 

 

 

図 3-2.2.11-2-43  Al/CFRP 摩擦攪拌重ね点接合の数値解析モデルと  

過渡温度分布の可視化評価  
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図 3-2.2.11-2-44  アルミ/鋼板の摩擦攪拌重ね接合の数値解析モデルと  

攪拌プロセスの可視化評価  
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⑧-2 板厚違いの材料を用いた重ね摩擦接合における引張せん断特性の予測【阪大接

合研高嶋】 

重ね継手の引張せん断試験において、特に接合部を中心とした剛体回転が継手強度

に及ぼす影響が問題視されており、それについて検討するため摩擦攪拌接合（FSW）

継手を想定した引張せん断試験の 3 次元有限要素解析を実施した。板厚  2 mm の鋼板

の重ね継手の引張せん断試験片の要素分割をして、汎用コード Abaqus Standard を用い

て解析した。解析に用いた材料特性は 2018年度の実験データに基づいて設定した。ま

た、Abaqus の大変形オプションを用いて大きな伸びに達するまでの過程を解析し、継

手に作用する荷重と伸びを出力して応力ひずみ関係を求めた。  

これについて、FSW で作製した重ね継手（ショルダー径が 15 mm でプローブ径が 6 

mm のツールを回転数 400 rpm で板表面から 2.4 mm まで挿入し、200 mm/min のツール

移動速度で接合）の引張せん断試験で得られた応力ひずみ関係と数値解析の結果を比

較したものを図 3-2.2.11-2-45 に示す。数値解析で得られた応力ひずみ関係は、実験で

の計測結果と良好な一致をしており、解析結果の妥当性が確認できた。また、図 3-

2.2.11-2-46 に示すように、重ね継手を構成する 2 枚の板の厚さ（上板厚さを h1、下板

厚さを h2 とする）の組合せが異なる試験片では接合部の回転角度が小さくなり、板厚

が薄くなることで回転が抑制することが明らかとなった。この結果は、引張せん断試

験中にビデオ計測で調べたものと対応しており、回転変形挙動の数値解析の妥当性が

確認できた。  

次に、FSW ではプローブ径の大きなツールを用いて接合することで接合面の幅を板

厚に比べて大きく確保することが可能であり、これによって異材継手の接合部強度を

確保できるため、それと回転角の関係について検討した。板厚  2 mm 以下の鋼板の重

ね継手の引張せん断試験片の要素分割で接合面の幅（SZ幅）を変化させ、それに対し

て 3 次元有限要素解析を汎用コード Abaqus Standard で実施した。解析に用いた材料特

性は実験データに基づいて設定した。接合部のせん断強度が母材の引張強さの 1/√3 で

あると仮定し、それを判定基準として継手の破断荷重を求めた。  

この数値解析で求めた破断荷重（最大荷重）に対し、これまでに FSW で作製した重

ね継手（ショルダー径が 15 mm でプローブ径が 6 mm のツールを回転数 400 rpm で板  

図 3-2.2.11-2-45 FSW 重ね継手の  

引張せん断試験の応力－ひずみ関係  

図 3-2.2.11-2-46 接合部の回転角度に 

及ぼす重ね板厚さの組合せの影響  
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表面から 2.4 mm まで挿入し、200 mm/min のツール移動速度で接合）の引張せん断試

験で求めた最大荷重を比較したものを図 3-2.2.11-2-47 に示す。数値解析で得られた最

大荷重は、実験結果と良好な一致をしており、解析結果の妥当性が確認できた。この

解析手法に基づいて、SZ幅が狭い場合の破断荷重（または最大荷重）と比較したもの

を図 3-2.2.11-2-48 に示す。重ね継手を構成する 2 枚の板の厚さ（上板厚さを h1、下板

厚さを h2 とする）の組合せが異なる試験片では最大板厚が厚くなると回転が大きくな

り継手強度が板厚増に対してあまり高くならないが、SZ幅が広いと継手強度の向上が

見込めることが示された。すなわち、異材重ね継手では大きな SZ 幅の確保が継手強

度の観点で有効であり、それが FSW によって実現できるものと考えられる。  

 

 

⑧-3 センタードライブ両面リニア摩擦接合を用いた最適プロセス条件検討【阪大接

合研藤井】 

線形摩擦攪拌接合法の開発において、材料強度の温度依存性から印加圧力によ

り接合温度を制御できることを明らかとした。しかしながら、材料強度の温度依

存性において交点のない鋼と Al の場合、中央の材料 (鋼 )のみを振動させ、両側か

ら異なる圧力を加えることで接合が可能となる。そこで、図 3-2.2.11-2-49 に示す、

センタードライブ方式でインサート材 /同種 /異種材料接合を可能にするセンター

ドライブ両面リニア摩擦接合装置を導入した。本装置を用いて、中炭素鋼 S45Cを供

試材として突合せ LFW 接合を実施した結果、図 3-2.2.11-2-50 に示すように継手作製に

成功した。  

図 3-2.2.11-2-47 最大荷重に及ぼす重ね

板厚さの組合せの影響  

図 3-2.2.11-2-48 破断荷重に及ぼす重ね

板厚さの組合せおよび攪拌部の大きさ

の影響  

 



  

3-2.2.11-36 

 

 

 

 

さらに導入したセンタードライブ両面リニア摩擦接合装置を用いて、供試材と

して Al 合金 A7075-T6 と炭素鋼 S45C を、インサート材として純 Ni を使い、異種

材料接合を実施した。接合条件として、Al 合金側の印加圧力を 200、300、400 

MPa、炭素鋼側の印加圧力を 50 MPa、振幅±2 mm、周波数 50 Hz と設定し接合を

実施した。図 3-2.2.11-2-51 にそれぞれの継手断面マクロ写真を示す。どの条件に

おいても顕著な欠陥は見られなかった。図 3-2.2.11-2-51 黄色部内に示すように、

印加圧力 200 MPa では、Ni の変形が生じていないことが顕著に確認できる。一

方、図 3-2.2.11-51 水色部内に示すように、300 MPa では Al 合金、Ni ともに変形

し界面積拡大が生じた。図 3-2.2.11-2-52 にそれぞれの継手における引張強度試験

結果を示す。破断位置は全ての条件で Al-Ni 界面破断であったが、印加圧力 300 

MPa の条件で継手効率 92 %の最大強度を得ることができた。  

 

 

図 3-2.2.11-2-51 マルチマテリアル LFW 継手の断面マクロ写真  

図 3-2.2.11-2-49 センタードライブ両面リニア  

摩擦接合装置外観  

図 3-2.2.11-2-50 継手外観 
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図 3-2.2.11-2-52 マルチマテリアル LFW 継手引張試験結果  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2016FY 0 2 13 2 0 1 0 4 1 

2017FY 1 1 20 1 0 1 1 5 2 

2018FY 10 5 49 0 0 0 1 3 1 

2019FY 16 2 54 10 0 0 0 5 1 

2020FY 13 0 16 5 0 2 0 4 1 

2021FY 15 1 27 3 0 2 1 7 2 

2022FY 12 0 21 1 0 1 1 1 2 

合計  67 11 200 22 0 7 4 29 10 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2016FY 3 0 0 

2017FY 0 0 3 

2018FY 4 0 0 

2019FY 3 4 4 

2020FY 0 3 3 

2021FY 0 5 0 

2022FY 0 1 0 

合計  10 13 10 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

表 3-2.2.11-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.11-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.2.12［テーマ番号５５］「マルチマテリアル接合技術の基盤研究（FS 研究）」  

（2018 年度）  

 

2.2.12.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

「革新的新構造材料等研究開発」プロジェクトでは、高強度で成形加工性に優れる

超ハイテン材、アルミ・マグネ材、熱可塑性 CFRP を主体とした革新的な材料開発を

行い、それらの開発材料と既存材料を組合せて、自動車軽量化を実現するマルチマテ

リアル技術の開発に取り組んでいる。  

マルチマテリアル設計によって、適材適所に配置された材料組合せに対して、継手

部が存在する場合、その部材・部位に要求される接合強度や耐久性を満足する継手性

能を確保する必要がある。実用を踏まえると、継手部の信頼性とともに、生産性が高

く、低コストの接合技術が求められる。  

そこで、マルチマテリアル接合技術の基盤研究（FS 研究）では、中高炭素鋼の超

ハイテン材の接合技術と異材接合技術を確立する上で必要な技術課題を抽出すること

を目的とする。  

 

(2)目標値  

継手性能と生産性の向上、コスト低減には、科学的な裏付けとなる溶接・接合現象

の見える化や接合界面の性状などを定量的に理解する必要があり、関連分野の産学官

研究者との連携を通して、FS 研究として課題解決へのアプローチを検討する。なお

本テーマは 2019 年度からテーマ番号 64 マルチマテリアル接合技術の基盤研究として

継続される。  

 

 

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

自動車 9 社の共通課

題  

  X 線や放射光、中性

子ビームによる抵抗

スポット溶接現象の

その場観察可能性を

明らかにする。  

テーマ 64 へ継承  

 

自動車 9 社の共通課

題  

  抵抗スポット溶接部

検査装置及び接着部

検査装置における検

査精度と検査速度の

仕様決定。  

表 3-2.2.12-1 研究開発目標  
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異材接合継手の性能

比較  

  アルミ－鋼、アルミ

－ CFRTP 、 鋼 －

CFRTP の組合せにつ

いて、抵抗スポット

溶接、接着プロセス

、摩擦点接合、 SPR

接合などによる継手

の機械的特性の実験

データを取得し、マ

ルチマテリアル構造

設計技術(CAE)への入

力データを揃える。  

継手シミュレーショ

ンモデルの開発  

  アルミ－鋼の摩擦点

接合及び接着プロセ

スのシミュレーショ

ンモデルの Ver.0 版完

成。  

革新的抵抗スポット

溶接技術の開発  

  従来の 5 倍 -10 倍の  

高速インバータ制御

電源を用いて電流波

形を精密制御するこ

とで、高性能の抵抗

スポット溶接の効果

を確認する。  

 

(3)全体計画  

課題① 自動車 9 社の共通課題  

(a) 超ハイテン材を含む鋼板のスポット溶接現象および溶接品質の研究  

抵抗スポット溶接の溶接条件とミクロ組織、継手強度（TSS,CTS）、残留応力など

を実験並びに理論的に解析し、大阪工大、九州工大、大阪大の連携により測定

データ活用方法の体系化を推進する。  

 

(b) 鉄－アルミの接合技術の開発  

鉄－アルミの接合技術として、高性能・高信頼 SPR 技術の開発と抵抗スポット溶

接技術の実用化開発の基盤研究を行う。  

(b-1) SPR による鉄－アルミ接合  

SPR 技術では、打点当たりの強度基準、リベット先端形状が接合状態に及ぼす影

響、適用可能板組の範囲などが明確でない。そこで、豊橋技科大は SPR 実験を行

い、インターロック量と強度との相関を検討し、信頼性向上を検討する。  
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(b-2) 抵抗スポット溶接による鉄－アルミ接合  

鉄－アルミの抵抗スポット溶接では材種と板厚を絞り込み、大阪工大、大阪大、

群馬大の連携により、ナゲット径と接合界面の金属間化合物の種類・分布に及ぼ

す影響を明らかにする。大阪工大は鉄－アルミの板組に対して、抵抗スポット溶

接条件（加圧力・電流波形）を変え、接合実験を行う。チリ及び溶接欠陥発生の

有無、欠陥が発生する場合、ブローホールや割れなどの種類を整理する。そして、

溶接欠陥が発生しない条件におけるナゲット径と溶接条件の関係を明らかにする。

大阪大は、接合時間を変化させ、接合界面の時間的変化を調べ、界面の溶融を伴

わない拡散接合による界面形成とスポット溶接による溶融プロセスとの比較を通

して、ナゲットおよび金属間化合物の形成現象を検討する。群馬大は、各種分析

技術を駆使して、鉄－アルミ接合の金属組織や IMC の解析を行い、接合箇所の信

頼性評価を行う。  

(c) 接合部検査装置の開発  

FS では抵抗スポット溶接と接着接合を対象として、超音波検査手法と赤外線サー

モグラフィ法を取りあげ、東北大と神戸大の連携により、次世代の薄板接合部検

査手法の検討を行う。薄板接合部の非破壊検査に関する研究開発は、世界的にも

十分とは言えず、検査精度と検査速度の開発状況を分析し、装置仕様策定に向け

た検討を行う。  

 

課題② 異材接合継手の性能比較  

2013 年度以降、様々な異材接合プロセスの研究開発が進められており、実用技術と

して本事業に最適な方法を FS でスクリーニングすることを目的とする。ISMA 本部

より試験片材料を調達し、分担研と再委託先に配布する。次に、それぞれの機関で研

究開発している接合プロセスを適用して、接合実験を行い、接合試験片を作成する。  

その後、分析センターにて接合強度と耐久性を調査する。なお、分担研および再委託

先が担当する接合プロセスは、表 3-2.2.12-2 に示す通りである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.12-2 異材接合プロセスと担当機関  
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課題③ 継手シミュレーションモデルの開発  

(a) 摩擦点接合(FSSW)継手モデル  

FSSW プロセスは、自動車部材のアルミ同士およびアルミ－鉄の特定箇所の接合

に適用されている。しかし、マルチマテリアル接合技術として実装するためには

、構造設計から選定されたアルミと鋼板の材種や板組に応じて、構造体として要

求される条件を満足する継手性能を確保する必要があり、接合実験とともにシミ

ュレーションモデルを構築し、ツール形状も含めた接合条件を最適化する必要が

ある。一方、構造設計 CAE システムには、材料性能データとともに継手性能モ

ジュールが必要となる。現時点において固相状態の摩擦点接合によってもアルミ

－鉄の接合界面には脆い金属間化合物 (IMC)が生成することが明らかとなってお

り、モデル化にあたっては IMC の機械的特性を実験的に求める必要があり、継手

箇所となるアルミ、鉄、IMC の応力-歪関係を踏まえたモデルの構築を目指す。  

 

(b) 接着継手モデル  

  接着プロセスを構造材料の接合方法として確立するため、接合界面強度を低減さ

せる構造の最適化手法を構築し、構造設計のための多軸応力接合強度則を確立す

る。  

 

課題④ 革新的スポット溶接技術の開発  

抵抗スポット溶接は、日米欧のいずれにおいても、確立された点溶接法とされ、広

く利用されている。軽量化に向けて、超ハイテン材やアルミ、異材接合への適用ニー

ズが高まっているが、現状では電源性能から適用範囲に限界がある。最近、従来のイ

ンバータ電源の 5~10 倍の速度で動作する高速インバータ電源が開発されたので、こ

れを抵抗スポット溶接機の電源として装備し、電流波形を精密制御することで得られ

る溶接性能の向上効果を確認する。  
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(4)実施体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)運営管理  

課題①では図 3-2.2.12-2 に示すように WG1（鉄/鉄接合）、WG2（アルミ/鉄接合）、

WG3（非破壊検査）の 3 グループに分け、自動車 9 社（トヨタ、日産、ホンダ、マツ

ダ、スバル、ダイハツ、三菱、スズキ、いすゞ）から成る ISMA 継手仕様検討委員会

と意見交換しながら、生産現場で使える実用技術の確立に向けて、それを支える基盤

研究を実施した。WG1~WG3 の研究実施にあたっては ISMA 本部が進捗を見ながら、

2-3 か月ごとに会合を持ち、グループ内での達成状況などの情報共有を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

課題②では ISMA 本部において、鋼板、アルミ、CFRTP の接合用の試験片を調達し、

表 3-2.2.12-2 に示した分担研、再委託先、外注先に配布する。それぞれの機関で作成

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】 課題① 課題② 課題③ 課題④

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

(国立大学法人)

富士電機株式会社

●

●

(国立大学法人)
神戸大学

(国立大学法人)
東京工業大学

(国立大学法人)
大阪工業大学
（学校法人）
九州工業大学

(国立大学法人)

(国立大学法人)
群馬大学

(国立大学法人)

豊橋技術科学大学（福本）
(国立大学法人)
東北大学（三原）

大阪大学（三上）

（横浜磯子分室）

豊橋技術科学大学（森）

川崎重工株式会社

東北大学（藤井）

（明石分室） (国立大学法人)

(国立大学法人)

株式会社神戸製鋼所
（西神分室）

（広島分室）
大阪大学（大畑）
(国立大学法人)
大阪大学（渋谷）

株式会社IHI

(国立大学法人)

新構造材料技術研究組合 大阪大学（廣瀬）
（本部） (国立大学法人)

マツダ株式会社 大阪大学（才田）

東北大学(佐藤) 
（国立大学法人） 

図 3-2.2.12-1 実施体制 

 

図 3-2.2.12-2 課題①の運営体制 
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された接合試験片を回収し、ISMA が選定した分析センターにて接合強度と耐久性を

試験・調査し、データを ISMA においてまとめる。  

 課題③および課題④については、ISMA 本部と再委託先との間で 2-3 か月ごとに会

合を持ち、進捗および達成状況を確認する。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

本プロジェクトでは車体軽量化に向けて、マルチマテリアル構造に対応する接合技

術開発を行っている。具体的には、超ハイテン材同士、鋼材 /アルミ、金属 /樹脂･

CFRTP などをつなぐ接合技術を確立しなければならない。すでに、高級車やスポーツ

カーにおいてはマルチマテリアル車が実用化されているが、地球環境に大きく影響を

及ぼす CO2 は、世界中を走行する自動車の圧倒的な割合を占める量産車から排出され

ており、その軽量化技術を早急に確立する必要がある。  

図 3-2.2.12-3 は米国における自動車車体に使用されている材料ミックスの実績と予

測を示している。2010 年度では、軟鋼やハイテン材などの鋼材使用割合が圧倒的に多

かったが、2020 年の時点でアルミ材料を 10%以上使用する予測をしている。北米では

アルミの精錬から圧延加工などの製造規模が大きく、供給量やコスト、自動車業界の

リサイクル事情が日本とは異なるが、日本の自動車メーカ各社も欧米を含めてグロー

バルな生産体制をとっており、今後、量産車へのアルミ材の適用は確実に進展するも

のと考える。一方、引張強度 1000MPa 以上の超ハイテン材の適用も増加する見込み

で、2030 年で 55％程度が鋼材、20％程度がアルミ材、10％程度が CFRP を含む複合

材料と予測している。  

国内でもすでにレクサス LC500h/LC500 などの高級車で、超ハイテン材やアルミ、

CFRP などを使用したマルチマテリアル車体が実用化されているが、鋼材/アルミなど

の異材接合には SPR･FDS などの機械的締結が行われている。量産車の生産技術とし

てリベットなどのコストや生産性を考慮すると、抵抗スポット溶接や FSSW、接着な

どによる異材接合技術を確立する必要があり、この FS 研究を通して、今後の技術的

課題を明らかにすることができた。  

現在、自動車 1 台当りの CO2 排出量規制とともに、鋼材やアルミなどの製鋼・精錬

や圧延加工の素材製造から、自動車及びその部品メーカでの成形加工・部材加工、組

立･塗装、製品完成、そして、ユーザによる様々な環境での走行、廃車、リサイクル

などを含めて、トータルで消費するエネルギーや CO2 排出量を評価する LCA(Life 

Cycle Assessment)が SDGs（Sustainable Development Goals）とも関連し、今後、製品価

値を判断する要素の一つとして、重要な指標になると考えられる。したがって、今後

の材料選択の視点が従来の比重や強度特性に加えて、LCA 性能にも考慮する必要があ

り、材料開発にも影響すると考えられる。そのため、異材接合の技術手法の開発だけ

でなく、接合界面における強度発現機構を明らかにすることで、今後開発される材料

にも対応可能な基盤研究をさらに進める必要がある。  
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2.2.12.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※ 

未達の場合  

原因と解決方針  

自動車 9 社の共通

課題  

X 線や放射光、中

性子ビームによる

抵抗スポット溶接

現象のその場観察

可能性を明らかに

する。  

（2018 年度）  

溶融部の対流挙動をその

場観察するため、SPring-

8 で透過画像を取得した

。W 粒子をトレーサとし

て抵抗スポット溶接を実

施した後のナゲット内部

の W 粒子の分散状況が

掴めた。  

〇   

自動車 9 社の共通

課題  

抵抗スポット溶接

部検査装置及び接

着部検査装置にお

ける検査精度と検

査速度の仕様決定

。（2018 年度）  

FS 研究では市販の超音

波検査装置およびサーモ

グラフィ、磁気検査装置

を用いて、ナゲットサイ

ズの異なる抵抗スポット

試験片、充填幅の異なる

接着試験片を作成し、検

査精度を明らかにした。  

〇   

異材接合継手の性

能比較  

アルミ－鋼、アル

ミ－ CFRTP 、鋼－

CFRTP の組合せに

ついて、抵抗スポ

ット溶接、接着プ

アルミ－鋼板の組合せで

はパネル 2 枚組、骨格 2

枚組の引張せん断強さ

(TSS) 、 十 字 引 張 強 さ

(CTS)、引張せん断モー

〇   

図 3-2.2.12-3 米国における自動車車体における材料ミックスの実績と予測 

 

 

表 3-2.2.12-3 最終目標と達成度  
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ロセス、摩擦点接

合、 SPR 接合など

による継手の機械

的特性の実験デー

タを取得し、マル

チマテリアル構造

設計技術 (CAE)への

入力データを揃え

る。（2018 年度）  

ドの疲労特性を調べ、各

接合プロセスの継手性能

を明らかにした。  

アルミ－CFRTP、鋼板－

CFRTP では TSS、CTS 並

びに環境暴露試験を行い

、各接合プロセスの継手

性能を明らかにした。  

継手シミュレーシ

ョンモデルの開発  

アルミ－鋼の摩擦

点接合及び接着プ

ロセスのシミュレ

ーションモデルの

Ver.0 版完成。  

（2018 年度）  

FSSW では接合継手のア

ルミ母材、接合界面領域

の特性を考慮し、マルチ

破壊モデルを開発した。

シミュレーションによる

計算結果は実験結果を表

現できた。接着接合につ

いては、多軸応力下での

破損則に基づいた接着界

面形状の最適化手法を構

築し、実構造を想定した

多段折曲げ平板接着試験

片の強度評価した。  

◎   

革新的抵抗スポッ

ト溶接技術の開発  

従来の 5 倍-10 倍の  

高速インバータ制

御電源を用いて電

流波形を精密制御

することで、高性

能の抵抗スポット

溶接の効果を確認

する。  

（2018 年度）  

短時間溶接が可能な高電

流短時間スポット溶接用

電源、トランスを開発し

た。 IGBT を用いたイン

バータと 10kHz の高周波

トランスを構成要素とし

て、 25kA までの高電流

溶接、1ms 単位の精密な

電流制御を可能にした。

1.2GPa 級鋼板のナゲット

部靱性の向上のため、後

熱処理（マルテンパ処理

）を検討し、溶接時間

0.5 秒内で、CTS の向上

とプラグ破断を達成した

。  

◎   

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  
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(2)研究開発の成果と意義  

課題① 自動車 9 社の共通課題  

(a) 超ハイテン材を含む鋼板のスポット溶接現象および溶接品質の研究  

(a-1) 超ハイテン鋼板の抵抗スポット溶接部に生じる LME 割れの発生現象と抑制方法  

 自動車構造用鋼板は、防錆効果などを期待した合金化溶融亜鉛メッキ処理が施され

ることが多い。この合金化溶融亜鉛メッキを施した超ハイテン鋼板において、抵抗ス

ポット溶接を行った場合、その溶接部において LME（Liquid Metal Embrittlement）割

れと呼ばれる、継手表面およびシートセパレーション近傍において割れが生じること

がある。この割れは溶接部に存在する亜鉛が、溶接時の熱サイクルによって材料中に

浸漬するとともに、溶接時になんらかの力が加わることによって割れに至るものとし

て考えられており、継手強度の低下を招く恐れがあることから、その抑制が求められ

ている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供試材料には板厚 2.0 mm の 1180 MPa 級超ハイテン鋼板を用いて、抵抗スポット溶

接継手を作製した。電極形状は DR6 形の銅製電極を用い、インバータ直流電源を用

いて、図 3-2.2.12-4 に示す溶接波形(溶接電流と加圧力の時間的変化)により施工を行

った。ナゲット直径は板厚に対する大きさとして 5√t（約 7 mm）となるように、溶接

波形を調整した。  

電流波形や加圧力の選定によっては、図 3-2.2.12-5(a)の接合部断面に示すように、

継手表面から内部にかけて割れが生じる。継手の上側および下側からの大きな割れ以

外にも、細かな割れが継手表面において散見される。また図 3-2.2.12-5(b)は継手表面

における割れ状況について、カラーチェックを行った結果を示す。LME 割れは圧痕

中央および近傍において、環状に生じていることがわかる。  

そこで、LME 割れ抑制について加圧力と電極形状に着目し、実験的検討を行った

。ここでは加圧力の影響について述べる。加圧力の変化は溶接部に生じる圧力の変化

のみならず電極の接触面積を変化させ、その結果、継手表面の温度分布に変化を生じ

させる。図 3-2.2.12-6 に示す通り、加圧力が 3.5 kN の条件においては、3 枚の試験片

図 3-2.2.12-4 抵抗スポッ

ト溶接時の溶接波形の例  

図 3-2.2.12-5 超ハイテン鋼板の抵抗スポット

溶接に発生する LME 割れ  

(a) 溶接部断面 (b) 溶接部表面 
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のすべてで継手表面から内部にかけて LME 割れが生じているのに対して、5.5 kN の

条件においては、LME 割れの存在は確認できない。このことは、継手表面における

温度変化が割れ抑制に影響を及ぼしているものと推察できる。  

電極形状についても、先端曲率半径が 40 mm と 100mm の DR 形電極を用いて、

LME 割れに及ぼす影響を調べた結果、R100 の電極を用いた継手においては、LME 割

れの発生は確認できなかった。電極先端曲率を大きくすることで、継手表面において

電極との接触面積が増大することから、継手表面の温度上昇が抑制されたことで、

LME 割れの抑制に繋がったものと考えられる。  

以上から、LME 割れは過大な入熱により生じることが明らかとなり、またその抑

制方法としては、継手表面の温度上昇の抑制が有効であることを示した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-2) 複合荷重試験での高張力鋼板抵抗スポット溶接重ね継手強度  

 日本工業規格 (JIS)では抵抗スポット溶接継手の強度評価法として引張せん断試験

(JIS Z 3136)，十字引張試験(JIS Z 3137)が最も汎用な手法として規定されている。実環

境では、車体各部位には引張せん断荷重と十字引張荷重が複合した斜め方向の荷重が

作用する。そこで、継手強度の荷重角度依存性を調べることにした。  

 供試材料には高張力鋼板 HT590（引張強さ 590MPa 板厚 1.0mm、1.6mm）、SPC780

（引張強さ 780MPa 板厚 1.6mm）および軟鋼板 SPHC（引張強さ 312MPa 板厚 1.6mm

）を用いた。作製した引張試験片を図 3-2.2.12-7 に示す複合荷重試験用の治具に取り

付け、荷重角度を変えて複合荷重試験を行った。なお、試験片は板幅 50mm、板長

150mm の鋼板の端から 50mm 位置を折り曲げてコの字形にした鋼板を背中合わせにし

て中央を抵抗スポット溶接して作成した。複合荷重試験における荷重角度を θ1、重ね

た 2 枚の鋼板の開き角度を θ5 と定義する。開き角度 θ5 を測定した結果、どの試験片

においても荷重角度 θ1 が大きくなるにつれて開き角度が小さくなる傾向が見られた。  

次に、荷重角度 θ1 の複合荷重試験における最大荷重負荷時の試験片のマクロ力学モ

デルを図 3-2.2.12-8 に示す。破断箇所に相当する部材 BF に生じる力を SBF とすると、

継手強度 PAll は式(1)で与えられる。式(1)より、複合荷重下における継手強度 PAll は荷

重角度 θ1 と開き角度 θ5 によって求められる。  

 

図 3-2.2.12-6 LME 割れに及ぼす加圧力の影響  
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    (1) 

 

荷重 PAll 並びに 2 枚の鋼板の開き角度 θ5

を測定し、式(1)に代入すると、部材 BF に

生じる荷重 SBF を求めることができる。力

学モデルでは部材 BF にかかる荷重 SBF が

ある一定値に達すると継手が破断し、SBF

が荷重角度に因らずほぼ一定値となること

を前提としている。図 3-2.2.12-9 に示すよ

うに、板厚 1.0 mm の HT590 および板厚

1.6 mm の軟鋼 SPHC での実験では SBF はほ

ぼ一定値を示していることから上記の前提

を支持している。一方、板厚 1.6mm の HT590 および SPC780 に関しては、荷重角度

θ1 が 75°から 0°に移行するにつれて SBF が減少する傾向が見られた。これは荷重角度

0°の方が面外変形が大きいことから、部材の曲げが継手強度に影響を与えているため

であると考えられ、荷重角度 0°側が SBF としては小さくなっていると考える。板厚が

厚く、母材強さが高い材料の継手強度を予測するためには継手方向に作用する荷重だ

けでなく、曲げを考慮した新たな力学モデルを構築する必要があることを示唆してい

る。  

本研究を通して、全ての試験片において荷重角度が 0°から 90°に移行する際に 30°

あたりで継手強度が一旦低下する荷重角度依存性を確認した。また、板厚が厚く、母

材強さが高い材料の継手強度はトラス構造の力学モデルで計算される内力では予測で

きなかった。よって、曲げの影響を考慮した新たな材料力学モデルを構築する必要が

ある。  

 

(a-3) 抵抗スポット溶接部たがね試験の数値解析モデルの構築  

たがね試験は、製造工程において抵抗スポット溶接部のナゲット寸法などを確認す

図 3-2.2.12-7 複合荷重試験用治具  図 3-2.2.12-8 複合荷重試験における最大
荷重負荷時の試験片のマクロ力学モデル 

図 3-2.2.12-9 荷重角度と部材 BF

にかかる荷重との関係 
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るため、国内の自動車メーカで広く利用されている。しかし、たがね試験によって抵

抗スポット溶接部にどのような変形や応力・ひずみ分布が生じるのかという基本的な

挙動が明らかではなく、試験・検査の位置付けが不明確なまま利用されているといえ

る。そこで本 FS 研究では、たがね試験を対象とした数値解析モデルを構築した。鋼

板の強度レベルを変化させ、同一条件でたがねを挿入した場合に抵抗スポット溶接部

に生じる応力・ひずみ分布について比較・考察を行った。  

製造工程で実施されるたがね試験を想定し、抵抗スポット溶接継手を作製し、たが

ね試験を実施した。抵抗スポット溶接継手の形状および寸法を図 3-2.2.12-10 に示す。

板長（L）100 mm、板幅（W）30 mm、板厚（t）1.0 mm の鋼板 2 枚を 2 点で抵抗スポ

ット溶接した継手である。鋼材は、引張強さ 270 MPa 級鋼(SPC270)、590 MPa 級鋼

(SPC590)、980 MPa 級鋼(SPC980)の 3 種類を用いた。抵抗スポット溶接により形成す

るナゲット径のねらいは、 および 、すなわち 3 mm および 4 mm とした。  

たがねの挿入量と鋼板間の開口量の関係を図 3-2.2.12-11 に示す。グラフの凡例は、

（鋼板強度）-（狙いナゲット径）-（2 体の継手 A、B）を示す。母材強度が低く、た

がねの挿入量が多いほど開口量が大きくなっていることがわかる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-10 抵抗スポット
溶接継手の形状および寸法  

図 3-2.2.12-11 たがね挿入量
と鋼板開口量の関係  

図 3-2.2.12-12 たがね試験時の変形挙動の数値解析結果（SPC270 の例）  
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次にたがね試験を模擬した数値解析モデルを構築した。ここでは、一例として、

SPC270 の継手のたがね試験時の変形挙動の数値解析結果を図 3-2.2.12-12 に示す。た

がねの挿入量が 0 mm（初期状態）、5 mm、10 mm、12 mm（ナゲット下端）、および、

たがね引き抜き後の継手形状を示している。コンター表示した分布は継手の板厚方向

の変位量であり、たがねの挿入によって板が張り出すと負の値の変位が生じる。  

たがね試験時の鋼板の開口挙動を図 3-2.2.12-13 に示す。たがね挿入位置、すなわち

、2 点の抵抗スポット溶接部の中間における鋼板間の間隙の変化量を示す。挿入開始

からナゲット下端（挿入量 12 mm）に達するまでは、鋼板とたがねが常に接触してい

るため、たがねのテーパに応じた強制的な変位による開口が生じると考えられ、鋼板

の強度レベルによらずほぼ等しい開口量が生じている。  

たがねの挿入量が 12 mm に達した後、引抜きを開始すると、鋼板の開口量が減少に

転じる。このときの傾きは、その直前までの傾きとは正負が逆転しており、たがねの

テーパ部分に接触しながら閉口が進んでいるものと考えられる。そして、引抜き途中

のある段階で鋼板とたがねとの接触が解消され、引抜き後も残留する開口量となるこ

とが分かる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-13 の右端には、たがね試験(実験)において 12 mm 挿入後に引き抜いた場合

の開口量の測定結果を示している。なお、図 3-2.2.12-11 に示した実験結果は、たがねを

図 3-2.2.12-13 たがね試験時の鋼板の開口量の履歴  

図 3-2.2.12-14 たがね挿入時の板厚方向応力 σz/引張強さ σT の分布（挿入量 12 mm）  
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一定量挿入して引き抜いた場合に残留する開口量であり、図 3-2.2.12-13 に示した数値解

析結果の履歴とは対応しない。今後、挿入量を変化させた条件で数値解析を行い、残留す

る開口量を評価する必要がある。  

たがねの挿入量が 12 mm の段階での応力分布を図 3-2.2.12-14 に示す。ここでは、

板厚方向の応力成分を鋼板の引張強さで正規化した値（σz/σT）を示している。図は数

値解析モデルの対称面から見た状態であり、ナゲット部の板厚方向の中央断面に相当

する。45°位置の値がやや大きい傾向はあるが、ナゲット部外周に沿って高応力域が

広く分布している。  

たがね試験を対象とした数値解析モデルに関しては、実験条件および結果をふまえ

た詳細化が必要な部分は残るものの、基本的な手法としては構築することができた。

さらに、構築した数値解析手法を用いて、鋼板の強度レベルを変化させ、同一条件で

たがねを挿入した場合に抵抗スポット溶接部に生じる応力・ひずみ分布を明らかにし

た。現時点では強度レベルの影響を相対的に比較したことに留まるが、このような基

本的な情報すらも、従来明らかにされておらず、本 FS 研究で構築した手法を引き続

き発展させて、たがね試験の位置付けを力学的な観点から明確にすることにつなげる

ことができると考えられる。  

 

(b) 鉄－アルミの接合技術の開発  

(b-1) SPR による鉄－アルミ接合  

自動車車体の軽量化に向けて高張力鋼板やアルミニウム材の適用が拡大している。

一般的な鋼板同士の接合には抵抗スポット溶接が用いられているが、鋼板とアルミニ

ウム材の融点は異なるために溶接が難しく、機械的接合であるセルフピアスリベッテ

ィング(SPR)が用いられている。SPR では材料の板厚、延性、組合せによって接合性

が異なる。本 FS 研究では、SPR アルミニウム鋳物と高張力鋼板の接合性を調査した

。ダイ形状とリベットの影響を調査するとともに、接合できた条件では接合強度を評

価した。  

アルミニウム鋳物-高張力鋼板の SPR プロセスを図 3-2.2.12-15 に示す。SPR では、

押し込まれたリベットが上板を貫通したのちに下板内部で広がり、引っ掛かりである

インターロック Δx を形成して板材を接合する。図 3-2.2.12-15 (a) に示す上板：高張

力鋼板、下板：アルミニウム鋳物の組合せでは、硬い鋼板を貫通した後に厚いアルミ

ニウム鋳物内で破断を生じずにインターロックを形成する。一方、上板をアルミ鋳物

にした組合せでは、図 3-2.2.12-15(b) に示すように軟質で厚い上板をリベットで貫通

させて薄い鋼板内でインターロックを形成する。  
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アルミニウム鋳物 AC-T5 は、公称板厚が t=3mm と 4mm であり、鋼板は 1.6mm 厚

さの 590MPa 級である。引張試験により求めた板材の機械的特性を表 2.7.13-4 に示す

。接合条件を図 3-2.2.12-16 に示す。リベット長さ L と硬さ h を変化させて上板の貫通

を行った。また、ダイ径 D とダイ深さ H を変化させて材料流動を制御した。リベッ

トはリベットと上板の上面が一致するまで 80mm/s で押し込んだ。  

L =5mm、h =490HV における高張力鋼板-アルミニウム鋳物の接合性に及ぼすダイ形

状の影響を図 3-2.2.12-17(a)に示す。t =3mm と 4mm のいずれも浅いダイでは上板を貫

通できず、深くすると延性の低いアルミニウム鋳物の下板下面においてクラックが生

じており、接合できていない。次に上板を貫通し、下板の変形を減らすために硬いリ

ベットを用いた h=520HV、L =5mm における接合性を図 3-2.2.12-17(b)に示す。硬いリ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-15 アルミニウム鋳物と高張力鋼板の SPR プロセス  

(a) 上板:高張力鋼板、下板:アルミ鋳物 (b) 上板:アルミ鋳物、下板:高張力鋼板 

表 3-2.2.12-4 接合板材の機械的性質 

 

図 3-2.2.12-16 接合条件  

図 3-2.2.12-17 高張力鋼板(上板)-アルミ鋳物(下板)の接合性に及ぼすダイ形状の影響  

(a) L=5mm、h=490HV (b) L=5mm、h=520HV 

(1) t=3 mm         (2) t=4 mm (1) t=3 mm         (2) t=4 mm 
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ベットを用いても上板が貫通できなかったが

、下板内でリベット先端が広がり、上下板間

にインターロックが形成されて接合している。  

接合できた高張力鋼板 -アルミニウム鋳物

における接合荷重を図 3-2.2.12-18 に示す。t 

=3mm の引張せん断強さ (TSS)と十字引張強

さ(CTS)はそれぞれ 6.7kN と 1.9kN であり、

十字引張では下板のたわみにより引抜けが早

期に生じたために低下した。t =4mm では下

板のたわみが減少して、TSS と CTS はそれ

ぞれ 7.9kN と 4.7kN に増加した。  

次に、アルミニウム鋳物(上板)-高張力鋼板(下板)の接合性を調査した。L=6.5mm、

h=490HV におけるアルミ鋳物 -高張力鋼板の接合性に及ぼすダイ形状の影響を図 3-

2.2.12-19(a)に示す。t=3mm では、ダイ直径が大きく、ダイ深さが小さい範囲で接合し

ており、その他では下板が破断している。t=4mm ではリベットが上板を貫通できず分

離、もしくは、下板の破断が生じて接合できなかった。t=4mm では上板が貫通できな

かった条件が多かったためにリベットを長くした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

L=7.5mm、490HV における接合性に及ぼすダ

イ形状の影響を図 3-2.2.12-19(b)に示す。長い

リベットにより t=3mm では H=1.5mm で接合が

でき、t=4mm では D=8、9mm、H=1.5mm にお

いて上板を貫通し 52 μm のインターロックを

形成して接合できており、本条件では t=3mm

と 4mm のいずれも接合できる。  

アルミニウム鋳物-高張力鋼板における接合

図 3-2.2.12-18 高張力鋼板 (上板)/

アルミ鋳物 (下板 )の SPR 継手の
TTS と CTS  (D=11mm 、
H=0.5mm、L=5.0mm、h=520HV) 

図 3-2.2.12-19 アルミ鋳物(上板)-高張力鋼板(下板)の接合性に及ぼすダイ形状の影響  

(a) L=6.5mm、h=490HV (b) L=7.5mm、h=490HV 

図 3-2.2.12-20 アルミ鋳物(上板)/

高張力鋼板 (下板 )の SPR 継手の
TTS と CTS  (D=9mm ，
H=1.5mm，L=7.5mm，h=490HV) 

(1) t=3 mm         (2) t=4 mm (1) t=3 mm         (2) t=4 mm 
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荷重を図 3-2.2.12-20 に示す。t =3mm では、リベットが下板深くまで進入しており、

引張せん断荷重と十字引張荷重はそれぞれ 9.0kN と 4.1kN であった。t =4mm では、

インターロックが小さいためにそれぞれ 7.1kN と 2.5kN に低下した。  

以上をまとめると、上板:高張力鋼板-下板:アルミ鋳物では、浅いダイと硬いリベッ

トを用いることで下板破断を抑制するとともに上下板間のインターロックを形成して

接合できた。一方、上板 :アルミ鋳物-下板:高張力鋼板では、長いリベットにより厚い

上板を貫通させて 3mm から 4mm 厚さの上板を同じ条件で接合できた。  

 

(b-2) 抵抗スポット溶接による鉄－アルミ接合  

鉄－アルミの抵抗スポット溶接では材種と板厚を絞り込み、ナゲット径と接合界面

の金属間化合物の種類・分布に及ぼす影響を明らかにする。鉄－アルミの板組に対し

て、抵抗スポット溶接条件（溶接電流・加圧力）を変えて接合実験を行うとともに、

ナゲット径と溶接条件の関係を明らかにする。接合継手を対象にした金属間化合物

(IMC)の形成現象を検討するとともに、鉄－アルミ接合の IMC に着目した金属組織の

解析を行い、接合箇所の信頼性評価を行う。以上に基づき、マルチマテリアル構造設

計技術(CAE)開発に繋がる知見を得る。  

接合対象材料として、合金化溶融亜鉛めっき鋼板 GA590（以下 GA 鋼）と時効硬化

型アルミニウム合金（以下 A6061）を用いた。後述の評価方法に対応させて、供試材

寸法を、引張せん断試験用：1.2mmt ×100mml × 30mmw、十字引張試験用：1.2mmt 

×100mml × 50mmw、断面観察用：1.2mmt × 50mml × 50mmw とした。図 3-2.2.12-21 に示

すとおり、スポット溶接には電極径 25mm または 40mm のラジアス型、そして電極径

40mm のドームラジアス型の計 3 種類の Cr-Cu 系電極を用いた。以下、それぞれを

R25 電極、R40 電極、および DR 電極と呼称する。溶接時に下側に配置する Al 合金板

は、表面を事前にワイヤブラシで磨き、20 秒経過してから鋼を上側に配置し、電流値

（12–20kA）および加圧力（4.5–5.5kN）を変化させて溶接を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-21 実験に使用した溶接電極形状  

 

各種溶接条件で作製した接合体の強度評価には引張せん断試験ならびに十字引張試

験を実施し、引張せん断強さ（TSS：Tensile Shear Strength）と十字引張強さ（CTS：

Cross Tension Strength）を求めた。これは自動車車体における一般的な強度評価手法

である。図 3-2.2.12-22 に各強度評価に用いた試験片形状と寸法を示す。  
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(a) 引張せん断試験          (b) 十字引張試験  

 

図 3-2.2.12-22 各強度評価手法における試験片形状および寸法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 引張せん断強さ        (b) 十字引張強さ  

 

図 3-2.2.12-23 各種電極を用いたスポット溶接継手の強度と電流値の関係  

 

図 3-2.2.12-23 に加圧力 5.0kN における電流値と TSS 並びに CTS との関係を示す。

TSS および CTS のいずれにおいても、R40 電極に比べて R25 電極では高い強度が得

られた。  

次に接合部の断面観察を行った。各電極を用いて作製した継手断面マクロ写真を図

3-2.2.12-24 に示す。各継手のアルミ側にスポット溶接時に形成される最大溶融部分

（ナゲット）が確認できる。ナゲット径と残存したアルミ板の厚さは、条件に応じて

変化している。図 3-2.2.12-24 から求めたナゲット径と Al 合金板残厚と溶接電流値の

関係を図 3-2.2.12-25 に示す。すべての電極形状で、電流値の増加とともにナゲット径

が拡大し、アルミ側が凹み、残厚が減少する様子が確認された。特に、高い電流値の

パラメータ範囲では、R40 電極、R25 電極、DR 電極の順に残厚が小さくなっており

、DR 電極においてその変化が著しいことがわかった。  
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図 3-2.2.12-24 抵抗スポット溶接部のマクロ組織に及ぼす電極形状と電流値の影響  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) ナゲット径        (b) Al 合金残厚  

図 3-2.2.12-25 各電極における溶接電流と継手形態の関係  

 

スポット溶接継手のナゲット中心部およびナゲット端部に形成される反応層を図 3-

2.2.12-26 に示す。ナゲット中央部において、反応層は鋼側から FeAl2、Fe2Al5、FeAl3

の三つの Fe-Al 系金属間化合物から構成されている。一方、ナゲット周辺部に着目す

ると、母材からナゲット端部に向かって、GA 鋼表面に元々存在する Fe-Zn 系めっき

層が、Fe-Al 系化合物に置換するように新たな反応層が形成される様子が認められた

。この結果は、ナゲット端部において確認された厚い反応層が、元々存在するめっき

層の残留挙動に由来することを示すものと推定される。  

以上をまとめると、抵抗スポット溶接の溶接電流や加圧力、電極形状などの溶接条

件が界面構造の形成に大きく影響を及ぼし、その結果、継手強度を支配することが推

察できた。  
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(a) スポット溶接継手（R40 継手-12kA）断面  

(b) ナゲット中央部の IMC 構造（領域 b）  

(c) ナゲット端部から母材に至る反応層の変化（領域 c） 

 図 3-2.2.12-26 抵抗スポット溶接部の界面構造  

 

 

(c) 接合部検査装置の開発  

本 FS では装置仕様策定に向けて、抵抗スポット溶接と接着接合を対象として、超

音波検査手法、赤外線サーモグラフィー法、磁気検出法を取りあげ、現行の接合部検

査手法の検査精度を調査することにした。  

非破壊検査の研究を行っている 2 大学（東北大、神戸大）を再委託先とし、2 検査

会社（東芝電力検査サービス、日本高圧電気）の協力を得て、ISMA 本部から標準接

合試験片を各機関に送付し、ラウンドロビンテストの形で、抵抗スポット溶接のナゲ

ット径、接着部の充填率を計測し、それぞれの非破壊検査法の特徴と検出精度を明ら

かにすることを目的とした。  

[標準接合試験片] 

 図 3-2.2.12-27 に ISMA 本部で調達した抵抗スポット溶接の標準接合試験片の形状・

寸法を示す。標準接合試験片はひとつの板組に対して、抵抗スポット溶接では電流や

加圧力などの溶接条件を 5 通りにして、溶融しないで密着した試験片を含め、ナゲッ

ト径を変えたものを作製した。図 3-2.2.12-28 に接着の標準接合試験片を示す。接着で

は接着剤の充填幅を 5mm と 10mm にした試験片を作製した。ラウンドロビンテスト



   

3-2.2.12-21 

 

時には、各機関ではナゲット径や接着剤の充填幅は未知であり、4 機関の試験･検査が

終了後、試験片を解体した。そして、実測値と計測値を比較することで、検出精度の

差異を明らかにした。  

試験片の板組を表 3-2.2.12-5 に示す。標準接合試験片はそれぞれ板厚が同じの鋼板

2 枚組とアルミ 2 枚組を作製した。その目的は材種や板厚によって検出精度に差異が

現れるかを調べることである。また、鋼板の場合、亜鉛メッキ (GA 材)の有無が検出

精度に影響するかを調べた。また、接着工程では接着剤を塗布し、接着を行うが、検

査のタイミングとして、接着剤の硬化処理の前後があり、硬化ありと硬化なしの 2 種

類を作製した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-27 抵抗スポット溶接の標準接合試験片  

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-28 接着の標準接合試験片  

 

 

表 3-2.2.12-5 標準接合試験片に使用した材料の種類と板厚、接合方法  

 

 

 

 

 

 

 

 

接合方法 

鋼板 2 枚組（同種同厚） アルミ 2 枚組（同種同厚） 

270/0.7mm 厚 
×2枚 

270/0.65mm 厚 
×2枚 

980/1.6mm 厚 
×2枚 5052/1.2mm 厚 

×2 
5052/2.0mm 厚 

×2 
メッキ有 メッキ無 メッキ有 メッキ無 

抵抗スポット溶接 R-1-1〜5 R-2-1〜5 R-3-1〜5 R-4-1〜5 R-5-1〜5 R-6-1〜5 

接着 
硬化なし AN-1-1, 2 AN-2-1, 2 AN-3-1, 2 AN-4-1, 2 AN-5-1, 2 AN-6-1, 2 

硬化あり AA-1-1, 2 AA-2-1, 2 AA-3-1, 2 AA-4-1, 2 AA-5-1, 2 AA-6-1, 2 
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[非破壊試験方法] 

① 超音波探傷試験  

①-1 探触子小型化による点音源入射  

図 3-2.2.12-29 に縦波と横波の伝搬モード模式図を示す。また図 3-2.2.12-30 に工業

的横波計測法として利用されている、超音波探傷の標準的横波斜角入射法と横波垂直

法を模式的に示す。横波は不連続界面の検出能が高いことから、一般部材の超音波探

傷において、横波斜角法が標準手法として広範に利用されている。しかし、本 FS 研

究で評価するスポット溶接部は、薄板の局所接合部であり、横波が標準的に利用され

る斜角計測は使えない。横波を垂直入射するためには、図 3-2.2.12-30 に示すような横

波振動する素子から成る特殊な探触子を用い、かつ粘度の高い横波接触媒質が計測に

は不可欠であるが、接触の安定に長時間を要し工業的には利用されない。このためス

ポット溶接の接合評価には、縦波のみが利用されてきた。  

一方、横波を垂直入射する手法として、点音源縦波の入射が知られている。最も典

型的な点音源入射は、レーザー超音波計測であり、レーザーを局所的に照射しその熱

による弾性膨張あるいはアブレーションにより発生する弾性波 (超音波)を利用した計

測法である。東北大で保有する光弾性超音波可視化法で、レーザー超音波のガラス試

験体への入射挙動を可視化した結果を図 3-2.2.12-31 に示す。点音源入射した縦波は、

円筒状に伝搬するが、点音源縦波は入射時にモード変換横波を発生し、縦波に遅れて

同心円状に伝搬する様子が観察できる。さらにガラス試験体表面を伝搬する表面波や

、表面部を伝搬する縦波のモード変換波に由来するヘッドウェーブも観察される。光

弾性法による超音波の輝度は、縦波より横波の方が明るく表示されるものの、発生す

る横波振幅は縦波と比べ十分大きな振幅を持つことが分かる。  

一般的工業用途への応用において点音源による伝搬波は、振動面が小さく低エネル

ギーで、かつ図 3-2.2.12-31 のように 3 次元的に球面波として伝搬するので、伝搬距離

に依存して拡散減衰も大きい。しかしスポット溶接評価への適用を考えると、最大数

mm 程度の薄板接合部位の評価であることから、拡散による影響は大きな問題にはな

らない。しかし工業的に利用できる点音源として、レーザー超音波は一般的手法では

無いので、探触子小型化による点音源入射の可能性を検討した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-29 超音波の縦波と横波   図 3-2.2.12-30 横波の既存の工業利用例  
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図 3-2.2.12-31 レーザー超音波の送信音場可視化画像  

 

 探触子のサイズ（φ20mm、φ5.3mm）と周波数（2MHz、5MHz）を変えたときの横

波モード変換波の発生挙動について、板厚 20mm の裏面反射エコー挙動で調べた結果

を図 3-2.2.12-32 に示す。横波モード変換波は、物理的に入射縦波の入射角度で決まる

ので、探触子を小型化する程、また入射超音波周波数が低い程、モード変換横波振幅

は大きくなる。しかし、スポット溶接部の接合評価においては、溶融したナゲット周

辺部にある接合界面の密着部の分解能が求められ、波長が長い周波数が低い超音波は

接合界面反射エコーの計測分解能が低下する。図 3-2.2.12-33 に 5MHz と 10MHz での

反射エコーを比較して示す。以上より、本研究では、計測の分解能を得るに不可欠の

周波数として 10MHz を選択し、点音源探触子として小口径の探触子試作によりモー

ド変換横波が効率良く発生するかどうかを確認した。図 3-2.2.12-34 に試作した φ3mm

の縦波探触子の外観写真を示す。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-32 周波数と素子サイズによる横波モード変換波の発生能  
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図 3-2.2.12-33 適用周波数と計測分解能（5MHz,10MHz 探触子）  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-34 試作 φ3mm-10MHz 探触子  

 

①-2 3 次元超音波検査装置  

東芝電力検査サービスでは、3 次元超音波検査装置 MatrixeyeLT を開発しており、

自動車部品（スポット溶接等）、航空機部品（CFRP 等部品）や鋼材（溶接部、母材

等）の検査への適用を行っている。  

MatrixeyeLT は、アレイプローブを用いて収集した超音波エコーデータに独自に開

発した 3 次元開口合成（3D-SAFT:Synthetic Aperture Focusing Technique）手法を用いる

ことで高精度の 3 次元画像を表示できることを特長としている。抵抗スポット溶接検

査には、図 3-2.2.12-35 に示すマトリックスアレイプローブ（周波数 15MHz、画像化

範囲 12mm x 12mm、素子配列 8 x 8）を使用している。同プローブを、ジェル状のカ

ップラントを介して溶接部表面に密着させることで、機械走査を行わずに溶接部の

3D 画像を計測することができる。この 3D-SAFT は、数百から数万点もの多数の送受

信パターンで得られた超音波エコーデータを開口合成処理することによって、高解像

で高感度の 3 次元画像が得られる手法である。  

開口合成処理の原理を説明する。図 3-2.2.12-36 において、マトリックス状に配置さ

① LL裏面エコー
①‘ 〃多重エコー

試作10㎒探触子
・SN比良い
・空間分解能良い （2波以上）

・明確な横波未確認

試作5㎒探触子
・SN比の悪化
・空間分解能悪い
（3波以上）

・明確な横波？

①

①

①'

①'

① B1の拡大図

① B1の拡大図
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れた各圧電素子は、各々、溶接部の全面に渡る指向性を有した超音波ビームを送信す

る設計としている。そのため、選択された 1 素子から送信された超音波は、溶接部内

の全領域に照射され、全領域からの反射波を、マトリックス配置された全ての素子で

受信することができる。この送受信を電子的に切り替えることにより、最多で 64 個

（8×8 個）の全組み合わせ 4096 点（64×64=4096）の反射波を瞬時に収集することが

できる。画像化は、収集した多数の反射信号を、送受信対の圧電振動子位置に応じて

、同一反射源からのエコーがその反射源の位置に重なるように、3 次元画像化範囲内

の全ての画像化メッシュに対して加算処理され、この画像合成処理により溶接部の

3D 画像を精細に生成することができる。この開口合成処理による水平方向の解像度

ΔX は、超音波の半波長の X 方向への射影成分になり、以下の近似式で表すことがで

きる。  

ΔＸ ≒ (λ/2) × (d/λ) ＝  d/2 （ｄは素子の直径）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接着材の検査では、図 3-2.2.12-37 に示すように、リニアアレイプローブ（10MHz、

64 チャンネル）を使用し、開口合成（SAFT）により合成された断面画像をプローブ

の機械走査方向に配列した 3D 画像に基づき検査を行った。具体的には、ワイヤエン

コーダを用いて、リニアアレイローブを機械的に走査する際に一定ピッチ毎に合成し

た断面画像を収集して 3D 画像として統合し、表示・保存した。その後、オフライン

解析ソフトにより、保存した 3D 画像データを解析して接着部の画像を切り出して表

示、計測した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-37 リニアアレイプローブによる検査概念  

図 3-2.2.12-35 開口合成処理の原理 図 3-2.2.12-36 抵抗スポット溶接検査用
の Matrix-array プローブ  
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② 赤外線サーモグラフィ法  

赤外線サーモグラフィによる接合部評価の原理を図 3-2.2.12-38 に示す。パルス加熱

を行う加熱面と計測面が同じ場合を反射型、パルス加熱を行う加熱面と計測面が反対

の場合を透過型と呼ぶ。反射型の場合には加熱された加熱側の板から内部に面外方向

の熱伝導が生じるが、接合部では熱が伝わりやすいため、加熱面には接合部を中心と

して局所的低温領域が形成される。透過型の場合には逆に計測側表面に局所的高温領

域が形成される。赤外線サーモグラフィで計測された、このような局所的温度変化領

域の形状・寸法を評価することで接合部の寸法の評価を行う。  

パルス加熱装置としては、商業写真撮影用のキセノンフラッシュランプを用いた。

出力 3200J のフラッシュランプを 4 灯用いることで均質な加熱を行った。赤外線サー

モグラフィでは、パルス加熱後短時間の温度変動分布を計測するため、表 3-2.2.12-6

に示す量子型赤外線アレイセンサを搭載した機種を用いた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-38 赤外線サーモグラフィ法に  

よる接合部評価  

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 赤外線画像           (b) ラインプロファイル  

図 3-2.2.12-39 パルス加熱後の赤外線画像およびそのラインプロファイル  

 

スポット溶接された試験片にパルス熱負荷を与えたとき加熱面側には、図 3-2.2.12-

39(a)に示すような接合部を中心に低温領域が現れる温度分布が形成される。この場合

に図中の破線上における温度分布（ラインプロファイル）は、図 3-2.2.12-39(b)に示す

ようになるので、ラインプロファイルの特徴をもとに接合部の寸法を評価することを

表 3-2.2.12-6 赤外線カメラの仕様  
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考える。通常よく用いられる手法として半値幅法があるが、半値幅法を本手法に適用

する場合には、赤外線強度分布曲線を取得する最適時刻が対象物の板厚により異なる

という問題点がある。すなわち、薄板に対する最適時刻は加熱直後であり面内熱拡散

の影響が比較的小さいのに対して、厚板の場合には最適時刻は遅くなり面内熱拡散の

影響が大きくなる。このため、従来の半値幅法では、接合部の寸法が正しく求められ

なかった。そこで、先行研究においては、板厚に応じてパルス加熱後の温度プロファ

イル取得時刻を変えた上で、半値幅法にかわる以下のような寸法評価法を提案した。  

(1)温度プロファイルの温度低下部に接線を引く。  

(2)半値幅にかわる方法として，赤外線強度比 R を用いる。  

(3)最適な赤外線強度比  R = A/B を板厚ごとに決める。  

(4)赤外線強度比 R の位置に引いた直線が左右の接線に切り取られる長さをナゲッ

ト径とする。  

 先行研究において行った実験的検討においては、面内熱拡散の影響が小さい板厚

1mm 以下の場合には R=1 とし、それ以外の板厚に対しては材料および板厚に応じて

最適値を数値解析により求めた。その結果、板厚の推定結果は図 3-2.2.12-40 に示すよ

うになり，接合試験片を切断して実測したナゲット径と高い相関が得られるものとな

った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-40 スポット溶接部のナゲット径推定結果（先行研究による）  

 

③ 磁気検出法  

本磁気検出法では、溶接部と母材部との磁気抵抗の差を検出するため、試験検査は

鋼板の抵抗スポット溶接を対象とする。図 3-2.2.12-41 に測定原理を示す。センサー

ヘッドは磁気を発生させる励磁コイルと発生した磁束を電気信号に変換し取得するコ

イルから成り、検出コイルは 16 個装備されている。磁束から電気信号への変換はフ

ァラデーの誘導起電力の法則により、誘導起電力波形を取得する。図 3-2.2.12-42 に示

すように、励磁コイルで発生させた磁力線は試験片に侵入し、そこで磁束の時間的変

化に応じて、起電力が発生する。材料の磁気抵抗が小さい (透磁率が大きい)場合、試

験片の内部の磁束は大きくなるため、起電力が大きくなる。一方、試験片は鋼板であ

り、導電性があるので、この起電力によって渦電流が生じる。導電性が大きくなると

、電流が多く流れ、電圧波形は低くなる。このような試験片の局部的な電気磁気性質
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の違いを磁気センサーで捉え、溶融ナゲット部、熱影響コロナボンド部、未接合部を

判別する方法である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-41 磁気検出法の測定原理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-42 電磁誘導による起電力と材料の磁気抵抗  

 

[ラウンドロビン結果] 

①超音波探傷試験  

鋼板同士の抵抗スポット溶接は、MatrixeyeLT に標準装備されたスポット溶接検査

用 UI(溶接部底面 Gate の画像で判断）で計測し、自動判定した結果を示している。図

3-2.2.12-43 に示す、980(超ハイテン材)/1.6mm（2 枚組）の検査結果例に示すように、

良好な計測結果が得られている。ここで、非破壊検出値が 0mm のケース（R3-1）は

、計測装置が約 2mm 以下を全て NG と判断し、強制的に 0mm と表示するためであり

、実際の誤差より大きめの値となっている。270(軟鋼)材で、非破壊検出値が 3mm 近

辺で（丸で囲った部分）に示すように、ハイテン材に比べ、軟鋼板で径が大きめに出

る傾向となった。  
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アルミ同士の抵抗スポット溶接は圧接部の影響が大きく、スポット溶接検査用の標

準 UI にすると、径が大きめに出る傾向が予備実験で確認したため、Matrixeye で計測

した 3D 合成画像データを、図 3-2.2.12-37 に示すオフライン解析ソフトを用いて、ナ

ゲット径を計測した。図 3-2.2.12-43 に示すように、全般的に良好な相関が得られた。

今後、アルミ同士の抵抗スポット溶接検査の実用化のためには、この中間  Gate 画像

による自動判定処理が可能な UI の開発が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-44 に、接着接合体の検査結果を示す。接着接合体は接着幅 5mm と

10mm を狙って作製しており、5mm 幅については実測値と非破壊検出値とは良好な相

関を示しているが、充填幅が大きい試験体では実測値よりも大きな検出値を示すもの

が一部見られた。  

以上、現状の超音波検査装置では、抵抗スポット溶接のナゲット径については

±1mm 以内の精度で検査を実施できることが明らかになった。一方、接着剤充填幅に

ついては、±3mm 以内の精度で検査可能であることが示された。今後、車体設計に関

連して接合部の品質管理を行うことになるが、現状の超音波検査装置に組込むソフト

の改良だけでも検査精度を高めることができることが分かった。もとより、検査精度

を高めるためには、超音波プローブの圧電素子のサイズをより小さくしていくことが

有効になる。  

 

② 赤外線サーモグラフィ法  

本方法は簡便かつ高速に検査を行うことができるが、ラウンドロビンでは抵抗スポ

ット溶接部ナゲット寸法の計測においてはバラツキが大きく、データとしてまとめる

ことができなかった。一方、接着剤充填幅については、鋼板同士の接着接合体の計測

ができたので、図 3-2.2.12-45 に示す。図から±3mm 以内の精度で検出できることがわ

かる。  

赤外線サーモグラフィ計測の原理から、検査対象物表面の赤外線放射率は高く一定

であることが要求される。金属材料の場合、酸化した表面あるいは電着塗装表面など

図 3-2.2.12-44 接着接合体の充
填幅検査結果  

図 3-2.2.12-43 抵抗スポット溶接試験
体の検査結果  
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では放射率は向上するが、そのままでは放射率が低いため、放射率向上のためのつや

消し塗料の塗布が必要となる。標準接合試験片は、いずれも放射率が低く、そのまま

の状態では計測が不可能であったため、すべてつや消し黒色塗料を塗布してから計測

に供した。現場適用を考える場合、生産性を確保しながらも表面の放射率を確保でき

る手法を考案しなければならない。  

スポット溶接では溶着部であるナゲットの周囲に接触領域が存在する。熱伝導は接

触によっても起こるため、これがナゲット径の評価不可能あるいはナゲット径の過大

評価の原因となっている。接触面圧による熱伝導度の影響を付加したナゲット径評価

法の検討を行う必要があるが、接合部を介した熱伝導と接触熱伝導を区別するには、

高い計測精度で温度分布を求める必要があり、現実的には難しく、本手法を使用する

ためには大きな課題となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 磁気検出法  

本方法は、原理上、鋼板同士の抵抗スポット溶接に対して適用可能であり、ラウン

ドロビンテスト結果を図 3-2.2.12-46 に示す。図から、±0.7mm 程度の精度で検出でき

ているがわかる。ナゲット径実測値に対する相関係数は 0.96 以上あり、実測ナゲット

径と磁気式検出値には高い相関関係があると言える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-45 接着接合体の充填幅検査結
果  

図 3-2.2.12-46 鋼板同士の抵抗スポット溶接試験体の検査結果 



   

3-2.2.12-31 

 

課題② 異材接合継手の性能比較  

1．異材接合の試験片と試験方法  

1.1 材料組合せと接合プロセス  

異材接合においては、材料の組合せと接合プロセスによって継手性能が異なるので

、ユーザから見たとき選択基準が明確でない。そこで、組合せの材料を限定し、これ

らに対して様々な接合手法によって異材接合を行い、統一した試験方法により継手強

度と耐久性を調べることにした。本プロジェクトでは 2016 年度にアルミ/CFRTP、鋼

板/CFRTP の異材接合の継手性能について 4 種類の接合プロセスによる差異を調べた

。その後、この 2 年ほどの間に、国内の溶接機メーカや溶材メーカ、中立機関などに

よって、いくつかの新規接合プロセスが開発されており、従来技術も含めて継手性能

を比較することで、今後の実用化研究に資することを目的とした。ここでは、材料の

組合せをアルミ/鋼板、アルミ/CFRTP、鋼板/CFRTP とし、表 3-2.2.12-7 に示す下線付

きの接合プロセスによって作成された継手の性能を調べた。アルミ/鋼板の組合せに対

しては 13 種類の接合プロセス、アルミ/CFRTP の組合せでは 4 種類、鋼板/CFRTP の

組合せでは 5 種類の接合プロセスについて調査した。各接合プロセスによる接合実験

は企業 7、大学 6、中立研究機関 1 が行った。なお、接合設備・装置や接合条件、接

合前処理、接着剤、ろう材などの種類は指定していない。  

 

1.2 試験方法  

本調査における重ね異材接合の材料組合せと板厚を表 3-2.2.12-8 に示す。アルミ/鋼

板の接合継手は、引張せん断試験(JIS Z3136 または JIS K6850)並びに十字引張試験(JIS 

Z 3137)、引張せん断モードの疲労試験(JIS Z3138 または JIS K6864)を行った。アルミ

/CFRTP、鋼板/CFRTP の接合継手は、室温において引張せん断試験(ISO 19095-3)並び

に十字引張試験(JIS Z 3137)を行った。そして、恒温恒湿環境、高温環境、熱サイクル

環境、腐食環境に暴露し、引張せん断強度の時間的変化を調べ、耐久性を評価した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.2.12-7 異材接合継手の試験評価に用いた接合方法(下線付き) 

表 3-2.2.12-8 重ね異材接合の材料組合せと板厚  
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上記規格による試験片の板幅や試験片長さは板厚によって異なるが、本調査ではす

べて図 3-2.2.12-47 に示す試験片形状・寸法とした。なお、CFRTP 単体では JIS K7162-

2 1B 型試験片に加工し、引張試験を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-47 試験片形状と寸法  

 

2．異材接合の継手性能  

2.1 アルミ/鋼板の異材接合継手の静的強度と疲労強度  

2.1.1 引張せん断強さ(TSS)と十字引張強さ(CTS) 

アルミ/鋼板の異材接合には図 3-2.2.12-48 に示す 11 種類の接合プロセスを適用した

。図 3-2.2.12-49 に抵抗スポット溶接や FSSW など 9 種類の接合方法により接合された

引張せん断試験片の外観を示す。引張せん断試験並びに十字引張試験は、卓上型万能

試験機 5659(INSTRON 製)を用い、試験速度 5mm/min で実施した。各接合方法に対す

る試験片の本数(n 数)は 2 本とした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-48 アルミ/鋼板の異材接合に適用した接合プロセス  
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図 3-2.2.12-49 アルミ/鋼板の異材接合継手の引張せん断試験片  

 

アルミ /鋼板の異材接合継手の引張せん断強さ (TSS)と十字引張強さ (CTS)を図 3-

2.2.12-50 と図 3-2.2.12-51 に示す。適用した接合方法は 11 種類である。アルミ/鋼板の

異材接合の適用対象は、薄板を組合せたパネル部材と、超ハイテン鋼とアルミ板を組

合せた骨格部材を想定している。図 3-2.2.12-50 に示す材料組合せにはアルミ Al-Mg

系 5052-1.2mm 厚と冷間圧延鋼板 SPCC の合金化溶融亜鉛メッキ鋼板 GA 材-0.8mm 厚

を供試し、パネル部材とした。一方、図 3-2.2.12-51 に示す材料組合せには、アルミ

5052-2.0mm 厚と超ハイテン鋼 980DP の GA 材-1.4mm 厚を供試し、骨格部材とした。  

図中において接合強度レベルの判断基準として、TSS の JIS A 級の荷重ラインを示

した。ここでは、アルミと鋼板の異材接合継手を対象としており、国内外に対応する

試験規格がなく、「スポット溶接部の検査方法及び判定基準(JIS Z3140:2017)」を準用

した。JIS Z3140 では、鋼板同士またはアルミ同士の抵抗スポット溶接部を対象に、

溶接継手の引張せん断強さ(TSS)を A 級と B 級に分類している。JIS A 級は B 級より

も引張せん断荷重が大きく、溶接品質が高い。JIS Z3140 では母材の引張強度と板厚

に応じて、A 級及び B 級の引張せん断強さが定められている。ここでは、母材のアル

ミ板と鋼板について、それぞれの引張強度と試験片断面積(板厚×試験片幅)から母材の

破断荷重を求めた。すなわち、母材のアルミ板と鋼板の破断荷重が低い方を基準にし

て、JIS A 級の TSS を求めた。図 3-2.2.12-50 に示すパネル部材を想定した重ね継手に

おいて、抵抗スポット溶接、レーザろう付、FSSW、電磁圧接、ウェルドボンド、

SPR、クリンチング、レーザリベット、アークエレメントの 9 種類の接合方法の TSS

が JIS A 級以上の破断荷重となっている。超音波接合では接合装置の出力容量や形状･

寸法の関係で引張せん断試験片を作成できなかった。  

次に、図 3-2.2.12-51 に示す骨格部材を想定した重ね継手では、レーザろう付、

FSSW、ウェルドボンド、SPR、レーザリベット、アークエレメントの 6 種類の接合
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方法の TSS が JIS A 級をクリアしている。  

十字引張強さ(CTS)に関しては、パネル 2 枚組と骨格 2 枚組のいずれにおいても、

アークエレメント接合並びにレーザリベット接合による CTS が他の接合方法に比べて

圧倒的に高く、異材接合部を貫通するリベットやエレメントが剥離強度を大きくして

いることが分かる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-50 アルミ/鋼板の異材接合継手の引張せん断強さと十字引張強さ  

       （パネル 2 枚組  A5052_1.2mm/SPCC-GA_0.8mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-51 アルミ/鋼板の異材接合継手の引張せん断強さと十字引張強さ  

 （骨格 2 枚組  A5052_2.0mm/980DP-GA_1.4mm) 

 



   

3-2.2.12-35 

 

2.1.2 疲労試験結果  

 疲労試験は引張せん断モードとし、疲労試験機 EHF-EV101K1-020-1A(島津製作所製

)を用い、正弦波荷重、荷重比 R=(最小荷重)/(最大荷重)=0.05、10Hz で繰返し回数 106

サイクルまで実施し、P-N 線図を作成した。  

 ここでは、骨格部材を想定したアルミ 5052-2.0mm 厚と超ハイテン鋼 980DP_GA 材-

1.4mm 厚の異材重ね継手の疲労試験を図 3-2.2.12-52 に示す。いずれの接合方法も繰返

し回数とともに破断強度が低下し、106 サイクルで 1kN~3kN 程度となっている。  

現在、自動車車体はほぼ鉄鋼材料で構成されており、これまでに抵抗スポット溶接

による鋼板重ね継手の疲労試験が行われている。その疲労強度は鋼種や板厚、ナゲッ

ト径によって変化するが、ほぼ 1kN ~3kN の範囲にある。異材接合では、密度や弾性

率、引張強度など物性値が異なる母材が接合された異材継手であり、さらに接合方法

によって継手形状や接合部のミクロ組織が異なるため、今後、静的強度とともに疲労

強度の向上に向けて、異材接合の強度発現機構など基礎的な研究が求められる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-52 アルミ/鋼板-異材重ね継手の P-N 線図 

               (骨格 2 枚組  A5052_2.0mm/980DP-GA_1.4mm) 

 

2.2 金属/CFRTP の異材接合継手の試験結果  

2.2.1 引張せん断強さ(TSS)と十字引張強さ(CTS) 

金属/CFRTP の異材接合には図 3-2.2.12-53 に示す 6 種類の接合プロセスを適用した

。引張せん断試験並びに十字引張試験は、卓上型万能試験機 5659(INSTRON 製)を用

い、試験速度 5mm/min で実施した。各接合方法に対する試験片の本数(n 数)は 2 本と

した。  

金属 /CFRTP の異材接合継手の引張せん断強さ (TSS)と十字引張強さ (CTS)を図 3-

2.2.12-54 に示す。まず、アルミ/CFRTP の異材重ね継手においては、コアキシャル抵

抗スポット接合、FSSW、パンチングかしめ法の TSS が JIS A 級以上の破断荷重とな

っている。一方、鋼板/CFRTP の重ね継手では、接着プロセスとレーザ溶着の TSS が
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JIS A 級レベルを超えている。TSS で JIS A 級を満足していても十字引張強さ(CTS)は

1kN~2kN である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-53 金属/CFRTP の異材接合に適用した接合プロセス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-54 金属/CFRTP の異材接合継手の引張せん断強さと十字引張強さ  

     (アルミ 5052_1.2mm/CFRTP_3.0mm，鋼板 SPCC_1.2mm/CFRTP_3.0mm) 

 

2.2.2 環境暴露試験  

異材接合技術の課題として、母材の線膨張率と弾性率が起因する熱応力や熱変形が

ある。また、電気化学的性質(イオン化傾向)の差異によって、異材接触部に局部電池

が生じ、水分が付着したり、湿潤雰囲気中ではイオン化傾向の大きい物質が溶出する

ガルバニック腐食が生じる。CFRP や CFRTP は導電性のカーボンファイバー(CF)と絶
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縁体樹脂との複合材料であるが、金属との異材接合時には接合界面で CF と金属とが

接触する。そこで、金属/CFRTP の異材接合継手を対象に、表 3-2.2.12-9 に示す恒温恒

湿環境、高温環境、熱サイクル環境、腐食環境に暴露し、引張せん断強さ(TSS)の時

間的変化を調べ、耐久性を評価した。  

 

表 3-2.2.12-9 環境暴露の試験条件  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-55 に恒温恒湿環境における金属/CFRTP の重ね継手の TSS の時間的変化

を示す。本試験では温湿度試験機 ETAC HIFLEX FX410N(楠本化成製)を用いて、85℃-

85%RH の雰囲気中で引張せん断試験片を保持した。引張せん断強さの時間的変化を

調べるため、暴露日数 1 日、5 日、14 日、28 日のタイミングで試験片を取り出し、試

験評価した。試験本数(n 数)は 2 本とし、その平均値をプロットしている。図から鋼

板/CFRTP のレーザ溶着とアルミ/CFRTP のコアキシャル抵抗スポット接合で、時間経

過とともに TSS がやや低下する傾向を示している。そのほかの接合方法では、いずれ

も初期強さを維持していることが分かる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-55 恒温恒湿環境における金属/CFRTP の異材接合継手の引張せん断強さ  

     (アルミ 5052_1.2mm/CFRTP_3.0mm，鋼板 SPCC_1.2mm/CFRTP_3.0mm) 
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図 3-2.2.12-56 に高温環境における金属/CFRTP の重ね継手の TSS の時間的変化を示

す。本試験では定温恒温器 DKN302(ヤマト科学製)を用いて、85℃の雰囲気中で 28 日

間保持し、試験評価した。図から、いずれの接合方法についても TSS がほとんど変化

していないことが分かる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-56 高温保持環境における金属 /CFRTP の異材接合継手の引張せん断強さ  

     (アルミ 5052_1.2mm/CFRTP_3.0mm，鋼板 SPCC_1.2mm/CFRTP_3.0mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-57 熱サイクル環境における金属 /CFRTP の異材接合継手の引張せん断強さ  

     (アルミ 5052_1.2mm/CFRTP_3.0mm，鋼板 SPCC_1.2mm/CFRTP_3.0mm) 
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図 3-2.2.12-57 に熱サイクル環境における金属/CFRTP の重ね継手の TSS の時間的変

化を示す。本試験では冷熱衝撃試験機 TSA-203ES(エスペック製)を用いて、冷熱サイ

クルとして-40℃-30 分間と 100℃-30 分間を与え、250 サイクル、500 サイクル、1000

サイクルの負荷の後、試験評価した。図から、いずれの接合方法についても TSS がほ

とんど変化していないことが分かる。冷熱サイクル試験では、母材の線膨張率の違い

による接合界面での熱応力に起因する TSS の変化を期待していたが、本試験では試験

片を拘束しておらず、今後、異材接合が適用される部材想定を踏まえた拘束状態も含

めた試験方法を検討する必要がある。  

図 3-2.2.12-58 に塩水噴霧環境における金属/CFRTP の重ね継手の TSS の時間的変化

を示す。本試験では複合サイクル試験機 CCT-1(スガ試験機製)を用いて、次に示す

JASO M610-92 モードに従って、塩水噴霧→乾燥→湿潤の腐食環境に接合試験片を保

持した。暴露日数 1 日、5 日、14 日、28 日のタイミングで試験片を取り出し、試験評

価した。  

①塩水噴霧  

温度：35℃±1℃ 

塩水濃度：5±0.5%  

時間：2 時間   

②乾燥  

温度：60℃±1℃  

相対湿度：20-30％RH  

時間：4 時間   

③湿潤  

温度：23℃±1℃  

相対湿度：95%RH 以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-58 塩水噴霧環境における金属/CFRTP の異材接合継手の引張せん断強さ  

     (アルミ 5052_1.2mm/CFRTP_3.0mm，鋼板 SPCC_1.2mm/CFRTP_3.0mm) 
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図 3-2.2.12-58 から、アルミ/CFRTP のコアキシャル抵抗スポット接合以外は、いず

れの接合方法についても TSS は暴露日数とともに低下していることが分かる。引張せ

ん断試験後の試験片を観察すると、接合界面で破断している試験片では接合部側の金

属腐食が生じていることから、接合試験片の重ね部の隙間に塩水が浸入し、接合部が

劣化することが推察される。従って、試験片レベルでの接合部の密着度が耐久性を支

配していると考えられる。なお、接着による異材接合では、重ね部全面にわたって接

着剤が充填されているので、接合面は密着している。しかし、一般に接着部は湿潤雰

囲気で劣化するため、この場合、水分による劣化とガルバニック腐食が複合的に生じ

ているものと考えられる。  

従って、耐食性を確保するためには、実用的には異材接合部周辺をシールする必要

がある。  

 

3．まとめ  

アルミ/鋼板、アルミ/CFRTP、鋼板/CFRTP の異材重ね接合について、継手性能を調

べた結果を述べた。ここで示した数値データが、今後の接合方法の開発や改良を促進

し、接合品質が高い異材接合技術の実用化につながることを期待している。  

自動車車体には軟鋼やハイテン材、超ハイテン材などの鋼材、5000 系や 6000 系、

7000 系などのアルミ材が使用される。また、今回供試材とした CFRTP では、マトリ

ックスの種類もポリアミド PA6 や PA66、ポリプロピレン PP などがあり、併せて、カ

ーボンファイバー(CF)の径・長さや混入率によって材料特性が異なる。すなわち、異

材接合においては材料の組合せによって線膨張率や弾性率、融点、熱伝導率、密度、

腐食電位など物性値が異なるので、今後、これらの因子を含めた基盤的な研究を推進

することが必要である。  

 

課題③ 継手シミュレーションモデルの開発  

(a) 摩擦点接合(FSSW)継手モデル  

1．目的  

 本 FS 研究では、溶融亜鉛メッキ鋼板（GI 板）とアルミニウム合金板（A6061 板）

を摩擦攪拌点接合法（FSSW）で作製した薄板重ね継手を対象とし、数値シミュレー

ションベースの継手強度予測手法を構築することを目的とした。そこで、十字引張強

さおよび引張せん断強さの支配因子を主として実験・観察により明確にし、破壊モデ

ルを提案して継手強度・破断挙動の予測シミュレーションを行った。  

 

2．継手強度予測のための破壊モデルの提案  

GI 板と A6061 板の摩擦攪拌点接合継手に種々の負荷が作用した際の継手強度を予

測するために、マルチ破壊モデルを提案した。これは、I. アルミニウム合金内での延

性破壊モデルと、II. 界面での剥離破壊モデルを組合せたものであり、それぞれの破

壊条件を競合させることで継手の破壊位置・挙動とマクロ破壊強度を数値シミュレー

ションにより予測しようとするものである。本モデルは、材料の基本特性試験の結果

からモデルに含まれるパラメータを一義的に決定できることを目的に提案したもので
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あり、特性評価試験を提案しながらパラメータの決定を行った。  

アルミニウム合金の延性破壊モデルには、応力・ひずみ集中部からのせん断すべり

型の延性亀裂の発生を予測するために提案してきた「局所相当塑性歪一定条件」、ま

た、等軸ディンプルを伴う延性亀裂の進展を再現するために提案してきた、延性損傷

発展と損傷を含む材料の弾塑性応答を考慮した延性損傷数理モデルを適用した。この

ような延性破壊モデルの適用に必要な薄鋼板の材料特性を評価する手法として、図 3-

2.2.12-59 に示す微小引張試験を提案し、図 3-2.2.12-60 のように材料特性（延性特性

）を取得することができた。  

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-59 薄鋼板の延性特性取得のための微小試験片  

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 切欠き延性      (b) 延性の応力多軸度依存特性  

図 3-2.2.12-60 延性損傷シミュレーションに必要な A6061 薄板の延性特性  

 

 一方、界面剥離破壊モデルには、GI 板と A6061 板のマクロ界面（SEM レベルでの

IMC が存在しない接合領域での界面）の結合力モデルを適用した。界面の垂直方向（

n 方向）およびせん断方向（s、 t 方向）に線形弾性の結合力—分離挙動を示す結合力

要素を適用し、損傷発生基準に達すると節点間の結合が失われるようにモデル化した

。損傷発生は、面内垂直方向およびせん断方向の限界界面応力をそれぞれ tn,cr、ts,cr、

tt,cr として式(2)で表される最大応力基準を採用した。  
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                  (2) 

限界界面応力 tn,cr、 ts,cr および tt,cr を同定する特性評価試験片として、図 3-2.2.12-

61(a)に示すように標準破壊靭性試験片である C(T)試験片を模した試験片を作製して

用いることとした。これは、接合部外周部から切出した試片に別途加工した補助部材

を接着接合することで C(T)試験片とし、接合部と未接合部の境界を亀裂先端と見立て

た試験片である。このような破断試験に加えて、図 3-2.2.12-61(b)に示すように結合力

モデルを C(T)試験片の三次元弾塑性 FEM 解析モデルの界面に配して数値シミュレー
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ションを実施することで、実験結果との対応から限界界面応力を決定することした。

このような手法により、亀裂発生時における初期亀裂先端の局所開口応力

tn,cr=1060 MPa が、当該接合継手界面の局所限界垂直応力として同定することができた

。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-61 界面剥離限界局所応力の取得のための小型試験片（C(T)試験片）  

 

3．シミュレーションによる継手強度予測と実験結果との比較  

提案したマルチ破壊モデルに同定した材料パラメータを適用して、継手の十字引張

試験および引張せん断試験による破断挙動も含めた強度予測シミュレーションを行っ

た。なお、界面剥離破壊モデルでは、同定した局所限界垂直応力 tn,cr と限界せん断応

力（ts,cr、tt,cr）が同じと仮定した。  

十字引張試験のシミュレーションで得られた結果を別途実施した実験結果と比較し

て図 3-2.2.12-62 に示す。実験結果と同様に A6061 のプラグ破断ではなく界面での剥

離破断が先行して生じており、脆性的な破断を再現することができた。また、剥離破

断荷重は実験結果とほぼ同じであり、本シミュレーションにより十字引張強度を精度

よく予測できることが実証された。  

一方、引張せん断試験のシミュレーションでは、図 3-2.2.12-63 に示すように実験で

の破断荷重を大きく超える最大荷重を示した。また破断挙動を見ると、本シミュレー

ションでは実験で見られた界面破断支配型（GI 板引張側（Side A）の接合部縁での亀

裂発生・進展支配型）の破断挙動を再現できず、A6061 引張側（Side B）での接合部

縁から A6061 内への延性亀裂発生・進展が先行し、最終的にプラグ破断する結果とな

った。解析で得られた局所応力の分析から、十字引張試験片の接合部縁の界面では開

口（垂直）応力が支配的であるのに対し、引張せん断試験片では開口応力だけでなく

せん断応力成分の割合も大きく混合モード状態になっていることがわかった。すなわ

ち、引張せん断試験の破断挙動および破断強度を精度よく予測するためには、せん断

方向の局所限界応力（ ts,cr、 tt,cr）を取得し、さらには混合モード状態での破壊クライ

テリオンを明確にする必要性が示唆された。  

 

 

 

(a) 試験片作製要領 (b) FEM 解析モデル 

図 3 界面剥離限界局所応力の取得のための小型試験片（C(T)試験片） 
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図 3-2.2.12-62 十字引張試験       図 3-2.2.12-63 引張せん断試験  

 

4．まとめ  

 本研究では、溶融亜鉛メッキ鋼板（GI 板）とアルミニウム合金板（A6061 板）を摩

擦攪拌点接合法（FSSW）で作製した薄板重ね継手を対象とし、数値シミュレーショ

ンベースで継手の強度予測を可能とする破壊モデルを提案し、目的を達成できた。た

だし、引張せん断試験の破断挙動および破断強度を精度よく予測するためには、さら

なる破壊モデルの拡張の必要性が示唆された。  

 

(b) 接着継手モデル  

1．研究経緯と目的  

接着を用いた実構造の設計のためには接着部の強度評価が不可欠となる。従来の接

着の強度試験法として、重ね継手のはく離試験や引張せん断試験などが挙げられる。

しかし、これらの試験から得られるはく離強度やせん断強度は、大きなバラツキを持

ち、接着剤同士の相対評価となるとともに、はく離試験から得られるはく離強度（単

位長さあたりの限界荷重）を設計に直接適用するのは困難である。特に実構造におい

ては接着部において複雑な多軸応力状態が生じることが想定されるので、多軸応力下

における接着部の強度評価手法を見出すのが望ましい。  

そこで、本プロジェクトの先行研究として、多軸応力下における接着強度評価手法

の提案が行われた。端部応力集中を発生させず、かつ多軸応力状態を制御できる波型

接着面を持つ異材・同材円筒型試験片（図 3-2.2.12-64）を作製し、引張試験により接

着剤の破損則を同定した。荷重 ‐変位曲線から求められる比例限を接着部の破損の開

始点と定義し、同一の接着層厚みに対して、応力テンソルの第 1 不変量 I1 と偏差応力

テンソルの第 2 不変量 J2 から構成される破損則が得られた（図 3-2.2.12-65）。  

  
(a) 実験とシミュレーションの破断荷重の比較 (a) 実験とシミュレーションの破断荷重の比較 

   

  

(b) シミュレーションで得られた破断挙動 (b) シミュレーションで得られた破断挙動 

図 4 十字引張試験 図 5 引張せん断試験 
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図 3-2.2.12-64 波型接着面を持つ異材・同材円筒型試験片  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-65 破損関数の材料パラメータの同定  

 

しかし、得られた破損則に基づいた実用的な接着構造の設計指針については未だ十

分には確立していない。そこで、本研究ではマルチマテリアル接着構造設計に向けて

①多軸応力下での破損則に基づいた接着界面形状の最適化手法の構築と、実用的な塑

性加工後の接着構造部材への適用の検証として②実構造を想定した多段折曲げ平板接

着試験片の強度評価を目的とする。  

 

2. 多軸応力下での破損則に基づいた接着界面形状の最適化手法の構築  

 本項目においては、本研究の目的①である接着界面形状最適化問題の定式化を行い

、応力集中の生じない薄肉円筒突合せ型接着構造において、数値解析的に検討する。  

 接着層をもつマルチマテリアル連続体として、図 3-2.2.12-66 の力学モデルを考える

。ここで、A1, A2 は異種材料、B は接着層を表す。p は表面力で f は体積力である。こ

のとき、各材料 (m = A1, A2, B) の領域 Ωm と境界 Γm 上および Γ1, Γ2 上における境界値

問題の弱形式は、変位 u, 変位拘束を満たす任意のベクトル v に関して次式で表され

る。  
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( ) ( ) ( ) ( )
1 1 2 2A 1A A 2A B 1B 2B

, ( , ) , ( , ) , ( , ) ( , ) 0,a h a h a h h l U− + − + − − − =  u v u v u v u v u v u v u v v v
 (3) 

ここで、a(u, v)と h(u, v) は双 1 次形式を表し、l(v) は 1 次形式を表す。ベクトル v が

界面上で連続で、界面上の表面力がつり合うと仮定すると、式（3）の支配方程式は

次式のように簡便化される。  

( ) ( ) ( ) ( )
1 2A A B

, , , 0,a a a l U+ + − =  u v u v u v v v
          (4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-66 接着層をもつマルチマテリアル問題  

 

多軸応力下で接着部の強度評価を行うための関数として、従来の研究より得られた次

式の破損関数を用いる。  

2

0 2 1 1 2 1 3
f c J c I c I c= + + +                (5) 

   

ここで、I1 は応力テンソルの第 1 不変量、J2 は偏差応力テンソルの第 2 不変量である

。式(5)の破損関数 f は無負荷の状態で f < 0 であり、荷重が負荷されて f = 0 となると

きに破損が生じる。接着層内で応力は分布しているため、破損関数 f も接着層内で分

布している。より強度の高い構造を得るには、接着部に生じる破損関数 f の全体的な

値を下げつつ、分布の幅も抑える必要があると考えられる。そこで、本研究では、最

適化問題の目的関数として、次式のように破損関数の応力不変量の項の 2 乗和を用い

る。  

 

( )
B

B

B

2

3

B
Find : min , where

Ω
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Ω F F
d





− 

=





           (6) 

 

以上より、形状最適化問題は接着層領域 ΩB を設計対象として次式で表される。  
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( )
B

B

1 2

B B B

min ,

subject to Eq. (1) and

where

Ω

Ω

F I J

V V V dΩ= = 
             (7) 

 

次に、形状最適化解析のフローチャートを図 3-2.2.12-67 に示す。  

①  初期 FEM モデルを作成し、式（4）で表される境界値問題の弱形式を有限要素

法で解析する。  

②  得られた応力から式（6）の目的関数を計算  

③ 目的関数の変化率を用いて、収束判定  

④ 収束した場合はそのときの FEM モデルを最適形状とみなす。  

収束していない場合は、随伴方程式を FEM を用いて解析する。  

⑤ ①と④により得られた変位 u と随伴変数 v より、形状勾配関数 G を算出  

⑥  得られた形状勾配関数より、H1 勾配法のひとつである力法を用いて、形状更新

に用いる速度場を解析  

⑦ ⑥で得られた速度場 V を用いて、式(7)で表される体積制約を満たすように FEM

モデルの形状を更新  

 

以上の解析の流れを繰り返し、④の収束判定で収束するまで繰り返し計算を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-67 解析のフローチャート  

 

図 3-2.2.12-68 に本研究で用いた解析モデルである、薄肉円筒突合せ型接着構造の

FEM モデルを示す。一端を完全固定し、他端にトルク T と引張荷重 F を負荷して、

接着層に任意の組み合せ応力比 α の引張応力とせん断応力を生じさせる。このとき、

円筒の外半径を R、内半径を a、肉厚を t とすると次式が成り立つ。  

(3) 
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解析に用いた各材料の物性値を表 3-2.2.12-10 に示す。ここで、接着剤の物性値は、先

行研究で破損則の同定に用いられた市販の接着剤（HardlocTM: M-600-08, デンカ㈱）

の試験で得た値を用いている。  

破損関数の材料パラメータとして（i）接着層に強い接着剤の場合と（ ii）体積変化

を伴わないゆがみ変形に強い接着剤の場合を想定し、それぞれの最適界面形状を数値

解析で検討した。なお、FEM モデルが完全に軸対称であると、形状変化が生じないた

め、接着層の形状に初期不整として微小な正弦波を与えた。得られた最適形状を図 3-

2.2.12-68(i)(ii)に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-68 薄肉円筒突合せ型接着構造の界面最適形状  

 

表 3-2.2.12-10 各材料の物性値  

 

 

 

 

  

Material Young’s modulus Poisson ratio 

Steel 210 GPa   0.3 

Al 70 GPa   0.3 

Adhesive 352 MPa   0.4 
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図 3-2.2.12-68 より、（i）静水圧に強い接着剤の場合は引張荷重よりもトルクの割

合が大きくなればなるほど（α の値が小さくなればなるほど）接着層に傾斜が生じて

いることがわかる。一方で、（ ii）ゆがみ変形に強い接着剤の場合は、トルクよりも

引張荷重の方が大きくなればなるほど（α の値が大きくなればなるほど）接着層に傾

斜が生じていることがわかる。これは、（ i）の場合は接着層に生じる Mises 応力を減

少させるために、接着層に傾斜を形成することで薄肉円管に生じるせん断応力が接着

層では垂直応力に変換される形状となるからである。（ii）の場合は（ i）と逆で、薄

肉円管側に生じる垂直応力を接着層ではせん断応力に変換する事で、接着層に生じる

静水圧を減少させる構造となっている。  

それぞれの最適形状における接着層の傾斜角を図 3-2.2.12-69 のように算出し、簡易

的な解析解と比較を行う。接着層の傾斜は図のように r 軸方向に対して反時計まわり

の回転角 φ を用いて計測した。また、円筒の接着層が周方向に連結するためには、必

ず傾斜角が正となる箇所と負となる箇所の両方が存在する。そのため、それぞれの傾

斜角を便宜上 φ+, φ−と区別する（図 3-2.2.12-69）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-69 最適形状における接着層の傾斜角  

 

接着層に生じる周方向のひずみと半径方向に生じる応力を微小と仮定することで、

一般化 Hooke の法則および外力とのつり合い式から、接着層に生じる応力を簡易的に

求めることができる。簡易的に求めた応力から、破損関数を計算し、破損関数を最小

または最大とするときの接着層の角度 φmin(α),  φmax(α)を解析的に導出した。log α に

対するそれぞれの角度のプロットを図 3-2.2.12-70 に示す。  

 図 3-2.2.12-70(a), (b)は（i）静水圧に強い接着剤の場合の傾斜角、（ii）ゆがみ変形

に強い場合の傾斜角をそれぞれ示している。α = 0, ∞ の最適形状から計測された φ+, 

φ− は便宜上 log α = −2.0, 2.0 にプロットしている。図 3-2.2.12-70(a)より、得られた最

適形状の接着層の傾斜角は簡易的に導出される解析解 φmin と近い値をとっていること

が確認された。一方で、図 3-2.2.12-70(b)の α = 2.0, ∞ においては φmin 程に大きい傾斜

角を形成していない。この原因のひとつとして、簡易的に導出された解では 90°でも

接着界面に均一な応力が生じることを仮定して導出されているが、実際のモデルでは

その仮定は成り立たないためである。しかし、図 3-2.2.12-70(b)において、α が大きく

なるにつれて解析解 φmin と同様に最適形状の傾斜角 φ+と φ− の大きさも大きくなって
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おり、90° 程ではないが、φ+ ≈ 60°という比較的大きな傾斜角を形成していることが

確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）静水圧に強い接着剤((i)の場合)、(b)ゆがみ変形に強い接着剤((ii)の場合) 

図 3-2.2.12-70 最適形状における接着層の傾斜角と解析解の比較  

 

図 3-2.2.12-68 より、得られた最適接着界面形状は傾斜をもつだけでなく、折曲り部

（凸部）においても特徴的な形状をしていることが確認される。特に折曲り部の形状

変化が顕著であった（i）の α = 0 の最適形状の折曲り部を図 3-2.2.12-71 に、（ii）の

α →∞ の折曲り部を図 3-2.2.12-72 にそれぞれ示す。  

 図 3-2.2.12-71 と図 3-2.2.12-72 を比較すると、接着層の傾斜部の角度 φ+, φ− は図 3-

2.2.12-71 の場合（図 3-2.2.12-70(a)の α = 0 の場合）よりも図 3-2.2.12-72 の場合（図 3-

2.2.12-70(b)の α →∞の場合）の方が大きいにも関わらず、図 3-2.2.12-71 の方が折曲り

部では尖っている。実際に図 3-2.2.12-71(a)において傾斜角 φ2 を計測すると、φ2
− = 

−52.7°、φ2
+ = 49.7° であり、それぞれ φ− = −47.1°、φ+ = 47.1° の傾斜部の角度よりも大

きくなっていることがわかる。これは、Mises 応力を減少させるために、トルクによ

ってせん断応力が生じる水平部を減らすように形状が最適化されたため、尖った形状

が形成されたのだと考えられる。  

 一方で、（ ii）ゆがみ変形に強い接着剤の場合（図 3-2.2.12-72）は、折曲り部で接

着層の厚みが増加して緩やかな形状となっている。これは、引張荷重によって生じる

静水圧の応力集中を、形状を緩やかにすることで緩和させようとするためだと考えら

れる。  
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以上より、本項目で定式化された最適化手法により、多軸応力下で接着構造の強度

を向上させる接着界面形状を得られ、力学的にも妥当な形状であることが確認された

。得られた最適形状は、接着層に生じる（ i）Mises 応力を減少させる場合と（ ii）静

水圧を減少させる場合で異なる傾斜角を接着層に形成するだけでなく、折曲り部にお

いても曲率の異なる形状を形成することがわかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-71（i）Mises 応力を減少させる場合における最適形状の折曲り部の拡大図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-72（ii）静水圧を減少させる場合における最適形状の折曲り部の拡大図  

 

3．実構造を想定した多段折曲げ平板接着試験片の強度評価  

2 章では、自由端において応力集中の生じない薄肉円筒の突合せ型接着構造に形状

最適化を適用し、最適形状を得た。その結果、折曲げ部において Mises 応力を減少さ

せる場合（図 3-2.2.12-71）と静水圧を減少させる場合（図 3-2.2.12-72）とで異なる曲

率の最適形状を形成した。このことは、実接着構造の強度評価を考える上で折曲り部

の形状が影響を与えうることを示唆している。  

実用上、曲げ加工を施した板材の重ね合せ接着が重要となる。ここではアルミ合金

A5052 をプレス加工により多段に折曲げた後に接着した試験片に対し、引張荷重を与

えて破損応力を評価する。  

はじめに、有限要素法を用いて、折曲り部の形状が接着の破損強度に与える影響を

検討した。図 3-2.2.12-73 に作成した有限要素解析モデルを示す。一端を完全固定して

、他端に移動拘束を与えながら引張荷重を与える。  

 試験片の折曲り部と傾斜部の解析結果を図 3-2.2.12-74 と図 3-2.2.12-75 にそれぞれ

示す。試験片の折曲り部と傾斜部に生じる I1 と 2
J の分布図を比較すると、折曲り部
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（図 3-2.2.12-74）では I1 の方が優位となっており、傾斜部では
2

J の方が優位となっ

ていることがわかる。そのため、折曲り部では静水圧を減少させる形状(図 3-2.2.12-

72)に近づける方が、構造全体の破損強度を向上させるだろうと予測される。実際に

折曲り部の厚み hR（図 3-2.2.12-73）を変化させた解析モデルを 6 種類作成し解析を行

った。ある要素の破損関数の値が f = 0 となるときの限界荷重を求め、試験片全体の

初期断面積で除した値を破損応力 σf と定義する。  

 表 3-2.2.12-11 に各解析モデルの折曲り部の接着層厚さ hR と破損応力 σf を示す。表

3-2.2.12-11 より、予測どおり hR が大きいほうが比較的 σf が大きい傾向となることが

わかる。  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-73 多段折曲げ接着構造の有限要素解析モデル  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-74 折曲り部の接着層内における I1 と 2
J の分布  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-75 傾斜部の接着層内における I1 と 2
J の分布  

 

表 3-2.2.12-11 試験片の折曲り部の接着層厚さと破損応力  
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次に、実接着構造において強度評価を行うため、図 3-2.2.12-76 のようにアルミ合金

A5052 を用いた多段折曲げ接着試験片を 9 本作製した。接着剤には市販の接着剤（

HardlocTM: M-600-08, デンカ㈱）を用いた。  

各試験片の折曲り部の厚さ hR を表 3-2.2.12-11 に示す。図 3-2.2.12-77 に示すように

引張試験機（オートグラフ AG-50kNX, 島津製作所（株））を用いて各試験片の引張試

験を行った。接着層内部のボイド生成の様子を観察するため、試験片に照明を当て、

前後両方向からマイクロスコープにより画像を取得した。また、A5052 板にひずみゲ

ージを合計 4 箇所貼って被接着材側に生じるひずみも計測した。クロスヘッド速度は

1.0 mm/min とし、変位が 20 mm となるまで引張荷重を負荷し、その後除荷を行った

。得られた各試験片の荷重‐変位曲線を図 3-2.2.12-78 に示す。  

本研究では、接着層の破損の開始点を接着層の非線形変形応答の開始点（比例限）

として定義する。図 3-2.2.12-76 の接着試験片は A5052 板と接着剤から構成されるが

、A5052 板と接着剤の剛性の違いから、系全体の変形応答の非線形性の開始は、接着

層の非線形応答の開始と見なすことができる。よって、引張試験より得られた荷重 ‐

変位曲線（図 3-2.2.12-78）の非線形変形応答の開始点を、接着層に破損が生じる限界

荷重 Pp と同定し、この限界荷重を試験片全体の初期断面積で除した公称応力（比例

限）を破損応力 σf とする。  

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-76 多段折曲げ平板接着試験片  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-77 引張試験の概観(試験片に照明を当ててマイクロスコープにより観察) 
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図 3-2.2.12-78 各試験片の荷重‐変位曲線  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-79 有限要素解析と引張試験から得られた破損応力 σf の比較  

 

FEM 解析により得られた破損応力と引張試験により得られた比例限の比較を図 3-

2.2.12-79 に示す。図から、引張試験により得られた比例限 σf はバラツキが大きいもの

の、極端に応力値の低い 2 点（1.5 MPa を下回る 2 点）を除けば、FEM による予測と

比較的一致していることが確認された。  

FEM の結果より、折曲り部の接着層厚み hR が大きいほうが折曲り部の静水圧が緩

和されて破損応力 σf が大きい傾向となった。一方で、引張試験の比例限 σf の値からは

hR の影響が十分には確認されなかった。これは、hR > 0.5mm においては十分に応力集

中が緩和されているため、σf に有意な差が見られないのだと考えられる。よって、実

構造試験片における hR と σf の関係をより検討するためには、更に多くの hR < 0.5 mm 

の試験片の引張試験が必要である。  

引張試験時のマイクロスコープにより取得された画像より、接着部が完全にはく離

するまでに（a）接着層内にボイドが生成して層内はく離する場合と（b）接着界面に

おいてはく離が生じる場合の 2 種類が観察された（図 3-2.2.12-80）。図 3-2.2.12-80 で

示した試験片 No.2 と No.8 について、A5052 板に貼付されたひずみゲージから計測さ
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れた荷重‐ひずみ曲線を図 3-2.2.12-81 にそれぞれ示す。図から、各荷重‐ひずみ曲線の

非線形応答領域において、曲線の傾きが急激に変化し始める点があることが確認され

た。この点を破損核の核生成開始点と同定し、その限界荷重を Pn とする。一方で、

マイクロスコープ画像から視認される破損核生成開始時の限界荷重値 Pn
micro を図 3-

2.2.12-81 に黒色の点線で示す。両者を比較すると、接着層内部においてボイドが生成

した試験片 No.2 の場合は Pn と Pn
micro がほぼ一致しており、界面はく離が生じる試験

片 No.8 では明らかに Pn と Pn
micro の値が異なっていることがわかる。  

全ての試験片について、破損核生成開始時の限界荷重値 Pn と Pn
micro を求め、図 3-

2.2.12-82 に示す。図から接着層内部でボイド生成が観察された No.8 以外の試験片に

おいて限界荷重 Pn と Pn
micro はほぼ一致している。このことから、破損核生成場所（層

内か界面）の分類と限界荷重値 Pn と Pn
micro が一致しているかどうかは対応関係がある

と思われる。また、接着層内部にボイドが生成し始めているかどうかをひずみの応答

から捉えることができるのではないかと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)接着層内部におけるボイド生成(No.2)、(b)接着界面でのはく離（No.8）  

図 3-2.2.12-80 マイクロスコープによるボイド観察  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-81 荷重‐ひずみ曲線(No.2 と No.8) 
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4．まとめ  

（1）多軸応力下での破損則に基づいた接着界面形状の最適化手法の構築  

 破損則を用いた最適化アルゴリズムの開発と実装が行われ、応力集中の生じない薄

肉円筒突合せ型接着構造において力学的に妥当な最適形状を得ることに成功した。ま

た、得られた最適形状から実構造設計における重要な知見が得られ、本手法の有用性

が示せた。そのため、研究目的①は概ね達成されたといえる。  

本研究においては、接着剤の破損を荷重 ‐変位曲線から得られる比例限と定義した

場合の破損則に基づいているため、最適化プロセスで用いられる有限要素解析は線形

弾性解析で十分である。しかし、今後の研究において、接着剤の非線形変形を含めた

より精度の高い破損則が構築される場合は、弾塑性解析に基づく最適化手法への拡張

が必要であり、本手法は更なる発展の余地があると考えられる。  

 

(2) 実構造を想定した多段折曲げ平板接着試験片の強度評価  

 実構造を想定してアルミ合金 A5052 を用いてプレス加工を施した 2 枚の折曲げ試験

片の接着構造を考案し、その接着構造の強度評価を実施した。折曲り部の厚みを変更

した有限要素解析モデルと実試験片を作成し、両者に引張荷重を与えた場合の破損応

力の比較を行った。有限要素解析による破損則に基づく破損応力の予測が、引張試験

から得られる比例限と比較的一致しており、破損則に基づく強度評価は実構造を想定

した多段折曲げ平板接着試験片においても有効であることが示された。従って、研究

目的②も比例限の評価という観点においては概ね達成されたといえる。  

 一方で、折曲り部形状と強度の関係性の観点からは、有限要素解析においては折曲

り部の接着層厚みが大きい方が強度が高いことが示されるが、試験結果の方はバラツ

キが大きく、折曲り部の接着層厚みが薄い試験片の試験結果が少ないため、折曲り部

の厚みと強度の関係性を見出されなかった。折曲り部形状と強度の関係をより詳細に

検討するためには、更に多くのサンプル数の引張試験が必要であろう。  

 

図 3-2.2.12-82 マイクロスコープ観察によるボイド生成時の限界荷重 Pn
micro と 

荷重‐ひずみ曲線における急激な傾き変化時の限界荷重 Pn の比較 
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課題④ 革新的スポット溶接技術の開発  

1．背景と目的  

地球温暖化防止の観点から、各国で CO2 の排出量規制の動きが活発化している。年

々規制量は厳しく制限され、今後この規制強化の動きは緩む気配はない。自動車業界

の動きとしては、燃費向上策のひとつとして自動車の軽量化を図っており、特に引張

強さ 980MPa 以上の超高張力鋼の適用が進んでいる。車体の組み立て工程において、

これらの超高張力鋼を適宜適用、推進していくためには溶接技術などの加工技術が非

常に重要となる。実際の溶接には抵抗スポット溶接、レーザ溶接、アーク溶接などが

用いられるが簡便性、コストの観点より最も多く実用化されているのがスポット溶接

であり、自動車 1 台あたり約 3000～6000 点施工される。その一方、車体の衝突時の

安全性を担保するためには部材における溶接部の強度の確保が最優先課題である。こ

れらの背景から超高張力鋼を車体に適用するためにはスポット溶接部を高強度に接合

する技術の開発が必要不可欠である。  

一方で工業的には溶接ラインの生産性確保の観点より、溶接タクトタイム短縮化が

図られている。富士電機ではタクトタイム短縮化、それに伴う溶接ラインロボット数

の低減、及び熱のロスによる省電力化を顧客価値とした高電流短時間スポット溶接機

を開発した。これは富士電機の IGBT を用いたインバータ、及び 10kHz の高周波トラ

ンスを構成要素としている。図 3-2.2.12-83 にスポット溶接機の外観写真を示す。筐体

は防塵、防水の規格対応のため密閉容器とし、大きさは 425×425×530(430+100)mm で

ある。しかし、この溶接用電源を用いた溶接は従来とは溶接範囲が著しく異なるため

、各種溶接仕様を満足する溶接を実現するためには溶接技術の開発が必須である。  

そこで今回、開発した高電流短時間溶接機を用いて 1.2GPa の溶接技術の確立を行っ

た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-83 スポット溶接機電源外観  

 

2．台形波形による 1.2GPa 級超高張力鋼の溶接基礎特性  

 まず本溶接方式における溶接の基礎特性を把握するため台形波形により、通電時間

、電流値をパラメータとして溶接を実施し、品質評価（ナゲット径測定、せん断強度

試験）を実施した。また、従来方式との比較を行うためナデックス社の溶接機を用い
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た溶接品との組織比較を行った。なお、プロセス中における温度変化の経時変化を把

握するため、溶接シミュレータを用いて両溶接方式の温度プロファイルの比較を行っ

た。溶接条件、強度試験条件、シミュレーション条件を以下に示す。  

【溶接条件】  

・溶接機：高電流短時間溶接装置   

・キャップチップ：材質 CrCu、先端形状：R100 

・水冷温度：10℃ 

・加圧力：600kgf 

・電流-通電時間：25-15kA - 5～50msec 

・板材：材質 1.2GPa 級ハイテン、板厚 1.2mm 

 

【せん断強度試験】  

・引張試験機：インストロン  

・クロスヘッドスピード：20mm/min 

 

本 FS 研究における目標値を以下に示す。  

・スパッタ発生無（溶接中目視で確認）  

・ナゲット径≧5.48mm 

・せん断強度≧10.3kN 

 

【シミュレーション条件】  

・シミュレーションソフト：MARC（MSC 社）  

・使用モード：電流-熱-応力連成解析モード  

・使用物理パラメータ：参考資料に記載  

・解析モデル：2D 軸対称モデル  

           電極端部の温度を 20℃に固定  

（実際はキャップチップ内を冷却水が流れて冷却している）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-84 目標 TSS を満足する通電時間と電流値の関係  
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図 3-2.2.12-85 目標ナゲット径を満足する通電時間と電流値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-86 スパッタ発生に及ぼす通電時間と電流値の関係  

 

せん断強度、ナゲット径、スパッタ発生の品質判定結果をそれぞれ図 3-2.2.12-84～

図 3-2.2.12-86 に示す。通電時間が低い条件ではナゲットが形成せず、スパッタは発生

しなかった。ナゲット径、及び強度は電流値が大きく、通電時間が長くなるほど大き

くなる傾向であった。これは熱的・力学的観点から見ても自明であり、従来の溶接方

式と同様の傾向である。なお、スパッタは 5ms、10ms 等の短時間溶接条件以外の条件

では発生し、ナゲット径の目標値を満足する条件では、スパッタレスにはできなかっ

た。  

図 3-2.2.12-87 に開発した高速インバータを電源とした抵抗スポット溶接断面の一例

を示す。熱影響部の形状は王冠状（板厚に垂直方向に電極端部接触部、板板間部で広

がっている）になっており、電極端部の熱影響部は表面まで及んでいる。その表面に

は溶着金属と思われるものが存在していたことから表面は溶融していると思われる。

図 3-2.2.12-88 に従来方式の電源による抵抗スポット溶接の断面写真を示す。従来方式

では熱影響部は小判状となっており、電極端部に表面溶融の痕跡は認められなかった

。なお、この条件においてスパッタは発生していなかった。  
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図 3-2.2.12-87 高速インバータを電源とした抵抗スポット溶接部断面の例(25kA-10ms) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-88 従来溶接機による抵抗スポット溶接部断面  

 

図 3-2.2.12-89、図 3-2.2.12-90 にシミュレーションにより算出した本開発方式と従来

方式の昇温過程の温度分布の時間変化を示す。従来方式は板-板間より発熱が始まり

、470ms の通電終わりには小判状のナゲットが形成されており、現実のナゲット形状

とほぼ一致している。一方、本開発方式を模擬した高電流･短時間通電では、まず電

極端部-板間での発熱が見られ、次いで板 -板間が発熱して王冠状のナゲットを形成し

ている。従来の 1/10 以下の 30ms で通電が終了しており、シミュレーション結果は現

実のナゲット形状とほぼ一致している。なお、開発電源による方式でスパッタが発生

している要因は、この電極端部 -板間が優先的に加熱、溶融することによるものと考

えており、今後、電極形状や通電波形などを最適化していく必要がある。本開発方式

は高電流の溶接のため、溶接初期においては電極端部 -板間に電流密度が集中し発熱

する。発生した熱は大部分が電極への熱伝導により冷却されるが高電流方式では、発

熱量が冷却速度よりはるかに大きくなるため、板-板間が発熱するより先に電極端部 -

板間の温度が上昇する。いったん温度が上昇すると材料の固有抵抗が増加し、より発

熱しやすくなるため、後の通電においても同部が加熱した状態が維持され、やがて溶

融しスパッタが形成されると考えている。一方、従来方式では電極近傍の加熱と冷却

がバランスして、電極端部-板間が優先的に加熱されることはなく、板-板間が優先的

に加熱されることで、最終的には小判状のナゲットが形成されるものと考えている。

その結果、板表面の溶融がなくスパッタが抑制できていると思われる。これらの結果

から、開発電源による方式の課題として、電極-板間の溶融によるスパッタを抑制す

る必要があることが明らかとなった。  
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図 3-2.2.12-89 従来方式による抵抗スポット溶接の温度分布のシミュレーション結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-90 高電流･短時間通電による抵抗スポット溶接の温度分布の  

シミュレーション結果  

 

3．溶接シミュレ－ションによるスパッタレス波形の検討  

スパッタレスな溶接が可能な波形をシミュレーションを通して検討した。開発した

高速インバータ電源の性能を活かして、適切な電流波形を検討した。図 3-2.2.12-91 は

上述した電流波形(電流波形Ⅰと呼ぶ)と通電過程における溶接現象の模式図を示してい

る。電流波形Ⅰでは電極-板間の温度が高くなり、溶融し、最終的にスパッタが発生す

る。そこで、図 3-2.2.12-92 に示すように、本通電の前に予備通電と無通電の冷却期間

を設けことにした(電流波形Ⅱと呼ぶ)。電流波形Ⅱでは、まず予備通電を与えることに

より電極-板間、板-板間を加熱する（①～③）。この段階では前述したように、電極-

板間温度＞板-板間温度となる。次に無通電の冷却期間を設ける（④）。電極-板間は

冷却している電極と接しているため急激に冷却されるのに対し、板 -板間は電極 -板間

より冷却速度は緩慢である。このプロセスを経ることにより、板 -板間温度が電極-板

間温度より高い状況を実現できると考えた。板 -板間の温度が高くなった状態で本通
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電を行うと、温度が高い部分の電気抵抗は高くなっているため、効果的にジュール熱

が発生しナゲットが形成し、成長する。一方で、表面は電極により冷却されているた

め温度が低く、発熱が抑えられ表面が溶融しない（⑤～⑧）。この結果表面溶融する

ことなく（スパッタが発生することなく）ナゲットを形成できると考えた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) 電流波形Ⅰ          (b) 抵抗スポット溶接の過程  

図 3-2.2.12-91 電流波形と抵抗スポット溶接現象  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 電流波形Ⅱ          (b) 抵抗スポット溶接の過程  

図 3-2.2.12-92 改良した電流波形と抵抗スポット溶接現象  

 

以上の考えを検証するため、シミュレーションを用いてナゲット部と表面スパッタ

部の温度変化を計算した。図 3-2.2.12-93 は 25kA×10ms 通電、その後 100ms の無通電

の冷却期間をおいた際の表面スパッタ部とナゲット部の温度分布の時間的変化を示す

。予備通電を行うことにより部材全体は加熱され、電極 -板間温度が板-板間温度より

高くなる。その後冷却されることにより電極 -板間は急激に冷却されるので、温度の

序列は入替っていることがわかる。10ms 後においては 1000℃程度の温度差がついて

おり、その後両部位の温度差はゆるやかに低下していた。タクトタイムを短時間にす

ることを目指して、トータルの通電時間を短かくするため、予備通電後の冷却時間を

10ms に設定した。  
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図 3-2.2.12-93 ナゲット部、板表面スパッタ発生部の温度の時間変化  

 

4．スパッタレス波形の実験的検証  

前述したスパッタレス波形（予備通電、冷却期間、本通電）の効果を検証するため

、溶接実験を実施した。また、本通電の条件は以下の手順にて選定した。  

①最大電流（25kA）にてスパッタが発生する限界時間まで予備通電を行う。  

   通電時間を短時間しつつスパッタの発生しない最大時間通電を行う。  

②10ms の無通電の冷却時間を設ける。  

   この工程により板-板間を表面-板間より高い温度とする。  

③本通電をトータル通電時間が 100ms となるまで行う。  

   現行の開発装置の性能上、最大通電時間である 100ms 通電を行い、板-板間にナ

ゲットを形成させる。  

④上記③においてスパッタが発生した場合は発生時間を評価し、スパッタ発生前に

電流値を下げる。  

予備通電と冷却工程により表面からのスパッタは抑制できているものの、ナゲ

ット部を過加熱になると、ナゲット部の膨張にコロナボンド部が耐えられなく

なり、板-板間からスパッタが発生する。このスパッタを段階的に電流値を下げ

ることにより抑制し、継続的にナゲットを成長させる。  

⑤上記④においてスパッタが発生した場合は④と同様の方法を繰り返し実施する。  

併せて、断面観察、十字引張試験を行い、ナゲット径、強度、破断形態を調べた。  

 

上記の工程で実験的な検証をしたところ、図 3-2.2.12-94 に示す電流波形においてス

パッタレスな溶接が可能であった。この結果から本波形によるスパッタレスの効果が

あることが実証された。ちなみに予備通電と冷却を含まないで、この条件で本通電を

行うとスパッタが発生した。図 3-2.2.12-95 に断面観察結果を示す。ナゲット径は

5.65mm であり、目標ナゲット径（≧5.48mm）を満足していた。この結果より、本波

形を溶接条件として選定した。一方で十字引張試験の結果、十字引張強さは 5.78kN

となり目標強度（≧3.41kN）を満足した。破断形態は一部界面界面破断（ナゲット内
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破断）を呈しており、目標仕様を満足しなかった。これは急熱急冷により溶融部（ナ

ゲット部）が焼入れされたため脆い組織となっていることが原因と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-94 選定したスパッタレス溶接波形  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-95 断面観察とナゲット径  

 

 

5．後熱処理条件の検討  

 ナゲット部の靱性向上を目的として後熱処理を検討した。後熱処理の方法はナゲッ

トを形成させる本通電の後、室温まで冷却した後にナゲット部を所定の温度に焼戻し

マルテンパ通電を選定した。後熱処理の温度はシミュレーションによりナゲット部の

中心温度を溶接条件毎に算出することで設定した。表 3-2.2.12-12 に溶接条件毎のナゲ

ット部の後熱処理温度シミュレーション結果を示す。これらの溶接条件で後熱処理を

162～887℃の範囲で行った溶接継手に対し十字引張試験を行った結果を図 3-2.2.12-96

に、破断後の外観写真を図 3-2.2.12-97 と図 3-2.2.12-98 に示す。なお、各条件 N=3 で

評価を実施した。後熱処理無しでは十字引張強度は 5.2kN、破断形態は界面破断であ

り十字引張強さは目標仕様を満足したもの破壊形態は仕様を満足しなかった。一方で

後熱処理有りでは後熱処理 800℃で最高強度を示しており、破断形態はプラグ破断と

なった。これらの結果から後熱処理温度は強度向上には有効であり、後熱処理温度と

して 800℃を選定した。  
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表 3-2.2.12-12 溶接条件毎のナゲット部の後熱処理温度シミュレーション結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-96 後熱処理温度と十字引張強さ(CTS)の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.13-97 破断部写真（後熱処理無し）  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-98 破断部写真（9kA-80ms）  

 



   

3-2.2.12-65 

 

 後熱処理による強度向上メカニズムを明らかにするため、後熱処理無し品、800℃

熱処理品の十字引張破断試験片の断面観察、及びビッカース硬さ試験を実施した。図

3-2.2.12-99 にナゲット、コロナボンド、母材部のビッカース硬さ試験結果を示す。硬

さはコロナボンド＞ナゲット＞母材部の順に大きかった。ナゲット部は溶融を伴う焼

入れ、コロナボンド部は溶融を伴わない焼入れ処理により母材と比較して硬さが高か

ったと思われる。800℃の後熱処理により、コロナボンド部、ナゲット部の硬さが全

体的に低減していることがわかる。  

 図 3-2.2.12-100 に十字引張破断試験片の断面写真を示す。後熱処理無し品はコロナ

ボンドからき裂が発生し、ナゲットに進展し破断に至っている（部分プラグ破断）。

一方で 800℃後熱処理品は、起点はコロナボンド部となっているがナゲットにき裂が

進展することなく板厚方向に進展しプラグ破断となっている。先で述べた硬さ試験の

結果から考察すると、強度はき裂が発生するコロナボンド部とナゲット部の硬さ、靱

性によって決定される。本 FS 研究では、後熱処理無し品はコロナボンド部にき裂が

発生していたことから靱性が不十分であり、ナゲット部にき裂が進展し、部分的に界

面破断を呈したと思われる。一方で 800℃後熱処理品はナゲットの硬さが後熱処理品

より低く、コロナボンド部より進展したき裂がナゲットを進展することなくプラグ破

断を呈したと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-99 ビッカース硬さ試験結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.2.12-100 十字引張破断試験片の断面写真  
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6．まとめ  

本 FS 研究では、1.2GPa 級超ハイテン鋼板を対象に、高電流短時間スポット溶接の

課題を明らかにし、シミュレーションソフトを活用し、適切な電流波形並びに高強度

な接合を可能とする後熱処理条件を検討した。得られた結果を要約すると、次の通り

となる。  

 ①短時間溶接が可能な高電流短時間スポット溶接用電源、トランスを開発した。本

装置は富士電機製 IGBT を用いたインバータと 10kHz の高周波トランスを構成要

素としており、25kA までの高電流溶接、1ms 単位の精密な電流制御が可能なも

のである。  

 

②開発した電源による抵抗スポット溶接は高電流溶接のため、板材表面が溶融しス

パッタが発生する。このスパッタを抑制するため、予備通電と無通電の冷却工程

を経た後に本通電を行う電流波形を提案した。この溶接方式によりスパッタが発

生する板材表面の温度を板-板間の温度より低い状態とすることができた。その結

果ナゲット径は目標仕様を満足しつつ、スパッタレスな溶接を可能にした。  

 

③十字引張試験による破断形態で一部界面破断を呈したことから、急速冷却により

ナゲット部が脆化していることが明らかとなった。ナゲット部の靱性を向上する

ため後熱処理（マルテンパ処理）を検討した。後熱処理温度はシミュレーション

を通して求めた溶接部の温度分布から推定した。その結果、600～800℃の後熱処

理により十字引張強さは向上し、破断形態は部分的な界面破断からプラグ破断に

遷移した。また、コロナボンド部およびナゲット部の硬さが低減した。これは後

熱処理による硬さの低減、それに伴う靱性の向上に伴い、より高品質な溶接部に

なったことによるものと考える。  

本結果より高電流短時間の抵抗スポット溶接方式における 1.2GPa 級超ハイテン鋼

板のスパッタレス溶接技術を確立した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会へ

の出展  
受賞  

フォ

ーラ

ム等※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その

他  

2018FY 3 0 17 0 0 0 0 0 0 

2019FY 0 0 8 0 0 0 0 1 0 

合計  3 0 25 0 0 0 0 1 0 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※ 

2018FY 1 0 0 

2019FY 1 0 1 

合計  2 0 1 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  
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2.2.13［テーマ番号６４］「マルチマテリアル接合技術の基盤研究」  

（2019 年度～2022 年度）  

 

2.2.13.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

マルチマテリアル車体構造の実現のためには、信頼性の高い異種材料接合技術の確

立が不可欠である 1, 2, 3)。実用技術としては、生産性やコストの観点を考慮することが

必須であり、すでに実用化が先行しているリベット接合よりも軽量化に有効な冶金的

な異材接合技術の確立が望まれている。しかし、冶金的接合では、接合界面における

反応とその結果として生じる異材界面の構造と特性が、継手性能を支配しており、そ

の継手強度の発現機構が明らかでないことから信頼性が確保されていない 2)。このた

め、接合界面の構造と特性を解析し、継手性能に及ぼす影響を定量的に評価する手法

を世界に先駆けて開発・確立する必要がある。  

本事業では、異材接合の界面構造と強度発現機構を解明するとともに、車体構造設

計や接合プロセス制御に適用できる異材継手の性能評価技術とシミュレーション技術

を開発することを目的とする。具体的には、「 [テーマ番号 55] マルチマテリアル接

合技術の基盤研究（FS 研究）」の結果 3)を踏まえ、本プロジェクトに参画している素

材メーカー（「[テーマ番号 02] 残留 γ 相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技

術の開発」）、自動車メーカー（「 [テーマ番号 05] アルミニウム／異種材料の点接

合技術」）をはじめマルチマテリアル接合に関連する各テーマとも連携して以下の 3

課題を研究開発項目に設定して実施している。  

研究開発項目①：異材接合プロセスとその現象解析 

研究開発項目②：異材接合界面構造の解析・評価と強度発現機構の解明 

研究開発項目③：異材接合継手の性能予測 

 さらに本事業で開発した異材接合部性能評価・予測手法により得られた異材継手性

能情報をトポロジー最適化による CAE 車体設計（「[テーマ番号 59] マルチマテリア

ル車体軽量化に関わる革新的設計技術の開発」）に引き渡し、最終的に重量 1/2 車体

構造の提示に繋げる。  

 

 

 

(2)目標値  

 

 

(a)研究開発項目①異材接合プロセスとその現象解析  

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

①異材接合プロセス

とその現象解析  

  車体構造を踏まえ

た異材接合継手の

アルミニウム合金

/鋼板および金属

表 3-2.2.13-1 研究開発目標  
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(1)最適接合条件の探

索  

（2019～2022 年度）  

 

 

性能向上に向け

て、接合プロセス

条件の影響因子を

抽出する。  

/CFRP の各種接合

プロセスについ

て、継手強度

（TSS､CTS）を評

価し、良好な継手

特性を確保するた

めのプロセスパラ

メータを探索す

る。 

①異材接合プロセス

とその現象解析 

(2) 接合現象の解析 

(a) 接合過程の実験

的解析 

（2019～2022 年度）  

  接合現象のその場

観察手法とその解

析条件を確立す

る。  

接合界面の組織観

察、あるいは、接

合部の形成過程を

その場観察・計測

する技術を開発

し、異材接合現象

を実験的に解析・

評価する。 

①異材接合プロセス

とその現象解析  

(2) 接合現象の解析  

(b) 接合プロセスの

シミュレーション手

法の開発  

（2019～2022 年度）  

  

接合プロセスのシ

ミュレーションモ

デルを構築すると

ともに、その場観

察結果と比較する

ことでその妥当性

を検証する。  

異材接合プロセス

を高度に制御・予

測することを目的

として、粒子法な

どを用いたマルチ

フィジックス解析

に基づいた接合プ

ロセスのシミュ

レーション技術を

開発する。 

①異材接合プロセス

とその現象解析  

(3) 接合部組織形成

過程の予測手法の開

発  

（2019～2022 年度）  

  

接合部の組織形成

過程を予測するた

めの解析手法およ

びアルゴリズムを

提案する。  

接合現象の解析

(①-(2))を踏まえ

て、接合部の組織

形成過程、特に、

異材界面における

反応層の形成過程

を予測する手法を

開発する。 

 

(b)研究開発項目②異材接合界面構造の解析・評価と強度発現機構の解明  

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  
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②異材接合界面構造

の解析・評価と強度

発現機構の解明  

(1) 接合界面構造、

特性のナノレベル解

析手法の開発  

（阪大接研・茨城大)

（2019～2022 年度）  

  各種接合プロセス

で作製した異材接

合継手の界面構造

原子レベル評価と

解析  

接合界面構造に及

ぼす材料組合せ、

接合プロセス条件

の影響を明確化し

、異材接合におけ

る接合原理を究明

する。  

②異材接合界面構造

の解析・評価と強度

発現機構の解明  

(2) 異材接合部界面

構造が接合部特性（

接合強度）に及ぼす

影響の解明  

（2019～2022 年度）

（阪大工・量研・茨

城大）  

  ナノ-マクロスケ

ールでの評価・解

析手法の確立に基

づくマクロ特性に

及ぼす界面組織お

よび界面反応層の

影響評価  

トランスケール解

析・評価手法を用

いて各種異材接合

継手の評価を行い

、不均一界面を有

す異材接合継手に

おける強度発現機

構を解明する。  

②異材接合界面構造

の解析・評価と強度

発現機構の解明  

(3) 異材接合界面構

造に及ぼす接合プロ

セス条件の影響評価

（阪大工・群馬大）  

（2019～2022 年度）  

 

  異材界面構造と特

性に及ぼす接合プ

ロセス条件の影響

を調べるとともに

、異材接合部の破

壊機構に及ぼす影

響を検討  

材料組合せと接合

プロセスが異材接

合界面構造と継手

の強度発現に及ぼ

す影響を明らかに

する。また、その

結果を研究開発項

目③に展開する。  

 

(c)研究開発項目③異材接合継手の性能予測  

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

③異材接合継手の性

能予測 

(1) 異材接合界面で

のマイクロスケール

変形・破壊挙動シミ

ュレーション手法の

開発 

（2019～2022 年度）  

  マイクロスケール

での接合界面の応

力・ひずみ場の解

析モデルの提案  

異材接合部のマイ

クロスケールでの

ローカル破壊モデ

ルの提案  
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③異材接合継手の性

能予測 

(2) トランススケー

ルシミュレーション

による異材接合継手

強度の予測手法の開

発 

（2019～2022 年度） 

  数値シミュレーシ

ョンによる継手強

度予測に向けた解

析モデルの提案  

ローカル破壊モデ

ルに基づく異材継

手性能トランスス

ケールシミュレー

ションによる異材

接合継手性能予測

手法の開発  

③異材接合継手の性

能予測 

(3) 異材接合継手の

疲労強度予測手法の

開発 

（2019～2022 年度） 

  異材接合継手の

疲労試験による

疲労強度劣化の

発現メカニズム

の解明  

 

材接合継手の疲労

試験による疲労強

度劣化の発現メカ

ニズムの解明  

③異材接合継手の性

能予測 

(4) 接合部性能保証

のためのシミュレー

ションシステムの開

発 

（2020～2022 年度） 

  継手形式、異種材

料の種類、接合プ

ロセス条件、接合

欠陥を考慮した異

材接合継手の性能

予測のためのイン

ターフェイスの検

討  

材料組合せ、継手

形式、接合プロセ

ス条件、接合欠陥

を考慮した異材接

合継手の力学的性

能予測手法の開発

および CAE 車体

設計との連携  
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(3)全体計画  

本事業では、車体適用が想定される各種アルミニウム合金と鋼との異材接合ならび

に金属と CFRP との異材接合を対象に、各種接合プロセスにおける接合性の評価と接

合現象の解明を行うとともに、接合プロセスのシミュレーション手法を確立する。次

いで、これらの異材継手に対して、ナノ～マクロに至るトランススケールでの実験的

な解析・評価を行い、併せて、理論的な変形・破壊特性のシミュレーションを行うこ

とで、界面構造や強度発現機構を定量的に解明する。  

異材継手の定量的な性能情報が得られると、CAE 車体設計に提供することが可能と

なる。一方、CAE 車体設計のアウトプットである車体部位に応じた継手形式や材料組

合せが与えられると、接合プロセスのシミュレーション手法を適用し、接合プロセス

制御の最適化を検討する。すなわち、接合プロセスのシミュレーション手法と継手性

能の評価技術を確立し、CAE 車体設計との間で定量的な情報交換することで、合理的

な軽量化技術の開発を行う。  

 具体的には 2018 年度に実施した「[テーマ番号 55] マルチマテリアル接合技術の基

盤研究（FS 研究）」の成果を発展させて、アカデミックな知見に基づいて信頼性の高

い異材接合技術の確立を目指して、（1）異材接合プロセスとその現象解析、（2）異材

接合界面構造の評価・解析と強度発現機構の解明、（3）異材接合継手の性能予測の 3

研究開発項目を設定して、研究開発を実施する。  

 本研究開発は、溶接･接合工学の世界的な拠点である大阪大学大学院工学研究科と

同接合科学研究所が主体となって実施する。大阪大学大学院工学研究科と接合科学研

究所は、これまでにも「革新的新構造材料等研究開発」に参画しており、異種材料接

合に関して多くの世界的な研究成果を公表している。また、第 1 期 SIP「革新的構造

 
 

図 3-2.2.13-1 研究開発の構成 
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材料」（2014～2018 年度）において「金属 MI：溶接部性能保証のためのシミュレー

ション技術の開発」を実施しており、本研究開発はこれを異種材料開発に発展、適用

するものである。研究開発の構成を図 3-2.2.13-1 に示す。  

なお、本研究では、マルチマテリアル車体を設計・製作するために必要となる、材

料の組み合わせ・接合技術に対応した継手性能をデータベース化し、エンドユーザが

インターネット等を通して、アクセスできるシステムを構築するための研究開発を目

的とした「 [テーマ番号 64B] マルチマテリアル接合技術における継手性能データ

ベースの構築」と密接な連携を取りながら目標達成に向けた研究開発を推進する。  

当該研究開発による成果等は、研究発表や講演、論文投稿等により、積極的な発信

を行う。  

 以下に各研究開発項目の具体的な研究計画を示す。  

研究開発項目①「異材接合プロセスとその現象解析」 

 本研究開発項目では、高性能・高信頼な異材接合プロセスの開発、接合プロセスの

シミュレーションによる接合現象の解析、および、接合部組織形成過程の予測手法の

開発を行う。特に、接合部組織形成過程の予測では、研究開発項目②と連携して異材

接合界面における反応層形成過程の予測手法の開発を行い、接合部組織形成の制御に

資する成果を得る。具体的な研究開発内容を以下に記す。  

①-(1) 最適接合条件の探索 

 アルミニウム合金 /鋼板および金属 /CFRP の各種接合プロセスについて、継手強度

（TSS、CTS）を評価し、良好な継手特性を確保するためのプロセスパラメータを探

索する。  

①-(2) 接合現象の解析 

(a) 接合過程の実験的解析  

  接合界面の組織観察、あるいは、接合部の形成過程をその場観察・計測する技

術を開発し、異材接合現象を実験的に解析・評価する。  

(b) 接合プロセスのシミュレーション手法の開発  

異材接合プロセスを高度に制御・予測することを目的として、粒子法などを用

いたマルチフィジックス解析に基づいた接合プロセスのシミュレーション技術を

開発する。  

①-(3) 接合部組織形成過程の予測手法の開発 

 接合現象の解析(①-(2))を踏まえて、接合部の組織形成過程、特に、異材界面にお

ける反応層の形成過程を予測する手法を開発する。 

 

研究開発項目②「異材接合界面構造の解析・評価と強度発現機構の解明」 

 研究開発項目①で作製した異材接合継手に対して、メゾスケールからマイクロス

ケールさらにナノスケールまでのトランススケールでの接合界面の構造と特性を解

析・評価する手法（図 3-2.2.13-2）を開発し、その強度発現機構を解明することを目

的に以下の研究開発を実施する。  
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②-(1) 異材接合界面構造のナノレベル解析 

材料組合せや接合プロセス条件によって変化する異材接合界面の構造を原子オー

ダーで解析・評価し、接合原理を究明する。  

②-(2) 異材接合部界面構造が接合部特性（接合強度）に及ぼす影響の解明 

(a) トランススケール試験方法の開発  

高性能・高信頼の異材継手を作成するためには、接合部の界面構造が継手強度に

及ぼす影響を明らかにする必要がある。現行の JIS 規格等で規定されている継手試

験方法（TSS・CTS）による荷重 -伸び関係を踏まえて、メゾスケール（サブ mm

オーダー）からマイクロスケール（μm オーダー）、ナノスケール（nm オーダー）

に至る各スケールでの接合部界面構造と接合部特性の関係を明らかにするトランス

スケール試験方法を開発する（図 3-2.2.13-2）。  

(b) 界面構造の力学的特性の解明  

  開発したトランススケール試験方法を用いて、金属間化合物層などの界面反応相

を含む接合界面領域の変形・破壊特性をサブ mm オーダー、μm オーダー、nm オー

ダーのマルチスケールで取得する。  

 (c) 接合部の強度発現機構の解明  

(a)(b)で得られたマルチスケールの異材接合部の力学的特性を踏まえて、不均一界

面を有する異材接合部の純粋引張あるいはせん断応力下での強度発現機構を解明す

る。この成果を③-(1) のマイクロスケール変形・破壊挙動シミュレーション手法の

開発へ展開する。  

②-(3) 接合プロセス条件が界面構造に及ぼす影響評価 

 研究開発項目①-(3）では、接合過程における溶融や流動、拡散、化学反応などを

シミュレーションするが、これらの物理化学現象は接合プロセス条件によって支配さ

れる。接合過程を経て形成された界面構造と②-(1)、(2)との関係を踏まえて、接合

プロセスが界面構造と継手強度発現に及ぼす影響を明らかにする。 

 

 

マクロ継手評価
TSS, CTS

メゾスケール評価
微小引張

マイクロスケール
評価

FIB引張

ナノスケール
評価

TEM内引張

対象スケール

10 nm1 μm1 mm

5μm

 

図 3-2.2.13-2 トランススケール評価・解析手法の流れ 
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研究開発項目③「異材接合継手の性能予測」 

 異材接合継手の強度や疲労特性は、界面特性とともに母材(非接合材)の特性によっ

て複雑に変化し、さらには付与される外力モードにも大きく影響を受ける。本研究開

発項目では、実働荷重モード下での継手性能の評価・予測手法を開発することを目的

に、以下の研究開発を実施する。  

③-(1) 異材接合界面でのマイクロスケール変形・破壊挙動シミュレーション手法の

開発 

 研究開発項目②-(2)の成果をベースとして、反応相を含む異材接合部ならびに母材

の強度・破壊特性を考慮したマイクロスケールでのマルチ破壊モデルを提案し、荷重

モードに応じた継手の変形・破壊挙動を予測するシミュレーション手法を構築する。 

③-(2) トランススケール-シミュレーションによる継手強度の予測手法の開発 

 マルチ破壊モデル(理論)と異材接合部評価結果(実験)を用いて、任意の外力が作用

する場合のマクロ強度特性を予測できるトランススケールシミュレーション手法（図

3-2.2.13-3）を構築する。  

③-(3) 異材接合継手の疲労強度予測手法の開発 

 異材接合継手の疲労試験を実施し、疲労挙動の観察に基づく疲労強度の発現メカニ

ズムを解明する。さらに疲労強度予測のために必要な材料特性（界面構造を含む）を

明確にすることで、数値シミュレーションによる高精度疲労強度予測手法を構築する。  

 

トランススケール評価技術

トランススケールシミュレーション技術

マクロ継手評価
TSS, CTS

メゾスケール評価
微小引張

マイクロスケール
評価

FIB引張

ナノスケール
評価

TEM内引張

マクロ継手性能
の予測

メゾスケール継手
強度評価

マイクロスケール
評価

対象スケール

10 nm1 μm1 mm

5μm

Al Fe
マルチ破壊クライ
テリオンの構築

10μm微小領域接合部

 

 

図 3-2.2.13-3 トランススケール評価と連成したシミュレーションの流れ 
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③-(4) 接合部性能保証のためのシミュレーションシステムの開発 

材料組合せ、継手形式、接合プロセス条件、接合欠陥を考慮した異材接合継手の力

学的性能（変形、静的強度、疲労強度）を予測する手法を開発する。そして、本予測

手法を第 1 期 SIP「革新的構造材料」「金属 MI：溶接部性能保証のためのシミュレー

ション技術の開発」で開発したシミュレーションシステムにリンクするとともに、

CAE 車体設計（テーマ番号 59）に提供する（図 3-2.2.13-1）。  

 本事業は、図 3-2.2.13-4 に示すように、分担研として大阪大学工学研究科分室およ

び大阪大学接合科学研究所分室が拠点として中心となって推進し、大阪工業大学、日

本原子力研究開発機構、茨城大学、群馬大学、量子科学技術研究開発機構、帝京大学

および東北大学を再委託先として研究を推進する。また、ISMA マルチマテリアル関

連の他テーマおよび接合技術拠点とも連携する。  

 

(5)運営管理  

 図 3-2.2.13-5 に示すように、各研究会発項目ごとに、代表者 1 名と副代表者 1 名を

置き、各研究開発項目は代表者、副代表者が主導して推進する。また、各研究開発項

目の代表者、副代表者 6 名と登録研究員 3 名の計 8 名でテーマ運営委員会を構成し、

１ヶ月に一度開催する運営委員会にて、テーマ全体の運営方針、研究計画を決定する

とともに、各個別テーマの進捗状況の確認を行う。各個別テーマにおいては、登録研

究者および再委託先研究代表者で構成するテーマ内の研究会を開催し、研究進行状況、

 

 

図 3-2.2.13-4 研究実施体制  
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達成状況を取り纏めた上、テーマ運営委員会にて報告する。  

 

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 本事業では、基盤研究として、マルチマテリアル車体に適用が想定される各種被接

合材料種、接合プロセスおよび継手形状に適用できるプロセスシミュレーション技術

と継手性能評価技術の開発を行っている。自動車車体のマルチマテリアル化において

は、適材適所に材料を用いるための最適設計法を構築することが必要であるが、同時

に異材接合継手において設計強度・性能を担保するための信頼性の高い異材接合技術

の開発が不可欠である。本事業で開発したトランススケール評価手法とシミュレー

ション技術を用いることで、異材接合継手性能の保証が可能となるとともにそれを実

現する接合プロセス条件の制御指針も提示できる。さらに、その成果を CAE 車体構

造設計に展開することで、継手性能を考慮した汎用性の高いマルチマテリアル構造の

最適設計手法の構築が可能となる。また、プロジェクトで開発した研究資産は大阪大

学接合技術拠点で継承し、国内メーカーに開発技術を供与する。これにより、我が国

の自動車メーカーが本シミュレーション手法と評価手法を活用することができ、自動

車車体製造における異材接合の適用が飛躍的に拡大し車体軽量化による CO2 削減・省

エネルギーに寄与するとともに、我が国自動車産業の技術的優位性の向上による国際

競争力の強化にも貢献する。  

 

図 3-2.2.13-5 運営管理体制  
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2.2.13.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

(a)研究開発項目①異材接合プロセスとその現象解析 

研究開発項目 
最終目標 

（最終年度） 
研究開発成果 

達成

度※ 

未達の場合 

原因と解決方針 

①異材接合プロセ

スとその現象解析 

(1) 最適接合条件

の探索 

アルミニウム合金/鋼

板 お よ び 金 属 /CFRP

の各種接合プロセス

について、継手強度

（ TSS、 CTS）を評価

し、良好な継手特性

を確保するためのプ

ロセスパラメータを

探索する。 

他研究開発項目で得られ

た知見をフィードバック

した異材接合プロセス開

発によって、各プロセス

において母材破断あるい

は CTS 強度 1.5 kN を達

成した。 

○  

①異材接合プロセ

スとその現象解析 

(2) 接合現象の解

析  

(a) 接合過程の実

験的解析 

接 合 界 面 の 組 織 観

察、あるいは、接合

部の形成過程をその

場観察・計測する技

術を開発し、異材接

合現象を実験的に解

析・評価する。 

接合部の形成過程をその

場観察・計測する実験的

技術を開発し、異材接合

現象を実験的に解析・評

価した。 

   

○  

①異材接合プロセ

スとその現象解析  

(2) 接合現象の解

析  

(b) 接合プロセス

のシミュレーショ

ン手法の開発 

異材接合プロセスを

高度に制御・予測す

る こ と を 目 的 と し

て、粒子法などを用

いたマルチフィジッ

クス解析に基づいた

接 合 プ ロ セ ス の シ

ミュレーション技術

を開発する。 

接合プロセスのシミュ

レーション手法に関する

基本コンセプトを提案し

た。 

○  

①異材接合プロセ

スとその現象解析  

(3) 接合部組織形

成過程の予測手法

の開発 

接合現象の解析 (①-

(2))を踏まえて、接

合 部 の 組 織 形 成 過

程、特に、異材界面

における反応層の形

成過程を予測する手

法を開発する。 

異材界面における反応層

の形成過程に関する基本

コンセプトの提案と、そ

の妥当性を示唆した。 

○  

表 3-2.2.13-2 最終目標と達成度  
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(b)研究開発項目②異材接合界面構造の解析・評価と強度発現機構の解明 

研究開発項目 
最終目標 

（最終年度） 
研究開発成果 

達成

度※ 

未達の場合 

原因と解決方針 

②異材接合界面構

造の解析・評価と

強度発現機構の解

明 

(1) 接合界面構造

、特性のナノレベ

ル解析手法の開発 

 

接合界面構造に及ぼ

す材料組合せ、接合

プロセス条件の影響

を明確化し、異材接

合における接合原理

を究明する。 

異材接合界面に対するナ

ノレベル解析によって、

接合プロセスに対応した

接合原理に関する知見を

得た。 
○  

②異材接合界面構

造の解析・評価と

強度発現機構の解

明 

(2) 異材接合部界

面構造が接合部特

性（接合強度）に

及ぼす影響の解明 

トランスケール解析

・評価手法を用いて

各種異材接合継手の

評価を行い、不均一

界面を有す異材接合

継手における強度発

現機構を解明する。 

トランススケール解析・

評価手法を新規構築する

ことで異材界面および反

応層特性評価を実現する

とともに、不均一界面を

有する異材接合継手の強

度発現機構を提示した。

加えて、得られたトラン

ススケール力学データを

研究開発項目③に展開し

た。 

◎  

②異材接合界面構

造の解析・評価と

強度発現機構の解

明 

(3) 異材接合界面

構造に及ぼす接合

プロセス条件の影

響評価 

材料組合せと接合プ

ロセスが異材接合界

面構造と継手の強度

発現に及ぼす影響を

明らかにする。また

、その結果を研究開

発項目③に展開する

。 

接合プロセスごとの異材

接合界面構造と継手特性

の関係を明らかにすると

ともに、それらデータを

研究開発項目③に展開し

た。 

○  

 

(c)研究開発項目③異材接合継手の性能予測 

研究開発項目 
最終目標 

（最終年度） 
研究開発成果 

達成

度※ 

未達の場合 

原因と解決方針 

③異材接合継手の

性能予測 

(1) 異材接合界面

でのマイクロスケ

異材接合部のマイク

ロスケールでのロー

カル破壊モデルの提

案 

界面反応層および非接合

材の弾塑性応答モデルと

接合界面の結合力モデル

を組み合わせた局所応

○ 
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ール変形・破壊挙

動シミュレーショ

ン手法の開発 

力・ひずみ場の解析モデ

ルを構築するとともに、

非接合材の延性破壊、接

合界面の剥離、脆弱な

IMC 層内での破壊確率を

同時に捉えるローカル破

壊モデルを提案した。 

③異材接合継手の

性能予測 

(2) トランススケ

ールシミュレーシ

ョンによる異材接

合継手強度の予測

手法の開発 

ローカル破壊モデル

に基づく異材継手性

能トランススケール

シミュレーションに

よる異材接合継手性

能予測手法の開発 

マイクロスケール変形・

破壊挙動シミュレーショ

ン手法を適用して、継手

強度を破壊形態も含めて

予測可能な手法を構築で

きた。 

○ 

 

③異材接合継手の

性能予測 

（ 3）異材接合継

手の疲労強度予測

手法の開発 

本接合試験片での疲

労強度曲線と疲労破

壊様式を明らかにし

て、非破壊疲労余寿

命予測法を確立す

る。 

（2022 年度） 

１）本接合試験片での疲

労強度曲線と疲労破壊様

式を明らかにした。 

２）MSE 法で Al6061 接

合部近傍外表面から非破

壊的に疲労損傷を検出で

きることを示した。ま

た、GA980 材の接合界面

近傍では、同じく疲労損

傷が蓄積されていること

も示され、GA980 材の疲

労強度曲線から、接合試

験片の疲労強度を予測す

る可能性も示された。 

○ 

 

③異材接合継手の

性能予測 

(4) 接合部性能保

証のためのシミュ

レーションシステ

ムの開発 

材料組合せ、継手形

式、接合プロセス条

件、接合欠陥を考慮

した異材接合継手の

力学的性能予測手法

の開発および CAE 車

体設計との連携 

提案シミュレーションシ

ステムを用いて、接合プ

ロセス条件と継手性能と

の関係をパラメトリック

に解析し、データベース

構築に資する知見を得

た。 

○ 

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  
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 (2)研究開発の成果と意義  

【研究開発項目①異材接合プロセスとその現象解析】 

①-（1）異材接合プロセス開発（阪大工学研究科分室、大工大、テーマ 05） 

 異材接合プロセスとして、合金化溶融亜鉛めっき（GA）鋼とアルミニウム合金

（A6061）の組み合わせを対象に、アークブレイジング、レーザブレイジング、抵抗

スポット溶接（RSW）および摩擦攪拌点接合（FSSW）のプロセス開発を行った。さ

らに、炭素繊維強化熱可塑性プラスチック（CFRTP）と A6061 の組み合わせを対象に、

FSSW のプロセス開発を行った。これらのプロセス開発では、ブレイジングプロセス

では引張せん断（TS：Tensile shear）試験において母材破断、スポット接合プロセス

では十字引張（CT：Cross tension）試験において母材破断または 1.5 kN の獲得を最終

目標としている。  

 まず、異材アークブレイジングに関して、図

3-2.2.13-6 は GA 高張力鋼（GA980）/A6061 の異

材アークブレイジング継手の引張せん断強度結果

を示す。接合部のビード幅に対応して継手強度が

整理でき、最大でアルミニウム母材と同等の強度

が得られた。継手強度の増大は比較的高入熱条件

で認められており、GA980 上でフィラーがよく

なじみ、接合金属中におけるブローホールの残存

が少なくなることが分かった。以上の通り、異材

アークブレイジングプロセスにおいて最終目標で

ある母材破断を達成した。  

 続いて異材レーザブレイジングに関して、GA 鋼/A6061 に対するプロセス検討のた

め、まずは GA 冷間圧延鋼（SPCC-GA）/A6061 を対象としてシングルビーム異材 LB

を行った。図 3-2.2.13-7 にシングルビーム異材レーザブレイジングにおけるレーザ出

力、引張せん断強度、ビード幅の関係を示す。3.0kW までのレーザ出力の条件におい

て､レーザ出力、ビード幅と破断荷重に関して正の相関性が認められ、接合面積の増

大に由来すると考えられた。一方、3.5kW では、ビード幅と破断荷重に正の相関性は

なかった。そこで、継手界面の反応層厚さの評価を行った。その結果を図 3-2.2.13-8

に示す。レーザ出力 3.0kW までは最大 10 μm 以下の界面反応層が形成されるのに対し

て、3.5kW の条件において界面反応層の急激な増大が生じることが分かった。このた

め、異材レーザブレイジングでは接合面積とともに反応層厚さの制御が重要であるこ

とが明らかとなった。  

図 3-2.2.13-6 異材アークブレイジ

ング継手の引張せん断強度結果 
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図 3-2.2.13-7 シングルビーム異材レーザ

ブレイジングにおけるレーザ出力、引張

せん断強度、ビード幅の関係  

図 3-2.2.13-8 シングルビーム異材レーザ

ブレイジングにおけるレーザ出力、引張

せん断強度、最大 IMC 厚さの関係  

 

そこで、予熱ビームを用いたデュアル

レーザブレイジングにより継手特性の向

上を図った。図 3-2.2.13-9 にシングル

レーザブレイジングと強度を比較した結

果を示す。シングルレーザブレイジング

では 1.7 kW で最大平均強度は 221 N/mm

であったが、デュアルレーザブレイジン

グにより 269 N/mm と強度が増加した。

さらに破断は SPCC 母材部で生じた（図

中矢印）。また、鋼板側の母材強度が高

い 980DP-GA 鋼板を用いて同様にブレイ

ジングした結果、307 N/mm の強度を示

し、破断は A6061 母材部で生じた（図

中矢印）。組織解析の結果、デュアル

レーザブレイジングによりビード始端角

が減少し、ビード幅が増加した。このこ

とから、デュアルレーザブレイジングに

よりろう材の濡れ性が向上し、継手強度が増加することが明らかとなった。以上の通

り、異材レーザブレイジングプロセスにおいて最終目標である母材破断を達成した。  

図 3-2.2.13-9 デュアルビームを用いた

異材レーザブレイジングにおける引張

せん断強度と破断形態の結果 
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 RSW では、980GA/A6061 異材接合において

めっき層排出性・アルミニウム残厚等に関わる

電極形状の検討に基づく特性向上を図った。図

3-2.2.13-10 に溶接電流値に対する溶接部ナゲッ

ト径および継手強度の関係を示す。ナゲット径

に関しては、電極形状の影響は小さく、電流値

の増大に伴いナゲット径が一様に増大した。十

字引張強度においても同様の傾向が得られ、溶

接電流の増大従い、最大 970 kN 程度の継手強

度が得られた。一方で、電極形状に関わらず

1.3 kN あるいは 1.5 kN の十字引張強度を示す

継手も一部存在した。図 3-2.2.13-10 に示す継

手は基本的に界面近傍の破断形態を示すものの、

上述の高強度継手はいずれもアルミ内破断を呈

した。以上の結果より、 RSW におけるプロ

セス制御により、目標値 1.5 kN の継手強度を

実現することが可能であることが示唆された。  

 また、電極形状の影響に関して R 形電極お

よび DR (Dome Radius)形電極により接合

を実施し、溶接により 3μm 以下の界面

反応層を形成した領域を整理した結果を

図 3-2.2.13-11 に示す。電極形状に関わら

ず 3μm 以下の反応層厚さを有した領域

の増加と強度に相関があることが明らか

となった。さらに以上の結果において、

DR 形電極では合金化溶融亜鉛めっき層

の排出性が確保されるものの著しい板厚

減少が生じた。また、R 形電極ではナ

ゲット径が確保されるもののめっき排出

性に乏しいことが明らかとなった。  

 そこで、各電極の特徴を組み合わせた異

形電極を用いることによる継手強度向上を

試 み た 。 図 3-2.2.13-12 に DR/DR 、

R100/R100 および DR（A6061 側） /R100

（980GA 側）電極の組み合わせに基づく

接 合 強 度 結 果 を 示 す 。 DR/DR お よ び

R100/R100 電極を用いた接合の条件として、

電流値 7–19 kA、加圧 5 kN、通電時間 12 

cycle を、また、DR/R100 電極を用いた接

図 3-2.2.13-10 異材 RSW における

異なる形状の電極を用いた場合の

溶接電流値と十字引張強度の関係 

図 3-2.2.13-12 各 RSW 電極におけるナ

ゲット径と十字引張強度の関係 

図 3-2.2.13-11 異材 RSW における十字引張

強度に及ぼす電極形状および溶接条件の影響  
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合の条件として電流値 19 kA、

加圧 5 kN、通電時間 12 cycle

を用いた。同形電極を用いた

場合と比べて、異形電極を用

いた場合には同一のナゲット

径において十字引張強度が増

大することが明らかとなった。

特に、異形電極を用いた条件

においてはプラグ破断および

部分プラグ破断を呈する傾向が認められたことから、本プロセスによって良好な接合

界面が形成されたものと推察される。以上に加えて、異形電極組み合わせにおける R

形電極径の増大による継手特性向上を目指した。図 3-2.2.13-13 に R100 同形電極、

DR/R100 異形電極および DR/大径 R100 異形電極を用いて同一接合条件にて作製した

継手の強度比較結果を示す。前述の通り、異形電極ではプラグ破断を呈するほどの強

度を有する継手が得られるものの、強度にばらつきが存在した。一方で、DR/大径

R100 異形電極を用いた場合においては、N=2

の評価数のいずれも 1.2 kN を超える継手が作

製された (図 3-2.2.13-13 (a))。異形電極同士を

比較すると、ナゲット径に大きな差異はない一

方、電極を大径化することによって、A6061 の

板厚減少がより大きく認められた  (図 3-2.2.13-

13 (b))。「③-(4)接合部性能保証のためのシ

ミュレーションシステムの開発」において、プ

ラグ破断に遷移するまではアルミニウム合金残

厚の減少に伴い継手強度が上昇することが予測

されている。従って、大径電極を用いた異形電

極における強度向上は、亜鉛めっき層排出性向

上、ナゲット径確保、そして板厚制御によるも

のであると考えられる。また同結果より、継手強度は後述する接合界面部組織に加え

て、継手形状にも支配されることが実験的に示された。  

 以上の結果に基づき、溶接電流条件制御を行った結果を図 3-2.2.13-14 に示す。

DR/R100 電極の使用および溶接電流の増大に伴い、板厚減少が生じることにより 1.5 

kN を上回る継手強度を獲得することに成功した。  

 以上の通り、異材 RSW プロセスにおいて最終目標である十字引張強度 1.5kN を達

成した。  

 FSSW では、GA980/A6061 を対象とした新たな多段階 FSSW プロセス検討とその結

果に基づいたプロセス開発、CFRTP/A6061 を対象とした高強度継手を実現するための

材料表面処理手法の提案とその結果に基づく接合プロセスを検討した。図 3-2.2.13-15

には、従来の単段階 FSSW および多段階 FSSW によって作製した GA980/A6061 継手

の十字引張強度を示す。GA を接合対象とする異材接合の場合、従来の単一過程の

図 3-2.2.13-13 大径化異形電極を用いた RSW 継手

強度:(a) 十字引張強度 , (b) ナゲット径と Al 残厚  

図 3-2.2.13-14 異形電極を用いた

RSW における溶接電流値の影響  
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FSSW 手法では良好な継手特性が得られ

ないことが分かった。そこで、新たに考

案した多段階負荷プロセスでは 1 kN を

超える良好な継手強度を得ることに成功

した。 

 さらに、接合プロセスおよび接合条件

の最適化のため、研究開発項目②のトラ

ンススケール評価結果と対応させて

2020 年度に得られた継手特性の発現機

構について検討を行った。開発した多段

階 負 荷 FSSW プ ロ セ ス を 行 っ た

980GA/A6061 継手において強度支配領域

を検討した結果、端部の接合欠陥が存在

しない領域が最大強度を担保することが分かった。加えて、金属間化合物とアルミニ

ウム母材の混合域を有する界面が高い強度を有することが新たに明らかとなった。以

上の結果より、継手特性を向上するための接合プロセスおよび条件の見通しを立てた。

そこで次なるアプローチとして、継手特性発現機構に基づいて接合プロセスの改良を

試みた。図 3-2.2.13-16 に改良プロセスの継手特性を示す。2020 年度までの開発プロ

セスは十字引張強度指標として、平均強度 1.0 kN、最大強度 1.1 kN 程度を示した。一

方、2021 年度の開発プロセスでは、平均強度 2.2 kN、最大強度 2.7 kN を達成し、目

標値である 1.5 kN を大幅に上回る継手強度が得られた  (図 3-2.2.13-16 (a))。特に、図

3-2.2.13-16 (b)に示すように、従来プロセスに比べて改良プロセスでは短時間で高強度

な継手が得られること、そして長時間条件では安定してプラグ破断が得られることが

明らかとなった。以上のような高強度継手が得られた要因として、研究開発項目②お

よび③で得られた継手強度発現機構に基づいた接合担保領域の拡大および界面組織の

健全化が考えられた。  

 

 

図 3-2.2.13-16 改良 FSSW プロセスの 980GA/A6061 継手特性: 

(a) 従来プロセスとの強度比較 , (b) 各プロセス接合過程 

図 3-2.2.13-15 異材 FSSW 継手の 

十字引張強度 
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 FSSW プロセスを用いた A6061/CFRP 接合では、A6061 に対し酸洗いあるいは酸洗

いと湯浸漬後のシランカップリング処理を行うことにより表面処理と特性の関係を調

べた。図 3-2.2.13-17 は各処理に対して得られた引張せん断強度を表面粗さで整理した

結果を示す。未処理材の状態においては CFRTP と A6061 間の接合が実現されなかっ

た。一方、酸洗いとシランカップリング処理を行うことで接合が達成され、表面粗さ

の増大に伴う継手強度の上昇が認められた。特に、酸洗いに加えてシランカップリン

グ処理を行うことで更なる強度上昇が達成された。これは酸洗いによる表面粗さの増

大に伴う機械的締結力の増大に加え、シランカップリング処理により化学的結合力が

付与されたためであると考えられた。以上の結果に加えて FSSW ツールを適正化した

結果、引張せん断強度および十字引張強度としてそれぞれ最大 7.9 kN および 1.2 kN

の継手を作製することに成功した。  

 接合部の組織解析の結果、継手特性には酸

洗処理によるマルチスケールアンカーの形成、

シランカップリング処理による化学結合力の

付与に加えて、FSSW プロセスによる溶融樹

脂の広域流動が重要であることが明らかと

なった。そこで、広域流動を促す接合ツール

の改良を含めたプロセスの適正化を進めると

ともに、アルミニウム表面処理の検討に基づ

く継手特性の向上を図った。表面処理として、

A：塩酸浸漬処理、B1：湯浸漬処理、B2：水

浸漬処理、C：シランカップリング処理を検

討し、処理手順は A、B、C の順である。図

3-2.2.13-18 に表面処理の組み合わせに対する

引張せん断強度および十字引張強度の関係を

示す。いずれの強度特性においても、表面処

理 A+B2+C において高い値を示し、引張せん断強度において最大 10.4 kN、十字引張

強度において最大 1.93 kN が得られた。また、平均強度値においても当初目標（ただ

し GA 鋼/アルミニウム継手）を上回る継手特性を獲得した。さらに本検討より、表面

処理 A+C においても、表面処理 A+B2+C と同等の表面処理効果を付与できることを

見出し、より簡便な手法を提案した。一方、酸洗処理（A）と酸洗処理＋湯浸漬＋シ

ランカップリング処理の結果を接合ツール改良前後で比較すると、前者条件では 2 倍

程度に引張せん断強度が上昇したのに対して、後者条件ではほとんど強度上昇は認め

られなかった。後者条件の継手に対して界面構造観察を実施したところ、接合界面に

は針状構造を有するベーマイトからなる中間層が形成されていることが明らかとなっ

た。このベーマイト層は脆い性質を有しており、継手の破壊形態は脆性的であると考

えられる。従って、小さな接合面積では表面処理によって継手強度向上が認められる

ものの、ツール改良によって接合域が増大した場合において接合域拡大の影響は小さ

いものであったと推定された。  

図 3-2.2.13-17 CFRTP/A6061-FSSW

継手における表面処理、表面粗さと  

引張せん断強度の関係  
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図 3-2.2.13-18 FSSW-Al/CFRP 継手における表面処理と継手特性の関係  

 

 以上に示した良好な継手特性の獲得の一方で、FSSW 過程における温度上昇の影響

により界面ならびに樹脂強度の低下が懸念されている。そこで、接合温度を制御した

熱圧着試験を通じた継手強度の改善を試みた。図 3-2.2.13-19 に熱圧着プロセスおよび

FSSW プロセスを比較した結果を示す。基礎検討のため、表面処理として酸洗による

機械的締結力付与処理を実施した。図 3-2.2.13-19 (a)に示すように、FSSW と比べ熱圧

着において継手強度が向上した。また、熱圧着継手を比較すると、低い接合温度にお

いて、そして長い接合時間においてより高い継手強度が得られ、機械締結力付与処理

のみでも平均 2 kN 程度の継手強度が得られることが明らかとなった。熱圧着プロセ

スと FSSW プロセスの差異として接合面積が継手強度に影響を及ぼしている可能性が

ある。そこで、図 3-2.2.13-19 (b)に各継手の接合面積を考慮した強度比較を行った結

果を示す。350℃での熱圧着プロセスは、接合の長時間化に伴う接合面積の増大によ

り十字引張強度が改善されるものであり、単位面積あたりの強度としては逆に低下す

ることがわかる。一方、270℃での熱圧着プロセスでは、接合の長時間化に伴う接合

面積の増大も認められるものの、350℃熱圧着プロセスや FSSW プロセスと比べて単

位面積当たりの強度は大きい。すなわち、A6061/CFRTP 接合では、接合部、特に強度

担保領域における過度な温度上昇の抑制が重要であると考えられた。  

 

 

図 3-2.2.13-19 熱圧着プロセスの A6061/CFRTP 継手特性：  

(a) 十字引張強度比較 , (b) 接合面積を考慮した強度比較  
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以上の通り、980GA/A6061 および CFRTP/A6061 いずれの継手においても、最終目

標である十字引張強度 1.5kN を大幅に超える継手強度を獲得可能な異材 FSSW プロセ

スを開発し、最終目標を達成した。  

①-（2）異材接合現象の解析手法の開発（阪大工学研究科分室、大工大、原研）  

GA 鋼板と A6061 の異種材料抵抗スポット溶接部の Al 合金溶融部における対流挙

動の観察として、a) Al 溶融部における対流挙動の Ex-situ 観察、および b) Al 溶融部に

おける対流挙動の In-situ 観察を行った。それぞれの結果を以下の通り要約する。  

a) Al 溶融部における対流挙動の Ex-situ 観察  

接合界面の組織観察、あるいは接合部の形成過程をその場観察・計測する技術を開

発し、異材接合現象を実験的に解析・評価することを目的として、RSW 時のアルミ

ニウム合金内部の溶融部における対流挙動の In-situ 評価手法を確立するための検討を

行った。その基礎検討として、抵抗スポット溶接を実施した後の継手に対して

SPring-8/BL14B1 で白色 X 線を用いた透過画像の取得を行った。図 3-2.2.13-20 に放射

光を用いた CT 画像の取得原理を示す。放射光を試験体に照射することで試験体内部

において密度差が生じた場合、試験体透過後の X 線強度に差が生まれる。この X 線

の強度差を用いて CT 画像の取得を行うことができる。本実験では、Al と比較して密

度が大きいタングステンのトレーサー粒子の充填を行っているため、トレーサー粒子

が存在する箇所は X 線透過後の強度に差が生まれる。この透過後の X 線強度差を用

いて CT 画像の取得を行った。  

 

 

図 3-2.2.13-20 放射光を用いた CT 画像の取得原理  

 

 CT 画像取得時に用いる試験体は、図 3-2.2.13-21 に示すように溶接継手のナゲット

中央部をワイヤー放電加工機を用いて直径 10 mm の寸法となるように継手をくり抜き、

試験体の作成を行った。また 3 次元画像の取得に際して、試験体を 0.3 度ずつ回転さ

せ、180 度回転するまで計 600 枚の CT 画像を撮影した。これら複数枚の CT 画像を、

画像解析ソフト Image J を用いて試験体の 3 次元画像の再構築を行った。  
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(a) くり抜き位置  (b) くり抜き後  

図 3-2.2.13-21  CT 画像取得試験体  

 

 溶接条件を表 2.2.13-3 に示す。溶接時は、GA590（t=1.2mm）を通電時の正極側に、

A6061-T6（ t=1.6mm）を通電時の負極側に配置して溶接を行った。また、トレーサー

粒子には粒径 150 mm、53 mm の粒径が異なる W 粒子を使用した。  

 

表 3-2.2.13-3 溶接条件  

 

 

図 3-2.2.13-22 にトレーサー粒子の充填位置を示す。トレーサー粒子は Al 合金板の

接合界面となる面の中央部に対して直径 2 mm の溝加工を設け、複数のトレーサー粒

子を溝加工を設けた箇所に充填を行った。  

  

(a) 面上の充填位置  (b) 充填深さ   

図 3-2.2.13-22 トレーサー粒子の充填位置  

 

図 3-2.2.13-24 に表 3-2.2.13-3 の溶接条件で溶接を行った際の CT 画像を示す。なお、

CT 画像内において Al 合金溶融部を図中点線で囲み、表記している。図 3-2.2.13-23 お

よび図 3-2.2.13-24 より、両条件において Al 合金溶融部内におけるトレーサー粒子の
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撹拌挙動は、通電時間の増大に伴い変化が見られた。はじめに、初期状態の通電時間

0 cycles からのトレーサー粒子の撹拌挙動について検討を行う。通電初期においては、

溶融部の形成に伴って、トレーサー粒子が中央部から接合界面近傍に移動するととも

に、径方向へ移動している様子が確認された。その後通電中期において、溶融部の径

方向への拡大、さらには板厚方向への拡大に伴って、トレーサー粒子は径方向のみな

らず、Al 合金板の板厚方向にも撹拌している様子が確認された。さらに通電終期では、

溶融部のさらなる径方向への拡大に伴い、トレーサー粒子が溶融部の径方向に広がる

様子が確認するとともに、トレーサー粒子が溶融部端部において溜まる傾向が観察さ

れた。以上のことから、電流値にかかわらず、いずれの通電時間においても、トレー

サー粒子が Al 合金溶融部の径方向および板厚方向の拡大に伴って、径方向および板

厚方向に移動していく様子が観察された。そのため、Al 合金溶融部内において径方向

および板厚方向に働く対流が生じている可能性が考えられる。  

  

(a) 0 cycles (b) 2 cycles 

  

(c) 3 cycles (d) 4 cycles 

  

(e) 6 cycles (f) 8 cycles 

 

(g) 12 cycles 

図 3-2.2.13-23  Al 合金溶融部の CT 画像（充填深さ 0.4 mm, 16 kA）  
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(a) 0 cycles (b) 2 cycles 

  

(c) 3 cycles (d) 4 cycles 

  

(e) 6 cycles (f) 8 cycles 

 

(g) 12 cycles 

図 3-2.2.13-24 Al 合金溶融部の CT 画像（充填深さ 0.4 mm, 20 kA）  

 

 次に、図 3-2.2.13-25 および図 3-2.2.13-26 に表 3-2.2.13-3 の溶接条件で溶接を行った

際の 3 次元画像を示す。なお、3 次元画像内において Al 合金溶融部を図中点線で囲み、

表記している。はじめに、初期状態の通電時間 0 cycles からのトレーサー粒子の撹拌

挙動について検討を行う。通電初期において、トレーサー粒子が溶融部の外周部に溜

まる傾向が得られた。また、通電時間の増大に伴い、溶融部の外周部のみならず、溶

融部内部においてもトレーサー粒子が確認された。これらの観察結果から、電流値に

かかわらず、いずれの通電時間においても、トレーサー粒子が溶融部の外周部に溜ま

る傾向が得られていることから、Al 合金溶融部内では常に中央部から外側に作用する

流れが生じている可能性が考えられる。そのため、Al 合金溶融部内において径方向に

働く対流が生じている可能性が示唆された。  

 以上のことから、溶接後の継手を対象とした Ex-situ 観察により、通電時間の変化

に伴う粒子の攪拌挙動を確認することができた。  

 



  

3-2.2.13-25 

 

   

(a) 0 cycles (b) 2 cycles (c) 3 cycles 

   

(d) 4 cycles (e) 6 cycles (f) 8 cycles 

 

(g)12 cycles 

 

図 3-2.2.13-25  Al 合金溶融部の 3 次元画像（充填深さ 0.4 mm, 16kA）  
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(a) 0 cycles (b) 2 cycles (c) 3 cycles 

   

(d) 4 cycles (e) 6 cycles (f) 8 cycles 

 

(g)12 cycles 

図 3-2.2.13-26  Al 合金溶融部の 3 次元画像（充填深さ 0.4 mm, 20 kA）  

 

b) Al 溶融部における対流挙動の In-situ 観察  

 接合界面の組織観察、あるいは接合部の形成過程をその場観察・計測する技術を開

発し、異材接合現象を実験的に解析・評価することを目的として、RSW 時のアルミ

ニウム合金内部の溶融部における対流挙動の In-situ 評価手法を確立するための検討を

行った。その基礎検討として、抵抗スポット溶接を実施した後の継手に対して

SPring-8/BL05XU で連続的な透過画像の取得による In-situ 観察により、RSW 時のア

ルミニウム合金内部の溶融部における対流挙動を明確にすることができた。  
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①-（ 3）異材接合プロセスのシミュレーション技術の開発（阪大工学研究科分室、

阪大接合研分室）  

a) 抵抗スポット溶接（RSW）シミュレーション 

抵抗スポット溶接による異材接合プロセスのシミュレーション予測手法の確立を目

指して、流体力学・電磁気学・熱力学・伝熱学を学際的に結びつけた数理モデル構築

とその数値計算手法の開発を行っている。その基盤として粒子法の一種である非圧縮

性 Smoothed Particle Hydrodynamics 法 (非圧縮性 SPH 法) を採用し、今年度は特に電

磁気力に加えて Marangoni 効果の物理モデルも組み込むことで、軟鋼－アルミニウム

合金異材抵抗スポット溶接中の溶融金属流動、それに起因する熱輸送と相変化過程を

明らかにすることに成功した。  

 図 3-2.2.13-27 および図 3-2.2.13-28 にそれぞれシミュレーション結果のうち通電開

始から 40.0 ms 後の被溶接材料の中心断面における計算粒子の状態と流動場の瞬間像

を示す。図 3-2.2.13-27 の粒子状態の各粒子の色は、黒色が電極、濃灰色、淡灰色がそ

れぞれ固体の軟鋼、アルミニウム合金、赤色が溶融した軟鋼、青色が溶融したアルミ

ニウム合金を表している。また、図 3-2.2.13-28 の粒子の色は速度成分の大きさを、矢

印の向きは速度ベクトルの向きを示している。図 3-2.2.13-27 に示すように溶融部の形

成領域について軟鋼は板厚中央部付近で楕円球状に形成され、アルミニウム合金は接

合界面から板厚方向に形成されており、図 3-2.2.13-28 からアルミニウム合金のナゲッ

トにおいて、接合界面付近では中央部から周囲に向かって流動するような速度分布が

形成されていることがわかる。これは、中心軸から遠ざかる向きの流動の駆動力とな

る Marangoni 効果による力および界面近傍よりも電極近傍で相対的に大きくなる電磁

気力の影響によるものと推察される。この結果は、同プロジェクトにおいて協力関係

にある再委託先（大阪工業大学）の実験的研究において示された傾向と一致した。加

えて、得られた熱輸送の数値データを用いて、図 3-2.2.13-29 のように金属間界面に成

長する金属間化合物の厚さの推定も行い、妥当な傾向と定量値を得ることができた。

以上より、本シミュレーション結果は妥当であることが実証された。  

 

 

図 3-2.2.13-27 計算粒子の状態  
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図 3-2.2.13-28 流動場  

 

 

図 3-2.2.13-29 金属間化合物の厚さ分布  

 

b) 摩擦撹拌点接合（FSSW）シミュレーション  

粒子法による FSSW プロセスのモデル化を行うとともに、その現象解明を目的とし

た。以下は、FSSW による Al/CFRTP 接合への適用について検討した結果である。

ツールの押し下げによって溶融した樹脂が材料界面に押し出され凝固した部分で主に

接合強度が保たれていることが分かっている。そこで、これまでの FSW プロセスモ

デルに基づき、マクロ的に中心部から押し出される樹脂量および樹脂温度の推定が可

能であることを確認した（図 3-2.2.13-30）。構築されたプロセスモデルによって得ら

れるデータを活用し、界面隙間に射出される樹脂流動挙動の予測に向けた界面小領域

における樹脂流動モデルを提案した図 3-2.2.13-31）。  

 

 

図 3-2.2.13-30 FSSW における界面の樹脂流動  

 

 

図 3-2.2.13-31 粒子法による射出成形モデル  

 

c) アークブレジングシミュレーション  

 溶融部の流動および溶融部表面形状の変化を考慮した開発シミュレーションモデル

をより広範な接合パラメータおよび接合対象物の形状に適用可能なものへと拡張した。

図 3-2.2.13-32 に下板に鋼板、上板に Al 合金を想定し、母材間のギャップの大きさが
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温度分布および接合部形状に及ぼす影響に関するシミュレーション結果を示す。なお、

いずれの場合においても入熱量やトーチの移動速度、ろう材の送給量は同じ値を用い

ている。図に示されるように、母材間にギャップが生じている場合においても良好に

接合部が形成されていることがわかる。また、接合部の幅といった接合部形状は大き

く変化していない。図 3-2.2.13-33 に狙い位置直下の下板表面における温度履歴を示す。

昇温過程初期においては、ギャップの存在の有無によって若干の違いがあるものの、

最高到達温度や冷却過程においてはギャップの影響は見られない。このように、接合

部の形状や温度履歴に対して、ギャップの有無は大きな影響を及ぼさないということ

がわかる。一方で、母材間より生じるブローホールの接合部への混入挙動に対しては、

母材間ギャップの存在が影響を及ぼす可能性があり、ブローホール発生現象も含めた

モデル化を達成することでより精緻な現象の解明、接合パラメータ選定のツールとし

ての高度化が可能となると考えられる。  

 

 

  

(a) 母材間ギャップ：0 mm 

  

(b) 母材間ギャップ：0.4 mm 

  

(c) 母材間ギャップ：0.8 mm 

図 3-2.2.13-32 母材間ギャップが表面温度分布および  

接合部形状に及ぼす影響  
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図 3-2.2.13-33 母材間ギャップが温度履歴に及ぼす影響  

 

d) レーザブレイジングシミュレーション  

 これまでの研究により、超高強度鋼とアルミニウム合金のレーザブレイジング継手

の異材継手強度に接合部形状が大きな影響を及ぼすことが明らかとなり、母材エロー

ジョン現象を考慮した 3 次元熱流体解析ソフトウェアを用いることで接合部形状

（ビード幅、ぬれ各など）のある程度の予測が可能となった。また、継手形状のみな

らず、レーザブレイジング過程でろう材と高強度鋼の界面に生成する金属間化合物

（IMC）も継手強度を大きく左右するため、継手強度の予測には、接合部界面の IMC

生成（特に、厚さ）も考慮しなければならない。そこで、接合部形状予測モデルに

IMC 生成予測モデルを連成させた新たなシミュレーション手法を開発し、接合部形状

と IMC 生成状況（厚さ）を同時に予測することを目的とした。  

 シングルビームプロセスを用いたレーザブレイジングで生じる IMC 厚さを予測す

るため、まず鋼/アルミニウム合金の界面における IMC の成長速度式を導出した。図

3-2.2.13-34 は鋼（固相）とアルミニウム合金 A6061（液相）の界面に生成した IMC 厚

さの時間–温度変化を示している。鋼/アルミニウム合金界面に生成した IMC 厚さの時

間変化は W2 = kt [µm2] で整理が可能であり、IMC 厚さが成長速度式（１）に従うこ

とが示唆された。接合部形状予測モデルへと成長速度式（１）を連成させることで得

られた IMC 厚さの予測結果を図 3-2.2.13-35 に示す。シングルビームプロセスの 2 条

件（レーザ出力 1.5 及び 1.9 kW）で生成した IMC 厚さの実測結果と予測結果を合わ

せて示している。IMC 厚さは、図 3-2.2.13-34 で示した成長速度式と接合部形状予測

モデルから算出される界面温度履歴を離散化し、加算則を適用することにより算出し

た。図 3-2.2.13-35 から、レーザ出力の増加に伴う IMC 厚さ増加の傾向が再現できて

いるだけでなく、各界面位置における IMC 厚さの分布傾向もよく一致した。以上の

ことから、高強度鋼/アルミニウム合金の異材レーザブレイジング継手の形状予測モデ

ルと実験的に取得した IMC 成長速度式から、レーザブレイジングにおける接合部形

状と IMC 生成状況を同時に算出・予測可能であることが明らかとなった。  
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 [µm] 

・・・（1）  

W：IMC 厚さ[µm]、R: 気体定数

[J/Kmol]、  

T: 温度[K]、t: 時間[s] 

 

 

 

図 3-2.2.13-34 IMC 成長速度式導出のため

の等温保持実験  

図 3-2.2.13-35 実験結果と IMC 厚さ予測

結果の比較  
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【研究開発項目②異材接合界面構造の評価・解析と強度発現機構の解明】 

②-（1）接合界面構造、特性のナノレベル解析手法の開発（阪大工学研究科分室、阪

大接合研分室、茨城大） 

 FSSW および RSW により作製した 980GA/A6061 継手および FSSW により作製した

CFRTP/A6061 継手を対象として異材接合界面における界面反応層、界面構造を原子レ

ベルの分解能で解析する手法の確立と強度発現機構の解明を目的として研究を進めた。 

 まず FSSW により作製した 980GA/A6061 継手に関して、図 3-2.2.13-36 は接合継手

の断面マクロならびに中央部から端部に向かう各領域の界面反応層観察結果を表して

いる。接合部中央から端部にかけて界面反応層の厚さや形態の変化が認められた。図

3-2.2.13-37 は代表試料から取得した接合部における中心から端部への界面反応層厚さ

と亜鉛濃度分布を表している。界面反応層厚さの算出では、金属間化合物とアルミニ

ウムの混合領域は省き、緻密な反応層形成部のみを対象とした。FSSW 後では、界面

反応層厚さに特段の差異は認められず、接合部全域において均一な厚さを有すること

がわかった。一方、亜鉛濃度に関しては中央部から端部にかけて上昇することがわ

かった。  

 

 

図 3-2.2.13-36 GA980/A6061FSSW 接合部の界面組織変化  

 

 

接合中央部の断面を SEM-EBSD 法により

分析した結晶構造分布マップを図 3-2.2.13-

38 に示す。検出された範囲内では、鋼は

おおよそ 1μm 程度、Al 合金では 1〜2μm

程度の結晶粒径からなることが確認できた。

今回観察している領域では集合組織など結

晶方位の異方性は見られなかった。鋼と

Al 合金の間には約 4μm 幅の金属間化合物

（IMC）相が存在していた。この金属間化

合物相と Al 合金界面近傍の Al 側界面では、

図 3-2.2.13-37 FSSW 接合部における界面

反応層厚さおよび亜鉛濃度分布 
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場所により数 100nm の程度の微細粒が生成して

いるのが観察されている。さらに、 IMC 中では

Fe2Al5 相が、鋼側界面に沿って約 100nm の大き

さで分布していた。また、IMC 内部では FeAl3 相

がランダムに生成していることが分かった。  

 継手各種異材接合部の特徴的な領域に対して、

走査透過型電子顕微鏡（STEM）により HAADF

観察や高分解能観察、EDS による組成分析を行

うとともに、各領域の組織を対比させた検討を実

施 し た 。 図 3-2.2.13-39 に FSSW 接 合 し た

GA980/A6061 継手中央部および端部のナノレベ

ル組織観察結果を示す。中央部の界面反応層では、

上部と下部で反応相の形態が異なった（図 3-

2.2.13-39 (a)）。Fe 側では密な柱状晶を示すのに

対し、Al 側では密度が低下し、Al 中に孤立した

反応相が析出しているような形態を示した。この

Al 側の反応相形態は、液相中から反応相が均一

核生成することにより形作られていることを示唆している。図 3-2.2.13-40 に示すよ

うに、反応相/Fe 界面では、界面に対して垂直に数 10nm～数 100nm 程度の幅の柱状の

反応相が成長していた。高分解能観察結果より、今までのところ、Fe と反応相の間に

はっきりした結晶学的方位関係は確認されていないが、Fe 基板に対して反応相

Fe4Al13 が<010>方向に成長する傾向が見られた。この反応相は基板上に核生成し液相

中に向かって成長していると考えている。一方、接合端部の界面反応層では中央部と

は異なる組織が形成された(図 3-2.2.13-39 (b))。反応層上部では粗大な反応相、下部で

は微細な反応相が形成した。中央部では上部のみの反応相周囲において反応相粒界に

偏析した Zn が存在するのに対し端部では全域に Zn が存在することが明らかとなった。 

 

図 3-2.2.13-39 GA980/A6061FSSW 接合部のナノレベル組織観察結果   

(a) 中央部  (b) 端部  

図 3-2.2.13-38 (a) 980GA/A6061 の方

位マップ  (b) Fe2Al5 (c) FeAl3 の分布  
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図 3-2.2.13-40 GA980/A6061-FSSW 継手の接合中央部 TEM 観察結果  

 

以上において、FSSW 継手において接合界面に全

体にわたって、反応相と Zn が偏析している様子

が確認された。これらの反応相の変化を単一負荷

プロセスによって接合されたものと比較を行った

ところ、単一負荷プロセス、多段階負荷プロセス

ともに反応相厚さは外周部にかけてわずかに減少

する傾向にあることがわかった。さらに単一プロ

セスでは Zn が偏析した領域は狭く、厚くなって

いた。Zn 偏析層が割れの原因になることもある

ことから、この形態の違いが継手の強度に影響を

与えていることが考えられる。この Zn の偏析層

が厚い領域では、偏析層は接合界面の IMC 相から離れ Al 内部に長く伸びているよう

な形状を示した。図 3-2.2.13-41 はこの領域の観察像である。Zn のコントラストは

ツールのショルダに沿うように伸びていた。また、この Zn の偏析領域中に細かい析

出物が分散しているのが観察された。図 3-2.2.13-42 はこの亜鉛の偏析領域についてに

ついて EDS により組成マップを取得したものである。一番下の Fe 上に接合界面に

沿って反応相が生成している。その上に Al 中に亜鉛が偏析している領域が存在して

いるが、その中では Fe-Al の組成を有する反応相粒が分散しているのがわかった。こ

れらは接合界面近傍の反応相と異なり数 μm 程度の大きな孤立的な反応相粒として分

布していた。  

 

図 2.2.13-42 Zn 偏析領域の EDS 元素マップ 

図 3-2.2.13-41 Al 中 Zn 偏析領域

の形態 
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 次に Al 側の微細組織について、接合界

面に沿って IPF マップを取得し解析を行っ

たところ、それぞれの領域で結晶粒形態、

粒径が大きく異なっていることが分かった。

図 3-2.2.13-43 は、この粒径の変化につい

てグラフにまとめたものである。母材の平

均結晶粒径が約 20 μm なのに対して、中央

部では 9.4 μm と微細になっていた。①か

ら③では平均粒径がわずかに減少している

のに対して、その外側の領域では平均結晶

粒径は増加していくことが分かった。この

①～③までの Al 結晶粒径の減少は、高い

加工度により導入された高密度の転位が、

接合時の高温により再結晶、成長をした結

果と考えられる。領域①から③、すなわち

接合界面に沿って中央部から周辺部にいく

にしたがって接合時の界面の温度は低下し、

生成した結晶粒の粒径が減少したと考えら

れる。これはこの領域における反応相厚さ

の減少にも対応していると考えられた。ま

た、図 3-2.2.13-44 は Zn 偏析領域における SEM 像とそれに対応する IPF マップである。

Zn が偏析している領域ではまわりの Al よりも結晶粒径がわずかに減少することが分

かった。Zn の偏析している領域では Zn の微細な化合物が析出していることが報告さ

れていることから、これにより結晶粒径の成長が押さえられていると考えられる。  

 領域③から④では結晶粒径が急激に増加しているが、これはもともとの結晶粒の大

きさを基準とすると FSSW の接合による Al 結晶粒の微細化と考えられる。この微細

組織変化機構を明らかにするために当該領域の IPF マップを取得した。図 3-2.2.13-45

は左側を領域③、右側を領域④として、その間について連続的に IPF マップを測定し

たものである。領域③に向かって結晶粒径の微細化、集合組織の生成が徐々に進行し

ているのが分かる。さらにこの中央の領域を拡大し、IPF マップと粒界性格マップを

測定したものが図 3-2.2.13-46 である。大角粒界で囲まれた結晶粒内部が小角粒界で分

割されている様子が観察された。これは通常の FSW によって観察されている連続再

結晶と同様の機構であると考えられる。これから、この Zn 偏析が生じている領域に

図 3-2.2.13-43 各領域の Al の平均結晶

粒径  

図 3-2.2.13-44 Zn 偏析領域における 

SEM 像（上）と IPF マップ（下） 

図 3-2.2.13-45 領域③～④における微細組織の遷移  
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おいて Al 中では連続再結晶によ

る結晶粒微細化が進んでいるのが

確認された。  

 もともと A6061 の板は板面方向

に平行に結晶粒が伸びていたのに

対し、領域③、④では斜め方向に

結晶粒が伸長しているのが観察さ

れている。これは FSSW による塑

性流動を反映している。図 3-

2.2.13-40 で観察された亜鉛の偏析

もこの塑性流動に沿っている。そ

こでこの組織の詳細を明らかにす

るために結晶方位分布の解析を

行った。図 3-2.2.13-47 は領域②、

③における極点図である。A1 は板

面に垂直方向、A2 は板の横手方向

である。領域②、③以外の領域に

おける結晶方位には集合組織など

を反映する特定の傾向は見られな

かった。 

 領域②では、少し傾いているものの{111}が板面に平行になっているのが観察され

た。これはツール下部において、ツールの回転により引き起こされる Al の塑性流動

に対応していると考えられる。これに対して領域③では{111}面が A2 方向に対して

45 度傾いていた。これから②③の領域では、安定的に外側、斜め上方向への塑性流動

が起こっており、それに沿った集合組織が形成したと考えられる。また Zn メッキ中

の Zn もこの流動にそって排出されていた。  

以上のように、FSSW による 980GA/A6061 継手の形成において、Zn の流動挙動に

伴って微細組織が形成されるものと考えられる。そこで、亜鉛濃化が認められた界面

近傍の A6061 に対してナノレベル組織解析を実施した。図 3-2.2.13-48 は接合端部域

の界面近傍から採取した試験片に対する透過電子顕微鏡観察および三次元アトムプ

ローブ分析結果を表している。界面近傍のアルミニウム内部には微細な化合物が多量

に存在することが認められた。高分解能観察および逆空間解析の結果、これらの化合

物は 7000 系アルミニウム合金に存在する析出物であるものと推定された。また、図

3-2.2.13-48 (b)に示す三次元アトムプローブ分析の結果、当該化合物は Zn–Mg 系であ

ることが認められ、上述の析出物に相当するものと考えられた。すなわち、めっき成

分の Zn が Al–Mg–Si 系アルミニウムである A6061 内部に流動することにより、Al–

Zn–Mg–Cu 系アルミニウムに認められる析出物を形成したものであると考えられる。

一方、これらの Zn–Mg 系化合物および Zn は高密度に存在している。FSSW により接

合された GA 鋼板/Al 合金継手の破壊試験では、クラックは接合界面の場所により反

応相、Al 内などを進行した。すなわち、本検討により観察された Al 中の領域毎の結

図 3-2.2.13-46 遷移領域における IPF マップ（左）

と粒界性格マップ（右）  

図 3-2.2.13-47  (a)領域②および(b)領域③の極

点図  
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晶粒径の変化、集合組織に加

えて、Zn および Zn 系化合物

の存在分布が、き裂進展挙動

ならびに継手の機械的特性に

影響を及ぼすものと考えられ

た。  

次に、RSW により作製した

GA/A6061 継手に関して述べ

る。まず、予備検討として実

施した GA590/A6061-RSW 継

手に対するナノレベル組織観

察結果を示す。中央部と端部

に対して観察を行ったところ、

明確な微細組織に差異が生じ

た。まず図 3-2.2.13-49 (a)に示

す中央部では粒径の大きな反

応相が形成された。一方、端

部においては厚い反応層が存

在しており、その内部には微

細な反応相が存在した (図 3-

2.2.13-49 (b))。端部における反応層厚さが GA 鋼の初期めっき厚さと同等であったこ

と、また、接合部端部からより外側の未接合部に至る界面反応層の形態変化に基づき、

端部の組織は初期めっきとアルミニウムの置換反応により形成されたものであると考

えられた。さらに中央部においては、RSW による入熱により反応相の成長が促進さ

れることにより図 3-2.2.13-49 (a)に示す組織が形成されるものと推測された。  

 次に、抵抗スポット溶接で作製した A6061/980GA 継手に対する解析結果を示す。

接合条件として、約 1 kN の平均強度を示した R100/R100 電極、電流値 19 kA、加圧 5 

kN の条件を用いた。当該継手において、継手破壊時には界面周辺をき裂が伝播する

ことが認められている。特に、図 3-2.2.13-50 に示すように、接合端部の IMC 形成領

域から約 1.4 mm 内側までの領域

に お い て 、 き 裂 進 展 箇 所 は

Al/IMC 界面あるいは IMC 内部か

ら Fe/IMC 界面に遷移すること、

そして最終的に Al 母材内部にき

裂が進行することが明らかとなっ

た。その要因を明らかにするため

に、継手断面に対して透過電子顕

微鏡（TEM）観察を行った。  

 図 3-2.2.13-51 に Fe/IMC 界面で

図 3-2.2.13-49 GA590/A6061 成功スポット溶接部

のナノレベル組織観察結果: 

(a) 中央部、  (b) 端部  

 

図 3-2.2.13-48 接合端部領域の界面近傍 A6061 に対

するナノレベル組織解析結果：(a, b) 高分解能 TEM

観察結果、(c) 三次元アトムプローブトモグラフィー

結果  
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のき裂進展が認められた領域および Al 母材内部へのき裂進展が認められた領域に対

する走査透過電子顕微鏡（STEM）観察および EDS マッピング結果を示す。図 3-

2.2.13-51 (a)に示されるように、Fe/IMC 界面でのき裂進展が認められた接合界面部で

は、Fe2Al5 を主相とする反応層内部および Fe/IMC 界面に Zn が存在することが認めら

れた。一方、図 3-2.2.13-51 (b)に示されるように、Al 母材内へき裂が進展した接合界

面部では、Fe 側に Fe2Al5、Al 側に FeAl3 がそれぞれ形成されており、反応層ならびに

界面部における Zn 濃化は認められなかった。  

 

図 3-2.2.13-50 A6061/980GA-RSW 継手の破壊挙動: (a) マクロ観察、(b) 詳細観察  

 

 

図 3-2.2.13-51 各領域の接合界面組織  : (a) Fe/IMC 界面き裂進展領域  (Region C) 

(b)Al 母材内き裂進展領域  (Region C 内側) 

 

 A6061/980GA を対象とした FSSW においては、初期の Zn−Fe 化合物中の Zn と Al

が置換する様式で Al−Fe 系化合物が形成されるとともに、Zn が晶出することを明ら

かにしている。一方、抵抗スポット溶接は FSSW と比べて界面に投入される入熱量が

大きく、めっき排出挙動が著しい。従って、FSSW と比べて比較的薄い反応層が形成

される。しかしながら、本結果は抵抗スポット溶接のめっき排出性においても一部の

Zn が残留するとともに、その領域はマクロな継手破壊特性を左右するものであるこ

とが示唆される。  

 次に、 Al−CFRTP 継手に対する解析結果を示す。 FSSW プロセスを用いた

A6061/CFRP 接合について、研究開発項目①で作製した継手に対する界面構造観察を
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実施した。表面処理 A（酸洗）および

表面処理 A+B1+C（酸洗+湯浸漬+シラ

ンカップリング）後の継手に対するナ

ノレベル観察結果を図 3-2.2.13-52 に示

す。表面処理 A では、アルミニウム表

面にナノ－マイクロスケールの凹凸が

生じ、その凹凸に樹脂が流入している

様子が確認された。従って、このナノ

－マイクロスケールの機械的締結効果

が高い継手特性向上に寄与することが

分かった。一方、表面処理 A+B1+C では、表面処理 B1 の影響により界面に 1 μm 厚

程度の中間反応層を形成し、その中間層に対して 100 nm 程度樹脂が流入していた。

前述の通り、この中間層は脆弱であると考えられた。従って、表面処理 B1 に伴う中

間層形成のために、表面処理 A に比べて継手強度が低下したことが明らかとなった。  

 以上により、機械的締結力付与処理と化学的結合力付与処理を組み合わせることに

より、ナノ～マイクロスケールの界面構造はほぼ変わらないのにも関わらず、継手強

度が大幅に上昇することが明らかとなった。そこで、接合界面に対して電子エネル

ギー損失分光法分析（EELS）を実施することにより、原子レベルでの結合状態の解

明を試みた。図 3-2.2.13-53 にハイブリッド処理を行った継手界面に対する EELS 分析

結果を示す。図 3-2.2.13-53 (a)は EELS 線分析を実施した領域と線分析結果を示してい

る。また、図 3-2.2.13-53 (a)中の矩形で示した領域から取得した EELS スペクトルを図

3-2.2.13-53 (b)に示す。まず、Al-L エッジに着目すると、領域(1)では Al の参照スペク

トルと似たスペクトルが得られており Al であることが示される。領域(2)–(9)におい

ては、Al2O3 の参照スペクトルに近いスペクトルが得られた。続いて O-K エッジに着

目すると、領域(1)–(4)において Al および Al2O3 由来のエッジが 540 eV 近傍で僅かに

認められた。領域(5)–(9)では、540 eV 近傍に加えて約 555 eV のエッジが顕著に認め

られた。Al2O3 の参照スペクトルより、当該のエッジは Al2O3 由来の O-K エッジであ

ると考えられる。このことより、領域(2)にあたる明度の高い結晶性層は Al2O3 である

ことが明らかになった。同様に、領域(2)–(9)で観察された白色領域も Al2O3 であると

推察される。一方、領域(8)–(10)におけるスペクトルには、σ 結合由来の C-K エッジ

が観測された。以上の結果から領域(8)が界面に最近接した領域であると推測される。  

 一方、図 3-2.2.13-53 (a)に示す線分析結果において、界面部に 2、 3 nm 程度の Si 濃

化領域が存在することが認められた。当該領域は Al2O3 形成部よりも CFRTP 側に存在

している。機械的締結力付与処理後の Al 合金表面には Si の濃化が見られたことから、

当該処理による Al 合金表面における Si の露出の可能が考えられる。一方で、化学的

結合力付与処理に由来する Si である可能も示唆される。  

 以上の結果から、ハイブリッド処理を行った Al/CFRTP 界面は厚さ 10 nm に満たな

い Al 酸化物を介した接合が達成されることが示された。また、機械的締結力付与処

理とナノスケールで変わらない界面接合状態であったことから、化学的結合力付与処

理により原子レベルの介在層が形成されることにより強固な界面接合が実現されたこ

図 3-2.2.13-52 異なる表面処理後の A6061/ 

CFRTP–FSSW 継手の界面観察結果  
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とが明らかとなった。  

 

図 3-2.2.13-53 ハイブリッド処理を行った Al/CFRTP 界面に対する EELS 分析: 

(a) EELS 線分析結果、  (b) 各領域の EELS スペクトル  

 

②-（2）強度発現機構解明（トランススケール評価）（阪大工学研究科分室、量研） 

 異材接合界面構造の評価・解析と強度発現機構の解明のため、ナノスケールからメ

ゾ・マイクロスケールまでを繋げるトランススケール特性評価手法を確立した。特に、

ナノ・マイクロスケールにおいて、界面反応層を含む異材接合部を評価する手法、そ

して界面反応層自体の物性評価手法を確立した。さらに、このトランススケール評価

とともに、前述の異材接合界面構造のナノレベル解析と併せた検討によって界面構造

と特性に関する新たな知見を得た。  

 

 まず界面反応層を含む異材接合部のナノ・マイクロスケール特性評価に関して、

A6061/980GA-FSSW 継手を対象に手法構築・検討を進めた。図 3-2.2.13-54 はナノ・マ

イクロスケール特性評価のための試験片作製過程とその評価アプローチを表している。

図 3-2.2.13-54 (a)に示すように、集束イオンビーム加工によって、接合部の任意の領

域から試験片を採取することが可能である。さらに、事前に加工を施した金属針に試

験片を嵌め込むことにより、従来手法であるデポジション固定よりも強固に固定され

 

図 3-2.2.13-54 異材接合部のナノ・マイクロスケール特性評価：  

(a) 試験片作製・評価過程  (b) 典型的な評価アプローチの例  
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た試験片を作製することが可能になった。

図 3-2.2.13-54 (b)に示すように、固定し

た試験片に対して高精度引張試験を行う

ことにより、すべり挙動も捕捉可能な荷

重-変位曲線（または応力-ひずみ曲線）、

そして動的破壊挙動観測を行うことが可

能である。試験後には破断表面のナノ構

造観察を通じて、本質的な破壊挙動を捉

えることが可能になる。 金属間化合物

を有する継手に対する上記のナノ・マイ

クロスケール評価手法の適用を通じて、当該継手に対する通常のナノ・マイクロス

ケール特性評価では母材側の破断を呈し、界面特性を把握することが困難であること

が明らかとなった。そこで、当該手法を発展させ、図 3-2.2.13-15 において最大強度が

得られた条件の継手を対象として、界面特性を取得および微視構造の比較を可能にす

る切り欠きを入れた特性評価を進めた。図 3-2.2.13-55 および図 3-2.2.13-56 は、接合

界面および界面反応層内に切欠きを導入した例と、各試料に対する評価結果を表して

いる。各界面または界面反応層内に切欠きを導入することにより、対象の破壊挙動と

破壊強度を明らかにすることが可能になった。  

図 3-2.2.13-57 に FSSW

ツール中心からの領域ごと

に特性評価を行った結果を

示す。図において、丸で示

すシンボルは界面あるいは

IMC 内に切り欠きを導入し

て特性評価を行ったものを

表す。一方、中抜の青丸は

アルミニウム/反応層界面に

初期欠陥が存在したために

切り欠きを導入せずに評価

を行ったもの、中抜の緑四

角は反応層 /GA 鋼界面に切

り欠きを導入したものの、

切り欠き導入部で破断せず

に母材部で破断した試験片

の結果を表している。その

結果、界面を含む継手にお

いては、いずれの領域にお

いても基本的に反応層 /GA

鋼界面は強度が高い一方で、
図 3-2.2.13-56 代表的なナノ・マイクロスケール特性評価

結果  

図 3-2.2.13-55 ナノ・マイクロスケール特性

評価における接合界面への切欠導入  
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アルミニウム/反応層界面あるいは反応層自体の強度が低いことが分かった。着目すべ

き点として、これらいずれの切り欠きを導入した試験片よりも、切り欠きを導入して

いないアルミニウム/反応層界面に初期欠陥が存在する試験片において、強度が著しく

低いことがわかった。マクロ継手の破壊挙動と対応させた評価を通じて、この初期欠

陥が存在する領域は破壊に対する抵抗を示さず、無欠陥領域が強度を担保することが

明らかとなった。一方で、FSSW ツール中心から 1.5 mm の領域において、極めて高

い強度を示す Al/反応層界面が存在した。この界面では金属間化合物とアルミニウム

が混合域を形成していることが認められた。以上の結果より、接合欠陥の要因となる

亜鉛の排出ならびに金属間化合物とアルミニウムからなる混合域の形成がマクロ継手

特性の向上に資するものと考えられ、そのための接合プロセスの適正化が重要である

と考えられる。  

 

図 3-2.2.13-57 ナノ・マイクロスケール試験による  

980GA/A6061-FSSW 継手における接合界面特性評価  

 

 構築したナノ・マイクロスケール特性評価・解析手法を 980GA/A6061-RSW 継手に

応用した結果を図 3-2.2.13-58 に示す。接合条件として、約 1 kN の平均強度を示した

R100/R100 電極、電流値 19 kA、加圧 5 kN の条件を用いた。当該継手の図 3-2.2.13-50

に示した領域 C および領域 C 内側に対してマイクロ試験片を作製し、試験を実施した。

図 3-2.2.13-58 (a)には、上述した領域 C に対して実施したマイクロ引張試験前後の

SEM 観察結果を示す。マイクロ引張試験では、Al/IMC、IMC 層内および IMC/Fe 界面

の局所特性を取得するため、引張試験前の各部に切り欠きを導入し、狙いの領域の破

壊を誘起することによって界面特性を対比した。その結果、Al/IMC および IMC 層内

に切り欠きを導入した場合、反応層ならびに Al/IMC 界面強度が強固であるため、き

裂は界面または反応層内を伝播せずに Al 側へ逸れることが明らかとなった。一方、

IMC/Fe 界面に切り欠きを導入した場合、き裂は IMC 層内または IMC/Fe 界面を伝播

することにより脆性的な破断を呈した。領域 C および領域 C 内側の接合界面各部の特

性を比較した結果を図 3-2.2.13-58 (b)に示す。Al/IMC 界面および IMC 層内の特性に関

して、領域 C およびその内側において顕著な差異は認められなかった。一方、IMC/Fe

界面に関しては、領域 C においてより低い強度を示した。この結果は、マクロ継手に
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おける破壊経路と対応する。図 3-2.2.13-51 に示した界面構造観察結果より、領域 C

では IMC/Fe 界面近傍における Zn の残留が認められる。従って、界面近傍に残留した

Zn によって界面部のナノ・マイクロスケールでの局所強度が低下し、その結果、マ

クロ継手の破壊挙動を決定づけたものであると推察される。以上の結果より、

A6061/980GA 鋼を対象とした抵抗スポット溶接においては、ナノ・マイクロスケール

での接合界面組織、特に鋼/反応層界面における Zn 残留を抑制する接合プロセスがマ

クロ継手特性制御に重要であることがわかった。  

 

図 3-2.2.13-58 A6061/980GA 鋼-抵抗スポット溶接継手のマイクロ引張試験結果: 

(a) 引張試験前後の界面組織、  (b) 領域 C および領域 C 内側の局所特性比較  

 

 続いて、界面反応層の物性評価に関して、集束イオンビームを用いた界面反応層物

性評価手法（超微小引張強度試験法）を確立した。本手法では SiC 製のカンチレバー

に取り付けた超微小試験片の他端をタングステン細針に取り付け、針を一定ステップ

で引張試験を行う。カンチレバーの変位ならびにゲージ部の変化量を測定することで

公称応力と公称ひずみの算出が可能になる(図 3-2.2.13-59 (a))。開発した超微小引張強

度試験法を、図 3-2.2.13-36 に示した異材接合材 A6061/980GA 継手の異材接合部界面

反応層の評価に適用し、技術の適用性を検討した。本結果より、総じて試験片ゲージ

内部での破壊を呈し、異材接合材に対しても試験技術の一定の適用性が確認できた

（図 3-2.2.13-59 (b)）。  

 

図 3-2.2.13-59 異材接合部の反応層に対する超微小引張試験：(a) 超微小引張試験片 

(b) 摩擦攪拌点接合部の各領域に対して実施した超微小引張試験結果  
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 以上を基軸として、超微小引張試験法の最適化検討を進めた。荷重計測のためのカ

ンチレバー寸法の最適化を進め、たわみ量の精度を上げることで荷重計測の精緻化を

進めることが出来た。一方で、多くの試験片において試験片端部で脆性的に破壊する

傾向があることがわかった。これは試験片形状に由来すると考えられる応力集中の影

響、それに伴う試験誤差の増大が考えられた。そこで、試験片形状の影響を明らかに

するため、肩部に曲率のない試験片とは別に、新たに肩部に曲率を設けた試験片を加

えた評価を進めた（図 3-2.2.13-60）。評価の結果、総じて曲率付き試験片において破

断強度が高くなる傾向を確認した（図 3-2.2.13-61）。また、バラツキを考慮すると試

験片採取位置の影響は、少なくとも破断強度に対しては必ずしも有意でないことが示

唆された。  
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図 3-2.2.13-60 超微小引張試験法の概要：

肩部への曲率導入  

図 3-2.2.13-61 超微小引張試験法による  

反応層強度に及ぼす試験片形状の影響  

 

 反応層のほとんど（特に中央部）は脆性破壊を呈することから、脆性材料のための

ワイブル統計により詳細な評価を行った（図 3-2.2.13-62）。また実際には、ワイブル

係数もワイブル尺度パラメータもバラツキを有する。そこで、95%信頼区間を想定し

た際に得られる包括曲線を図 3-2.2.13-62 に描いた。なお、2020 年度の評価より、端

部の微細組織は中央部と異なる複雑な構造をとり、また、幾つかの試験で明瞭な延性

が示された点を考慮し、今回の統計解析は端部の試験結果を除外して実施した。一方、

中央から 3mm までのデータは試験片採取位置の影響はないものとして取り扱った。

この前提は、分散分析の結果からその妥当性を確認している。評価の結果、肩部曲率

を有する試験片で、高強度（平均 1585MPa）となる傾向が統計的にも明らかとなり、

その強度は曲率がない場合（平均 980MPa）の約 160%に及んだ。また、95%信頼区間

とした際の下限値は曲率を有する試験片で約 634MPa となり、曲率がない試験片の約

295MPa の倍となった。これらの値は、平均強度に対してともに低い数値である。低

いワイブル係数（平均で 3～4）からも明らかなように、反応層強度のバラツキは無視

できないものであるが、必ずしも試験片形状に関係するものではないことが示唆され

た。このバラツキの一要因として、材料の初期欠陥の有無に強く依存することは既に
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確認している。  

 図 3-2.2.13-63 には、ワイブル分布に基づき、負荷 200MPa（95%下限値に約 3 の安

全率を考慮した場合の概数）を想定した際に、破損確率を変数とした場合の、ワイブ

ル係数とワイブル尺度パラメータの関係について試算した結果を併せて示した。この

とき、1%の破損確率を仮に設計の際の許容値として設定した場合では界面の健全性が

保たれる可能性が示唆された一方で、100ppm や 1ppm の破損確率を求めた場合ではそ

の一部、若しくは全部が破損しうることが示された。厳密性を欠く簡易評価ではある

が、本結果が意味する大事な点は、反応層の強度自体を高めるよりも、ワイブル係数

を大きくする、つまりバラツキを小さくして界面の信頼性を高めることで健全性が飛

躍的に改善しうるという点であり、接合プロセスの最適化において考慮されるべき重

要な点として挙げられる。  

  

図 3-2.2.13-62 反 応 層 強 度 の 統 計 的 性 質

（N：試験数、m：ワイブル係数、S0：ワイ

ブル尺度パラメータ）  

図 3-2.2.13-63 反応層強度のワイブル

係数及びワイブル尺度パラメータの

95%信頼区間  

 

 続いて、以上において構築した超微小引張試験法を 図 3-2.2.13-64 に示す

980GA/A6061-RSW 継手に適用し、特に破壊強度の統計的性質について分析を進めた。  

 抵抗スポット溶接継手の界面反応層の超微小引張強度試験における破壊の特徴は、

端部での試験の一例を除き、すべて脆性的であった。そこで破壊強度に着目し、試験

片採取位置ごとにまとめた結果を図 3-2.2.13-65 に示す。少なくとも周辺部と中心部に

おいてわずかに違いが認められた。中間部は特にデータ数が少なく、必ずしも確定的

なことは言えないが、端部や中央部よりも相対的に高い破壊強度を示す傾向が得られ

た。  

図 2.2.13-64 980GA/A6061-RSW 継手の

界面反応層の様子  

 

図 2.2.13-65 抵抗スポット溶接継手の  

反応層強度と位置の関係  
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 個々の試験片の微細組織を確認し、破壊強度との関係について以下の傾向を得た。  

 端部：複合組織を特徴とし、試験ごとの微細組織の違いもほとんどなく、結果と

して破壊強度が集中する傾向にある。  

 中間部：微細組織に応じて破壊強度にバラツキを有し、特に端部と似た微細組織

において破壊強度が高くなる傾向を示した。逆に中央部に似た微細組織で破壊強

度は低くなった。  

 中央部：個々の試験片は比較的似た微細組織を有するが、破壊強度にニ極化の傾

向があることが示唆された。特に、低強度側の微細組織には微視き裂と思われる

線状のコントラストが認められた。  

 端部と中央部について破壊強度の統計的性質を分析するため、ワイブル分布による

解析を行った（図 3-2.2.13-66 および表 3-2.2.13-4）。抵抗スポット溶接継手では、ワイ

ブル平均強度は端部で約 3 割高くなること、また、ワイブル係数についても中央部の

約 2 倍大きくなることが明らかとなった。つまり、端部において破壊強度のバラツキ

が相対的に小さい結果が得られた。また、この抵抗スポット溶接継手端部の界面反応

層強度は、摩擦撹拌スポット溶接継手と同等であることが明らかとなった。  

 2022 年度は、条件の異なる継手の界面反応層に対する評価を継続するとともに、微

細組織との相関をより具体的に明らかにし、プロセス条件の最適化のため得られた知

見をフィードバックした。また一連の解析の後、モデリング・シミュレーションに資

する基盤情報として整理した。  

 

 

表 3-2.2.13-4 継手界面反応層の強度パラメータ  

 

図 3-2.2.13-66 摩擦撹拌スポット溶接継手及び抵抗スポット溶接継手における  

反応層強度の統計的性質  
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 以上のナノ・マイクロスケール特性評価に加えて、摩擦撹拌点接合継手を対象に微

小引張試験を用いたメゾスケール特性評価を実施した。前者に関して、通常の摩擦撹

拌点接合継手においては、ショルダ部の板厚減少のために微小引張試験による局所特

性評価が困難となる。そのため当初計画通り、複動式 FSSW を用いて作製した 980 鋼

/A6061 継手を対象とした。メゾスケール特性評価における微小引張試験片の採取箇所

およびその試験片形状を図 3-2.2.13-67 に示す。引張試験はクロスヘッド変位を 1 μm/s

として実施した。図 3-2.2.13-68 に微小引張試験結果を示す。全ての試験片において界

面破断が確認されたため、各採取領域の界面強度を取得することに成功した。接合中

心に近い領域 a が少し低くピン直下領域では中心から離れるほど界面強度は低下し、

領域 e では 95MPa であった。一方、ショルダ直下領域では領域 f の界面強度は高く

208MPa と高くなり、領域 g と h では 170MPa 程度となった。このようにピン直下領

域において接合中心から離れるほど界面強度が低下する要因は以下のように考察され

る。アルミニウム合金と鋼の異材 FSSW において、中心から外側へ行くほど接合界面

の温度は低下する。複動式 FSSW におけるツール非接触部（ツール直下）では、単動

式 FSSW と同様にアルミニウム合金の塑性流動によって接合が達成される。このため、

ツール非接触部においては中心から離れるほど接合界面の温度が低下すると考えられ

る。特に、A6061/980 鋼-複動式 FSSW 継手におけるピン直下領域の界面反応層は、領

域 a 等の中心部においてさえ、走査型電子顕微鏡で観察できないほど薄い。このため、

一般的な Al/Fe 継手で確認されるような界面の脆弱性は乏しいと示唆される。従って、

この領域では接合温度が高い領域ほど、すなわち、接合界面温度の高い中心部に向

かって、未接合状態からの反応層の生成によって界面強度は向上すると考えられる。

一方、ショルダ直下領域において上述の傾向が得られない理由は、ツール接触によっ

て全面的に反応層を形成されたためと推察される。当該継手に対して十字引張試験を

実施するとともに、その破壊挙動を有限要素解析した結果、中心から約 3.3–4.0 mm

の範囲の接合界面にのみ界面に垂直な方向の応力が作用することがわかった。この領

域は領域 f–h に相当する。すなわち、複動式 FSSW における接触領域の界面強度がマ

クロな継手強度を担保することが明らかとなった。特に、接合端部（領域 h）への応

力集中が顕著である。従って、接合部端部強度を上昇させるとともに、端部領域の応

力集中を緩和させる継手設計が重要であることが明らかとなった。

図 3-2.2.13-67 複動式 FSSW 継手にお

ける微小引張試験片採取位置と形状  

図 3-2.2.13-68 複動式 FSSW 継手のメ

ゾスケール特性評価結果  
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②-（3）異材接合界面構造に及ぼす接合プロセス条件の影響評価（阪大工学研究科分

室、群馬大）  

 異材界面構造ならびに異材界面力学特性に及ぼす被接合材料種、接合プロセス条件

が異材接合部の破壊機構、強度発現機構に及ぼす影響を検討することを目的として、

A6061/980GA 継手を対象に疲労強度を評価した。  

 まず、FSSW 継手を対象に、代表的な接合条件で接合した試験片の接合界面構造評

価および疲労強度を評価した。なお、FSSW として、単動式 FSSW および複動式

FSSW を用いた。疲労試験条件は表 3-2.2.13-5 に示す通りである。  

 

表 3-2.2.13-5 疲労試験条件  

 引張せん断疲労試験  十字引張疲労試験  

周波数（Hz）  10 

応力比：R 0.1 

波形  正弦波  

荷重範囲（kN）  1.0～2.8 0.1～0.4 

制御  荷重  

 

 断面ミクロ組織について、単動式では、A6061 の板厚が著しく減少し、接合時間の

増加に伴い板厚減少量が増加する傾向が見られた。複動式では、A6061 の板厚減少量

は少なく平滑な表面が確認され、ショルダーとピンが互いに動く領域において、

A6061/980GA 界面に 980GA の合金 Zn めっき部分が巻き込まれた角状の白色組織が確

認された。また、A6061/980GA 界面には、接合方式によらず反応層として Fe4Al13 が

生成する一方、複動式では、Fe4Al13 と A6061 の間に、A6061 と GA980 の合金めっき

部が攪拌された攪拌層が生成する事がわかった。  

 このような継手に対して、引張せん断疲労試験・十字引張疲労試験を実施した。図

3-2.2.13-69 は引張せん断疲労試験結果を示す。低サイクル疲労域(103~104)において、

単動式の方が複動式より優れた疲労寿命を示した。高サイクル疲労域(105~107)におけ

る疲労寿命は、複動式 1 s の場合が他の条件よりも劣るが、その他の接合条件では疲

労寿命の差は確認されなかった。破壊形態は、低サイクル疲労域では両接合方式とも

に A6061/GA980 界面破壊となった。高サイクル疲労域では、単動式においては

A6061 の接合部近傍を負荷荷重の方向に対してほぼ垂直な方向にき裂が進展した

A6061 破断が、複動式においては A6061/GA980 界面の界面破壊であるが A6061 側に

単動式と同様のき裂進展を伴う形態となることが確認された。単動式 10 s における界

面破壊では、接合端部において残存融液凝固部内または残存融液凝固部と攪拌部の界

面よりき裂が発生し、き裂は攪拌部内を進展して IMC が薄い部分では攪拌部/IMC 界

面を、中心部では A6061/攪拌部界面を進展するものと考えられた。複動式 1 s におけ

る界面破壊では、接合端部にて攪拌部内または攪拌部と 980GA 上に生成した IMC と

の界面よりき裂が発生し、き裂は攪拌部内を進展するものと考えられる。複動式 3 s

における界面破壊では、複動式 1 s と同様の箇所よりき裂が発生し進展すると考えら
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れるが、接合中心部では IMC/980GA 界面または

IMC 内を進展することが確認された。  

 図 3-2.2.13-70 に十字引張疲労試験結果を示す。

低サイクル疲労域では単動式と複動式 3 s は同等

の疲労寿命を示すが、高サイクル疲労域では単動

式に比べ複動式 3 s の疲労寿命が低下することが

確認された。その際、破壊形態は、接合方式によ

らず主として A6061/GA980 界面破壊となること

が分かった。単動式 10 s における界面破壊では、

接合端部において攪拌部 /IMC 界面よりき裂が発

生し、き裂は主に攪拌部 /IMC 界面を進展するが、

IMC が薄い領域では一部 IMC/GA980 界面を進展

するものと考えられた。複動式 1s における界面

破壊では、接合端部にて残存融液凝固部 /980GA

界面または攪拌部 /IMC 界面よりき裂が発生し、

き裂は攪拌部 /IMC 界面を進展するものと考えら

れる。複動式 3 s における界面破壊では、攪拌部

/IMC 界面よりき裂が発生し、き裂は主に攪拌部

/IMC 界面または攪拌部内を進展すると考えられ

るが、A6061/攪拌部界面まで進展する場合もある

ことが確認された。  

 以上において、単動式ならびに複動式の継手特性に差異が認められた。これ要因の

一つとして、単動式/複動式のショルダー径およびアルミニウム残厚の差異が考えられ

る。前者においては、上述のプロセス開発において接合径が継手強度に直結すること

を示したことからも説明できる。また後者においては、後述の継手シミュレーション

からも示されるように、アルミニウム残厚に応じて、引張試験中の接合界面に作用す

るひずみ量が異なる。これにより、単動式/複動式 FSSW において継手強度が変化し

たものと考えられる。  

 次に、抵抗スポット溶接継手を対象にミクロ組織および疲労強度を評価した。溶接

条件として、溶接時間 0.24s、電極力を 5kN に固定し、溶接電流を 16、20 および

22kA として実施した。なお、溶接電流 16 および 20kA の場合には φ16R100 形電極を、

溶接電流 22kA の場合には φ20R100 形電極を使用した。疲労試験は表 Y2 に示す条件

にて荷重制御で行った。  

 図 3-2.2.13-71 にナゲット部における反応層の厚さ分布の測定結果を示す。溶接電流

によらず、ナゲット中央部から中間部に向かい反応層の厚さは減少し、端部にて急激

に増加する傾向が見られた。また、中央部の反応層厚さは、溶接電流の増加に伴い増

加する傾向もわかる。  

 

図 3-2.2.13-69 引張せん断疲労試

験結果 
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図 3-2.2.13-70 十字引張疲労試験
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(a) 溶接電流：16 kA (b) 溶接電流：20 kA (c) 溶接電流：22 kA 

図 3-2.2.13-71 抵抗スポット溶接の代表的な反応層厚さ分布  

 

 図 3-2.2.13-72 に引張せん断疲労試験の

結果を示す。低サイクル疲労域では、疲労

強度は引張せん断荷重の序列に従う傾向、

すなわち溶接電流が大きいほど疲労強度が

高い傾向が見られるが、高サイクル疲労域

では、溶接電流の影響は見られない。破壊

モードは、103～104 サイクル程度の低サイ

クル疲労域では界面破壊が、105～106 サイ

クル程度の高サイクル疲労域では界面破壊

と A6061 母材にき裂が発生する混合破壊

が見られた。溶接電流 16kA の試験片にお

いて、接合部端部に相当する領域では、

980GA および A6061 側の両方に反応層が

確認されており、破断は反応層内にて生じたことが明らかとなった。接合部中央部お

よび中間部に相当する領域では、A6061 側には反応層が確認されるが、980GA には反

応層の残存はほとんど見られないことから、接合中央部および中間部では破断は

980GA/反応層界面にて起こったことが確認された。  

 図 3-2.2.13-73 に十字引張疲労試験の結果を示す。溶接電流 20 kA と 22 kA の疲労強

度は同程度となったが、溶接電流 16 kA で

は他の条件と比較して疲労強度が低下する

ことが確認された。また、破壊モードは、

溶接電流および荷重振幅によらず、界面破

壊が主たるモードであることがわかる。  

 溶接電流 16kA の試験片において、接合

部端部に相当する領域ならび接合部中間部

に相当する領域では、980GA 側には反応

層が確認されるが、A6061 側には反応層は

見られなかった。このため、接合部端部お

よび中間部では破断は A6061/反応層界面

にて起こったことが確認された。また、接

図 3-2.2.13-72 引張せん断疲労試

験結果 

図 3-2.2.13-73 十字引張疲労試験結果  



  

3-2.2.13-51 

 

合中心部では 980GA および A6061 側の両方に反応層が確認されており、破断は反応

層内にて生じたことが明らかとなった。十字引張疲労試験では、き裂が接合部端部よ

り生じて接合中心部に進展するものと考えられるため、き裂は接合端部の A6061/反応

層界面に生じてその界面を進展するが、反応層厚さが増加する接合中心部では反応層

内を進展することが明らかとなった。  

 以上の通り、FSSW プロセスおよび抵抗スポット溶接継手において各界面構造に対

応して特徴的な破壊挙動を引き起こすことが明らかとなった。特に、静的強度および

疲労強度の発現挙動が異なることが認められ、静的強度は接合端部におけるアルミニ

ウム/反応層界面あるいはアルミニウム内部での強度発現が支配的である一方で、疲労

強度はアルミニウム/反応層界面と反応層内部での疲労破壊抵抗が支配的になるものと

推察された。以上で得られた知見を継手シミュレーションおよびプロセスシミュレー

ションと有機的にフィードバックすることによりより高精度なシミュレーションに繋

げることが出来るものと考えられる。  

 

【研究開発項目③異材接合継手の性能予測】 

③-(1)異材接合界面でのマイクロスケール変形・破壊挙動シミュレーション手法の開

発（阪大工学研究科分室） 

 異種金属材料および異種材料の接合継手のマイクロスケールでの破断機構を解明す

るため、界面反応層および非接合材の弾塑性応答モデルに加え、接合界面の結合力モ

デルを混合した局所応力・ひずみ場の解析モデルを考案した。  

 

③-（2）トランススケールシミュレーションによる異材接合継手強度の予測手法の開

発（阪大工学研究科分室、阪大接合研分室） 

 板厚 1.2mm の溶融亜鉛メッキ鋼（GI 板）と板厚 1.0mm の 6000 系アルミニウム合

金 A6061 板の FSSW 継手の引張せん断試験結果及び十字引張試験結果の分析から、接

合部端部における界面並びに被接合材であるアルミニウム合金における亀裂の発生・

進展抵抗が継手強度を担っていることを明確にしてきた。本結果に基づき、継手強度

を数値シミュレーションによって予測するためのローカルマルチ破壊モデル（アルミ

ニウム合金の延性損傷モデルと界面の結合力モデルの混合）を提案した。また、本提

案破壊モデルを適用するための破壊クライテリオンを構築するため、任意の外力が作

用する場合のマクロ強度特性予測に必要な材料特性を評価する試験法を考案した。こ

れは、図 3-2.2.13-74 に示すように、異種金属の重ね板中央部を接合し（FSSW、RSW、

接着など）、低強度材側の剛性を確保することも目的として取り付けた治具を介して

引張りモードとせん断モードを任意に変化させることのできる試験方法として提案し

たものである。本試験片モデルに界面結合力モデルを導入して弾塑性 FEM 解析を

行った結果、図 3-2.2.13-75 に示すように、接合端部界面に生じる応力状態を、純粋せ

ん断応力状態から純粋引張応力状態に至る広範な組合せ応力状態を形成できる試験法

であることが確認できた。これにより、界面破断挙動に及ぼす局所破壊クライテリオ

ンを構築できることが期待できる。  
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 また、定量的な材料定数は上記試験から決定できるものであるが、仮定した材料定

数を用いて、提案したローカルマルチ破壊モデルを弾塑性 FEM 解析ソフトに組込み、

十字引張強度および引張せん断強度に及ぼす接合領域の影響についての数値シミュ

レーションを行った。解析対象の接合部モデルは図 3-2.2.13-76 に示すとおりであり、

直径 10mm の円形領域が全て接合されている Model CA, TA と、同じく直径 10mm の円

形領域の外周部 0.5mm の領域のみが接合されている Model CB, TB を対象とした。数値

シミュレーションの結果を図 3-2.2.13-77 に示すように、円周部のわずか 0.5mm 領域

しか接合されていない継手の十字引張強度は全面接合継手の強度とほぼ同じとなって

いる。せん断引張強度についても、全面接合継手の強度がわずかに高くなる傾向にあ

るがほぼ同じである。すなわち、十字引張試験および引張せん断試験のいずれにおい

ても円形領域の外周部での接合状況が継手強度を支配することが示された。  

 

 

 

 

図 3-2.2.13-74 界面局所クライテリオンの

評価試験手法図 

 

図 3-2.2.13-75 提案試験における接合部

端部の応力状態 
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図 3-2.2.13-76 継手強度評価シミュレーションのための接合部の仮想モデル 
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 上記の数値シミュレーションから、板厚 1.2mm の溶融亜鉛メッキ鋼（GI 板）と板

厚 1.0mm の 6000 系アルミニウム合金 A6061 板の FSSW 継手において、継手強度を

担っているのは接合部端部における界面並びに被接合材であるアルミニウム合金にお

ける亀裂の発生・進展抵抗であることを明確にしてきた。そこで、このような鋼—ア

ルミニウム合金継手の破断挙動も含めた継手強度を数値シミュレーションによって予

測するためのローカルマルチ破壊モデル（アルミニウム合金の延性損傷モデル、 IMC

の確率論的破壊モデルと界面剥離モデルの混合）を提案してきた。さらに、本提案破

壊モデルの適用性を検証するため、一般に継手強度試験に用いられる引張せん断試験

や十字引張試験とは異なる負荷様式（界面に作用する垂直応力とせん断応力の混合応

力状態が異なる）での破壊を再現する試験法を提案した。これは、引張りせん断試験

片の両端を固定し、鋼側から三点曲げ様式にて負荷試験を行う両端固定型三点曲げ試

験である。そこで、十字引張試験と引張せん断試験の結果から同定した界面剥離発生

条件（Quadratic nominal stress criterion（QNS クライテリオン）を適用して（図 3-

2.2.13-78 参照）、両端固定型三点曲げ試験で得られた界面剥離発生支配型の継手強度

を予測した。図 3-2.2.13-78 は、界面剥離発生条件に照らして両端固定型三点曲げ試験

片の負荷に伴う接合部端部界面での応力状態の履歴を示したものであり、接合外周部

のどの位置から剥離が開始するかも含めて継手強度を予測することができる（本解析

GI	
A6061	

GI 	A6061	

GI 	

 

(a) 十字引張解析  

GI	

A6061	

A	 	 	 	 	
GI 	

 

(b) 引張せん断解析  

図 3-2.2.13-77 数値シミュレーションによる継手強度に及ぼす接合領域の影響解析 
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では図中 A 点近傍で剥離開始）。予測された継手強度（この場合は界面剥離発生限界

荷重）は、図 3-2.2.13-79 に示すように、実験結果のばらつき範囲内にあり、精度良く

予測できることがわかった。このように、溶融亜鉛メッキ鋼（GI 板）とアルミニウム

合金の FSSW 継手におけるローカルマルチ破壊モデルを提案するに至り、アルミニウ

ム合金の延性、IMC の脆性破壊抵抗および界面強度に応じた継手強度に及ぼす接合部

形状の影響や外力モードの影響をシミュレーションによって予測する手法が構築でき

た。  

 
 

図 3-2.2.13-78 マルチ破壊モデルの適用による

引張せん断試験片の両端固定型三点曲げ試験に

おける継手強度予測  

図 3-2.2.13-79 界面剥離発生限界荷重

の予測結果と実験結果の比較  

 

③-（3）異材接合継手の疲労強度予測手法の開発（帝京大学） 

a) 本接合試験片での疲労強度曲線と疲労破壊様式  

 本接合試験片の疲労強度曲線（負荷曲げモーメントと疲労寿命の関係）を図 3-

2.2.13-80 に示す。１）破壊寿命が 2X105cycles(=N1cycles)以下の場合は、早期の界面せ

ん断剥離破壊となる。２）N1<N<106cycles の時は、接合部近傍の Al6061 で曲げ疲労

破断を生じる。３）N>106cycles では、界面せん断剥離破壊となる。以上のように破

壊様式は多様である。次節で、３）について、ＭＳＥによる接合部近傍の GA980 お

よびＡｌ6061 材の残留疲労強度変化について、ＭＳＥ法を用いて測定した結果を述べ

る。  
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図 3-2.2.13-80 負荷曲げモーメントと疲労寿命との関係  

 

b) MSE 法による GA980 材の接合界面近傍における疲労損傷  

GA980 材のＭＳＥ研削位置と接合部近傍のエロージョン率分布を図 3-2.2.13-81 およ

び図 3-2.2.13-82 に示す。また、エロージョン率は非損傷部のエロージョン率である

Ernd（図 3-2.2.13-81）で無次元化した値を用いている。本結果は、負荷繰り返し速度

が 20Hz、疲労破壊寿命が Nf=2x106cycles であり、せん断界面剥離破壊様式で破壊して

いるものである。  
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図 3-2.2.13-81 GA980 材の  

ＭＳＥ研削部  

図 3-2.2.13-82 ＭＳＥによる  

エロージョン率の分布  
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 本結果から、疲労負荷されないときは、４の位置で、エロージョン率が最小となり

その逆数である研削抵抗（疲労残留強度）は最も高くなっている。これは、接合によ

り発現する圧縮残留応力に起因する加工硬化によるものと思われる。疲労負荷後は、

この位置のエロージョン率は増加し、研削抵抗が初期状態に比べて低下している（疲

労残留強度が低下している）ことがわかる。以上のことから、疲労負荷により、接合

界面のみならず接合部近傍の GA980 母材においても強度的劣化を生じ、ＭＳＥ法で

それが検出されていることがわかる。すなわち、疲労負荷により、接合界面のみなら

ず接合部近傍の GA980 においても強度的劣化を生じ、ＭＳＥ法でそれが検出されて

いることがわかる。  

 次に、GA980 材接合部近傍のエロージョン率分布における最大値と最小値に注目し

て、疲労負荷前後のそれらの値の変化を調べた結果を図 3-2.2.13-83 および図 3-2.2.13-

84 に示す。本結果から、特に、GA 側である Er2 において、最大値、最小値とも疲労

負荷後にエロージョン率が増加していることがわかる。すなわち、それに対応する研

削抵抗（疲労残留強度）が低下していることがわかる。  

以上の結果から GA980 母材の疲労強度は、本接合接合試験片の疲労強度と関連し

ており、GA980 の疲労強度曲線から本接合試験片の疲労強度を予測する可能が示され

た。  
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図 3-2.2.13-83 Er2 側のエロージョン率分布において、疲労負荷前後におけるその最大

値と最小値の変化  
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図 3-2.2.13-84 Er1 側のエロージョン率分布における疲労負荷前後におけるその最大値

と最小値の変化  

 

c) MSE 法による Al6061 材の接合界面近傍における疲労損傷  

Al6061 材外表面の接合部近傍におけるエロージョン率分布を Er1 および Er2 に分け

て疲労負荷前後の値を比較する形で示した結果を図 3-2.2.13-85 および図 3-2.2.13-86

に示す。  

MSE 研削位置は、図 3-2.2.13-87 に示す。また、エロージョン率は非損傷部のエ

ロージョン率である Ernd（図 3-2.2.13-87）で無次元化した値を用いている。  

本結果は、負荷繰り返し速度が 20Hz、疲労破壊寿命が Nf=2x106cycles であり、せん

断界面剥離破壊様式で破壊しているものである。  
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図 3-2.2.13-85 疲労負荷前後の Er1 におけ

る MSE エロージョン率分布の比較  

図 3-2.2.13-86 疲労負荷前後の Er2 におけ

る MSE エロージョン率分布の比較  
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図 3-2.2.13-87 Al6061 外表面接合部近傍のＭSE 研削位置  

 

本結果から、Ａ l6061 の接合部近傍外表面のエロージョン率は、Ａ l6061 側である

Er1 において、赤矢印で示されるように、疲労負荷後に顕著に増加していることがわ

かる。すなわち、この位置で、ＭSE 法により、残留疲労強度の低下が検出されてい

ることが示された。それに対して、GA 側の Al6061 接合部近傍である Er2 においては、

疲労負荷前後でエロージョン率に大きな変化は見られなかった。  

 このことは、Ａl6061 の接合部近傍外表面のＡl6061 側である Er1 側のエロージョン

率の変化から、非破壊的に本接合試験片の残留疲労強度を予測することが可能である

ことを示している。   
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図 3-2.2.13-88 Al6061 外表面接合部近傍の

ＭSE 研削位置  

図 3-2.2.13-89 Er1 および Er2 側のエロー

ジョン率分布において、疲労負荷前後に

おけるその最大値と最小値の変化  
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次に、曲げ疲労破壊が生じた場合についての MSE 研削によるエロージョン率分布

の最大値と最小値の疲労負荷前後の変化について調べた結果を図 3-2.2.13-88 および図

3-2.2.13-89 に示す。本結果は、負荷繰り返し速度が 10Hz 、疲労破壊寿命が

Nf=2.91x105cycles であり、曲げ疲労破壊様式で破壊しているものである。  

 本結果から、接合部近傍の A6061 外表面の Er1 側において、エロージョン率の最大

値、最小値とも増加していることがわかる。すなわち、残留疲労強度が低下している

ことがわかる。Er1 は、曲げ疲労における疲労き裂が発生している位置と対応してい

る。一方、Er2 側では、疲労負荷前後で、明確な相違は見られなかった。  

 以上のことから、図 3-2.2.13-85 に示されるせん断剥離疲労破壊の場合も、図 3-

2.2.13-86 に示される曲げ疲労破壊の場合も A6061 接合部近傍外表面の Er1 側で選択的

にエロージョン率が疲労負荷により増加することが示された。  

すなわち、この領域で、残留疲労強度が低下することが示され、ＭSE 法で非破壊

的に検出できることが示された。このことは、本接合試験片の疲労余寿命を接合部近

傍の A6061 の外表面からＭSE 法で非破壊的に求めることの可能性を示している。  

以上の結果から、ＭSE 法で非破壊的に Al 合金 6061/高強度鋼（GA980 材）摩擦

攪拌点接合試験片の疲労余寿命を接合部近傍の Al6061 外表面から予測できる可

能性を示した。また、GA980 材も接合部近傍で疲労損傷を受け、残留疲労強度が

低下することがＭＳＥ法で明らかになった。このことは、GA980 材の疲労強度が

本接合試験片の疲労強度に関係することを示しており、GA980 材の疲労強度曲線

から本接合材の疲労強度を予測する可能性を示すものである。  

 

③-(4) 接合部性能保証のためのシミュレーションシステムの開発（阪大工学研究科

分室） 

 鋼—アルミニウム合金継手の破断挙動も含めた継手強度を数値シミュレーションに

よって予測するためのローカルマルチ破壊モデル（アルミニウム合金の延性損傷モデ

ル、IMC の確率論的破壊モデルと界面剥離モデルの混合）を適用して、接合プロセス

条件によって異なる接合部形状ならびに接合界面形態とマクロ継手強度との関係につ

いて解析的に検討を行った。図 3-2.2.13-90 に示すように、溶融亜鉛メッキ鋼（GI

板）とアルミニウム合金の FSSW 継手を対象として、ツール押込み量に依存したアル

ミニウム合金の残厚 a、接合中心部に形成される厚い脆弱な IMC 領域寸法 d（未接合

部として取扱い）、および接合部外半径（5+b）が引張せん断強度（TSS）および十字

引張強度（CTS）に及ぼす影響について数値シミュレーションを行った。  

 図 3-2.2.13-91 は、継手強度の及ぼす接合領域の影響を予測した結果を示したもので

ある。図 3-2.2.13-91 (a)に示すように、接合中心領域は TSS および CTS のいずれの継

手強度にもほとんど影響を及ぼさず、外周部の約 1mm 程度の接合部により継手強度

が担保されていることがわかった。これは、接合中心領域の未接合領域がかなり大き

い場合でも継手強度にはほとんど影響はなく、中心領域に形成される脆弱な厚い IMC

は継手強度には影響を及ぼさないことを示唆している。また、図 3-2.2.13-91 (b)には、

継手強度に及ぼす接合部外周半径 b の影響を示しているが、b の増加（この場合は接

合部直径 D）の増加に伴って線形的に継手強度が上昇していることがわかる。この結
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果は、継手強度は接合部面積に依存するものではなく、接合部半径／直径や外周長さ

と比例関係にあることを示唆するものである。  

 

FSSW継手	

Al	

Steel	

Unit : mm	

ツール直径 : 10 

1.2	

未接合部半径：d

1.0	

接合領域

b	

残厚：a

d	

A6061	

Steel	

A６０６１	
Steel 	

 

図 3-2.2.13-90 FSSW 継手部性状の変化パラメータ  

 

 図 3-2.2.13-92 は、FSSW 継手の継手強度に及ぼすアルミニウム合金残厚 a の影響

（D=10mm）について、破断挙動も含めて予測した結果を示したものである。引張せ

ん断試験および十字引張試験ともに、アルミニウム残厚 a が元厚 1mm のときは界面

破断が支配な破断挙動を呈し、残厚が小さくなると界面破断ではあるものの徐々に

TSS、CTS は上昇することがわかった。しかし、いずれの試験においても残厚が元厚

の半分程度（約 0.5mm）になるとプラグ破断を呈するようになり、また継手強度も最

大値を迎える。さらに残厚小さくなると、プラグ破断を呈するものの継手強度は低下

することがわかった。  

 以上のパラメトリック解析から、溶融亜鉛メッキ鋼（GI 板）とアルミニウム合金の

FSSW 継手を対象としたときの、所望の継手強度（破断モードも含む）を確保するた

めの接合プロセス制御指針が導かれた。  

 

 
 

(a) 接合中心部の未接合領域半径 d の影響  (b) 接合部外周半径 b の影響  

図 3-2.2.13-91 溶融亜鉛メッキ鋼（GI 板）とアルミニウム合金の FSSW 継手の CTS

および TSS に及ぼす接合領域の影響（アルミニウム合金残厚 a = 1mm）  
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A6061	Steel	

A6061	

Steel	
 

 

A6061	Steel	

A6061	

Steel	

 

 

(a) 引張せん断強度  (b) 十字引張強度  

図 3-2.2.13-92 溶融亜鉛メッキ鋼（GI 板）とアルミニウム合金の FSSW 継手の継手

強度と破断挙動に及ぼすアルミニウム合金残厚 a の影響（D=10mm）  

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2019FY 2 0 22 0 0 0 0 3 1 

2020FY 4 2 17 0 0 0 0 2 1 

2021FY 7 2 21 0 0 0 0 6 1 

2022FY 8 0 16 0 0 0 1 1 2 

合計  21 4 76 0 0 0 1 12 5 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

表 3-2.2.13-6 論文、外部発表等の件数（内訳）  
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.2.13.3 参考文献  
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表 3-2.2.13-7 特許の件数（内訳）  
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2.2.14［テーマ番号６４Ｂ］マルチマテリアル接合技術における継手性能データベー

スの構築（2020 年度～2022 年度）  

 

2.2.14.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

 自動車車体の組み立て工程においては、プレス板材、押し出し材、ダイキャスト材

など、成形された材料を接合・接着技術を用いて合体し、部材を製造する。接合技術

には、点および連続接合があり、それぞれ様々な接合方法が用いられており、接合条

件によって、接合強度や耐久性が異なる。また接着技術では、接着剤の選択や表面処

理方法などにより、その継手性能が支配される。  

 マルチマテリアル車体においては、超高強度鋼、高強度・高延性アルミ材、先進炭

素繊維強化複合材の組み合わせ、つまり異種材料の接合技術の確立が必要不可欠であ

る。そして材料の組み合わせと接合方法の選択は、構造設計と互いに補完関係にあり、

部材に応じて最適な材料の組み合わせとともに、組み合わせに対応した、最適な接合

技術の選定が不可欠である。さらに、それらの選定のためには、部材に要求される、

接合強度や疲労強度といった耐久性などの継手性能を満足する必要がある。  

 本テーマでは、マルチマテリアル車体を設計・製作するために必要となる、材料の

組み合わせ・接合技術に対応した継手性能をデータベース化し、エンドユーザがイン

ターネット等を通して、アクセスできるシステムを構築することを目的とする。  

 なお、本テーマでは、異材接合の界面構造と強度発現機構の解明、車体構造設計や

接合プロセス制御に適用できる異材継手の性能評価技術とシミュレーション技術の研

究開発を目的とした「[テーマ番号 64]マルチマテリアル接合技術の基盤研究開発」と

密接な連携を取りながら目標達成に向けた研究開発を推進する。  

 

(2)目標値  

① [テーマ番号 64]で扱う接合技術を対象とする継手性能の取得  

 [テーマ番号 64]で扱う接合技術である、超高強度鋼と高強度・高延性アルミ材との

異材接合技術として、抵抗スポット溶接、FSSW により異材接合継手を作製し、接合

強度、S-N 線図の取得、JASO M609 法を参考にした耐久試験（腐食疲労）などを実施

する。そして、超高強度鋼と高強度・高延性アルミ材との基材接合継手の性能をデー

タベース化する。  

② 本プロジェクトの接合接着技術テーマの継手性能の収集  

 [テーマ番号 02] 、[テーマ番号 63]、 [テーマ番号 64]などにおける接合技術や[テー

マ番号 53]における接着技術と連携し、高強度・高延性アルミ材と先進炭素繊維強化

複合材料との異材接合技術、ならびに超高強度鋼と先進炭素繊維強化複合材料との異

材接合技術として、FSSW、レーザ溶着、接着などによって異材継手を作製し、接合

強度、S-N 線図の取得、JASO M609 法を参考にした耐久試験（腐食疲労）などを実施

する。そして、高強度・高延性アルミ材と先進炭素繊維強化複合材料、ならびに超高

高度鋼と先進炭素繊維強化複合材料との異材接合継手の性能をデータベース化する。  

③  継手性能データベース及び接合技術インテグレーション・システムのユーザイン
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タフェースの構築  

 マルチマテリアル車体を設計・製作するために必要となる、材料の組み合わせ、接

合接着技術・条件、継手性能のデータをデータベース化するための入出力のインター

フェースを構築する。また、蓄積した性能データベースを用いて、未知の接合条件で

の性能評価予測を行う、接合技術インテグレーション・システムのアルゴリズムを構

築し、一般ユーザが広く活用できるインターフェースを構築する。  

 

 

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

[テーマ番号 64]で扱

う接合技術を対象と

する継手性能の取得  

（2020～2022 年度）  

  市中材による超高

強度鋼/アルミ材

の重ね異材接合継

手の静的引張強

度、ならびに S-N

線図取得のための

疲労強度のデータ

を取得する。  

本テーマで開発す

る革新材を用いた

超高強度鋼/高強

度・高延性アルミ

材の異材接合・接

着継手の機械的特

性および腐食特性

を取得する。  

本プロジェクトの接

合接着技術テーマの

継手性能の収集  

（2020～2022 年度）  

  市中材によるアル

ミ材/先進炭素繊

維強化複合材料、

超高強度鋼/先進

炭素繊維複合材料

の重ね異材接合継

手の静的引張強度

、ならびに S-N 線

図取得のための疲

労強度のデータを

取得する。  

本テーマで開発す

る革新材を用いた

高強度・高延性ア

ルミ材/先進炭素

繊維強化複合材料

、超高強度鋼/先

進炭素繊維強化複

合材料の異材接合

・接着継手の機械

的特性および腐食

特性を取得する。  

継手性能データベー

ス及び接合技術イン

テグレーション・シ

ステムのユーザイン

タフェースの構築  

（2020～2022 年度）  

  2020 年度に取得

する、市中材によ

る超高強度鋼/ア

ルミ材、アルミ材

/先進炭素繊維強

化複合材料、超高

強度鋼/先進炭素

繊維複合材料の重

蓄積した性能デー

タベースを用いて

、未知の接合条件

での性能評価予測

を行う、接合技術

インテグレーショ

ン・システムのア

ルゴリズムを構築

表 3-2.2.14-1 研究開発目標  
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ね異材接合継手の

機械的特性をデー

タベースとして蓄

積するための計算

機システムを導入

する。  

し、一般ユーザが

広く活用できるイ

ンターフェースを

構築する。  

 

(3)全体計画  

 本研究テーマでは、本事業で開発する革新材（超高強度鋼、高強度・高延性アルミ

材、先進炭素繊維強化複合材料）を活用したマルチマテリアル車体を設計・製作する

ために必要となる、材料の組み合わせ・接合技術に対応した継手性能をデータベース

化し、エンドユーザがインターネット等を通して、アクセスできるシステムを構築す

る。全体計画の概要を、最終目標後の活動も含めて、表 3-2.2.14-2 に示す。  

 まず第三期中間目標として、本事業で開発を進めている接合技術を用いて作製する

市中材による超高強度鋼 /アルミ材、アルミ材 /先進炭素繊維強化複合材料、超高強度

鋼/先進炭素繊維複合材料の重ね異材接合継手の継手性能を取得する。また、取得する

継性能をデータベースとして蓄積する計算機システムを導入するとともに、取得され

ていない未知の接合条件で作製する異材継手の性能を推定するためのアルゴリズム、

ならびにエンドユーザがアクセスするためのインターフェースの開発に着手する。  

 そして、2021 年度より第三期最終目標である 2022 年度末までに、本事業で開発を

進めている接合・接着技術を用いて作製する革新材による超高強度鋼 /高強度・高延性

アルミ材、高強度・高延性アルミ材 /先進炭素繊維強化複合材料、超高強度鋼 /先進炭

素繊維複合材料の重ね異材接合継手の継手性能を取得する。また、取得した継手性能

をデータベースに蓄積するとともに、未知の接合条件で作製する異材継手の性能を推

定するためのアルゴリズムを、機械学習機能を活用して高度化することで、接合技術

インテグレーション・システムのアルゴリズムを構築する。さらに、エンドユーザが

インターネット等を通して、アクセスするためのインターフェースを完成させる。  

 2023 年度以降では、国内のみの限定であるが、マルチマテリアル車体を設計・製作

するために必要となる、材料の組み合わせ・接合技術に対応した継手性能データベー

スを公開する。  
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２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３以降

①テーマ６４で扱う接合
技術を対象とする継手
性能の取得

市中材による鋼材/

アルミの重ね接合部
の継手性能の取得

革新材による鋼材/アルミ

の重ね接合部の継手性能
の取得

鋼材/アルミの重ね接合部

の腐食特性の取得（接合・
接着技術の複合化も含
む）

②本プロジェクトの接合
接着技術テーマの継手
性能の収集

市中材によるアルミ
/CFRPT、鋼材/CFRPT
の継手性能の取得

革新材によるアルミ
/CFRTP、鋼材/CFRTPの継
手性能の取得

アルミ/CFRTP、鋼材/CFRTP

の腐食性能の取得（接合・
接着技術の複合化も含
む）

③継手性能データベー
ス及び接合技術インテ
グレーション・システム
のユーザインタフェース
の構築

未知の接合条件で
の継手性能の推定
に向けた接合技術イ
ンテグレーション・シ
ステムの構築

データベースへの情
報蓄積と入出力イン
ターフェースの構築

公開可能デー
タの開示（国内
対象）

公開可能デー
タの開示（国内
対象）

 

 

(4)実施体制  

 本研究テーマは、国立大学法人大阪大学（阪大接合研分室）にて研究開発を遂行す

る。  

 

(5)運営管理  

 本事業で開発する革新材の研究事業（テーマ 02, 13, 27）、また同じく開発を進めて

いる接合・接着技術の研究事業（テーマ 05, 53, 61, 63, 64）、ならびにデータベース構

築のための異材継手を作製する事業者との定期的な技術検討会を、三ヶ月に一回の頻

度で開催し、進捗確認および今後の検討方針や開発軌道修正について協議し、スケ

ジュールに沿った研究開発運営を実施する。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 本テーマにより、革新材を用いた異材接合継手の性能がデータベースとして蓄積さ

れるだけでなく、データベースとしては蓄積されていない未知の接合条件で異材接合

継手を作製した場合の性能も予測可能になる。そのため、マルチマテリアル車体の設

計において、既存の概念に縛られることのない車体設計も可能になると期待される。  

 

 

 

 

表 3-2.2.14-2 全体計画  
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2.2.14.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

[テーマ番号 64]で

扱う接合技術を対

象とする継手性能

の取得  

本テーマで開発す

る革新材を用いた

超高強度鋼/高強度

・高延性アルミ材

の異材接合・接着

継手の機械的特性

および腐食特性を

取得する。  

（2022 年度）  

本テーマで開発した引張

強度 1.5GPa 級革新鋼板/

高延性革新アルミ材の重

ね異材接合継手の静的引

張せん断強度および S-N

線図取得のための疲労特

性データ、ならびに重ね

異材接合・接着継手の腐

食特性である腐食疲労特

性データを取得した。  

◎  

 

本プロジェクトの

接合接着技術テー

マの継手性能の収

集  

本テーマで開発す

る革新材を用いた

高強度・高延性ア

ルミ材/先進炭素繊

維強化複合材料、

超高強度鋼/先進炭

素繊維強化複合材

料の異材接合・接

着継手の機械的特

性および腐食特性

を取得する。  

（2022 年度）  

本テーマで開発した高延

性革新アルミ材/先進炭

素繊維強化複合材料およ

び引張強度 1.5GPa 級革

新鋼板/先進炭素繊維強

化複合材料の重ね異材接

合継手の静的引張せん断

強度および S-N 線図取得

のための疲労特性デー

タ、ならびに重ね異材接

合・接着継手の腐食特性

である腐食疲労特性デー

タを取得した  

◎  

 

継手性能データベ

ース及び接合技術

インテグレーショ

ン・システムのユ

ーザインタフェー

スの構築  

蓄積した性能デー

タベースを用いて

、未知の接合条件

での性能評価予測

を行う、接合技術

インテグレーショ

ン・システムのア

ルゴリズムを構築

し、一般ユーザが

広く活用できるイ

ンターフェースを

取得した引張せん断強

度、疲労特性データおよ

び腐食疲労特性データを

蓄積した性能データベー

スを構築した。そして蓄

積した性能データベース

を用いて、未知の接合条

件での性能評価予測を行

う、接合技術インテグ

レーション・システムの

アルゴリズムをディープ

○  

 

表 3-2.2.14-3 最終目標と達成度  
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構築する。  

（2022 年度）  

ニューラルネットワーク

を活用して構築し、一般

ユーザが広く活用できる

ネットワーク。インター

フェースを構築した。  

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

①[テーマ番号 64]で扱う接合技術を対象とする継手性能の取得、および②本プロ

ジェクトの接合接着技術テーマの継手性能の収集 

 市中材の超高強度鋼として、長さ 250 mm、幅 165 mm、厚さ 1.4 mm の引張強度

1.5GPa 級実験室冷間圧延鋼板（引張強度 1.5 GPa、伸び 5 %以上）を作製した。作製

された鋼板の化学成分は、表 3-2.2.14-4 に示す通りである。なお、作製した鋼板の

0.2%耐力、引張強度および伸びは、それぞれ、1.43 GPa、1.56 GPa、5.7 %である。ま

た、市中材のアルミ材として、（株）UACJ 製の板厚 3 mm の 5083-O 材（引張強さ 304 

MPa、0.2%耐力 131 MPa、伸び 26%）を購入後、板表面の酸洗処理を行った。なお、

酸洗後は自然酸化（錆）防止のため防錆塗油を施した。購入したアルミ材の化学成分

は、表 3-2.2.14-5 に示す通りである。さらに、市中材の先進炭素繊維複合材料として、

東レ（株）製の炭素繊維強化熱可塑性樹脂ペレット（TLP1060：PA6 マトリックス、

炭素繊維含有率 30%）を用いて、射出成形（成形温度 260 ℃、射出圧力 70 MPa、射

出時間 2.25 s）により、150 x 150 x 3.0 mm の板材を作製した。作製した炭素繊維強化

複合材料板（CFRTP 板）の室温、大気中における弾性率、引張強度および伸びは、そ

れぞれ、1.57 GPa、226 MPa、1.8 %である。  

 

表 3-2.2.14-4 引張強度 1.5GPa 級実験室冷間圧延鋼板の化学成分  

Elements C Si Mn P S Al N O Fe 

(mass%) 0.448 0.19 0.79 0.010 0.002 0.044 0.0036 0.0011 Bal. 

 

表 3-2.2.14-5 5083-O 材の化学成分（mass %）  

Elements Si Fe Cu Mn Mg Cr Zr Ti Al 

(mass%) 0.10 0.21 0.03 0.64 4.5 0.06 0.02 0.01 Bal. 

 

 本事業で開発した引張強度 1.5GPa 級革新鋼板（0.2%耐力 1298 MPa、引張強度 1486 

MPa、伸び 19.5 %）は、（株）神戸製鋼所より板厚 1.4 mm の革新鋼板をテーマ 02 と

の連携により、提供頂いた。同じく本事業で開発した高延性革新アルミ材として、

（株）UACJ 製の板厚 3 mm の革新 Al-Mg 合金（引張強さ 222 MPa、0.2%耐力 148 

MPa、伸び 12.8 %）に加えて、高強度・高靭性革新アルミ材として、（株）UACJ 製の

板厚 3 mm の高強度・高靭性アルミニウム合金（引張強さ 699 MPa、0.2%耐力 662 

MPa、伸び 12.6 %）を購入した。板表面の酸洗処理後、自然酸化（錆）防止のため防
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錆塗油を施した。さらにテーマ 27 の協力のもと、名古屋大学ナショナルコンポジッ

トセンター（NCC）より、先進炭素繊維強化複合材料の革新材として、LFT-D（Long 

Fiber Thermoplastic - Direct）システムで射出成形された炭素繊維強化可塑性樹脂板

（LFT-D 材：炭素繊維含有率約 30 %、PA6 マトリックス）をサンプル提供頂いた。提

供頂いた LFT-D 材のサンプルは長さ 900 mm、幅 800 mm、厚さ 3 mm の板材であり、

板幅方向が長手方向となる幅 40 mm の試験片（長さ 125 及び 150 mm）を切り出した。 

 接合・接着継手を作製するための接着剤は、テーマ 53 の協力のもと、本事業で開

発された二種類の革新接着剤を提供頂いた。CFRTP 板ならびに LFT-D 材を接着する

場合には低温硬化型を、金属材料を接着する場合に高温硬化型を用いた。  

 継手性能を評価する市中材を用いた異材接合継手として、表 3-2.2.14-6 に示すよう

に、超高強度鋼/5083-O 材、超高強度鋼/CFRTP 板、5083-O 材/CFRTP 板重ね異材接合

継手を、それぞれ二種類の接合方法を用いて作製した。静的引張せん断試験に供する

重ね異材接合継手は、長さ 125 mm、幅 40 mm の試験片を、せん断疲労試験に供する

重ね異材接合継手は、長さ 150 mm、幅 40 mm の試験片を用いて、重ね代 40 mm で接

合し、それぞれ、長さ 210 mm と 260 mm の接合継手とした。一般に、接合継手作製

時の総入熱量は、接合界面における接合面積や接合反応層厚さなどに大きく影響を及

ぼし、その結果として継手性能も影響を受けると考えられる。そして、接合継手作製

時の接合プロセスにおけるパラメータは多岐にわたるが、接合継手作製時の総入熱量

で整理することが行われている。そこで本テーマにおいても、表 3-2.2.14-6 に示すよ

うに、それぞれの接合方法について、一つのパラメータのみを変化させることで、総

入熱量の異なる異材接合継手を作製した。レーザ溶着接合法の場合には、健全な異材

接合継手を作製可能なパラメータの幅が狭いため、総入熱量は二種類のみ変化させた。

その他の接合方法では、総入熱量を三種類に変化させて異材接合継手の作製を行った。

なお表 3-2.2.14-6 における変動範囲で”中”と表記した接合条件が、それぞれの接合

方法における最適条件に相当する条件である。  

 

表 3-2.2.14-6 市中材を用いた重ね異材接合継手の作製方法と接合パラメータ  

重ね異材接合継手の

種類  
接合方法  パラメータ  

変動  

範囲  

超高強度鋼/5083-O 材  

抵抗スポット溶接法（RSW）  溶接電流  
小, 中, 

大  

複動式摩擦攪拌点接合法

（RFSSW）  
回転速度  

小, 中, 

大  

超高強度鋼/CFRTP 板  
摩擦攪拌点接合法（FSSW）  ツール挿入速度  

小, 中, 

大  

レーザ溶着接合法（LIAPW）  レーザ出力  小, 中  

5083-O 材/CFRTP 板  
摩擦攪拌点接合法（FSSW）  ツール挿入速度  

小, 中, 

大  

レーザ溶着接合法（LIAPW）  走査速度  中, 大  
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 継手性能を評価する革新材料を用いた異材接合継手として、表 3-2.2.14-7 に示すよ

うに、革新鋼板/革新 Al-Mg 合金、高強度鋼/高強度・高靭性アルミニウム合金、革新

鋼板/CFRTP 板、革新鋼板/LFT-D 材、革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板、革新 Al-Mg 合金

/LFT-D 材、高強度・高靭性アルミニウム合金 /CFRTP 板の重ね異材接合継手を作製し

た。静的引張せん断試験に供する重ね異材接合継手は、長さ 125 mm、幅 40 mm の試

験片を、せん断疲労試験に供する重ね異材接合継手は、長さ 150 mm、幅 40 mm の試

験片を用いて、重ね代 40 mm で接合し、それぞれ、長さ 210 mm と 260 mm の接合継

手とした。市中材を用いた重ね異材接合継手の場合と同じく、表 3-2.2.14-7 に示すよ

うに、それぞれの接合方法について、パラメータを変化させることで、総入熱量の異

なる異材接合継手を作製した。なお、変動範囲で”中”と表記した接合条件が、それ

ぞれの接合方法における最適条件に相当する条件である。  

 

表 3-2.2.14-7 革新材料を用いた重ね異材接合継手の作製方法と接合パラメータ  

重ね異材接合継手の種類  接合方法  パラメータ  変動範囲  

革新鋼板/革新 Al-Mg 合金  
RSW 溶接電流  小, 中, 大  

RFSSW 回転速度  小, 中, 大  

超高強度鋼/高強度・高延性  

アルミニウム合金  
RFSSW 回転速度  中, 大  

革新鋼板/CFRTP 板  FSSW ツール挿入速度  小, 中, 大  

革新鋼板/LFT-D 材  LIAPW レーザ走査速度  小, 中  

革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板  FSSW ツール挿入深さ  小, 中, 大  

革新 Al-Mg 合金/LFT-D 材  LIAPW レーザ出力  小, 中  

高強度・高靭性アルミニウ

ム合金/CFRTP 板  

FSSW 
ツール挿入速度

および保持時間  
小, 中, 大  

LIAPW レーザ出力  小, 中  

 

 また継手の疲労特性として腐食疲労特性を取得するため、市中材ならびに革新接着

剤を用いて、表 3-2.2.14-8 に示すような重ね異材接合・接着継手を、さらに革新材料

および革新接着剤を用いて、表 3-2.2.14-9 に示すような重ね異材接合・接着継手を作

製した。作製した継手の寸法は、せん断疲労試験用継手と同じである。また、それぞ

れの接合方法のパラメータを変化させることで、総入熱量の異なる異材接合・接着継

手を作製した。さらに、耐食性が腐食疲労特性に及ぼす影響について検討することを

目的として、接合・接着継手作製後に継手全体に施す化成処理ならびに電着塗装につ

いて、処理を行わない継手を用いた腐食疲労試験も行った。  
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表 3-2.2.14-8 市中材を用いた重ね異材接合・接着継手の作製方法と接合パラメータ  

重ね異材接合・接着  

継手の種類  
接合方法  

革新接着剤  

（エポキシ系）  
パラメータ  変動範囲  

超高強度鋼/5083-O 材  
RSW 

高温硬化型  
溶接電流  小, 中, 大  

RFSSW 回転速度  小, 中, 大  

超高強度鋼/CFRTP 板  
FSSW 

低温硬化型  

挿入速度  小, 中, 大  

LIAPW 走査速度  小, 中  

5083-O 材/CFRTP 板  
FSSW 挿入速度  小, 中, 大  

LIAPW レーザ出力  小, 中  

 

表 3-2.2.14-9 革新材料を用いた重ね異材接合・接着継手の作製方法と接合パラメータ  

重ね異材接合・接着  

継手の種類  

接合  

方法  

革新接着剤  

（エポキシ

系）  

パラメータ  変動範囲  

革新鋼板/革新 Al-Mg 合金  
RSW 

高温硬化型  
溶接電流  小, 中, 大  

RFSSW 回転速度  小, 中, 大  

革新鋼板/CFRTP 板  FSSW 

低温硬化型  

挿入速度  小, 中, 大  

革新鋼板/LFT-D 材  LIAPW 走査速度  小, 中  

革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板  FSSW 
ツール挿入速度

および保持時間  
小, 中, 大  

革新 Al-Mg 合金/LFT-D 材  LIAPW レーザ出力  小, 中  

 

 静的引張せん断試験は、JIS Z3136 に準拠して、室温、大気中で、実施した。なお

摑み間距離（クランプ間距離）は 100 mm で、試験速度 5.0 mm/min の条件で引張試験

を実施した。  

 せん断疲労試験は、JIS Z3138 に準拠して、室温、大気中で、実施した。摑み間距

離（クランプ間距離）は 160 mm で、荷重比（＝（最小荷重）／（最大荷重））を 0.1

として、周波数 20 Hz の正弦波になるような変動荷重を負荷して、疲労試験を実施し

た。ただし、最大繰返し数が 1.0 x 107 回に達した段階で接合継手が未破断の場合には、

試験を中止した。  

 腐食疲労試験は、腐食促進環境を模擬することが可能な複合サイクル腐食試験装置

内に設置可能な疲労試験機（図 3-2.2.14-1）を用いて、濃度 0.5 %の NaCl と 0.1 %の

CaCl の混合塩水を用いた乾湿・塩水工程による、中高温地域を想定した腐食促進条件

下で実施した。中高温地域を想定した乾湿・塩水工程については、テーマ 65 の協力

のもと、表 3-2.2.14-10 に示すような促進試験条件を設定した。図 3-2.2.14-2 に複合サ

イクル腐食試験装置で計測した温度と湿度の履歴を示すが、表 3-2.2.14-10 に示した通

り、湿潤－乾燥が繰り返されていることが分かる。なお、図 3-2.2.14-2 の中央付近で、

急激に湿度が 100 %まで上がり、温度が 30 ℃まで下がっている部分が認められるが、

これは、塩水噴霧を行ったために生じた変動である。つかみ間距離（クランプ間距
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離）は、せん断疲労試験と同じく 160 mm であり、疲労荷重は、引張荷重、抜重動作

を 0.5 Hz で繰り返す荷重であり、最大繰返し数が 1.0 x 106 回に達した段階で接合・接

着継手が未破断の場合には、試験を未破断のまま終了した。  

 

 

図 3-2.2.14-1 複合サイクル腐食試験装置内に設置された腐食疲労試験機本体  

 

表 3-2.2.14-10 中高温地域を想定した腐食促進条件  

項目
温度
[℃]

湿度
[%RH]

時間
[h]

湿潤 40 95 3

移行 1

※塩水

乾燥 60 35 3

移行 1
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図 3-2.2.14-2 複合サイクル腐食試験装置で計測した温度と湿度の履歴  
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 さらに腐食疲労特性の取得に際しては、複合サイクル腐食試験装置内での疲労試験

に加えて、室温・大気中ならびに中高温地域の代表例として、一般社団法人日本ウエ

ザリングテストセンター・宮古島暴露試験場での塩害地での疲労試験も行い、テーマ

65 の協力のもとで策定した促進試験条件の妥当性についても検討を行った。室温・大

気中ならびに塩害地での疲労試験機の外観写真を、それぞれ、図 3-2.2.14-3 および図

3-2.2.14-4 に示す。  

 

 

図 3-2.2.14-3 室温・大気中における腐食疲労試験機の外観写真  

 

 

図 3-2.2.14-4 塩害地における腐食疲労試験機の外観写真  
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 市中材を用いた重ね異材接合継手の引張せん断試験の結果を、入熱量で整理した結

果を図 3-2.2.14-5 に示す。超高強度鋼 /5083-O 材は、接合方法に関係なく、全て、破

壊は超高強度鋼と 5083-O 材との接合界面で生じる結果となった。抵抗スポット溶接

法（Resistance Spot Welding : RSW）と複動式摩擦攪拌点接合法（Refill Friction Stir 

Spot Welding : RFSSW）1)とで、大きく引張せん断強度が異なる主要因は、接合面積の

違いであると考えられる。RSW で作製された接合継手の接合界面が、直径約 6.0 mm

の円形であるのに対して、RFSSW で作製された接合継手では、直径約 8.5 mm の円形

であった。ただし接合面積の差を考慮しても、RFSSW で作製された接合継手のほう

が、引張せん断強度が高い結果となった。その原因は、RFSSW は固相接合であり、

溶融接合法の RSW よりも総入熱量が少なく、その結果として、硬くて脆い金属間化

合物の生成が抑制され、界面強度が高くなったためと考えられる。摩擦攪拌点接合法

（Friction Stir Spot Welding : FSSW）2,3)で作製された、超高強度鋼/CFRTP 板、5083-O

材 /CFRTP 板は、いずれも破壊は接合界面で生じる結果となった。接合界面は、いず

れも直径が約 30 mm の円形で、接合面積の差は僅かであるのに対して、計測された引

張せん断強度は、超高強度鋼 /CFRTP 板のほうが、約半分以下と極めて弱い結果と

なった。その原因は、超高強度鋼 /CFRTP 板では、超高強度鋼と CFRTP 板の発煙発火

が避けられない条件での接合継手の作製であったため、接合界面の CFRTP 板側の一

部が損耗し、界面強度が弱くなったためと考えられる。レーザ溶着接合法（Laser 

Irradiation Assistance Plastic Welding ; LIAPW）4)で作製した、超高強度鋼/CFRTP 板と

5083-O 材/CFRTP 板は、いずれも高い引張せん断強度を示したが、これは接合面積が、

LIAPW では、重ね代である 40 x 40 mm2 全体で接合界面が形成されるように、接合が

行われたためと考えられる。ただし、5083-O 材/CFRTP 板の場合には、一部、接合界

面の形成が不足した結果も認められた。なお、超高強度鋼 /CFRTP 板が接合界面で破

断したのにたいして、5083-O 材/CFRPT 板の大部分が CFRTP 板母材で破断する結果

となった。CFRTP 板母材で破断する結果となった理由は、5083-O 材/CFRTP 板作製時

の総入熱量が、超高強度鋼/CFRTP 板よりも大きく、接合プロセス中に CFRTP 板が損

傷したためと考えられる。  
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図 3-2.2.14-5 市中材を用いた重ね異材接合継手の静的引張せん断試験の結果  
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 革新材料を用いた重ね異材接合継手の引張せん断試験の結果のうち、高強度・高靭

性アルミニウム合金を含まない異材接合継手について、入熱量で整理した結果を図 3-

2.2.14-6 に示す。また、市中材を用いた重ね異材接合継手の結果と比較するため、図

3-2.2.14-5 の引張せん断強度の最大値を、図 3-2.2.14-6 と同じく、30 kN にした結果を、

図 3-2.2.14-7 に示す。なお、図 3-2.2.14-6 の鋼板は革新鋼板を示している。市中材の

場合と同様、革新鋼板 /革新 Al-Mg 合金は、接合方法に関係なく、全て、破壊は革新

鋼板と革新 Al-Mg 合金との接合界面で生じる結果となった。また、RSW と RFSSW と

の引張せん断強度の違いも主要因も、接合面積の違いであると考えられる。しかしな

がら、RFSSW で作製された超高強度鋼/5083-O 材の引張せん断強度のほうが、同じく

RFSSW で作製された革新鋼板/革新 Al-Mg 合金よりも強い強度を示す結果となった。

革新鋼板/革新 Al-Mg 合金では、引張せん断試験後の革新鋼板と革新 Al-Mg 合金との

接合界面が単純剥離したと考えられるのに対して、超高強度鋼/5083-O 材では、超高

強度鋼と 5083-O 材とが局所的に反応層を形成したと考えられる破断面を示していた。

つまり、RFSSW で作製された革新鋼板/革新 Al-Mg 合金では、接合界面での鉄とアル

ミニウムとの結合反応が、超高強度鋼/5083-O 材の場合よりも不足していたと考えら

れる。FSSW で作製された革新鋼板/CFRTP 板の引張せん断強度も、同じく FSSW で

作製された超高強度鋼 /CFRTP 板よりも弱い強度を示す結果となった。いずれの継手

も接合界面で破壊する結果であったが、引張せん断試験後の破断面では、超高強度鋼

/CFRTP 板の場合には、超高強度鋼に接合界面形成に寄与するＰＡマトリックスが認

められるが、革新鋼板/CFRTP 板の場合には、革新鋼板に PA マトリックスは、ほとん

ど認められなかった。つまり PA マトリックスに対する接合性の違いが、両者の引張

せん断強度の違いの主要因であると考えられる。一方、LIAPW で作製された革新鋼

板/LFT-D 材と革新 Al-Mg 合金/LFT-D 材、ならびに FSSW で作製された革新 Al-Mg 合

金 /CFRTP 板の引張せん断強度は、比較対象となる市中材の異材接合継手よりも、い

ずれも強い強度を示した。FSSW で作製された革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板で、5083-O

材/CFRTP 板よりも大幅に強度が増加した理由は、PA マトリックスと金属との接合性

向上のために施す表面処理の違いであると考えられる。しかしながら、LIAPW で作

製された革新材料を用いた異材継手と、比較対象となる市中材の異材継手の場合は、

同じ表面処理を施していることから、必ずしも、表万処理の違いが継手強度の違いの

主要因とはならないと考えられる。接合界面形成のために投入される熱量は、CFRTP

板や LFT-D 材のような低融点材料の場合には、被接合材を劣化させてしまう危険性も

あり、最適な接合条件の抽出は、必ずしも入熱量だけで決定することは困難であると

考えられる。そのため、本テーマの最終目標の一つである、様々な条件で作製された

革新材料を用いた異材接合継手の継手性能を予測するためには、多変数入力－多変数

出力の関係を予測するアルゴリズムが必要であると考えられる。  

 革新材料の一つである高強度・高靭性アルミニウム合金を用いた重ね異材接合継手

の引張せん断試験の結果を、FSSW を用いて作製された革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板の

引張せん断強度とあわせて、入熱量で整理した結果を図 3-2.2.14-8 に示す。なお図 3-

2.2.14-8 中の“革新アルミ２”が、高強度・高靭性アルミニウム合金を示している。

破壊形態から、これら全ての継手では、接合界面強度が引張せん断強度の支配因子で
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あると考えられる結果であった。FSSW で作製された革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板の場

合には、入熱量が増加するにしたがって、引張せん断強度も増加する結果となった。

これは入熱量の増加にともない、接合界面形成に寄与する CFRTP 板の PA6 マトリッ

クス量が増大し、接合面積が広くなったためと考えられる。一方、FSSW を用いて作

製した高強度・高靭性アルミニウム合金 /CFRTP 板の場合には、接合界面形成に寄与

する PA マトリックス量が、入熱量に比例しなかったために、入熱量との間に正の相

関が認められない結果となった。LIAPW で作製された異材継手の場合には、破断面

観察結果より、接合に投入された熱量が不十分であったために、引張せん断強度が低

くなったと考えられる。ただし、入熱量の増加にともない、形成される接合界面の面

積が広くなったために、強度は入熱量に対して、正の依存性を示したと考えられる。

RFSSW で作製された超高強度鋼 /高強度・高靭性アルミニウム合金の場合には、破断

面観察結果より、破壊が単純剥離に近い形になっていると見受けられる結果であった。

高強度・高靭性アルミニウム合金は、難接合性を有する 7000 系アルミニウム合金を

元に開発された革新アルミ材である。そして、超高強度鋼が被接合材の場合には、ア

ルミニウム合金側が溶融あるいは軟化する必要があるが、RFSSW では、強固な接合

界面形成に至るまでの温度上昇が困難であったと考えられる。その結果、作製された

接合着手の引張せん断強度は低くなったと考えられる。  
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図 3-2.2.14-6 革新材料を用いた重ね異材接合継手の静的引張せん断試験の結果  
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図 3-2.2.14-7 市中材を用いた重ね異材接合継手の静的引張せん断試験の結果  

（引張せん断強度値の最大値を 30 kN とした結果）  
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図 3-2.2.14-8 高強度・高靭性アルミニウム合金を用いた重ね異材接合継手の  

静的引張せん断試験の結果  

 

 市中材を用いた重ね異材接合継手である、超高強度鋼/5083-O 材の疲労試験の結果

を図 3-2.2.14-9 および図 3-2.2.14-10 に、FSSW で作製された接合継手の疲労試験の結

果を図 3-2.2.14-11 および図 3-2.2.14-12 に、そして LIAPW で作製された接合継手の疲

労試験の結果を図 3-2.2.14-13 および図 3-2.2.14-14 示す。  

 超高強度鋼/5083-O 材の疲労試験では、大部分が接合界面で破断し、一部、界面破

断を基点して 5083-O 材母材が破断する結果となったが、疲労特性に破断傾向の違い

は影響しない結果となった。RSW で作製された接合継手の疲労特性は、入熱量の影

響が認められるが、RFSSW で作製された接合継手の場合には、入熱量の影響が認め

られない結果となった。RSW は、溶融接合法であり、金属間化合物の生成や残留応

力が総入熱量の影響を受けた結果として、疲労特性も入熱量の影響を受けたと考えら
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れる。一方、RFSSW の場合は、固相接合法であり、金属間化合物や残留応力の影響

が小さく、疲労特性が主として 5083-O 材の疲労特性の影響を受けた結果と考えられ

る。  

 FSSW で作製された接合継手の場合には、一部、5083-O 材/CFRTP 板で、接合界面

を破壊の基点として、最終的に CFRTP 板で破壊した結果も認められたが、大多数が

接合界面で破壊した。5083-O 材/CFRTP 板では、入熱量が大きいほうが、疲労特性が

良い傾向が認められるのに対して、超高強度鋼 /先進炭素繊維強化複合材料の場合には、

総入熱量が大きい場合に、疲労特性が悪くなる結果となった。その原因は、静的引張

せん断試験の結果と同様、過度な入熱により、CFRTP 材が損傷してしまったためと考

えられる。  

 LIAPW で作製された超高強度鋼/CFRTP 板の場合には、破壊様式が、接合界面で破

断した継手と、CFRTP 板で破断した継手とが混在する結果となったが、疲労特性に破

壊様式の影響は認められない結果となった。LIAPW で作製された 5083-O 材/CFRTP

板の場合には、一つだけ接合界面で破断したが、それ以外は全て CFRTP 板母材で破

断する結果となった。したがって 5083-O 材/CFRTP 板の疲労特性は、CFRTP 板の疲労

特性に依存すると推定されるため、CFRTP 板の疲労特性の評価が必要であると考えら

れる。なお、いずれの場合も疲労特性に対して、入熱量の明確な依存性を確認するこ

とはできない結果であり、接合条件と継手性能の相関を見出すためには、機械学習を

活用したアルゴリズムの開発が効果的であると考えられる。  
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図 3-2.2.14-9 RSW で作製された超高強度鋼 /5083-O 材の疲労特性  
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図 3-2.2.14-10 RFSSW で作製された超高強度鋼/5083-O 材の疲労特性  
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図 3-2.2.14-11 FSSW で作製された超高強度鋼/CFRTP 板の疲労特性  
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図 3-2.2.14-12 FSSW で作製された 5083-O 材/CFRTP 板の疲労特性  
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図 3-2.2.14-13 LIAPW で作製された超高強度鋼/CFRTP 板の疲労特性  
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図 3-2.2.14-14 LIAPW で作製された 5083-O 材/CFRTP 板の疲労特性  

 

 革新材料を用いた重ね異材接合継手のうち、高強度・高靭性アルミニウム合金を含

まない異材接合継手として、革新鋼板 /革新 Al-Mg 合金の疲労試験の結果を、図 3-

2.2.14-15 および図 3-2.2.14-16 に、FSSW で作製された接合継手の疲労試験の結果を図

3-2.2.14-17 および図 3-2.2.14-18 に、そして LIAPW で作製された接合継手の疲労試験

の結果を図 3-2.2.14-19 および図 3-2.2.14-20 に示す。  

 革新鋼板/革新 Al-Mg 合金の疲労試験では、大部分が接合界面で破断した。ただし、

一部、界面破断を起点として革新 Al-Mg 合金が破断する結果や、RFSSW で作製され

た接合継手で入熱量が小さい場合に、界面破断を起点として革新 Al-Mg 合金が破断後、

革新 Al-Mg 合金が革新鋼板に残存した結果もあった。しかしながら、破断傾向の違い

は疲労特性に影響せず、また入熱量の影響は認められない結果となった。また RSW

では負荷荷重が 2.5 kN を、RFSSW では負荷荷重が 3 kN を境界として、負荷荷重に対

する依存性が変化する傾向が認められ、負荷荷重が大きいほど、き裂進展が早くなっ

たと考えられる。RSW で作製された比較対象となる市中材の接合継手の疲労特性で

は入熱量の影響が認められ、溶融接合法による金属間化合物の生成や残留応力の影響

が考えられたが、革新鋼板 /革新 Al-Mg 合金では入熱量の影響は顕在化しておらず、

金属間化合物の生成量や残留応力に対する入熱量の影響は小さいと考えられる。  
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 FSSW で作製された接合継手のうち、革新鋼板/CFRTP 板の場合には、引張せん断

試験と同様、革新鋼板への PA マトリックスの接合性が悪く、疲労特性に対する負荷

荷重依存性も入熱量の影響も評価することができない結果となった。一方、革新 Al-

Mg 合金/CFRTP 板では、疲労特性に対する負荷荷重依存性は明確に認められるが、入

熱量の影響については、計測結果のバラツキを考慮すると、区分けが困難と考えられ

る結果となった。ただし、図 3-2.2.14-18 中、点線の円でマークされた結果は、接合界

面で破断した結果であり、それ以外は重ね部近傍の CFRTP 板側で破断した結果であ

り、ほとんどが CFRTP 板側で破断した。さらに入熱量が中の革新 Al-Mg 合金/CFRTP

板において、疲労特性が最も良いと考えられる傾向は認められた。  

 LIAPW で作製された接合継手の場合も、疲労特性に対する負荷荷重依存性は認め

られるが、入熱量の影響は小さいと考えられる結果となった。なお、比較対象となる

市中材の接合継手では、接合界面ではなく、CFRTP 板母材で破断する結果が認めれた

が、革新材料の継手の場合は、全て、接合界面で破断する結果であった。また、革新

鋼板/LFT-D 材の場合には負荷荷重が約 6 kN で、革新 Al-Mg 合金/LFT-D 材の場合には

負荷荷重が約 8 kN で、負荷荷重依存性が変化する傾向が認められ、特に、革新 Al-

Mg 合金/LFT-D 材の場合には、負荷荷重 8 kN 以上では、負荷荷重依存性が認められ

ず、破壊がき裂進展を伴わない破壊に変化したと考えられる。  

 革新材料の一つである高強度・高靭性アルミニウム合金を用いた重ね異材接合継手

の疲労特性として、RFSSW で作製された超高強度鋼 /高強度・高靭性アルミニウム合

金、FSSW で作製された高強度・高靭性アルミニウム合金 /CFRTP 板、LIAPW で作製

された高強度・高靭性アルミニウム合金 /CFRTP 板のせん断疲労試験の結果を、それ

ぞれ、図 3-2.2.14-21、図 3-2.2.14-22、図 3-2.2.14-23 に示す。RFSSW で作製された超

高強度鋼/高強度・高靭性アルミニウム合金の場合には、他の RFSSW で作製された接

合継手と同様、入熱量の依存性は認められず、負荷荷重依存性のみが認められる結果

となった。また、負荷荷重依存性については、明確な境界となる荷重は不明であるが、

高負荷荷重と低負荷荷重とで、負荷荷重依存性つまりき裂進展挙動が変化する傾向が

認められる結果となった。 FSSW で作製された高強度・高靭性アルミニウム合金

/CFRTP 板の場合には、図 3-2.2.14-22 中、点線の円でマークされた結果は、接合界面

で破断した結果であり、それ以外は重ね部近傍の CFRTP 板側で破断した結果であり、

接合界面破断と CFRTP 板破断とが、ほぼ半数となった。また計測結果のバラツキを

考慮すると、入熱量に対する明確な依存性は認められない結果となった。一方、

LIAPW で作製された高強度・高靭性アルミニウム合金 /CFRTP 板の場合には、バラツ

キが大きく、明確な負荷荷重依存性が認められず、き裂進展現象よりも、き裂発生現

象がせん断疲労特性の主要因になっていると考えられる結果となった。  

 以上のように、いずれの場合も疲労特性に対して、入熱量の明確な依存性を確認す

ることはできない結果であり、接合条件と継手性能の相関を見出すためには、機械学

習を活用したアルゴリズムの開発が効果的であると考えられる。  
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図 3-2.2.14-15 RSW で作製された革新鋼板/革新 Al-Mg 合金の疲労特性  
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図 3-2.2.14-16 RFSSW で作製された革新鋼板/革新 Al-Mg 合金の疲労特性  
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図 3-2.2.14-17 FSSW で作製された革新鋼板/CFRTP 板の疲労特性  
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図 3-2.2.14-18 FSSW で作製された革新 Al-Mg 合金/CFRTP 板の疲労特性  
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図 3-2.2.14-19 LIAPW で作製された革新鋼板/LFT-D 材の疲労特性  
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図 3-2.2.14-20 LIAPW で作製された革新 Al-Mg 合金/LFT-D 材の疲労特性  
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図 3-2.2.14-21 RFSSW で作製された超高強度鋼/高強度・高靭性アルミニウム合金の

疲労特性  
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図 3-2.2.14-22 FSSW で作製された高強度・高靭性アルミニウム合金/CFRTP 板の  

疲労特性  
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図 3-2.2.14-23 LIAPW で作製された高強度・高靭性アルミニウム合金 /CFRTP 板の

疲労特性  
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 市中材を用いた重ね異材接合・接着継手である、超高強度鋼/5083-O 材の腐食疲労

試験の結果を図 3-2.2.14-24 および図 3-2.2.14-25 に、FSSW ならびに革新接着剤で作製

された接合・接着継手の腐食疲労試験の結果を図 3-2.2.14-26 および図 3-2.2.14-27 に、

そして LIAPW ならびに革新接着剤で作製された接合継手の腐食疲労試験の結果を図

3-2.2.14-28 および図 3-2.2.14-29 に示す。なお、図中のオープンマークされた試験結果

は、接合・接着継手作製後に、化成処理および電着塗装を行わなかった継手の試験結

果である。全ての腐食疲労試験において、最大負荷荷重が小さくなるにつれて、破断

に至るまでの繰り返し回数が多くなる傾向が認められ、通常のせん断疲労特性と同様、

腐食疲労特性においてもき裂進展現象が主要因であると考えられる。  

 超高強度鋼/5083-O 材の腐食疲労特性は、接合方法の差異は小さく、同様の傾向が

認められる。超高強度鋼/5083-O 材接合・接着継手では、接合部である重ね部の中央

部に、RSW あるいは RFSSW により形成された超高強度鋼と 5083-O 材との接合界面

があるが、重ね部の外縁部も含めて大部分は、革新接着剤による接合界面が形成され

ている。そして、本腐食疲労試験では、重ね部の外縁部からき裂が進展することで破

壊に至るため、大きな差異が認められない結果になったと考えられる。  

 一方、FSSW と革新接着剤で作製された継手の場合には、重ね部の外縁部ギリギリ

まで、摩擦攪拌接合プロセスにより形成された超高強度鋼と CFRTP 板、または 5083-

O 材と CFRTP 板との接合界面が形成される。また革新接着剤は、摩擦攪拌接合プロ

セスの後で硬化処理されるため、摩擦攪拌接合中に重ね部から押し出されるため、革

新接着剤による接合界面は、重ね部の外縁部のみに形成される。そのため、摩擦攪拌

接合プロセスによる接合界面が広い場合には、一部、重ね部の外縁部に、革新接着剤

による接合界面が形成されない場合もある。そのため、超高強度鋼 /5083-O 材の腐食

疲労特性よりも、早期の繰り返し回数で、破断にまで至る結果になったと考えられる。

特に超高強度鋼 /CFRTP 板接合・接着継手の場合には、摩擦攪拌接合プロセス中に、

過度な入熱により、CFRTP 板を損耗してしまう可能性もあり、他の継手よりも、低負

荷荷重で、破断する結果になったと考えられる。  

 LIAPW と革新接着剤とで作製された継手の場合には、LIAPW を用いて接合継手を

作製した後、重ね部の外縁部に革新接着剤を塗布ならびに硬化処理することで、接

合・接着継手とした継手である。そのため、せん断疲労負荷により、外縁部に形成さ

れた革新接着剤と部材との接合界面部が腐食され、き裂が進展した結果として、破断

に至ると考えられるため、腐食疲労特性が、他の異材接合・接着継手とは異なる傾向

を示したと考えられる。また、LIAPW と革新接着剤とで作製された継手の場合、化

成処理および電着処理の影響が顕著に認められた理由は、レーザ溶着接合プロセスに

より形成された、重ね部全体に渡る接合界面が、化成処理および電着処理を施さない

場合、腐食促進環境の影響を明確に受けて、接合界面の劣化が促進されたためと考え

られる。  
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図 3-2.2.14-24 RSW ならびに革新接剤を併用して作製した超高強度鋼/5083-O 材異材

接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-25 RFSSW ならびに革新接剤を併用して作製した超高強度鋼 /5083-O 材

異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-26 FSSW ならびに革新接剤を併用して作製した超高強度鋼/CFRTP 板  

異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-27 FSSW ならびに革新接剤を併用して作製した 5083-O 材/CFRTP 板  

異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-28 LIAPW ならびに革新接剤を併用して作製した超高強度鋼 /CFRTP 板

異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-29 LIAPW ならびに革新接剤を併用して作製した 5083-O 材/CFRTP 板  

異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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 革新材料を用いた重ね異材接合・接着継手である、革新鋼板/革新 Al-Mg 合金の腐

食疲労試験の結果を図 3-2.2.14-30 および図 3-2.2.14-31 に、FSSW ならびに革新接着剤

で作製された接合・接着継手の腐食疲労試験の結果を図 3-2.2.14-32 および図 3-2.2.14-

33 に、そして LIAPW ならびに革新接着剤で作製された接合継手の腐食疲労試験の結

果を図 3-2.2.14-34 および図 3-2.2.14-35 に示す。なお、図中のオープンマークされた

試験結果は、接合・接着継手作製後に、化成処理および電着塗装を行わなかった継手

の試験結果である。比較対象となる市中材を用いた重ね異材接合・接着継手と同様、

全ての腐食疲労試験において、最大負荷荷重が小さくなるにつれて、破断に至るまで

の繰り返し回数が多くなる傾向が認められ、通常のせん断疲労特性と同様、腐食疲労

特性においてもき裂進展現象が主要因であると考えられる。  

 RSW と革新接着剤とで作製された革新鋼板 /革新 Al-Mg 合金の腐食疲労特性は、比

較対象となる市中材を用いた異材接合・接着継手と、ほぼ同様の腐食疲労特性を示し

た。一方、RFSSW と革新接着剤とで作製された革新鋼板 /革新 Al-Mg 合金の腐食疲労

特性は、RSW の場合よりも早期に破断に至る結果を示した。いずれの継手も、重ね

部の外縁部も含めて大部分は、RSW あるいは RFSSW に形成された革新鋼板と革新

Al-Mg 合金との接合界面よりも、革新接着剤による接合界面が形成されているため、

革新接着剤による接合界面を進展するき裂が破壊の主要因と考えられる。しかしなが

ら、RSW と RFSSW とで腐食疲労特性に大きな差が認められた。また、革新接着剤を

用いない RFSSW で作製された継手で革新鋼板と革新 Al-Mg 合金との接合性について

も、接合不足が認められた。そして、RFSSW で異材継手を作製する前に行う重ね部

への脱脂処理に市中材と革新材料との場合で差異が認められたことから、革新材料へ

の脱脂処理が不足したために、腐食疲労特性が劣化したと考えられる。  

 FSSW と革新接着剤とで作製された革新材料の接合・接着継手の腐食疲労特性は、

比較対象となる市中材の接合・接着継手と、ほぼ同様の腐食疲労特性を示した。革新

接着剤を用いない FSSW で作製された革新鋼板と CFRTP 板との異材継手では、引張

せん断強度が低く、疲労特性もバラツキが大きく特性評価が可能な結果を得ることが

できなかった。しかしながら、腐食疲労特性は比較対象となる市中材の接合・接着継

手と、ほぼ同等の特性を示したところから、腐食疲労環境下でのき裂開始は、革新鋼

板と CFRTP 板との接合界面ではあるが、革新接着剤で作製された接合界面がき裂進

展を抑制したと考えられる。また革新 Al-Mg 合金と CFRTP 板の場合にも、き裂進展

現象は、革新接着で形成された接合界面であると考えられる。そのため、市中材の接

合・接着継手と同様の腐食疲労特性を示したと考えられる。  

 LIAPW と革新接着剤とで作製された接合・接着継手の腐食疲労特性は、比較対象

となる市中材の接合・接着継手よりも良好な腐食疲労特性を示した。LIAPW を用い

て接合継手を作製した後、重ね部の外縁部に革新接着剤を塗布ならびに硬化処理する

ことで、接合・接着継手とした継手である。そのため、せん断疲労負荷により、外縁

部に形成された革新接着剤と部材との接合界面部が腐食され、その後 LIAPW で形成

された異材接合界面にき裂が進展した結果として、破断に至ると考えられる。そして、

革新接着剤を用いない LIAPW で作製された革新材料の異材継手のほうが、比較対象

となる市中材の異材継手よりも、引張せん断強度も疲労特性も良い結果を示している
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ことから、腐食疲労特性も良い結果を示したと考えられる。なお、比較対象となる市

中材の異材接合・接着継手で認められた化成処理・電着処理の影響は、革新材料を用

いた異材接合・接着継手では、試験本数が、それぞれの場合で僅か一体のみであった

こともあり、顕著には現れなかった。  
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図 3-2.2.14-30 RSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/革新 Al-Mg 合金

異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-31 RFSSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/革新 Al-Mg 合

金接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-32 FSSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/CFRTP 板異材

接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-33 FSSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新 Al-Mg 合金/CFRTP

板異材接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-34 LIAPW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/LFT-D 材異材

接合・接着継手の腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-35 LIAPW ならびに革新接剤を併用して作製した革新 Al-Mg 合金/LFT-D

材異材接合・接着継手の腐食疲労特性  

 

 革新材料を用いた重ね異材接合・接着継手である、革新鋼板 /革新 Al-Mg 合金の多

様な環境下（腐食促進環境下、室温・大気中、塩害地）における腐食疲労試験の結果

を図 3-2.2.14-36 および図 3-2.2.14-37 に、FSSW ならびに革新接着剤で作製された接

合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労試験の結果を図 3-2.2.14-38 および図

3-2.2.14-39 に、そして LIAPW ならびに革新接着剤で作製された接合継手の多様な環

境下における腐食疲労試験の結果を図 3-2.2.14-40 および図 3-2.2.14-41 に示す。なお、

腐食促進環境下における試験結果は、図 3-2.2.14-30 から図 3-2.2.14-35 上の入熱量が

中の結果を再プロットした結果である。なお、図中のオープンマークされた試験結果

は、接合・接着継手作製後に、化成処理および電着塗装を行わなかった継手の腐食促

進環境下での試験結果である。腐食環境に関係なく、全ての腐食疲労試験において、

最大負荷荷重が小さくなるにつれて、破断に至るまでの繰り返し回数が多くなる傾向

が認められ、通常のせん断疲労特性と同様、腐食疲労特性においてもき裂進展現象が

主要因であると考えられる。  

 室温・大気中ならびに塩害地での試験本数が少なく、試験結果もバラツキがあるた

め、試験環境下の影響について、明確な区分けは困難であるが、本試験で得られた結

果を総括すると、接合・接着継手の種類に関係なく、  

    腐食促進環境下 → 塩害地 → 室温・大気中  

の順で、腐食疲労特性が良くなる傾向が認められる。また、最大負荷荷重の低下にと

もなう破断に至るまでの繰返し数の増加傾向（図 3-2.2.14-36 から図 3-2.2.14-41 にお

ける腐食促進環境下での計測点の傾き）は、室温・大気中ならびに塩害地の試験結果

とほぼ同じ傾向を示している。つまり、テーマ 65 の協力のもと中高温地域を想定し

た乾湿・塩水工程（表 3-2.2.14-10）が腐食促進環境条件として、最適な条件であるこ

とが分かった。以上より、本研究で実施した複合サイクル試験装置内での疲労試験に

よる腐食疲労試験は、実環境下における異材接合・接着継手の腐食疲労特性を評価す

る手法として有効な試験方法であることが分かった。  
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図 3-2.2.14-36 RSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/革新 Al-Mg 合金

異材接合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-37 RFSSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/革新 Al-Mg 合

金接合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-38 FSSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/CFRTP 板異材

接合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-39 FSSW ならびに革新接剤を併用して作製した革新 Al-Mg 合金/CFRTP

板異材接合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-40 LIAPW ならびに革新接剤を併用して作製した革新鋼板/LFT-D 材異材

接合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労特性  
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図 3-2.2.14-41 LIAPW ならびに革新接剤を併用して作製した革新 Al-Mg 合金/LFT-D

材異材接合・接着継手の多様な環境下における腐食疲労特性  
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③ 継手性能データベース及び接合技術インテグレーション・システムのユーザイン

タフェースの構築 

 本テーマの最終目標である、様々な条件で作製された革新材料を用いた異材接合な

らびに接合・接着継手の継手性能を予測するためには、実験的に計測されたデータを

もとに、機械学習機能を用いたインテグレーション・システムの開発が必要不可欠で

ある。まず、実験的に計測された結果を、データベースとして蓄積するための計算機

システムを導入した。導入した機器は、単に継手性能をデータベースとして蓄積する

だけでなく、機械学習機能を用いて、未知の接合条件で作製された異材接合継手の性

能も予測する機能も有することを目的としているため、GPU（Graphics Processing 

Unit）を搭載する機器である。  

 また、継手性能をデータベースとして蓄積する際には、異材接合継手を作製する条

件とともに継手性能をデータベース化する必要がある。そして、異材接合条件および

取得した継手性能のいずれも、知財の関係から一般公開できないデータもある。つま

りデータベース化に際しては、公開の可否を区分けする必要がある。そのため、異材

接合継手の作製方法の接合条件および継手の性能をデータベースとして蓄積するため

のデータを区分けするとともに、公開の可否についても分類を行った。RSW（抵抗ス

ポット溶接法）および FSSW（摩擦攪拌点接合法）で作製した異材接合継手の継手性

能を例に、公開の可否を分類した区分けを、図 3-2.2.14-42 に示す。  

 

Type 1 Al

Type 2 CFRTP

Material 1 3 mm

Material 2 3 mm

Material 1 Anodizing

Material 2 Not Special

Material SKD

Shoulder Diameter 10 mm

Shape of Probe Cylinder

Probe Diameter 1 (Top) 2 mm

Probe Diameter 2 (Bottom) 2 mm

Probe Length 0.35 mm

Screw Pitch None

Compressive Load Uncontrol

Rotational Speed 3000 rpm

Insert Speed 4.6 sec

Insert Depth 2.3 mm

Hold Time (Dwell Time) 5.5 sec

Maximum Load 2.0 kN

Minimum Load 0.2 kN

Frequency 20 Hz

Microstructure

Hardness

Breaking Load 8.3 kN

Breaking Displacement 0.6 mm

Breaking Strain 0.60%

Fracture Morphology

Load-Displacement Curve

Performance Fatigue Cycles

Output Data Property
TSS

Input Data

Process

Material

Thickness

Surface

Tool

Conditions

Performance Fatigue

Type 1 Fe

Type 2 Al

Material 1 1.4 mm

Material 2 3 mm

Material 1 Not Special

Material 2 Not Special

Type DR

Diameter 16 mm

Material CrCu

Pressure 3 kN

Current 9 kA

Time 300 ms

Maximum Load 2.25 kN

Minimum Load 0.225 kN

Frequency 20 Hz

Microstructure

Hardness

Breaking Load 4.40 kN

Breaking Displacement 0.20 mm

Breaking Strain 0.19%

Fracture Morphology

Load-Displacement Curve

Performance Fatigue Cycles 605,095

Property
TSS

Input Data

Output Data

Process

Performance

Material

Thickness

Surface

Electrode

Conditions

Fatigue

抵抗スポット溶接法 摩擦攪拌点接合法

公開可能入力データ

公開可能出力データ

 

図 3-2.2.14-42 継手性能データベース用入出力データの区分例  

 

 そして、異材接合継手作製条件および継手性能データの区分けに基づき、機械学習

機能として、多変数入力－多変数出力の関係を予測するアルゴリズムが必要であるこ

とが分かった。そこで、Google 社が OpenSource として公開している、ディープ

ニューラルネットワーク（Keras in Tensorflow）の適用可能性について検討を行った。
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市中材を用いた重ね異材接合継手の実験データについて、データベースとしての実験

データの保存、ならびに管理は円滑化するためのユーザ・インターフェースを開発す

るとともに、ディープニューラルネットワークを活用した、接合技術インテグレー

ション・システムの開発を進めている。図 3-2.2.14-43 に、ユーザ・インターフェース

に保存された、市中材を用いた重ね異材接合継手の実験データのインデックス表示例

を示す。これまで、市中材を用いた重ね異材接合継手の実験データを用いて検討した

結果、入力データとして、接合継手の作製条件だけを利用したアルゴリズムでは、機

械学習機能の学習量が不足する結果となった。そこで、例えば図 3-2.2.14-44 に示すよ

うに、LIAPW（レーザ溶着接合法）で作製された超高強度鋼/CFRTP 板異材接合継手

を対象に、作製された接合継手の表面の画像等も活用したアルゴリズムの開発を行い、

予測精度の向上を図った。  

 

 

図 3-2.2.14-43 ユーザ・インターフェースに保存された実験のインデックス表示例  
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図 3-2.2.14-44 ユーザ・インターフェースからデータを入力し学習モデルから予測を

行う様子（LIAPW で作製された超高強度鋼 /CFRTP 板異材接合継手）  

 

 なお、更なる予測精度の向上のためには、継手性能データの拡充も含めたアルゴリ

ズムの発展が必要である。そのため、テーマ 42-3 のデータ等活動拠点計画で進めて

いる「大阪大学接合技術拠点」を通じた、本テーマで構築した継手性能データベース

の公開に向けた事業化への取り組みのなかで、更なる継手性能の計測およびデータ

ベース化、ならびに接合技術インテグレーション・システムのアルゴリズム開発を継

続する。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2020FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 2 5 0 0 0 0 0 2 

2022FY 3 2 4 0 0 0 0 0 2 

合計  3 4 10 0 0 0 0 0 5 

   ※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

 

2.2.14.3 参考文献  

 

1) 大橋良司、FSSW による異材接合、溶接学会誌、Vol.87, No.1、28-32（2018）  

2) 杉本幸弘、自動車のマルチマテリアル化と異材接合技術、溶接学会誌、Vol.87, 

No.1、66-70（2018）  

3) 杉本幸弘, 西口勝也、アルミニウム/CFRP 摩擦撹拌点接合の継手強度に及ぼすアル

ミニウム前処理の影響、表面技術、Vol.72, No.12、664-667（2021）  

4) 平田好則、異材接合継手の性能比較 －NEDO/ISMA プロジェクトにおける接合技

術開発(2)－、溶接学会誌、Vol.89, No.３、11-19（2020）  

 

表 3-2.2.14-12 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.2.14-11 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.3 研究開発項目③「革新的チタン材の開発」  

2.3.1［テーマ番号１０］「チタン材一貫製造プロセス技術開発」（2014 年度～2020 年

度）  

 

2.3.1.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

チタン材は軽量で、高強度、高耐食性を示すため、航空機等の輸送機器やエネル

ギー・インフラ分野などで広く利用されている。例えば熱交換器向けには純チタン

展伸材が使用されており、性能面で日本勢がリードしている。今後も市場が拡大す

ると考えられるが、近年、新興国が低コストを武器にシェアを増やしており、国際

的なコスト競争力の確保が求められる。純チタン展伸材の適用が想定される新規市

場として、次世代エネルギー供給源として注目される海洋温度差発電システムの普

及が計画されている。海水環境下で利用する発電システムであり、熱交換器には耐

食性に優れる純チタン展伸材の利用が必須である。本市場は、現時点では日本が競

争力を保有しているものの、今後、着実に普及させるためには各種部材を大幅に低

コスト化する必要があり、純チタン展伸材においても抜本的な低コスト化が大きな

課題である。  

もう一方の主要用途である航空機分野において、近年、軽量材料である CFRP の

機体部材への利用が増加している。従来、機体部材に使用されているアルミニウム

合金は、CFRP との接触部で電食等が問題となる。そのため、アルミニウム合金に

代わりチタン合金が利用される傾向が強まり、今後、チタン材の需要拡大が見込ま

れる。しかしながら、本分野は欧米メーカの寡占が続いており、日本勢の本格参入

のためには低コスト化と差別化製品が必要である。  

しかしながら、チタン材の従来プロセスは複雑で歩留まりが悪いことから高コス

トを免れない。具体的には、チタン鉱石から酸素を取り除き金属チタンを得る精錬

工程において、チタンは酸素との結合力が強く、精錬工程に多くの電力が必要とな

るため、金属チタン原料が非常に高価となる。精錬工程後の溶解鋳造工程ではイン

ゴット（バルク状の金属チタン）を製造し、熱間・冷間加工にて展伸材に仕上げる

が、チタンは表面が酸化し易く、圧延ロールとの焼付きが生じ易いため、材料の歩

留まりや生産性を悪下させ、コスト低減を阻んでいる。更に、素材から部材に加工

する工程も、高コスト要因となっている。  

以上の背景から、本研究では、チタン材の用途拡大と国際競争力の強化を狙い、

スクラップ等のチタン低廉原料を活用可能とする溶解脱酸プロセスを含む、革新的

なチタン材一貫製造プロセス技術の開発、及び、部材加工に着目した加工性と強度

特性に優れる材料開発に取り組んだ。  
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(2)目標値  

 

 

研究開発項目 

（実施年度） 

第１中間目標 

（2015 年度末） 

第２中間目標 

（2017 年度末） 

第３中間目標 

（2020 年度末） 

最終目標 

（2022 年度末） 

1.チタン低廉原料の

溶解脱酸技術の開発 

・溶解脱酸手法の

抽出（酸素濃度：

300ppm 以下） 

・溶解脱酸を実現

する実機プロセス

の技術課題明確化 

（酸素濃度：

300ppm 以下） 

（2017 年度） 

  

2.一貫製造プロセス

技術の開発と強度・

加工性に優れたチタ

ン材の開発 

・一貫製造プロセ

スと、現行材比で

強度 20%向上させ

る材料コンセプト

の小規模実験での

抽出。 

・一貫製造プロセ

スと、現行材比で

強度 20%向上させ

る材料を量産実現

するための課題抽

出。 

・現行材比で強度

20%向上のスケー

ルアップ検証。 

（2020 年度） 

 

 

 

(3)全体計画  

2014 年度～2015 年度  

溶解脱酸プロセス開発、一貫製造プロセス開発、及びチタン材の開発に必要な要

素技術課題に対する解決コンセプトの抽出  

2016 年度～2017 年度  

 第１期に抽出した解決コンセプトに対する小規模実験での検証、及び実機プロセ

ス実現の課題抽出  

2018 年度～2020 年度  

   チタン材の開発におけるスケールアップ検証  

 

(4)実施体制  

 以下の体制で研究を推進している。  

2014 年度～2015 年度  ：神戸製鋼所に 12 研究室の再委託先を加えた体制  

2016 年度～2017 年度  ：神戸製鋼所に 8 研究室の再委託先を加えた体制  

2018 年度    ：神戸製鋼所に 4 機関の再委託先を加えた体制  

2019 年度～2020 年度：神戸製鋼所  

 

(5)運営管理  

再委託先とは個別課題毎に数か月に１度の頻度で打ち合わせを行い、研究の方向性

の共有化に努めることで、効果的な研究推進を図った。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

本研究の成果を基に、国際競争力に優れる低コストで高性能なチタン材を製造でき、

引き続き拡大が想定されるチタン需要を取り込み、日本のプレゼンスを拡大できる。  

 

 

表 3-2.3.1-1 研究開発目標  
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2.3.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

1.チタン低廉原料

の溶解脱酸技術の

開発  

・溶解脱酸を実現

する実機プロセス

の技術課題明確化 

（酸素濃度：300 

mass ppm 以下） 

（2017 年度）  

・低廉原料を模擬した初

期酸素濃度の原料に対し

て、目標値（300 mass 

ppm）以下に脱酸できる

技術を提示し、小規模実

験で検証した。 

・見出した技術を活用し

た実機プロセスの概念と

技術課題を示した。 
 

○  

 

2.一貫製造プロセ

ス技術の開発と強

度・加工性に優れ

たチタン材の開発  

・現行材比で強度

20%向上のスケール

アップ検証。 

（2020 年度）  

・一貫製造プロセスにつ

いて、小規模実験と解析

技術を併用し、実現可能

なプロセスをラボ検討に

て提示した。見出した技

術を活用した実機プロセ

スの概念と技術課題を示

した。 

・高強度高加工性チタン

材の開発に関しては、強

度 20%向上を小規模実験

にて検証した後、スケー

ルアップ検証を完了した

。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

チタン素材の従来プロセス例と本テーマの開発プロセスの狙いを図 3-2.3.1-1 と

図 3-2.3.1-2 に模式的にそれぞれ示す。本研究では、チタン材の用途拡大と国際競

争力の強化を狙い、スクラップ等のチタン低廉原料を活用可能とする溶解脱酸プロ

セスを含む、革新的なチタン材一貫製造プロセス技術の開発、及び強度・加工性に

優れたチタン材の開発に取り組んだ。 

TiCl4+2Mg = Ti + 2MgCl

TiTi

プラズマアーク溶解電子ビーム溶解真空アーク溶解 プラズマアーク溶解電子ビーム溶解真空アーク溶解

スポンジチタン製造（精錬） インゴット製造（溶解）

薄板
箔インゴット

厚板

熱間圧延 冷間圧延

 

  

表 3-2.3.1-2 最終目標と達成度  

 

図 3-2.3.1-1 チタン素材の従来プロセス例 
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①チタン低廉原料の溶解脱酸技術開発 

チタン材は高純度の金属チタン原料（工業的には、スポンジチタンと呼ばれる）

を溶解し、成分調整の後、所定の形状に凝固させたインゴットを得て、その後、圧

延等の加工を施し製造される。金属チタン原料を得るには、精錬工程にてチタン鉱

石から酸素を取り除く必要があるが、チタンは鉄やアルミニウムと比べて酸素との

結合力が非常に強いため、金属チタン原料の製造プロセスは複雑で、且つ多くの電

力を要することから、非常に高価なことが課題である。 

これまでに、金属チタン原料の精錬工程を抜本的にコストダウンすることを目的

に、「チタン鉱石の直接還元」等のプロセス開発が行われたが工業化に至っていない。

高価なスポンジチタンを利用する代りに、廉価なスクラップやチタン鉱石等をイン

ゴットの溶解原料に直接利用できればチタン材の低コスト化を図れるが、酸素を主

とする不純物元素濃度が高くなり、チタン材の製品に必要な延性や成形性等の特性

が大きく低下し問題が生じる。 

そこで本研究では、チタン材を抜本的に低コスト化するため、チタン原料として、

低コストのスクラップやチタン鉱石等の不純物酸素濃度が高い低廉原料を使いこな

すことを狙い、低廉原料中の不純物酸素を溶解工程で迅速に除去し、高効率に高純

度な（低酸素濃度の）チタン材を得る革新的なプロセス開発に取り組んだ。 

そこで、低廉チタン原料の活用に資する、原料中に含まる酸素を除去する溶解脱

酸技術の開発を行い、まず目標（酸素濃度 300 mass ppm 以下）を達成する 280 

mass ppm の酸素濃度まで脱酸できることを小規模実験で検証できた。但し、脱酸後

には、低酸素濃度チタン材の他に副生成物が生成し、その除去が課題であった。次

に、本溶解脱酸技術を基に製造工程の基礎設計を行った。その際、課題であった副

生成物の除去プロセスを見出し、この除去プロセスも組み入れて、低コストの低廉

原料を利用可能とする脱酸プロセスフローを見出した。 

 

②一貫製造プロセス技術の開発と強度・加工性に優れたチタン材の開発 

一貫製造プロセス技術は、溶解脱酸技術を含む素材の低コスト化に関するプロセ

ス開発と、素材の特性向上に関する課題で構成されている。素材の低コスト化プロ

セス技術は、溶解脱酸技術と塑性加工技術で構成されている。前項で溶解脱酸技術

の成果を述べた。本項では、まず、低コスト化プロセス技術に関する塑性加工技術

の成果を述べ、次に素材の特性向上に関する取り組み成果を述べる。 

図 3-2.3.1-2 開発プロセスの狙い 
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一貫製造プロセスの実現には、インゴットを圧下し厚板を得るプロセスにおいて、

圧下荷重と素材の外寸形状変化を整合させる必要がある。そこで、数値シミュレー

ションを活用して実現性検討を行った。圧下荷重を現実性のある設定値以下に低減

するべく、圧下手法を検討した。圧下パス数と圧下治具形状の工夫により、圧下荷

重と素材の外寸形状変化が整合する一貫製造プロセス案を抽出できた。次に、その

プロセス案を基にスケールアップ時の装置構成を検討した。インゴット表面には、

凹凸や疵が生じており、圧下プロセスにおいて割れに進展する虞がある。そのため、

加工前に存在していた素材の表面凹凸や疵が、その後の圧下プロセスに及ぼす影響

を検討した。そこで、インゴットの表面凹凸を模擬した V 字の溝を素材表面に機械

加工で形成し、圧下加工を行った。その結果、本プロセスで想定している加工温度

では割れへは進展せず、高温に管理できれば割れ発生の懸念はないことを確認した。

圧下プロセスの最中は、表面からの抜熱により素材温度が低下するため、温度管理

が重要である。以上の、圧下荷重、外寸形状変化、温度管理に係る知見を統合し、

最終的にスケールアップ時の装置構成を具体化した。チタン材の低コスト化には生

産性向上が必要である。そのため、次に、薄板の圧延プロセスに対して検討を行っ

た。高生産性実現を阻害する要因は圧延工程での焼付きである。そこで、焼付き防

止技術の開発に取り組み、広範囲の圧下率と圧延速度条件における効果を小規模実

験で検証した。その結果、高速・高圧下圧延により生産性を約 5 倍にできることを

示した。将来は生産性 10 倍の実現を狙っている。その実現には広幅・高速圧延が必

要と考えており、圧延材形状の制御が課題になる。この課題に対して、数値シミュ

レーションにて解決策を検討し、ロール形状の適正化等により、狙いの広幅化を実

現できる目途を得た。 

本研究では低廉チタン原料を活用した低コストチタン材の創成を狙っているが、

チタン材の適用拡大には、低コスト化と性能向上の両立が必須であり、成分と組織

制御による性能向上を並行して実現する必要がある。そこで、純チタン展伸材の用

途を想定し、加工性能として成形性に着目し、強度成形性に優れるチタン材の開発

に取り組んだ。図 3-2.3.1-3 に強度と成形性の関係を示す。圧延と熱処理をベース

としたプロセスにおいて組織設計コンセプトを抽出し、小規模実験にて強度 20%向

上を検証した。その際、プロセス範囲を拡大できる成分調整のコンセプトも抽出で

きた。スケールアップ検証を行うため、熱処理炉を導入した。チタンは活性な金属

であり、大気雰囲気で熱処理を行うとチタン表面に脆い酸化層が形成される。その

ため、不活性ガス雰囲気に制御でき、大面積の板を熱処理可能な均熱性に優れる炉

を導入した。所望の熱処理パターンを再現するための条件設定を行い、A4 サイズの

板を熱処理し、代表製品を模擬した金型による成形性を評価し、スケールアップ時

の強度成形性向上を検証した。 
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更に、航空機向け用途を想定し、加工性能として被削性に着目し、強度と被削性

に優れたチタン材の開発に取り組んだ。過去に株式会社神戸製鋼所にて独自に開発

された既存合金をベースに、本プロジェクトにて合金成分の添加、及び、熱処理プ

ロセスの適正化を行った。まず、小規模実験で合金の基礎コンセプトを検討し、強

度 20%向上を達成した。スケールアップ検証においては、量産相当サイズの 1 トン

鋳塊を溶製し、試作した厚板に対して、強度、破壊靱性、被削性等を評価した。図

3-2.3.1-4 に熱処理材の耐力と破壊靭性のバランスを示す。熱処理条件を変えるこ

とで、目標の強度 20%向上を実現できること、及び、強度と破壊靭性のバランスが

従来材と同等以上となる部材を作製できることを確認した。図 3-2.3.1-5 に模擬部

材の加工位置ごとの被削性を示す。被削性は、小片試験片での評価及び模擬部材の

切削加工により評価した。小片試験片での評価において、実構造部材の切削加工で

用いられる各種切削法（ミリング、旋削、ドリル）を対象に評価を行い、模擬部材

の加工方案を設計した。そして、模擬部材を切削で加工し、被削性が従来材と同等

以上であることを検証し、部材コストを低減可能であることを示した。 

図 3-2.3.1-3 強度と成形性  
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図 3-2.3.1-5 模擬部材の加工位置ごとの被削性

評価  

 

図 3-2.3.1-4 熱処理材の耐力と破壊靭性のバランス  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 13 1 0 0 0 0 1 

2016FY 2 0 5 0 0 0 0 0 1 

2017FY 0 0 3 0 0 0 0 0 2 

2018FY 0 0 4 0 0 0 0 0 1 

2019FY 0 0 9 0 0 0 0 0 1 

2020FY 1 0 1 0 0 0 0 0 1 

合計  3 0 36 1 0 0 0 0 8 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 2 0 0 

2015FY 6 0 3 

2016FY 5 0 1 

2017FY 4 0 1 

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

合計  17 0 5 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

 

2.3.1.3 参考文献  

特になし  

 

表 3-2.3.1-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.3.1-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.3.2 [テーマ番号１１] チタン薄板の革新的低コスト化技術開発  

(2014 年度～2020 年度) 

[テーマ番号１２] 高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発  

        (2014 年度～2015 年度) 

 

2.3.2.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車等の輸送機器の燃費改善には、エンジンを始めとした動力機関の効率向上と

ともに、輸送機器の軽量化が重要な取り組み課題の一つである。チタン材は、現在自

動車に主に使用されている鋼材に比べ、密度が小さく比強度に優れているため、チタ

ン材を有効に活用することにより輸送機器の燃費向上によるエネルギー消費量と CO2 

排出量の削減ができると期待されている。しかしながら、チタン材は、鋼材に比べて

複雑で非常に多くの工程によって製造されているために高価であることから、航空機

分野では多用されているものの、自動車等の陸上輸送機器への適用は限定的である。  

チタン材の利用を促進するためには、チタン製錬やチタン展伸材製造プロセスの生

産性向上が必要となる。これら課題に対処する技術として、チタン鉱石から得られる

最初の金属チタンであるスポンジチタンから薄板を製造する工程を革新的に短縮を図

る「A.高効率チタン薄板製造技術開発」および、チタン鉱石を現行クロール法とは異

なる新しい製錬技術により金属チタン化する「B.チタン新製錬技術開発」および、現

行のクロール法における不純物元素の汚染を低減する「C.高品質スポンジチタン高効

率製造プロセス技術の開発」を行う（図 3-2.3.2-1）。これらの技術開発により、チタ

ン薄板を低コストで製造できる製造工程の確立を目指す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留MgCl2の低減、

不純物元素低減・均質化
（非溶解プロセスに必須）

Ｃ.高品質

スポンジチタン

クロール法
(TiCl4のMg還元)

の改善

分離 冷却 破砕 検査

東邦チタニウム

Ａ.高効率チタン薄板製造技術

溶解工程を省略
省エネルギー成形

組織微細化

コストが見合わない

高品質

スポンジチタン
・低残留MgCl2
・高純度,均質

・低コスト

高品質

スポンジチタン

ブリケット

（成形体）
梱包体（スラブ） 熱間圧延･冷間圧延

薄板

航空機用市場へ

民生用市場へ

自動車市場へ

民生用市場へ

梱包材もチタン

内部は真空･･･ 一体化

新日鐵住金

Ｂ.新製錬法
（クロール法以外）

図 3-2.3.2-1 チタン薄板の革新的低コスト化技術開発の概念 
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(2)位置付け、目標値  

A. 高効率チタン薄板製造技術開発  

 チタン薄板のコストを低減するために、現行プロセスにある溶解工程を省略するこ

とで革新的に工程短縮を図る。得られるチタン薄板は、低コストだけでなく現行材と

同等以上の特性を有することも求められる。このため、チタン薄板の気孔率や引張特

性に関する目標を設定した。  

 

B. チタン新製錬技術開発  

現行のクロール法以外の新たな製錬方法を開発する。開発初期 3 年間は、チタン製

錬法ないし新製錬法の実用化を促進する可能性のある基盤シーズを探索する。得られ

た結果を、チタン製錬メーカーを含めたアドバイザリーボードにて評価を行い、工業

化のための技術課題明確化、技術シーズの絞り込み、組み合わせ等を検討する。  

将来の工業化を検討するに足る目標値として、得られたチタンの不純物とコストダウ

ンを目標に設定した。  

 

C.高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発  

 スポンジチタンの生産性および品質低下をまねく不純物汚染を低減する技術を開発

する。不純物汚染低減は、A.高効率チタン薄板製造技術開発に必要な要素である。加

えて、生産性向上と不純物汚染低減に伴う歩留り向上に寄与する技術を開発しスポン

ジチタンでのコストダウンも実現する。そのための目標を設定した。  

開発されたスポンジチタンは、A.高効率チタン薄板製造技術開発で開発された技術と

組み合わせることで、チタン材の革新的なコストを実現でき、チタン材の新市場開拓

が期待できる。また、当該スポンジチタンは低コストかつ高品質であるため、単体で

も、既存の一般スポンジチタン市場や、高品質スポンジチタン市場での国際競争力の

向上を期待できる。  

 

【第１期目標（2015 年度末）】  

「高効率チタン薄板製造技術開発」では、実験室規模の試験を行い、基本設計指針

の確認および検証を行う。その際、第２期で実施する工業化に必要な要素技術の検討

に向け、小型の梱包体を用いて効率的に課題を抽出する。この検討の成果として、実

験室規模で冷間圧延まで行い作製した冷間圧延板の気孔率１％以下を目標とする。  

「チタン新製錬技術開発」では、本研究開発は、チタン製錬法ないし新製錬法の実

用化を促進する可能性のある基盤シーズ探索として、上記の 4 課題の研究を、共同研

究先として各々4 機関と実施する。その結果を、チタン製錬メーカーを含めたアドバ

イザリーボードにて評価を行い、工業化のための技術課題明確化、技術シーズの絞り

込み、組み合わせ等を検討し、2016 年度以降の進め方を決定する。  

将来の工業化を検討するに足る目標値として、Fe 含有量：2000ppm 以下、O 含有量

：1000ppm 以下を、ラボスケールで検証することを目標とする。  

「高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発」では、スポンジチタンの

不純物である Fe、O、Cl 濃度を低減できる要素技術を開発する。具体的には下記の値
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を目標とする。  

Fe：ばらつき範囲 50-500ppm、平均値 200ppm 以下  

O：ばらつき範囲 100-200ppm、平均値 150ppm 以下  

Cl：300ppm 以下  

 

 

【第２期目標（2017 年度末）】  

「高効率チタン薄板製造技術開発」では、実験室規模の試験にて、異なる成分のチ

タン材とスポンジチタンの組み合わせを検討して、冷間圧延まで行い、高機能化チタ

ン薄板を試作する。この検討の成果として、薄板の引張強度・延性のバランスを現行

材より 20％向上させることを目標とする。  

さらに、2015 年度までに実験室規模での試験で得られた成果をもとに、工業化に必要

な要素技術の検討を行う。この検討の成果として、工業的に薄板を製造するプロセス

を提案することを目標とする。  

「チタン新製錬技術開発」では、2015 年度までの結果を受けてチタン製錬メーカー

を含めたアドバイザリーボード等の議論を経て決定される方針に従い、工業化の可能

性があると判断された技術シーズないし要素技術の組み合わせ技術の研究開発を、再

度大学と共同研究する。有望なシーズ技術のひとつである「２価チタンイオンを含む

塩からのチタンの電析」に関しては大型ラボ設備を導入し、大型化時の技術検証、課

題抽出及びその対策検討を行う。これらの取組みにより製錬プロセス設計指針を提案

することを目標とする。  

「高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発」では、2015 年度までに開

発された要素技術を実機スケールで検証し、工業化するための問題点を抽出すること

を目標とする。  

 

【第３期(最終)目標（2020 年度末）】  

「高効率チタン薄板製造技術開発」では、これまでに得られた知見を基に、大型試

験設備を用いて大型梱包体の組立条件の検討、熱間圧延および冷間圧延における適正

な条件を検討し、幅 200mm 以上の大型チタン薄板コイルを試作し、低コスト製造技

術確立のために最適な製造プロセスの検討を行う。これらの検討の成果として、薄板

の気孔率 0.2%以下とし、現行プロセスに比べてチタン薄板製造のリードタイムが 15

％減少することを目標とする。また、異なる成分のチタン材とスポンジチタンの積層

組合せを検討し、本プロセスの特徴を活かした高機能チタン薄板を提案する。この検

討の成果として、薄板の引張強度・延性のバランスを現行材より 30%向上させること

を目標とする。  

「チタン新製錬技術開発」では、これまでに得られた知見を基に、大型試験設備を

用いて、A4 サイズ、数百μm 厚さで、O≦1000ppm、Fe≦2000ppm のチタン箔を試作

する。また、大型試験で、実用化の課題抽出及び対策検討と、自動車部品製造に向け

た課題検討を行う。また、工業化が可能と判断される Fe≦2000ppm、O≦1000ppm の

純度で、現行クロール法より 20%コスト削減に必要な要素技術を提示する。  
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「高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発」では、実機スケールで、

Fe≦200ppm、O≦150ppm、Cl≦300ppm のスポンジチタンを製造可能な技術、A 級ス

ポンジチタンの歩留りを 85％から 92%に向上可能な技術、スポンジチタンの製造リー

ドタイムを 30%低減可能な技術を確立する。  

研究開発目標を表 3-2.3.2-1 に示す。  

 

       

研究開発項目  
第一中間目標  

(2015 年度末) 

第二中間目標  

（2017 年度末）  

最終目標  

（2020 年度末）  

高効率チタン薄

板製造技術開発  

実験室規模の試験

を行い、基本設計

指針の確認および

検証を行い、気孔

率 1%以下の冷間圧

延板を製作する  

・高機能化チタン

薄板を試作し、引

張強度･延性バラン

スを現行材より 20

％向上  

・工業的に薄板を

製造するプロセス

の提案  

・大型試験設備を用いた試作

試験を行い、冷間圧延薄板の

気孔率 0.2％以下、現行プロ

セスに比べて薄板製造のリー

ドタイムを減少  

・高機能チタン薄板として、

引張強度･延性バランスを現

行材より 30％向上。  

チタン新製錬技

術開発  

チタン新製錬の基

盤シーズ探索を 4

機関と共同で実施

し、工業化に向け

た技術シーズの絞

り込みを行う。  

2015 年度までに開

発された要素技術

を実機スケールで

検証し、工業化の

ための問題点を抽

出  

・大型試験で、A4 寸法、数

百μm 厚さで、Fe≦

2000ppm 、O≦1000ppm のチ

タン箔の試作  

・実用化の課題抽出及び対策

検討、自動車部品製造に向け

た課題検討  

・Fe≦2000ppm、O≦

1000ppm の純度で、現行クロ

ール法より 20%コスト削減に

必要な要素技術を提示  

高品質スポンジ

チタン高効率製

造プロセス技術

の開発  

Fe 濃度 50～500 

ppm、平均値

200ppm 

O 濃度 100～

200ppm 

平均値 150ppm 

Cl 濃度平均

300ppm 以下  

を達成するための

要素技術を開発  

2015 年度までに開

発された要素技術

を実機スケールで

検証し、工業化の

ための問題点を抽

出  

実機スケールで以下を実現可

能な技術を確立  

・Fe≦200ppm, O≦150ppm,Cl

≦300ppm のスポンジチタン

を製造  

・A 級スポンジチタンの歩留

まりを 85%から 92%に向上  

・製造リードタイムを 30%低

減  

表 3-2.3.2-1 研究開発目標  
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(3)全体計画  

複雑で高コスト要因となっているチタン薄板製造工程を革新的に改良し、チタンの

利用促進に寄与する、チタン精練～チタン材製造プロセスの生産性向上技術ならびに

さらなるチタン材の高機能化を達成する技術を開発する。  

 

A. 高効率チタン薄板製造技術開発  

「高効率チタン薄板製造技術開発」では、溶解工程を省略し、スポンジチタン（高

空隙率のチタン塊）を直接展伸してチタン薄板を製造する技術開発を行う。  

初期の 3 年間（2013～2015 年度）は、現行スポンジチタンを用いて実験室規模の試

験を行い、本開発プロセスの基本設計指針の確認およびラボ検証を行う。この実験室

規模の試験を通して得られた知見より、その後の 2 年間（2016～2017 年度）は、工業

化に必要な要素技術の課題の抽出を行う。後半の 6 年目（2018 年度）以降では、大型

薄板コイルの製造から実用化に向けた検討を行う。大型試験設備を用いた試験による

検証、最適設備設計による低コスト製品特性付与技術の確立を実施する。  

 また、2016 年度からは、本プロセスの特徴を活かした高機能材の開発も実験室規模

で推進し、引張強度･延性バランスを向上させた高機能チタン板を提案する。  

 

B. チタン新製錬技術開発  

工業展開可能な低コスト新製錬技術の開発のため、製錬法ないし新製錬法の実用化

を促進する可能性のある下記の４つの基盤シーズ探索を、共同研究先として各々４機

関と、まず 3 年間（2013～2015 年度）実施する。  

・高温溶融塩を用いた液体 Ti 電解製造技術の研究開発  

・酸化物還元原料の CaTiO3 を鉱石から製造する技術の研究開発  

・２価チタンイオンを含む塩からのチタンの電析技術の研究開発  

・チタン製造技術へのマイクロ波活用技術の研究開発  

 

これらの結果をチタン製錬メーカーを含めたアドバイザリーボードにて評価を行い、

工業化のための技術課題の明確化、技術シーズの絞り込み、組み合わせ等を検討し、

2016 年度以降の進め方を決定する。  

2016 年度以降は、基盤シーズ探索の成果をもとに可能性があると判断された有望技

術を、再度大学と共同研究を行い、さらに基盤強化の研究開発を実施するとともに、

チタン製錬メーカーである東邦チタニウム株式会社（茅ヶ崎分室）に大型ラボ設備を

導入して工業化に必要な要素技術の検討を行う。  

2016 年度以降は、れまでに得られた知見を基に、大型試験設備を用いて、A4 寸法、

数百 μm 厚さで、Fe≦2000ppm、O≦1000ppm のチタン箔を試作する。大型試験で、実

用化の課題抽出及び対策検討と、自動車部品製造に向けた課題検討を行う。また、工

業化が可能と判断される Fe≦2000ppm、O≦1000ppm の純度で、現行クロール法より

20%コスト削減に必要な要素技術を提示する。  
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C.高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発  

 2015 年度までに、各目標を達成するための要素技術開発を、主にラボスケール試験

や数値シミュレーション等によって凡そ完成させ、2015 年度以降、完成した各要素技

術の、実機スケール試験を行ない、その効果の実証と最適化を行なう。これにより、

2020 年度までに、各目標を実機スケールで達成できる技術を確立する。  

 

(4)実施体制  

 新構造材料技術研究組合（ISMA）の富津分室である日本製鉄株式会社と、茅ヶ崎

分室である東邦チタニウム株式会社が共同で実施する。  

 

(5)運営管理  

 主たる研究実施場所である新構造材料技術研究組合（ ISMA）の富津分室および茅

ヶ崎分室に、業務管理者および経理責任者を配置して、研究開発業務を適切に運営し

ている。運営に必要な事務作業に関しては、ISMA 事業管理部の管理下にあり、事業

管理部の指示のもと着実に作業を行なっている。  

 技術面に関しては、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（

NEDO）や ISMA 技術企画部に対して所定の報告会を実施している。  

また、再委託先とは少なくとも半年に 1 回、研究進捗打合せを行った。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 「高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発」により、スポンジチタン

製造コスト全体の約 10%コストダウンを見込む。これにより世界最高水準の高品質と

低コストを同時達成できることとなり、既存のスポンジチタン市場で高い国際競争力

を得ることが出来る。また、省エネルギー化と言う観点では、約 9%の電力削減効果

を見込む。これにより、その他の汎用金属に比べて製造時の消費電力が多いチタンの

省エネルギー化に貢献する。  

 また、溶解工程を省略する「高効率チタン薄板製造技術開発」、チタン鉱石を現行

クロール法とは異なる新しい製錬技術により金属チタン化する「チタン新製錬技術開

発」と合わせて、チタン薄板を低コストで製造できるようになる。さらに、本プロセ

スの特徴を活かして引張強度･延性バランスを向上させる等、従来にない高機能チタ

ン板が得られる。  

 これらにより、品質特性を向上しつつある海外製チタン薄板に対し、十分競争力の

ある、低コストで強度･延性バランスの優れたチタン薄板の製造が可能になる。  

 本研究開発の対象市場は、高耐食性が主な要求特性である用途（板式熱交換器、電

力、化学向け等）や高価ゆえに活用が進まなかった用途（自動車向け（足回り、マフ

ラー等）、民生品）である。また、現行のチタン市場の置き換えではなく、新たなメ

ガ市場を創出することも期待される。  
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2.3.2.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 最終目標の達成度を表 3-2.3.2-2 に示す。実験室規模の試験や実機規模の試験にて各

技術の最適化を行なうことにより、全ての最終目標を 2020 年度末までに達成した。  

          

研究開発項目  
最終目標  

（2020 年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決

方針  

高効率チタン

薄板製造技術

開発  

・実機規模の試作試験を行

い、冷間圧延薄板の気孔率

0.2％以下、現行プロセスに

比べて薄板製造のリードタ

イムを減少  

・高機能チタン薄板として

、引張強度･延性バランスを

現行材より 30％向上。  

・実用化サイズの大型梱包体か

ら厚さ 0.5～20mm、幅 200mm

以上のチタン板を製作。その気

孔率は 0.2%未満である。  

・提案プロセスにおけるリード

タイムは、現行に比べて 15%以

上の低減が見込まれる。  

・開発した高機能チタン薄板の

強度－延性バランスは、現行材

に比べて 30％以上向上した。  

○  

 

チタン新製錬

技術開発  

・大型試験で、A4 寸法、数

百μm 厚さで、Fe≦

2000ppm 、O≦1000ppm の

チタン箔の試作  

・実用化の課題抽出及び対

策検討、自動車部品製造に

向けた課題検討  

・Fe≦2000ppm、O≦

1000ppm の純度で、現行ク

ロール法より 20%コスト削

減に必要な要素技術を提示  

・A4 寸法、百μm 以上の厚さで

Fe 濃度 0.9ppm、O 濃度 180ppm

のチタン箔を作製した。  

・生産性の改善と剥離性が課題

であったが条件適正化により生

産性を向上させると共に、剥離

性評価手法を確立した。  

・新製法は現行法より電力原単

位 27%が優れており、20%のコ

スト削減が可能と見込まれた。  

〇  

 

高品質スポン

ジチタン高効

率製造プロセ

ス技術の開発  

実機スケールで、  

・ Fe ≦ 200ppm, O ≦

150ppm,Cl≦ 300ppm のスポ

ンジチタンを製造  

・A 級スポンジチタンの歩

留まりを 85%から 92%に向

上  

・製造リードタイムを 30%

低減  

実機スケールで  

・Fe 濃度 200ppm(スポンジチタ

ン塊全体)、O 濃度 150ppm、Cl

濃度 200ppm のスポンジチタンを

試作できた  

・A 級スポンジチタンの歩留ま

りを 8％向上する技術を実証した  

・還元反応と真空分離を、それ

ぞれ 30％、50％の高速化が見込

まれる技術を開発した。  

○  

 

表 3-2.3.2-2 最終目標と達成度  
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(2)研究開発の成果と意義  

A. 高効率チタン薄板製造技術開発  

「高効率チタン薄板製造技術開発」は、チタンの溶解･鍛造工程を省略し、原料で

あるスポンジチタンを直接圧延して薄板を製造する方法の開発である。スポンジチタ

ンを圧縮成形してブリケットとし、そのブリケットを梱包材（チタン板）で組立てた

チタン箱に入れてチタン梱包体とする。チタン梱包体は、熱間圧延用の素材（スラ

ブ）である。以降の工程は、現行のチタン薄板の製造工程と同様、熱間圧延、酸化層

除去（酸洗）、冷間圧延を行って、チタン薄板となる。  

「高効率チタン薄板製造技術開発」は、現行のクロール法で製造した種々の品質の

スポンジチタンを出発原料として、実験室規模の試験を行ってチタン薄板を試作し、

そのチタン薄板の評価を行った。  

また、工業化の際の課題を抽出してその対策を検討するために、チタン梱包体を実

験室規模でより大型化して試験を行い、大型化したチタン梱包体からチタン薄板コイ

ルを製作した。さらに、強度－延性バランスの向上を目指した高機能チタン薄板の試

作、評価を行った。  

 

A-１  基本特性の把握  

熱間圧延用の素材となるチタン梱包体は、梱包材であるチタン板で構成されたチタ

ン箱の中にスポンジチタンを充填して、チタン板（梱包材）で蓋をして組み立てた。

チタン梱包体は、試験時の取り扱いやすさを考慮して、厚さ 75mm、重量が 3～4kg と

なる小型梱包体を製作した。  

原料のスポンジチタンは、現行のクロール法で製造した種々の成分の汎用スポンジ

チタンを用いた。スポンジチタンは圧縮成形してブリケットとした後、適切な大きさ

に切断して、梱包体内に充填した。  

小型梱包体は加熱後、熱間圧延（以下､熱延）を行い、表面のスケールを除去後、

さらに冷間圧延（以下､冷延）して厚さ 1mm の冷延板とした。これらの試作工程を図

3-2.3.2-a1 に示す。  
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図 3-2.3.2-a1 チタン冷延板の試作工程および試作材の外観  

 

小型梱包体の構造や製作方法等を適正化することにより、小型梱包体を加熱してい

る時や圧延中に割れ、膨れなどの欠陥が生じることなく、健全な熱延板および冷延板

が得られた。得られた冷延板（開発材）は、通常のチタン冷延板と同様に焼鈍した後、

断面の研磨状態やミクロ組織の観察および引張試験を行った。比較として、溶解のあ

る通常の製造工程と同様に試作した冷延板（現行材）も合わせて調査した。  

熱延板断面のミクロ組織観察から、現行材と同様の等軸α組織であり、梱包材とブ

リケットは圧延の進行とともに一体化して、梱包材とブリケット間のすき間やスポン

ジチタン粒間の空隙はほぼ圧着していることがわかった。ただ、開発材断面を研磨状

態で詳細に観察すると、小さな穴となった気孔が見つかった。この気孔は、チタン梱

包体の製造条件や圧延条件を適正にすることにより、少なくすることができ、気孔率

は目標の 0.2%を下回ることができた。  

気孔率 0.2%未満の冷延焼鈍板（開発材）を引張試験した結果を図 3-2.3.2-a2 に示す。

汎用スポンジチタンを用いた小型梱包体から試作した開発材は、現行材である JIS１

種チタン薄板よりも酸素濃度がわずかに高いため、現行材より強度がわずかに高く、

延性がわずかに低いものの、強度－延性バランスは同等である。ただし、所定量以上

の塩化マグネシウムを含む汎用スポンジチタンを用いた小型梱包体から試作した開発

材の延性は、全伸びで 30%未満と低い。一方、塩化マグネシウムを含めて不純物の少

ない高品質スポンジチタンを用いた小型梱包体から試作した開発材は、酸素濃度がや

や低いため、強度がやや低く、延性がやや高いものの、強度－延性バランスは現行材

と同程度であり、低延性の試験片は見られない。  

以上のように、塩化マグネシウムが所定量以下の高品質スポンジチタンを用いるこ

とにより、現行材（溶解工程のある通常の製造工程で試作した冷延焼鈍板）と同等の

引張特性が得られることがわかった。これにより、本研究開発の基本的な考え方が妥

当であることを確認できた。  
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図 3-2.3.2-a2 冷延焼鈍板の引張特性比較  

 

A-2 チタン梱包体の大型化と課題  

 工業化時の生産性を考慮すると、チタン梱包体は、現行のスラブ（熱延素材）と同

程度の大きさになると考えられる。実験室規模で取り扱い可能な範囲で梱包体を順次

大型化して、大型のチタン梱包体（以下､大型梱包体）を製造する際の課題を抽出し

た。また、試作した大型梱包体を熱間圧延（以下､熱延）して、割れ等の欠陥の有無

を調査するとともに、熱延時の課題を把握した。  

 

 熱延の素材となるチタン梱包体は、梱包材（チタン板）で構成されたチタン箱の中

に、スポンジチタンを圧縮成形したブリケットを充填して、梱包材（チタン板）で蓋

をして組み立てた。  

 ブリケットは、開発当初は梱包体の大きさに合わ

せて、直方体形状に切断していたが、梱包体の大型

化にともない、専用の金型を製作して、実用サイズ

の厚さ 200mm 以上の直方体形状のブリケットを試作

した。圧縮成形条件を適正化することにより、角欠

けのない形状の良好なブリケットが得られた（図 3-

2.3.2-a3）。  

図 3-2.3.2-a3 直方体ブリケットの外観  

チタン梱包体の大きさは、試験時の取り扱いやすさを考慮しつ  

つ、その厚さを小型サイズの 75mm から中型サイズの 120～180mm、大型サイズの

220mm 以上（図 3-2.3.2-a4）と順次大きくして製作した。厚さ 250mm の梱包体には直

方体ブリケット１個を、厚さ 279mm の梱包体には２個を充填した。試作後の梱包体

の重量は各々約 76kg、約 156kg である。  
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(a)厚さ 220mm     (b)厚さ 250mm      (c)厚さ 279mm 

図 3-2.3.2-a4 試作した大型チタン梱包体の外観  

 

 このような実用サイズの厚さの大型梱包体を製作する際、小型~中型梱包体製作時

の知見を活かすことにより、大きな課題は特に見あたらなかった。  

 

試作した中型～大型梱包体は、所定の温度に加熱後、熱延を行い、厚さ 6mm 程度

の熱延板や厚さ 15～40mm の厚板とした。チタン梱包体の大型化にともない、熱延中

に大きな割れが発生した。この課題に対して、チタン梱包体の構造や施工方法の改善

に取り組み、180～279mm 厚のチタン梱包体でも熱延中に割れが発生しない条件を見

出した。これにより、中型梱包体（180mm 厚）から厚さ 6mm で良好な形状の熱延板

を、大型梱包体（220～250mm 厚）から厚さ 15～40mm で良好な形状の厚板を各々得

ることができた（図 3-2.3.2-a5）。  
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(a)厚さ 6mm の熱延板  

 

 

 

 

 

(b)厚さ 15mm の厚板  

 

 

 

 

 

 

(c)厚さ 40mm の厚板  

図 3-2.3.2-a5 チタン梱包体から製作した熱延板および厚板の外観  

 

 

 直方体ブリケットを複数個充填した大型梱包体は、当初、熱間圧延中に大きな横割

れが発生した。この課題に対して、ブリケットの充填方法や梱包体の組立て方法を改

善した。これにより、複数のブリケットを充填した大型梱包体でも熱間圧延時に横割

れが発生しない条件を把握できた。  

 

 以上のように、実用サイズの厚さ（≧200mm）となる大型梱包体は、適正な製作条

件を適用することにより、大きな問題なく製作することができた。また、梱包体の大

型化や複数のブリケット充填により、熱間圧延時に各種の割れが発生したものの、梱

包体の構造、施工方法やブリケットの充填方法等を改善することにより、いずれの割

れも抑制することができた。  

 



  

3-2.3.2 13 

 

A-3 チタン薄板コイルの試作と評価  

大型梱包体を熱間圧延（以下､熱延）して得られた熱延板を冷間圧延（以下､冷延）

して、実験室規模で取り扱い可能な範囲の大きさのチタン薄板コイルを試作し、この

時の課題を抽出した。また、得られたチタン薄板の表面状況の観察、気孔率の測定や

引張試験を行った。  

大型梱包体を熱延して得られた厚板は、その一部を

さらに熱延して、厚さ 6mm 程度の熱延板とした。熱延

板は、実験室規模の冷延機の仕様範囲内の大きさに切

断した後、表面のスケールを除去して冷延した。冷延

の状況を図 3-2.3.2-a6 に示す。この時、圧延を阻害する

ような大きな割れや欠陥は発生せず、チタン薄板を製

造する課題は特に認められなかった。このようにして、

形状の良好な厚さ 0.5mm、幅 250mm 程度のチタン薄板

（開発材）のコイルが得られた（図 3-2.3.2-a7）。  

              図 3-2.3.2-a6 冷間圧延の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.3.2-a7 得られたチタン薄板（開発材）コイルの外観  

 

 得られたチタン薄板（開発材）の表面を詳細に観察すると、現行材に見られない表

面疵が発生しており、この疵部分から試験片を採取して引張試験を行うと、伸びが異

常に低い低延性であった。この表面疵の発生原因を調査した結果、原料のスポンジチ

タン粒の一部に不純物の多いスポンジチタン粒が存在していたためであることがわか

った。このため、原料のスポンジチタンの改良を「高品質スポンジチタン高効率製造

プロセス技術の開発」（茅ヶ崎分室）（下記３ .で後述）で進めた結果、現行材に見られ

ない開発材特有の表面疵は抑制することができた。  

本開発で健全なチタン薄板を製作するためには、不純物の多いスポンジチタン粒を

含まない高品質のスポンジチタンが必要であることが明らかになった。  

 

小型梱包体の試験で得られた適正なチタン梱包体の製造条件や圧延条件を適用して、

大型梱包体から厚さ 20mm の厚板、厚さ 6mm の熱延板や厚さ 0.5mm、幅 255mm のチ

タン薄板を順次試作した。これらの板の断面を研磨状態で気孔を調査したところ、い

ずれも気孔率は 0.2％未満であり、目標を達成していることを確認した。  
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 原料のスポンジチタンを高品質化しながら、徐々に大型化した各種の大型梱包体か

ら得られた厚さ 0.5mm のチタン薄板（開発材）コイルから引張試験片を採取して、引

張特性を調査した。結果を図 3-2.3.2-a8 に示す。比較として、JIS１種のチタン鋳塊

（溶解･凝固したチタン材）から同じ試験工程で製作した現行材を  □  で示す。大型

梱包体に充填した高品質スポンジチタンは、一部を除き、酸素や Fe 濃度が現行材よ

りも低いために、開発材の強度がやや低く、伸びがやや高いものの、開発材の強度－

延性バランスは現行材と同等である。また、汎用のスポンジチタンを用いた小型梱包

体から試作した冷延焼鈍板でみられた伸びが極端に低い試験片は見られない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.3.2-a8 チタン薄板コイルの引張特性  

 

 

 

以上のように、大型梱包体を熱間圧延した熱延板から、大きな問題はなく、厚さ

0.5mm、幅 250mm 程度で、断面の気孔率が 0.2%未満のチタン薄板コイルを製作する

ことができた。また、原料のスポンジチタンを高品質化することにより、本開発材特

有の表面疵の発生を抑制することができ、現行材と同等の強度－延性バランスを有す

るチタン薄板が得られた。  
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A-4 低コストチタン薄板の製造工程  

スポンジチタンを原料としたチタン薄板の低コスト製造技術確立のために、適正な

製造プロセスの検討を行った。また、現行のチタン薄板のプロセスと比較しながら、

低コスト製造プロセスにおけるチタン薄板製造のリードタイムを求めた。  

 現行のチタン薄板の製造プロセスは次のとおりである。  

 原料のスポンジチタンは、圧縮成形してブロックとして、これらを溶接して円柱状

の１本の一次電極とする。一次電極は、真空アーク溶解炉で１回目の溶解を行い、一

次鋳塊を得る。一次鋳塊は手入れをした後、二次電極として、２回目の溶解を行う

（ここまで溶解工程）。２回溶解を行うのは、成分の均一性を確保するためである。

得られた二次鋳塊は、円柱形状であるため、熱間鍛造を行い、直方体形状のスラブと

する（鍛造工程）。スラブは、熱間圧延で厚さ 3～6mm として、表面の酸化スケール

を酸洗で除去した後、冷間圧延、焼鈍を施して、厚さ 0.3～2mm 程度のチタン薄板が

得られる（圧延工程）。  

 このように複雑である現行のチタン薄板製造工程に対して、低コストのチタン薄板

製造プロセスは次のとおりである。  

 現行工程のうち、溶解工程と鍛造工程を省略して、代わりに梱包体製造工程により、

スラブとなるチタン梱包体を製造する。最初に、原料となるスポンジチタンを圧縮成

形してブリケットを製作する工程と、梱包材であるチタン板から直方体形状の箱を溶

接組み立てする工程を並行して進める。製作した箱にブリケットを充填した後、蓋

（チタン板）をして、電子ビーム溶接により、梱包体内部を真空にしたまま密閉する。

このようにして製作したチタン梱包体は、直方体形状であるため、そのまま現行工程

と同様の圧延工程に進むことができる。  

 なお、梱包材として使用するチタン板は、本プロセスで製造された熱間圧延後のチ

タン板を酸洗して使用することができる。このため、実質の原料はスポンジチタンだ

けである。  

 客先から注文を受けたチタン薄板を速やかに届けることは、チタン薄板の低コスト

化と同様に重要である。そこで、上記で提案した低コストチタン薄板製造プロセスに

おけるリードタイムを求めて、現行のチタン薄板の製造プロセスとの比較評価を行っ

た。なお、チタン薄板のリードタイムは、チタン展伸材メーカーにおいて、原料のス

ポンジチタンが入荷してからチタン薄板の製造が完了するまでの時間とした。  

 各工程で要する時間を個々に検討して、それらの時間を合わせて、チタン薄板の製

造プロセスのリードタイムを求めた。現行のチタン薄板の製造リードタイムを１００

とすると、低コストプロセスは７９となり、約２１％の低減が見込まれた。  

 

 以上より、チタン薄板の低コスト製造プロセスとして、スポンジチタンを圧縮成形

したブリケットを充填したチタン梱包体を直接圧延してチタン薄板とするプロセスを

提案した。この製造プロセスにおけるチタン薄板のリードタイムは、現行の製造プロ

セスに比べて、目標の 15%以上低減できると考えられる。  
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A-5 高機能チタン薄板の開発  

上記(A-1)～(A-3)の試験から、高品質なスポンジチタンを用いたチタン梱包体を圧

延したチタン薄板は、現行材（溶解工程を経て製造した薄板）と同等の引張特性で、

高延性であることがわかった。  

さらに、チタン薄板の高機能化を達成する手法として、チタン梱包体内にスポンジ

チタンとともに、異なる成分のチタン材を充填した梱包体を圧延した高機能なチタン

薄板が考えられる。チタン梱包体はその内部を真空にするため、熱間圧延でスポンジ

チタンと異なるチタンを圧着させることは比較的容易であると推測される。  

 最初に、小型サイズの梱包体（厚さ 75mm、重量 3～4kg）を用いた基礎試験により、

高機能なチタン薄板が得られる可能性を検討した。続いて、中型サイズの梱包体（厚

さ 120mm、重量 10kg 程度）を製作して、その課題を抽出した。中型梱包体は熱間圧

延、冷間圧延を行い、得られた高機能チタン薄板の引張特性を評価した。  

異なる成分のチタン材をスポンジチタンとともに添加したチタン梱包体は、上記

(A-1)で述べた小型梱包体の構造や製作方法等を適正化することにより、問題なく製作

することができた。  

この梱包体は、所定温度まで加熱して、厚さ 4～5mm まで熱間圧延した後、表面の

スケールを除去して、厚さ 0.6～1.5mm まで冷間圧延した。これらの工程では大きな

問題なく、チタン薄板（高機能開発材）を製作できることを確認した。  

得られたチタン薄板（高機能開発材）は、焼鈍後に引張特性を調査した。その結果

を図 3-2.3.2-a9 に示す。  

スポンジチタンのみを充填したチタン梱包体から製作したチタン薄板（通常の開発

材）と比べて、高機能開発材は、伸びが低下するものの、強度を高くすることができ

た。  

また、溶解のある通常の工程で製造した現行材と比べて、高機能開発材は、同じ延性

（破断伸び）において引張強度を高くすることができ、「強度×伸び」を指標とする

強度－延性バランスを 30%以上向上させることができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.3.2-a9 高機能チタン薄板（開発材（高機能））の引張特性  
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A-6 まとめ  

現行プロセスから溶解工程の省略を図る「高効率チタン薄板製造技術開発」は、現

行のクロール法で製造した種々の品質のスポンジチタンを出発原料として、実験室規

模の試験を行ってチタン薄板を試作してその評価を行った。また、工業化の際の課題

を抽出してその対策を検討するために、チタン梱包体を実験室規模でより大型化して

試験を行い、大型化したチタン梱包体からチタン薄板コイルを製作した。さらに、強

度－延性バランスの向上を目指した高機能チタン薄板の製作評価を行った。  

 

・塩化マグネシウムが所定量以下の高品質スポンジチタンを用いることにより、現行

材（溶解工程のある通常の製造工程で試作した冷延焼鈍板）と同等の引張特性が得ら

れることがわかった。これにより、本研究開発の基本的な考え方が妥当であることを

確認できた。  

 

・実用サイズの厚さ（≧200mm）となる大型梱包体は、適正な製作条件を適用するこ

とにより、大きな問題なく製作することができた。また、梱包体の大型化や複数のブ

リケット充填により、熱間圧延時に各種の割れが発生したものの、梱包体の構造、施

工方法やブリケットの充填方法等を改善することにより、いずれの割れも抑制するこ

とができた。  

 

・大型梱包体を熱間圧延した熱延板から、厚さ 0.5mm、幅 250mm 程度で、断面の気

孔率が 0.2%未満のチタン薄板コイルを製造することができた。また、原料のスポン

ジチタンを高品質化することにより、本開発材特有の表面疵の発生を抑制することが

でき、現行材と同等の強度－延性バランスを有するチタン薄板が得られた。  

 

・チタン薄板の低コスト製造プロセスとして、スポンジチタンを圧縮成形したブリケ

ットを充填したチタン梱包体を直接圧延してチタン薄板とするプロセスを提案した。

この製造プロセスにおけるチタン薄板のリードタイムは、現行の製造プロセスに比べ

て 15%以上低減できると考えられる。  

 

・スポンジチタンとともに異なる成分のチタン材を添加したチタン梱包体を圧延して

得られたチタン薄板（高機能開発材）は、溶解のある通常工程で製造した現行材に比

べ、同じ延性で強度を高くすることができ、強度－延性バランスを 30%以上向上させ

ることができた。  
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B.チタン新製錬技術開発  

「チタン新製錬技術開発」では、工業展開可能な低コスト新製錬技術の開発のため、

製錬法ないし新製錬法の実用化を促進する可能性のある４つの基盤シーズ探索（①～

④）を、共同研究先として各々４機関と実施した。また、基盤シーズ探索の成果をも

とに、絞り込んだ技術シーズの工業化に必要な要素技術の検討（⑤）を行った。  

 

[基盤シーズ探索] 

①高温溶融塩を用いた液体 Ti 電解製造技術の研究開発（関西大学）  

TiO2 鉱石を含む高温融体を用いた液体状のチタン金属の直接電解製造プロセスの開発

を目標として、必要な電解条件を明らかにする。  

②酸化物還元原料 CaTiO3 から Ti を製造する技術の研究開発（北海道大学）  

チタン鉱石から CaTiO3 を介して、2000ppm 以下の Fe、1000ppm 以下の酸素量のチタ

ンを製造する技術を検討する。  

③２価チタンイオンを含む塩からのチタンの電析技術の研究開発（京都大学）  

Ti2+を含む塩からのチタン電析によりパルス電解等の方法で金属チタンが得られると

いうシーズを検証し、電極からの鉄汚染が回避可能な電極を用い、Fe 含有量 2000ppm

以下のチタンを平滑に電析できるかどうか検討する。  

④チタン製造技術へのマイクロ波活用技術の研究開発（中部大学）  

マイクロ波加熱技術を活用し、チタン製造プロセス効率化を目標とし、化学反応制御

におけるマイクロ波の有する二つの特徴（迅速加熱と選択加熱）を活かした  (1) チタ

ン酸化物からの脱酸プロセスの可能性探索、(2) 天然イルメナイト鉱からのルチル製

造プロセスへの適用可能性探索、(3) 金属チタン表面からの塩化マグネシウム除去の

可能性探索を実施する。  

 

[絞り込んだ技術シーズの工業化の要素技術の検討] 

⑤チタンの電析技術の研究開発（茅ヶ崎分室）  

２価チタンイオンを含む塩からのチタンの電析技術の工業化検討のため、「A4 寸法、

O≦1000ppm、Fe≦2000ppm のチタン箔の試作」、「実用化に向けた課題抽出・対策立

案」、「自動車部品製造に向けた課題検討」および「現行薄板製造法より 20%コスト削

減できる製造技術の把握」を行う。  

 

 

B-1 高温溶融塩を用いた液体 Ti 電解製造技術の研究開発 （関西大学）  

（１） 目 的  

Ti 材料の飛躍的な利用の拡大のためには、安価な Ti 金属一次地金の製造が必要で

あり、Kroll 法に変わる革新的な Ti 金属新製錬プロセスの開発が望まれている。本研

究では、Ti 化合物を含む高温溶融塩中での電解による液体 Ti 金属の直接製造プロセ

スの開発を目指して検討を行った。  
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（２）フッ化物－酸化物混合溶融塩中での Ti 電解  

図 3-2.3.2-b1 に、1500℃の CaF2-CaO-TiO2 浴を用い、いろいろな電位で定電位電解

を行って得られた電析物の XRD 分析結果を示す。なお、CaF2 や Ca2Ti2O7 は付着した

電解浴成分と考えられる。金属 Ti は-1.8V（Mo 溶出電位基準）でのみ検出され、

1300℃での実験とも整合した。また、すべての電析物から TiN が検出された。本研究

では、フッ化物溶融塩と Ti 金属に耐える非導電性材料として BN を選び、ルツボおよ

び電極カバーに用いた。しかし、BN は熱力学的には高温の Ti 金属とは反応して TiN

を生成することが示されており、本研究では 1500℃以上の温度でこの TiN 形成反応

が熱力学的、速度論的に有意に進んだものと考えられる。  

 図 3-2.3.2-b2 に、1720℃で定電位電解を行った際、電析電極の下の BN ルツボ上の

堆積した黒色粉末の SEM 像と EDX 分析結果を示す。Ti 金属粉末とそれに N が浸透

したような Ti-N 粉末が観察され、この結果は同粉末を XRD 分析した結果からも裏付

けられた。すなわち、Ti 金属は電析するものの、大部分は BN シースおよび BN ルツ

ボと反応して TiN になったものと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.3.2-b1 1500℃の CaF2-CaO-TiO2 浴中で得られた電析物の XRD 分析結果  
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図 3-2.3.2-b2 1720℃の CaF2-CaO-TiO2 浴中で得られた電析物の SEM 像と元素分布  

 

 表 3-2.3.2-b1 に、1300℃の (CaF2-

MgF2)eut–CaO -TiO2 浴、1500℃、1720℃ 

の CaF2-CaO -TiO2 浴で Ti 金属が得られ

る電位をまとめて示す。いずれの浴でも

Ti 金属が得られたが、電位条件は限定さ

れていた。また、1500℃以上では TiN が

形成され、液体の Ti 金属を得るには至

らなかった。液体 Ti 金属を得るために

は、BN 以外のルツボ材等を用いて、さ

らに電解条件を精査する必要があると考

えられる。  

 

（３） 高温溶融塩化物中での Ti 金属電析  

溶融 CaCl2 浴への Ti 酸化物の溶解性が錯化合物で向上することを確認した後、定電

位電解を行った。図 3-2.3.2-b3 に、溶融 CaCl2 に Ca3Ti2O7 を溶解させた浴で得られた

電析物の XRD 分析結果を示す。Ca3Ti2O7 添加浴では、Ti 金属を検出した電析物でも

Ca 金属は検出されず、Ti 金属の電析が可能であることが明らかになった。電析可能

な電位は-1.9～-2.0V（Mo 金属溶出電位基準）であり、前述のフッ化物浴の結果とも

整合した。  

Ca3Ti2O7 添加浴でのみ Ti 電析が可能である結果は、本プロジェクト研究および先行

研究で行った溶融 CaF2、あるいは溶融 CaF2-MgF2 を用いた研究結果とも整合し、溶融

CaCl2 浴中でも Ti-O 錯イオンが形成され、Ti 金属電析に強く影響することを示唆した。

さらに、図 3-2.3.2-b3 に示されるように、電析物中の Ti 金属や Ti 低級酸化物の状態

にも Ca3Ti2O7 濃度が影響することがわかった。図 3-2.3.2-b4 に、Ca3Ti2O7 添加浴で得

られたサイクリックボルタモグラムの-0.95V（Mo 金属溶出電位基準）における陰極

電流と Ca3Ti2O7 添加量の関係を示す。1100℃では約 3mol%でほぼ電流が変わらず、こ

表 3-2.3.2-b1 CaO-TiO2 を含むフッ化物溶融塩中 

で Ti 金属が得られる条件  
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の値が Ca3Ti2O7 溶解度であると考えられる。一方、1200℃では 5～7mol%まで、

1300℃では 7mol%以上が溶解可能であるものと考えられる。ただし、1200℃、1300℃

では Ca3Ti2O7 添加量を 10mol%とした場合に電流はかえって減少した。この結果は、

図 3-2.3.2-b3 に示した Ti 金属の電析状態が Ca3Ti2O7 濃度にも影響される結果と関連し

ている可能性が大きく、溶融 CaCl2 中の Ti 還元反応を考える上で興味深い結果である

と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.3.2-b3 1300℃の CaCl2-Ca3Ti2O7 浴中で得られた電析物の XRD 分析結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

（４）まとめ  

Ti 化合物を含む高温溶融塩中での電解による液体 Ti 金属の直接製造プロセスの検

討を行った。CaF2-CaO -TiO2 浴を用い、1500℃および Ti 融点(1668℃)以上の 1720℃で

電解を行い、電解電位と電析物組成の関係を調べるとともに、Ti 金属の電解を試みた。

図 3-2.3.2-b4 CaCl2-Ca3Ti2O7 浴で得られたサイクリックボルタ

モグラムの-0.95V における陰極電流と Ca3Ti2O7 添加量の関係 



  

3-2.3.2 22 

 

その結果、限定された電位条件において Ti 金属は得られたが、坩堝との反応により

TiN が形成され、液体の Ti 金属を得るには至らなかった。液体 Ti 金属を得るために

は、BN 以外の坩堝等を用いて、さらに電解条件を精査する必要がある。  

 

B-2 酸化物還元原料 CaTiO3 から Ti を製造する技術の研究開発 （北海道大学）  

(2-1) TiO2 還元のメカニズムの解明  

OS 法を工業的に応用するにあたり、経時

変化における反応メカニズムを解明しておく

ことが肝要である。高温かつ還元性の溶融塩

での実際の反応を特定するために、炉上部か

ら溶融塩電解中の様子をその場観察するとと

もに、電解各段階におけるサイクリックボル

タンメトリー（CV）を測定することで、生

じているガス発生反応の調査、ひいては

TiO2 還元のメカニズムを解明した。得られた

結果は次の２点に集約される。  

a) カソード側の CV による分極曲線からは、

CaCl2 中に溶融している CaO からの Ca 電解

析出とその溶出反応が検出できた。電解初期

では Ca の析出量は少なく溶出量も少ないが、

電解中期では、析出 Ca 量と溶出 Ca 量は共

に増大した。これは、TiO2 還元による CaO

溶解量の増加に対応している。  

b) アノード側の CV からは 3 つのガス発生

ピークが検出され、還元時間の進行に伴って

ガス発生量が減少、すなわち浴中の O2-濃度

の低下を示した。CO3
2-に係わるガス発生ピ

ークの挙動（図 3-2.3.2 –b5(a)中の C のピー

ク）から、CO3
2-を消費する反応を促進させ

ると副反応である C の生成が抑制できる可能性を見出した。  

 

(2-2) Ti-Al-O 系での電解共還元実験  

チタニアとアルミナの混合物を出発原料に OS 法を適用したところ、金属間化合物

TiAl を得た。酸素濃度は 0.63 mass%まで低減した。原子比で Ti と Al を 1:1 に十分に

混合しても出発原料の粒径や形状によらず Ti3Al が混入することがわかった。Ca が  

生成する Al と優先的に化合することがその理由であるので、やや過剰にアルミナを

加えたところ、Ca-Al 合金生成に消費される Al 分を補充でき、化学量論組成の TiAl

を得た。この技術は希薄 Al 含有チタン合金の脱酸処理に活用できる。  

 

 

図 3-2.3.2-b5 各段階における CV 測定 

(a)アノード側,(b)カソード側 
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B-3 ２価チタンイオンを含む塩からのチタンの電析技術の研究開発 （京都大学）  

（１）目的  

 本研究で提案する溶融塩を用いた電解プロセスの工業化には、電極サイズの大型化

が必要である。過去に 2-3 cm2 程度の Mo 箔またはグラッシーカーボン  (GC) 電極を

用いて行った電解実験では良好な Ti 箔が得られており、本年度は現状の電解装置に

搬入可能な範囲で電極のサイズを大きくし、その際の電析形態および剥離性への影響

について調査した。  

 

（２）方法  

電解浴には 500 C の MgCl2-NaCl-KCl (5 mol% TiCl2) 溶融塩を使用し、電解浴の底

部にはスポンジ Ti を配置した。アノードには直径 86.2 mm の Ti 管を使用し、GC 製

の坩堝をカソードとして用いた。  

 

（３）結果  

従来の小型電極 (電極面積: 2 cm2) と同様の電流密度プロファイルで Ti を析出させ

た場合、GC 坩堝の浸漬部全面をスポンジ状の Ti が覆っていた。そこで、スポンジ状

の Ti の生成を抑制する目的で電流密度を#01 の 2 分の 1 に設定して同様の試験を行っ

た。その結果、坩堝の角部にスポンジ Ti と側面に突起物が見られるものの、析出物

の性状がより平滑になることが確認できた。このように、電極の大型化はスポンジ状

の Ti の析出を引き起こす場合があることがわかったが、その場合にはパルス電解の

電流密度を小さくすることで析出形態の改善が可能であることが確認された。なお、

このようにして GC 上に得られた Ti は剥離することが可能であり、電極の大型化およ

び電流密度の調整による Ti 箔の剥離性への影響は無視できると考えられる。  

 

 

B-4 チタン製造技術へのマイクロ波活用技術の研究開発 （中部大学）  

（１）目的  

マイクロ波照射チャンバー内のガス分析をリアルタイムで行い、照射条件と蒸発挙

動の関係を明らかにする。残留不純物の処理温度依存性を明らかにし、最適な加熱温

度を明らかにする（600-1000℃）。最適な加熱条件を把握することで、不純物除去率

50%以上を達成する。  

 

（２）方法  

分光測定では不純物のスペクトルを観測し、不純物蒸発時期を算出する。ガス測定

では、観測温度に対する不純物、不純物蒸気圧を測定した。加熱雰囲気は、高純度 Ar

および高真空雰囲気を検討した。本プロセスにおける不純物の加熱挙動に関する数値

計算を試み、エネルギーの観点から効率を検討した。  

 

（３）結果  

この課題に対し、q-mass による測定で二色温度計での観測値の 600℃近傍での蒸発
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を確認した。また、発生した発光は不純物および Ti 由来であることを確認した。  

加熱温度と除去量の依存性を明らかにし、1000℃においてほぼ完全な除去を確認した。

熱力学計算を実行し、蒸発量計算値と実測値を比較した。効率の検討においては、効

率を向上させるための適切な加熱周波数を明らかにした。なお、本探索項目で開発さ

れた処理法は、工学応用が期待できるので、30g スケールへ拡大した。  

 

B-5 チタンの電析技術の研究開発 （茅ヶ崎分室（東邦チタニウム））  

(5-1) チタン箔に影響する因子の調査（電析条件の適正化）  

種々の電析条件で電析チタン箔を作製し比較評価を行い、チタン箔の性状に影響す

る因子を調査し、健全なチタン箔を作製する適正な電析条件の検討を行った。電流密

度および電解浴温度は、チタン箔の性状に影響することがわかった。得られた知見を

反映したチタン電析を行い、デンドライトは微少で、貫通孔はなく、高剥離性を有し、

高純度化した「はがき」サイズで 100μm 厚チタン箔を製作でき、健全なチタン箔を

製作するための適正な電析条件が選定できた。  

 

(5-2) 実用化の課題抽出及び対策検討  

上記調査などで得られた知見等を活かして、実用化サイズである A4 サイズのチタ

ン箔を作製した。浴温度の適正化（520→500℃）およびパルス電流の停止時間の延長

により、易剥離性を有し、O 濃度 180ppm、Fe 濃度 0.9ppm の高純度で平滑な A4 寸法

の電析チタン箔を製造した。浴温度の低減により、剥離性が向上し、パルス電流の停

止時間の延長により、剥離性および平滑性が向上することがわかった。      

  

 

 

 

 

(5-3) 自動車部品製造に向けた課題検討  

得られたチタン箔は、陰極から容易に剥離することができなければ、量産プロセス

を構築することは困難である。すなわち、この方法の工業化に向けての最大の技術ポ

イントは、電析チタンの陰極からの剥離である。これまで感覚的な人の手による評価

に頼っていた電析チタン箔の Mo 陰極からの剥離性を、剥離強度測定機を用いて評価

した。その結果、本装置で剥離性の定量的な評価を行うことができ、剥離可能な試料

においても、その難易を把握することが可能であることがわかった。  

図 3-2.3.2-b6 浴温度 500℃、パルス電流の

停止時間 7.5 秒で製造したチタン箔の浴面

側の外観 

図 3-2.3.2-b7 浴温度 500℃、パルス電流の

停止時間 7.5 秒で製造したチタン箔の電極面

側の外観 
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(5-4) 定電流電析によるチタン箔の作製  

パルス電析にて A4 寸法の易剥離性チタン箔の作製できているが、電流密度は

0.11A/cm2 と低い上、パルス電析のため通電停止時間があり、生産性が低いという課

題がある。電解浴中の Ti イオン濃度を増加させることで、陰極近傍の Ti イオン濃度

を高く維持し、停止時間をなくした定電流電析によるチタン箔の作製を試みた。電解

浴中の Ti イオン濃度を 10mol%に高めることで、電流密度 0.2A/cm2 の定電流電析で剥

離可能なチタン箔の電析が可能であった。これによりチタン箔の生産速度は、電流密

度 0.1A/cm2 のパルス電析（通電 1.5s / 通電停止 7.5s）のときの 12 倍となった。  

 

(5-5) 製造コストの検討  

 電力原単位で比較し、電力原単位の比較から、現行薄板製造法より 20%コスト削減

可能できる製造技術であることが示唆された。  
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C．高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発  

 スポンジチタンの生産性および品質低下をまねく不純物汚染を低減する技術を開発

する。不純物汚染低減は、「1.高効率チタン薄板製造技術開発」に必要な要素である。

加えて、生産性向上と不純物汚染低減に伴う歩留り向上に寄与する技術を開発しスポ

ンジチタンでのコストダウンも実現する。そのための目標を設定した。  

開発されたスポンジチタンは、「1.高効率チタン薄板製造技術開発」で開発された技

術と組み合わせることで、チタン材の革新的なコストを実現でき、チタン材の新市場

開拓が期待できる。また、当該スポンジチタンは低コストかつ高品質であるため、単

体でも、既存の一般スポンジチタン市場や、高品質スポンジチタン市場での国際競争

力の向上を期待できる。  

 

C-1 Fe 汚染防止技術の開発  

 スポンジチタン塊の Fe 汚染経路を調査し、「溶融マグネシウムは数百 ppm 以上の

Fe 溶解度を持ち、構成容器から溶出した Fe がチタンの汚染源となること」、「チタン

は Fe との親和性が高いため、溶融マグネシウム中の Fe を吸収する性質があること」

が確認された。従って、スポンジチタンの Fe 汚染抑制のためには、「Fe で汚染された

溶融マグネシウムの精製技術」、「反応容器からの Fe 溶出防止技術の開発」が重要で

あることが明らかとなった。  

 また、鋼製反応容器からの Fe 溶出に関しては、反応容器はスポンジチタンの還元

分離工程に使用すると内壁表面にチタンとの合金層が形成され、反応容器から溶融マ

グネシウムへの Fe の溶出が抑制され、特に、チタン濃度が高く TiFe2 や TiFe などの

金属間化合物となった合金層は、Fe の溶出防止効果が高いことが明らかになった。  

 これらの知見を基に、「Fe で汚染された溶融マグネシウムの精製技術」および「反

応容器からの Fe 溶出防止技術」を開発し、スポンジチタンの Fe 濃度半減(200ppm 以

下)と A 級歩留まり 5%向上の効果を実機スケールにて実証した。  

加えて、反応容器とスポンジチタンが直接接触することで発生する高 Fe 粒を自動で

選別除去する技術を開発した(図 3-2.3.2-c1)。パイロット試験機を導入し、高 Fe 粒を

含むスポンジチタン

ロットを対象に、実

証試験を行った結果、

Fe 濃度を大幅に低減

することができ、自

動選別後のスポンジ

チタンロットは A 級

スポンジとして使用

可能であることを確

認した。これにより、

A 級歩留まり１%向

上の効果を実機スケ

ールで実証した。     図 3-2.3.2-c1 自動選別装置の作動原理 
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C-2 O 汚染防止技術の開発  

 通常のスポンジチタンは約 270ppm の O を含有しているが、O 濃度低減のためには、

その汚染経路と存在形態把握が肝要である。スポンジチタン中の O の汚染経路(存在

形態)を、「固溶 O」「MgCl2 の吸湿水分」「表面 O」「分析時の汚染」の 4 種と仮定し、

各種分析手法を組み合わせることで、それぞれの汚染経路が占める割合を定量化した。  

 また、各汚染経路への対策を施すことで、実機製造設備を用いて、O 濃度 150ppm

以下の低 O スポンジチタンを、トンオーダーで製造できた。  

 

C-3 還元工程高速化技術開発  

これまで不明点の多かった実機生産設備における TiCl4 の Mg 還元反応機構を詳細

に調査した。下記の式 1 から式 4 の表記において、(g)は気相、(s)は固相、(l)は液相の

状態を示す。  

還元反応の序盤は TiCl4 (g)と Mg(g)が反応する気相反応(式 1)と、TiCl4(g)が浴面の

Mg(l)の浴面反応(式 2)の混合で反応が進行し、気相反応で生じた Ti 微粉(2μm 程度)が

浴面に落下後、浴面反応の核となって数十 µm に成長して沈降し、スポンジチタン塊

を形成すると考えられる。この際、気相反応で生じた Ti 微粉の一部は容器内壁面に

付着し、針状の壁面スポンジを形成すると考えられる。数値シミュレーションの結果、

気気反応と気液反応の割合は発熱量比で 28：72 と見積もられた。還元反応の中盤は

基本的に序盤と同じ反応機構だが、容器内に成長したスポンジチタンによって容器外

への抜熱が阻害されるため、浴面温度が上がりやすく Mg(g)の量が多いため、気相反

応の割合が多いと推定された。一方、還元反応の終盤は、浴面の Mg が枯渇している

ため、序盤および中盤とは反応機構が大きく異なり、TiCl4 は TiCl2 に部分還元されて

MgCl2(l)に溶解した後、MgCl2 浴深部で、Mg によって Ti に還元される二段反応(式

3)(式 4)が生じていると考えられる。  

 

TiCl4(g)+2Mg(g) = Ti(s) + 2MgCl2(l)        (式 1) 

TiCl4(g)+2Mg(l) = Ti(s) + 2MgCl2(l)          (式 2) 

TiCl4(g)+Ti(s) = 2TiCl2(l)             (式 3) 

TiCl2(l)+Mg(g) = Ti(s) *MgCl2 浴中での反応  (式 4) 
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 前記の反応機構に基づき各反応段階における律速因子を把握すると共に、還元反応

の数値シミュレーションプログラムを開発した。これらを基に還元反応高速化のため

の実機スケールの試験装置を開発し 30％の反応高速化に成功した。  

 

図 3-2.3.2-c2 還元反応序盤における反応機構(1/2) 

 

図 3-2.3.2-c2 還元反応終盤における反応機構(2/2) 
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C-4 分離工程高速化および Cl 汚染防止技術の開発  

 真空分離工程におけるスポンジチタン塊の内部温度測定など、真空分離機構の詳細

を調査し、伝熱だけでなくスポンジチタン塊の通気性も考慮した数値シミュレーショ

ンプログラムを開発した。これらの結果を基に、真空分離工程の高速化技術および

MgCl2 分離不足の防止技術を開発し、実機スケール試験や数値シミュレーションにて

検証した結果、真空分離所要時間を 30%以上削減する効果と、A 級歩留まりを 2%向

上する効果が確認された。  

 また、Cl 汚染低減のため、実態調査を行ったところ、所定の還元反応条件下では

MgCl2 が内包される形でスポンジチタンが生成され、内包された MgCl2 は真空分離工

程にて除去できないため、Cl 濃度が大きくなることがわかった。そこで、還元反応条

件を適切に制御することで、Cl 濃度の低減でき、実機スケールにて Cl 濃度 200ppm

以下の低 Cl スポンジチタンを製造することに成功した。  

 

C-5 直接圧延用高品質スポンジチタンの試作  

 前述の「高効率チタン薄板製造技術開発」は、チタンの溶解･鍛造工程を省略し、

原料であるスポンジチタンを直接圧延して薄板を製造する方法の開発であり、スポン

ジチタンに含まれる MgCl2 はそのまま薄板に移行するため、原料となるスポンジチタ

ンの MgCl2 濃度は低いことが望ましい。標準的なスポンジチタンでは、Cl 濃度

600~1000ppm 相当の MgCl2 が含まれ低減が必要である。そこで、前述の Cl 汚染低減

技術を活用して Cl 濃度を所定量以下に低減した低 Cl スポンジチタンを製造し、直接

圧延用の原料スポンジチタンとして「高効率チタン薄板製造技術開発」に提供し、評

価を受けた。  

 「高効率チタン薄板製造技術開発」では、低 Cl スポンジチタンを用いて試作した

場合でも、薄板に表面疵が発生した。表面疵の調査結果を基に、低 Cl スポンジチタ

ンのさらなる高品質化を進めた結果、表面疵の発生頻度を大幅に低減できた。  

 

C-６ まとめ  

本開発では、スポンジチタンの不純物汚染機構および反応機構を詳細に調査し、ク

ロール法の主要な課題である、不純物汚染を大幅に低減する高品質化技術と、生産性

を大幅に向上する高効率化技術を開発した。高品質化技術では、Fe、O、Cl を不純物

汚染低減の対象元素とし、それぞれの元素について汚染機構を詳細に把握し、その結

果に基づいて低減技術を開発することで、いずれの元素もトンオーダーの実機スケー

ルの試験において目標である半減を達成できた。また、その結果、A 級歩留まり(スポ

ンジチタン塊全体のうちチタン構造材用にとして使用可能なスポンジチタンの割合 )

を 8%向上できた。  

 

・スポンジチタン塊の Fe 汚染経路を把握すると共に、反応容器はスポンジチタンの

還元分離工程に使用すると内壁表面にチタンとの合金層が形成され、反応容器から溶

融マグネシウムへの Fe の溶出が抑制されることを明らかにした。これらの知見を基

に、「Fe で汚染された溶融マグネシウムの精製技術」および「反応容器からの Fe 溶出
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防止技術」を開発し、スポンジチタンの Fe 濃度半減(200ppm 以下)と A 級歩留まり

5%向上の効果を実機スケールにて実証した。  

 

・反応容器とスポンジチタンが直接接触することで発生する高 Fe 粒を自動で選別除

去する技術を開発し、A 級歩留まり１%向上の効果を実機スケールで実証した。  

 

・スポンジチタン中の O の汚染経路(存在形態)を、「固溶 O」「MgCl2 の吸湿水分」「表

面 O」「分析時の汚染」に分けて定量化した。また、各汚染経路への対策を施すこと

で、実機製造設備を用いて、O 濃度 150ppm 以下の低 O スポンジチタンを、トンオー

ダーで製造できた。  

 

・還元反応の序盤および中盤は TiCl4 (g)と Mg(g)が反応する気気反応と、TiCl4(g)が浴

面の Mg(l)と反応する気液反応の混合で反応が進行し、気気反応で生じた Ti 微粉(2μm

程度)が浴面に落下後、浴面での気液反応の核となって数十 µm に成長した後、沈降し、

スポンジチタン塊を形成すると考えられる。この際、気気反応で生じた Ti 微粉の一

部は容器内壁面に付着し、針状の壁面スポンジを形成すると考えられる。数値シミュ

レーションの結果、気気反応と気液反応の割合は、序盤の場合、発熱量比で 28：72

と見積もられた。  

 

・還元反応の終盤は、浴面の Mg が枯渇しているため、序盤および中盤とは反応機構

が大きく異なり、TiCl4 は TiCl2 に部分還元されて MgCl2(l)に溶解した後、MgCl2 浴深

部で、Mg によって Ti に還元される二段反応が生じていると考えられる。  

 

・把握した反応機構に基づき還元反応高速化を実現する実機スケールの試験機を開発

し、実証試験を行い 30%の反応高速化に成功した。  

 

・真空分離機構を詳細に調査し、スポンジチタン塊の通気性も考慮した数値シミュレ

ーションプログラムを開発した。また、把握した真空分離機構に基づいて、真空分離

高速化技術を開発し、実機スケール試験や数値シミュレーションで検証した結果、

30%以上の分離時間短縮効果があると見積もりられた。  

 

・還元反応条件を適切に制御することで、実機スケール試験にて Cl 濃度 200ppm 以下

の低 Cl スポンジチタンをトンオーダーで製造できた。  

 

・所定量以下の Cl 濃度のスポンジチタンを「１．高効率チタン薄板製造技術開発」

の原料サンプルとして提供した。各種汚染源を排除する高品質化を進めることで直接

圧延で製造したチタン薄板の表面疵を低減できた。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

下記の表には、2016 年度よりテーマ番号 11 に統合された［テーマ番号 12］高品質

スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発に関する件数も合わせて記載している。  

 

 

       

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 1 0 9 0 0 0 0 0 2 

2015FY 0 2 16 1 0 0 0 0 2 

2016FY 5 0 8 3 0 0 0 0 1 

2017FY 2 2 16 3 0 0 0 0 2 

2018FY 1 0 13 2 0 0 0 1 1 

2019FY 1 0 7 1 0 0 0 0 1 

2020FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

2022FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計  10 5 69 10 0 0 0 1 11 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

表 3-2.3.2-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

本開発に関して知的財産権を確保するために、国内はもとより海外にも積極的に特

許出願を進めている。  

なお、下記の表には、2016 年度よりテーマ番号 11 に統合された［テーマ番号 12］

高品質スポンジチタン高効率製造プロセス技術の開発に関する件数も合わせて記載し

ている。  

                    

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 1 0 0 

2015FY 10  0 1 

2016FY 9 1 10  

2017FY 2 2 3  

2018FY 7 0 0 

2019FY 4 0 3 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 1 

2022FY 0 0 0 

合計  33 3 18 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.3.2.3 参考文献  

 

なし  

 

表 3-2.3.2-4 特許の件数（内訳）  【2023 年 2 月末現在】  
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2.4 研究開発項目④「革新的アルミニウム材の開発」  

2.4.1［テーマ番号１３］高強度アルミニウム合金を用いた自動車部品の開発  

（2013 年度～2022 年度）  

 

2.4.1.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

 微量添加元素により高強度化した革新アルミニウム合金と、大型ねじり鍛錬加工装

置による高機能化プロセスと、さらにその接合技術を併せて開発することで、自動車

部材としての革新アルミニウム材料適用技術を確立する。さらにこれらの技術を適用

した溶接構造自動車部材を試作・評価し、マルチマテリアルボディの実現につなげる。 

 

(2)目標値  

 2018 年度までは航空機用材料を目標として、高強度アルミニウム合金の開発を進め

た。2019 年度以降は自動車のマルチマテリアルボディの実現に向け、革新アルミニウ

ム合金の開発と、アルミニウム合金の高機能化プロセス開発と、溶接構造自動車部材

の試作、評価を進める。  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

高強度・高靭性アル

ミニウム合金の開発  

（2013～2018 年度）  

引張強さ≧660MPa 

耐力  ≧600MPa 

伸び  ≧14% 

ラボスケール  

引張強さ≧750MPa 

耐力  ≧700MPa 

伸び  ≧12% 

ラボスケール  

引張強さ≧750MPa 

耐力  ≧700MPa 

伸び  ≧12% 

を有し、幅 500 

mm 以上の板材  

（2018 年度末）  

 

高強度アルミニウム

合金を用いた自動車

部品の開発  

（2019～2022 年度）  

  溶接構造用革新

5000 系合金開発  

大型ねじり鍛錬加

工装置によるアル

ミニウム合金の高

機能化実証  

フィラードレーザ

溶接技術の開発  

ベンチマークとな

る自動車部材のリ

バースエンジニア

リング  

構造用革新 6000

系合金の開発  

大型ねじり鍛錬加

工プロセスによる

アルミニウム合金

の高機能化検証  

革新アルミニウム

合金を用いた自動

車部品の設計およ

び試作  

 

表 3-2.4.1-1 研究開発目標  
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(3)全体計画  

2013～2018 年度は、航空機向け高強度･高靭性アルミニウム合金（革新 7000 系合

金）および、その製造プロセス開発を行う。高強度アルミニウム合金は 7000 系合金

をベースとして化学成分の最適化を行う。また強度と靭性の両立を目的としたプロセ

ス技術として、溶解鋳造技術（電磁撹拌鋳造技術）開発、鍛錬技術（ねじり鍛錬加工

技術）開発、圧延技術（熱間圧延技術）開発、押出技術開発、鍛造組織技術開発、熱

処理技術開発、水素ポア制御技術開発をそれぞれ行うとともに、航空機材の切削加工

で問題となりうる残留応力測定技術開発も行う。さらにシミュレーション開発により、

プロセス条件の最適化を検討する。  

2019～2022 年度は、超軽量自動車部品の開発を行うため、自動車部品向け革新アル

ミニウム合金として、Sc の添加により高強度化した革新 5000 系合金および革新 6000

系合金の開発を行う。またアルミニウム合金の機能性向上を目的として、φ95mm 大

型ねじり鍛錬加工装置を開発･導入し、ねじり鍛錬加工の効果を検証する。実用化技

術として、フィラードレーザ溶接技術開発を行い、革新アルミニウム合金の最適接合

技術を確立する。さらに軽量化実証のための自動車部材を決定し、革新アルミニウム

合金を用いた超軽量自動車部品の設計および実証試作を行う。  

 

(4)実施体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.1-1 研究実施体制  

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

鍛錬技術開発を再委託

解析・評価（水素ポア）を再委託

解析・評価（残留応力）を再委託

解析・評価（組織解析）を再委託

鍛錬技術開発を再委託

微細組織解析を再委託

東京大学
（国立大学法人）
2020～2022年度

株式会社UACJ

（千年分室）
2013～2022年度

株式会社神戸製鋼所
（西神分室）

2013～2017年度

独立行政法人産業技術総合
研究所（名古屋守山分室）

2013～2018年度

名古屋大学
（国立大学法人）
2013～2015年度

九州大学
（国立大学法人）
2013～2017年度

京都大学
（国立大学法人）
2013～2014年度

岐阜大学
（国立大学法人）
2013～2022年度

山形大学
（国立大学法人）
2016～2022年度
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表 3-2.4.1.1-2 分担研･再委託先の実施内容  

分担研･再委託先  実施内容  

UACJ 全体総括、革新アルミニウム合金開発、プロセス開発 等  

産業技術総合研究所  溶解鋳造技術開発  

神戸製鋼所  鍛造技術開発  

名古屋大学  鍛錬技術開発  

九州大学  水素ポア解析技術開発  

京都大学  残留応力測定技術開発  

岐阜大学  ねじり鍛錬加工材の強度解析･評価  

山形大学  ねじり鍛錬加工の熱・歪シミュレーション  

東京大学  革新アルミニウム合金の微細組織解析  

 

(5)運営管理  

 個別課題に関する打合せを随時必要に応じて実施。  

 さらに、年度初めと年度末に全体で進捗報告・技術討議を行い、全体進捗管理を実

施する。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 航空機において大型機体では CFRP の採用が増加しているが、CFRP はコストが高

いため中･小型機ではアルミニウム合金を主体とした機体構造が採用されている。例

えば中･小型機で使用されるアルミニウム合金の 50%を革新 7000 系合金に置き換える

と、約 10%程度の軽量化が達成されることから、燃費の向上・CO2 削減・省エネル

ギーの観点からも実施の効果は非常に大きい。  

一方、自動車部材には、鉄、あるいはアルミ一般材が使用されており、大幅な重量

軽減のためには軽量・高強度合金の適用と、継手強度の向上が不可欠である。そこで

Sc を添加した革新 5000 系合金および革新 6000 系合金を自動車部品に適用することで、

超軽量自動車部品の作製を実現でき、燃費の向上・CO2 削減・省エネルギーの効果を

得ることができる。なお Sc は生産量が少なく高価な元素であったが、近年オースト

ラリアの Ni,Co 鉱山で副産物として Sc の生産が始まっており、比較的低コストでの

入手が期待できる。  
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2.4.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

高強度・高靭性ア

ルミニウム合金の

開発  

（2013～2018 年

度）  

引張強さ≧750MPa 

耐力  ≧700MPa 

伸び  ≧12% 

を有し、幅 500 mm

以上の板材  

（2018 年度末）  

熱間圧延プロセスによ

り、最終目標を達成し

た。  
○  

 

高強度アルミニウ

ム合金を用いた自

動車部品の開発  

（2019～2022 年

度）  

革新 6000 系合金

(6xxx+Sc 合金)の開

発  

大型ねじり鍛錬加

工プロセスによる

アルミニウム合金

の高機能化検証  

革新アルミニウム

合金を用いた自動

車部品の設計およ

び試作  

 

従来合金(6082-T6)材に対

して 20%高強度化した革

新 6000 系合金を開発し

た。  

大型ねじり鍛錬加工では

革新 7000 系合金の亀裂

進展特性向上と 6061 合

金の強度向上を確認し

た。  

自動車部品の設計･実証

試作では、フロントサイ

ドメンバーでオリジナル

に対して 40%の軽量化を

達成した。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

1. 合金開発（2013～2017 年度）  

 高強度・高延性が得られる 7000 系アルミニウム合金を設計・開発することを目標

に合金元素や熱処理等について検討した。合金の添加元素として亜鉛、銅、マグネシ

ウムの添加量を変化させた合金及びその合金への復元処理（熱処理）条件について検

証し、強度、延性、破壊靭性、耐 SCC 性、疲労特性の最適化が得られる添加量や条

件を決定することができた。特に、「開発合金-T6 ラボ小型試作材」は最終目標の強

度を達成しており、目標である合金組成を得ることができた。なお、「開発合金-T6 

ラボ大型試作材」は圧延加工度の違いから 10MPa 程度強度が低く、「開発合金-T7 ラ

ボ大型試作材」は熱処理条件の違いにより、さらに低強度の結果となった。  

 

 

 

表 3-2.4.1-2 最終目標と達成度  
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図 3-2.4.1.2-1-1 熱間圧延材の強度評価結果  

 

2. 鋳造および脱ガス技術開発  

2-1 電磁撹拌による鋳造組織微細化  

 アルミニウム合金の最終特性は最も上工程である鋳造工程における凝固時の結晶組

織に大きく依存する。このため更なる特性向上を目指して、凝固中のアルミニウム溶

湯に電磁撹拌を印加し、得られる鋳造組織を微細化する技術を開発した。また、本プ

ロセスを実生産プロセスである連続鋳造プロセスへ組み込むことを検討し、連続鋳造

プロセスにおいても鋳造組織微細化が可能であることを確認した。さらに、工業生産

への展開を目的に、大型鋳塊の鋳造割れに対する技術ポイントの明確化と、電磁撹拌

プロセスを大型ビレットに適用する際の課題と必要技術の抽出を行い、大型鋳塊製造

に関して目途付けを行うことができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-2-1 電磁撹拌による鋳造組織微細化技術の開発  

 

 

 

 

ｔ＝0.1 秒 t＝0.5 秒 印加なし 

 

500μ

m 
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図 3-2.4.1.2-2-2 電磁撹拌を付与して作製した連続鋳造ビレットとその組織  

 

 

2-2 脱ガス処理による含有水素量の低減  

 アルミニウム合金の靭性向上のためには、材料中に含まれるガス、特に含有水素を

低減することが非常に重要となる。従来のバブリング法では困難であった 0.1ppm 以

下にまで水素量を低減する真空脱ガス技術を開発した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-2-3 含有水素量に及ぼす真空脱ガス処理温度の影響  

 

3. 鍛錬技術の開発  

 鋳塊に圧縮ねじり加工を施すことで組織の微細化および金属間化合物の微細分断化

に非常に有効であることが確認された。続いてφ50mm ねじり鍛錬加工機およびφ

95mm 大型ねじり鍛錬加工機を導入し、シミュレーションと併せて、限界加工条件、

最適加工条件の検討を行った。そして、鋳造⇒ねじり鍛錬加工⇒均質化処理⇒熱間押

出⇒溶体化･焼入れ⇒人工時効処理の工程で高機能化効果を検討した結果、革新アル

ミニウム合金で強度向上効果は認められなかったが、疲労亀裂進展特性（T-L 方向）

の向上を確認した。疲労亀裂進展試験後の破面 SEM 像より、T-L 方向ではねじり加工

材の破面の凹凸が大きくなっている様子がみられることから、ねじり加工によって亀

裂進展抵抗が上昇したと考えられる。  
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図 3-2.4.1.2-3-1 ねじり鍛錬加工装置の外観  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-3-2 連続ねじり加工シミュレーションモデルおよび解析例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-3-3 革新 7000 系合金の強度に及ぼすねじり鍛錬加工の効果  

 

 

 

 

  

φ50mm 小型装置  φ95mm 大型装置  
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図 3-2.4.1.2-3-4 革新 7000 系合金の亀裂進展特性に及ぼすねじり鍛錬加工の効果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-3-5 革新 7000 系合金の亀裂進展試験後の破面  

 

 また革新 7000 系合金ではねじり鍛錬加工による強度向上効果がみられなかったが、

従来合金の 6061 合金φ95mm 押出棒を用いてねじり鍛錬加工後、T6 処理を行った結

果、強度の向上を確認した。  

 

表 3-2.4.1.2-3-1 6061 合金押出棒のねじり鍛錬加工による引張性質への影響  

 引張強さ(MPa) 耐力(MPa) 伸び(%) 

ねじり無  195 98 33 

ねじり有  199 110 28 
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4. 圧延技術開発  

 熱間圧延時の温度および歪み速度の条件によって最終製品のミクロ組織や機械的性

質が変化することが明らかとなっており、最終板材としての集合組織・安定なサブグ

レイン組織を得るための最適熱間圧延条件等を検討して研究を進めた。圧延加工技術

についての検証を複数の課題について行い、加工度を高めるための方法として圧延途

中での切断装置の導入、圧延中の温度分布の発生を防ぐための途中加熱装置の導入等

を行い、最良な圧延方法を開発した。この開発で得た技術を用いて革新 7000 系合金

を圧延した結果、最終目標の強度を有する圧延板材を試作することが可能であり、さ

らに耐食性、破壊靭性を維持しながら高強度な板材が開発できることを確認した。  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-4-1 T6 材のミクロ組織に及ぼす熱間圧延時の歪み速度の影響  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-4-2 最適な熱間圧延条件で作製した革新 7000 系合金板材  

 

 

5. 押出技術開発  

 革新 7000 系合金では、ねじり鍛錬加工と押出加工を組み合わせることで、亀裂進

展特性の向上が達成できることを確認した。さらに鍛錬加工実プロセスの最適化を目

的として、自動運転有限要素解析システムを用いて押出製品のひずみ分布最小化条件

を評価した。  

 また後述の実証試作部品で革新 6000 系合金の押出材を作製するが、断面形状が不

均一なためダイス設計の最適化を行った。  

 

 

 

 

0.3/s 0.5/s

板
厚

中
央

1.0/s 2.0/s

200μm200μm



  

3-2.4.1-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-5-1 プロセス最適化自動運転有限要素解析システムの概念図   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-5-2 実証試作部品の形状   

 

6. 鍛造技術の開発  

 高強度高延性鍛造材を得るための鍛造条件（温度，歪み速度，加工度）と機械的特

性について、2014-2015 年度は 7050 合金を用いた基礎試験、2016-2017 年度は革新

7000 系合金を用いた検討を行った。革新 7000 系合金について、ビレット再加熱温度、

鍛造開始温度、鍛造加工度がともに高いほど強度が向上する傾向がみられ、開発材

No.1（ビレット再加熱温度 470℃、鍛造開始温度 400℃、ひずみ速度 0.15s-1、鍛造加

工度 3.1）において、引張強さ、耐力はそれぞれ最高の 766MPa、726MPa の値を示し、

伸びも 14%の高い値が得られ、第 2 中間目標（2017 年度）を達成した。なお、比較と

して示した No.3 は、鍛造加工度が 1.7 である以外は No.1 と同一条件である。開発材

No.1 のミクロ組織は、ベータファーバーが発達し、大部分の粒界が大角からなる粒径

2.8μm の微細粒ミクロ組織からなることを確認した。  
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図 3-2.4.1.2-6-1 鍛造条件の検討（供試材製造条件）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-6-2 開発材の熱間鍛造加工度と機械的性質の関係  

 

 

7. 熱処理技術開発  

 溶体化処理時の固溶量増大を図り、人工時効時の析出強化の増大を目的として高温

溶体化処理の検討を行った。局所溶融を起こさないように昇温速度の制御を行い

480℃の溶体化処理を実施した結果、強度の向上を確認した。さらに、耐食性に良好

となる RRA 処理条件を検討し、引張試験及び応力腐食割れ試験から、RRA 処理の最

適な条件を提示することができた。また、均質化処理･溶体化処理･人工時効の熱処理

条件の最適化を行い、目標強度が得られる処理条件を提示した。  
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図 3-2.4.1.2-7-1 革新 7000 系合金の RRA 処理による耐 SCC 性向上（10%Zn 材）  

 

8-1 解析・評価－水素ポア制御技術開発  

 本研究では、含有水素の強度及び破壊靭性に及ぼす影響が大きいため、水素ポアの

含有量の定量評価と水素脆化条件および脆化抑制効果を検討した。その結果、水素ポ

アは鋳造中に晶出物上に発生し、熱処理で成長すること、晶出物の種類により水素ポ

アの生じ易さ・成長速度に大きな差があることを確認した。また、引張特性・破壊靭

性は、通常材より水素量が多いと悪化するが、通常材以下の水素量では影響が少ない

こと、疲労及び耐食性についても水素の影響があるが、0.05ppm 以下では影響がない

ことを明らかにした。また、開発合金では 500℃以上の処理で水素が増加するが、処

理時間を長くすることにより水素量を 0.05ppm 以下にまで低減可能であることを明ら

かにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-8-1 熱処理中の水素ポアの発生・成長挙動の 4D 観察  

 

8-2 解析・評価－残留応力評価技術開発  

厚肉の金属材料において、高温から急速冷却を行う溶体化処理時に表面と内部の温

度勾配によって熱応力が発生し、残留応力が残存するため精密加工時にひずみやねじ

れが発生し問題となることがある。残留応力を定量的に把握することは非常に重要で

あり、材料内部における残留応力分布を評価するため、深穴穿孔法（DHD 法）によ

る残留応力測定装置を導入し、高精度に内部応力の分布を測定する技術を開発した。

さらに深穴穿孔法では表面近傍の残留応力を正確に測定できないため、穿孔法装置を

(a)T6 材  (b)RRA 処理材  

75 μm

6
5

 μ
m

0 ks 0.8 ks 1.9 ks

4.5 ks 25.8 ks

Micro pore Al7Cu2Fe Mg2Si

ポア発生率

Al7Cu2Fe 36.5%

Mg2Si 9.9%
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導入し、穿孔法と深孔穿孔法を組み合わせることにより、表層から高深度までより正

確な残留応力の評価を行える手法を開発した。また、中性子回折法による残量応力測

定を行い、深孔穿孔法の測定結果と比較して、深孔穿孔法が十分な精度を有すること

を検証した。  

 

 

図 3-2.4.1.2-8-2 深孔穿孔法（DHD 法）と中性子回折法による  

残留応力測定結果の比較  

 

8-3 解析・評価－組織解析  

 ねじり鍛錬加工は外周部ほどひずみ量が大きく、中心部ではひずみ量はゼロに近い。

断面内でのひずみ分布が大きいことから、φ50mm でのねじり鍛錬加工による機械的

性質の不均一性について、ねじり鍛錬加工後にφ12mm 丸棒形状に押出した材料を用

いて、微小引張試験により定量的に調査した。ねじり有無とも、最外周部分（中心か

ら 5 mm）の位置において強度が大きく変動しているが、原因の解明には至らなかっ

た。最外周部分を無視すると、引張強度は位置に依らずほぼ同じ値を採っており、そ

の平均はねじり無の方が高いことを明らかにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-8-3 ねじり鍛錬加工有無による断面内強度分布  

   （左：ねじり無 右：ねじり有）  
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8-4 解析・評価－用途開発  

 革新 7000 系合金については用途開発を実施し、重工メーカ殿で飛翔体に採用され、

少量ではあるものの量産を実施した。  

 高強度アルミニウム合金を用いた自動車部品の開発においては、TESLA Model 3 を

ベンチマークとして、革新 5000 系合金および革新 6000 系合金を用いたフロントサイ

ドメンバーと、革新 6000 系合金を用いたサイドシルインナーの設計および実証試作

を行った。前者はオリジナルのハイテン材に対して約 45%の軽量化を達成し、後者は

オリジナルの従来アルミニウム合金材に対して約 9%の軽量化を達成した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-8-4 革新アルミニウム合金を用いて設計した  

     フロントサイドメンバーの模式図と試作品   

 

 

8-5 解析・評価－微細組織解析  

 2020 年度に開発した革新 5000 系合金の微細組織解析を行った。その結果、押出前

の均質化処理後の段階では直径 6nm 程度の微細析出物が観察され、押出後にはさらに

直径 3nm 程度の微細析出物相の増加を確認した。  
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図 3-2.4.1.2-8-5 革新 5000 系合金の電子顕微鏡組織および析出物サイズ分布  

   (a, d)押出前、(b, c, e)押出後、(f)析出物サイズ分布  

 

 

8-6 解析・評価－接合技術開発  

自動車部品の溶接技術開発を目的として、フィラードレーザ溶接試験を行った。各

試験材に対して、溶接割れや溶け込み不良の発生しない条件を確認し、良好な溶接材

を得た上で強度評価を行った。革新 7000 系合金はいずれの溶接法でも、塑性変形に

移行する前にビード部で破断し、60%以下の低い継手効率を示した。一方、革新 5000

系合金は V 型開先、I 型開先ともフィラードレーザ溶接では継手効率 100%であり、

良好な溶接性が得られた。ワイヤ無しでは継手効率が 46%まで低下したため、高い溶

接強度を得るにはワイヤ供給が必要と考えられる。比較材の 6061-T6 材と 7046-T5 材

は、フィラードレーザ溶接では標準的な継手効率を示した。  

 

表 3-2.4.1.2-8-1 レーザ溶接試験材  

合金 引張強さ(MPa) 耐力(MPa) 伸び(%) 

革新 7000 系合金 704 646 12 

革新 5000 系合金 248 182 14 

6061-T6 292 259 7 

7046-T5 478 430 15 
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表 3-2.4.1.2-8-2 レーザ溶接試験材の引張試験結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 接合用合金開発  

 高耐食性が必要な自動車部品の場合、5000 系合金、あるいは 6000 系合金が一般に

適する。そこで従来合金よりもさらに高強度の合金として、革新 5000 系合金および

革新 6000 系合金を開発した。革新 5000 系合金 O 材は溶接構造用中空押出材、革新

5000 系合金 H26 材はプレス加工板材、革新 6000 系合金は高強度中空押出材の用途に

適する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.4.1.2-8-6 開発した革新 5000 系および革新 6000 合金の強度  

溶接方法 合金 破断位置※

455 65 - 1 W
382 54 - 0.2 W
386 55 - 0 W
248 100 172 11 B
249 101 177 14.2 H
246 99 175 12 B
198 68 150 4 H
210 72 136 4 H
209 72 159 3.8 H
426 89 328 3.8 B? H?
417 87 324 4 B? H?
420 88 330 2 B? H?
307 44 - 0 W
295 42 - 0 W
291 41 - 0 W
247 100 172 9.8 B
250 101 182 12 W
244 99 177 12.2 B? H?
200 68 144 2.2 H
197 67 155 2.2 H
198 68 145 3.8 H
389 81 308 2 W
394 82 320 2 W
384 80 316 2.2 W

革新7000系合金 73 73 10 10 - - 0.2 0.2 W
103 42 98 0.2 W
119 48 100 0.4 W
122 49 111 1 W
120 41 104 0.2 W
135 46 120 0.2 W
55 19 - 2 W
55 12 - 0 W
76 16 - 0 W
53 11 - 0.2 W

※破断位置　B；母材（Base material）、H；熱影響部（HAZ）、W；ビード部（Weld bead）

0

4

12

3

0

148

177

35

315

-

68

112

10346

13

100

81

-

148

175

327

-

2

1

1

0

11

3

58

70

198

247

408

206

248

421

100

88

42

フィラード
レーザ
V型
開先

ウォブリン
グレーザ

389

103

革新7000系合金

6061-T6

革新5000系合金

7046-T5

298

6061-T6

革新5000系合金

7046-T5

115

61

革新7000系合金

6061-T6

革新5000系合金

7046-T5

フィラード
レーザ

I形
開先

EL [%]継手効率 [%]TS [MPa] YS [MPa]
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表 3-2.4.1.2-8-3 革新 5000 系と革新 6000 系合金の特長  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 8 0 0 0 0 0 1 

2015FY 4 0 11 1 0 0 0 0 1 

2016FY 3 0 8 1 1 0 0 0 2 

2017FY 1 0 2 0 0 0 0 0 2 

2018FY 4 0 5 0 0 0 1 0 1 

2019FY 0 0 5 1 0 0 0 0 0 

2020FY 0 0 1 0 1 0 0 0 1 

2021FY 0 0 5 1 0 0 0 0 1 

2022FY 1 0 2 1 0 0 2 0 2 

合計  13 0 47 4 2 0 3 0 11 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

 

 

 

表 3-2.4.1-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 1 0 0 

2016FY 2 0 0 

2017FY 1 0 0 

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 1 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  5 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.4.1.3 参考文献  

なし  

 

表 3-2.4.1-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.4.2［テーマ番号１４］「アルミニウム材新製造プロセス技術開発」（2014 年度～

2022 年度）  

 

2.4.2.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

日米欧の各地域における燃費規制により、軽量化のため自動車への Al 合金製部材

の採用が加速し、今後も Al 材料の需要増大が見込まれている。一方で、膨大な電力

を消費する Al 新地金製錬の環境負荷低減と低コスト化、さらに Al スクラップ増大へ

の対応が課題となっている。そこで、本研究開発はエネルギー効率に優れた Al 新地

金の革新的な製法「室温電解製錬（イオン液体法）」の実用化、イオン液体法を利用

した独自の Al スクラップ再生技術の開発、および高機能 Al 合金を開発するという目

標を掲げた。この Al の室温電解製錬プロセスは、ボーキサイトから水酸化アルミ

ニウム（Al(OH)3）を従来の製法により合成し、その後、AlCl3・6H2O を経て Al 地金

を製造する（図 3-2.4.2.1-1）。上記プロセスにおいて、AlCl3・6H2O の脱水反応によ

り AlCl3 を合成してから Al 地金を製造する方法と、AlCl3 を経由しないその他の方法

とが考えられる。これらの室温電解製錬のプロセスについて北海道大学と共同で

研究開発を進めた。また、Al スクラップの不純物を除去し、地金を再生する技術

の開発を大阪大学に委託した。製造される Al 地金は箔の状態のため、その均一

性向上を京都大学に、生産性と表面品質向上を岩手大学に委託し開発を進めた。

UACJ は、これら基盤技術の取りまとめと、パイロットプラントおよび製造設備

の設計と構築を担った。 2020 年度からはイオン液体法を利用した独自の Al スク

ラップ再生技術の開発に注力した。日本では年間約 400 万トンのアルミニウム製品が

製造され、その約半分が展伸材として利用される。スクラップは年間約 130 万トン発

生しており、そのうち約 100 万トンが主に輸送機器用の鋳物用途として再生利用され

る。このようなリサイクルは純度の低下を伴うカスケードリサイクルとよばれ、再生

不可能なスクラップの蓄積を生じる。また、近年、輸送機器の軽量化に伴うアルミニ

ウム製品の使用量の増加、EV 車の普及に伴う鋳物材使用量の減少が進むにつれてア

ルミニウムスクラップの発生量は増加していくことが予想される。このような課題を

解決しうる新しい製造プロセスとして「イオン液体を用いたハイアップグレード技

術」に着目した。この技術開発により、再生困難な低グレードアルミニウムスクラッ

プを高純度のアルミニウムまでハイアップグレードする技術の開発を目指す。  
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(2)目標値  

                  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

連続電析技術  

（2014～2019 年度）  

小型パイロットプ

ラントによる幅

20mm 以上×長さ

1,000mm 以上の

Al 薄膜または条

の作製  

量産技術確立のた

め、パイロットプ

ラントの構築し、

実証試験を開始す

る。  

新電解浴における

撹拌法、液供給方

法を改良し、長尺

の電析箔を連続的

に安定して回収可

能な連続電析プロ

セスの指針を確定

する。  

新電解浴を用い

た、電析速度 1.0 

μm/min 以上の指

針を確定する。

（2019 年度末）  

 

純Al

イオン液体法（室温）

純Alめっき、箔

ボーキサイト

AlCl3・6H2O

Al(OH)3

バイヤー法

HCl溶解

脱水

AlCl3

純Al、Al合金

Alｽｸﾗｯﾌﾟ

イオン液体法（室温）

不純物除去

ホール・エルー法
（約1000 ℃）

Al地金

Al2O3

加熱脱水

その他

従来の
製錬技術

従来の
室温電析技術

新製錬法

図 3-2.4.2.1-1 開発プロセスと従来プロセスの比較 

 

表 3-2.4.2-1 研究開発目標  
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表面の平滑化  

（2014～2019 年度）  

Al 箔表面の平滑

性の支配要因を特

定する。  

平滑性向上の技術

（添加剤、基板素

材、電析条件等）

の確立。  

添加剤、電解手法

のさらなる最適化

により、生産効率

が良く、平滑性に

優れた高品質の膜

を製造可能な条件

を見極める。  

（2019 年度末）  

 

無水 AlCl3 新製法

（2014～2019 年度）  

触媒を用いた無水

AlCl3 製法の可否

を判定する  

AlCl3 系イオン液

体の大量合成法を

開発、提案する。  

新電解浴を用いた

金属 Al 作製法の

指針を確定する。

（2019 年度末）  

 

共析の制御(1) 

（2014～2022 年度）  

不純物除去法を開

発する。  

再生 Al を利用可

能とする。  

再生用電解液特性

（限界電流密度お

よび電析速度、操

業電圧の調査、電

解液の耐久性等）

の把握と展伸材ア

ノード使用時の不

純物除去能力を把

握する。  

・鋳物級アノード

から 99.9%以上の

純度へのハイアッ

プグレード技術の

指針確定  

・電流密度 100 

mA cm-2 以上での

高速電析技術の確

立  

・電力原単位 7、

000 kWh ton-1 以

下でのハイアップ

グレード技術の開

発  

高速電析技術  

（2018～2022 年度）  

 電解手法（浴温、

電流波形、撹拌手

法等）と添加剤の

最適化による平面

方向と板厚方向の

電析速度向上手法

を調査する。  

共析の制御(2) 

（2014～2017 年度）  

Al 合金中の含有

元素量の支配要因

を解明する。  

強度向上のため

Mn を、高融点元

素添加の技術確立

のため、Nb, Ta 含

有 Al 合金を作製

する。  

連続電析による

Al 合金製造法を

確立する。  

（2017 年度末）  

最終目標達成のた

め中間目標設定な

し  

高融点金属の高濃

度添加技術の確立

（Nb、  Ta を

5mass%以上）  
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(3)全体計画  

 

(4)実施体制  

 ・2014～2019 年度  

 

・2019 年度  

 

 【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

AlCl3製法の開発を再委託

連続電析箔の製造技術の開発を再委託

連続電析箔の膜質の支配要因の調査を再委託

イオン液体浴の精製技術の開発を再委託

岩手大学
（国立大学法人）

株式会社UACJ 北海道大学
（深谷分室） （国立大学法人）

大阪大学
（国立大学法人）

京都大学
（国立大学法人）

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】

AlCl3製法の開発

株式会社UACJ

（深谷分室）

連続製造技術開発

（UACJ、京大）

高速電析技術開発

（岩大）

新浴の開発

（北大、京大、UACJ）

2014

Alハイアップ
グレード

製造技術 ▲

●：基本技術確立

▲：基本原理確認

●

2015 2016 2017 2019 20202018

化学反応プロセスの開発（北大）

イオン液体浴の
制御技術（阪大）

電析Alの性状
支配要因（岩大）

●▲

電析Alの製造技術
（京大）

パイロットラインの設計
（UACJ）

高機能Al合金
（北大、阪大）

▲

●

▲●

Al新地金

▲

▲

2021 2022 2023 2024 2025 2026

●

●

新浴での電析Alの

性状の支配要因（岩大、UACJ）
●

3期

●

1期 2期 4期

▲

▲

第一中間
目標試作

方針立案
（UACJ）

▲ ●

▲ ●

電解液・電解手法開発、コスト試算
（UACJ、阪大、北大、京大）

実用化検討

事業化検討

ハイアップグレード技術開発に特化

図 3-2.4.2.1-2 全体計画 
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 ・2020～2021 年度  

 

 ・2022 年度  

 

(5)運営管理  

2018 年度までは深谷分室（株式会社 UACJ）が牽引役となり、再委託先に要素技術

の開発を委託して、開発を推進した。定期的な会合を開催し、技術開発の進捗および

事業戦略について協議し、課題と解決方法および目標の共有をはかった。北海道大学

は主に AlCl3 新製法の開発および AlCl3・6H2O 由来のイオン液体作製を、大阪大学は

不純物除去技術と高融点元素添加 Al 合金の試作を、京都大学は連続電析の基盤技術

を、岩手大学は表面の平滑化および成膜速度の向上について取り組んだ。2019 年度、

深谷分室は、これら要素技術を組み合わせて連続電析装置の構築および高品質の Al

 【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】 【再委託先】

岩手大学

（国立大学法人）

株式会社UACJ 北海道大学

（深谷分室） （国立大学法人）

京都大学

（国立大学法人）

国立大学法人大阪大学

（阪大工学研究科分室）

無機系イオン液体を用いたハイアップグレード
技術開発　を再委託

深共晶溶媒を用いたハイアップグレード技術開
発　を再委託

高速電析技術の開発　を再委託
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箔を製造する電析条件の確立に取り組んだ。2020 年度からはハイアップグレード技術

開発のため、「（4）実施体制」に示す体制で取り組んだ。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

自動車の軽量化への寄与が大きい Al の需要は年々増大している。低コストの新地

金製錬の事業化が達成されれば、自動車材用途だけでも経済効果は数百億円 /年が見込

まれる。また、日本では年間約 400 万トンのアルミニウム製品が製造され、その約半

分が展伸材として利用される。スクラップは年間約 130 万トン発生しており、そのう

ち約 100 万トンが主に輸送機器用の鋳物用途として再生利用される。このようなリサ

イクルは純度の低下を伴うカスケードリサイクルとよばれ、再生不可能なスクラップ

の蓄積を生じる。また、近年、輸送機器の軽量化に伴うアルミニウム製品の使用量の

増加、EV 車の普及に伴う鋳物材使用量の減少が進むにつれてアルミニウムスクラッ

プの発生量は増加していくことが予想される。このような課題を解決しうる新しい製

造プロセスとして「イオン液体を用いたハイアップグレード技術」に着目している。

この技術開発により、鋳物級スクラップ（Al 純度 90%以下）を使用し、ホール・エ

ルー法で製造される地金（約 99.7%）よりも高純度な地金（99.9%以上）を製造する

ことが可能となれば、従来はホール・エルー法に加えて、三層電解法等の技術を併用

しなければ製造できなかった高純度アルミニウムが、省エネルギーで製造可能となり、

新規精製技術が確立される。また、電流密度が 100 mA cm-2 以上であれば、従来技術

により近い電流密度での電解が可能となるため、電解槽の設計と組み合わせることで

工業化を見据えることができる。さらに、ホール・エルー法のような高温（約

1000 ℃）かつ炭素アノードを使用する技術 1)-2)よりも低温かつアルミニウムアノー

ドを使用する本技術が確立すれば、低電圧な電解に伴う省エネルギーかつ CO2 排出量

の低いアルミニウム製造技術となることが期待される  
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2.4.2.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

             

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

連続電析技術  

（2013～2019 年

度）  

新電解浴における

撹拌法、液供給方

法を改良し、長尺

の電析箔を連続的

に安定して回収可

能な連続電析プロ

セスの指針を確定

する。  

新電解浴を用い

た、電析速度 1.0 

μm/min 以上の指針

を確定する。

（2019 年度末）  

新電解浴を用いた Al 電

析プロセスにおける撹拌

方法、液供給方法、電解

手法等を改良すること

で、安定的な Al が電析

可能となり、新電解浴を

用いた連続電析プロセス

の指針が確定した。ま

た、パイロットプラント

の仕様を決め、費用を試

算することができた  

○  

 

表面の平滑化  

（2013～2019 年

度）  

添加剤、電解手法

のさらなる最適化

により、生産効率

が良く、平滑性に

優れた高品質の膜

を製造可能な条件

を見極める。  

（2019 年度末）  

電流波形、添加剤、撹拌

方法等の電解条件を最適

化することにより生産効

率が良く、平滑性に優れ

た高品質の膜を製造可能

な条件を見極めることが

できた。  

○  

 

無水 AlCl3 新製法

（2013～2019 年

度）  

新電解浴を用いた

金属 Al 作製法の指

針を確定する。

（2019 年度末）  

配位子を用いた AlCl3・

6H2O の脱水手法を開発

したことにより、新電解

浴を用いた金属 Al 作製

法の指針が確定した  

○  

 

共析の制御(1) 

（2013～2022 年

度）  

・鋳物級アノード

から 99.9%以上の

純度へのハイアッ

プグレード技術の

指針確定  

・電流密度 100 mA 

cm-2 以上での高速

候補となる各種ハイアッ

プグレード用電解液の基

礎特性を把握。(2)最適な

電解液の選定により、実

用鋳物合から 99.9%以上

の純度へハイアップグ

レー祖する手法の指針を

○  

 

表 3-2.4.2-2 最終目標と達成度  
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電析技術の確立  

・電力原単位 7、

000 kWh ton-1 以下

でのハイアップグ

レード技術の開発  

（2022 年度）  

  

確定。また、ラボスケー

ルで、現行法よりも省エ

ネルギーでハイアップグ

レードできる指針を確

定。  

高速電析技術  

（2018～2022 年

度）  

アノードを実用合金（Al

純度 99.9%以下）とした

際の電析速度の向上手法

を調査し、電析速度と精

製純度を両立させる条件

を見極めることができ

た。  

○  

 

共析の制御(2) 

（2013～2017 年

度）  

高融点金属の高濃

度添加技術の確立

（Nb、  Ta を

5mass%以上）  

（2017 年度）  

高濃度の Al-Nb、Al-Ta

合金製造技術を確立。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  



  

3-2.4.2-9 

 

(2)研究開発の成果と意義  

1. 連続電析技術  

 高品質の電解アルミニウム箔を安定的に製造するためには、装置部材および電解条

件の最適化が必要である。まず、Al を電析させるチタンカソードドラムの表面性状の

最適化を試みた。装置パラメーター（電極形状、素材、巻取り速度等）を決定し、独

自設計の連続電析実験機を製作し、グローブボックス内に設置した。本装置を利用し

て、長さ 1m 以上の長尺 Al 箔の作製を試み、連続電析技術に関する有用な知見を得た。  

 

2. 表面の平滑化  

電解 Al 薄箔の表面形態制御や高機能化のため、平坦度および成膜速度を向上する

ことを目的とし、連続電析膜の膜質の支配要因を調査した。パルス電解法を用いて、

電解条件として、周波数および浴温を制御することで、それらの電解条件が電解 Al

箔の平滑性および成膜速度に及ぼす影響を検討した。電解質には室温イオン液体を用

いた。  

 

2.1 電解手法の確立  

2.1.1 パルス電解法の周波数が電流効率に及ぼす影響  

作用極に Ti 板（0.950 cm2）、対極に Al 板、参照極に Al 線、および電解質に 2 元系浴

を用いた。周波数が電流効率に及ぼす影響を検討するため、パルス電解法の周波数を

5 および 100 Hz（duty 比 0.5）に制御し、電気量を 30 C cm-2、浴温を室温とし、電流

密度 52.6、63.2、73.7、84.2、および 94.7 mA cm-2 で電解した。周波数 5 Hz では、電

流密度 63.2 および 73.7 mA cm-2 で電流効率 84.8 および 78.9%を示した。それに対し、

周波数 100 Hz では同電流密度において、電流効率 96.4 および 93.7%を示した。以上

の結果、高電流効率を示した周波数 100 Hz で電解することとした。  

 

2.1.2 パルス電解法における浴温が電流効率に及ぼす影響  

パルス電解法における浴温が電流効率に及ぼす影響を検討するため、浴温を室温お

よび 50 ℃に制御して、電気量を 30 C cm-2、周波数を 100 Hz、および duty 比を 0.5 とし、

電流密度 52.6 - 189 mA cm-2 で電解した。浴温が室温では、電流密度 84.2 mA cm-2 で電

流効率は急激に減少し、80%未満であったのに対し、浴温 50 ℃では、137 mA cm-2 にお

いても 80.4%の電流効率を示した。これは浴温が室温から 50 ℃に上昇すると、2 元系

浴の粘度が大幅に減少し、Al イオン種の拡散が速くなるためと考えられる。 
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2.2 電解 Al 箔の表面の平滑性の評価  

2.2.1 電解条件が電解 Al 箔の粒子成長に及ぼす影響  

電解条件が電解 Al 箔

の粒子成長に及ぼす影響

を調べるため、電気量 30 

C cm-2、電流密度 84.2 mA 

cm-2、および duty 比 0.5

で作製した電解 Al 箔に

ついて、断面 SIM 観察を

行った（図 3-2.4.2.2-1）。

(a)周波数 5 Hz、浴温が室温

での膜厚は 7.385 μm、(b)周

波数 100 Hz、浴温が室温での膜厚は 5.176 μm、および(c)周波数 100 Hz、浴温 50 ℃で

の膜厚は 10.271 μm であった。周波数 5 および 100 Hz の断面 SIM 像を比較すると、

100 Hz の方が膜厚は薄かった。電流効率を考慮すると、100 Hz の方が高かったため、

周波数が高くなると、ち密な箔が得られるといえる。また、 (b)と (c)から浴温が上昇

すると、結晶粒は大きくなることが明らかとなった。  

 

2.2.2 電解条件が電解 Al 箔の表面粗さに及ぼす影響  

電解条件が電解 Al 箔の表面粗さに及ぼす影響を調べるため、電気量 30 C cm-2、電

流密度 84.2 mA cm-2、および duty 比 0.5 で作製した電解 Al 箔について、原子間力顕微

鏡(AFM)観察を行った。ここで、Sa は算術平均粗さを示す。(a)周波数 5 Hz、浴温が

室温での Sa は 0.1437 μm、(b)周波数 100 Hz、浴温が室温での Sa は 0.1720 μm、(c) 周

波数 100 Hz、浴温 50 ℃での Sa

は 0.3466 μm であった。した

がって、周波数は Sa にほとん

ど影響を及ぼさないが、浴温は

Sa に影響を及ぼすことが明らか

となった。  

 

2.2.3 電解条件が電解 Al 箔の

成膜速度に及ぼす影響  

電解条件が電解 Al 箔の成膜速

度に及ぼす影響を検討するため、

断面 SIM 像から得た電解 Al 箔の

膜厚を用いて、成膜速度を算出した。

図 3-2.4.2.2-2 に電流密度と成膜速度の関係を示す。浴温が室温では、周波数が 5 Hz か

ら 100 Hz に上がると、成膜速度は減少した。これはち密な箔が得られたためである。ま

た、浴温が室温から 50 ℃に上昇すると、電流密度 100 mA cm-2 以上での成膜速度が大幅

に増加し、電流密度 158 mA cm-2 の時、成膜速度は 1.064 μm min-1 を示した。 

図 3-2.4.2.2-1 各電解条件で作製した電解 Al 箔の 

断面 SIM 像 

図 3-2.4.2.2-2 電流密度と成膜速度の関係 

5.176 mm 7.835 mm

10.271 mm 

2.0 mm

(a) 周波数: 5 Hz,

浴温: 室温
(b) 周波数: 100 Hz,

浴温: 室温
(c) 周波数: 100 Hz,

浴温: 50 oC
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3. 無水 AlCl3 新製法  

北海道大学にて AlCl3・6H2O から Al 化合物を合成し、それを Al 源とする新浴

の開発を進めた。合成後の塩をカールフィッシャー水分計で分析したところ、脱

水が十分に進行していないことが示唆された。この化合物を直接溶媒に溶解させ

ていたが、さらに配位子を用いた脱水を試みた . 60 ℃で減圧乾燥して得られた塩

をカールフィッシャー水分計で分析したところ、脱水が不十分であることが確認

された。そこで配位子の候補に追加して効果を調査した。その結果、効果的な配

位子を使用することで Al イオンの周囲に配位する水分量を 900ppm まで減少させ

ることができ、Al イオンの周囲に配位する水分子を配位子で置換することができ

た。ここで得られた塩を、溶媒に溶解させて CV（サイクリックボルタンメト

リー）を行ったところ、カソード電流が確認でき、定電位電解を行うことにより、

Al を含有する電析物が再現性良く得られるようになった。  

 

4. 共析の制御  

4.1 無機系イオン液体を用いたハイアップグレード技術開発  

無機イオン液体を用いてアルミニウム合金の電解精製を行い、より高い純度の

アルミニウムをより低い電力原単位で電析させることが本研究の目的である。ス

クラップとして大量に排出されることが予想される各種 Al-Si 合金をアノード材

料として用い、電解精製実験を行った際の Al の溶解挙動に注目した。  

電解精製条件は 150 ℃の無機イオン液体電解液中で 10 mAcm -2 の電流密度で 50

時間の印加である。アノードに用いた Al 合金は、鋳物材 ADC12-F 合金と AC4C-

F 合金、展伸材の Al-11%Si 合金であり、カソードは銅板またはチタン板を用いた。  

電解前のアノードと電解後のカソードの電析物の Al 濃度を比較すると、

ADC12-F 合金では 83wt%から 99wt％、AC4C-F 合金では 90wt%から 99wt%、Al-

11%Si 合金では、89wt%から 99wt%であった。この結果より、どの合金において

も電解精製によって Al のアップグレードリサイクルが可能であることがわかっ

た。  

 

4.2 有機系イオン液体を用いたハイアップグレード技術開発  

本研究では有機イオン液体電解液を用いることにした。この有機イオン液体を本研

究の標準電解液とすることで、電解セルの改良に必要となる様々な情報の収集に取り

組んだ。  

 

4.2.2 隔膜無し電解セル  

電解セル構成に A3003-O または ADC12-F アノードを適用して、電解浴温度 : 323 K、

カソード電流密度: -10 mA cm-2、カソード交換時間: 25 時間（×4 回）の条件で、100

時間の電解実験を行った。A3003-O アノードを使用したときのカソードについては、

25 時間電解を 4 回繰り返すことで 100 時間の電解を行ったが、Cathode1（電解時間: 

0-25 時間）、Cathode2（同: 25-50 時間）、Cathode3（同: 50-75 時間）、Cathode4（同: 

75-100 時間）のいずれについても、ほぼ同じような表面形態であり、その表面は塊状
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の析出物で覆われていた。SEM 観察の結果から、析出物の多くは平坦な結晶面を有す

る粒子により構成されていた。回収したカソード析出物を EDX 分析したが、Al 以外

の遷移金属種に帰属できるスペクトルは存在しなかった。電解電圧と電流効率から見

積もられる電力原単位については、1530 ~ 1780 kWh t-1 の間で推移し、ホール･エルー

法による新地金製造時に必要となる 13000 ~ 16000 kWh t-1 の 10 ~ 15 %程度のエネル

ギー量で高純度 Al が回収できた。  

ADC12-F アノードについても同様の調査を行ったが、興味深いことに Si について

は、イオン種となって溶出することがないため、電解時間に依存することなく、 2 

wt%程度のほぼ一定の値となった。電力原単位については、A3003-O のときよりもか

なり大きな値（9411 kWh t-1）になることがわかった。隔膜無し電解セルを用いて得ら

れた結果を考慮し、カソードでの遷移金属種の混入を低減するため、隔膜付き電解セ

ルを新たに設計・作製した。  

 

4.2.3 隔膜付き電解セル  

ADC12-F アノードと隔膜付き電解セルを用いて 100 時間の電解実験を行った。ア

ノード側電解液に黒色の粒子が分散・沈殿しており、これがアノードに由来する生成

物であることが一目瞭然でわかる。電解後のアノードや黒色の粒子については、隔膜

無し電解セルで得られた試料の分析結果と同じであった。つまり、電解後の ADC12-F

アノードの表面は Si が主成分である多孔質膜に覆われており、黒色粒子はその膜が

脱落したものと考えられる。カソード側にも僅かに黒色粒子が分散しているように見

えるが、その多くは電解後にアノード側電解液から流入したものである。カソード析

出物は少し明るい灰色へと変化したが、析出物表面を覆う粒子の形態は隔膜無しで得

られたものとほぼ同じであった。しかしながら、Al の純度は大きく向上し、その差は

電解時間が長くなるにつれて、より大きくなった。隔膜無しの場合には、電解時間が

50 時間を超えると Al の純度は大きく低下するのに対し、隔膜があると、100 時間経

過後も Al の純度が低下することはなかった。Cathode4 の不純物元素の量を比較する

と、本来の目的である遷移金属種の混入が抑制されるだけでなく、Si についても混入

が抑制されるといった想定外の結果も得られた。電解実験時の電圧変化やアノード、

カソードの電位変化の挙動についても、隔膜無しの場合とほぼ同じあった。電力原単

位については 10000 kWh t-1 を超える大きな値（10097 kWh t-1）であった。この問題に

対しては、操業温度を上昇させることにより、電力源単位を簡便かつ効果的に改善で

きることを実証した。  

 

4.3 深共晶溶媒を用いたハイアップグレード技術開発 

深共晶溶媒浴のアルミニウム電解製錬への適用の妥当性を評価するため、深共晶溶

媒中で、各種 Al 合金をアノードにして電解を行い、電解電圧、電析物中の不純物濃

度などを調べた。Al 展伸材をアノードに用いた場合、Al 鋳造合金 (AC4C-F および 

ADC12-F) に対して検討を行った。  

いずれの Al 鋳造合金をアノードに用いた場合も、アノード表面にはポーラス状の

黒色物質の堆積が認められた。カソード上には、銀灰色の電析物が得られた。析出形
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態は、純  Al をアノードに用いた場合に比べて、平滑でなく、ノジュール状であった。

アノードから浴中に溶出した不純物が平滑な電析を阻害したものと考えられる。 

各アノード材を用いた電解において、電解前後の電極重量の変化から、Al のア

ノード溶解および  Al のカソード電析の電流効率をそれぞれ算出した。いずれの  Al 

合金をアノードに用いた場合も、アノード溶解の電流効率は、100% 前後でばらつく

値であった。電流効率の値のばらつきが大きい原因は、アノードの溶解の進行に伴っ

て、電極の一部が微細な粒となり、物理的に電極から脱落する一方で、アノードの一

部がポーラス状に溶け残り、その空隙に電解液が残留するため、電解による電極の重

量変化を正確に測定することが困難なことにある。一方、カソードにおける  Al 電析

の電流効率も、ほぼ 100% であることが明らかとなった。  

電解時の電圧と電流効率から、AC4C-F および  ADC12-F をアノードに用いた

場合の  Al 生産の電力原単位を見積もると、それぞれ約 7600 kWh/t および  8300 

kWh/t であった。これらの値は、展伸材  (A3003-O、A5182-O、A6016-T4) をア

ノードに用いた場合の値  (約  4000 kWh/t) に比べて、約  2 倍大きい。この原因

は、先に述べたように、アノード表面に溶け残った不純物が蓄積し、Al の溶解を阻

害するため、電解の進行により大きな電圧を必要とするためと考えられる。後に示す

ように、アノードに溶け残る主な不純物は  Si である。鋳造合金 (AC4C-F、ADC12-

F) は展伸材  (A3003-O、A5182-O、A6016-T4) に比べて  Si 含有率が高いことが、

電解電圧の上昇につながったと考えらえる。  

深共晶溶媒浴中での各不純物の挙動について以下のようにまとめられる。 Si は  

Al 合金から浴に溶出しないため、電析物に取り込まれることはほとんどない。

Mg は、Al 合金から  Al とともに溶出するが、電析物中には析出することはほと

んどない。Mg の析出電位が  Al の析出電位に比べてかなり低いためと思われる。

Fe、Mn は  Al 合金から  Al とともに溶出し、Al とともに電析される。これらの

元素の電析・溶解電位は、Al の電析・溶解電位よりもやや貴な値であると考え

られる。このため、これらの金属イオンが溶出した浴からは、Al の析出ととも

にこれらの金属が電析されてしまう。これらの金属イオン濃度を低く保つことが、

高純度  Al を得るために必要であると考えられる。  

 

4.4 ハイアップグレード技術開発のまとめ  

 各電解液の基礎特性をまとめる。有機イオン液体は通常、電析速度が遅いが、平滑

な電析が可能なため、電流効率が高く、回収が容易である。有機イオン液体は添加剤

を用いることもできるため、これにより電析速度と電流効率を高水準で維持した電析

が可能となることもわかった。一方、無機イオン液体は電析速度が速いが、電析形態

が荒く、電流効率が低下した。深共晶溶媒は他のイオン液体の中間程度の性質を示す

ことがわかった。 

これら基礎特性を理解した上で、スクラップを想定した各種 Al 材を用いて、各電

解液中で電解精製を行った。深共晶溶媒を用いた、電解精製前後の ADC12 アノード

および電解精製後の電析物の Si 濃度の EPMA 分析結果、電解後のアノード表面の Si

濃度が電解前よりも増加する一方で、電析物からは Si は検出されなかった。Si は電
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解液中に溶解しにくく、Al の優先溶解が生じ、Si が電極表面に留まるか、電解液中

に脱離・沈殿するため、Si が効率よく除去できることがわかった。この現象は、いず

れの電解液においても確認されたため、本法により従来技術では除去困難であった Si

を除去できることが確認された。  

 

5. 高速電析技術  

岩手大学を中心に、有機系イオン液体を用いた高速電析技術を開発した。電解手法

による電析速度の向上技術は他の電解液（無機系イオン液体、深共晶溶媒）にも適用

可能な基盤技術となる。  

まず、アノードを高純度 Al（99.9%以上）とした際の電解手法（浴温、電流波形、

撹拌手法等）と、添加剤の最適化による電析速度（平面方向と板厚方向）の向上手法

を調査した。特に、浴温 50 ℃にて、Al 電析物の膜厚 200 µm 相当（当初の計画 300 

µm 厚から変更）の電気量での電析に対する平滑剤の添加効果を調査し、その有効性

を明らかとした。その結果を踏まえ、操業温度（浴温）150 ℃以下、最大電流密度

100 mA cm－2 で、電流効率 90%以上、操業電圧（電解電位）2.0 V 未満を目標として、

Al 電析実験を実施した。  

浴温と電解電位の関係を調べるため、クロノポテンショメトリーを実施した。浴温

50～90 ℃における電流密度 100 mA cm－2 のクロノポテンショグラムから、浴温 50 ℃

では、電析時間 0～61.6 秒の間（6.16 C cm－2 に相当）、電解質の還元限界電位-2.2 V

（vs. Al/Al(Ⅲ)）より卑な電位を示した。これより、電解初期には Al の電析反応に加

え、副反応の電解浴の還元分解が発生することが示唆された。しかし、浴温を 70 ℃、

さらには 90 ℃に上昇させると、電解電位は貴にシフトし、 -2.0 V 未満を示した。以

上より、浴温を 70 ℃以上に設定すれば、電流密度 100 mA cm－2 で Al が電析されると

考えられる。  

浴温 50～90 ℃における添加浴から得られた Al の電析実験（200 µm 厚相当）の結

果を示す。浴温にかかわらず、カソードの回収効率とアノードの電流効率は約 100%

であった。浴温 50 ℃および 90 ℃と比べ、浴温 70 ℃において中央部の電析量が最も

多かった。また、浴温 90 ℃における電析では、1 回目は浴温 70 ℃とほぼ同じ傾向で

あったが、2 回目以降、中央部は減少し、円周部は増加した。以上より、電流密度

100 mA cm－2 で電析するには、浴温 90 ℃では時間とともに OP 添加効果が減少する可

能性があるため、浴温を 70 ℃とする必要がある。  

 

6. 共析の制御(2) 

浴（イオン液体）から任意の組成の Al を析出させるため、所定の元素を共析させ

任意の組成の Al 合金を作製する技術を確立する必要がある。合金作製に関しては、

低温環境において高融点の Nb あるいは Ta を供析させる手法の開発に取り組んだ。

Nb については電解浴へ添加することに成功し、合金を製作できた。Ta については、

Ta イオンを含有する無機イオン液体中でボルタモグラム測定を行い、Ta イオンの還

元過程および析出電位を明らかにした。またボルタモグラムの測定結果をもとに定電

位電解を行った。各種電解電位で Al-Ta 合金を電解で形成でき、より卑な電解電位ほ
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ど Al を多く含有する Al-Ta 合金が得られる事がわかった。  

 また、高強度 Al 合金箔の製造を想定し、Al-Mn 合金箔の作製と Mn 含有量の制御

を試みた。電析の際の電流密度および浴組成により、Mn 含有量を制御できることを

示した。  

 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 1 0 2 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 6 0 0 0 0 0 1 

2017FY 1 0 5 0 0 0 0 1 2 

2018FY 1 1 3 0 0 0 0 0 1 

2019FY 0 1 7 0 0 1 0 0 0 

2020FY 2 0 3 0 0 0 0 0 1 

2021FY 1 0 7 2 0 0 0 0 1 

2022FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

合計  6 2 32 2 0 1 0 1 9 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

表 3-2.4.2-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 1 0 0 

2016FY 5 4 1 

2017FY 4 2 3 

2018FY 2 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  12 6 4 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.4.2.3 参考文献  

なし  

 

 

 

 

表 3-2.4.2-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.4.3［テーマ番号２１］複層アルミ合金の開発（2014 年度～2018 年度）  

  ［テーマ番号０２］残留γ相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開発

のうち「⑫複層アルミの合金設計、組織解析・制御技術の開

発」および「⑬ヘテロ界面微細組織解析技術の構築」（2019

年度～2020 年度）  

 

2.4.3.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

地球温暖化抑制のためには CO2 排出量削減が重要課題であり、様々な策が講じられ

てきている。運輸部門では自動車をはじめとする輸送機器の軽量化による燃費向上が

最も効果的な対策の一つである。自動車におけるアルミニウム材料の採用は軽量化に

直結しており、アルミニウム材料の使用拡大が期待されている。しかし、現状の自動

車へのアルミニウムの使用率はまだ低く、エンジン、ホイール、トランスミッション

ケース等の鋳造品が大半であり、飛躍的な軽量化を図るためには、アルミ化が十分に

進展していない車体骨格部品へのアルミ板材の適用を加速する必要がある。しかしな

がら、軽量化とともに衝突安全性を要求する車体骨格部品へのアルミ化が十分に進展

していない理由の一つは、鋼板と比較して延性に劣り、強度も低いという材料課題が

あるためである。また、既にアルミ板材が適用されている部位においても、部品とし

ての剛性・強度を上げるための幾何学剛性に必要な複雑形状成形技術や厚肉板材の適

用などから、軽量化効果も十分に得られていない。今後、アルミニウム板材を自動車

ボディに広く適用するためには、強度と延性という、相反する素材特性を両立すると

ともに、部品の段階ではその構造に適したプレス材料（ブランク材）における板厚分

布、強度分布を有する材料の活用が求められている。  

そこで、本研究開発では、輸送機器の抜本的軽量化を目的に、強度と延性という、相

反する特性を両立するための複層アルミ合金の研究開発と、その製造技術の開発を行

う。これらの技術開発を推進することで、輸送機器の燃費向上によるエネルギー消費

量と CO2 排出量の削減及び我が国の産業の国際競争力強化を目指す。  

 

 

(2)目標値  

本テーマの位置付けは、輸送機材の国際競争力強化のための、自動車軽量化、CO2

排出量削減につながるアルミニウム合金の創出である。目標に関しては、以下の表の

通りである。  
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研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

複層合金設計、組織

解析・制御技術の開

発  

（2014～2020 年度）  

小型サンプルでの

成形前の伸び

(17%以上)、成

形・熱処理後の耐

力(550MPa 以上)

を両立する組織コ

ンセプトの提示  

ラボサンプルでの

成形前の伸び

(20%以上)、成

形・熱処理後の耐

力(600MPa 以上)

の両立  

成形前の伸び

(20%以上)、平面

ひずみ領域の破断

限界ひずみ(0.15

以上)、成形・熱

処理後の耐力

(700MPa 以上)の

両立  

 

複層合金製造技術の

開発  

（2014～2017 年度）  

板幅 30～50mm 程

度の積層アルミ合

金板の製造プロセ

ス指針の提示  

ラボサンプルでの

積層アルミ合金板

の製造制御指針の

提示  

  

ヘテロ界面微細組織

解析技術の構築  

（2014～2019 年度）  

モデル合金を用い

た、20μm 以下の

マイクロビームで

の X 線小角散乱

法による、組織傾

斜領域での析出組

織分布の定量図示

化の検討  

抽出合金を用い

た、数μm のマイ

クロビームでの X

線小角散乱法によ

る、組織傾斜領域

での析出組織分布

の定量図示化の検

討  

引張変形中の組織

変化過程の放射光

マイクロビームに

よる In-situ 一次

元スキャン（変形

中の動的測定位置

の分解能 100μm

以下）  

（2019 年度末）  

 

 

 

(3)全体計画  

第 1 期(2014 年度～2015 年度)として、各項目毎に、そのコンセプトのラボ検証を行

う。これらのコンセプトの検証、レビューを第 1 期で行った上で、第 2 期以降の研究

開発を継続するか検討を行った。第 2 期(2016 年度～2017 年度)では、各項目毎に、引

張特性の更なる向上策、プロセスの制御策をラボレベルで行った。第 3 期(2018 年度

～2020 年度)では、実用化検討として、部材として要求される特性評価、向上策の検

討をラボレベルで行った。なお、革新的新構造材料等研究においては、テーマ番号２

１「複層アルミ合金の開発(2014 年度～2018 年度)」に引き続き、テーマ番号０２「残

留γ相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開発」において「⑫複層アルミ

の合金設計、組織解析・制御技術の開発」および「⑬ヘテロ界面微細組織解析技術の

構築」(2019 年度～2020 年度)として実施した。  

 

 

表 3-2.4.3-1 研究開発目標  
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(4)実施体制  

実施体制としては、西神分室（（株）神戸製鋼所）が、材料特性向上のための材料

設計指針(2014 年度～2020 年度)および製造技術確立のためのプロセス設計指針の導出

(2014 年度～2017 年度)に取り組む。その材料設計指針導出のために必要な、微細組織

評価技術の確立を京都大学に再委託して技術開発を進める（2014 年度～2019 年度）。  

 

(5)運営管理  

 西神分室内或いは再委託先との間において、担当者間で定期的な会議（数ヶ月に 1

回程度の頻度で）を行い、目標に向けた進捗の管理、方向性の確認、技術内容の議論、

方向性の確認を行い、効率的なテーマの推進を図ってきている。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2035 年度）  

本技術を適用できると考えられる部位は、自動車車体骨格部材である。骨格部材に

使用されている鋼材の重量は、部品によって異なるが、主な部品は数～20kg 程度であ

ることから、アルミニウムに置き換えることによる軽量化効果を 40%と見積もると、

アルミ板材の重量は約 12kg 程度と想定される。国内の乗用車の生産台数は約 450 万

台/年であり、そのうちの 20%の車種に本技術が適用されると想定した場合、約 1 万 t/

年のアルミニウムの使用量の増大に繋がる。  

また、CO2 排出量抑制効果は、燃費改善効果を 0.52L/kg、燃料 1kL 当たりの CO2 削

減量換算を 2.6t/kL と仮定すると、約 1.3 万 t/年の CO2 削減効果が将来的に見込まれる。

さらに、海外の自動車のアルミ化適用部位にも本技術が適用されれば、本技術による

アルミニウムの使用量及び CO2 削減効果はさらに増大すると予想される。  

 

2.4.3.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

複層合金設計、組

織解析・制御技術

の開発  

（2014～2020 年

度）  

成形前の伸び(20%

以上)、平面ひずみ

領域の破断限界ひ

ずみ(0.15 以上)、成

形・熱処理後の

0.2%耐力(700MPa

以上)を可能とする

材料設計指針の提

示  

（2020 年度）  

クラッド構成の制御及び

プロセス条件の最適化に

より、最終目標達成し

た。  

○  

 

表 3-2.4.3-2 最終目標と達成度  
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複層合金製造技術

の開発  

（2014～2017 年

度）  

ラボサンプルでの

積層アルミ合金板

の製造制御指針の

提示  

（2017 年度）  

開発合金を用いて、圧着

圧延に必要な圧延条件を

把握し、クラッド率変更

量 20%、板厚変化 20%の

プロセス条件を把握し、

最終目標達成した。  

○  

 

ヘテロ界面微細組

織解析技術の構築  

（2014～2019 年

度）  

引張変形中の組織

変化過程の放射光

マイクロビームに

よる In-situ 1 次元

スキャン（変形中

の動的測定位置の

分解能 100μm 以

下）  

（2019 年度）  

引張変形過程での In-situ 

2 次元スキャン評価

（100μm 以下のステッ

プ)に目処を得て、最終

目標達成した。  ○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

複層合金設計、組織解析・制御技術の開発  

小型の複層材サンプルにおいて、第 1 期（2014 年度～2015 年度）では伸びと強度

のバランスを向上させるクラッド構成・組織コンセプトの検証を行い、第 2 期（2016

年度～2017 年度）ではクラッド構成（合金組成、組合せ）とプロセス条件（クラッド

材の圧延、熱処理、時効処理）の最適化を図ることでさらなる伸びと強度のバランス

の向上を進め、第 3 期（2018 年度～2020 年度）では機械的特性に加えてさらに部材

特性（成形性）の向上及び溶接性へのクラッド構成・組織の影響についての検討を進

め、既存合金よりも特性向上効果を確認した。これらの取り組みにより、最終目標を

達成した。  

 

複層合金製造技術の開発  

第 1 期(2014 年度～2015 年度)で強度（クラッド比率）と板厚を自由に制御するフレ

キシブルテーラード材製造装置の設計・開発を行い。第 2 期（2016 年度～2018 年

度）では、本装置を用いた模擬材料として純 Al と Al-Mg 合金の小型サンプルを用い

て、オンラインでクラッド比率と板厚を制御して製造したフレキシブルテーラード材

の試作に世界で初めて成功した。さらに、本テーマの開発合金の小型サンプルを用い

て、フレキシブルテーラード材の試作に成功し、最終目標を達成した。本成果により、

より実用的な広幅材への目途を得ることができた。  

また、開発した複層合金の部品成形に関して、FEM 解析を用いた成形性評価を行い、

フロントサイドメンバーおよび B ピラーを模擬した部品をシミュレーションにより、

両部品とも開発合金にて成形可能であることが分かった。  
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ヘテロ界面微細組織解析技術の構築  

第 1 期(2014 年度～2015 年度)では、最終目標である 5μm 以下レベルの位置分解

能による組織分布評価を目指すための放射光ビームラインの選定と試験測定を行い、

比較的解析が容易である 2 元系合金の複層材において、20μm のビームサイズでの蛍

光分析と小角散乱測定の試料走査による同時計測を実現した。第 2 期(2016 年度～

2017 年度)では、測定手法の定量化を検討し、モデル合金での相互拡散領域での小

角散乱解析結果から得られる組織分布と硬度分布が対応することを示し、さらに静

的計測において位置分解能を 5μm 以下に向上させた。第 3 期(2018 年度～2019 年

度)は、第 2 期までに開発したマイクロビーム走査 X 線小高角蛍光同時測定システ

ムに小型引張試験装置を調整してマウントし、単層合金試験片によるその場引張試

験によるその場計測システムの検証とデータ取得、計測条件のチューニングと各種

データのモニターシステムの立ち上げを行った。それにより、マイクロビームによ

る X 線照射点を CCD で確認後、モニターにより試料のマクロな変形を画像で確認

しながら照射位置を分解能 10μm 以下の分解能で走査して小角散乱並びに高角回折

強度を同時計測するその場測定システムを構築した。これらの取り組みにより、最

終目標を達成した。 
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 5 0 0 2 0 0 1 

2016FY 0 0 4 0 0 1 0 1 1 

2017FY 0 0 5 1 0 2 0 0 2 

2018FY 1 0 1 0 0 2 0 0 1 

2019FY 1 0 4 0 0 1 0 0 0 

2020FY 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

合計  3 0 20 1 0 8 0 1 6 

   

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2014FY 4 0 0 

2015FY 3 0 2 

2016FY 1 4 1 

2017FY 1 2 0 

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 1 0 0 

合計  10 6 3 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.4.3.3 参考文献  

なし  

 

表 3-2.4.3-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.4.3-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.5 研究開発項目⑤「革新的マグネシウム材の開発」  

2.5.1  [テーマ番号１５] マグネシウム合金設計と難燃性評価（2013~2015 年度）  

［テーマ番号１５］難燃性マグネシウム合金の信頼性（疲労・破壊・難燃性）  

評価（2016~2017 年度）  

 

2.5.1.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

マグネシウムは、実用金属の中で最も軽量であり、また優れた比強度を有すること

から、輸送機器のための新たな構造材料として注目されている。しかし、汎用のマグ

ネシウム合金は発火温度が低く、特に、不燃・難燃特性の確保が必須である鉄道車両

部品や航空機部品としての適用は困難とされてきた。近年、マグネシウム合金の発火

温度を高める合金開発が進められ、その結果、汎用マグネシウム合金（Mg-Al 系合金

等）にカルシウムを添加し、発火温度を飛躍的に高めた｢難燃性マグネシウム合金｣が

開発されている。本合金は、日本鉄道車両機械技術協会の車両材料燃焼試験において

「不燃材」の認定も受けていることから、鉄道車両用部材への適用も、小型鋳造部品

に関しては進みつつある。今後、難燃性マグネシウム合金を用いて輸送機器のさらな

る軽量化を目指すためには、合金特性のさらなる高性能化（強度・延性の改善、生産

性の改善）を目指すと同時に、形材や板材を組み合わせて｢大型構造体｣を作り込むた

めの要素技術を開発していく必要がある。  

本研究開発では、難燃性マグネシウム合金の材料特性（機械的特性、生産性）をさ

らに改善するための合金設計技術を開発することを目指す。また、開発した合金の信

頼性（疲労特性、発火特性、衝撃変形特性、耐食性）を系統的に明らかにし、データ

ベース化（一部標準化）することを目指す。さらに、開発された合金を用いて高速車

両構体を設計するための指針を構築することを目指す。  
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(2)目標値  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

①  易加工性マグネ

シウム合金材の

開発  

（2013~2017 年度）  

引張強度：

250MPa 以上、伸

び：15%以上、難

燃性：AZX311 以

上、押出速度：

AZ31 以上の特性

を示す押出材を作

製するための合金

設計技術を構築。  

引張強度：

270MPa 以上、伸

び：20%以上、難

燃性：AZX311 以

上、押出速度：

A6N01 以上の特

性を示す押出材を

作製するための合

金設計技術を構

築。  

  

②  高強度マグネシ

ウム材の開発  

（2013~2017 年度）  

引張強度：

350MPa 以上、伸

び：13%以上、難

燃性：AZX311 以

上の押出材および

圧延材を作製する

ための合金設計技

術を構築。  

引張強度：

360MPa 以上、伸

び：15%以上、難

燃性：AZX311 以

上の押出材および

圧延材を作製する

ための合金設計技

術を構築。  

  

③  マグネシウム材

の評価手法(難燃

性・耐食性)の確

立  

（2013~2017 年度）  

Mg-Al-Ca-Mn 系合

金の発火特性、腐

食特性の解明。  

Mg-Al-Ca-Mn 系合

金の発火特性、腐

食特性のデータ

ベース構築・標準

化。  

  

④  難燃性マグネシ

ウム合金の疲労

特性及び衝撃変

形特性データ

ベースの構築  

（2016~2017 年度）  

 新たに開発した難

燃性マグネシウム

合金展伸材の疲労

特性及び衝撃変形

特性を取得し、

データベースを作

製する。  

  

⑤   新難燃性マグネ

シウム合金部材

の設計指針の構

築  

（2016~2017 年度）  

 疲労試験により得

た適用可能なマグ

ネシウム材料のク

ライテリアによ

り、高速車両構体

  

表 3-2.5.1-1 テーマ 15 研究開発目標  
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断面を対象とした

気密疲労試験構体

の基本設計を行

う。  

 

 

(3)全体計画  

研究開発項目①「易加工性マグネシウム材の開発」では、Mg-Al-(Zn)-Ca-Mn 系合金

をベースとして、A6N01 合金に匹敵する機械的特性と押出し特性（易加工性マグネシ

ウム材：引張強度：270MPa 以上、伸び：20%以上、難燃性：AZX311 以上、押出速

度：A6N01 以上の特性）を有する展伸材を開発することを目標とし、そのための合金

設計指針を構築した。研究開発項目②「高強度マグネシウム材の開発」では、A7N01

合金に匹敵する機械的特性（引張強度：360MPa 以上、伸び：15%以上、難燃性：

AZX311 以上）を有する展伸材を開発することを目標とし、そのための合金設計指針

を構築した。  

研究開発項目③～④では、2015 年度までに開発した合金の信頼性（発火特性、疲労

特性、衝撃変形特性、耐食性）に関するデータを系統的に測定し、開発した合金を用

いて高速車両構体を設計するために必要なデータベースを構築した。研究開発項目③

「マグネシウム材の評価手法の確立」では、開発合金の発火特性や耐食性を評価する

ことを目的として、評価手法を確立する上において不可欠な知見（発火現象に及ぼす

環境因子や組織的因子の抽出し、マグネシウム合金へのカルシウム添加が腐食現象に

及ぼす影響）を明らかにした。研究開発項目④｢難燃性マグネシウム合金の疲労特性

及び衝撃変形特性データベースの構築｣では、開発した合金（母材および継手）の疲

労特性及び衝撃変形特性を各種変形モードで系統的に測定し、データベースを構築し

た。また、開発した合金の上記特性に及ぼす組織因子・構造因子の影響を解明した。  

研究開発項目⑤｢新難燃性マグネシウム合金部材の設計指針の構築｣に関しては、鉄

道車両構体を設計するに当たり適用可能なマグネシウム材料のクライテリアを主に、

疲労特性から決定した。また、得られたクライテリアにより、高速車両構体断面を対

象とした気密疲労試験構体の設計を行った。  
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(4)実施体制  

本研究開発では、マグネシウムに関連する 8 つの分室が共同で難燃性マグネシウム

合金展伸材を鉄道車両用部材（高速車両構体）に適用するための基礎技術を構築する

ことを目指した。2015 年度までは、新規合金の開発・評価を主眼として、素材の開発

を担当する「材料 WG」、難燃性マグネシウム合金の信頼性を改善・評価するための

技術を開発する「接合 WG」、「耐食性 WG」、「発火特性 WG」を形成し、各 WG が連

携して課題の解決を目指した。2016 年度以降は、2015 年度までに開発した合金を対

象として、複雑形状部材の加工・製造技術を開発する｢素形材加工技術 WG｣、信頼性

（疲労特性・破壊特性等）を系統的に明らかにする｢信頼性評価・標準化 WG｣、表面

処理技術の構築や耐食性を系統的に明らかにする｢表面処理 WG｣、接合技術の構築を

目指す｢接合 WG｣を構築し、研究開発を遂行した。  

 研究開発を推進するにあたっては、エンドユーザー（鉄道会社・車両メーカ）が低

コストかつ安全に構体を製造するための技術や、マグネシウム合金を用いて構造体を

設計するため技術等を統合的に構築していく必要がある。そのため、本研究開発では、

エンドユーザーをオブザーバーとして招聘し、マグネシウム合金を利用して構造体を

作製するための仕様について、アドバイスを受けつつ研究開発を推進した。  

テーマ 15 に関しては、2015 年度までは、名古屋守山分室において易加工性マグネ

シウム材及び高強度マグネシウム材のための合金設計指針の導出を行った。長岡技術

科学大学（鎌土）については、2016 年度以降は、テーマ 16 及びテーマ 18 の中で研究

開発を継続実施した。  

2016 年度以降は、名古屋守山分室と明石分室が共同で、新たに開発された合金の信

頼性（疲労特性、衝撃破壊特性、難燃性）を系統的に調査するとともに、発火特性に

関しては、標準化作業にデータを提供した。疲労特性については、長岡技術科学大学

（宮下）と九州大学（野口）が新たに再委託先として参画し、衝撃変形特性について

は、神戸大学（向井）と物質・材料研究機構（染川）が新たに再委託先として参画し

た。明石分室では、新たに開発された合金を用いて高速車両構体を製造するための構

体設計指針を構築した。以下、2013～2015 年度までの実施体制と、2016～2017 年度

の実施体制をそれぞれ記す。  
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 表 3-2.5.1-2 実施体制（2013～2015 年度）  

 

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

高強度マグネシウム合金薄板の研究開発を
再委託

日本マグネシウム協会：2013-2015

難燃性マグネシウム合金の高機能化
技術に関する技術動向調査を再委託

国立研究開発法人

物質・材料研究機構：2013-2015

難燃性マグネシウム合金の微視的
強化機構の解明を再委託

一般財団法人

産業技術総合研究所（名古屋守山分室）： 2013-2015 長岡技術科学大学
 高強度マグネシウム材の開発 （国立大学法人）：2013-2015
マグネシウム材の評価手法の確立 易加工性マグネシウム合金材の開発

を再委託

 

 

 

 表 3-2.5.1-3 実施体制（2016～2017 年度）  

 

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

難燃性マグネシウム合金の衝撃破壊メカニズム
の解明を再委託

長岡技術科学大学

（国立大学法人）：2016-207

マグネシウム合金母材および溶接継手の組織
因子が疲労特性に及ぼす影響の解明を再委託

神戸大学

（国立大学法人）：2016-2017

難燃性マグネシウム合金の衝撃特性評価技術
開発　を再委託

国立研究開発法人

物質・材料研究機構：2016-2017

九州大学

（国立大学法人）：2016-2017

マグネシウム合金の応力腐食特性・耐環境特性
評価　を再委託

産業技術総合研究所（名古屋守山分室）： 2016-2017 一般社団法人
新難燃性マグネシウム合金の各種信頼性の解明 日本マグネシウム協会：2016-2017

川崎重工業株式会社（明石分室）：2016-2017 難燃性マグネシウム合金の高機能化技術に関
する技術動向調査　を再委託新難燃性マグネシウム合金部材の設計指針の構築
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(5)運営管理  

テーマ 15～21 に従事する組合員が全員参加できる分科会を定期的に開催した。

2013～2015 年度は、材料 WG、接合 WG、表面処理 WG の分科会を 3 ヶ月に 1 回開催

した（発火特性 WG は不定期開催）。H28 年度以降は、素形材製造 WG、信頼性 WG、

表面処理 WG、接合 WG の分科会を 3～4 ヶ月に 1 回開催し、各分室および再委託先

の研究進捗を報告することにより、開発した合金を用いて高速車両構体を製造するた

めの技術を共同で構築した。  

2015 年以降は、プロジェクトの推進を加速するための会合（加速 WG）を上記分科

会と同日に開催し、難燃性マグネシウム合金を用いて側パネル等のモックアップを作

製するための打ち合わせや、信頼性データ（疲労特性、耐食性等）を系統的に取得す

るための打ち合わせを実施し、プロジェクトの推進を調整する場として機能している。 

成果の発信に関しては、軽金属学会春期・秋期講演大会においてテーマセッション

「難燃性マグネシウム合金展伸部材創製のための最新技術開発」を定期的（年 2 回）

に開催し、プロジェクトの成果を発信している（2017 年 3 月までに計 6 回開催）。さ

らに、軽金属学会の会誌｢軽金属｣に特集号｢難燃性マグネシウム合金展伸部材創製の

ための最新技術開発｣を組み、プロジェクトの成果を論文および解説として公表して

いる。  
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(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替した場合

の重量削減効果について、ヤング率を基準とした場合、20%程度の車両構体の軽量化を見

込むことができるとの報告がある 1)。構体の軽量化は、CO2 排出量削減に寄与するばかり

で無く、車両の高速化にも大きく寄与することが知られている。仮に、新幹線の車両質量

を 20%軽量化することができれば、それだけで 10～20km/時の営業速度アップを見込む

ことができるとの試算がある 2)。ゆえに、経済的観点からは車両構体の軽量化は大きな効

果を見込むことができる。  

なお、新幹線車両の年間生産台数は 385 台／年 (2013 年)であり、四輪車の年間生産台

数(約 1,000 万台：2013 年)の 0.004%程度である 3,4)。また、動力として電気を利用して

いることを考慮すると、新幹線の重量減に伴う CO2 削減効果は、四輪車のそれと比較す

ると小さいものであると言える。  

一方、新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替で

きた場合、マグネシウム展伸材の大きな需要増加を見込むことができる。例えば、車両構

体（屋根・側構体、妻構体、台枠）に利用されるアルミニウム合金は 1 両当たり約 5t で

ある 5)。上記部品を全てマグネシウムに置き換え、部品は同一形状であると仮定した場合、

１両当たり約 4t の需要が生まれることになる（Mg 置換により車両重量が 20%減少する

場合）。車両製造が 1 年当たり 400 両と仮定すると（385 両：2013 年）3)、1600t の需要

が生まれることになる。なお、国内におけるマグネシウム合金展伸材需要は約 700t/年

(2014 年)であり 6)、プロジェクトの成果により、仮に、側構体だけでもマグネシウム合

金に置き換えることができれば、それだけで、国内の展伸材需要を倍増させることが可能

となる。この様に、本プロジェクトの成果により、輸送機器構造部材にマグネシウム合金

の適用を加速させることができれば、マグネシウム合金産業構造自体を変革させることが

可能である。 
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2.5.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

①  易加工性マグ

ネシウム合金

材の開発

（2013～2017

年度）  

引張強度：270MPa

以上、伸び：20%以

上、難燃性：

AZX311 以上、押出

速度：A6N01 以上

の特性を示す押出

材を作製するため

の合金設計技術を

構築。  

(2017 年度) 

特定の組成の合金を押出

速度 24m/min の高速で押

出しすると、押出しまま

材、T6 処理材とも目標

値を上回る特性を示すこ

とを試験片レベルで解

明。  

○  

 

②  高強度マグネ

シウム材の開

発  

（2013～2017

年度）  

引張強度：360MPa

以上、伸び：15%以

上、難燃性：

AZX311 以上の押出

材および圧延材を

作製するための合

金設計技術を構

築。  

(2017 年度) 

特定の組成の合金を特定

の条件で加工すると、上

記の特性を満足する押出

し材、圧延材を作製でき

ることを試験片レベルで

解明。  

○  

 

③   マグネシウ

ム材の評価手

法(難燃性・耐

食性)の確立

（2013～2017

年度）  

Mg-Al-Ca-Mn 系合

金の発火特性、腐

食特性のデータ

ベース構築・標準

化。  

(2017 年度) 

発火特性に関しては、添

加元素の濃度が発火特性

に及ぼす影響をデータ

ベース化し、発火試験の

標準化作業に提供した。

腐食特性については Ca

添加が腐食特性に及ぼす

メカニズム（特に熱処理

の影響）を明らかにし

た。  

○  

 

④  難燃性マグネ

シウム合金の

疲労特性及び

衝撃変形特性

新たに開発した難

燃性マグネシウム

合金展伸材の疲労

特性及び衝撃変形

疲労特性については、複

数の変形モードを対象と

して、開発した合金（母

材・MIG 継手）の疲労特

○  

 

表 3-2.5.1-4 最終目標と達成度  
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データベース

の構築  

（2016～2017

年度）  

特性を取得し、

データベースを作

製する。  

(2017 年度) 

性の調査を実施。衝撃変

形特性については、特定

の合金を対象として、衝

撃変形特性や衝撃靱性の

取得を実施した。  

⑤  新難燃性マグ

ネシウム合金

部材の設計指

針の構築  

(2016-2017) 

疲労試験により得

た適用可能なマグ

ネシウム材料のク

ライテリアによ

り、高速車両構体

断面を対象とした

気密疲労試験構体

の基本設計を行

う。  

(2017 年度) 

シェル要素による構体輪

切り 3 次元 FEM モデル

を作成し、気密荷重負荷

時の静強度解析と座屈固

有値解析を行い、最大荷

重（内圧 6.4 kPa）負荷

時に塑性変形や座屈変形

が生じないことを確認し

た。また、上記輪切りモ

デルを車両長手方向に

つなげた一両モデルに

より、構体曲げ剛性を

検証し、形状を最適化

した。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  
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図 3-2.5.1-1 検討合金 T6 処理材の引

張応力-ひずみ曲線(Mg-XAl-0.2Ca-

0.2Mn 合金[at%]、X 濃度は図中に記

載。黄色は A6N01 アルミ合金) 
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図 3-2.5.1-2 Mg-9Al-2Ca (質量%)合金押出材

の引張特性に及ぼす Zn 添加濃度の影響   

(2)研究開発の成果と意義  

[テーマ番号１５] マグネシウム合金設計と難燃性評価（2013~2015 年度）  

(1) 易加工性マグネシウム合金材の開発（再委託：長岡技術科学大学）  

Mg-Al-Ca-Mn 系希薄合金の一層の押出し性の向上を目的として、本系合金の押出

し性に及ぼす押出し加工前の熱処理条件の影

響を調べた。同時に、本系合金押出し材のミ

クロ組織および機械的性質に及ぼす Al 添加

量の影響を評価し、良好な機械的性質が得ら

れる Al の最適添加量について検討した。は

じめに、当該合金の押出し性に及ぼす均質化

処理方法の影響を調査した。その結果、適切

な均質化処理を施すことにより最大荷重が小

さくなり、表面割れの程度も軽減することを

明らかにした。次に、Al 添加量の最適化を

実施し、適度に Al を添加することで高い時

効硬化と強い底面集合組織を得られることを

明らかにした。上記の知見をベースとして最

適な合金を抽出し、抽出した合金が優れた押

出し特性(押出し速度：60m/min.)と A6N01 ア

ルミニウム合金(T6)材に匹敵する機械的特性

（0.2%耐力:280MPa）を兼備することを確認した（図 3-2.5.1-1）。  

 

(2) 高強度マグネシウム合金形材の研究開発（産業技術総合研究所）  

高い固溶強化や析出強化を見込める、

高濃度の Al を添加した難燃性 Mg 合金

を対象として、主要添加元素（Al, Zn, 

Ca）と微量添加元素（Mn）の濃度が、

押出材の機械的特性に及ぼす影響を調査

した。Zn 添加濃度の影響を 0～3%（以

下 mass%）の範囲内で調査した結果（他

の元素は基準合金（ Mg-9Al-0.7Zn-2Ca-

0.2Mn）と同じ濃度）、Zn 濃度を 1%以

上に設定すると延性が劣化することを明

らかにした（図 3-2.5.1-2）。Al 添加濃度

の影響を 6～12%の範囲内で調査した結

果（他の元素は基準合金と同じ濃度）、

10%までは Al 濃度の増加とともに強度

が向上するが、それ以上の添加は強度向

上に有効に寄与しないことを明らかにし
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た。また、Al 濃度を 9%に設定すると高い強度と延性のバランスが発現することが分

かった。Ca 添加濃度の影響を 0～3%の範囲内で調査した結果（他の元素は基準合金

と同じ濃度）、Ca 濃度を 1.5%未満もしくは 2.5%以上にすると、延性が劣化すること

を明らかにした。Mn 添加濃度の影響を 0～0.6%の範囲で調査した結果（他の元素は

基準合金と同じ濃度）、過度な Mn の添加は耐力の低下をもたらすことを明らかにし

た。以上の結果から、高強度と高延性を同時に達成するための好適な合金組成として

基準合金の組成を導出した。  

 

(3) 高強度マグネシウム合金薄板の研究開発（再委託：長岡技術科学大学）  

Al 添加量の大きく異なる Mg-Al-Ca-Mn 系合金に圧延加工を施し、圧延加工後の時

効硬化特性や機械的性質に及ぼす Al 添加量の影響を調べた。具体的には、Al を 0.7 

もしくは 9.0 at.%、Ca および Mn をそれぞれ 0.6 および 0.15 at.%添加した合金  (以下

0.7、9.0Al 合金) を対象とした。検討合金の圧延まま材の機械的特性を調査した結果、

0.7Al 合金は、仕上げ圧延温度 300°C の場合、0.2 %耐力 268MPa の高い強度特性を

示すが、仕上げ圧延温度を低く設定すると延性は大きく低下することを確認した。一

方、9.0Al 合金の場合、仕上げ圧延温度を低く設定しても、10 %程度の延性を維持し

つつ、350 MPa の引張強さと 295 MPa の高い 0.2 %耐力を得られることを明らかにし

た。さらに、検討合金の溶体化処理材およびピーク時効材の機械的特性を調査した結

果、両合金とも溶体化処理を施すことで、20 %以上の延性が得られることを確認した。

また、0.7Al 合金の場合、時効処理を施しても、25 %程度の高延性を維持したまま、

0.2 %耐力は 80 MPa も向上することを明らかにした。一方、9.0Al 合金の時効処理に

伴う 0.2 %耐力の強化量は 60 MPa と、0.7Al 合金よりも低く、さらに、延性は溶体化

処理材の 1/2 以下にまで低下することを確認した（図 3-2.5.1-3）。  

 

 

 

 

 

 

 

(4) 高強度マグネシウム合金中板・厚板の研究開発（産業技術総合研究所）  

高強度難燃性 Mg 合金(基準合金：Mg-10Al-1Ca 合金(mass %))を対象として、主要

添加元素（Al、Zn、Ca）の濃度が、圧延材の機械的性質に及ぼす影響を調査した。  

 

図 3-2.5.1-3 300℃で仕

上げ圧延を施した検討

合金溶体化処理材およ

びピーク時効材の引張

応力-ひずみ曲線 
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図 3-2.5.1-4  各種 Mg 合金の引張り特性に及ぼ

す Al 添加濃度、Zn 添加濃度の影響 

 

図 3-2.5.1-5 種々の元素を複合添加した

AZ91 合金の時効硬化曲線 
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2013 年度は 5 種類の合金 (Mg-10Al-1Ca、Mg-8Al-1Ca、Mg-6Al-1Ca、Mg-8Al-1Zn-

1Ca、Mg-6Al-1Zn-1Ca)の機械的特性を評価した。2014 年度は、さらに 5 種類の合金

(Mg-7Al-1Ca 、Mg-9Al-1Ca 、Mg-8Al-1.5Zn-1Ca、Mg-8Al-2.5Zn-1Ca、Mg-8Al-2Ca）

を作製し、機械的特性を評価した。一連の調査の結果、Al 添加量に関しては、Ca 添

加量を 1%に固定した場合、Al 添加量を 8%に設定すると高い強度と延性のバランス

が得られることが分かった。Zn 添加量に関しては、Al 添加量を 8%、Ca 添加量を

1%に固定した場合、Zn 添加量を 1%に設定すると破断伸びを劣化させずに強度を向

上できることが分かった。Ca 添加量に関しては、Al 添加量を 8%に固定した場合、

Ca 添加量を 2%に設定すると強度および伸びの両方が劣化することを確認した。以上

の結果より、特定の圧延条件で作

製された板に関して、最も高い強

度と延性のバランスが得られる合

金組成として Mg-8Al-1Zn-1Ca を

抽出した（図 3-2.5.1-4）。Mg-8Al-

1Zn-1Ca の機械的特性に及ぼす圧

延温度の影響を調査した結果、特

定の条件で高い機械的特性のバラ

ンス（引張強 度 348MPa, 伸 び

13%）が得られた。           

 

 

 

(5) 難燃性マグネシウム合金の微視

的強化機構の解明（再委託：物質・

科学研究機構）  

高強度難燃性合金の元となる AZ91 合

金は時効硬化するので、高強度難燃性合

金そのものも析出強化により強化できる

可能性がある。しかし、Ca を添加した

AZ91 合金においては、時効析出に関す

る研究が殆ど行われておらず、時効硬化

挙動そのものに関する基礎的なデータが

存在しなかった。このことから、 2013

年度までに、Ca 添加型 AZ91 合金の時

効特性に関する調査を行い、1mass%の

Ca を添加した AZ91 合金において最も

優れた時効特性を示す事を見出した。     

2014 年度は、その結果を元に、展伸合

金を作製し、析出強化による強化の可能性について検討し、さらに、AZ91 合金に立

ち返り、微量元素の添加による時効硬化能の向上を試みた。その結果、 (1) 既存の
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AZ91 合金、および Ca 添加した AZ91 合金は、押出加工後の溶体化処理と時効処理

なる T6 処理により、押出まま材を上回る強度を付与することは困難であること、(2) 

T6 処理により押出まま材を上回る強度を付与するためには、時効析出物をさらに微

細化する必要があること、(3) AZ91 合金鋳造材に関しては、時効析出物を微細化する

には Cu と Zr の複合添加が有効であること（図 3-2.5.1-5）、を明らかにした。  

 

(6) 難燃性マグネシウム合金の高機能化技術に関する技術動向調査（再委託：日本マ

グネシウム協会）  

国内外で開催されるセミナーや学会等への参加や、関連企業へのヒアリング調査に

より、国内外における難燃性マグネシウム合金の輸送機器分野への適用状況や適用可

能性に関する情報収集を行った。国内においては、軽金属学会及び先端 Mg 合金研究

会において、難燃性マグネシウム合金をはじめとするマグネシウム合金の研究開発の

動向について調査を行った。また、鉄道車両部材への適用可能性を調査するために企

業ヒアリング調査を行った。さらに、本事業に関わる会合及び調査に、当会の特別支

援者らを派遣し、開発される材料の実用化に向けた助言等を行った。国外においては、

ドイツのミュンヘンおよび中国の成都で開催された国際会議に出席し、マグネシウム

材料の実用化や研究開発の動向について調査を行った。また、海外の企業視察を行っ

た。一連の調査の結果、高い難燃性を有するマグネシウム合金に関する研究開発が日

本、中国、韓国のアジア地域を中心に進んでいるが、まだ実用化されるケースが少な

いことが分かった。また、難燃性マグネシウム合金を構造材料として普及させるため

は、加工技術や評価方法等を早期に確立する必要があることが分かった。  

 

(7) マグネシウム材の評価手法（難燃性）の確立（産業技術総合研究所）  

Ca 濃度を変化させた AM60 系合金と AZ91 系合金について、DTA を用いた発火試

験（昇温速度：1～100℃ /min）を実施した。Ca 添加量と発火温度の関係について纏

めた結果、2%までは Ca 添加量の増大に伴って発火温度は効果的に上昇することを明

らかにした（実験結果の一部を図 3-2.5.1-6 に示す）。また、AZ91 系合金の方が

AM60 系合金よりも総じて発火温度が高く、Al 添加量も発火温度に影響することを

明らかにした。次に、AZ91、AM60、AZX912、AMX602 の 4 合金を対象として、高

速昇温型 DTA 装置を用いた発火試験を実施し、100～1000℃ /min の高速昇温が発火

特性に及ぼす影響を調査した。その結果、AZ91、AM60 合金についてはいずれの昇

温速度においても昇温速度の上昇と共に発火温度が上昇することを確認した。これに

対し、Ca を添加した AZX912、AMX602 合金においては、昇温速度の上昇に伴う発

火温度の上昇は 100℃ /min 付近で飽和することを確認した。さらに、Ca 添加が発火

メカニズムに及ぼす影響を明らかにするために、AM60、AMX602 合金の加熱後の試

料表面について EPMA による表面分析を実施した。固相線温度直下まで加熱した試

料では、両合金ともに厚さ 2～3 μm の酸化層がみられた。AMX602 合金においては、

酸化層に Ca の濃化相が存在することを確認した。  
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(8) 難燃性 Mg 合金の腐食メカニズムの解明（産業技術総合研究所）  

Mg-6Al-1Zn-2Ca 合金 (質量%：以後 AZX612)，Mg-6Al-1Zn 合金（質量%：以後

AZ61 合金） 鋳造材・押出材の腐食特性及び応力腐食特性を溶体化処理前後で比較し、

カルシウムの添加や組織の差異が上記特性に及ぼす影響を調査した。塩水

（5mass%NaCl）浸漬試験により腐食特性を評価した結果、溶体化処理に伴い AZX612, 

AZ61 押出材・鋳造材の全ての試料においても耐食性が向上することを確認した。溶

体化処理後の試料の腐食速度はいずれの試料も同じオーダーであった。溶体化処理前

後の試料の組織を評価した結果、特に AZX612 鋳造材・押出材、AZ61 鋳造材におい

て、晶出相（Al2Ca 相、Mg17Al12 相）や Al 濃化相のサイズ・面積が縮小しているこ

とが確認された。また、試験後の試験片外観から、溶体化処理により孔食の頻度・深

さが低減していることが分かった。このことから、溶体化処理により晶出物や Al 濃

化相を母相に固溶させると、孔食サイトが減少し、耐食性が向上することが示唆され

た。次に、0.01 M NaCl 環境下で定歪み速度引張試験を行い、AZX612，AZ61 押出材

の応力腐食特性を評価した。その結果、AZX612 押出材は AZ61 押出材よりも低い破

断伸びを示した。なお、AZX612 押出材に関しては、溶体化処理に伴い延性が改善す

ることが確認され、塩水浸漬試験と同様に、溶体化処理に伴う孔食サイトの減少が延

性の劣化を抑制するのに有効であることが示唆された。  
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図 3-2.5.1-6 Ca 量の異な

る 3 種の合金における、発

火温度の昇温速度に対する

プ ロ ッ ト 。 試 料 厚 み

0.1mm、空気流量を  0 と

した場合。 
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［テーマ番号１５］難燃性マグネシウム合金の信頼性（疲労・破壊・難燃性）評価

（2016~2017 年度）  

① 易加工性マグネシウム合金材の開発【（再委託）長岡技術科学大学】（テーマ１６

にて実施）  

2016 年度以降は、2015 年度までに開発した合金をベースとして、Mg-Al-Ca-Mn 系

希薄合金の一層の押出し性の向上を目的として、本系合金の押出し性に及ぼす押出し

加工前の熱処理条件の影響を調べた。同時に、本系合金押出し材のミクロ組織および

機械的性質に及ぼす Al 添加量の影響を評価し、良好な機械的性質が得られる Al の最

適添加量について検討した。はじめに、当該合金の押出し性に及ぼす均質化処理方法

の影響を調査した。その結果、適切な均質化処理を施すことにより最大荷重が小さく

なり、表面割れの程度も軽減することを明らかにした。次に、Al 添加量の最適化を実

施し、適度に Al を添加することで高い時効硬化と強い底面集合組織を得られること

を明らかにした。上記の知見をベースとして最適な合金を抽出し、抽出した合金が優

れた押出し特性(押出し速度：60m/min.)と A6N01 アルミニウム合金(T6)材に匹敵する

機械的特性（0.2%耐力:280MPa）を兼備することを試験片レベルで確認した。  

 

② 高強度マグネシウム材の開発【産業技術総合研究所】  

2016 年度以降は、押出し材に関しては、 2015 年度までに開発した合金 (Mg-

9mass%Zn 系合金)をベースとして、高濃度の Al を添加した難燃性 Mg 合金（Al 添加

濃度約 9mass%）を対象として、主要添加元素（Al, Zn, Ca）と微量添加元素（Mn）の

濃度が、押出材の機械的特性に及ぼす影響を調査した。Zn 添加濃度の影響を 0～3%

（以下 mass%）の範囲内で調査した結果、Zn 濃度を 1%以上に設定すると延性が劣化

することを明らかにした。Al 添加濃度の影響を 6～12%の範囲内で調査した結果、

10%までは Al 濃度の増加とともに強度が向上するが、それ以上の添加は強度向上に

有効に寄与しないことを明らかにした。Ca 添加濃度の影響を 0～3%の範囲内で調査

した結果（他の元素は基準合金と同じ濃度）、Ca 濃度を 2.5%以上にすると、延性が

劣化することを明らかにした。Mn 添加濃度の影響を 0～0.6%の範囲で調査した結果

（他の元素は基準合金と同じ濃度）、過度な Mn の添加は耐力の低下をもたらすこと

を明らかにした。以上の結果より、高強度と高延性を同時に達成するための好適な合

金組成を抽出し、試験片レベルで引張り強度 367 MPa,  伸び 17%が得られることを確

認した。圧延材（薄板・厚板）に関しても、2017 年度目標値の特性を有する板材を試

験片レベルで達成するための合金設計指針を提示することに成功した。  

 

③ マグネシウム材の評価手法(難燃性・耐食性)の確立  

③ -1 難燃性及び耐食性の評価【産業技術総合研究所】  

発火特性に関しては、これまでに開発した難燃性マグネシウム合金（AX41(押出材)、

AX92（押出材）、AX81(G)（圧延材）、AX81(S)（圧延材））および従来の難燃性マグ

ネシウム合金の発火温度を熱分析装置（DTA）を用いて測定した。その結果のまとめ

を図 3-2.5.1-7 に示す（試料形状：厚み 0.1mm、昇温速度：10℃/min.）。横軸は試料の

カルシウム濃度を示しており、カルシウム濃度の増加とともに、ほぼ線形的に発火温



  

3-2.5.1-16 

 

度が上昇していくことが確認できる。このように、一連の発火温度測定結果より、カ

ルシウム濃度の大小が発火温度に支配的な影響を及ぼすことが確認できた。  

なお、上記の発火温度に関するデータは、JIS H 0544:2017「マグネシウム合金の燃

焼試験方法」において、マグネシウム合金の発火特性を評価するためのデータとして

利用されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.1-7 各種マグネシウム合金の発火温度とカルシウム濃度の関係  

 

 発火温度の測定と並行して、これまに開発した合金（AX41(押出材)、AX92（押出

材）、AX81(G)（圧延材）、AX81(S)（圧延材））の粉じん爆発特性（下限界濃度）を吹

上式粉じん爆発試験器を用いて測定し、昨年度測定した汎用難燃性マグネシウム合金

(AZX611 合金)と比較材(A6N01 アルミニウム合金)の値と比較した。評価に際しては、

大型構造部材を作製する際に生じる切粉を想定し、ディスクグラインダーで試料を面

削する際に生じる粉を用いた。その結果、難燃性マグネシウム合金の下限界濃度は、

カルシウム濃度の大小よりも粉末粒度に強く影響を受け、粉末粒度の減少とともに、

下限界濃度が下がることが明らかとなった。  

 

 耐食性に関しては、難燃性マグネシウム合金の耐食性に及ぼす熱処理の影響を調査

し、溶体化処理に伴い AZX612, AZ61 押出材・鋳造材の全ての試料においても耐食性

が向上することを確認した。また、組織観察と腐食試験結果を照合した結果、溶体化

処理により晶出物や Al 濃化相を母相に固溶させると、孔食サイトが減少し、耐食性

が向上することが明らかとなった。応力腐食特性に関しては、0.01 M NaCl 環境下で

定歪み速度引張試験を行い、AZX612，AZ61 押出材の応力腐食特性を評価した。そ

の結果、AZX612 押出材は AZ61 押出材よりも低い破断伸びを示した。なお AZX612 

押出材に関しては、溶体化処理に伴い延性が改善することが確認され、塩水浸漬試験

と同様に、溶体化処理に伴う孔食サイトの減少が延性の劣化を抑制するのに有効であ

ることが示唆された。  
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③-2 標準化に関する技術動向調査【（再委託）日本マグネシウム協会】  

 国内外における難燃性マグネシウム合金等の市場動向・研究動向を調査し、本事業

において開発される難燃性マグネシウム合金や評価手法を標準化するための課題や問

題点を抽出した。国外に関しては国際会議への参加及び二輪車メーカーや自動車メー

カーの視察を行い、市場動向、開発動向等の最新情報を入手した。国内に関しては、

セミナーや学会等により最新の研究開発動向の調査と、鉄道関連企業の視察を実施し

た。一連の調査結果より、本事業で開発される材料や評価手法を標準化するための課

題や対応策として、表 3-2.5.1-5 に示す通り、以下の 5 つの項目を抽出することができ

た。(1)開発合金による押出材、板材の規定、 (2)溶接用材料の規定、(3)耐食性評価の

ための促進試験の策定、 (4)疲労や破壊に関する試験方法の策定、 (5)燃焼性に関する

判断標準の策定。また、今回の調査の結果、加工技術や評価手法の標準化に関しては、

合金種への対応、メカニズムの解析、データの蓄積・整備などの課題解決が必要な状

況であること、また、需要先に存在する規定等への対応も必要になることが分かった。  

 

表 3-2.5.1-5 標準化すべき項目と課題・対応  

分類  標準化する事項  課題・対応  

材料  開発合金による押出材、板材の
規定  
（合金成分、機械的特性など）  

課題：開発合金のため実用化の実績が少ない。  
対応：展伸材のJISに規定を追加する。日本マグネシウ

ム協会にて対応している。  

接合  溶接用の棒・ワイヤーの規定  
使用先に合わせた作業基準の策
定  

課題：実用化の実績が少なくデータ不足。  
対応：マグネシウム合金の棒、線の規格については、

日本マグネシウム協会にて対応する。溶接用の
材料については、軽金属溶接協会との協力が必
要。  

耐食性  マグネシウム用の促進試験の策
定  

課題：暴露試験との相関が取れる手法の開発。  
対応：マグネシウム専用の規格の場合は日本マグネシ

ウム協会にて対応。需要先に規定があれば需要
先のとの対応が必要。  

信頼性  疲労や破壊に関するマグネシウ
ム用の試験方法の策定  

課題：メカニズムの解明、データの不足など。  
対応：マグネシウム専用の規格の場合は日本マグネシ

ウム協会にて対応。需要先に規定があれば需要
先のとの対応が必要。  

燃焼性  材料または製品についての燃焼
性の判断基準の策定  

課題：形状や条件による燃焼度合いの違い。材料側と
需要側での考え方の違い。  

対応：マグネシウム合金用の規格は日本マグネシウム
協会にて対応している。需要先に規定があれば
需要先のとの対応が必要。  

 

 

④難燃性マグネシウム合金の疲労特性及び衝撃変形特性データベースの構築   

④-1 疲労特性データベースの構築【産業技術総合研究所】  

既存合金 (AZX611 (押出材 ))及び新たに開発した合金 (AX41 (押出材 )、AX92 (押

出材 )、AX81(G) (圧延材 )、AX81(S) (圧延材 ))の疲労特性を回転曲げ疲労試験、平

面曲げ疲労試験、軸疲労試験により評価した。  

回転曲げ疲労試験に関しては、AZX611, AX41, AX92, AX81(G)の母材を対象と

して、高速車両構体がトンネル内を走行する時に付加される気密疲労条件に近い応力

比 R=-1（両振り）で疲労特性（繰り返し数：107 回）を評価した。AZX611 に関し

ては、押出比の異なる試料の疲労特性を評価した。 0°材 (試験片長手方向と加工方

向が平行 )の疲労特性を評価した結果、疲労強度に及ぼす加工比の影響は比較的少
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ないことが確認された。また、他の合金に関しては 0°材と 90°材 (試験片長手方向

と加工方向が垂直 )の特性を評価した。その結果、開発合金の疲労強度は下図 (図

3-2.5.1-8)に示す通り、AX41 の疲労強度は 0°材で約 140 MPa、 90°材で約 100 

MPa であり、AX92 の疲労強度は 0°材で約 140 MPa、90°材で約 145 MPa であり、

AX81(G)の疲労強度は 0°材で約 130 MPa、90°材で約 100 MPa であった。なお、

AZX611 材の 0°の疲労強度は 100～140MPa であり、開発合金は AZX611 とほぼ

同等もしくは高い値を示すことを明かにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.1-8 AX41(厚み 20 mm)押出材 , AX92(厚み 14 mm)押出材 , AX81(G)(厚み 14 

mm)圧延材の回転曲げ疲労試験より得られた S-N 線図  

 

平面曲げ疲労試験に関しては、テーマ 15～20 の分室において、新たに開発し

た難燃性マグネシウム合金 (AX41 (押出材 )、AX92 (押出材 )、AX81(G) (圧延材 )、

AX81(S) (圧延材 ))の、MIG 溶接継手に加えて、TIG 溶接継手および FSW 継手の

疲労特性を平面曲げ疲労試験により共同で評価した。AX41 は三協立山・長岡技

科大、AX92 は産総研、AX81(G)は権田金属、AX81(S)は住友電工がそれぞれ担当

した。試験条件は、応力比を -1 及び 0、繰り返し数を 20Hz とした。また、TIG 材

に関しては、試験片の表面を両面とも研磨した試験片と、片面（裏面）のみ研磨

した試料を作成し、特性を評価した。FSW に関しては、両面とも研磨した試料と、

両面とも研磨しない試料を作製し、特性を評価した。  

疲労限は繰り返し数 107 回で破断しなかった時の応力振幅の値とした。以下、

産総研で評価した AX92 の代表的な結果を紹介する。  

図 3-2.5.1-9 は、TIG 溶接継手（両面研磨あり）の疲労特性を評価した結果であ

る。TIG 溶接材の疲労限は応力比が -1 の条件において 47 MPa、応力比が 0 の条件

において 30 MPa であった。この結果は図 3-2.5.1-9 に示す通り、母材（ 0°、

90°）に加え、MIG 溶接材の疲労限（応力比 -1 で 74MPa、0 で 58MPa）よりも低

い値であった。TIG 溶接材と MIG 溶接材の破壊は試験片中央部付近（溶接部）で

生じており、TIG 溶接材と MIG 溶接材の疲労限の違いは、溶接部のミクロ組織

（結晶粒径、第二相粒子、溶接欠陥等）の違いに起因すると考えられる。  
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図 3-2.5.1-9 試験片両面を研磨した AX92 TIG 溶接継手、MIG 溶接継手の平面

曲げ疲労試験より得られた S-N 線図（比較のため母材の結果も記載）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.1-10 AX92 FSW 材（試験片両面を研磨した試料）の平面曲げ疲労試験

より得られた S-N 線図（比較のため母材の結果も記載）  

 

次に、FSW 材の（両面研磨あり）結果を図 3-2.5.1-10 に示す。FSW 材の疲労限

は、応力比が -1 の条件において 130MPa、応力比が 0 の条件において 94MPa で

あった。この結果は母材の疲労限よりも低いが、TIG 溶接材および MIG 溶接材の

疲労限よりも高い値であった。これは FSW 材の組織が塑性加工材に相当する組

織を有するとともに、溶接欠陥が少ないことに起因すると考えられる。  

 

④ -2 マグネシウム合金母材及び溶接継手の組織因子が疲労特性に及ぼす影響調査

【（再委託）長岡技術科学大学】  

 疲労特性データベースの構築と並行して、マグネシウム合金母材および溶接継手の

組織因子および構造因子が疲労特性に及ぼす影響を調査した。  

応力比：-1 応力比：0 

応力比：-1 応力比：0 
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 組織因子に関する調査では、下限界応力拡大係数と溶接プロセスの関係について、

き裂開閉口モデルにより検討した。そこでは、T110A 材の溶接部から切出した小型試

験片による引張試験の結果を用いて、溶接材のき裂開口応力比σop/σmax がとり得る値

の範囲を検討した。T110A 材のΔKth 時の最大応力σmax =17.2MPa に対するσop/σmax

と降伏応力σy の関係を図 3-2.3.1-5 中に破線で示す。σop/σmax は、この２つの破線と

T110A 材および LD 材のσ y の線で囲まれた範囲内の値をとると考えられる。図 3-

2.5.1-11 から、T110A 材、T130A 材および MIG 材の実験値のプロットは、LD 材と

T110A 材のσB およびσy から予測したσop/σmax の値がとり得る範囲内におおよそ位置

している。言い換えると、適切な溶接条件の範囲では、図 3-2.5.1-11 に示した範囲内

で溶接材の下限界応力拡大係数は変

化すると考えられる。疲労亀裂伝播

曲線を有効応力拡大係数範囲ΔKeff

で整理した結果より、有効下限界応

力拡大係数範囲ΔKeff,th の値が求めら

れるため、き裂開閉口モデルに基づ

く計算によりσop/σmax を見積もるこ

とで、ΔKth を推測できる。  

 以上の結果より、破壊原因の寸法

（母材の場合は晶出物、溶接材の場

合は溶接欠陥）、有効下限界応力拡

大係数範囲、機械的性質（引張強度、 

降伏応力）のデータによって、母材

および溶接材の疲労強度を評価でき

ることが明らかとなった。  

 また、新規に開発した３種類の Mg-Al-Ca 系合金の疲労強度特性を一軸疲労試験に

より調査した。その結果、Al 添加量の多い順と等しく、AX92、AX81、AX41 の順に

低い疲労強度を示した。AX41 および AX92 は、LD 材の方が TD 材よりもやや高い疲

労強度を示したが、AX81 は疲労強度に異方性がほとんど認められなかった。AX92

は晶出物、AX81 は晶出物や欠陥が疲労破壊起点部に認められたが、AX41 の疲労破

壊起点部に晶出物は認められなかった。AX92 については、疲労破壊起点となった晶

出物の大きさと疲労き裂伝ぱ試験により得られた下限界応力拡大係数により、破壊力

学的に疲労強度を整理することが可能であった。他方、AX41 については、き裂伝ぱ

試験により得られた下限界応力拡大係数から推定される、疲労破壊起点となり得る晶

出物の最小寸法よりも、極値統計により推定した晶出物の最大寸法の方が小さかった

ことから、実験結果の妥当性を破壊力学的に確認することができた。  

 

④ -3 マグネシウム合金母材及び溶接継手の構造因子が疲労特性に及ぼす影響調査

【（再委託）九州大学】  

マグネシウム合金溶接継手の構造因子が疲労特性に及ぼす影響を破壊力学的検討に

より解明することを課題とした。2017 年度は、これまでに開発してきた評価手法と、

T110A

T130A

MIG

 

図 3-2.5.1-11 き裂閉口モデルによるσ op/σ

max の予測（σmax=17.2MPa） 
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プロジェクトで取得した難燃性マグネシウム合金（開発合金）の疲労データを用いて、

疲労強度を実際に予測・評価を行った。  

 本手法は、材料に含まれる晶出物（主に Al2Ca 相）の大きさより危険体積中に存在

する最大の非金属介在物の寸法を読み取る操作と、下式より導出される破壊力学特性

から求められる疲労限度値から疲労強度を予測するものである。  

 

 ,  

 

ここで、ΔKth は下限界応力拡大径数幅[MPa・m1/2]、HV はビッカース硬さ  [kgf/mm2]、 

area はき裂寸法[m]、EMg, Esteel は Mg およ

び Steel のヤング率[GPa]、KI max は応力拡

大係数[MPa・m1/2]、w は疲労限度[MPa]を

表す。  

図 3-2.5.1-12 は、開発合金(AX41)押出材

の R=-1 における一軸疲労試験の結果と、

上式より求められる疲労限度値（下図にお

ける緑の破線）をまとめた結果である。参

考として、AZ31 合金の s-n 線図（図にお

ける青の破線）も記されている。図 3-

2.5.1-12 より、AX41 合金の寿命は、全領

域において AZ31 合金のそれと同じである

ことがわかった。また、材料に含まれる晶

出物の大きさと破壊力学特性から求められ

る疲労限度値はほぼ一致することがわかっ 

た。以上のことから、晶出物の大きさの特

性と破壊力学特性を活用した疲労強度予測

モデルが、品質管理や構体の強度予測に利

用できることがわかった。  

 

④-4 衝撃変形データベースの構築（高速圧縮・引張・三点曲げ変形挙動調査）【（再

委託）神戸大学】  

新たに開発された合金（AX41 合金）を対象として、2016 年度は高速圧縮変形

挙動を調査し、A6N01 合金の結果と比較を行った。試験の結果、A6N01 合金と同

様に AX41 合金の圧縮応力ｰひずみ関係の異方性は低いこと、および、降伏応力の

ひずみ速度依存性は低いことを確認した。一方、同アルミニウム合金とは異なり

降伏後に大きな加工硬化率を示すことがわかった。変形組織観察の結果、比較的

低い圧縮降伏応力と大きな加工硬化率の発現はマグネシウム展伸合金に特有の変

形双晶形成に起因することを確認した。2017 年度は、AX41 合金を対象として、

これまでに開発した評価技術を用いて、高速一軸引張変形挙動と衝撃三点曲げ試

図 3-2.5.1-12 AX41 合金の疲労特性

(S-N 線図)(青の破線：  AZ31 合金疲

労特性、緑の破線：材料に含まれる晶

出物の大きさと破棄力学特性からも求

めた疲労極度値) 
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験による変形挙動を調査した。はじめに、AX41 合金の高速一軸引張試験の結果

を図 3-2.5.1-13 に示す。引張り変形の方向は、押出平行 (LD 方向 )および垂直方向

(TD 方向 )とした。LD 方向の結果に関しては、引張降伏応力は高い歪み速度依存

性を示した。また、TD 方向の結果に関しては、引張降伏応力が歪み速度異存性

を示さないことが確認された。また、変形方向に依存せず、歪み速度の増加に伴

い、加工降下率が高くなるため、破断するまでに吸収するエネルギーは正の歪み

速度依存性を示した。  

 

図 3-2.5.1-13 AX41 合金の引張り変形応答（左：押出平行 (LD)方向、右：押出垂直

(TD)方向）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.1-14 AX41 合金の衝撃三点曲げ試験結果 

 

次に、衝撃三点曲げ試験の結果を図 3-2.5.1-14 に示す。図 3-2.5.1-14 に示すよう

に亀裂発生時の荷重は押出平行方向と垂直方向で 15%程度の差異を生じ、引張降

伏応力で見られた大きな異方性を示さないことがわかった。また、亀裂進展速度

の値に応じて、吸収エネルギーが変化することから、第二相粒子の分散状態を調

整することにより、衝撃変形特性が向上する可能性があることを示唆する結果を

得た。  
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以上の各種衝撃試験の結果から、A6N01 合金と比較して、AX41 合金は強度に

高い異方性を有すること、衝撃引張荷重の作用に対して脆化することなく変形す

ること、亀裂の進展速度はカルシウムの添加により速くなるが、第二相粒子の分

散状態を調整することにより、衝撃変形特性が向上する可能性があることがわ

かった。  

 

⑤ -5 衝撃変形データベースの構築（衝撃靭性評価）【（再委託）物質・材料研究機

構】  

板厚 3 mm からなる 5 種類の難燃性マグネシウム合金押出材および圧延材

（AX41, AX92, AZX611, AZX612, AZX811）を用いて、衝撃靱性特性（シャルピー

衝撃試験により得られる衝撃吸収エネルギー）に及ぼす試験温度の影響を調査し

た。その結果を図 3-2.5.1-15 に示す。図 3-2.5.1-15 左図は、AX41 と AZX811 を対

象として異なる方向で試験を実施した結果である。図 3-2.5.1-15 右図は、各種マグ

ネシウム合金の結果をまとめた結果である。図 3-2.5.1-15 右図には、比較のために、

純マグネシウム押出材の報告例 [Chino et al., Mater Trans 52 (2011) p.1123]も併記し

ている。  

図 3-2.5.1-15 右図に注目すると、衝撃吸収応答は、添加合金種および添加量に影

響を受け、本測定温度域において、AX41 や AX611 合金の衝撃吸収エネルギーは、

純マグネシウムよりも高い値を示した。一方、AZX811 合金等は、純マグネシウ

ムよりも低い衝撃吸収特性を呈した。  

 

 

 

図 3-2.5.1-15 シャルピー衝撃試験によって取得した衝撃吸収値と温度の関係 (左)集合組

織の影響 (右)各種難燃性合金の結果（ノッチと展伸方向は垂直） 

 

また、衝撃吸収エネルギーは、試験温度に影響を受ける傾向にあり、前記合金

群 (AX41, AZX611)は、ある温度で急激な衝撃吸収エネルギーの上昇が確認できる。
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破面観察の結果、室温では変形双晶 /母相界面の割れに起因した脆性的な破壊様相

が観察されたが、180℃では、ボイド形成による延性破壊様相が確認された。  

 一方、AZX811 合金をはじめとする高濃度のアルミニウムもしくはカルシウム

を添加した難燃性マグネシウム合金は、衝撃靭性応答に対する温度依存性が鈍感

であり、純マグネシウムの衝撃吸収エネルギーよりも低かった。破面観察の結果、

試験温度に関係なく、高温での試験においても、脆弱な破壊様相が確認された。

上記の結果より、固溶量以上のアルミニウムやカルシウムが添加されると、Al-Ca

系晶出物が破壊の起点となることが推測された。難燃性向上のためには、カルシ

ウム添加が必要であるが、過度の添加は、衝撃試験時における脆弱さを引き起こ

す要因になることが確認された。  

 次に、図 3-2.5.1-15 左図に注目すると、室温近傍の衝撃吸収特性は、採取方向に

よって若干の違いがあるが、その差違は極めて小さいことが確認された。また、

遷移温度に関する傾向は、集合組織の違いを確認することは難しかった。以上の

ことから、衝撃靱性時の破壊形態や断面様相は、採取方向に依存した傾向を示さ

ないことが確認された。なお、これまでに実施している純静的な靱性試験では、

試験片の採取方向に依存した傾向が確認された。このことは、準静的および衝撃

速度下の破壊メカニズムの違いに起因すると推測される。今後、衝撃引張や圧縮

試験結果を交えた検証が必要である。  

 

⑥ 新難燃性マグネシウム合金部材の設計指針の構築【川崎重工業（株）】  

疲労特性評価に関しては、ダブルスキン構体に適用される裏当て付開先溶接継手、

開先隅肉溶接継手について疲労試験を実施した。その結果、これまで疲労試験が行わ

れてきた突合せ溶接継手に比べて、約半分の時間強度となる結果が得られた。構体構

造の設計指針に関しては、2 軸応力状態における材料降伏条件の検証のため 2 軸引張

試験によるデータを取得するとともに、2 軸応力状態における疲労試験方法の検討を

おこなった。さらに、2016 年度の客室部一般断面の最大気密荷重に対する強度設計に

加え、2017 年度は JIS7106 の各種荷重条件に対する構造検討を実施し、中ハリを除き

1 両分の構体構造として強度的な目途を得た。また、2016 年度実施の一般断面の静的

強度と車体曲げ剛性の各種検討結果を反映した簡易モックアップの設計を行った。上

記検討に加え、床下機器を模擬した異種金属の機械締結部分を模擬した暴露試験を実

施した。  

④ -1 構体の溶接部断面形状を用いた疲労試験  

ダブルスキン構造に適用される溶接継手の疲労試験を実施した結果、2016 年度まで

に得られた溶接部疲労強度よりも小さくなる結果が得られた。図 3-2.5.1-16 に疲労試

験結果を示す。強度設計上、時間強度の向上が必要になったため、応力拡大係数の解

析結果を基にした継手形状の改良検討を開始した。  

⑤ -2 材料の異方性を考慮した降伏評価  

耐力の異方性を考慮した構造設計のために 2 軸引張試験を行い、張力場において、

AX81G については、トレスカの降伏条件が、AX41 については、押出方向、押出直角

方向の耐力の比による修正を加えたトレスカの降伏条件で概ね安全側の評価ができる
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結果が得られた（図 3-2.5.1-17）。  
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図 3-2.5.1-16 各種溶接継手の疲労試験結果 
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図 3-2.5.1-17 AX81G 及び AX41 の 2 軸引張試験結果  

 

⑥ -3  1 車両構体の強度評価  

2016 年度に 1 車両構体の FEM 解析モデルを作成し、JIS E7106 ：鉄道車両-旅客車

用構体-設計通則に記載の荷重条件である垂直荷重、車端圧縮荷重、車端引張荷重、

気密荷重、ねじり荷重、3 点支持のそれぞれを用いた強度解析を実施した。その結果、

構体の曲げ剛性を維持しながらアルミニウム合金製構体に対して約 30%の軽量化の可

能性のある結果が得られた。しかしながら、中ハリ、床板不連続部、妻構体、行き先

表示機開口、ジャッキポイントにおいて、素材の AX41 の耐力を超える応力値が発生

する結果が得られた。2017 年度はこれらの高応力発生部位の応力低減対策を検討し

FEM 解析による強度評価を実施した。図 3-2.5.1-18 に 2016 年度の解析結果と 2017 年

度の改良案の解析結果として車端圧縮(2017)、気密荷重(2017)、三点支持(2017)を比較
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して示す。中ハリについては、改良構造とすることで-400MPa 程度から-250MPa 程度

まで低減することができたが、AX41、AX81G の耐力値を超えており、継続して応力

低減の検討が必要である。  

床板不連続部については、改良構造とすることで、応力値を AX41 の耐力以内とす

ることができた。妻構体のアーチ桁、行き先表示機開口部共に、改良案とすることで

応力値を AX41 の耐力以内とすることができた。ジャッキポイントについては、改良

案とすることで応力値を-200MPa 程度から-100MPa 程度まで低減することができたが、

AX41 の耐力値を超える結果であった。この部位の材質を AX81G とすることで十分な

強度が得られると考えられる。  
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図 3-2.5.1-18 Mg 合金製構体の改良案（ 2017）の強度評価  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

図 3-2.5.1-19 簡易モックアップの構造的特徴 

 

図 3-2.5.1-20 床下機器吊供試体 
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⑥  -4 モックアップ構体の設計  

2016 年度に最大気密荷重と車体曲げ剛性の目途を付けた客室一般部構造を基に

押出形材を試作した結果、内部リブの一部にメタルが流れない現象が発生した。

このため一部の形材断面を見直し静強度と変形量を確認した上で客室一般部断面

1 窓開口長さのモックアップ構体を設計した。また、「ひとまわりした未来感」を

コンセプトに Mg 合金構造をアピールする塗装エクステリアのデザインを行った

（図 3-2.5.1-19）。  

⑦  -4 暴露試験 

2015 年度はリベット締結供試体、2016 年度は窓ガラス接着供試体の暴露試験体を

作製し、2017 年度は図 3-2.5.1-20 に示す床下機器吊下構造を模擬した供試体を製作し、

それぞれの年度から暴露試験を開始した。車両構体の床下に枕木方向に配置する Mg

製横梁の吊り溝に現行の新幹線車両と同様の特殊ボルト、ライナーを用いて機器を

吊る構造を模擬した。機器箱の取付足に相当する材質は鉄および AL に塗装を施した

2 種類を準備した。リベット締結供試体は 5 年間、および窓ガラス接着供試体は 4 年

間、床下機器吊り下げ構造を模擬した供試体は 3 年間遮蔽暴露を実施し、2020 年 12

月に各供試体を回収し腐食状況を調査した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

       

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 12 0 0 0 0 2 1 

2015FY 8 1 26 0 0 0 0 3 1 

2016FY 4 0 13 0 0 0 1 1 1 

2017FY 0 0 19 0 1 0 2 2 2 

合計  12 1 70 0 1 0 3 8 5 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

             

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 1 0 0 

2016FY 1 0 0 

2017FY 0 0 0 

合計  2 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.1.3 参考文献  

1) 森  久史「高速鉄道車両開発に向けた軽量金属材料への期待」、軽金属学会東海支

部平成 26 年度第一回講演会資料（2014 年 4 月 30 日 名古屋）  

2) 鈴木 康文「アルミニウム合金による鉄道車両の軽量化と今後の課題」、軽金属 

Vol.60 (2010) pp.565-570. 

3) 鉄道車両工業会ホームページ資料  

4) 日本自動車工業会ホームページ資料  

5) 畑山直史、竹内久司、栄輝、杉本明男「新幹線車両用アルミニウム合金製押出部

材の技術開発」、神戸製鋼技報  Vol. 58 No. 3 pp.55-61. 

6) 日本マグネシウム協会ホームページ資料  

 

表 3-2.5.1-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.5.1-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.5.2［テーマ番号１６］易加工性マグネシウム材（押出材）の開発及び高強度マグネ  

シウム材（厚板）作製の基礎的検討（2013 年度～2017 年度）  

 

2.5.2.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

エネルギー消費量削減や CO2 排出量削減は国際的な重要課題であり、運輸部門にお

いては自動車に対する燃費規制や高速車両に対する省エネ化・高速化が求められてい

る。なかでも高速車両においてはリサイクル性向上・メンテナンスコスト削減の観点

からも実用金属中最も軽量であるマグネシウム（Mg）合金の車両構体への適用が強

く期待されている。適用のためには安全性（難燃・不燃）、易加工性（接合・補修が

容易）、高耐食性、リサイクル性、低コストであることが求められるが、軽量化が求

められる次世代高速車両用部材開発において、Mg 合金にカルシウム（Ca）を添加し

発火特性を飛躍的に改善した｢難燃性 Mg 合金｣の材料特性（機械的特性、生産性）を

改善するための合金設計、構造体を作製するための大型展伸材（形材・板材）の製造

プロセス技術開発、開発した合金や展伸材の信頼性（難燃性や耐食性）を確保するた

めの評価技術およびデータベース（DB）の構築が重要となる。  

高速車両構体には現在、アルミニウム（Al）合金が使用されている。構体を構成す

る主要部材（屋根や側面）には Al 合金の中でも比較的中強度で生産性（易加工性）

に優れた A6N01 合金が適用され、現行の新幹線等では「ダブルスキン形材」と呼ば

れる、複雑な断面形状を有する長さ 25m 程度の大型・長尺の押出形材が使用されてい

る。しかしながら、当該押出形材に匹敵する強度と易加工性を兼備した Mg 合金押出

材は未だ存在せず、大型化や長尺化を実現する押出プロセス技術も未構築である。一

方、先頭構体や床部材にはより高強度の A7N01 合金押出形材や板材も求められる。

板材では板厚 3 mm 以上の厚板を切削加工することで内装品やシングルスキン・イン

テグラルスキン材の作製が可能となる。さらに、作製板材の信頼性及び標準化の観点

からは特性 DB 構築が重要であり、規格試験片適用のためには 3 mm 以上の板厚が望

ましい。しかしながら、Mg 合金の板材作製に関してはこれまで薄板材の報告はある

ものの、厚板材は皆無であり、塑性加工上では板材作製には圧延加工が向いている。

しかしながら、A7N01 合金に匹敵する機械的特性を有する Mg 合金中板・厚板圧延材

は未だ存在せず、大型化や長尺化を実現する圧延加工プロセス技術も未構築である。  

そこで本テーマでは、難燃性 Mg 合金展伸材の次世代高速車両用構体への実用化を

目指し、強度と易加工性を両立する Mg 大型・長尺押出材と、高強度化を実現する

Mg 圧延厚板材の工業レベルでの製造プロセス技術を確立することを目的とした。  

 

(2)目標値  

現在、高速車両構体（700 系新幹線）に使用されている Al 展伸合金には 2 種類あり、

汎用型の A6N01 合金と高強度型の A7N01 合金がある。図 3-2.5.2-1 に示すように、

A6N01 合金に関しては屋根板、幕板、側ハリ等に利用され、A7N01 合金に関しては

台枠や枕ハリ等に利用されている。本研究開発では、開発材の次世代高速車両構体へ

の実用化に主眼を置き、A6N01 合金に匹敵する機械的特性と生産性（押出速度）を有
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する難燃性 Mg 合金押出材（易加工性 Mg 押出材）と、A7N01 合金に匹敵する機械的

特性を有する難燃性 Mg 合金展伸材（高強度 Mg 材（押出材、板材（薄板・厚板）））

を開発することを目指した。また、開発した合金を用いて実際の構体を作製するため

には、開発合金をつなぎ合わせるための接合技術や、耐食性を付与するための表面処

理技術が必要である。さらには、母材・接合継手・表面処理被膜の信頼性を評価する

ための技術も構築する必要がある。そこで、開発した合金を接合するための技術、信

頼性（疲労特性、発火特性、耐食性等）を評価するための技術についても開発を実施

した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.5.2-1 に本テーマを担当する射水分室及び相模原分室における開発目標と根拠

を示す。射水分室では A6N01 合金押出材に匹敵する押出加工性と機械的性質を有す

る易加工性 Mg 押出材を開発すること、相模原分室では A7N01 合金に匹敵する機械的

性質を有する高強度 Mg 圧延厚板を得るための製造プロセス技術を開発することを目

標として設定した。  

これまでの先導研究において、易加工性 Mg 押出材の開発では Mg 合金（Mg-Al-Ca

系合金）の添加元素を希薄化させることにより、6000 系 Al 合金に匹敵する押出速度

と機械的性質が得られることをラボレベルおよび工業レベルで実証できている 1),2)。

また、高強度 Mg 厚板材作製の基礎的検討では、急速凝固に関する先導研究から急冷

鋳造材は易加工性を有することを見出し、AMX1001（Mg-10Al-0.2Mn-1Ca mass%）合

金材において、熱間多パス圧延による高強度化、加熱及び熱処理による延性向上及び

耐熱性を有することをラボレベルにおいて確認している 3)。本テーマの開発において

はこれら技術シーズを積極的に展開し、ターゲットとした各種車両構体部材に資する

押出形材や圧延厚板材の製造プロセス技術を検討した。  

 

 

 

図 3-2.5.2-1 現行の高速車両構体に使用される材料  
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研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

易加工性 Mg 材（押

出材）の開発  

（2013～2017 年度）  

レアアースフリー

合金で、引張強さ

250MPa 以上、伸

び 15%以上、

AZX311 合金と同

程度以上の難燃性

を有し、AZ31 合

金と同程度以上の

押出速度により押

出成形可能な押出

材を開発する。  

引張強さ 270MPa

以上、伸び 20%以

上、AZX311 同等

以上の難燃性、

A6N01 合金同等

以上の押出速度を

達成する押出材を

開発する。  

  

高強度 Mg 材（厚

板）作製の基礎的検

討  

（2013～2017 年度）  

板厚 3 mm 以上で

引張強さ 350 MPa

以上、伸び 13％

以上、AZX311 合

金と同等以上の難

燃性を有する中板

材を開発する。鋳

造及び圧延加工に

おける強化・変形

機構の調査を行

い、各制御技術の

基礎指針を確立

し、金属組織・機

械的性質の連成モ

デルを構築するこ

とで、板厚 3 mm

のみならず、第 2

期目標をより実現

可能なものとす

る。  

A7N01 合金と同

等以上の熱的安定

性・機械的特性を

有する引張強さ

360 MPa 以上、伸

び 15%以上の厚板

材（板厚 6 mm）

を作製するための

鋳造、圧延手法調

査。中板材は高強

度高延性を有する

幅広材（板幅 300 

mm）を作製し、

工業化と標準化を

加速させる。  

  

 

(3)全体計画  

本研究開発においては、開発技術の輸送機器構造部材、特に高速車両構体用構造部

材への適用可能性を絶えず評価・検証することにより研究開発を遂行した。  

表 3-2.5.2-1 研究開発目標  
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図 3-2.5.2-2 に射水分室、図 3-2.5.2-3 に相模原分室における研究開発全体計画をそ

れぞれ示す。「易加工性マグネシウム押出材の開発」に関しては、再委託先の長岡技

術科学大学、物質・材料研究機構と連携し、Mg-Al-Ca（AX）系合金を対象に、押出

用素材となるビレットの量産製造プロセス技術と、A6N01 合金に匹敵する機械的性質

と押出特性（引張強さ：270MPa 以上、伸び：20%以上、難燃性：AZX311 以上、押出

速度：A6N01 以上の特性）を有する大型・長尺押出形材の製造プロセス技術を工業レ

ベルで構築することを最終目標とした。「高強度マグネシウム厚板材の開発」に関し

ては、厚板の作製に必要な圧延用母材の製造プロセス技術と圧延・熱処理プロセス技

術の開発において、名古屋守山分室（産業技術総合研究所）と合金開発・圧延基礎

データについて連携をとり、開発されるマグネシウム合金の特性と、高速車両構体に

既に利用されているアルミニウム合金（A6N01、A7N01 など）との比較・検証を実施

しながら目標を達成する研究開発を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)実施体制  

図 3-2.5.2-4 に革新的マグネシウム材の開発における研究開発体制を記す。本研究開

発体制においては、8 分室が共同で難燃性 Mg 合金展伸材を鉄道車両用部材（高速車

図 3-2.5.2-2 射水分室における技術開発の全体計画  

 

図 3-2.5.2-3 相模原分室における技術開発の全体計画  
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両構体）に適用するための基礎技術を構築することを目指す。そこでは、素材の開発

を担当する「素形材加工技術 WG」、開発材料の接合技術を開発する「接合 WG」、開

発材料の耐食性評価技術と表面処理技術を開発する「表面処理 WG」、開発材料の信

頼性を改善・評価するための技術を開発する「信頼性評価 WG」を構成し、各 WG が

連携して課題の解決を目指す。なお、開発した合金の実用化に際しては、エンドユー

ザー（鉄道会社・車両メーカ）が低コストかつ安全に開発材を利用するための技術や、

開発材を用いて構造体を設計するための技術等を見据えて研究開発を推進する必要が

ある。そのため、本研究開発では、エンドユーザーを参画研究機関（日本マグネシウ

ム協会）のアドバイザーとしてプロジェクト内に招聘し、難燃性マグネシウム合金を

利用して構造体を作製するための仕様について、アドバイスを受けつつ研究開発を推

進した。  

本開発テーマを担当する射水分室及び相模原分室は素形材加工技術 WG に属し、

「易加工性マグネシウム材（押出材）の開発」を三協立山㈱、「高強度マグネシウム

材（厚板）作製の基礎的検討」を権田金属工業㈱が担当した。易加工性マグネシウム

材（押出材）の開発では、押出材としての難燃性や機械的特性を維持しつつ、製造コ

ストの大幅な低減を達成する易加工性マグネシウム押出材の特性調査と各種製造プロ

セス技術を開発した。また、高強度マグネシウム材（厚板）作製の基礎的検討では、

高強度厚板材の作製を実現するための凝固、熱処理、圧延加工プロセスについて調査、

開発した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)運営管理  

 革新的マグネシウム材の開発に従事する全組合員（アドバイザーを含む）が参加で

きる分科会を毎月開催し、進捗の共有化と管理を図った。具体的には、素形材加工技

図 3-2.5.2-4 革新的マグネシウム材の開発実施体制  
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術 WG、信頼性評価 WG、接合 WG、表面処理 WG の分科会を順次開催、2015 年度か

らは全組合員が参画するプロジェクト加速委員会も開催し、各分室および再委託先の

研究進捗を報告することにより研究開発を推進した（2017 年 3 月末までに合計 63 回

の分科会を開催）。また、分科会は研究進捗を報告する場として機能するだけでなく、

開発材料の機械的特性以外におさえておくべき特性、高速車両構体に難燃性 Mg 合金

を適用する上で予め評価しておくべき項目の洗い出し、接合試験や耐食性試験を行う

際に必要となる試験片の手配等を議論する場としても機能し、テーマ全体の進捗を調

整する場としても機能した。  

 さらには、（一社）軽金属学会講演大会において、テーマセッション「難燃性マグ

ネシウム合金展伸部材創製のための最新技術開発」を立ち上げ、開発テーマの遂行で

得られた成果を集中して公開する場を設定した。2017 年 3 月末までに計 5 回のテーマ

セッションを開催し、プロジェクトに関して合計 70 件の口頭発表を行い、プロジェ

クトの成果を対外に向けて定期的かつ積極的に配信した。また、2016 年 5 月には、

「難燃性マグネシウム合金展伸部材創製のための最新技術開発」と題した学会誌特集

号にて、計 10 件の解説及び論文を掲載、成果の公表に努めた。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替した場

合の重量削減効果について、ヤング率を基準とした場合、20%程度の車両構体の軽量

化を見込むことができるとの報告がある 4)。構体の軽量化は、CO2 排出量削減に寄与

するばかりで無く、車両の高速化にも大きく寄与することが知られている。仮に、新

幹線の車両質量を 20%軽量化することができれば、それだけで 10～20km/時の営業速

度アップを見込むことができるとの試算がある 5)。ゆえに、経済的観点からは車両構

体の軽量化は大きな効果を見込むことができる。  

なお、新幹線車両の年間生産台数は 385 台／年  (2013 年)であり、四輪車の年間生

産台数(約 1,000 万台：2013 年)の 0.004%程度である 6),7)。また、動力として電気を利

用していることを考慮すると、新幹線の重量減に伴う CO2 削減効果は、四輪車のそれ

と比較すると小さいものであると言える。  

一方、新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替

できた場合、マグネシウム展伸材の大きな需要増加を見込むことができる。例えば、

車両構体（屋根・側構体、妻構体、台枠）に利用されるアルミニウム合金は 1 両当た

り約 7t である。上記部品を全てマグネシウムに置き換え、部品は同一形状であると仮

定した場合、1 両当たり約 6t の需要が生まれることになる（マグネシウム置換により

車両重量が 10%減少する場合）。車両製造が 1 年当たり 400 両と仮定すると（385 両：

2013 年）6)、2400t の需要が生まれることになる。なお、国内におけるマグネシウム

合金展伸材需要は約 700t/年（2014 年）であり 8)、本開発テーマの成果により、仮に

側構体だけでもマグネシウム合金に置き換えることができれば、それだけで国内の展

伸材需要を倍増させることが可能となる。それゆえ、本開発テーマの成果により輸送

機器構造部材にマグネシウム合金の適用を加速させることが実現できれば、マグネシ

ウムの産業構造自体を変革させることも可能である。  
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また、マグネシウム合金はリサイクル時の再生エネルギーが比較的低い環境配慮型

の材料であり、本テーマの遂行においては切屑状で固化成形利用するか廃棄物処理す

る切削屑を溶解可能とする鋳造法も検討することで、省資源対策と環境負荷低減を推

進している。このように、リサイクルに関する技術開発も先導的位置づけとして検討

も進めており、本開発テーマを通して無駄なく素材を開発し、エンドユーザー側には

エネルギー効率の向上を通した環境負荷低減を提案できつつある。  

 

2.5.2.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 表 3-2.5.2-2 に本担当テーマにおける最終目標とその達成度を示す。本テーマは

2017 年度末をもって他関連テーマと統合した。そのため、最終目標の達成可能性につ

いては統合後のテーマ（テーマ 34、35）の事業原簿を参照されたい。  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

易加工性 Mg 材

（押出材）の開発  

2018 年度以降、他

関連テーマと統合

しテーマ 34、35 に

移行。当該事業原

簿を参照。  

－  －  －  

高強度 Mg 材（厚

板）作製の基礎的

検討  

2018 年度以降、他

関連テーマと統合

しテーマ 34、35 に

移行。当該事業原

簿を参照。  

－  －  －  

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

「易加工性マグネシウム材（押出材）の開発」では、大型実働機を使った工業レベ

ルの技術構築が必須であり、実用化を見据えた極めて難易度の高い目標設定と言える。

開発材の工業レベルでの更なる大幅な特性向上を目指し、当該テーマにおいては再委

託先の長岡技術科学大学、物質・材料研究機構との連携を継続し、開発合金組成の調

整も含めて、押出用ビレットの連続鋳造技術や熱処理技術を高度化するとともに、押

出材の組織制御の最適化も考慮した押出ダイスの革新的な設計開発にも注力すること

により、開発材の次世代高速車両用構体への実用化の実現を目指した。  

「高強度マグネシウム材（厚板）作製の基礎的検討」では、最終年度までに厚板幅

広材を作製可能とする鋳造・圧延手法を調査するため、鋳造材作製時における溶湯清

浄化や熱処理技術の適用、圧延時においては集合組織制御や加工プロセスのチューニ

ングを行いながら指針を構築する。高強度高延性を有する厚板幅広材については、国

表 3-2.5.2-2 最終目標と達成度  
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内のみならず世界を見ても報告例が無く、実現できれば国際的に競争可能な技術を有

することになる。幅広材は量産圧延機（幅 600 mm）を用いながら国内最大級幅 520 

mm の圧延材にて技術構築しており、実用化のためには大型化に必要な作製プロセス

の構築、板材の寸法精度向上の他に、接合性及び疲労特性に関するデータ、二次加工

を可能とする成形性に関する特性取得が必要となる。特に Mg に関する疲労特性につ

いてはデータ数が乏しいため、素材メーカーとして取得し、DB 構築に寄与する。ま

た、板材の作製においては、接合や表面処理といった各 WG との連携によるフィード

バックから、安全性及び信頼性を兼備する高強度 Mg 材（厚板）を開発することで、

最終目標の達成をより現実的なものとする。  

 

(2)研究開発の成果と意義  

 本テーマ開発を担当する射水分室及び相模原分室における各研究開発の成果と意義

について以下に示す。  

 

① 易加工性マグネシウム材（押出材）の開発【射水分室】  

①-1．高速押出合金の溶解～超大径ビレット連続鋳造プロセス技術開発  

【担当：三協立山㈱】  

各種難燃性 Mg 合金（AZX 系合金、AX 系合金）ビレットの製造プロセスにおける

基礎的知見を基に、長岡技術科学大学との連携により、2015 年度までは高速押出を実

現し得る AX 系希薄合金を対象とした超大径ビレットの連続鋳造技術の開発を遂行し

た。具体的には、微量な添加元素成分の高精度制御技術の検討や成分変化に伴う溶湯

特性（難燃性、湯流れ等）の変化をラボ実験で予め評価しながら量産レベルへ展開し、

当該合金の溶解・溶製条件を把握するとともに、超大径ビレットの作製においても凝

固時に生成する晶出物をより微細・均一化する連続鋳造条件を検討した。その結果、

2 面同時による DC 鋳造法にて、直径φ320mm（13 インチ）×長さ約 2300mm の AX

系希薄合金ビレットを作製する連続鋳造条件を把握し、対象合金による工業レベルで

の超大径ビレットの量産製造条件を確立できた。さらには、ビレット径をφ425mm

（17 インチ）へ拡大することによって、世界最大クラスの超大径ビレットの DC 鋳造

（1 面鋳造、鋳造長さ 2800mm）を実現させ、大型・長尺押出形材の試作に向けた準

備を前倒しで整備することができた。  

2016 年度は、2015 年度までに新規開発した第一中間目標を達成する新規高速押出

合金 AX41（AXM40505）による超大径ビレットの連続鋳造技術の構築を推進した。

具体的には、当分室にて所有する実働量産設備を活用し、溶解量 700kg レベルでの溶

湯を作製、押出加工性に特に多大な影響を及ぼす Ca、Mn といった添加元素の高精度

成分制御技術や、酸化物等の不純物を分離・除去する溶湯清浄化処理技術の高度化を

実施した。作製した溶湯はφ 176mm（7 インチ）及びφ 320mm（13 インチ）、φ

377mm（15 インチ）の各鋳型に連続的に注湯し、DC 鋳造ビレットを試作した。その

結果、当該合金において各添加元素の溶解歩留まりを把握の上、Ca：狙い値±

0.05wt.%、Mn：狙い値±0.1wt.%に成分を制御する技術を確立するとともに、フラッ

クス精錬条件や脱ガス処理条件を改良、最適化することによりビレット品質の向上に
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繋げた。また、各鋳型サイズにおける鋳造条件を見極め、直径φ 320mm×長さ

2300mm、同時 2 面鋳造を実現する DC 鋳造プロセスを確立した（図 3-2.5.2-5）。  

また、2017 年度においては第二中間目標を達成する開発合金 AX41 の添加元素量の

最適化を試み、前記実働レベルにおいても内部品質を維持する AX41（AXM4102）合

金 DC 鋳造ビレットの作製を実証できた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-2．ビレット均質化処理プロセス技術開発  

【担当：三協立山㈱、再委託先（長岡技科大）】  

各種 AX 系合金における押出特性や押出材の基本的特性を把握すべく、長岡技術科

学大学との連携により、AX 系希薄合金による難燃性と機械的性質を両立し得る高速

押出合金の開発を遂行した。2015 年度までは合金組成を決定する主要元素の Al、Ca

に加え、第三元素として Mn、Zn の添加による各種押出特性に及ぼす影響を綿密に調

査した。押出実験では主に 400 トン直接押出試験機を使用したラボレベルによる熱間

直接押出実験を試行することにより、図 3-2.5.2-6 に示すように第一中間目標である引

張強さ 250MPa 以上、伸び 15%以上、AZ31 合金同等以上の押出速度を達成する高速

押出合金の開発に目処を立てるとともに、計画通り開発合金の第一次組成（Al：1.0～

1.5mass%、Ca：0.2～0.4mass%、Mn：0.4～0.6mass%）を設定できた。  

また、長岡技術科学大学に加え、名古屋守山分室再委託先の物質・材料研究機構と

も連携し、AXM 系希薄合金の押出加工プロセスにおける熱処理技術や時効処理によ

るナノ析出物制御技術等の開発を協同で推進した。その結果、AXM 系希薄合金にお

いては、ビレットに高温・短時間の均質化処理（500℃×1h）を施すことにより押出

加工時の押出荷重が 10%以上低減でき、かつ押出速度のさらなる向上が得られること

や、人工時効処理により当該合金の引張強さ、耐力をさらに向上可能な知見を得るこ

とにより、押出材の大型化・長尺化を見据えた易加工性と機械的性質のさらなる向上

を実現し得る合金設計や押出プロセス指針を得た。これら知見はマグネシウム合金の

製造方法として国内特許出願を完了した。  

 

図 3-2.5.2-5 DC 鋳造法の概略と作製した  

AX41 合金大径 DC 鋳造ビレット（一例）  

 

ビレットミクロ組織 
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2016 年度からは、押出加工性（押出荷重）に直接影響を及ぼすビレット均質化処理

条件の最適化について検討した。本検討では再委託先の長岡技術科学大学と連携し、

ビレット熱処理後の冷却速度に着目して押出加工性を向上させるメカニズム解明と処

理条件の把握を試みた。実験では Ca 量：0.5wt.%、Mn 量：0.5wt.%一定とし、Al 量を

変化させた各種 AXM 合金ビレットについて、均質化処理後に水冷もしくは炉冷を行

い、押出加工に供した。その結果、Al 量が 3.9 wt.%以下では、均質化処理後の炉冷に

より押出材の表面状態が改善し、一方、4.5 wt.%以上の Al 量では、均質化処理後の冷

却条件を変えても押出材の表面状態に変化がないことを把握した（図 3-2.5.2-7）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、Al 量と押出加工時の最大荷重の関係について調査した結果、Al 量が増える

ほど最大押出荷重は上昇する傾向があり、Al 量：3.9 wt.%以下の場合、均質化処理後

の炉冷により最大押出荷重が顕著に小さくなる傾向が認められるものの、Al 量：4.5 

図 3-2.5.2-7 各種 AXM 合金における押出材表面外観に及ぼす  

均質化処理後の冷却速度の影響 

図 3-2.5.2-6 各種 AXM 系希薄合金押出材の機械的性質と押出速度  
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wt.%以上では均質化処理後に炉冷を施しても最大押出荷重に変化は認められないこと

が分かった（図 3-2.5.2-8）。当該現象は、均質化処理後に水冷を施した場合は、直径

約 10nm の微細な析出物を形成する一方、均質化処理後に炉冷を行うと、直径数 µm

程度の粗大な Al2Ca を形成することによる。すなわち、均質化処理後の炉冷により、

押出材の表面状態が改善し、最大押出荷重が低下したのは、炉冷により析出物が粗大

化したことで押出時の変形抵抗が小さくなったことが要因として考えられる。  

以上の知見は押出加工性を改善、向上させるマグネシウム合金の新規熱処理プロセス

技術として特許出願済みである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-3．輸送機器向け構造用押出形材の高速押出加工プロセス技術開発  

【担当：三協立山㈱、再委託先（長岡技科大、物材機構）】  

第一中間目標を達成する開発合金 AX41（AXM40505）合金による、実機レベルで

の高速押出加工プロセス技術の構築を推進した。前述のビレット製造プロセスにて作

製した DC 鋳造ビレットを押出用素材として使用し、ラボレベルで得られた押出材と

の各種特性の比較評価を行いながら実機によるプロセス技術の高度化開発を行った。  

 当分室で保有する 6 インチ 1500 トン実働押出機を用いて試作した AX41 合金押出

材の諸特性を調査した。押出速度は AZ31 合金以上（15m/min.）を確保し、得られた

押出材の機械的性質もラボ試作材とほぼ同等レベル（第一中間目標値）を維持するこ

とを実証した（図 3-2.5.2-9）。しかしながら、実機 6 インチ材の機械的性質において

は、異方性が認められ、押出平行方向と押出垂直方向の 0.2%耐力値に差異が生じる

ことが分かった（図 3-2.5.2-10）。この要因について、再委託先の物質・材料研究機構

と連携し、押出材集合組織の EBSD による微視的解析を行った。その結果、実機押出

材の耐力低下の要因として、実機押出材では結晶粒組織が粗大かつ比較的強い底面集

合組織を呈しているため、押出垂直方向においては臨界分解せん断応力 (CRSS)の低い

双晶変形の発生が活発化し、強度が低下したと推察された。このことより、耐力の低

下を抑制し異方性を軽減するには押出ダイス設計や押出加工条件の検討により結晶粒

を微細化、ランダム化することが重要であるという知見を得た。  

図 3-2.5.2-8 押出加工時の最大荷重に及ぼす Al 添加量の影響 
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2017 年度は第二中間目標（引張強さ 270MPa 以上、伸び 20%、A6N01 合金同等以

上の押出速度、AZX311 合金同等以上の難燃性）の達成を目指し、開発合金 AX41 の

元素添加量の最適化を行った。再委託先の長岡技科大と密に連携し、難燃性の向上と

時効硬化を活用するために Ca 添加量を 0.5mass%から 1mass％まで増やし、粗大な Al-

Mn 系金属間化合物の形成を抑制するために Mn 添加量を 0.5mass％から 0.2mass％ま

で減らした AX41（Mg-4Al-1Ca-0.2Mn；AXM4102）合金を設計した。図 3-2.5.2-11 に、

AXM4102 合金押出材の引張応力－ひずみ曲線を示す。アルミニウム合金（A6N01 合

金）に匹敵する押出製品速度 20m/min において得られた押出材は、押出まま材におい

ても引張強さ 278MPa、伸び 23.6%を確保し、第二中間目標値を達成することを実証

できた。また、名古屋守山分室と連携し開発材の発火温度を測定した結果、Ca 量を

増量した AXM4102 合金は何れの昇温速度においても AZX311 合金以上の発火温度を

示し、AZX311 合金以上の難燃特性を有することも実証している（図 3-2.5.2-12）。  

図 3-2.5.2-9  AX41 合金における各種押出材の機械的性質  

図 3-2.5.2-10  AX41 合金実機 6 インチ押出材の引張試験結果 
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一方、本研究開発では AX41 開発合金による車両構体への実用化を想定した複雑断

面形状を有する大型中空押出形材の試作開発を推進した。当分室所有の 12 インチ

6000 トン実働押出機を使用し、従来からも検証を進めている幅 251mm、高さ 50mm

の大型ダブルスキン形状の押出試作を当該開発合金にも適用した。その結果、AZ31

合金同等以上の押出速度（1m/min.）にて外観品質及び JIS 規格を満足する高精度な形

材の押出成形を実証できた（図 3-2.5.2-13）。しかしながら、図 3-2.5.2-9 でも示す通り、

ダブルスキン形材の外周部及び内リブ部の機械的性質はラボ材や実機 6 インチ材に比

べて低い値となっている。本要因と対策については再委託先の物質・材料研究機構と

連携し、ミクロスケールでの集合組織解析を実施しながら押出ダイスの設計改良等を

継続検討し、特性向上を目指す計画である。なお、ダブルスキン形材の押出成形技術

の開発で得られた知見は、本 Mg プロジェクトの参画機関と連携して試作開発を進め

図 3-2.5.2-11 AX41（AXM4102）合金押出材の引張応力－ひずみ曲線 

図 3-2.5.2-12 各種 Mg 合金の発火特性（DTA による発火温度測定結果）  
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ている部分側パネル構体向け部材の試作に展開、計画通り所定のダブルスキン形材を

試作供給し、開発合金 AX41 による部分側パネル構体の具現化に貢献した（図 3-

2.5.2-14）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、 2017 年度は開発合金による簡易モックアップ構体（ 1/1 断面、長さ

1040mm）の具現化を目標に、当該構造体を構成する大型・複雑断面形状を有した中

空押出形材の製造プロセス技術を確立することを目指した。当分室では、簡易モック

アップ構体を構成する部材の内、屋根部及び側部を構成する押出形材の試作開発を担

当した。全ての部材は中空部を持つ複雑断面形状であり、ダブルスキン断面形状を有

する形材の最大幅は 280mm を超える。当該構体の設計では、明石分室及び横浜金沢

分室と密に連携し、最大気密荷重が負荷された際の最大変形量が 10mm 以下となるよ

う構造強度を確保するとともに、形材同士の継手形状においても組立時の MIG 溶接

による変形を考慮し、調整がより容易にできるよう工夫を施した。また、使用する実

働機（6000 トン直接押出プレス機）の性能と試作期間を考慮し、構成部材を全 12 型

として各部材の押出ダイス設計と押出形材の試作を実施した。図 3-2.5.2-15 に製作し

た押出ダイスの一例と試作した屋根部形材、側部形材、側受部形材の概要を示す。何

図 3-2.5.2-13 試作した AX41 合金ダブルスキン形材の概要  

図 3-2.5.2-14 AX41 合金ダブルスキン形材で試作した部分側パネル構体の外観  



 

3-2.5.2-15 

 

れの押出形材においても、断面形状及び長手方向の曲がりは JIS 規格値にて規定され

る形材精度を十分満足し、高精度の部材作製を実現できた。全ての部材は計画通り横

浜金沢分室に供給し、目標通り簡易モックアップ構体の具現化に貢献できた。なお、

当分室で試作、供給した大型中空形材は横浜金沢分室にて MIG 溶接により接合され

た。接合作業時において、各形材の精度上の問題は無く、良好な接合構造体が得られ

たことを確認できている（図 3-2.5.2-16）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.2-15 製作した押出ダイスの一例と試作した大型中空形材の概要  

図 3-2.5.2-16 接合後の簡易モックアップ構体の外観  

（左･側パネル、右上･屋根パネル、右下･台枠；横浜金沢分室提供） 
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また、大型・長尺中空形材の製造プロセス技術の確立に向けて、押出形材の真直度

向上技術の開発を行った。当分室所有の温間ストレッチ矯正装置（図 3-2.5.2-17）を

活用し、図 3-2.5.2-13 で示した大型ダブルスキン形材の温間ストレッチ矯正を試行し

た。その結果、形材長さ 6m での温間ストレッチ矯正条件を把握、形材の曲がり量を

JIS で規定される許容量（2mm/m）の 1/4（0.5mm/m）以下に低減、真直度を大幅に向

上させることに成功した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-4．開発合金押出材の信頼性データ蓄積  

【担当：三協立山㈱】  

開発した新規高速押出合金による車両構体の試作開発を推進する上で、車両構体の

設計時に必要となる開発合金の各種信頼性データ（疲労特性）を取得、蓄積すること

が極めて重要となる。本研究開発では、開発合金 AX41 押出材の疲労データを取得、

蓄積することを目的に、押出材の疲労試験を開始、データの取得、蓄積を推進した。

疲労試験では名古屋守山分室及び明石分室と連携し、押出材の平面曲げ疲労試験や回

転曲げ疲労試験、軸疲労試験を効率的に行い、データの拡充、共有化を図った（図 3-

2.5.2-18）。今後も押出材の接合試験体を主体に各種疲労試験を継続し、開発合金によ

る車両構体の設計情報として活用していく計画である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.2-17 Mg 専用大型・長尺形材温間ストレッチ矯正装置の概要  

図 3-2.5.2-18 AX41 合金押出材の疲労特性の一例  

（母材の平面曲げ疲労試験結果） 
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② 高強度マグネシウム材（厚板）作製の基礎的検討【相模原分室】  

難燃性マグネシウム合金展伸材の次世代高速車両用構体への実用化を目指し、難燃

性に優れた板厚 3 mm 以上で引張強さ 350 MPa、伸び 13％以上を有するマグネシウ

ム合金板材作製を実施した。開発した AZX811（Mg-8Al-1Zn-1Ca mass％）合金板厚

3 mm 圧延材において、ラボスケールおよび実機での目標を達成した。2016 年からは

圧延材のスケールアップおよび多用途展開や信頼性向上を意図した成形性や疲労特性

の取得により工業化に向けた取り組みを行った。具体的には板厚 6 mm 以上で引張強

さ 360 MPa、伸び 15％以上、幅方向には板厚 3 mm で幅 500 mm にスケールアップ

した難燃性を有するマグネシウム合金圧延材の作製と技術開発を行った。詳細を以下

に示す。  

 

②-1. 高速圧延合金作製のための溶解・鋳造・熱処理プロセス技術開発  

ラボレベルにおいて優れた特性を示した AMX1001（Mg-10Al-0.2Mn-1Ca mass%）合

金を基本組成として取り組みを開始した後、名古屋守山分室（産総研）との連携によ

り、Al 及び Zn 添加量が引張特性に及ぼす影響を調査した。2015 年度までに AZX811

（Mg-8Al-1Zn-1Ca mass%）難燃性マグネシウム合金を一次合金組成とした。  

難燃性マグネシウム合金の溶湯は表面に Ca 酸化物の皮膜を作り燃焼が抑制される

が、材料の溶解時には発火の可能性があるため、坩堝内の密閉性を高め、酸素の流入

を抑止した。発火を防ぐことでスラグ量および鋳造材に含まれる介在物量は従来の

1/4 に減少し、溶湯清浄化対策を実施するとその後の圧延材特性も図 3-2.5.2-19 に示す

通り向上することがわかった。鋳造時には冷却速度を 12 K/s まで向上させることで、

Mg 相の微細化と金属間化合物の微細分散を達成できた。鋳造材の平均粒径を従来の

800 μm から 140 μm に微細化し、金属間化合物のネットワーク状の発達を軽減させる

ことで易加工性を有する鋳造材を作製した。AMX1001 および AZX811 鋳造材は目標

とした AZX311 合金同等以上の難燃性を有していた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、幅広材においては上述の冷却速度を得ることが難しいこともあり、内部に形

成される Mg17Al12（β 相）や Al-Ca 化合物を低減し、加工性を維持するために、鋳造

材の熱処理に関する影響を調査した。熱処理温度が 400℃で 48 時間熱処理をしても β

相が残存するものの、高温である 490℃では 3 時間以上の処理により β 相が溶解し、

Al-Ca 化合物が部分溶融し Mg 相に微細分散した。熱処理により鋳造材の機械的性質

が向上し、すえ込み加工率が向上したが、これは結晶粒界に微細分散した Al-Ca 化合

図 3-2.5.2-19 作製鋳造材の金属組織と限界圧下率  
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物が核生成サイトとなり動的再結晶を引き起こしたためと考えられる。なお、冷却を

付与した鋳造材と冷却を付与せず鋳造後に熱処理した鋳造材の圧延加工性に変化はな

く、Mg 相の微細化と Al-Ca 化合物を微細分散させることが易加工に有効であった。  

2015 度以降は、これまでに得た溶解・鋳造・熱処理技術の知見を基に、開発合金組

成を Mg-8Al-1Zn-1Ca（mass%、以下 AZX811 合金）とし、厚板・幅広鋳造材作製に関

する技術開発を行った。鋳造材のスケールアップに伴い溶解量を約 4 倍に増加させた

が、Mg 材のロット間バラツキの原因となる成分揺らぎはラボスケール同様、主要成

分の濃度範囲を±0.2%以内、鉄分濃度を 30ppm 未満に制御できる溶解技術を確立した。

鋳造中の溶湯が大気に接触する時間を最小限に留め、ラボスケール材と比較して厚板

鋳造材は約 2 倍、幅広鋳造材は 10 倍（鋳造板幅 550 mm）の大きさの鋳造材を作製し

た（図 3-2.5.2-20）。厚板鋳造材は熱容量が増加したが、冷却を付与することで Mg 相

の粒径は 280 μm を示し β 相および Al-Ca 化合物を微細分散できた。一方、幅広鋳造

材は体積の増加量が大きいため冷却を付与せず鋳造すると、冷却を付与した厚板鋳造

材と比較して Mg 相が粗大化し強度と伸びが低下した。鋳造時に晶出する金属間化合

物は、圧延加工時の動的再結晶粒の生成サイトとなり得るため、微細分散しているこ

とが望ましい。XRD を用いて定性分析を行うことで、β 相は Mg17Al12 相、Al-Ca 化合

物は Al2Ca であることを特定した。鋳造材は、共晶点温度に対して -10℃～+30℃の範

囲における高温短時間の熱処理を施すことで金属間化合物の面積割合が低下し、引張

強さと伸びは熱処理により改善した。鋳造材の限界圧下率は室温から 200℃では 10%、

300℃では 14%であったが、高温熱処理を鋳造材に施すことで、限界圧下率は 200℃で

は 14%、300℃では 20%に向上した。β 相の固溶と Al-Ca 化合物の微細分散させるこ

とで鋳造材を易加工化でき、ラボスケールで導出した熱処理技術は厚板・幅広化した

鋳造材にも効果を発揮した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2. 車両構体向け圧延中板開発のための加工プロセス技術開発  

②-2-1. 難燃性 Mg 合金板厚 3 mm 幅広材の機械的特性と工業化への取り組み  

2015 年度までに高強度高延性を有する板厚 3 mm の板材作製と高強度化に及ぼす圧

延加工因子と組織の影響を調査した。圧延加工では試料保持温度が高く、ロール速度

が高速になるほど到達強度は低下する傾向にあり、総圧下率が 60％を超えると Al-Ca

金属間化合物が圧延方向に配列した。圧延加工では Mg 相の結晶粒微細化と Al-Ca 化

合物の粉砕および Mg 相への微細分散が高強度化に対して有効であった。図 3-2.5.2-

図 3-2.5.2-20 AZX811 合金鋳造材外観像 



 

3-2.5.2-19 

 

21 に示すように総圧下率が 60％程度を境に強度と結晶粒の関係が 2 段型になること

を明らかにし、加工初期段階での強度向上と加工後半での動的再結晶による延性改善

が重要であった。  

この傾向を利用し、加工前半を粗圧延、後半を仕上げ圧延と位置付け、仕上圧延に

おいて試料温度を 450℃、ロール温度を  80℃とすることで AMX1001 においては圧延

加工のみで UTS：358MPa、El：14.8％を得た。また、UTS：361MPa を有する高強度

圧延材に対しては 180℃の熱処理を付与することで UTS：352MPa、El：13.3％を示し、

どちらのプロセスにおいても第一目標値を達成できた。名古屋守山分室（産総研）と

の連携において導出した AZX811 合金においても同様の機械的特性が得られ、圧延加

工のみで UTS：354MPa、El：13.2％、熱処理を付与することで UTS：354MPa、El：

14.5％を得た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

板厚 3 mm 材は 2015 年度までに開発した AZX811 合金と圧延加工プロセスの基礎的

知見を基に、実機を用いた板幅 300 mm 材の加工プロセス技術開発を行った。圧延加

工による高強度高延性化には粗圧延後の熱処理により Mg 相の粒径を 30 μm 以下にす

ることが重要であった。このプロセスを適用することで板幅を 300 mm まで幅広化し

ても耐力と引張強さは 307 MPa と 357 MPa、伸びは 14%を得ることができた。また、

熱処理による金属間化合物の微細分散により、圧延方向に対して 90°方向では耐力と

引張強さは 299 MPa と 355 MPa、伸びは 15%を示し、強度と伸びを維持しながら機械

的特性の面内異方性も軽微であった（図 3-2.5.2-22）。実機による高強度高延性化を達

成できたことから、実機を用いた国内最大級板幅（板幅 520 mm）圧延材の作製に着

手した（図 3-2.5.2-23）。圧延加工プロセスをそのまま適用すると、板幅 300 mm 材と

比較して Mg 相が粗大化していたことから、仕上げ圧延時の温度を 300℃にした結果、

圧延方向に対し 0°方向では耐力と引張強さは 298 MPa と 330 MPa を示し、伸びは

13%であった。圧延方向に対して 90°方向では耐力と引張強さは 290 MPa と 329 MPa

を示し、伸びは 12%を示した。板幅端部では耐力と引張強さは 298 MPa と 332 MPa

を示し、伸びは 13%であった。仕上げ圧延温度を 300℃とすることで、板幅 520 mm

圧延材の板幅中央及び端部での機械的特性差は軽微であった。  

図 3-2.5.2-21 圧延板の結晶粒径と強度の関係及び各圧下率における組織 
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研究ターゲットである鉄道部材の場合、組立誤差を低減させるために、板材の寸法

精度の向上が求められることから、スケールアップに伴う寸法精度向上に関して調査

を行った。幅広材の圧延時にレーザー変位計を用いて板幅中央部及び板幅端部の板厚

測定を行うと、総圧下率が増加するほど狙い板厚と実板厚との差は小さくなる傾向が

見られた。狙い板厚に対する上記の板厚差の割合は、圧下率増加に伴い増加した。3 

mm まで加工を行うと板厚差は±0.12 mm となったことから、板厚 3 mm における板厚

差を JIS 公差内に収めるためには、0.02 mm 以上の板面の研磨及び板の伸直度を向上

させることが有効であることが示唆された。また、圧延後の板は波形状となることが

あるため、板の平坦度を向上させるための方法としてローラーレベラーと温間矯正を

施行した。板厚 3 mm 材×板幅 300 mm×板長 1000 mm 材の最大高さは 2.2 mm であっ

たが、ローラーレベラーにより最大高さを 0.7 mm に低減できた。板厚 1 mm×板幅

520 mm×板長 2400 mm の最大高さは 50 mm であり、長尺化するほど最大高さは高く

なったが温間矯正で波形状を低減することができた。（図 3-2.5.2-24）  

開発合金 AZX811 の難燃性は AZX311 合金を凌駕したため、標準化すべく JIS 規格

化の提案を行い、2018 年 3 月 20 日付の改正により JIS H 4201 に定められる展伸材規

格に開発合金 AZX811 が組み込まれた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊JIS13 号 B 試験片  

N=3 平均 

図 3-2.5.2-22 AZX811 合金板幅 300 mm 圧延板の機械的性質  

図 3-2.5.2-23 AZX811 合金国内最大級幅の圧延板材外観像  



 

3-2.5.2-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② -2-2. 難燃性 Mg 合金板厚 6 mm 厚板材の機械的特性  

開発した板厚 3 mm 高強度高延性材作製のプロセスを基に、板厚 3 mm から板厚 6 

mm への厚板化技術開発を 2016 度から着手した。厚板鋳造材を熱間多パス圧延のみで

加工すると、板厚 6 mm 材の耐力と引張強さは 275 MPa と 340 MPa、伸びは 9%を示

し、熱間多パス圧延のみでの高強度高延性化は困難であることがわかった。第二中間

目標値と比較して伸びが不足していることから、引張試験片の破断部近傍を観察する

と、金属間化合物を起点として破断していることがわかった。2015 年度までの基礎的

知見により、総圧下率 52%までを粗圧延とし、粗圧延後に 460℃×1 時間の熱処理を

施すと Mg 相の粒径は 22 μm の等軸粒を示し混粒組織が解消された。粗圧延後の熱処

理により金属間化合物の面積割合は 12%から 3.6%に減少し、圧延方向と平行に配列

するラメラ状の金属間化合物は Mg 相内に再度微細分散した。仕上げ圧延はロール温

度と試料温度を変化させることで引張強さと伸びに差が見られ、ロール温度 150℃、

試料温度 300℃で仕上げ圧延を行うと Mg 相の粒径は 13 μm を示し、板厚中心部にお

いて耐力と引張強さは 300 MPa と 360 MPa を示し、伸びは 12%が得られた。板厚表

面における耐力と引張強さは 300 MPa と 356 MPa を示し、伸びは 14%であることか

ら、板厚方向に対する強度のバラツキは小さいことがわかった。仕上げ圧延をロール

温度 200℃、板温度 275℃とすることで引張強さと伸びは 363 MPa と 15%を示し、第

二中間目標を達成した。板厚 6 mm 材においても粗大粒の周りを微細粒が取り囲むバ

イモーダル組織の様相を呈しており、この板材を XRD にて(0002)面集合組織の測定を

行うと、強度は 11.0 を示し集合組織は圧延方向にわずかに広がりを見せた（図 3-

2.5.2-25）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.2-25 厚板圧延材の外観及び板厚 6mm 材の(0002)面集合組織  

図 3-2.5.2-24 AZX811 温間矯正前後の圧延板外観像 
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②-2-3. 難燃性 Mg 合金板厚 3 mm 幅広材の諸特性及び構体部材の作製  

構体部材の作製には 2016 年から着手した。作製した板厚 3 mm 高強度高延性材の基

礎物性を測定すると、熱伝導率は 512 W/(m・K)、電気抵抗率は 1.27×10-1 μΩ・m、ヤ

ング率、剛性率、ポアソン比は圧延と平行方向で 46.7GP、17.2GPa、0.36、直角方向

で 46.1GPa、17.0GPa、0.35 であり、一般的な Mg 合金と比較して同等の特性を示すこ

とがわかった。板厚 3 mm 及び板厚 6 mm の高強度高延性材の成形性調査を V 曲げ試

験にて行うと、パンチ R と板厚 t の比が 1（R/t=1）の場合において加工温度 200℃か

ら曲げ加工が可能であった。割れは曲げ時のせん断変形に沿って導入し、アルミニウ

ム合金と同様の破壊形態であった。  

板厚 3 mm 材の疲労試験は平面曲げ疲労試験により実施し、繰返し数を 107 回とし

て S-N 線図を取得した。疲労強度は圧延方向に対し 0°と 90°方向において、両振り

（応力比 R=-1）で 140 MPa と 120 MPa、片振り（応力比 R=0）で 85 MPa と 100 MPa

を示し、汎用合金 AZX611 と比較して疲労強度は高い値を示した。また、破断した破

面と板面を SEM 観察すると、き裂は圧延方向に配列する Al-Ca 化合物に沿って入る

ことが確認できた。接合特性は接合 WG と連携してデータの取得を行い、R=-1 にお

ける疲労強度は、MIG 材は 70 MPa、TIG 材は 83 MPa、FSW 材は 135 MPa となった。

R=0 における疲労強度は、MIG 材は 56 MPa、TIG 材は 70 MPa、FSW 材は 97 MPa と

なった（MIG 材及び TIG 材は余盛あり）。R=0 の場合、TIG 材及び FSW 材は接合表面

と裏面のどちらの面を引張応力側として試験するかで疲労強度に差が見られ、引張応

力側から破断した。MIG 材は TIG 材と同等、FSW 材は母材と同等の結果を得たが、

これは MIG 材は TIG 材と同様に溶融接合であり、FSW 材は摩擦撹拌接合により撹拌

部の結晶粒と金属間化合物が微細化しているためと考えられる。MIG 接合材の平面曲

げ疲労試験片の観察を行うと、破断は HAZ 部で発生し、片振り（応力比 R=0）にお

いては引張応力側から破断しており、破面形態は母材と同様であった（図 3-2.5.2-26）。 

開発合金板材の高速車両構体の早期実用化を目指し、2016 年度は側パネル構体（シ

ングルスキン）、2017 年度は簡易モックアップ構体の作製を通して技術構築を行った。

側パネル構体に資する部材は、幅広材の圧延加工、サーボプレスによる温間プレス加

工、切削加工を施し側柱を作製し、側パネル構体作製に寄与した。側柱の R 部は R8

指定があり、加工温度を制御することで目的形状を得た（図 3-2.5.2-27）。簡易モック

アップ構体に資する部材は、薄板であるものの板幅が国内最大級幅の床板用板材（板

厚 1 mm×板幅 500 mm×板長さ 1245 mm）があり、幅広鋳造材を用いて熱間多パス

圧延、温間矯正を行い作製した。その他、補強用板材（板厚 6 mm×板幅 139 mm×

板長さ 225 mm：C15 加工）では切削加工、床板用骨組とクリップの作製ではプレス

加工が必要となり、加工温度を制御することで目的形状を得た（図 3-2.1.1-28）。開発

合金を用いた構体製造により、FSW、MIG 接合、ボルト締結、接着等が可能であるこ

とが実証された。  
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図 3-2.5.2-26 板厚 3 mm 高強度高延性材の疲労試験（C 方向）  

図 3-2.5.2-27 AZX811 合金側柱及びシングルスキン形材の側パネル構体の外観像 9) 

図 3-2.5.2-28 AZX811 合金簡易モックアップ構体部材の外観像 



 

3-2.5.2-24 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 1 0 1 0 0 0 3 0 0 

2014FY 1 0 8 3 0 0 5 3 1 

2015FY 2 0 21 2 2 2 5 1 1 

2016FY 1 0 18 3 3 8 4 2 1 

2017FY 2 0 9 1 0 4 5 0 2 

合計  7 0 57 9 5 14 22 6 5 

 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 1 0 0 

2015FY 1 0 0 

2016FY 1 0 0 

2017FY 0 0 0 

合計  3 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.2.3 参考文献  

 

1) 目崎達也ほか、「Mg-Al-Ca-Mｎ系希薄合金押出し材のミクロ組織および機械的性

質に及ぼす押出し温度の影響」、軽金属学会第 123 回秋期大会講演概要、(2012)、 

213-214．  

2) 松本泰誠ほか、「Mg-Al-Ca-Mｎ系マグネシウム合金の押出特性」、軽金属学会第

124 回春期大会講演概要、(2013)、117-118．  

3) M. Noda et al., Thermal Stability, Formability, and Mechanical Properties of a High-

Strength Rolled Flame-Resistant Magnesium Alloy, Light Metal Alloys Applications, 

InTech (2013), 126-144. 

表 3-2.5.2-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.5.2-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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4) 森久史、藤野謙司、栗田健、千野靖正、斎藤尚文、野田雅史、駒井浩、小原久、

「高速鉄道車両への難燃性マグネシウム合金の適用」、まてりあ  Vol.52 (2013) 

pp.484-490. 

5) 森久史「高速鉄道車両開発に向けた軽量金属材料への期待」、軽金属学会東海支部

平成 26 年度第一回講演会資料（2014 年 4 月 30 日 名古屋）. 

6) 鈴木康文「アルミニウム合金による鉄道車両の軽量化と今後の課題」、軽金属、 

Vol.60 (2010)、pp.565-570．  

7) 鉄道車両工業会ホームページ資料  

8) 日本自動車工業会ホームページ資料  

9) 畑山直史、竹内久司、栄輝、杉本明男「新幹線車両用アルミニウム合金製押出部

材の技術開発」、神戸製鋼技報  Vol. 58、No. 3、pp.55-61．  
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2.5.3[テーマ番号１７]高強度マグネシウム材(薄板)の開発  （2013 年度～2017 年度）  

 

2.5.3.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

マグネシウムは、実用金属の中で最も軽量であり、また優れた比強度を有すること

から、輸送機器のための新たな構造材料として注目されている。しかし、汎用のマグ

ネシウム合金は発火温度が低く、固相線温度よりも高い温度に昇温すると発火する材

料として認識されており、特に、不燃・難燃特性の確保が必須である鉄道車両部品や

航空機部品としての適用は困難とされてきた。  

近年、マグネシウム合金の発火温度を高める合金開発が進められ、その結果、汎用

マグネシウム合金（Mg-Al 系合金等）にカルシウムを添加し、発火温度を飛躍的に高

めた｢難燃性マグネシウム合金｣が開発された。本合金は優れた難燃特性を有し、日本

鉄道車両機械技術協会の車両材料燃焼試験において「不燃材」の認定も受けているこ

とから、鉄道車両用部材への適用も、小型鋳造部品に関しては進みつつある 1) 。  

今後、形材や板材を組み合わせて｢大型構造体｣を作り込むための要素技術を開発し

ていく必要がある。  

 

(2)位置付け、目標値  

現在、高速車両構体に利用されているアルミニウム合金には２種類あり、汎用型の

A6N01 合金と高強度型の A7N01 合金がある。A6N01 合金に関しては屋根板、幕板、

側ハリ等に利用され、A7N01 合金に関しては台枠や枕ハリ等に利用されている。そこ

で、本研究開発では、A6N01 合金に匹敵する機械的特性と生産性（押出し速度）を有

する難燃性マグネシウム合金押出材（易加工性マグネシウム材）と、A7N01 合金に匹

敵する機械的特性を有する難燃性マグネシウム合金展伸材（押出材、板材（薄板・厚

板））（高強度マグネシウム材）を開発することを目指す。  

 

                 

 

研究開発項目  
第二中間目標  

（2017 年度末）  

第三中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  
根拠  

高強度難燃性  

新合金の開発  

・引張強さ≧360MPa 

・伸び≧15% 

・AZX311 と同等以

上の難燃性  

2018 年度以降、他関

連テーマと統合し

テーマ 34、35 に移

行。当該事業原簿

を参照。  

2018 年度以降、他

関連テーマと統合

しテーマ 34、35 に

移行。当該事業原

簿を参照。  

7000 系 Al 合

金 以 上 の 比

強 度 と 伸 び

を実現  

 

 

 (3)全体計画  

 全体プロジェクトの中では、材料開発と並行して接合技術、表面処理技術開発を進

表 3-2.5.3-1 研究開発目標と根拠  
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めることで 2021 年頃の早期実用化を目指す。そのため、他の関連テーマと統合しテー

マ番号 34,35 に移行する。    

 

(4)実施体制  

高強度マグネシウム合金薄板材の研究開発は大阪分室（住友電気工業株式会社）で

実施している。  

 

(5)運営管理  

マグネシウムの研究に従事する組合員（アドバイザーを含む）が全員参加できる分

科会を毎月開催し、具体的には、素形材加工技術 WG、接合 WG、表面処理 WG、信

頼性評価 WG の分科会を 4 ヶ月に 1 回開催し、各分室および再委託先の研究進捗を報

告することにより、素材開発、接合技術、表面処理、信頼性評価技術の開発を共同で

推進している。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替した場合

の重量削減効果について、ヤング率を基準とした場合、20%程度の車両構体の軽量化を見

込むことができるとの報告がある 2)。構体の軽量化は、CO2 排出量削減に寄与するばかり

で無く、車両の高速化にも大きく寄与することが知られている。仮に、新幹線の車両質量

を 20%軽量化することができれば、それだけで 10～20km/時の営業速度アップを見込む

ことができるとの試算がある 3)。ゆえに、経済的観点からは車両構体の軽量化は大きな効

果を見込むことができる。  

 

2.5.3.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

                        

研究開発項目  
第三中間目標  

（2020 年度末）  
研究開発成果  

達成

度※  

原因・課題と解決方

針  

※未達の場合のみ  

高強度難燃性  

新合金の開発  

2018 年度以降、他関

連 テ ー マ と 統 合 し

テーマ 34、35 に移

行。当該事業原簿を

参照。  

－  －  －  

 ※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

  

表 3-2.5.3-2 最終目標と達成度  
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(2)研究開発の成果と意義  

Al 添加量の大きく異なる Mg-Al-Ca-Mn 系合金双ロール鋳造材に圧延加工を施し、

圧延加工後の時効硬化特性や機械的性質に及ぼす Al 添加量の影響を調べた。具体的

には、Al を 0.7 mass% もしくは 9.0 mass%、Ca および Mn をそれぞれ 0.6 mass%およ

び 0.15 mass%添加した合金  (以下 0.7Al 合金、9.0Al 合金) を対象とした。検討合金の

圧延まま材の機械的特性を調査した結果、0.7Al 合金は、仕上げ圧延温度 300℃  の場

合、0.2 %耐力 268MPa の高い強度特性を示すが、仕上げ圧延温度を低く設定すると延

性は大きく低下することを確認した。一方、9.0Al 合金の場合、仕上げ圧延温度を低

く設定しても、10 %程度の延性を維持しつつ、350 MPa の引張強さと 295 MPa の高

い 0.2 %耐力を得られることを明らかにした。さらに、検討合金の溶体化処理材およ

びピーク時効材の機械的特性を調査した結果、両合金とも溶体化処理を施すことで、

20 %以上の延性が得られることを確認した。また、0.7Al 合金の場合、時効処理を施

しても、25 %程度の高延性を維持したまま、0.2 %耐力は 80 MPa も向上することを明

らかにした。一方、9.0Al 合金の時効処理に伴う 0.2 %耐力の強化量は 60 MPa と、

0.7Al 合金よりも低く、さらに、延性は溶体化処理材の 1/2 以下にまで低下すること

を確認した。また、圧延 1 パスあたりの圧下率を大きくすることで、最終目標である

引張強さ 360MPa 以上、伸び 15%以上の高強度、高伸びが得られることが明らかと

なった。  

以上より、Al を 7~10mass%程度、Ca を 0.5~1.5mass%程度添加した高 Al マグネシウ

ム合金が難燃性高強度マグネシウム材として有望であると判断した。しかしながら、

大きな圧下率での圧延は量産時には設備対応が難しいため、量産可能な水準でプロセ

ス条件を検討する必要がある。1 パス当たりの圧下率(板厚減少量/圧延前板厚)及び圧

延温度、熱処理温度のプロセス条件を最適化することで、量産可能な製造条件で引張

強さ 360MPa、伸び 15.5%と 2017 年度目標値を達成した。  

 

 

 

  



  

3-2.5.3-4 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

                                                                             

           

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  
展示

会へ

の出

展  

受賞  

フォ

ーラ

ム等※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その

他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 3 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 3 0 0 0 0 0 2 

2017FY 0 0 0 1 0 0 0 0 2 

合計  0 0 7 1 0 0 0 0 6 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

                                       

                      

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 0 0 0 

2017FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.3.3 参考文献  

 なし  

表 3-2.5.3-3 論文、外部発表等の件数（内訳）  【2023 年 3 月末現在】  

表 3-2.5.3-4 特許の件数（内訳）  【2023 年 3 月末現在】  
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2.5.4［テーマ番号１８］「高強度マグネシウム材（押出材）の開発」（2014 年度～

2017 年度）  

 

2.5.4.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

 マグネシウムは、実用金属の中で最も軽量であり、また優れた比強度を有すること

から、輸送機器のための新たな構造材料として注目されている。しかし、汎用のマグ

ネシウム合金は発火温度が低く、固相線温度よりも高い温度に昇温すると発火する材

料として認識されており、特に、不燃・難燃特性の確保が必須である鉄道車両部品や

航空機部品としての適用は困難とされてきた。  

 近年、近年、マグネシウム合金の発火温度を高める合金開発が進められ、その結果、

汎用マグネシウム合金（Mg-Al 系合金等）にカルシウムを添加し、発火温度を飛躍的

に高めた「難燃性マグネシウム合金」が開発された。本合金は優れた難燃特性を有し、

日本鉄道車両機械技術協会の車両材料燃焼試験において「不燃材」の認定も受けてい

ることから、鉄道車両用部材への適用も、小型鋳造部品に関しては進みつつある 1）。  

 今後、難燃性マグネシウム合金を用いて輸送機器のさらなる軽量化を目指すために

は、合金特性のさらなる高性能化（強度・延性の改善、生産性の改善）を目指すと同

時に、形材や板材を組み合わせて「大型構造体」を作り込むための要素技術を開発し

ていく必要がある。具体的には、大型展伸材（形材・板材）を製造するためのプロセ

ス技術、大型展伸材を組み立てるための接合技術、及び耐食性を確保する技術が必要

である。そこで、本研究開発では、難燃性マグネシウム合金展伸材を鉄道車両用部材

（高速車両構体）に適用するための基礎技術を構築することを目的とし、難燃性マグ

ネシウム合金の材料特性（機械的特性、生産性）をさらに改善するための合金設計技

術開発、開発した合金の信頼性（難燃性、疲労特性、接合特性、耐食性等）を確保す

るための特性改善技術、評価技術の構築を目指す。  

 

(2)目標値  

長洲分室では、高速車両構体のうち、床材、梁材といった、より高い機械的特性を

要求される部材への適用を想定した、高強度材の研究開発を行っている。  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

高強度マグネシウム

材の開発  

（2014～2017 年度）  

引張強度：

350MPa 以上 伸

び：13%以上 難

燃性：AZX311 以

上 を満足する合

金の開発  

引張強度：

360MPa 以上 伸

び：15%以上 難

燃性：AZX311 以

上 を満足する合

金の開発  

2018 年度以降

テーマ 34、35 で

研究を継続実施。  

 

 

表 3-2.5.4-1 研究開発目標  
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(3)全体計画  

本研究開発では、高速車両構体に利用されているアルミニウム合金（A7N01）に匹

敵する機械的特性を有する難燃性マグネシウム合金展伸材を開発することを目標とし

ている。本研究開発では進捗とともに実施事項と適する体制を組み、連携して開発を

進める計画としたことから、具体的には(4)実施体制を参照されたい。また、2018 年

度以降はテーマ 34、テーマ 35、テーマ 60 に移行した。  

 

(4)実施体制  

 本研究では、2015 年度までにおいては、6 つの分室が共同で、素材の開発を担当す

る「材料 WG」、開発材料の信頼性を改善・評価するための技術を開発する「接合

WG」、「耐食性 WG」、「発火特性 WG」を形成し、各 WG が連携して課題の解決を目

指した。  

 長洲分室は、2015 年度まで、「材料 WG」高強度材の研究開発を担当し、押出加工

工程における研究開発を不二ライトメタル㈱が、溶解・鋳造工程における研究開発を

再委託 1 機関が行った。また、ラボサイズの実験を名古屋守山分室（(国立研究開発

法人)産業技術総合研究所）が行い、科学的根拠に基づく合金の設計指針、プロセス

最適化において連携した。  

2016 年度以降は、マグネシウムに関連する 8 つの分室が共同で難燃性マグネシウム合

金展伸材を鉄道車両用部材（高速車両構体）に適用するための基礎技術を構築するこ

とを目指し後述の体制を構築した。2015 年度までに開発した合金を対象として、複雑

形状部材の加工・製造技術を開発する「素形材加工技術 WG」、信頼性（疲労特性・

破壊特性等）を系統的に明らかにする「信頼性評価・標準化 WG」、表面処理技術の

構築や耐食性を系統的に明らかにする「表面処理 WG」、接合技術の構築を目指す

「接合 WG」を構築し、研究開発を遂行した。  

各分室において 2016 年度までに得られた研究開発成果を結集し、2017 年度は鉄道

車両構体の 1/1 断面形状モデル（構体長さ 1m）を作製するため 8 分室が協力して各部

材の作製、組立、および表面処理を行った。  

研究開発を推進するにあたっては、エンドユーザー（鉄道会社・車両メーカ）が低

コストかつ安全に構体を製造するための技術や、マグネシウム合金を用いて構造体を

設計するため技術等を統合的に構築していく必要がある。そのため、本研究開発では、

エンドユーザーをオブザーバーとして招聘し、マグネシウム合金を利用して構造体を

作製するための仕様について、アドバイスを受けつつ研究開発を推進している。長洲

分室では、高強度材の研究開発を担当し、押出加工工程における研究開発を不二ライ

トメタル(株)が、溶解・鋳造工程における研究開発を再委託 1 機関が行う。また、ラ

ボサイズの実験を名古屋守山分室（ (国立研究開発法人)産業技術総合研究所）が行い、

科学的根拠に基づく合金の設計指針、プロセス最適化において連携する。  

 

(5)運営管理  

 本プロジェクトの研究開発における進捗報告および議論を行うプロジェクト特化会

合、およびマグネシウムの研究に従事する組合員（アドバイザーを含む）が全員参加
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できる車両構体製作分科会を毎月開催している。具体的には、プロジェクト特化会合

は素形材加工技術 WG、信頼性評価・標準化 WG、表面処理 WG、接合 WG を各 3 回

ずつ、計 12 回開催している。この会合は、研究進捗を報告する場として機能するだ

けでなく、合金組成を選定する上で機械的特性以外に押さえておくべき特性の抽出、

高速車両構体に難燃性マグネシウム合金を適用する上で予め評価しておくべき項目の

洗い出し、接合試験や耐食性試験を行う際に必要となる試験片の手配等を行う場とし

ても機能しており、プロジェクトの進捗を調整する場としても機能している。  

 また、2014 年 11 月に開催された軽金属学会秋期講演大会から設立されているテー

マセッション「難燃性マグネシウム合金展伸部材創製のための最新技術開発」が継続

して立ち上げられており、プロジェクトで得られた成果が公の場で議論されている。

2017 年度は春期講演大会（2017 年 5 月開催、名古屋大学）においてプロジェクトに

関する口頭発表が計 12 件、秋期講演大会（2017 年 11 月開催、宇都宮大学）において

口頭発表が計 13 件報告され、以降も定期的に議論の場が設けられている。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

 新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替した場

合の重量削減効果について、ヤング率を基準とした場合、20%程度の車両構体の軽量

化を見込むことができるとの報告がある 2)。構体の軽量化は、CO2排出量削減に寄与

するばかりでなく、車両の高速化にも大きく寄与することが知られている。仮に、新

幹線の車両質量を 20%軽量化することができれば、それだけで 10～20km/時の営業速

度アップを見込むことができるとの試算がある 3)。ゆえに、経済的観点からは車両構

体の軽量化は大きな効果を見込むことができる。  

 なお、新幹線車両の年間生産台数は 385 台/年（2013 年）であり、四輪車の年間生

産台数（約 1,000 万台：2013 年）の 0.004％程度である 4、5)。また、動力として電気を

利用していることを考慮すると、新幹線の重量減に伴う CO2削減効果は、四輪車のそ

れと比較すると小さいものであると言える。  

 一方、新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替

できた場合、マグネシウム展伸材の大きな需要増加を見込むことができる。例えば、

車両構体（屋根・側構体、妻構体、台枠）に利用されるアルミニウム合金は 1 両当た

り約 7t である。上記部品を全てマグネシウムに置き換え、部品は同一形状であると仮

定した場合、1 両当たり約 6t の需要が生まれることになる（Mg 置換により車両重量

が 20%減少する場合）。車両製造が 1 年当たり 400 両と仮定すると（385 両：2013

年）4)、2,400t の需要が生まれることになる。なお、国内におけるマグネシウム合金

展伸材需要は約 700t/年（2014 年）であり 6)、プロジェクトの成果により、仮に、側

構体だけでもマグネシウム合金に置き換えることができれば、それだけで、国内の展

伸材需要を倍増させることが可能となる。このように、本プロジェクトの成果により、

輸送機器構造部材にマグネシウム合金の適用を加速させることができれば、マグネシ

ウム合金産業構造自体を変革させることが可能である。  
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2.5.4.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（2022 年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

高強度マグネシウ

ム材の開発  

2018 年度以降テー

マ 34、35 で研究を

継続実施。  

- - - 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

 高濃度に Al を添加した高強度難燃性 Mg 合金について、2013 年度は、主要添加元

素 Al および Ca の濃度を変化させた鋳造合金を作製し、その鋳造材を押出加工に供し、

それぞれの押出加工性について評価した。また、2014 年度に押出材の組織および機械

的特性を評価し、実用スケールの材料における高強度 Mg 合金組成の導出を推進した。

押出加工は、安定的に良品形材が得られる押出加工条件を予め導出し、生産実機にお

ける想定生産条件と互換性のあるパイロットスケールの適正な押出条件で行った。  

 合金組成により、押出加工性は大きく異なり、押出加工時の最大荷重で 20%近い差

が認められた。金属組織においては、Ca 添加量の増加に伴い、Al2Ca 化合物の増加が

認められた。また、Al を特に高濃度添加した合金組成では、Mg17Al12相の増加が顕著

であった。  

 機械的特性は、強度、耐力、伸びそれぞれ異なる組成で最大を示したが、押出加工

時の最大押出荷重との明確な相関関係は認められなかった。各種分析・評価結果を照

らし合わせると、実用スケール材料において、特に粗大な Al2Ca 化合物の増加が押出

加工性を低下させることが判明した。  

これらの結果から最大押出荷重の上昇は、生産実機のマシンパワー不足につながる

要素であるため、2015 年度は Al2Ca 化合物を固溶させる目的で、各種合金について熱

処理を施し押出・評価に供した。その結果、多くの合金組成において、最大押出荷重

の低下が認められた。その低下幅は合金組成によって異なるが、主要添加元素の濃度

とある程度の相関関係が認められた。また、機械的特性についても変化が認められ、

こちらも同様に主要添加元素の濃度と相関関係が認められた。特に一部の組成では、

熱処理により最大押出荷重が低下するとともに、強度、耐力、伸びすべてが向上する

結果が得られ、高強度な開発合金（以下、AX92 合金と呼称する）の導出に成功した。  

2016～2017 年度は、高強度の開発合金である AX92 合金ビレットの製造プロセスが

合金組織に与える影響を調査した。従来の金型鋳造ビレット（以後、「従来方案ビ

レット」と記述する）と比較して、凝固組織が微細となるように鋳造方案を改良した

ビレットは、押出加工することでさらなる機械特性の向上が期待された。そこで、

AX92 合金について生産スケール材である直径 12 インチの大径ビレット（φ320×

表 3-2.5.4-2 最終目標と達成度  
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400mm）を上記の凝固組織が微細になる鋳造方案（以後、「改良方案ビレット」と記

述する）により製作し、熱処理材の試作および評価を行った。製作したビレットを、

熱処理炉を用いて熱処理時間および温度を変化させて熱処理を行い、組織観察および

ビッカース硬さ測定を実施することで、化合物相の量や比率、ミクロ組織に及ぼす影

響について評価を行った。その結果、改良方案ビレットは従来方案ビレットよりも凝

固組織が微細であることを確認することができた。また、改良方案ビレットにおいて

も従来方案ビレットと同様に高温熱処理によってネットワーク状の Al2Ca 相が球状化

することを確認することができた。  

 従来方案および改良方案ビレットにおけるビッカース硬さ測定を行った結果、改良

方案ビレットは従来方案ビレットと比較して高い硬さが得られた。また、熱処理する

ことにより硬さが上昇する結果が得られた。これは主要元素である Al が Mg 母相中

に固溶したことが原因であると考えられる。従来方案および改良方案ビレットを同一

の押出条件で試験押出を行い、得られた形材の組織観察を行った。従来方案ビレット

押出材では、熱処理で球状化しきれなかった Al2Ca が塊状に点在している。対して改

良方案ビレットでは球状化・分散した Al2Ca が支配的であり、明確な組織の差が確認

された。AX92 合金について生産スケール材である 12 インチの改良方案ビレットは、

その凝固組織が従来方案ビレットよりも微細であり、これまでと同様に高温熱処理を

行うことで Al2Ca 相が球状化する組織制御が可能であり、押出材組織も良好となるこ

とを確認した。  

 高速鉄道車両構体の 1/1 スケール断面簡易モックアップのうち、床材 2 種、横梁材

1 種の 3 種の形材について作製した。T リブ×3 床材は材料流動速度差が想定よりも

大きく反りが発生したため、条件修正を行うことで JIS H 4204 を満足する形材を取得

した。T リブ×1 床材は、溶接継手部の肉厚が厚く材料流動が速いため、断面の左か

ら右に向かって曲がりが発生した。これに対して、押出条件を変化させることで良好

な真直性を有する形材を取得した。これによって接合において問題となる隙間が無い

良好な床板材の作製に成功した。  

 横梁材は長尺方向左右の反り曲がりが非常に激しくなる傾向にあったが、押出条件

を繰り返し精査することで JIS H 4204 を満足する形材を取得することに成功した。当

該部材の精度は押出速度に対する依存性が高く、適正な速度範囲を超過すると大きく

曲がりが発生する傾向にあり、その速度範囲は非常に狭いことが判明した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 3 0 0 0 0 0 1 

2016FY 2 0 2 0 0 0 0 0 1 

2017FY 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

2018FY 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

2019FY 1 0 3 0 0 0 0 0 0 

合計  4 0 10 0 0 0 0 0 5 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 1 0 0 

2017FY 0 0 0 

2018FY 0 0 0 

2019FY 1 0 0 

合計  2 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.4.3 参考文献  
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原  久、「高速鉄道車両への難燃性マグネシウム合金の適用」、まてりあ  Vol.52 
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表 3-2.5.4-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.5.5［テーマ番号１９］「難燃性マグネシウム合金の耐食技術の開発」  

（2014 年度～2017 年度）  

 

2.5.5.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

本研究テーマでは、難燃性マグネシウム合金を屋外環境で使用することを想定し、

大型展伸部材の耐食性を保証するための評価技術を構築し、更には耐食性を付与する

ための最適な表面処理を確立するものである。具体的には、母材、表面処理材を対象

として実環境を想定した暴露試験及び腐食促進試験を並行して実施し、実環境におけ

る耐食性、表面処理手法の効果、実用に則した加速試験手法を提案する。また、その

過程において大型展伸部材に耐食性を付与するために最適な表面処理の最適化を実施

するものとする。 

 

(1)-1：鉄道車両構体に適する表面処理技術の開発 

➀難燃性マグネシウム合金塗装仕様の最適化及び腐食促進試験法の選定 

【大日本塗料】 

②難燃性マグネシウム合金の化成皮膜系塗装下地処理膜の最適化、及び母材の 

腐食特性評価【ミリオン化学】 

マグネシウム塗装の塗装表面処理に関しては様々な実績があるが、いずれも小

物部品主体であり、且つ表面処理も複雑な化成処理工程が採用され、塗装も強固

な高温焼付塗装が採用されている。対象用途もパソコンや携帯等の室内用途の部

材が多く耐腐食性も実用上問題ない性能であり、耐食技術もほぼ確立されてはい

る。但し、その化成処理は浸漬タイプが主流であり、通常水洗処理を含むと 10

工程以上の複雑な処理となる。更に本処理にあたり対象部材のサイズに見合った

処理槽等も必要とされる。よって化成処理は小物部品に限られているのが現状で

ある。今回想定する屋外で使用される大型鉄道車輌構体は、そのサイズ故にこう

した複雑な処理が出来ず、しかも大型処理槽等も確保できない。加えて、その後

の塗装工程も大型乾燥炉を使用しない常温乾燥型塗装を採用せねばならならず、

腐食に関して充分なものとはいえない。 

そこで、この鉄道車輌構体に適する表面処理とするため、１）化成処理には、

脱脂を含む３工程での簡易処理とし、塗布については浸漬型でなくシャワー型化

成処理方法の開発を目指した。更に２）塗装は大型車両に見合った常温乾燥とし

プライマーの改良により、上記表面処理の工程変更に対してその性能低下分を補

うものに改良し、これらの組合せにより大型マグネシウム製展伸部材に耐食性を付

与するための表面処理(化成処理+塗装)を確立する為の最適化を実施するものとした。

2018 年度以降、本テーマはテーマ 35『革新的マグネシウム材の鉄道車両への適用技

術開発』に統合し、その実用化に向けての課題抽出と、信頼性確保に向け研究を広げ

る。 

併せて、本表面処理仕様の最適化に関してその適正判断にあたっては、屋外環境に

おける実暴露験（銚子・沖縄）での腐食性評価と共に、促進試験での短期腐食評価が
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必要とされ、その評価方法との関係性につき解析を実施した。 

 

(1)-2：屋外大気暴露及び、耐食メカニズムの解明 

③ 難燃性マグネシウム合金の陽極酸化皮膜系塗装下地処理膜の性能評価及び表面

処理材の暴露試験評価【アート１】 

④ 難燃性マグネシウム合金表面処理材の耐食メカニズムの解明【芝浦工業大学】 

 

母材の促進試験での腐食相関性を評価する一方、屋外環境で使用した場合の大型展

伸部材の腐食特性を確認するため屋外大気暴露試験を実施している。同時に部品とし

て採用される『陽極酸化処理被膜』の屋外耐候性評価についても追加評価を実施した。

併せてマグネシウム独自の腐食特性と耐食メカニズムの解明についても実施すること

により、耐食性確保と信頼性の担保を実施することとした。 

なお、屋外大気暴露は 2014 年度（既存マグネシウム合金）から開始し、2016 年度

には新規開発マグネシウム合金の評価を進め毎年暴露懸架を進めており、母材、接合

材、表面処理品の、1 年・3 年・5 年の耐食性データは、逐次蓄積されつつある、2018

年度以降、本データは最終的にテーマ 35 へ解析を引き継ぎ、ひいてはテーマ 60『マ

グネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテグレーション（MI）活用技

術の開発』でのデータベース化につなげる 

 

(2)目標値  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

暴露試験  

(2014～2022 年度）  

大気暴露試験 1 年

目と追加試験の

データを取得。

データ整理の実

施。  

大気暴露試験 1 年

目と追加試験の

データ  

 

(テーマ 35 にて  

実施) 

 

(テーマ 35・60 に

て実施・デ－タベ

－スの完成) 

促進試験の策定と表

面処理の適正化  

（2014～2022 年度）  

大気暴露試験、促

進試験の照合を行

い、屋外で得られ

た結果に相関する

結果を再現するた

めの、腐食促進試

験法を提案  

策 定 し た 腐 食 促

進 法 を 用 い て 、

表 面 処 理 膜 （ 下

地 処 理 ・ 塗 装

膜 ） の 最 適 化 を

達 成 す る 。 ま た

接合部位の腐食性

評価も実施する。 

 

(テーマ 35 にて  

実施) 

 

(テーマ 35・60 に

て実施・腐食に関

する信頼性デ－タ

担保する) 

 

 

 

表 3-2.5.5-1 研究開発目標  
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(3)全体計画  

テーマ 19 では 2015 年度迄は既存難燃性マグネシウム合金母材の屋外大気暴露を含め

た腐食特性、及び腐食メカニズムにつき評価・解析を進める一方で、屋外用途にさら

される大型鉄道車両構体に適する新規の表面処理技術の開発を進めてきた。2016 年度

以降は、その開発した表面処理技術（シャワー式化成処理＋マグネシウム用下塗）を

用い、『革新的マグネシウム材の開発』のプロジェクト内で全体計画として実施した

「2016 年度作成の既存合金『AZ612』による車両外板接合パネル」、さらには翌年

「2017 年度作成の新規開発合金『AZ91』の外板接合パネル」に適用し、マグネ合金製

の外板パネルとして異常なき旨を確認した。加えて、2018 年度には「1/1 輪切りモデ

ル構体」への適用を実施した。 

なお、上記モデル構体は、梁や床面含めた実用途に即した様々な種類の新規開発マ

グネシウム合金が採用されており、その表面処理仕様も外板用途に限らぬ仕様となる

ため、それぞれの新規開発マグネシウムに対する部位別塗装仕様の提案と、それに準

じた上記屋外暴露の懸架をテーマ 35 において実施し、得られたデータはテーマ 60 に

おいてデータベースに整理を進める。 

 

 

(4)実施体制 

 下記体制(図 3-2.5.5-1)に準じ、大日本塗料(小牧分室)が中核となり、 

➀ミリオン化学と共に、大型車両構体に適する化成処理及び塗装の最適化を実施、 

  併せて、促進試験と屋外大気暴露の相関性とデータ蓄積を実施 

 ②アート 1 では、陽極酸化を含めた屋外大気暴露(JWTC)での実監修、及び陽極酸化

に対するデータ蓄積を実施 

 ③芝浦工業大学では、各種試験片・及び回収暴露テストピースの解析結果より、マ

グネシウム合金の耐食メカニズムの解析を実施 
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   ＜委託研究 2014 年度～2017 年度(再委託先含む)＞

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

大日本塗料株式会社 ミリオン化学
（小牧分室） 株式会社

難燃性マグネシウム合金の化成処理膜の最適

化及び実用化に向けた促進腐食試験データの
蓄積を再委託

株式会社
アート１

難燃性マグネシウム合金の陽極酸化皮膜の最
適化と素材・接合材・表面処理の屋外暴露デー

タの蓄積を再委託

芝浦工業大学
（学校法人）

難燃性マグネシウム合金表面処理材の耐食メ

カニズムの解明を再委託
 

     

 

(5)運営管理  

運営に当たっては、ＩＳＭＡ組合員のマグネシウム部門に属する分担研・再委託先

が毎月参加する『マグネシム委員会』において定期的に研究報告と共に進捗を報告し

てきた。特に、車両構体への適用に関しては車両メーカー及びＪＲ等のエンドユー

ザーのアドバイスをいただきながら、上記会合と同時開催される『マグネシウム合金

高速車両構体実用化技術委員会』と連動した形で素材・設計・実用途展開に関する情

報共有を通じ、表面処理に関する研究についても詰めてきた。特に、終盤の 1/1 モデ

ル構体への塗装適用に際し、各委員からの各種素材種情報のみならず、構体各部位へ

の各種塗装仕様の適用や実用化に向けての課題等、有意義なアドバイスも得られてい

る。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

鉄道車両用部材開発に関し、プロジェクト内にて難燃性マグネシウム合金製車両用

構体の設計指針と共に、重量削減効果を検証している。この具体的効果は、統合後の

テーマ 35『革新的マグネシウム材の鉄道車両への適用技術開発』において述べられる

予定である。（母材金属の特性と軽量化・運転にあたっての・CO2 削減など）  

一方で、本テーマに関して今回の適正化を実施した表面処理(化成処理+塗装)では化

成処理工程に於いて、大型の処理層と複雑な工程を必要とした従来式に対し、シャ

ワー方式式を採用しその処理工程も簡略化している。最終的に本システムの採用にあ

たっては、工程短縮を通じ省エネルギーにつながる。また塗装に関しても車両用途は

焼付塗装（140～150℃高温乾燥炉）でなく、常温乾燥（室温～60℃）であるため同様

に省エネルギ―となる。軽量化などの高機能が望まれるマグネシウム製品の採用に関

図 3-2.5.5-1 難燃性マグネシウム合金の耐食技術の開発の研究開発実施

体制  
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しては、従来では小物部品に限られ大型構造物に適用できなかった側面があったが、

難燃性と共に耐食性（信頼性）の確保により、こうした大型～中型構造物に適用でき

ると予測される。本研究開発では難燃性マグネシウム合金の信頼性（耐食性）を構築

する為、テーマ 35 と共に、テーマ 60 にてデータベース構築を統合的に実施する。  

 

2.5.5.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

暴露試験 

(2014～2022 年

度） 

暴露デ－タベ－ス

の完成。 

<ﾃｰﾏ 60 にて> 

（2022 年度） 

2018 年度より、ﾃｰﾏ 35

移行分も含め、母材・塗

装品に関するデータ取得

（2022 年度） 

○  

 

促進試験の策定と

表面処理の適正化 

（2014～2022 年

度） 

策定した腐食促進

法を用いて、表面

処 理 膜 （ 下 地 処

理・塗装膜）の最

適化を達成する 

(2 0 1 7年度 )。また

接合部位の腐食性

評価も実施する。

(2022年度) 

表面処理膜（下地処理・

塗装膜）の最適化を達成

し、側パネル・モデル抗

体への適用を実施済み

（2017 年度） 

・接合部位評価はﾃｰﾏ 35

に移行し解析評価実施

(2022 年度) 

 〇  

 

耐食メカニズムの

解明と防食効果の

検証（2014～2017

年度） 

耐食性と関連性の

ある皮膜特性因子

を明らかにする。

（2017 年度） 

耐食メカニズムにつき、

暴露済テストピース他よ

り機構解明すると共に、

皮膜特性因子や、難燃性

に寄与する、カルシウム

が腐食に影響する要因に

つき解析した。 

（2017 年度） 

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

 

 

 

 

 

表 3-2.5.5-2 最終目標と達成度  
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図 3-2.5.5-2 難燃性マグネシウム合金の耐食技術の開発の取り組み概要  

(2)研究開発の成果と意義  

 

本研究開発への取り組みに際し、下図（図 3-2.5.5-2）の内容にて実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)-1：実環境下での腐食確認と促進試験方法の確立について  

サブテーマ）  

➀難燃性マグネシウム合金塗装仕様の最適化及び腐食促進試験法の選定【大日本塗

料】 

②難燃性マグネシウム合金の化成皮膜系塗装下地処理膜の最適化及び母材の腐食特性

評価【ミリオン化学】 

③難燃性マグネシウム合金の陽極酸化皮膜系塗装下地処理膜の性能評価     

 及び表面処理材の暴露試験評価【アート１】 

 

(2)-1.1；屋外大気暴露と各種促進試験との関係について 

金属の腐食とは酸化還元反応により表面の金属が電子を失ってイオン化し，金属イ

オンがその酸化物に置き換わることで変質し錆として析出されることを指す。金属種

の持つイオン化傾向で支配されるものである。その耐食性評価に関しては、鉄素材を

含め腐食に関する評価方法は JIS 規格で定められる塩水噴霧試験（SST）が代表的試

験といえる。そこで促進試験に関しては「塩水噴霧試験（SST）」に加え、「CASS 試験」

「塩水浸漬試験（DIP）」，更に乾燥工程を含む「複合サイクル試験(CCT)」他につき

「屋外大気暴露」と比較しながらアルミニウム材とにつき比較試験を実施した。  

その結果以下の傾向が得られており、電解質（水）に対するマグネシウムのイオン
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図 3-2.5.5-4 直接暴露と遮蔽暴露  

図 3-2.5.5-3 各種促進試験と、屋外暴露での腐食減量評価  

 

化傾向の大きさが腐食度合いと相関が認められた。特にマグネシウムはアルミニウム

に比べ、卑なる金属（イオン化傾向がより大）であるため、その腐食傾向は更に大き

くなる。下記（図 3-2.5.5-3）に電解質（水）に対する各種促進試験の濡れ時間と腐食

減量の関係を示す。 

 

すなわち、水に対する濡れ時間が大きいほど腐食減量が大きく、乾くと腐食は成立し

にくくなる。よって、屋外大気暴露（沖縄直接暴露 1 年）に関しては、乾燥工程を含

む複合サイクル CCT 試験(8 サイクル)が相関するものであった。(AZX612) 

一方で屋外大気暴露に関しては、沖縄・銚子の 2 拠点・遮蔽・直接の 2 方式で実施

しているが(図 3-2.5.5-4)、濡れ時間に関しては暴露地はもとより暴露方式によって差

が生じており、腐食量の差異が認められている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よって上記促進試験法での評価に関してもこうした実暴露条件との差もあり、厳密

には相関を把握するにもかなり差異も生じている。実暴露における腐食状態について
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図 3-2.5.5-5 ：既存合金の母材暴露品の腐食減量 

は、下図（図 3-2.5.5-4）に示す様に、腐食減量は直接暴露が大きい傾向にあり。すな

わち直接暴露では風雨により、水溶性マグネシウム等に変化した腐食生成物が洗い落

とされ、随時新たな面で腐食が進行する為に腐食減量がより大きくなるものと考えら

れる。一方、遮蔽暴露では結露による影響が大きく、結露部分が局部的に腐食が進む

と考えられる。よって電解質(水分)の影響が暴露地・暴露方式で異なるため、上記相

関は目安となるものの環境因子によるバラツキも大きいと考える。  

なお、新たにテーマ 35 で暴露評価を開始した新規開発合金に対しても 1 年・3 年 5

年と継続し経時の変化を観察してゆく一方で、その結果についてはテーマ 60 でデー

タベース化を予定する。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、部品想定での陽極酸化皮膜系塗装下地処理膜についても、促進試験及び屋

外大気暴露試験を実施している。こちらは一般的な化成処理とは異なり、薬液の中

に浸漬させ陽極 (+)の電流を流すことで表面に人工的に酸化皮膜を形成させる複雑な

処理を施すものであり促進試験（塩水噴霧試験：720 時間・耐湿試験：720 時間）の

過酷な試験条件をクリアした。  

 

(2)-1.2；難燃性マグネシウム合金塗装仕様・及び化成処理の最適化について 

  

開発の狙いは大型車両構体への適用の為、新規の表面処理仕様を開発することにあ

る。先ず化成処理はミリオン化学のシャワー式を塗布方法を開発した。大型車両構体

には、従来の様な処理層へのディッピング方式は適さない。処理回数も各工程におけ

る水洗工程も含めると複雑になり、大型浸漬槽も数多く必要となる。そこで、化成処

理を 2 工程へ簡略化し、シャワー式を採用することで車両構体に適する化成処理を開

発した。  
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図 3-2.5.5-6 開発した車両用表面処理仕様 

図 3-2.5.5-7 MG 車両用塗装設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした化成処理の簡易化により想定される耐食性能低下に対しては、化成処理液に

ついても新たに開発を実施した。本来化成処理膜は『薄く・緻密』である方が良好と

され、簡易式では従来工程に比較し難しいものとされていたが、配合変更により改良

効果が認められた。 

一方、簡略した化成処理による耐食性能低下はその後の塗装工程にも影響する為、

その化成処理に適するプライマー(常温乾燥；下塗り)の開発を併行実施した。特に塗

料の耐食設計に関しては、塗料に配合する防錆剤として通常使用するカルシウム系防

錆顔料は使用できない。カルシウムはマグネシウムに比べイオン化傾向が高く、犠牲

防食機構が望めぬ為である。一般塗装部はもとより塗膜欠損部（Ｘカット部）からの

糸状錆びフクレも考慮し、本化成処理被膜との密着力の強化を主眼に塗料の最適化を

実施した。下塗塗料の組成としては,水分遮蔽性の高い 2 液の下塗を採用し、マグネシ

ウム用にエポキシ樹脂についても官能基量を上げたものとした。且つ上塗塗料には大

型車両構体に適した常温乾燥型の 2 液ウレタン塗料を採用している。  
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図 3-2.5.5-10 腐食生成物の解析 

その結果、鉄道車両用途として、耐食性を満足する塗装仕様を確立した。  

なお、本開発表面処理(化成処理+塗装)については、2015 年度側構体接合パネル(既存

合金 AZ611)、2017 年度側構体接合パネル(開発合金 AX41)の塗装に適用し、最終的に

2017 年度末には、1/1 モデル構造体へも適用した。（図 3-2.5.5-8&9）  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)-2：腐食機構の解明について 

マグネシウム材の防食性付与に関し、その腐食機構を調査するも重要である。 

腐食機構の解明については、暴露より得られた腐食生成物につき、ＸＲＤにて解

析を実施した。(図 3-2.5.5-10) 

結果 ・直接暴露：結晶性の Mg(OH)2 と Mg-Al 系 LDH と Mg(CO3)・3H2O  

・遮蔽暴露：結晶性の Mg-Al 系 LDH と Mg2(CO3)Cl(OH)・3H2O と 

Mg(CO3)・3H2O と Mg-Al 系 LDH 

これらに加えてアモルファスの MgO も存在することを確認した。  

注；LDH：層状複水酸化物（layered Double Hydroxide) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.5-8 

AZ41 側構体パネル 

図 3-2.5.5-9 モデル構体への化成処理と塗装 
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ＬＤＨは腐食反応の抑制には効果があるが、結晶性といえ壊れやすい物質であ

り水親和性が高い物質である。したがって大気暴露試験では直接暴露の方が、遮

へい暴露に比べこの腐食生成物の雨水による流出が大きい故に、腐食減量も増加

することが立証された。これら踏まえ腐食メカニズムについては、下図（図 3-

2.5.5-11）の様な機構であると解明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、環境由来と思われる各種のアニオン（ SO４
-、 NO３

－ CO3
2-）が付着して

いることも確認した。それらイオンを含有する溶液を擬似的にＭ液（宮古）／Ｃ

液（銚子）として作成し、これを試験塩水に添加し噴霧試験で評価を実施した結

果、これらイオンの添加によっても、腐食の抑制効果が確認された。 

更に 5wt%塩水溶液中にて、難燃性成分として加える Ca 含有量の異なる AZ61 系

（AZ61,AZ611,AZ612）マグネシウム合金につき、Ca 含有量が腐食に及ぼす影響に

つき調査を実施した。結果，各種合金において存在する晶出物は， AZ61 の場合，

ALMn0-Compound、Mg17Al12,であり、AZX611 と AZX612 の場合は Mg17Al12, Al2Ca であ

ると推察された。各合金の分極曲線より， Ca 添加量の増加と共に腐食電流密度が

僅かに大きくなり，腐食電位が卑化している。よって Ca の影響として Al2Ca は

AlMnO 系化合物と比較し，より耐食性に影響を及ぼす因子になると考えられ、

Al2Ca / -Mg 母相で形成される局部電池のサイト数が増加し，耐食性の低下が誘

発されたものと推測される。これを受け更に、マグネシウム材に対する難燃性付与

の為の微量添加元素 (Al.Mn,Ca)の影響を追跡したが、表面電位の測定では晶出する

Al2Ca 部がα-ＭＧに対し表面電位差（-0.1～-0.3V）を生じている。これが要因となっ

て析出化合物はカソードサイトとして働く為に局部電池の駆動力となり腐食を促進す

る事が判明した。(図 3-2.5.5-12) 

 

 

 

 

 

 

 

Mg(OH)2 : 短い針状物質、網目状物質
MgO+H2O→Mg(OH)2

ΔG : MgO > Mg(OH)2

Mg(OH)2 : 短い針状物質、網目状物質
MgO+H2O→Mg(OH)2

ΔG : MgO > Mg(OH)2

MgO+H2O→Mg(OH)2

ΔG : MgO > Mg(OH)2

水溶液中で自発的に反応

1) Linrong Chang et al. , 

ElectroChem. Com. 11, 2245-2248 (2009)

難燃性Mg合金の腐食メカニズムの解明

図 3-2.5.5-11 塩水中での腐食メカニズム 
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図 3-2.5.5-13；局部電池における表面電位差、並びに晶出物の面積の影響 

図 3-2.5.5-13 局部電池による腐食機構メカニズム 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合わせて 晶出物のサイズの増加に伴い電位差は増加傾向にある為、マグネシウム

材の製造過程に於ける結晶構造の大きさでも、腐食レベルが異なる可能性が存在する。

これらは、マグネシウムの腐食性能ブレの一因であるとも考える。叉局部電池の駆動

力のみならず、その反応サイト数（晶出物の分布量・面積比率＝AL２ＣCa）やサイ

ズも腐食のレベルを左右する要因でもあることが判明した。  

具体的には上図のような局部電池が形成され腐食が進行するものであるが、その駆

動力は晶出する微量添加元素による電位差が影響するものである。例えば AZX611 と

AZX612 を比較した場合には,AZX612 の方が電位差が大きい。よって AXZ612 が局部電

池の駆動力が大きく腐食もしやすい。一方で AZ61 については駆動力が最も大きいも

のの、反応サイト（晶出物の分布）が少なく腐食量は少ない状況下に有る。晶出物の

面積率も腐食に対し影響する事がわかった。(図 3-2.5.5-13) 
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

    

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2014FY 0 0 0 0 0 0  0 0 １  

2015FY 0 0 4 0 0 0 0 1 1 

2016FY 1 0 6 0 0 0 0 1 1 

2017FY 0 0 5 1 0 0 0 0 2 

合計  1 0 15 1 0 0 0 2 5 

※1：Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

※2：実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

         

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 0 0 0 

2017FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.5.3 参考文献  

 

 該当なし  

 

 

 

 

 

表 3-2.5.5-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末時点】  

 

表 3-2.5.5-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末時点】 
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2.5.6［テーマ番号２０］「難燃性マグネシウム合金の接合技術の開発」（2014 年度～

2017 年度）  

 

2.5.6.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

マグネシウムは、実用金属の中で最も軽量であり、また優れた比強度を有すること

から、輸送機器のための新たな構造材料として注目されている。しかし、汎用のマグ

ネシウム合金は発火温度が低く、固相線温度よりも高い温度に昇温すると発火する材

料として認識されており、特に、不燃・難燃特性の確保が必須である鉄道車両部品や

航空機部品としての適用は困難とされてきた。 

近年、マグネシウム合金の発火温度を高める合金開発が進められ、その結果、汎用

マグネシウム合金（Mg-Al 系合金等）にカルシウムを添加し、発火温度を飛躍的に高

めた｢難燃性マグネシウム合金｣が開発された。本合金は優れた難燃特性を有し、日本

鉄道車両機械技術協会の車両材料燃焼試験において「不燃材」の認定も受けているこ

とから、鉄道車両用部材への適用も、小型鋳造部品に関しては進みつつある 1)。難燃

性マグネシウム合金を用いて輸送機器のさらなる軽量化を目指すためには、合金特性

のさらなる高性能化（強度・延性の改善、生産性の改善）を目指すと同時に、形材や

板材を組み合わせて｢大型構造体｣を作り込むための要素技術を開発していく必要があ

る。具体的には、大型展伸材（形材・板材）を製造するためのプロセス技術、大型展

伸材を組み立てるための接合技術および耐食性を確保する技術が必要である。そこで、

本研究開発では、難燃性マグネシウム合金展伸材を鉄道車両用部材（高速車両構体）

に適用するための基礎技術を構築することを目的とし、難燃性マグネシウム合金の材

料特性（機械的特性、生産性）をさらに改善するための合金設計技術開発、開発した

合金の信頼性（難燃性、疲労特性、接合特性、耐食性等）を確保するための特性改善

技術、評価技術の構築を目指す。  

 

 

(2)目標値  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

① TIG 溶接技術

の確立  

・最適な施工方法

の把握と基礎接合

技術の確立、継手

効率 70%以上。  

・既存難燃性マグ

ネシウム合金を用

いて部材を作製す

・開発合金を用い

て継手効率 70%を

以上を達成する接

合技術の構築。  

・開発合金を用い

て部材を作製する

ための接合技術の

  

表 3-2.5.6.1-1 研究開発目標  
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るための接合技術

の構築。  

構築。  

② MIG 溶接技術

の確立 

・最適な施工方法

の把握と基礎接合

技術の確立、継手

効率 70%以上。  

・既存難燃性マグ

ネシウム合金を用

いて部材を作製す

るための接合技術

の構築。  

・開発合金を用い

て継手効率 70%を

以上を達成する接

合技術の構築。  

・開発合金を用い

て部材を作製する

ための接合技術の

構築。  

  

③ 摩擦攪拌接合

（FSW）法の

開発  

・最適な施工方法

の把握と接合技術

の確立、継手効率

70%以上。  

・既存難燃性マグ

ネシウム合金を用

いて部材を作製す

るための接合技術

の構築。  

・開発合金を用い

て継手効率 70%を

以上を達成する接

合技術の構築。  

・開発合金を用い

て部材を作製する

ための接合技術の

構築。  

  

④ 非破壊評価技

術の開発  

TIG 溶接の接合品質

モ ニ タ リ ン グ 確

立、長尺接合への

対応。  

各種接合法（MIG, 

FSW）の接合品質

モニタリングの確

立と生産への適用

における可能性の

明確化。  

  

⑤アルミ／マグ

ネ合金の異材接

合技術（FS） 

 

平成 28 年度～平成

29 年度に実施。  

アルミニウム合金

製車両構体での継

手 効 率 と 同 等 の

70%以上の継手が

得られる可能性を

検証する２）。  

  

 

(3)全体計画  

本研究開発を行うに当たっては、開発技術の輸送機器構造部材への適用可能性を絶

えず評価・検証することにより研究開発を遂行する。そこでは、開発技術の適用箇所

の一例として高速車両（新幹線）構体を設定し、開発されるマグネシウム合金の特性

と、高速車両構体に既に利用されている実用金属（アルミ合金等）との比較・検証を

実施しながら研究開発を実施する。  
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 本研究テーマでは、溶接継手に高い信頼性を付与するための接合技術（TIG 溶接法、 

MIG 溶接法、FSW 法）、接合モニタリング技術を開発する。各々の接合法で，アルミ

ニウム合金の接合法を基本として、接合条件範囲の調査を行い接合特性を明確にする。

使用する溶加材、溶接機などのプロセスの最適化を行うことにより最適な接合条件範

囲の把握を行う。継手強度は継手効率が母材強度の 70％以上が得られることを目標と

する。さらに，実用化の可能性を確認するために一般的に困難であると考えられてい

るアルミニウム合金との異材接合についてのフィジビリティスタディを行う．また、

接合法の品質保証技術として、AE モニタリング法の開発を同時に行い、AE 計測装置、

非破壊手法を用いて接合品質モニタリングを可能にする手法を開発する。  

 上記手法の開発を遂行するに当たり、2015, 2016 年度には鉄道車両側構体の部分パ

ネルを 2017 年度には実物大の簡易モックアップを試作することにより、開発した接

合手法などを実証しながら進めていく。これらの試作品を作製する過程にある次のよ

うな要素技術の課題の抽出、その解決方法にも取り組んでいく。押出形材の製作精度、

接合・加工などの作業性、表面処理性、シーリング性などの多くの実証項目を他の分

室と連携して進めていく。2019 年度以降には難燃性マグネシウム合金製構体構造の実

用化研究・実用化検討を行う。特に、合金特性を考慮した設計仕様等を含めて検討を

進めることにより 2023 年度までには実用化検討を行い、2030 年度までには事業化検

討を完了する。  

なお、本テーマは 2018 年度よりテーマ 34, テーマ 35, テーマ 60 に移行したため、

テーマ 20 としての研究開発は 2017 年度までとなっている。2018 年度以降の成果は上

記テーマの事業原簿を参照されたい。  

 

(4)実施体制  

本研究開発体制においては、マグネシウムに関連する 8 つの分室が共同で難燃性マ

グネシウム合金展伸材を鉄道車両用部材（高速車両構体）に適用するための基礎技術

を構築することを目指す。  

2015 年度までは、新規合金の開発・評価を主眼として、素材の開発を担当する「材

料 WG」、難燃性マグネシウム合金の信頼性を改善・評価するための技術を開発する

「接合 WG」、「耐食性 WG」、「発火特性 WG」を形成し、各 WG が連携して課題の解

決を目指した。2016 年度以降は、2015 年度までに開発した合金を対象として、複雑

形状部材の加工・製造技術を開発する｢素形材加工技術 WG｣、信頼性（疲労特性・破

壊特性等）を系統的に明らかにする｢信頼性評価・標準化 WG｣、表面処理技術の構築

や耐食性を系統的に明らかにする｢表面処理 WG｣、接合技術の構築を目指す｢接合

WG｣を構築し、研究開発を遂行している。  

 研究開発を推進するにあたっては、エンドユーザー（鉄道会社・車両メーカ）が低

コストかつ安全に構体を製造するための技術や、マグネシウム合金を用いて構造体を

設計するため技術等を統合的に構築していく必要がある。そのため、本研究開発では、

エンドユーザーをオブザーバーとして招聘し、マグネシウム合金を利用して構造体を

作製するための仕様について、アドバイスを受けつつ研究開発を推進している。  

テーマ 20 の横浜金沢分室（㈱総合車両製作所）では、7 つの再委託研究機関ととも
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に MIG 溶接法の開発、FSW 法の開発を行う。  

横浜金沢分室で社 TIG 溶接法および FSW 法の基礎技術開発から実生産に近い技術

開発、側構体部分パネル、実物大のモックアップ作製まで行う。接合継手の品質管理

のために AE モニタリング法を利用した非破壊検査技術の開発を行い、アルミニウム

合金との異材接合におけるフィジビリティスタディも行う。  

なお、本テーマは 2018 年度よりテーマ 34, テーマ 35, テーマ 60 に移行したため、

テーマ 20 としての研究開発は 2017 年度までとなっている。2018 年度以降の成果は上

記テーマの事業原簿を参照されたい。  

 

(5)運営管理  

テーマ 15～20 に従事する組合員が全員参加できる分科会を定期的に開催した。

2013～2015 年度は、材料 WG、接合 WG、表面処理 WG の分科会を 3 ヶ月に 1 回開催

した（発火特性 WG は不定期開催）。2016 年度以降は、素形材製造 WG、信頼性 WG、

表面処理 WG、接合 WG の分科会を 3～4 ヶ月に 1 回開催し、各分室および再委託先

の研究進捗を報告することにより、開発した合金を用いて高速車両構体を製造するた

めの技術を共同で構築した。  

2015 年以降は、プロジェクトの推進を加速するための会合（加速 WG）を上記分科

会と同日に開催し、難燃性マグネシウム合金を用いて側パネル等のモックアップを作

製するための打ち合わせや、信頼性データ（疲労特性、耐食性等）を系統的に取得す

るための打ち合わせを実施し、プロジェクトの推進を調整する場として機能した。  

成果の発信に関しては、軽金属学会春期・秋期講演大会においてテーマセッション

「難燃性マグネシウム合金展伸部材創製のための最新技術開発」を定期的（年 2 回）

に開催し、プロジェクトの成果を発信している（2017 年 3 月までに計 6 回開催）。さ

らに、軽金属学会の会誌｢軽金属｣に特集号｢難燃性マグネシウム合金展伸部材創製の

ための最新技術開発｣を組み、プロジェクトの成果を論文および解説として公表した。 

なお、本テーマは 2018 年度よりテーマ 34, テーマ 35, テーマ 60 に移行したため、

テーマ 20 としての研究開発は 2017 年度までとなっている。2018 年度以降の成果は上

記テーマの事業原簿を参照されたい。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

アルミニウム合金製車両構体（新幹線を想定）をマグネシウム合金製車両構体に代

替した場合の重量削減効果については幾つかの報告があり、ヤング率を基準とした場

合、20%程度の車両構体の軽量化を見込むことができるとの報告がある 3)。また，

2015,2016 年度には、パネルの構造は同じであり面外曲げ剛性が等しくなるように作

製した側構体部分パネルで、アルミニウム合金製パネルより 9～10%の軽量化ができ

たことを確認した．さらに、明石分室ではこれまでに、マグネシウム合金製構体の相

当曲げ剛性を簡易的に試算しており、窓開口寸法を従来の新幹線よりも小さくするこ

とで、アルミニウム合金製ダブルスキン構体とほぼ同じ相当曲げ剛性が得られること

を確認している。アルミニウム合金製構体質量の実績値と比較して、30%の構体重量

削減が見込まれることを確認している。  
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構体の軽量化は、CO2 排出量削減に寄与するばかりでなく、車両の高速化にも大き

く寄与することが知られている。過去の事例によると、新幹線の車両質量を 20%軽量

化すると、営業最高速度が 10～20km/時アップするとの報告がある 4)。ゆえに、経済

的観点からは車両構体の軽量化は大きな効果を見込むことができる。  

なお、新幹線車両の年間生産台数は 385 両／年 (2013 年)であり、四輪車の年間生

産台数(約 1,000 万台：2013 年)の 0.004%程度である 5,6)。また、動力として電気を利

用していることを考慮すると、新幹線の重量減に伴う CO2 削減効果は、四輪車のそれ

と比較すると小さいものであるといえる。 

一方、新幹線のアルミニウム合金製車両構体をマグネシウム合金製車両構体に代替

できた場合、マグネシウム展伸材の大きな需要増加を見込むことができる。例えば、

車両構体に利用されるアルミニウム合金は 1 両当たり約 7t である 7)。上記部品を全て

マグネシウムに置き換えた場合、1 両当たり約 6t の需要が生まれることになる（Mg

置換により車両重量が 10%減少する場合）。車両製造が 1 年当たり 400 両と仮定する

と（385 両：2013 年）5)、2400t の需要が生まれることになる。なお、国内における

マグネシウム合金展伸材需要は約 700t/年(2014 年)であり 7)、プロジェクトの成果によ

り、仮に、側構体だけでもマグネシウム合金に置き換えることができれば、それだけ

で、国内の展伸材需要を倍増させることが可能となる。  

 

2.5.6.2 研究開発成果  

(1)最終目標と達成度  

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  達成度※  

未達の場合  

原因と解決方

針  

①  TIG 溶接技術

の確立  

2018 年度以降テーマ

34,35 で研究を継続実

施。  

左記テーマの【事業

原簿参照】  

左欄同様   

② MIG 溶 接 技

術の確立 

2018 年度以降テーマ

34,35 で研究を継続実

施。  

左記テーマの【事業

原簿参照】  

左欄同様   

③  摩擦攪拌接合

（FSW）法の

開発  

2018 年度以降テーマ

34,35 で研究を継続実

施。  

左記テーマの【事業

原簿参照】  

左欄同様   

④  非破壊評価技

術の開発  

2018 年度以降テーマ

34,35 で研究を継続実

施。  

左記テーマの【事業

原簿参照】  

左欄同様   

⑤ アルミ／マグ

ネ合金の異材

接 合 技 術

アルミニウム合金製

車両構体での継手効

率と同等の 70%以上

MIG， TIG， FSW な

どの各種接合法で接

合トライを行った結

果，継手効率が上が

○  

 

表 3-2.5.6.2-1 最終目標と達成度  
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（FS） 

 

の継手が得られる可

能性を検証する２）  

らず，その原因が高

い入熱による金属間

化合物であることが

わかった。  

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

マグネシウム合金部材の TIG 溶接技術および FSW 接合技術の確立（総合車両製作

所）  

難燃性マグネシウム合金を用いて輸送機器のさらなる軽量化を目指すために、合金

特性のさらなる高性能化（強度・延性の改善、生産性の改善）を目指すと同時に、形

材や板材を組み合わせて｢大型構造体｣を作り込むための要素技術を開発していく必要

がある。具体的には、大型展伸材（形材・板材）を製造するためのプロセス技術、大

型展伸材を組み立てるための接合技術、及び耐食性を確保する技術が必要である。本

研究開発では、難燃性マグネシウム合金の材料特性（機械的特性、生産性）をさらに

改善するための合金設計技術開発、構造体を作製するためのプロセス技術開発、その

信頼性（難燃性、疲労特性、耐食性）を確保するための評価技術構築及びデータベー

ス構築を統合的に実施した。研究開発を行うに当たっては、開発技術の適用箇所の

一例として高速車両（新幹線）構体を設定し、開発されるマグネシウム合金の特性

と、高速車両構体に既に利用されている実用金属（アルミ合金等）との比較・検証

を実施しながら研究開発を実施した。  

本分担研では、溶接継手に高い信頼性を付与するための接合技術（TIG溶接法 , MI

G溶接法，FSW法）、接合モニタリング技術を開発した。接合技術そのものが確立

されていない、開発された4種の新たな難燃性マグネシウム合金AX41、AX92、AX8

1GおよびAX81SのTIG溶接法およびFSW法について、アルミニウム合金の接合法を

基本として、継手の特性に及ぼす施工条件の影響を調査した結果、プロセスのパラ

メータが継手のマクロ組織や機械的特性に及ぼす影響を確認できた。TIG溶接法とF

SW法とで難燃性マグネシウム合金展伸材を接合する基礎技術を確立，さらに、接合

特性をモニタリングするための基礎技術を確立した。  

 

①  マグネシウム合金部材の MIG 溶接技術の確立（再委託研究機関 1）  

2014，2015 年度は、直径 φ50 mm の AZX612 合金ビレットを出発材料として、極

細径、高精度そして長尺の AZX612 合金 MIG 溶接用ワイヤを創製した。この過程を

通して、加工速度等のパラメータがワイヤ形状に及ぼす影響等を考慮して最適加工プ

ロセスを決めた。また、MIG 溶接継ぎ手の疲労特性等の評価を大学と連携して実施し、

MIG 溶接継手の信頼性を最適化するための技術開発も進めた。  

次に、マグネシウム合金の溶融滴下が大きい特性を補完する機能を探索するため、

レーザ MIG 溶接のプロセス因子がレーザ MIG 溶接性に及ぼす影響を系統的に明らか

にした。表裏ビードの外観評価では、MIG 溶接単独では溶接速度 700mm／min が限界

であったが、レーザと組み合わせることにより母材を予熱できるので、溶接速度が
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2000mm／min で安定した施工を行えることを確認した。  

2016 年度は、2015 年度までに得た木ノ本伸線および大阪府立大学の MIG 溶接用

ワイヤの最適加工プロセスに関する知見を元に、開発された 4 種類の新難燃性マグネ

シウム合金 AX41、AX92、AX81G、AX81S それぞれについて、直径 φ26 mm の合金

ビレットを出発材料として、極細径、高精度そして長尺の新難燃性マグネシウム合金

MIG 溶接用ワイヤを創製した。また、創製した 4 種類の新難燃性マグネシウム合金

MIG 溶接用ワイヤを用いて、同一組成の板厚 t3mm の押出板材または圧延板材の突合

せ MIG 溶接を行い、それぞれの適正溶接条件範囲を見出すとともに、溶接継ぎ手の

静的機械強度や疲労特性等の評価を大学と連携して実施し、MIG 溶接継ぎ手の信頼性

を最適化するための技術開発も進めた。また、新難燃性マグネシウム合金を用いた小

型モデル構体作製のために MIG 溶接条件を明らかにするとともに、下向、横向、立

向、上向の各種溶接姿勢の可能性および溶接施工耐久性を明らかにした。  

 

②  マグネシウム合金の MIG 溶接のプロセス因子が継手の特性に及ぼす影響の解明

（再委託研究機関 2）  

高速押出マグネシウム合金 AXM030305、 AX41、高強度マグネシウム合金

AX92、AX81G、AX81S の MIG 溶接を行った。MIG 溶接のプロセス因子が継手の微

細組織と機械的性質に及ぼす影響について検討した結果、昨年度までの AZX612、

AZX611 における結果と同様に、優れた溶接継手強度は低入熱量域にて得られること

が明らかになった。高速押出合金については、溶加材として Al 含有量の多い合金を

用いることにより継手効率は大きくなり、90%を越える非常に大きな継手効率が得ら

れた。すなわち、Al の固溶強化による継手効率の向上が有効であることがわかった。

一方、高強度合金においては Al 含有量の増加による継手効率の向上はみられなかっ

た。これは、高強度合金はいずれも固溶限に近い Al が固溶した合金であるためであ

る。そこで、新たな固溶強化元素として Ga を提案し、Ga 添加 AX92 合金を溶加材と

した溶接を行った。その結果、いずれの高強度合金においても継手効率は向上し、

75%以上の継手効率が得られた。また、Ga 添加 AX92 合金を溶加材とした溶接体は、

共材を溶加材とした溶接体と比較して疲労強度も向上することが明らかになった。こ

れらの結果と昨年度までの結果から、Al 含有量が 6%以下の合金に対しては、Al 含有

量の多い溶加材を用いることにより、Al の固溶強化による継手効率の向上が有効

であること、Al の含有量が 8%以上の合金に対しては、Ga を添加した溶加材を用

いることにより、Ga の固溶強化による継手効率の向上が有効であることが明らか

になった。  

 

③  マグネシウム合金のブローホール形成に及ぼす接合プロセスおよびプロセス条

件の影響の解明（再委託研究機関 3）  

マグネシウムは高い蒸気圧を有するとともに、マグネシウム中への水素の溶解度お

よびその温度依存性が他の合金と比較して大きいため、溶接中にブローホールが発生

しやすい材料である。本研究開発では、2015 年度までに検討した非対称なツールレイ

アウトを有する両面摩擦攪拌接合において、良好な引張特性を得るための接合条件の
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最適化指針を明確にした。種々のツール回転速度にて厚さ 3mm の難燃性マグネシウ

ム合金（AZX612）板に対して両面摩擦攪拌接合を施し、得られた継手の引張試験を

系統的に行うことで継手強度、伸び及び破断位置の評価を行った。非対称 DFSW は、

異なる二種類のツールを接合体の両面に同時に押し当てることにより実施した。

上部ツールはプローブ付ツールで、ショルダー径、プローブ径はそれぞれ 15mm、

2.8mm であり、プローブはネジ山を有している。下部ツールはショルダー直径が

15mm であるフラットツールで、プローブは有していない。また、上部ツールの

み 3°の前進角を設定した。上下のツール回転速度に適当な差を設けることで、継手

の引張特性が向上することが明らかとなった。具体的には、上側ツールの回転速度を

600rpm、下側ツールの回転速度を 500rpm とすることで、高い引張強度と延性を両立

する難燃性マグネシウム合金（AZX612）継手の作製に成功した。小型試験片を用い

て TD 又は WD を引張軸とした場合の攪拌部の引張特性を調査すると、母材 (BM)

の場合は WD と TD はほぼ同じ引張強さを示しているが、非対称 DFSW では WD

で引張強さが大幅に向上し、伸びも従来 FSW 継手より増加した。特に、下側ツー

ルの回転速度を 500rpm の場合には TD と WD の両方で最も良好な延性を示した。  

 

④ 摩擦攪拌接合（FSW）による難燃性マグネシウム合金の接合条件の最適化（再委

託研究機関 4）  

難燃性 Mg 合金で試作した押出型材（中空型材）への摩擦攪拌接合の適用を試みた。

押出板材で得られた摩擦攪拌接合条件で接合評価を試みたが、押出板材での接合条件

では健全な接合継手が得られないことが確認された。接合部には入熱不足で観察され

る溝欠陥が発生した。また、接合ツール回転数を大きくし入熱量を増加させたが、内

部欠陥が確認された。そこで，押出板材と押出型材との形状的な違いによる温度分布

を検討した。また、接合部（突合せ部）の密着性（嵌め合い）が内部欠陥発生に与え

る影響についても検討した。  

押出型材の断面形状は押出板材と比べ断面積が広く熱容量が大きく、中空構造であ

り接合部が中空に浮いている（バックプレートへ直接接触していない）ため、接合時

に発生する摩擦熱の温度分布状態が異なることが予測される。そこで、中空型材の接

合時における摩擦熱の温度分布を熱伝導解析により評価した。 

押出型材では摩擦攪拌部の温度分布状態が押出板材と比較し温度上昇が小さいこと

が確認された。これは、入熱不足による溝欠陥が発生したことと一致する。また、押

出型材は押出板材と比べバックプレートへの熱移動が少ないため、押出型材全体の温

度上昇が押出板材より大きく、接合距離が長くなる長尺押出型材を接合する場合、接

合時に発生する摩擦熱による熱歪が増大する可能性が懸念される。  

押出板材の嵌め合い精度を、突合せ面に数ミリの隙間を故意的に設定し摩擦攪拌接

合することで、接合ツール形状と隙間が欠陥（表面，内部）発生に与える影響を検討

した。接合ツールのショルダー径が大きくなると、約 2mm の隙間を設けても欠陥の

発生が減少することが確認された。しかし、嵌め合い精度が低下すると，特に内部欠

陥の発生が増加する傾向があるため、押出型材の嵌め合い精度を高めることが接合特

性の信頼性向上には重要である。  
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⑤ マグネシウム合金接合部の非破壊評価技術の開発（再委託研究機関 5）  

難燃性 Mg 合金の摩擦攪拌接合（FSW）中の微小欠陥の生成と進展をアコース

ティック・エミッション（AE）法を用いてモニタリングする技術の開発を進めた。従

来は AE センサを試料上に固定し、波形をセンサ→アンプ→計測装置と有線で接続し

ていたが、本年度は昨年度に引き続き、接合ツールを固定する治具と一体化して試料

上を滑りながら移動できるセンサの開発を進め、従来と同程度の感度を実現すること

ができた。また、本年度は IoT (Internet of Things, モノのインターネット) 技術の急速

な進歩を受け、新たにスマートフォン用の小型モバイルバッテリで駆動する連続波形

記録装置を開発し、既存の連続波形解析装置との伝送を無線化した。これらの計測装

置の開発により、長尺材の接合モニタリングも実用的に行える技術が確立できたと言

える。また、位置標定においても昨年度開発した波の立ち上がりを複数検出し、これ

らとモードとの対応付けを自動化する方法において、誤りの自動検出と訂正が可能な

処理方法を開発した。これにより、FSW 中の AE 事象の位置標定の成功率と標定精度

がさらに高められた。  

 

⑥ 難燃性 Mg 合金製部材によるモックアップ部分構体作製技術の開発（総合車両製

作所） 

 これまでの接合技術を含めた要素技術を適用して、鉄道車両構体の側面にある窓穴

周りを模擬した側構体：部分パネルを作製した。このパネルは、AX41 および AX92

材料の押出形材、AX81G および AX81S 材料の圧延板材、その塑性加工材、その切

削・研削加工材を適用し、最後に表面処理、塗装を行って作製した。これらのパネル

はダブルスキン構造では AX41 合金を使用し、シングルスキン構造では AX92 合金、

AX81G 合金および AX81S 合金の 3 種類の開発合金を使用した。同時に、アルミニウ

ム合金製で実物同等サイズ、等価剛性で設計・作製を行い、完成したパネルの重量を

比較したところ、9～10%の軽量化をすることができた。これら一連の作業を通じて、

燃性マグネシウム合金を用いて構体を組み立てる際の問題点を総合的に洗い出した。

これまでに接合に関する課題点、特徴等を明確にしてそれらを解決するために、試験

片レベルの接合から始まり、部分パネルの製作，新合金を用いて実物大簡易モック

アップ構体への作製へと進んだ。  

構体組立は、MIG 溶接，TIG 溶接および摩擦攪拌接合（FSW）を適材適所で使用し

た。車外側の MIG 溶接の余盛りの削除時にマグネシウム合金の粉塵が発生するため、

湿式集塵機の吸込み口を直近に固定して作業をしたが、削られた粉塵を十分に集塵す

ることはできなかった。したがって、安全のための集塵工具および設備を検討するこ

とは必須の課題である。  

2016 年度までは以下のようなステップで開発を順調に進めてきた。  

 １）試験片レベルでの接合技術開発  

 ２）既存の AZX611 合金による鉄道車両の側構体部分パネルの製作  

３）本プロジェクト開発合金による鉄道車両の側構体部分パネルの製作  

 2017 年度は、さらにステップアップして世界初、世界最大のオールマグネシウム合
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金製で、実物大の鉄道車両構体簡易モックアップを製作することができた。製作した

簡易モックアップは、材質は、AX41 合金、AX92 合金、AX81G 合金、AX81S 合金、

AZX611 合金を適用した。その寸法は、幅 3380mm、高さ 2880mm、長さ 1040mm であ

る。  

さらに実用に近づくために、気密疲労試験用モックアップの作製により、実用化に

必要な要素技術を計画的に確立していくことをテーマ 34，テーマ 35，テーマ 60 にお

いて実施することとした。気密疲労試験は、新幹線構体の評価試験の中では最も構体

の耐久性に影響のある試験であるために次のステップとした。  

 

⑦ Mg/Al 異材接合材の組織と機械的特性の関係調査（再委託先研究機関 6） 

Mg 合金と Al 合金の異材溶接の可能性を調査するために、溶融溶接である TIG お

よび MIG アーク溶接、ならびにレーザ溶接、さらに固相接合である摩擦攪拌接合

FSW による溶接・接合実験を実施した。まず、溶融溶接では、Mg と Al の共晶反応

により大量の金属間化合物が形成されて溶接金属が脆化し、溶接直後に溶接部に割れ

が発生する現象を明らかにするとともに、この割れ発生防止のための溶接条件範囲

（溶接電流あるいはレーザ出力と溶接速度との関係）を確定した。続いて、割れ発生

を防止できた溶接条件において、Mg 合金と Al 合金の溶融量を変化させて溶接金属組

成を変化させるために、溶接狙い位置、すなわちオフセット量を変化させた実験を行

い、得られた溶接継手の継手強度とオフセット量との関係を明らかにした。オフセッ

ト量には最適範囲が存在し、いずれの溶接プロセスでも Al 合金側に溶接狙い位置を

適量変化させることにより、最も高い継手強度が得られた。しかし、その値は、高々

25-30MPa であり、接合界面にはアーク溶接では 80μm 厚さ、溶接速度の速いレーザ溶

接でも 20μm 厚さの金属間化合物層が形成されていた。一方、FSW では共晶温度以下

の接合により割れのない継手の形成が可能であり、継手強度は 130MPa 程度の強度が

得られたが、接合界面での金属間化合物層厚さは数 μm 程度にまで減少した。これら

のデータに基づき、金属間化合物層厚さと継手強度との関係図を作成し、より高い強

度を得るためには金属間化合物層厚さをサブ μm にまで低減する必要があることを示

した。次に、金属間化合物層の形成そのものを抑制するために、溶加材組成の影響を

検討した。状態図より、Al と反応するが Mg とは反応しない Ti と、Al とは化合物を

作らず、また Mg ともなじみの良い Zn をそれぞれ溶加材候補として選定し、Ti 箔と

Zn シート材を溶加材として接合部に予めインサートした継手に対して、オフセット

量を変えてレーザ溶接を実施した。いずれも最適なオフセット量が存在し、ほぼ予測

どおり形成組織が得られた場合には、Ti 箔材では 77MPa、Zn シート材では 135MPa

の継手強度が得られ、将来の溶加材開発に向けて重要な指針を明らかにした。  

 

⑧ Mg/Al 異材接合のプロセス因子が継手の特性に及ぼす影響の解明（再委託先研究

機関 7）  

難燃性マグネシウム合金（AZX611 及び AX41）と 6000 系アルミニウム合金

（A6061 及び A6N01）の板厚 6mm 及び 3mm の材料について MIG 溶接並びに CMT 溶

接を用いた異材溶接の可能性を検討した。その結果、MIG 溶接では溶接注の高温割れ
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を防止する溶接条件は見いだせたが、継手の強度に影響を与える金属間化合物相の厚

さを 1μm 以下に抑制する溶接条件は、溶接速度を 3m 以上にする必要が要求されるこ

とが結論された。そのためにはロボットを用いた高速溶接が必要と考えられるので、

ロボットメーカーとの協業が必要であろう。また、低入熱溶接法として自動車産業で

も使用されている CMT 溶接法を検討したが、細径ワイヤを安定して高速供給できる

ワイヤ供給装置が望まれる。溶接方法としては、溶射膜厚と溶接条件が継手の品質に

及ぼす影響を一層詳細に検討する必要があると考えられる。  

 上記材料について、同じく摩擦攪拌接合による異材突合せ接合を検討した結果、板

厚 6mm の場合には 1 パスでの接合は困難であることが確認された。一方、板厚 3mm

の場合には、ツールをオフセットすることなく接合できる条件が確認され、継手の強

度も最高値で 168Mpa が得られ、継手効率は 67%が得られた。この時 IMC 層の厚さは

1μm 程度に相当する。テーマ 34，35，60 において，接合条件と IMC 層の厚さ及び強

度の関係をさらに詳細に検討する。  

 

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

    

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 9 2 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 3 0 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 22 5 0 0 4 1 1 

2017FY 0 0 5 0 0 2 1 0 2 

合計  0 0 39 7 0 2 5 1 5 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

表 3-2.5.6.2-2 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

            

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.6.3 参考文献  

なし  

表 3-2.5.6.2-3 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.5.7［テーマ番号３４］革新的マグネシウム材の開発および信頼性評価  

（2018 年度）  

  ［テーマ番号３５］革新的マグネシウム材の鉄道車両および自動車構造部材へ

の適用技術開発（2018 年度～2022 年度）  

 

2.5.7.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

難燃性マグネシウム合金は、汎用マグネシウム合金（Mg-Al 系合金）にカルシウム

を添加し、発火温度を飛躍的に高めた合金であり、高い難燃性が必要とされる鉄道車

両において、小型鋳造部材を対象として、その適用が進みつつある 1)。NEDO 委託事

業「革新的新構造材料等研究開発」では、難燃性マグネシウム合金展伸材を用いて大

型構造物である鉄道車両構体を製造するための研究開発を推進し、これまでに、易加

工性難燃性マグネシウム合金押出材（AX41 合金）、高強度難燃性マグネシウム合金

押出材及び圧延材（AX92 合金及び AX81 合金）を開発することに成功した 2,3)。  

さらに、難燃性マグネシウム合金を用いて高速車両構体を実際に製造することを目

指すためには、開発した合金を用いて、さらに大型のモデル構体を作製するための材

料製造プロセス技術、接合技術、表面処理技術を構築していく必要がある。また、難

燃性マグネシウム合金展伸材を用いて高速車両構体を製作するための設計技術や、設

計に際して必要となる信頼性（疲労性能、耐食性、衝撃変形特性等）データベースを

並行して構築していく必要がある。  

そこで、本研究開発では、これまでに開発した難燃性マグネシウム合金展伸材を利

用して鉄道車両構体を作製するための材料製造技術、設計技術、表面処理技術の開発

を統合的に実施する。また、開発した合金の信頼性（難燃性、疲労特性、耐食性等）

を確保するためのデータベースを構築する。さらに、これまでに開発した技術を統合

して、高速車両構体を模した気密疲労モックアップを製造・評価し、基礎技術の体系

化を目指す。  

他方で、マグネシウム産業の裾野を拡げるためには、マグネシウム合金展伸材を他

の輸送機器分野（特に自動車分野）に適用するための展開を推進することが不可欠で

ある。マグネシウム合金の自動車部材への適用範囲は、国内ではステアリングホイー

ルやオイルパン等の小型・中型鋳造部材に留まっているのが現状であり、鉄道車両構

体のケースと似た状況にある。ゆえに、マグネシウム合金展伸材を用いて自動車構造

部材を製造するためには、自動車部材製造に適した、展伸材の製造技術、（プレス）

成形技術、接合技術、表面処理、部材の設計技術を統合的に開発していく必要がある。  

そこで、本研究開発では、2019 年度以降、鉄道車両構体を作製するための研究開

発に加え、マグネシウム合金展伸材を自動車構造部材に適用するための技術開発も並

行して実施する。具体的には、実際のアルミニウム合金製自動車部材をマグネシウム

合金展伸材に置換する技術を構築することを通じて、マグネシウム合金展伸材を用い

て部材を設計・製造するための技術を統合的に構築することを目指す。  

本テーマは 2014 年度から 2017 年度は、テーマ 15～20 において鉄道車両用の合金

開発と適用技術を個別に開発してきた。2018 年度には、主に合金開発を実施してき
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たテーマ 15～18 を統合してテーマ 34 とし、主に適用技術開発を実施してきたテーマ

19,20 を統合してテーマ 35 として研究開発を遂行した。また、2019 年度には、自動

車部材開発を新たなテーマとして組み入れるとともに、テーマ 34 とテーマ 35 に統合

した上で研究開発を遂行した。なお、高速車両構体等の構造体を設計する際に必要と

なる部材の信頼性データを取得する研究開発項目に関しては、2018 年度より新たに

設定されたテーマ 60「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテ

グレーション（MI）活用技術の開発」と連携して研究開発を推進した。  

 

(2)目標値  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

⑤マグネシウム合金

の応力腐食特性・耐

環境特性評価【相模

原分室、再委託先：

茨城大学】  

（2018 年度）  

  新規開発 Mg 合金

（AX81）の母材

及び接合材

（MIG、FSW）継

手部の耐環境脆化

特性を明らかにす

る。また耐環境脆

化特性に及ぼす合

金組成や金属組織

の影響を明らかに

する。  

(2018 年度末) 

 

 

 以下のサブテーマについては、テーマ 35 内に統合して記載。  

① 新難燃性マグネシウム合金の各種信頼性（疲労特性、腐食特性）の解明【名古

屋守山分室：産業技術総合研究所】 → テーマ 35 ③-1。  

② 難燃性マグネシウム合金の高機能化技術に関する技術動向調査【名古屋守山分

室、再委託先：日本マグネシウム協会】 → テーマ 35 ③-2。  

③ 易加工性マグネシウム材（押出材）の開発【射水分室：三協立山】 → テー

マ 35 ③-4 

④ 高強度マグネシウム材（中板・厚板）の開発【相模原分室：権田金属工業】  

→ テーマ 35 ③-5 

⑥ 高成形性マグネシウム材（薄板）の開発【伊丹分室：住友電気工業】 → 

テーマ 35 ③-6 

⑦ Mg 合金の組織制御、成形加工中の変形メカニズム解明【伊丹分室、再委託：

長岡技術科学大学】 → テーマ 35 ③-7 

表 3-2.5.7-1 テーマ 34 研開発目標  
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⑧ 高強度難燃性マグネシウム合金の押出し成形技術開発【長洲分室：不二ライト

メタル】 → テーマ 35 ③-8 

⑨ 高強度難燃性マグネシウム合金ビレット製造技術開発【長洲分室、再委託：戸

畑製作所】 → テーマ 35 ③-9 

 

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

①-1. Mg 合金部材の

各種接合技術の確立

及び鉄道車両構体製

作指針の確立（横浜

金沢分室：（株）総合

車両製作所）  

（2014～2021 年度）  

テーマ 20 にて実

施  

テーマ 20 にて実

施  

新難燃性マグネシ

ウム合金材の各種

接合技術の確立及

び鉄道車両構体の

製作指針を確立す

る。  

新難燃性マグネシ

ウム合金製の実物

長の高速車両構体

を作製するための

接合・組立技術を

構築する。  

（2021 年度末）  

①-2. Mg 合金部材の

MIG 溶接技術の確立

（木ノ本伸線（株））  

（2014～2020 年度）  

テーマ 20 にて実

施  

テーマ 20 にて実

施  

新難燃性マグネシ

ウム合金製の長尺

部材による連続

MIG 溶接を達成

する。  

 

①-3. FSW による各

種難燃性 Mg 合金の

接合継手特性評価

（茨城県産業技術イ

ノベーションセン

ター）  

（2014～2021 年度）  

テーマ 20 にて実

施  

テーマ 20 にて実

施  

摩擦攪拌接合によ

る各種難燃性 Mg

合金の継手効率

80%以上を目指

す。また、長尺部

材を健全に接合で

きる摩擦攪拌接合

ツールを開発す

る。  

摩擦攪拌接合技術

を用いて、高品質

な難燃性 Mg 合金

接合継手（継手効

率 80%以上）を実

現し、各種構造体

の製造・生産技術

へ展開する。  

（2021 年度末）  

①-4 難燃性 Mg 合金

大型展伸材の接合品

質の非破壊評価技術

の高度化（つくば千

現分室：物質・材料

研究機構）  

（2014～2020 年度）  

テーマ 20 にて実

施  

テーマ 20 にて実

施  

接合欠陥の 2 次元

位置標定を行う。

また、無線 AE 計

測システムと MI

システムを接続

し、計測データを

活用できる基盤を

整備する。  

 

 

表 3-2.5.7-2 テーマ 35 研究開発目標  
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①-5 難燃性 Mg 合金

部材の構造物として

の特性評価及び設計

指針の構築（明石分

室：川崎重工業

（株））  

（2016～2021 年度）  

 テーマ 15 にて実

施  

新難燃性マグネシ

ウム合金製構体の

構造要素の強度、

製作性及び耐食性

を実証する。  

新難燃性マグネシ

ウム合金製構体の

基礎的設計技術の

確立と事業化につ

なげるための新難

燃性マグネシウム

合金製客室床の実

車搭載。  

（2021 年度末）  

①-6 難燃性 Mg 合金

の二軸応力下におけ

る疲労強度特性評価

（立命館大学）  

（2019～2020 年度）  

  二軸疲労試験手法

の構築ならびに多

軸度および材料異

方性を把握するた

めの試験データを

取得する。また、

二軸応力下の疲労

強度特性評価手法

を提示する。  

 

①-7 難燃性 Mg 合金

の腐食データベース

の作成、及び難燃性

Mg 合金製車両構体

の表面処理仕様の確

立（小牧分室：大日

本塗料（株））  

（2014～2020 年度）  

テーマ 19 にて実

施  

テーマ 19 にて実

施  

これまでに開発し

た表面処理法を車

両に適用するため

の、部位別の塗装

仕様を構築する。

また、大気暴露試

験や促進試験で得

られたデータをＤ

Ｂ化する。  

 

①-8 難燃性 Mg 合金

製車両構体に必要な

化成処理施工技術の

開発、及び難燃性

Mg 合金の腐食デー

タベースの作成（ミ

リオン化学（株））  

（2014～2018 年度）  

テーマ 19 にて実

施  

テーマ 19 にて実

施  

プロジェクトで開

発した化成処理技

術の確立を目指

す。また、大気暴

露試験や促進試験

で得られたデータ

をＤＢ化する。  

(2018 年度末) 

 

①-9 難燃性 Mg 合金

及び合金上に作製し

た皮膜の耐食性評価

と耐食メカニズムの

テーマ 19 にて実

施  

テーマ 19 にて実

施  

耐食メカニズムの

解明を継続して進

めると共に、表面

処理による耐食性
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解明（芝浦工業大

学）  

（2014～2019 年度）  

への効果、及び微

量添加元素や組織

形状が及ぼす腐食

挙動の影響につい

て調査解明する。  

(2019 年度末) 

②-1 Mg 合金による

自動車部品試作、性

能評価（湘南分室：

（株）トヨタＣ＆

Ｄ）  

（2019～2022 年度）  

  実車に搭載されて

いる自動車フロン

トフードを調査

し、部品としての

目標特性を明確化

する。部分試作、

実車部品製作を行

い、設計、成型条

件の構築を行う。  

自動車フロント

フードを製作し、

部品としての性能

評価を行い、自動

車部品として実用

化に向けた設計、

技術の構築を目指

す。  

②-2 Mg 合金-Al 合金

の同時化成処理技術

の開発（平塚分室：

日本パーカライジン

グ(株)）  

（2019～2022 年度）  

  マグネシウム合金

板材の表面処理性

を評価し、自動車

フロントフードに

最適な合金組成

チューニングに連

携する。また、異

種材料同時処理可

能な化成処理時技

術の基本設計を行

う。  

自動車フロント

フード製作用の化

成処理技術を提供

し、フロントフー

ドとしての性能評

価結果を取得する

ことを目指す。  

②-3 Mg 合金-Al 合金

の同時化成処理条件

の最適化（ミリオン

化学(株)）  

（2019～2021 年度）  

  提供されるマグネ

シウム合金板材の

表面処理性を従来

技術および②-2 で

開発した技術を用

いて最適化し、表

面処理性を評価、

明確化する。  

 

自動車フロント

フード製作用の化

成処理薬剤や工法

の最適化を行うこ

とで、Mg-Al 同時

化成処理技術の確

立を目指す。  

(2021 年度末) 

③-1 Mg 合金の各種

信頼性（疲労特性、

腐食特性、成形性

等）データベースの

テーマ 15 にて実

施  

テーマ 15 にて実

施  

開発した難燃性マ

グネシウム合金の

疲労特性、電気化

学特性を評価す

鉄道車両構体用に

開発した合金およ

び自動車用途に開

発した合金の疲労
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構築（名古屋守山分

室：産総研）  

（2014～2022 年度）  

る。また、自動車

用マグネシウム合

金の各種特性（成

形性、耐食性）を

系統的に評価す

る。  

特性、耐食性、成

形性等に関する

データを集約し、

ＤＢとして体系化

する。  

③-2 Mg 合金の輸送

器機への適用に関す

る技術動向調査（日

本マグネシウム協

会）  

（2014～2022 年度）  

テーマ 15 にて実

施  

テーマ 15 にて実

施  

国内外で実施され

るセミナー、学会

等による情報収集

により、開発され

る鉄道用、自動車

用マグネシウム合

金の汎用化、加工

技術及び評価方法

の標準化へ向けた

課題と問題点を明

らかにする。  

国内外で実施され

るセミナー、学会

等による情報収集

により、開発され

るマグネシウム合

金、加工技術及び

評価方法の標準化

を図るためのデー

タ、情報を整備す

る。  

③-3 Mg 合金の接合

プロセスの開発と接

合部の強度信頼性評

価（長岡技術科学大

学）  

（2019～2021 年度）  

  自動車部品を想定

した接合部の応力

状態に基づき、異

なる接合プロセス

により得られた各

種接合体の強度新

信頼性を評価・比

較する。強度支配

因子と接合部の応

力状態から接合部

の設計法を提案す

る。  

各種接合法により

得られたマグネシ

ウム合金接合体の

強度支配因子を明

らかにし、強度信

頼性の高い接合体

を得られる接合方

法を示す。  

(2021 年度末) 

③-4 易加工性 Mg 押

出部材の開発（射水

分室：三協立山

(株)）  

（2014～2021 年度）  

テーマ 16 にて実

施  

テーマ 16 にて実

施  

新規難燃性高速押

出合金による大

型・長尺ダブルス

キン形材の製造プ

ロセス技術を確立

する。また、自動

車ドアビーム部材

への適用を実現す

る、易加工性高強

度押出形材の製造

次世代高速車両構

体および自動車構

造部材への適用を

実現する、新規難

燃性高速押出合金

による大型・長尺

押出形材の製造プ

ロセス技術を工業

レベルで確立す

る。  
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プロセス技術を確

立する。  

(2021 年度末) 

③-5 高強度 Mg 材

（中板・厚板）の開

発（相模原分室：権

田金属工業(株)）  

（2014～2020 年度）  

テーマ 16 にて実

施  

テーマ 16 にて実

施  

鉄道用材料では、

開発合金のスケー

ルアップ技術を開

発し、実用化を達

成するための課題

を明確化する。自

動車用材料では、

合金組成と圧延プ

ロセスの最適化に

より、フロント

フードに要求され

る諸特性を持つ材

料を開発する。  

 

③-6 高成形性 Mg 材

（薄板）の適用技術

開発（伊丹分室：住

友電気工業(株)）  

（2014～2020 年度）  

テーマ 17 にて実

施  

テーマ 17 にて実

施  

自動車フロント

フードに要求され

る諸特性を持つマ

グネシウム合金板

材を開発する。ま

た、作製し成形

性、表面処理性の

基礎特性を各々の

プロセス開発担当

機関と連携して評

価する。  

 

③-7 Mg 合金の組織

制御、成形加工中の

変形メカニズム解明

（長岡技術科学大

学）  

（2014～2021 年度）  

テーマ 17 にて実

施  

テーマ 17 にて実

施  

高強度高成形性マ

グネシウム合金の

強度・延性、成形

性、および表面処

理性に及ぼす晶出

物、析出物、結晶

粒径などの組織因

子の影響を明らか

にする。  

自動車フロント

フード用マグネシ

ウム合金板材とし

て必要な諸特性を

具現化するための

最適プロセスを提

案する。  

(2021 年度末) 

③-8 高強度難燃性

Mg 合金の押出し成

形技術開発（長洲分

室：不二ライトメタ

テーマ 18 にて実

施  

テーマ 18 にて実

施  

開発合金 AX92 を

用いた気密疲労試

験構体の部材を作

製する。また、

開発した高強度押

出合金 AX92 及び

チューニング合金

を高速車両構体、
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ル(株)）  

（2014～2021 年度）  

AX92 を自動車構

造部材向けに

チューニングした

合金を用いてドア

ビーム形材を試作

する。  

自動車向け構造部

材として量産化す

るための製造プロ

セス条件を導出す

る。  

(2021 年度末) 

③-9 高強度難燃性

Mg 合金ビレット製

造技術開発（戸畑製

作所(株)）  

（2014～2020 年度）  

テーマ 18 にて実

施  

テーマ 18 にて実

施  

テーマ③-8 の押出

形材を作成するた

めに必要なビレッ

トの製造技術を確

立する。  

 

③-10 低温高成形性

Mg 合金展伸材の適

用技術開発（板橋分

室：日本金属(株)）  

（2019～2022 年度）  

  プレス温度の低温

化と強度特性を両

立するマグネシウ

ム合金展伸材の製

造技術を確立す

る。自動車フロン

トフードの製造に

必要な材料仕様を

検証し、部材化に

必要な特性を満た

す板材の提供を目

指す。  

自動車フード部材

を製作するのに最

適な低温成形性、

耐食性、強度特性

を兼備したマグネ

シウム合金展伸材

を提供する。  

③-11 Mg 合金の加工

時の組織評価（つく

ば千現分室：物質・

材料研究機構）  

（2019～2021 年度）  

  自動車フロント

フードに要求され

る諸特性を持つマ

グネシウム合金と

して時効硬化を利

用した合金の組織

評価を行い上記部

材に適した合金組

成チューニングの

指針を提供する。  

成形加工や塗装を

模した加熱処理時

の詳細な組織変化

を評価することで

成形および強度変

化のメカニズムを

解明することを目

指す。  

(2021 年度末) 
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(3)全体計画  

鉄道車両部材開発（サブテーマ①、サブテーマ③）に関しては、テーマ 15~20、及

びテーマ 34 で得られた知見を結集し、2019 年度までに 1/1（長さ 5m）の気密疲労試

験構体を作製し、2020 年度にその試験構体を用いて気密疲労試験を実施することを

軸として計画を立案した。また、テーマ 60 と連携して、高速車両構体等の構造体を

設計する際に必要となる部材の信頼性データをデータベース化することを軸として計

画を立案した。加えて、2021 年度に高速車両構体試験車の床材を試作し、試験車へ

の搭載・評価を立案した。  

自動車部材開発（サブテーマ②、サブテーマ③）に関しては、2020 年度までに自

動車部材用マグネシウム合金を開発するとともに、自動車部材製造にまつわる周辺技

術（二次加工技術）や設計技術を確立し、2021 年度までに自動車部材（フロント

フード及びドアビーム）を試作することを軸として計画を立案した。また、2022 年

度までに、開発したマグネシウム合金の室温成形限界を明らかにするとともに、開発

したマグネシウム－アルミニウム同時化成処理技術の対象として鉄を加えることの可

能性を明らかにすることを計画した。  

以下、鉄道車両構体および自動車部材の開発のための全体計画を記した図を図 3-

2.5.7-1, 図 3-2.5.7-2 に記す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年度

接合・表面
処理

材料開発
（合金、製造
技術等）

モデル構体
作製

信頼性
データ取得

周辺技術ＤＢ（溶接性、表面処理性等）

設計技術
（仕様検討）

 モデル気密構
体 組立・製造
(疲労特性考慮)
(1/1断面, 箱状)

信頼性ＤＢ（疲労・耐食性・衝撃靱性等）

気密構体設計

Mg版MIシステム開発【テーマ60】
(母材・継手疲労特性予測システム開発)

プロジェクト後半
2019年度 2020年度

中型部材製造技術型材
長さ1m以上

 モデル気密構体 
用部材作製
(疲労特性考慮)
(1/1断面, 箱状)

自動車等への技術展開
（素形材開発、表面処理技術、部材化開発等）

大型・長尺部材製造技術
形材長さ5m以上

汎用信頼性DB構築
（各種継手信頼性データ、機械

学習用データ等）

：鉄道 :自動車 ：Mg-MI

2022年度

マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
構
体
設
計
・
製
造
技
術
の
確
立

2021年度

高速車両構体
試験車両

床材製造・評
価

2023年度
以降

構体評価
(気密疲労試

験)

 

図  3-2.5.7-1 サブテーマ①、③の研究開発スケジュール  
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(4)実施体制  

鉄道車両用部材開発（サブテーマ①、サブテーマ③）に関しては、2017 年度まで

は鉄道車両用の合金開発および適用技術開発を軸として、テーマ 15~20 において個

別研究開発を実施した。2018 年度にはテーマを再編し、材料開発(テーマ 15~18)に関

してはテーマ 34 に、適用技術開発(テーマ 15, 19, 20)についてはテーマ 35 に統合し

て研究開発を推進した。さらに、2019 年度からは、テーマ 34 とテーマ 35 を統合し、

一つのテーマとして研究開発を推進した。なお、高速車両構体等の構造体を設計する

際に必要となる部材の信頼性データを取得する件に関しては、2018 年度より新たに

設定されたテーマ 60「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテ

グレーション（MI）活用技術の開発」と連携して研究開発を推進した。  

自動車用部材開発（サブテーマ②、サブテーマ③）に関しては、2019 年度より

テーマ 35 において研究開発を開始し、2020 年度までに自動車部材用マグネシウム合

金を開発するとともに、自動車部材製造にまつわる周辺技術（二次加工技術）や設計

技術を確立し、2021 年度までに自動車部材（フロントフード及びドアビーム）を試

作した。2022 年度は、開発したマグネシウム板材の室温成形限界の確認、Mg-Al-Fe

の同時化成処理の可能性検討を行った。  

以下、テーマ 34 およびテーマ 35 の 2018 年度および 2019 年度の開発体制を図  3-

2.5.7-3 に、2019 年度のテーマ 35 内部の鉄道車両構体および自動車部材の開発のた

めの実施体制を表 3-2.5.7-3 および表 3-2.5.7-4 にそれぞれ記す。  

  

実施項目 2018 2019 2020 2021 2022

部品調査

合金設計技術

板材・形材製造技術

適用
技術
開発

成形・加工
技術

接合技術

防食技術

自動車部材試作・評
価

設計 試作 評価

2
0
2
3
年
度
以
降
実
用
化
検
証
（部品購入・分解）

高成形性、表面処理性

スケールアップ技術

大型部品成形・加工

SPR、点溶接、接着剤

Mg-Al同時処理

室温成形
の可能性検証

Mg-Al-Fe同時
処理可能性
検証

 

図  3-2.5.7-2 サブテーマ②、③の研究開発スケジュール  
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表  3-2.5.7-3 テーマ 34 の実施体制  

【委託先】

新構造材料技術研究組合

【分担研】 【再委託先】

戸畑製作所：2018

高強度難燃性マグネシウム合金ビレット製

造技術開発　を再委託

不二ライトメタル株式会社（長洲分室）：2018 長岡技術科学大学

高強度難燃性マグネシウム合金の押出し成形技術開発 （国立大学法人）：2018

Mg合金の組織制御、成形加工中の変形メ

カニズム解明　を再委託

株式会社

権田金属工業株式会社（相模原分室）：2018 茨城大学

高強度マグネシウム材（中板・厚板）の開発 （国立大学法人）：2018

住友電気工業株式会社（伊丹分室）：2018 マグネシウム合金の応力腐食特性・耐環

境特性評価　を再委託高成形性マグネシウム材（薄板）の開発

産業技術総合研究所（名古屋守山分室）： 2018 一般社団法人

新難燃性マグネシウム合金の各種信頼性の解明 日本マグネシウム協会：2018

三協立山株式会社（射水分室）：2018 難燃性マグネシウム合金の高機能化技術

に関する技術動向調査　を再委託易加工性マグネシウム材（押出材）の開発

 

No. テーマ名
分担研
（再委託）

34
革新的マグネシ
ウム材の開発お
よび信頼性評価

産総研、三協立山、権田
金属、住友電工、不二ラ
イトメタル

（Mg協会、茨城大、長岡
技科大、戸畑製作所）

35

革新的マグネシ
ウム材製鉄道車
両構体の応用
開発

総合車両製作所、川崎
重工、大日本塗料、
NIMS

（木ノ本伸線、茨城産業
技術イノベセ、ミリオン化
学、芝浦工大）

【2018年度 開発体制】

技術アドバイザー：車両メーカ、JR各社

【2019年度 開発体制】（赤字：鉄道テーマ）

No. テーマ名
分担研
（再委託）

35

①革新的Mg材の

鉄道車両構体へ
の適業技術開発

総合車両製作所、川崎重
工、大日本塗料、NIMS

（木ノ本伸線、茨城産業技
術イノベセ、ミリオン化学、
芝浦工大）

② 革新的マグネ
シウム材の自動
車構造部材への
適用技術開発

トヨタC&D、日本パーカライ
ジング
（ミリオン化学）

③ 輸送機器の
軽量化に資する
革新的マグネシウ
ム部材の開発

産総研、三協立山、権田
金属、住友電工、不二ライ
トメタル、日本金属、NIMS

（Mg協会、長岡技科大、戸
畑製作所）

 

図  3-2.5.7-3 テーマ 34 およびテーマ 35 の 2018 年度及び 2019 年度の実施

体制  
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表  3-2.5.7-4 テーマ 35 の実施体制  

【再委託先】

【委託先】 木ノ本伸線株式会社

新構造材料技術研究組合 ：2018-2020

【分担研】

茨城県産業技術イノベーション

センター：2018-2021

難燃性Mg合金大型展伸材の接合品質の非破壊評価技術の高度化

川崎車両株式会社

：2021

学校法人立命館大学

: 2018-2019

ミリオン化学株式会社

: 2018

学校法人芝浦工業大学

: 2018-2019

ミリオン化学株式会社

: 2019-2021

日本マグネシウム協会

: 2019-2022

国立大学法人長岡技術科学大学

（宮下）：2019-2021

国立大学法人長岡技術科学大学

（鎌土）：2019-2021

株式会社戸畑製作所

：2019-2020

高強度難燃性マグネシウム合金ビレッ

ト製造技術開発　を再委託

マグネシウム合金の接合プロセスの開発と接合

部の強度信頼性評価　を再委託

Mg合金の組織制御、成形加工中の変形メカニ

ズム解明　を再委託

摩擦攪拌接合（FSW）による各種難燃性マグネ

シウム合金の接合継手特性評価　を再委託

摩擦攪拌接合（FSW）による各種難燃性マグネ

シウム合金の接合継手特性評価　を再委託

高強度難燃性Mg合金の押出し成形技術開発 マグネシウム合金-アルミニウム合金の同時化成

処理条件の最適化　を再委託
日本金属株式会社（板橋分室）：2019-2022

低温高成形性Mg合金展伸材の適用技術開発

マグネシウム合金の輸送器機への適用に関す

る技術動向調査　を再委託

権田金属工業株式会社（相模原分室）：2019-2020

高強度Mg材（中板・厚板）の開発 難燃性Mg合金及び合金上に作製した皮膜の

耐食性評価と耐食メカニズムの解明　を再委託		

		住友電気工業株式会社（伊丹分室）：2019-2020

高成形性Mg材（薄板）の適用技術開発

不二ライトメタル株式会社（長洲分室）：2019-2021

 Mg合金-Al合金の同時化成処理技術の開発

産業技術総合研究所（名古屋守山分室）：2019-2022

Mg合金の各種信頼性データベースの構築 難燃性マグネシウム合金製車両構体に必要な

化成処理施工技術の開発　を再委託	
三協立山株式会社（射水分室）：2019-2021

易加工性Mg押出部材の開発

難燃性Mg合金部材の構造物としての特性評価及び設計指針の構築

大日本塗料株式会社（小牧分室）：2018～2020 難燃性マグネシウム合金部材の構造物としての

特性評価及び設計指針の構築　を再委託
難燃性Mg合金の腐食DBの作成、難燃性Mg合金製車両構体の表面処理仕様の確立

株式会社ﾄﾖﾀｶｽﾀﾏｲｼﾞﾝｸﾞ＆ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ（湘南分室）：

2019～2022

Mg合金による自動車部品試作、性能評価 難燃性マグネシウム合金の二軸応力下におけ

る疲労強度特性評価　を再委託
日本パーカライジング株式会社（平塚分室）：2019-2022

株式会社総合車両製作所（横浜金沢分室）：2018～2021

Mg合金部材の各種接合技術の確立及び鉄道車両構体製作指針の確立

物質・材料研究機構（つくば千現分室）：2018～2021

Mg合金の加工時の組織評価

川崎重工業株式会社（明石分室）：2018～2021
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(5)運営管理  

鉄道車両用部材開発（サブテーマ①、サブテーマ③）に関しては、日本マグネシウ

ム協会内のマグネシウム合金高速車両構体実用化技術委員会と連動した形で、テーマ

35 に従事する組合員が参加する分科会を定期的に開催した。2018 年度以降は、テー

マ 60「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテグレーション

（MI）活用技術の開発」と連携する形で、分科会を約 3～4 ヶ月毎に開催し、各分室

および再委託先の研究進捗を報告し、車両エンドユーザや車両メーカーのアドバイス

を頂くことを通じて、各種鉄道車両構体の試作・評価に関する研究開発の状況報告お

よび摺り合わせを行った。また、信頼性データ（疲労特性、耐食性等）を系統的に取

得するための打ち合わせを行った。  

 自動車等部材開発（サブテーマ②、サブテーマ③）に関しては、日本マグネシウム

協会内部に設置された自動車 Mg 展伸材適用検討委員会と連動した形で、テーマ 35

に従事する組合員が参加する分科会を定期的に開催した。そこでは、2021 年度末ま

でにマグネシウム合金製自動車部材を作製することをマイルストーンとして計画を設

定し、その進捗状況を報告し、自動車メーカーのアドバイスを頂くことを通じで、自

動車部材試作に向けての研究開発の状況把握および摺り合わせを実施した。また、

2022 年度は、開発した合金の室温成形限界調査、及び Mg-Al-Fe 同時化成処理の可能

性超についても、上記分科会を定期的に開催し、状況把握および摺り合わせを実施し

た。  

自動車部材開発についても今後、積極的な成果配信を実施していく。  

成果の発信に関しては、軽金属学会春期・秋期講演大会においてテーマセッション

「難燃性マグネシウム合金展伸部材創製のための最新技術開発」を定期的（年 1～2

回）に開催し、プロジェクトの成果を発信した（2022 年度末までに計 11 回開催）。

またに、各種論文誌にプロジェクトの成果を積極的に公表した。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

○鉄道車両用部材開発（サブテーマ①、サブテーマ③）  

鉄道車両用部材開発に関しては、プロジェクトにおいて、難燃性マグネシウム合金

製車両用構体の設計指針の構築し、重量削減効果を検証した 3)。そこでは、整備新幹

線を対象とし、利用するマグネシウム合金製ダブルスキン形材の諸元は、アルミニウ

ム合金製形材の場合と同等とした。また、車体の曲げ固有振動数が人体の固有振動と

の共振を回避することができるように相当曲げ剛性の目標値を 2.2 GN・m2 に設定し

た。  

荷重条件については、トンネル通過時の気密荷重の検討から始めた。気密荷重はト

ンネルの長さや数、通過速度、すれ違いの有無により変動する様々な値と頻度を有す

る荷重スペクトルとなる。荷重スペクトルの決定に際しては、JR 各社に協力頂き、

整備新幹線の平均的な値が設定された。解析の結果、荷重スペクトルにおける最大荷

重は 6.4kPa（内圧）であった。  

次に、荷重スペクトルにおける最大荷重による塑性変形や座屈変形の防止について

検討を行った。そこでは内圧 6.4 kPa を負荷した時の構体の周方向のモーメント分布
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とせん断力分布を求め、ダブルスキン形材の面板の座屈強度を確保するための内部リ

ブの間隔の最大値を求めた。この値を参考に、ダブルスキン形材の内部リブの配置を

決めた後、3 次元 FEM モデルを作成し静強度解析と座屈固有値解析を行い、内圧 6.4 

kPa 負荷時に塑性変形や座屈変形が生じないことを確認した。  

構体の相当曲げ剛性については、車両一両分の 3 次元 FEM モデルによる検証を

行った。設計変数として窓開口寸法を選び、窓開口寸法により相当曲げ剛性の値が大

きく変化することが判った。そして、窓開口寸法を従来の新幹線よりも小さくするこ

とで設計目標の 2.2 GN・m2 以下を達成することができた。その際の構体質量は、ア

ルミニウム合金製ダブルスキン構体の構体質量の実績値と比較して約 30%の軽量化

の可能性を示す結果となった。  

なお、構体の軽量化は、CO2 排出量削減に寄与するばかりで無く、車両の高速化に

も大きく寄与することが知られている。過去の事例によると、新幹線の車両重量を

20%軽量化すると、営業最高速度が 10～20km/時アップするとの報告がある 4)。ゆえ

に、経済的観点からは車両構体の軽量化は大きな効果を見込むことができる。  

 難燃性マグネシウム合金展伸材の適用先は、構体本体以外にも、室内床、側スカー

ト、腰掛けフレームなどの内装材にも適用することが可能である。これらの重量の総

量は構体の数割に相当することから、内装材への難燃性マグネシウム合金適用による、

CO2 排出削減効果も大きいものである。    

○自動車部材開発（サブテーマ②、サブテーマ③）  

自動車用部材開発に関しては、日本マグネシウム協会内部に設置された自動車マグ

ネシウム展伸材適用検討委員会において、自動車フロントフードをアルミニウムから

マグネシウムに代替した場合の CO2 削減効果を試算した。そこでは、アルミニウム

フード重量を 3.2kg、アルミニウムフードと等価剛性を有するマグネシウムフードの

重量が 2.48kg と仮定し、アルミニウムフードとマグネシウムフードを搭載した際の

CO2 発生量を試算した（本プロジェクトで試作したフロントフードの重量比も、上記

の仮定と同様に、アルミニウムと等剛性になるように設計を行った）。なお、計算の

際には、製錬の際に発生する CO2 発生量と自動車走行時に発生する CO2 発生量の足

し合わせにより評価を行った。  

その結果、従来のピジョン法でマグネシウムを製錬する場合は 150,000km 以上自

動車を走行させると、マグネシウムフードが CO2 発生量の観点から優位になること

が確認された。一方、従来の電解製錬法でマグネシウム合金を製錬する場合は製錬の

観点からもマグネシウムフードの適用が CO2 発生量の観点からも優位となり、自動

車を走行させればさせるほど CO2 発生量の観点から優位になることが明らかとなっ

た。なお、マグネシウムダイカスト品に関する CO2 削減効果については、国際マグ

ネシウム協会(IMA)の報告 1)があり、ほぼ同じ結果が得られている。計算に利用した

諸元については IMA の試算を参照されたい。  

 

 

 



  

3-2.5.7-15 

 

2.5.7.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

⑤マグネシウム合

金の応力腐食特

性・耐環境特性評

価【相模原分室、

再委託先：茨城大

学】  

（2018 年度）  

新規開発 Mg 合金

（AX81）の母材及

び接合材（MIG、

FSW）継手部の耐

環境脆化特性を明

らかにする。また

耐環境脆化特性に

及ぼす合金組成や

金属組織の影響を

明らかにする。  

(2018 年度末) 

高強度高延性を有する母

材の機械的特性に及ぼす

環境因子の影響につい

て、低ひずみ速度引張応

力腐食割れ試験と湿潤ガ

ス応力腐食割れ試験によ

り調査した。湿潤環境中

での脆化挙動を調査し、

評価手法の確立と妥当性

を明らかにした。  

○  

 

 

 以下のサブテーマについては、テーマ 35 内に統合して記載。  

⑤ 新難燃性マグネシウム合金の各種信頼性（疲労特性、腐食特性）の解明【名古

屋守山分室：産業技術総合研究所】 → テーマ 35 ③-1。  

⑥ 難燃性マグネシウム合金の高機能化技術に関する技術動向調査【名古屋守山分

室、再委託先：日本マグネシウム協会】 → テーマ 35 ③-2。  

⑦ 易加工性マグネシウム材（押出材）の開発【射水分室：三協立山】 → テー

マ 35 ③-4 

⑧ 高強度マグネシウム材（中板・厚板）の開発【相模原分室：権田金属工業】 

→ テーマ 35 ③-5 

⑩ 高成形性マグネシウム材（薄板）の開発【伊丹分室：住友電気工業】 → 

テーマ 35 ③-6 

⑪ Mg 合金の組織制御、成形加工中の変形メカニズム解明【伊丹分室、再委託：

長岡技術科学大学】 → テーマ 35 ③-7 

⑫ 高強度難燃性マグネシウム合金の押出し成形技術開発【長洲分室：不二ライト

メタル】 → テーマ 35 ③-8 

⑬ 高強度難燃性マグネシウム合金ビレット製造技術開発【長洲分室、再委託：戸

畑製作所】 → テーマ 35 ③-9 

 

 

 

 

表 3-2.5.7-5 テーマ 34 最終目標と達成度  
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研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

①-1. Mg 合金部材

の各種接合技術の

確立及び鉄道車両

構体製作指針の確

立（横浜金沢分

室：（株）総合車

両製作所）（2014

～2021 年度）  

新難燃性マグネシ

ウム合金製の実物

長の高速車両構体

を作製するための

接合・組立技術を

構築する。  

（2021 年度末）  

各種接合方法が Mg 合金

に適用可能であり，その

接合技術を確立した。そ

の各種接合方法を適用し

て鉄道車両構体の試作を

実施することで，製作指

針を実証確認することが

できた。  

○  

 

①-2. Mg 合金部材

の MIG 溶接技術

の確立（木ノ本伸

線（株））（2014～

2020 年度）  

新難燃性マグネシ

ウム合金製の長尺

部材による連続

MIG 溶接を達成す

る。  

(2020 年度末) 

ローラ回転法のビードオ

ン試験及びパラレル移動

法の溶接試験により連続

MIG 溶接の可能性確認済

み。2020 度中に溶接試

験部の評価を完了。  

○  

 

①-3. FSW による

各種難燃性 Mg 合

金の接合継手特性

評価（茨城県産業

技術イノベーショ

ンセンター（2014

～2021 年度）  

摩擦攪拌接合によ

る各種難燃性 Mg

合金の継手効率

80%以上を目指す。

また、長尺部材を

健全に接合できる

摩擦攪拌接合ツー

ルを開発する。  

（2021 年度末）  

平板において、提案して

いるツール形状で新規開

発各種難燃性 Mg 合金で

の接手効率 80％以上は

達成しており、その改良

により、実型材（中空）

への適応が可能である。  

○  

 

①-4 難燃性 Mg 合

金大型展伸材の接

合品質の非破壊評

価技術の高度化

（つくば千現分

室：物質・材料研

究機構）（2014～

2020 年度）  

接合欠陥の 2 次元

位置標定を行う。

また、無線 AE 計測

システムと MI シス

テムを接続し、計

測データを活用で

きる基盤を整備す

る。  

（2020 年度末）  

1 次元標定を 2 軸組み合

わせた 2 次元欠陥位置標

定が可能となった。ま

た、MI システムにワー

クフローを制御する API

が実装され、計測データ

の解析が可能となった。  

○  

 

①-5 難燃性 Mg 合

金部材の構造物と

しての特性評価及

び設計指針の構築

新難燃性マグネシ

ウム合金製構体の

基礎的設計技術の

確立と事業化につ

疲労強度を改善する溶接

接手を開発し気密疲労試

験構体に適用した。次

に、設計寿命 20 年間に

○  

 

表 3-2.5.7-6 テーマ 35 最終目標と達成度  
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（明石分室：川崎

重工業（株））

（2016～2021 年

度）  

なげるための新難

燃性マグネシウム

合金製客室床の実

車搭載。(2021 年度

末) 

相当する構体気密疲労試

験を計画、実施し疲労強

度を実証した。さらに、

静的強度として連結器荷

重 980kN に対応した構造

案を案出し FEM 解析に

より強度を実証した。ま

た、事業化につなげるた

めの適用例として、新難

燃性マグネシウム合金製

客室床の設計と検証を行

い、新幹線試験電車

ALFA-X に搭載する実績

を作った。  

①-6 難燃性 Mg 合

金の二軸応力下に

おける疲労強度特

性評価（立命館大

学）（2019～2020

年度）  

二軸疲労試験手法

の構築ならびに多

軸度および材料異

方性を把握するた

めの試験データを

取得する。また、

二軸応力下の疲労

強度特性評価手法

を提示する。  

(2020 年度末) 

2019 年度までに、二軸

疲労試験を実施するため

に、試験体の形状決定・

試作・検証および試験装

置の製作を行った。上記

の装置を元に 2020 年度

に疲労試験を実施し、結

果の妥当性を検証した。  

○  

 

①-7 難燃性 Mg 合

金の腐食データ

ベースの作成、及

び難燃性 Mg 合金

製車両構体の表面

処理仕様の確立

（小牧分室：大日

本塗料（株））

（2014～2020 年

度）  

これまでに開発し

た表面処理法を車

両に適用するため

の、部位別の塗装

仕様を構築する。

また、大気暴露試

験や促進試験で得

られたデータをＤ

Ｂ化する。  

(2020 年度末) 

部位別の塗装仕様を構築

し、大気暴露試験に懸架

した。2020 年末まで

に、開発合金母材（3 年

目）の評価を完了。接合

材、表面処理材の評価は

テーマ 60 で実施。  

○  

 

①-8 難燃性 Mg 合

金製車両構体に必

要な化成処理施工

技術の開発、及び

難燃性 Mg 合金の

プロジェクトで開

発した化成処理技

術の確立を目指

す。また、大気暴

露試験や促進試験

化成処理技術については

確立済み。促進試験での

取得データも取得済み。  

屋外暴露結果 (母材 3 年)

については①-7 において

○  
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腐食データベース

の作成（ミリオン

化学（株））（2014

～2018 年度）  

で得られたデータ

をＤＢ化する。  

(2018 年度末) 

継続実施し、 2020 年末

までに DB 化完了。（接

合材、表面処理材はテー

マ 60 で継続実施。）  

①-9 難燃性 Mg 合

金及び合金上に作

製した皮膜の耐食

性評価と耐食メカ

ニズムの解明（芝

浦工業大学）

（2014～2019 年

度）  

 

耐食メカニズムの

解明を継続して進

めると共に、表面

処理による耐食性

への効果、及び微

量添加元素や組織

形状が及ぼす腐食

挙動の影響につい

て調査解明する。  

(2019 年度末) 

腐食メカニズムの解明、

および表面処理の有効

性、処理剤の組成の硬化

につき、信頼性の裏づけ

データとしての解明終

了。  
○  

 

②-1 Mg 合金によ

る自動車部品試

作、性能評価（湘

南分室：（株）ﾄﾖﾀ

ｶｽﾀﾏｲｼﾞﾝｸﾞ&ﾃﾞｨﾍﾞ

ﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ）  

（2019～2022 年

度）  

自動車フロント

フードを製作し、

部品としての性能

評価を行い、自動

車部品として実用

化に向けた設計、

技術の構築を目指

す。  

(2022 年度末) 

19 年度末までに、フロ

ントフードの目標特性の

明確化の完了済み。21

年度までに、フロント

フード 1/1 スケール試作

を完了し、プレス成型条

件を構築した。  

○  

 

②-2 Mg 合金-Al

合金の同時化成処

理技術の開発（平

塚分室：日本パー

カライジング

(株)）  

（2019～2022 年

度）  

自動車フロント

フード製作用の化

成処理技術を提供

し、フロントフー

ドとしての性能評

価結果を取得する

ことを目指す。  

(2022 年度末) 

Zr 化成処理により、Mg-

Al 同時処理が可能とな

ることを見出した。ま

た、処理条件を最適化す

ることで Fe 同時処理も

実現させる見通しが得ら

れた。1/1 フロントフー

ドにおいても良好な化成

処理性を得た。  

○  

 

②-3 Mg 合金-Al

合金の同時化成処

理条件の最適化

（ミリオン化学

(株)）（2019～2021

年度）  

自動車フロント

フード製作用の化

成処理薬剤や工法

の最適化を行うこ

とで、Mg-Al 同時

化成処理技術の確

立を目指す。  

他の金属と同様に、Mg

合金に対する皮膜付着量

の制御が可能であること

が確認できた。これによ

り、自動車向け電着塗装

に最適化することがで

き、最適付着量範囲の明

○  
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(2021 年度末) 確化が可能となった。  

③-1 Mg 合金の各

種信頼性（疲労特

性、腐食特性、成

形性等）データ

ベースの構築（名

古屋守山分室：産

総研）  

鉄道車両構体用に

開発した合金およ

び自動車用途に開

発した合金の疲労

特性、耐食性、成

形性等に関する

データを集約し、

ＤＢとして体系化

する。  

(2022 年度末) 

他の分室と共同で難燃性

Mg 合金の母材・継ぎ手

の平面曲げ疲労特性を系

統的に取得した。また、

主要元素濃度が耐食性に

及ぼす影響を調査を行っ

た。易成形性 Mg 合金の

成形性も系統的に評価を

実施。目標は十分に達成

したと考える。  

○  

 

③-2 Mg 合金の輸

送器機への適用に

関する技術動向調

査（日本マグネシ

ウム協会）  

（2014～2022 年

度）  

国内外で実施され

るセミナー、学会

等による情報収集

により、開発され

るマグネシウム合

金、加工技術及び

評価方法の標準化

を図るためのデー

タ、情報を整備す

る。  

(2022 年度末) 

国内外で実施されたセミ

ナー、学会等により、自

動車等輸送機器部材向け

マグネシウム合金等の材

料開発、プレス成形・接

合・表面処理等の二次加

工技術の動向、適用動向

を調査し、開発されるマ

グネシウム合金の汎用

化、加工技術及び評価方

法等に関する課題や問題

点を抽出した。  

○  

 

③-3 Mg 合金の接

合プロセスの開発

と接合部の強度信

頼性評価（長岡技

術科学大学）  

（2019～2021 年

度）  

各種接合法により

得られたマグネシ

ウム合金接合体の

強度支配因子を明

らかにし、強度信

頼性の高い接合体

を得られる接合方

法を示す。  

(2021 年度末) 

自動車で広く適用されて

いる抵抗スポット溶接と

セルフピアスリベット

（SPR）接合を難燃性マ

グネシム合金とアルミニ

ウム合金の共材および異

材接合に適用した。それ

ぞれの接合体の強度特性

や接合部の状態を明らか

にした。破壊メカニズム

及び強度支配因子を継続

して検討し、実用的な接

合部の設計法を提案し

た。  

○  

 

③-4 易加工性 Mg

押出部材の開発

次世代高速車両構

体および自動車構

気密疲労モックアップ構

体の設計仕様に基づく大
○  
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（射水分室：三協

立山(株)）  

（2014～2021 年

度）  

造部材への適用を

実現する、新規難

燃性高速押出合金

による大型・長尺

押出形材の製造プ

ロセス技術を工業

レベルで確立す

る。  

(2021 年度末) 

型中空押出形材(全 17 型)

の作製を完遂。  

自動車ドアビーム部材に

要求される強度と易加工

性を兼備した新規高速押

出 Mg 合金を開発。実機

による実部材の製造プロ

セス技術を構築した。  

③-5 高強度 Mg 材

（中板・厚板）の

開発（相模原分

室：権田金属工業

(株)）  

（2014～2020 年

度）  

鉄道用材料では、

開発合金のスケー

ルアップ技術を開

発し、実用化を達

成するための課題

を明確化する。自

動車用材料では、

合金組成と圧延プ

ロセスの最適化に

より、フロント

フードに要求され

る諸特性を持つ材

料を開発する。  

(2020 年度末) 

幅広圧延板材作製条件と

各種特性および組織変化

の関連付けにより、実機

を用いて特性低下要因を

調査した。他分室と連携

し継手疲労試験を完了し

た。これまでに得た知見

を基に気密構体部材の作

製を行った。  

自動車用材料の開発は強

度、伸び、エリクセン

値、集合組織強度および

絞り温度の目標値を

2019 年度末までに達成

したため研究を終了とし

た。  

○  

 

③-6 高成形性 Mg

材（薄板）の適用

技術開発（伊丹分

室：住友電気工業

(株)）  

（2014～2020 年

度）  

自動車フロント

フードに要求され

る諸特性を持つマ

グネシウム合金板

材を開発する。ま

た、作製し成形

性、表面処理性の

基礎特性を各々の

プロセス開発担当

機関と連携して評

価する。  

(2020 年度末) 

他の分室と共同で難燃性

Mg 合金の母材・継ぎ手

の平面曲げ疲労特性を系

統的に取得した。また、

主要元素濃度が耐食性に

及ぼす影響を調査した。

易成形性 Mg 合金の成形

性も系統的に評価し、目

標を達成した。  

 

○  

 

③-7 Mg 合金の組

織制御、成形加工

高強度高成形性マ

グネシウム合金の

マグネシウム合金板材の

強度・延性や成形性に及
○  
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中の変形メカニズ

ム解明（長岡技術

科学大学）  

（2014～2021 年

度）  

強度・延性、成形

性、および表面処

理性に及ぼす晶出

物、析出物、結晶

粒径などの組織因

子の影響を明らか

にする。  

ぼす各種組織因子の影響

を明らかにし、8mm を

超えるエリクセン値と良

好な引張特性を兼備した

板材を開発した。  

③-8 高強度難燃

性 Mg 合金の押出

し成形技術開発

（長洲分室：不二

ライトメタル

(株)）  

開発した高強度押

出合金 AX92 及び

チューニング合金

を高速車両構体、

自動車向け構造部

材として量産化す

るための製造プロ

セス条件を導出す

る。  

(2021 年度末) 

開発合金 AX92 を用いて

気密疲労試験構体の部材

（床材、梁材）を作製し

た。自動車構造部材向け

にチューニングした合金

で耐力の目標値を達成。

伸びを改善して 2021 年

度中にドアビーム形材を

試作した。  

○  

 

③-9 高強度難燃

性 Mg 合金ビレッ

ト製造技術開発

（戸畑製作所

(株)）  

（2014～2020 年

度）  

テーマ③-8 の押出

形材を作成するた

めに必要なビレッ

トの製造技術を確

立する。  

(2020 年度末) 

AX92 合金の押出形材を

作製するのに好適なビ

レットの製造条件を確立

した。また、AX92 の

チューニング合金ビレッ

トの製造条件を評価し、

目標を達成した。  

○  

 

③-10 低温高成形

性 Mg 合金展伸材

の適用技術開発

（板橋分室：日本

金属(株)）  

（2019～2022 年

度）  

自動車フード部材

を製作するのに最

適な低温成形性、

耐食性、強度特性

を兼備したマグネ

シウム合金展伸材

を提供する。  

(2022 年度末) 

合金開発によってプレス

温度の低温化と高強度化

に取り組んだ。結果、室

温エリクセン値で 8.6mm

と目標値(8.0mm)を上回

り、室温深絞りによる試

作も成功した。強度も目

標値(耐力 130MPa 以上)

を達成した。また、1/1

フード試作においても

150℃(目標値)以下での成

形を達成した。  

○  

 

③-11 Mg 合金の加

工時の組織評価

（つくば千現分

成形加工や塗装を

模した加熱処理時

の詳細な組織変化

合金元素添加が室温成形

性と引っ張り特性に及ぼ

す影響について検討し、

○  
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室：物質・材料研

究機構）  

（2019～2021 年

度）  

を評価することで

成形および強度変

化のメカニズムを

解明することを目

指す。  

(2021 年度末) 

8mm をこえるエリクセ

ン値を発現させるための

組織設計指針を導出。  

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  
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(2)研究開発の成果と意義  

テーマ 34 

(5) マグネシウム合金の応力腐食特性・耐環境特性評価【権田金属工業、再委託先：

茨城大学】  

 本研究開発では、新規開発マグネシウム合金の母材や接合材の組織や組成が、引張

特性、SCC 特性に及ぼす試験環境の影響について調査を行った。その結果、以下の

知見を見出した。  

開発合金である AX81G 合金と汎用合金である AZX611 合金を用いて、高強度高延

性を有する母材の機械的特性に及ぼす環境因子の影響について、低ひずみ速度引張応

力腐食割れ試験（SSRT 引張試験）と湿潤ガス応力腐食割れ試験  （HG-SCC 試験）に

より調査した。SSRT 引張試験の結果から、AX81 合金圧延材では既存合金よりも亀

裂が発生しにくいことが示された。一方湿潤環境中での脆化挙動をマグネシウム合金

でも確認することができ評価手法も確立した。図 3-2.5.7-4 に示す HG-SCC 試験結果

から、汎用合金である AZX611 合金に比べてアルミニウム濃度の高い AX81G 合金に

関しては、湿潤中で亀裂が進展しやすいことが分かった。これらの現象には合金組成

のほかに、AX81 合金において伸びと強度を両立させる組織制御を行っていることに

起因する残留応力も影響していると考えられた。さらに、摩擦攪拌プロセス（FSP）

処理とその後の焼きなましにより結晶粒径を変化させ、結晶粒径が引張特性に及ぼす

影響について検討した結果、図 3-2.5.7-5 に示す通り、結晶粒径だけで強度や延性が

整理できないことが分かった。集合組織、変形組織、合金元素の固溶析出状態を含め、

多角的に捉える必要性を見出した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 3-2.5.7-4 HG-SCC 試験結果（試験

は、定変位方式によりほぼ基準に基づい

て行ったが、変位保持期間は、事業期間

内に結果を出すために本来の 90d ではな

く、30d に短縮した。また乾燥大気中で

の試験は規定されていないが、参考のた

めに行った）   
 図 3-2.5.7-5 結 晶 粒 径 に 対 す る

0.2%耐力と破断伸びの関係  
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以下のサブテーマについては、テーマ 35 内に統合して記載。  

⑨ 新難燃性マグネシウム合金の各種信頼性（疲労特性、腐食特性）の解明【名古

屋守山分室：産業技術総合研究所】 → テーマ 35 ③-1。  

⑩ 難燃性マグネシウム合金の高機能化技術に関する技術動向調査【名古屋守山分

室、再委託先：日本マグネシウム協会】 → テーマ 35 ③-2。  

⑪ 易加工性マグネシウム材（押出材）の開発【射水分室：三協立山】 → テー

マ 35 ③-4 

⑫ 高強度マグネシウム材（中板・厚板）の開発【相模原分室：権田金属工業】 

→ テーマ 35 ③-5 

⑭ 高成形性マグネシウム材（薄板）の開発【伊丹分室：住友電気工業】 → 

テーマ 35 ③-6 

⑮ Mg 合金の組織制御、成形加工中の変形メカニズム解明【伊丹分室、再委託：

長岡技術科学大学】 → テーマ 35 ③-7 

⑯ 高強度難燃性マグネシウム合金の押出し成形技術開発【長洲分室：不二ライト

メタル】 → テーマ 35 ③-8 

高強度難燃性マグネシウム合金ビレット製造技術開発【長洲分室、再委託：戸畑製作

所】 → テーマ 35 ③-9 

 



  

3-2.5.7-25 

 

テーマ 35 

①-1 マグネシウム合金部材の各種接合技術の確立及び鉄道車両構体の製作指針の確

立【総合車両製作所】  

 2019 年度は、気密疲労試験用構体を製作することで、各種接合技術の適用可能性、

組立技術及び表面処理技術を検討、主要となる課題を抽出し、その解決策を検証した。

気密疲労試験での最弱部は溶接継手部になることが予測できるので、その部位の疲労

評価になる。その接合部の開先継手は、押出加工と接合の両者が可能であり、疲労寿

命を十分に満足する適正な開先の形状・寸法を解析結果と試験片の疲労試験により明

確にした。また、構体組立最終時の総組工程では、屋根構体と側構体、側構体と台枠

の結合時に寸法や角度を調整する必要から、つなぎ金を使用する構造として組立を容

易にした。  

 構体の構成は、図 3-2.5.7-6 に示すように次の通りとした。屋根構体および側構体

は、高速押出合金 AX41 のダブルスキン形材を使用し、台枠の床板・横はりは高強度

合金 AX92 の中実形材を、ゴム継手の固定部に高強度圧延合金 AX81G を適用し、妻

構体は鉄製の気密仕切りを使用した。今回の気密疲労試験用構体は、アルミニウム合

金製車両構体の 25m 長さの一般部と剛性が同等になるように 3 分割で設計し、ダブ

ルスキン形材の開先継手は前年度に開発した溶接継手にミグ溶接を適用して組立を

行った。床板同士の接合には FSW（摩擦攪拌接合）を適用した。溶接ビードを研削

する際に発生する切粉の取扱いは、安全のために専用の乾式集塵機とジャバラ式テン

トを使用し、切粉の飛散防止と、大型構造物ではあるが一作業一清掃のルールを確実

に実行した。前回と同様に鉄製の治具およびアルミ合金製の型板を使用して製作を進

めた。各構体パネルの長さ調整、窓穴の加工および側はりの切り欠きは、ルーター加

工機を使用して加工した。  

各構体同士の接続には、図 3-2.5.7-7 に示すようにブラインドリベットで固定する

ゴム継手を使用した。この部分には気密保持のために接着剤も使用した。接着剤を使

用する部位は、ポリカーボネート製窓を接着固定する部分と合わせて接着力を保持す

るために化成処理加工を行った。  

 これまでの成果からステップアップして世界初、世界最長のオールマグネシウム合

金製で、断面が実物サイズの鉄道車両気密構体を製作することができた。この構体の

寸法は、幅 3480mm、高さ 2880mm、長さ 5000mm であり、質量 2,900kg である。試

作した気密構体では長さ 3000mm の構体中央部は 200kg/m となり、アルミニウム合

金製構体の 300kg/m と比較すると、33%の軽量化を達成することができた。  

さらに実用に近づくために、今回の構体を使用して、新幹線構体の評価試験の中で

は最も耐久性に重要である気密疲労試験を行うことにより、実用化に必要な要素技術

に対する課題を明確にしていく。今後取り組むべき項目は次のとおりである。  

１）開発合金の特性を維持・向上させる部材製造プロセス技術（素材製造、溶接、表

面処理）の高度化。  

２）開発合金による広幅形材・長尺形材・プレス成型体の製造技術の確立。  

３）各種車両構体用部材の長尺接合技術および溶接ビードの余盛を研削した切粉を安

全に取扱う処理技術の確立。  
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４）車両構体の一般部断面に加えて、車端部、連結部の構体設計技術の確立。  

５）開発合金の疲労・耐食性等の信頼性データ、特に接合継手の疲労試験データ取得

と計算科学（MI）の活用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020 年度は、気密疲労試験用構体を製作する過程で、MIG 溶接、TIG 溶接による

接合技術の適用可能性や組立技術及び表面処理技術を実物の鉄道車両構体を製作する

ことにより検討し、課題を抽出し、その解決策を検証してきた。2021 年度は、構体

の客室に搭載する客室床を試作して、試験的に新幹線に設置して軽量化及び吸音特性

を検証することとした。  

既存の客室床は、アルミ合金製ハニカムパネル構造であり、接着技術を利用して組

立を行っている。本年度に製作した客室床は、難燃性マグネシウム合金製の枠組に充

填剤を注入し難燃性マグネシウム合金製床板を表裏面に接着した構造とした。総合車

輛製作所はこの枠組の製作を担当した。枠構造は、オールマグネシウム合金製で、開

発合金である AX41 材と AX92 材を適用した。AX41 材の枠材は押出形材で形状が 2

種類あり、枠の長手方向の枠材１と短手方向の枠材 2 に使い分けている。図 3-2.5.7-8

に枠の外観と部材を示す。AX92 材の補強材も押出形材で製作されている。それぞれ

の材料は、図 3-2.5.7-8 に示す部位に使用されている。  

溶接施工・組立は、すべて TIG 溶接を適用して、溶加材には AZX611 材（φ3.0）の

溶加棒を使用した。継手の形状は、突合せ継手と隅肉継手になった。TIG 溶接の接合

条件は、電流値が 90～110A で施工を行った。TIG 溶接施工後にサンダーを使用して

溶接ビードの余盛となる部分を平らに研削加工を行い、この後工程になる床板の接着

時にガタや隙間が発生しないように仕上げを行った。仕上げを行った部位にブロー

ホールなどの欠陥が現れることも無かった。溶接によるひずみはほとんどなく、枠構

造体としての変形はみられなかった。  

TIG 溶接法を用いて開発した難燃性マグネシウム合金製押出形材を溶接施工後に溶

接ビードの仕上げを行い、強度と精度を兼ね備えた軽量客室床の枠構造体を製作する

図 3-2.5.7-6 気密疲労試験用 6 面体構体 

押さえ金  

 

Mg 合金製構

体  

図 3-2.5.7-7 構体接続部の

拡大図 

ブ ラ イ ン

ド リ ベ ッ

ト  
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ことができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-2 マグネシウム合金部材の MIG 溶接技術の確立【総合車両製作所、再委託先：木

ノ本伸線】  

2019 年度の本研究では、新難燃性マグネシウム合金の大型押出形材や圧延板材の

使用を想定して、溶接ロボットを用いたパラレル移動法による長尺 MIG 溶接の連続

溶接試験を行い、長尺連続溶接の可能性と課題を確認した。供試材は難燃性マグネシ

ウム合金 AZX611 の圧延板材および AXM4102 の押出板材とし、溶加材ワイヤは

AZX611 を用いた。MIG 溶接機はデジタルインバータ制御式パルス MIG 溶接機を使

用した。溶接条件は電流 136 ～146 A、電圧 16.9 ～18.0 V、シールドガスとして工業

用アルゴンガスを使用した。溶接ワイヤは外径寸法 φ1.2 mm のものを用いて、溶接

速度が 750 mm／min で MIG 溶接を行った結果、良好な継手を得ることができた。試

験中のアーク状態、溶接ビード外観、断面マクロを観察し、溶け込み状態が良好であ

ることを確認した。AXM4102 長尺 MIG 溶接の外観を図 3-2.5.7-9、断面マクロを図

3-2.5.7-10 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-8 客室床の枠構造体とその部材  

AX92 補強材 
AX41 枠材２ AX41 枠材１ 

図 3-2.5.7-9  AXM4102 の 長 尺

MIG 溶接外観  

図 3-2.5.7-10  AXM4102 の長尺

MIG 溶接断面マクロ写真  
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①-3 摩擦攪拌接合（FSW）による各種難燃性マグネシウム合金の接合継手特性評価

【総合車両製作所、再委託先：茨城県産業技術イノベーションセンター】  

2019～2020 年度は、気密試験構体に使用した開発合金を対象として、接合速度：5

～30mm/s、ツール回転数：1000rpm～3000rpm の範囲で摩擦撹拌接合(FSW)試験を行

い、FSW 条件を評価した。接合供試材（押出形材）には側構体に利用した AX41（三

協立山（株））と、床梁に使用した AX92（不二ライトメタル（株））を用いた。板厚

3mm、板幅 70mm に加工し、押出方向と平行に長さ 200mm 接合した。接合ツール

（材質：SKD61）にはショルダー径 φ12mm、ショルダー角 4°、プローブには M6

（材質：SCM）の直径 φ6mm、長さ 2.8mm を用いた。前進角 3°で接合長さ（ツール

移動距離）200mm とし大気中で接合した。また、プローブを φ6mm から φ8、4、

3mm と変化させ接合特性を評価した。プローブ先端は材料表面に接してから 2.9mm

一定速度で挿入し接合した。保持時間は 5s とした。なお、接合材の固定には本事業

で開発した油圧横押さえクランプシステムを用いて、突合せ部が開口しない荷重

10kN で押しつけて固定した。  

プローブ径を変化させることでの、接合部の機械的特性への影響は殆ど確認されな

かった。しかし、接合時の接合方向への抵抗が約 20％程度低下（φ6mm→φ4mm）し

た。これは、接合ツールへの負荷が減ることを示し、接合ツール寿命の向上が期待で

きる。しかし、母材強度の高い AX92 において、プローブ径 φ4mm では接合中にプ

ローブ破損が発生し、長尺の接合が困難であることが確認された。  

一方、プローブ径を大きくすると、接合部欠陥が発生しやすくなり、健全な接合条

件が得られる領域が狭くなった。また、再現性も低下した。従って、プローブ径

φ6mm が、開発合金（AX41、AX92）に効果的な接合ツールの形状であることが考え

られた。また、プローブの材質についても検討したが、安価で入手しやすい SCM に

対して、インコネル、チタン等を比較材として用いたが、チタンでは凝着が確認され

た。AX92 と AX41 とでは AX92 での凝着（図 3-2.5.7-11(a)）が多く確認されたこと

から、チタンとマグネシウム合金内のアルミニウムとの金属間化合物が影響している

ことが予測された。耐酸化性の高いイリジウムを含んだ合金を接合ツール素材として

用いた場合、凝着も少なく安定した接合材が得られた。しかし、イリジウム合金は高

価であるため実用化には適さないと考えられる（異材接合には有効性が高い）。  

開発合金は、一般的なマグネシウム合金と比べ接合部表面に発生するささくれ量が

多い傾向にある。健全な FSW 継手を再現性高く得ることは可能であるが、高強度合

金（AX92）等の長尺接合では、適切な接合ツール形状、及び材質の選定が必要であ

る。今後は安定して高速で接合を可能とする、中空型材の長尺接合の実現を目指す。 

2021年度は、（株）総合車両製作所及び三協立山（株）と協議し、FSW用に改良

した中空型材を再設計・製作した。FSWによる評価試験では、長さ約330mmの形材

を対象とした。また、2021年度は、圧延材（薄板材：板厚3mm以下）を日本金属㈱

より提供頂、同様の評価を実施した。  

接合速度：5～30mm/s、ツール回転数：1000～3000rpmの範囲でFSW試験を行い、

接合条件を評価した。供試材にはAX41押出材（三協立山（株）製）と日本金属

（株）製の圧延材を用いた。板厚3mm以下とした。接合方法はFSWツールを供試材
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の突合せ面へ挿入し、一定速度で300mmの長さを連続的に摩擦攪拌接合した。接合

ツール（材質：SKD61）には、ショルダー径φ12mm、ショルダー角4°、前進角3°で接

合長さ（ツール移動距離）330mmとし大気中で接合した。プローブ形状は各供試材

に対して各種設計した。中空型材ではM4（材質：SCM）の直径φ4mm、長さ5mmを

用いた。薄板圧延材では、薄板のため半球状のプローブを新規に設計した。   

評価結果を以下に示す。改良したFSW用中空型材では、突合せ面に対して真下に

幅3mmの柱が配置されるよう形状変更した。前のモデルと比べ幅を1mm増加した。

その結果、型材の厚さ方向の接合中における変形量が小さくなり、複雑な圧力制御を

用いなくとも、位置制御により健全なFSW継手を連続的に実現することに成功した。  

改良中空型材のFSWでは、AX41合金の接合条件である、接合ツール回転数：

2000rpm、接合速度：10mm/sでの接合に成功し、顕著な外部欠陥の発生も確認されな

い。さらには、X線CTにより内部の非破壊内部欠陥観察も実施したが、改良前に発生

していた断続的な内部欠陥の発生は確認されなかった。接合ツール回転数1000rpm、

接合速度：10mm/sにおいても同様な健全な型材の接合継手の接合に成功した。中空

型材1mの長尺接合（AX41中空型材）にも成功した。   

薄板材の FSWでは、中空型材で用いていた接合ツール形状（ショルダー径

φ12mm）では接合不可であることが確認された。ショルダーが大きく摩擦力が大き

いため、薄板材の剛性不足により、接合中に攪拌部近傍に大きなうねりが発生するこ

とで連足的な接合を行うことが出来ない。そこで、ショルダー径をφ8mmとし接合を

実施し接合中のうねりは抑制できたが欠陥の発生は抑制できないことが確認された。

さらに、プローブ形状については、各種形状を検討した結果、板厚が薄いため、板厚

方向の攪拌は多く必要ないと考え、スレッド状（ねじ形状）から半球状のプローブ形

状（ねじ無形状）とした。図3-2.5.7-11 (b)に、今回新たに設計した新型プローブ形状

を示す。  

新型プローブを用いて薄板材の接合条件を検討し、欠陥及び大きなうねり無く

300mm以上を連続的に接合することを実現した。また、同接合条件において、3m以

上の連続的で欠陥の無い健全な長尺接合も実現した。これにより、高速車両構体内部

部品を製造し、実走評価も実施、内装部材の軽量化を達成した。  

図 3-2.5.7-11 (a)ツールへの凝着状況 , (b) 新規プローブ外観  
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①-4 難燃性マグネシウム合金大型展伸材の接合品質の非破壊評価技術の高度化【物

質・材料研究機構】  

2019～2020 年度は、アコースティック・エミッション  (AE) 連続波形計測を無線

化できる独自開発装置である「無線 CWM (Continuous Wave Memory)」の改良と、同

装置の難燃性マグネシウム接合プロセスのモニタリングへの適用による内部欠陥の検

出および評価を行った。  

無線 CWM は、2019 年度までに AE 計測に必要な性能を備えることができたが、計

測中は子機 (IoT 機器) の CPU・メモリ・ストレージ・Wi-Fi が常時高負荷であった

ため、偶発的事由で発生するリトライ等に対応できる余裕が少なく、データ欠落やハ

ングアップが生じる等の安定性の課題があった。そこで、2020 年度は、高負荷状態

での当該 IoT 機器の詳細な挙動を調査し、前述のような不安定化が起こらないよう改

善した。また、無線化のため新開発した部分と既存 CWM 部分との互換性が不十分で

あったため、計測にやや複雑な手順があった部分も改善し、簡便に計測可能とした。  

この無線 CWM を用いて、AX41, AX92 難燃性マグネシウム合金展伸材の接合プロ

セスの AE モニタリングを行った。本モニタリングは材料や接合法に依存せず適用可

能な手法だが、2020 年度も検証のため、機械制御で自動的に接合を行える  (手作業

に依存しない) FSW を扱った。FSW はツール回転数と移動速度で入熱量を変化させ

ながら行った。その結果、特に、入熱不足の際に板材内部に部分的に発生する空洞を

ともなう接合欠陥が検出できることが示された。図 3-2.5.7-12 に図示した例では、接

合前半と接合後半で大きさの異なる、ツール 1 回転ごとと、2 回転ごとに繰り返す欠

陥が生じていた。これに対し、AE が 2 回転の中でいつ発生したものであるかタイミ

ングを測ると、観察結果と同様の偏りが明確に見られた。このように、入熱不足では

ツール回転の周囲で板材内部に欠陥が生じ、それが AE として検出できることが示さ

れた。本欠陥のように試料の一部分にしか発生せず、しかも表面から見えない欠陥が

リアルタイムに検出できることは、今回開発した AE 計測手法の有用性を示したと言

える。  

一方、キッシングボンドは、ツール通過後に板が反る場合は、微小き裂が進展して

AE を発生させるため間接的に検出できる場合があったが、直接かつ確実に AE が検

出できるとは言えなかった。また、入熱過剰時の板材表面の荒れは、多数の AE が重

畳した連続型 AE として検出されたと推定できたが、ノイズとの区別が困難であった。

ただしキッシングボンドや表面荒れは容易に表面観察で発見できる。  

このように、2020 年度の研究により、無線 AE 計測による接合のインプロセスモ

ニタリングができる計測装置は十分な性能と安定性が得られ、また板材内部に発生す

る欠陥も検出できることが示された。  
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図 3-2.5.7-12 AX92 材 , ツール回転数 600 rpm, ツール速度 20 mm/s (a) 接合

前半 , (b)接合後半の接合線付近の X 線 CT 画像 , (c) 同試験中の AE 検出タイミ

ング  
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① -5 難燃性マグネシウム合金部材の構造物としての特性評価及び設計指針の構築

【川崎重工業、再委託先：川崎車両】  

①-6 難燃性マグネシウム合金の二軸応力下における疲労強度特性評価【川崎重工業、

再委託先：立命館大学】（①-5 および①-6 の成果をまとめて記載）  

1. 研究開発の内容及び成果等  

鉄道車両構体として運用される状態を模擬した条件における難燃性マグネシウム合

金の構造物としての特性を取得し得られた知見を基に鉄道車両用構体の設計指針を構

築する。具体的には、a)実構造に適用する際の継手構造の強度特性の把握とその改善

方法の検討、b)圧延方向（押出方向）による強度特性の検証、c)異種材料との接触部

の耐食性の検証などにより構造物としての特性を取得するとともに d)構体の気密疲

労強度、e)車端圧縮荷重に対する静強度の検証を行った。さらに事業化につなげるた

めの適用事例として、d)新難燃性マグネシウム合金製客室床の設計と検証を行った。  

 

2. 成果  

a)実構造に適用する際の継手構造の強度特性の把握とその改善方法の検討に関して

は、構体の最終組立（構体結合）に用いられてきた開先隅肉溶接継手の疲労強度が低

いことが 2018 年度に確認されたため、構体結合用溶接接手を新たに考案し疲労試験

により従来の開先隅肉溶接接手に比べて強度向上を確認した（図 3-2.5.7-13）。  

b)圧延方向（押出方向）による強度特性の検証に関しては、主応力比が 1 程度の応

力場における等 2 軸疲労試験の実施のために、立命館大学（再委託先）にて、十字型

試験片の形状（図 3-2.5.7-14）を FEM 解析にて決定するとともにマグネシウムのヤン

グ率に起因する低荷重大変位に対応するための試験装置(図 3-2.5.7-15)の制御プログ

ラムの改修ののち疲労試験を実施した。等二軸疲労試験の試験結果を、図 3-2.5.7-16

と図 3-2.5.7-17 のミーゼスの相当応力振幅−破損寿命線図の丸プロットで示す。なお、

図中の各実線は明石分室における切欠き試験片での試験結果である。  

AX41 は、単軸負荷下において押出方向(ED)よりも、板幅方向(TD)で破損寿命が短

くなる材質である。等二軸負荷を与えた際には、TD に近い破損寿命となるものの、

やや寿命が低下する傾向がみられた。また、ED:TD の応力比が 1：4 となる負荷を与

えた場合は、等二軸状態よりもさらに短寿命となる。  

AX81G は、単軸負荷下において ED と TD で破損寿命が同程度の材質である。取得

した応力振幅は限定されるものの、等二軸負荷を与えた際には、TD 単軸・ED 単軸

よりも破損寿命が低下する傾向がみられた。ただし、ED:TD の応力比 1：4 および

4：1 の結果を含めると、応力振幅の大きさによって、最も短寿命となる応力比が変

化した。  

d)構体気密疲労試験の実施に関しては、気密疲労試験構体の設計として、2017 年

度に設計した構体モックアップの構造を基にした改良設計を行った。気密疲労試験構

体では、疲労強度の向上のために 2018 年度に開発した裏当て付き開先溶接接手や

2019 年度に開発した構体結合用溶接接手を適用するとともに、特に高応力が発生し

ていた肩 R 部については、ダブルスキン構造の厚みを 10mm 大きくするなどの変更

を行った（図 3-2.5.7-18）。また、試験構体は亀裂の有無の観察のため無塗装であるた
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め、試験準備として、試験候補地における無塗装の構体材料の暴露試験を実施した。

その結果、想定される試験期間（半年から 1 年程度）では、腐食減量が小さく試験構

体の板厚に腐食代を設ける必要が無いことを確認した。また、気密疲労試験において

圧力サイクルを発生させるための試験装置を設計するとともに、模擬試験構体を用い

た性能検証試験を行い、設計時のシミュレーション結果と同等の圧力サイクルを発生

させることができることを確認した(図 3-2.5.7-19)。  

2020 年度には図 3-2.5.7-20 に示す新幹線の客室一般部を模擬した試験構体を用いて、

トンネル通過時の圧力変動を模擬した静荷重試験と疲労試験を実施した。気密仕切り

と評価部の間に剛性調整部（Stiffness transition part）を設けることで全長を 5m に抑

えた設計であり今までに実績のない設計であったが、静荷重試験を行いその結果から

客室一般部としての疲労強度の評価が可能なことが確認できた。  

静荷重試験におけるゲージ配置を図 3-2.5.7-21 に示す。変形量は、図 3-2.5.7-22 に

示すように屋根構体以外で、解析結果とよく整合する結果であった。屋根構体の変形

に関しては、FEM 解析結果と比較して 7 割程度の測定値であったが、これは、屋根

構体がねじれた状態で組立てられていることが原因であると考えられる。ねじれ量は

アルミ合金製構体の公差幅に入る値であり実際の製造現場で起こりえる程度の値であ

るので、この試験構体によって実車両を模擬した疲労強度評価が可能であると考えら

れる。なお、床板の FSW には補修が不可能で亀裂が残った状態で試験を行っている

が、台枠が骨皮構造であり床板（皮）が破断しても骨に当たる横ハリが荷重を支え続

ける冗長性があるので、FEM 解析と同等の変形量に収まっていると考えられる。  

静荷重試験における応力値と FEM 解析結果の比較を図 3-2.5.7-23 に示す。裏当て

付き開先溶接接手の溶け込みの非破壊検査は UT で行われるが、ダブルスキン構造の

場合、様々なエコーが重なるために UT では検出が困難である課題がある。このため、

今回は、溶接線に歪ゲージを貼り付けるとともに、FEM 解析モデルも溶接線の溶接

金属をモデル化することで、その応力値の比較による溶け込み不足の検出を試みてい

る。軒部内面の西側の溶接線において FEM 解析結果と比較して高い応力値が測定さ

れたので、この溶接線については溶け込み不足の可能性がある結果であった。  

静荷重試験の後、2020 年 7 月 7 日から疲労試験を開始した。荷重繰返し数の履歴

を図 3-2.5.7-24 に示す。試験開始直後の 7 月 9 日（1450 サイクル）に屋根構体の溶接

線に亀裂が見つかり補修を実施した。疲労破壊ではなく溶け込み不足による亀裂で

あった。疲労試験開始当初は、ゴム継手の不具合や床板の FSW の亀裂拡大の対策の

ため繰返し数を進めることができない状態が 8 月まで続いたが、9 月ごろから対策の

効果で荷重繰返し回数を進めることができるようになった。しかしながら、この時点

で計画に対し約 2 か月の遅れとなった。このため 10 月からは夜間の自動運転を開始

することで進捗を早め、約 1 か月遅れの 2021 年 1 月 23 日に目標の 1.47×105 回に達

し試験を完了した。疲労試験の期間中に計画していた溶接部の PT（浸透探傷試験）

を 4 回実施した。ダブルスキン構造の客室一般部を模擬した評価部について 4 回目の

PT までは、進展するような亀裂は見つからなかった。4 回目の PT において静荷重試

験で溶け込み不足の可能性が高い結果であった軒部内面の溶接線（西側）に亀裂が発

見され、その後、進展したので補強を追加して試験を続行している。  
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溶け込み不足の溶接部以外に、評価部のダブルスキン構造に補強の追加が必要にな

るような損傷が生じていないことから、難燃性マグネシウム合金製構体の客室一般部

のダブルスキン構造の安全寿命設計の信頼性を実証することができた。  

最後に、疲労試験を完了した試験構体を用いて切出し法による残留応力測定も追加で

実施した（図 3-2.5.7-25）。アルミ合金製構体でもほとんど測定例がないことから貴重

なデータが得られた。  

2021 年度は試験構体から切り出した継手サンプルの溶接部の溶け込み調査と残強

度試験を実施した。  

溶接部の溶け込み調査は、図 3-2.5.7-26、図 3-2.5.7-28 の白丸部について行った。

軒部については、東側と西側で比較して溶込みに大きな差はみられなかったが、

②W について図 3-2.5.7-27 に示す融合不良が見つかった。2020 年度の構体気密疲

労試験では、西側の軒部の溶接部で亀裂が見つかっているが、このような融合不

良が発生していた可能性が考えられる。吹寄せ部については、図 3-2.5.7-29 に示

すように西側、東側の溶け込みは十分であるが、東側については、裏当て金が浮

いた状態となっていた。  

 残強度の確認は、断面形状に曲率が無い吹寄せ部について軸疲労試験を実施し

た。試験体の採取位置を図 3-2.5.7-30 に、試験結果を図 3-2.5.7-31 に示す。残強度

試験結果は、2018 年の継手疲労試験結果から求めた設計線をやや下回るものの 1

点をのぞきその差は 10MPa 未満でありほぼ同等の値となった。10MPa 程度の差

が生じた 1 点は、図 3-2.5.7-30 (b)の⑤ -3 の部位から切り出した試験片の結果であ

るが、図 3-2.5.7-29 の①E に示す裏当て金の浮きが疲労強度に影響している可能

性が考えられる。なお、残強度試験を行った吹寄せ部の溶接接手は、気密荷重負

荷時の発生応力が低い部位であったので、疲労損傷は小さく、 2018 年に実施し

た継手疲労試験の平均線のデータからマイナー則による疲労損傷を考慮して求め

た残強度の予測値は、設計線とほぼ同等の値となっている。  

e)車端圧縮荷重に対する静強度の検証に関して、連結器荷重：980kN に対応する構

造案を案出して強度の実証のために FEM 解析を実施した。まず、改良設計のために

中ハリの材料が従来のアルミ合金から難燃性 Mg 合金に変更されることによる多列リ

ベット継手の端部リベットの荷重分担率の変化について検討を行った。ただし、式の

導出が複雑となるので図 3-2.5.7-32 に示すように伴板モリ（連結器の緩衝ゴムを支え

る部品）と中ハリの板厚は同一とし、列数も 4 列として簡略化して端部リベットの荷

重分担率 R を求めた。この式を用いた数値計算の結果を図 3-2.5.7-33 に示す。中ハリ

の材料を鋼 →アルミ →マグネシウムに変化させることで、 E2/E1 の値は、１

→0.34→0.21 に 変 化 す る 。 こ れ に よ り 端 部 リ ベ ッ ト の 荷 重 分 担 率 R は 、

0.32→0.41→0.44 となった。この結果は、中ハリの難燃 Mg 合金化により、中ハリが

アルミ合金製の構造と比較して、最大荷重が生じるリベット位置で、1 割程度の荷重

増加が見込まれることになる。現状のアルミ合金製構造で発生応力が耐力に近い構造

の場合、マグネシウム合金の耐力がアルミ合金と同等であっても強度不足となること

が予見される結果となった。このため、連結器取付部の構造を抜本的に見直すことに

した。  
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連結器取付部試験体について、従来構造と改良構造案を図 3-2.5.7-34 に示す。従来

構造の伴板モリ（連結器の緩衝ゴムを保持する部品）は、左右対称な構造であるが、

上下対称ではない。このため上下に荷重伝達が不均一になる。改良構造案は左右対称、

上下対称の構造とすることで荷重伝達が上下にも均一にすることを設計コンセプトと

した。改良構造案の連結器荷重 980kN 負荷時の FEM 解析結果を図 3-2.5.7-35 に示す。

改良構造案では、伴板モリ（鋼構造）の最大発生応力は 349MPa で材料 SMA570 の耐

力 460MPa に対して低い値となった。また、中ハリにおける圧縮最大発生応力は、ダ

ブリングプレートで発生し 157MPa であった。この値は、ダブリングプレートの材料

AX81G の圧縮耐力 157MPa（実験値）以下の値とである。なお、従来構造では、伴板

モリの最大発生応力は 456MPa、中ハリの圧縮最大応力は 177MPa であったので、改

良構造案とすることで、伴板モリでは -23%、中ハリでは、 -11%の応力低減の効果が

得られた。  

新幹線用客室床への難燃性マグネシウム合金の適用について、目的を従来のアル

ミ合金製客室床に対する軽量化とした。一方、客室床には台車からの騒音の遮音とい

う機能が要求されるが、遮音性は遮音壁の質量が大きいほど高くなる性質（質量則）

があるので、軽量化しながら必要な遮音性を確保することが設計課題となった。この

ため設計コンセプトは、①適用部位を台車から遠い車体中央部に限定することで必要

な遮音性のレベルを下げる。②コインシデンス効果の回避による遮音性の向上（従来、

車体中央部に適用されているアルミ合金製床板は、芯材にアルミハニカムを用いてい

て、コインシデンス効果による遮音性の低下がある）とした。まず、②について、ア

ルミハニカムの代わりの芯材として様々な種類の発泡樹脂を適用した場合のメーカと

してのノウハウから発泡樹脂の仕様を決定し、客室床として構成した場合の透過損失

の測定を行った結果を図 3-2.5.7-36 に示す。これにより難燃性マグネシウム合金製客

室床は、従来のアルミニウム合金製客室床と同等の透過損失特性が得られていること

が試験体レベルで確認できた。次のステップとして、実車両に搭載するための必要条

件となる鉄道車両用材料燃焼性試験や図 3-2.5.7-37 に示す各種の強度試験を実施した。

鉄道車両用材料燃焼試験では、不燃性の判定を得た。また、各種の強度試験では、ア

ルミ合金製床板と同等以上の結果が得られた。そして、これらの事前の検証の後、東

日本旅客鉄道株式会社のご協力で、新幹線試験電車 ALFA-X の中間車の 1 両に難燃

性 Mg 合金製客室床を搭載し軽量化の効果と室内騒音への影響の評価を行った。適用

部位は、設計コンセプトの①に基づき、図 3-2.5.7-38 に示すように車体中央部の客室

部（幅 3m、長さ 9m）とし、アルミ合金製床板と比較して約 50kg（約 23%）の軽量

化を確認した。室内騒音についても、アルミ合金製床板の場合と比較して同等である

ことを確認した。  
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制御方法：変位制御  

最大/最小荷重：±50kN (引張・圧縮) 

アクチュエータ：電気油圧サーボ式  

センサ：ロードセル(鉛直×2、水平×2) 

LVDT(鉛直×2、水平×2) 

伸び計(鉛直、水平) 

制御ソフト：Visual Basic 

図 3-2.5.7-13 構体結合用溶接接手の疲労試験結果  

図 3-2.5.7-14 十字型試験片（2 軸疲労試験用）  

図 3-2.5.7-15 試験装置外観（2 軸疲労試験）  
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図 3-2.5.7-16 AX41 の疲労強度  

図 3-2.5.7-17 AX81G の疲労強度  

図 3-2.5.7-18 構体構造の改設計  
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図 3-2.5.7-19 模擬構体による気密荷重試験  

図 3-2.5.7-20 気密疲労試験構体  
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図 3-2.5.7-21 静荷重試験におけるゲージ配置図  

図 3-2.5.7-22 静荷重試験における変形量  
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図 3-2.5.7-23 軒部の溶接接手における応力測定値と FEM 解析結果の比較  

(a)内面側  

(b)外面側  

図 3-2.5.7-24 気密疲労試験の荷重繰返し数の履歴  
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図 3-2.5.7-26 軒部の溶接部溶け込み確認部位（E、W は構体疲労試験

時の東側、西側を示す。）  

図 3-2.5.7-25 残留応力の測定結果  
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②W 部  

図 3-2.5.7-27 軒部（西側）の溶接部の融合不良  

図 3-2.5.7-28 吹寄せ部の溶接部溶け込み確認部位（E、W は構体疲労試験時の

東側、西側を示す。）  
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①W 部  ①E 部  

図 3-2.5.7-29 吹寄せ部の溶接部の断面マクロ様相  
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(a)西側の吹寄せ部からの試験体の採取  

(b)東側の吹寄せ部からの試験体の採取  

図 3-2.5.7-30 気密疲労試験構体の吹寄せ部の切出し材  
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図 3-2.5.7-31 残強度試験結果  

図 3-2.5.7-32 4 列リベット継手の端部リベットの荷重分担率  
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中ハリ（難燃 Mg 合金

製）  

伴板モリ(鋼製) 

図 3-2.5.7-33 面板のヤング率の比と両端部リベットの荷重分担率の関係の計算例  

(a)従来構造の解析モデルと境界条件（半幅モデル）  

(b)改良構造案（中ハリを上下に拡大し左右上下対称構造）  

図 3-2.5.7-34 連結器取付構造試験体  
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 (b)中ハリの応力分布  

図 3-2.5.7-35 改良構造案の解析結果  

(a)伴板モリの応力分布  
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図 3-2.5.7-36 透過損失特性の測定結果  

(a)残圧痕試験  (b)ハイヒール陥没試験  

(c)床面荷重試験  

図 3-2.5.7-37 各種の強度試験  
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 図 3-2.5.7-38 実車両に適用された難燃性 Mg 合金製客室床

（幅 3m、長さ 9m）  
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①-7 難燃性 Mg 合金の腐食データベースの作成、及び難燃性 Mg 合金製車両構体の表

面処理仕様の確立【大日本塗料】  

＜既存難燃性マグネシウム合金及び新規開発合金の母材耐食性評価 (暴露試験 )＞  

既存マグネシウム合金と共に、 2016 年度に開発された新規マグネシウム合金

（AX41・AX81S・AX81G・AⅩ92）につき母材の屋外暴露を懸架し、その腐食特

性の解析を実施してきた。テーマ 35 においては、既存マグネシウム合金の 5 年

暴露を終了し解析すると共に、新規開発マグネシウム合金は 3 年暴露を終了し、

その傾向解析を実施した。（ 2020 年以降は、テーマ 60 の中で、この後の新規開

発合金の 5 年暴露品につき最終評価データ化した）。  

暴露は、沖縄（宮古島）千葉（銚子）の 2 拠点、懸架方法は、『直接暴露』、雨

水に直接雨風が当たらぬ『遮蔽暴露』の 2 方式で実施した。解析は、暴露済テス

トピースに対し腐食生成物をクロム酸水溶液にて除去後に、 1）腐食減量（重量

変化）、2）最大孔食深さ測定（レーザー3 次元測定器（VR-5000:KEYENCE 社製

による腐食深度）を実施した。併せて、 ICP 発光分光分析法にて組成分析を行い、

暴露結果との相関に関し検証も実施した。  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テーマ 19 で先行した腐食特性解析を裏付ける様に、実暴露における腐食状態は、

上図（図 3-2.5.7-39）に示す様に、1) 腐食減量は直接暴露が大きく、2) 腐食深さは、

遮蔽暴露が大きい傾向が確認された。直接暴露では風雨により腐食生成物(水溶性マ

グネシウムに変化)が洗い落とされ随時新たな面での腐食が進行する傾向があった。  

一方で、遮蔽暴露では結露の影響で浸食が発生すると考えられる。結露による浸食

では、腐食による母材の部分的な表面自由エネルギ―の増加（濡れ性アップ）により、

図 3-2.5.7-39 既存難燃性マグネシウム合金(AZX612)の腐食減量並

びに浸食深さ  
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局部的に腐食が深く進むことが確認された。（図 3-2.5.7-40）  

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

雨水であれ結露であれ、電解質(水分)の影響は露地・暴露方式で異なり、その挙動

は異なるものとなった。なお 2020 年度までに評価した 3 年暴露終了の新規開発マグ

ネシウム合金でもその傾向はほぼ同じであった。特筆すべきは、ICP での組成分析と

照らし合わせると、実暴露に関しても腐食減量に関しては、添加元素中の Al 濃度

と腐食減量の関係は、一層顕著となっていた。（ 2022 年度の 5 年暴露にて確

認：テーマ 60）。また Ca 濃度が高いほど腐食減量は大きくなった。暴露方式の

差異は遮蔽暴露がやや少ない傾向にあるが、その中でも Ca 濃度の影響は顕著と

なっていた。（図 3-2.5.7-41～図 3-2.5.7-44 参照。）  
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図 3-2.5.7-40 遮蔽暴露での結露腐食（孔食）  

図 3-2.5.7-41 腐食減量の評価;（沖縄）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  
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図 3-2.5.7-42 腐食減量の評価（銚子）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  

図 3-2.5.7-43 最大孔食深さの評価（沖縄）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  
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➀ -8 難燃性マグネシウム合金製車両構体に必要な化成処理施工技術の開発【大日

本塗料、再委託先ミリオン化学】  

プロジェクトで開発した化成処理技術（大型車両に対する新規開発のスプレー式の

化成処理）に関して、2019 年度、横浜金沢分室で作成した 1/1 気密疲労試験構体の

作成に適用した。具体的には、気密疲労構体の評価部と剛性調整部の接続部分に化成

処理を適用し、問題なく施工できることを確認した（図 3-2.5.7-45）。塗装(意匠付与)

工程については、気密疲労試験後に、構体素地の欠陥評価を行う都合上、本構体への

適用は除外した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

図 3-2.5.7-44 最大孔食深さの評価（銚子）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  

図 3-2.5.7-45 構体結合部に施工したシャワー式化成処理の外観  
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①-9 難燃性マグネシウム合金及び合金上に作製した皮膜の耐食性評価と耐食メカニ

ズムの解明【大日本塗料、再委託先：芝浦工業大学】  

 プロジェクトで開発した化成処理技術（大型車両に対する新規開発のスプレー式の

化成処理）は、従来の化成処理溶液を一部配合変更させることで耐食性を改善した。

2019 年度は、上記化成処理技術を対象として、XPS、SEM-EDS 等の評価技術を駆使

して、化成処理皮膜の構造評価解析を実施した。その結果、化成処理液中に含有した

特定元素がマグネシウム化合物として表面処理皮膜に存在することや、これらが化成

皮膜の形成を安定化させ、且つ、防錆目的で加えたリンの塗膜内の分散状態も、化成

処理膜の緻密化や防錆顔料の偏在抑止となり、防錆性に寄与にしたことが示唆された。 

一方、母材の腐食機構に関し、当初に促進試験（塩水浸漬）を基に立てた腐食メカ

ニズムの仮説に対し屋外大気暴露での検証を実施した。暴露終了試験片の腐食状態の

解析結果を基に促進試験との差異につき比較を実施した。屋外大気暴露では直接暴

露・遮蔽暴露では腐食量はもとより目視での腐食形態にも差が認められる。暴露試験

片の SEM 等では直接暴露と遮蔽暴露とでは腐食部表面状態にも差があり、特に LDH

（層状複水酸化物）形成と共に、緩やかな長期反応による針状晶出物が観察され、遮

蔽暴露ではより顕著であった。加えてこの腐食生成物は、空気中の CO2 の影響によ

り炭酸化合物の水和物も観察され、促進試験による強制的な腐食に比べ、緩やかな腐

食進行と共に晶出物の生成と溶出のサイクルにて腐食が進み、環境条件の影響（空気

中の炭酸ガス）や暴露条件（直接と遮蔽）の差異も確認された。よって短期の促進試

験は腐食の目安となるものの、一概には腐食進行を語れないことも示唆された（図

3-2.5.7-46）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-2.5.7-46 実暴露における腐食メカニズムの検証  
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② 革新的マグネシウム材の自動車構造部材への適用技術開発  

②-1 マグネシウム合金による自動車部品試作、性能評価【トヨタカスタマイジング

&ディベロップメント】  

 マグネシウム開発合金を用いて 1/1 スケールのフロントフードの試作を行うに当

たって必要となる 7 つの研究項目について研究開発を推進した。以下、各研究項目の

成果の概要をそれぞれ記す。  

(1) アルミニウム製フロントフードの分解調査  (2019 年度) 

マグネシウム開発合金を用いてフロントフードの試作を行うにあたり、実車に搭載

されているフロントフードを調査し、部品としての目標特性を明確化する必要がある。

そこで、既存輸入車のアルミニウム製フロントフードをベンチマークすることとした。

調査は、(i)重量、サイズ、板厚、塗膜厚、ビッカース硬度、引張特性の測定、(ⅱ)材

質、表面処理、ミクロ組織、化学成分の調査、(ⅲ)クリンチ接合部、ヘム部の断面観

察、以上 3 点について調査を実施し、調査を通じて、部品としての目標特性を明確化

した。  

 

(2) フロントフードのリバースエンジニアリング  (2019 年度) 

既存輸入車のフロントフード形状にて試作を行うため、対象部品のリバースエンジ

ニアリングを行った。フードアウタパネル、フードインナパネル、ストライカ、ヒン

ジリンフォースの 3 次元測定を行い、得られたスキャンデータを使用し、CAD デー

タの作成を完了した。  

 

(3) 開発合金のプレス成形トライ  (2019～2020 年度) 

フロントフードを模擬した小型形状でのプレス成形試作・ヘミング加工試作を実施

した。そこでは、マグネシウム開発合金を用いて、アウターパネルとインナーパネル

をプレス成形試作し、その試作品を用いてヘミング加工試作を行った。ヘミング加工

はプレスヘミングとローラー加圧ヘミングの２つの加工方法で検証を実施した。その

結果、成形温度 150℃でプレス成形・ヘミング加工ができることが確認できた。図 3-

2.5.7-47 にその結果の一例を示す。  

 

   

 

 

なお、1/1 フロントフードの試作に当たっては、幅約 300mm の圧延材(4～5 枚)を

FSW により接合し、広幅圧延材を作製した上でプレス成形を行う必要がある。一方、

FSW により接合した開発合金板材においては、FSW 部に強い底面集合組織が形成さ

れ、成形性が低下し、材料が破断してしまう傾向があった。その対策として、FSW

図 3-2.5.7-47 製作した小型フロントフード  
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により接合した圧延材を対象として、焼鈍処理により FSW 部の延性を回復すること

を検討した。具体的には、FSW 部の延性を回復うるための適切な焼鈍温度を検討し

た。そこでは、各種温度にて焼鈍処理を行った上で、アウターパネルとインナーパネ

ルをプレス成形にて試作した。その結果、インナーパネルについては、適切な温度の

焼鈍処理を行うことで、FSW 部の割れを抑制できることが明らかとなった。アウ

ターパネルについては、焼鈍処理を行うと、母材のフランジ部において割れが発生す

ることが分かり、焼鈍処理は行わないこととした。さらにその試作品を用いて、ロー

ラー加圧によるヘミング加工試作を実施した。その結果、材料成形温度 150℃にてプ

レス成形・ヘミング加工とも試作可能であることが確認できた。  

 

(4) フロントフードの張り剛性試験 (2019～2020 年度) 

ベンチマークであるアルミニウム製フロントフードの張り剛性の調査を実施した。

また、マスチックシーラのヤング率を予測する為のデータを取得するため、アルミニ

ウム製フロントフードの剛性試験を行った。  

そこでは、アルミニウム製フロントフードと同等の性能を得るための開発合金の板

厚の選定や、マスチックシーラのヤング率を選定するために、FEM による検証を実

施した。その結果、開発合金のアウターの板厚を 1.2 ㎜、インナーの板厚を 1.0mm、

マスチックシーラのヤング率を 765kPa に設定すると、図 3-2.5.7-48 に示す通り、ベ

ンチマークの結果と近しい相関が得られた。  

 

       

 

 

 

 

(5) ストライカ、ヒンジリンフォースの試作（2020～2021 年度）  

マグネシウム開発合金を用いたフロントフードの試作に向けて、構成部品であるス

トライカ、ヒンジリンフォース(右側/左側)の試作を行った。そこでは、ベンチマーク

であるアルミニウム製フロントフードの構成をリバースエンジニアリングにより設計

を行った。その結果、ストライカ、ヒンジリンフォースともにプレス成形まで完了し、

1/1 フロントフードの試作に利用した。  

 

図 3-2.5.7-48 張り剛性実機試験と FEM との荷重-ストローク線図比較  

（測定ポイント 3）  
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(6)  セルフピアスリベット(SPR)接合性の評価（2019～2020 年度）  

マグネシウム開発合金を用いて 1/1 フロントフードを試作するに当たっては、フー

ドインナパネル（開発 Mg 合金性部品）とストライカ・ヒンジリンフォース（鉄鋼製

部品）の異材接合を行う必要がある。ここでは、異材接合の手法として SPR 接合を

選定した。そして、SPR 接合を適用するために、SPR 接合した部材の引張せん断試

験と十字引張強度（CTS）試験を実施した。その結果、図 3-2.5.7-49、図 3-2.5.7-50

に示す通り、ベンチマークである、アルミニウム製フロントフードに採用しているメ

カニカルクリンチと、ほぼ同等の性能を有することを確認した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、ストライカ部分を模した試験体（マグネシウム製インナーパネルの一部に

鋼製ストライカ部品を SPR にて締結した試験体）を試作し、その引張圧縮試験を実

施した。その結果、アルミニウム製フロントフードと同等の性能を有することを確認

した（図 3-2.5.7-51 参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-49 引張せん断試験結果  

図 3-2.5.7-50 十字引張強度(CTS)試験結果  
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(7) 汎用合金を利用した 1/1 フロントフードの試作(2020～2021 年度) 

マグネシウム開発合金を用いたフロントフード試作に向けて、実寸大のプレスを実

施する際の問題点抽出を行うことを目的として、汎用マグネシウム合金(AZ31B)を用

いて、ベンチマークであるアルミニウム製フロントフードを模擬した 1/1 フロント

フードの試作を成形温度 250℃において実施し、プレス成形により所定形状のフード

を作製できることを確認した。ここで、AZ31B を用いてアルミニウム製フロント

フードを模擬した、実車サイズのアウターパネルおよびインナーパネルをプレス成形

した結果を図 3-2.5.7-52 及び図 3-2.5.7-53 に示す。  

プレス成形後は、インナーパネルをレーザー加工し、アウターパネル成形品とイン

ナーパネル成形品をアッシー可能な寸法精度が得られていることを確認した（図 3-

2.5.7-53 参照）。さらに、アウターパネル成形品とインナーパネル成形品を利用して、

ローラヘミング加工を行い、材料温度 250℃において割れのないヘミング加工が可能

であることを確認した。  

 

 

 

 

 

 

 

    

  

                      

 

(8) 開発合金を利用した 1/1 フロントフード試作（2021 年度）  

上記の通り、2020 年度までに、汎用マグネシウム合金(AZ31B 合金)を用いて、プ

レス成形温度 250℃において、1/1 フロントフードを試作可能であることを確認した。

その知見を元に、2021 年度は、開発合金を用いて 1/1 フロントフードの試作を推進

した。そこでは、住友電工（株）、日本金属（株）にて作製した開発合金の広幅圧延

Al 合金  

Al 合金  

図 3-2.5.7-51 ストライカ試験体の圧縮・引張試験結果  

図 3-2.5.7-52 製作したアウターパネル  図 3-2.5.7-53 製作したインナーパネル  

（レーザー加工後）  
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材を用いて、インナーパネル及びアウターパネルの試作を行った。広幅圧延材は、

FSW にて幅約 300mm の圧延材を複数枚接合することにより作製した、幅 1300mm、

長さ 1900mm の板材を利用した。インナーパネルの作製に際しては、「(3) 開発合金

のプレス成形トライ (2019～2020 年度)」において導出した、FSW 部を軟化させるた

めの焼鈍条件にて、予め圧延材を焼鈍した後に、材料温度 150℃にてプレス成形を実

施した。表 3-2.5.7-7 にパネルを試作した際のプレス成形条件を示す。表に示すプレ

ス成形条件を採用することにより、150℃以下の成形温度においてインナーパネルを

プレス成形することができた。アウターパネルに関しては、「(3) 開発合金のプレス

成形トライ  (2019～2020 年度)」において、焼鈍を行うと母材部の成形性が劣化する

ことから、焼鈍は実施せずにプレス成形を、表 3-2.5.7-7 に示す条件で実施した。そ

の結果、材料温度 150℃にて成形できることを確認した。プレス成形後のアウターパ

ネルの外観を図 3-2.5.7-54 に示す。  

次に、作製したインナーパネルとアウターパネルを重ね合わせ、「(3) 開発合金の

プレス成形トライ  (2019～2020 年度)」で導出した条件を元に、ローラヘミング加工

を実施した。ローラヘミング加工に際しては、実際の 1/1 フロントフードの試作に即

して、ヘミング用の接着剤及びマスチックを利用した。接着剤及びマスチックの選定

に当たっては、150℃のローラヘミング加工でも硬化しないものを予め選定した上で

利用した。表 3-2.5.7-8 にヘミング加工条件を示す。表 3-2.5.7-8 に示す条件を採用す

ることにより、ローラヘミング加工に関しても、材料温度 150℃以下で加工できるこ

とを確認した。ローラヘミング加工後の 1/1 フロントフードの外観を図 3-2.5.7-55 及

び図 3-2.5.7-56 に示す。  

以上の結果より、開発合金を用いて、1/1 フロントフードをプレス成形温度 150℃

以下で試作可能であることを実証した。1/1 フロントフード作製後に、その電着塗装

トライを実施したが、その結果については、「②-2 マグネシウム合金 -アルミニウム

合金の同時化成処理技術の開発【日本パーカライジング (株)】」に記載したので参照

されたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2.5.7-7 アウターパネル、インナーパネルプレス試作条件と結果 

表 3-2.5.7-8 ローラー加圧ヘミング条件と結果  

材料温度

(℃)

プレス速度

(mm/s)

保持時間

(min)

ドロー 145 0.1 5 ○

フランジアップ 130 0.1 5 ○

Mg開発合金 t=1.0mm 125 0.1 5 ○

結果

（母材）

アウター

インナー

Mg開発合金 t=1.2mm

成形条件

成形 材料

材料ねら

い温度
ローラー速度 接着材 マスチック

Mg開発合金 t=1.2mm Mg開発合金 t=1.0mm 有 150℃ 30mm/s ○ ○ ○

アウターパネル　インナーパネル

部材
ヒンジ

ストライカ

ヘミング条件
結果

（一般部）
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(9) フロントフードの頭部歩行者保護試験 (2021 年度) 

試作した開発合金による 1/1 フロントフードの性能試験の一つとして、頭部歩行

者保護性能試験を実施した。試験に当たっては、ベンチマークであるアルミニウ

ム製フロントフードと、「 (7) 汎用合金を利用した 1/1 フロントフードの試作」で試

図 3-2.5.7-54 開発合金による 1/1 アウターパネルプレス成形品  

図 3-2.5.7-55 ローラヘミング加工後のフードアッシー成形品（アウター側）  

図 3-2.5.7-56 ローラヘミング加工後のフードアッシー成形品（インナー側）  
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作した、AZ31B 合金による 1/1 フロントフードも試験に供した。AZ31B 合金によ

る 1/1 フロントフードを比較材としたのは、FSW 部の有無が性能に及ぼす影響を

確認するためである。図 3-2.5.7-57 に開発合金により試作したフロントフードの

頭部歩行者保護性能試験時（鉄球がフロントフードに衝突した際）の状況を示

す。  

図 3-2.5.7-58 は、試験後のフロントフードの外観をまとめた結果である。それぞ

れの変形状態を観察すると、アルミニウム製のフードは鉄球の衝突部が凹んで、

塑性変形が起こっているのに対し、AZ31B と開発合金によるフロントフードには

塑性変形は確認できず、ほぼ元の形状に戻っていた。表 3-2.5.7-9 に試験により得

られた頭部傷害値（HIC 値）をまとめて示す。表 3-2.5.7-9 によると、アルミニウ

ム製フードと比較して、AZ31B および開発合金製のマグネシウムフードの方が低

い HIC 値を示した。図 3-2.5.7-59 は、頭部歩行者保護試験時の鉄球の加速度 -時間

グラフをまとめた結果である。図 3-2.5.7-59 を確認すると、初期の最大加速度は

90G 前後であり、アルミニウム製フードとマグネシウム製フードで大きな差は無

いが、マグネシウム製フードは、AZ31B 及び開発合金ともに、ピーク後に G が低

下しており、HIC 値が低くなる原因の一つであることが確認された。  

以上の試験結果より、開発合金により試作製した 1/1 フロントフードの性能試験

の一つとして、頭部歩行者保護性能試験を実施し、アルミニウム製フードと比較

して低い HIC 値が得られることを確認することができた。なお、本試験を行うに

当たっては、頭部歩行者保護性能試験のシミュレーションを事前に行っており、

その結果について、「③ -6 高成形性マグネシウム材（薄板）の開発【伊丹分室：

住友電気工業】」を参照されたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-57 頭部歩行者保護性能試験時の開発合金によるフロントフードの状況  
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表 3-2.5.7-9  HIC 値一覧 

図 3-2.5.7-59 加速度-時間グラフ 
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ン  

AZ31 開発合金  

アルミニウム  AZ31B 

開発合金  

仕様 試験ID HIC値 HIC平均

A-2 571.0

A-3 574.2

A-4 573.4

AZ-1 422.2

AZ-2 427.2

MGK-1 365.7

MGK-2 399.0

AZ31B

Mg開発合金

アルミニウム 572.9

424.7

382.4

図 3-2.5.7-58 頭部歩行者保護性能試験後のフロントフードの外観  
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②-2 マグネシウム合金-アルミニウム合金の同時化成処理技術の開発【日本パーカラ

イジング(株)】  

（2019～2022 年度）  

研究開発の内容及び成果等  

 マグネシウム合金板材を自動車部品に適用する際には、既存自動車構成材料と同時

に化成処理がなされるため、鉄鋼材料、亜鉛めっき鋼板、アルミニウム合金などの金

属材種と同時に化成処理することが求められる。マグネシウム合金材料単体を化成処

理する技術はいくつか提案されているが、異種材料と同時処理する技術は提案されて

いないのが現状である。このことから、先ずはマグネシウム合金とアルミニウム合金

との同時化成処理技術を確立し、その後、亜鉛めっき鋼板や鉄鋼材料との同時処理技

術を確立することを目標とした。  

 

②-2-1. 自動車向け汎用化成処理技術の適用  

本検討は革新マグネシウム材を自動車に適用するものであることから、自動車ライ

ンで 2019 年度現在採用されている化成処理剤 2 種を検討した。検討した化成処理剤

はりん酸亜鉛処理（プレパレン X、パルボンド SX35：日本パーカライジング製）と

ジルコニウム化成処理（パルシード 2010D：日本パーカライジング製）である。また、

化成処理および電着塗装（自動車用カチオン電着塗装：膜厚 15µm）を行った後、塩

温水浸漬による塗装後耐食性評価を実施した。これらの結果を図 3-2.5.7-60 に示し

た。  

   

 りん酸亜鉛処理  
りん酸亜鉛処理  

（Ni,Fe を除いたもの）  

ジルコニウム化成

処理  

化成皮膜量  皮膜量 1.2g/㎡  皮膜析出せず  Zr 60mg/㎡  

塗装後耐食性  

SDT240h 

 

実施なし  

 

 

 

 化成処理性を確認したところ、りん酸亜鉛処理はマグネシウム合金材に析出するも

のの、塗装後耐食性が大幅に低下した。これは処理液中に含まれるニッケルや鉄が還

元析出し、卑なマグネシウム合金材がガルバニック腐食により溶解したものと考えら

れる。しかし、ニッケルやマンガンなどの重金属を処理液から除くと、化成処理の反

応起点がなくなるためか皮膜が析出しなくなってしまうことが分かった。一方、ジル

コニウム化成処理はマグネシウム合金材に化成皮膜が適度に析出し、ある程度良好な

塗装後耐食性を示した。これより、本検討の趣旨となるマグネシウム合金-アルミニ

ウム合金の同時化成処理検討はジルコニウム系化成処理を中心に実施していくことと

図 3-2.5.7-60 化成性と塗装後耐食性（AZ31 材使用）  
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した。  

 

②-2-2. マグネシウム合金組成による影響調査  

 化成処理は材料の表面状態による影響を受けるため、マグネシウム合金の組成を変

動させた際の化成処理性と塗装後耐食性への影響を調査した。マグネシウム合金材は

AZ41、AZ51、AZ61、AZ71（伊丹分室より提供）を用い、比較材として合金化溶融

亜鉛めっき材(GA)を用いた。評価結果を図 3-2.5.7-61 に示した。何れの材料も良好

な結果を示したが、アルミニウム含有量が高いほど、良好な耐食性となった。また、

マグネシウム合金材の場合、腐食起点から孔食が進みやすく、材料の穴あきに繋がり

やすい。これらの孔食を防ぐためにもアルミニウム含有量をできるだけ高くし、表面

状態を均一化させることや、材料の作り込み時に合金成分の分布をコントロールする

などの技術が求められる。  

 

 

 

 

 

マグネシウム合金材およびアルミニウム合金材の同時化成処理として、既に自動車

向け表面処理剤として実績があり、かつ、アルミニウム合金にも処理可能であるジル

コニウム化成処理を適用することで、マグネシウム材にも皮膜を析出し、一定の塗装

後耐食性能を得ることができた。表面の合金成分のうち、特にアルミニウム含有量は

化成処理性や塗装後耐食性に影響するものと思われ、革新マグネシウム合金材の適用

に際しては、合金成分の最適化が必要となる。  

 

②-2-3. 開発マグネシウム合金材の最適化検討  

②-2-2 項でも触れたようにマグネシウム合金材の表面状態が化成処理性や塗装後耐

食性に大きく影響することが分かった。平塚分室にて各種材料への化成処理性を評価

し、その結果を各材料メーカーにフィードバックしながら、自動車フロントフードと

して最適な合金設計にチューニングする材料開発を行ってきた。例えば、成形加工評

価において FSW 部などの一部にシワや割れが発生することがあり、成型加工性の向

上を狙った開発材の改良が検討された。このように改良開発材については加工性や化

図 3-2.5.7-61 合金成分中のアルミニウム配合量変動時の電着塗装材料の塩温水

浸漬耐食性  
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成処理性および耐食性を繰り返し評価することで最適組成を設計していく必要がある。 

開発材にジルコニウム化成処理を行った後、化成処理性の評価として XRF による

皮膜付着量測定を行った。表 3-2.5.7-10 のように、改良開発材の付着量がやや多く、

化成性が同等以上であることが確認できた。さらに、化成処理後に電着塗装(自動車

用カチオン電着塗装：膜厚 20μm)を施し、表 3-2.5.7-11 に示す塗装後耐食性評価を

行った。耐食性評価結果を図 3-2.5.7-62、図 3-2.5.7-63 に示した。改良後、塩温水浸

漬耐食性はやや良化し、複合サイクル試験耐食性はほぼ同等であった。また、化成処

理による材料被覆性を確認するために分極測定を行った。分極測定条件を表 3-2.5.7-

12 に、試験結果を図 3-2.5.7-64 に示す。化成処理されたそれぞれの材料の腐食電位

は、初期の開発合金材で-1.56V、改良された開発材で-1.53V となっており、材料の改

良後も化成処理の被覆性は大きく変わらないことが確認された。これらの結果から、

ジルコニウム化成処理により、改良材に対しても良好な化成処理性が得られているこ

とが確認された。塗装後耐食性評価は更に継続して行うべきであるが、現時点におけ

る大きな問題はないものと考える。  

 

・化成処理条件  

ジルコニウム化成処理剤、処理 pH4.0、処理温度 40℃、処理時間 120s、処理条

件：10cm/sec 速度で試験片を揺動しながら浸漬処理。化成処理後には市水洗浄を行

い、風乾したものを電着塗装した。  

 

・電着塗装条件  

自動車用カチオン電着塗料、狙い膜厚 20µm（スロースタート 30ｓ）、焼き付け条件

180℃×26 分  

 

 

サンプル  Zr mg/m2 

開発材  57.4 

改良開発材  74.8 

 

 

 

評価方法  詳細  

SDT 
5% NaCl、50℃、240 時間  

クロスカット部の片側最大錆、膨れ幅、テープ剥離幅  

CCT(JASO M609) 

塩水噴霧 (35±1℃ , 5% NaCl, 2 時間 )→乾燥 (60±1℃ , 4 時

間 )→湿潤 (50±1℃ , 95%RH 以上 , 2 時間 )を 1 サイクルとし

て  

クロスカット部の片側最大膨れ幅を測定  

表 3-2.5.7-10 皮膜付着量測定結果  

表 3-2.5.7-11 塗装後耐食性評価  
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項目  内容  

電解液  5wt%NaCl 溶液  

対極  Pt 電極  

参照電極  飽和 Ag/AgCl 電極  

温度  25℃  

掃引速度  0.5ｍV/s 

掃引範囲  
自然電位に対し  

-200～+400ｍV 

 

                    

 

②-2-4. 鉄鋼材料および亜鉛めっき鋼板との同時化成処理技術  

 自動車材料にはアルミニウム合金材の他、鉄鋼材料や亜鉛めっき鋼板が多く使用さ

れている。鉄鋼材料や亜鉛めっき鋼板を化成処理することで、化成処理浴中には溶出

した鉄イオンや亜鉛イオンが含まれることとなる。鉄や亜鉛はマグネシウムと比べ貴

な金属であることから、これらはマグネシウム合金材表面に還元析出し、電位差が大

きい場合にはガルバニック腐食の発生などが懸念される。アルミニウム合金材との同

時処理が可能となったジルコニウム化成処理剤を用い、その処理液条件を調整するこ

とで鉄鋼材料および亜鉛めっき鋼板との同時処理の成立を試みた。図 3-2.5.7-65 に示

90cy 180cy

JASO
SDT

開発材

改良

開発材

90cy 180cy

GA

(比較材)

改良

開発材

SDT
JASO

図 3-2.5.7-62 塗装後耐食性評価結果  図 3-2.5.7-63 塗装後耐食性評価結果  

（GA 材との比較）  

表 3-2.5.7-12 分極測定条件  

 図 3-2.5.7-64 分極測定結果  
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した通り、化成処理には最適な処理 pH が存在する。化成処理液は成分が皮膜として

沈殿析出する平衡反応を調整しながら取り扱う必要があり、それぞれの処理液成分の

組合せによって最適な pH が決定される。りん酸亜鉛処理などの一般的な化成処理液

の場合、皮膜析出 pH はほぼ固定されており、例えばりん酸亜鉛処理の場合は pH3.0

～3.1 程度となっている。図 3-2.5.7-65 では pH3.8 に水酸化鉄の沈殿 pH が示されて

いるが、化成浴中に鉄イオンが存在する場合、この pH 以上になると水酸化鉄として

沈殿を形成することを意味している。つまり、pH3.8 以下では鉄イオンが化成溶液中

に存在し得るため、鉄より卑なマグネシウム合金材を処理液に浸漬した際には浴中に

存在した鉄イオンによって鉄が還元析出し、図 3-2.5.7-60 のようにガルバニック腐

食の影響を与え得ることとなる。水酸化鉄の沈殿 pH を超過しているジルコニウム化

成処理は pH4.0 程度で処理を行ってきたが、水酸化鉄の沈殿 pH とやや近く、更に高

い pH での処理を実現することで鉄の還元析出対策を行うこととした。ジルコニウム

化成処理剤は、処理浴組成の配合バランスを適正化することで、このように処理 pH

を若干変動させることが可能となる。また、化成浴中には亜鉛イオンも多く含まれる

こととなるため、同様に処理 pH を変更した際のマグネシウム合金材への析出挙動を

確認することとした。これらの対策により、鉄鋼材料および亜鉛めっき鋼板との同時

処理性を確立したジルコニウム化成処理剤の最適条件を設定できることを試験片レベ

ルで確認した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2-5. 1/1 スケールフロントフードへの化成処理性評価  

1/1 スケールフロントフードの化成処理および電着塗装を実施した。化成処理では、

日本金属(板橋分室)より提供いただいた開発材向けに改良したジルコニウム化成処理

を用いた。処理の様子を図 3-2.5.7-66 に示す。図 3-2.5.7-66 のように、フロントフー

ドをホイストで吊り上げて、大型処理槽に浸漬し、化成処理を実施した。吊り上げた

フロントフードの上部と下部において化成処理性が変わりないことを確認するために、

開発材試験片をフロントフードの上部・下部に取り付け、XRF による皮膜付着量測

定を行った。表 3-2.5.7-13 に示すように、大型ワークのどの部位においても Zr 付着

量にほぼ差異はないことを確認した。  

電着塗装（関西ペイントにて外注塗装）はカチオン系電着塗料を用い、アウター・

インナーが組まれた状態で化成処理を行った後に塗装した。化成処理後および電着塗

装後の外観を図 3-2.5.7-67 に、電着膜厚測定箇所を図 3-2.5.7-68 に示した。各箇所に

 図 3-2.5.7-65 化成処理液の pH と各金属成分の析出挙動  
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おける電着膜厚測定結果を表 3-2.5.7-14 に示した。表 3-2.5.7-14 より、アウター・イ

ンナーの両面に 20μm 程度の均一な電着塗装が施されていることが確認できた。電

着塗装後外観は概ね良好であったが、フロントフードの一部にてハジキが発生した。

ハジキの原因は、成形加工時に付着したプレス油、マスチックシーラーが飛散した汚

れと考えられ、施工法による改善の余地がある。また、プレス油やマスチックシー

ラーの汚れは、化成処理工程の前に表面研磨することによって除去でき、その後問題

なく化成処理・電着塗装が実施できた。これらの結果より、開発合金向けに改良した

ジルコニウム化成処理は、ラボレベルから実車サイズの試作材にまでスケールアップ

した際も適用が可能であることが確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2.5.7-66 1/1 フロントフード処理の様子  

 図 3-2.5.7-67 化成及び電着塗装後の外観  



  

3-2.5.7-69 

 

 

  

測定位置  Zr mg/m2 

右上  48.4 

左下  50.5 

右下  53.1 

左下  58.1 

(測定位置はフロントフード浸漬時の浸漬位置を示す) 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-3 マグネシウム合金-アルミニウム合金の同時化成処理条件の最適化  

【日本パーカライジング(株)、再委託先：ミリオン化学(株)】  

マグネシウム合金板材を自動車部品、具体的にはフロントフードに適用するべく化

成処理技術の開発を行う。マグネシウム合金板材をフロントフードに適用する際に想

定される課題として、異種金属との同時処理にある。これまで、ガルバニック腐食を

起こしやすいマグネシウム合金は異種金属と接合することが避けられてきた。した

がって、異種金属と同時に化成処理することはなく、自動車構成材料として広く適用

 表 3-2.5.7-13 皮膜付着量測定結果観  

 図 3-2.5.7-68 電着塗装膜厚の測定箇所  

 表 3-2.5.7-14 電着塗装膜厚測定結果  
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される鋼板、亜鉛めっき鋼板、アルミニウム材などの異種金属を同時に化成処理する

技術は確立されていない。このことから、マグネシウム合金と同様に軽量化を目的に

多用されると予想されるアルミニウム合金との同時化成処理技術を確立することを目

指す。ミリオン化学はこの技術のうち、同時化成処理プロセス条件の最適化として、

化成前処理や化成処理の条件設定の最適化を担当し、ある条件範囲を見出した。  

 自動車ラインでは他種材料が処理されるためにマグネシウム合金材向けのような

エッチング工程とスマット除去工程は通常工程に存在しない。マグネシウム合金材は

その材料特性から通常これらの工程を必須とするため、工程追加による塗膜性能の影

響を確認した。表 3-2.5.7-15 に示した化成処理条件にて評価を実施したが、通常は

エッチング工程とスマット除去工程を追加することで皮膜成分である Zr 付着量が低

下することが既知情報として知られており、Zr 付着量を確保するため pH を低く設定

した。塗装は日本パーカライジング㈱にてカチオン電着塗装を実施した。評価は

電着塗装単膜で表 3-2.5.7-16 に示す内容で実施し、結果を表 3-2.5.7-17、表 3-2.5.7-

18 に示した。  

エッチング工程とデスマット工程を追加することで、皮膜成分 (Zr)付着量が低下す

る傾向が確認され、これまでの再現性が得られた。  

塗膜性能評価では、工程を追加することで大幅に性能が悪化することが確認できた。

これは剥離後の図 3-2.5.7-69 に示すように、塗膜下で腐食が広範囲に広がっているこ

とが観察できる。微小圧延痕 (凹凸の筋 )が除去され平滑性が付与され、腐食要因

物質がカット部から横方向に広がりやすくなったためではないかと推測した。ま

た、「皮膜成分 (Zr)付着量変化における塗膜性能試験」の塗膜性能評価結果と

No.i の結果を比較すると、塗膜の膜厚差は解消されているものの AZ31 と A6061

の性能差は拡大している。皮膜化成条件の pH が低いため、皮膜化成工程での

エッチングが進行し、塗装性能に影響した可能性が考えられる。程度の違いはあ

るが、No.ii の工程追加と同じ現象が起こっていると推測した。  

マグネシウム合金板材を自動車部品に適用するべく化成処理条件の最適化を行った。

化成処理条件としては、薬剤濃度や pH などの条件を変化させ、皮膜成分(Zr)付着量

や塗膜性能を評価することで最適化を行った。皮膜成分(Zr)付着量は pH で制御でき、

20～80mg/㎡にすることで塗膜性能が良好な結果を示すことを見出した。実用化にあ

たっては素材や薬剤の添加剤、塗料が異なることが考えられる。このため、実際に用

いられる素材や塗料にあわせて、化成処理条件もアレンジするなど配慮が必要と考え

る。  

 

 ※GC は「グランダクリーナー」、GF は「グランダファイナー」の略称。  

No. 脱脂  エッチング  スマット除去  皮膜化成  

i 
GC 2026 

3%, 55℃ ,  360 秒  
―  ―  

GR AL-80 

2.5%, 40℃ ,  120 秒  

pH=3.0, FF=15ppm 

ii ↑  
GF MG-104SX 

2.8%, 60℃ ,  30 秒  

GF MG-15SX 

45%, 60℃ , 240 秒  
↑  

 表 3-2.5.7-15 化成処理工程  
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試験項目  評価方法  

SDT 
5% NaCl、50℃、240 時間  

X カット部の片側最大錆、膨れ幅、片側最大テープ剥離幅  

CCT(JASO 

M609) 

塩水噴霧 (35±1℃ , 5% NaCl, 2 時間 )→乾燥 (60±1℃ , 4 時間 ) 

→湿潤 (50±1℃ , 95%RH 以上 , 2 時間 )を 1 サイクルとして  

X カット部の片側最大錆、膨れ幅を測定  

 

 

No. 供試材  

皮膜成分 (Zr)付着

量  

(mg/㎡ ) 

i 
AZ31 32.6 

A6061 58.0 

ii AZ31 27.9 

 

 

No. 供試材  
平均塗膜厚  

(µm) 

SDT 

(mm) 

CCT 

(mm) 

錆、膨れ幅  剥離幅  120 サイクル  230 サイクル  

i 
AZ31 18.6 4.0 4.0 2.0 4.0～5.0 

A6061 16.7 0.5 0.5 0 0 

ii AZ31 19.8 27.3 27.3 2.0～5.5 5.5～15.5 

 

 

 

 

No.i        No.ii 

 表 3-2.5.7-16 塗膜性能試験詳細  

 表 3-2.5.7-17 皮膜成分(Zr)付着量  

 表 3-2.5.7-18 塗膜性能評価結果  

 図 3-2.5.7-69  SDT テープ剥離後の代表写真  
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③-1 マグネシウム合金の各種信頼性（疲労特性、腐食特性、成形性等）データベー

スの構築【産業技術総合研究所】  

(1) 新難燃性マグネシウム合金の各種信頼性（疲労特性、腐食特性）データベースの

構築  

 開発した難燃性マグネシウム合金の溶融溶接（TIG, MIG）継手を対象として、疲

労特性を明らかにすることと、開発した難燃性マグネシウム合金母材の耐食性と電気

化学特性の関係を明らかにした。  

 疲労特性の評価に関しては、2018～2019 年度に、新たに開発した難燃性マグネシ

ウム合金(AX41 (押出材)：射水分室、AX92 (押出材)：長洲分室、名古屋守山分室、

AX81(G) (圧延材)：相模原分室、AX81(S) (圧延材)大阪分室)を対象として、母材およ

び各種継手（MIG, TIG, FSW）の疲労特性を平面曲げ疲労試験により共同で評価した。

名古屋守山分室は AX92 の特性評価を担当し、応力比 R=-1, -0.5, 0 の疲労特性を系統

的に評価した。また、他の分室で取得した疲労試験結果の集約を実施した。その一環

として、母材および MIG 継手、FSW 継手、TIG 継手から得られた疲労試験結果を疲

労限度線図に整理し、応力振幅に対する平均応力の影響を調べた。  

図 3-2.5.7-70 の(a)に母材（0°材）の疲労限度線図、(b)に MIG 継手の疲労限度線

図、(c)に TIG 継手の疲労限度線図、(d)に FSW 継手の疲労限度線図をそれぞれ示す。

母材の疲労限度線図に注目すると、応力比-1.0 から-0.5 において応力振幅は平均応力

の影響が少なかった。これは 90°材でも同じ傾向であった。これは、平均応力の影

響が少ないことを示唆している。それに対して MIG 接手では平均応力の増加ととも

に応力振幅が低下し、平均応力の影響が確認された。TIG 継手に注目すると、MIG

継手と比較して相対的に疲労強度が低いことが確認され、MIG 継手と同様に平均応

力の影響が確認された。FSW 継手に注目すると、MIG 継手および TIG 継手と比較し

て疲労強度は高い値を示し、母材に準ずる値を示した。また、緩やかではあるが、平

均応力の影響が確認された。この様に、開発した合金の母材と各種溶接継手の疲労特

性をデータベースとして系統的に取得することができた。なお、本データベースは、

2019～2020 年度に実施した気密疲労試験構体の設計・製造に必要な信頼性データと

して活用されている。  

 次に、難燃性マグネシウム合金の耐食性評価結果を紹介する。耐食性の評価に関し

ては、2018～2019 年度において、難燃性マグネシウム合金圧延材の耐食性に及ぼす

合金成分の影響を調査した。アルミニウム(Al)濃度を 6-11wt%に調整し、カルシウム

(Ca)濃度を 1wt%に固定、亜鉛 (Zn)を 1wt%添加した合金 (AZX)、添加しない合金

(AXM)を対象として、pH=10, 5wt%NaCl 溶液に 72h 浸漬した際の重量減少腐食速度お

よび電気化学特性を評価した。腐食生成物を除去後の表面プロファイルの測定より侵

食深さを求めた。  

図 3-2.5.7-71 に両合金の Al 濃度と重量減少腐食速度（g/m2/d）との関係を示す。

AXM 系合金の場合、腐食速度は Al 濃度 7-8wt%で極小値を取るが、AZX 系合金は同

じ濃度レベルで極大値を取っている。電気化学インピーダンスを測定したところ、

図 3-2.5.7-71 を支持する結果が得られた。腐食電位は全体的に AZX 系合金が AXM

合金よりも約 50mV 高い値を示して変化した。  
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本現象は Al 濃度 7-8wt%の領域で顕著になることから、この濃度域で合金中に析出

し始める Al12Mg17(β相)の関与に注目した。従来研究より、Zn の添加は微細β相の析

出を促進することが知られている（斎藤他、軽金属 66(2016),246.）。この結果、母相

α中の Al 濃度が低くなり、α相と微細β相との間でミクロガルバニック腐食を生じ

ることが予想された。そこで EDX 分析によって Al 濃度 8wt%の AXM 合金および

AZX 合金のα相中の Al 濃度を測定した結果、前者は平均 4.36wt%、後者は 3.83wt%

と、0.53wt%の差異が認められた。AZX 合金の腐食電位が約 50mV 高いことも、本予

想を裏付けている。合金の Al 濃度が 7-8wt%以上になると、α相中の Al 濃度がさら

に増加するため、Zn 添加の影響は低下し、結果として AZX 合金と AXM 合金の重量

減少腐食速度の差は小さくなる。ただし表面プロファイル測定の結果、AZX 合金で

は局部腐食の傾向が高まることを見出しており、注意が必要である。  
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図 3-2.3.9.21 FSW 継手の疲労限度線図   図 3-2.5.7-70 難燃性マグネシウム合金の疲労限度線図：  (a) 母材（0°材）、

(b) MIG 継手、  (c) TIG 継手、  (d) FSW 継手  
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 2020 年度には、マグネシウム合金とアルミニウム合金のガルバニック腐食挙動を

調査した。マグネシウム合金は化学的に活性であり、殆どの金属や炭素材料と接触す

るとマグネシウム合金が負極となるガルバニック腐食を被りやすい。ガルバニック腐

食を軽減する方法として、腐食電位が比較的近く、軽量金属であるアルミニウム合金

の相手材としての利用が有望であるが、両合金間のガルバニック腐食挙動の研究例は

少ない。そこで NaCl 溶液中に浸漬した AZX611 マグネシウム合金‐A6N01 アルミニ

ウム合金接合材に生ずるガルバニック腐食を評価した。  

 水溶液中に浸漬した合金接合材の直上にプローブを走査して電流分布を測定する走

査振動電極法（SVET）を用いて解析した。0.09M NaCl 溶液中における接合材の

SVET 電流の時間変化を図 3-2.5.7-72 に示す。青色はカソード（正極）領域、赤色は

アノード（負極）領域を示す。両者は X=1.0cm においてセパレータを介して電気的

に接触している。全体的に A6N01 の電流分布は均一であるが、AZX611 は局部的に

高い電流値を示す箇所が散在し、時間とともに徐々に消滅している。試験後の表面の

プロファイルを測定したところ、腐食痕の位置は上記結果と良く対応していた。更に

両合金材の面積比が及ぼす影響を調査し、その挙動が混成電位理論によって説明でき

ることを明らかにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2.5.7-71 難燃性マグネシウム合金の腐食速度に及ぼす Al 濃度および

Zn 添加の影響  

 図 3-2.5.7-72 0.09M NaCl 溶液中の AZX611/A6N01 接合材の SVET 電流分

布：  (a) 6h, (b) 12h, (c) 24h. 
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(2) 易成形性マグネシウム合金圧延材の各種特性（機械的特性、成形性、耐食性）

データベースの構築（2019～2022 年度実施）  

2019～2020 年度は、Mg-Zn-Al-Ca-Mn 系合金圧延材を対象として、主要元素組成と

組織の関係を調査した。そこでは、Mg-1.5mass%Zn を基本合金として、成形性を改

善するための元素としてカルシウム(Ca)、強度や耐食性を改善するための元素として

アルミニウム(Al)、マンガン(Mn)を微量に添加した合金を対象とした。アルミニウム

濃度は集合組織の形成に大きな影響を及ぼし、少量の添加では、Al を添加しない

Mg-Zn-Ca 合金と同様の、TD(板幅方向)に底面が約 30°傾斜する集合組織を形成する。

一方で、一定濃度以上の Al を添加すると、RD(圧延方向)に底面が傾斜する集合組織

を形成する。この集合組織の変化は、Al の添加により母相内に Al2Ca 相が形成され、

母相の Ca 濃度が低下することに起因する。そこで、本テーマ（日本金属（株）分）

では、主に、母相に Ca が十分に残存する TD に極を有する集合組織を有する組成を

採用した。  

ここで、Al 濃度を最適化した Mg-Zn-Al-Ca-Mn 合金と、Al を添加しない Mg-Zn-Ca

合金の底面集合組織と逆極点マップを図 3-2.5.7-73 に示す。Mg-Zn-Al-Ca-Mn 合金の

結晶粒径は 8.0μm であり、Mg-Zn-Ca 合金(20.0μm)と比較して微細な結晶粒を示し

た。一方で、両者とも TD 方向に極を有するランダムな集合組織を示した。Mg-Zn-

Al-Ca-Mn 合金の母相内部には、直径約 100nm の Ca2Mg6Zn3 化合物と、直径約 10nm

の Al-Mn 化合物の球状析出物が均一に分散しており、Mg-Zn-Ca 合金への微量の Al

と Mn の添加により、ランダムな集合組織を維持しつつ、微細な粒子を微細分散でき

ることが分かった。  

2021 年度には、プロジェクトで開発した Mg-Zn-Al-Ca-Mn 合金圧延材の摩擦攪拌

接合(FSW)材の特性を評価した。プロジェクトで開発した Mg-Zn-Al-Ca-Mn 合金圧延

材を用いて 1/1 フロントフードを試作する際には、幅 230mm×長さ 2000mm の圧延

材(6 枚)を FSW により接合し、広幅圧延材（幅 1380mm×長さ 1900mm）を作製する

必要がある。一方、開発合金への FSW 接合に伴い、接合部に強い底面集合組織が形

成されたり、歪みの蓄積が誘起されることにより、延性が著しく劣化することが問題

となっている。そこで 2021 年度は、開発合金 FSW 接合材への熱処理が接合部の組

織や機械的特性に及ぼす影響を評価した。  

図 3-2.5.7-74 に熱処理前後の FSW 部の組織（KAM マップ（格子歪みの程度を示

す指標））と底面集合組織を示す。熱処理前の組織の KAM 値は 0.98 であった。また、

集合組織に関しては板面に対して c 軸が約 20°傾いた強い底面配向が確認された。

一方、400℃の熱処理に供した試料の KAM 値は約半分に低下しており、熱処理に伴

い転位の蓄積は著しく軽減された。また、集合組織に注目すると、熱処理に伴い集合

組織強度は約 1/4 に低下した。図 3-2.5.7-75 は、FSW 接合材の熱処理前後の引張り

試験の結果である。熱処理前の FSW 接合材の破断伸びは 10%であり、350℃の熱処

理に供した FSW 材の破断伸びもほぼ同じ(13%)であった。一方、400℃の熱処理に供

した FSW 接合材は、倍以上の破断伸び(27%)を示した。このように、適切な熱処理

を行うことにより、FSW 接合部の歪みが除去され、また集合組織がランダム化し、

延性が回復することが明らかとなった。これらの知見は、2021 年度に TCD を中心と
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して実施した 1/1 フロントフードの試作に活かされている。  

2021～ 2022 年度は、さらに、マグネシウム (Mg)合金板材と亜鉛メッキ (GA)鋼

板のガルバニック腐食を抑制するための防食対策の諸元を検討した。フロント

フード試作に当たっては、Mg 合金と亜鉛メッキ鋼板が接触する部分が存在する

ため、接触部分においてガルバニック腐食が起こらない諸元の抽出を行った。そ

こでは、Mg 合金 (AZ31B 合金 )板材と GA 鋼板を SPR により機械締結した試験片

（図 3-2.5.7-76 (左 )）を対象として、 JASO 複合サイクル試験を行った。そして、

Mg 合金板材と GA 鋼板の異材界面への接着剤の塗布、GA 鋼板への前電着、GA

鋼板端部へのシーラーの塗布を検討した。また、比較材としてアルミニウム (Al)

合金板材と GA 鋼板を SPR にて機械締結した試験片も作製し、その比較を行った。

その結果、Al 合金に匹敵する諸元を見つけることが出来なかったものの、異材

界面への接着剤の塗布と、GA 鋼板端部へのシーラーの塗布により、Al 合金に迫

る防食特性が得られることが明らかとなった（図 3-2.5.7-76 (右 )）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図 3-2.5.7.73 開発合金(Mg-Zn-Al-Ca-Mn 合金)と Mg-1.5Zn-0.1Ca 合金の  

底面集合組織と逆極点マップ  
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図 3-2.5.7-74  FSW 材及び熱処理材の

KAM マップ及び底面集合組織  

図 3-2.5.7-75 FSW 材及び熱処理材の

応力-歪み曲線  

 

図 3-2.5.7-76 (左) Mg 合金-GA 鋼板-SPR ガルバニック腐食試験片の

概要 , (右) JASO 複合サイクル試験(280 サイクル)後の Mg(AZ31)合金

と Al(A5052)合金試験片の外観。（諸元：GA 板と Mg 板の間に接着剤

を塗布し、GA 板端部にシーラーを塗布。）  
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③-2 マグネシウム合金の輸送器機への適用に関する技術動向調査【産業技術総合研

究所、再委託先：日本マグネシウム協会】  

 2018 年度は、国内外における難燃性マグネシウム合金等の材料開発、溶接等の加

工技術の動向、輸送機器へのマグネシウム合金適用の動向を調査し、本事業において

開発される高性能なマグネシウム合金の汎用化、加工技術および評価方法等に関する

課題や問題点を抽出した。  

 国外に関しては、国際会議（IMA 75th Annual World Magnesium Conference）への参

加およびマグネシウム合金押出メーカの Mag Specialties,Inc.社、ダイカストメーカの

Industrial de Molded de mexico.S.A 社（以上、メキシコ）、中国河南省德威科技股份有

限公司、山東省科学院新材料研究所、北京広灵精華科技有限公司、中国有色金属工业

协会（以上、中国）の視察を行い、業界動向、研究開発動向、標準化動向等の情報を

収集した。国内に関しては、関連する学会等による研究開発動向の調査及び鉄道関連

企業、材料メーカの視察を実施した。これらの技術動向調査の結果として、本事業で

開発される材料や評価手法を標準化するために検討すべき項目と、それに対する課題

や対策を表 3-2.5.7-19 に示す。(1)材料および(5)燃焼性は JIS などの標準化が進められ

ているが、加工技術や耐食性、信頼性などの評価手法については、標準化へ向けて各

種データがまだ不十分という状況である。使用先の状況と対応させながら、メカニズ

ムの解析や各種データの更なる蓄積と整備を迅速に進めていく必要がある。  

 

 

項目  標準化する事項  課題・対応  

(1)材料  開発合金による押出材及び

板材の規定  

（合金成分、機械的特性な

ど）  

開発合金の押出材及び板材が、 2018年に発刊された以下 4

件の JIS改正版に追加で規定された。 ISOについては、 ISO 

3116への追加が提案され 2019年 5月に改正版発刊。  

・ JIS H 4201：マグネシウム合金板及び条  

・ JIS H 4202：マグネシウム合金継目無管  

・ JIS H 4203：マグネシウム合金棒及び線  

・ JIS H 4204：マグネシウム合金押出形材  

・ ISO3116：Magnesium and magnesium alloys - Wrought 

magnesium alloys（ 2019年5月に改正版発刊）  

(2)接合  溶接用の棒及び線の規定  

使用先に合わせた作業基準  

国外でも溶接用材料の製造や溶接技術の研究開発が進め

られている。材料データの蓄積及び整備と、使用先での

作業状況を明確にする調査を迅速に進める必要がある。  

JIS化する場合は、日本マグネシウム協会及び軽金属溶接

協会で対応していくこととなる。  

(3)耐食性  マグネシウム用の促進試験

方法  

暴露試験と相関が取れる促進試験方法を確立させる必要

がある。多くの使用先から求められている課題である

が、まずは本事業における使用先の状況に合わせた手法

の検討と、そのためのデータの蓄積及び整備を進めてい

く必要がある。  

(4)信頼性  疲労や破壊に関するマグネ

シウム用の試験方法  

本事業における使用先の状況に合わせた手法の検討と、

そのためのデータの蓄積及び整備を進めていく必要があ

る。  

(5)燃焼性  材料または製品についての

燃焼性の判断基準  

マグネシウム合金素材用の燃焼性に関する規格は、平成

29年度に「 JIS H 0544:マグネシウム合金の燃焼試験方法」

が制定されている。  

製品としての燃焼性の評価が必要となる場合は、本事業

における使用先の状況に合わせた検討が必要となる。  

 表 3-2.5.7-19 標準化すべき項目と課題・対応  
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2019 年度は、国内外における、自動車部材向けマグネシウム合金等の材料開発、

プレス成形技術・接合技術・表面処理技術等の二次加工技術の動向、鉄道車両等の輸

送機器へのマグネシウム合金適用の動向を調査し、開発されるマグネシウム合金の汎

用化、加工技術及び評価方法等に関する課題や問題点を抽出した。  

海外動向に関しては、中国・欧米・韓国の状況を調査した。中国では、自動車だけ

でなく、鉄道車両関連へのマグネシウム適用も進んできている。実用化の例として、

高速鉄道 CR400（復興号）の荷棚の内装部品や、懸垂式電車の車体、地下鉄車両の

シートや手すりなどへの適用が発表されている。中国はマグネシウム合金の製造に関

わる全てを自国で賄えることができるという強みがあり、様々なアプリケーションへ

積極的に応用していく実行力もある。コンテナ、パレット、建材など、輸送機器部品

だけでなく、幅広い分野に展開されようとしている。欧米に関しては、自動車部品へ

の適用が継続的に推進されている。板材に関しては、VW 社が積極的に開発に取組ん

でおり、幅広材を用いて、FSW、ローラーヘムなどの加工により外板部品の試作が

行われている。板材の製造は、韓国の POSCO 社が実施している大型の双ロール鋳造

圧延製造設備に注目している。POSCO 社の双ロール鋳造圧延機によると、マグネシ

ウム合金の圧延は、スラブ圧延に比べ 2/3 のコスト削減が可能となり、圧延材のコス

トは 2000 年の 18～20 €/kg に比べ 2015 年に 7～9 €/kg になっているとしている。工

業生産レベルとしては、1.4 m 幅で重量 3 t の大型コイルの製造が可能である。韓国

に関しては、車体軽量化対策により自動車へのマグネシウム合金適用が進んでいる状

況となっている。特に圧延材に関しては、大手鉄鋼メーカーの POSCO 社が 2m 幅の

鋳造圧延機と温間圧延機を導入し、2009 年から約 10 年間の大型国家プロジェクト

「WPM」の中で、自動車のルーフ、トランクリッド等のパネル部品を試作している。

その他にも、EV 車用のバッテリーケース、ドローンの機体、LED ライトカバー等の

マグネシウム製品の試作を行っており、実用化へ向けた開発が進められている。  

国内動向に関しては、マグネシウム合金の輸送機器への適用等に関連する国内各所

における発表を調査した。鋳造に関する発表は、輸送分野で長く適用され続けている

こともあり少なく、輸送分野での使用実績が少ない展伸材関連の発表が多くなってい

る。本事業と共に、マグネシウム合金展伸材の製造技術、加工技術に関する研究開発

が着実に進められることにより、輸送分野の軽量化ニーズに対応すべく技術が確立さ

れていくことが期待される。  

上記の調査より、輸送分野におけるマグネシウム合金適用へ向けた課題、問題点を

抽出した（表 3-2.5.7-20）。  
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2020 年度は、本事業において開発される、自動車及び鉄道車両部材向けの高性能

なマグネシウム合金の汎用化、加工技術及び評価方法等に関する課題や問題点を抽出

するために、自動車部材向けマグネシウム合金等の材料開発、プレス成形技術・接合

技術・表面処理技術等の二次加工技術の動向、鉄道車両等の輸送機器へのマグネシウ

ム合金適用の動向等の調査を実施した。実施した調査の概要を表 3-2.5.7-21 に示す。  

 

 

実施内容（調査先等）  実施方法  

国外におけるマグネシウム合金の輸送器機への適用に関する技術動向の

調査  

調査先：2020 IMA Conference Webinar Series  "A 5-Day Virtual Experience 

オンラインセミナー  

実施日：2020 年 10 月 13～15

日、20 日、22 日  

国内におけるマグネシウム合金の輸送器機への適用に関する技術動向の

調査  

調査先：ポートメッセなごや 第 3 回名古屋オートモティブワールド  

現地調査  

実施日：2020 年 10 月 23 日  

国内におけるマグネシウム合金の輸送器機への適用に関する技術動向の

調査  

調査先：日伸電工(株)（兵庫県たつの市）  

現地調査  

実施日：2020 年 11 月 13 日  

国内外におけるマグネシウム材料の研究開発動向及び輸送器機への適用動向に

関する調査  

調査先：軽金属学会、TMS 等  

各種文献等による調査  

 

一連の調査から、抽出された輸送器機へのマグネシウム合金展伸材適用へ向けた課

題・問題点を表 3-2.5.7-22 に記す。  

鉄道車両構体向けの開発合金による押出材、圧延材は、JIS への登録が完了してい

る。これに続き、開発合金の接合に必要となる溶接棒及び溶接ワイヤを作成中 JIS に

登録している。材料開発については、標準化という形で本事業の成果が出始めている。

自動車部材向けの材料については、室温成形性と耐食性を高めることが課題となるこ

とが、いずれかを向上させる研究開発は行われているが、同時に高めようとする技術

開発が行われていない。高成形と高耐食性の板材が開発されれば、世界に先駆けた技

術となるだろう。二次加工の技術については、接合では、プレス加工や疲労試験を

 

項目 課題・問題点

合金開発
・高成形性、高耐食性を有し、コスト増の影響が少ない成分構成の板材用合金開発。
（鉄道車両構体向けの押出材・圧延材の合金は本事業により開発されており、展伸材として

JIS化済み。）
製造技術
押出

・長尺化への対応。大型設備導入、対応可能設備の借用等を検討。
・押出速度向上による生産性の向上。

製造技術
圧延・プレス加工

・幅広化への対応。大型設備導入、対応可能設備借用、接合での対応などを検討。
・室温での絞り、ヘミング加工等、室温成形性の向上。

接合
・大型部材への対応（MIG溶接、TIG溶接、FSW）。
・異材との接合技術の開発、データ収集と整備。
・締結、接着の技術開発。

表面処理
耐食性

・大型部材への対応。処理方法、設備、用具の検討。
・異材との同時表面処理技術への対応
・電食対策の確立

評価方法
その他

・マグネシウム材料に見合った耐食性の促進試験方法の確立。
・疲労、破壊、軸力に関するマグネシウム用の試験方法の確立。
・鉄道車両構体向けの大型部材での燃焼性の確認。

・製造工程中に発生する難燃性マグネシウム合金の切りくずの燃焼性の確認。
・端材・製品→地金・ビレットなど、リサイクルの可能性検討。

 

 表 3-2.5.7-20 輸送分野へのマグネシウム合金展伸材適用へ向けた課題・問題点  

 表 3-2.5.7-21 調査概要  
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行っていても満足な結果が得られていない。リベット等の締結、接着や、表面処理方

法、ガルバニック腐食対策についても、最適な条件が見極められていない。データ不

足の課題は多く、更なる試験データの収集を継続していく必要がある。押出材、圧延

板材の大型化については、設備への対応が継続した課題となっている。設備導入か借

用での対応か、今後の材料開発の状況によって継続して検討を進めることとなる。  

材料開発ではまだ多くの課題があるが、輸送機器、特に自動車業界の動きは、マグ

ネシウムに取っては追い風とも言える状況が出始めている。環境対策のために、自動

車の電動化が急速に進むような目標が世界各国で発表され、これに対応するためには

軽量化が重要な対策の一つとなっている。マグネシウムダイカストは、使用量が今後

に大きく増えるという予測もある。本事業で開発する展伸材が自動車の外板等の大型

部品に採用されれば、大きな軽量化効果を得ることができるため、鋳造品に続いて展

伸材部品の需要も増えていくよう、各種課題の解決に努めていく必要がある。  

 

 

 

項目  課題・問題点  

合金開発  

・高成形性、高耐食性を有し、コスト増の影響が少ない成分構成の板材向けの
合金開発と標準化。  

（鉄道車両構体向け押出材・圧延材の開発合金は材料規格に JIS化済み。）  

製造技術  

押出  

・長尺化への対応。大型設備導入、対応可能設備借用を検討。  

・押出速度向上。  

製造技術  

圧 延 ・ プ レ ス 加
工  

・幅広化への対応。大型設備導入、対応可能設備借用を検討。  

・室温成形性・加工性の向上。  

接合  

・各種接合材の特性向上（機械的性質、曲げ、プレス成形性）。  

・異材接合技術。  

・締結（リベット）、接着の技術開発。  

（必要な溶加棒及び溶接ワイヤは材料規格の JISを作成中。）  

表面処理  

耐食性  

・大型部材への対応。処理方法、設備、用具の検討。  

・異材との同時表面処理技術。  

・電食対策技術。  

評価方法  

その他  

・マグネシウム材料に見合った耐食性の促進試験方法の確立。  

・疲労、破壊、軸力に関するマグネシウム用の試験方法の確立。  

・鉄道車両構体向けに必要な燃焼性に関する試験実施とデータ収集。  

・難燃性マグネシウム合金の切りくずの燃焼性と回収方法の確認。  

・開発合金等のリサイクル技術検討。  

 

2021 年度は、輸送機器への適用へ向け本事業において開発されるマグネシウム

合金展伸材（板材、形材）の材料、加工技術、評価方法等の汎用化及び標準化に

関する課題を抽出するために、輸送機器分野におけるマグネシウム合金の適用動向、

関連技術の動向等を把握するための調査を実施した。実施した調査の概要を表 3-

2.5.7-23 に記す。  

 

 

内容：国内外におけるマグネシウム合金の輸送機器への適用に関する技術動向調査  

＜国内調査先＞  

軽金属学会第 140 回春期大会（オンライン）、軽金属学会第 141 回秋期大会（オンライン）、  

第 24 回関西ものづくりワールド（インテックス大阪）、第 4 回名古屋オートモティブワールド（ﾎﾟｰﾄ

ﾒｯｾなごや）  

 表 3-2.5.7-22 輸送機器へのマグネシウム合金展伸材適用へ向けた課題・問題点  

 表 3-2.5.7-23 調査実施内容  
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第7回鉄道技術展（幕張メッセ）、軽金属学会九州支部70周年記念シンポジウム（熊本大学工学部百周

年記念館）  

＜国外調査先＞  

TMS2021（オンライン）、78th IMA Annual World Magnesium Virtual Conference（オンライン）  

＜その他＞  

各種文献等による調査、関連会社ヒアリングによる調査  

 

マグネシウム合金の最近の実用化例は、電気自動車や非破壊検査用の測定機等、

ツールは新しくなっているものの、依然として既存合金を用いた鋳造で製造される自

動車部品、電子機器筐体が多い。展伸材は実用化例が少なく、汎用合金の特性及び加

工性の向上や、Zn-Al 系、Al-Ca 系、Zn-Ca 系、希土類合金等による材料開発といっ

た研究開発が進められている段階である。  

本事業では、高速かつ大型の押出材、室温成形性の良い板材、接合による大型部材

の製造、異材と同時の表面処理等の開発が進められており、これらは他に先駆けた技

術開発と言える。これらの開発される材料、加工技術及び特性評価の手法等の汎用化

及び標準化については、各種データを整備して新規性のある評価法等の検討を進める

と共に、部品の材料置換等によって市場への普及を早めるために、既存評価法等との

比較データを迅速に整備することが重要な課題となる。  

各種の調査結果から、輸送機器への適用へ向けた、マグネシウム合金展伸材（板材、

形材）の材料開発や、プレス成形技術、接合技術、表面処理技術等の加工技術、評価

方法の汎用化及び標準化に関する課題のまとめを表 3-2.5.7-24 に記す。  

 

         

      

 

項目  汎用化への課題等  標準化への課題等  

材料  

・輸送器機ごとの部品の要求に対応するた
めの各種特性データの整備。  

・小型部品への展開。  

・大型化への対応。  

・形材の一部材料は JISに規定。  

・板材など更なる材料の規格化には特
性 、 実 績 等 か ら 関 係 者 の 判 断 に よ
る。  

プレス成形  

・室温含めた成形条件の確立。  

・既存評価法による成形後の材料特性デー
タの整備。  

・ノウハウに関わる部分が多いため標
準化は難しい。  

接合  

・接合条件、作業標準の確立。  

・既存評価法による接合材の材料特性デー
タの整備。  

・異材接合技術の確立。  

・溶接材料の JISは制定済み。  

・マグネシウムとしての継手等の接合
条件、作業標準、接合材の特性は検
討できる。  

表面処理  

（耐食性）  

・既存評価法による耐食性データの整備。  

・大型部材への対応。  

・異材との同時化成処理・塗装技術の確
立。  

・ガルバニック腐食対策の確立。  

・マグネシウムのみの評価であれば促
進試験の新手法は検討できるか。  

・確立できればガルバック腐食対策の
手法は指標はとして示せるか。  

その他  

・疲労、破壊、燃焼性、その他輸送器機ご
とに要求される評価項目について、既存
評価法によるデータの整備。  

・実装または実装を模した試験実施とデー
タ整備。  

・マグネシウム独自の試験方法が必要
となる評価項目については規格化、
指標等の検討ができるか。  

 

 表 3-2.5.7-24 輸送機器へのマグネシウム合金展伸材適用へ向け開発された材料・

技術等の汎用化及び標準化への課題  
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図 3-2.5.7-78 AX41 共材抵抗ス
ポット溶接接合体のナゲット径  

③-3 マグネシウム合金の接合プロセスの開発と接合部の強度信頼性評価【産業技術

総合研究所、再委託先：長岡技術科学大学（宮下）】  

 2019 年度は、4%の Al と 1%の Ca を含む Mg-Al-Ca-Mn 系マグネシウム合金（以下、

AX41）の抵抗スポット溶接および SPR 接合への適用を試みた。抵抗スポット溶接で

は AX41 および Al-Mg-Si 系アルミニウム合金（以下、AA6061）の共材および異材の

接合、SPR 接合では AX41 の共材接合を行い、得られた接合体の強度を引張せん断試

験により評価した。また、実際の施工を考え、抵抗スポット溶接では表面研磨の影響

についても検討した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抵抗スポット溶接接合体の引張りせん断試験により得られた最大荷重を図 3-2.5.7-

77 に示す。同図(a)は AX41、(b)は AA6061 の共材スポット溶接継手の結果を示して

いる。今回の溶接条件範囲では電圧が高いほど引張せん断試験により得られた最大荷

重の値が高くなった。AX41 共材接合では、表面研磨を施した後溶接した継手の方が

研磨を施さずに溶接した継手より最大荷重が低い。しかし、AA6061 共材接合では表

面研磨の影響は明確に確認できなかった。AX41 共材溶接継手の引張せん断試験後の

破面観察から得られたナゲット径を図 3-2.5.7-78 に示す。本図より、ナゲット径は電

(b) AA6061 共材接合体  

図 3-2.5.7-77 AX41 および AA6061 の異材および共材接合体の引張せん断試験に

より得られた最大荷重．  

(a) AX41 共材接合体  

図 3-2.5.7-79 AX41 共材 SPR 接合
体および AX41 共材抵抗スポット溶
接接合体の引張せん断試験中の荷重–
クロスヘッド変位曲線  

(c) AX41/AA6061 異材接合

体  
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圧が高い条件で得られた接合体ほど大きくなっている。またナゲット径は表面研磨を

施した後溶接した継手よりも表面研磨を施さずに溶接した継手のほうが大きかった。

ナゲット径の大きさは、継手の強度差の一因と考えられる。図 3-2.5.7-77(c)に、

AX41 と AA6061 の異材抵抗スポット溶接継手の引張せん断試験により得られた最大

荷重を示す。異材継手では、表面研磨を施すと溶接性が著しく低下し、280V と 320V

の条件では引張せん断試験に供することができる継手が得られなかった。また、図

3-2.5.7-77 より、異材接合体は共材接合体と比べて強度のばらつきが大きいことがわ

かる。異材接合では、溶接中に AX41 溶融金属の著しい飛散が生じていた。今回の結

果より、異材接合体は共材接合体と同程度の強度が得られる可能性が見出されたが、

強度のばらつきが大きく、安定した接合部を得るためには、さらなる溶接条件の検討

が必要と考えられる。  

 次に、SPR 接合および抵抗スポット溶接により得られた AX41 共材接合体の引張り

せん断試験中の荷重-クロスヘッド変位曲線を図 3-2.5.7-79 に示す。同図より、SPR

接合体の方が抵抗スポット溶接接合体（350V)より高い最大荷重および大きい最大変

位を示した。SPR 接合体の接合部の観察より、引張せん断負荷により上板が大きく

変形し、リベットが下板から抜けた様子が認められた。また、接合体が大きく曲げ変

形を示した箇所近傍のリベット接合端部の上板にはき裂が生じていた。ほかにも、下

板の裏側には大きな円状き裂が認められた。これは、室温では変形が底面すべりにほ

ぼ限られることや集合組織の影響等に起因すると考えられ、接合プロセスと合金開発

の両者から引き続き検討する必要がある。  

2020 年度は、開発合金である難燃性マグネシウム合金 AX41 の共材 SPR 接合およ

びアルミニウム合金との異材 SPR 接合を実施した。供試材は、難燃性マグネシウム

合金 AX41 とアルミニウム合金 A6061 とした。異材接合では、上板を AX41 で下板

を A6061 とした場合、上板を A6061 で下板を AX41 とした場合の 2 種類の接合

体を作製した。SPR 接合実験の結果、下板を AX41 とした場合には、接合部に割

れが認められた。同様の割れは他のマグネシウム合金の SPR 接合でも認められ

ている。  

共材および異材 SPR 接合体の引張せん断試験により得られた最大荷重をまと

めて図 3-2.5.7-80 に示す。同図より、下板に AX41 を用いた場合には接合体の強

度が低くなる傾向が認められる。  

 次に、AX41 を共材とした SPR 接合体の引張せん断荷重下での強度支配因子お

よび強度評価パラメータを検討するため、中断試験による断面観察を行い接合体

の破壊プロセスを調べた。引張せん断試験中の荷重－クロスヘッド変位曲線を図

3-2.5.7-81 に、中断試験による接合部の断面観察例を図 3-2.5.7-82 に示す。図に

よると、引張せん断負荷によりリベット脚部付近の下板内に割れが生じた。さら

に負荷を増大すると、接合体の回転が顕著となり、荷重－クロスヘッド変位曲線

の傾きが変化した。ここでは下板内に発生した割れがさらに開口した。そして、

最大荷重点付近ではリベットが下板から抜けた。このときに、接合体はさらに回

転しており、リベットを引き抜く方向への力の成分も増加していると考えられる。

SPR 接合体ではインターロックと呼ばれるリベット脚部が外側へ曲がった大きさ
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が強度評価パラメータとして用いられる。十字引張のような負荷モードであれば、

インターロックは直接的な強度評価パラメータと考えることができる。他方、接

合体の回転をともなう引張せん断荷重下ではリベット近傍の応力状態が負荷の増

大とともに複雑に変化する。特に、今回の観察から、引張せん断試験中にリベッ

ト脚部付近の下板内で発生した割れがリベットの引き抜けを助長していると考え

られる。この割れを抑制するためには、リベット脚部付近の下板の板厚減少を小

さくすること、接合体の回転を抑えることが有効と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年度は、自動車産業でアルミニウム合金を中心に用いられているセルフ

ピアスリベット（Self-Pierce Rivet、SPR）接合のマグネシウム合金への適用につ

いて主に検討した。実働環境を考慮し、本研究の開発合金である難燃性マグネシ

ウム合金 AX41 の共材接合体、AX41 とアルミニウム合金（A6061）の異材接合

体、AX41 と冷間圧延鋼板（SPCC）の異材接合体の引張せん断荷重下での疲労強

度特性について検討した。疲労強度試験の結果を図 3-2.5.7-83 に示す。疲労強度

図 3-2.5.7-80 AX41 共材および異材 SPR

接合体の引張せん断試験により得られた

最大荷重  

図 3-2.5.7-82 引張せん断中断試験による AX41 共材 SPR 接合体の接合部観察例（図中

の(a), (b), (c), (d) および(e) は図 3-2.5.7-80 の各荷重点に対応）  

図 3-2.5.7-81 AX41 共材 SPR 接合体の引

張せん断試験中の荷重-クロスヘッド

変位曲線  

(e) 
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試験では、上板に AX41 を用いた場合、上板側で破壊が生じた。図 3-2.5.7-83 よ

り、上板に AX41 を用いた異材接合体は共材接合体よりも高い疲労強度を示し、

材料組合せによる疲労強度の相違はほとんど認められなかった。他方、下板に

AX41 を用いた異材接合体では、下板側から破壊が生じた。図 3-2.5.7-83 より、

下板に AX41 を用いた異材接合体では、A6061 との異材接合体の方が SPCC との

異材接合体よりも長寿命域で高い疲労強度を示した。すなわち、AX41 を上板と

下板のいずれに用いた異材接合体でも強度の低い AX41 で疲労破壊が生じたが、

下板が AX41 の異材接合体では上板と下板の材料組合せによって疲労強度が異な

ることが明らかとなった。  

 引張せん断荷重下での SPR 接合体の変形および接合部の応力分布を有限要素

法解析により検討した。解析結果の例として、マグネシウム合金共材接合体の変

形図と接合部の応力分布を図 3-2.5.7-84 に示す。マグネシウム合金共材 SPR 接合

体の方がマグネシウム合金とアルミニウム合金との異材 SPR 接合体よりも大き

な変形を示すこと、下板内のリベット脚部での応力集中が顕著であり、ここを中

心としたリベットの回転が生じることなど、実験結果を裏付ける知見を得ること

ができた。  

 以上のように、開発合金 AX41 の共材および異材 SPR 接合体の実働環境を考慮

した強度特性を明らかにし、破壊メカニズムおよび強度支配因子を解明し、継手

設計への指針を示した。  

ほかに、本研究の開発合金である難燃性マグネシウム合金 AZXM1100 と SPCC

との SPR 異材接合の強度特性を明らかにした。また、開発合金の AX41 共材 SPR

接合体の方が、市販材の AZ31 共材 SPR 接合体と比べて疲労強度が高いことなど

も明らかとなった。  

これらの研究成果は、学会発表・講演会 7 件として公表した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-83 AX41 共材および異材 SPR 接

合体の引張せん断疲労強度試験の結果．  

図 3-2.5.7-84 FEM 解析結果の例（マ

グネシウム共材 SPR 接合体，引張せ

ん断負荷；0.5kN）．  
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③-4. 易加工性マグネシウム押出部材の開発【三協立山】  

 2018 年度は気密疲労モックアップ構体（屋根部・側部・側ハリ部）に使用する大

型ダブルスキン形材（主要 14 型）の断面形状の設計を完了した（図 3-2.5.7-85）。気

密疲労条件に基づいて構体の構造解析を実施し、溶接部への応力集中を回避させるこ

とで疲労強度を向上させるダブルスキン形材専用の接手形状を設計した。また、構体

組立作業において、屋根パネルと側パネル、側パネルと側ハリ部を結合する箇所には

通常、隅肉溶接が多用されるが、当該溶接法では疲労強度の著しい低下を招くことが

分かった。そのため、構体組立時の作業性と疲労強度の向上を両立可能な構体結合用

接手を検討し、隅肉溶接を行わない独自の接手方法を設計した。  

開発合金 AX41 合金による大型・複雑断面形状を有するダブルスキン形材の押出成

形プロセス技術の開発では、保有する大型実働機（6000tf 直接押出機）の能力を最大

限に活かすべく、拡大押出加工技術の開発に取り組んだ。幅 300mm×高さ 50mm 程

度の中空形材を押出加工する場合、通常は 14 インチクラスでの押出条件が選定され

る。一方、14 インチでの押出加工では押出加工時の面圧が不足したり、大径ビレッ

トを使うことによって形材中心部と端部の材料流動バランスが崩れたりする等の、高

速車両を想定した長尺形材の製造に限界が生じてしまう懸念がある。この問題を解決

する手段の一つに、大型の押出形材をインチダウンし面圧や押出比を低減させて押出

成形する拡大押出法がある。本研究開発では、図 3-2.5.7-86 に示す 14 インチクラス

のダブルスキン形状を 12 インチで拡大押出加工するプロセス技術を検討し、低い押

出面圧で材料流動バランスを制御しながら当該形状を押出成形する金型を新たに設計

した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-85 気密疲労構体を構成する押出形材概要と形材接手形状の一例  

【ダブルスキン形材の接手形状（一例）】  

【隅肉溶接を不要とする接手形状（軒部）】  

AX41 合金押出形材  

（主要 14 型）  
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その結果、精度と外観が健全な押出形材の成形を実現すると共に、限界ビレット長

さや限界形材長さの対応可能域を拡大させることに成功した（図 3-2.5.7-86）。本開

発成果は気密疲労モックアップ構体の屋根部材および側部材へ適用した。本技術によ

る押出金型の設計、製作を完了し、当該部材の押出試作を開始した。  

 構造部材への適用に資する開発材の信頼性データの蓄積では、車両構体の気密疲労

試験条件を想定し、AX41 合金押出材の MIG 溶接材における疲労データ（R=-0.5）の

取得を推進した。本年度は母材および MIG 溶接材の平面曲げ疲労特性の取得を実施

し、開発材を用いて構造部材を設計する際のデータとして蓄積した（図 3-2.5.7-87）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-86 拡大押出技術による試作形材の外観と押出対応可能域の検証結果  

図 3-2.5.7-87 AX41 合金押出材の平面曲げ疲労特性の一例（母材）  

【拡大押出検討用ダブルスキン形材】  
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 2019 年度は、前年度より設計を継続する気密疲労試験用モックアップ構体の作製

を計画通り完遂すべく、当該構体を構成する AX41 合金大型中空形材の作製に取り組

んだ。特に、明石分室（川崎重工業）と密に連携し、気密荷重を付加した際の接合部

疲労強度を向上させる中空形材の継手形状の改良や、構体変形の FEM 解析結果を踏

まえた各種中空形材の断面形状の開発を進めた。従来の部分構体用中空形材に採用し

た溶接継手では、裏当て部の熱容量が大きく、開先のルート部まで十分な溶け込みを

得ることが困難なため、接合不良や応力集中が発生し易く、突合せ溶接継手に比べて

疲労強度が大幅に低下する課題があった。この課題を解決するため、本研究開発では、

裏当て部の形状をテーパー状に薄くして熱容量を小さくし、十分な溶け込みが得られ

る形状に改良するとともに、ルート部の応力集中軽減策として、中空形材面板の厚さ

(t) を開先深さ(h) よりも薄くする（ t/h=0.7～0.8）ことにより、接合部の疲労強度を

向上させることが可能な形材継手形状を開発した（図 3-2.5.7-88）。なお、本成果は

関係機関による共同特許として出願を完了した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、実際の気密モックアップ構体に使用する合計 17 種類の押出中空形材の設計

とその作製を完遂し（図 3-2.5.7-89）、構体組立を実施する横浜金沢分室（総合車両

製作所）への供給を完了した。屋根部および吹寄部を構成する中空形材の作製では、

本研究開発で確立した直径 12 インチ（φ307mm）の AX41 合金 DC 鋳造ビレットに

よる拡大押出加工技術を適用し、幅 280mm、高さ 50mm のハモニカ断面形状を有す

る大型中空形材の押出成形に成功した。また、側受部に使用される押出難易度の高い

非対称異形中空形材の作製においては、温間矯正加工を施すことにより、JIS H 4204

に規定される形材の曲がりの許容値（2mm 以下/m）を十分満足する高精度の中空形

材を得ることに成功した。  

 

 

 

図 3-2.5.7-88 接合部疲労強度を向上させる中空形材の接合部継手形状の改良  
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 自動車用構造部材の開発では、広島分室（マツダ）と連携し、ドアビーム部材を具

体的開発ターゲットに設定して易加工性と高強度化を両立する部材開発を推進した。

2019 年度は 6000 系 Al 合金に匹敵する押出加工性と、時効硬化による高強度化が期

待できる AXM10207（Mg-1Al-0.2Ca-0.7Mn、mass%）合金を設計し、ラボレベルにて

押出製品速度 20m/min、開発目標（耐力 270MPa 以上、伸び 10%）を達成する高強度

高速押出材の作製に成功した。さらに、現行の Al 合金部材と等価剛性で 20%以上の

軽量化が達成可能なドアビーム形材を設計し、本開発合金による実機を使用した実部

材の作製も試みた。その結果、ラボレベルと同等の押出製品速度においても健全な押

出形材が得られることを実証できたが（図 3-2.5.7-90）、開発目標を達成するには押

出材の結晶粒微細化（再結晶粒の粗大化抑制）を実現するプロセス改善が必要である

ことを把握できた。  

 構造部材への適用に資する開発材の信頼性データの蓄積では、2019 年度は主に

AX41 合金押出材の FSW 接合材における各種疲労特性データの取得を進め、開発材

を用いて構造部材を設計する際のデータを拡充できた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-89 試作した気密モックアップ構体用 AX41 合金大型押出中空形材の概要  

図 3-2.5.7-90 試作した AXM10207 合金ドアビーム形材  
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 2020 年度は、車両構体用難燃性高速押出合金として開発した AX41 合金について、

実用化を見据えた押出形材製造プロセスのさらなる高度化を実働機ベースで検討する

とともに、信頼性データの蓄積を継続実施した。具体的には、高速車両構体を想定し

た長尺形材（目標長さ 25m）の押出成形技術の開発を推進した。押出加工時の荷重

低減を図るべく押出ダイスに設計改良を施し、既存実働機（6000 トン押出機）の能

力を最大限に活かした、AX41 合金ビレット（直径φ307mm×長さ 800mm）による大

型ダブルスキン形材（気密疲労試験構体の屋根形材を模擬）の長尺押出加工を試行し

た。その結果、長さ 28m の長尺形材の押出成形が可能であること、形材長手方向の

形状精度も JIS 規格を満足することを実証できた（図 3-2.5.7-91）。車両構体用部材

への採用に向けては長さ 25m の長尺形材に対応した矯正設備の導入が不可欠である

ものの、長尺形材の押出成形の実現に対して有意な技術的見通しを得ることができた。 

開発材の信頼性データの蓄積では、開発材の基本的な特性データの継続蓄積に加え

て、気密疲労試験構体で適用した形材継手形状や溶接条件を踏襲した溶接試験材を試

作し、当該材による疲労特性の取得準備を完了した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自動車用構造部材の開発では、引き続き広島分室（マツダ㈱）連携のもと、実働機

による実際のドアビーム形材の試作開発を実施し、特に押出材の結晶粒微細化（再結

晶粒の粗大化抑制）を実現するプロセス改善に取り組んだ。具体的には、押出温度の

低温化や液体窒素による押出加工直後の形材急冷プロセス技術の開発を推進した

（図 3-2.5.7-92）。また、試作したドアビーム部材の曲げ試験を実施し、押出形材の

集合組織と曲げ強度との関係を調査、把握するとともに、曲げ強度の向上に有効でか

つ重量増を最小限に抑える形材断面形状と、時効硬化型開発合金組成、ビレット熱処

理条件および押出材時効処理条件の最適化の検討を実施した。  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-91 大型・長尺ダブルスキン形材の押出成形実験の状況  
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2021 年度は、次世代高速車両構体への適用を目指して開発した難燃性高速押出合

金 AX41 合金の早期実用化と用途拡大を図るべく、高速車両用床パネルの試作開発を

推進した。当分室では、床パネルを構成する枠材と床板用圧延母材の試作開発を担当

した。具体的には、非対称中空断面形状を有する押出中空形材と、幅 300mm クラス

の広幅押出コイル材の製造技術開発を行った。枠材用押出形材の開発では、非対称断

面形状ゆえに形材に曲がりが発生することが懸念されたが、押出金型内のメタルフ

ロー設計を最適化するとともに、押出後の形材に温間矯正加工を施すことにより、

JIS H4204 の曲がりの規定値を十分満足する真直性の高い押出形材（1mm 以下/m）を

得ることができた（図 3-2.5.7-93）。また、押出コイル材では、圧延加工を担当する

板橋分室（日本金属㈱）が所望する押出コイル材（図 3-2.5.7-94）の製造技術を確立

し、床パネルへ適用される板厚 1.0mm および 0.5mm の圧延床板材の試作開発を支援

した。なお、当分室から供試した部材を使用した床パネルは、東日本旅客鉄道㈱が所

有する E956 形式新幹線高速試験電車（ALFA-X）に搭載され、実走行環境における

各種性能評価を実施した。その結果、床パネルは「不燃性」で、接着による組立可能

な最適な表面処理や接着膜厚を設定し、局所荷重や乗客重量に耐え、遮音性はアルミ

製床パネルと同等以上の性能を確認した。従来のアルミニウム製床板に比べて約

23％（1 両あたり約 50kg）の軽量化を達成した。このように、開発成果の早期実用化

の実現に大いに貢献することができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-92 液体窒素冷却によるドアビーム形材の実機押出の状況  

【枠材

①】 

【枠材

①】 

【枠材

②】 

【枠材

②】 

図 3-2.5.7-93 作製した床パネル枠材用 AX41 合金押出中空形材  



  

3-2.5.7-93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自動車用構造部材の開発では、実働機による実際のドアビーム形材の試作開発を引

き続き遂行した。2021 年度は特にドアビーム部材の目標曲げ強度（最大曲げ荷重

10.1kN 以上）を達成する押出形材の製造プロセス条件と形材断面形状の最適化を検

討した。具体的には、開発した時効硬化型合金ドアビーム形材において、異方性低減

と強度向上に寄与する組織制御と時効処理条件の最適化を図るとともに、曲げ加工中

の圧縮側の耐荷重を高める形材断面形状の改良により、目標値を超える曲げ荷重

（10.5kN）を有するドアビーム形材の作製に成功した（図 3-2.5.7-95）。なお、当該

ドアビーム形材の現行アルミニウム合金材に対する軽量化率は実測値で 21.2%となり、

目標とした軽量化率 20%以上も達成することができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-94 作製した床板用 AX41 合金圧延母材  

（押出コイル材、幅 315mm×厚さ 3.0mm）  

図 3-2.5.7-95 ドアビーム形材の曲げ試験概要と試験結果  



  

3-2.5.7-94 

 

③ -5 高強度マグネシウム材（中板・厚板）の開発【権田金属工業】  

2018 年度、相模原分室では板厚 3mm および 6mm 材を対象に、圧延加工プロセス

と機械的特性の関係及び実操業機を用いての幅広板材の圧延加工を実施した。中板幅

広材（板厚 3 mm×板幅 500 mm）の圧延加工では、量産スケールで圧延加工を行い

引張強さ 330 MPa、伸び 13％を得ることが出来た。強度・伸び共に現状簡易モック

アップ構体の設計仕様を満足する値であった。一方で、量産スケールではパイロット

スケールに比べて、圧延加工条件（素材温度の低下、圧下率やロール速度、変形抵

抗）が圧延板材の特性と組織に及ぼす影響が大きくなり、ばらつきが大きくなる事が

分かった。一方で、スケールアップに伴う強度の低下は 20MPa 程度に抑止できるこ

とが分かった。板厚 6 mm 圧延材ではロール温度・ロール速度を調整することで、

ロール径の効果を受けることで、パイロットスケールと同等以上の強度と伸びを得る

ことが出来た。  

 作製した板材の組織と機械的特性調査の他に、疲労特性を平面曲げ疲労試験により

実施した。2017 年度までは母材および MIG・TIG・FSW 継手材の応力比 R=0, -1 につ

いて調査してきたが、2018 年度は母材および MIG 継手材の応力比 R=-0.5 における平

面曲げ疲労試験を実施し、ビード止端部形状が疲労強度に及ぼす影響について調査し

た。平面曲げ疲労試験では平行部有り無し（R 形状）での疲労特性を比較したが、結

果に差異は認められなかったものの、図 3-2.5.7-96 に示す S-N 曲線より、107 回にお

ける疲労強度は応力比により差が見られた。MIG 材と TIG 材については継手形状を

測定し、溶接幅が疲労強度に及ぼす影響や破壊の基礎的検討を他分室と連携して実施

した。溶融接合材では引張応力が作用する方向から破断する傾向が強く、余盛が有り、

引張応力が作用することで応力集中と熱影響部で破断が生じやすい状態であることが

分かった。溶接部の止端角や曲率半径は溶接条件（入熱量）の違いにより差が見られ

ることが分かり、疲労強度だけでなくビード部形状に関する情報も合わせて取得した

方がバラツキが軽減されると考えられる。  

 高強度材の成形性調査を温度・ひずみ速度依存性に着眼し調査した。室温から高温

における変形特性では、図 3-2.5.7-97 に示すように特性に対してひずみ速度依存性

が試験温度 200℃から認められ、ひずみ速度が遅く、試験温度が高くなる程、低応力

で巨大伸びを得た。変形量ごとに組織を観察すると、動的再結晶によりバイモーダル

な組織状態から均一で微細粒な当軸組織を形成することが分かった。この結果を圧延

加工プロセスにフィードバックすることで、平均粒径が 5μm 程度の当軸微細粒を有

し、高強度高延性を兼ね備えた AX81 合金圧延プロセスを確立することもできた。こ

れら素材は、試験温度 200℃において V 曲げ試験では R/t=1（R=パンチ径、t=ブラン

ク板厚）程度までは成形可能であった。この知見を基に 200℃における深絞り試験を

実施したところ、パンチ径φ50 mm・パンチ R5 mm・速度 0.6 mm/s の条件において

は割れが発生してしまい、250℃で割れの発生なく深絞りができた。このときの限界

絞り比（LDR）は 2.0 を示した。V 曲げ試験と比較して、深絞り試験は変形応力が異

なることから成形可能な温度に差が見られたと考えられる。上記の知見を基に、

AX81 合金継手材や気密構体作製に向けた試験用板材の提供を行うと同時に、気密構

体の設計計算に必要なデータを導出するための板材提供を行った。  



  

3-2.5.7-95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019～2020 年度は AX81G 合金幅広圧延材（板厚 3 mm）を操業実機により作製し、

パス間で試料採取することで板幅を 500 mm に幅広化した際の特性低下因子を調査し

た。圧延加工は面圧低減のためパス回数を増加させた。圧延前後の試料及びロール温

度の温度変化、中間熱処理後と圧延終了後の IPF マップを図 3-2.5.7-98 に示す。粗

圧延時ではロールと試料温度が近く圧延前後の試料とロール温度差に変化はない。仕

上げ圧延はロールと試料温度に約 300℃の差を設けており、圧下率の増加に伴い試料

温度差は単調に増加した。図 3-2.5.7-98 より、中間熱処理後の平均粒径は 24 μm、

図 3-2.5.7-96 応力振幅を変化させたときの AX81 合金母材(上段)と MIG

継手(下段)の S-N 曲線  

図 3-2.5.7-97 試験温度とひずみ速度の関係及び絞り試験・V 曲げ試験後の外観  



  

3-2.5.7-96 

 

板厚 3 mm 材では 18 μm の組織を呈し、耐力と引張強さは 280 MPa と 330 MPa で伸

びは 5%を示した。ラボスケール材と比べ、強度は 20 MPa の低下であったが伸びは

減少し、平均粒径は 2 倍以上であった。今回、パス回数増加に伴う加熱時間を短縮す

るため仕上げ圧延温度を 50℃低下させたことが高強度のみを示した一因と考えられ、

IPF マップから粒界に残留ひずみの蓄積が伺える。実機幅広化に伴う特性劣化は仕上

げ圧延時の素材温度が支配的であったと考えられる。一方、幅広化しても中間熱処理

材の平均粒径は高強度高延性を両立するための閾値をクリアしており、幅方向の組織

や特性にバラツキは無く、パス回数の影響もなかった。総圧下率 50％を超える粗圧

延を行うことで板厚方向にも均一な組織を形成することが分かった。  

工業化を見据えた場合、製造時におけるエネルギーコスト削減も重要であり、素材

循環を考慮したリサイクル鋳造を行った。溶解材料はインゴットのみ、板端材のみ、

板端材と切削屑を混合した 3 種類の材料から AX81G 合金鋳造材を作製した。鋳造材

を板厚 3 mm まで圧延加工した際の各圧下率における強度と伸びを図 3-2.5.7-99 に示

す。板端材と切削屑混合材は伸びが小さく、破断面を SEM 観察すると、切削屑混合

材には空隙や異物が多く認められた。各材料の水素量を測定すると、インゴット材は

13 ppm、板端材は 14 ppm、切削屑混合材は 42 ppm を示し、切削屑を用いると水素量

が約 3 倍に増加した。溶解時に溶湯処理を行うのみでは微細な異物や水素量は増加傾

向にあり、溶解前での酸化物除去や溶湯処理の開発が必要なことが分かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-98 幅 500 mm 材の総圧下率と温度変化の関係と各板厚における IPF

マップ  

図 3-2.5.7-99 種々の AX81G 合金圧下率における機械的特性  



  

3-2.5.7-97 

 

AX81G 合金高強度高延性材の疲労試験、接合特性、耐食性試験は各分室と連携し

て行った。平面曲げ疲労試験を TIG、FSW 材は応力比 R=-0.5、MIG 異材接合材（母

材：AX81G、溶加材：AZX911）は R=-1 で実施した。接合材の余盛りまたはバリを

除去した試験の S-N 線図を図 3-2.5.7-100 に示す。TIG 材は R=0 と-0.5 が同等の疲労

強度を示し、FSW 材は R=-1 と-0.5 が同等の疲労強度を示した。どちらも余盛りまた

はバリがあると疲労強度は低下し、引張応力作用側で破断した。TIG 材は余盛りがあ

る場合の破断箇所は止端部であり、FSW 材はバリの有無に関係なくツール部で破断

する試験片が多く見られた。MIG 材における異材接合は余盛りを除去して試験を行

うと低応力における疲労強度が 107 回において疲労強度は 62 MPa から 74 MPa に向

上した。これは、溶加材に AZX911 を用いたため AX81G（共材接合）と比較してア

ルミニウム量が 1%増えたことが溶融部の固溶強化に繋がったと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気密疲労試験構体部材の作製ではゴム継手部に使用される部材を担当し、板厚 6 

mm×幅 110 mm×長さ 650 mm の板および構体に沿った曲率を有する曲げ部材と板厚

9 mm×幅 110 mm×長さ 600 mm の板を作製した。板厚 9 mm 材までの厚板化に伴い、

開発圧延加工プロセスのパススケジュールを改良したところ耐力 220 MPa、強度 282 

MPa、伸び 5%を示し、設計要求耐力を満たすことができた。作製した板材や曲げ部

材の端面はゴム継手部に接するため、ゴム切断を防止すべく端面を R3 で加工した。

板厚 6 mm 材の一部は R8000 と R400 を有する金型にて温間曲げ加工した。加工温度

は 2018 年度までに調査した AX81G 合金の高温引張試験の結果から変形抵抗が低下

する 250℃で行った。R8000 についてはスプリングバック・スプリングゴーの発生を

抑制するために R1000 と R8000 の 2 型金型を作製し、250℃で加工した。作製した部

材の一例を図 3-2.5.7-101 に示す。作製した板厚 6 mm 材からは補強板として板厚 6 

mm×幅 60 mm×長さ 155 mm の板（四隅を R30 と C5 に切削加工）を切削加工した。  

 

 

 

図③-5-4 作製した気密疲労試験構体部材  

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-100 接合材（余盛またはバリなし）の S-N 線図（a）TIG 材、(b) 

FSW 材、(c) MIG 材：R=-1 

図 3-2.5.7-101 作製した気密疲労試験構体部材  



  

3-2.5.7-98 

 

自動車構造部材への適用技術開発では、難燃性を生かしながら張出し試験は室温、

深絞りは 150℃で成形可能な薄板圧延材の作製技術開発と成形性調査を行った。合金

組成は AX81G 合金を基に Al 添加量を希薄化した Mg-3Al-0.7Zn-0.4Ca を対象とし、

鋳造材から板厚 1mm まで圧延加工した。図 3-2.5.7-102 に板厚 1 mm までの圧下率ご

との機械的特性を示す。圧延途中で一度熱処理を施すものの、圧下率の上昇に伴い強

度は向上し伸びは 6～4.5％を示した。最終圧延後に 450℃で 1 時間の熱処理をした後

の平行(RD)および直角 (TD)方向の公称応力 -ひずみ線図と (0001)集合組織および結晶

組織を図 3-2.5.7-103 に示す。耐力は RD、TD 方向で 147 MPa と 120 MPa を示し、

引張強さは共に 240 MPa を超えた。伸びは TD 方向で 25％以上を示した。圧延材の

(0001)集合組織強度が 3.4 に対して熱処理後では 1.9 に低下した。圧延材の結晶組織

はせん断変形による残留ひずみの影響があったが、熱処理後は 10 μm 以下の等軸微

細粒を形成した。圧延加工後に熱処理することで、加工ひずみを開放しながら(0001)

集合組織強度を弱く維持することが出来た。目標としていた板材の機械的特性、組織

特性を達成することが出来た。圧延材と熱処理材の成形性調査は、張出し試験の評価

は破断が起きた際のパンチストローク量を張出し高さ(h)とし、深絞り試験の評価は

10 mm 以上絞れた場合を○、それ未満を×と判定した。パンチ速度 60 mm/min、パン

チ R20 で室温張出し試験した後の外観を図 3-2.5.7-104 に示す。圧延材での張出し高

さは 6 mm であり、焼きなまし材になると 11 mm まで向上した。パンチ速度は 0.6～

600 mm/min としたが、室温における張出し高さに顕著な速度依存性は認められな

かった。深絞り成形はパンチ R1 と R3 で実施し、パンチ速度は張り出し試験と同じ

とした。室温成形は困難であったが、熱処理を行うことで深絞り可能なパンチ速度は

600 mm/min に達し、150℃での深絞り成形も達成することが出来た（表 3-2.5.7-25）。

一方、張出し試験では顕著ではない試験温度、速度依存性が深絞り加工で現れた。深

絞り試験はパンチ R 部に引張側と圧縮側におけるひずみの不均一性が発生し室温で

は早期に割れが発生したことと、加工条件の影響が考えられる。室温成形を可能とす

るには、集合組織強度の低下と微細組織を形成することが有効であることが分かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-102 各圧下率における

機械的特性  

 

図 3-2.5.7-103 板厚 1mm 材の機械的特性と

EBSD 方位解析  
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③-6 高成形性マグネシウム材（薄板）の開発【伊丹分室：住友電気工業】  

③-6-1 自動車部材への適用に向けた FS（テーマ 34）  

テーマ 17 で開発した高強度難燃性マグネシウム材（AMX801,AZX811）をベース

として Mg-Al-Zn-Ca-Mn 系合金圧延材の成形メカニズム調査および成形性の評価を最

委託先である長岡技術科学大学と共同で実施した。長岡技科大では、後述の通りマグ

ネシウム合金の成形性に及ぼす基礎検討をもとに成形性に優れた合金組成の絞込みを

行った。  

 伊丹分室では、AZX811(AX81S)の成形性評価を実施した。成形性指標としては、

200℃および 250℃での平面領域での限界張出高さ（LDH0）の評価を行った。その結

果を図 3-2.5.7-105 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自動車用部材に対する要求としてコスト面から室温での成形性が重要となる。一般

的に添加 Al 量を減少させることで成形性は向上するが、一方で耐食性が劣化するこ

とが知られている。伊丹分室では耐食性と成形性が両立する Al 量を調査するため Al

量が 0.5,1,2,3,5,6 および 7mass%の圧延材を作製し耐食性調査のため平塚分室（日本

パーカライジング社）に提供した。  

 

図 3-2.5.7-104 希薄合金のパンチ速度 60 mm/min における室温張出し試験片外観  

表 3-2.5.7-25 深絞り試験結果（パンチ R3）  

0.6 mm/min 6 mm/min 60 mm/min 600 mm/min 0.6 mm/min 6 mm/min 60 mm/min 600 mm/min

RT × × × × × × × ×

100℃ × × × × ○ × × ×

150℃ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○

200℃ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

熱処理材圧延材

 

 

図 3-2.5.7-105 AZX811 圧延材の 200℃と 250℃における限界張出高さ  
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③-6-2 自動車部材用薄板開発（テーマ 35）  

③-6-2-1 シミュレーションの目的  

 自動車部材開発に先立ち、マグネシウム合金板材を用いて歩行者頭部保護性能を

満足しながら軽量化を図ることができるのかという懸念がありシミュレーションを

実施した。このようなシミュレーションの経験が豊富なコベルコ科研にてアルミ製

フードを使用している市販車のフロントフードをモデルとして頭部傷害値（ＨＩ

Ｃ）および衝突特性を計算することで、アルミ製フードと同等の衝突性能を得るた

めのマグネシウム合金板材の板厚を求めた。この結果から、マグネシウム合金板材

に置換しても十分な軽量化が図れるかどうかを検証した。なお、通常シミュレー

ションはフロントフード全面に亘って行うが本プロジェクトでは時間と予算の制約

からフード中央部 1 か所に衝突した場合のみ実施した。また、計算パラメータは自

動車メーカーのアドバイスを得て設定した。  

③-6-2-2 シミュレーション条件  

 解析モデルに用いたアウターとインナー形状およびその諸元を図 3-2.5.7-106 に

示す。これら形状およびリーンフォース、ストライカーブラケット、フードロック

位置および材質はリバースエンジニアリングによりデータを得た。  

  

計算の前提となるインパクタの重量は 3.5kg（子供の頭相当）、衝突速度は 41km/hr、

インパクタ入力角度は 50deg とした。これらの条件は、（独法）自動車事故対策機

構の試験方法（JNCAP）に準じたものである。フードと剛体壁間の距離は実車を測

定して得られた 140mm で計算したが、参考までに国産車の厳しい条件である

105mm でも計算した。インパクタ、フード、剛体壁の関係を図 3-2.5.7-107 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-106 シミュレーションに用いたフロントフードのモデル形状および材料

データ  

 

図１ シミュレーションに用いたフロントフードのモデル形状および材料データ  

合金種：アルミ 6000 系  

代表板厚：0.97mm 

合金種：アルミ 5000 系  

代表板厚：0.84mm 

アウター形状  インナー形状  
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これら諸元を用いてシミュレーションを行い、歩行者保護性能の指標となる頭部

傷害値（HIC）、衝撃波形の初期ピーク値、最大変位を求めてアルミニウム合金板と

マグネシウム合金板との比較を行った。  

 

③-6-2-3 シミュレーション結果  

 シミュレーション結果の一例を図 3-2.5.7-108 に示すような加速度-時間および加

速度-変位のグラフで示される。HIC 値は式 HIC= { ］｝（ t：時間（s）、

AR：合成加速度）から求められる。  

※インナー部のみ表示 

  

図 3-2.5.7-108 Mg/Al 板厚比が 1.3 倍の時の加速度-時間、加速度-変位グラフ（剛体間

距離は 140mm）  

 

 

Ｘ 

50DEG. 

剛体壁 

A-A 断面 

剛体壁間距離 X=105 or 140mm 

インパクタ  

 
打撃速度：41km/h 

図 3-2.5.7-107 インパクタ、フード、剛体壁の位置関係  
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 このようにして板厚比を変えて計算した結果をまとめて下表 3-2.5.7-26 に示す。  

 

 

Al に対する板厚比
（アウター／インナー）

実際の板厚 mm
（アウター／インナー）

HIC
最大変位

mm
初期ピーク値

G
軽量化率

％

Al （C4カクタスフード） 1/1 0.97/0.84 319 130 73 －

Mg

初期ピークがほぼ同じ例 1.33/1.33 1.290/1.117 459 117.8 72 10

HICがAlより小さい例 1.33/0.9 1.290/0.756 254 139.1 63 23

最大変位がAlより小さい例
1.16/1.16 1.125/0.974 363 129.2 64 22

1.2/1.2 1.164/1.00 383 127 68 19

 

 

HIC 値、最大変位は小さい方が望ましく、初期ピークはアルミニウムに近い値が

望ましい。板厚比によってアルミニウムと同等の加速度－時間波形を得られること

が理想的であるが、計算回数にも制約があり、同等の波形となる組み合わせを得る

ことはできなかった。インナーとアウターの板厚比を変えた組み合わせによって

HIC 値、最大変位、初期ピーク値をアルミに近づけることが可能であることが表 3-

2.5.7-26 からわかる。アルミニウムの板厚に対してアウター、インナーともに 1.2 倍

の板厚とすることで HIC 値は大きくなるが（650 以下でレベル５は満足する）、最

大変位、初期ピーク値はアルミニウムとほぼ同等となる。この時マグネシウム製

フードはアルミニウム製フードに対して重量は 81%にまで軽量化される。  

 次に剛体壁間が短いセダンタイプ国産車を想定して壁間距離 105mm の場合で計算

を実施した。その結果を表 3-2.5.7-27 に示す。この場合はアルミニウムに対する板厚

比がアウター、インナーともに 1.3 倍の時にアルミニウムと同等の HIC 値、最大変位

を得ることができる。この時マグネシウム製フードはアルミニウムフードに対して重

量は 88%にまで軽量化される。  

 

 

Al に対する板厚比
（アウター／インナー）

実際の板厚 mm
（アウター／インナー）

初期ピーク値
G

HIC
最大変位

mm
軽量化率

％

Al （比較フード） No.2 1/1 0.97/0.84 73 575 118.1 －

Mg No.7  1.3/1.3 1.261/1.092 67 573 116.7 12

 

 

 上記の通り、中央部 1 点のみの計算結果ではあるが、フロントフードの素材をアル

ミニウム合金からマグネシウム合金に変えることによって歩行者頭部保護性能を満

足しながら軽量化を実現する可能性を確認できた。なお、今回は予算と期間の制約

がありアルミニウム合金で作製されたフロントフード形状で計算したものであり、

アルミニウム合金の特性で最適化された形状であると考えられる。マグネシウム合

金の特性に適した形状設計を行えば更なる軽量化が実現できるものと考えられる。  

表 3-2.5.7-26 剛体壁間距離 140mm の場合での計算結果  

表 3-2.5.7-27 剛体間距離 105mm の場合での計算結果  
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③-6-2-3 高成形性マグネシウム合金板材の適用技術開発  

③-6-2-3-1 高成形性マグネシウム合金板材の開発  

 高成形性マグネシウム合金板材の開発目標として、アルミ A6061 と同等の強度

特性をもつと同時に室温成形が可能な板材の開発に取り組んだ。マグネシウム合金板

材の成形性向上には合金組成と圧延条件の最適化による集合組織制御が必要であり、

それら基礎検討は長岡技術科学大学の協力を得て実施した。  

マグネシウム合金では一般的に強度と成形性はトレードオフの関係にあり両立は困

難である。長岡技術科学大学と物質・材料研究機構（NIMS）で実施された基礎検討

から Mg-1.2mass%Al-0.8mass%Zn-0.5mass%Ca-0.4mass%Mn が高い強度と優れた成形

性の両立を実現できる合金組成として見出された。この組成の合金を伊丹分室が持つ

急速凝固鋳造技術を用いて板材を鋳造し更に圧延を施した。伊丹分室では将来の量産

化を見据えて量産機での試作を行った。  

 

③-6-2-3-2 高成形性マグネシウム合金板材の引張特性  

 Mg-1.2mass%Al-0.8mass%Zn-0.5mass%Ca-0.4mass%Mn（AZXM1100）板材の引張特

性を図 3-2.5.7-109 に示す。AZXM1100 合金板材は熱処理により強度が向上する時効

硬化型合金であることがわかる。強度は目標とするアルミ A6061 と同等もしくは同

等以上が得られているが、圧延方向と圧延垂直方向で強度、特に耐力に異方性が存

在していることが将来の実用化において課題となる可能性はある。  
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※RD：圧延方向、TD：圧延垂直方向  

図 3-2.5.7-109 開発合金圧延材の引張特性  
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③-6-2-3-3 高成形性マグネシウム合金板材の成形特性  

 室温および 150℃で開発合金の成形性を評価した FLD（成形限界線図）をそれぞ

れ図 3-2.5.7-110、図 3-2.5.7-111 に示す。  

 

 開発合金の室温での成形性は図 3-2.5.7-110 に示す通りアルミ合金（A6022）には

及ばず低い結果となったが、図 3-2.5.7-112 に示す通り簡単な形状であれば室温でも

十分成形可能である。さらに温度を 150℃まで上げると図 3-2.5.7-111 に示す通り

A6022（室温）と同等以上の成形性が得られた。従来材では 200℃以上の高温での成

形が必要であったが、成形温度を 150℃まで下げられることで潤滑油選択の幅が広が

ることや熱膨張の影響が小さくなることでメリットは大きい。  
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図 3-2.5.7-110 開発合金の室温での成形限

界線図  
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図 3-2.5.7-111 開発合金の 150℃での成形

限界線図  

HAT部品形状（曲げ、張出し性の確認） PC筐体形状（曲げ、絞り性の確認）
 

図 3-2.5.7-112 開発合金板材の実部品金型での室温成形試作結果  
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③-6-2-3-3 高成形性マグネシウム合金板材の実用化検討  

 前述の通り目標とする 6000 系アルミニウム合金板材に匹敵する強度でかつ高

い成形を持つ合金板材の開発に成功した。開発合金の実用化検討としてフロント

フードの成形要素が盛り込まれたミニチュア形状での基礎トライ成形を実施した。

図 3-2.5.7-113 に示す通り、アウター、インナーそれぞれの形状を模擬した小型形

状で成形を行い 150℃で成形可能であることが確認できた。  

このようにミニチュア版で成形性が確認できたことから本プロジェクトの計画

通り 1/1 スケールでの試作に着手した。1/1 スケールを複数枚作製するためには

板サイズ、枚数の点で試作機では処理できず量産機を用いて板を作製する必要が

あることから量産機での板製造を実施した。数回の条件出しを経て図 3-2.5.7-114

に示す開発合金板材のコイルを量産機で作製することができた。この板材を

FSW で接合した後、1/1 スケールのインナー用素材を作製しプレス試作用に提供

した。  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-113 開発合金板材のミニチュアフード模擬金型での 150℃成形試作結果  

図 3-2.5.7-114 開発合金鋳造コイル  
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③-7 Mg 合金の組織制御、成形加工中の変形メカニズム解明【住友電気工業(2018～

2020 年度)、産業技術総合研究所(2021 年度)、再委託：長岡技術科学大学（鎌土、中

田）】  

 2018 年度は、低温での成形性や機械特性に及ぼす Al や Zn 添加量の影響を調べた。

Zn を含まない Mg-Al-Ca-Mn 合金圧延材は、強い底面集合組織を形成するため、低温

での成形性は低い。Mg-Al-Ca-Mn 合金に Zn を添加すると、底面集合組織が弱化する

ために低温での成形性は改善する。また、強度・延性ともに Zn を添加しない場合と

比較して向上する。Al 無添加の Mg-Zn-Ca-Mn 合金圧延材は、Al を含む圧延材よりも

低温での成形性は優れている。但し、Mg-Zn-Ca-Mn 合金圧延材は結晶組織が粗大化

しやすいため、構造部材として必要な強度特性（引張強さ≧230MPa）を得るのが困

難であることが判明した。  

 2019 年度は、優れた強度特性と成形性を兼備したマグネシウム合金板材の開発を

目的として、異なる加工熱処理条件にて Mg-xZn-0.3Ca-0.1Al-0.2Mn(mass%, x=1, 2)合

金圧延板材を作製し、板材の引張特性や室温張出し成形性、結晶粒径、集合組織を調

べた。Zn 添加量が変化しても、結晶粒径や集合組織、引張特性、時効硬化特性に顕

著な差異は認められなかったものの、2%の Zn 添加により、エリクセン値にして

8mm の優れた室温張出し成形性を付与できることがわかった。また、低温で均質化

処理を行っても、圧延板材の室温張出し成形性や結晶粒径、集合組織に変化は認めら

れなかったことから、Mg-Zn-Ca-Al-Mn 合金は、安価に製造可能な自動車パネル材の

候補材料と言える。  

 2020 年度は、2019 年度に提案した Mg-Zn-Ca 基合金圧延材の高性能化を目的とし

て、Mg-2Zn-0.5Ca(mass%, ZX21)合金圧延材の微細組織や特性に及ぼす微量 Al および

Mn 添加の影響を調べた。表 3-2.5.7-28 に、ZX21 合金および Mg-2Zn-0.5Ca-0.2Al-

0.6Mn (ZX2101)合金圧延材の圧延方向の引張強さ、0.2 %耐力および破断伸びと室温

エリクセン値をまとめて示す。微量な Al および Mn 添加によって、強度特性や延性

は大幅に向上することがわかった。また、微量元素添加は室温張出し成形性の改善に

も有効で、ZXAM2101 合金圧延材は 9.3 mm の優れたエリクセン値を示すこともわ

かった。  

 

 

 

 

Alloy UTS 0.2%PS EF I.E. value 

ZX21 212 MPa 109 MPa 18.8 % 7.3 mm 

ZXAM2101 264 MPa 176 MPa 24.2 % 9.3 mm 

 

微量な Al および Mn 添加が Mg-Zn-Ca 基合金圧延材の特性改善に有効であった理

由を検討するために、電子線後方散乱回折法を利用して、圧延材の組織因子および張

出し成形性試験中の組織変化を調べた。図 3-2.5.7-115 に、ZX21 および ZXAM2101

表 3-2.5.7-28 ZX21 および ZXAM2101 合金圧延材の引張強さ(UTS)、0.2 %耐力

(0.2%PS)および破断伸び(EF)とエリクセン値(I.E. value)のまとめ。引張応力負荷

方向は圧延方向に平行。  
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合金圧延材の逆極点図マップと(0001)極点図を示す。ZX21 合金は平均粒径 69 μm の

粗大な結晶組織を示すものの、Al と Mn 添加によって平均結晶粒径は 10μm 以下にま

で微細化する。微量元素添加に伴う集合組織の変化はなく、ZX21 および ZXAM2101

合金ともに、(0001)面が板幅方向に大きく傾斜した弱い底面集合組織を形成したこと

から、Al と Mn 添加による高強度・高延性化は、結晶粒の微細化によるものと考え

られる。また、図 3-2.5.7-116 に、パンチストローク 4 mm でエリクセン試験を中断

した試料の逆極点図マップ、(0001)極点図および双晶粒界の長さを示す。ZX21 合金

および ZXAM2101 合金ともに、(0001)極の板面からの傾きは小さくなっていること

から、主に底面すべりによって変形したことがわかる。なお、結晶粒内には双晶の形

成が認められるが、ZXAM2101 合金中では双晶の形成が抑制されていた。以上の組

織観察結果から、Al および Mn の微量添加による Mg-Zn-Ca 基合金の高成形性化理由

は、結晶粒の微細化により破壊の起点やき裂の伝播経路になる双晶の形成が抑制され

たためと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年度は、高成形性 Mg-2Zn-0.5Ca-0.2Al-0.6Mn 合金（mass%、以下 ZXAM2101

合金と称す）のプロセス最適化を目的として、圧延材の組織と特性に及ぼす圧延条件

の影響を調べた。試料温度を 200℃~450℃まで変化させ、ロール温度 200℃および圧

下率 30%/pass にて圧延加工を行い、380℃で 1h の熱処理を施した後、引張試験とエ

リクセン試験を行った。図 3-2.5.7-117 に、試料温度 200℃、250℃、300℃、400℃お

よび 450℃の圧延加工により作製した板材の引張応力 -ひずみ曲線およびエリクセン

値を示す。試料温度 250℃~450℃の範囲で、良好な強度と延性が得られた。また、試

図 3-2.5.7-115 ZX21 および ZXAM2101 合金圧延材の逆極点図マップと(0001)極

点図。図中の RD および TD は圧延方向および板幅方向。  

図 3-2.5.7-116 ZX21 および ZXAM2101 合金圧延材の逆極点図マップ、(0001)極点

図および双晶粒界の長さ。図中の RD および TD は圧延方向および板幅方向。  
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料温度が 400℃の場合に最も高いエリクセン値が得られた。試料温度 200℃でも、

8mm を超えるエリクセン値は得られるが、TD の破断伸びは 20%未満であった。  

 

 

 

 

図 3-2.5.7-118 に、試料温度 200℃、250℃、300℃、400℃および 450℃の圧延加工

により作製した板材の逆極点図マップと(0001)極点図を示す。逆極点図マップ中の

dave は平均結晶粒径を表す。試料温度が高くなるにつれて、(0001)面の TD への傾斜

が小さくなることがわかった。なお、試料温度 400℃で作製した板材は、(0001)面が

板面に平行に配向した成分が最も少なく、優れたエリクセン値の発現に寄与したと考

えられる。また、試料温度が 200℃の場合、白矢印にて示したように粗大化した結晶

粒が存在し、不均一な組織を形成した。これらの粗大結晶粒内では、(0001)面が TD

に大きく傾斜しており、TD 引張時には双晶変形が生じやすく、TD の低延性の原因

と考えられる。  

 

 

 

 

図 3-2.5.7-117 試料温度 200℃、250℃、300℃、400℃および 450℃の圧延加工に

より作製した板材の引張応力-ひずみ曲線およびエリクセン値のまとめ。  

図 3-2.5.7-118 試料温度 200℃、250℃、300℃、400℃および 450℃の圧延加工

により作製した板材の逆極点図マップと(0001)極点図。  
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③-8 高強度難燃性マグネシウム合金の押出し成形技術開発【長洲分室：不二ライト

メタル】  

 2018 年度は、開発合金 AX92 を用いて簡易モックアップ構体の床材の押出技術開

発を行い、長さ 5.5m の押出材を取得した（図 3-2.5.7-119）。当該形材は肉厚が均一

であり、左右対称形状であるためメタルフローは比較的制御しやすいが、押出費が

90 と高い。さらに AX92 は押出時の最大荷重は非常に高い数値が記録された。これ

は当分室が所有する最大の押出機のほぼ 100%の出力を使用しており、安定な押出条

件であるとは言い難い。そこで、押出荷重を低減する方策の検討を行った。①押出

（ビレット）温度、②ビレット長さ、③押出速度、④ダイス設計などのパラメータを

変化させ、押出荷重を調査した結果、①押出（ビレット）温度に関しては、高温にな

るほど荷重は低下する傾向にあるが、形材に溶融割れが生じる領域まで高めても押出

荷重が劇的に低下することはなかった。また、ビレット温度が高温になると押出速度

のわずかな上振れによる加工発熱の影響と思われる肌荒れが確認され、押出荷重の点

から押出に必要なビレット温度が AZX611 より高い一方で、高い温度に設定すること

も難しい、生産実機級では適正温度レンジが狭い合金であることが分かった。②ビ

レット長さに関しては、押出荷重に与える影響が大きく、ビレット長さと押出荷重は

正比例の関係にある。しかし、より長尺の形材を取得するためにはビレット長さも長

くする必要があり、コストに影響する部分でもあるため荷重との関係だけでビレット

長さを調整することはできない。現在はビレットの基準長さを 400mm に設定してい

る。数十 mm 単位での長さ調整でも荷重に影響を与えると考えられるが、設備仕様

の関係からビレット長さの微調整には慎重を期する必要がある。③押出速度に関して

は、今回調査した範囲では押出荷重に与える影響は小さかった。押出速度はコストに

大きく影響するが、前述のように、高温域で押出速度による加工発熱が加わると溶融

割れを起こすため、押出速度をより上げていくためには押出温度を下げる必要がある

と考えられる。しかし、押出温度を下げると、特に高 Al 添加型のマグネシウム合金

では押出荷重が大きくなりやすいため、別の手法で押出荷重の低減が必要である。④

ダイス設計は押出荷重に与える影響が非常に大きく、種々の検討により押出荷重を低

減する設計指針が得られた。一方で、当該設計指針を基に作製されたダイスは押出試

行回数が少ないため、ダイス寿命の検証が不足している。これはコストに関わる項目

であるため、引き続きデータ取得を行っていく必要がある。  

 また、機密疲労構体では横梁材の長さを 2017 年度の約 3 倍にする必要があるため、

ビレット長さを基準より 100mm 伸ばし 500mm のビレットを用いて押出試験を実施

した。その結果、3.3m の形材を取得したが、図 3-2.5.7-120 に示すように長尺方向に

向かって曲がりが出ており、直進性向上のためのさらなる作りこみが必要となった。  
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図 3-2.5.7-119 AX92 合金の床材（長さ 5.5m）  

図 3-2.5.7-120 AX92 合金の横梁試験押出材（長さ 3.3m）  
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2019 年度は、これまでに開発した高強度合金 AX92 の押出に際し、設備負荷の大

きい押出荷重を下げるためのダイス形状の改良を実施した。その結果、2018 年度と

比較して押出荷重を約 70%まで低減する成果が得られた。それにともなって押出温

度の低温化、押出速度の高速化を実現することができた。これらの条件を用いて、気

密疲労構体の製作に必要な長さ 5m の床部材 2 種類および長さ 3.5m の横梁材となる

形材を製造することができた。各部材は長尺な形材であるが曲がりや反りといった形

状不良を改善する矯正は必要なく、安定した形状で取得することができた。これら形

材の断面形状を図 3-2.5.7.121(a)～(c)に示す。  

 

 

 

(a) 幅 310mm、高さ 22mm 

床部材（中央部）  

(b) 幅 110mm、

高さ 22mm 

床部材（両端

部）  

(c) 幅 110mm、高さ

210mm 

横梁材  

 

 

 2020 年度は、これまでに開発した高強度合金 AX92 を用いて連結器取付部材の作

製を試みた。その結果、図 3-2.5.7-122 に示す部材が得られ、押出方向（X 方向）に

対して Y 方向の曲がり、および Z 方向の反りが確認された。そこで、これを加熱し

荷重をかけることによって形状の矯正を図ったところ、反りは改善が見られたが、曲

がりを改善することは困難だった。これは形材形状によるもので、Z 方向には荷重が

全体に均等であるのに対し、Y 方向は偏りがあるためと考えられた。この製造プロセ

スの適正化が課題となった。  

 

 

 

2021 年度は、新幹線試験車両を構成する部材のうち、 JIS H4204「マグネシウ

ム合金押出形材」を満足する精度を有する床部材用の AX92 合金押出形材の作製

図 3-2.5.7-121 AX92 押出形材の断面形状  

 

図 3-2.5.7-122 作製した連結器取付部材  

 

X 

Y 

Z 



  

3-2.5.7-112 

 

を試みた。その結果、図 3-2.5.7-123 に示す部材が得られ、押出方向（X 方向）に

対して Y 方向の曲がり、および Z 方向の反りが確認された。そこで、2020 年度

に得られたデータを参考に、形材を加熱して荷重をかける方法によって形状の矯

正を実施し、床パネルの作製に用いた。  

 

  

 

 

 

 

 

一方、自動車用合金開発に関して 2019 年度は、自動車構造部材向けにチューニン

グした合金組成を持つビレットの製造条件を調査するため、3 合金の鋳造ビレットを

作製した。その結果、これら 3 種類のチューニング合金は AX92 合金の最適条件を応

用することによって最適化できることの指針を得た。このビレットを押出比 5、ダイ

ス温度 350℃、ラム速度 0.1mm/s の条件で押出しサンプルを採取して引張試験を行っ

た結果、AX92 合金よりも耐力を向上させることに成功し、目標値の一つである耐力

270MPa を達成したことが明らかとなった。しかしながら、伸びは目標値 10%に対し

て実測値は 1%であるため、耐力を維持したまま伸びを向上させることを来年度の課

題として取り組む。また、この合金を適用する自動車構造部材は中空部材であること

から、高速車両構体用部材と比較して非常に大きな押出荷重となることが推測される。

したがって、これまでに取得したデータを元にダイスを設計および押出条件を調整す

ることによって、当該製品を取得することを 2020 年度の課題とした。  

 2020 年度は、自動車構造部材向けにチューニングした 7 種類の合金組成を持つビ

レットを株式会社戸畑製作所が作製し、当社にて押出比 5、ダイス温度 250℃、ラム

速度 0.1mm/s の条件で押出サンプルを作製した。このサンプルを用いて引張試験を

行った結果、図 3-2.5.7-124 に示す通り合金⑥において目標値である耐力 270MPa、伸

び 10%を達成した。2021 年度の課題として、この合金を用いて自動車構造部材であ

るドアビーム部材を押出によって作製することとした。  

図 3-2.5.7-123 試験車両用の客室床パネルに使用した AX92 補強材  

（左）形材断面外観、（右）形材外観  

 

X 

Y 

Z 

Z 

Y 

X 
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2021 年度は、自動車構造部材向けのドアビーム形材の開発に関して 2020 年度

に得られたチューニング合金（耐力 270MPa 以上、伸び 10％以上）を用いて本部

材の試作を行い、図 3-2.5.7-125 に示す部材が得られた。汎用合金である AZ31 合

金との押出条件を比較することにより、生産実機を用いて本合金の形材を量産す

る際の押出条件の指針を得た。  

 

 

 

 

 

 

以上のことから、高強度難燃性マグネシウム合金の押出成形技術の開発を行い、

JIS H4204「マグネシウム合金押出形材」を満足する精度を有する押出形材を作

製できた。また、自動車構造部材向けのドアビーム形材について、生産実機によ

る量産性を考慮した押出技術開発を行い、押出条件の適正化を行うことができた。  

図 3-2.5.7.124 チューニング合金の引張試験結果  

 

図 3-2.5.7.125 押出加工によって作製したドアビーム形材  

（左）形材断面外観、（右）形材外観  
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③-9 高強度難燃性マグネシウム合金ビレット製造技術開発【長洲分室、再委託：戸

畑製作所】  

2018 年度は、本研究では、既存の難燃性マグネシウム合金の中でも、高強度合金

である、高濃度のアルミニウムを添加した開発合金 AX92（Mg-9mass%Al-2mass%Ca-

0.7mass%Zn-0.3mass%Mn、以下 mass%を%と表記）合金について、高速車両などの輸

送機器分野における適用を目指すため、長尺かつ押出加工に好適な均一組織を有する

7 及び 12 インチの生産実機級のビレットを製造するための溶解・鋳造技術について、

生産実機を用いた製造技術の作り込みを行うことを目的としている。そこで AX92 合

金ビレットの製造プロセスにおいて機械撹拌を取り入れて合金組織に与える影響を調

査した。ビレット製作時には本事業により 2014 年度に導入した発光分析装置（島津

製作所社製「PDA-7000」）を用いて①合金組成を確認しながら行った。合金組成を確

認した後、2018 年度に導入した撹拌機に撹拌棒をセットし、溶湯を撹拌して、冷却

することによってビレットを製作した。製作したビレットを 2016 年度に導入した②

熱処理炉（三共社製「 SBH-600」）において各種熱処理に供した。製作したビレッ

トおよび熱処理材は③光学顕微鏡（オリンパス社製「GX41」）による組織観察を実施

することで、化合物層および結晶粒径に及ぼす影響について評価を行った。  

 表 3-2.5.7-29 に①合金組成を、図 3-2.5.7-126 に③光学顕微鏡による各種製造プロ

セスにおける AX92 合金ビレット鋳造材のミクロ組織を示す。図 3-2.5.7-126 より、

粒界に Al12Mg17 相および Al2Ca 相が見られる典型的な AX 系合金鋳造材のミクロ組織

であり、その結晶粒径は撹拌の効果により微細化して均一に分散していることを確認

することができた。また、図 3-2.5.7-127 に冷却条件 3 の AX92 合金ビレットの熱処

理組織を示す。図より、熱処理を行なうことにより、ネットワーク状の Al2Ca 相が

分断されて球状化する傾向が得られ、実機レベルでもラボレベルの試験と同様の

結果を得られることが確認できた。  

2019 年度は、AX92 合金鋳造ビレットの品質安定性を改善するための取組を実施し

た。そこでは、AX92 合金を溶製し、本事業により 2014 年度に導入した発光分析装

置（島津製作所社製「PDA-7000」）を用いて合金組成を確認した。合金組成を確認し

た後、2018 年度に導入した撹拌機 IKA-RW20 に撹拌棒をセットし、撹拌速度 60rpm、

撹拌時間 2min の条件で溶湯を撹拌して、水タンクに金型ごと入れて水冷することに

よってビレットを製作した。製作したビレットを 2016 年度に導入した熱処理炉（三

共社製「SBH-600」）において熱処理に供した。これらの 2018 年度までに最適化し

た AX92 合金ビレットの製造プロセスを繰り返し行うことによる合金組成の安定性に

ついて評価を行った。  

 表 3-2.5.7-30 に 2019 年度製作した 7 および 12 インチビレットの製造日ごとの合金

組成を示す。これより、AX92 合金 12 インチビレットを安定して製造していること

を確認することができた。  

 

 

 

 

表 3-2.5.7-29 AX92 合金ビレットの組成（mass%）  
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製造日  Al Zn Mn Ca Si Cu Fe Ni 

4.25 9.17 0.70 0.29 1.76 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

4.25 9.15 0.70 0.30 1.79 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

6.1 9.17 0.71 0.29 1.77 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

6.1 9.16 0.73 0.29 1.78 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

6.25 9.10 0.70 0.28 1.80 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

6.25 9.13 0.73 0.29 1.73 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

6.25 9.15 0.70 0.29 1.84 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

6.25 9.11 0.71 0.28 1.80 0.05 0.001 <0.001 <0.001 

9.10 9.34 0.69 0.31 1.90 0.06 0.003 <0.001 0.001 

9.10 9.28 0.66 0.28 1.82 0.06 0.002 <0.001 <0.001 

9.10 9.20 0.66 0.30 1.74 0.06 0.002 <0.001 <0.001 

9.10 9.39 0.67 0.29 1.78 0.06 0.002 <0.001 <0.001 

9.10 9.19 0.66 0.28 2.00 0.06 0.002 <0.001 <0.001 

10.21 9.32 0.66 0.31 1.83 0.06 0.002 <0.001 <0.001 

 

2020 年度は、2019 年度までに最適化した AX92 合金ビレットの製造プロセスを適

図 3-2.5.7-126 各種製造プロセスにおける鋳造材のミクロ組織  

 

 

 
図 3-2.5.7-127 各種熱処理におけるミクロ組織  

 

表 3-2.5.7-30 2019 年度に製作した 7 および 12 インチビレットの製造日ごとの

合金組成（mass%）  
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用して、自動車分野への適用について合金組成のチューニングを行った。チューニン

グは AX92 合金を基に合金元素量を変更した 7 種類のビレットを作製した。ビレット

製作時には本事業により 2014 年度に導入した発光分析装置（島津製作所社製「PDA-

7000」）を用いて合金組成を確認しながら行った。合金組成を確認した後、2018 年度

に導入した撹拌機 IKA-RW20 に撹拌棒をセットし、撹拌速度 60rpm、撹拌時間 2min

の条件で溶湯を撹拌して、水タンクに金型ごと入れて水冷することによってビレット

を製作した。製作したビレットを 2016 年度に導入した熱処理炉（三共社製「SBH-

600」）において熱処理に供した。得られたビレットを不二ライトメタル株式会社にて

押出加工した後に引張試験を行うことで機械的特性を評価した。その結果、目標値で

ある耐力 270MPa、伸び 10%以上を達成することができた。以上のことから、新たに

開発した高強度の押出材用合金である AX92 及びチューニング合金について、高速鉄

道車両および自動車などの輸送機器分野における適用を目指すため、長尺かつ押出加

工に好適な均一組織を有する 7 及び 12 インチの生産実機級のビレットを製造するた

めの溶解・鋳造技術を確立することができた。  

 

 

③-10 低温高成形性マグネシウム合金展伸材の適用技術開発【日本金属】  

当分室では、①低い室温プレス成形性と②低い強度を改善したマグネシウム合金の

開発を目的として、2019 年度では、これまでに開発した合金系(Mg-Zn-Ca 合金系)を

ベースとして、高い強度と優れた低温プレス成形性、耐食性を兼備したマグネシウム

合金展伸材の最適成分及び工業生産を見据えた製造プロセスの検討・最適化を行った。 

まず、開発合金の特性確認のため、重力鋳造法にて 7inch.(φ178mm)ビレットを製作、

押出しによって 5.0mm 厚さの圧延母材を作製した。これを、量産圧延実機を用いた

複数条件の単板圧延を行い、1.0mm 厚の圧延板複数種を得た。図 3-2.5.7-128 に単板

圧延材の{0001}正極点図と逆極点マップを示す。開発合金は底面が圧延幅方向(TD)に

スプリットした集合組織を示した。{0001}のピーク強度は 4.0 と目標としていたラン

ダムな集合組織を持つマグネシウム圧延板が得られた。成形性の指標として室温エリ

クセン試験を実施した。結果を図 3-2.5.7-129 に示した。平均的なエリクセン値は約

8.6mm と目標値である 8.0mm を大きく上回った。引張り試験結果を表 3-2.5.7-31 に

示す。底面の TD 傾斜に伴う面内異方性が見られ、耐力値(YS)が RD で 181MPa、TD

で 120MPa と TD で目標値を下回った。これは、平均結晶粒径が 10μm 以上

（10.9μm）の粗大粒であった事が原因であると考えられ、単板での試作圧延材であ

る事を考慮すると、今後改善できるものと考えられた。  

開発材のプレス成形性を確認するために、既存のプレス金型を利用した室温深絞り

成形を行った。使用した金型は AZ31B を用いた温間プレス成形によって、自動車外

装部品を製作するためのもので、製品サイズは約 400mm×450mm である。今回の試

作材ではサイズ不足であるために、製品の中の成形難易度の高い部位を部分的にプレ

ス成形する事とした。金型温度は室温 (非加熱 )で、一般的なクランクモーション

(サーボ機構の使用無し)で成形した。絞り深さに限界はあったものの、図 3-2.5.7-130

に示すように、実部品に近い形状を室温プレスにて成形出来た。  
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以上の結果から、開発合金は本テーマ目標を満たす合金系である事が確認できたた

め、コイル試作用の 12inch.(φ305mm)×400mm 長さの大型ビレットを製作、コイル圧

延用原料を製作した。コイル外観を図 3-2.5.7-131 に示す。この成功を基に、DC 鋳造

(半連続鋳造)による原料ビレットを複数製作した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、湘南分室が行う基礎トライ用に試作材を提供し、小型フード形状の成形テ

ストを実施した。インナーは 130℃(2mm/sec.)で、アウターは 150℃(1mm/sec.)で無欠

陥で成形が可能であった。インナーとアウターを組み合わせたヘム加工も実施したが、

こちらも 150℃で成形が可能であった（図 3-2.5.7-132 参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-130 自動車外装部品金型を用いた室温成形トライ結果 

図 3-2.5.7-128 単板圧延材の{0001}正極点図と逆

極点マップ 

表 3-2.5.7-31 引張り試験結果 

図 3-2.5.7-129 室温エリクセン

試験結果 
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2020 年度には、開発合金の引張り試験による圧延幅方向(TD)の耐力において、目標

値の 130MPa を下回った点の改善を行った。今期は機械的特性を改善できるコイル製

造条件の確立と 150℃での成形性の確認を行うとともに、1/1 サイズの成形に使用で

きる大型板材の製作に取り組んだ。  

まず、開発合金の耐力値向上に取り組んだ。成形性の低下を最小限とする為に圧延

温度やパススケジュールの最適化による結晶粒径の微細化を行った。圧延したコイル

の外観を図 3-2.5.7-133 に示す。AZ31B 量産材と遜色の無い外観の圧延材が製作でき

た。図 3-2.5.7-134 にコイル圧延材の{0001}正極点図と逆極点マップを示す。従来の

{0001}TD にスプリットした集合組織を維持しつつ、結晶粒径は 8.0µm と前年度の

10.9µm より微細化することに成功した。引張り試験の結果を表 3-2.5.7-32 に示すが、

耐力値(YS)は RD で 204MPa、TD で 131MPa と目標値である 130MPa を上回った。室

温エリクセン試験の結果、エリクセン値は 8.5mm を維持した（図 3-2.5.7-135）。  

開発材の 150℃におけるプレス成形性を評価するべく、温間深絞り試験と成形限界

線図(FLD)を製作した。結果を図 3-2.5.7-136、図 3-2.5.7-137 に示す。深絞り試験で

は 150℃で絞り比(DR)2.1 が得られた。FLD は試験に際しプレス速度を実用的な速度

である 5spm とした。図には比較材として A6022-T4 材のデータも示したが、実用的

な成形速度域で A6022 とほぼ同等の成形限界が得られた。  

以上から、1/1 サイズフードの製作を行うための材料特性値は、プロジェクト目標

をほぼ達成した。さらに、プロシェクト会議における歩行者保護性能(HIC)の検討で、

フード・アウタの板厚が当初の 1.0mm 厚から 1.2mm 厚に変更されたことを受け、新

たに 1.2mm 厚のコイルを製作した。この圧延コイルを用いて、2021 年度に実施する

1/1 サイズフード・アウタの試作用に、開発合金圧延材を用いた FSW による広幅材

の製作を行った。試作はまず基礎トライ用に A4 サイズの板を製作し、その接合条件

を参考に 1300mm 幅×1900mm 長さの広幅材を製作した。FSW 接合で製作した広幅材

の外観を図 3-2.5.7-138 に示す。接合欠陥(キッシングボンド、穴)の無い、良好な板

が製作出来た。  

図 3-2.5.7.132 小型フード (インナ /アウ

タ、ヘム )形状の成形テスト（インナ・ア

ウタ成形品のヘム加工成形体外観） 

図 3-2.5.7-131 大型試作原料

コイル外観 
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図 3-2.5.7-133 結晶粒径を微

細化した開発合金コイル 

図 3-2.5.7-134 コイル圧延材の{0001}正極点図と逆

極点マップ 

平均結晶粒径： 8 .0µm 

エリクセン値  IE：8.5mm (室温 ) 

図 3-2.5.7-135 室温エリクセン試験結果  

 表 3-2.5.7-32 引張り試験結果  

RD 

図 3-2.5.7-136 温間深絞り試験結果  

LDR：2.1 

(150℃) 

図 3-2.5.7-137 開発材と 6000 系パネル材の FLD 

 

 

1900m

m 

 
1300mm 

図 3-2.5.7-138 FSW で接合した広幅

材の外観  
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2021 年度には、鉄道車両を加えた輸送機器の軽量化を目的としたマグネシウム合

金展伸材の適用・開発を引き続き行った。  

JR 東日本が運用する新幹線試験車両 E956”ALFA-X”の客室床板パネルの軽量化に

取り組んだ。当分室はプロジェクトで開発された AX41 難燃合金の薄板圧延および広

幅材の製作を担当した。圧延板厚は 1.0mm と 0.5mm で、圧延材は 表 3-2.5.7-33 に

示すように比較材である AZ31B 合金と同程度の強度(YS：250MPa 以上)が得られた。

また、床板パネルは 1040mm の広幅が必要であったため、FSW 接合条件の検討を

行った。パネルは約 3m の長尺で 0.5mm の薄板である事もあり困難を極めたが、図

3-2.5.7-139 に示すように、必要数量の床板パネル用の材料を製作し提供した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車車体への適用を目的として、Mg-Zn-Ca 系合金をベースに高い強度と優れた

低温プレス成形性、耐食性を兼備したマグネシウム合金展伸材の開発を引き続き行っ

た。2021 年度は、1/1 サイズボンネットフードの試作を行うため、そのプレス母材の

圧延と FSW 接合による広幅化を主に行った。当分室は主にアウター材向け 1.2mm 厚

材の製作を行ってきたが、インナー用 1.0mm 材の不足が考えられたため追加で製作

した。1/1 フード製作に必要な広幅化は FSW 接合で行うため、接合部のプレス成形

性の確認が必要となった。そこで、湘南分室が行う基礎トライ金型を用いた成形性確

認や、守山分室行う接合組織検討のためのサンプル材を製作して提供した。ここで、

アウターの接合部成形性確認用の基礎トライにおいて、接合部とは別の曲げ・絞り成

形部に加工割れが確認された。原因調査を行った所、集合組織や結晶粒径に問題がな

い事が確認されたが、組織観察の結果から図 3-2.5.7-140 に示す Ca2Mg6Zn3 微細析出

物が多く観察され、この析出物の関与が疑われた。そこで、析出物が発生しない圧延

表 3-2.5.7-33 AX41 圧延材の機械的特性  

図 3-2.5.7-139 AX41 圧延材を使用した

FSW 接合広幅板材(1.0mm)の外観  
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材製作条件の見直しを行ったバックアップ材を製作した。図 3-2.5.7-141 に示すよう

に、製作したバックアップ材は 150℃のエリクセン試験において従来通りの高い張出

し成形性が得られた。更に基礎トライによる成形テストを行い、割れが発生しないこ

とを確認した。このバックアップ材を用いた広幅材を 1/1 フード製作に必要な数量を

製作し提供した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-140 加工割れ発生材の組

織観察結果 

図 3-2.5.7-141 ビレット製作条件見直し前後

の張出し成形性(エリクセン値)比較（試験温

度：150℃）  

エリクセン値  

10.8mm 

エリクセン値  

8.1mm 

バックアップ材  

割れ発生材  
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③-11 Mg 合金の加工時の組織評価【物質・材料研究機構】  

従来の商用圧延材として知られる Mg-3Al-1Zn (mass.%)合金は、圧延によって

(0002)極が板厚方向に強く配向するため、優れた室温成形性を得ることができなかっ

たため、マグネシウム合金板材の用途は皆無に近かった。これまでに、溶体化処理後

にエリクセン値にして 7.7mm の優れた室温成形性を、変形後 170℃で 20 分の熱処理

によって 240MPa におよぶ優れた 0.2％耐力を発現するマグネシウム合金で初めての

ベークハード性を有する Mg-1.2Al-0.5Ca-0.4Mn-0.8Zn 合金(wt.%)を開発した。自動車

材料などとして利用されているベークハード型の 6000 系アルミニウム合金を応用す

る際は、溶体化処理後の室温時効が大きな問題となる。溶体化処理後に室温時効が生

ずることでその後の時効処理によって優れた強度が得られないためである。そこで

2020 年度は、開発合金の室温時効に関する検討を行った。その結果、Mg-1.2Al-

0.5Ca-0.4Mn-0.8Zn 合金は、溶体化処理後、もしくは溶体化処理後 2%の引張ひずみを

導入後、1 ヶ月以上室温で放置しても硬化は起こらず、その後、170℃で時効処理を

行った際も溶体化処理直後に時効処理を施した試料と同様の時効硬化挙動を示した。

したがって、開発合金が室温時効を示さない点は、6000 系アルミニウム合金に比べ

て工業応用上、大きなアドバンテージとなることを実証することができた。  

また、合金元素の役割についての検討を進め、Zn 添加が優れた室温成形性を発現

させる上で極めて重要な元素であることを実証した。特に、Zn 添加量を 1.6wt.%程度

まで増加すると、エリクセン値は 8.2mm まで向上する（図 3-2.5.7.142）。これは、Zn

添加に伴い、溶体化処理時に生ずる再結晶の核形成サイトが結晶粒界から双晶界面に

変化することで、(0002)極が TD 方向に配向した組織が得れられることが原因である。

しかし、(0002)極の極端な TD 配向は力学的異方性の増加につながるため、Zn 添加量

は 0.8％程度とするのが好適との結論を得た。  

2021 年度は、Mg-3Al ベースの合金に Ca、Ce などの合金元素を添加した合金

を作製し、圧延加工によって板材を作製した。溶体化処理後の微細組織は図 3-

2.5.7-143 に示す EBSD 逆極点図 (IPF)マップと、極点図 (PF)に示すとおりである。

IPF マップに見られるように、溶体化処理材は平均粒径が 16.4μm の再結晶粒よ

り構成され、PF から底面が板厚方向に配向した集合組織を呈する。しかし、商

用の AZ31 合金などに比べると、配向度は極めて低い。  

この合金に対してエリクセン試験を行ったところ、図 3-2.5.7-144 上に示すよう

に、商用の AZ31 合金に比べて高い 7.5mm のエリクセン値が得られた。また、強

度、および塗装焼付硬化性を評価するために、溶体化処理材、および 2%の引張

ひずみの導入後、170℃で 20 分の時効処理を行った試料の引張特性の評価を行っ

た。なお、導入したひずみ量および時効条件は、塗装焼付硬化 (BH)性を評価する

際に広く用いられる条件である。上記の条件で引張試験を RD 方向、および TD

方向を負荷方向として行ったところ、図 3-2.5.7-144 下に示すように、溶体化処理

材は負荷方向に依らず 120MPa 程度の 0.2%耐力を示した。一方、ひずみ導入と時

効処理によって、負荷方向に依らず 0.2%耐力は 165MPa まで増加する。これまで、

AZ31 合金は優れた室温成形性と高い強度を両立することは難しかった。しかし、

Ca と Ce を微量添加して BH 性を発現させることでこの点を克服し、比較的優れ



  

3-2.5.7-123 

 

た室温成形性と高い強度を付与できることができることが明らかとなった。また、

図 3-2.5.7-145 に示すように開発合金は AZ31 合金よりも優れた耐食性を示す。

よって、AZ31 合金に安価な元素を添加するだけで耐力の異方性が小さく、優れ

た耐食性を発現する合金が開発できることが明らかとなった。  

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.7-142 Zn 添加量を系統的に

変化させた Mg-1.2Al-0.5Ca-0.4Mn 合

金溶体化処理材のエリクセン試験後

の試料概観写真。  図 3-2.5.7-143 開発合金

の EBSD 逆極点図マッ

プと極点図  

図 3-2.5.7-144 エリクセン試験後

の試料概観と BH 処理前後の引

張応力ひずみ曲線。負荷方向は

黒が RD、赤が TD 方向。  

図 3-2.5.7-145 12 時間の浸漬後の試料の

概観写真  
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 (3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2018FY 5(4) 1(1) 31(22) 7(6) 1 0 6(2) 2 1 

2019FY 4 4 45 5 0 0 4 2 1 

2020FY 5 1 32 1 0 0 1 6 1 

2021FY 6 0 25 0 2 0 1 2 2 

2022FY 1 7 0 0 2 0 2 2 2 

合計  21 13 133 13 5 0 12 14 5 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2018FY 1(0) 0 0 

2019FY 2 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  3 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.7.3 参考文献  

1) Update of the IMA Report“Life Cycle Assessment of Magnesium Components in Vehicle 

Construction” ; https://www.intlmag.org/page/life-cycle-assessment-update (アクセス日  

2022.10.29) 

 

 

 

表 3-2.5.7-35 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.5.7-34 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.5.8［テーマ番号５０］「Mg 材の性能・寿命に関する MI（マテリアルズインテグ

レーション）活用技術開発（FS 研究）」（2017 年度）  

  ［テーマ番号６０］「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・イン

テグレーション（MI）活用技術の開発」（2018 年度～2022

年度）  

 

2.5.8.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

「革新的新構造材料等研究開発」プロジェクトでは、2013年度以来、難燃性マグネ

シウム合金展伸材を鉄道車両構体に適用することを目標とした研究開発を推進した。

そこでは、生産速度（押出速度）を飛躍的に高めるための合金設計技術や、強度・延

性を同時に改善するための合金設計技術に加え、難燃性マグネシウム合金の接合技術

や表面処理技術、鉄道車両構体の設計技術、信頼性（疲労、耐食性、衝撃変形特性

等）評価技術を統合的に構築している。これまでに、鉄道車両構体に利用するための

新たな合金として、易加工性難燃性マグネシウム合金押出材（AX41合金）、高強度

難燃性マグネシウム合金押出材および圧延材（AX92合金およびAX81合金）を開発す

ることに成功している。また、開発した合金を用いて高速車両構体を製造するための

部材化技術（複雑形状押出技術、圧延技術、プレス成形技術、接合技術、表面処理技

術、構体設計技術）を確立するための実用化研究を推進した。  

開発した難燃性マグネシウム合金展伸材を用いて高速車両構体の軽量化を実現する

ためには、長期間の使用に耐えうる信頼性（疲労性能、耐食性、衝撃変形特性等）を

保証するためのデータを系統的に取得し、上記データに立脚した設計指針を構築して

行く必要があった。なお、難燃性マグネシウム合金も含めたマグネシウム合金展伸材

の信頼性にまつわるデータは、鉄鋼材料やアルミニウム合金等の他の実用金属と比較

して少なく、いかに効率良くデータを取得していくかが、実用化に向けた課題であっ

た。  

一方、内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」の課題の一つ、革新

的構造材料の中では、構造材料の組織と性能を、理論や経験則、数値モデリング、

データベース、機械学習などを融合（インテグレーション）して予測可能とするシス

テム、「MInt」（Materials Integration by Network Technology）の構築が産官学連携で進

められている。MInt では、入力情報（材料製造・加工条件・使用環境条件）から、複

雑系の材料の組織・性能の予測を行うとともに、予測された組織から、これまで長期

を要した構造体の疲労特性等の性能を出力することを目的としている。鉄鋼材料やア

ルミ合金を対象として上記の長期性能を予測するためのワークフローを開発し、材料

の組織や長期性能を予測し、材料の開発期間の短縮を図るためのツールとして利用さ

れ始めていた。  

そこで、本研究開発では、これまでに開発した難燃性マグネシウム合金展伸材も含

めたマグネシウム合金全般の信頼性を評価するための手段の一つとして MInt を積極

的に活用し、マグネシウム合金の疲労特性や腐食特性等の長期性能や衝撃特性を効率

的に予測するためのシステムを構築することを目指す。このシステムを活用し、PJ で
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開発した部素材の信頼性評価期間を短縮することで早期実用化を図る。  

本研究では、開発した難燃性マグネシウム合金を利用して、素形材を製造する技術

を構築するとともに、信頼性（疲労特性、耐食性等）を確保するためのデータベース

構築することを目的とし、また、高速車両構体を模した気密疲労モックアップを製造

することを目的とするテーマ 35「革新的マグネシウム材製鉄道車両および自動車構造

部材への適用技術開発」と密接な連携を取りながら目標達成に向けた研究開発を推進

する。  

 

(2)目標値  

SIP では、鉄鋼材料やアルミニウム合金溶接継手を対象として、継手の疲労寿命を

予測する計算モジュールを開発している。そこでは、物理モデルに基づき、順解析を

行う計算手法が取られており、材料の組織情報をもとに、繰り返し荷重下の力学応答

を再現するためのモデルの構築を行い、疲労き裂発生寿命と、進展寿命を高精度に予

測している。き裂発生では、局所的な繰り返し塑性変形挙動が重要となり、有限要素

法や転位論にもとづくモデルを利用した予測手法が開発されている。一方で、鉄鋼材

料やアルミニウム合金を対象として、機械的特性や疲労特性に関連するデータベース

より、未知の情報を予測する手法も検討がなされている。そこでは、鉄鋼材料溶接継

手のサンプルを対象として、化学組成、加工条件、介在物寸法と言った入力条件と回

転曲げ疲労強度との相関を調査しており、線形回帰およびニューラルネット等の手法

を用いて適切な条件設定を用いた解析を行うことにより、疲労強度と相関のある入力

条件を抽出できることや、精度の良い予測が可能であることを明らかにしつつあった。 

本研究開発では、上記 MInt を駆使して、難燃性マグネシウム合金母材・継手の長

期性能を予測するための技術開発を実施している。具体的には、以下の２つの研究開

発項目に取り組む。  

 

①  難燃性マグネシウム合金溶接継手の寿命予測計算モジュールの開発  

 鉄道車両構体の最弱部である溶接部を対象として、疲労寿命を予測するための計算

モジュールを構築する。具体的には、SIP で鉄鋼材料用に開発された物理モデルに立

脚した計算モジュールを活用し、マグネシウム特有の結晶構造に起因する異方性や、

難燃性マグネシウム合金特有の晶出物分布に起因する異方性を加味した様式でモデル

を再構築する。  

テーマ 35「革新的マグネシウム材製鉄道車両および自動車構造部材への適用技術開

発」と連携して開発を行い、難燃性マグネシウム合金溶接継手の疲労寿命を予測する

ための計算モジュールを開発する。具体的には、(1) 熱弾塑性計算による溶接シミュ

レーションモジュール、 (2) 結晶塑性計算による疲労き裂発生シミュレーションモ

ジュール、(3) X-FEM による疲労き裂進展シミュレーションモジュールを開発し、こ

れからの検証を行うために必要な微小疲労き裂の発生・進展寿命データベースを構築

する。さらに、上記計算モジュールの MInt への組み込みを完了し、統合したワーク

フローとして完成させる。  
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②  データベースに立脚した難燃性マグネシウム合金母材・継手の性能予測システム

の構築  

物理モデルに立脚した計算モジュールにより疲労き裂発生から破断までの寿命を予

測することは必ずしも容易ではなく、溶接材などの複雑な組織や形状を有している場

合は、その予測はさらに困難になる。そこで、本研究開発では、信頼性を予測するた

めの補完的なアプローチとして、データベースを活用した予測システムの構築を目指

す。ここでは、「革新的新構造材料等研究開発」プロジェクトにおける｢革新的マグ

ネシウム材｣の開発で収集した難燃性マグネシウム合金の信頼性（疲労特性、腐食特

性、衝撃特性）データを活用し、機械学習を活用して難燃性マグネシウム合金の長

期性能を予測するためのシステムを構築する。具体的には、難燃性マグネシウム合

金の信頼性を予測するための理論式や経験式に立脚したモデルを構築する作業と、

機械学習を活用した予測システムを構築する作業を並行して実施し、相互にフィー

ドバックすることにより、長期性能（疲労特性、腐食特性、衝撃特性）を予測する

ための高精度モデルを構築することを目指す。また、上記データベースをMIシステ

ムに組み込み、ワークフローを構築することにより予測システムを確立することを

目指す。  

テーマ35「革新的マグネシウム材製鉄道車両および自動車構造部材への適用技術

開発」と連携して開発を行い、難燃性マグネシウム合金の信頼性（機械的特性、疲労

特性、耐食性、衝撃特性）データベースを構築する。また、上記データベースを活用

し、理論と経験に基づく特性予測式を導出する。また、上記データベースの構築と並

行し、難燃性マグネシウム合金の信頼性を機械学習手法により予測するためのモデル

式を導出する。さらに、理論と経験より構築した予測式（概念駆動モデル）とデー

タベースより構築した予測式（データ駆動モデル）を比較する事により、難燃性マ

グネシウム合金の信頼性に寄与する記述子の抽出を行う。また、上記データベース

をMIntのワークフローから利用可能な形で安全に運用する。  

 

以下、各テーマ・サブテーマの研究開発の目標を表に記す。  

 

表 3-2.5.8-1 テーマ 50 研究開発目標  

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

① MI システム適用

に必要となる技術デ

－タベース及び予測

モジュ－ルの具体的

内容の検討（2017 年

度）  

 鉄鋼材料（BCC

金属）やアルミ合

金（FCC 金属）用

に作製された各種

モジュールの新難

燃性マグネシウム

合金（HCP 金

属）への適用可能
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性を明らかにす

る。  

②  マグネシウム合金

への MI システム適

用時の対象性能・対

象 部 材 の 絞 り 込 み

(2017 年度) 

 難燃性マグネシウ

ム合金の信頼性

データの取得に際

して MI システム

の適用が望まれる

性能・部材に関す

る情報を抽出す

る。  

  

③  マグネシウムに関

する計算科学手法の

研究開発状況の調査

（2017 年度）  

 文 献 調 査 等 に よ

り、国内外のマテ

リアルズインテグ

レーション及び計

算科学を利用した

マグネシウム研究

開発動向を明らか

にする。  

  

 

表 3-2.5.8-2 テーマ 60 研究開発目標  

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

① -1 各種寿命予測計

算モジュールの開発

（物材機構 , (再)東大

/榎）（2018～2022 年

度） 

 テーマ 50 で実施  熱 弾 塑 性 計 算 と

X-FEM による長

い疲労き裂進展シ

ミュレーションを

組み合わせること

により、難燃性マ

グネシウム合金継

手の疲労性能の予

測を行う。  

難燃性マグネシウ

ム合金溶接継手の

疲労寿命を予測す

る た め の 計 算 モ

ジュールのプロト

タ イ プ を 完 成 さ

せ、その検証を行

う。  

① -2 計算モジュール

の実験的検証（物材

機構）  

（2018～2022 年度） 

 テーマ 50 で実施  AX41,81G,92 合金

の母材および熱影

響部の微小疲労き

裂発生・進展デー

タベースの構築す

る。  

AX41,81G,92 合金

の母材および熱影

響部の微小疲労き

裂発生・進展デー

タベースの構築す

る。また、AX41, 

81G, 92 合金溶接

継手ビード止端部
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の疲労き裂発生寿

命データベースを

構築する。  

① -3 計算モジュール

の MI システムへの

組み込み及び使い込

み（物材機構 , 川崎

重工 , 川崎車両 , 総

合車両）（2018～2022

年度）  

 テーマ 50 で実施  開発した性能予測

システムが構体設

計に適用できるか

を評価する。  

構体設計に適用す

る MI システムに

要求される機能を

明 確 に す る 。 ま

た 、 開 発 さ れ た

MI システムを用

いた性能予測シス

テムが構体設計に

適用できるのかを

評価する。  

② -1 信頼性予測のた

め の デ ザ イ ン 設 計

（産総研 , (再 )東大 /

江草 , (再 )東大 /白岩）

（2018～2022 年度） 

 テーマ 50 で実施  難燃性 Mg 合金信

頼性データベース

構築および特性予

測モデルを確立す

る。  

難燃性マグネシウ

ム合金信頼性デー

タ ベ ー ス を 構 築

し、長期性能を予

測するモデルを確

立する。  

② -2 難燃性マグネシ

ウム合金の機械的特

性 お よ び 疲 労 特 性

データベース及びモ

デル式の構築  (産総

研 , 物材機構 , 三協

立山 , 権田金属 , 住

友電工 , 不二ライト

メタル) 

（2018～2022 年度） 

 テーマ 50 で実施  ｢革新的マグネシ

ウ ム 材 ｣ 研 究 の

デ ー タ を 継 続 し

DB を 完 成 さ せ

る。また、完成し

た DB を利 用 し

て、理論と経験に

基づく特性予測式

の妥当性を検証す

る  

完成した DB を用

いて、数値シミュ

レーションや機械

学 習 の ワ ー ク フ

ローにデータを提

供し、WF 利用者

の持つ課題を実行

して素材と構体の

開発に寄与する結

果を得る。また、

MI 技術によって

モデル式を提供す

る。  

② -3 難燃性マグネシ

ウム合金溶接継手の

機械的特性および疲

労特性モデル式の構

築（総合車両 , (再)木

ノ本伸線、大阪公大）

（2018～2022 年度） 

 テーマ 50 で実施   様々な条件下にお

ける溶接継手の作

製およびその評価

を行い、継続して

データを取得し、

データベースの充

実を図る。溶接プ
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ロ セ ス と 欠 陥 形

成、機械的特性と

の関係について取

り入れた機械的特

性を予測するため

の理論と経験に基

づく特性予測式お

よび疲労特性の予

測式の妥当性を検

討する。  

② -4 難燃性マグネシ

ウム合金母材の耐食

性を予測するための

モデル式の構築  (産

総 研 , 大 日 本 塗 料 , 

ミリオン化学) 

（2018～2022 年度）  

 テーマ 50 で実施  データの紐付け作

業を継続的に実施

し 、 腐 食 デ ー タ

ベースを完成させ

る。また、重回帰

分析等によるモデ

ル 式 を 完 成 さ せ

る。  

追加データをデー

タ ベ ー ス に 格 納

し、腐食データの

解析を完了する。

重回帰分析等によ

るモデル式を改良

し、難燃性マグネ

シウム合金の腐食

特 性 に 寄 与 す る  

記述子の抽出を行

う。  

② -5 マグネシウム合

金母材および溶接継

手の寿命予測式の構

築  (産総研 , (再)九大)

（2018～2022 年度） 

 テーマ 50 で実施  材料・溶接プロセ

スを考慮した疲労

強度の予測法の提

案、および設計法

の実証、高精度化  

材料・溶接プロセ

スを考慮した疲労

強度の予測式の提

案、および設計式

の高精度化  

② -6 難燃性マグネシ

ウム合金の衝撃特性

評価技術開発（ 2018

～2022 年度） 

 テーマ 50 で実施  難燃性マグネシウ

ム合金の継手材に

ついて、高速変形

特性を予測するた

めのデータベース

を構築し、難燃性

マグネシウム合金

および継ぎ手材に

ついて構築した特

性予測式を完成さ

せる。  

理論と経験則をも

とに構築した特性

予 測 式 と デ ー タ

ベースより構築し

た予測式を比較す

る事により、難燃

性マグネシウム合

金溶接継手の信頼

性（衝撃特性）に

寄与する組織因子

の抽出を行う。  

② -7 データベースの

MI システムへの組み

 テーマ 50 で実施  WF のユーザテス

トと、MI システ

完成した DB を用

いて、機械学習と
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込 み 及 び 使 い 込 み  

(物材機構 , 三協立山 , 

権田金属 , 住友電工 , 

不二 ラ イト メ タル , 

大日本塗料 , 総合車

両 , 川崎重工 , 川崎

車両)  

（2018～2022 年度）  

ムによる入出力パ

ラメータ空間の自

動 探 索 で 各 モ

ジュールのロバス

ト性と精度の情報

を開発者にフィー

ドバックしながら

完成度を高める。  

数 値 シ ミ ュ レ ー

ションのワークフ

ロ ー (WF) に デ ー

タを提供し、 WF

利用者 (素材メー

カと車輌メーカ )

の持つ課題を実行

して素材と構体の

開発に寄与する結

果を得る。また、

MI システムが提

供する入出力パラ

メータ空間の自動

探索によって、各

モジュールのロバ

スト性と精度を明

ら か に す る 。 ま

た、これらの情報

を開発者にフィー

ドバックしながら

WF の完成度を高

める。  

 

(3)全体計画  

テーマ 50 では、鉄鋼材料やアルミ合金の分野で開発が進んでいた、マテリアル

ズ・インテグレーション技術をマグネシウム合金材に適用する上での問題点を抽出す

るとともに、同技術を適用する必要性の高い技術分野を抽出する FS 研究を行った。

テーマ 60 では、テーマ 50 で得られた知見を元に、マテリアルズ・インテグレーショ

ン技術の活用が鉄道車両構体用の難燃性マグネシウム合金材の構体設計に資するよう、

母材と継手の疲労等の性能予測を行うための計算科学主体のフロー（サブテーマ①）

とデータ科学主体のフロー（サブテーマ②）を構築し、研究開発を行ってきた。当該

材料に関する知見やデータは、テーマ 35「革新的マグネシウム材製鉄道車両および自

動車構造部材への適用技術開発」の鉄道関係サブテーマと密接に連携して共有を図っ

てきた。以下、マグネシウム材関連テーマ全体の研究開発スケジュールの図を示す。  
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2022年度2018年度

周辺技術開発
（接合、表面処理）

材料開発
（合金、製造
技術等）

モデル構体
作製

【テーマ35】

信頼性データ
取得

周辺技術ＤＢ化（溶接性、表面処理性等）

設計技術
（仕様検討）

構体評価
(気密疲労試験)

 モデル気密構体 
組立・製造
(疲労特性考慮)
(1/1断面, 箱状)

信頼性ＤＢ化（疲労・耐食性・衝撃靱性等）

気密構体設計

Mg版MIシステム開発【テーマ60】
(母材・継手疲労特性予測システム開発)

プロジェクト後半2019年度 2020年度 2021年度

マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
構
造
体
設
計
・
製
造
実
用
技
術
の
確
立

中型部材製造技術
（押出・板成形）

 モデル気密構体 
用部材作製
(疲労特性考慮)
(1/1断面, 箱状)

自動車等への技術展開
（素形材開発、表面処理技術、部材化開発等）

大型・長尺部材

製造技術

汎用信頼性データベース構築（各
種継手信頼性データ、機械学習

用データ等）

：鉄道 :自動車 ：Mg-MI

テーマ
15～20

Mg版MI FS
【テーマ50】MI活用

2017年度

 

図 3-2.5.8-1 マグネシウム材関連テーマの研究開発スケジュール  

 

(4)実施体制  

サブテーマ①「難燃性マグネシウム合金溶接継手の寿命予測計算モジュールの開

発」では、鉄道車両構体の最弱部である溶接部を対象として、疲労寿命を予測する

ための計算モジュールを構築する。具体的には、SIPで鉄鋼材料用に開発された物理

モデルに立脚した計算モジュールを活用し、初期条件としての組成情報・組織情

報・残留応力情報から、難燃性マグネシウム合金溶接継手の繰り返し荷重下の力学

応答を再現するためのモデルの構築を行い、疲労き裂発生寿命と、進展寿命を高精

度に予測するモジュールを構築することを目指す。上記の計算モジュールを難燃性

マグネシウム合金に適用するためには、マグネシウム合金の結晶構造 (HCP構造)に起

因した塑性異方性をシミュレーションに取り込む必要がある。また、難燃性マグネ

シウム合金の内部に存在する晶出相 (主にAl2Ca相)がき裂発生・き裂伝播特性に及ぼ

す影響をシミュレーションに取り込む必要がある。また、上記の計算モジュールを

開発する過程では、計算モジュールの予測結果を常に実験結果と照合する作業が必

要であり、難燃性マグネシウム合金継手のき裂発生特性および伝播特性をモジュー

ル開発と連動して実施する必要がある。  

 サブテーマ②「データベースに立脚した難燃性マグネシウム合金母材・継手の性

能予測システムの構築」では、｢革新的マグネシウム材｣のデータを有効活用し、難燃

性マグネシウム合金の信頼性（疲労特性、腐食特性、衝撃特性）を予測するためのシ

ステムを構築する。プロジェクト前半は、比較的多くのデータが存在する難燃性マ

グネシウム合金母材の機械的特性（強度）を対象として、理論・経験を組み合わせ

た特性予測式（概念駆動モデル）を構築する。また、難燃性マグネシウム合金の機

械的特性、組成、組織、プロセスの紐付けを行ったデータベースを構築する。さら

に、機械学習を活用し、データベース由来の予測式（データ駆動モデル）を導出し、

特性予測式（概念駆動モデル）との照合を行う。照合結果より予測への影響の強い
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材料パラメータ（記述子）を抽出し、効率的なデータベースの拡充および難燃性マ

グネシウム合金の機械的特性を予測するための高精度の汎用予測式を導出すること

を目指す。  

上記の作業を、疲労特性、耐食性、衝撃変形特性についても実施する。また、対象

材料を母材から継手へと拡張して行く作業を実施し、データベースに立脚した難燃性

マグネシウム合金の信頼性予測システムを構築することを目指す。  

以下、両サブテーマの実施体制図を示す。  

繰返し軟化・硬化
・繰り返しs-s曲線

微小き裂発生・微
小き裂進展評価

マクロき裂進
展評価

マクロ応力場解析
（結晶塑性解析）

ミクロ応力場・
微小き裂発生解析

マクロき裂進
展解析

東京大学(榎)

物質・材料研究機構

MIシステム内の
ワークフロー(WF)構築

WFの使い込み
継手の特性の予測・実証

東京大学(榎)

残留応力評価

川崎重工業、総合車両製作所、川崎車両

材料メーカ、車両
メーカ、産総研等

東京大学(榎) 東京大学(榎)

疲労寿命
予測

(S-N曲線)

材料・継手作製
初期組織評価

難燃性Mg合金継手疲労特性予測計算モジュール

MIシステム
への組み込み
・使い込み

物質・材料研究機構

物質・材料研究機構

実験による計算モジュール予測結果の検証

赤字：分室
青字：再委託先

茨城県工業技術
センター

 

図 3-2.5.8-2 サブテーマ①の実施体制 

衝撃変形特性予測

機械的特性・疲労(母材)予測・DB構築

神戸大（向井）

東京大
（江草→白岩）

MIシステムへの組込み・使い込み 物材機構、PJ参画企業

耐食性予測・DB構築

赤字：分室
青字：再委託先

疲労特性(継手)予測

材料デザイン設計
（機械学習）

疲労特性モデル構築

三協立山(株)、不二ライトメタル(株)、 住友電気工業(株)、権田金属工業(株)、
産総研、物材機構、長岡技科大（鎌土）、(株)戸畑製作所

長岡技科大（宮下）
九州大（野口→濱田）

大日本塗料(株)、
産総研、
ミリオン化学(株)

(株)総合車両製作所、
木ノ本伸線(株)、
大阪府立大（瀧川）

 

図 3-2.5.8-3 サブテーマ②の実施体制  
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(5)運営管理  

テーマ 50 では 2017 年度に 8 回の検討会と 2 回のステアリング会議（NEDO 担当者

も含んだ会議）を開催してマテリアルズ・インテグレーション活用のための方針を固

めた。テーマ 60 では 2018 年度は 6 回、2019 年度は 4 回 (ただし 2020 年 3 月開催予

定であった第 4 回はコロナウイルス感染症拡大の影響で中止) 、2020 年度は 5 回、

2021 年度は 4 回の会議を開き、各回サブテーマ①と②の分科会を開催した。2022 年

度も 12 月までに 3 回開催した。また、テーマ 60 は開始当初よりテーマ 35「革新的マ

グネシウム材の鉄道車両および自動車構造部材への適用技術開発」の鉄道側サブテー

マと連携して研究開発活動を行っており、テーマ 35 側の分科会でもテーマ 60 の進捗

報告を行った。2020 年度以降はコロナ禍ということもあって会議は原則オンラインで

開催し、テーマ 35 のうち鉄道関係の会議とは同日開催するなどした。  

プロジェクトの成果の発信としては、軽金属学会の春期および秋期講演大会におい

て複数回開催しているテーマセッション「難燃性マグネシウム合金展伸部材創製のた

めの最新技術開発」のほか、2022 年にはアグネ社「金属」第 92 巻 6 号において特集

「難燃性マグネシウム合金を利用した高速鉄道車両構体の開発」をテーマ 35 と共同

で企画した。このほか、国研・大学の参画機関を中心に積極的に論文を発表し、講演

を行っている。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

テーマ 50 の検討に基づいて設定されたテーマ 60 の実施による効果は、マテリアル

ズ・インテグレーション（MI）技術の材料開発への適用と、開発合金を用いた鉄道車

両構体の設計への適用が考えられる。  

前者については、ISMA のマグネシウム関連テーマで蓄積されたデータを、材料の

プロセス履歴や組織観察まで紐付けられた信頼性データベースとして構築することで、

材料メーカや表面処理メーカが、生産現場で製品の機械的特性や信頼性を迅速に予測

することや、製品開発過程で必要となる展伸材の疲労や腐食などのデータの採取に要

する時間を大幅に短縮するために活用することが期待できる。  

 一方、後者については、車両メーカが計算モジュールを各種複雑形状の素形材に適

用することや、データベースを材料性能予測に利用することで、各種溶接継手の基準

応力を設定する際に、疲労試験や溶接トライの工数を減らすことが期待できる。  

 さらに、このようにして革新的マグネシウム合金製の高速車両構体が完成すること

により、CO2 削減や省エネルギーの効果があるが、これはテーマ 35 の実施の効果と

して記載される通りである。  
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2.5.8.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

表 3-2.5.8-3 テーマ 50 最終目標と達成度  

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

①  MI システム

適用に必要と

なる技術デ－

タベース及び

予測モジュ－

ルの具体的内

容の検討  

鉄鋼材料（BCC 金

属）やアルミ合金

（FCC 金属）用に

作製された各種モ

ジュールの新難燃

性マグネシウム合

金（HCP 金属）へ

の適用可能性を明

らかにする。  

（2017 年度末）  

2017 年度実施の FS 研究

であり、全体計画に記載

の計画に沿って、調査を

遂行済み。  

○  

 

②   マ グ ネ シ ウ

ム 合 金 へ の

MI シ ス テ ム

適用時の対象

性能・対象部

材の絞り込み  

難燃性マグネシウ

ム合金の信頼性

データの取得に際

して MI システムの

適用が望まれる性

能・部材に関する

情報を抽出する。  

(2017 年度末) 

2017 年度実施の FS 研究

であり、全体計画に記載

の計画に沿って、調査を

遂行済み。  
○  

 

③  マグネシウム

に関する計算

科学手法の研

究開発状況の

調査  

文 献 調 査 等 に よ

り、国内外のマテ

リアルズインテグ

レーション及び計

算科学を利用した

マグネシウム研究

開発動向を明らか

にする。  

(2017 年度末) 

2017 年度実施の FS 研究

であり、全体計画に記載

の計画に沿って、調査を

遂行済み。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

表 3-2.5.8-4 テーマ 60 最終目標と達成度  

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

① -1 各 種寿 命 予

測計算モジュール

難燃性マグネシウ

ム合金溶接継手の

塑性変形を考慮した結晶

塑性有限要素法と疲労き
○  
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の 開 発 （ 物 材 機

構 , (再)東大 /榎） 

疲労寿命を予測す

る た め の 計 算 モ

ジュールのプロト

タ イ プ を 完 成 さ

せ、その検証を行

う。  

（2022 年度）  

裂発生則、き裂伸展則を

組み合わせることで、難

燃性マグネシウム合金溶

接継手の疲労寿命を予測

するための計算手法を開

発した。  

① -2 計 算 モ

ジュールの実験的

検証（物材機構）  

 

AX41,81G,92 合 金

の母材および熱影

響部の微小疲労き

裂発生・進展デー

タベースの構築す

る 。 ま た 、 AX41, 

81G, 92 合金溶接継

手ビード止端部の

疲労き裂発生寿命

データベースを構

築する。  

（2022 年度）  

AX41,81G,92 合金の母材

および熱影響部の微小疲

労き裂発生・進展データ

ベースの構築した。ま

た、AX41, 81G, 92 合金

溶接継手ビード止端部の

疲労き裂発生寿命データ

ベースを構築した。  

○  

 

① -3 計 算 モ

ジュールの MI シ

ステムへの組み込

み 及 び 使 い 込 み

（物材機構 , 川崎

重 工 , 川 崎 車 両 , 

総合車両）  

構体設計に適用す

る MI ｼｽﾃﾑに要求さ

れる機能を明確に

する。また、開発

された MI ｼｽﾃﾑを用

いた性能予測ｼｽﾃﾑ

が構体設計に適用

できるのかを評価

する。  

（2022 年度）  

MI システムを利用した

計算が設計に資すること

ができるテーマ（ニー

ズ）を設定し、研究開発

項目① -1, ① -2 から提供

可能なシーズとのマッチ

ングをはかりながら開発

を 開 始 し た 。 ま た 、

NIMS 内の SIP-MI システ

ムでワークフローを実行

し、一部の計算を東大の

計算資源で行えるように

なった。  

○  

 

② -1 信 頼性 予 測

のためのデザイン

設計（産総研 , (再)

東大/白岩） 

難燃性マグネシウ

ム合金信頼性デー

タ ベ ー ス を 構 築

し、長期性能を予

測するモデルを確

立する。  

（2022 年度）  

マグネシウム合金の引張

特性と疲労特性に関する

データベースを構築し、

転移学習を応用すること

で高精度に疲労強度を予

測するモデルを確立し

た。  

○  
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②-2 難燃性マグネ

シウム合金の機械

的特性および疲労

特性データベース

及びモデル式の構

築  (産総研 , 物材

機 構 , 三 協 立 山 , 

権田金属 , 住友電

工 , 不二ライトメ

タル) 

完成した DB を用

いて、数値シミュ

レーションや機械

学 習 の ワ ー ク フ

ローにデータを提

供し、WF 利用者の

持つ課題を実行し

て素材と構体の開

発に寄与する結果

を得る。また、MI

技術によってモデ

ル式を提供する。  

（2022 年度）  

テーマ②-1 と連携し、プ

ロジェクトで入手した

データベースと文献値を

ベースとしたデータベー

スを活用し、マグネシウ

ム合金の強度（降伏応

力）を機械学習により予

測可能でることを実証し

た。加えて、転位学習を

活用することにより、相

対的にデータ数の少ない

疲労強度についても予測

可能であることを実証し

た。  

○  

 

② -3 難 燃性 マ グ

ネシウム合金溶接

継手の機械的特性

および疲労特性モ

デル式の構築（総

合車両 , (再)木ノ本

伸線、大阪公大） 

難燃性マグネシウ

ム合金溶接継手の

機械的特性予測式

妥当性の検討  

（2022 年度）  

溶質元素固溶濃度と継手

強度の関係、晶出物の体

積分率と伸びおよび継手

強度の関係などに関する

理論と経験より構築した

予測式および欠陥サイズ

と機械的特性の関係の予

測式と、データベースよ

り構築した溶接条件と継

手強度の関係予測式を比

較する事により、難燃性

マグネシウム合金溶接継

手の機械的特性予測式妥

当性を検証した。  

○  

 

② -5 マ グネ シ ウ

ム合金母材および

溶接継手の寿命予

測式の構築 

材料・溶接プロセ

スを考慮した疲労

強度の予測式の提

案、および設計式

の高精度化  

（2022 年度）  

材料・溶接プロセスを考

慮した疲労強度の予測式

を提案し設計式を高精度

化した  
○  

 

②-6 難燃性マグネ

シウム合金の衝撃

特性評価技術開発 

理論と経験則をも

とに構築した特性

予 測 式 と デ ー タ

ベースより構築し

た予測式を比較す

難燃性マグネシウム合金

を構成する各種溶質元

素、結晶粒サイズ、分散

粒子の体積率を材料因子

として、各因子がもたら

○  
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る事により、難燃

性マグネシウム合

金溶接継手の信頼

性（衝撃特性）に

寄与する組織因子

の 抽 出 を 行 う 。

（2022 年度）  

す強化効果を定量的に抽

出した。また、これら因

子が難燃性マグネシウム

合金が示す変形応力のひ

ずみ速度依存性に及ぼす

影響を明らかにすること

により、衝撃特性に寄与

する組織因子を明確にし

た。。  

② -7 デ ータ ベ ー

スの MI システム

への組み込み及び

使い込み  (物材機

構 , 三協立山 , 権

田金属 , 住友電工 , 

不 二 ラ イ ト メ タ

ル , 大 日 本 塗 料 , 

総合車両 , 川崎車

両) 

完成した DB を用

いて、機械学習と

数 値 シ ミ ュ レ ー

ションのワークフ

ロー (WF)にデータ

を提供し、WF 利用

者 (素材メーカと車

輌メーカ )の持つ課

題を実行して素材

と構体の開発に寄

与 す る 結 果 を 得

る。また、MI シス

テムが提供する入

出力パラメータ空

間 の 自 動 探 索 に

よ っ て 、 各 モ

ジュールのロバス

ト性と精度を明ら

かにする。また、

これらの情報を開

発 者 に フ ィ ー ド

バックしながら WF

の完成度を高める。

（2022 年度）  

プロセス・組織データを

含んだデータベースの意

義をプロジェクト内で確

認し、鋳造・押出・接

合・熱処理などのプロセ

ス、組織観察、引張・圧

縮・疲労・腐食などの特

性・性能のテーブル設計

を行い、データを収集し

た。収集されたデータは

研究課題②-1 などへ提供

され、プロセスデータを

含めたことにより予測性

能が高まることが示され

た。  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

［テーマ番号５０］「Mg 材の性能・寿命に関する MI（マテリアルズインテグレー

ション）活用技術開発（FS 研究）」（2017 年度）  

本研究開発では、以下３つの研究テーマに関して調査研究を行った。  



  

3-2.5.8-15 

 

① MI システム適用に必要となる技術デ－タベース及び予測モジュ－ルの具体的内容

の検討  

② マグネシウム合金への MI システム適用時の対象性能・対象部材の絞り込み  

③ マグネシウムに関する計算科学手法の研究開発状況の調査  

 

 テーマ②に関しては、マグネシウム研究者やマグネシウム素材メーカおよび車両

メーカの技術者との議論を通じて、マグネシウム合金の部材開発において、MI シス

テムの適用が望まれる分野についてニーズの抽出を行った。また、テーマ①及びテー

マ③に関しては、SIP-MI プロジェクトを推進している主要研究者を招聘して勉強会を

実施し、金属材料の長期性能を予測するための計算科学手法に関する最新情報を入手

するとともに、上記ニーズに適合する研究分野の有無について調査を実施した。その

結果、テーマ②の活動（マグネシウムのための MI システムのニーズ抽出）からは、

以下の２つのニーズが提示された。  

 

②－１ 疲労特性予測システムの構築  

⚫ 鉄道車両構体（高速車両構体）の設計を行う際には、き裂の発生が集中する溶接

部分を対象として、様々な条件（継手形状、溶接条件、応力負荷条件等）で疲労

データを取得し、得られた疲労強度より許容応力を設定する必要がある。  

⚫ 許容応力を設定する上で、MI システムにより疲労特性を予測できると疲労試験の

工数を減らすことができる。溶接条件もしくは組織情報を入力すると疲労寿命が

予測できるシステムを構築することが望まれる。それにより、疲労試験の本数が

減るだけでなく、溶接トライの工数も減らすことができる。  

⚫ 逆問題として、母材と期待継手効率や期待疲労強度を指定すると、推奨組織や推

奨溶接プロセスが予測できるようになることも望まれる。  

 

②－２ 信頼性データベースの構築  

⚫ （難燃性）マグネシウム合金の信頼性に関するデータは、鉄鋼材料やアルミニウ

ム合金等の他の実用金属と比較して少なく、これまでに取得されているデータ

（プロジェクトで取得したデータに加えて、文献等で獲得したデータ）を有効に

活用して、データベースを構築する必要がある。  

⚫ 難燃性マグネシウム合金の信頼性（疲労特性、耐食性等）データは、上述の｢革新

的マグネシウム材｣プロジェクトにおいて、継手の特性も含めて系統的に採取しつ

つある。データベースの規模は他の実用合金と比較すると未熟ではあるものの、

材料組成、組織（晶出物分布、結晶粒径、集合組織）、基本性能（機械的特性）、

疲労特性（S-N 線図等）、耐食性（腐食速度、孔食深さ等）に関するデータのさら

なる蓄積を実施し、上記情報の紐付けを行うことができれば、MI モジュールを構

築する際に必要となるデータベースとして利用することができる。  

⚫ 比較的少ないデータベース量で長期性能が予測できるシステムを機械学習等の手

段を活用して構築することが望まれる。  
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 他方で、テーマ①の活動（技術デ－タベース及び予測モジュ－ルの具体的内容の検

討）およびテーマ③の活動（マグネシウムに関する計算科学手法の研究開発状況の調

査）として、SIP-MI プロジェクトを推進している主要研究者を招聘して勉強会を複数

回開催した。勉強回より得られる計算科学に関連する最新情報を元に、以下のシーズ

が抽出された。また、鉄鋼材料やアルミニウム合金を対象として開発している予測シ

ステムをマグネシウム合金に展開する上での課題点も、以下の通り抽出された。  

 

①－１（③－１） 性能予測計算モジュールの開発  

鉄鋼材料やアルミニウム合金溶接継手を対象として、継手の疲労寿命を予測する計

算モジュールの開発を実施している。そこでは、物理モデルに基づき、順解析を行う

計算手法が取られており、材料の組織情報をもとに、繰り返し荷重下の力学応答を再

現するためのモデルの構築を行い、疲労き裂発生寿命と、進展寿命を高精度に予測し

ている。き裂発生では、局所的な繰り返し塑性変形挙動が重要となり、有限要素法や

転位論にもとづくモデルを利用した予測手法が開発されている。  

上記の計算モジュールを難燃性マグネシウム合金に適用するためには、マグネシウ

ム合金の結晶構造(HCP 構造)に起因した塑性異方性をシミュレーションに取り込む必

要がある。また、難燃性マグネシウム合金の内部に存在する晶出相がき裂発生・き裂

伝播特性に及ぼす影響をシミュレーションに取り込む必要がある。  

 上記の計算モジュールを開発する過程では、計算モジュールの予測結果を常に実験

結果と照合する作業が必要であり、難燃性マグネシウム合金継手のき裂発生特性およ

び伝播特性をモジュール開発と連動して実施する必要がある。  

 

①－２（③－２） 性能予測データベースの構築  

鉄鋼材料やアルミニウム合金を対象として、機械的特性や疲労特性に関連するデー

タベースより、未知の情報を予測する手法が検討されている。そこでは、鉄鋼材料溶

接継手のサンプルを対象として、化学組成、加工条件、介在物寸法と言った入力条件

と回転曲げ疲労強度との相関を調査しており、線形回帰およびニューラルネット等の

手法を用いて適切な条件設定を用いた解析を行うことにより、疲労強度と相関のある

入力条件を抽出できることや、精度の良い予測が可能であることが明らかとなってい

る。アルミニウム合金に関しても同種の調査が行われており、そこでは、理論や経験

を元に作成した素材強度の予測式と、ニューラルネットワークを活用して導出した材

料強度の予測結果の照合を行い、高い精度を有する予測式を導出することに成功して

いる。  

なお、難燃性マグネシウム合金展伸材の機械的特性に関するデータは比較的豊富に

存在するが、理論や経験に基づくモデル式自体が存在しない。そのため、研究開発の

序段では、難燃性マグネシウム合金の機械的特性を予測するための予測式を理論と経

験により構築し、アルミニウム合金と同様に、データベースを活用した機械学習によ

り上記モデル式の精度を高める作業を行うことが望まれる。次いで、上記作業で得ら

れたワークフローを活用して、信頼性（疲労特性、耐食性、衝撃変形特性）を予測す

るためのシステムを構築することが望まれる。  
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①－３（③－３） MI システムの構築及び MI システムの運用  

MI システムは、モジュールの多様化に対応して、多様な構造材料、多様な製造プ

ロセスや加工プロセスに対応可能であり、また、予測の対象となる性能もさらに拡げ

ることが可能である。さらに、時間・空間スケールやデータ構造の異なる様々なモ

ジュールを自由に接続可能にすることによって、材料組成やプロセスから性能までの

一貫した性能予測フローが可能になる。すでに、MI システムのα版は完成しており、

マグネシウムの信頼性を予測するための各種モジュールやデータベースに関しても、

MI システムに組み込むことが可能であり、マグネシウムのための計算モジュール及

びデータベースを構築し、一連のワークフローを構築すれば、そのまま MI システム

を利用することができる。  

なお、開発した計算モジュールやデータベースを MI システムに組み込む上では、

新たな計算モジュールやデータベースを縦糸で結ぶ作業や、既存の計算モジュールや

データベースを横糸で結ぶ作業（ワークフローを構築する作業）が存在し、モジュー

ルやデータベース構築と並行して、準備を進める必要がある。また、MI システム内

に構築したワークフローを素材メーカ及び車両メーカが自由に使いこなすためのト

レーニングを並行して実施していく必要がある。  

 

上記の FS 研究から抽出されたニーズおよびシーズを受け、マグネシウム合金の長

期性能を予測するためのシステムを構築するための研究開発項目として、以下の２つ

が抽出された。  

 

研究開発項目① 難燃性マグネシウム合金溶接継手の寿命予測計算モジュールの開発  

難燃性マグネシウム合金溶接部を対象として、疲労寿命を予測するための計算モ

ジュールを構築する。そこでは、鉄鋼材料用に開発された物理モデルに立脚した計算

モジュールを活用し、マグネシウム特有の結晶構造に起因する異方性や、難燃性マグ

ネシウム合金特有の晶出物分布に起因する異方性を加味した様式でモデルを再構築す

る。そして、再構築したモデルを用いて、難燃性マグネシウム合金溶接継手の繰り返

し荷重下の力学応答を再現し、疲労き裂発生寿命と、進展寿命を高精度に予測するモ

ジュールを構築することを目指す。最終的に、開発した計算モジュールを MI システ

ムに組み込み、ワークフローを構築することにより一貫した予測システムを確立する

ことを目指す。  

 

研究開発項目② データベースに立脚した難燃性マグネシウム合金母材・継手の性能

予測システムの構築  

物理モデルに立脚した計算モジュールにより疲労き裂発生から破断までの寿命を予

測することは必ずしも容易ではなく、溶接材などの複雑な組織や形状を有している場

合は、その予測はさらに困難になる。そこで、本研究開発では、信頼性を予測するた

めの補完的なアプローチとして、データベースを活用した予測システムの構築を目指

す。  

そこでは、｢革新的マグネシウム材｣の開発で収集しつつある難燃性マグネシウム合
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金の信頼性（疲労特性、腐食特性、衝撃特性）データを活用し、機械学習を活用して

難燃性マグネシウム合金の長期性能を予測するためのシステムを構築する。具体的に

は、難燃性マグネシウム合金の信頼性を予測するための理論式や経験式に立脚したモ

デルを構築する作業と、機械学習を活用した予測システムを構築する作業を並行して

実施し、相互にフィードバックすることにより、長期性能（疲労特性、腐食特性、衝

撃特性）を予測するための高精度モデルを構築することを目指す。また、上記データ

ベースを MI システムに組み込み、ワークフローを構築することにより予測システム

を確立することを目指す。  

2018 年度以降、テーマ 60「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・

インテグレーション（MI）活用技術の開発」として、上記の研究開発項目を実施した。

成果の詳細は下記を参照されたい。  

 

［テーマ番号６０］「マグネシウム材の性能・寿命に関するマテリアルズ・インテグ

レーション（MI）活用技術の開発」（2018 年度～2022 年度）  

①  難燃性マグネシウム合金溶接継手の寿命予測計算モジュールの開発  

①－１ 各種寿命予測計算モジュールの開発【物質・材料研究機構、再委託先：東京

大学（榎）】  

難燃性マグネシウム合金  AX41 溶接継手の疲労き裂の発生、進展の解析を行った。計

算の流れを図 3-2.5.8-4 に示す。実験と比較するために、重ね溶接継手の溶接まま材とグ

ライダー仕上げしたものを対象とした。まず、AX41 材の温度依存の特性を入力し、溶接

中の伝熱-弾塑性解析を行うことで、溶接中に導入される残留応力分布を計算した。グラ

インダー仕上げモデルでは仕上げ部の要素を削除することで応力の再分配を考慮した。続

いて、有限要素モデルに繰返し荷重を与えることで、繰返し荷重下の応力ひずみ分布を計

算し、応力集中部を特定した。応力集中部については、双晶の生成と回復を考慮した結晶

塑性有限要素法により、塑性異方性を考慮した計算を行った。解析で用いた結晶塑性パラ

メータは、AX41 母材の実験結果に基づき決定した。結晶塑性解析から得られたせん断塑

性ひずみを Tanaka-Mura モデルに代入することで、き裂発生サイクル数  Ni を求めた。き

裂進展の解析では  Paris 則を用いてき裂進展寿命を計算した。高サイクル疲労試験の結

果から得られたき裂進展速度より  Paris 則に用いる定数を決定した。そして、き裂発生

寿命とき裂進展寿命の和より疲労寿命を計算した。計算結果を図 3-2.5.8-5 に示す。疲労

寿命は実験値に概ね一致した。実験と同様に、グラインダー仕上げ材で疲労寿命が向上す

ることが示された。したがって、本計算手法を用いることで、難燃性マグネシウム合金の

溶接継手の施工条件と疲労性能の関係を評価できる可能性が示された。また疲労き裂発生

の計算結果より、高応力条件下では試験開始初期で疲労き裂が発生することが示唆された。

実験のみでは評価が難しいき裂発生挙動の評価に有効であると言える。さらに、止端部形

状（止端半径、フランク角、余盛高さ）や溶接欠陥の形状（アンダーカット開口幅、深さ、

アンダーカット底部の曲率半径）を仮想的に変化させることで、止端部形状や溶接欠陥が

難燃性マグネシウム合金の疲労特性に与える影響を定量的に評価できることを示した。従

来の溶接品質等級による評価と異なり、定量的に疲労寿命を見積もることができるため、

構体の構造設計や運用時の検査・修理の方針を策定する上で有効であると期待できる。  
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図 3-2.5.8-4 疲労寿命計算の流れ 

 

 

図 3-2.5.8-5 重ね溶接継手（グラインダー仕上げあり・なし）の疲労計算結果と実験結果 

 

①－２ 計算モジュールの実験的検証【物質・材料研究機構、再委託先：茨城県産業

技術イノベーションセンター】  

ここでは、計算モジュールの実験的検証を目的として、自動化したその場観察シス

テム（オートフォーカス、自動パノラマ撮影、動的撮影）を活用して、AX41、

AX81G および AX92 合金を対象として、微小疲労き裂の発生寿命に関するデータベー
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スを構築した。2018 年度から 2020 年度は、母材と溶接熱影響部（HAZ）の熱履歴を

模擬した熱処理を行った試験片を対象にデータベースを構築した。2021 年度および

2022 年度は、溶接継手のビード止端を対象にデータベースを構築し、これらのデータ

を提供した。また、疲労寿命に影響する溶接残留応力に関して、四点曲げ試験により

合金毎の X 線応力定数を明確にするとともに、計算モジュールの検証に必要な溶接継

手の残留応力の計測を行い、データを提供した。以下では、AX41 合金を例に、具体

的な研究成果を示す。  

図 3-2.5.8-6 に熱処理により模擬した溶接部（HAZ 模擬材とよぶ）の微細組織と

ビッカース硬さの変化の例を示す。図 3-2.5.8-7 に母材および HAZ 模擬材の S-N 線図

と繰返し降伏特性を示す。熱処理により結晶粒径がやや粗大化している可能性もある

が、疲労特性への影響は小さく、熱処理前後の疲労寿命と繰返し降伏特性は母材と大

差無いことが分かる。すなわち、計算モジュールにおいて、母材を対象に構築した予

測手法を、溶接継手に適用可能であることを実験的に確認した。  

図 3-2.5.8-8 に微小疲労き裂の発生挙動を示す。疲労き裂は、結晶粒内のすべり帯と

思われる箇所から発生すること、すなわち、介在物等の影響を無視できることを確認

した。図 3-2.5.8-9 に微小疲労き裂の成長曲線と進展速度を示す。おおよそ 0.1 mm 以

上のき裂長さでは巨視的なき裂の進展特性に概ね一致することを明らかにした。また、

画像相関法と自動観察システムを組み合わせた独自の観察手法を活用して、通常検出

することが難しい微小疲労き裂の開閉口挙動を実測した。図 3-2.5.8-10 に画像相関法

を用いることで実測した微小疲労き裂の開閉口挙動を示す。実測の結果、明確なき裂

閉口は生じていないことを明らかにした。以上より、計算モジュールにおいて考慮す

る必要があるのは、結晶粒内でのき裂発生および隣接する結晶粒におけるき裂進展で

あり、それ以上の長さのき裂進展には連続体破壊力学による評価が適用可能であるこ

とを示した。  

さらに、溶接部の疲労寿命予測結果を検証可能なデータとして、溶接継手の

ビード止端部における疲労き裂発生寿命を評価した。図 3-2.5.8-11 に画像相関法

（DIC）によるビード止端における微小疲労き裂発生寿命の検出例を示す。ここ

では、自動化した観察システムを活用した、マイクロスコープによる拡張焦点撮

影と DIC によって、狭隘なビード止端部に発生する微小疲労き裂の発生寿命を評

価した。図 3-2.5.8-12 には、疲労き裂発生位置の縦断面観察結果を示す。この観察

では、DIC で微小疲労き裂の発生を検出した直後に疲労試験を中断し、き裂を検

出した位置で試験片を切断し、発生したき裂の深さを調べた。その結果、本手法

で検出できる微小疲労き裂の大きさが約 100μm 前後であることを確認した。図 3-

2.5.8-13 に突合せ溶接継手の S-N 線図を示す。疲労試験は、応力比 R=-1 の平均応

力がゼロとなる条件と、最大応力を 80MPa で固定した引張平均応力となる条件の

二種類で行った。S-N 線図には、破断寿命 Nf に加えて、前述の方法で決定した疲

労き裂の発生寿命 Ni と、破断寿命 Nf と Ni の差から求めた疲労き裂の進展寿命

Np を合わせて示している。R=-1 の結果に比べて、引張り平均応力条件下では疲

労寿命が低下していることが分かる。また、R=-1 の条件では破断寿命 Nf の大部

分が疲労き裂の進展寿命 Np であるが、引張平均応力下では、破断寿命 Nf に対す
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るき裂進展寿命 Np の割合が小さくなっていることが分かる。一方、疲労き裂の

発生寿命 Ni は二つの条件で大きな差が無いことが分かる。図 3-2.5.8-14 に繰返し

数の増加に伴うき裂開口変位の変化を示す。R=-1 の条件と引張平均応力となる

R=-0.5 の条件で、き裂開口変位、すなわちき裂が成長し始める繰返し数は同等で

あるが、R=-0.5 の条件の方が、き裂が急速に成長していることが分かる。すなわ

ち、平均応力は疲労き裂の発生よりも疲労き裂の成長を加速させることで、疲労

寿命を低下させていることが分かる。言い換えれば、疲労寿命予測モジュールで

平均応力の影響を考慮する場合には、き裂の発生ではなく、き裂の進展モデルに

おいて考慮すれば良いことを示した。  

以上のように、疲労寿命予測モジュールの合理的な検証や高度化に寄与する重

要な情報となる、疲労寿命をき裂の発生寿命と進展寿命に分けた様々なデータ

ベースを構築・提供した。  

 

  

図 3-2.5.8-6 HAZ 模擬熱処理による溶接部の微細組織と  

ビッカース硬さの変化(AX41 合金) 

 

 

図 3-2.5.8-7 母材および HAZ 模擬材の S-N 線図と繰返し降伏特性(AX41 合金) 
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図 3-2.5.8-8 微小疲労き裂の発生挙動(AX41 合金) 

 

  

図 3-2.5.8-9 微小疲労き裂の成長曲線と進展速度(AX41 合金) 

 

 

図 3-2.5.8-10 画像相関法により実測した微小き裂の開閉口特性(AX41 合金) 
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図 3-2.5.8-11 DIC による疲労き裂発生寿命の検出  

 

 

図 3-2.5.8-12 疲労き裂発生直後の縦断面観察  
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図 3-2.5.8-13 突合せ溶接継手の S-N 線図  図 3-2.5.8-14 き裂開口変位の変化  
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① －３ 計算モジュールの MI システムへの組み込み及び使い込み【物質・材料研

究機構、川崎車両、総合車両製作所】  

内閣府 SIP 第一期「革新的構造材料」と第二期「統合型材料開発システムによるマ

テリアル革命」による Mint (Materials Integration by Network Technology) システムの開

発に合わせて、本テーマの課題① -1 で開発される数値シミュレーションベースのモ

ジュールやワークフローが Mint 上で動作し、ISMA 参画機関が利用できるよう、Mint

開発チームと連携して作業を行った。  

2021 年度までは、Mint は NIMS 構内 LAN 上に設置されていたため、ユーザが Mint

を利用するためには、NIMS へ来所するか、VPN（仮想プライベートネットワーク）

アカウントの発行を受けて NIMS 構内  LAN に接続してからアクセスする必要があっ

た。しかし、VPN は企業ユーザに利用しやすいものではないため、Mint をインター

ネットから直接接続できるようセキュリティ診断とソフトウェアの更新が行われ、本

課題①-3 でも必要な作業を行った結果、2021 年 7 月にインターネットからの接続が

可能になった。  

インターネット接続が視野に入った 2020 年度からは、Mint の「外部計算資源」利

用機能を活用した計算環境の構築にも取り組んだ。従来の Mint では各モジュールの

内部で動くソフトウェアやアクセスするデータも全部 NIMS 内の Mint サーバに搭載

する必要があったため、次のような問題があった。 (1) モジュール内部で利用するソ

フトウェアが有償または非公開の場合、NIMS が当該ソフトウェアのライセンスを持

ち、さらに NIMS 以外のユーザに共同研究者などとして使用権を付与できない限り、

Mint サーバに搭載して使用することができない。しかし、そのような利用形態を認め

るライセンスは一般的ではない。(2) 本テーマの参画機関が自機関外への持ち出しを

禁止しているデータをモジュールから参照できない。(3) 参画機関が所有する高性能

または特殊なコンピュータを活用できない。また、高負荷計算を大量実行すると Mint

サーバに支障を及ぼす可能性がある。  

そこで、SIP 側の Mint 開発チームと連携し、モジュール内で Mint サーバ以外のコ

ンピュータを利用できる「外部計算資源の利用」機能の開発と検証を行った。図 3-

2.5.8-15 に外部計算資源を利用するイメージを示す。これは Mint サーバから見れば回

部にあるため「外部計算資源」と呼称しているが、本テーマの参画機関のユーザから

見れば自機関内のソフトウェアやデータである。  

具体的なアクセス方法として SSH（Secure Shell）接続と WebAPI（Application 

Program Interface）接続の 2 種類を整備した。前者は大学のようにリモートアクセス

に比較的寛容な機関の資源を利用するケースに適しており、外部計算開始までのオー

バーヘッド時間も短いが、外部計算機側が SSH 接続を受け入れるようポートを開放

する必要があり、これはセキュリティ保護のため機関によっては許容されない可能性

がある。一方、後者はポート開放が不要のため、企業のようにリモートアクセスに対

し厳格な環境でも利用できる一方、API のポーリング間隔は外部計算開始までのオー

バーヘッド時間となってしまう。  

いずれにせよ、これにより商用・秘密・高負荷のソフトウェアを各参画機関が自機

関内に保持したまま Mint のワークフローから利用できるようになった。さらに、そ
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の自機関内に置かれたソフトウェアから機関外秘のデータにアクセスすることで、

データ秘匿に関する問題の大半にも応えられるようになった。  

この外部計算資源利用の検証は 2020 年度には Mint のインターネット直接接続がで

きなかったため擬似的なものに留まっていたが、2021 年度は実際のインターネット環

境で検証が行えた。マグネシウムの疲労予測ワークフローは課題①-1 で開発しており

Mint には未実装であるため、検証には東京大学榎研で SIP 第 1 期に開発され Mint へ

実装済である鋼材の疲労性能予測ワーフクローを代替の例題として用いた。この鉄鋼

版ワークフローには、東京大学にライセンスされた有償ソフトウェアを利用する部分

が含まれているため、この部分を東京大学榎研の計算機で処理するよう改造したモ

ジュール（以下「外部計算モジュール」）を作成し、このモジュールに差し替えた

ワークフロー（以下「外部計算ワークフロー」）も作成した。この外部計算ワークフ

ローを、有償ソフトウェアのライセンスを所持している東京大学榎研のメンバーが

Mint で実行すると、外部計算モジュールに差し掛かったところで、榎研の計算機が自

動的に必要なデータを受け取って有償ソフトウェアで処理を行い、結果を Mint に返

すことができた。  

さらに、将来的なクラウドの利用を想定して、AWS（Amazon Web Service）の仮想

計算機も外部計算資源として利用する検証を行った。外部計算の実行環境を AMI

（Amazon Machine Image）として準備しておき、外部計算モジュール内で当該 AMI か

らインスタンス（使い捨ての仮想計算機）を起動できる機能を実装した。  

これまでの検証によって、課題①-1 でマグネシウムの疲労性能予測ワークフローが

完成したときは、Mint 上で外部計算を含めたワークフローを実行できる準備が整った。 

 

 

図 3-2.5.8-15 外部計算機能の活用を含む Mint の利用イメージ 
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②－１ 難燃性マグネシウム合金データベースを活用した信頼性予測のためのデザイ

ン設計【産業技術総合研究所、再委託先：東京大学（白岩）】  

2 つの研究成果を得た。ひとつは、文献データに基づくマグネシウム合金の疲労強

度予測であり、もうひとつは①－１において開発された疲労計算モジュールを用いた

難燃性マグネシウム合金溶接継手の疲労性能予測である。  

文献データに基づくマグネシウム合金の疲労強度予測では、マグネシウム合金の化

学組成（Al, Zn, Mn, Ca, Fe, Ni, Cu, Zr）と引張強度、降伏応力、破断伸び、疲労強度

（繰返し数 107 回における強度）の実験データを学術誌に掲載された論文から収集し

た。使用した文献は、1984～2020 年に出版された合計 113 個の論文である。データの

ばらつきを抑えるために、強加工材や複雑形状の試験片、多軸疲労試験などを除外し、

押出材の軸疲労試験に限定した。力学特性のデータ数は引張強度が最も多く 149 件で

あった。一方、疲労強度のデータは 48 件と少なかった。そこで、比較的データ量の

多い引張強度について機械学習モデルを構築し、その結果を転移学習することで、

データ数が少ないマグネシウム合金の疲労強度を予測することを検討した。ニューラ

ルネットワークの構造（層数、各層の要素数、活性化関数）はベイズ最適化により決

定した。学習には、Levenberg-Marquardt （LM）法にベイズ推定を組み合わせた手法

を用いた。転移学習では、最後の隠れ層以外の重み w を学習済みの引張強度予測モデ

ルと同じ値に固定した。学習は、疲労強度データを用いて LM 法により行った。また

比較のため、転移学習せずに、疲労データのみを用いて同じネットワーク構造で学習

することも試みた。結果を図 3-2.5.8-16 に示す。直接学習した場合には、重み w やバ

イアス b の数に対してデータ数が少ないために、予測精度が低かった。一方で、学習

済みのモデルを用いて転移学習した場合には、予測精度が向上した。したがって、マ

グネシウム合金の疲労強度予測においても、転移学習が有効であることが示された。

さらに、入力となる化学組成を変化させる仮想実験により、各合金成分が疲労強度に

どのような影響を与えるか検討した。これらの成果は、新規マグネシウム合金を開発

するときに、疲労強度を高速に見積もることができる点で意義がある。  

疲労計算モジュールを用いた難燃性マグネシウム合金溶接継手の疲労性能予測では、

①－１において開発された疲労寿命計算を繰返し行い、その結果をデータベース化し

た。得られたデータベースに対して機械学習やマルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）

法といった情報学的手法を適用することで、計算コストの高い結晶塑性有限要素解析

を行わずに、溶接継手の疲労性能を予測することを試みた。疲労き裂発生予測では、

止端形状を考慮したモデル（Model A）と溶接欠陥を考慮したモデル（Model B）につ

いて、結晶塑性有限要素解析を行わずに、マクロモデルの有効応力振幅から疲労き裂

発生寿命を予測する回帰式を得た（図 3-2.5.8-17(a)）。得られた回帰式を用いて、

ギャップやオーバーラップといった溶接欠陥が疲労寿命に与える影響を評価した。一

例として、難燃性マグネシウム合金  AX41 の重ね溶接継手について、母材間ギャッ

プを様々に変化させたときの疲労寿命を計算した結果を図 3-2.5.8-17(b)に示す。結晶

塑性有限要素解析を行わずに、低い計算コストで各条件における疲労寿命を予測する

ことができた。また得られた結果はアルミニウム合金継手の ISO 規格（ ISO 

10042:2018）における溶接品質等級と矛盾しないものであった。マグネシウム合金溶
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接継手に関する溶接品質等級はあまり整備されていないため、本手法により、難燃性

マグネシウム合金溶接継手の各溶接欠陥が疲労性能に与える影響を見積もることでき

ることの意義は大きい。さらにマルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法を用いて、疲

労特性が優れる（または劣る）溶接部形状のデータを人工的に生成することで、止端

部形状や溶接欠陥が疲労寿命に与える影響を可視化する手法を提案した。現場で使用

される溶接継手には様々な欠陥が導入されうるため、それらが疲労寿命に与える影響

を可視化する本手法は、構造体の長期信頼性を確保するために有効である。  

 

 

図 3-2.5.8-16 転移学習と直接学習による疲労強度の予測結果 

 

 

図 3-2.5.8-17 (a)疲労き裂発生予測の回帰曲線（Model A: 止端形状考慮モデル , Model 

B: アンダーカット考慮モデル）、(b) 重ね溶接継手の母材間ギャップと疲労寿命の関係 
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②－２ 難燃性マグネシウム合金の機械的特性および疲労特性データベース及びモデ

ル式の構築【産業技術総合研究所、物質・材料研究機構、三協立山、権田金属工業、

住友電気工業、不二ライトメタル、再委託先：戸畑製作所、長岡技術科学大学（鎌

土）】  

本サブテーマでは、｢革新的マグネシウム材｣の研究開発（テーマ 15～20、テーマ

34, 35）で取得してきたデータの紐付け作業を実施した。具体的には、易加工性マグ

ネシウム合金（押出材）および高強度マグネシウム合金（押出材、薄板材、中板材）

を開発する過程で得られた材料組成、組織（晶出物分布、結晶粒径、集合組織）、プ

ロセス（材料製造条件）、機械的特性及び疲労特性に関するデータの紐付け作業を実

施した。加えて、2018 年度までに未取得であった疲労データについては、新たに本

テーマ内で取得を行い、紐付け作業に供した。  

紐付け作業にあたっては、テーマ②－７｢データベースの MI システムへの組み込み

及び使い込み｣と連携し、

上記の入力値及び出力値を

入力するための統合テンプ

レートを作成した（テンプ

レートのイメージ図を図 3-

2.5.8-18 に示す）。また、理

論と経験に基づく特性予測

式（機械的特性）を導出す

るために必要となる情報を

収集した。  

以下、各分室、再委託先

で実施した研究事項を記す。  

 

(1) 産業技術総合研究所  

 2018～2019 年度は、高強度マグネシウム合金押出材(AX92)、高強度マグネシウム

合金中板材(AX81G)の最適組成を導出する上で、ラボレベルで作製した組成及び組織

の異なる合金を対象として、組織および機械的特性の紐付け作業を行った。AX92 に

関しては異なるプロセス条件（押出温度）で作製した合金のデータを、AX81G に関

しては主要元素濃度を変化させて作製した合金のデータを活用した。次に、固溶強化、

集合組織強化、結晶粒強化を加味した、難燃性マグネシウム合金展伸材の降伏応力に

関する、理論と経験に基づく特性予測式を作製した。また、過去の文献値や実験デー

タを用いて、特性予測式の妥当性を検証した。さらに、AX92 合金および AZX611 合

金を対象として、これまでの実施した平面曲げ疲労試験のデータを対象として、組織

および疲労特性の紐付け作業を行った。  

 2020 年度は、2019 年度に続き、産総研で作製したラボデータに関して、組成、組

織、機械的特性の紐付け作業を行った。平面曲げ疲労試験に関しては、AX29 合金母

材（45°方向）実験データを新たに作製するとともに、各種溶接継手の疲労データに

ついて、MI システムへの打ち込みを実施した。  

プロセス条件や組織観察結果も紐付いた、PSPPの揃ったデータが欲しい

→ 素材メーカや試験実施機関に分散しているデータの結合

整備済 整備中

Process 鋳造, 押出, 圧延, 熱処理, TIG, MIG FSW

Structure OM, SEM, X線 TEM, 溶接部観察

Property 硬さ, 引張, 圧縮,衝撃(引張), 衝撃(圧縮)

Performance 疲労, 腐食(暴露), 腐食(促進)

テーブル整備状況

⚫ プロセスと試験を同等のものと見なす
→ 試験後の材料に対する試験・観察も定義できる

⚫ プロセス・試験によって作られた「材料」には ID を付けない

材料 (材料)

観察

試験プロセス (材料)

観察

プロセス (材料)

観察

 

図 3-2.5.8-18 難燃性マグネシウム合金の機械的特性、

疲労特性等統合テンプレートの作製状況イメージ図 
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 2021～2022 年度は、開発した新規難燃性高強度合金（AX92 合金押出材、AX81G 圧

延材）について、各種 MIG 溶接接手の平面曲げ疲労特性を評価した。これまでは単

純形状の形材（圧延材）の突合せ溶接継手の疲労特性を評価していたが、2021 年度は

ダブルスキン形材の MIG 溶接を想定した継手の疲労特性を評価した。そこでは、応

力比を 0 及び-1 に設定した際の特性を評価するとともに、溶接の余盛りの有無の影響

や、R=0 の条件に関しては、溶接余盛りの向きの影響を調査した。  

 

(2) 物質・材料研究機構  

易加工性マグネシウム合金押出材（AX41）のなかでも、種々の形状を有するダブ

ルスキン材について力学特性評価と主に走査電子顕微鏡(SEM)や EBSD による微細組

織解析を行い、本研究開発で作成した統合テンプレートへのデータ入力を実施した。

また、これまでのマグネシウム合金押出材に関連する過去の文献を調査し、本プロ

ジェクトによってカバーされていない種々の合金のプロセス条件や組織、特性のデー

タの注入を完了した。  

    

(3) 三協立山（株）  

2018～2019 年度は、易加工性マグネシウム合金押出材（AX41）の各種製造プロセ

ス条件と、作製した押出材の機械的特性の測定結果を抽出し、本研究開発で作成した

統合テンプレートへのデータ入力を実施した。そこでは、易加工性マグネシウム合金

押出材（AX41）の各種製造プロセス条件と、作製した押出材の機械的特性の測定結

果を抽出し、本研究開発で作成した統合テンプレートへのデータ入力を実施した。

2019 年度は、前記開発合金に加えて、汎用の難燃性マグネシウム合金押出材

（AZX611 等）の各種製造プロセス条件データの抽出、追加も行った。また、当社製

造材を用いて研究開発を行った参画機関がこれまでに得た各種特性データ（接合材の

機械的特性データや表面処理材の耐食性データ等）と、当社での製造プロセス条件

データとの紐付け作業を進めた。データを格納する統合テンプレートについては、ノ

ウハウとなる機密データと開示可能なデータを明確に定義するフォーマット改良も継

続的に実施した。  

2020 年度は、これまでに取得した押出材の母材および各種溶接材の平面曲げ疲労特

性データを対象とし、当該材の製造プロセス条件データとの紐付けを行いながら、統

合テンプレートへのデータ入力・追加を行った。また、2019 年度に引き続き、当社製

造材を用いて研究開発を行った参画機関がこれまでに蓄積した各種特性データ（接合

材の機械的特性データや表面処理材の耐食性データ等）と、当社での製造プロセス条

件データとの紐付け作業を進めた。データを格納する統合テンプレートについては、

つくば千現分室（NIMS）と連携したフォーマット改良も継続して実施した。  

2021～2022 年度は、実際の高速車両構体の設計に資する、AX41 合金押出材の各種

MIG 溶接接手の平面曲げ疲労特性データを対象とし、当該材の製造プロセス条件デー

タとの紐付けを行いながら、統合テンプレートへのデータ入力・追加を行った。デー

タを格納する統合テンプレートについては、つくば千現分室（NIMS）と連携した

フォーマット改良も継続して実施した。また、自動車用押出合金として開発した高強
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度時効硬化型合金に係る製造プロセス条件データについても、統合テンプレートへの

入力を追加することにより、機械学習ベースの特性予測の精度向上に繋がるデータ

ベースの整備と充実を図った。  

 

(4) 不二ライトメタル（株）、（株）戸畑製作所  

2018～2019 年度は、データベースおよびモデル式の信頼性および予測精度を強化す

るため、高強度マグネシウム合金（AX92）を開発する際に取得したプロセス条件に

ついて抜け等が確認されていたデータを取得し、データベーステンプレートへの追記

を行った。また、2019 年度に製作した各種特性調査用板材を押出にて製造した際の

データをテンプレートに追記した。さらに、今後の材料開発における特性予測の向上

に繋げるため、開発合金の主要元素量を調整して取得したデータの紐付け作業を行っ

た。  

2020 年度は、データベースおよびモデル式の信頼性および予測精度を強化するため、

高強度マグネシウム合金（AX92）およびそのチューニング合金を開発する際に取得

したプロセス条件についてデータを取得し、データベーステンプレートへの追記を

行った。また、2020 年度に製作した疲労試験片取得用形材を押出にて製造した際の

データをテンプレートに追記した。さらに、疲労試験片取得用形材および連結器取付

部材について加熱して荷重をかけることで矯正を行う際にデータを取得した。  

2021～2022 年度は、データベースおよびモデル式の信頼性および予測精度を強化す

るため、高強度マグネシウム合金（AX92）およびそのチューニング合金を中心に各

種プロセス条件でサンプルを作製した。これらに対して各種試験および評価を行い、

データを蓄積した。また、新規の形材も製作し、従来の形材との比較を行った。  

 

(5) 権田金属工業（株）  

2018～2019 年度は、AX81 合金および端材や切削粉を用いた鋳造材の特性や成分、

圧延加工では圧下率ごとの組織、機械的特性、集合組織データを調査し、加工プロセ

スと紐づけてデータベーステンプレートへ入力した。実機スケールでは昨年に引き続

き，幅方向と長さ方向での各圧下率におけるデータを取得しており、製造プロセスの

バラツキも考慮した圧延条件や組織及び特性の整理を行う。合金組成が同一でも、

ロール速度や１パス当たりの圧下率が異なるだけで組織形態が大きく異なり、室温成

形性に及ぼす集合組織の影響が大きいことが分かり、加工プロセスと諸特性について

データ取得を行った。これまで実施してきた平面曲げ疲労試験結果を対象として、圧

延プロセスや組織と疲労特性を紐づけ、データ入力を行った。疲労試験では各分担研

への組成入力、鋳造条件入力についても対処した。  

2020 年度は、2019 年度に続き、圧延データおよび材料出荷データとプロセス条件

を特性データと紐付けた。平面曲げ疲労試験は、AX81 合金母材（45°方向）および

MIG、TIG、FSW 継手材の応力比 R=-1, 0, -0.5 のデータを入力した。MIG 余盛形状

データと各部の硬さおよび組織を取得した。AX81 合金圧延材では、プロセス途中で

の特性値の入力を行った結果、幅広化に伴い圧延加工後半で特性低下と予期せぬ組織

変化が認められ、加工プロセス改善箇所を入力データから予測した。圧延加工プロセ
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スの改善により、テーマ 35 の目標も達成できた。板材を幅広化しても強度と延性を

両立できる条件、操業圧延機を用いた幅広化、長尺化を実施した圧延結果および圧延

因子を種々組み合わせたプロセスと特性データを入力しデータベースの構築に寄与で

きた。（2020 年度をもって、本テーマの作業を完了した。）  

 

(6) 住友電気工業（株）  

 2018 年度は、本プロジェクトで開発合金の組成、プロセス条件、組織データ、引張

試験データ等の実験データを整理し、テンプレートへの入力を行った。また、2019 年

度は、当該開発合金の疲労強度データを提供し、データベースの充実に寄与した。

（2019 年度をもって、本テーマの作業を完了した。）  

 

(7) 長岡技術科学大学（中田先生）  

2018～2019 年度において、難燃型 Mg-4Al-1Ca-0.2Mn(AX41 改)に種々の条件で熱処

理や鍛造加工、押出し加工を施し、結晶粒径や再結晶率、集合組織の異なる押出し材

を作製し、機械的特性に及ぼす組織因子の定量的な関係を調べた。引張降伏強度は再

結晶粒径および集合組織に強く依存する。圧縮降伏強度も再結晶粒径に強く依存する

ものの、集合組織の影響は小さいことを確認した。また、圧縮試験時、粗大な未再結

晶粒中に引張双晶が容易に生じることから、未再結晶粒が残留すると圧縮降伏強度は

低下し、降伏異方性の原因になることも実証した。以上の実験結果から、難燃型 Mg-

4Al-1Ca-0.2Mn(AX41 改)合金押出し材の強度特性改善および降伏異方性の改善には微

細かつ均一な結晶組織の創り込みが必要であることがわかった。（2019 年度をもって

本テーマの作業を完了した。）  

 

②－３ 難燃性マグネシウム合金溶接継手の機械的特性および疲労特性モデル式の構

築【総合車両製作所、再委託先：木ノ本伸線、大阪公立大学】  

様々な条件下における溶接継手の作製を総合車両製作所および木ノ本伸線にて

行い、その機械的特性および疲労特性の評価を総合車両製作所および大阪公立大学

にて行うことにより、継続してデータを取得した。  

また、｢革新的マグネシウム材｣の研究開発および本研究開発において取得された難

燃性マグネシウム合金 MIG（Metal Inert Gas）溶接継手および TIG（Tungsten Inert 

Gas）溶接継手において得られた、溶接条件（溶接電流、溶接速度等）や母材組

成、母材製造条件、溶加材組成などの溶接プロセス、結晶粒径、溶質元素種およ

び濃度、晶出物分布、集合組織、欠陥分布などの継手組織、機械的特性、疲労特

性に関するデータの紐付け作業を継続して実施した。  

さらに、これまでに収集したデータベースを利用して、機械的特性を予測するため

の、理論と経験に基づく予測式を導出した。2018 年度は、機械学習による疲労特性

予測も実施した。その結果を図 3-2.5.8-19 に示す。得られたデータは高寿命側での

誤差が大きかった。これは、疲労試験を 107 回で打ち切った未破断の試料データ

を用いたためであると推測されさらなる検討を行った。  
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図 3-2.5.8-19 機械学習により予測された Mg 合金  

MIG 溶接継手の疲労寿命予測結果  

 

2019 年度は、MIG 溶接継手の機械的特性について検討を行った。MIG 溶接継手の

機械的特性には、母材組成、溶加材組成、溶接電流、溶接速度などの溶接条件、それ

らに起因する結晶粒径、第 2 相量および分布、ミクロ欠陥などの微細組織、溶質元素

固溶量などの因子が影響することが明らかになりつつある。そこで、いくつかの因子

に着目し、予測式の導出を行った。図 3-2.5.8-20 に母材 AZX912 に対して様々な Al 添

加量の溶加材を用いて溶接した MIG 溶接継手の継手強度を示す。溶加材中の Al 濃度

が高くなるにつれて強度が上昇し、9%を添加すると強度が低下することがわかる。  

Al 濃度 8%までの強度の向上については、次式に示す、固溶強化により説明できる。  
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ここで、σ0.2 は 0.2%耐力、M はテイラー因子、ν はポアソン比、μ は剛性率、ε は溶質

原子のミスフィットひずみ、c は溶質元素濃度、w は転位と溶質原子の相互作用パラ

メータ、b はバーガースベクトルの大きさ、σmatrix は摩擦応力（=8MPa）、k は比例定

数（=220MPa）、d は結晶粒径である。溶接継手の結晶粒径は 100μm 以上と粗大であ

ることから、継手強度は結晶粒径には大きな影響を受けない。そのため、溶質元素濃

度に比例して強度が上昇する。一方、Al 濃度が 9%の場合、強度が低下する。これは、

金属間化合物である Mg17Al12 の晶出に起因するものであると考えている。Al 濃度が

9%になると Mg17Al12 体積分率が約 4 倍になり、それによって延性および継手強度の

低下が生じることが明らかになった。  
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図 3-2.5.8-20 AZX912 MIG 溶接継手の継手強度と溶加材中の Al 濃度の関係  

 

2020 年度は溶接条件と継手強度の関係について、機械学習を用いた妥当性につ

いて検証した。図 3-2.5.8-21 に機械学習により予測された溶加材 Al 添加量および

入熱量と強度の関係を示す。入熱量が増加すると、グラフのピークすなわち最適

な溶加材 Al 添加量は低い方へシフトしていく傾向が確認できる。また、低入熱

量  (1.63 kJ/cm)では溶加材アルミニウム添加量 8.5 wt%付近に強度のピークが存在

するが、高入熱量 (2.09 kJ/cm)ではアルミニウム添加量増加とともに強度が減少す

るようなグラフとなった。この予測から MIG 溶接における溶加材アルミニウム添

加量の増加による固溶強化に伴う強度向上は、低入熱量時かつ溶加材アルミニウ

ム添加量が 8.5 wt %程度までの場合に大きな効果が期待できる強化手法であるこ

とがわかる。これは実験結果とも一致している。ピーク以降の強度の低下は晶出

物量の増加による強度低下である考えられる。また、入熱量の増加による強度低

下が、溶加材アルミニウム添加量が 8 wt%以上の領域では顕著にみられた。一方、

それ未満のアルミニウム添加量では入熱量の影響は小さくなり、アルミニウム添

加量 7 wt %付近で低入熱量 (1.63 kJ/cm)と中入熱量 (1.86 kJ/cm)での差が非常に小さ

くなる。添加量 4 wt%付近では低入熱量と中入熱量の違いによる強度の差異があ

まり見られなくなったが、高入熱量域では大きく強度が低下した。この挙動より、

溶加材のアルミニウム添加量が最適な入熱量を決定することが確認できた。この

要因として、Mg-Al2 元系においてアルミニウムの割合が増加すると融点が低下す

ることが挙げられる。溶加材のアルミニウム添加量の増加は、融点低下に伴う最

適入熱量の低下につながると考えられる。  

図 3-2.5.8-22 に機械学習による予測値と実験値の比較を示す。各破線は入熱量別

の予測値を示す。実験値のうち黒抜きの 4 点はモデルの学習に使用した条件であ

り、それ以外の 10 点は学習に使用していない条件を示している。この結果をも

とに、母材に AZX912 を用いた MIG 溶接においては、入熱量が 1.63 kJ/cm、溶加

材 Al 添加量が 8.5 wt%の場合が最適な溶接条件であることが予測された。この条

件で実際に作成した試料の引張強度の実験値は 254.6 MPa であった。これは、本

研究における AZX912 母材を用いた MIG 溶接継手のなかで最高効率であった。  
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実験値は、低入熱量時にはアルミニウム添加量が 8 wt%の時にピークをとり、

高入熱量時にはアルミニウム添加量の増加に伴い強度が低下する傾向を示した。

この実験結果が図 3-2.5.8-20 に示す予測と近い挙動であることから、機械学習の精

度に加え、実験的な観点からも本モデルの予測が妥当であることが示された。  

 

図 3-2.5.8-21  機械学習により予測された溶加材 Al 添加量  

および入熱量と強度の関係  

 

 

図 3-2.5.8-22  AZX912MIG 溶接継手の継手強度と溶加材中の Al 濃度の関係の  

機械学習による予測とその検証結果  

 

2021 年度は溶接プロセスによる欠陥形成の変化を示すための分析方法について

の検討を行った。これまでに、溶接継手について X 線透過試験を行ってきたが、

0.2mm 程度以上の欠陥しか観察できなかった。そこで、分解能を上げた X 線透過

試験の拡大撮影を試みた。図 3-2.5.8-23 に結果の一例を示す。分解能を上げた X

線透過試験の拡大撮影により、 0.05mm 程度の微小な欠陥が観察可能となった。

これにより、破壊の起点となる欠陥の 2 次元座標を明らかにすることができた。

さらに、欠陥の奥行き方向の座標を決定するために、3 次元 X 線 CT 試験の条件

最適化を行った。図 3-2.5.8-24 に結果の一例を示す。X 線透過試験と 3 次元 X 線
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CT 試験により、欠陥の 3 次元座標を特定可能となった。2022 年度はこの結果を

用いて、欠陥からのき裂進展挙動を明らかにし、特性予測式に反映した。  

 

 

図 3-2.5.8-23 分解能を上げた X 線透過試験の拡大撮影により  

観察された MIG 溶接体の欠陥  

 

 

図 3-2.5.8-24 3 次元 X 線 CT 試験により観察された MIG 溶接体の欠陥  
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②－４ 難燃性マグネシウム合金母材の耐食性を予測するためのモデル式の構築【産

業技術総合研究所、大日本塗料、再委託先：ミリオン化学】  

(1) 難燃性マグネシウム合金腐食データベースへの構築  

テーマ 60 では、マグネシウムの信頼性を担保するため、屋外大気暴露のデータ

べースの構築を主体に実施した。そこでは、テーマ 19「難燃性マグネシウム合金の耐

食技術の開発」（2014 年度～2017 年度）」～テーマ 35「革新的マグネシウム材の鉄道

車両への適用技術開発」(2018 年度～2020 年度)」で実施してきた暴露試験を、2021

年度以降はテーマ 60 に引き継ぐ形で、長期間に亘る暴露懸架とその評価・解析を実

施した。本暴露は、沖縄・銚子、直接・遮蔽の 2 拠点・2 方式で実施した。(暴露試験

の詳細仕様はテーマ 19・35 の暴露内容を参考にされたい) 

ここでは屋外暴露試験の結果をとりまとめた結果を紹介する。なお、以下の解析は暴

露結果（腐食減量・腐食深さ：各 105 ﾃﾞｰﾀ）を基に進めたものである  

始めに、母材の試験結果（1, 3, 5 年（銚子、沖縄）をまとめて上記（図 3-2.5.8-25、

3-2.5.8-26）に示す。腐食減量に関しては、いずれの場合も暴露５年目にてより大きな

値を取った。また 2018 年度に 3 年経過品（ﾃｰﾏ 35）でも報告した様に、合金中の Al

濃度が高くなるにつれて耐食性が向上すること、Ca 添加は全体的に合金の耐食性を

低下させることが確認できた。また、直接暴露では沖縄よりも銚子のほうが高い値を

示す傾向があることも一致していた。なお暴露方式の差異に関しては、直接暴露下

に比べて遮蔽暴露下ではやや少ない傾向にあるものの、AX92 のみ遮蔽暴露下で

より大きな値を示した。この要因については、合金中の析出物 Al2Ca（大きさ、

量、分布）と環境との相互作用に依存すると考えられる。なお、比較材として用

いた A6N01 アルミニウム合金の腐食減量はマグネシウム合金に比べ小さかった。  

 

 

図 3-2.5.8-25 腐食減量の評価（沖縄）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  



  

3-2.5.8-37 

 

 

 

 

図 3-2.5.8-26 腐食減量の評価（銚子）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  

 

 

ついで、腐食による強度変化（破壊）等の開始点となり得る「腐食深さ」につき

比較評価した（図 3-2.5.8-27、図 3-2.5.8-28）。腐食深さは試験片表面全体を 3D 表面形

状計測装置で測定し、最大値 5 点の平均値を用いた。マグネシウムの材質間の差につ

いては、腐食減量と同様な傾向が認められた。また直接暴露より遮蔽暴露の方が大き

な値を示した。この原因として、遮蔽暴露環境では雨水による洗浄がなく飛来塩分が

表面濃縮しやすいためと推察される。表面の塩分が結露を招き、高濃度の塩化物イオ

ンによる局部腐食を誘引したと考えられる。一般にアルミニウム合金は優れた耐食性

を示すが、孔食等の局部腐食を招来しやすいことが知られている。本調査においても

比較材である A6N01 アルミニウム合金が重量減量では小さな値を示すのに対し、腐食

深さではマグネシウム合金と同程度に達していた。この点で Al 濃度が高いマグネシ

ウム合金(AZ91D, AX92)がアルミニウム合金とやや類似した腐食挙動を示すことは興

味深くさらなる調査が望まれる。 
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図 3-2.5.8-27 最大孔食深さの評価（沖縄）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  

 

 

 

図 3-2.5.8-28 最大孔食深さの評価（銚子）上図：直接暴露、下図：遮蔽暴露  

 

本プロジェクトでは、【接合材】の暴露試験も実施した。接合材に関しては、1 年およ

び 3 年大気暴露した MIG 溶接材および TIG 溶接材（余盛り除去）の腐食評価を実施

した。従来研究より、溶接部(WZ)および熱影響部(HAZ)は母材(BM)とは異なるミクロ

組織を有し、腐食に影響を与えることが知られている。そこで図 3-2.5.8-29 に示すよ
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うに、試験片の 3 か所の腐食深さ測定により溶接部の腐食挙動を評価した。測定には

3D 表面形状測定器(VR-5000:KEYENCE 社製)を用いた。合金組成が左右異なる異材溶

接品は反対側も測定した。図 3-2.5.8-30 に結果の一例を示す。表記は、母材／溶加材

／母材とし、異材溶接品の場合、母材 1／溶加材／母材 2 の下線部の BM-HAZ-WZ の

組み合わせを示す。直接暴露１年における腐食深さは多くの場合 50 µm 以下であった。

遮蔽暴露の場合、全体的に直接暴露に比べて大きな値を示したが、溶接部（WZ, 

HAZ）が母材(BM)に比べて腐食する兆候は認められなかった。  

 

 

 

 

更に高速車両構体ではダブルスキンと呼ばれる押し出し構造部材(図 3-2.5.8-31)が使

用され、その内面腐食が懸念される。よってこちらも暴露評価（3 年)を実施した。暴

露は『端面を封じたもの』『開放系のもの』『一部水抜き穴を設けたもの』について評

価を実施した。  

 

 

図 3-2.5.8-31 ダブルスキン材の懸架状況  

 

その結果、市販品（AZX611）、新規開発合金（AZ41）共に、雨水が混入する解放系

の端部や水抜き穴周囲を除き、著しい腐食は認められなかった。ゆえに、密封状態で

あれば、雨水や結露による水分の影響を受けない限り、内面腐食は起こりにくいこと

図 3-2.5.8-30 溶接試験片の腐食深さ

(銚子 1 年遮蔽暴露) 

図 3-2.5.8-29 溶接試験片の腐食深さ

測定箇所（単位:mm）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.5.8-y+2 溶接試験片の腐食深さ (銚子

１年遮蔽暴露) 
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が分かった。（図 3-2.5.8-32）。同時に先行テーマ(19，30)で実施した腐食機構の解析の

如く、「マグネシウムの腐食は水分に大きな影響を受ける」という裏付けも本暴露で

確認された。  

 

蓋有り, 水抜き穴有り 蓋無し 蓋有り

直
接
暴
露
試
験

遮
へ
い
暴
露
試
験

水抜き穴

水抜き穴

シリコーンシーラント

 
・完全密封状態であれば、腐食は認められない（右図；蓋有品） 

・解放系や水抜き穴の周囲には、腐食を確認（左図:蓋有/水抜き穴有・中央図；解放系） 

  ➡但し，いずれもトラス深部では(奥に行く程)腐食は認められず 

図 3-2.5.8-32 ダブルスキン材の内面腐食状況  

 

【表面処理材（化成処理・塗装）】に関しては、母材別・表面処理仕様別（素材

種・化成処理の有無・塗装仕様)・暴露地・暴露方法別に評価を実施した。  

特に鉄道車両構体では、用途別に様々な新規開発合金が使用され、その使用環境や

部位に応じて塗装仕様も変更となる。具体的には①車両外板に関しては、接合部の

凹凸を消すためにパテでの平滑化が必要な為、上塗・下塗以外に『パテ』と外観向

上のための『サーフェーサー』が必要となる。②一方、車両外板以外にも「梁」

「床板」「底板」部位が存在し、これらは外観(意匠性)や、過剰な工程が不要な為

に『パテ』・『サーフェーサー』が不必要な部位も存在する。 

よって、それらの塗装仕様につき、屋外大気暴露での評価も実施した。 

 

 
図 3-2.5.8-33 採用部位ごとの想定塗装仕様  
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その暴露結果につき、以下に示す（表 3-2.5.8-5）。直接風雨にさらされる外板部に

関しては、走行時に石跳ね等で素材に達する傷も評価に加える必要がある。そこで予

め懸架前にＸカットを入れて暴露懸架し、参考として内面部位にも同様な処置を施し

暴露を実施した。 

 

表 3-2.5.8-5 各種マグネシウム素材に対する表面処理仕様の暴露結果  

化成処理 腐食状態
ﾚｰﾃｨ

ﾝｸ
腐食状態

ﾚｰﾃｨ

ﾝｸ
腐食状態

ﾚｰﾃｨﾝ

ｸ
腐食状態

ﾚｰﾃｨﾝ

ｸ

1年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

3年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

1年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

3 年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
9 腐食なし 10

0.3mm以内の

部分的ﾌｸﾚ
9

1年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

3年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

1年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

3年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
9 腐食なし 10

0.3mm以内の

部分的ﾌｸﾚ
8

1年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

3年 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10 腐食なし 10

1年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
8 腐食なし 10 腐食なし 10

3年
0.3mm以

内の部分
9

0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
7 腐食なし 10

0.3mm以内の

部分的ﾌｸﾚ
9

1年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
9 腐食なし 10 腐食なし 10

3年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
9 腐食なし 10

0.3mm以内の

部分的ﾌｸﾚ数
7

1年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
9

0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
7

0.5mm以内の

部分的フクレ
6

3年 腐食なし 10
0.3mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
9

0.5mm以内

の部分的ﾌｸﾚ
6

0.5mm以上の

錆フクレ
4

参考）化成処理なし

参考）簡易塗装仕様

(化成処理なし　パテ・サフ抜き）

プライマー＋上塗

ＡＸ92

有 プライマー＋上塗

ＡＸ４１

有

プライマー＋パテ+

サフ+上塗

ＡＸ81

有

備考
一般部 Xカット部 一般部 Xカット部

素材

表面処理仕様

暴露年数

直接暴露　（外板相当） 遮蔽暴露　(内面相当）

塗装

無 プライマー＋上塗

車両外装用基本仕様

簡易塗装仕様(パテ・サフ抜き)

車両内面用途

車両内面用途

参考)化成処理なし

車両内面用途

無 プライマー＋上塗
車両内面用途

参考)化成処理なし

プライマー

＋上塗

なし

プライマー＋パテ+

サフ+上塗

プライマー

＋上塗

 

 

3 年の暴露評価につき目視によるレーティング評価（腐食なし ;10 点・許容レベル：

8 点／腐食 NG：7 点以下）では、①車両外板部（上表の車両外装用基本仕様欄）につ

いては腐食の進行は認められず(評点 10)。②車両内面部（上表の車両内面用途欄）に

関しても基本的に異常は認められなかった (評点 10)。但し、簡易塗装や化成処理無

し・内面部の傷つき部位は、カット部位より 0.3～0.5mm 程度の糸状腐食および塗膜

フクレが発生進行する傾向がある。いずれにせよ、マグネシウムの腐食は電解質 (水

分)の介在による局部電池による腐食進行であるため皮膜でこの水分を遮断すること

が最も重要である。高速車両にて傷の発生が想定される外装部に関しても、問題なき

旨を確認した。また簡易塗装や化成処理無し部の評価含めこの様な従来法に基づく目

視によるレーティング判定と並行して、図 3-2.5.8-34 に示すような 3D 表面形状測定

に基づく定量判定法も考案したこれにより塗膜腐食の客観的かつ迅速評価が可能とな

る。従来法による目視判定と良い相関を示した。  
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図 3-2.5.8-34 3D 表面形状測定器による塗装試験片 X カット部の腐食解析例  

 

 

(2) 難燃性マグネシウム合金母材の耐食性を予測するためのモデル式の構築  

2018 年度は 1 年間の大気暴露試験で得られた合金素材について、合金成分を説明変

数、腐食減量を目的変数とする重回帰分析から腐食速度を予測する手法を提案した。

2019 年度は、暴露期間(1, 2, 5 年)と設置場所（銚子、沖縄）を説明変数に加えて重回

帰分析を実施した。データの信頼性を高めるために、難燃性マグネシウム合金展伸材

の文献値（紺野他、軽金属学会第 131 回秋期大会講演概要、(2018) 253.）を利用した。

直接暴露試験の結果を図 3-2.5.8-35 に示す。相関係数 R2 は 0.947 であり、高い精度で

予測することができた。  

腐食減量より求まる全面腐食とともに局部腐食の挙動も重要な情報である。そこで、

腐食試験片（面積 15×7 cm2）の中央部 5.6×4.2 cm2 の領域の侵食深さ分布を 3D 表面形

状計測装置により測定した。この分布が極値統計における Gumbel 分布に従うと仮定

して、試験片の最大侵食深さを求めた。局部腐食の指標として、孔食係数（最大侵食

深さと平均の腐食深さの比）が知られている。そこで、図 3-2.5.8-36 に平均の腐食深

さと孔食係数の関係を示す。両対数プロットにおいて右下がりの相関が認められ、従

来の炭素鋼の結果（谷口他 ,  JAEA-Research, 2009-066 (2009).）と一致することを確

認した。  

なお、最大侵食深さについても重回帰分析を実施したところ、観測値と予測値の相

関係数 R2 は 0.67 であった。2020 年度から、ぬれ指数等の環境パラメタを説明変数に

導入することで更なる精度向上の検討を実施した。  
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2020 年度は、母材大気暴露試験 1 および 3 年目の重量減量および最大侵食深さを、

合金の濃度、環境および暴露時間を説明変数とする重回帰分析により評価した。図 3-

2.5.8-37 に直接暴露での重量減量の解析結果を示す。参考値（日本マグネシウム協会

実施の 1 mm 厚さ圧延板の暴露試験結果）も併記した。予測式は次式で与えられる。  

Icorr.w = -8.54CAl + 10.43 CZn + 4.67CCa + 22.41 CMn+ 28.17Year + 10.15 Place +23.98   (1)  

ここで CAl, CZn, CCa. CMn は各々合金成分 Al, Zn, Ca , Mn の濃度(%)、Year は暴露年数、

Place は暴露場所（宮古島:0、銚子:1）である。相関係数 R2=0.94 の高い相関が得られ

た。  

続いて図 3-2.5.8-38 に直接暴露での最大侵食深さの解析結果を示す。R2 は 0.64 に低

下している。予測式は(2)式で与えられる。  

Icorr.p = -0.019 CAl + 0.0026CZn + 0.031CCa -0.41 CMn+ 0.031Year – 0.001Place + 0.2249  (2) 

目的関数（腐食減量、最大侵食深さ）が異なるため係数自体の比較はできない。そこ

で比率を比較すると、重量減量の場合は CAl の係数絶対値（8.54）は CCa の値（4.67）

の約 2 倍であるが、最大侵食深さでは両者の比率は約 0.6 に減少している。すなわち

局部腐食においては Al 濃度よりも Ca 濃度の影響が大きいことを示唆しており、難燃

性マグネシウム合金の腐食メカニズムに由来すると思われる。また上記は直接暴露の

結果であるが、遮蔽暴露ではさらに異なる回帰挙動を示した。  

より高いモデル式を構築するには、合金成分や環境因子のみならず、成形条件とそ

れにより得られるミクロ組織を説明変数に組み込むことが有用と思われる。2022 年度

には試験片の結晶粒径のデータ取得を進めた。  

腐食加速試験については、5%NaCl 浸漬試験、5%NaCl 連続噴霧試験(SST)、サイク

ル腐食試験(JASO M609)にて得られるマグネシウム合金試験片の重量減量を大気暴露

図 3-2.5.8-36 大気暴露したマ

グネシウム合金母材の平均の腐

食深さと孔食係数との関係  

図 3-2.5.8-35 大気暴露したマグ

ネシウム合金母材腐食速度の重

回帰分析による予測  
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試験結果と比較解析した。その結果、サイクル腐食試験が遮蔽暴露試験結果と近い傾

向を示すことが判明した。予測精度を高めるためのサイクルの選定、直接暴露試験環

境を模擬できる加速試験の開発が検討課題として挙げられる。  

参考値
ISMA

参考値
ISMA

  

     

 

 

②-5 マグネシウム合金母材および溶接継手の寿命予測式の構築【産業技術総合研究

所、再委託先：九州大学】  

マグネシウム合金は、HCP 構造を有することを原因として、BCC もしくは FCC 構

造を有する一般的な金属材料とは異なる力学特性を有している。そのため、力学特性

が影響する疲労寿命の予測に、一般的な金属材料の知見がそのまま適用出来ない場合

が考えられる。マグネシウム合金が有する引張時と圧縮時の材料の挙動が非対称であ

る点を鑑みると、その非対称性が最も影響すると考えられるのは、正負の負荷を受け

る、角部を有する溶接継手の疲労寿命である。  

溶接継手の疲労寿命における形状因子について検討した。溶接継手止端部を模擬し

た、各種角度の角部を有する試験片についての疲労試験を実施して、疲労寿命に及ぼ

す角部そして角部角度の影響について調査した。さらに疲労限度を示した試験片につ

いて調査し、疲労限度の物理的な意味を調査した。数値解析を用いて、各種角度の角

部を有する構造における応力・（塑性）ひずみ分布を調査した。疲労負荷を受けた試

験片の塑性域形状の観察によって、数値解析結果の妥当性を確認した。  

図 3-2.5.8-39 に、構築した角部を有する構造体の FEM 解析モデルを示す。角部の要

素分割は、事前に弾性解析を行なうことによって、十分に角部の応力特異性が表現可

能な程度まで細かくした。このモデルに対して、マグネシウム合金 AZX912 の引張時

と圧縮時の応力とひずみの関係を材料特性として入力した。図 3-2.5.8-40 に解析結果

を示す。応力 -ひずみ線図の非対称性のため、引張と圧縮の非対称性を有する塑性ひ

図 3-2.5.8-38 大気暴露したマ

グネシウム合金母材腐食深さの

重回帰分析による予測 

図 3-2.5.8-37 大気暴露したマ

グネシウム合金母材腐食減少量

の重回帰分析による予測  
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ずみ分布が生じることが確認できた。一般に疲労負荷によって発生進展する疲労き裂

は、塑性誘起き裂閉口現象によって閉口し停留し、その停留限界応力振幅が疲労限度

である。閉口現象は塑性域が大であるほど起こりやすいので、マグネシウム合金角部

の疲労限度を決定しているのは、塑性域が大であった圧縮側の特性であることを明ら

かにした。また、引張・圧縮の繰返し負荷によって塑性ひずみがどのように変化する

かを明らかにした。  

図 3-2.5.8-41 に疲労試験を行なった平面曲げ疲労試験片形状と、得られた結果を示

す。応力比は−1 つまり正負の負荷を与えている。段差高さは 0.5 mm および 0.2 mm

である。AX41 押し出し板材に対して、圧延（RD）方向、および圧延方向と垂直な

（TD）方向を、それぞれ試験片長手方向として試験した。いずれの方向についても

107 回負荷で非破断を示す、疲労限度を得ることができた。RD 方向の方が TD 方向よ

りも疲労限度は高かった。この結果は別途実施されている平滑材に対する結果と同じ

傾向である。AX41 板材に加え AX92 板材も含めて疲労試験を実施し、段差高さの影

響の調査、また停留き裂の形状の観察を実施した。さらに疲労試験によって得た、疲

労負荷を受けた試験片の塑性域形状の観察によって、数値解析結果の妥当性を確認し

た。  

得られた試験結果と解析結果を総合して、溶接継手止端部に着目した疲労寿命予測

手法を提案した。  

1

                                                                                

固定治具

試験片

解析対象と境界条件

要素分割図
角部詳細

試験機の固定治具
移動に合わせた
変位付与

1

 

図 3-2.5.8-39 角部を有する構造体の FEM 解析モデル  

(a) 引張（+1°）負荷
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(b) 圧縮（-1°）負荷
 

図 3-2.5.8-40 正負の負荷に対する材料挙動の非対称性を考慮した  

角部における相当塑性ひずみ分布解析結果  
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図 3-2.5.8-41 平面曲げ疲労試験片形状と  

AX41 押出材に対する平面曲げ疲労試験結果  

 

② -6 難燃性マグネシウム合金の衝撃特性評価技術開発【産業技術総合研究所、

再委託先：神戸大学】  

本研究課題では、高い安全・信頼性を有する難燃性マグネシウム合金および継手材

の創製を達成するために、衝撃荷重に対する強度および破壊エネルギーを評価する技

術を利用して、難燃性マグネシウム合金の高速変形特性を予測するためのデータベー

ス（フォーマット）を構築する。量産試作された難燃性 AZX812 合金圧延材および

AZX912 合金押出材に対してスプリット・ホプキンソン棒法に基づく高速引張試験およ

び高速圧縮試験を実施し、圧延材の集合組織および晶出物の分散形態が応力のひずみ

速度依存性および荷重方向依存性に及ぼす影響を調査し、幅広いひずみ速度域で適用

可能な構成式を導出した。供試材は平均粒径 20 µm 程度の等軸結晶粒からなり、

AZX912 合金と比較して AZX812 合金の方が弱い底面集合組織からなることが確認され

た。準静的および高ひずみ速度における圧縮試験の結果、AZX912 合金において TD 方

向より RD 方向で流動応力が増加した一方で、AZX812 合金においては、TD、RD 方向

で応力－ひずみ関係に大きな差は見られなかった。また、AZX912 合金において確認さ

れたような従来のマグネシウム合金で典型的な高い加工硬化率は AZX812 合金におい

ては確認されなかった。また、引張応力－ひずみ関係について、Johnson-Cook model を

修正した構成則により定式化を行った。実験値と修正 Johnson-Cook model による予測

値を比較した結果、両者はよい一致を示した。構成式のパラメータを比較した結果、
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AZX912 合金に対して AZX812 合金の方が流動応力および加工硬化指数のひずみ速度依

存性が低いことが示された。SEM および EDS による観察結果から供試材の内部には

Al2Ca が多数晶出し、AZX912 合金では押出方向に分断されて点在している一方で、

AZX812 合金では結晶粒界近傍に偏在していることを確認した。この分散形態の差異に

より、AZX912 合金で方向依存性が大きく、AZX812 合金で方向依存性が小さい結果と

なったことが示唆された。 

次に AZX912 合金押出材（母材）および AZX912 合金の継手材に対して高速引張試

験および高速圧縮試験を実施し、母材と継手材の集合組織および晶出物の分散形態が

機械的特性に及ぼす影響を調査した。母材は平均粒径 20 µm 程度の等軸結晶粒および

押出材に典型的な底面集合組織であることに対して、継手材は平均粒径 80µm 程度の粗

大粒を有し、底面配向度が低いことが確認された。準静的および高ひずみ速度におけ

る引張・圧縮試験の結果、引張および圧縮変形により継手材の方が低い降伏応力を示

すが、圧縮降伏応力については母材と継手材の差は比較的小さいことを確認した。圧

縮試験において母材では従来のマグネシウム合金で典型的に発現する急峻な加工硬化

率が確認されたが、継手材において加工硬化率は比較的小さく、加えて破断ひずみは

大きいことが確認された。高速引張試験後の継手材の組織を観察した結果、約 5µm 間

隔で分散した晶出物および粒界を起点として双晶が進展し、それを別の晶出物が妨げ

ていることも確認した。このことから高体積率で分散する晶出物は疑似的に結晶粒微

細化と同様の役割を果たし、継手材の圧縮降伏応力が比較的高い値を示す要因になる

ものと考えられた。変形組織観察の結果から、AZX912 合金押出材は、加工硬化を起こ

しやすく、高い流動応力を示すが、不動双晶境界の形成と転位の相互作用がその要因

であると考えられた。 

 

②－７ データベースの MI システムへの組み込み及び使い込み 【物質・材料研究

機構、三協立山、権田金属工業、住友電気工業、不二ライトメタル、大日本塗料、総

合車両製作所、川崎重工業、再委託先：川崎車両】  

マテリアルズ・インテグレーションでは、構造材料の性能を予測するためにプロセ

ス・組織・特性・性能（Process－Structure－Property－Performance）の連関モデルを

考えている。本課題では MI 向けの新たなデータベースとして、この PSPP 連関モデ

ルを意識して、材料に対するプロセスの履歴を追跡できるデータベースを提案し、実

際に ISMA「革新的マテリアル材料」テーマで収集され各参画機関に蓄積されていた

データを取り込んで、データベースを整備した。  

まず、データ収集に先だってデータ入力に使用するテンプレートを整備した。上記

PSPP モデルに基づいて、材料組成のほか、プロセスとして鋳造・押出・圧延・熱処

理・TIG・MIG・FSW、組織観察として光学顕微鏡・SEM・X 線・TEM、特性試験と

して硬さ・引張・圧縮・衝撃（引張 , 圧縮）、性能試験として疲労・腐食（暴露試

験）・腐食（促進試験）のテンプレートを整備した。テンプレートには、テーマ 60 お

よびテーマ 35 の参画機関が所有する観察や試験のデータに一般的に含まれる項目を

列挙した。データを提供する際は、このテンプレートを踏まえて可能な限り多くの項

目を埋めるようお願いしたが、全項目が埋まっていないデータでも受け入れは問題無
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く行える。また、テンプレートに含まれない項目を持っているデータは、項目を適宜

追加してデータを送付できるものとし、データベースの取り込みに際してデータが失

われないようにした。なお、テンプレートは入力作業を容易にするため、一般的な

Excel 形式のシートとした。  

開発したデータベースの概念図を図 3-2.5.8-42 に示す。材料は組成のみを出発点と

して、鋳造・押出ないし圧延のプロセス条件、中間の熱処理の条件などが紐付けられ

ている。また、疲労などの試験もプロセスと同等の存在と見なしている。これにより、

たとえば「疲労試験後の材料の観察結果」も紐付けできる。溶接材の場合は異材接合

や溶加棒の存在も考慮し、複数の材料が合流するような記述も可能である。こうする

ことで、材料に影響を及ぼしたプロセス条件に関する情報が全て得られるため、本

データベースから抽出したデータで機械学習を行えば、プロセス条件や観察結果を説

明変数、材料の特性や性能を目的変数として、特性や性能に強く影響した因子を求め

ることが容易となるように設計されている。  

 

 

図 3-2.5.8-42 マテリアルズ /インテグレーション向けデータベースの概念図  

 

 

 本データベースは、設計・運用に関する詳細なドキュメントが整備された。これに

より、将来的な拡張に際しても対応できるようになっている。また、MInt のインター

ネット直接アクセス対応（2021 年 7 月）以降は、本データベースはセキュリティを重

視してインターネットから直接アクセスできない NIMS 構内 LAN 上の、さらにファ

イアウォールの内側に配置し、今後ワークフローからデータベースにアクセスする際

は、MInt システムの「外部資源利用機能」を使用することとした。（課題①－３参

照）  

2020 年度には以降も PSPP の各分野のテンプレート改修、データ収集、データ間の

紐付けを行った。テーブルは新たに FSW, TEM テーブルを整備した。また、テンプ

レートの拡張に対応するために、データベースの設計に必要な改良を行った。また、

収集されたデータから MI 向けのデータセットを作成し、課題②-1（東京大学・白岩

先生）へデータ提供を行い、プロセス履歴のデータを持っていることで高い予測精度

を実現できることを示した。2022 年 2 月時点のデータをテーマ 60 の参画機関に配布

した。  

 2021 年度には、従来手動で行っていた機械学習用データの抽出作業をスクリプト化
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した。任意のローカルクライアントで Python スクリプトを実行すると、データベー

スに接続して機械学習用の TSV ファイルが出力できるようになった。このスクリプ

トを用いて、課題②-1 向けに非公開データも含むデータベースから機械学習用データ

を出力させ、東京大学/白岩先生に送付した。本スクリプトは、各参画機関が自社向け

のサブセットデータベースに対しても実行できるため、将来的に各参画機関が課題②

-1 の成果を利用した機械学習を行うことも容易にするものである。  

2022 年度もデータの追加収集を進め、テーマ 60 および 35 の参画機関から疲労・溶

接・引張・疲労・衝撃・TIG・TEM・硬さなどのデータの提供を受けた。これらの追

加データには従来のテンプレートに含まれない情報があったので、材料・TEM・疲労

のテンプレートに項目を追加した。前述の新規受領データに対応するため、データ

ベース本体でも帳票・バッチ定義・永続化ファイルに新規項目に対応させる改修を

行った。この改修を経て、新規受領データをデータベースへ取り込む作業を完了させ

た。    
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

表 3-2.5.8-6 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2017FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2018FY 1 0 10 0 0 0 0 3 1 

2019FY 4 0 23 0 0 0 0 0 1 

2020FY 1 0 11 0 0 0 0 2 1 

2021FY 1 0 12 0 0 0 0 0 2 

2022FY 0 1 0 0 0 0 0 0 2 

合計  7 1 56 0 0 0 0 5 7 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

表 3-2.5.8-7 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2018FY 0 0 0 

2019FY 0 0 0 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.5.8.3 参考文献  

 

無し  
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2.6 研究開発項目⑥「革新鋼板の開発」  

2.6.1［テーマ番号２２］「残留γ高度制御革新鋼板の開発」（2014 年度～2018 年度）  

  ［テーマ番号０２］「残留γ相制御中高炭素鋼板の異種・同種材料接合技術の開

発」のうち「⑨接合性に優れる残留γ高度制御革新鋼板の開

発」および「⑩残留γ高度制御のための指導原理の導出」

（2019 年度）  

2.6.1.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

 鉄鋼材料では、車両軽量化に向けて薄肉軽量化と衝突エネルギー吸収性の両立を可

能にする高強度・高延性化が求められている。超高強度化・高延性化のために、低合

金鋼で TRIP(TRansformation Induced Plasiticity)効果を活用した TRIP 鋼が開発された
1)2)。また、2000 年頃には Mn 量を 30%程度添加した TWIP 鋼が開発された。ただ、

TWIP 鋼はレアメタルである Mn を多量添加しており、製造プロセスで有害なヒュー

ム発生等の安全面に係る問題やレアメタル多用の面から採用は限定的となっている。  

 そのため、レアメタルの使用量を抑えながら高延性化する技術開発に取り組まれて

いる。ここでは、高強度組織であるベイナイトやマルテンサイトを母相として、高延

性組織である残留γを多量に存在させることが基本思想となっており、具体的な研究

事例としては、Mn 量を 5～10%にした中 Mn 鋼 3)や、ベイナイト鋼 4)や Q&P (Quench 

& Partitioning)鋼 5)などが提案されている。こういった取組みで強度・延性の向上が実

現されつつあるが、自動車部品への適用範囲を拡大し、軽量化効果を最大化させるた

めには、更なる強度・延性バランス向上が必要となる。  

 そこで、本研究項目では、炭素量 0.4%以上の中高炭素鋼を活用しつつ、TRIP 効果

を最大化させることができる新しい材料設計指針として残留γの安定度分布制御技術

を構築するとともに、その組織制御技術構築を実現するための各種評価技術を開発し、

最終目標として強度 1.5GPa、伸び 20%の革新鋼板を創出することを目的とする。  

 

(2)目標値  

 CO2排出量低減を最終の狙いとした全体取組みの中における本研究開発の位置付け

は、燃費低減のための自動車の軽量化の実現につながる鋼材の高度評価技術の開発と、

その評価技術を活用した画期的な超高強度・超高延性材料の創出である。  

 目標としては、プロジェクト開始当初は、引張強度 1.2GPa 伸び  15%を 2015 年度

の中間目標とした後、引張強度 1.5GPa で伸び 15%達成を 2017 年度の第 2 中間目標、

引張強度 1.5GPa で伸び 20%達成を 2022 年度の最終目標としていたが、研究開発を進

める中で前倒しで研究が進捗したため、プロジェクト途中で目標を見直し、2017 年度

の第２中間目標を引張強度 1.5GPa、伸び 20%以上、2020 年度の第 3 中間目標を引張

強度 1.5GPa、伸び 20%以上で、汎用鋼と同等の耐食性と水素脆性を目指すとした。  

 また、解析・評価技術については、2015 年度の第 1 中間目標を炭素定量下限 30ppm、

2017 年度の第 2 中間目標を鋼中のヘテロ構造と軽元素の空間相関評価技術の確立、第

3 中間目標を空間分解能 200nm 以下、濃度分解能 0.1mass%以下とした。  
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研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

①残留γ高度制御に

よる高強度・高延性

化技術の開発  

（2014～2019 年度）  

炭素量 0.4%以上 , 

Mn 量 10%未満で  

強度  1.2GPa 以上 ,  

伸び  15%以上  

・レアメタル添加

量：10wt%未満  

・引張強度：  

1.5GPa 以上  

・伸び：20%以上  

レアメタル添加

量：10wt%未満、

引張強度：1.5GPa 

以上、伸び：20%

以上の開発鋼にお

いて、汎用鋼

（590MPa～

980MPa 級）と同

等の耐食性と水素

脆性を目指す  

（2019 年度）  

 

②残留γ高度制御の

ための指導原理の導

出【東北大（古原）】  

（2014～2019 年度）  

残留γの炭素濃度

の決定メカニズム

を熱力学的に明ら

かにする。また、

残留γ中の炭素濃

度と安定度の関係

をデータベース化

する。  

炭素濃度不均一分

布および残留γ周

囲のベイナイトの

結晶学的特徴と変

形時の残留γの安

定性との関係を明

確化する。  

変形に対する残留

γの安定性と残留

γサイズ、形態の

関係を明確化す

る。  

（2019 年度）  

 

③残留γ高度制御の

ための熱力学データ

ベースの再構築【物

質・材料研究機構】  

（2014～2017 年度）  

Fe-C-Si-Mn4 元系

合金での平衡状態

図を妥当に算出す

るために必要な

データベースを構

築する。  

FE-EPMA を用い

て残留γの C 濃

度を定量分析し、

Fe-C-Si-Mn4 元系

合金の残留γ中へ

の C の濃化挙動

と残留γ生成の予

測モデルを構築す

る。  

  

④微小領域における

残留γの形態・炭素

濃度分布の評価・解

析技術の構築  

（2014～2019 年度）  

炭素定量下限  

30ppm 以下を可能

とする解析評価技

術の開発  

・鋼中のヘテロ構

造と軽元素の空間

相関評価技術の確

立  

 

・鋼中のヘテロ構

造と軽元素の空間

相関評価技術にお

いて、空間分解

能：200nm 以

下、  

濃度分解能：

0.1mass%を目指す  

（2019 年度）  

 

表 3-2.6.1-1 研究開発目標  
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⑤中性子を活用した

大領域統計的解析手

法の開発【北海道大

学】  

（2014～2015 年度）  

ブラッグエッジ回

折および小角散乱

測定の解析精度向

上のため S/N 比向

上装置の導入を行

う。  

   

⑥中性子を活用した

革新鋼板の大領域統

計的解析【北海道大

学】  

（2016～2017 年度）  

 小角散乱とブラッ

グエッジ測定の同

時測定により炭素

の分布状態と残留

γ相の分配状態と

の同時測定への発

展を図る。  

  

 

(3)全体計画  

 2014 年度までに 1.2GPa 級鋼で伸び 25%を達成、その知見を元に各種方策を用いて

残留γ安定度制御策を行い、強度・延性バランスの向上の実現について検討を行った。 

 2015 年度は 1.2GPa 級鋼での特性向上メカニズムに関する仮説の検証を行い、中高

炭素鋼の特性向上について考え方を構築する。また、ここまでに得られた知見を元に

1.5GPa 級鋼での特性向上策を導出した。  

 2017 年度までに 0.4C 鋼にマイクロアロイを併用することで、強度-伸びバランスに

加え、穴広げ率を向上できることを見出した。  

 2018 年度からは 1.5GPa 20%の革新鋼板について、実用化する際の課題となる水素

脆化に関する対策技術の検討を行うことで、革新鋼板の実用化を促進させるための技

術開発を進めた。  

 2019 年度までに 1.5GPa 級革新鋼板を対象に JIS Z3140 相当の引張せん断強度、十

字引張強度を確保するための鋼板側での改善技術を開発を進めた。  

 

(4)実施体制  

 実施体制をまとめたものを図 3-2.6.1-1 に示す。  

 実施体制としては、分担研である神戸製鋼所が、材料特性向上に必要な材料設計指

針の導出に取組んだ。ここで明確化した理想組織を実現するための要素技術として、

熱力学データベースの見直しを 2014 年度は東北大学、2015 年度～2018 年度に NIMS

に再委託した。また、ベイナイト変態に伴う残留γ制御形成挙動の明確化を 2014 年

度から 2018 年度の間、東北大学に再委託して技術開発を進めた。  

 また、解析技術としては、中性子を活用したマクロな組織解析技術を 2014 年度～

2015 年度にかけて北海道大学への再委託で実施すると共に、微視組織の解析技術につ

いては分担研自身で実施するような形で取り組んだ。  
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(5)運営管理  

 再委託先とは年３～５回の会議を行うことで進捗管理ならびに開発技術の分担研へ

の取り込みを図った。再委託先で得られた知見は、材料開発にフィードバックして材

料開発を促進できた。また、再委託先にて開発鋼の組織解析を実施し、材料開発の方

向性の見直しによる目標早期達成に寄与させることができた。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

革新鋼板開発では最終目標を達成させることにより、各種自動車部品への適用が可

能となることが期待される。その際の軽量化効果は、現在の車体重量に対して、10%

程度の軽量化効果が期待される。  

 売上については、国内の全汎用車を対象とすると約 1000 億円/年のマーケット創出

が期待できる。神戸製鋼所では約 30%の約 30 万 t 年、約 30 億円/年の売上が期待され

る。CO2 削減という観点では、車体重量約 40kg の削減で約 0.2kg/L の燃費改善が期待

される。その CO2 削減効果は約 2g/km となるため、鋼板開発全体で約 14 万 t/年、神

戸製鋼として約 4 万 t/年の CO2 削減効果が期待される。  

 

図 3-2.6.1-1 研究開発体制  
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2.6.1.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

①残留γ高度制御

による高強度・高

延性化技術の開発  

炭素濃度 0.4%以

上、Mn 量 10%未満

で強度 1.5GPa 以

上、伸び 20%以

上、水素添加時の

破断強度が 980MPa

級同等以上  

（2019 年度）  

TS-EL 目標達成材の残留

γを安定化することで、

成形を想定した加工後に

水素添加時の破断強度を

1345MPa まで向上できる

ことを示した。  

さらにその知見を元に実

スケールの革新鋼板を試

作した。  

○  

 

②残留γ高度制御

のための指導原理

の導出【東北大

（古原）】  

各種因子を変化さ

せた残留γの性質

を調査し安定性に

及ぼす残留γサイ

ズや形態の影響を

明らかにする  

（2019 年度）  

残留γの形態を変化させ

た材料を変形させて、そ

の安定性にサイズ、形態

が影響することを示し

た。  

〇  

 

③残留γ高度制御

のための熱力学

データベースの再

構築【物質・材料

研究機構】  

Fe-C-Si-Mn4 元系合

金での平衡状態図

を妥当に算出する

ために必要なデー

タベースを構築す

る。（2019 年度）  

残留γの形態を変化させ

た材料を変形させて、そ

の安定性にサイズ、形態

が影響することを示し

た。  

〇  

 

④微小領域におけ

る残留γの形態・

炭素濃度分布の評

価・解析技術の構

築  

鋼中のヘテロ構造

と軽元素の空間相

関評価技術におい

て、空間分解能：

200nm 以下、濃度

分解能：0.1mass%

を目指す  

（2019 年度）  

走査型電子顕微鏡にコン

タミン除去装置であるガ

スクラスターイオン銃を

併設すると共に軽元素分

析に有効な軟Ｘ線分光分

析装置を活用することで

空間分解能 134nm を達

成した。  

〇  

 

⑤中性子を活用し

た大領域統計的解

析手法の開発【北

海道大学】  

ブラッグエッジ回

折、小角散乱測定

の解析精度向上の

ため S/N 比向上装

置を導入する。  

（2015 年度）  

面間隔の 2 倍に相当する

波長位置でピーク出現す

る波長微分法により炭素

濃度解析が実現しうるこ

とを示した。  

〇  

 

表 3-2.6.1-2 最終目標と達成度  
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⑥中性子を活用し

た革新鋼板の大領

域統計的解析【北

海道大学】  

小角散乱とブラッ

グエッジ測定の同

時測定により炭素

の分布状態と残留

γ相の分配状態と

の同時測定への発

展を図る。  

（2017 年度）  

革新鋼板中の炭素濃度解

析を想定したモデル合金

を用いて、炭素濃度の高

精度解析のための測定条

件を検討し、デカップル

ド型モデレータを用いる

ことで分解能向上可能な

ことを示した。  

〇  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

① 残留γ高度制御による高強度・高延性化技術の開発  

 本項目では、中高炭素鋼革新鋼板で西神分室が目標達成のコンセプトとして提案し

た、残留γの高度制御、具体的には残留γの安定度分布制御の可能性について、2015

年度の中間目標である強度 1.2GPa、伸び 15%を狙いとして検討した。  

ベイナイト変態中のオーステナイトへの炭素濃化挙動を考慮すると、変態進行が滞

留する際に、オーステナイト／ベイナイト界面に炭素濃度の高い領域が形成され、炭

素濃度の分布、ひいては残留γの安定度分布が生じうる。そこで、中高炭素鋼（0.4C-

1.5Si-2.0Mn）を 850℃に均熱し、その後、ベイナイト変態が途中段階となる 400℃×

600s の保持を施して冷却し、残留γ中の炭素濃度分布、つまりは安定度分布の拡大を

図った。この時、900℃均熱後、400℃×1800s 保持したものと、残留γの状態と強度

－伸びバランスを比較した。その結果、X 線回折で(113)γ面の回折ピークを炭素濃度

の違いとして残留γ中の炭素濃度分布を解析した結果、図 3-2.6.1-2 に示すように残留

γ中の炭素濃度分布を拡大させることができた。  

残留γ中の炭素濃度 /  %

残
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 この炭素濃度分布制御で加工硬化挙動が歪後期まで拡大し（図 3-2.6.1-3）、強度

1.24GPa, 伸び 23.8%から、強度 1.24GPa 伸び 26.6%と約 3%の伸び向上を実現でき、

図 3-2.6.1-2 残留γ中の炭素濃度分布の変化 
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中間目標を大幅に凌駕できた。以上の結果から、炭素量増加と炭素濃度分布制御とい

う強度・延性バランス向上可能な残留γ高度制御技術を構築でき、中間目標を大幅に

超過達成できた。  
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 更に 1.5GPa 級での強度‐延性バランス向上に関して検討した。高 C 系材料での

1.5GPa 級鋼での延性改善策として Q&P 鋼が提案されている。これの思想に対して更

なる特性向上の可能性について検討した。  

 また、自動車用材料については、強度、伸びだけでなく、伸びフランジ性と呼ばれ

る端面での変形特性も同時に必要となることがある。伸びフランジ性は、穴広げ率と

いう JIS Z 2256 で規定された穴広げ試験により求められるパラメータを用いて評価さ

れ、一般に伸びと同じく高強度化するほど低下する傾向にある。また、同一強度では、

伸びと背反する特性であることが知られている。そのため、高強度かつ高伸びの鋼板

では穴広げ率が低位にあることが懸念される。そこで、2016 年度以降は強度と伸びに

穴広げ率も考慮して、引張強度 1.5GPa-伸び 20%-穴広げ率 20%を目標に設定して取り

組んだ。  

穴広げ率は、一般に硬質な組織が粗大に存在すると、その組織が破壊の起点となる

ことで低下すると言われている。TRIP 鋼の場合、打抜き・穴広げの変形時に残留γ

が加工誘起変態により非常に硬質なマルテンサイトになるため、残留γ自体が破壊の

起点として働く可能性がある。また、残留γを作り込むために熱処理中に未変態γに

C 濃化を行うが、C 濃度が十分に高まらなかった未変態γについては、熱処理後の冷

却中にマルテンサイト変態することで硬質組織として残存し、破壊の起点となる。こ

のような組織を含むため、TRIP 鋼では伸びフランジ性は低くなる傾向があることが

知られている。  

そのため、鋼板の C 添加量を高めて残留γの量を増やしていくと、伸びは向上する

が、穴広げ率は劣化することが想定される。この背反する特性の両立をはかるために、

東北大学で取り組んできた残留γ高度制御のための指導原理を活用し、C 以外の元素

の添加量による変態挙動の制御や、熱処理パターンによる組織形成挙動を制御するこ

図 3-2.6.1-3 流動応力（σ）および加工硬化率（dσ/dε）におよぼす熱

処理条件の影響 

 

熱処理条件の影響 
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とで、残留γの体積率はそのままにしながらサイズを細かくすることを試みた。  

 まずは0.4wt%C鋼で典型的なTRIP鋼の製造方法（γ単相域への加熱からベイナイ

ト変態温度域への急冷、保持によるオーステンパ）、Q&P鋼の製造方法（均熱後、

Ms点以下に急冷、焼戻しとC分配が可能な温度域に再加熱）ならびに、独自の成分

設計・熱処理方法を用いて検討を行った。  

 そこで、この改善のために、0.4wt%C+高Si添加鋼にマイクロアロイを付与するこ

とでMA微細化を図ると共に、独自プロセスを加えることで残留γの安定度の分散を

図った鋼材を試作した。その鋼材の強度と伸びの関係を図3-2.6.1-4に、また、強度

×ELならびに穴広げ率の関係を図3-2.6.1-5に示す。0.4C-高Si-MA+独自プロセスと記

載した鋼材では、強度1.5GPa、伸び20%、穴広げ率20%を満足し、当初最終目標とし

ていた第2期の目標に加え、独自目標として設定した穴広げ率も達成できた。  

 

10

15

20

25

1400 1450 1500 1550 1600 1650

E
L

  
(%

)

既存鋼（マルテンサイト鋼）

QP

0.4C-MA-QP

0.4C-MA
+独自ﾌﾟﾛｾｽ

TRIP

30000

25000

TSxEL = 20000

0.4C-高Si+独自プロセス

0.4C-高Si-MA

+独自プロセス

最終目標

TS (%)

図１ 革新鋼板の強度－伸びバランス

（MPa）
 

図 3-2.6.1-4 1.5GPa 級革新鋼板の強度-伸びバランス 
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②  残留γ高度制御のための指導原理の導出【東北大（古原）】  

残留γの安定性に及ぼす残留γサイズや形態の影響を明らかにするため、熱処理条

件を調整することで安定性に大きく影響する炭素濃度を揃えかつ種々の残留γサイズ

や形態を有する試料を作製し、残留γ量、サイズおよび形態を定量評価した。  

供試材としては、Fe-2Mn-1.5Si-0.4C 合金を用い、残留γ組織を変化させるために、ベ

イナイト変態前の旧γ粒径に注目して、旧γ粒径がベイナイトおよび残留γ組織に及

ぼす影響を調査した。旧γ粒径を変化させるために、γ化条件を 1150℃および 830℃

で 10min 保持とし、それぞれ 348μm および 12.5μm の旧γ粒組織を得ている。これ

らの条件でγ化後に 400℃まで急冷して、種々の時間等温保持し、ベイナイト変態さ

せた。  

変態組織は SEM、EBSD 測定により解析し、変態率は SEM 写真上のポイントカウ

ンティングにより測定した。また、残留γ体積率は XRD 測定により評価した。未変

態γ形態およびサイズは、アスペクト比（AR）と最大内接円半径（R）により定量評

価した。最大内接円に注目したのは、ベイナイト／γ界面から炭素がγ中に濃縮する

程度が拡散距離によって影響されると考え、個々の未変態γにおける界面から最も遠

い点の距離がＲに相当するためである。図 3-2.6.1-6 に AR と R の定量評価例を示す。

定量化には画像解析ソフト FIJI を用い、未変態γを自動認識させて解析を行った。  

また、変態材の不均一な炭素分布を解析するために、NanoSIMS を用いて炭素イオン

強度のマップを取得した。  

図 3-2.6.1-5 1.5GPa 級革新鋼板の強度×伸び-穴広げ率バランス 
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図 3-2.6.1-7 に、γ化後の 400℃等温保持における変態率及び残留γ量の時間変化を

示す。いずれのγ粒径においても保持時間が長くなるにつれ、ベイナイト生成量が増

加し、10～60min の保持時間で変態率の増加が一旦鈍化した後、より長時間の保持で

徐々に変態率が増加するようになる。また、変態率の増加が鈍化する条件で残留γ量

は最大となる。また、両γ粒径材を比べるとγ粒径が微細化することで変態は早くな

り、より多くの割合の未変態γが残留することが分かる。図 3-2.6.1-8 は、400℃、 

30min 変態材の SEM 写真及び対応視野の相マップを示す。粗大γ材では平行に並ん

だ微細なフィルム状γと粗大な塊状γが生成しており、フィルムγは残留しやすい一

方で、塊状γは大部分がマルテンサイト変態していることが分かる。一方、微細γ材

では、未変態γは塊状であっても微細であり残留している。また、粗大な塊状γは見

られない。  

 

 

図 3-2.6.1-6 未変態γ形態およびサイズの定量解析例．SEM 写真（上）と画像解析

ソフトによる自動認識 

 

図 3-2.6.1-7 400℃の等温保持における変態率と残留γ量の時間変化  

 

図Ｘ２ ４００℃の等温保持における変態率と残留γ量の時間変化  

 

図Ｘ 未変態γ形態およびサイズの定量解析例．SEM 写真（上）と画像解析ソフトに

よる自動認識 
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γの残留しやすさには炭素濃度が大きく影響するため、NanoSIMS を用いて、炭素

濃度分布を調査した（図 3-2.6.1-9）。粗大γ材を見ると、filmγには高濃度かつ均一に

炭素が濃化しているのに対して、粗大塊状γには、ベイナイトとの界面近傍のみに炭

素が濃化し、中央部は炭素濃化していないことが分かる。  400℃、30min 保持におけ

るγ中の炭素拡散距離は約 1.5μm であり、粗大γ材の塊状γ／ベイナイト界面近傍

で見られた炭素濃縮領域の幅とほぼ等しい。このことから、未変態γのサイズが炭素

拡散距離よりも大きい場合には、均一に炭素濃化できないことが分かる。一方、微細

γ材では、多くの未変態γサイズが 1μm 以下であり、中心まで炭素が濃縮している

ものと考えられる。  

 

図 3-2.6.1-8 未変態γ組織とγの残留状態の関係（400℃、30min 保持材） 

SEM 写真（上）と同一視野の EBSD 測定により得られた相マップ（下） 
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以上の傾向をより明確にするため、未変態γの形態およびサイズを定量評価した

（図 3-2.6.1-10）。ここでは、アスペクト比が 0.25 以下を film 状、0.25 以上を塊状と

し、個々の未変態γの最大内接円を横軸に、未変態γの面積率を縦軸に示している。

これを見ると、粗大γ材では、多くが微細な filmγである一方、R が 1.5μm を超え

る粗大な塊状γも見られる。一方、微細γ材では、filmγの割合は低下し、大部分が

微細な塊状γとなっている。また、R が 1.5μm を超える粗大な塊状γは少ない。

従ってγ粒が微細化することで未変態γサイズが減少して、中心まで炭素濃化できる

ことが、微細γ材でより多くの未変態γが残留した原因と考えられる。  

 

 

次に、残留γの変態誘起塑性を利用した高延性発現のメカニズム解明に取り組んだ。

 

図 3-2.6.1-9 炭素イオン強度マップ（400℃、30min 変態材）  

 

図 3-2.6.1-10 残留γの形態・サイズごとの面積率 
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残留γを含有する鋼の強度、伸びといった機械的特性は、残留γの量や安定性に影響

されることが知られているが、一方で、残留γの安定性はその粒径や形態にも影響さ

れる。残留γの形態は周囲のベイナイト組織に依存するため，変態前γ粒径の影響を

受ける可能性がある。ここでは、母相粒径が組織および機械的性質に及ぼす影響を明

らかにすることを目的とした。 

供試材として従来の低炭素 TRIP 鋼より炭素濃度が高く高強度化が図られる Fe-

0.4C-2.0Mn-1.5Si 合金 (mass%) を用いた。1150℃および 830℃でγ化することで、

γ粒径をそれぞれ 348µm、12.5µm と変化させた。以後、それぞれを粗大γ粒材およ

び微細γ粒材と呼ぶ。γ化後 400℃で種々の時間オーステンパ処理し水中に焼き入れ

た。γの形態およびサイズは SEM で評価し、残留γ体積率測定は XRD で、炭素濃

度測定は FE-EPMA および 3 次元アトムプローブを用いて行った。また、残留γおよ

び炭化物の解析にメスバウアー測定を用いた。  

図 3-2.6.1-11 (a)、(c)に粗大γ粒材、(b)、(d)に微細γ粒材における変態率曲線およ

び 30min 保持材の SEM 組織を示す。(a)、(b)を比較すると、両試料において、10～

60min 保持材で多くの残留γが生成しており。また、30min 保持材においてマルテン

サイトの体積率は微細γ粒材の方が低いことから粗大γ粒材よりも微細γ粒材の方が

より未変態γが残留しやすいことがわかる。  

 

 

 

 

 SEM 組織を図 3-2.6.1-11 (c)、(d)およびその定量測定結果を図 3-2.6.1-11 (e)、(f) に

示す。粗大γ粒材では、平行なベイニティックフェライト (BF)に挟まれた Film-γお

よび粗大な Blocky-γが生成し、一方で、微細γ粒材においては，微細な Blocky-γ

が多く生成していることがわかる．図 3-2.6.1-11 (f)には，各γのサイズと炭素濃度の

関係を示す。これより、γのサイズが小さいほど均一に炭素濃化していることがわか

る。つまり、微細な残留γに炭素が均一に濃化することで安定性が増加することが示

図 3-2.6.1-11 (a)(c)粗大γ粒材、(b)(d)微細γ粒材での変態率曲線および 30min 保持

材の SEM 組織 

 



  

3-2.6.1-14 

 

唆された。 

 

③  残留γ高度制御のための熱力学データベースの再構築【物質・材料研究機構（大

沼）】  

 鉄鋼材料の基本系であるFe-C-Mn-Si 4元系の熱力学データベースを構築すること

を最終目標として、表3-2.6.1-4に示す合金を作製し、当該4元系を構成する2、3元系

におけるα/γ相平衡の実験による決定を実施した。Fe-C-Si 3元系の800℃ならびに90

0℃、Fe-C-Mn 3元系の700℃ならびに800℃、Fe-C-Mn-Si 4元系合金として、Fe-0.10

C-1.0Mn-1.5Si、Fe-0.10C-3.0Si-2.0Mnの2種類の700℃ならびに800℃の平衡状態の解

析を行い、データベースの拡充を進めた。  

 

 その結果、図 3-2.6.1-12 に示すように Fe-C-Mn 3 元系におけるα/γ相への Mn の分

配係数は、実験結果の方が計算値よりも若干小さいこと、Fe-C-Si 3 元系の 900℃にお

けるγ相中の C 濃度は，実験結果の方が計算値よりも大きいことが分かった。また、

表 3-2.6.1-5 に示すように、Fe-0.1C-1.0Mn-1.5Si 4 元系合金では、α相中の Mn 濃度は

（実験値）＞（計算値）に、また，γ相中の Si 濃度は（実験値）＜（計算値）と

なった。C 濃度は実験値と計算値がほぼ一致する結果が得られた。以上の結果から、

当初の狙いとしたデータベースの構築を完了させることができた。  

表 3-2.6.1-4 実験供試試料と各温度における平衡相構成  

 ○：熱処理済，－：未熱処理   

No. 試料名 700℃×20d 800℃×15d 900℃×10d 

S1 05M-010C ○ ○ － 

S2 10M-010C ○ ○ － 

S3 20M-005C ○ ○ － 

S4 10S-005C － ○ ○ 

S5 40S-020C － ○ ○ 

S6 10M-15S-010C ○ ○ － 

S7 20M-30S-010C ○ ○ － 
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相 実験結果  計算値（TC-FE7）  

 mass%Mn Si C mass%Mn Si C 

α 0.81 1.51 0.00 0.75 1.59 0.01 

γ 1.65 1.15 0.32 1.64 1.26 0.33 

 

 

④ 微小領域における残留γの形態・炭素濃度分布の評価・解析技術の構築  

 革新鋼板の強度－伸びバランスを高めるためには残留γの状態が重要であり、そ

の状態解析を行うことが重要である。革新鋼板の強度－延性バランスの向上には残

留γの安定度を広く制御することが有効という仮説を持ち、特性向上を図っている

ため、その制御技術を高めていくためには残留γの安定度の把握のため、残留γ中

の炭素濃度の解析が求められる。その解析手法として、中性子回折を活用したピー

ク解析によるマクロな炭素濃度分布解析と、残留γ中の炭素濃度の存在状態のミク

ロ解析の両面から取り組んだ。中性子回折に関しては、2014年度および2015年度は

北海道大学での再委託、2015年度および2016年度はテーマ44「中性子線による構造

材料解析技術のFeasibility Study」、2017年度から2022年度まではテーマ52「中性子

等量子ビームを用いた構造材料等解析技術の開発」と連携して開発を進めた。  

 このうち、鋼中の空間分布の解析手法としては、2015年度に導入した軟Ｘ線分光

分析装置を用いた解析技術を対象に検討を行った。軟Ｘ線分光分析技術は、基本的

な原理はエネルギー分散型Ｘ線分光分析（EDS）と同様に、試料に電子線を照射し

た際に、照射位置の元素に応じた特性Ｘ線を検出して評価する技術であるが、EDS

のように特性Ｘ線のエネルギーをエネルギー検出器で測定するのではなく、特殊な

回折格子を用いて回折させることで、エネルギー分解能を高めつつ、EDSでは検出

 

図 3-2.6.1-12 (a) Fe-C-Mn、(b) Fe-C-Si３元系合金の実験値と計算状態図との比較  

表 3-2.6.1-5 Fe-1.0Mn-1.5Si-0.1C 合金（S6）の 800℃における相平衡  

 



  

3-2.6.1-16 

 

が困難な低エネルギー側に回折条件を合わせることで軽元素の検出を精度よく実現

できる。また、このような低エネルギーの特性X線を励起させるのに必要な照射電

圧が低くても良く、かつ、S/Nが高いため、照射電流も低くすることができるため、

低電圧・低電流の電子線照射で、特性Ｘ線が励起される領域を狭めることで非常に

高い空間分解能を実現することができる。  

 微視組織中の炭素濃度分布について、空間分解能と濃度分解能を改善するにあたり、

1.5％C 鋼に Cr 膜を蒸着し、炭素の含まれる領域、炭素の含まれない領域を明確に切

り分けたモデル合金を作製した。このモデル合金を用いて、SEM ベースで軟 X 線分

光分析による炭素濃度分布の空間分析能の評価を行った。SEM ベースでの空間分解能

評価では、特性 X 線の発生する領域を狭めるために低加速電圧、低照射電流化するこ

とで空間分解能を高められる。しかし、電子線照射時に試料に付着する C コンタミ

ネーションが分析精度に悪影響を与えるためその対策が必要となる。ここでは、C コ

ンタミネーションの悪影響を抑制する方法として、試料に測定中もガスクラスターイ

オン（GCIB）を照射することにより炭素のみを除去することで、C 濃度の高空間分解

能の解析を試みた。  

 なお、空間分解能と濃度分解能の計算方法を図 3-2.6.1-13 に示す。空間分解能は、

H、L の間の 20%、80%を示す位置の間の距離で定義した（図中 c）。濃度分解能は、

高濃度域、低濃度域の平均濃度をそれぞれ H、L としたときに、H と L の差「a」、

バックグラウンドノイズのσ「b」を用いて、  

 

濃度分解能＝b/a×(C 量@H－C 量@L)    式（1）  

 

と定義する。  
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図 3-2.6.1-14 に軟 X 線分光分析の分析位置の測定前後の SEM 写真と分析結果を示す。

GCIB を照射しない場合は、C 濃度分布が複雑な形状を示した。これは、測定後の

SEM 写真からわかるように、電子線の照射による C コンタミネーションの形成によ

図 3-2.6.1-13 分析精度（空間分解能、濃度分解能）の定義  
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るものと考えられる。一方、GCIB を照射した場合は、Cr 膜と 1.5%C 鋼で明瞭な信号

の違いがあり、これが C 濃度分布を示していると考えられる。  
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この部分プロファイルから空間分解能および C 濃度分解能を求めると、それぞれ

140nm、0.14%と目標に相当する解析能力を確保することができた。  

 以上のように、SEM ベースでの C 濃度の分析において、軽元素の分析に優位性の

ある軟 X 線分光分析装置を用いながら、電子線の低加速電流・低照射電流により特性

X 線の発生領域を狭めると共に、C コンタミネーションを GCIB で除去することによ

り、空間分解能の目標である 200nm 以下の 134nm、濃度分解能の目標である 0.1%以

下に対して、0.14%と有効数字ベースで言えば目標の解析能力を実現できる技術を構

築できた。  

 なお、加速電圧、照射電流の制御により、空間分解能と濃度分解能は制御できる。

ただし、この二つのパラメータはトレードオフの関係を示すため、現在、目標より良

好な空間分解能を低下させ、逆に濃度分解能を高められるように、加速電圧、照射電

図 3-2.6.1-14 分析位置の測定前(-i)、測定後(-ii)の SEM 写真と分析結果  

(a) 5kV, 20nA with GCIB, (b) 5kV, 20nA without GCIB 
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流をやや高めることで、よりバランスの良い解析を実現できるようになると想定され

る。  

 

⑤中性子を活用した大領域統計的解析手法の開発【北海道大学】  

ブラッグエッジ法を利用した格子定数評価を進めていくにあたり、0.1%C以下で

炭素濃度を変化させたシリーズをこれまでの中高炭素鋼 (0.8~1.5C)に加え、ラボス

ケールの中性子源を利用して検討した。検討結果は0.1%C以下ではX線回折の結果と

同様に炭素量と格子定数との間に有意な差は観測されなかった。本評価では透過率

の波長微分を取ることで、面間隔の2倍に相当する波長位置でピーク出現する波長微

分法による解析を行った。この手法は、通常の回折法との比較が容易で、ブラッグ

エッジ解析の第１歩として有効であることを見いだした。この手法により、0.6%C

以上では炭素量と格子定数に定量的な関係が観測できた。とくに、ピーク幅におい

ても放射光X線と類似した関係が見られた。今後、分解能重視型のモデレータを試

験することで炭素分布幅の検討にもつながることがシミュレーションの結果から明

らかにされた。  

 

⑥中性子を活用した大領域統計的解析【北海道大学】  

 革新鋼板の強度－伸びバランスを高めるためには残留γの状態が重要であり、そ

の状態解析を行うことが重要である。革新鋼板の強度－延性バランスの向上には残

留γの安定度を広く制御することが有効という仮説を持ち、特性向上を図っている

ため、その制御技術を高めていくためには残留γの安定度の把握のため、残留γ中

の炭素濃度の解析が重要と考えている。その解析手法として、中性子回折を活用し

たピーク解析によるマクロな炭素濃度分布解析と、残留γ中の炭素濃度の存在状態

のミクロ解析の両面から取り組んでいる。  

 中性子回折に関しては、中性子回折の分解能を向上させるための検討を行い、デ

カップルド型の簡易モデレータを作製し、以前のカップルド型との比較を行った。そ

の結果を図 3-2.6.1-15 に示す。共に、オーステナイト炭素鋼の解析を行ったところ、

カップルドに比べ、デカップルドにすることで指数面での強度変化がクリアに表れる

ようになった。これは各指数面での面間隔と、中性子の波長がブラッグ条件を満たし

た際に、回折が起こることで透過光の不連続性が現れることを表しており、この変動

がクリアに現れることは炭素濃度解析に必要なピーク解析がより精度よく実施できる

ことを示唆している。ただし、このような処理を施すことで、中性子の回折強度の低

下が顕著に起こるようになるため、解析に十分な信号量を検出するためには、測定時

間がかかるようになる。 

以上のように中性子回折を活用した解析を実施するための基盤が構築できたが、一

方で中性子解析技術については本プロジェクトとしての戦略・基盤研究で進めていく

こととなったため、2018 年度以降はテーマ 52「中性子等量子ビームを用いた構造材

料等解析技術の開発」にて更なる技術開発を進めることとなった。 
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 7 1 0 0 0 0 1 

2016FY 0 0 4 0 0 0 0 0 1 

2017FY 0 0 3 0 0 3 0 0 2 

2018FY 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

2019FY 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

2020FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2021FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2022FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

合計  1 0 16 1 0 3 0 0 8 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

表 3-2.6.1-6 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 

図 3-2.6.1-15 分解能向上前（左図）後（右図）のフェライトのブラッグエッジ測定結果 
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 2 0 0 

2015FY 0 0 0 

2016FY 3 0 0 

2017FY 0 0 0 

2018FY 1 0 0 

2019FY 0 0 1 

2020FY 0 0 0 

2021FY 0 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  6 0 1 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.6.1.3 参考文献  
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表 3-2.6.1-7 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.6.2［テーマ番号２３］  

軽元素の有効利用による革新鋼材の開発（2014 年度～2018 年度）  

軽元素を有効に用いた革新鋼材の耐食性および成形性向上技術の開発（2019 年

度～2022 年度）  

2.6.2.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

構造材料としての鉄鋼材料で求められる性質は、強度、延性、靭性、耐環境性、等

であり、種々の合金元素の添加と組織制御法の選択により、特性の向上が図られてい

る。しかしながら、上記の合金元素の中には埋蔵量が少なく、高価な上に資源リスク

が懸念されるものがある。また、鉄中への均一分散が難しく、高温で長時間の熱処理

が必要な元素もある。また、一旦、鉄中に固溶すると、分離が難しく、リサイクルの

障害になる元素もある。したがって、これらの合金元素の使用量を極力低減しつつ、

従来の鉄鋼材料を超える特性が得られれば、コスト削減、資源リスクの回避、易リサ

イクル性の観点で、社会へのインパクトは大きい。しかしながら、鉄鋼材料における

省元素技術の確立のためには、各元素の機能の発現機構の解明とともに、合金元素の

代替技術の確立が必要である。  

 本事業では、稀少元素の添加量を極限まで抑えられた次世代中高炭素鋼の開発を目

標とし、鋼材の金属組織を精密に制御し、稀少元素に代えて鋼材中の軽元素が強度や

延性などの特性に及ぼす機能を最大限に発揮させる技術などの高度化を図った。また

同時に、中高炭素鋼開発の加速化に貢献する革新的な解析・評価技術を開発した。さ

らに、中高炭素鋼の実用性評価のための成形性、潤滑加工性、耐食性、等の評価技術

を開発した  

 

(2)目標値  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

革新鋼材の開発  

（2014～2022 年度）  

稀少元素添加量

10wt%未満で、引

張強度 1.2GPa 以

上、伸び 15%以上

を有する中高炭素

鋼を実験室レベル

で二次試作し、引

張特性、加工性、

成形性、等を評

価。  

・希少元素添加

量：10wt%未満  

・引張強度：

1.5Gpa 以上  

・伸び：20%以上  

を有する中高炭素

鋼の材料設計と組

織制御を行う。  

軽元素の有効利用

により 1.5GPa×

20%の特性を持つ

革新鋼材におい

て、工業化に向け

諸特性の再現性を

確認する。さらに

現行汎用材と同等

以上の耐食性と成

形性を維持する表

面設計指針を示

す。  

マルチマテリアル

を前提とする実用

化に向けた準備と

課題整理を行う。  

表 3-2.6.2-1 研究開発目標  
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革新鋼材の表面作り

こみ技術の開発  

（2014～2022 年度）  

軽元素を利用し

て、耐環境性を向

上させる材料設計

手法を検討。  

高強度鋼材の腐食

特性および摺動特

性の評価技術を確

立する。  

1.5GPa×20%の特

性を持つ革新鋼材

において、腐食特

性および摺動特性

の評価技術を確立

するとともに、現

行汎用材と同等以

上の耐食性と成形

性を維持する表面

設計指針を示す。  

マルチマテリアル

を前提とする実用

化に向けた準備と

課題整理を行う。  

 

(3)全体計画  

本テーマでは、稀少元素添加量 10wt%未満で高強度を有する中高炭素鋼を実験室レ

ベルでサンプルを試作し、引張強度、延性、熱間加工性に及ぼす微量元素の影響、等

に関わるデータ採取を行う。また、微量元素単体およびその化合物は鋼の組織や特性

に大きく影響することから、組織形成に及ぼす微量元素の影響を解明するためのその

場観察装置（中・高温域の組織観察その場解析装置、等）の開発および、熱力学デー

タの構築に必要な基礎データを取得する。  

本検討では、さらに実装時の実用性能評価を見据え、超高強度鋼の成形性評価技術、

耐食性評価技術の開発を行い、試作した革新鋼材を用いて、強度、延性、耐環境性、

等を評価し、実用材料としての可能性とマルチマテリアル化への発展性を見極める。  

 具体的な計画を以下に記す。  

 

【第 1 期目標（2015 年度末）】  

・稀少元素添加量 10wt%未満で、引張強度 1.2GPa 以上、伸び 15%以上を有する中高

炭素鋼を実験室レベルで二次試作し、引張特性、加工性、成形性、等を評価。  

・軽元素を利用して、耐環境性を向上させる材料設計手法を検討。  

・高温での粒界移動、結晶方位変化の計測。  

・小型サンプルを用いた成形限界ひずみおよび曲げ性に関する評価方法の検討。  

 

【第 2 期目標（2017 年度末）】  

・稀少元素添加量 10wt%未満の中～高炭素鋼をベースにして、引張強度 1.5GPa 以上、

伸び 20%以上を有する高強度鋼の材料設計と組織制御を行う。  

・軽元素の有効利用による耐環境性を向上させる材料設計手法を確立する。  

・高強度鋼材の腐食特性および摺動特性の評価技術を確立する。  

 

【第 3 期目標（2020 年度末）】  

・軽元素の有効利用により 1.5GPa×20%の特性を持つ革新鋼材において、工業化に向

け諸特性の再現性を確認する。さらに現行汎用材と同等以上の耐食性と成形性を維
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持する表面設計指針を示す。  

 

【最終目標（2022 年度末）】  

・1.5GPa×20%の特性を持つ革新鋼材において、腐食特性および摺動特性の評価技術

を確立するとともに、現行汎用材と同等以上の耐食性と成形性を維持する表面設計

指針を示す。  

・マルチマテリアルを前提とする実用化に向けた準備と課題整理を行う。  

 

(4)実施体制  

   

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

母材開発 軽元素の熱力学データ構築を再委託（2014年度－2020年度）

軽元素による耐食機構解明を再委託（2014年度－2022年度）

耐食性のその場観察技術を再委託（2014年度－2022年度）

成形性・変形特性評価（モデリング）を再委託（2014年度－2017年度）

成形性・変形特性評価（実験）を再委託（2014年度－2017年度９

J-PARCパルス中性子小角散乱測定

データ解析環境の構築を再委託（2014年度－2017年度）

（国立大学法人）（武藤）

新日鐵住金株式会社 東北大学
（富津分室・尼崎分室） （国立大学法人）（及川）

東北大学

一般財団法人
総合科学研究機構

北海道大学
（国立大学法人）

山形大学
（国立大学法人）

静岡大学
（国立大学法人）

 

(5)運営管理  

日本製鉄内および再委託先間で定期的な進捗会議を実施し、適切な運営管理に努め

てきた。具体的には、1 回／年の頻度で、当社幹部（鉄鋼研究所所長、先端技術研究

所）へのキックオフおよび進捗報告会議を実施した。さらに、実務者間で、1 回／月

の進捗会議および、2～5 回／年の頻度で再委託先との進捗会議を実施した。  

  

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

本プロジェクトで開発を目指す高強度高延性中高炭素鋼は、所謂、第 4 世代に該当

する高性能な鋼材であり、多分野での適用が期待される。また、資源枯渇のリスクを

有するレアメタルの使用量を削減することで、安定的な供給が可能となる。本プロ

ジェクトにおいて、開発鋼材の特性と製造方法が確定した後、具体的な費用対効果を

算出する。  
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2.6.2.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

革新鋼材の開発  1.5GPa×20%の特性

を持つ革新鋼材に

おいて、工業化に

向け諸特性の再現

性を確認する。さ

らに現行汎用材と

同等以上の耐食性

と成形性を維持す

る表面設計指針を

示す。  

軽元素の有効利用により

1.5GPa×20%の特性を満

足する革新鋼材を試作し

特性の安定性を確認。さ

らに機械特性、耐食性、

摺動性に有効な微量軽元

素群を確認、鋼材での存

在状態の絞り込みに成

功。それらを有効に利用

できる製造条件確認に成

功した。  

◎  

 

革新鋼材の表面作

りこみ技術の開発  

1.5GPa×20%の特性

を持つ革新鋼材に

おいて、現行汎用

材と同等以上の耐

食性と成形性を維

持する表面設計指

針を示す。  

革新鋼材の耐食性評価技

術および固溶軽元素の耐

食性に及ぼす作用検討手

法開発。耐食性と成形性

維持に貢献する軽元素群

をそれぞれ見出し、存在

状態、機能を明確にし

た。  

◎  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

本事業の独自性は、高機能を有する鉄鋼材料の設計において、軽元素の有効利用を

目的とし、粒界偏析や表面偏析の最適化を図る点にある。軽元素は鋼材中での拡散速

度が速いため、動的挙動は未解明である。しかしながら、高温での in-situ 解析技術な

どの先進解析技術と精緻な計算科学と有機的に融合すれば、鋼中での軽元素のダイナ

ミクスに基づくマルチスケール設計が可能となり、軽元素の機能を最大限発揮するた

めの革新的組織制御技術の提案が可能となる。  

汎用鋼で、合金鋼以上の超高強度－高延性を保証するとともに、必要となる信頼性、

加工性などの実用特性を発揮すれば、構造材料としての適用範囲が拡大し、鉄鋼製品

の製造工程を含んだトータルエネルギー消費量ならびに CO2 排出量は格段に削減でき

る。また上記の基盤技術をベースに軽元素の合金元素を組み合わせれば、極めて高機

能を有する鉄鋼材料の創製が可能となり、国際競争力の向上に大きく寄与するものと

表 3-2.6.2-2 最終目標と達成度  
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期待される。  

本テーマでは、稀少元素添加量 10wt%未満で高強度を有する中高炭素鋼を実験室レ

ベルでサンプル試作し、引張強度、延性、熱間加工性に及ぼす微量元素の影響、等に

関わるデータ採取を行ってきた。微量元素単体およびその化合物は鋼の組織や特性に

大きく影響することから、組織形成に及ぼす微量元素の影響を解明するためのその場

観察装置（中・高温域の組織観察その場解析装置、等）の開発および、熱力学データ

の構築に必要な基礎データを継続して取得している。また、構造材料としての信頼性

や製造性に影響するプレス摺動性といった利用特性を開発段階の小サイズの試験片を

用いて把握・定量化するための解析・評価技術開発の検討を行った。  

母材開発にめどがつきつつある過程で、主に量産、社会実装時に必要となる特性、  

加工性、摺動性、耐食性などについて、プロジェクト後半から本格的な取り組みをス

タートさせた。  

 加工、摺動性を評価するための、摺動評価装置の構築をすすめ、本鋼材の摺動特性

向上を進めた。  

 耐食性向上のために、東北大、北海道大に研究を再委託し、本鋼材に特徴的な軽元

素を活用した耐食性の向上研究を展開した。  

 

(2)-1 革新鋼材の開発  

2015 年度までは、炭素の有効利用の観点から高炭素鋼をターゲットとした革新鋼

材の設計と特性の評価を行った。具体的には稀少元素添加量 10wt%未満の範囲で、引

張強度 1.2GPa 以上、伸び 15％以上の特性実現するための組織制御と加工熱処理条件

の適正化を図った。 

2016 年度以降は、炭素を含めた軽元素の有効利用の可能性を検討した。具体的

には、炭素量 0.5%以上を含む単純組成鋼に、3 種類の軽元素を添加した鋼材につ

いて、引張強度 1500MPa 以上、伸び 15%以上の特性を得るための組織制御方法を

検討した。 

 実験室レベルで 0.6%C-0.2%Si-0.2%Mn 鋼に軽元素を適宜添加したインゴット

（150kg）を真空溶解により作製し、熱間圧延により板状サンプルを得た。サン

プルのサイズは、板厚：1.6mm～3mm、板幅：80～160mm、板長：約 1000mm で

ある。板材サンプルはその後、オーステナイト処理後、マルテンサイト組織を得

た。 

 図 3-2.6.2-1 に試験材の引張特性を示す。従来のマルテンサイト鋼は高強度を有

するものの、伸びが低位であった。一方、開発材では伸びが向上し、ベース鋼お

よび軽元素添加鋼１において引張強度 1500MPa、全伸び 15%以上を示した。さら

に、軽元素添加材２および３では、強度が更に向上し、引張強度 1800MPa 以上、

全伸び 13%以上を有することが確認された。図 3-2.6.2-2 は開発材の組織の EBSD

解析および TEM 観察結果の一例を示す。開発材は粒径約１μｍのオーステナイ

トからの焼き入れによって得られたマルテンサイト組織であり、フェライト相や

オーステナイト相はほとんど認められない。図 3-2.6.2-3 に引張試験による降伏近

傍の挙動を示す。いずれも焼き入れマルテンサイトに特徴的な連続降伏型である
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が、オーステナイトの細粒化により、マルテンサイトの降伏強度が上昇する傾向

を示す。さらに、軽元素を添加すると降伏強度が大きく増加するものもあり、旧

オーステナイト粒の細粒化と軽元素添加の相乗効果によりマルテンサイトの高強

度化が実現することが明らかとなった。 

 図 3-2.6.2-4 は旧オーステナイト粒径に及ぼす軽元素添加の効果を示す。軽元素

の添加により旧オーステナイト粒の粗大化が抑制される。また、旧オーステナイ

ト粒が微細であるほど、引張強度－全伸びのバランスが向上する傾向を示す。し

たがって、旧オーステナイト粒の微細化は、マルテンサイトの延性改善にも有効

と判断された。 

 

 

 

図 3-2.6.2-1 開発材の引張特性 図 3-2.6.2-2 開発材の

組織 

 

 

 

図 3-2.6.2-3 開発材の降伏挙動 図 3-2.6.2-4 開発材の旧オー

ステナイト粒径 



  

3-2.6.2-7 

 

(2)-2 中高炭素鋼の中高温領域組織変化のその場観察装置の開発  

500～1200℃の中高温領域における鉄鋼材料中の結晶粒のイオンビームによる走査

イオン（SIM）像観察と電子ビームによる結晶方位解析（EBSD）が可能な複合解析装

置を製作した。図 3-2.6.2-5 及び図 3-2.6.2-6 に富津分室に導入された「その場観察装

置」の外観を示す。この装置は、市販の集束イオンビーム加工装置（FE-SEM/FIB） 

をベースに改造を行ったもので、試料移動を伴うことなく SIM 像観察と EBSD が可能

なように、イオンビームと電子ビームの角度関係や検出器の配置を最適化した。装置

は、図 3-2.6.2-7 に示すように、イオンビームを発生させるイオン銃、電子線を発生さ

せる電子銃、イオン像の検出に用いる検出器、EBSD 測定に用いる EBSD 検出器の 4

つのパーツで構成されている。また、観察試料を 500～1200℃の中高温領域に加熱す

るための加熱装置（図 3-2.6.2-8）も装備している。純 Fe 板を用いた試験で試料温度

が 1200℃まで到達することを確認した。 

 

 

 

 

図 3-2.6.2-7 電子銃、イオン銃、各検出器

の配置 

図 3-2.6.2-8 試料加熱装置 

 

  

図 3-2.6.2-5 開発されたその場観察装置の外

観（本体部） 

図 3-2.6.2-6 開発されたその場装置の外観

（制御部） 
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図 3-2.6.2-9 には加熱に伴う純 Fe の相変態をその場観察した結果を示す。純 Fe のα

相（bcc 構造）からγ相(fcc 構造)への相変態温度は 912℃であり、その前後の温度で

結晶粒形態や結晶方位の変化が観察された。また、SIM 像による結晶粒形状変化のそ

の場観察も可能となった。今後、導入装置を駆使し、革新鋼材の特性向上と製造条件

の最適化のための基礎データを取得していく予定である。 

 

(2)-3 軽元素の粒界偏析の解析技術  

 軽元素は粒界偏析傾向が高い。したがって、組織制御や特性制御において、各

元素の粒界偏析傾向、偏析量、およびその予測技術の確立が課題である。  

2016 年度は、高炭素鋼中の B の粒界偏析について解析および予測方法を検討し

た。図 3-2.6.2-10 は TOF-SIMS による B の粒界偏析の観察例である。従来、TOF-

SIMS により極低炭素鋼における B の粒界偏析は観察されていたが、高炭素鋼マ

ルテンサイト組織の旧オーステナイト粒界での B の偏析を直接観察することは困

難であった。しかしながら、サンプル表面の調整を適正化することにより、高炭

素鋼でも、旧オーステナイト粒界での B の偏析を明瞭に検出することが可能と

なった。 

 粒界偏析の予測については、共同（東北大  及川先生への再委託）研究として

 

図 3-2.6.2-9 純 Fe の相変態挙動の観察（EBSD 測定，IPF マップ） 

 

図 3-2.6.2-10 TOF-SIMS による鉄中 B の粒界偏析の観察例 
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取り組んだ。具体的には、熱力学に基づく Hillert の粒界相モデルで粒界偏析を予

測する。しかしながら、高炭素鋼中の軽元素の熱力学パラメータは必ずしも十分

に確立していない。したがって、モデル実験により、熱力学データベースの高精

度化を図った。図 3-2.6.2-11 の Fe-B-C 系の平衡状態図に示すように、データベー

スの修正により、液相／固相間かつ高炭素－高 B 側の状態図が大きく変化する。

粒界相モデル（図 3-2.6.2-12）は液相／母相の自由エネルギーが基本となるため、

粒界偏析予測値に大きく影響する。図 3-2.6.2-13 は B の粒界偏析量に及ぼす炭素

量の影響を計算したものであるが、従来の計算では B の偏析量が過大に見積もら

れていたことになることがわかった。他の軽元素についても熱力学データベース

を確立し、予測精度の向上を図った。 

 

 

 

(a)Fe-B-C 状態図（液相） (b)Fe-B-C 状態図（γ相） 

図 3-2.6.2-11 Fe-B-C 状態図の高精度化および修正 

  

 

 

図 3-2.6.2-12 Hillart の粒界相モデル 

図 3-2.6.2-13 B の粒界偏析に及ぼす炭素

量の影響（修正データベースによる粒界

偏析解析） 
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(2)-4 粒界偏析の原子オーダー解析のためのサンプル作製技術の確立 

 粒界・粒内に存在する軽元素の役割の把握のため、粒界の原子オーダー解析が

必須である。しかしながら、そのためにはサンプル作製においても高度な技術を

必要とする。そこで、2015 年度末に、高分解能 TEM 試料作成向けに、狙いのミ

クロンレベルエリアに限定して極薄膜領域を作成できる装置（図 3-2.6.2-14）を導

入し、サンプルの作製技術の高度化を図った。サンプルを極薄化することにより、

TEM 内磁場による試料湾曲の影響を受けにくくなり、狙い位置の原子分解能観察

が可能となった（図 3-2.6.2-15）。今後、原子のマッピング技術を確立し、粒界や

界面での軽元素の存在状態の解明を目指す。 

 

 

 

 

図 3-2.6.2-14 高分解能

TEM 試料作製装置 

図 3-2.6.2-15 左記装置で作製したサンプルの高分解能電子

顕微鏡像 

 

 

(2)-5 耐環境性の評価手法の検討 

 革新鋼材の実用性能評価の一環で、耐食性の評価方法を検討した。前述の通り、

開発材は耐食性を向上させる合金元素の使用量を最小限に抑えている。さらに、

極微細な組織を有することから、腐食起点が多いことが想定され、耐食性向上の

観点での組織制御を検討する必要がある。具体的には、耐食性に及ぼす金属組織

要因（例えば、粒界、結晶方位、欠陥、介在物、偏析、等）の影響を明らかにし

て、腐食リスクを下げる組織設計手法を提案する。 

 そのため、2016 年度は、再委託先と共同し、ミクロ組織毎の耐食性評価、腐食

生成物の解析技術開発に取り組んだ。 

 図 3-2.6.2-16 はマイクロ電気化学計測によるパーライト鋼の腐食挙動を評価し

た一例である。 in-situ リアルタイム観察用マイクロ電気化学システムを用いて、

アノード分極中の電極面を観察することにより、パーライト鋼中の組織毎の孔食

発生機構を動画として捉え解析することに成功した。更に、ラマン分光法による

腐食生成物の二次元解析にも成功した(図 3-2.6.2-17)。その後、マルテンサイト等、

他の組織に横展開した。  



  

3-2.6.2-11 

 

 

図 3-2.6.2-16 マイクロ電気化学計測による異相界面腐食性評価技術 

 

 

図 3-2.6.2-17 腐食生成物の局所構造解析技術開発 

 

 

(2)-6 革新鋼材の加工性評価技術開発  

 革新鋼材を薄板として使用する場合、主要な成形様式である張出し、深絞り、

伸びフランジ、曲げの評価が必要である。しかしながら、実験室レベルで試作可

能なサンプルは幅狭であることから、小型試験片で評価可能な成形性評価技術開

発に取り組んだ。 

 図 3-2.6.2-18 は 2016 年度に設計、製作した小型成形試験機である。小型試験片

を用いて張出し成形過程のひずみを in-situ で計測することにより、各種ひずみ状

態におけるプレス成形性を評価することが可能となった。図 3-2.6.2-19 は小型曲
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げ試験機である。曲げ破断の進展過程を測定することにより、高強度鋼の曲げ加

工特性の詳細な評価が可能になった。 2017 年度は小型試験片を用いた穴広げ性の

評価技術開発を行った。 

 

 

 

図 3-2.6.2-18 小型張出し成形試験装置 図 3-2.6.2-19 小型曲げ試験装置 

 

(2)-7 摺動特性、信頼性評価方法開発 

 革新鋼材薄板の実用性を向上させるため、生産性や想定される使用環境での信

頼性の向上は大きな課題となっている。生産性向上のためには、製造プロセスや

加工時には、表面の摺動特性が重要である。また、本革新鋼材においては耐食性

確保に有用な稀少元素を削減していることから、耐食性確保のため、表面処理し

て実用されることが想定される。それら摺動特性、表面処理プロセスを検討し、

最適化するための評価技術開発を行った。開発すべき評価技術には、製造プロセ

スでの表面反応再現技術、表面状態形成技術、摺動特性評価技術を想定し、表界面解

析装置を導入した。  

図 3-2.6.2-20 に、導入装置外観を示す。試料の装置内への導入機構、導入後の試料

を各処理、解析槽に搬送するためのディストリビューションチャンバーを中心に、ク

リーニング、アニール、蒸着など表面前処理および簡易な組成、構造評価が可能な前

処理チャンバー、トライボ特性評価チャンバー、各種ガス雰囲気下で高温熱処理可能

なリアクターチャンバー、革新鋼材の耐食性向上に必要とされる模擬表面処理が可能

な溶融金属コーティングチャンバー、試料ストレージチャンバーなどを装備する。  
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図 3-2.6.2-21 トライボ特性評価チャンバー  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入したトライボ特性評価チャンバーでは、生産性、加工性に及ぼす摺動特性評価の

ため、各プロセス環境を再現した中でのトライボ特性評価の実現を目指した（図 3-

2.6.2-21）。  

ラボ溶解した模擬鋼材を用い、フェライトーパーライト組織 (試料１)、マルテンサ

イト組織(試料２)、焼き戻し温度を変化させて作り分けたマルテンサイト組織鋼(試料

３、４、５)を作製した。それら試料の摺動特性を、開発したトライボチャンバー内

で、トライボ特性を検討した。実験環境は、1×10-4Pa 以下の超高真空を採用した。  

鋼材と接触する部材には、直径 10mm の SUJ2 ボールを用い、2N ないしは 10N の一

図 3-2.6.2-20 導入装置外観 
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定荷重を印加しながら、1mm/s の速度での往復摺動下での、摩擦係数を評価した。図

3-2.6.2-22 に、室温（25℃）における荷重 5N での測定結果を示す。一部試料では、試

料温度 500℃、荷重 5N での測定も実施した(図 3-2.6.2-23)。

 

図 3-2.6.2-22 から、試料２のマルテンサイト組織鋼では、初期、最も低い摩擦係数

を示し、フェライト-パーライト組織鋼（試料１）、焼き戻し温度の最も高温の試料

(試料３)は、初期、大きな摩擦係数を示すなど、組織と摺動特性の相間を得ることに

成功した。一般的に、大気中での測定では、フェライトーパーライト組織鋼の摩擦係

数も、マルテンサイト組織鋼の値と大差ないことが知られており、高真空下での測定

でこそ得られた、組織の持つ、本質的な特性が評価可能となったと考えている。その

後、回を重ねるごとにマルテンサイト組織鋼の摩擦係数も増加する傾向を示した。試

料４では、25℃および 500℃での摺動特性評価も行った。その結果、500℃では、初

期から大きな摩擦係数を示すなど、温度による摺動特性の差異検出にも成功した。  

摺動特性には、材料のもつ機械特性に加え、環境下での摩擦の結果現れる新生面や

同時に生成される摩耗粉の組成、構造のトライボ特性に及ぼす影響が広く議論されて

いる。初期、小さな摩擦係数を示したマルテンサイト組織鋼の摩擦係数が徐々に増加

した理由も、こうした摩耗粉の組成、構造が関与するものと考えられる。本装置を用

いて、各種環境下で摩擦特性を評価し、組織因子と雰囲気、摩擦界面の状態、摩耗粉

成分の関係を材料ごとに明確にし、開発材製造工程の最適化研究に活用した。 

  

図 3-2.6.2-23 試料４における、試料温

度、室温（25℃）および 500℃での摩擦

係数変化 

図 3-2.6.2-22 各試料の摩擦係数変化。

室温（25℃）で最大２０回の往復摺動

下で実施 

 



  

3-2.6.2-15 

 

(2)-8 耐食性のその場観察技術の開発（北海道大学） 

[背景] 

 鋼材の耐食性は、実際の使用環境を模擬した環境中、もしくはこれをさらに過

酷に制御した環境中における、暴露試験または電気化学的加速試験等により推し

量られている。しかしながら、これらの加速試験結果が実際の腐食結果を精確に

予想するものとはならない等、従来の耐食性評価には問題を抱えている。本研究

では、軽元素による耐食性の向上及び稀少元素の代替技術の探索のためのその場観察

技術を検討し、実際に中高炭素鋼及び稀少元素削減材について耐食性皮膜を評価した。 

 本研究では、耐食材料開発のため腐食過程のその場分析技術として、可視光を用

いた分析技術の検討を行い、特に電気化学偏光反射顕微鏡の有効性を見出し、溶液

フローセルとの組み合わせ分析法のレベルアップを図ってきた。結果、流体力学

的な電気化学現象の解析が可能となった。さらに、溶液フローセルと誘導結合プ

ラズマ発光分光分析装置 (ICP-OES)を組み合わせたオンライン溶液分析測定系を

構築した。結果、電気化学測定（対流ボルタンメトリー）に伴う反応生成物を下

流の ICP-OES に移送することにより検出できるようになった。この時、電気化学

セル内および移送流路内の物質拡散は不可避であり、本測定系内の電気化学測定

と OES 間には時間応答のズレが生じるために物質検出効率の対応が難しいという

問題があった。また、OES 単体の検出下限が高く、微量元素について感度よく測

定できないことも課題であった。両課題については、いずれも装置改良により大

きく改善できる見込みを得た。 

 

[皮膜成長挙動解析技術の開発] 

 多電極法用溶液フローセルを作製した（図 3-2.6.2-24）。Fe-6Cr 試料電極の下流

に２つのグラッシーカーボン（以下、GC）検出電極を設置したチャンネルフロー

マルチ電極セルとした。GC 電極で Fe(II)→Fe(III)+e および Cr(III)→Cr(IV)+3e の

酸化反応を行わせることで、試料から溶出する Fe(II)種および Cr(III)種をそれぞ

れ検出可能とした。以下、改良したチャンネルフロー三重電極法が可能な溶液フ

ロー電気化学セルを組み合わせた偏光顕微鏡を耐食性皮膜の解析に適用した例に

ついて述べる。  

弱酸性硫酸ナトリウム水溶液の層流対流下、Fe-6Cr を動電位アノード分極した

際の不働態に到るまでの活性域において Fe(II)種の溶出量は対流の影響を受けな

いが Cr(III)種の溶出量は流速増大により減少することが見出された（図 3-2.6.2-

25）。分極後に行なったオージェ電子分光分析の結果、対流下で不働態化した Fe-

6Cr の最表面の Cr 濃度が増加したことから、活性態から不働態化するまでの溶液

対流は Fe-6Cr の下地由来の Cr を不働態皮膜内に濃化させる効果があり、耐食性

向上に有意であることが示唆された。  
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図 3-2.6.2-25 溶液フローセルを用いた Fe-6Cr の動電位分極中に測定された不

働態化電位、活性溶解中に検出電極で流れた Fe(II)検出電気量と Cr(III)検出

電気量の流速依存性。 

 

 [オンライン溶液分析技術の開発] 

 皮膜や腐食生成物として鉄鋼表面に残留する物質は、分光分析により比較的容

易に解析可能である。一方、溶液中に移行し、散逸される元素、物質については

 

図 3-2.6.2-24 チャンネルフロー三重電極法が可能な溶液フロー電気化学セルを

組み合わせた偏光顕微鏡の光学系と溶液流路の概略図 
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どうであろうか？これらに対しても定量的な解析を実施することでマスバランス

に配慮した解析が可能となる。 

溶液に移行した腐食生成物解析手法として、誘導結合プラズマ発光分光分析装

置 (ICP-OES)に溶液フロー型電気化学セルを組み合わせたオンライン溶液分析技

術の測定系の構築を進めた。この過程で、電気化学測定と OES の間に時間応答の

ズレが生じることが問題となった。また、OES は単体での検出下限が高く、微量

元素について感度よく測定できないことも課題であった。これら課題について検

討をすすめた。 

 

［時間応答の誤差最小化］ 

まず、時間応答の問題を検討するため、流路内の物質拡散現象と電気化学セル

中の電極表面から発生する物質を OES 検出するまでの時間差について理論と実験

の両方から検討した。有限要素法による流体力学計算を取り入れ、検出量の時間

積分値を比較することにより電気化学反応生成物を迅速に定量可能にする流路構

造条件の最適化を実施した。 

 実験には、Cu の電流効率 100％を示すアノード分極挙動を利用し、電気化学セ

ル内高さ、流路長、流量などの流路構造条件を変えて、実測および有限要素法に

よる流体力学計算を実施し、OES により検出される物質量の時間依存性を求めた。

得られた検出量の時間応答解析には積分法を用い、電気化学反応生成物を迅速に

定量可能にする流路構造条件を最適化した（図 3-2.6.2-26）。 

     

 

図 3-2.6.2-26 オンライン ICP-OES 装置系により得られる規格化検出信号 J の

規格化時間 T 応答依存性。規格化流量 V を変えた。  
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図 3-2.6.2-27 オンライン ICP-OES 装置系により得られる動電位

アノード分極曲線（上）と Fe 種溶出速度（中）および Al 種溶出

速度（下）の電極電位依存性  

 

［検出下限の問題］ 

 従来、水溶液中の電気化学分析法の単独使用では、 Al 溶解種の検出はできな

かった。上述により最適化した流路構造条件を持つ電気化学セル・移送流路を利

用したオンライン測定系を、pH3.3 硫酸ナトリウム水溶液中、3 つの Fe-Al 材（純

Fe、  Fe-6%Al、  Fe-12%Al）の動電位アノード分極に適用した（図 3-2.6.2-27）。

OES により検出された Fe および Al 種溶解速度の電極電位依存性は、電気化学的

に測定された試料電流の電極電位依存性にほぼ対応し、Fe とともに添加した Al

種の溶解速度をオンライン定量することに初めて成功した。 Fe-Al 材のアノード

溶解電流は材料中 Al 添加濃度の増加により減少する傾向が見られたが、Al 添加

濃度によらず Al の溶解とともに主成分である Fe の溶解も抑制されることを見出

した。一方、活性態において、Al の溶解濃度には Al 添加濃度依存性が明瞭に見

られない。Al 溶解速度の全溶解速度に対する比率 rAl/(rAl+rFe）は電極電位の貴化

により減少したことから、Al 添加により活性溶解反応生成物の一部が材料表面上

に滞留しやすくなり、後続の溶解反応の妨げ、すなわち物質輸送の制限に寄与す

ることが示唆された（図 3-2.6.2-28）。この Al 成分の表面濃化はオンライン実験

後に取り出した試料表面のオージェ電子分光分析 (AES)においても、表面酸化物

中の Al 濃化として確認された（図 3-2.6.2-29）。本研究で開発したオンライン測

定系は Al のような難電気化学検出元素含有鋼材中の腐食環境その場測定法とし

て優れることが実証された。  
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得られた測定系を硫酸ナトリウム水溶液中 Fe-Al 材の動電位アノード分極測定

に適用し、合金中 Al 種の溶解挙動から本鋼材の耐食性に与える影響について評

価した。  

さらに、 ICP-OES 溶液分析装置の機能向上のため超音波ネブライザーを導入し

た。当該装置は溶媒の霧化ユニットに超音波振動子（標準装備の気液混合タイプ

ネブライザーよりも霧化能力が高い）および脱溶媒装置を備えることにより、従

来まで検出不可だった微量添加成分の検出精度を向上させることに成功した。こ

れにより硫酸ナトリウム水溶液中 Fe-Si 材のアノード分極測定において溶解する

Si 種の定量評価も可能となった。  

 

 

ICP-OES 溶液分析装置の検出下限値の向上するため超音波ネブライザーを導入

した。  

当該装置は標準装備（気液混合タイプ）のネブライザーよりも霧化能力の高い

超音波振動子と脱溶媒機能を備えることにより、試料溶液の検出効率を最大一桁

程度（メーカーカタログ値）向上させる能力を有する。 ICP-OES 装置への超音波

ネブライザーの導入により試料溶液移動流路は長くなり、濃度検出の迅速性は損

なわれたが、検出下限が確かに下がり高感度化することが確認された。例えば、

Si については 0.01ppm の検出感度が示され、従来の標準型に比べて超音波ネブラ

イザー使用時 1／5.3 の微少量まで検出できることがわかった。  

超音波ネブライザーの有効性が確認された。今後、電気化学セルと組み合わせ

測定最適化をすすめることで、さらなる感度向上が実現できる見込みを得た。 
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図 3-2.6.2-28 Al 溶出速度割合の電極電位依存性。添加濃度にほぼ依存す

るが、Fe-12%Al では電位の貴化により減少する傾向が見られる。  
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(2)-9 革新鋼材中固溶軽元素の耐食性発現機構の解明（東北大） 

[第一原理計算による固溶軽元素の耐食性発現機構の解明] 

 [背景]  

 窒素 (N)、炭素 (C)、ホウ素 (B)などの軽元素は、鋼材の機械的性質を改良する際

の代表的な添加元素である。これらは、少量の添加であっても強度や延性が大き

く変化するため、鋼にとって非常に有益な元素である。また、窒化や浸炭などの

表面改質法を利用すると、容易にしかも多量に添加できるという利点もある。し

かし、鋼の耐食性における軽元素の役割には不明な点も多い。特に、軽元素は鋼

が腐食する際に、NO2
-、  CO3

2-、  BO3
3-などのオキシアニオンとして溶解するこ

とが多く、高い防食作用を発揮すると考えられている。しかし、その作用を系統

的に解析した研究論文は見あたらない。また、軽元素と鉄 (Fe)の電気陰性度には

大きな差がある。このため、軽元素の添加により Fe の電子状態が大きく変化す

ることが予想される。しかし、Fe の電子状態と鋼材の溶解速度とを結びつけて解

析した研究論文も見あたらない。そこで、Fe-N、Fe-C、Fe-B 合金を作製し、これ

らの溶解速度を調査し、オキシアニオンの防食効果と Fe の電子状態との関連性

を解析した。  

 

 [実験方法] 

[試験片] 

 試験片として、純 Fe 粉（粒径約 180µm）、Fe4N 粉（粒径約 50µm）、黒鉛粉（粒径

約 500µm）、FeB 粉（粒径約 100µm）を出発原料として、粉末冶金により Fe-0.3 N、

Fe-0.3 C、Fe-0.3 B および Fe-0.006 B 合金を作製した（数字は mass%を示す、以下同

 

図 3-2.6.2-29 0.2VSHE にてアノード分極した Fe-6%Al 表面 AES 深さ分析

結果。酸化物中に Al が存在することがわかる。 
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様）。所定の粉末を秤量･混合し、黒鉛製ダイとプレスの間に装填し、1173 K にて 10 

min 間の放電プラズマ法による焼結を行った。なお、昇温は 8 min で行った。焼結後、

Ar を満たし 1323 K に加熱した炉内に、試験片を挿入し 3 min 経過後に水冷した。焼結

体の大きさは、直径 15 mm、厚さ 5 mm とした。比較のため、純 Fe 粉末のみの焼結体

も作製した。作製した焼結体の化学組成は、誘導結合プラズマ質量分析法により確認

を行った。試験片は厚さ方向の中央で二分割し、分割面をダイヤモンドペーストで鏡

面研磨して電気化学計測などに使用した。  

 [溶液] 

 電解液には、pH 6.0 あるいは 8.0 に調整したホウ酸－ホウ酸塩緩衝溶液を使用した

（以下、ホウ酸塩緩衝液と呼称する）。このホウ酸塩緩衝液は、 0.15 M H3BO3 と

0.0375 M Na2B4O7 を所定の pH になるように混合し作製した。また、鋼に添加された

N、C、B から生成する化学種の効果を把握するため、NaNO3、NaHCO3、H3BO3 を

100 mM 添加したホウ酸塩緩衝溶液も作製した。これらの化学種を添加した緩衝液の

作製では、pH の再調整に、少量の 1 M NaOH を使用した。  

[浸漬試験] 

 非脱気のホウ酸塩緩衝液(pH 6.0、8.0)を用いて浸漬試験を行った。温度は 298 K と

し 12 h 行った。溶液と露出させる試験面の大きさは、10 mm×10 mm として、側面およ

び裏面は被覆を行った。  

[マクロスケールの試験面での電気化学計測] 

 試験面の大きさを 10 mm×10 mm とするマクロスケールの電極で、静止溶液中での

動電位分極曲線を計測した。以下、本報告書内での電位は SCE 基準での表示とする。

動電位分極に先立ち、-1.2 V で 600 s 間のカソード処理を実施して、空気中生成皮膜を

還元した。その後、アノード分極方向に動電位分極を行った。掃引速度は、3.8×10 -

4  V s -1  (23  mV min -1)とした。溶液が静止した条件に加え、回転電極を用いた動電位分

極曲線の計測も行った。回転数は 200 rpm とした。動電位分極曲線は、いずれの場合

も、脱気条件下において、289 K で計測した。  

 定電位分極を、ホウ酸塩緩衝液(pH 8.0)と、100 mM NaNO3 を添加したホウ酸塩緩衝

液(pH 8.0)を用いて、289 K で 15 h 行った。保持電位は、0.5、0.0、および-0.5 V とした。

保持電位が-0.5 V の場合のみ、カソード処理(-1.2 V、600 s)を実施した。  

[マイクロスケールの試験面での電気化学計測] 

試験面の大きさを 100 µm×100 µm としたマイクロスケールの電極で、静止溶液中で

の動電位分極曲線を計測した。非脱気条件において、289 K で行った。  

[表面解析･観察] 

Cu Kα 線(Ni フィルター)を用いて、X 線回折(XRD)を行った。計測時のスキャンス

ピードは 1° min-1 とし、回折強度のデータは 0.02°ごとに取得した。得られたデータ

はスムージングと Kα2 ピークの除去を行った。電界放射型走査電子顕微鏡(SEM)とエ

ネルギー分散型 X 線解析装置(EDS)を使用し、試験片の表面観察と組成分析を行った。

電子線の加速電圧は 20 kV とした。なお、いずれの計測･分析も 298 K で行った。  

 

[第一原理計算] 
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Vienna Ab-initio シミュレーションパッケージを使用し、密度汎関数理論に基づく第

一原理計算を実施した。Projector augmented wave 法を使用することで、電子とイオン

の相互作用を取り扱い、密度汎関数理論における交換と電子相関に関しては、

Perdew-Burke-Ernzerhof による混成汎関数を使用した。本研究では、表 3-2.6.2-3 およ

び表 3-2.6.2-4 に示すスーパーセル(supercell)を作成し計算を行った。なお、比較のた

め、C を含まない bcc Fe (純 Fe)についても計算を行った。  

 

 

 

 

 

[実験結果と考察] 

[試験片のミクロ組織] 

試験片のミクロ組織（エッチング：ナイタール）を光学顕微鏡で観察した（図 3-

2.6.2-30）。純 Fe の表面は凹凸が少なく平坦であった。これに対し、Fe-0.3N と Fe-

0.3C にはラスマルテンサイトのエッチング組織の特徴である凹凸が見られた。すべて

の試験片は、1323 K でオーステナイト化した後に水冷を行っている。このため、Fe-

0.3N と Fe-0.3C における N と C は、すべて固溶しているものと推定される。これに

対し、Fe-0.3B のミクロ組織には、黒い凹みが観察された。この凹みの部分の SEM 観

察と EDS マップ分析を行った結果、黒い凹みは粒界に存在しており、凹みの部分か

ら B が検出された。これらのことから、この黒い凹みは、粒界に析出した Fe2B など

表 3-2.6.2-3  Conditions of first-principles calculations for Fe-interstitial N, C, and B 

systems. 

System Supercell Number of 

Fe atoms 

Concentration 

of N, C, B 

[at.%] 

Concentration 

of N, C, B 

[mass%] 

k-points 

Fe-N 2 × 2 × 2 16 5.88 1.54 7 × 7 × 7 

3 × 3 × 3 54 1.82 0.46 6 × 6 × 6 

5 × 5 × 5 250 0.40 0.10 4 × 4 × 4 

Fe-C 2 × 2 × 2 16 5.88 1.33 7 × 7 × 7 

3 × 3 × 3 54 1.82 0.40 6 × 6 × 6 

5 × 5 × 5 250 0.40 0.09 4 × 4 × 4 

Fe-B 2 × 2 × 2 16 5.88 1.20 7 × 7 × 7 

3 × 3 × 3 54 1.82 0.36 6 × 6 × 6 

5 × 5 × 5 250 0.40 0.08 4 × 4 × 4 

 
表 3-2.6.2-4  Conditions of first-principles calculations for Fe-substitutional B systems. 

System Supercell Number of 

Fe atoms 

Concentration 

of B [at.%] 

Concentration 

of B [mass%] 

k-points 

Fe-B 2 × 2 × 2 15 6.25 1.27 7 × 7 × 7 

3 × 3 × 3 53 1.85 0.36 6 × 6 × 6 

5 × 5 × 5 249 0.40 0.08 4 × 4 × 4 

 



  

3-2.6.2-23 

 

のホウ化物が、エッチングや表面研磨などの際に溶解して生じたものと判断される。

これに対して、Fe-0.006B には明瞭な凹みは見受けられなかった (図 3-2.6.2-30i、 j)。

Fe-0.006B に添加した B は、その大部分が固溶しているものと判断される。  

 

 

図 3-2.6.2-30 (a, c, e, g, i) Low and (b, d, f, h, j) high magnification SEM images of 

specimens etched in 3 vol.% nital: (a-b) Fe, (c-d) Fe-0.3N, (e-f) Fe-0.3C, (g-h) Fe-0.3B, 

and (i-j) Fe-0.006B. 
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[ホウ酸塩緩衝液中での腐食形態] 

浸漬試験を行い、試験片の耐食性と腐食形態を調査した（図 3-2.6.2-30、31）。pH 

8.0 のホウ酸塩緩衝液（12 h）の場合、いずれの試験片でも全面が腐食により褐色に変

色した。変色は純 Fe、Fe-0.3B と Fe-0.006B で比較的顕著であり、Fe-0.3N と Fe-0.3C

では比較的軽微であった。特に、Fe-0.3B と Fe-0.006B では、粒界に沿って局部的な侵

食が生じることが分かった。これば Fe のホウ化物に起因する局部腐食であると思わ

れる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

 
 

図 3-2.6.2-32 Optical microscopy images 

of (a) Fe, (b) Fe-0.3N, (c) Fe-0.3C, (d) Fe-

0.3B, and (e) Fe-0.006B after immersion 

in boric-borate buffer solution at pH 6.0 

for 12 h. 

 

図 3-2.6.2-31 Optical microscopy images 

of (a) Fe, (b) Fe-0.3N, (c) Fe-0.3C, (d) Fe-

0.3B, and (e) Fe-0.006B after immersion in 

boric-borate buffer solution at pH 8.0 for 

12 h. 
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pH 6.0 のホウ酸塩緩衝液（12 h）の場合にも、すべての試験片に全面的な変色（腐食）が生

じた。この場合も、変色は純 Fe、Fe-0.3B と Fe-0.006B では比較的顕著であり、Fe-0.3N と Fe-

0.3C では比較的軽微であった。特に、Fe-0.006B では、粒界に沿って顕著な変色（腐食）が生

じた。以上より、N と C はホウ酸塩緩衝液中での Fe の耐食性を向上させるが、B は局部腐食

を引き起こす可能性があることが分かった。 

 

[動電位分極挙動] 

鋼の耐食性に及ぼす軽元素の影響を電気化学的に把握するため、マクロスケールの試験

面を使用して、pH 8.0 のホウ酸塩緩衝溶液中で動電位分極曲線を測定した（図 3-2.6.2-33）。

分極曲線には、-0.8 から-0.3 V の範囲に、活性溶解による電流増加（活性態）が見られた。

Fe-0.3B を除き、活性態よりも高い電位では不働態化が生じた。活性溶解のピーク電流密度は、

（高）  Fe > Fe-0.006B ≈ Fe-0.3B > Fe-0.3N ≈ Fe-0.3C（低）の序列になった。活性態でのピー

ク電流密度は、鋼のアノード溶解の速度と不働態化の能力のバランスで決まるものであり、N と

C は、Fe の耐食性を高める効果があることが明らかになった。さらに、不働態域での電流密度

を比較すると、（高） Fe > Fe-0.006B > Fe-0.3C > Fe-0.3N（低）であった。不働態域においても、

N と C は鋼の溶解を防止する作用があるものと思われる。Fe-0.006B では、不働態化域にお

いて小刻みな電流振動が見られた。これはホウ化物を起点とした再不働態化性の孔食

発生によるものであると思われる。Fe-0.3B では、不働態化が起こらなかった。この

原因も、ホウ化物を起点とした孔食によるものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[溶解化学種による防食作用] 

N、C、B から生成する溶解化学種を推定するため、電位－pH 図を作成した（図 3-2.6.2-

 

図 6  図 3-2.6.2-33 Macro-scale potentiodynamic polarization curves in boric-borate 

buffer solution at pH 8.0.  
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34）。その結果、N の場合には、電位に依存して、NH4
+、NO2

-、NO3
-のいずれかが生成するこ

とが分かった。また、C の場合には HCO3
-が、B の場合には H3BO3 が、鋼の溶解に伴い生成

するものと推察された。そこで、ホウ酸塩緩衝液に NaNO3、NaHCO3、H3BO3を 100 mM 添加し、

pH を 8.0 に調整した溶液中で、純 Fe のアノード分極を計測した。そして、これらの化学種が

無添加の場合との比較を行った（図 3-2.6.2-35）。その結果、NaNO3は純 Fe の活性溶解と不

働態溶解を共に抑制することが分かった。NaHCO3 と H3BO3 の場合には、主に不働態溶解を

抑制することが分かった。 
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図 3-2.6.2-34 Potential-pH diagrams for the (a) N-H2O, (b) C-H2O, and 

(c) B-H2O systems at 298 K. The concentrations of soluble species are 

1.0 mol kg -1 . During the macro-scale polarization measurements, 

anodic currents were observed in the potential region from -0.8 to 1 V, 

and this potential region is indicated by the slashed rectangles. 
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図 3-2.6.2-35 Effect of NaNO3 on the changes in current densities 

with time for pure Fe by macro-scale potentiostatic polarization at 

(a) 0.5 V, (b) 0.0 V, and (c) -0.5 V in boric-borate buffer solution at 

pH 8.0.  
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[N、C、B 添加による金属 Fe の電子状態の変化] 

 第一原理計算を用いて、N、C、B 添加による金属 Fe の電子状態の変化を解析した。計算

に使用した supercell においては、添加元素を bct 構造の八面体位置に配置して計算を行っ

た（図 3-2.6.2-36a）。なお、B に関しては置換型の固溶の可能性もあるため、B を Fe と置換し

た場合についても計算を行った。 

 第一原理計算により、電子状態密度（electronic density of state: DOS）に及ぼす添加元素

の種類と添加量の影響を解析した。その結果（図 3-2.6.2-37）、N、C、B のいずれにおいても、

これらの元素を添加すると、フェルミ準位近傍の電子占有状態の減少が生じることが明らかに

なった。B 添加の効果はやや不明瞭であるが、N と C では、フェルミ準位近傍の電子占有状

態の減少が生じる。Fe→ Fe2++2e-などの酸化還元反応に関与する電子は、フェルミ準位近傍

に存在するものであり、状態密度の低下は電気化学反応の速度の低下をもたらすものと推定さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.2-36  2 × 2 × 2 supercells of bct Fe with (a) one interstitial element and (b) 

one substitutional element. 
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[結論] 

 鉄鋼に対する侵入型固溶元素による耐食性向上の可能性およびのその評価手法を検

討した。結果、以下が明らかとなった。 

 

(1) 放電プラズマ焼結法を使用して、純 Fe、Fe-0.3N、Fe-0.3C、Fe-0.3B、Fe-0.006B 

（数字:mass%）を作製した。N と C は全量をマルテンサイト相に固溶させること

ができたが、B は一部がホウ化物として析出していた。 

(2) 純 Fe および各合金の浸漬試験と動電位アノード分極試験の結果から、Fe に合金

化された固溶状態の N と C には、Fe の活性溶解と不働態溶解を抑制する効果があ

ることが分かった。 

(3) pH 8.0 のホウ酸塩緩衝液中に添加された NaNO3 は、動電位分極では活性溶解と不

働態溶解を抑制した。特に、長時間の定電位分極から、NO2
-や NH4

+の安定域に対

応する低電位域において、より効果的に Fe の溶解を抑制することが分かった。 

(4) pH 8.0 のホウ酸塩緩衝液中に NaHCO3 あるいは H3BO3 を添加した場合、主に Fe

の不働態溶解が抑制されることが分かった。 

(5) 第一原理計算の結果、N、C、B のいずれを添加した場合においても、Fe のフェ

ルミ準位近傍の電子占有状態の減少が生じる。特に、N と C でその傾向が顕著で

あり、添加量と共に、電子占有状態の減少の程度も顕著になることが分かった。 

 

 

図 3-2.6.2-37 Total electronic density of states (DOS) of (a) Fe-interstitial N, (b) Fe-

interstitial C, (c) Fe-interstitial B, and (d) Fe-substitutional B systems. The DOS of 

pure Fe system is also presented. 
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(2)-10 革新鋼材の金型成形性向上のための表面作りこみ検討  

[背景] 

革新鋼材社会実装にむけた議論を加速する中で、製造性、製造コストは大きな問題

となっている。数多くのプロセスがある中で、主に材料供給メーカ以外が実施するこ

とになるプレス成型性について従来鋼材並みの特性を担保しておく必要があると考え

られた。そこで、プレス加工時のコスト要因となる金型摩耗の減少のため、本項目で

は、鋼材表面の摺動特性の評価方法および摺動性向上のための技術開発を行った。  

革新鋼材の高度な材料特性は、材料メーカー製造プロセスの中で実現されているこ

とから、その材料特性を最大限生かすためには、材料出荷後に組織に影響を及ぼす高

温加熱は避ける必要があり、プレス加工など後工程では、室温近傍での加工が理想と

される。よって本検討でも、室温近傍での評価、特性改善を目指した。具体的には、

室温近傍では元素の拡散や変態といったバルク特性の変調を利用することは難しく、

表面での酸化などを活用した特性改善を狙う必要がある。一方、潤滑特性改善のため

に用いられる潤滑油下では低酸素分圧環境であることが想定され、必ずしも鋼材の潤

滑環境としては好ましいとは言えない。本検討では、想定される低酸素分圧環境下で

の摺動特性評価のための雰囲気制御摺動特性評価技術の開発をすすめてきた。本手法

をいくつかの鋼材に適用した。  

 

[試料と実験方法] 

革新鋼材の材料特性制御のための添加元素、a、b、c、d に注目した革新鋼材模擬鋼

材を作製した。本テーマで開発したのトライボ特性評価装置を用い、摺動試験を行っ

た。実験環境は、ベースの真空を､1×10-6 mbar 以下の超高真空として、酸素分圧を

制御しながら摺動特性を評価した。  

摺動試験時、鋼材と接触する部材には、直径 10mm の SUJ2 ボールを用いた。荷重

は、５Ｎとし、１度/s の回転運動での往復摺動試験を行い、その摩擦係数を評価した。  

 

[結果] 

革新鋼材を構成する元素のうち a、b、c、d に注目し、その添加量、組み合わせを

変化させながら、摺動特性の評価をすすめた。結果を図 3-2.6.2-38 に示す。図 3-2.6.2-

38 より、検討した元素のうち、c と d には、低酸素分圧下での鋼の摺動特性に対して、

良好な作用を示したことが指摘できる。d 単独添加で最も良好な摺動特性を示し、さ

らに c 元素の複合添加でも大きく摺動特性が損なわれることはなかった。一方、a、b

元素を添加された鋼材では、いずれも摺動回数 40 回までには、摩擦係数 1 を超えた。

a、b 元素が添加された鋼に c 添加、b 添加鋼に対する c、d 元素の添加も大きな改善

効果を得ることはできておらず、a、b 元素は、鋼の摺動特性を劣化させる可能性が高

いと判断された。  

以上より、本知見を活用することで、革新鋼板の摺動特性確保のためには、a、b 添

加の抑制、d 元素添加は必須、c は摺動特性に悪影響を与えないことから、添加可能

元素と仕分けることができると考えられる。今後、これら成分を考慮した上での材料
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機械特性の確保が重要となる。一方、これら元素の存在状態、摺動特性への作用機構

については不明な点が多く、さらなる解明研究をすすめる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[結論] 

革新鋼材の社会実装時に必要とされるプレス摺動性について、環境中での酸化作用に

よる摺動特性の改善を狙い、添加元素の作用を検討した。結果、以下が明らかとなっ

た。  

 

(1) 中炭素鋼において、いくつかの添加元素効果を検討した結果、d が良好な特性を

示した。  

(2) a、b は摺動特性に悪影響を与えた。c は、d 元素添加で向上した摺動特性に悪影響

をあたえない。  

(3) a、b、c、d の存在状態調査を進め、作用機構を解明し、革新鋼材の材料設計技術

の向上のための基礎データとする。  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.2-38 革新鋼材添加元素の摺動性に及ぼす効果検証結果。  

摺動回数  

摩擦係数 

a+b+c 

b+d 

a+b 

b+c+d 

c+d 

d 
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 (3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2014FY 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

2015FY 2 0 1 0 0 0 0 0 1 

2016FY 2 0 0 0 0 0 0 1 1 

2017FY 1 0 7 0 0 0 0 0 2 

2018FY 1 0 4 0 0 0 0 0 1 

2019FY 2 0 9 0 0 0 0 4 1 

2020FY 4 0 10 0 0 0 0 1 1 

2021FY 1 0 2 0 0 0 0 1 1 

2022FY 2 0 3 0 0 0 0 1 1 

合計  15 0 38 0 0 0 0 8 10 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2014FY 2 0 0 

2022FY 0 0 0 

合計  2 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.6.2.3 参考文献  

なし  

 

 

 

表 3-2.6.2-6 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.6.2-5 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.6.3［テーマ番号２４］炭素活用による革新的加工性を有する超高強度鋼板の開発

（2013 年度～2017 年度）  

2.6.3.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車や輸送機器の軽量化を目的としたハイテンの適用拡大には、強度のみならず

加工性（伸び特性）も抜本的に向上させる必要がある。本テーマでは、加工熱処理に

よる基礎素材特性の極限追求をコンセプトに、複相組織鋼板におけるミクロ組織微細

化、炭素を活用した微細且つ安定な残留オーステナイトの確保、さらには焼鈍熱処理

時の γ 粒径微細化といった冶金的制御因子の機械的特性に及ぼす影響を明確化するこ

とを通し、従来の延長線上で見込まれる特性を大幅に上回る高強度・高延性鋼板の組

織制御・製造プロセス指針を構築することを目的とする。  

 

(2)目標値  

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

最終目標  

（2017 年度末）  

鋼板開発  引張強さ（TS）≧

1.2GPa、伸び（El）≧

20%（TS×El≧24,000）  

TS≧1.2GPa、El≧25%

（TS×El≧30,000）  

 

TS≧1.5GPa、El≧20%

（TS×El≧30,000）  

（2015 年度末に 2022

年度末目標を 5 年前倒

しし、2017 年度末目標

とした）  

解析・評価手法開発  炭素の分析下限が

30ppm（点分析）  

炭素の分析下限が

20ppm（点分析）  

炭素の分析下限が

10ppm（点分析）  

 

(3)全体計画  

①高強度高延性中高炭素鋼の開発  

自動車や輸送機器の軽量化を目的としたハイテンの適用拡大には、強度だけではな

く加工性（伸び特性）も抜本的に向上させていく必要がある。本テーマでは、加工熱

処理による基礎素材特性の極限追求をコンセプトに、複相組織鋼板において従来の延

長線上で見込まれる値を大きく超える伸びを実現する。具体的なアプローチは、強度

を担うマルテンサイトやベイナイトといった硬質相の超微細化による鋼の生地そのも

のの高延性化と、加工により変態して延性を高める残留オーステナイトの微細分散に

よる伸びの向上である。従来は、ベイナイトの微細化技術が不十分であり、かつ残留

オーステナイトによる高い延性を安定的に実現することができなかった。ここでは、

これまであまり注目されてこなかったベイナイトやマルテンサイトの微細化を積極的

に行うことで安定なオーステナイトを多量に残存させることによって、革新的な伸び

の向上を目指す。2014 年度は、現実的な加工熱処理プロセスを前提に、第一中間目標

特性（自主目標）である引張強さ 1.2GPa で伸び 20%を達成する加工熱処理法を 1 年

前倒しで確立した。2015 年度は、さらに技術を発展させて、第二中間目標特性（自主

目標）である引張強さ 1.2GPa で伸び 25%を有する鋼板を 2 年前倒しで開発した。本

表 3-2.6.3-1 研究開発目標  
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結果を受けて、2015 年度末に、最終目標特性（PJ 公募目標）達成を 5 年前倒しし、

2017 年度末での達成を目指すこととした。  

 

②中高炭素鋼の解析・評価手法の開発  

本プロジェクトでは、延性が従来の延長線上にない革新的なハイテンを開発する

テーマとして、中高炭素鋼の開発を行った。この中高炭素鋼は従来の解析ツールで

は解明できない微細組織を有することから、分析技術も同時に開発する必要がある。

特に、微細構造と炭素の分配挙動の関係を解析する手法の開発が重要である。  

この課題について、各種製造プロセスによる中高炭素鋼板開発を促進する革新的な

解析技術として，電子線等を用いた中高炭素鋼中の炭素の分配状態を解析する炭素分

配アナライザーを 2013 年度に導入した。この技術は，当時、点分析でも 0.1%を若干

下回る程度に留まっていた炭素の定量下限を、二次元分布評価の場合でも 100ppm 未

満に維持できる世界初の炭素分析を実現させるものである。2014 年度は、試料前処理

方法の検討を含めた炭素濃度分布評価手法の高度化を図り、点分析での炭素定量下限

30ppm を目指すと共に、素材開発への応用展開を行った。2015 年度は炭素定量下限

20ppm を当初予定の 2017 年度から 2 年前倒しで達成した。本結果を受けて、2015 年

度末に、最終目標達成（炭素定量下限 10ppm）を 5 年前倒しし、2017 年度末での達成

を目指すこととした。さらに、2016～17 年度は、複相組織の三次元解析や高速定量解

析技術も開発し、素材開発のための解析基盤強化を目指した。  

また、これらの電子ビーム利用技術と並行して、初年度から、大学に委託して鋼

材の微細組織評価のための中性子利用技術を探索し、小角散乱による微細析出物の

定量評価技術および水素トラップ過程の観察技術の確立を目指した。この研究課題

は協調領域として、各社および研究機関が協力して推進することとし、2015年度よ

りテーマ44、2017年度よりテーマ52に移行して実施した。  

 

(4)実施体制  

本テーマは千葉分室（JFE スチール株式会社）が 5 再委託先と共に実施した。  

 

(5)運営管理  

 実務者進捗会議を 1 ヶ月に 1 回、運営会議を 3 ヶ月毎に開催。また、再委託先との

進捗会議を 3 ヶ月毎に開催。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

自動車の燃費向上によりエネルギー消費量と CO2排出量が大幅に削減され、鋼板全

体で、プロジェクト全体の 2030 年における CO2削減期待効果のおよそ 3 割に相当す

る CO2削減への寄与が期待される。  
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2.6.3.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（2017 年度末）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

鋼板開発  TS≧1.5GPa、El≧

20%（TS×El≧

30,000）  

TS≧1.5GPa 

El≒23% ◎  

 

解析・評価手法開

発  

炭素の分析下限が

10ppm（点分析）  

炭素の分析下限 9ppm

（点分析）  
◎  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

注）最終目標達成を 5 年間前倒し、2017 年度末達成とした。  

 

(2)研究開発の成果と意義  

1) 高強度高延性中高炭素鋼の開発  

自動車や輸送機器の軽量化を目的としたハイテンの適用拡大には、強度だけではな

く加工性（伸び特性）も抜本的に向上させていく必要がある。本テーマでは、従来よ

りも炭素を積極的に添加した鋼の加工熱処理による基礎素材特性の極限追求をコンセ

プトに、複相組織鋼板において従来の延長線上で見込まれる値を大きく超える伸びを

実現する。具体的なアプローチは、強度を担うマルテンサイトやベイナイトといった

硬質相の超微細化による鋼の生地そのものの高延性化と、加工により変態して延性を

高める残留オーステナイト相の微細分散による伸びの向上である。従来は、ベイナイ

トの微細化技術が不十分であり、かつ残留オーステナイトによる高い延性を安定的に

実現することができなかった。ここでは、これまであまり注目されてこなかったベイ

ナイトやマルテンサイトの微細化を積極的に行うことで安定なオーステナイトを多量

に残存させることによって、革新的な伸びの向上を目指した。  

本研究では、組織単位としてベイナイトやマルテンサイトのブロック構造に着目す

ることで、従来の結晶粒単位に比較して実質的に組織の微細化を実現することを基本

方針とした。一般的に中高炭素鋼のベイナイトやマルテンサイトは、おおよそ数十

μm 程度のサイズの結晶粒（旧オーステナイト粒）の内部に数 μm のサイズでパケッ

ト構造を有し、さらにパケットの内部に 1μm 程度のサイズでブロック構造を有するか、

これに類似した組織形態を呈している。ブロックの内部はさらに微細なラス構造を有

している。この中で旧オーステナイト粒のみでなく、パケットやブロック構造も境界

の方位差が大きく、大角粒界により区分されている。したがって、ブロック構造を結

晶粒単位として制御することで微細化による機械的特性向上の効果を享受することが

期待される。すなわち、ブロック境界に残留オーステナイトを形成せしめることによ

り、硬質相の微細化と残留オーステナイトの均一、微細分散を具現化し、このような

形態およびサイズの残留オーテナイトが機械的性質、特に延性の向上に及ぼす効果を

検証することを研究目的とした。  

表 3-2.6.3-2 最終目標と達成度  
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2013 年度には、1.2GPa 級の高延性高強度鋼板の開発を目的として、ベイナイトを

主相とした新微細粒組織のための加工熱処理方法を立案した。汎用鋼程度の低炭素低

合金鋼に対して、複合化した加工熱処理を実施することにより、従来鋼板の機械的特

性を凌駕し、1.2GPa 級の超高強度と 590MPa 級鋼に匹敵する延性を両立できる可能性

が示唆された。そこで本基礎技術思想を更に発展することを基本方針として、中間目

標特性を達成する加工熱処理法の探索を行った。アプローチとして、2014 年度は、中

高炭素添加を前提に合金成分組成を適正に調整した上で複合化した加工熱処理を組合

せた。さらに、2015 年度には、中高炭素添加鋼への加工熱処理条件の適正化を図り、

1.2GPa 級の高延性高強度鋼板として理想的な複相組織形態に制御する手法を検討した。

その結果、特殊な強加工プロセスを利用することなく、実機製造を想定した現実的な

焼鈍プロセスによって、複相組織の主相であるベイナイトの組織サイズを数ミクロン

程度に制御する手法を確立し、2013 年度の検討鋼に対して格段に微細化を達成した。

さらに、加工熱処理過程のミクロ組織変化の核心である炭素の拡散挙動や分布の変化

を、新たに開発した炭素分配アナライザを利用して厳密に解析することにより、ベイ

ナイト主相中に安定度の高いサブミクロンサイズの残留オーステナイトを多量に分散

させる手法を確立した。上記の手法を用いた研究室実験の結果、図 3-2.6.3-1 に示す

とおり、2014 年度の開発鋼板では、プロジェクトの共通中間目標である引張強さ

1.2GPa 以上、伸び 15%以上を大幅に上回り、2015 年度第一中間目標（自主目標）で

ある引張強さ 1.2GPa 以上と伸び 20%以上を、さらに 2015 年度の開発鋼板では、2017

年度第二中間目標（自主目標）である引張強さ 1.2GPa 以上と伸び 25%以上の両立を、

当初計画より前倒しで達成した。さらに、2016 年度には、2015 年度までの超高延性

1.2GPa 級鋼開発技術を 1.5GPa 級鋼に展開し、化学成分、製造条件を適正化すること

で、引張強さ約 1.5GPa、伸び約 19%と、最終目標に近い特性が得られた。2017 年度

は、焼鈍条件を最適化することで、最終目標の達成を目指した。熱処理条件を精緻に

コントロールすることで、炭素の原子レベル制御とミクロ組織の微細制御を実現し、

TS:約 1.5GPa、EL:約 23%と、同強度レベルの従来鋼のおよそ 3 倍の延性を有する鋼板

を実験室で開発し、1.5GPa 級鋼の最終目標特性を達成した。本技術の活用により、現

在、自動車用構造材料の主要部材に用いられている 590MPa 級鋼を、今回開発した

1.2～1.5GPa 級鋼に置き換えることにより、大幅な車体軽量化による燃費向上と衝突

安全性の向上が期待できる。  
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図 3-2.6.3-1 開発鋼の機械的特性 

 

 

2) 中高炭素鋼の解析・評価手法の開発  

本プロジェクトの中高炭素鋼は従来の解析ツールでは解明できない微細組織を有

することから、分析技術も同時に開発する必要があった。特に、その詳細を学術的

に解明するため、微細構造と炭素の分配挙動の関係を解析する手法の開発が重要で

ある。  

この課題について、各種製造プロセスによる中高炭素鋼板開発を促進する革新的な

解析技術として、電子線等を用いた中高炭素鋼中の炭素の分配状態を解析する技術や、

中性子を用いた熱処理や加工プロセスにおける鋼微細組織の変態挙動の動的解析技術

等を開発した。初年度には、中高炭素鋼板の開発を促進する炭素分配アナライザを開

発・設備化し、中炭素鋼中の組織形成に大きな影響を与える炭素を定量評価する基礎

技術を確立した。  

 

2).1 炭素分配アナライザの開発  

本プロジェクトでは、革新鋼板開発のために必須である鋼板の組織に対応した炭素濃

度を測定するために、プロジェクト初年度より測定の障害となるハイドロカーボンに起

因したコンタミネーションを大幅に低減させる特殊仕様を組み込んだ独自の微小領域炭

素分析装置を製作した。  

本装置における鋼板組織に対応したCを測定する手法は、非破壊で、かつ、分析面積

を結晶粒経よりも小さくする必要がある。フィールドエミッション型の電子線マイクロ

アナライザ（FE-EPMA）は電子線を照射するため分析面積が小さく、非破壊分析で微小

領域のC分析を行うのにもっとも適していると考えられる。そこで、FE-EPMAをベース

として、EPMAの炭素分析で問題となるカーボンコンタミネーションを低減・抑止する

技術を開発した。  

2017 

2016 

2015 

2014 

2013 

2015 目標  
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開発装置（Cアナライザー）のコンタミネーション削減技術概要を図3-2.6.3-2に示す。  

 

図 3-2.6.3-2 開発装置：C アナライザのコンタミネーション低減技術概要  

 

 

C アナライザによる炭素濃度測定用の標準試料（C=0.089～0.460%）を用いて確立し

たコンタミネーション削減技術による測定条件にて N=16 回の繰り返し測定を行ったと

きの、それぞれの試料の標準偏差は約 0.01%、測定誤差は多くの試料で 0.002%以下で

あった。なお、これらの N=16 回の測定は照射電流量等の電子光学条件は同一であるが、

試料の研磨は測定ごとに実施しているほか、測定日も複数日にまたがっており、試料調

整におけるばらつきを加味してもなお、この測定精度を達成していることになる。  

さらに、本装置を用いて鉄鋼材料測定の測定条件最適化による炭素定量精度の向上を

図り、炭素量が 9ppm のオーステナイト単相鋼である Fe-Ni 合金を用いてポイント分析

にて C アナライザで炭素濃度を測定したところ、9ppm まで直線性のよい検量線を得た。

これにより、本プロジェクト最終目標である定量下限 10ppm を達成した。  

微小領域の炭素定量分析で 10ppmを達成したのは世界初であり、本技術を鋼板開発

における残留オーステナイト中への炭素分配挙動評価に活用した。  

測定例としてDP鋼（Fe-0.15、0.20%/C-2%/Si-1.5%/Mn）を950℃でγ単相にした後、

二相域の750℃で15s保持後水冷した試料のL断面を鏡面研磨し、CアナライザにてCの

定量分析を実施した。結果を図3-2.6.3-3に示す。まず、いずれの試料も粒径の大きい

γ粒の中心部分の炭素濃度はバルク濃度であるが、コンタミネーションの影響のほ

とんどないCアナライザでは、マッピング結果より 0.15%/C鋼と 0.20%/C鋼の 0.05mas

s%というわずかなバルクの炭素濃度差は明確に測定可能である。また、炭素量の少

ない 0.15%/C鋼の方が、フェライト変態が進行し、粒径の小さいγにC濃化している

ことを明確にとらえることができることが明らかになった。  

Cアナライザの測定結果は全面においてコンタミネーションネーションが抑制され

たマップとなっており、正確な炭素の2次元分布の可視化に世界で初めて成功した。  

FEエミッター

分光結晶

検出器

試料

電子線電子線

XX線線

炭素用分析器３台

試料加熱ステージ

試料準備室：
プラズマクリーナー
イオン銃 搭載

プラズマクリーナー

液体窒素トラップ

FEエミッター

分光結晶

検出器

試料

電子線電子線

XX線線

炭素用分析器３台

試料加熱ステージ

試料準備室：
プラズマクリーナー
イオン銃 搭載

プラズマクリーナー

液体窒素トラップ
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図 3-2.6.3-3 DP 鋼の 2 相域焼鈍後の C アナライザによる炭素定量マッピング測定結果  

 

2).2 鋼組織の 3D 評価技術開発  

2).2.1 パーライト鋼を用いた基礎検討  

鋼板開発を行うにあたり、材料組織のうち γ 相の形態が非常に重要になる。その

ために、前述のように γ 相、α 相の C 分布の高精度な測定に加え、γ 相の形態につ

いての情報も重要である。従来から γ 相の形態については、走査電子顕微鏡(SEM)や

透過電子顕微鏡(TEM)により評価してきた。しかし、今回の開発目標である高強度-高

延性材の特性を達成するためには、γ 相の形態や α 相の形態についても、二次元的

な情報に加えて、三次元情報の取得が必要である。そのために、2013 年度から三次元

ミクロ組織解析装置の仕様について検討を行い、2014 年度に導入を行った。装置は、

SEM と集束イオンビーム(FIB)より構成され、FIB 加工で試料の断面組織を作製し、

一断面の SEM 観察を行い、引き続き FIB 加工により新たな断面組織を作製し、連続

して解析を続けることで三次元像を構築する。また、SEM による組織解析に加え、電

子線後方散乱回折(EBSD)による観察機能を加えて、結晶組織情報の解析を行えるもの

とした。  

FIB により作製した断面組織は、平滑なために従来の SEM 装置ではコントラストが

形成されずに連続像の観察が困難であった。このため、導入装置については、FIB 断

面の SEM 像取得機能と EBSD 解析の安定性を重視して選定を行った。この結果、FEI

社製の Scios を 2015 年 1 月に導入した。今回導入した装置は、図 3-2.6.3-4 に示すよ

うに、カラム内に 3 つの検出器(T1、T2、T3)を持っている。この内、ポールピース内

に新たに開発された反射電子検出器（T1 検出器）により、これまでは困難であった

FIB で作製した平滑面の組織観察が可能となった。図 3-2.6.3-5 に、SEM 加速電圧 2kV

で撮像した、FIB で作製した同一断面の SEM 像を示す。図から、T1 検出器では結晶

の形態について観察可能であるが、T2 および T3 検出器は、表面の凹凸等は観察でき

20mm

0.8%

0%

20mm

b) 0.20/C-2/Si-1.5/Mn 750℃×15sa) 0.15/C-2/Si-1.5/Mn 750℃×15s



  

3-2.6.3-8 

 

るが、結晶組織の情報を得ることが困難であることが分かる。このように T1 検出器

を用いた SEM 連続像の観察から、三次元組織の構築が可能となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.3-4 三次元ミクロ解析装置（FEI 社製、Scios）の検出器模式図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.3-5 FIB で作製した同一断面 SEM 像の検出器による違い（加速電圧：2kV）  

 

 

今回の開発材は、残留オーステナイトを含む鋼板であるために、鋼中の BCC 相

（フェライト、マルテンサイト、ベイナイト）と FCC 相（オーステナイト）の識別

が必要となる。このため、組織の特定は非常に重要になる。そこで、対象となる組織

の識別を行うために、三次元組織のスライス・観察方法について検討を行い、観察条

件を最適化した。パーライト鋼での組織観察条件最適化の例を図 3-2.6.3-6 に示すが、

3D 組織観察最適化により、パーライトラメラを連続的に捕え、的確な 3D 組織評価が

実施されていることがわかる。同時に、EBSD を用いた三次元組織観察方法の検討も

行い、組織の三次元 EBSD 像の取得が可能になった（図 3-2.6.3-7）。また、2015 年度

に導入したメゾスケール高速アナライザーについては、測定条件について検討を行い、

低倍から高倍のマルチスケールでの組織観察が可能となるとともに、元素分析の短時

T1検出器 T2検出器 T3検出器

5μm
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間化を行うことが出来た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.3-6 三次元像観察の模式図及び 3D 組織像構築に及ぼす FIB 加工条件の影響  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.3-7 3D-EBSD を用いた三次元像 

 

2).2.2 3D 組織解析、メゾスケール高速定量アナライザー組織評価  

 三次元ミクロ組織解析装置およびメゾスケール組織解析装置について、本プロ

ジェクトで開発中の革新鋼板に適用するための最適化検討を行った。本開発鋼は、

ベイナイトなどの bcc 相と fcc 相（残留γ）を含む複相鋼で、最終組織形態と機械的

特性との関係明確化が重要である。なかでも伸び特性に大きく影響する残留γ相は、

XRD 法や、SEM 等による、形態や体積分率等の情報だけでなく、その空間的分布、

個々のγ相の安定性に関する情報取得が望まれている。  

三次元ミクロ組織解析装置は図 3-2.6.3-8 に例示するように、連続的な加工面の

SEM 観察データからの再構築像により、材料内部組織をサブミクロンの空間分解

能で三次元的に掌握可能である。しかし、鋼組織を構成する主要な結晶相間では、

その組成的な変化が小さく、加工面の SEM 像から迅速に個々の相同定をするこ

とは困難であるため、結晶方位同定機能（ EBSD）を組み合わせることによって

粒界の認識と、残留γ相の抽出を行い、開発鋼中の残留γ組織の三次元分布を捉

えることが出来るようになった。  
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図 3-2.6.3-8 三次元像観察のための FIB 装置内の加工・観察の模式図  

 

次に、メゾスケール高速定量アナライザーについては、C、Si、Mn の主要元素分析条

件について検討を行い、低倍から高倍のマルチスケールでの元素分析の短時間化を実現し

た。図 3-2.6.3-9 は低倍で取得した Si マッピングデータを高倍率までズームアップしたも

のを示している。高精細分析ピッチの実現により、鋼板板厚み方向に存在するマクロ偏析

状態を把握するとともに、サブミクロンレベルの変態組織に応じた Si 分配の描像が明確

にとらえられている。  

 

図 3-2.6.3-9 残留γ含有鋼の Si 元素マップ取得例  

 

 以上のように、高伸び特性に効果のある残留γ相の空間的分布を明確にすること、

さらに鋼板中の元素分布を広域かつ、サブミクロンレベルで明らかにする検討により、

本プロジェクトで導入した装置群が、この種の組織解析に効果的に適用できること

が示され、開発鋼の最終目標達成に寄与した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 3 9 1 0 0 1 1 

2015FY 0 0 6 0 0 0 0 0 1 

2016FY 3 0 12 0 0 0 0 0 1 

2017FY 3 0 14 0 0 0 0 0 2 

2018FY 6 0 5 0 0 0 0 1 0 

2019FY 2 0 3 0 0 0 0 0 0 

2020FY 3 0 2 0 0 0 0 2 0 

2021FY 1 0 2 1 0 0 0 0 0 

2022FY 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

合計  19 0 48 10 1 0 0 4 5 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 2 0 1 

2015FY 1 0 1 

2016FY 5 0 1 

2017FY 3 0 0 

2018FY 0 0 1 

合計  11 0 4 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.6.3.3 参考文献  

無し  

表 3-2.6.3-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.6.3-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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2.6.4[テーマ番号２５] 中高炭素鋼ベース高強度高延性複層鋼板の開発  

（2013 年度～2015 年度）  

2.6.4.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

複層鋼板は、従来の FRP や FRM の複合材料では設計に取り入れられていなかっ

た「延性」の向上を材料の中心設計に取り入れ、異なる強度・延性を有する鋼板を

複層化した金属-金属の複合材料である。これによって、これまで超高強度を達成で

きるも極めて延性が低いために構造材料への適用が困難であった焼入のままのマル

テンサイト鋼を構成層として複層化によってその延性を向上させることができると

ともに、従来の鉄鋼材料の設計で熱力学的に制約されていた複数の相の空間配置や

分率、組成を自由に設計できることになり、モノリシックな鉄鋼材料では到達でき

ない超高強度と高延性を両立する新規の鉄鋼材料を可能とするものである。 

 

(2)位置付け、目標値  

 

 

研究開発項目  
第一中間目標  

（2015 年度末）  

第二中間目標  

（2017 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

超高強度—高延性

を両立する炭素鋼

ベースの複層鋼板

の開発  

研究開発の本格的な

実施を目指して、次

世代の移動体の大幅

軽量化に資する強度

1.5GPa 以上、伸び

20%以上の複層鋼板

の実現可能性を確認

する。  

 

2015 年度までの FS

研究  

 

鋼／非鉄合金複層

化の検討  

中高炭素との複層化

に適した非鉄合金を

選定し、層の幾何設

計とともに界面形成

の技術・条件につい

ても検討を進め、そ

の結果の複層材の特

性評価にも取り組

む。  

2015 年度までの FS

研究  

 

 

(3)全体計画  

研究開発の本格的な実施を目指して、次世代の移動体の大幅軽量化に資する強度

1.5GPa 以上、伸び 20%以上の複層鋼板の実現可能性を確認する。2015 年度まで FS 研

究として可能性を見極める。  

 

表 3-2.6.4-1 研究開発目標と根拠  
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(4)実施体制  

 本テーマは尼崎分室（新日鐡住金株式会社）が、再委託先１大学とともに実施した、  

 

(5)運営管理  

 新日鐡住金内部および再委託先との進捗会議を定期的に実施し、適切な運営管理に

努めてきた。具体的には、１回／年の頻度で、当社幹部（鉄鋼研究所所長、先端技術

研究所所長）へのキックオフおよび進捗報告会議を実施した。さらに、実務者間で、

１回／月の進捗会議および、３回／年の頻度で再委託先との進捗会議を実施した。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

強度 1.5GPa、伸び 20%の複層鋼板が達成された場合、フロントメンバーに適用すれ

ば約 30%の軽量化、B ピラーなどのサイドメンバーに適用すれば約 38％の軽量化が

可能と試算している。他方、スクラップ鋼をはじめとする劣質原料から構成層を形成

しても高性能な金属材料を達成可能であるため、資源の乏しい我が国の資源戦略、鉄

鋼や金属の生産の環境負荷の低減、などの点から大きなインパクトにつながる。  

 

2.6.4.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
第一中間目標  

（2015 年度末）  
研究開発成果  

達成

度※  

原因・課題と解決方針  

※未達の場合のみ  

超高強度—高延性

を両立する炭素鋼

ベースの複層鋼板

の開発  

研究開発の本格的な

実施を目指して、次

世代の移動体の大幅

軽量化に資する強度

1.5GPa 以上、伸び

20%以上の複層鋼板

の実現可能性を確認

する。  

中高炭素 TRIP 鋼および

マルテンサイト鋼を用

い、層数を 3～5 層として

試作し、1.5GPa 以上、伸

び 20%以上の複層鋼板の

実現可能性を確認した。  

○  

 

鋼／非鉄合金複層

化の検討  

中高炭素との複層化

に適した非鉄合金を

選定し、層の幾何設

計とともに界面形成

の技術・条件につい

ても検討を進める。  

鋼と Mg 合金の接合を可

能とする条件を導出  

○  

 

  ※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

本研究では、中高炭素鋼ベースのマルテンサイト鋼の高強度を活かしつつ高延

性を達成する手段として、高延性層との複層化によるマルテンサイトの低延性克

服を狙った。2015 年度までに、複層の界面強度の確保、構成層の幾何設計、各構

表 3-2.6.4-2 最終目標と達成度  
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成層の組織・力学特性とそのバランスの最適化により、モノリシックな鋼では未

達の超高強度－高延性の両立と実用化の可能性を検討した。  

 

1) 構成層の特性制御・複層幾何設計 

 複層鋼板の特性は、構成層の特性と幾何設計指針から予測可能である。   

複層材料の一様変形を阻害する変形形態は、高強度層が単独で脆性的に破断する形態

（Tunneling crack）と、界面が剥離することにより高強度層が高延性層の力学的拘

束を失い脆性的に破断する形態（H-shaped crack）の２種類が考えられている。

Tunneling crackの発生を抑制する条件は、弾性体と仮定すると、  

 

   

 

完全弾塑性体と仮定すると、 

 

 

 

で記述される。こで、KICは破壊靭性値、σは一軸引張応力、tAは高強度層の厚さで

ある。図 3-2.6.4-1 に式(1)と(2)から求められる高強度層（マルテンサイト鋼）の破断

伸びと高強度層の厚さの関係を示す。上式に従えば、高強度層の厚さが減少するに伴

い、破断伸びが増加する。高炭素マルテンサイト鋼を高強度層とし、高炭素 TRIP 鋼

または TWIP 鋼と組み合わせる場合には、マルテンサイト層の厚さが約 150μm 以下

の場合に脆性破壊が抑えられ、延性を持つと予測される。  

つまり、高炭素マルテンサイト鋼／TRIP鋼、またはTWIP鋼との複層鋼板の設計に

は、マルテンサイト層厚を150μm以下にすることが望ましい。複層鋼板の層数は、板

厚が1mmの場合には７層、0.75mmの場合には５層に相当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.4-1 複層鋼板の破断伸びの予測 
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2) 複層鋼板の試作・評価 

 構成層を高炭素マルテンサイト鋼、高炭素 TRIP 鋼、高炭素 TWIP 鋼とし、1)幾

何設計に従い、複層鋼板を試作した。 

 炭素を0.4～0.6%含む鋼において、複層鋼板生成後、各構成層がマルテンサイト、

TRIP、TWIPになるよう成分設計を行った。まず、各鋼を真空溶製後、熱間圧延

により2.5～6mmの板材を得た。これらの熱延材を５層積層し、四周溶接を行った後、

1050℃で加熱後、図3-2.6.4-2に示すような熱間圧延を行った。熱延後の板厚は3.0～

3.5mmである。熱間圧延材は、焼き戻し後、冷間圧延を行い、1.0～1.2mmの板厚を

得た。その後、適正な熱処理条件を選び、各層の組織制御を行った。  

 

ductile
strength

ductile
strength

ductile

構成材の積層 加熱

熱間圧延

冷間圧延
(板厚：1.0-1.2mm)

→最終熱処理

 

図3-2.6.4-2 複層鋼板の試作方法 

 

3)第２世代複層鋼板の特性 

 図 3-2.6.4-3 に目標特性に対する複層鋼板試作材の引張特性を示す。一部、目標に到

達しており、本研究で進めている材料設計指針は妥当であると判断される。  

 

第１世代複層鋼板

第２世代複層鋼板

第１世代
複層鋼板 第2世代

複層鋼板
(目標)

400mm

試作材の評価結果

 

図3-2.6.4-3  高炭素マルテンサイト／高炭素TRIP鋼またはTWIP鋼の積層鋼板の 

目標性能と結果 

 

4) 鋼／非鉄金属の複層化 

 鋼と非鉄金属との複層化の検討を開始し、ステンレスと Mg 合金の複層化を試

みた（図 3-2.6.4-4）。従来、鋼と Mg 合金の接合強度は弱く、複層材料としての延
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性確保が困難であった。しかしながら、反応型液相拡散接合（ TLP 接合）により、

界面に Fe2Al5 反応相を生成させることにより（図 3-2.6.4-5）、界面強度が５倍程度

向上することが明らかになった。そこで、TLP 接合により SUS304 と AZ31 合金

の複層化を図り、引張特性を評価した。その結果、AZ31 単体の強度、伸びを大

幅に超える特性を示すことが明らかとなった（図 3-2.6.4-6）。 

 

 

SS304

SS304

AZ31

200mm
 

SS304

AZ31

Fe2Al5

 

図 3-2.6.4-4  鋼／Mg 合金の複層化 図 3-2.6.4-5  鋼／Mg 合金界面の化合物

制御 

 

 

 

 

図 3-2.6.4-6  鋼／Mg 合金複層材料の引張特性 

 

 

5)まとめ  

中炭素～高炭素をベースとした鋼板を構成層とし、製造性の観点から層数を３～５

層に抑え、強度 1500MPa、伸び 20%以上の複層鋼板の実現可能性を検討した。具体的

には、文部科学省の先行プロジェクトで確立した複層鋼板の設計原理に基づき、中高

炭素 TRIP 鋼およびマルテンサイト鋼の複層化を検討し、目標特性達成のための材料

およびプロセス条件の指針を提示した。  
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(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

合計  0 0 0 0 0 0 0 0 2 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

複層鋼板の基本特許はすでに日・米・韓・中・欧で成立。 

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.6.4.3 参考文献  

なし  

 

商号変更：2019 年 4 月１日付けで、新日鐵住金から日本製鉄に社名変更。  

表 3-2.6.4-4 特許の件数（内訳）   【2023 年 2 月末現在】  

 

表 3-2.6.4-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.6.5［テーマ番号２６］「複層鋼板の界面構造解析と特性調査」  

（2014 年度～2015 年度）  

 

2.6.5.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車等の輸送機器の軽量化に向けて開発が進められている革新的鋼板開発に際し、

その有効な一つの手段である複層鋼板について、その界面構造解析と特性調査や微細

組織構造解析技術の確立により複層化による高強度・高伸び特性の発現機構や耐水素

脆化特性や靱性向上といった高性能化に対する検討を行い、さらに FEM および第一

原理計算などの解析手法により、複層鋼板の界面接合モデル・水素拡散モデル（プロ

トタイプ）を構築することで、複層鋼板の界面強度発現機構に対する検討を行うこと

を目的とする。  

 

(2)目標値  

複層鋼板の界面構造解析と特性調査として、複層鋼板の微細組織構造解析技術とマ

ルテンサイト鋼の 3 次元構造解明を通したき裂伝播抑制に好適な組織指針の導出を通

じた高機能化（高伸び、水素脆化特性等）を達成するための複層材料構成・層構成の

追究、接合メカニズムの解明、FEM および第一原理計算などの解析手法による複層鋼

板の界面接合モデル・水素拡散モデルの構築を通じた複層鋼板の界面強度発現機構に

対する検討を完了させる。  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

（2015 年度末）  

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

複層鋼板の界面構造

解析と特性調査  

- マルテンサイト

鋼の 3 次元構造の

解明  

- 複層化による高

機能化検討  

- 接合メカニズム

解明  

   

複層鋼板の微細組織

構造解析技術の確立  

- マルテンサイト

鋼の変形挙動・き

裂進展挙の解明  

   

複層鋼板の界面接合

モデル・水素拡散モ

デル(プロトタイプ)

の構築  

- FEM および第一

原理計算によるモ

デルの構築  

   

 

 

表 3-2.6.5-1 研究開発目標  
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(3)全体計画  

① 複層鋼板の界面構造解析と特性調査 

高強度マルテンサイト鋼板ならびに複層鋼板を実験室的に作製し、その基本的な材

料特性を調査する。本結果と後述する再委託研究結果を複合的に解析・評価すること

で、高機能化（高伸び、水素脆化特性等）を効果的に発現させるための諸条件を明確

化する。  

【2014 年度】  

母材マルテンサイト鋼の変形・破壊機構解明に対して、高強度マルテンサイト鋼を

対象として、その三次元構造解析を行う。これらの組織解析と平行してき裂伝播実験

を行い、破壊機構に対する微視組織構造の影響を調査する。複層化による高機能化検

討に対しては、複層鋼板に加えて、層厚比を変更した合わせ材を使用した複層鋼板を

実験的に追加作製し、その変形挙動観察、および水素浸入実験を行う。複層界面の接

合メカニズム解明に対しては、各種異種材料を使用したモデル拡散対を作製し、その

剪断強度評価を行い、限界剪断エネルギーに及ぼす接合条件の影響を導出する。  

【2015 年度】  

母材マルテンサイト鋼の変形・破壊機構解明に対しては、微細マルテンサイト鋼に

対しても同様のき裂伝播実験および三次元構造解析を行い、微視組織構造の差異が変

形・破壊機構に対してどのように影響を及ぼすかを明確化する。複層化による高機能

化検討に対しては特に水素脆化特性に対する合わせ材の影響を系統的に取りまとめる。

複層界面の接合メカニズム解明に対しては、高精度の電子顕微鏡等を用いた界面構造

解析を行い、接合条件、接合強度と界面構造との関係を明確化する。  

 

② 複層鋼板の微細組織構造解析技術の確立 

本テーマは、母材となる高強度マルテンサイト鋼および低強度 (低炭素)鋼をはじめ

とした各種合わせ材の組み合わせによる積層鋼板に対して、その変形挙動、き裂進展

挙動を解析すると共に、最新の解析機器（SEM, 高分解能 TEM, EBSD 等）を用いた

組織観察・方位解析を行い、高機能化に対して好適な微視組織構造や複層構成に対す

る知見を取得することを目的とする。  

【2014 年度】  

マルテンサイト鋼母材ならびに複層鋼板を用い、 In-Situ 引張試験による変形挙動観

察ならびに解析を継続して実施する。更に、各鋼板の結晶方位解析、すべり系解析を

平行して行い、複層化により発現する高伸び特性に影響を及ぼす因子を明確化する。  

【2015 年度】  

微細マルテンサイト鋼母材および同鋼を母材とした複層鋼板に対して 2014 年度と

同様の実験・解析を実施する。これらの実験・解析により、き裂伝播に対して好適な

マルテンサイト組織構成、複層化による高機能化 (特に高伸び特性)発現に影響する因

子を明確化する。  

 

③ 複層鋼板の界面接合モデル・水素拡散モデル(プロトタイプ)の構築  

本テーマは、FEM や第一原理計算法などの数値計算法を用いて、複層鋼板の界面接
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合モデル・水素拡散モデルのプロトタイプ構築に関する検討を行うことを目的とする。  

【2014 年度】  

第一の技術課題である複層鋼板の水素拡散モデルのプロトタイプ構築に対しては、

炭素を含む鋼中の水素拡散現象のモデル化を進める。第一原理計算法と経路積分計算

法の連成解析を行うソフトウェアを使用して拡散現象のモデル化を行い、モデルの適

正化を図っていく。  

複層鋼板の界面接合モデルのプロトタイプ構築に対しては、異相界面のモデルとし

て BCC 鉄‐FCC ニッケル界面を取り上げ、分子動力学法により界面接合メカニズム

を原子レベルで解析する。  

【2015 年度】  

2014 年度に予定している各種数値計算を継続して行うと共に、JFE スチールにて実

施する各種実験(水素浸入試験、拡散対の剪断強度試験等 )結果と照らし合わせること

で、複層鋼板の水素拡散モデル(プロトタイプ)、界面接合モデル (プロトタイプ)の双

方を構築する。  

 

(4)実施体制  

本テーマは、千葉分室（JFE スチール株式会社）が再委託先 2 大学と共に実施する。  

 

(5)運営管理  

テーマ(26)登録研究員による実務者進捗会議を 1 ヶ月に 1 回開催。また、再委託先

との進捗会議を 3 ヶ月毎に開催。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

アジアなど新興国を中心に安価で、かつ自動車の軽量化・安全性向上効果の大きい

超高強度鋼板のニーズは爆発的に拡大することが予想されており、1.5GPa 級冷間プレ

ス用鋼板の需要は、2020 年で 200 万 t/年以上、2030 年で 300 万 t/年以上に達する可能

性がある。また、自動車の燃費向上によるエネルギー消費量と CO2 排出量が大幅に

削減され、燃費改善目標（国立環境研究所 AIM PJ チーム試算）の 10～20％相当の

CO2削減で地球温暖化ガスの低減に寄与する。  
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2.6.5.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項目  
最終目標  

（最終年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

複層鋼板の界面構

造解析と特性調査  

マルテンサイト鋼

の 3 次元構造の解

明、複層化による

高機能化検討、接

合メカニズム解明  

（2015 年度）  

3 次元ミクロ組織解析装

置を用いて三次元構造観

察を実施、層構造を変化

させた複層鋼を用いた評

価によって複層化による

特性向上を検討  

FEM による歪解析によ

り接合界面の挙動を明確

化  

○  

 

複層鋼板の微細組

織構造解析技術の

確立  

マルテンサイト鋼

の変形挙動・き裂

進展挙動の解明  

（2015 年度）  

その場引張装置を用いた

実験により、マルテンサ

イト鋼の変形挙動・き裂

進展挙動を解明  

○  

 

複層鋼板の界面接

合モデル・水素拡

散モデル(プロト

タイプ)の構築  

FEM および第一原

理計算によるモデ

ルの構築  

（2015 年度）  

水素透過試験によって高

強度鋼中の水素拡散現象

を解明、モデル拡散対の

評価および FEM による

解析モデルを構築  

○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

(2)研究開発の成果と意義  

複層鋼の母材となる高強度マルテンサイト鋼、および高強度マルテンサイト鋼を母

材として用いオーステナイト系ステンレス鋼を合わせ材として板厚比を変化させた複

層鋼板を作製し、強度特性を調べた。  

その結果、複層鋼板の引張強度は合わせ材として使用したオーステナイト系ステン

レス鋼の合わせ材板厚比に応じて低下する一方で、伸び特性は積層化により大きく向

上した。複層鋼板による高強度・高延性化に関しては十分な界面強度を得ることが重

要と考えられているが 1-7)、本研究で作製した複層鋼においては引張破断部の層界面

近傍での剥離は生じておらず、複層鋼板による高強度・高延性化に関する界面強度の

寄与を明確に示した。  

また、高強度・高延性化のために必要な界面接合強度の指針を得ることを目的に、

FEM による複層鋼板の変形解析および界面接合の原子レベル解析を行ったところ、相

当塑性歪は母材と合わせ材とで連続的に変化しており、試験片中心部で歪みが大きく

なる一方で、せん断応力は母材と合わせ材で不連続であり、接合界面の母材側で大き

表 3-2.6.5-2 最終目標と達成度  
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な値になることが明らかとなった。  

さらに、複層鋼の母材である高強度マルテンサイト鋼の高ひずみ域での変形挙動に

ついて詳細に観察を行った結果、延性亀裂は主に旧 γ 粒界を伝播する傾向が確認され、

より高強度・高延性鋼板の開発に対する粒界制御の重要性を示した。  

鋼中への水素侵入挙動を解明するため、高炭素マルテンサイトと極低炭素フェライ

トを複層化した鋼板を使用し、電気化学的水素チャージによる水素透過試験を実施し

た。その結果、複層材の水素拡散は拡散速度の遅いマルテンサイト鋼に律速されるの

ではなく、合わせ材の影響を強く受けることが判明した。また、実際の部材として使

用される場合は様々な加工や応力場を受けるため、水素の拡散挙動も影響を受けるこ

とが予想され、FEM により複層鋼板の弾塑性－水素拡散連成解析を行い応力場の影響

を調査したところ、応力が付与されると接合界面近傍に水素が集積することが示され、

接合界面での水素集積を考慮した材料設計の必要性を示した。さらに、実際の材料組

織では転位や粒界などのトラップサイトとの相互作用も考慮に入れる必要があり、高

強度材で見られる水素による粒界破壊等の現象を理解するには、分子動力学法

（MD）等による原子レベルでの水素の挙動を解析することが有効であるが、本研究

では第一原理計算によって求めた原子間ポテンシャルと MD シミュレーションにより

解析を行った。  

また、複層鋼の界面強度に対しては、接合部での合金元素の拡散によって整合性の

高い界面を形成することの重要性を示し、炭素鋼と高 Ni 合金及びオーステナイトス

テンレス鋼からなるモデル拡散対を作製して剪断強度の評価を実施し、FEM モデルに

よって拡散接合モデルの構築を行った。  

 

(3)成果の普及（論文、外部発表等）  

 

 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読付

き  
その他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレス

発表  
その他  

2013FY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2014FY 0 0 4 0 0 0 0 0 1 

2015FY 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

合計  0 0 4 0 0 0 0 0 2 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

表 3-2.6.5-3 論文、外部発表等の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】 
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(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 

 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

2013FY 0 0 0 

2014FY 0 0 0 

2015FY 0 0 0 

合計  0 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

2.6.5.3 参考文献  

1) Inoue et al.: Scripta Materialia, 59 (2008), 1055-1058. 

2) Nambu et al.: Scripta Materialia, 60 (2009), 221-224. 

3) Michiuchi et al.: Acta Materialia, 57 (2009), 5283-5291. 

4) 小関ら: 金属 , 80 (2010) 4, 271-275. 

5) 井上ら: 金属 , 80 (2010) 4, 276-282. 

6) 道内ら: 金属 , 80 (2010) 4, 283-288. 

7) 南部ら: 金属 , 80 (2010) 4, 289-293. 

 

 

表 3-2.6.5-4 特許の件数（内訳） 【2023 年 2 月末現在】  
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2.6.6［テーマ番号４７］異相界面腐食解析の基盤技術開発（FS 研究）（2017 年度）  

  ［テーマ番号６１］超高強度鋼板の腐食挙動解析技術の開発  

（2018 年度～2020 年度）  

2.6.6.1 テーマの概要  

(1)背景と目的  

自動車等の輸送機器の燃費改善には、エンジンを始めとした動力機関の効率向上と

ともに、車両の軽量化が重要な取組課題であり、超高強度鋼材の部材への適用拡大が

車両軽量化の重要な手段の一つである。一方、中長期的視点では資源リスクや原料の

品質劣化などの不安定要因が懸念されており、省資源、稀少元素代替の革新的技術開

発も求められている。鉄鋼各社では、これら要求に対応した革新的な次世代中高炭素

鋼の開発を推進し、当初目標とした強度や延性などの特性についての実現めどを得た

状態である。 

今後、実用特性として重要な腐食特性の把握が必要となってくる可能性が高いこと

から、鉄鋼分科会の協調課題として腐食挙動解析のための基礎技術向上の必要性が指

摘された。本事業では特に、革新鋼材に特徴的な異相界面を起点とする腐食の解析技

術開発を目的とした。 

 

(2)目標値  

 

 

研究開発項目  

（実施年度）  

第１中間目標  

(2015 年度末) 

第２中間目標  

（2017 年度末）  

第３中間目標  

（2020 年度末）  

最終目標  

（2022 年度末）  

マクロ腐食挙動との

対比（日本製鉄）   

  侵食形態に及ぼす

組織、環境因子検

討技術の獲得   

マイルドな大気腐食環

境での腐食特性評価か

ら開発技術の性能範囲

を提示  

マクロ腐食挙動との

対比（ＪＦＥ）  

  侵食形態に及ぼす

組織、環境因子検

討技術の獲得   

海浜環境での腐食特性

の評価から測定技術の

性能範囲を提示  

マクロ腐食挙動との

対比（神戸製鋼所）  

  侵食形態に及ぼす

組織、環境因子検

討技術の獲得   

塩分飛来環境での腐食

特性評価から測定技術

の性能範囲を提示  

微小電気化学計測技

術開発（東北大）  

 μm レベルの微

細組織の腐食挙

動解析技術確立  

nm レベル電気化

学   

計測技術確立  

残留 γ を含む微細組織

の腐食特性を評価でき

る技術を提示  

局所構造解析技術開

発（北海道大）  

 μm レベルの微

細組織の腐食生

成物解析技術検

討  

サブ µm レベル  

In-situ 腐食生成物

解析技術  

異相組織間腐食定量解

析技術開発   

残留γ含有組織の腐食

生成物解析技術開発  

表 3-2.6.6-1 研究開発目標  
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局所腐食電位計測技

術開発（ＮＩＭS）  

 μm レベルの微

細組織の腐食電

位解析技術検討  

マルチスケール腐

食電位計測による

In-situ 腐食起点計

測技術技術開発  

腐食起点解析技術をマ

ルチスケールに展開す

る  

多拠点間測定座標共

有技術検討（ＮＩＭ

Ｓ他）  

  拠点間での解析部

位共有化技術開発  

拠点間での注目部位共

有化  

 

(3)全体計画  

2017 年度は、開発される革新鋼材の、構造材料としての実用化を可能とするため

の基礎技術として、腐食挙動解析技術の高度化に取り組んだ。多数の異相界面を有す

る微細組織鋼表面の腐食挙動についてはいまだ明らかとなっていない部分が多いため、

そのような異相組織中の腐食挙動解明のための基礎研究に向けて、革新鋼材の耐食性

を適切に把握・評価するための共有技術に関する FS 研究を行った。 

【第２期目標（2017 年度末）】 

・共通試験片として S45C 相当材を用い、熱処理により数通りのフェライト／パー

ライト組織鋼を作製し、微細組織がマクロな腐食挙動に及ぼす影響を調査する。  

・フェライト／パーライト組織の第 2 相であるセメンタイトに注目し、母相腐食に

及ぼすセメンタイト相の影響を調査できる解析技術について検討する。 

2018 年度以降は、本研究として、第２期目標から１歩進み、さらに微細な組織の腐

食挙動の検出を目指した。 

【第３期目標（2020 年度末）】 

・nm オーダーの組織の腐食解析技術の獲得を目指し、残留γ相の腐食挙動を解析で

きる技術の開発を進める。 

 

開発される一連の、サブ μm～nm レベルの腐食現象把握技術を共有基盤技術とし、

鉄鋼各社は開発した革新鋼材の腐食特性の評価を進め、各研究機関は、開発した解析

技術の普遍化につとめ、解析プラットフォーム化を進め、広く構造材料の腐食性評価

手法として活用することを目標とした。 

本事業での具体的な開発課題を以下に示す。 

 

①  異相組織を有するモデル鋼の作製とマイルドな大気腐食環境での腐食特性検証 

開発技術を評価できる異相組織を有するモデル鋼を作製し、各分担研、再委託先研

究機関と連携し、腐食特性把握技術の開発に用いる。また、本モデル鋼を用い、年平

均塩分飛来量 0.04 mdd 以下のマイルド環境でのマクロな腐食特性を把握し、本提案

で開発される測定技術の性能範囲を提示する。（mdd: mg/dm2/day、1 日当たり 10cm

四方の面積に付着する塩分量） 

 

② 異相組織を有する鋼材の過酷環境での腐食特性および水溶液中でのマクロな腐食

特性の検証 
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開発技術を評価できる異相組織を有するモデル鋼を用い、年平均塩分飛来量 1mdd

超の過酷環境でのマクロな腐食特性を把握するとともに、ラボでのマクロな電気化学

特性評価を行い、本提案で開発される測定技術の性能範囲を提示する。 

 

③ 異相組織を有する鋼材の過酷環境での腐食特性およびラボ加速試験による腐食特

性の検証 

開発技術を評価できる異相組織を有するモデル鋼を作製し、各分担研、再委託先研

究機関と連携し、腐食特性把握技術の開発に用いる。また、本モデル鋼を用い、年平

均塩分飛来量 約 1～0.04 mdd 以下の塩分飛来環境でのマクロな腐食特性を把握すると

ともに、ラボでの CCT 試験を通じ、本提案で開発される測定技術の性能範囲を提示

する。 

 

④ 異相組織の腐食に及ぼす作用明確化技術開発 

腐食発生に及ぼす異相界面および粒界偏析への影響を把握できる電気化学評価手法

の開発を行う。具体的には、水溶液下腐食挙動可視化技術を高度化するため、リアル

タイム観察技術、微小腐食電流計測･制御技術の開発を主導する。 

 

⑤ 異相組織腐食生成物のその場分析技術開発 

腐食電気化学反応の過程で形成される腐食生成物は、鋼材の腐食の進展に重要な役

割を担う。特に、異相界面に着目し、ミクロ組織ごとの腐食生成物のその場分析技術

を開発し、革新鋼材の腐食特性を評価、予測技術の高度化を推進する。腐食環境下で

の腐食生成物特性を解析可能とするための、分光分析技術、物質・電荷移動特性把握

技術の高度化研究が中心となる。 

 

⑥ ミクロ・ナノ異相組織を有する構造材料の腐食起点解析技術の開発 

異相組織を有する構造材料における腐食起点の検出のための、腐食電位計測技術を

構築する。特に KFM（Kelvin Force Microscope）法の腐食起点解析ツールとしての高

度化を推進するとともに、マルチスケール化による測定範囲の拡大、適用環境として

大気腐食環境への拡大を目指す。さらに解析の高度化の一環として、得られるケルビ

ン電位の定量化技術を開発する。 

 

⑦ 多拠点間分析位置共有化技術開発 

分担研企業ごとに注目する組織因子が異なることから、評価解析位置を各企業（日

本製鉄、ＪＦＥスチール、神戸製鋼所）－各研究拠点（物質・材料研究機構、東北大

学、北海道大学）間で共有化できる技術が必要となる。本技術の実現が、④、⑤、⑥

技術の、革新鋼材腐食特性把握研究への適用、反映を後押しする。 
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(4)実施体制  

 

2017 年度  

【委託先】

新構造材料技術研究組合
【分担研】 【再委託先】

※異相組織の腐食に及ぼす作用明確化技術開発　

を再委託

※異相組織腐食生成物のその場分析技術開発

　を再委託

※ ミクロ・ナノ異相組織を有する構造材料の

腐食起点解析技術の開発　を再委託

（国立研究開発法人）

株式会社神戸製鋼所
（西神分室）

新日鐵住金株式会社 東北大学
（富津／尼崎分室） （国立大学法人）

ＪＦＥスチール株式会社
（京浜分室）

北海道大学
（国立大学法人）

物質・材料研究機構

 

2018 年度―2020 年度  

【委託先】

【分担研】 【再委託先】

ＪＦＥスチール株式会社 異相組織の腐食に及ぼす作用明確化技術開
発　を再委託

（京浜分室）

新構造材料技術研究組合

日本製鉄株式会社 東北大学

（尼崎分室） （国立大学法人）

株式会社神戸製鋼所 北海道大学

（西神分室） （国立大学法人）

物質・材料研究機構 異相組織腐食生成物のその場分析技術開発
を再委託

（つくば千現分室）  

 

 (5)運営管理  

全分担研および再委託先による技術検討会を 7 回/年程度開催し、進捗を管理した。  

 

(6)実施の効果（費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

各社で進めている革新鋼板の耐食性評価・向上に適用する。  
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2.6.6.2 研究開発成果  

(1)最終目標の達成度  

 

 

研究開発項

目  

最終目標  

（2020 年度）  
研究開発成果  

達成

度※  

未達の場合  

原因と解決方針  

マクロ腐食

挙動との対

比（日本製

鉄）   

マイルドな大気腐食環

境での腐食特性評価か

ら開発技術の性能範囲

を提示   

・フェライトーパーライト組織鋼

共通試験材開発  

・2 種の共通試験片におけるマク

ロな腐食挙動の解析   

○  

 

マクロ腐食

挙動との対

比(ＪＦＥ) 

海浜環境での腐食特性

の評価から測定技術の

性能範囲を提示  

・２種の共通試験片の海浜環境で

の大気腐食特性評価  

・侵食形態解析技術の獲得  

◎  

 

マクロ腐食

挙動との対

比（神戸製

鋼所）  

塩分飛来環境での腐食

特性評価から測定技術

の性能範囲を提示  

・残留 γ 含有共通試験材開発  

・塩分環境下大気腐食特性解析  

・ラボ腐食加速試験条件確立  

・μXRD 法による組織と腐食生

成物対応技術の獲得  

◎  

 

微小電気化

学計測技術

開発（東北

大）  

残留 γ を含む微細組織

の腐食特性を評価でき

る技術を提示  

・マスキング法、新型ポテンシオ

スタットを開発し、SPM と組み

合わせることで、腐食解析にお

いて、nm 分解能を達成  

○  

 

局所構造解

析技術開発

(北海道大) 

・異相組織間腐食定量

解析技術開発   

・残留γ含有組織の腐

食生成物解析技術開

発  

・顕微ラマン散乱分光装置および

ICP-AES により、ミクロ組織か

らの腐食溶出、腐食生成物生成

挙動のその場解析を実現。   

○  

 

局所腐食電

位計測技術

開発

（NIMS）  

・腐食起点解析技術を

マルチスケールに展

開する  

・KFM 装置による腐食起点解析

のマルチスケール化可実現。  ○  

 

多拠点間測

定座標共有

技術検討

（NIMS 他）  

・拠点間での注目部位

共有化  

・拠点間で同一部位の腐食解析を

可能とした。  

・マルチプローブによる腐食解析

を実現した。  

◎  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、☓未達  

 

 

 

表 3-2.6.6-2 最終目標と達成度  
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 (2)研究開発の成果と意義  

1.1 概要  

自動車等の輸送機器の燃費改善には、エンジンを始めとした動力機関の効率向

上とともに、車両の軽量化が重要な取組課題であり、超高強度鋼材の部材への適

用拡大が車両軽量化の重要な手段の一つである。一方、中長期的視点では資源リ

スクや原料の品質劣化などの不安定要因が懸念されており、省資源、稀少元素代

替の革新的技術開発も求められている。鉄鋼各社では、これら欲求に対応した革

新的な次世代中高炭素鋼の開発を推進し、当初の目標とした強度や延性などの特

性についての実現めどを得た状態である。  

今後、実用特性として重要な腐食特性の把握が必要となってくる可能性が高い

ことから、鉄鋼分科会の協調課題として腐食挙動解析のための基礎技術向上の必

要性が指摘された。超高強度鋼の腐食は、その特徴的な異相界面を起点とし進行

する。本事業は、必要に応じて超高強度鋼の材料製造プロセスまで立ち返った検討

を可能とするため、その組織因子ごとの腐食特性を評価解析可能な技術の獲得と、

開発技術の共有基盤技術化を目的として各研究項目の分担推進を検討した。そのた

めに必要な解析技術の予備検討を 2017 年度 FS テーマ（テーマ 47）として実施した。

その結果をうけ、2018 年度～2020 年度本テーマ（テーマ 61）として実施した。  

各鉄鋼メーカーは、超高強度鋼板の腐食特性評価に適した素材を試作し共通試験

片として提供するとともに、マクロな腐食挙動を調査した。各研究機関は、サブ μm

～nm レベルの腐食現象把握技術を開発し、共通試験片に適用し、開発技術の向上、

普遍化につとめた。各鉄鋼メーカーは、開発技術の評価を行うとともに、各研究機関

の腐食現象把握技術の技術開発の方向性を提示した。  

以下に、各研究開発項目の内容及び成果を示す  

 

1.2 標準試験材  

 鉄鋼各社および各研究機関で共通して用いる材料として、フェライトーパーライ

ト組織鋼（以下、A 鋼）および、組織中に残留 γ 相を有する鋼（以下、B 鋼）を作

製し、以下の研究項目に用いた。研究項目ごとに、結果を提示する。  

 

1.3 成果  

1.3.1 異相組織を有するモデル鋼の作製とマイルドな大気腐食環境での腐食特性検

証：尼崎分室  

尼崎分室では、開発技術を評価できる異相組織を有するモデル鋼、A鋼、を作製

し、再委託先研究機関を含む各分室に配布した。本研究項目を分担する尼崎分室で

は、西神分室から提供されたB鋼とともに、年平均塩分飛来量  0.04 mdd（mdd: mg/

dm2/day、1日当たり10cm四方の面積に付着する塩分量）以下のマイルド環境で大気

曝露試験を分担、実施した。曝露試験は季節要因を加味し、冬期：2018年12月21日開

始、夏期：2019年8月20日開始の2回行った。いずれも、曝露期間は最長24週間とした。

それら鋼材の曝露試験と同時に、腐食と大きな相関のある温度、湿度、塩分、硫黄酸化

物についての環境測定を行った。回収した曝露試験片に対して、腐食量計測、腐食生
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成物分析、腐食形態観察などを実施した。  

 

1.3.2 異相組織を有する鋼材の過酷環境での腐食特性および水溶液中でのマクロな  

腐食特性の検証：京浜分室  

京浜分室では、開発技術を評価できる異相組織を有するモデル鋼を用い、年平均塩

分飛来量  1mdd 超の過酷環境での腐食特性検証を行い、本提案で開発される測定技術

の性能範囲を提示することを目的とし研究開発を実施した。  

尼崎分室および西神分室で作製された標準試験材であるフェライト―パーライト組織

からなる A 鋼と残留 γ を含有する B 鋼を用い、JFE スチール（株）の沖縄暴露試験場

（以下、沖縄）および（財）日本ウエザリングテストセンター（ JWTC）宮古島暴露試

験場（内陸部）（以下、宮古島）での大気暴露試験および、中性水溶液中における電気

化学測定を実施した。加えて、尼崎、銚子、沖縄、宮古島における暴露試験片の表面形

態を数値化により評価した。  

 

1.3.3 異相組織を有する鋼材の過酷環境での腐食特性およびラボ加速試験による腐食

特性の検証：西神分室  

西神分室では、下記を目標に検討を進めた。  

・本事業の第二段階で適用される B 鋼と称する残留 γ を含んだ微細組織鋼の提供

と、塩分飛来環境での腐食特性およびラボ加速試験環境でのマクロな腐食特性

評価を開始する。  

・塩分飛来環境での短期間腐食特性およびラボ加速試験環境でのマクロな腐食特

性評価を行い、測定技術の性能範囲を提示する。  

・塩分飛来環境での長期間腐食特性評価を行い、測定技術の性能範囲を提示する。  

  

結果、腐食量やさび組成と環境因子の関係把握を暴露試験とラボでの加速試験で行う

とともに、さび組成の変化には一定量の塩分が必要など環境因子の影響も理解できた。

さらに、XRD 解析から微細構造が腐食への関与を示唆するデータが得られた。  

 

また、開発技術を用いて、共通試験片の曝露結果の議論を深めるために、腐食面

の形態について数値化を試みた。腐食形態を数値化することで、鋼種とその微細組

織、腐食環境と特徴的な腐食形態の相関が議論でき、その議論は、開発技術で明ら

かとなる異相界面腐食形態の特徴、腐食性と結びつけた議論がより活性化するもの

と考えられる。  

 

 以降で、得られた成果について概説する。  

 

 図 3-2.6.6-3 に鋼材曝露試験場所一例を示す。これら鉄鋼メーカー等が保有する曝

露場所を活用し、共通試験片２種（表 3-2.6.6-4 および 5）について曝露試験を行っ

た。図 3-2.6.6-6 に結果一例を示す。鋼材 A を用いて、３つの異なる環境で行った曝

露結果である。同一鋼材を用いても、環境要因によりその腐食性は異なる。図 3-
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2.6.6-7 には、２種の鋼種に対する同一地域、同一時期における曝露結果を比較した

例を示す。環境が同一でも、鋼材組織因子により腐食性は変化する。この異なる腐

食要因、環境、組織などの鋼材腐食性に及ぼす影響を明確化し、必要に応じて母材

開発にフィードバックするために高度な腐食解析技術が必要とされた。  

 

 

図 3-2.6.6-3 曝露試験場一例 

 

 

 

表 3-2.6.6-4 鋼材 A の化学組成(mass%) 

C Si Mn P S Al N O 

0.44 0.20 0.85 0.008 0.002 0.024 0.005 0.002 

 

表 2-2.6.6-5 鋼材 B の化学組成(mass%) 

C Si Mn P S Al N O 

0.39 1.31 2.01 0.010 0.002 0.04 0.0042 0.0008 
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図 3-2.6.6-6 A 鋼曝露結果例 

 

 

 

 

図 3-2.6.6-6 同一地域、同一期間における A 鋼、B 鋼曝露結果比較。左：都市部、

右：高温多湿沿岸部 
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1.3.4  異相組織の腐食に及ぼす作用明確化技術開発：[再委託]東北大学  

超高強度鋼板のもつ異相界面は非常に微細 (数 µm 以下 )であることから、腐食性

に関連する電気化学特性はほとんど解明されていない。本研究では、サブミクロ

ンからナノメートルオーダーの微小領域の耐食性を電気化学的に解析できる技術

を開発することを目標として実施した。  

第一段階として、フェライト―パーライト組織を評価対象として、既存のマイ

クロ電気化学システム（図 3-2.6.6-7）の高度化を進め、これまで以上の空間分解

を達成し、サブミクロンオーダーへ到達 (図 3-2.6.6-8)するとともに、最終目標へ

のハードルの高さを確認した。この時の腐食溶解は、セメンタイトに挟まれたフェ

ライトラメラから始まったことが明らかとできた。フェライトラメラのサイズは 1μm

を下回っており、サブ μm オーダーでの腐食起点、進展挙動のリアルタイム解析が実

現できた。  

 

第二段階では、これ以上の空間分解向上には SPM 技術導入不可避と判断し、高

速 AFM（図 3-2.6.6-9）の導入、戦力化を進めた。その際、必要となった微小マス

キング技術（図 3-2.6.6-10,11）を示す。これは、樹脂吐出装置と紫外線硬化型樹脂

の組み合わせにより実現した高精細マスキングシステムとなる。微小電流制御ポテ

ンシオスタット（図 3-2.6.6-12）の開発も進めた。結果、得れらた高速 AFM によ

る鋼材 B に対する測定例を図 3-2.6.6-13 に示す。中心付近矢印部は残留 γ 相に相当

する。周辺部は自然浸漬により形態が変化していっているのに対して、矢印部の形態

はかわらない。微細組織の腐食性に関する情報が AFM の持つ空間分解能レベルで取

得可能になった。  

 今後、各鉄鋼メーカーの開発する超高強度鋼板に対して、本開発技術を駆使するこ

とで、開発材の微視組織起因の腐食起点、進展挙動の解析が進むことが期待できる。  

 

 

 

 

 

 
 

図 3-2.6.6-7 マイクロ電気化学システム模式図 
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マイクロ電気化学システムの進化 サブミクロンへ

高速スキャン
AFM

ナノ腐食電流計測･
電位制御システム

マスキング技術

試料面サイズ
25x25μm程度

 

図 3-2.6.6-9 高速 AFM システムの導入 

 

 

 

図 3-2.6.6-8 100mM の NaCl を含む pH 8.0 のホウ酸塩緩衝溶液中においてアノード 

分極中の孔食発生挙動観察結果（鋼材 A 使用）。 

（上）通常の光学顕微鏡使用。0.55V 付近で発生した孔食の成長挙動、 

（下) 共焦点走査型レーザー顕微鏡使用。0.9V における孔食成長挙動 
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50 μm

従来の電極面：100 μm四方 本研究：20～40 μm四方

面積：14305 μm2

面積：765 μm2

（およそ25 μm四方）

電極面積：従来の10分の1以下
 

図 3-2.6.6-11 鋼材 B に対する、従来の試料電極面(左)と本技術開発で実現で

きた試料電極面(右)の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.6-10 開発したマスキング技術 
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図 3-2.6.6-12 開発したポテンシオスタット回路例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2.6.6-13  高速 AFM で取得された腐食中の鋼材 B の表面形態変化追跡例 
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1.3.5 異相組織腐食生成物のその場分析技術開発： [再委託]北海道大学 

腐食電気化学反応の過程で形成される腐食生成物は、鋼材の腐食の進展に重要な役

割を担う。特に超高強度鋼板においては、異相界面に特徴付けられる腐食挙動の発現

や加速が懸念される。そこで本事業では、異相界面上での腐食電気化学反応に着目し、

鋼材のミクロ組織ごとの腐食生成物のその場分析技術を開発した。本開発技術を適用

することで従前から使用されている腐食予測技術の高度化を推進する。本開発技術は

腐食環境下、すなわち“その場”での腐食生成物特性の解析可能化を目標とするため、

非破壊検査である分光分析技術（ラマン散乱分光法）および電気化学測定を駆使した

物質・電荷移動特性把握技術（ICP-OES 法）の高度化研究を中心とし推進した。その

過程で、“その場”解析で得られる分光スペクトルデータの解釈のためのスペクトル

データベースの拡充も進めた。 

 腐食生成物は、その後の腐食を増長もするし、抑制もする。鋼材直上に形成された腐食

生成物、錆種によてその後の腐食への影響は変化する。鋼上に形成される腐食生成物の種

類、電気化学特性、伝導特性をその微細組織対応させ理解することは、鋼の腐食性を理解

する上では、重要な知見となる。 

 図 3-2.6.6-14 には、鋼材 A を中性溶液中に置いた時に形成される腐食皮膜の伝導特性の

差異を明らかとした電気化学顕微鏡像と、光学顕微鏡像を示す。これらから、腐食電位お

いた A 鋼直上に形成された腐食皮膜の電気化学反応に対する活性が微細組織ごとにこと

なることが確認された。その差異原因を解明するために試料を乾燥後、断面より TEM 観

察した結果が図 3-2.6.6-15 である。 

 

 

図 3-2.6.6-14 鋼材 A 不働態表面の(a)走査型電気化学顕微鏡像、(b)光

学顕微鏡像。パーライト組織上で初析フェライト相上よりも大きな電気

化学反応電流が観察されており、表面を覆う不働態皮膜の絶縁性には素

地ミクロ組織が影響することがわかる。  
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電気化学顕微鏡で得られるプローブ電流像から、被膜の絶縁性は、フェライト相上

にできる皮膜の方が、パーライト組織上にできる皮膜よりも高いことが明らかとなっ

た。一方、TEM 観察結果からは、セメンタイト上の皮膜に組成、構造上の特徴があ

ることが指摘された。このように、組織ごとに形成される腐食皮膜は、組成、構造、

電気伝導性などにそれぞれ異なる特徴を持つことが反映している。組織ごとの皮膜構

造を知ることは、皮膜を通じた腐食性を議論する上で重要な知見となる。そのような

皮膜構造に関する知見を、腐食中の鋼材のその場分析から得ることができるように、

顕微ラマン装置(図 3-2.6.6-16)を導入した。本装置により、腐食環境―組織の腐食生成

物（皮膜）に及ぼす作用が明確しやすくなり、それら皮膜存在下での鋼材腐食性の議

論が活発になる。図 3-2.6.6-15 で示した腐食皮膜などを含め、環境毎に各鋼種表面に

できる腐食生成物のスペクトルデータベースを作製を進めた。  
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図 3-2.6.6-15 鋼材 A（ (a)初析フェライト相、パーライト構造の (b)フェライ

ト相と (c)セメンタイト相）不働態表面 FIB 加工断面試料の走査型透過電子

顕微鏡像。a と b 同様に c も皮膜で覆われるが、この皮膜は a と b の皮膜に

比べて厚いことがわかる。  
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① 大気腐食初期過程に形成する腐食生成物のin-situ追跡
（顕微ラマン導入により実現）

Raman顕微鏡 ＋ 環境試験機

② Ａ鋼不働態皮膜の高精度解析

α-Fe Fe3C
パーライト

α-Fe
初析フェライト

ラマンによる皮膜解析のベースデータ

 
 

図 3-2.6.6-16 導入した顕微ラマン装置 

 

 

 北海道大学では、顕微ラマン装置を活用した腐食生成物解析技術の高度化に加えて、

腐食の過程で溶液中に散逸する成分の定量解析も実現した。図 3-2.6.6-17 に導入され

た ICP-OES 装置と、開発された光学窓付き溶液フローセルを示す。本装置と顕微ラマ

ン装置の組み合わせにより、腐食の結果、鋼板に堆積する成分をラマンで、散逸する

成分を ICP-OES で評価することが可能となり、腐食過程のマスバランス解析が可能と

なり、今後、各メーカで開発される鋼材の腐食性の議論が深まることが期待される。  

 すでに何度も述べてきたように、腐食は環境との組み合わせで変化する。顕微ラマ

ン装置下で、自然環境で進展する腐食挙動を再現し、解析することができれば、鋼材

の腐食性議論にとって有益であろう。図 3-2.6.6-18 には、開発された塩分飛来量制御

腐食セルを用いた腐食解析例を示す。A 鋼と B 鋼の腐食性の差異が本装置を用いて議

論できる可能性が高い。  
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大気暴露試験結果との照合、組織依存性の解釈を行う。

腐食生成物のex-situ解析 → in-situ解析の補足
・EBSD 素地金属組織の評価
・SAM 酸化物皮膜の化学組成解析
・STEM 酸化物皮膜（膜厚、結晶構造、元素）の高精度解析

・顕微ラマン導入により、腐食生成物のin-situ追跡体制を確立
・解析のためのスペクトルデータベースの整備をすすめ、
実環境皮膜の高精度解析環境を構築する

電気化学測定

発光分光分析

ミクロスケールでの大気腐食初期過程の“その場”観察

腐食反応溶解生成物の“その場”測定

 

図 3-2.6.6-17 顕微ラマン装置と ICP-OES により展開される腐食研究 
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大気暴露試験結果との照合、組織因子毎の腐食特性の定量的な把
握のため、各種組織の腐食生成物に与える影響の解析をすすめる

ミクロスケールでの大気腐食初期過程の“その場”観察技術を構築

組織因子X環境因子： 環境の腐食への影響を実験室環境で精査

A鋼

B鋼

実施例： 塩分飛来多い環境を想定

図 発錆誘導時間を検出

△B鋼
○A鋼

 

 

図 3-2.6.6-18 塩分飛来量制御腐食セル中に形成された腐食生成物のラマンによるその

場分析例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

3-2.6.6-19 

 

1.3.6 ミクロ・ナノ異相組織を有する構造材料の腐食起点解析技術の開発  ：つくば

千現分室 

つくば千現分室では、異相組織を有する構造材料における腐食起点の検出のた

めの腐食電位計測技術を構築することを本テーマの目的として、特に KFM 法の

腐食起点解析ツールとしての高度化を推進するとともに、マルチスケール化によ

る測定範囲の拡大、適用環境として大気腐食環境への拡大を目指した。 

共通試験片の腐食起点解析について、試料表面調整技術を検討（図 3-2.6.6-

19,20）し、電位測定感度がよく、再現性のよいイオンミリングによる試料作製技

術を確立（図 3-2.6.6-20）した。導入したマルチスケール腐食電位評価装置を用

いて 10mV/nm の局所電位勾配が解析可能なことを確認（図 3-2.6.6-21,22）し、微

細組織鋼の中の腐食起点となる組織因子の分布明確化技術を獲得した。  

本解析技術と次項で述べる測定値共有化技術により、パーライト中のフェライ

ト /セメンタイト相の異相界面について、元素分析（図 3-2.6.6-23）とともに、nm

オーダーでの電位プロファイルを得ることに成功（図 3-2.6.6-24）し、この部位

の異相界面の電位差が他の部分と比較して大きいことから、腐食の起点になりや

すいことを明らかとできた。また、今回議論していないが、元素分析結果も活用

することで、添加元素による腐食性の変化が議論できることも確認された。 



  

3-2.6.6-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凹凸像 電位像

2µm 2µm

0 400nm -319 -351mV
 

図 3-2.6.6-19 湿式エッチングにより得た試料に対する凹凸像（左）と電位像

（右） 

凹凸像 電位像

2µm 2µm

0 36nm -296 -309mV
 

図 3-2.6.6-20 イオンミリングで得た試料に対する凹凸像（左）と電位像（右） 
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図 3-2.6.6-21 イオンミリングで得た試料に対する凹凸像（左）と電位像（右） 
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図 3-2.6.6-22 図 3-2.6.6-21 に示した試料の AB 間の断面プロファイル 
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図 3-2.6.6-23 EDX 分析結果  
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図 3-2.6.6-24 A 鋼の腐食試験前後での KFM 測定結果（形状像）  
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1.3.7 多拠点間分析位置共有化技術開発   ：つくば千現分室他 

材料メーカーごとに注目する組織因子が異なることから、評価解析位置を各企業

（日本製鉄、ＪＦＥスチール、神戸製鋼所）－各研究拠点（物質・材料研究機構、東

北大学、北海道大学）間で共有化できる技術が必要となる。本技術の実現が、各研究

機関での開発技術の連携を実現し、各メーカーの開発する革新鋼板の腐食性評価と、

必要に応じた母材改善研究を加速する。 

本事業については、つくば千現分室が中心となり、評価解析位置を各分室、再

委託先研究機関間で共有化するための多拠点間分析位置共有化技術を検討した。  

本項目は、2019 年度～2020 年度にかけて開発を進めた。 

 

具体的には、分析位置共有化技術をレーザーマーカーによるマーキング位置を活

用することで実現した。マーキングした試料の一例を図 3-2.6.6-25 に示す。図中，赤

丸で囲った部分がマーキング部であり，数 μm の孔をレーザーで穿つことで測定箇所

が特定できる。実際にマーキングした試料について，KFM 測定後，SEM 観察および

EBSD 解析を行った結果を図 3-2.6.6-26 に示す。  

 

 

 

 

図 3-2.6.6-26 マーキングした試料を用いて KFM 測定， SEM 観察および

EBSD 解析を行った結果  

 

 
図 3-2.6.6-25 鋼材へのマーキング例  
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SEM 像において，初析フェライトとパーライトが観察されており，パーライト

中のラメラ構造も明瞭である。KFM 測定により得られた電位像において，元々の

観察エリアが大きかったため，解像度の影響によりパーライト中のラメラ構造は

SEM 像ほど明瞭ではないが，ラメラ構造に対する電位分布は得られている。また，

KFM の電位像から同じ初析フェライトでも表面電位が異なることが明らかにされ

た。これについては，EBSD の結果，それぞれの結晶方位の違いに起因すること

がわかった。結晶方位は仕事関数と相関があることが知られており，その結果と

KFM による電位像との結果は良く一致した。セメンタイトについては，EBSD の

結果から本試料の場合，結晶性が低いことが示唆された。以上の結果から，レー

ザーマーカーによるマーキングにより KFM 測定と SEM/EBSD 解析において、高

精度の分析位置共有が可能となった。マーキングは、光学顕微鏡でも視認可能で

あるため、企業や研究拠点間で評価解析位置を共有化するための技術として有用

である。  
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